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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

011001 01北海道 H21補正
①北網

循環器・呼吸器診療
機能充実・強化整備
事業

・救急部門を集約することにより、術
後の全身管理等も一括して実施可
能な救急、急性期医療機能体制を
整備

○ ○ 787,900 787,900 ±0 有 　北見赤十字病院との高度医療機
能の集積による、循環器・呼吸器疾
患の専門医療の充実を図るため、
道立北見病院を北見赤十字病院隣
接地に移転改築し、一体的な医療
提供体制の構築を図る。

　当初の計画ではオホーツク第三次医療圏において唯一
の心臓血管外科機能を有する道立北見病院の増築整備
等により、循環器疾患等の救急・急性期医療機能の充実
を図ることとしていたが、同圏域の高度専門・高次救急医
療機能を担う北見赤十字病院が、平成27年度のグランド
オープンに向けて全面改築整備を進めていることから、両
病院の一体的な医療提供体制の構築により、オホーツク
圏における循環器・呼吸器疾患の医療機能を充実強化し
ようとするものである。
　道立北見病院の北見赤十字病院隣接地への移転整備
により、救急・急性期医療機能の充実や合併症患者への
対応強化が図られるよう、電子カルテや診療情報システ
ムの整備、医師の相互応援などの医療連携を推進する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、将来の地域の循環器・呼吸器診療機能の更なる充
実・強化を図ることが可能となる。

011003 01北海道 H21補正
①北網

遠隔画像診断システ
ム等整備事業

・北見赤十字病院を中核とした地域
ネットワークシステムの構築

○ ○ 260,672 456,068 ＋195,396 有 　道立北見病院が北見赤十字病院
に隣接して移転改築整備することと
なったことから、北見赤十字病院を
一部再編整備することとし、北網地
域における医療提供体制の拡充を
図る。

　当初の計画ではオホーツク第三次医療圏において唯一
の心臓血管外科機能を有する道立北見病院の増築整備
等により、循環器疾患等の救急・急性期医療機能の充実
を図ることとしていたが、同圏域の高度専門・高次救急医
療機能を担う北見赤十字病院の全面改築整備に併せて、
両病院の一体的な医療提供体制を構築することになった
ことから、北見日赤病院の一部再編整備により、オホーツ
ク圏における循環器・呼吸器疾患の医療機能を充実強化
が図られるよう本事業の拡充を図りたい。
　（注）なお変更に必要な財源の一部は、今後の運用益に
より発生する見込みの基金余剰額を財源とする。なお、財
源とすべき基金余剰額が不足し、上記の基金負担額に満
たないこととなった場合は、北海道の負担により事業を実
施する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び基
金の運用益（見込額22千円）を活用することとしており、他
の事業に影響を及ぼすことはない。また、将来の北網圏
における広域連携による医療提供体制の更なる充実を図
ることが可能となる。

011004 01北海道 H21補正
①北網

ドクターカー整備事業 ・ドクターカーの整備 ○ 15,534 22,034 ＋6,500 　国の「医療提供体制推進事業費
補助金」の減額見合いを基金充当
するものである。

　国の補助金について、当初計画額より減額されたことか
ら、計画の目的を達成するため、見合い額を基金充当す
るものである。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、地域の周産期医療体制の更なる充実を図ることが
可能となる。

011005 01北海道 H21補正
①北網

北網圏地域医療再生
委員会運営経費

・計画の進捗及び達成状況につい
て、保健所と地域の関係者間にお
いて検証し、調整・進行を管理

○ 2,000 1,182 △818 　計画のうち、会議の開催経費を減
額するものである。

　計画の推進及び管理のための所要額が見込よりも下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

011006 01北海道 H21補正
①北網

歯科保健センター整
備事業

・三次圏域で唯一未整備圏域の障
がい者歯科保健医療のための歯科
保健センターを整備

○ 0 20,000 ＋20,000 有 　障がい者対応の診療機器を十分
に整備することにより、より安全な診
療体制を確保する。

　道では、第三次医療圏ごとに歯科口腔保健センターを整
備することしており、未整備圏域の解消が道政課題の一
つであり、また、障がい者に対応した措置が必要であるこ
とから、必要な設備を整備することにより、適切な治療が
受けられるよう本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、運用利息(確定額20,000千
円)を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。また、道内における歯科口腔保健センターの未
整備圏域の解消が可能となるとともに、圏域外の大学病
院、病院歯科や歯科口腔保健センターを受診している障
がい者に対し、圏域内で治療できる体制が整備されること
から、身体的・経済的負担等の軽減も図ることが可能とな
る。

011007 01北海道 H21補正
①北網

北海道医師養成確保
修学資金等貸付事業

・医師免許取得後、一定期間、地域
の医療機関勤を条件とする道内医
育大学地域枠と連動した奨学金制
度の拡充

○ 104,440 104,430 △10 　貸付金について、見込を下回った
ため、減額するものである。（端数
残）

　貸付金について、見込を下回ったため。（端数残） 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

011008 01北海道 H21補正
①北網

地域医療指導医派遣
システム推進事業

・道内の医育大学と連携の上、指導
医派遣のためのシステムを構築

○ 40,000 5,888 △34,112 　事業実施主体である北海道大学
において毎年度８名の指導医募集
に対し、採用者が下回ったため、減
額するものである。

　事業実施主体である北海道大学において毎年度８名の
指導医募集に対し、採用者が下回ったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額することとする。

011009 01北海道 H21補正
①北網

寄附講座設置事業 ・道内医育大学に寄附講座を設置し
地域医療を担う医師の養成に関す
る調査、研究を行うとともに地域の
医療機関に医師を派遣するシステ
ムを構築

○ 240,000 95,480 △144,520 　全道域事業であり、北網医療及び
南檜山圏域の両計画に記載してい
るものであり、登載金額のみを変更
するものである。

　全道域事業であり、北網医療及び南檜山圏域の両計画
に記載しているものであり、登載金額のみを変更するもの
である。

　当初計画どおり事業を実施しており、地域医療を担う医
師の確保を図ることが可能となる。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

011010 01北海道 H21補正
①北網

女性医師等勤務環境
整備事業

・再就職に不安を抱える女性医師等
に対する受付・相談窓口の設置
・残業のない短時間勤務制度を医
師が選択できる体制を整備

○ 167,384 155,174 △12,210 有 　全道域事業であるが、北網医療圏
の地域医療再生計画のみの記載で
あったため、南檜山圏域の計画へも
記載することとしたこと、並びに各医
療機関における補助申請額が、当
初の見込みより下回ったため、減額
するものである。

　全道域事業であることから、南檜山圏域の計画にも記載
することとしたこと、並びに各医療機関における補助申請
額が、当初の見込みより下回ったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができたところであり、将来の地域医療を
担う女性医師の確保を図ることが可能となる。

011012 01北海道 H21補正
①北網

救急医養成促進事業 ・医育大学に対する救急医養成プロ
グラムの研究
・救急医の養成・派遣に係る大学間
及び関係機関間の調整を行う連絡
会議のを設置

○ 12,000 8,534 △3,466 　医育大学に対する救急医養成プ
ログラムの研究に係る費用の減額
及び連絡会議の開催経費を減額す
るものである。

　医育大学における救急医養成プログラムの研究に係る
所要額や連絡会議の開催のための所要額が見込みより
も下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

011013 01北海道 H21補正
①北網

レセプト情報等データ
ベースシステム整備
事業

・レセプト情報等のデータベースシス
テムを整備し、患者の受療動向等を
調査・分析

○ 44,500 40,748 △3,752 　システムの維持経費が下回ったた
めに減額するものである。

　システムの維持経費が下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

011014 01北海道 H21補正
①北網

クリティカルパス広域
活用システム整備事
業

・「地域連携クリティカルパス」のネッ
トワークシステムの開発・試行運用

○ ○ 52,000 104,065 ＋52,065 有 　脳卒中パスの本格運用にあたり、
地域を拡大して試行を実施するとと
もに、急性心筋梗塞の運用システム
を脳卒中のシステムとの連結、デー
タベースを共有できる仕様で開発す
るほか、運用方法やシステムを見直
すことにより、地域での活用の拡充
を図る。また、隣接圏域の拠点病院
との連携の下、がん医療提供体制
の充実及び診療連携の充実・強化
を図るため、地域のがん診療の実
態の把握・評価を行う。

　クリティカルパスの運用を定着させるためには、顔の見
える関係づくりとともに、関係機関のニーズを十分に反映
することが必要であり、試行範囲の拡大が必要である。こ
のため、脳卒中と急性心筋梗塞の一体的な運用に向けて
システム等を改善することは、動脈硬化性疾患の包括的
な医療連携を進めることが可能となるよう本事業の拡充を
図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び基
金運用益（確定額4,113千円)を活用することとしており、他
の事業に影響を及ぼすことはない。また、地域連携クリ
ティカルパスの広域活用に向けた更なる拡充を図ることが
可能となる。

011015 01北海道 H21補正
①北網

総合内科医養成研修
センター運営支援事
業

・総合内科医養成に取り組む「総合
内科医養成研修センター」を設置

○ 46,696 9,132 △37,564 有 　総合内科医の養成・確保について
は、恒常的に不足している地域から
の要望が多いが、各センターにおけ
る補助申請額が、当初の見込みよ
り下回ったため、減額するものであ
る。

　各センターにおける補助申請額が、当初の見込みより下
回ったため執行残が生じたものである。

　計画額より安価で実施できたものであり、医療課題の解
決に向けた取り組みへの影響はない。

011016 01北海道 H21補正
①北網

地域医療支援セン
ター薬局整備等事業

・地域の薬局の医療活動を支援す
る地域医療支援センター薬局の整
備

○ 65,000 51,625 △13,375 　当初計画のうち、地域医療支援セ
ンター薬局について、整備内容の変
更から所要額が減額したため。

　当初計画のうち、「地域医療支援センター薬局」の整備
について、新築から既存建物の改修整備に変更となった
ため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

011017 01北海道 H21補正
①北網

北海道総合保健医療
協議会地域医療専門
委員会運営経費

・計画の円滑な推進を図るため、計
画対象地域の情報等の収集・分析
を行うとともに、総合保健医療協議
会を開催し、計画に定める事業の達
成状況について検証

○ 904 1,757 ＋853 有 　計画の円滑な推進及び評価を実
施するとともに、検証を実施する。

　一部の計画に基づく事業の拡充に伴い、計画の円滑な
推進及び評価のため、所要額が増額するものである。
 （注）なお変更に必要な財源の一部は、今後の運用益に
より発生する見込みの基金余剰額を財源とする。なお、財
源とすべき基金余剰額が不足し、上記の基金負担額に満
たないこととなった場合は、北海道の負担により事業を実
施する。

　変更に伴う財源については、基金の運用益（見込額853
千円）を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼ
すことはないまた、計画の適切な推進管理が可能となる。

012002 01北海道 H21補正
②南檜山

ＩＴネットワークの整備 ・圏域内すべての医療機関に電子
カルテ、地域連携システムを導入
し、ＩＴネットワークを整備

○ 1,070,200 1,107,832 ＋37,632 　計画のうち、離島における病院の
設備整備数を増加することとしたた
め。

　離島において、画像伝送が可能なCTを整備することと
なったため、増額するものである。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び基
金の運用益（確定額20,526千円）を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、離島医療
の診療支援及び各医療機関の役割や機能に応じた病院・
診療所間の連携強化の更なる充実を図ることが可能とな
る。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧
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012003 01北海道 H21補正
②南檜山

南檜山地域周産期医
療確保事業

・医育大学に寄附講座を設置し、周
産期医療を担う医師の養成に関す
る調査、研究を実施
・道立江差病院への助産師外来の
設置

○ ○ 95,590 99,944 ＋4,354 　道立江差病院においては、札幌医
科大学からの医師派遣を受け、平
成26年３月から分娩を再開すること
としており、分娩に必要な医療機器
等の整備を行うものである。

　道内の二次医療圏において、唯一分娩ができない圏域
の解消は道政の重要課題の一つであり、分娩再開に向け
た体制整備を図るための措置が必要である。このため、
必要な医療機器を整備することにより、圏域における分娩
の再開及び周産期医療体制の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、南檜山医療圏の周産期医療の確保を図ることが可
能となる。

012004 01北海道 H21補正
②南檜山

南檜山圏地域医療再
生委員会運営経費

・計画の進捗及び達成状況につい
て、保健所と地域の関係者間にお
いて検証し、調整・進行を管理

○ 2,000 1,050 △950 　計画のうち、会議の開催経費の所
要額が減額するものである。

　計画の推進及び管理のための所要額が見込よりも下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

012005 01北海道 H21補正
②南檜山

北海道医師養成確保
修学資金等貸付事業

・医師免許取得後、一定期間、地域
の医療機関勤を条件とする道内医
育大学地域枠と連動した奨学金制
度の拡充

○ 104,440 104,430 △10 　貸付金について、見込を下回った
ため、減額するものである。（端数
残）

　貸付金について、見込を下回ったため。（端数残） 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

012006 01北海道 H21補正
②南檜山

地域医療指導医派遣
システム推進事業

・道内の医育大学と連携の上、指導
医派遣のためのシステムを構築

○ 320,000 266,816 △53,184 　事業実施主体である北海道大学
において毎年度８名の指導医募集
に対し、採用者が下回ったため、減
額するものである。

　事業実施主体である北海道大学において毎年度８名の
指導医募集に対し、採用者が下回ったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額することとする。

012007 01北海道 H21補正
②南檜山

総合内科医養成研修
センター運営支援事
業

・総合内科医養成に取り組む「総合
内科医養成研修センター」を設置

○ 542,264 400,524 △141,740 有 　総合内科医の養成・確保について
は、恒常的に不足している地域から
の要望が多いが、各センターにおけ
る補助申請額が、当初の見込みよ
り下回ったため、減額するものであ
る。

　各センターにおける補助申請額が、当初の見込みより下
回ったため執行残が生じたものである。

　計画額より安価で実施できたものであり、医療課題の解
決に向けた取り組みへの影響はない。

012008 01北海道 H21補正
②南檜山

寄附講座設置事業 ・道内医育大学に寄附講座を設置し
地域医療を担う医師の養成に関す
る調査、研究を行うとともに地域の
医療機関に医師を派遣するシステ
ムを構築

○ 240,000 384,520 ＋144,520 　全道域事業であり、北網医療及び
南檜山圏域の両計画に記載してい
るものであり、登載金額のみを変更
するものである。

　全道域事業であり、北網医療及び南檜山圏域の両計画
に記載しているものであり、登載金額のみを変更するもの
である。

　当初計画どおり事業を実施しており、地域医療を担う医
師の確保を図ることが可能となる。

012009 01北海道 H21補正
②南檜山

新人看護師臨床実践
能力向上研修支援事
業

・卒後臨床経験１年目の新人看護
師等に対する基礎教育の補完及び
臨床実践能力を習得させるための
研修を実施

○ ○ 27,968 64,377 ＋36,409 　看護職員の実践能力研修の強化
を図ることにより、地域医療に従事
する看護職員の拡大を図る。

　道内の看護職員の増加や地域偏在の解消は道政の重
要課題の一つであり、地域医療の維持・充実のための措
置が必要であることから、看護職員の離職が少しでも減
少するよう本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、将来の地域医療を担う看護職員の更なる拡充を図
ることが可能となる。

012011 01北海道 H21補正
②南檜山

周産期母子医療セン
ター整備事業

・二次医療圏で地域周産期母子医
療センターが未整備圏域に整備

○ ○ 76,125 69,924 △6,201 　計画のうち、周産期母子医療セン
ター整備事業について入札減等に
より減額するものである。

　補助対象者と協議し、補助額を減じることとしたことや、
入札を実施した結果、見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

012012 01北海道 H21補正
②南檜山

北海道総合保健医療
協議会地域医療専門
委員会運営経費

・計画の円滑な推進を図るため、計
画対象地域の情報等の収集・分析
を行うとともに、総合保健医療協議
会を開催し、計画に定める事業の達
成状況について検証

○ 913 912 △1 　計画のうち、会議開催の所要額が
減少するものである。

　計画の推進及び管理のための所要額が見込よりも下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013002 01北海道 H22補正
道南圏

ﾄﾞｸﾀｰﾍﾘ導入調査研
究事業

・ドクターヘリ導入に向けた調査検
討協議

○ 16,200 14,376 △1,824 　ドクターヘリ導入に向けた調査検
討に係る会議費等を減額するのも
のである。

　ドクターヘリ導入に向けた調査検討のための所要額が
見込みよりも下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013009 01北海道 H22補正
道南圏

専門医派遣システム
推進事業

・常勤の循環器内科や脳神経外科
医などの専門医を派遣するための
システムの構築

○ 38,750 19,392 △19,358 　各医療機関における補助申請額
が、当初の見込みより下回ったた
め、減額するものである。

　各医療機関における補助申請額が、当初の見込みより
下回ったため。

　当初計画には満たないものの、本事業の実施により一
定の成果を上げることができ、医療課題の解決への影響
はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

013010 01北海道 H22補正
道南圏

地域枠入学生等地域
医療体験実習事業

・地域枠入学生の地域医療に関す
る学外実習に取り組む医育大学に
対する支援。

○ 13,268 17,501 ＋4,233 有 　地域医療に関する学外実習を希
望する地域枠入学生が当初見込み
より多いことから、医育大学に対す
る支援を行うため増額し、将来、地
域医療に従事する医師の拡大を図
る。

　道内の医師数の増加や地域偏在の解消は、道政の重
要課題の一つであり、道内に定着する医師の養成が不可
欠であることから、少しでも多くの医師の確保が図られる
よう本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び基
金運用益（確定額1,992千円）を活用することとしており、
他の事業に影響を及ぼすことはない。また、将来の地域
医療を担う医師の更なる拡充を図ることが可能となる。

013011 01北海道 H22補正
道南圏

小規模病院等看護技
術強化研修事業

・自治体病院を核とした看護職員の
実践能力向上の取組に対し支援

○ ○ 49,605 56,712 ＋7,107 有 　研修支援センター機能を拡充し、
地域医療に従事する看護職員の拡
大を図る。

　道内の看護職員数の増加や地域偏在の解消は、道政
の重要課題の一つであり、地域医療の維持・充実のため
の措置が必要である。このため、看護職員の育成が不可
欠であり、少しでも多くの看護職員の確保が図られるよ
う、本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び基
金運用益（確定額3,401千円）を活用することとしており、
他の事業に影響を及ぼすことはない。また、小規模病院
等の看護職員が先進的医療に対応できる看護実践能力
を習得できる研修体制が整備され、看護職員確保対策の
更なる拡充を図ることが可能となる。

013012 01北海道 H22補正
道南圏

看護師等養成所教育
指導体制強化事業

・看護師養成所の教育指導体制の
強化の取組を支援

○ 17,040 9,898 △7,142 　全45養成所（課程）に対し、200万
円(400万円×1/2)の補助を計画し
ていたが、30養成所（課程）にとど
まったこと、補助基本額を下回る養
成所があったことにより所要額が減
少したため。

　全45養成所（課程）に対する支援を計画していたが、支
援を希望する養成所が30養成所（課程）にとどまったこと、
及び総事業費が補助基準額を下回る養成所があったた
め。

　当初計画には満たないものの、本事業により相当の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い看護職員確保対策として、小規
模病院等看護技術を強化するための研修事業を行うこと
とする。

013013 01北海道 H22補正
道南圏

医療優先固定翼機研
究運航事業

・医療優先固定翼機（メディカルウイ
ング）の研究運航及び研究会の運
営支援

○ 67,000 65,901 △1,099 　計画のうち、医療優先固定翼機（メ
ディカルウイング）の運航委託費及
び研究会の運営費が減少したもの
である。

　医療優先固定翼機（メディカルウイング）の運航委託費
及び研究会の運営費が見込みよりも下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013014 01北海道 H22補正
道南圏

三次救急医療圏域協
議会経費（救急医療
対策推進事業）

・3次医療圏毎に救急医療対策の協
議会を設置し、医療機関相互の連
携体制の確保・強化

○ 2,364 1,082 △1,282 　協議会を開催する所要額が減少
するものである。

　協議会の開催する所要額が見込みよりも下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013016 01北海道 H22補正
道南圏

広域病理診断支援・
人材育成推進事業

・全道的な病理医不足に対応するた
め、診療連携体制と人材育成の取
組支援

○ 4,925 2,270 △2,656 　計画のうち、病理診断支援システ
ムの導入について予定していた補
助対象箇所数（51箇所→20箇所）を
減少したことにより、計画額を減額
するものである。

　既存機器にて対応可能な医療機関があり、補助申請件
数が下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013017 01北海道 H22補正
道南圏

地域医療広域連携推
進事業

・地方・地域ｾﾝﾀｰ病院を中心とした
連携体制の強化

○ ○ ○ 60,268 87,791 ＋27,523 有 　自治体病院等の医療機器等整備
を拡充し、地域における連携体制の
強化を図る。

　道内の自治体病院数は全国に比較して多く、かつ小規
模な病院が多い状況にあり、不採算医療を担う自治体病
院の経営健全化と医療機能の確保が道政の重要課題の
一つとなっており、自治体病院等の役割分担と医療機能
の見直しのための措置が必要である。このため、広域連
携のために必要な設備整備を拡充することにより、少しで
も多くの広域化連携を図りたい。
　（注）なお変更に必要な財源の一部は、今後の運用益に
より発生する見込みの基金余剰額を財源とする。なお、財
源とすべき基金余剰額が不足し、上記の基金負担額に満
たないこととなった場合は、北海道の負担により事業を実
施する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び基
金の運用益（確定額90千円、見込額19千円）を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
将来の地域医療を担う中核的な病院の更なる充実を図る
ことが可能となる。

013043 01北海道 H22補正
道央圏

専門医派遣システム
推進事業

・常勤の循環器内科や脳神経外科
医などの専門医を派遣するシステ
ムの構築

○ 38,750 19,392 △19,358 　各医療機関における補助申請額
が、当初の見込みより下回ったた
め、減額するものである。

　各医療機関における補助申請額が、当初の見込みより
下回ったため。

　当初計画には満たないものの、本事業の実施により一
定の成果を上げることができ、医療課題の解決への影響
はない。

013044 01北海道 H22補正
道央圏

地域枠入学生等地域
医療体験実習事業

地域枠入学生の地域医療に関する
学外実習に取り組む医育大学を支
援する。

○ 1,818 2,398 ＋580 有 　地域医療に関する学外実習を希
望する地域枠入学生が当初見込み
より多いことから、医育大学に対す
る支援を行うため増額し、将来、地
域医療に従事する医師の拡大を図
る。

　道内の医師数の増加や地域偏在の解消は、道政の重
要課題の一つであり、道内に定着する医師の養成が不可
欠であることから、少しでも多くの医師の確保が図られる
よう本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び基
金運用益（確定額489千円）を活用することとしており、他
の事業に影響を及ぼすことはない。また、将来の地域医
療を担う医師の更なる拡充を図ることが可能となる。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

013045 01北海道 H22補正
道央圏

小規模病院等看護技
術強化研修事業

・自治体病院を核とした看護職員の
実践能力向上の取組に対する支援

○ ○ 12,829 19,768 ＋6,939 有 　研修支援センター機能を拡充し、
地域医療に従事する看護職員の拡
大を図る。

　道内の看護職員数の増加や地域偏在の解消は、道政
の重要課題の一つであり、地域医療の維持・充実のため
の措置が必要である。このため、看護職員の育成が不可
欠であり、少しでも多くの看護職員の確保が図られるよ
う、本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び基
金運用益（確定額3,401千円）を活用することとしており、
他の事業に影響を及ぼすことはない。また、小規模病院
等の看護職員が先進的医療に対応できる看護実践能力
を習得できる研修体制が整備され、看護職員確保対策の
更なる拡充を図ることが可能となる。

013046 01北海道 H22補正
道央圏

看護師等養成所教育
指導体制強化事業

・看護師養成所の教育指導体制の
強化、取組支援

○ 17,000 9,875 △7,125 　全45養成所（課程）に対し、200万
円(400万円×1/2)の補助を計画し
ていたが、30養成所（課程）にとど
まったこと、補助基本額を下回る養
成所があったことにより所要額が減
少したため。

　全45養成所（課程）に対する支援を計画していたが、支
援を希望する養成所が30養成所（課程）にとどまったこと、
及び総事業費が補助基準額を下回る養成所があったた
め。

　当初計画には満たないものの、本事業により相当の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い看護職員確保対策として、小規
模病院等看護技術を強化するための研修事業を行うこと
とする。

013047 01北海道 H22補正
道央圏

医療優先固定翼機研
究運航事業

・医療優先固定翼機（メディカルウイ
ング）の研究運航及び研究会の運
営支援

○ 50,000 49,180 △820 　計画のうち、医療優先固定翼機（メ
ディカルウイング）の運航委託費及
び研究会の運営費の少額が減少し
たものである。

　医療優先固定翼機（メディカルウイング）の運航委託費
及び研究会の運営費が見込みよりも下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013048 01北海道 H22補正
道央圏

三次救急医療圏域協
議会経費（救急医療
対策推進事業）

・3次医療圏毎に救急医療対策の協
議会を設置し、医療機関相互の連
携体制の確保・強化

○ 1,900 870 △1,030 　協議会を開催する所要額が減少
するものである。

　協議会の開催する所要額が見込みよりも下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013050 01北海道 H22補正
道央圏

広域病理診断支援・
人材育成推進事業

・全道的な病理医不足に対応するた
め、診療連携体制と人材育成の取
組支援

○ 4,925 2,270 △2,655 　計画のうち、病理診断支援システ
ムの導入について予定していた補
助対象箇所数（51箇所→20箇所）を
減少したことにより、計画額を減額
するものである。

　既存機器にて対応可能な医療機関があり、補助申請件
数が下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013051 01北海道 H22補正
道央圏

地域医療広域連携推
進事業

・地方・地域ｾﾝﾀｰ病院を中心とした
連携体制の強化

○ ○ ○ 23,507 52,423 ＋28,916 有 　自治体病院等の医療機器等整備
を拡充し、地域における連携体制の
強化を図る。

　道内の自治体病院数は全国に比較して多く、かつ小規
模な病院が多い状況にあり、不採算医療を担う自治体病
院の経営健全化と医療機能の確保が道政の重要課題の
一つとなっており、自治体病院等の役割分担と医療機能
の見直しのための措置が必要である。このため、広域連
携のために必要な設備整備を拡充することにより、少しで
も多くの広域化連携を図りたい。
　（注）なお変更に必要な財源の一部は、今後の運用益に
より発生する見込みの基金余剰額を財源とする。なお、財
源とすべき基金余剰額が不足し、上記の基金負担額に満
たないこととなった場合は、北海道の負担により事業を実
施する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び基
金の運用益（確定額1,298千円、見込額257千円）を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、将来の地域医療を担う中核的な病院の更なる充実
を図ることが可能となる。

013069 01北海道 H22補正
道北圏

専門医派遣システム
推進事業

・常勤の循環器内科や脳神経外科
医などの専門医を派遣するための
システムの構築

○ 38,750 19,392 △19,358 　各医療機関における補助申請額
が、当初の見込みより下回ったた
め、減額するものである。

　各医療機関における補助申請額が、当初の見込みより
下回ったため。

　当初計画には満たないものの、本事業の実施により一
定の成果を上げることができ、医療課題の解決への影響
はない。

013070 01北海道 H22補正
道北圏

地域枠入学生等地域
医療体験実習事業

・地域枠入学生の地域医療に関す
る学外実習に取り組む医育大学の
支援

○ 1,500 1,979 ＋479 有 　地域医療に関する学外実習を希
望する地域枠入学生が当初見込み
より多いことから、医育大学に対す
る支援を行うため増額し、将来、地
域医療に従事する医師の拡大を図
る。

　道内の医師数の増加や地域偏在の解消は、道政の重
要課題の一つであり、道内に定着する医師の養成が不可
欠であることから、少しでも多くの医師の確保が図られる
よう本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び基
金運用益（確定額404千円）を活用することとしており、他
の事業に影響を及ぼすことはない。また、将来の地域医
療を担う医師の更なる拡充を図ることが可能となる。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

013071 01北海道 H22補正
道北圏

小規模病院等看護技
術強化研修事業

・自治体病院を核とした看護職員の
実践能力向上の取組支援

○ ○ 400 7,272 ＋6,872 有 　研修支援センター機能を拡充し、
地域医療に従事する看護職員の拡
大を図る。

　道内の看護職員数の増加や地域偏在の解消は、道政
の重要課題の一つであり、地域医療の維持・充実のため
の措置が必要である。このため、看護職員の育成が不可
欠であり、少しでも多くの看護職員の確保が図られるよ
う、本事業の拡充を図りたい。
　（注）なお変更に必要な財源の一部は、今後の運用益に
より発生する見込みの基金余剰額を財源とする。なお、財
源とすべき基金余剰額が不足し、上記の基金負担額に満
たないこととなった場合は、北海道の負担により事業を実
施する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び基
金の運用益（確定額4,660千円、見込額25千円）を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、小規模病院等の看護職員が先進的医療に対応できる
看護実践能力を習得できる研修体制が整備され、看護職
員確保対策の更なる拡充を図ることが可能となる。

013072 01北海道 H22補正
道北圏

看護師等養成所教育
指導体制強化事業

・看護師養成所の教育指導体制の
強化の取組支援

○ 5,509 3,200 △2,309 　全45養成所（課程）に対し、200万
円(400万円×1/2)の補助を計画し
ていたが、30養成所（課程）にとど
まったこと、補助基本額を下回る養
成所があったことにより所要額が減
少したため。

　全45養成所（課程）に対する支援を計画していたが、支
援を希望する養成所が30養成所（課程）にとどまったこと、
及び総事業費が補助基準額を下回る養成所があったた
め。

　当初計画には満たないものの、本事業により相当の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い看護職員確保対策として、小規
模病院等看護技術を強化するための研修事業を行うこと
とする。

013073 01北海道 H22補正
道北圏

医療優先固定翼機研
究運航事業

・医療優先固定翼機（メディカルウイ
ング）の研究運航及び研究会の運
営支援

○ 20,000 19,672 △328 　計画のうち、医療優先固定翼機（メ
ディカルウイング）の運航委託費及
び研究会の運営費の少額が減少し
たものである。

　医療優先固定翼機（メディカルウイング）の運航委託費
及び研究会の運営費が見込みよりも下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013074 01北海道 H22補正
道北圏

三次救急医療圏域協
議会経費（救急医療
対策推進事業）

3次医療圏毎に救急医療対策の協
議会を設置し、医療機関相互の連
携体制の確保・強化

○ 1,900 870 △1,030 　協議会を開催する所要額が減少
するものである。

　協議会の開催する所要額が見込みよりも下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013076 01北海道 H22補正
道北圏

広域病理診断支援・
人材育成推進事業

・全道的な病理医不足に対応するた
め、診療連携体制と人材育成の取
組支援

○ 4,925 2,270 △2,656 　計画のうち、病理診断支援システ
ムの導入について予定していた補
助対象箇所数（51箇所→20箇所）を
減少したことにより、計画額を減額
するものである。

　既存機器にて対応可能な医療機関があり、補助申請件
数が下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013077 01北海道 H22補正
道北圏

地域医療広域連携推
進事業

・地方・地域ｾﾝﾀｰ病院を中心とした
連携体制の強化

○ ○ ○ 17,325 40,874 ＋23,549 有 　自治体病院等の医療機器等整備
を拡充し、地域における連携体制の
強化を図る。

　道内の自治体病院数は全国に比較して多く、かつ小規
模な病院が多い状況にあり、不採算医療を担う自治体病
院の経営健全化と医療機能の確保が道政の重要課題の
一つとなっており、自治体病院等の役割分担と医療機能
の見直しのための措置が必要である。このため、広域連
携のために必要な設備整備を拡充することにより、少しで
も多くの広域化連携を図りたい。
　（注）なお変更に必要な財源の一部は、今後の運用益に
より発生する見込みの基金余剰額を財源とする。なお、財
源とすべき基金余剰額が不足し、上記の基金負担額に満
たないこととなった場合は、北海道の負担により事業を実
施する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び基
金の運用益（確定額127千円、見込額1.5千円）を活用する
こととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、将来の地域医療を担う中核的な病院の更なる充実を
図ることが可能となる。

013090 01北海道 H22補正
オホーツ
ク圏

脳卒中診療強化事業
（遠隔ﾘﾊ）

・遠隔ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｶﾝﾌｧﾚﾝｽ体制の
構築

○ 6,581 6,475 △106 計画のうち、カンファレンスの開催経
費を減額するものである。

　カンファレンス運営に係る所要額が見込みよりも下回っ
たため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013091 01北海道 H22補正
オホーツ
ク圏

精神科病棟改築整備
事業

・精神科病棟の改築整備 ○ 413,226 413,693 ＋467 有 　改築工事費の増嵩に伴い、基金
充当額を増額するものである。

　外来患者の動線を短くする等の利便性の向上のため、
建築位置を変更することにより、改築工事費が増嵩するも
のである。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、将来の地域における精神科医療提供体制の更なる
拡充を図ることが可能となる。

013094 01北海道 H22補正
オホーツ
ク圏

専門医派遣システム
推進事業

・常勤の循環器内科や脳神経外科
医などの専門医を派遣するための
システムの構築

○ 38,750 19,392 △19,358 　各医療機関における補助申請額
が、当初の見込みより下回ったた
め、減額するものである。

　各医療機関における補助申請額が、当初の見込みより
下回ったため。

　当初計画には満たないものの、本事業の実施により一
定の成果を上げることができ、医療課題の解決への影響
はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

013095 01北海道 H22補正
オホーツ
ク圏

地域枠入学生等地域
医療体験実習事業

・地域枠入学生の地域医療に関す
る学外実習に取り組む医育大学の
支援

○ 6,158 8,123 ＋1,965 有 　地域医療に関する学外実習を希
望する地域枠入学生が当初見込み
より多いことから、医育大学に対す
る支援を行うため増額し、将来、地
域医療に従事する医師の拡大を図
る。

　道内の医師数の増加や地域偏在の解消は、道政の重
要課題の一つであり、道内に定着する医師の養成が不可
欠であることから、少しでも多くの医師の確保が図られる
よう本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び基
金運用益（確定額1,656千円）を活用することとしており、
他の事業に影響を及ぼすことはない。また、将来の地域
医療を担う医師の更なる拡充を図ることが可能となる。

013096 01北海道 H22補正
オホーツ
ク圏

小規模病院等看護技
術強化研修事業

・自治体病院を核とした看護職員の
実践能力向上の取組に対する支援

○ ○ 400 7,284 ＋6,884 有 　研修支援センター機能を拡充し、
地域医療に従事する看護職員の拡
大を図る。

　道内の看護職員数の増加や地域偏在の解消は、道政
の重要課題の一つであり、地域医療の維持・充実のため
の措置が必要である。このため、看護職員の育成が不可
欠であり、少しでも多くの看護職員の確保が図られるよ
う、本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び基
金運用益（確定額3,399千円）を活用することとしており、
他の事業に影響を及ぼすことはない。また、小規模病院
等の看護職員が先進的医療に対応できる看護実践能力
を習得できる研修体制が整備され、看護職員確保対策の
更なる拡充を図ることが可能となる。

013097 01北海道 H22補正
オホーツ
ク圏

看護師等養成所教育
指導体制強化事業

・看護師養成所の教育指導体制の
強化の取組を支援

○ 16,819 9,769 △7,050 　全45養成所（課程）に対し、200万
円(400万円×1/2)の補助を計画し
ていたが、30養成所（課程）にとど
まったこと、補助基本額を下回る養
成所があったことにより所要額が減
少したため。

　全45養成所（課程）に対する支援を計画していたが、支
援を希望する養成所が30養成所（課程）にとどまったこと、
及び総事業費が補助基準額を下回る養成所があったた
め。

　当初計画には満たないものの、本事業により相当の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い看護職員確保対策として、小規
模病院等看護技術を強化するための研修事業を行うこと
とする。

013098 01北海道 H22補正
オホーツ
ク圏

医療優先固定翼機研
究運航事業

・医療優先固定翼機（メディカルウイ
ング）の研究運航及び研究会の運
営を支援

○ 44,000 43,278 △722 　計画のうち、医療優先固定翼機（メ
ディカルウイング）の運航委託費及
び研究会の運営費の少額が減少し
たものである。

　医療優先固定翼機（メディカルウイング）の運航委託費
及び研究会の運営費が見込みよりも下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013099 01北海道 H22補正
オホーツ
ク圏

三次救急医療圏域協
議会経費（救急医療
対策推進事業）

・3次医療圏毎に救急医療対策の協
議会を設置し、医療機関相互の連
携体制の確保・強化

○ 1,900 870 △1,030 　協議会を開催する所要額が減少
するものである。

　協議会の開催する所要額が見込みよりも下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013101 01北海道 H22補正
オホーツ
ク圏

広域病理診断支援・
人材育成推進事業

・全道的な病理医不足に対応するた
め、診療連携体制と人材育成の取
組を支援

○ 4,925 2,270 △2,655 　計画のうち、病理診断支援システ
ムの導入について予定していた補
助対象箇所数（51箇所→20箇所）を
減少したことにより、計画額を減額
するもの。

　既存機器にて対応可能な医療機関があり、補助申請件
数が下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013102 01北海道 H22補正
オホーツ
ク圏

地域医療広域連携推
進事業

・地方・地域ｾﾝﾀｰ病院を中心とした
連携体制の強化

○ ○ ○ 66,007 100,366 ＋34,359 有 　自治体病院等の医療機器等整備
を拡充し、地域における連携体制の
強化を図る。

　道内の自治体病院数は全国に比較して多く、かつ小規
模な病院が多い状況にあり、不採算医療を担う自治体病
院の経営健全化と医療機能の確保が道政の重要課題の
一つとなっており、自治体病院等の役割分担と医療機能
の見直しのための措置が必要である。このため、広域連
携のために必要な設備整備を拡充することにより、少しで
も多くの広域化連携を図りたい。
　（注）なお変更に必要な財源の一部は、今後の運用益に
より発生する見込みの基金余剰額を財源とする。なお、財
源とすべき基金余剰額が不足し、上記の基金負担額に満
たないこととなった場合は、北海道の負担により事業を実
施する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び基
金の運用益（確定額6,261千円、見込額1437千円）を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、将来の地域医療を担う中核的な病院の更なる充実
を図ることが可能となる。

013114 01北海道 H22補正
十勝圏

診療情報共有ネット
ワーク整備事業

・十勝圏診療情報共有ネットワーク
の構築

○ 150,000 143,986 △6,014 　計画のうち、情報公開型医療機関
１件あたりの単価を減額するもので
ある。

　地域医療連携システムについて入札を実施した結果、
見込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013115 01北海道 H22補正
十勝圏

専門医派遣システム
推進事業

・常勤の循環器内科や脳神経外科
医などの専門医を派遣するための
システム構築

○ 38,750 19,392 △19,358 　各医療機関における補助申請額
が、当初の見込みより下回ったた
め、減額するものである。

　各医療機関における補助申請額が、当初の見込みより
下回ったため。

　当初計画には満たないものの、本事業の実施により一
定の成果を上げることができ、医療課題の解決への影響
はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

013116 01北海道 H22補正
十勝圏

地域枠入学生等地域
医療体験実習事業

・地域枠入学生の地域医療に関す
る学外実習に取り組む医育大学の
支援

○ 1,500 1,979 ＋479 有 　地域医療に関する学外実習を希
望する地域枠入学生が当初見込み
より多いことから、医育大学に対す
る支援を行うため増額し、将来、地
域医療に従事する医師の拡大を図
る。

　道内の医師数の増加や地域偏在の解消は、道政の重
要課題の一つであり、道内に定着する医師の養成が不可
欠であることから、少しでも多くの医師の確保が図られる
よう本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び基
金運用益（確定額403千円）を活用することとしており、他
の事業に影響を及ぼすことはない。また、将来の地域医
療を担う医師の更なる拡充を図ることが可能となる。

013117 01北海道 H22補正
十勝圏

小規模病院等看護技
術強化研修事業

・自治体病院を核とした看護職員の
実践能力向上の取組に対する支援

○ ○ 544 7,426 ＋6,882 有 　研修支援センター機能を拡充し、
地域医療に従事する看護職員の拡
大を図る。

　道内の看護職員数の増加や地域偏在の解消は、道政
の重要課題の一つであり、地域医療の維持・充実のため
の措置が必要である。このため、看護職員の育成が不可
欠であり、少しでも多くの看護職員の確保が図られるよ
う、本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び基
金運用益（確定額3,400千円）を活用することとしており、
他の事業に影響を及ぼすことはない。また、小規模病院
等の看護職員が先進的医療に対応できる看護実践能力
を習得できる研修体制が整備され、看護職員確保対策の
更なる拡充を図ることが可能となる。

013118 01北海道 H22補正
十勝圏

看護師等養成所教育
指導体制強化事業

・看護師養成所の教育指導体制強
化の取組支援

○ 16,815 9,767 △7,048 　全45養成所（課程）に対し、200万
円(400万円×1/2)の補助を計画し
ていたが、30養成所（課程）にとど
まったこと、補助基本額を下回る養
成所があったことにより所要額が減
少したため。

　全45養成所（課程）に対する支援を計画していたが、支
援を希望する養成所が30養成所（課程）にとどまったこと、
及び総事業費が補助基準額を下回る養成所があったた
め。

　当初計画には満たないものの、本事業により相当の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い看護職員確保対策として、小規
模病院等看護技術を強化するための研修事業を行うこと
とする。

013119 01北海道 H22補正
十勝圏

医療優先固定翼機研
究運航事業

・医療優先固定翼機（メディカルウイ
ング）の研究運航及び研究会の運
営支援

○ 44,000 43,278 △722 　計画のうち、医療優先固定翼機（メ
ディカルウイング）の運航委託費及
び研究会の運営費の少額が減少し
たものである。

　医療優先固定翼機（メディカルウイング）の運航委託費
及び研究会の運営費が見込みよりも下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013120 01北海道 H22補正
十勝圏

三次救急医療圏域協
議会経費（救急医療
対策推進事業）

・3次医療圏毎に救急医療対策の協
議会を設置し、医療機関相互の連
携体制の確保・強化

○ 1,900 870 △1,030 　協議会を開催する所要額が減少
するものである。

　協議会の開催する所要額が見込みよりも下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013122 01北海道 H22補正
十勝圏

広域病理診断支援・
人材育成推進事業

・全道的な病理医不足に対応するた
め、診療連携体制と人材育成の取
組支援

○ 4,925 2,269 △2,656 　計画のうち、病理診断支援システ
ムの導入について予定していた補
助対象箇所数（51箇所→20箇所）を
減少したことにより、計画額を減額
するものである。

　既存機器にて対応可能な医療機関があり、補助申請件
数が下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013123 01北海道 H22補正
十勝圏

地域医療広域連携推
進事業

・地方・地域ｾﾝﾀｰ病院を中心とした
連携体制の強化

○ ○ ○ 171,114 207,807 ＋36,693 有 　自治体病院等の医療機器等整備
を拡充し、地域における連携体制の
強化を図る。

　道内の自治体病院数は全国に比較して多く、かつ小規
模な病院が多い状況にあり、不採算医療を担う自治体病
院の経営健全化と医療機能の確保が道政の重要課題の
一つとなっており、自治体病院等の役割分担と医療機能
の見直しのための措置が必要である。このため、広域連
携のために必要な設備整備を拡充することにより、少しで
も多くの広域化連携を図りたい。
　（注）なお変更に必要な財源の一部は、今後の運用益に
より発生する見込みの基金余剰額を財源とする。なお、財
源とすべき基金余剰額が不足し、上記の基金負担額に満
たないこととなった場合は、北海道の負担により事業を実
施する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び基
金の運用益（確定額3,348千円、見込額77千円）を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、将来の地域医療を担う中核的な病院の更なる充実を
図ることが可能となる。

013143 01北海道 H22補正
釧路・根
室圏

診療情報共有ネット
ワーク構築事業

・電子カルテの整備、診療情報共有
ネットワークの構築

○ 29,828 17,010 △12,818  計画のうち、市立根室病院に係る
整備について、補助申請額が減少
したものである。

　地域医療連携システムについて入札を実施した結果、
見込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013150 01北海道 H22補正
釧路・根
室圏

専門医派遣システム
推進事業

・常勤の循環器内科や脳神経外科
医などの専門医を派遣するための
システムの構築

○ 38,750 19,392 △19,358 　各医療機関における補助申請額
が、当初の見込みより下回ったた
め、減額するものである。

　各医療機関における補助申請額が、当初の見込みより
下回ったため。

　当初計画には満たないものの、本事業の実施により一
定の成果を上げることができ、医療課題の解決への影響
はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

013151 01北海道 H22補正
釧路・根
室圏

地域枠入学生等地域
医療体験実習事業

・地域枠入学生の地域医療に関す
る学外実習に取り組む医育大学の
支援

○ 6,800 8,968 ＋2,168 有 　地域医療に関する学外実習を希
望する地域枠入学生が当初見込み
より多いことから、医育大学に対す
る支援を行うため増額し、将来、地
域医療に従事する医師の拡大を図
る。

　道内の医師数の増加や地域偏在の解消は、道政の重
要課題の一つであり、道内に定着する医師の養成が不可
欠であることから、少しでも多くの医師の確保が図られる
よう本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び基
金運用益（確定額1,828千円）を活用することとしており、
他の事業に影響を及ぼすことはない。また、将来の地域
医療を担う医師の更なる拡充を図ることが可能となる。

013152 01北海道 H22補正
釧路・根
室圏

小規模病院等看護技
術強化研修事業

・自治体病院を核とした看護職員の
実践能力向上の取組に対する支援

○ ○ 9,860 16,785 ＋6,925 有 　研修支援センター機能を拡充し、
地域医療に従事する看護職員の拡
大を図る。

　道内の看護職員数の増加や地域偏在の解消は、道政
の重要課題の一つであり、地域医療の維持・充実のため
の措置が必要である。このため、看護職員の育成が不可
欠であり、少しでも多くの看護職員の確保が図られるよ
う、本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び基
金運用益（確定額3,400千円）を活用することとしており、
他の事業に影響を及ぼすことはない。また、小規模病院
等の看護職員が先進的医療に対応できる看護実践能力
を習得できる研修体制が整備され、看護職員確保対策の
更なる拡充を図ることが可能となる。

013153 01北海道 H22補正
釧路・根
室圏

看護師等養成所教育
指導体制強化事業

・看護師養成所の教育指導体制の
強化の取組支援

○ 16,817 9,768 △7,049 　全45養成所（課程）に対し、200万
円(400万円×1/2)の補助を計画し
ていたが、30養成所（課程）にとど
まったこと、補助基本額を下回る養
成所があったことにより所要額が減
少したため。

　全45養成所（課程）に対する支援を計画していたが、支
援を希望する養成所が30養成所（課程）にとどまったこと、
及び総事業費が補助基準額を下回る養成所があったた
め。

　当初計画には満たないものの、本事業により相当の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い看護職員確保対策として、小規
模病院等看護技術を強化するための研修事業を行うこと
とする。

013154 01北海道 H22補正
釧路・根
室圏

医療優先固定翼機研
究運航事業

・医療優先固定翼機（メディカルウイ
ング）の研究運航及び研究会の運
営支援

○ 44,000 43,278 △722 　計画のうち、医療優先固定翼機（メ
ディカルウイング）の運航委託費及
び研究会の運営費の少額が減少し
たものである。

　医療優先固定翼機（メディカルウイング）の運航委託費
及び研究会の運営費が見込みよりも下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013155 01北海道 H22補正
釧路・根
室圏

三次救急医療圏域協
議会経費（救急医療
対策推進事業）

・3次医療圏毎に救急医療対策の協
議会を設置し、医療機関相互の連
携体制の確保・強化

○ 1,900 870 △1,030 　協議会を開催する所要額が減少
するものである。

　協議会の開催する所要額が見込みよりも下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013157 01北海道 H22補正
釧路・根
室圏

広域病理診断支援・
人材育成推進事業

・全道的な病理医不足に対応するた
め、診療連携体制と人材育成の取
組支援

○ 4,925 2,269 △2,656 　計画のうち、病理診断支援システ
ムの導入について予定していた補
助対象箇所数（51箇所→20箇所）を
減少したことにより、計画額を減額
するもの。

　既存機器にて対応可能な医療機関があり、補助申請件
数が下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

013158 01北海道 H22補正
釧路・根
室圏

地域医療広域連携推
進事業

・地方・地域ｾﾝﾀｰ病院を中心とした
連携体制の強化

○ 17,875 58,629 ＋40,754 有 　自治体病院等の医療機器等整備
を拡充し、地域における連携体制の
強化を図る。

　道内の自治体病院数は全国に比較して多く、かつ小規
模な病院が多い状況にあり、不採算医療を担う自治体病
院の経営健全化と医療機能の確保が道政の重要課題の
一つとなっており、自治体病院等の役割分担と医療機能
の見直しのための措置が必要である。このため、広域連
携のために必要な設備整備を拡充することにより、少しで
も多くの広域化連携を図りたい。
　（注）なお変更に必要な財源の一部は、今後の運用益に
より発生する見込みの基金余剰額を財源とする。なお、財
源とすべき基金余剰額が不足し、上記の基金負担額に満
たないこととなった場合は、北海道の負担により事業を実
施する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び基
金の運用益（確定額928千円､見込額58千円）を活用する
こととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、将来の地域医療を担う中核的な病院の更なる充実を
図ることが可能となる。

016005 01北海道 H24補正 在宅医療連携システ
ム推進事業

・保健所をコーディネーターとし、医
師を中心とした多職種チームによる
24時間の在宅医療提供に向けた協
議会の設置・運営
・在宅医療を担う人材育成や道民に
対する普及啓発

○ 78,622 81,117 ＋2,495 有 　道民に対する普及啓発の拡大を
図る。

　団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を見据え、地域
医療提供体制を維持・充実するためには、住民の理解と
意識改革のための措置が必要である。このため、住民に
対する普及啓発を行うことにより、少しでも在宅医療の推
進が図られるよう本事業の拡充を図りたい。
（注）なお変更は、今後の運用益により発生する見込みの
基金余剰額を財源とする。なお、財源とすべき基金余剰
額が不足し、上記の基金負担額に満たないこととなった場
合は、北海道の負担により事業を実施する。

　変更に伴う財源（増額2495千円）については、基金の運
用益（見込額2495千円）を活用することとしており、他の事
業に影響を及ぼすことはない。また、将来の地域における
在宅医療の更なる拡充を図ることが可能となる。
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021001 02青森 H21補正
①西北五

主要な診療科、救急
体制の充実・確保

圏域に新たに整備する中核病院の
主要な診療科、救急体制の充実・確
保を図るための医療機器整備を行
う。

○ 1,232,000 1,346,669 ＋114,669 　最新の医療機器導入等の内容精
査を行い、新中核病院として医療機
能の高度化を図る。

　平成２６年４月開院予定の新中核病院において、最新の
医療機器の導入等の見直しにより、専門的で高度な医療
の提供が図られるよう本事業の拡充を図りたい。

　圏域において不足している医療機能を充足し、専門的で
高度な医療の提供が可能となる。
　変更に伴う財源については、基金運用益及び他事業の
不用額を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼ
すことはない。

021002 02青森 H21補正
①西北五

重要な診療科の充
実・確保

圏域の重要な疾患（糖尿病等）に係
る診療科の体制が整い次第、必要
な医療機器の整備を行う。

○ 300,000 218,873 △81,127 　事業実績（見込）に基づき、計画額
を減額する。
　（整備予定の医療機器の一部を取
りやめたことによる減。）

　当初計画では、脳神経外科、泌尿器科及び眼科の常勤
医師配置に合わせ、医療機器を整備する予定としていた
が、このうち脳神経外科の常勤医配置が計画期間後とな
る見込であることから、同診療科の医療機器整備を取り
やめたことにより、事業費が当初計画を下回ったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「主要な診療科、救急体制の充実・
確保」による新中核病院の医療機器整備を増額すること
とする。
　なお、新中核病院開院後（平成２６年度以降）に、脳神経
外科の常勤医配置の見込となっていることから、その場
合、必要な医療機器については事業主体が自主財源で
整備することとしている。

021004 02青森 H21補正
①西北五

女性医師等の働く環
境の整備

女性医師等の離職防止や再就労支
援のため、雇用、勤務環境整備に
係る事業を試行的に行う。

○ 30,000 11,368 △18,632 　事業実績（見込）に基づき、計画額
を減額する。
　（利用実績が少なかったことによる
減。）

　勤務環境改善に向けた事業メニューを当初計画より増
やすなど、制度は整備されたが、制度の利用実績が見込
みを下回ったため。

　本事業により、女性医師等の働く環境が整備されるなど
の成果を上げることができ、医療課題解決に向けた一定
の見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業
を減額し、優先度の高い事業を増額することとする。

021005 02青森 H21補正
①西北五

医師を支える質の高
い看護師の育成支援

質の高い医療の提供のため、認定
看護師の資格取得を支援する。

○ 20,000 8,534 △11,466 　事業実績（見込）に基づき、計画額
を減額する。
　（補助金の活用実績が少なかった
ことによる減。）

　認定看護師教育機関の入学試験不合格等により、受講
者が当初計画より少なかったため、及び１件当たりの補助
額の実績が見込を下回ったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により成果を上
げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見通し
が立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減額
し、優先度の高い事業を増額することとする。

021006 02青森 H21補正
①西北五

広域連合立医療機関
の医療情報システム
化・ネットワーク化

広域連合立化する５医療機関の医
療情報システムを整備するととも
に、医療機関同士のネットワーク化
に係る設備を整備する。

○ 700,000 722,506 ＋22,506 　圏域医療機関に整備する医療情
報システムの内容精査を行い、ネッ
トワーク強化を図る。

　電子カルテシステムと各部門システムのネットワーク化
に係る内容精査により、医療情報システムのメリットを最
大限活かし、医療機関間の連携強化が図られるよう、本
事業の拡充を図りたい。

　広域連合立医療機関間の連携強化により、地域住民に
切れ目ない適切な医療サービスの提供が可能となる。
　変更に伴う財源については、他事業の不用額を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

021007 02青森 H21補正
①西北五

地域医療連携の推進 地元医師会等とともに、地域医療連
携の推進に向け、関係者による検
討、調査、セミナー等実施による啓
発等を行う。

○ 10,000 6,840 △3,160 　事業実績（見込）に基づき、計画額
を減額する。
　（事業費の精査による減。）

　地域医療連携検討委員会の開催、先進地調査等に要
する経費の精査により、事業費が当初計画を下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題への影響はない。

021008 02青森 H21補正
①西北五

弘前大学医学部生に
対する医師修学資金
事業の活用

入学定員の増員を行っている弘前
大学医学部医学科生を対象とした
医師修学資金支援を行い、卒業医
師の県内定着を図る。

○ 0 0 ±0 　修学資金貸与の対象を拡充し、地
域医療に従事する医師の拡大を図
る。

　弘前大学の平成25年度医学部入学定員２名増につい
て、地域医療再生計画に位置付け、既存の弘前大学医師
修学資金制度で対応するため。

　将来の地域医療を担う医師の更なる拡充を図ることが
可能となる。

022005 02青森 H21補正
②青森

地域周産期母子医療
センター等の医療機
器等整備

総合周産期母子医療センターから
地域周産期母子医療センターへの
逆搬送等に対応するための必要な
機器整備等を行う。

○ 287,127 288,048 ＋921 　ドクターヘリによる新生児搬送に
必要な機器整備を拡充し、搬送体
制の整備を図る。

　ドクターヘリで新生児搬送を行うための機器整備のほ
か、搬送を円滑に行うため各地域周産期母子医療セン
ターに新生児搬送用ストレッチャーを整備し、センター間
の搬送が円滑に行われるよう、本事業の拡充を図りたい。

　総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療セ
ンター間の搬送体制の整備が図られる。
　変更に伴う財源については、他事業の不用額を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

022006 02青森 H21補正
②青森

周産期・障害児医療
管理システムの構
築・運営

周産期及び療育機関が、対象児の
出生から療育期までの情報共有を
図るためのシステム整備を行う。

○ 60,412 60,365 △47 　事業実績（見込）に基づき、計画額
を減額する。
　（事業費の精査による減。）

　システム整備に要する経費の精査により、事業費が計
画額を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題への影響はない。
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022009 02青森 H21補正
②青森

総合相談支援セン
ターの設置運営

障害のある児等に対して必要な
サービスを円滑に提供するため、医
療、介護及び福祉サービスの調整
や在宅医療に関する相談等に対応
するための総合相談支援センターを
設置する。

○ 50,000 14,699 △35,301 　事業実績（見込）に基づき、計画額
を変更する。
　（総合相談支援センター設置に係
る初度設備及び情報提供システム
整備費の精査による減。）

　  総合相談支援センター設置に係る初度整備は、施設
改修経費で対応するとともに、情報提供システム整備費
については、当初、医療・保健・福祉関係機関連携システ
ムを想定した構築費について、総合相談センターで行う相
談支援機能を中心とした構築システムの見直しを行ったこ
とにより、事業費が当初計画を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものあ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

022010 02青森 H21補正
②青森

県立医療療育セン
ターの福祉型施設へ
の転換・改修

身近な医療・福祉サービスの提供
拠点として必要なサービスの提供を
維持するため、現行の県立重症心
身障害児施設を改修し、診療所併
設の福祉型施設に転換させる。

○ ○ ○ 933,963 983,820 ＋49,857 　県立医療療育センターの診療所
併設福祉施設への転換に伴う必要
な医療機器、備品等の内容精査を
行い、受入体制の充実を図るととも
に、あすなろ医療療育センターに障
害児者歯科診療科を新規に設置す
ることに伴う設備及び機器の整備を
行う。

　あすなろ医療療育センターに障害児者歯科診療科を設
置するとともに、施設の転換に伴う必要な備品等を整備
し、入所児者の処遇向上が図られるよう、本事業の拡充を
図りたい。

　障害児者の受入体制の整備が可能となる。
　変更に伴う財源については、基金運用益及び他の事業
の不用額を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

023001 02青森 H22補正 臨床研修プログラム
充実強化事業

臨床研修医の確保と資質向上を図
るため、臨床研修病院に対し、初期
及び後期臨床研修プログラムの充
実に要する経費を補助する。

○ 39,000 34,227 △4,773 　事業実績（見込）に基づき、計画額
を減額する。
　（補助対象箇所数の減。）

　補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかっ
たため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い事業を増額することとする。

023003 02青森 H22補正 政策医療連携病院長
会議の開催

県内病院の政策医療に係る医療連
携の強化を図るため、政策医療連
携病院長会議を開催する。

○ 3,000 858 △2,142 　事業実績（見込）に基づき、計画額
を減額する。
　（事業費の精査による減。）

　政策医療連携病院長会議開催費の精査により、事業費
が当初計画を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題への影響はない。

023004 02青森 H22補正 地域医療力向上・支
援事業

保健医療圏ごとに、医療従事者等
に対する初期救急医療研修等の開
催に要する経費を補助する。

○ 18,000 12,269 △5,731 　事業実績（見込）に基づき、計画額
を減額する。
　（補助対象箇所数の減。）

　制度を活用する医療機関が当初計画より少なかったた
め。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い事業を増額することとする。

023005 02青森 H22補正 メディカルクラーク育
成支援事業

医師の負担軽減を図るため、メディ
カルクラーク育成のための研修等に
要する経費を補助する。

○ 12,000 5,086 △6,914 　事業実績（見込）に基づき、計画額
を減額する。
　（補助対象箇所数の減。）

　制度を活用する医療機関が当初計画より少なかったた
め。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い事業を増額することとする。

023006 02青森 H22補正 地域医療情報共有シ
ステム構築

圏内医療機関の連携強化と情報共
有を図るため、県がＩＴ基盤として、
地域医療情報システムを構築する。

○ 110,729 179,921 ＋69,192 有 　システムの機能充実や参加医療
機関の拡大を図る。

　システムのあり方等に係る検討により、システム機能や
参加医療機関等の拡大が図られるよう、本事業の拡充を
図りたい。

　ＩＣＴを活用した診療情報共有システムの基盤が整備さ
れ、医療機関間の役割分担と連携強化が可能となる。
　変更に伴う財源については、基金運用益及び他事業の
不用額を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼ
すことはない。

023008 02青森 H22補正 県総合周産期母子医
療センター待機宿泊
施設整備・試行的運
用

県総合周産期母子医療センターに
隣接する県公舎を活用し、周産期医
療等の待機宿泊施設を整備する。

○ ○ 17,272 21,449 ＋4,177 　待機宿泊施設の試行的運用期間
における支援の内容精査を行い、
施設の安定的な運営を図る。

　平成２４年７月に待機宿泊施設の試行的運用を開始した
が、施設改修費の増大や運営開始後の利用者伸び悩み
による収支の悪化に対応し、施設の安定的な運営が図ら
れるよう、本事業の拡充を図りたい。

　施設の安定的な運営を図ることにより、遠隔地からの患
者の受け入れ環境整備が可能となる。
　変更に伴う財源については、他事業の不用額を活用す
ることとしており、他事業に影響を及ぼすことはない。

023009 02青森 H22補正 がん登録促進事業 がんの罹患率や生存率等、がん対
策の評価及び企画立案にとって重
要なデータとなるがん登録の充実を
図る。また科学的根拠に基づくがん
対策推進体制を構築するため、弘
前大学に地域がん疫学研究に係る
寄附講座を設置する。

○ 7,688 44,882 ＋37,194 　がん登録の高い精度を保ちつつ、
地域がん疫学研究に係る寄附講座
を設置により、がん対策を強化する
ためのより効果的な施策の構築を
図る。

　これまでの取組により、がん登録の大幅な精度向上が
図られたことから、それを用いた疫学的研究を推進するた
め、弘前大学に寄附講座「地域がん疫学講座」を設置す
ることとし、本事業の拡充を図りたい。

　がん登録の精度向上に加え、科学的根拠に基づく、より
効果的な施策の構築を図ることが可能となる。
　変更に伴う財源については、他事業の不用額を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

023010 02青森 H22補正 がん医療従事者育成
促進事業

がん医療に携わる人材育成を集中
的に図るため、各種研修会への参
加、出前研修会の実施等に要する
経費を補助する。

○ 10,077 7,354 △2,723 　事業実績（見込）に基づき、計画額
を減額する。
　（事業費の精査による減。）

　研修派遣に要する経費等の精査により、事業費が当初
計画を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更により医療課題への影響はない。

023011 02青森 H22補正 がん患者団体等活動
支援事業

がん患者・家族等の自主的な活動
が可能となるような組織づくりを支
援する。

○ 24,448 2,754 △21,694 　事業実績（見込）に基づき、計画額
を減額する。
　（事業実施方法の見直しに伴う事
業費の精査による減。）

　各団体ごとの活動支援を想定していたが、患者団体等と
がん診療連携拠点病院のがん相談員が一堂に会し、情
報交換やフォーラム等を開催する等、支援内容を見直しし
たことにより、事業費が当初計画を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成できるものであり、計画変
更による医療課題の解決への影響はない。

023013 02青森 H22補正 脳卒中対策フォーラ
ム等の開催

脳卒中対策フォーラム等を開催し、
保健医療関係者及び一般県民の脳
卒中に関する意識の向上を図る。

○ 4,296 2,067 △2,229 　事業実績（見込）に基づき、計画額
を減額する。
　（事業費の精査による減。）

　フォーラム開催経費の精査により、事業費が当初計画を
下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題への影響はない。

023014 02青森 H22補正 脳卒中医療機能強化
設備整備事業

脳卒中医療機能の強化を図るた
め、脳卒中医療に携わる医療機関
が行う設備整備に対し補助する。

○ 106,326 93,413 △12,913 　事業実績（見込）に基づき、計画額
を減額する。
　（入札結果による減。）

　設備整備費について、入札結果が見込を下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

023015 02青森 H22補正 弘前大学医学部附属
病院ICU増床整備事
業

本県の救命救急医療体制の機能強
化を図るため、高度救命救急セン
ターのＩＣＵ増床に対し補助する。

○ ○ 500,000 453,789 △46,211 　事業実績（見込）に基づき、計画額
を減額する。
　（入札結果による減。）

　施設・設備整備費について、入札結果が見込を下回った
ため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

023016 02青森 H22補正 脳卒中対策キャン
ペーン

県民に対する脳卒中に係る早期受
診すべき症状や受診方法について
の普及啓発を行う。

○ 30,415 30,252 △163 　事業実績（見込）に基づき、計画額
を減額する。
　（事業費の精査による減。）

　標語募集等に要する経費の精査により、事業費が当初
計画を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題への影響はない。

023017 02青森 H22補正 救急医療対策キャン
ペーン

県民に対する救急医療の重要性、
正しい利用方法等についての普及
啓発を行う。

○ 30,075 30,001 △74 　事業実績（見込）に基づき、計画額
を減額する。
　（事業費の精査による減。）

　標語募集等に要する経費の精査により、事業費が当初
計画を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題への影響はない。

023018 02青森 H22補正 救急医療を地域で考
える会議

県民と保健医療関係者などがともに
地域の救急医療体制を考える会議
を開催する。

○ 3,400 2,051 △1,349 　事業実績（見込）に基づき、計画額
を減額する。
　（事業費の精査による減。）

　救急医療を地域で考える会議開催経費の精査により、
事業費が当初計画を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題への影響はない。

023019 02青森 H22補正 救急医療を地域で考
えるフォーラム等の
開催

救急医療を地域で考えるフォーラム
等を開催し、保健医療関係者及び
一般県民の救急医療に関する意識
の向上を図る。

○ 2,800 1,575 △1,225 　事業実績（見込）に基づき、計画額
を減額する。
　（事業費の精査による減。）

　フォーラム開催経費の精査により、事業費が当初計画を
下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題への影響はない。

023020 02青森 H22補正 災害拠点病院等施
設・設備整備事業

災害拠点病院等が行う災害医療機
能の強化に係る施設・設備整備に
対し補助を行う。

○ 270,690 305,108 ＋34,418 有 　当初計画していた施設・設備整備
に係る補助対象を拡充し、災害医療
機能の更なる強化を図る。

　　ドクターヘリ２機運用体制の開始（平成２４年１０月）及
び災害拠点病院指定要件の強化（平成２４年３月）に対応
し、ドクターヘリ基地病院のヘリポート融雪設備整備等を
行うことにより、災害医療機能の強化が図られるよう、本
事業の拡充を図りたい。

　災害拠点病院等における災害時の医療機能の充実強
化が図られる。
　変更に伴う財源については、他事業の不用額を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

023021 02青森 H22補正 災害拠点病院等体制
整備事業

災害拠点病院等が行う災害医療機
能強化に係る体制整備に要する経
費に対し補助する。

○ 18,000 13,380 △4,620 　事業実績（見込）に基づき、計画額
を減額する。
　（補助対象箇所数の減。）

　制度を活用する医療機関が当初計画より少なかったた
め。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い事業を増額することとする。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

023022 02青森 H22補正 人工透析・産科医療
機関機能確保事業

人工透析・産科医療機関の停電時
の機能確保を図るため、非常用電
源の整備に対し補助する。

○ 62,457 30,877 △31,580 　事業実績（見込）に基づき、計画額
を減額する。
　（補助対象箇所数等の減。）

　制度を活用する医療機関が当初計画より少なかったた
め。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い事業を増額することとする。

023023 02青森 H22補正 被ばく医療普及啓発
事業

県民の不安を軽減し、万が一の事
故の際に、県民が適切な行動をとる
ことができるよう、緊急被ばく医療体
制や放射線による健康影響等に係
る基本的な知識の普及を図る。

○ 20,839 20,598 △241 　事業実績（見込）に基づき、計画額
を減額する。
　（事業費の精査による減。）

　講演会等開催経費の精査により、事業費が当初計画を
下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題への影響はない。

026001 02青森 H24補正 弘前大学医学部生に
対する医師修学資金
支援

入学定員の増員を行っている弘前
大学医学部医学科生を対象とした
医師修学資金支援を行い、卒業医
師の県内定着を図る。

○ 94,463 94,463 ±0 有 　修学資金貸与の対象を拡充し、地
域医療に従事する医師の拡大を図
る。

　弘前大学の平成26年度医学部入学定員５名増につい
て、地域医療再生計画に位置付け、既存の弘前大学医師
修学資金制度で対応するため。

　将来の地域医療を担う医師の更なる拡充を図ることが
可能となる。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

031001 03岩手 H21補正
①盛岡保
健

Ⅵ２⑴
岩手県立療育セン
ターの整備構想の具
体化

・県内の障がい児療育拠点としての
新たな機能を備えた新しい岩手県
立療育センターの整備

○ 1,206 1,206 △0 事業実績に基づき、計画額を変更
するものである。

実績額に千円未満の端数（△95円）が生じたため。 計画どおりに事業を実施したものであり、計画変更による
医療課題の解決による影響はない。

031002 03岩手 H21補正
①盛岡保
健

Ⅵ２⑵
高規格周産期医療専
用ドクターカーの導入

・周産期医療における救急搬送体
制の確保

○ 30,000 0 △30,000 事業の見直し（中止）により、計画か
ら削除するものである。

整備予定先となっていた岩手医科大学において検討した
結果、運用体制（運転士、運用経費等）の確保が困難であ
るため。

上記の医療課題については、別事業である「新生児の救
急搬送体制の充実」によって、本事業が見込んでいた目
標を達成しており、本事業の計画変更（中止）による医療
課題の解決への影響はない。

031003 03岩手 H21補正
①盛岡保
健

Ⅵ２⑶
「臨床技術トレーニン
グセンター」（仮称）の
整備

・周産期医療に従事する医師等の
医療技術向上及び医療の安全性確
保

○ 200,000 69,728 △130,272 計画のうち、対象機器を周産期に関
わるものに絞ることにより、計画額を
減額するものである。

機器整備内容について、岩手県医療の復興計画に掲載し
ている「災害時地域医療支援、災害時医療教育の拠点整
備」事業との整合を図るもの。

本事業における目標について、岩手県医療の復興計画に
掲載している「災害時地域医療支援、災害時医療教育の
拠点整備」事業により達成しており、計画変更による医療
課題の解決への影響はない。

031005 03岩手 H21補正
①盛岡保
健

Ⅵ１⑴
社会人大学院博士課
程における周産期・
小児・救急高度医療
人養成コースの開設

・当該課程への入学促進（学費免
除）による地域医療に密着した研究
マインドを有する臨床医の養成

○ 9,900 0 △9,900 事業の中止により、計画から削除す
るものである。

震災の影響により、当該事業に実施に係る人的・物的体
制を整えることができなかっため、止むを得ず事業を中止
するもの。

医療課題は解決していないが、事業具体化の見込みが立
たないため、地域医療再生計画では当該事業を削除し、
優先順位の高い「周産期超音波画像伝送システムの導
入」を行うこととする。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業そ
のものを見直すこととする。

031006 03岩手 H21補正
①盛岡保
健

Ⅵ１⑵
社会人大学院修士課
程における助産師、
看護師を対象とした
専攻コースの開設

・助産師等の専門性の向上による
医師の業務の適切な支援

○ 0 0 ±0 事業の中止により、計画から削除す
るものである。

震災の影響により、当該事業に実施に係る人的・物的体
制を整えることができなかっため、止むを得ず事業を中止
するもの。

医療課題は解決していないが、事業具体化の見込みが立
たないため、地域医療再生計画では当該事業を削除す
る。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業そ
のものを見直すこととする。

031009 03岩手 H21補正
①盛岡保
健

Ⅵ１⑶イ
周産期電子カルテの
導入

・安心な医療提供体制の整備及び
医師等の負担軽減

○ ○ 822,052 881,978 ＋59,926 有 計画のうち、周産期電子カルテの導
入に係る１件当たりの補助単価を増
額するものである。

当該事業の推進のため補助単価を増額するものであり、
また、平成26年度以降も対象施設への支援及びネット
ワークの検討を図る必要があるため。

変更に伴う財源については、本計画全体の執行剰余額を
活用することとしており、このことにより医療課題の解決
（他の事業の実施）に影響するものではない。

031010 03岩手 H21補正
①盛岡保
健

Ⅵ１⑶ウ
周産期超音波画像伝
送システムの導入

・安心な医療提供体制の整備及び
医師等の負担軽減

○ ○ 527,183 660,025 ＋132,842 有 計画のうち、周産期超音波画像伝
送システムの整備について予定して
いた整備内容を変更するとともに、
県内分娩取扱医療機関による胎児
心疾患スクリーニング体制を構築す
るものである。

周産期超音波画像伝送システムについて、画像の受け手
側の人的負担を考慮した結果、分娩取扱診療所への導
入を取りやめた上で、モデル的に一部機関へ先行整備を
行い、実証を行った上で残りの機関への整備を行うことと
したため。
また、出生後の診断となった場合総合周産期母子医療セ
ンター等に緊急搬送され、医師の負担増を招いている先
天性心疾患について、予後が良好となる可能性が高まる
出生前の診断率を高めるための取組を行う必要が生じた
ため。

変更に伴う財源については、他の事業の執行残額及び運
用益を活用することとしている。また、周産期医療機関の
機能分担について更なる促進を図ることが可能となる。

031011 03岩手 H21補正
①盛岡保
健

Ⅵ１⑶エ
周産期医療情報ネッ
トワークシステム
「いーはとーぶ」の加
入拡大

・市町村の加入拡大による市町村と
医療機関の連携強化

○ 36,000 30,027 △5,973 有 事業実績に基づき、計画額を減額
するものである。

補助制度を活用する市町村が当初計画より少なくなる見
込みであるため。

計画額より安価で目標を達成することができる見込みで
あり、計画変更による医療課題の解決による影響はな
い。

031012 03岩手 H21補正
①盛岡保
健

Ⅵ１⑶オ
周産期医療情報連携
に係る医療従事者の
人材育成

・周産期医療情報連携の効率的・効
果的な運用

○ 20,802 31,203 ＋10,401 有 事業期間について延長し、各種講
座等を開催するために必要な経費
を増額するものである。

開催している講座等について参加希望者が多く、更なる
継続を行うことで周産期医療情報連携の促進を図りたい。

変更に伴う財源については、他の事業の執行残額を活用
することとしている。また、周産期医療情報連携について
更なる促進を図ることが可能となる。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

031013 03岩手 H21補正
①盛岡保
健

Ⅵ１⑶カ
新生児の救急搬送体
制の充実

・新生児の円滑な搬送体制の確保 ○ 45,635 29,640 △15,995 事業実績に基づき、計画額を減額
するものである。

各補助対象医療機関において救急搬送用の保育器や人
工呼吸器の整備を行った結果、見込みを下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

031014 03岩手 H21補正
①盛岡保
健

Ⅵ１⑷ア
ドクターヘリの運航体
制の確立

・ドクターヘリの導入準備を確実に
実施し、救命率の向上を図るための
基盤整備

○ ○ 772,222 768,146 △4,076 事業実績に基づき、計画額を減額
するものである。

事業実施に伴い、それぞれの事業費に増減が生じたが、
再生基金の充当総額として当初計画額を下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

031015 03岩手 H21補正
①盛岡保
健

Ⅵ１⑷イ
ドクターヘリの運航と
連動した救急搬送体
制の充実

・ドクターヘリ運航に合わせ、盛岡地
域の救急搬送体制高度化の観点か
ら、同地域消防本部における高規
格救急自動車を整備

○ 35,000 34,176 △824 事業実績に基づき、計画額を減額
するものである。

高規格救急自動車について入札を実施した結果、見込み
を下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

032001 03岩手 H21補正
②釜石保
健

６⑵ア
県立病院における放
射線治療機能の整備

・釜石保健医療圏におけるがん医
療機能の確保（地域がん診療連携
拠点病院の整備）

○ ○ 1,197,000 1,126,167 △70,833 事業実績に基づき、計画額を減額
するものである。

県立釜石病院の放射線治療機器整備及び附属棟建設工
事について入札を実施した結果、見込みを下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

032002 03岩手 H21補正
②釜石保
健

６⑵イ
県立釜石病院の耐震
化等施設設備の改修

・釜石保健医療圏の災害時におけ
る医療提供体制の確保（災害拠点
病院の機能維持・強化）

○ 360,845 218,217 △142,628 事業実績に基づき、計画額を減額
するものである。

県立釜石病院の施設耐震化等に係る工事について入札
を実施した結果、見込みを下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

032003 03岩手 H21補正
②釜石保
健

６⑵ウ
県立釜石病院におけ
る院内助産施設の勤
務環境改善

・県立釜石病院の助産施設におけ
る勤務環境の改善

○ 50,000 46,088 △3,912 本事業に係る県立釜石病院の改修
工事について、入札を実施した結
果、見込を下回ったもの。

本事業に係る県立釜石病院の改修工事について、入札を
実施した結果、見込を下回ったもの。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

032004 03岩手 H21補正
②釜石保
健

６⑵エ
在宅医療センター（仮
称）の設置運営

・在宅医療推進センター（仮称）の設
置・運営による在宅医療の推進

○ 11,100 0 △11,100 事業の中止（「在宅医療連携拠点事
業」（国庫委託）を活用して事業を実
施）により、計画から削除するもので
ある。

「在宅医療連携拠点事業」（国庫委託）を活用して事業を
実施したため。

上記の医療課題については、「在宅医療連携拠点事業」
によって解決を図っているため、本事業の計画中止による
医療課題の解決への影響はない。

032005 03岩手 H21補正
②釜石保
健

６⑵オ
かまいし医療情報
ネットワーク（仮称）の
導入

・病院及び診療所等間で診療情報
等の共有や予約管理を可能とする
システムの構築による医療機関等
の負担軽減

○ ○ 285,000 293,572 ＋8,572 計画のうち、ネットワークシステムの
構築に係る単価を増額するもので
ある。

対象機関において整備を行った結果、当初計画の見込み
を上回ったため。

変更に伴う財源については、本計画全体の執行剰余額を
活用することとしており、このことにより医療課題の解決
（他の事業の実施）に影響するものではない。

032006 03岩手 H21補正
②釜石保
健

６⑵カ
地域住民活動拠点の
整備（県立釜石病院）

・地域住民の活動拠点整備による
医療従事者と地域住民との交流・協
働活動の一層の充実

○ 8,000 0 △8,000 当該拠点については、別事業（県立
釜石病院における放射線治療機能
の整備）により整備されたスペース
を活用して取組を進めることとした
め、計画から削除するものである。

当該拠点については、別事業（県立釜石病院における放
射線治療機能の整備）により整備されたスペースを活用し
て取組を進めることとしたため。

上記の医療課題の解決については、別事業（県立釜石病
院における放射線治療機能の整備）により整備されたス
ペースを活用した取組により解決する見込みであり、計画
中止による医療課題の解決への影響はない。

032007 03岩手 H21補正
②釜石保
健

６⑵キ
高規格救急車の導入
（県立釜石病院）

・県立釜石病院への高機能な救急
車の配備による周産期医療や災害
発生時の搬送体制の確保

○ 20,000 46,021 ＋26,021 計画のうち、高規格救急車に係る県
立釜石病院における関連設備の整
備に要した経費を増額するものであ
る。

事業を実施した結果、当初計画の見込みを上回ったた
め。

変更に伴う財源については、本計画全体の執行剰余額を
活用することとしており、このことにより医療課題の解決
（他の事業の実施）に影響するものではない。

032008 03岩手 H21補正
②釜石保
健

６⑴ア
市町村が行う中核病
院に対する診療応援
事業を支援

・地域の中核病院と地元開業医との
連携による地域医療提供体制の確
保

○ 19,200 8,122 △11,078 有 計画のうち、事業を実施する市町村
等を減じることにより計画額を減額
するものである。

事業を実施する市町村等の数が当初の見込みに達しな
いものであるが、地域の中核病院と開業医との連携によ
る地域医療提供体制を確保するため、継続して当該事業
に取り組む必要があるため。

医療課題は解決されていないが、事業を実施する市町村
等の数が当初の見込みに達しないことから、地域医療再
生計画では当該事業を減額する。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業そ
のものを見直すこととする。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

032009 03岩手 H21補正
②釜石保
健

６⑴イ
地域病院担い手医師
を育成

・地域病院の担い手として、総合的
な診療能力のある医師を育成し配
置

○ 99,255 2,407 △96,848 事業実績に基づき、計画額を減額
するものである。

総合的な診療能力のある医師育成のためのプログラムを
県内２病院で作成したものの、当該プログラムに参加する
医師の見込みが立たないため。

総合診療医の不足は解決されていないが、研修プログラ
ムに参加する医師の見込が立たないため、計画では当該
事業を減額し、優先順位の高い医師修学資金貸付事業
（「医学部生に対する奨学金を拡充」）を拡充する。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、国の動向も踏まえながら、一般財源による継続
の検討も含めて、事業そのものを見直すこととする。

032010 03岩手 H21補正
②釜石保
健

６⑴ウ
医学部生に対する奨
学金を拡充

・岩手県内の公的病院に従事する
意思を有する学生の修学支援によ
る、医師の確保定着

○ 360,000 432,000 ＋72,000 有 医療局奨学金の岩手医科大学分の
修学資金を拡充して、過年度に貸付
決定した者の学年進行分（平成26
年度分）の貸付けを実施するため、
計画額を増額するものである。

県内への定着が見込まれ、将来的に県内の地域医療を
担うことが期待される岩手医科大学の学生に対する修学
資金を拡充するため。

変更に伴う財源については、本計画全体の執行剰余額及
び運用益を活用することとしており、このことにより医療課
題の解決（他の事業の実施）に影響するものではない。

032011 03岩手 H21補正
②釜石保
健

６⑴エ
医療機関における認
定看護師の養成を支
援

・認定看護師の育成促進と当該看
護師の指導による看護職員の技術
向上、医療機関の看護水準の向上

○ 89,600 89,711 ＋111 県内の各医療機関から当初の認定
看護師育成計画数を上回る認定看
護師教育課程への派遣要望がある
ため、医療機関の事業計画とおり認
定看護師の育成を行うことにより、
本県の認定看護師数を当初計画を
超えて育成し、本県の医療機関の
看護水準の向上を図る。

本県の認定看護師数は、未だ東北平均を下回っている現
状にあるため、少しでも多くの認定看護師の養成が進む
よう医療機関の計画どおり事業を実施したい。

変更に伴う財源については、他の事業の執行残額を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、本県の認定看護師の更なる育成を図ることが可能
となる。

032012 03岩手 H21補正
②釜石保
健

６⑴オ
看護職員修学資金貸
付の拡充

・県内の病院、診療所等に就業する
意思を有する看護学生の修学支援
による、本県の看護職員の確保及
び資質向上

○ 180,406 243,106 ＋62,700 有 修学資金を拡充して貸付決定した
者の学年進行分（２学年以降の継
続分）の貸付けを実施することによ
り、地域医療に従事する看護職員
の拡大を図る。

平成23年度から平成25年度までの間に拡充して貸付決
定を行った看護学生が卒業し、県内に就業するために
は、卒業まで継続して貸付けを行う必要があるため。

変更に伴う財源については、他の事業の執行残額を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、看護職員の供給不足の解消を図ることが可能とな
る。

033001 03岩手 H22補正 Ⅴ１⑴ウ①
仮設診療所整備事業

・仮設診療所の整備による、被災地
の当面の医療提供体制の確保

○ ○ 51,824 109,235 ＋57,411 有 借上型仮設診療所の借上料分の経
費を増額するものである。

被災地においては、土地の区画整理や嵩上げ等、まちづ
くりの進捗の遅れから、移転候補地等の確保に一定の期
間が必要であることから、継続して仮設診療所を設置する
必要があるため。

変更に伴う財源については、他の事業の執行残額を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、被災地における継続的な医療提供体制の確保が可
能となる。

033002 03岩手 H22補正 Ⅴ１⑴ウ②
県立病院仮設診療施
設整備事業

・被災した沿岸部３県立病院（高田、
大槌及び山田）の仮設診療施設整
備による当面の医療提供体制の確
保

○ ○ 573,084 570,098 △2,986 事業実績に基づき、計画額を減額
するものである。

仮設診療施設の整備について、入札を実施した結果、見
込みを下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

033004 03岩手 H22補正 Ⅴ１⑴ウ④
被災地医療施設運営
支援事業

・甚大な被害を受けた市町村におけ
る医療提供体制の確保

○ ○ 75,000 255,000 ＋180,000 有 仮設診療所（陸前高田市）の運営に
係る支援に要する経費を増額するも
のである。

被災地に整備した仮設診療所のうち、一般社団法人岩手
県医師会が運営する仮設診療所（陸前高田市）の運営に
係る医師の派遣に要する経費等に対して支援をしている
ところであるが、同市内での医療提供体制の中心となる
県立高田病院の恒久施設完成予定時期が平成29年度で
あるなど、地域の医療提供体制の復旧・復興が未だ十分
ではないため、当面の間、継続した支援が必要であるた
め。

変更に伴う財源については、他の事業の執行残額を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、被災地における継続的な医療提供体制の確保が可
能となる。

033005 03岩手 H22補正 Ⅴ１⑵ウ①
被災地医療機関診療
機能回復支援事業
（施設修繕等）

・被災した医療提供施設の本格的な
再建までの当面の診療機能確保

○ 685,079 339,725 △345,354 事業実績に基づき、対象施設数及
び計画額を減じるものである。

事業を実施する医療提供施設数の数が当初の見込みに
達しないため。

当初計画には満たないものの、本事業により、成果を上
げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見通し
がたったため、地域医療再生計画では当該事業を減額す
るものとする。

033006 03岩手 H22補正 Ⅴ１⑵ウ②
被災地医療機関診療
機能回復支援事業
（施設新築等）

・被災した診療所に対する移転整備
に係る経費の補助による、被災地に
おける早期の医療提供体制の復興
の促進

○ 487,500 519,557 ＋32,057 医療提供施設の移転新築に要する
経費に対する支援について、実施
期間、対象施設数、計画額を変更す
るものである。

事業を実施する医療提供施設数の数が当初の見込みを
超えたため。

変更に伴う財源については、他の事業の執行残額を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、被災地における継続的な医療提供体制の確保が可
能となる。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧
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033007 03岩手 H22補正 Ⅴ１⑵ウ③
県立大東病院施設改
修事業

・被災した県立大東病院の緊急的な
一部改修による外来機能確保

○ ○ 144,945 139,063 △5,882 事業実績に基づき、計画額を減額
するものである。

県立大東病院の改修工事に係る入札を実施した結果、見
込みを下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による変更はない。

033008 03岩手 H22補正 Ⅴ１⑵ウ④
県立大東病院施設復
旧事業

・被災した県立大東病院の再整備
による地域の医療提供体制の確保

○ ○ 698,484 929,400 ＋230,916 事業実績に基づき、計画額を増額
するものである。

工事面積や工事単価の増等により、当初計画の見込みを
上回ったため。

変更に伴う財源については、他の事業の執行残額を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

033009 03岩手 H22補正 Ⅴ１⑵ウ⑤
被災地薬局機能確保
事業

・被災した薬局等の復旧・復興の支
援による、被災地の薬局機能の再
生

○ ○ 362,725 177,152 △185,573 事業実績に基づき、計画額を減額
するものである。

当初、全被災施設の再建を目標として計画したが、自力
復旧や再建を行わない施設が生じたことから、当初見込
みに達しないため。

当初計画には満たないものの、本事業により成果を上げ
ることができ、医療課題の解決に向けた一定の見通しが
立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減額する
こととする。

033010 03岩手 H22補正 Ⅴ１⑶
保健医療施設整備事
業

・市町村の実情に応じた保健医療
施設の整備による地域の医療提供
体制の確保

○ ○ 458,455 446,310 △12,145 事業実績に基づき、計画額を減額
するものである。

市町村の整備実績の総額が、見込みを下回ったため。 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

033011 03岩手 H22補正 Ⅴ１⑷ウ①
沿岸被災地看護職員
確保事業

・沿岸地域における看護職員の確
保

○ 112,000 9,653 △102,347 有 　事業規模を縮小し、計画額を減額
するものである。

当初計画した各医療機関への補助事業については、民間
人材派遣会社の活用を図ったが被災地で就業可能な看
護職員の確保が困難で成果を上げることができなかっ
た。
しかし、平成24年度から岩手県看護協会への委託により
看護職員就労相談会の開催ときめ細やかなマッチングを
実施し、潜在看護職員の掘り起し及び医療機関や福祉施
設への就業などの成果を上げることができたところ。
今後も、被災地の看護職員の確保に向けて、この委託事
業を継続して実施する必要があるため。

当初計画には満たないものの、本事業により、一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しがたったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額するものとする。

033012 03岩手 H22補正 Ⅴ１⑷ウ②
被災地薬剤師確保事
業

・沿岸地域における薬剤師の確保 ○ 11,371 22,650 ＋11,279 有 県内、特に沿岸地域で薬剤師業務
に従事する薬剤師の確保を図るた
め、高校生等への薬剤師業務の啓
発や薬学生に対する働きかけを継
続して行うため、計画額を増額する
ものである。

本県は、発災前から人口10万人当たりの薬剤師数が全国
第45位と低く、県内での偏在も生じている。
本事業の実施により一定の効果があったが、薬剤師の不
足は解消されておらず、引き続き県内、特にも沿岸地域で
薬剤師業務に従事する薬剤師の確保を図る必要がある
ため。

変更に伴う財源については、他の事業の執行残額を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、将来の地域医療にかかわる薬剤師の確保・育成に
つながるものである。

033013 03岩手 H22補正 Ⅴ１⑷ウ③
看護師等養成所整備
事業
県立看護師養成所学
習環境緊急確保対策
事業

・被災した県立一関高等看護学院
における安心・安全な学習環境の確
保
・県立一関高等看護学院の代替施
設の確保及び県立宮古高等看護学
院の学習環境（学生の健康保持、
教員の資質向上）整備による看護
職員の着実な養成

○ ○ ○ 522,828 558,709 ＋35,881 有 県立一関高等看護学院（寄宿舎）の
建築（改築）工事について、工事費
を増額するものである。

県立一関高等看護学院寄宿舎の改築工事にあたって、工
事資材・工事人件費の高騰の影響や工事人材の不足か
ら工期の見直し（6月→7月）が必要となったことにより、当
初設計額より工事費が増加する見込みとなったため。

変更に伴う財源については、他の事業の執行残額を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、当該看護学院の教育環境の整備によって、被災地
からの学生の受入れに寄与するとともに、不足する県内
医療機関の看護人材の確保に資するものである。

033014 03岩手 H22補正 Ⅴ１⑷ウ④
沿岸被災地応急仮設
公舎整備事業

・被災地における医療従事者（県立
病院）の住居の確保

○ 221,942 240,325 ＋18,383 有 現時点においても被災地の住環境
が十分に改善されていないことから
応急仮設公舎を継続して設置する
ため、借上型仮設公舎のリース料
分の経費を増額するものである。

沿岸被災地で住家を失った医師、看護師が多く、被災地
で医療に従事する県立病院職員の住居が不足していたた
め、リースにより応急仮設公舎を整備したものであるが、
現時点においても被災地の住環境が十分に改善されてい
ないことから継続して当該公舎を設置する必要があるた
め。

変更に伴う財源については、他の事業の執行残額を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、被災地における継続的な医療提供体制の確保が可
能となる。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

033015 03岩手 H22補正 Ⅴ１⑸ウ①
腎不全対策医療施設
整備事業

・沿岸被災地の透析患者が、かかり
つけの医療機関で透析を受けること
ができる医療提供体制の確保

○ 150,093 39,622 △110,471 事業実績に基づき、整備台数及び
計画額を減じるものである。

実績により、整備台数及び事業費が見込みを下回ったた
め。

変更に伴う財源については、他の事業の執行残額及び運
用益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼす
ことはない。
本事業により、沿岸被災地で自家発電装置を保有してい
なかった2診療所で自家発電装置が新設され、沿岸被災
地全ての透析施設が自家発電装置を保有することとな
り、また、人工腎臓装置15台が増設されるなど、沿岸被災
地の透析医療に係る課題の解決に向けた一定の見通し
が立った。
今後は、必要に応じて国庫補助制度(負担割合：国1/3、
県1/3、透析施設1/3。人工腎臓装置の新設・増設のみ対
象)を活用することにより、引き続き沿岸被災地の透析医
療体制の確保を図る。

033016 03岩手 H22補正 Ⅴ１⑸ウ②
病院非常用設備発電
整備事業

・自家発電設備等の整備による、沿
岸被災地における災害時の病院機
能の確保

○ 331,851 546,572 ＋214,721 有 支援の対象を内陸部の病院に拡大
し、地域住民が継続して、地域で安
心して暮らすことができる医療提供
体制の充実を図るとともに、実績に
より、沿岸被災地病院における対象
施設数の見直しを行うものである。

被災による長期間の停電等が続き、この間、病院機能等
の維持が困難であったことから、沿岸被災地に加え、内陸
部における停電対策に係る緊急的な支援を行い、地域住
民が継続して、地域で安心して暮らすことのできる医療提
供体制の充実を図る必要があるため。

変更に伴う財源については、他の事業の執行残額及び運
用益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼす
ことはない。
内陸部の病院を支援の対象に加え停電対策の全県的な
推進を図ることによって、課題としている地域住民が継続
して、地域で安心して暮らすことのできる医療提供体制の
充実が図られるとともに、沿岸被災地の後方支援としての
機能の拡充が期待できる。沿岸被災地病院の対象施設
数の見直し減については、別事業である「公的医療機関
等の再建」（岩手県医療の復興計画）によって、本事業が
見込んでいた目標を達成できる見込みのため、本事業の
計画変更（沿岸被災地病院の対象施設数の見直し）によ
る医療課題の解決への影響はない。

033017 03岩手 H22補正 Ⅴ２⑴ウ①
ＤＭＡＴ体制整備事業

・ＤＭＡＴの装備品等の充実による
活動体制の強化

○ 97,379 91,278 △6,101 事業実績に基づき、計画額を減額
するものである。

ＤＭＡＴの装備品、データ通信対応衛星携帯電話、ＤＭＡＴ
移動車両について入札等を実施した結果、見込みを下
回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

033018 03岩手 H22補正 Ⅴ２⑴ウ②
災害時通信設備整備
事業

・災害時における迅速かつ確実な情
報共有を行うための通信手段の確
保

○ 15,440 12,409 △3,031 衛星携帯電話整備、屋外アンテナ
の整備、院内電話交換機接続費に
係る事業費を減額するものである。

衛星携帯電話整備、屋外アンテナの整備、院内電話交換
機接続について入札を実施した結果、見込みを下回った
ため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

041002 04宮城 H21補正
①県北

救命救急センター
運営費負担金

二次救急医療体制の充実を図るた
め，大崎市民病院に対する救命救
急センター運営費負担を行うもの。

○ 24,800 2,039 △22,761 　一部年度における負担金拠出が
ないことによる減。

　根拠となる負担金の割り当てが基準を下回ったことによ
る。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。ま
た，負担金自体が減となっているため，団体への財政的
な影響はない。

041003 04宮城 H21補正
①県北

救急医療訓練装置等
整備

二次救急医療体制の充実を図るた
め，栗原中央病院の救急医療訓練
装置等整備するもの。

○ 13,100 9,261 △3,839 　救急蘇生人形，ＡＥＤ他救急医療
訓練装置等整備に係る入札に伴う
契約請差によるもの。
当初13,100千円→実績9,261千円

　救急蘇生人形，ＡＥＤ他について入札を実施した結果，
当初の予定額を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。

041004 04宮城 H21補正
①県北

救急医療に係る研修 二次救急医療体制の充実を図るた
め，栗原中央病院の救急医療研修
会等開催するもの。

○ 430 94 △336 　計画のうち経費の縮減に努めたた
め。
【実績】
AHA-BLS for HCPコース（東北大学
病院），ACLSプロバイダーコース
（東北大学病院），救急研修（仙台
医療センター），BLSヘルスケアプロ
バイダーコース

　専門研修の受講により，三次救急等に対応できる医師2
名のスキルアップを図ったが，経費の縮減により，当初見
込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

041005 04宮城 H21補正
①県北

救急医療機器整備 二次救急医療体制の充実を図るた
め，栗原中央病院の設備整備を行
うもの。

○ 0 44,468 ＋44,468 　栗原地区における二次救急医療
の医療体制の充実及び効率化を図
るため，栗原中央病院に超音波診
断装置等の機器の整備を実施する
もの。

　栗原地区で深刻な状況にある救急医療について，栗原
中央病院に超音波診断装置等の機器整備を実施し，県
北地域内での医療提供体制の完結及び効率化が図れる
よう本事業の拡充を図るもの。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。また，救急医療機器の整備により，県北地域の
二次救急医療体制の強化が図られる。

041008 04宮城 H21補正
①県北

妊婦検診外来機器整
備

周産期医療の充実を図るため，栗
原中央病院妊婦検診外来実施に伴
う機器整備を行うもの。

○ 18,700 17,440 △1,261 　超音波診断装置等整備に係る入
札に伴う契約請差によるもの。
当初　17,693千円→実績　16,433千
円

　超音波診断装置等整備他について入札を実施した結
果，当初の予定額を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。

041009 04宮城 H21補正
①県北

妊婦検診外来職員研
修

周産期医療の充実を図るため，栗
原中央病院妊婦検診外来実施に係
る職員研修会を実施するもの。

○ 500 454 △46 　計画のうち経費の縮減に努めたた
め。
【実績】
日本助産師会開催セミナー，病院見
学実習（湘南鎌倉病院），助産師研
修公開講座　他。

  専門研修等の受講に伴い，ハイリスク分娩等に対応でき
る医師１名のスキルアップを図ったが，経費の縮減によ
り，当初見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。

041013 04宮城 H21補正
①県北

リハビリテーション訓
練室整備

栗原中央病院の回復期リハビリ
テーション訓練室を増築するもの。

○ ○ 50,000 85,965 ＋35,965 　急性期を過ぎた患者が引き続き適
切な医療を受けられる体制を構築
するため，栗原中央病院に過流浴
槽装置エジェクターバスエア等の回
復期リハビリテーションに必要な機
器を整備するもの。

　栗原地区で急性期を過ぎた患者が引き続き適切な医療
を受けられる体制を構築するため，栗原中央病院に効率
的なリハビリ訓練を行うために必要となる機器を整備し，
県北地域内でのリハビリテーション医療の提供体制の充
実に向け本事業の拡充を図るもの。

　　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。また，リハビリ訓練のための機器の充実が図ら
れ，回復期リハビリテーション病棟の施設基準取得が可
能となる。

041015 04宮城 H21補正
①県北

訪問看護ステーショ
ン再編整備

登米医療圏における在宅医療の充
実を図るため，登米市訪問看護ス
テーションの再編に必要な施設・設
備等を行うもの。

○ 34,500 32,979 △1,521 　訪問看護システム等整備に係る
入札に伴う契約請差によるもの。
当初　34,500千円→実績　32,979千
円

　訪問看護システム等整備について入札を実施した結
果，当初の予定額を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。

041016 04宮城 H21補正
①県北

訪問看護ステーショ
ン設備整備

登米医療圏における在宅医療の充
実を図るため，登米市訪問看護等
在宅医療拡充に伴う車両整備を行
うもの。

○ 15,500 9,577 △5,923 　訪問看護車両整備に係る入札に
伴う契約請差によるもの。
当初　15,500千円→実績　9,577千
円

　訪問看護車両整備について入札を実施した結果，当初
の予定額を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。

041017 04宮城 H21補正
①県北

在宅医療用備品整備 登米医療圏における在宅医療の充
実を図るため，栗原市在宅医療充
実に伴う車両整備を行うもの。

○ 16,500 13,510 △2,990 　在宅医療車両等整備に係る入札
に伴う契約請差によるもの。
当初　１6,500千円→実績　13,510千
円

　在宅医療車両等整備について入札を実施した結果，当
初の予定額を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

041018 04宮城 H21補正
①県北

院内保育所運営等 女性医師等の働きやすい環境を整
備し，離職防止・復職支援に取り組
むため，登米市民病院（旧佐沼病
院）院内保育所運営等を負担するも
の。

○ 15,900 4,408 △11,492   対象女性医師のニーズ等から一
部事業（院内保育所運営）の開始時
期が後ろ倒しとなり，女性医師の就
労環境整備が主な事業内容となっ
たもの。
当初　15,900千円→　実績　4,408千
円
（医師招聘，招聘時における環境整
備，ベビーシッター等の確保，研修
等参加など）

　対象女性医師のニーズ等から院内保育の開始時期を調
整し，その時期が後ろ倒しとなったため，当初予定額を下
回ったもの。

　現状におけるニーズに対応した変更であり，その他の技
術向上の向けた研修体制の充実や医師数確保のための
施策は本事業の中で実施。引き続き事業者負担により女
性医師等の働きやすい環境整備や離職防止・復職支援を
展開していくため，課題解決への影響はない。

041020 04宮城 H21補正
①県北

医師事務作業補助者
雇用等

勤務医の過重労働の解消及び負担
軽減のため，登米市民病院（旧佐沼
病院）の医師事務作業補助者の育
成を行うもの。

○ 12,800 8,531 △4,269 　医師事務作業補助者の配置計画
の見直しや変更により事業費の縮
減に努めたため。
当初　12,800千円→実績　8,531千
円

　事務作業補助者の配置計画の見直しや変更により，当
初予定額を下回ったため。

　現状の課題に対応した変更であるので，計画変更によ
る勤務医の過重労働の解消及び負担軽減という課題解
決への影響はない。

041021 04宮城 H21補正
①県北

院内保育所運営等 女性医師等の働きやすい環境を整
備し，離職防止・復職支援に取り組
むため，栗原中央病院院内保育所
運営等負担するもの。

○ 100,800 1,836 △98,964  　夜間保育の事業実績に基づく変
更。

　夜間保育の事業実績について，当初見込額下回ったた
め。

　現状におけるニーズに対応した変更であり，就労環境の
整備という課題解決への影響はない。

041022 04宮城 H21補正
①県北

看護学生修学資金貸
付

勤務医の過重労働の解消及び負担
軽減のため，栗原市の看護学生修
学資金貸付を行うもの。

○ 12,000 19,800 ＋7,800 有 　栗原市の看護学生修学資金貸付
対象を拡大し，勤務医の過重労働
の解消及び負担軽減を図る。

　震災後さらに医療従事者の確保という課題が深刻とな
り，引き続き医療従事者が県内に定着する取り組みが必
要である。このため，少しでも多くの医療従事者の確保が
図れるよう看護学生への修学資金貸付を拡大・延長（5人
→6人，～H27）を図る必要があるもの。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。なお，支援体制の拡大・延長により，医療従事者
の確保という課題に対して，より有効なものとなる。

041023 04宮城 H21補正
①県北

院内保育所運営等 女性医師等の働きやすい環境を整
備し，離職防止・復職支援に取り組
むため，大崎市民病院院内保育所
運営等負担を行うもの。

○ 16,000 3,000 △13,000 　 対象女性医師のニーズ等から院
内保育所の開始時期が後ろ倒しと
なったもの。
当初　16,000千円→　実績　3,000千
円
（24時間運営の開設準備，従事職
員の確保など）

　対象女性医師のニーズ等から院内保育の開始時期を調
整し，その時期が後ろ倒しとなったため，当初予定額を下
回ったもの。

　現状におけるニーズに対応した変更であり，引き続き事
業者負担により女性医師等の働きやすい環境整備や離
職防止・復職支援を展開していくため，課題解決への影響
はない。

041024 04宮城 H21補正
①県北

医療機関ネットワーク
システム整備

地域において切れ目のない医療提
供体制を実現するため，県北地域
の３医療圏の中核病院をネットワー
クで結び相互連携を円滑に行うため
のシステム整備を行うもの。

○ 100,000 0 △100,000 　震災後，県内全域に医療・福祉情
報ネットワークの構築を図ることとし
ているため，当時開始していなかっ
た本事業について中止（皆減）する
もの。

　震災後，総務省補助金や地域医療復興計画の財源を活
用して県内全域に医療・福祉情報ネットワークの構築を図
ることとしていることから，本事業については中止する。

　他財源を活用して事業実施する計画であり，計画変更
による医療課題の解決による影響はない。

041025 04宮城 H21補正
①県北

スマイルネット整備 地域において切れ目のない医療提
供体制を実現するため，脳卒中医
療の正確な疫学情報の共有化を図
るべく，ネットワークで結び相互連携
を円滑に行うためのシステム整備を
行うもの。

○ 0 9,838 ＋9,838 　脳卒中医療の正確な疫学情報の
共有化を図り，地域における医療連
携体制を構築するためのシステム
整備を行うもの。

　脳卒中医療の正確な疫学情報の共有化を図り，地域に
おける医療連携体制を構築するため，効果的なシステム
整備構築を図る。（一般社団法人宮城県脳卒中ネットワー
ク＜事務局：東北大学大学院准教授＞）。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。なお，事業実施の体制としてノウハウのある主体
が直接行うことで，より効果的なシステム整備が実現し，
地域医療連携を図ることが可能となる。

041026 04宮城 H21補正
①県北

診療所化対応施設改
修等

登米医療圏における効率的な医療
提供体制を構築するため，米谷病
院の診療所化に伴う病院改修を行
うもの。

○ ○ 10,000 0 △10,000 　市全体の医療機関再編計画を見
直し，米谷病院については，診療所
化を見直し，病院のまま継続するこ
ととしたため，本事業は中止する。

　市全体の医療機関再編計画を見直し，米谷病院につい
ては，診療所化を見直し，病院のまま継続することとした
ため。

　病院のまま存続することとしたため，計画変更による医
療課題の解決医療提供体制の面による影響はない。

041027 04宮城 H21補正
①県北

診療所新築 登米医療圏における効率的な医療
提供体制を構築するため，登米診
療所の新築整備を行うもの。

○ ○ 323,000 301,105 △21,895 　登米診療所新築等整備に係る入
札に伴う契約請差によるもの。
当初　323,000千円→実績　301,105
千円

　登米診療所新築等整備について入札を実施した結果，
当初の予定額を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

041031 04宮城 H21補正
①県北

人工透析集約化対応
施設設備整備

登米医療圏における効率的な医療
提供体制を構築するため，よねやま
病院の設備整備を行うもの。

○ 55,500 103,357 ＋47,857 　東日本大震災を踏まえ，災害発生
時にも安定した医療の提供が必要
であることから，非常用発電設備を
整備し，体制構築を図るもの。

　東日本大震災を踏まえ，災害発生時にも安定した医療
の提供が必要であることから，米山病院に非常用発電設
備を整備し，地域医療連携体制構築に向け本事業の拡充
を図るもの。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。非常用発電設備の整備により，災害発生時を含
めた医療提供体制の充実が図られる。

041032 04宮城 H21補正
①県北

地域医療連携セン
ター整備及び地域医
療連携室体制強化

登米医療圏における効率的な医療
提供体制を構築するため，登米市
民病院（旧佐沼病院）地域医療連携
センターの整備を行うもの。

○ ○ 218,000 222,100 ＋4,100 　登米医療圏における効率的な医
療提供体制を構築するため，登米
市民病院（旧佐沼病院）地域医療連
携センターに必要な一部整備を追
加するもの。

　地域医療連携センター設備整備を実施し，登米医療圏
における効率的な医療提供体制を構築に向け，本事業の
拡充を図るもの。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。なお，設備整備の拡充により地域医療連携セン
ターとしての機能強化が図られる。

041033 04宮城 H21補正
①県北

患者輸送バス運営 登米医療圏における効率的な医療
提供体制を構築するため，患者輸
送バスの運営負担を行うもの。

○ 23,700 16,519 △7,181 　車両購入台数の精査による購入
費の減に伴う事業費縮減によるも
の。当初23,700千円→実績　16,519
千円

　車両購入台数の精査による購入費の減など見直しを実
施した結果，当初の予定額を下回ったもの。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。

041035 04宮城 H21補正
①県北

宮城県医師育成機構
の設置・運営

医師の循環的研修体制の構築等を
図るもの。

○ 100,000 143,739 ＋43,739 有 　震災の影響により実質的には平
成24年度から本格的に事業を開始
した。震災後，津波被害の大きかっ
た沿岸地域で医師不足が加速し，
今後再建予定の医療機関の医師確
保が喫緊の課題となっているほか，
今後，修学資金貸付医師が増加し
て政策的医師がさらに求められるこ
とから，医師の確保及びキャリア形
成への取り組みを拡充して重点的
に取り組む。

　医師の確保及びキャリア形成は重要課題の一つであ
り，震災を経てさらに必要性が増しており，地域医療の維
持・充実のための措置が必要である。医師不足・地域偏
在を解消する取り組みは不可欠であり，それらの問題を
少しでも解決するために本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。また，将来の地域医療を担う医師の確保・キャリ
ア形成を推し進めることが可能となる。

041036 04宮城 H21補正
①県北

救急・周産期・感染症
等の専門分野の研究
及び専門医の養成等
を担う寄附講座の設
置

救急・周産期・感染症の専門医の養
成等のため，東北大学に寄附講座
等を設置するもの。

○ 180,000 299,900 ＋119,900   周産期・感染症寄附講座の拡充を
行い，医師がバランスよく県内に配
置されるシステムの構築や医師に
対する研修体制の充実を図る。
当初　救急・周産期・感染症の寄附
講座（30,000千円ずつ2ヶ年，計
180,000千円）
実績　救急・周産期・感染症の寄附
講座（救急のみ請け差10万円，
179,900千円：H22～H23）
周産期・感染症の寄附講座を延長
（30,000千円ずつ2ヶ年，計120,000
千円：H24～H25）

  震災後さらに医師不足という課題が深刻となり，引き続
き医師がバランスよく県内に配置されるシステムを構築す
る取り組みが必要である。このため，少しでもバランスよく
医師を配置するため，寄附講座の拡大を図る必要がある
もの。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。地域医療体制整備に向け，本事業を拡充するも
の。

041037 04宮城 H21補正
①県北

医学生を対象とする
奨学金の拡充

医学生に対する修学資金の貸付を
行うもの。

○ 238,800 189,643 △49,157 　貸付予定者が，一般枠（20万円/
月）より東北大学枠（10万円/月）が
多くなったため。
（当初）一般枠76名，東北大学枠45
名　→　（実績）一般枠33名，東北大
学枠91名

　一般枠への貸付予定者が当初見込みを下回ったことに
よる減

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。

041038 04宮城 H21補正
①県北

医師を志す高校生支
援

宮城の医師として活躍する志を持っ
た生徒の育成を行うもの。

○ 2,000 5,787 ＋3,787 有 　医学部体験入学，医師講演会，病
院見学会，医学部入試対策講座を
実施しており，県内各高校から毎年
延べ人数にして４５０名程度の参加
がある。本県における医学部進学
者数の増加が期待でき，医学生修
学資金貸与事業等への誘導も図れ
ることから，各種取り組みの拡充を
図るもの。

  震災後さらに医師不足という課題が深刻となり，本県に
おける医学部進学者数の増加が期待でき，医学生修学資
金貸与事業等への誘導も図れる本事業の拡充を図るも
の。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。医師確保対策として本事業を拡充するもの。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

041039 04宮城 H21補正
①県北

医師等の救急医療対
応力の向上を図るた
めの研修の実施

医師等の救急医療対応力の向上を
図るための研修の実施するもの。

○ 12,000 13,973 ＋1,973 有 　　本県の救急医療の大きな課題と
なっている平日夜間の初期救急体
制や二次救急医療機関における患
者受入率の向上を図るためには，こ
れらを担う医師等の救急医療に関
する知識・技術の向上等が不可欠
である。このため，医師等の救急医
療対応力の向上を図るための研修
を拡大し，救急医療体制の構築を図
るもの。

　医師等の救急医療対応力の向上という課題が依然とし
て残っているため，引き続き本事業の拡大により救急医
療体制の構築を図る必要があるもの。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。なお，事業の拡大・延長により，救急医療体制の
構築という課題に対して，より有効な対策となる。

041040 04宮城 H21補正
①県北

自宅・特別養護老人
ホーム・老人保健施
設等での看取り率の
向上

自宅・特別養護老人ホーム・老人保
健施設等での看取り率の向上を図
るため，医療関係者の資質向上の
ための研修等を行うもの。

○ 770 0 △770 　自宅での看取りについては，在宅
医療に係る環境整備が図られること
が前提となることから，在宅医療の
推進状況を踏まえて事業を実施す
べきとの判断により，本事業を中止
するもの。

　自宅での看取りについては，在宅医療に係る環境整備
が図られることが前提となることから，在宅医療の推進状
況を踏まえて事業を実施すべきとの判断により至ったも
の。

　第三期再生計画の中で在宅医療推進のための事業を
実施する予定で，計画変更による医療課題の解決による
影響はない。

041041 04宮城 H21補正
①県北

救急医療体制の強化 災害拠点病院指定要件に掲げられ
た体制整備を図り，災害時の救急
医療体制の構築を図るもの。

○ ○ 0 41,290 ＋41,290 　平成24年3月の国通達により，全
ての災害拠点病院にDMATの整備
が義務付けられ，災害時の救急医
療体制の構築を図るため，災害拠
点病院の体制整備を追加するも
の。

　災害拠点病院として災害時の救急医療活動を行うた
め，新たに立ち上がるＤＭＡＴチームの車輌や資機材を整
備するほか，隊員の養成研修受講に係る費用を補助し，
災害時の救急医療体制の構築が図れるよう本事業を実
施するもの。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。なお，ＤＭＡＴを整備することで，県の災害医療体
制の構築強化が図れる。

041042 04宮城 H21補正
①県北

看護師確保対策事業 病院見学・実習生への助成・看護師
養成学校訪問エリアの拡大・各種ガ
イダンスへの参加など，大崎医療圏
における看護師確保対策を行うも
の。

○ 0 9,000 ＋9,000 　県北地域の人口１０万人当たりの
医師数，就業看護師数及び就業助
産師数は，県や全国の値と比べて
大幅に少なく，これら医療従事者の
確保は喫緊に対応すべき深刻な課
題であるため，確保対策に資する取
り組みを拡充し，看護師確保につな
げるもの。

　県北地域の人口１０万人当たりの医師数，就業看護師
数及び就業助産師数は，県や全国の値と比べて大幅に
少なく，これら医療従事者の確保は喫緊に対応すべき深
刻な課題であるため，少しでも多くの看護師の確保が図
れるよう本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。なお，公立病院の看護学生への奨学金制度創設
及び看護教員養成研修派遣旅費等助成については，い
ずれもそれぞれ独自に行っており支障はない。※看護師
養成所における教員確保及び看護実習への支援につい
ては，事業管理番号042030で整理。

042001 04宮城 H21補正
②県南

地域救命救急セン
ターの設置

みやぎ県南中核病院が三次救急医
療を担うため，地域救命救急セン
ターを設置することとし，これに必要
な施設・設備の整備行うもの。

○ ○ 846,040 852,302 ＋6,262 　三次救急体制を構築するため，み
やぎ県南中核病院の地域救命救急
センターに必要な設備整備を行うも
の。
当初　846,040千円　→　変更
852,302千円

　県南地域で三次救急医療を受けられる体制を構築する
ため，みやぎ県南中核病院の地域救命救急センターに必
要となる設備を整備し，県南地域内での救急医療提供体
制の充実に向け本事業の拡充を図るもの。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。また，地域救命救急センターの設備整備により，
県南地域の三次救急医療体制の強化が図られる。

042003 04宮城 H21補正
②県南

24時間院内保育事業
の運営

女性の医師や看護師等の出産・育
児等と勤務の両立を可能とし，離職
防止や再就職支援に取り組むた
め，２４時間院内保育を実施するも
の。

○ 130,000 26,544 △103,456 　運営方法の見直しに伴う事業費縮
減によるもの。当初　130,000千円
→　見込　26,544千円

　運営方法の変更（直営→委託）した結果，当初の予定額
を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。

042005 04宮城 H21補正
②県南

回復期リハビリテー
ション病棟の運営に
必要な医療従事者の
確保

仙南医療圏で未設置となっている回
復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病棟（約50床）を設
置し，その運営に必要なスタッフを
増員するもの。

○ ○ 193,750 203,620 ＋9,870 　公立刈田病院の回復期リハビリ
テーション病棟の設備（介助可能専
用浴槽の設置）整備を行うもの。

　県南地域で回復期医療を受けられる体制を構築するた
め，公立刈田病院の回復期リハビリテーション病棟に必
要な設備を整備し，県南地域内での医療提供体制の強化
に向け本事業の拡充を図るもの。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。また，回復期リハビリテーション病棟の設備整備
により，県南地域の回復期医療体制の強化が図られる。

042006 04宮城 H21補正
②県南

人工透析治療機能の
強化

増加傾向にある糖尿病性腎症の血
液透析患者に対応するため，現在
の透析室に８床分増床し，患者受入
体制の強化に必要な設備等の整備
を行うもの。

○ ○ 180,875 178,002 △2,874 　公立刈田病院の人口透析治療機
能強化のための施設及び設備整備
に係る入札に伴う契約請差によるも
の。
当初　180,875千円→実績　178,002
千円

　設計額と契約額の請差によるもので，当初の予定額を
下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。

042009 04宮城 H21補正
②県南

院内保育所の整備 安定した看護師確保のため，特に
女性の医師や看護師等の離職防止
や再就職を支援するため，院内保
育所の整備を行うもの。

○ 75,393 79,943 ＋4,550 　東日本大震災により工事費が膨ら
んだことによる基金充当額の増。
当初計画　75,393千円　→　実績
79,943千円

　東日本大震災により労務単価が高騰していることに対
応するため，事業費が増となったもの。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。
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042010 04宮城 H21補正
②県南

看護師修学資金貸付
制度の拡充

安定した看護師確保のため，既に
実施している修学資金貸付事業の
拡大を図るもの。

○ 24,000 3,000 △21,000 　事業実績による基金充当額の減。
当初　24,000千円　→　見込み
3,000千円

　10名までは自主財源で貸付を実施。それを超える部分
を補助対象としていたが，実績がなく貸付が実行されな
かったため。

　事業実施を計画したところ，結果として貸付対象の数的
拡大に至らず，安定した医療従事者の確保に向け，ソフト
面での看護師確保対策などが必要。なお，本事業につい
ては，今後，上記の医療課題の解決に向けて，引き続き
事業者負担による継続を予定している。

042011 04宮城 H21補正
②県南

患者情報供覧システ
ムの整備事業

みやぎ県南中核病院と公立刈田綜
合病院の医療連携をスムーズに行
い，質の高い地域医療を実現する
ため，2病院間の患者情報を供覧で
きるシステムを導入するもの。

○ 50,000 0 △50,000 　震災後，県内全域に医療・福祉情
報ネットワークの構築を図ることとし
ているため，当時開始していなかっ
た本事業について中止（皆減）する
もの。

　震災後，総務省補助金や地域医療復興計画の財源を活
用して県内全域に医療・福祉情報ネットワークの構築を図
ることとしていることから，本事業については中止する。

　他財源を活用して事業実施する計画であり，計画変更
による医療課題の解決による影響はない。

042012 04宮城 H21補正
②県南

平日夜間の初期救急
外来の開設

平日夜間の初期救急体制を整備
し，救急医療体制の構築を図るとと
もに，二次・三次の救急医療機関の
負担の軽減を図ろうとするもの。

○ ○ ○ 65,000 185,619 ＋120,619 有 　救急医療体制の構築を図るととも
に，二次・三次の救急医療機関の負
担の軽減を図るため，平日夜間の
初期救急体制の施設及び設備整備
を行うもの。

　県南地域で初期救急体制を構築するために必要な施設
及び設備を整備し，県南地域内での医療提供体制の機能
分化，連携体制の強化に向け本事業の拡充を図るもの。

　事業計画の変更により平日夜間の初期救急体制の機
能が高まり，二次・三次救急機関の負担軽減に資する。ま
た，変更に伴う財源については基金の執行残を活用する
こととしており，他の事業に影響を及ぼすことはない。

042013 04宮城 H21補正
②県南

夜間急患センターの
施設及び設備の整備

地元開業医等が出向いてトリアージ
や軽症患者の対応を行うため，地域
の中核的な病院に初期診療に必要
な施設・設備を整備するもの。

○ ○ ○ 100,000 35,954 △64,046 　事業計画変更による事業費縮減
に伴う減。

　当初予定していた大規模な施設改修を見直したことによ
る事業費の減。

　当初予定していた施設改修は見直したが，最小限の設
備整備を実施し，夜間急患センターの運営を行っており，
初期・二次救急体制整備への影響はない。

042015 04宮城 H21補正
②県南

医療人養成に対応す
る地域医療研修セン
ター整備・運営

　｢宮城県医師育成機構｣と連動し
て，県内在住医師・看護師・助産師
等の医療技術の向上を図り，医療
従事者の復職やキャリア変化に向
けた研修や再教育等を行うもの。

○ ○ 120,000 142,584 ＋22,584 　東日本大震災により工事費が膨ら
んだことによる基金充当額の増。
計画総事業費113,300千円（うち基
金額83,000千円）→実績134,374千
円（うち基金額108,100千円）

　東日本大震災により工事費が膨らんだことによる基金充
当額の増。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。

042016 04宮城 H21補正
②県南

地域医療現場医師の
ネットワーク構築

地域医療に従事している自治医科
大学卒業医師等のモチベーションを
持続させ，各事業終了後における地
域定着を図るため，東北大学や地
元の診療所とのネットワーク組織を
設ける。

○ 1,000 1,130 ＋130 　本県における政策的医師配置の
検討を行う上で，医師のキャリア形
成の観点を取り入れ，東北大学病
院医局と連携し，医師不足の地域
医療機関への配置と，医師のキャリ
ア形成を同時に実現できる体制を
拡充し，地域医療に従事する医師
の拡充を図るもの。

　修学資金貸与医学生や自治医科大学卒業医師等との
意見交換を通じ，医師の本県への招へい・定着に向けた
課題等を洗い出し，その解決や改善に活かす効果があっ
た。具体的には，本県における政策的医師配置の検討を
行う上で，医師のキャリア形成の観点を取り入れ，東北大
学病院医局と連携し，医師不足の地域医療機関への配
置と，医師のキャリア形成を同時に実現できる体制構築さ
れた。このため，少しでも多くの医師の確保が図れるよう
本事業の拡充を行うもの。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。医師確保対策として本事業を拡充するもの。

042017 04宮城 H21補正
②県南

地域医療を志す医学
生のネットワーク構築

自治医科大学で育成している医学
生や奨学金貸与医学生が本県の地
域医療への理解を深めるため，各
施策の壁を超えた医学生のネット
ワーク組織を設ける。

○ 2,000 2,396 ＋396 　医学生に本県地域医療に関心を
持ってもらう機会を増やし，地域医
療に従事する医師の拡大を図るも
の。

　全国の医学生を対象にした病院見学及び交流会を実
施。平成２２～２３年度は本県の修学資金貸与医学生と自
治医科大学医学生を対象に実施し，各年参加者が１０名
程度であったが，平成２４年度からは参加対象者を全国
の医学生に広げたことから各年２０名以上に増加し，医学
生に本県地域医療に関心を持つための機会を創出するこ
とができた。このため，少しでも多くの医師の確保が図れ
るよう本事業の拡充を行うもの。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。医師確保対策として本事業を拡充するもの。

042018 04宮城 H21補正
②県南

臨床研修病院等の
ネットワーク構築

県内の臨床研修病院を初期研修や
後期研修の場として選択する医師
の増加を図るため，病院間の情報
交換や共同ＰＲ等を行うネットワーク
組織を設ける。

○ 3,000 865 △2,135 　事業計画変更による事業費縮減
に伴う減。

　事業費縮減により，当初額を下回ったものであるが，民
間企業主催の臨床研修病院ＰＲイベント等を活用し，県内
臨床研修病院が合同で医学生へのＰＲを実施。また，説
明機会に配布するための「宮城県臨床研修病院ガイド
ブック」を作成し，臨床研修医確保に向け多くの医学生と
接点を持つ効果があった。平成２５年１０月現在，２８０名
の医学生にメールマガジンを配信するなど，将来の本県
への医師招へい向け継続的に取り組んでいる。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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042019 04宮城 H21補正
②県南

女性医師支援事業 女性医師の割合が上昇する中，女
性医師の離職防止，出産・育児等と
勤務を両立できるような環境整備等
に資する事業を実施する。

○ 50,000 39,389 △10,611 有 　計画のうち，運営経費（会場経費，
人件費など）を縮減したもの。

　運営について，当初外注を予定していた業務を自前で
実施するなど経費縮減に努めた結果，見込みを下回った
ため。

　計画通り事業を実施し，当初計画よりも安価で目標を達
成できたものであり，計画変更による医療課題の解決に
影響はない。

042020 04宮城 H21補正
②県南

看護師確保対策 看護師の確保及び復職支援等を行
い，安全で質の高い看護サービスを
提供するため，看護師の養成・確保
及び看護師の質の向上のための取
組を行うもの。

○ 30,000 29,147 △853 　事業計画変更による事業費縮減
に伴う減。

　当初予定していた看護教員養成研修派遣旅費等助成
事業及び公立病院の看護学生への奨学金制度創設支援
を見直したことによる事業費の減。

　計画通り事業を実施し，当初計画よりも安価で目標を達
成できたものであり，計画変更による医療課題の解決に
影響はない。なお，公立病院の看護学生への奨学金制度
創設及び看護教員養成研修派遣旅費等助成について
は，いずれもそれぞれ独自に行っており支障はない。※看
護師養成所における教員確保及び看護実習への支援に
ついては，事業管理番号042030で整理。看護師採用活動
への支援は事業管理番号041042で整理している。

042021 04宮城 H21補正
②県南

救急患者退院コー
ディネーター事業

転院や施設間の連携構築を図るた
めのｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを配置し，二次救
急医療機関や救命救急センターに
おける患者受入率の向上を図る。

○ 21,248 28,143 ＋6,895 有 　救急患者退院コーディネーターを
引き続き配置し，二次救急医療機関
や救命救急センターにおける患者
受入率の向上を図る。

　転院や施設間の連携構築という課題が依然として残っ
ているため，引き続き本事業の実施により救急医療体制
の整備が必要となるため。

　救急医療体制の整備という課題に対して，事業の拡充・
延長により，より有効な対策になる。なお，変更に伴う財
源については，他事業の請差など執行残を活用すること
としており，他の事業に影響を及ぼすことはない。

042022 04宮城 H21補正
②県南

ドクターヘリの導入検
討

ドクターヘリ導入に向けて，関係者
により設置場所や効果的・効率的な
運営方法，搭乗するスタッフの確保
等について調査・検討を行うもの。

○ 2,000 1,998 △2   委託契約の請差による減。 　設計額と契約額の請差による。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

042023 04宮城 H21補正
②県南

自宅・特別養護老人
ホーム・老人保健施
設等での看取り率の
向上

自宅・特別養護老人ホーム・老人保
健施設等での看取り率の向上を図
るため，医療関係者の資質向上の
ための研修等を行うもの。

○ 230 0 △230 　自宅での看取りについては，在宅
医療に係る環境整備が図られること
が前提となることから，在宅医療の
推進状況を踏まえて事業を実施す
べきとの判断により，本事業を中止
するもの。

　自宅での看取りについては，在宅医療に係る環境整備
が図られることが前提となることから，在宅医療の推進状
況を踏まえて事業を実施すべきとの判断により至ったも
の。

　第三期再生計画の中で在宅医療推進のための事業を
実施する予定で，計画変更による医療課題の解決による
影響はない。

042024 04宮城 H21補正
②県南

周産期医療体制の充
実・強化

極低出生体重児等への対応に係る
高度で専門的な機能について，拠
点的な施設の機能強化を図りつつ，
各地域への支援を行っていくもの。

○ ○ ○ 291,574 302,401 ＋10,827 有 　東北大学病院及び仙台赤十字病
院へ周産期救急搬送コーディネー
ターを引き続き配置し，救急処置を
必要とする救急患者妊婦や胎児が
迅速に適切な医療機関に搬送され
るよう，周産期医療体制の強化を図
る。

　周産期医療体制の整備は重要課題の一つであり，体制
強化のための措置が必要となる。引き続き周産期救急搬
送コーディネーターを配置し，救急処置を必要とする救急
患者妊婦や胎児が迅速に適切な医療機関に搬送される
よう本事業の拡充を図るもの。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。

042025 04宮城 H21補正
②県南

在宅医療の推進事業 中核病院と連携して術前及び退院
後の口腔ケアや在宅歯科診療を推
進し，在宅医療を支援する基幹薬局
の体制整備を県内１～２箇所でモデ
ル事業として実施するもの。

○ ○ ○ 69,982 65,482 △4,500 　基幹薬局の整備契約の請差に伴
う事業実績による減。
当初　28,500千円（基金充当額）　→
実績　クリーンベンチ・クリーンルー
ムを装備した基幹薬局の整備
27,930,000円（うち基金充当24,500
千円）

　契約額の請差によるもので，当初の予定額を下回った
ため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

042027 04宮城 H21補正
②県南

新型インフルエンザ
等患者受入医療機関
の施設・設備整備支
援

新型インフルエンザに対する医療提
供体制を確保するため，患者受入
れを行う医療機関の施設・設備整備
を行う。

○ 10,000 9,628 △372 　１７協力医療機関に対し，人工呼
吸器等設備整備に関する補助金を
交付することにより，院内感染の防
止対策を講じ，患者の受入体制を構
築した。補助事業への需要拡大に
関し，限られた予算の中で，適宜の
支援を行うことが困難であったこと
から，今後は，他財源などを活用し
て計画的な整備を図る必要があると
考えている。事業実績確定に伴う計
画額の変更による。

　１７協力医療機関に対し，人工呼吸器等設備整備に関
する補助金を交付し，新型インフルフルエンザにに対する
医療提供体制の構築に向け，一部の成果を上げることが
でき，実績確定に伴い減額するもの。

　医療課題は解決されていないが，本事業により一部の
成果を上げることができ，医療課題の解決に向けた一定
の見通しが立ったため，地域医療再生計画では当該事業
を減額し，優先順位の高い「平日夜間の初期救急外来の
開設事業」を行うこととする。
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042028 04宮城 H21補正
②県南

計画の策定及び進行
管理に要する経費

地域医療再生計画の適切な進行管
理を行う。

○ 3,048 5,862 ＋2,814 有 　東日本大震災に伴う会議開催回
数の増及び計画延長事業の進行管
理に伴う増額。
平成23年度：2回（当初）→6回（実
績）
平成24年度：2回（当初）→4回（実
績）
平成25年度：2回（当初）→3回（予
定）
平成26年度：2回（予定）
平成27年度：2回（予定）

　東日本大震災に伴う会議開催回数の増及び計画延長
事業の進行管理に伴う増額。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。

042029 04宮城 H21補正
②県南

救急活動用ヘリポー
ト整備事業

みやぎ県南中核病院が三次救急医
療を担うため，ヘリコプター場外離
着陸場の整備を行うもの。

○ 0 14,000 ＋14,000 　三次救急体制を構築するため，み
やぎ県南中核病院に必要な設備整
備を行うもの。

　三次救急体制整備として実施した救命救急センター整
備と併せて，三次救急としての機能強化のためヘリコプ
ター場外離着陸場の整備を行い，県南地域内での救急医
療提供体制の充実に向け本事業の拡充を図るもの。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。また，地域救命救急センターの設備整備と併せて
ヘリコプター場外離着場の整備を行うことで，県南地域の
三次救急医療体制の強化が図られる。

042030 04宮城 H21補正
②県南

緊急看護師確保対策
事業

看護教員及び看護師など円滑な派
遣対策，母性看護実習への支援等
を行い，安全で質の高い看護サービ
スを提供するため，看護師の養成・
確保のための取組を行うもの。

○ 0 6,731 ＋6,731 　看護教員及び看護師など円滑な
派遣対策，母性看護実習への支援
等を行い，地域医療に従事する看
護師の確保を図る。

　県内の医療従事者の確保は重要課題の一つであり，そ
のために様々な措置を講じることが必要である。このた
め，看護教員及び看護師など円滑な派遣対策，母性看護
実習への支援等を通じ，少しでも看護師の確保が図れる
よう本事業を実施するもの。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。なお，公立病院の看護学生への奨学金制度創設
及び看護教員養成研修派遣旅費等助成については，い
ずれもそれぞれ独自に行っており支障はない。※看護師
採用活動への支援は事業管理番号041042で整理してい
る。

042031 04宮城 H21補正
②県南

救急医療体制の強化 災害拠点病院指定要件に掲げられ
た体制整備を図り，災害時の救急
医療体制の構築を図るもの。

○ ○ 0 68,710 ＋68,710 　平成24年3月の国通達により，全
ての災害拠点病院にDMATの整備
が義務付けられ，災害時の救急医
療体制の構築を図るため，災害拠
点病院の体制整備を追加するも
の。

　災害拠点病院として災害時の救急医療活動を行うた
め，新たに立ち上がるＤＭＡＴチームの車輌や資機材を整
備するほか，隊員の養成研修受講に係る費用を補助し，
災害時の救急医療体制の構築が図れるよう本事業を実
施するもの。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。なお，ＤＭＡＴを整備することで，県の災害医療体
制の構築強化が図れる。

043001 04宮城 H22補正 緊急的医療機能の回
復

東日本大震災により被災した医療
機関（病院，医科診療所，歯科診療
所，薬局）に対する再開・復旧の支
援を行う。

○ ○ 2,858,343 2,857,523 △820 有 　東日本大震災により被災した医療
機関（災害国庫補助の対象とならな
い病院，医科診療所，歯科診療所，
薬局が中心）に対する再開・復旧の
支援を行う。平成24年度までに，病
院・医科診療所113件，歯科診療所
82件，薬局66件への復旧支援を実
施した。他事業の財源確保のため，
当初見込額を減じるもの。

 救急医療体制の構築を図るための事業財源確保のた
め，当初見込額を減じたもの。

　被災市町のまちづくりの関係で再建できていない医療機
関への財源を確保しているとともに，平成24年度国補正
（復興予備費）でも嵩上げ支援分の財源を確保しており，
地域医療再生の前提として医療機能回復を図るための支
援を講じることとしている。

043002 04宮城 H22補正 １２誘導心電図伝送
システムの整備・運
営

大学病院及び地域の中核病院に
サーバー・受信機器を設置し，救急
車と結び，心筋梗塞対応時の診断・
処置指示体制を構築する。

○ ○ 222,970 281,979 ＋59,009 有 　搬送時の診断・処置指示体制の
改善など救急搬送の質的向上を強
化し，救急医療体制の構築を図る。

　救急医療体制の整備は重要課題の一つであり，地域医
療推進のための措置を講じる必要がある。このため，ICT
を活用した心筋梗塞対応時の診断・処置指示体制の構築
強化を実施し，救急医療体制の整備が図られるよう本事
業の拡充を図るもの。

　変更に伴う財源については，他事業の請差など執行残
を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすこと
はない。なお，ICTを活用した心筋梗塞対応時の診断・処
置指示体制の構築に十分な支援が可能となり，より有効
な対策が図られる。

043004 04宮城 H22補正 大規模災害訓練の実
施及びＢＤＬＳ（災害
医学教育プログラム）
コース等の研修

大規模災害発生時に備えた大規模
災害訓練の実施及びＢＤＬＳ（災害
時医療基礎研修）コース等の研修を
実施する。

○ 6,000 5,899 △101 　大規模災害発生時に備えた大規
模災害訓練の実施及びＢＤＬＳ（災
害時医療基礎研修）コース等の研
修会を開催による実績確定に伴い，
事業費の縮減が図られたもの。

　大規模災害発生時に備えた大規模災害訓練の実施及
びＢＤＬＳ（災害時医療基礎研修）コース等の研修会を開
催するため，委託契約を締結した結果，請差による事業
費縮減が図られたもの。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

043005 04宮城 H22補正 ＰＴＬＳ（外傷蘇生）研
修の看護師コースの
実践

看護師を対象としたＰＴＬＳ（外傷蘇
生）研修を実施する。

○ 3,000 2,991 △9 　重症な外傷患者に対応できる医療
機関を増やすため，看護師等を対
象としたＰＴＬＳ（外傷蘇生）研修を実
施による実績確定に伴い，事業費
縮減が図られたもの。

　重症な外傷患者に対応できる医療機関を増やすため，
看護師等を対象としたＰＴＬＳ（外傷蘇生）研修を実施する
ための委託契約を実施したところ，請差による事業費縮
減が図られたもの。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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043006 04宮城 H22補正 救急医療の適正利用
等に係る普及啓発

救急車の適正利用等限られた資源
である救急医療に係る普及啓発を
行う。

○ 3,000 1,500 △1,500 　救急車の適正利用等限られた資
源である救急医療に係る普及啓発
について，事業実施方法の変更に
より事業費の縮減が図られたもの。

　庁内広報部門に執行委任することで通常より安価に新
聞広告を活用した啓発活動を実施することが可能となっ
たもの。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。

043007 04宮城 H22補正 宮城県立精神医療セ
ンター整備に係る基
本構想の策定

全県における精神科救急体制の在
り方を踏まえた宮城県立精神医療
センター整備に係る「基本構想」を
策定する。

○ 15,000 14,725 △275 　宮城県立精神医療センター整備に
係る「基本構想」を策定するための
委託契約入札請差による変更。

　宮城県立精神医療センター整備に係る「基本構想」を策
定するための委託契約の入札を実施した結果，見込みを
下回ったもの。

　計画通り事業を実施し，当初計画よりも安価で目標を達
成できたものであり，計画変更による医療課題の解決に
影響はない。

043008 04宮城 H22補正 周産期医療従事者等
の育成と再教育

ＡＬＳＯ（産科救急実技研修），ＮＣＰ
Ｒ（新生児蘇生法），胎児心エコー等
の研修実施及び必要機材の整備を
行う。

○ 19,000 19,611 ＋611 　周産期・小児分野の強化のため，
ＡＬＳＯ（産科救急実技研修），ＮＣＰ
Ｒ（新生児蘇生法），胎児心エコー等
の研修回数を増やしたことによる事
業費の増。

　地域周産期医療の質的向上のため，ＡＬＳＯ（産科救急
実技研修），ＮＣＰＲ（新生児蘇生法），胎児心エコー等の
研修会の開催回数を当初計画より増やしたため。

　変更に伴う財源については，他の基金事業の減額分を
活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすことは
ない。

043009 04宮城 H22補正 総合周産期母子医療
センター等への臨床
心理士配置支援

低出生体重児の家族に対する支援
（期間を限定し，補助率を3/3に引き
上げ）。

○ 22,040 17,703 △4,337 　平成24年度実績額が減額（11,020
千円→3,790千円）になったことによ
るもの。また，平成25年度実績につ
いては積算額を修正し，増額
（11,020千円→13,913千円）になった
もの。（基準額の修正,及び補助率
の修正）

　平成24年度について，補助対象者と協議のうえ制度を
活用せず，補助額を減じることとしたため。また，平成25
年度は基準額及び補助率の見直しに伴う修正を実施した
ため。

　当初計画には満たないものの，本事業により一部の成
果を上げることができ，計画変更による医療課題の解決
に影響はない。

043010 04宮城 H22補正 新・周産期情報ネット
ワークの構築

妊婦の妊娠届出から出産までの情
報を医療機関と市町村が共有する
システムを構築し，極低出生体重児
については，その後の発達経過も
引き続きフォローする仕組みを構築
する。

○ ○ 12,508 39,595 ＋27,087 有   周産期医療については，妊娠経過
の各種データの共有化による環境
整備を図り，少ない医療資源で効果
的な医療提供体制を整備するため
の取組強化を図るもの。

　当初計画時にはこのシステム単体での構築を考えてい
たが，医療福祉情報ネットワーク事業（ＭＭＷIN）と連携・
連動していくこと等，少ない医療資源で効果的な医療提供
体制を整備するため，本事業の強化を図るもの。

　変更に伴う財源については，他の基金事業の減額分を
活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすことは
ない。災害時等非常時における診療情報の流出防止，ま
た妊婦情報を総体的に蓄積し，情報共有が可能になるこ
とで，宮城県の周産期医療体制にとって大きく貢献できる
ことが期待される。

043011 04宮城 H22補正 周産期医療データ収
集職員配置支援

周産期医療データ収集職員の配置
に対する支援（期間を限定し，補助
（補助率3/3）の実施する。）

○ 86,016 60,153 △25,863 　データ収集職員を配置している医
療機関は5医療機関で，計7名に対
する補助を実施。また，周産期医療
のデータ収集としての専任職員では
なく，当事業に該当する部分を按分
して算出した医療機関もあったた
め，実績額が減額になったもの。

　データ収集職員を採用している医療機関が見込みより
少なかったため，補助額を減じることとなった。

　当初計画には満たないものの，本事業により一部の成
果を上げることができ，計画変更による医療課題の解決
に影響はない。

043012 04宮城 H22補正 新生児蘇生法研修の
拡充

・新たに救急隊と県北地区を対象と
した研修を実施する。
・研修用機材の補修

○ 2,159 2,267 ＋108  平成24年度に県北地域の産科医
療関係者に対する新生児蘇生に関
する研修会を実施。（一次コースを3
回。専門コースを１回実施。）国庫補
助との充当割合の変更により，事業
費増となったもの。

　平成24年度事業費割合（当初：基金1,079千円，国庫158
千円）　→　平成24年度事業費割合（実績：基金1,131千
円，国庫105千円）に変更になったことによる。

　変更に伴う財源については，他の基金事業の減額分を
活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすことは
ない。

043013 04宮城 H22補正 ＮＩＣＵ（新生児集中治
療室）長期入院児支
援コーディネーター養
成研修

・新生児集中治療に求められる技術
や知識を有するコーディネーターを
養成する
・関係機関が連携し必要な知識や
情報を共有する仕組みの構築す
る。

○ 1,200 600 △600 　震災の影響で平成24年度の事業
開始（当初予定）が遅れ，計画が後
ろ倒しとなり事業費が減額となるも
の。

　震災の影響で事業開始が遅れ，補助対象者と協議のう
え平成24年度中に事業内容を精査し，平成25年度から事
業開始したため，事業費が減額となったもの。

　当初計画には満たないものの，本事業により一部の成
果を上げることができ，計画変更による医療課題の解決
に向け影響はない。

043014 04宮城 H22補正 ＮＩＣＵ長期入院児の
在宅療養時における
ショートステイ受入機
関への支援

NICU等長期入院児が在宅療養中に
保護者の一時支援を目的として地
域の診療所にショートステイできる
体制を構築する。

○ 46,816 11,551 △35,265 　平成24年度は当初計画（県内7医
療圏につき2施設の計14施設）のう
ち，1施設のみ補助を実施。13施設
分を減額するもの。

　当初計画上は，7医療圏につき2施設，計14施設を想定
していたが，H24は1施設のみの申請となったため。

　当初計画には満たないものの，本事業により一部の成
果を上げることができ，計画変更による医療課題の解決
に向け影響はない。
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043015 04宮城 H22補正 ＮＩＣＵ長期入院児の
在宅移行円滑化に向
けた医療的ケア研修
会の実施

医療従事者や福祉事業所職員を対
象に医療的ケアの実技研修を実施
する。

○ 2,400 1,830 △570  平成24年度の医療的ケアの実技
研修委託事業の請差により見込額
を下回ったため。

　平成24年度の医療的ケアの実技研修委託事業の入札
を実施したところ，当初見込んだ金額よりも安価で委託す
ることが出来たため。

　計画額よりも安価で目標を達成することが出来たもので
あり，計画変更による医療課題の解決による影響はな
い。

043016 04宮城 H22補正 こども夜間安心コー
ルの深夜対応の実施

深夜帯（23:00～翌朝8:00）におけ
る，「こども夜間安心コール」の実
施。

○ 31,860 60,120 ＋28,260 有 　東日本大震災により小児科診療
所を含む医療機関が被災し，夜間
における初期救急体制の回復が遅
れている。このような状況から，子育
て中の保護者の不安軽減を図る必
要があるため，事業の拡充を図るも
の。

　東日本大震災により小児科診療所を含む医療機関が被
災し，夜間における初期救急体制の回復が遅れているこ
とから，子育て中の保護者の不安軽減策として本事業の
拡充を図るもの。

　変更に伴う財源については，他の基金事業の減額分を
活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすことは
ない。

043018 04宮城 H22補正 歯科医，歯科衛生士
による口腔ケア体制
整備

がん治療等入院患者のQOLの向上
を図ることを目的に，歯科診療を行
うための診療用のユニット等を整備
し，口腔ケアを実施。

○ 4,147 4,105 △42 　宮城県立がんセンターにおけるが
ん治療等入院患者に対する口腔ケ
アを実施するため，診療用ユニット
等整備に係る入札請差による変
更。
当初予定　8,294千円×補助率1/2
＝　4,147千円　⇒　実績　8,211千円
×補助率1/2＝　4,105千円

　宮城県立がんセンターにおけるがん治療等入院患者に
対する口腔ケアを実施するため，診療用ユニット等整備に
係る入札実施した結果，見込みを下回ったもの。

　計画通り事業を実施し，当初計画よりも安価で目標を達
成できたものであり，計画変更による医療課題の解決に
影響はない。

043019 04宮城 H22補正 「宮城県医学会」（仮
称）の設置・運営

宮城県の地域医療問題を全県的に
考える会の設置，運営。

○ 20,000 16,270 △3,730   計画のうち，運営経費（会場経費，
人件費など）を縮減したもの。なお，
第1回目は「東日本大震災と地域医
療」をテーマに開催し，県内医療関
係者約300名が参加，第2回目は
「連携～地域医療の復興を目指して
～」をテーマに県内医療関係者約
350名が参加し，復興及び地域医療
連携に向けて活発な議論が展開さ
れた。

　運営について，当初外注を予定していた業務を自前で
実施するなど経費縮減に努めた結果，見込みを下回った
ため。

　計画通り事業を実施し，当初計画よりも安価で目標を達
成できたものであり，計画変更による医療課題の解決に
影響はない。

043020 04宮城 H22補正 在宅透析医療の推進 在宅透析支援チームを編成し，腹膜
透析及び在宅血液透析を推進。

○ 114,300 162,718 ＋48,418 有  在宅透析患者の受け入れ可能な
拠点病院を拡充し，これら拠点病院
と連携しながら在宅透析医療の推
進を図り，患者の負担軽減と災害時
にも強い医療提供体制を整備する。

　震災後，在宅医療推進に向けた体制整備という課題が
依然として残っており，限りある医療資源を有効に活用す
るため，引き続き本事業の拡充を図り，地域医療連携に
より在宅医療の充実を図るもの。

　変更に伴う財源については，他の基金事業の減額分を
活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすことは
ない。なお，在宅医療体制の整備という課題に対して，事
業を拡充することが，より有効な対策になる。

043022 04宮城 H22補正 みやぎ医療福祉情報
ネットワーク協議会の
運営

医療・福祉情報ネットワークの構築
と利活用を進める組織の運営

○ 88,000 130,487 ＋42,487 有 　地域医療復興計画において，医療
福祉情報ネットワークシステムを整
備し，ＩＣＴ技術を活用した医療連携
体制を構築するための準備組織とし
て，医師会，歯科医師会，薬剤師
会，看護協会，東北大学，宮城県等
で構成する「みやぎ医療福祉情報
ネットワーク協議会」が平成２３年１
１月１５日に設立された。
　医療福祉情報ネットワークシステ
ムの整備及び医療連携体制の構築
を推進するため，運営面の強化を図
るもの。

　地域医療連携体制の構築・強化は重要課題の一つであ
り，震災を経て災害時の医療の継続性や医療資源の効果
的な連携の観点から，ＩＣＴを最大限に活用した地域医療
連携システムの構築が求められており，いつでもどこでも
安心して医療が受けられる体制構築が図れるよう本事業
の拡充を図るもの。

　変更に伴う財源については，他の基金事業の減額分を
活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすことは
ない。なお，地域連携機能の向上という課題に対して，事
業を拡充することが，より有効な対策になる。

043023 04宮城 H22補正 高次脳機能障害支援
体制の強化

・県全域における地域拠点病院の
整備。
・地域拠点病院の指定，研修会の
開催，高次脳機能障害者地域連携
クリティカルパスの作成。

○ 7,492 563 △6,929 　高次脳機能障害支援体制強化の
ため，地域拠点病院の多職種職員
のスキル向上のための研修会や会
議，急性期医療機関から回復期医
療機関，地域支援機関が統一した
情報（パス）を共有するため等の取
り組みを実施したが，事業費縮減に
より，当初見込額を減じることとした
ため。

　研修会や会議開催などの経費を縮減したため，事業費
を減じることとなった。

　当初計画には満たないものの，本事業により一部の成
果を上げることができ，計画変更による医療課題の解決
に向け影響はない。
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043024 04宮城 H22補正 「地域医療研修セン
ター」の整備・運営

・地域医療研修センターの設備（次
世代型シミュレーター，除細動器等）
の拡充及びセミナールームの改築
整備。

○ ○ ○ 237,300 252,007 ＋14,707 有 　地域医療研修センターの設置機
器を充実させ，効率よく県内の病院
の指導医，初期・後期研修医，開業
医及び看護師，コメディカルに開放
利用させ，県内の救急医療の質の
向上を図るほか，多くの医師が県内
の地域医療に従事するための体制
強化を図るもの。

　平成24年度は，940件，延べ9,100名を超える医療職者
や学生，地域住民がトレーニングに参加し，シナリオベー
スの救急対応，産科分娩対応，吸引・吸入手法など緊急
性や侵襲性の高い技術手法のトレーニングを個人或いは
チーム医療として取り組んだ。今後も医師育成環境の体
制強化・拡充をすることにより，少しでも多くの医師の確保
につながるよう本事業の拡充を図るもの。

　変更に伴う財源については，他の基金事業の減額分を
活用することとしており，他の事業に影響を及ぼすことは
ない。

043025 04宮城 H22補正 「医療手技訓練セン
ター」（仮称）兼手術
訓練用動物飼育棟の
整備

「医療手技訓練ｾﾝﾀｰ」（仮称）兼手
術訓練用飼育棟の整備。
2階建て，建面積　298.5㎡，延面積
597㎡

○ ○ ○ 176,868 175,202 △1,666 　東北大学医学部動物実験施設に
おいて，東北大学病院初期臨床研
修医・東北大学関連病院の医師を
対象に行っているブタを使用した各
種外科トレーニング内容を含めて拡
充し，県内の病院の指導医，初期・
後期研修医，専門研修医に全面的
に開放し，医療従事者のキャリア形
成の支援を図ることとしているが，
運営のための指導医2名分の人件
費の実績に応じて変更するもの。な
お，平成24年度は初期研修医トレー
ニングコースを年4回（12名参加），
手術トレーニングコース（消化器外
科手術・呼吸器外科手術・呼吸器内
視鏡トレーニングコース各１回，総
勢１１名参加）等を開催した。

　運営のための指導医２名分の実績が見込みを下回った
ため。

　計画通り事業を実施し，当初計画よりも安価で目標を達
成できたものであり，計画変更による医療課題の解決に
影響はない。

043026 04宮城 H22補正 臨床研修医等宿泊施
設の整備・運営

臨床研修医及び各種研修施設利用
者の宿泊施設整備。

○ ○ 266,120 109,875 △156,245   東北大学病院に整備する地域開
放型のスキルズラボや医療手技訓
練センターを遠隔地から利用する者
向けの宿泊施設を整備し，若手医
師や臨床研修医のキャリアアップを
サポートする体制整備を図ることと
しているが，体制の見直しにより人
件費を縮減したため，それに応じて
変更するもの。

　若手医師や臨床研修医のキャリアアップをサポートする
体制を見直したことにより見込みを下回ったため。

　計画通り事業を実施し，当初計画よりも安価で目標を達
成できたものであり，計画変更による医療課題の解決に
影響はない。

043027 04宮城 H22補正 「乳幼児在宅移行支
援・人材育成セン
ター」（仮称）の設置・
運営

慢性管理を必要とする乳幼児の在
宅移行支援を行うため，病床を新た
に６床整備し，運営に必要な各分野
の職員を配置。

○ ○ 317,433 267,996 △49,437 　工事請差及び医療機器の整備契
約の請差並びに体制の見直しによ
り運営経費を縮減したため，それに
応じて変更するもの。

　慢性管理を必要とする乳幼児の在宅移行支援を行うた
め，病床を新たに６床整備したが，その工事請差及び医
療機器の整備契約の請差並びに体制の見直しにより運
営経費を縮減したため，当初見込額を減じることとなった
もの。

　計画通り事業を実施し，当初計画よりも安価で目標を達
成できたものであり，計画変更による医療課題の解決に
影響はない。

043028 04宮城 H22補正 がん専門医・医療従
事者の育成

がん専門医の派遣等により，地域
の中核的病院におけるがん医療従
事者のスキルアップを図る。

○ 141,200 181,812 ＋40,612 有 　震災により甚大な被害を受けた気
仙沼地域及びがん診療拠点病院を
持たない仙南地域についてのがん
診療体制の遅れが明らかであり，地
域の中核的病院におけるがん医療
従事者のスキルアップ強化を図る。

　宮城県内では仙台医療圏以外の医療圏（石巻・登米・気
仙沼，大崎・栗原，仙南の３医療圏）の人口当たりのがん
専門医療従事者は全国平均を大きく下回っており，その
養成と地域への配置は喫緊の課題となっている。このた
め，東北大学病院が主体となり，特に気仙沼地域及び仙
南地域のがん医療体制整備の遅れを解消するためにが
ん薬物療法専門医を派遣し，両地域のがん薬物療法実
施体制の整備が図れるよう本事業の拡充を図るもの。

　変更に伴う財源については，他の事業の執行残を活用
することとしており，他の事業に影響を及ぼすことはない。
また，石巻・登米・気仙沼及び仙南医療圏における専門医
療人の人材交流，臨床試験や遺伝子診断などの最新の
診断技術の提供，患者会・がん相談・緩和医療のネット
ワークの構築などのがん薬物療法の実施体制が整備が
図られる。

043031 04宮城 H22補正 救急科専門医の養成 ・救急科専門医の養成及び配置
・県内の救急医療体制強化に係る
研究

○ 60,000 89,950 ＋29,950 有 　緊急に確保が必要な救急科専門
医の養成を図り，県内の救命救急
センター等に配置する救急科専門
医の拡充を図る。

　震災後，緊急に救急科専門医を確保する必要があり，
地域医療の維持のために措置を講じる必要がある。この
ため，養成のための期間を考慮しつつ，県内の救命救急
センター等に配置し，救急医療体制の一層の充実・強化
を図るため本事業の拡充を図るもの。

　変更に伴う財源については基金の執行残を活用するこ
ととしており，他の事業に影響を及ぼすことはない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

043032 04宮城 H22補正 地域医療実習受入病
院に対する助成

東北大学５，６年生の地域医療実習
を受け入れる県内医療機関に対す
る助成（学生１人，１週当たり５万
円）。

○ 6,000 874 △5,126 　地域医療実習受け入れ医療機関
が当初見込みより少なかったこと及
び事業費縮減により，当初見込額を
下回ったため。

　当事業により延べ人数にして，平成２４は２３人（実績），
平成２５年度は２９人（予定）の医学生について，本県地域
医療機関で実習する機会を創出し，地域医療への関心を
高める効果があった。一方で課題解決に向けた成果の観
点からは，今後の大学卒業後における本県への定着状況
等から判断することとなるため，現時点での評価は困難。
事業費縮減等により当初額を下回ったもの。

　なお，計画額より安価で目標を達成することができたも
のであり，計画変更による医療課題の解決への影響はな
い。

043033 04宮城 H22補正 地域医療（へき地）体
験実習

へき地医療拠点病院，へき地診療
所，小規模病院の組合せでコースを
設定し，体験実習を実施。

○ 4,800 150 △4,650 　へき地診療所の医師との意見交
換及び訪問診療同行を実施。へき
地に焦点をあてた事業内容のため，
小人数体制での実施が必須となっ
たことから，参加者は４名に止まっ
た。このことにより当初見込額を下
回ったもの。

　へき地に焦点をあてた事業内容のため，小人数体制で
の実施が必須となったことから，参加者は４名に止まっ
た。しかしながら，参加した医学生からは「病院見学等で
は体験できない内容」として評価は高く，医学生の地域医
療に対する関心を高めるきっかけの一つとして，医師確保
対策に結びつく効果が発揮された。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決への影響はない。

043034 04宮城 H22補正 周産期医療体制の強
化

・医師，助産師による患者への説
明・指導室，ＮＳＴ室（妊婦が胎児の
元気度を確認する検査（ﾉﾝｽﾄﾚｽ検
査）を行う部屋）の新設。
・感染症併発患者対応のため陰圧
装置設置。
・NICUの増床，GCUの新設。

○ ○ 73,840 141,145 ＋67,305 　妊産婦，胎児，新生児への総合的
かつ質の高い新生児医療を提供す
るため必要となる医療機器を整備
し，周産期医療体制の整備拡充を
図る。

　周産期医療体制の整備は重要課題の一つであり，地域
医療推進のための措置を講じる必要がある。このため，
妊産婦，胎児，新生児への総合的かつ質の高い新生児
医療を提供するために必要となる医療機器を整備し，周
産期医療体制の整備が図られるよう本事業の拡充を図る
もの。

　変更に伴う財源については，他の事業の執行残を活用
することとしており，他の事業に影響を及ぼすことはない。

043035 04宮城 H22補正 救急医療体制の強化 救急医療に必要な機器及び施設を
整備し，仙台医療圏の救急医療体
制を強化。

○ ○ 671,478 641,991 △29,487 有 　仙台医療圏の救急医療体制の強
化を図るため，仙台市立病院に整
備予定の全身用血管撮影装置等に
ついて，当初バイブレーンでの整備
計画からシングルブレーンでの対応
とすることで仕様変更を行い，当初
予定を下回ることとなったため。

　医療機器の仕様変更等に伴い，補助額を減じることとし
たため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。

043036 04宮城 H22補正 身体疾患を合併する
精神患者への医療提
供体制の強化

精神病床の増床整備。 ○ 230,000 196,000 △34,000 　仙台市立病院の精神病床の増床
整備について，工事請差により，当
初見込額を下回ったもの。
（当初）建築工事費　460,000千円×
補助率1/2=230,000千円
→（実績）建築工事費　392,000千円
×補助率1/2=196,000千円

　工事契約請差に伴い，補助金額を減じることとしたた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

043037 04宮城 H22補正 退院支援業務，在宅
診療業務の推進

退院後の在宅療養の円滑化を図る
ため，退院支援員（MSW１人の配
置）及び在宅医療に精通した医師１
人（非常勤）を配置。

○ 25,000 63,000 ＋38,000 有 　退院後の在宅療養の円滑化を図
るため，塩竃市立病院の人員体制
の強化を図るもの。

　退院後の在宅療養の円滑化を図るため，塩竃市立病院
の人員体制の強化が図れるよう本事業の拡充を実施する
もの。

　変更に伴う財源については基金の執行残を活用するこ
ととしており，他の事業に影響を及ぼすことはない。

043038 04宮城 H22補正 看護学生への奨学金
の貸付

看護師を志す学生を対象とした奨学
金の貸付。

○ 63,950 47,800 △16,150 　大崎市及び登米市の看護師確保
のため，看護学生修学資金の貸付
制度を創設したが，平成23年度は
震災の影響により十分な制度周知
が図れなかったこととなどにより，当
初見込額を下回ったため。

　応募による貸付決定者が当初見込みを下回り，その分
の補助金を減じることとなったため。

　事業実施を計画したところ，結果として貸付対象の数的
拡大に至らず，別のソフト面での看護師確保対策などが
必要。なお，本事業については，今後，上記の医療課題
の解決に向けて，引き続き事業者負担による継続を予定
している。

043040 04宮城 H22補正 患者輸送車両の整備 災害時に対応した患者搬送車両の
配備。

○ 2,538 2,140 △398 　災害時に対応した患者搬送車両
の配備のための入札請差に伴い，
当初予定額を下回ったもの。
（当初）5,076千円×補助率
1/2=2,538千円→（実績）4,280千円
×1/2=2,140千円

　契約請差に伴い補助金額を減じることとしたため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

043041 04宮城 H22補正 地域医療連携体制の
機能拡充

地域連携クリティカルパスを活用し，
患者・家族との連携調整を行う医療
ソーシャルワーカー及び看護師を配
置。

○ 36,775 10,625 △26,150 　地域連携クリティカルパスを活用
し，患者・家族との連携調整を行う
専任看護師を配置しなかったため，
見込額を下回ったもの。

　当初予定していた専任看護師が配置されず，その分の
人件費補助を減じることとしたため。

　医療ソーシャルワーカーの配置により，一定程度の患
者・家族との連携調整は図られたが，当初計画していた
地域医療連携のため専任職員を確保することができな
かったことによる事業変更であるため，ソフト面での確保
対策などを講じるなどの対応が必要。なお，本事業につい
ては，今後，上記の医療課題の解決に向けて，引き続き
事業者負担による継続を予定している。

043043 04宮城 H22補正 救急受入体制の強化 石巻赤十字病院救命救急センター
の運営支援。

○ 69,080 122,217 ＋53,137 有 　震災により石巻市立病院が全壊し
たほか，沿岸部の医療提供体制が
壊滅状態となり石巻赤十字病院の
負担が増大した。沿岸部の高次救
急医療を担う石巻赤十字病院の負
担軽減及び登米・石巻・気仙沼医療
圏の医療提供体制を維持するた
め，事業の拡充を図るもの。

　沿岸部の高次救急医療を担う石巻赤十字病院の負担
軽減を考慮し，救命救急センター運営費への支援拡充を
図るもの。

　計画の変更により，沿岸部の高次救急医療体制の維持
が図られる。また，変更に伴う財源については基金の執
行残を活用することとしており，他の事業に影響を及ぼす
ことはない。

043047 04宮城 H22補正 救急医療従事者の研
修（ACLS）ｵﾌｼﾞｮﾌﾞ・ﾄ
ﾚｰﾆﾝｸﾞ・ｺｰｽ受講助
成

ＡＣＬＳ（二次救命処置）研修，ＢＬＳ
（一次救命処置），ＰＡＬＳ（小児二次
救命処置），ＪＡＴＥＣ（外傷初期診
療），ＩＳＬＳ（脳卒中初期診療）等各
種ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｺｰｽ研修を開催し，受講
料を助成。

○ 7,320 4,779 △2,541 　救急医療分野における医療従事
者の技術向上を図るため，各種研
修を開催することとしていたが，参
加人数が当初見込みを下回ったた
め。
(当初計画)　ＡＣＬＳ研修　36,000円
×60人，トレーニングコース研修
18,000円×86人
(実績)ＡＣＬＳ研修　38,000円×9人・
23,000円×3人，トレーニングコース
研修15,000円×28人・18,000円×16
人

　補助制度を活用する職員が少なかったため，補助金額
を減じたことによる。

　当初計画には満たないものの，本事業により一部の成
果を上げることができ，医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため，地域医療再生計画では当該事業を
減額し，優先順位の高い事業を行うこととする。

043048 04宮城 H22補正 ＤＭＡＴ（災害派遣医
療チーム）の養成

気仙沼市立病院ＤＭＡＴ（災害派遣
医療チーム）の養成。

○ 548 464 △84 　平成24年度の事業費について，経
費縮減に伴い当初見込額を下回っ
たため。

　経費縮減に努めた結果，見込みを下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

043049 04宮城 H22補正 気仙沼市立病院診療
機能（手術部門，高
度医療）の強化

麻酔科医師，高度専門医療医師の
派遣助成。

○ 63,300 51,742 △11,558 　研修会経費の縮減や医師の派遣
回数が当初計画より少なかったた
め。

　研修会経費の縮減や医師の派遣回数が当初見込額を
下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。

043050 04宮城 H22補正 がんリハビリ療法士
の養成

がんリハビリ療法士の養成。 ○ 1,992 1,544 △448 　気仙沼医療圏におけるがんリハビ
リ分野の医療提供体制を推進する
ため，気仙沼市立病院が行うがん
医療に携わるリハビリ療法士養成
のために必要な経費の補助を実施
した。経費縮減等により当初見込額
を下回ったため。

　研修会経費が当初見込みを下回ったため，補助金額を
減じたことによる。

　当初計画には満たないものの，本事業により一部の成
果を上げることができ，医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立った。なお，計画額より安価で目標を達成する
ことができたものであり，計画変更による医療課題の解決
による影響はない。

043051 04宮城 H22補正 医学生，看護学生修
学資金貸付

医学生，看護学生に対する修学資
金の貸付

○ 59,700 42,800 △16,900 有 　震災による被害が甚大であった気
仙沼市及び南三陸町の医療従事者
確保のため，医学生及び看護学生
修学資金の貸付制度を創設した
が，平成23年度は震災の影響によ
り十分な制度周知が図れなかったこ
ととなどにより，当初見込額を下
回ったため。

　応募による貸付決定者が当初見込みを下回り，その分
の補助金を減じることとなったため。

　事業実施を計画したところ，結果として貸付対象の数的
拡大に至らず，ソフト面での看護師確保対策などが必要。
なお，本事業については，今後，上記の医療課題の解決
に向けて，引き続き事業者負担による継続を予定してい
る。
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043052 04宮城 H22補正 災害時医療救護体制
の整備

災害時医療救護体制整備のための
訓練，調整会議などを実施。

○ 0 10,400 ＋10,400 　宮城県医師会が中心となり，県内
医療関係団体の協力を得てＪＭＡＴ
宮城を発足させ，救護班については
登録制とし班を編制。災害時におけ
る医療救護訓練と医療関係団体と
の定期的な調整会議等を発足さ
せ，救急医療体制の構築を図る。

　救急医療体制の整備は重要課題の一つであり，地域医
療推進のための措置を講じる必要がある。このため，医
療救護訓練と医療関係団体との定期的な調整会議を実
施し，救急医療体制の整備が図られるよう本事業の拡充
を図るもの。

　変更に伴う財源については，他の事業の執行残を活用
することとしており，他の事業に影響を及ぼすことはない。

043053 04宮城 H22補正 災害時医療情報網の
整備

災害時に地域災害医療支部として
活動する県の保健所9箇所にMCA
無線を整備するほか，MCA無線未
整備の病院への整備経費の一部助
成を実施。

○ 0 13,234 ＋13,234 有 　災害時に地域災害医療支部として
活動する県の保健所9箇所にMCA
無線を整備するほか，MCA無線未
整備の病院への整備を促進し，救
急医療体制の構築を図る。

　救急医療体制の整備は重要課題の一つであり，地域医
療推進のための措置を講じる必要がある。このため，災
害時に地域災害医療支部として活動する保健所9箇所
（支所含む）にMCA無線を整備するほか，MCA無線未整
備の病院に対して整備費の一部を助成し，保健所におけ
る各地域の医療機関の被災状況把握等の情報収集能力
の強化や災害時の医療情報網の充実強化など，救急医
療体制の整備が図られるよう本事業の拡充を図るもの。

　変更に伴う財源については，他の事業の執行残を活用
することとしており，他の事業に影響を及ぼすことはない。

046012 04宮城 H24補正 在宅医療推進事業
（全県）

・介護，医療等が連携した地域包括
ｹｱｼｽﾃﾑの構築に向け，地域包括
支援ｾﾝﾀｰ，訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ，在
宅療養支援診療所等の活動状況等
について，調査・分析し，連携構築
に向けた共通課題の抽出と，各地
域での展開方法を含む対応策につ
いて検討を行い，体制の構築・強化
を図る。

○ 40,370 42,570 ＋2,200 有 　介護，医療等が連携した地域包括
ｹｱｼｽﾃﾑの構築に向け，地域包括
支援ｾﾝﾀｰ，訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ，在
宅療養支援診療所等の活動状況等
について，調査・分析し，連携構築
に向けた共通課題の抽出と，各地
域での展開方法を含む対応策につ
いて検討を行うこととしているが，実
態調査の範囲を拡充し，さらに体制
の構築・強化を図ろうとするもの。

　介護，医療等が連携した地域包括ｹｱｼｽﾃﾑの構築を図
るため，実態調査対象範囲の拡大するなど本事業の拡充
を行うもの。

　変更に伴う財源については，基金の運用益を活用するこ
ととしており，他の事業に影響を及ぼすことはない。なお，
事業計画の変更により，より広範な実態調査を実施する
ことができ，課題解決へ資する。
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051001 05秋田 H21補正
①大仙・
仙北

中核病院医療機能高
度化事業

仙北組合総合病院が行う高度な医
療機能を持つ病院への施設・設備
の整備に対し支援する

○ ○ 1,598,810 1,622,914 ＋24,104 事業実施状況に伴う金額の変更 工事着工後の事業進捗に伴い、関係者の予算、負担割
合等の見込みによる。

変更に伴う財源については、運用益及び他の事業の減額
分を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。また将来の地域医療を担う中核病院の機能高
度化を図ることが可能となる。

051002 05秋田 H21補正
①大仙・
仙北

緩和ケア病棟従事者
育成事業

緩和ケア病棟の開設にあたり、準備
チームを設置するとともに、実地研
修等によりスタッフの養成を図るた
めの経費を支援する

○ ○ 11,299 12,033 ＋734 事業実施状況に伴う金額の変更 概算で予定していた院内実地研修用備品等の数量が増
えたため。

変更に伴う財源については、運用益及び他の事業の減額
分を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。また将来の地域医療を担う中核病院の機能高
度化を図ることが可能となる。

051005 05秋田 H21補正
①大仙・
仙北

訪問リハビリテーショ
ン等体制強化事業

訪問リハビリテーションや通所リハ
ビリテーションを提供する医療機関
が行う施設・設備の整備を支援する

○ ○ 22,000 15,878 △6,122 事業実施状況に伴う金額の変更 事業者による車両等購入時のコスト減による。 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

051006 05秋田 H21補正
①大仙・
仙北

医療連携体制調整事
業

地域の医療機関等の連携体制を構
築するため地域医療支援センターを
設置し、連携推進のための事業の
開催や課題の検討を行う

○ 10,213 9,524 △689 事業実施状況に伴う金額の変更 地域医療支援センターの運営に係る非常勤職員報酬等
の支払い見込みによる。

計画額より安価で目標を達成することができる見込みの
ものであり、計画変更による医療課題の解決への影響は
ない。

051007 05秋田 H21補正
①大仙・
仙北

地域連携クリティカル
パス導入事業

脳卒中に係る連携体制を構築する
ため、そのツールとなる地域連携ク
リティカルパスの導入を支援する

○ 2,317 1,439 △878 事業実施状況に伴う金額の変更 検討委員会委員の報償費、旅費、消耗品等の支払い見
込みによる。

計画額より安価で目標を達成することができる見込みの
ものであり、計画変更による医療課題の解決への影響は
ない。

051008 05秋田 H21補正
①大仙・
仙北

在宅医療推進事業 地域の医師、訪問看護師、薬剤師
（調剤薬局）等の専門職が多職種協
働のチームを形成し、在宅医療を推
進するよう支援する

○ 3,140 716 △2,424 事業実施状況に伴う金額の変更 在宅医療研修会の講師謝金、旅費、消耗品等の支払い
見込みによる。

医療連携体制調整事業及び地域連携クリティカルパス連
携事業と併せて、多職種協働によるシンポジウム等を開
催したため、計画額より安価で目標を達成することができ
る見込みのものであり、計画変更による医療課題の解決
への影響はない。

051009 05秋田 H21補正
①大仙・
仙北

在宅療養支援（歯科）
診療所強化事業

地域の在宅医療の拠点として、在宅
療養支援に取り組む診療所に対し、
その施設設備の整備に対し助成す
る

○ ○ 12,539 23,930 ＋11,391 事業実施状況に伴う金額の変更 事業実施を希望する医療機関の整備品目等の増加によ
る。

変更に伴う財源については、他の事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た将来の在宅医療を担う診療所の機能強化を図ることが
可能となる。

051010 05秋田 H21補正
①大仙・
仙北

有床診療所短期入院
病床確保事業

在宅医療を支援するため、有床診
療所が短期入院可能な病床を確保
するための体制整備をする場合に
助成を行う

○ ○ ○ 2,000 0 △2,000 計画後の状況変化に伴う事業中止 夜勤看護職員の配置等困難により、短期入院可能な病床
を確保するための体制整備を希望する医療機関がないた
め。
新たな有床診療所への転換は経営自体を困難にする場
合もあることから、関係医療機関と調整しながら、当面は
既存の医療資源により対応を図っていきたい。

医療課題は解決されていないが、事業の見通しが立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「中核病院医療機能高度化事業」を行うことと
する。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業そ
のものを見直すこととする。

051011 05秋田 H21補正
①大仙・
仙北

訪問看護ステーショ
ン整備事業

在宅医療の増加に対応するため、
訪問看護ステーションの整備運営に
対し支援する

○ ○ ○ 10,545 5,668 △4,877 事業実施状況に伴う金額の変更
事業者負担分の記載による事業費
総額の増

既存の建物を利用することで、新たな建物を建築する経
費等がかからず、安価に施設整備が可能となる見込みで
あるため。

計画額より安価で目標を達成することができる見込みの
ものであり、計画変更による医療課題の解決への影響は
ない。

051012 05秋田 H21補正
①大仙・
仙北

基幹薬局整備事業 在宅医療を推進するため、中心静
脈栄養等の注射薬等無菌製剤を調
剤するためのクリーンベンチ等の整
備をする薬局に助成を行う

○ 11,333 1,106 △10,227 事業実施状況に伴う金額の変更 計画当初は、医療圏の薬剤師会を中心として複数の調剤
薬局が共同で使用することができる無菌調剤室を設置
し、大規模な需要に対応できる方式を想定していたが、そ
の後、医療圏における今後の無菌調剤の需要及び無菌
調剤室の共同利用・管理について同会が検討した結果、
無菌調剤室ではなく、代わりにクリーンベンチを使用した
安価で管理しやすい小規模な整備で事業実施することと
したため。

安価で管理しやすい小規模な整備であっても、当該医療
圏の需要は満たすことができる見込みであるため、影響
はない。
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051013 05秋田 H21補正
①大仙・
仙北

医療情報ネットワーク
システム整備事業

患者基本情報、画像情報、画像診
断情報、検査結果等を共有する
WANによる医療情報ネットワークの
構築に対し支援する

○ 87,767 86,611 △1,156 事業実施状況に伴う金額の変更 ネットワークシステムの機器等購入時のコスト減による。 計画額より安価で目標を達成することができる見込みの
ものであり、計画変更による医療課題の解決への影響は
ない。

051014 05秋田 H21補正
①大仙・
仙北

診療所医師診療参加
支援事業

休祭日救急医療センターで軽症の
救急患者の診療に対応するため、
大曲仙北医師会の会員が当番制で
行う診療応援に対し、助成を行う

○ 2,747 2,720 △27 事業実施状況に伴う金額の変更 休祭日救急医療センターへの診療応援経費の支払い見
込みによる。

H25事業の実績見込みによる変更であり、計画変更によ
る医療課題の解決への影響はない。

051015 05秋田 H21補正
①大仙・
仙北

救急勤務医支援事業 休日及び夜間において救急医療に
従事する医師の処遇の改善を図る
ため、救急告示病院が行う救急手
当の支給に対し助成する

○ 17,577 13,691 △3,886 事業実施状況に伴う金額の変更 休日及び夜間における救急勤務手当の支給見込みによ
る。

平成２２年度以降の支給実績見込みに基づき事業費を減
額するものであり、圏域での休日及び夜間における救急
体制は計画どおり維持されているほか、救急勤務手当の
支給により医師の意欲も維持されていることから、変更に
よる影響はない。

051017 05秋田 H21補正
①大仙・
仙北

地域勤務手当支給事
業

県の要請により医師不足地域にお
ける医療機関の診療に従事する非
常勤医師に対し、地域勤務手当を
支給する

○ 21,100 10,150 △10,950 事業実施状況に伴う金額の変更 派遣先医療機関、派遣医師数が想定していたよりも少なく
なる見込みのため金額を変更する。

病院勤務医の処遇改善策としては、当初計画には満たな
いものの、本事業により一部の成果を上げることができ、
医療課題の解決に向けた一定の見通しが立ったため、地
域医療再生計画では当該事業を減額し、優先順位の高い
「中核病院医療機能高度化事業」を行うこととする。

051020 05秋田 H21補正
①大仙・
仙北

医療秘書等配置促進
事業

新たに医療秘書等の業務に従事す
る者の給料及び医療秘書等の資格
取得に向けて講座を受講する者の
受講料の一部を助成し、医療秘書
等の配置を促進する

○ 169,556 169,939 ＋383 事業実施状況に伴う金額の変更 地域枠等の修学資金貸与医師が今年から医師になった
が、医師の充足にはまだ時間がかかり、当面現在の病院
勤務医のより一層の負担軽減を図ることが必要であり、そ
の一環として医療秘書の増員等を促進する必要があるた
め。

医療秘書の増員を支援することで、病院勤務医の負担軽
減を図ることができる。

051021 05秋田 H21補正
①大仙・
仙北

救急医療の適正受診
の普及・啓発事業

軽症患者の時間外受診、救急外来
受診の自重や在宅での応急措置な
ど、テレビＣＭやアクティブビジョン
等屋外広告を活用し、広く県民に普
及・啓発を行う

○ 5,544 10,750 ＋5,206 事業年度の変更及び今年度実施分
の増加による金額の変更

平成２２年度に、テレビＣＭでかかりつけ医を持つことをＰ
Ｒして病院勤務医の負担軽減を図ったほか、普及啓発の
パンフレットを作成し、特に夜間の小児科受診について安
易な時間外受診抑制を呼びかけした。
３年が経過し、記憶も薄れてきていることから、医師確保
対策として病院勤務医の過重労働を防ぎ、負担を軽減す
るため、平成２５年度も実施する。

当初予定していたＣＭに加え、小児科医療の安易な時間
外受診抑制のパンフレットを県内保育園を通じて、児童を
かかえる親に配布するなど、勤務医の負担軽減につなが
る啓蒙活動を強化することができる。

051022 05秋田 H21補正
①大仙・
仙北

認定看護師養成事業 医療機関等が認定看護師養成研修
へ看護師を派遣し、受講料等を負担
した場合、経費を支援し、質の高い
看護師の配置を促進する

○ 9,285 14,882 ＋5,597 受講希望者の増加に伴う金額の変
更。
補助率１／２であり、事業者負担分
の記載による事業費総額の増。

認定看護師養成に必要な教育課程への受講希望者の増
加による。

変更に伴う財源については、他の事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た将来の地域医療を担う看護師の養成を図ることが可能
となる。

052002 05秋田 H21補正
②北秋田

医療資源集約化支援
事業

北秋田市民病院と公立米内沢総合
病院の医療資源の集約化に伴い必
要となる経費に対する助成

○ ○ 483,427 492,775 ＋9,348 北秋田市民病院の身障者駐車場に
対するアーチ型屋根の整備に伴う
事業費の増額及び実績見込みによ
る金額の変更

北秋田市民病院が平成２３年度に設置した玄関前庇は、
入所施設からの患者搬送等寝たきり及び車イスの方々を
中心とした利用など一時的な駐車に制限しており、在宅患
者については身障者駐車場の利用となっていることから、
患者の利便性の向上や冬期間の安全性の確保のため、
身障者駐車場にアーチ型屋根を設置する。

身障者駐車場へのアーチ型屋根の設置により、患者の利
便性の向上や冬期間の安全性が確保される。

052003 05秋田 H21補正
②北秋田

診療情報共有化シス
テム導入事業

救急時及び三次医療機関との連携
体制を強化するための診療情報共
有化システムの導入に対する助成

○ 10,300 48,043 ＋37,743 救急時の病病連携を目的とした大
館市立総合病院へのシステム導入
に伴う事業費の増額及び実績見込
みによる金額の変更

北秋田市民病院に勤務していた脳外科医が隣接医療圏
の中核病院である大館市立総合病院に移ったことにより、
病院間の連携を推進するため、北秋田市民病院と大館市
立総合病院に診療情報の共有化を行うためのシステムを
整備する。

両病院へのシステム導入は、救命救急機能の強化につな
がる。また、診療情報共有化システムは将来的には全県
への整備を想定したものであり、秋田市にある三次医療
機関との連携体制の強化にもつながる。
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052004 05秋田 H21補正
②北秋田

救急医療体制整備事
業

大館市立総合病院の高度な救急医
療体制整備に対する助成

○ 354,654 372,413 ＋17,759 事業実施状況に伴う金額の変更 患者の安全を確保する必要があるため、老朽化した機器
について整備する。

変更に伴う財源については、他の事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た北秋田医療圏の救急医療体制の強化を図ることが可
能となる。

052005 05秋田 H21補正
②北秋田

救急勤務医支援事業 北秋田市民病院に勤務する医師に
対する救急勤務医手当の支給及び
非常勤医師確保に対する助成

○ 19,861 14,836 △5,025 事業実施状況に伴う金額の変更 救急勤務手当及び非常勤医師確保に要する経費の支払
い見込みによる。

平成２２年度以降の支給実績見込みに基づき事業費を減
額するものであり、圏域での休日及び夜間における救急
体制は計画どおり維持されているほか、救急勤務手当等
の支給により医師の意欲も維持されていることから、変更
による影響はない。

052007 05秋田 H21補正
②北秋田

地域医療支援セン
ター設置事業

過疎地域の在宅医療を強化するた
め北秋田市民病院内に地域医療支
援センターを設置運営に対して助成

○ ○ 71,555 54,893 △16,662 事業実施状況に伴う金額の変更 地域医療支援センターの運営に係る人件費等の支払い
見込みによる。

平成２２年度以降の支給実績見込みに基づき事業費を減
額するものであり、地域の医療サービス体制は計画どお
り維持されていることから、変更による影響はない。

052008 05秋田 H21補正
②北秋田

在宅診療体制強化事
業

在宅医療を強化するために必要な
訪問診療車等の整備に対する助成

○ 34,521 31,528 △2,993 事業実施状況に伴う金額の変更 事業費への国庫補助金の充当及び事業者による車両等
購入時のコスト減による。

計画額より安価で目標を達成することができる見込みの
ものであり、計画変更による医療課題の解決への影響は
ない。

052009 05秋田 H21補正
②北秋田

訪問看護体制強化事
業

過疎地域の訪問看護体制の整備に
必要とする経費に対する助成

○ ○ ○ 29,424 16,909 △12,515 事業実施状況に伴う金額の変更 運営費補助率の逓減に伴う、事業者負担経費の増額によ
る。

事業者の自立を促すために運営費の補助率を逓減するも
のであり、計画変更による医療課題の解決への影響はな
い。

052010 05秋田 H21補正
②北秋田

遠隔診療システム研
究事業

過疎地域の医療体制を強化するた
め遠隔診療を行うための機器を整
備し、有効性、課題等を検証する。

○ ○ 1,000 0 △1,000 計画後の状況変化に伴う事業中止 遠隔診療機器の導入方法について、具体的な方法を実施
できないため。

医療課題は解決されていないが、事業の見通しが立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「ドクターヘリ導入事業」を行うこととする。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業そ
のものを見直すこととする。

052013 05秋田 H21補正
②北秋田

地域医療従事医師修
学資金貸与事業

医学部入学者に対して３年次から卒
業までの４年間奨学金を貸与し、将
来にわたる継続的な医師の確保を
目指す。

○ 50,400 26,400 △24,000 事業実施状況に伴う金額の変更 予定していたよりも貸与希望者が少なかったため。 入学後の希望に対応するために、地域医療に従事する意
思を持つ３年次以降の学生を対象とした修学資金である
が、まだ平成２４年度からの開始であることや、継続分の
地域枠学生に対する貸与などは県の一般財源で対応して
いるため、修学資金貸与事業全体としての影響はない。

052014 05秋田 H21補正
②北秋田

ドクターヘリ導入事業 救急医療体制を強化するドクターヘ
リ導入に必要な設備整備等に対す
る助成

○ ○ ○ 722,955 724,479 ＋1,524 事業実施状況に伴う金額の変更 運航費用に対する国庫補助金の内示割れに伴う計画額
の増。

変更に伴う財源については、他の事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た救急医療体制の強化を図ることが可能となる。

053001 05秋田 H22補正 ヘリポート整備推進
事業

ドクターヘリの搬送受入病院となる
三次医療機関等のヘリポート整備を
推進する

○ 307,987 307,988 ＋1 決算見込み額に伴う千円未満の端
数修正

決算見込み額の確認に伴い千円未満の端数を修正す
る。

影響なし

053002 05秋田 H22補正 高度救急医療機関機
能強化事業

ドクターヘリ患者の搬送受入病院と
なる三次医療機関の医療機能の確
保に必要な設備整備を促進する

○ ○ 365,374 390,074 ＋24,700 有 事業期間の延長
事業実施状況に伴う金額の変更

秋田大学医学部附属病院の血管造影室のクリーン化事
業については、東日本大震災の災害復旧工事等への業
者集中の影響により、当該事業の設計を受注してもらえな
い状況が続いたため、年度内での完成が困難となったこ
とから事業期間の延長が必要となった。
計画額の修正については、国庫補助金の内示減等に伴う
財源調整によるもの。

事業期間の延長をすることにより、予定していた事業目的
を達成することが可能となる。
変更に伴う財源については、他の事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た救急医療体制の強化を図ることが可能となる。

34 / 344



参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

053003 05秋田 H22補正 災害・救急医療シス
テム高度化事業

更新時期を迎える災害・救急医療シ
ステムについて、ドクターヘリ導入に
伴って必要となる項目を加えるな
ど、その内容を高度化する

○ ○ 98,130 93,937 △4,193 事業実施状況に伴う金額の変更 災害・救急医療情報センター運営費に係る賃金、通信費
等の支払い見込みによる。

平成24年度以降の支払い実績から、計画額より安価で目
標を達成することができる見込みのものであり、計画変更
による医療課題の解決への影響はない。

053004 05秋田 H22補正 周産期母子医療セン
ター医療機能強化事
業

総合周産期母子医療センター及び
地域周産期母子医療センターの医
療機能を強化する

○ 203,062 148,145 △54,917 事業実施状況に伴う金額の変更 補助対象医療機関での入札等によるコスト減。 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

053005 05秋田 H22補正 新生児担当医支援事
業

ＮＩＣＵにおいて新生児を担当する医
師の処遇改善のため、新たに新生
児医師手当を支給する医療機関へ
の助成

○ 1,000 0 △1,000 計画後の状況変化に伴う事業中止 補助予定先の医療機関において、新生児担当医手当等
に該当する手当を払う見込みがないため。

医療課題は解決されていないが、事業の見通しが立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「がん診療連携拠点病院等機能強化事業」を
行うこととする。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業そ
のものを見直すこととする。

053007 05秋田 H22補正 助産師育成体制強化
事業

三次医療機関における助産師の資
質向上を目指すため、県立衛生看
護学院助産科の実習に要する設備
整備を行う

○ 10,383 10,058 △325 事業実施状況に伴う金額の変更 県の入札によるコスト減。 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

053008 05秋田 H22補正 リハビリテーション施
設設備整備事業

回復期リハビリテーション病棟や心
臓リハビリテーション設備、訪問・通
所リハビリテーション設備の整備を
推進する

○ ○ 113,348 109,762 △3,586 事業実施状況に伴う金額の変更 事業者による車両等購入時のコスト減による。 計画額より安価で目標を達成することができる見込みの
ものであり、計画変更による医療課題の解決への影響は
ない。

053009 05秋田 H22補正 脳卒中地域連携クリ
ティカルパス導入推
進事業

脳卒中に係る連携体制の構築のた
め、地域連携クリティカルパスの導
入や、地域における標準化を進める

○ 1,953 601 △1,352 事業実施状況に伴う金額の変更 会議開催経費の支払い見込みによる。 会議開催回数の実績減により事業費が減となるものであ
り、標準化自体は構築を進めている医療ネットワークシス
テムと平行して検討しているため、影響はない。

053010 05秋田 H22補正 リハビリテーションス
タッフ育成事業

リハビリテーション医療機能を強化
するため、新たにリハビリテーション
医療に従事するスタッフに対する研
修を支援する

○ ○ 28,000 24,032 △3,968 事業実施状況に伴う金額の変更 補助先医療機関での講師謝金、旅費等の支払い見込み
による。

H24事業からの実績見込みによる変更であり、計画変更
による医療課題の解決への影響はない。

053011 05秋田 H22補正 医療ネットワーク整備
事業

高度専門的医療機関と地域の病
院・診療所との連携体制を強化する
ため、医療情報ネットワークの構築
を行う

○ ○ 264,800 248,744 △16,056 事業実施状況に伴う金額の変更 県の入札によるコスト減、システム仕様書等作成委託費、
構築委員会の報償費等の支払い見込みによる。

計画額より安価で目標を達成することができる見込みの
ものであり、計画変更による医療課題の解決への影響は
ない。

053012 05秋田 H22補正 総合診療・家庭医育
成事業

県内の地域医療を担う総合医を養
成するため、研修センターの施設・
設備整備を行い、研修を実施する

○ ○ ○ 222,005 207,621 △14,384 事業実施状況に伴う金額の変更 研修実施機関での入札等による施設整備費のコスト減等
による。

計画額より安価で目標を達成することができる見込みの
ものであり、計画変更による医療課題の解決への影響は
ない。

053013 05秋田 H22補正 がん早期治療推進事
業

がんの早期発見・早期治療による
治療成績の向上を目指し、無料検
診制度の導入や検診車の整備を行
う

○ ○ 179,671 159,831 △19,840 事業実施状況に伴う金額の変更 事業者による検診車両等購入時のコスト減による。 計画額より安価で目標を達成することができる見込みの
ものであり、計画変更による医療課題の解決への影響は
ない。

053014 05秋田 H22補正 がん診療連携拠点病
院等機能強化事業

がん診療連携拠点病院等が行う放
射線治療機器の整備に対して助成
する

○ 135,992 229,368 ＋93,376 事業実施状況に伴う金額の変更 事業実施を希望する医療機関の増加による。 変更に伴う財源については、運用益及び他の事業の減額
分を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。また将来の地域医療を担う中核病院の機能高
度化を図ることが可能となる。
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053015 05秋田 H22補正 緩和ケア病床整備推
進事業

新たに緩和ケア病床を整備して緩
和ケア治療を推進しようとする医療
機関に対し、その施設・設備整備へ
の助成を行う

○ ○ 114,257 116,626 ＋2,369 事業実施状況に伴う金額の変更 本体工事の実施設計書及び工事着工に伴い、関係者の
予算、負担割合等が概算で決まったことによる。

変更に伴う財源については、他の事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た将来の地域医療を担う中核病院の機能高度化を図るこ
とが可能となる。

056001 05秋田 H24補正 地域医療従事者医師
修学資金等貸与事業

将来にわたる持続的な医師の確保
を図るため、引き続き県内で地域医
療等に従事することを条件とする修
学資金の貸与を行う

○ 86,400 121,608 ＋35,208 有 事業実施状況に伴う金額の変更 地域の医師確保等に早急に対応するため、平成２６年度
の医学部入学定員の増加のための認可申請期限の特例
が設けられたことにより、秋田大学では増員する予定があ
ることから、今後の修学資金の貸与見込みについて見直
しを行った。

変更に伴う財源については、運用利息及び他の事業の減
額分を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼす
ことはない。また将来の地域医療を担う医師の確保を図る
ことが可能となる。

056002 05秋田 H24補正 地域医療連携寄附講
座設置事業

県内の医師不足地域の医師確保や
地域医療の充実を図るため、医学
教育機関である大学への寄附講座
の設置等を行う

○ 253,000 249,000 △4,000 有 事業実施状況に伴う金額の変更 平成２６年度当初予算編成にあたり、秋田大学医学部と
協議したところ、人件費等の精査により事業費の縮小が
可能となったため。

計画額より安価で目標を達成することができる見込みの
ものであり、計画変更による医療課題の解決への影響は
ない。

056003 05秋田 H24補正 あきた医師総合支援
センター設置事業

医学生や研修医のキャリア形成を
支援するとともに、県内への医師の
定着・増加に向けた活動を実施する
ため、あきた医師総合支援センター
を設置運営する

○ 128,000 115,500 △12,500 有 事業実施状況に伴う金額の変更 あきた医師総合支援センターは４月に設置したが、事業
の本格稼働が８月頃からとなったため、平成２５年度の事
業費を減額した。

計画額より安価で目標を達成することができる見込みの
ものであり、計画変更による医療課題の解決への影響は
ない。

056005 05秋田 H24補正 認定看護師養成事業 水準の高い看護実践ができる認定
看護師を要請するため、医療機関
等が看護師を認定看護師養成研修
へ派遣するための経費に助成する

○ 10,000 18,000 ＋8,000 有 事業実施状況に伴う金額の変更 平成２６年度当初予算編成にあたり来年度の事業要望を
確認したところ、積算時に想定したよりも認定看護師教育
機関に派遣される受講者が多かったため。

変更に伴う財源については、他の事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た将来の地域医療を担う看護師の確保を図ることが可能
となる。

056007 05秋田 H24補正 訪問看護ステーショ
ン整備事業

既存計画で整備した訪問看護ス
テーションの運営費及び新たに過疎
地域等へ設置する場合の施設設備
費と初期運営費に対する助成を全
圏域に拡充

○ 23,781 4,708 △19,073 有 事業実施状況に伴う金額の変更 過疎地域等への新たな設置について、訪問看護ステー
ションの空白地域がある市町村とやりとりをしてきたが、
サテライト等を整備するところまで話を進めるにはもう少し
時間が必要であり、平成２５年度中に建物の実施設計を
完了できる対象者がいなかった。このため、新規施設分
の整備費及び初期運営費を減額する。

上記の医療課題については、別事業である「在宅療養支
援診療所強化事業」「在宅医療提供拠点薬局整備事業」
によって、在宅医療で積極的な役割を果たす医療資源を
地域の実情に応じて整備していくことから、本事業が見込
んでいた目標を達成する見込みであるため、本事業の計
画変更による医療課題の解決への影響はない。

056008 05秋田 H24補正 在宅療養支援診療所
強化事業

地域の在宅医療の拠点として、在宅
医療支援に取り組む診療所の体制
を強化するための設備の整備に対
する助成について対象を全圏域に
拡充

○ 37,800 42,000 ＋4,200 事業実施状況に伴う金額の変更 事業実施にあたり、事業実施を希望する医療機関が想定
したよりも多かったため。

変更に伴う財源については、在宅医療提供拠点薬局整備
事業の減額分を活用することとしており、他の事業に影響
を及ぼすことはない。また将来の在宅医療を担う診療所
の機能強化を図ることが可能となる。

056009 05秋田 H24補正 在宅医療提供拠点薬
局整備事業

寝たきり患者を対象とした中心静脈
栄養等の注射薬等無菌製剤を調剤
するため、クリーンベンチ等を整備
する薬局に対する助成を全圏域に
拡充

○ 16,800 12,600 △4,200 事業実施状況に伴う金額の変更 事業実施にあたり、事業実施を希望する薬局が想定した
よりも少なかったため。

減額による財源は在宅療養支援診療所強化事業に活用
することとしていることから、在宅医療にかかる医療資源
については、地域の実情に応じた整備を推進することが
可能となっており、変更による影響はない。

056011 05秋田 H24補正 訪問看護推進支援事
業

県民への普及啓発を目的とした
フォーラムの開催や人材育成研修
への助成、市町村が事業者に対し
て行う遠距離利用者への支援等に
助成する

○ 60,120 18,492 △41,628 有 事業実施状況に伴う金額の変更 事業効率の悪い地域に住む遠距離利用者への訪問看護
サービスを行う事業者に対して市町村が支援する場合
に、その経費の一部を助成することとして、これまでに実
施のあり方を検討してきたが、市町村では将来的な負担
が継続して発生する可能性があることから前向きな回答
が得られた市町村は数箇所に限られた。
このため、対象を全市町村ではなく、３箇所程度に限定し
てモデル事業として実施することとしたため、減額するも
の。

県民への普及啓発を目的としたフォーラムの開催や人材
育成研修は計画どおり実施される。
また、遠距離利用者への訪問看護サービス支援はモデル
事業として実施するものの、事業経営が成り立たない地
域での訪問看護制度について検証することで、単独事業
での実施検討や制度要望等へ繋げていく予定である。
このことから、当初計画には満たないものの、本事業によ
り一部の成果を上げることができ、医療課題の解決に向
けた一定の見通しが立つ見込みのため、地域医療再生計
画では当該事業を減額し、優先順位の高い「地域医療従
事者医師修学資金等貸与事業」「女性医師等勤務環境改
善推進事業」を行うこととする。
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056012 05秋田 H24補正 災害拠点病院施設整
備事業

山本組合総合病院の自家発電装置
移設、井水工事、外壁補修・耐水化
等工事への助成

○ 196,055 210,314 ＋14,259 有 事業実施状況に伴う金額の変更 東日本大震災の復旧対応に伴い、資材費及び労務費の
高騰が続いていることから、概算で想定していた工事費で
は不足が見込まれるため。

変更に伴う財源については、他の事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た災害発生時でも地域の医療を確保することが可能とな
る。

056017 05秋田 H24補正 理学療法士養成校設
備整備事業

在宅医療の進展やリハビリテーショ
ン技術の進歩等に対応するため、
開校を計画している理学療法士養
成専門学校の設備整備に対して助
成する

○ 0 10,000 ＋10,000 有 新たな事業の実施 在宅医療を推進する必要がある状況下で、本県の理学療
法士数は全国一少ない現状にあるが、県内の理学療法
士養成校は定員数１８名の１校しかない。このため、新た
な養成校の設置に対して支援を行い、養成数を増やして
いく必要がある。在宅医療の進展やリハビリテーション技
術の進歩等に対応するため、開校を計画している理学療
法士養成専門学校の設備整備に対して助成する。

変更に伴う財源については、他の事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た将来の在宅医療を担う理学療法士の確保を図ることが
可能となる。

056018 05秋田 H24補正 女性医師等勤務環境
改善事業

医師の確保・定着を図るため、女性
医師のライフステージに合わせた勤
務環境づくりや、若手医師の勤務の
負担低減など、勤務環境の改善に
取り組む医療機関を支援する

○ ○ 0 10,000 ＋10,000 有 新たな事業の実施 女性医師数が増加している現状で、今後は、増えゆく女性
医師が活躍できる就労環境の整備や、産休・育休後の復
職支援が求められており、医師不足・偏在改善を進める
必要があるため。

変更に伴う財源については、他の事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た将来の地域医療を担う女性医師等の確保を図ることが
可能となる。
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061001 06山形 H21補正
①置賜

医師の勤務環境改善
を図る医療機関への
支援

勤務医の負担軽減等勤務環境の改
善のための医療機関の取組みに対
して補助する。また、医療クラーク養
成に係る事業を支援する。

○ ○ 9,200 38,834 ＋29,634 　計画のうち、医療機関への補助対
象箇所数を増やすことにより、計画
額を増額するもの。
　また、医療クラークの専門研修へ
の参加に伴う代替職員の雇用に係
る事業を廃止するもの。

　補助制度を活用する医療機関数及び単価が当初計画を
上回ったため。
　また、医療クラーク配置支援事業（国庫補助１／２、再生
基金１／２）について、国庫補助の廃止に伴い、事業執行
ができなくなったため。

　本事業の拡充により、置賜地域における医師数の増加
が期待される。
　 医療クラーク導入事業を廃止することになったが、医療
クラーク人材育成事業（雇用基金活用）を実施し、医療ク
ラークの養成を図ったことから、医師の負担軽減という課
題解決に影響はない。

061002 06山形 H21補正
①置賜

初期救急医療体制整
備事業

新たな平日夜間の診療体制や小児
科医診療体制の整備・拡充を支援
する。

○ 7,400 0 △7,400 　事業を中止するもの。 　平日夜間の診療体制については、これまで東南置賜地
区で整備されてきたが、それ以外の地域では関係者との
調整がつかずこれ以上の整備・拡充は見込めないため、
事業を中止するもの。
　小児科医診療体制については、東南置賜地区において
整備・拡充を予定していたが、同地区内における小児科
医が少なく、さらに体制整備を図るためには医師の負担
が大きいことから、これ以上の整備・拡充は見込めないた
め、事業を中止するもの。

　医療課題は解決されていないが、平成25年末までに開
始できる見込みが立たないため、地域医療再生計画では
当該事業を減額し、引き続き、関係機関と調整を図りなが
ら、できるだけ早く小児を含む初期救急医療体制が整備
できるよう努めていく。また、それまでの間は、地区医師会
や二次・三次救急医療機関と連携を図りながら公立置賜
総合病院において診療所の医師が初期救急患者の診療
を行うことにより初期救急医療体制を確保していく。
　また、小児科医の不足への対応としては、平成22年に
策定した「山形方式・医師生涯サポートプログラム」に基づ
き、「医師修学資金等貸付事業」（小児科等の特定診療科
の従事医師の確保を含む。）など総合的な医師確保対策
を推進するとともに、小児科医以外の医師に対する小児
救急医療の知識や技術向上のための研修を実施すること
により、医療課題の解決を図っている。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

061003 06山形 H21補正
①置賜

小児救急医療体制支
援事業

準夜間帯における小児科医による
救急医療体制を整える置賜地域の
二次救急医療機関に対して支援す
る。

○ 5,000 0 △5,000 　事業を中止するもの。 　夜間の小児二次救急医療については、現状では、オン
コール体制により提供されているが、より体制を強化する
ため、まずは国庫補助要件を満たさない準夜間帯におけ
る小児科医の常勤体制の整備・拡充を予定していたが、
置賜地域内における小児科医が少なく、さらに体制整備
を図るためには、医師の負担が大きいことから、これ以上
の整備・拡充が見込めないため、事業を中止するもの。

　医療課題は解決されていないが、平成25年末までに開
始できる見込みが立たないため、地域医療再生計画では
当該事業を減額し、引き続き、準夜間帯等における小児
科医の常勤体制の整備・拡充を働きかけていく。また、当
面は、オンコール体制による診療体制を維持し、かかりつ
け医や小児救急電話相談の活用などにより一層の適正
受診の推進を図っていく。
　また、小児科医の不足への対応としては、平成22年に
策定した「山形方式・医師生涯サポートプログラム」に基づ
き、「医師修学資金等貸付事業」（小児科等の特定診療科
の従事医師の確保を含む。）など総合的な医師確保対策
を推進するとともに、小児科医以外の医師に対する小児
救急医療の知識や技術向上のための研修を実施すること
により、医療課題の解決を図っている。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

061004 06山形 H21補正
①置賜

医療情報共有・参照
機能に係るシステム
運営、コミュニケー
ション機能に係る運
営等

ＩＴを活用した医療連携の取組みを
置賜地域全体での取組みに繋げる
ための打合せの実施、及びシステ
ム運営等を行う。

○ 3,000 1,265 △1,735 　計画のうち、地域医療情報ネット
ワークに関する協議会への補助金
について、交付額を減額するもの。

　地域医療情報ネットワークに関する協議会への補助金
について、効率的かつ効果的な運営という観点から協議
会の開催経費を精査した結果、見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

061005 06山形 H21補正
①置賜

地域連携クリティカル
パス推進事業

置賜地域における、急性期疾病等
に係る地域連携クリティカルパスの
新規構築及び運用医療機関の拡大
等の取組みを推進するための協議
会の開催等を支援する。

○ 3,300 1,600 △1,700 　計画のうち、地域連携クリティカル
パスの新規構築及び運用医療機関
の拡大等の取組みに係る経費につ
いて、計画額を減額するもの。

　地域連携クリティカルパスに関する協議会の開催経費
やパンフレットの作成等の普及啓発に係る経費について、
効率的かつ効果的な事業執行に努めたところ、事業費が
当初の見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

061006 06山形 H21補正
①置賜

置賜地域の基幹病院
における医師確保対
策

置賜地域における基幹病院の研修
施設・院内保育所等の整備を支援
する。

○ 380,100 347,142 △32,958 　計画のうち、研修施設・院内保育
所等の整備について、計画額を減
額するもの。

　研修施設・院内保育所等の整備について入札を実施し
た結果、見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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061007 06山形 H21補正
①置賜

妊婦遠隔健診支援シ
ステム構築事業

産婦人科医が特に不足し、基幹病
院との距離が離れている地域にお
ける妊婦健診の体制強化を図り、妊
婦とその家族の不安解消と負担軽
減を図る。

○ 86,300 278,450 ＋192,150 　リスクの高い分娩等に対応するた
め、三次周産期医療機関とも情報
連携を行うことができるようにシステ
ムを拡張するもの。

　妊婦健診のみならず、分娩やハイリスク分娩まで考慮し
た周産期医療に係る情報共有の環境を整備し、周産期医
療の質の向上を図るもの。

　三次周産期医療機関までの情報連携を強化することに
より、地域の妊産婦の安全と安心が一層図られる。

061009 06山形 H21補正
①置賜

休日・夜間診療所整
備事業

置賜地域における休日・夜間診療
所の環境整備や、初期救急医療体
制を強化するための事業を支援す
る。

○ 9,500 3,958 △5,542 　計画のうち、休日・夜間診療所の
環境整備に係る補助金について、
交付額を減額するもの。

　休日・夜間診療所充実強化に必要な医療機器等の設備
整備に係る経費について、当初想定していた見込みを下
回ることが見込まれるため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

061010 06山形 H21補正
①置賜

置賜地域における医
療情報共有・参照機
能の整備

ＩＴを活用した医療連携を置賜地域
全体に広げるための取組みを支援
する。

○ 131,000 123,722 △7,278 　計画のうち、ＩＴを活用した医療連
携に係る補助金について、交付額を
減額するもの。

　基幹病院における医療情報共有・参照機能の整備に係
る経費について、効率的な執行に努めた結果、事業費が
当初の見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

061011 06山形 H21補正
①置賜

ITを活用した在宅医
療連携システムの整
備

郡市医師会を中心として、訪問看護
師や介護支援専門員が、患者の自
宅から患者情報を入力し、かかりつ
け医の指示を迅速に受けられるシ
ステムの整備を支援する。

○ 10,000 20,000 ＋10,000 　計画のうち、郡市医師会への補助
対象箇所数を増やすことにより、計
画額を増額するもの。

　補助制度を活用する郡市医師会が当初計画を上回った
ため。

　本事業の拡充により、置賜地域における在宅医療と介
護サービスの充実が期待される。

061012 06山形 H21補正
①置賜

医師確保等地域医療
の充実・強化のため、
山形大学に寄附講座
を設置

医師確保等地域医療の充実・強化
のため、山形大学に寄附講座を設
置する。

○ 240,900 240,639 △261 　計画のうち、寄付講座設置に係る
事務費について、計画額を減額する
もの。

　寄付講座の設置に係る職員旅費や資料代等の事務費
について、見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

061013 06山形 H21補正
①置賜

地域の医療機関への
応援医師の報酬額の
充実に対する支援

山形大学医学部からの応援医師に
対する報酬を増額し、待遇改善を図
る地域の医療機関に対して補助制
度を創設し、応援医師の確保を図
る。

○ 60,000 0 △60,000 　事業を中止するもの。 　関係機関との調整が困難であること等を踏まえ、実現可
能性や効果を改めて検討した結果、事業の優先順位が低
いと判断したため、事業を中止するもの。

　医療課題は解決されていないが、平成25年末までに開
始できる見込みが立たないため、地域医療再生計画では
当該事業を減額する。医師確保対策については、本県独
自に、県と山形大学医学部が連携し、平成２２年に「山形
方式・医師生涯サポートプログラム」を策定した。上記の
地域医療の課題の解決に向け、同プログラムに基づき、
「山形大学への寄付講座の設置」や「医学生等に対する
修学資金制度の拡充」など総合的な医師確保対策を一層
推進していく。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

061014 06山形 H21補正
①置賜

山形大学医学部と連
携したへき地医療支
援モデルの構築

市町村立病院や診療所の医師が学
会や病気等で一時的に不在となる
際の代診医を派遣する等、へき地
医療拠点病院の機能を強化する。

○ ○ 205,700 0 △205,700 　事業を中止するもの。 　関係機関との調整が困難であること等を踏まえ、実現可
能性や効果を改めて検討した結果、事業の優先順位が低
いと判断したため、事業を中止するもの。

　医療課題は解決されていないが、平成25年末までに開
始できる見込みが立たないため、地域医療再生計画では
当該事業を減額する。医師確保対策については、本県独
自に、県と山形大学医学部が連携し、平成２２年に「山形
方式・医師生涯サポートプログラム」を策定した。上記の
地域医療の課題の解決に向け、同プログラムに基づき、
「山形大学への寄付講座の設置」や「医学生等に対する
修学資金制度の拡充」など総合的な医師確保対策を一層
推進していく。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

061015 06山形 H21補正
①置賜

地域の医療機関の診
療を支援するへき地
医療拠点病院に対す
る支援

へき地医療拠点病院の機能を強化
するため、地域の医療機関への代
診医の派遣などの取組みに対する
補助制度を創設する。

○ 64,600 63,924 △676 　計画のうち、代診医派遣等に係る
補助金について、交付額を減額する
もの。

　へき地拠点病院からの代診医の派遣回数が、当初想定
した回数を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

061016 06山形 H21補正
①置賜

医学生等に対する修
学資金制度の拡充

本県の医師総数の増や公立病院に
おける勤務医の確保を図るため、卒
業後県内の公立病院等に勤務しよ
うとする医学生に対して修学資金を
貸与する制度を拡充する。

○ 549,700 452,927 △96,773 　計画のうち、医師修学資金の貸付
について、計画額を減額するもの。

　医師修学資金の貸付を受ける医学生等の数が募集定
員に満たないこと等により見込みを下回ったことや、貸付
を受けた医学生の一部から修学資金の返還があったた
め。

　当初計画には満たないものの、本事業により一定の成
果を上げることができている。引き続き、医師確保対策を
推進していく必要があり、平成24年度補正予算に基づく地
域医療再生計画において、医師修学資金の貸付を継続し
ていくこととしている。

061017 06山形 H21補正
①置賜

病院実習の開催 医学部進学を目指す県内高校生の
増加を図るため、高校１年生を対象
に医師体験セミナーを開催する。

○ 2,900 2,853 △47 　計画のうち、医師確保体験セミ
ナー開催に係る経費について、計画
額を減額するもの。

　医師確保体験セミナー開催に係る資料作成経費等の事
務費について、見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

061018 06山形 H21補正
①置賜

県外在住者等への情
報提供・ＰＲ強化

本県出身又は縁のある県外医師や
医学生を対象に、定期的に本県の
医療情報や求人情報、県内臨床研
修病院の情報等を発信する。

○ 13,600 21,118 ＋7,518 有 　計画のうち、情報発信に係る経費
について、計画額を増額するもの。

　他都道府県の本県出身医学生に対する説明会の開催
経費やホームページ広告掲載料等について、見込みを上
回ったため。

　情報発信の取組みが強化されるものであり、医師数の
増加が期待される。

061019 06山形 H21補正
①置賜

「やまがたメディカル
サポーター」（仮称）
制度の創設

本県出身又は縁のある首都圏在住
医師等を対象に、定期的に本県の
医療情報や求人情報を発信する。
懇談会も開催。

○ 6,600 4,504 △2,096 　計画のうち、情報発信に係る経費
について、計画額を減額するもの。

　パンフレットの作成等に係る経費について、見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

061020 06山形 H21補正
①置賜

各種ガイダンスの開
催

臨床研修医や学生に対して、県外
で開催されるプログラム説明会等へ
の参加や、県内における説明会を
開催し、研修医の確保を図る。

○ 5,700 19,107 ＋13,407 有 　計画のうち、レジナビフェアへの参
加回数を増やすことにより、計画額
を増額するもの。

　県内の病院に勤務した臨床研修医の約８割が後期研修
医として県内に定着するなど、臨床研修医の確保は目標
達成に向けて重要な取組みとなっている。このため、臨床
研修医の確保に向けたレジナビフェアへの参加回数を増
やす（当初想定していた東京（後期レジナビ）に加え、福
岡、大阪及び東京春を追加する）もの。

　本事業の拡充により、県全体における医師数の増加が
期待される。

061021 06山形 H21補正
①置賜

ドクターバンク事業の
強化

ドクターバンク事業を県医師会に委
託し、登録医師増加のため、医学系
雑誌等への掲載回数を増やし、ＰＲ
の強化を図る。

○ 83,600 11,501 △72,099 　計画のうち、県医師会への委託料
について計画額を減額するととも
に、山形大学医学部の「リフレッシュ
医学教育」との連携によるPRを中止
するもの。

　ドクターバンク事業に係る国庫補助事業の活用が可能
であったため。
　また、山形大学医学部の「リフレッシュ医学教育」に係る
文部科学省からの助成が23年度以降も継続することにな
り、地域医療再生計画に基づく事業として実施する必要が
なくなったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

061023 06山形 H21補正
①置賜

高度周産期医療体制
強化事業

県立中央病院に総合周産期母子医
療センターを開設するための、医師
及び看護師等の体制強化を推進す
る。

○ 300,000 216,331 △83,669 　計画のうち、県立中央病院への運
営費負担金について、計画額を減
額するもの。

　総合周産期母子医療センターの運営に必要な医師や看
護師に係る人件費等について、見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

061024 06山形 H21補正
①置賜

周産期医療対策事業 周産期医療協議会の開催や、周産
期医療従事者の技術力向上のため
の研修会等を開催するとともに、
フォーラムの開催等、周知啓発活動
を幅広く展開する。

○ 10,300 13,559 ＋3,259 　計画のうち、研修会活動に係る経
費について、計画額を増額するも
の。

　周産期医療従事者の技術力向上のための研修会の開
催経費等について、見込みを上回ったため。

　周産期医療従事者の資質向上を図るものであり、周産
期医療体制の一層の強化が期待される。

061025 06山形 H21補正
①置賜

地域医療再生計画の
推進

庄内・最上地域及び置賜地域の医
療再生計画を策定するとともに、21
年度から25年度までの計画の進捗
状況等について随時確認を行い、
確実な計画執行に努める。

○ 9,800 8,854 △946 有 　計画のうち、計画の進行管理に係
る経費について、計画額を減額する
もの。

　有識者会議の開催等に係る経費について、見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

061026 06山形 H21補正
①置賜

高度周産期医療体制
強化事業

高度周産期医療体制の一層の強化
のため、県立中央病院に総合周産
期母子医療センターを開設するとと
もに、地域周産期母子医療センター
の体制強化を図る。

○ ○ ○ 152,600 184,743 ＋32,143 　計画のうち、地域周産期母子医療
センターの体制強化に係る経費に
ついて、計画額を増額するもの。

　本県の高度周産期医療体制の充実・強化を図るため、
総合周産期母子医療センター（１施設）と地域周産期母子
医療センター（３施設）が連携する高度周産期医療ネット
ワークを構築することとし、そのために必要な地域周産期
母子医療センターの周産期医療機器を整備する経費につ
いて、計画額を増額するもの。

　総合・地域周産期母子医療センターの機能が強化され
るものであり、本県の周産期医療体制の充実・強化が期
待される。

061027 06山形 H21補正
①置賜

高度周産期搬送体制
強化事業

リスクの高い新生児を搬送する場合
に用いるドクターカー等を配置し、周
産期医療における搬送体制の強化
を図る。

○ ○ 30,000 25,998 △4,002 　計画のうち、新生児搬送用ドクター
カーの配置に係る経費について、計
画額を減額するもの。

　新生児搬送用ドクターカーの整備について入札を実施し
た結果、見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

061028 06山形 H21補正
①置賜

県立障がい児施設整
備事業

周産期医療における後方支援機能
として、本県の重症児等の支援拠点
である県立総合療育訓練センター
の機能の充実と関係医療機関との
連携体制の強化を図る。

○ ○ ○ 48,000 401,201 ＋353,201 有 　計画のうち、重症児等の受入体制
の整備について、計画額を増額する
もの。

　外部有識者からなる検討委員会における検討結果を踏
まえ、重症児等の受入体制や発達障がい児診療等外来
機能の充実のため、医療棟を新たに整備することとし、そ
れに必要な設計、施設整備、受電設備の整備等に係る経
費を増額するため。

　常時医療的ケアを要する重症児ベッドの増床、外来ス
ペースやリハビリ室の拡充により、障がいの重度化、重複
化、多様化等に対応することが可能となり、周産期医療に
おける後方支援機能が高まるものと考えられる。

062001 06山形 H21補正
②庄内・
最上

日本海総合病院にお
ける救急機能の体制
強化支援

日本海総合病院が設置する救命救
急センターを運営するための医師・
看護師等の体制強化等に係る経費
を一部支援する。

○ 300,000 375,381 ＋75,381 　計画のうち、救命救急センター運
営に係る経費について、計画額を増
額するもの。

　医師看護師等の体制強化に係る経費、救命救急セン
ター運営に係る空床の確保に係る経費等について、見込
みを上回ったため。

　当初の計画どおり日本海総合病院における救命救急セ
ンターが運営されるものであり、医療課題の解決への影
響はない。

062002 06山形 H21補正
②庄内・
最上

初期救急医療体制整
備事業

新たな平日夜間の診療体制や小児
科医診療体制の整備・拡充を支援
する。

○ 26,800 4,895 △21,905 　計画のうち、初期救急医療体制整
備に係る経費について、計画額を減
額するもの。

　事業実施主体と協議した結果、計画期間内に新たな平
日夜間診療の取り組みを開始することができる見込みが
整った診療所等が２箇所（うち１箇所は全額事業者負担）
となったことから、当該補助制度の活用が見込みを下回っ
たため。

　当初計画には満たないものの、２つの診療所等（うち１
箇所は全額事業者負担）において新たに平日夜間診療体
制の取組みが開始され、二次救急医療機関を受診する軽
症患者数が減少したこと、「小児救急医療体制支援事業」
により小児科医による診療体制を確保することにより、本
計画に掲げた医療課題の解決に向けた一定の見通しが
立ったため、当該事業の計画変更による医療課題の解決
への影響はない。

062003 06山形 H21補正
②庄内・
最上

小児救急医療体制支
援事業

準夜間帯における小児科医による
救急医療体制を整える庄内・最上地
域の二次救急医療機関に対して支
援する。

○ 17,000 15,339 △1,661 　計画のうち、二次救急医療機関に
対する支援に係る経費について、計
画額を減額するもの。

　二次救急医療機関において小児科医を配置する時間数
に応じて補助金額を算定しているが、計画していた２病院
のうち１病院において、小児科医の配置時間数が見込み
を下回ったため。
　当初の見込み：18時から22時まで配置
　変更後　　　　：18時から21時まで配置

　事業実施主体が必要性を精査した結果の変更であるこ
と、小児科医の配置時間数の縮小幅が小さいことから、変
更による医療課題の解決への影響はない。

062004 06山形 H21補正
②庄内・
最上

精神科救急情報セン
ター運営体制の整備

庄内地域において精神科救急情報
センターを設置し、精神障がい者の
重篤化の軽減を図る。

○ 44,200 37,856 △6,344 有 　計画のうち、精神科の患者のため
の移送専用車の整備を中止し、計
画額を減額するもの。

　精神疾患患者の移送件数について、平成22年度までは
10～14件あったものが平成23年度以降は５件程度と減少
しており、精神科の患者のための移送専用車を整備する
必要性が低くなっているため。

　件数が少なくなっているため、通常の公用車による移送
で対応することが可能であり、計画変更による医療課題
の解決への影響は小さい。

062006 06山形 H21補正
②庄内・
最上

庄内・最上地域にお
ける医療情報共有・
参照システムの運用

ＩＴを活用した医療連携について、連
携対象施設や連携地域拡大のため
の取組みを支援する。

○ 4,165 2,804 △1,361 　計画のうち、連携対象施設や連携
地域拡大のための取組への支援に
ついて、計画額を減額するもの。

　地域における協議会の開催等に係る経費について、事
業の効率的かつ効果的な執行に努めた結果、事業費が
当初の見込みを下回るため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

062007 06山形 H21補正
②庄内・
最上

急性期疾病等の地域
連携クリティカルパス
の構築・在宅医療の
推進

医療連携推進のための地域連携ク
リティカルパスの新規構築等の取組
みに対して支援を行う。また、医療
機関や地区医師会等の連携による
在宅医療を推進する。

○ 26,100 24,028 △2,072 　計画のうち、地域連携クリティカル
パスの新規構築や在宅医療の推進
のための取組への支援について、
計画額を減額するもの。

　地域における協議会の開催等事業の効率的かつ効果
的な執行に努めた結果、事業費が当初の見込みを下回る
ため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

062008 06山形 H21補正
②庄内・
最上

日本海総合病院にお
ける三次救急医療機
能の整備

日本海総合病院の救命救急セン
ターにおける救急患者の受入機能
を強化するためのヘリポート整備、
医療機器の整備等を推進する。

○ 300,000 299,346 △654 　計画のうち、ヘリポート整備や医
療機器の整備について、計画額を
減額するもの。

　ヘリポート整備や医療機器の整備について入札を実施
した結果、見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

062009 06山形 H21補正
②庄内・
最上

基幹病院における二
次救急医療機能の強
化

基幹病院における二次救急医療に
係る施設整備、医療機器の整備を
支援し、地域内における救急医療機
能の強化を支援する。

○ ○ 300,000 299,694 △306 　計画のうち、二次救急医療に係る
施設整備等に係る経費について、
計画額を減額するもの。

　二次救急医療に係る施設整備等について入札を実施し
た結果、見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

062011 06山形 H21補正
②庄内・
最上

初期救急医療環境整
備事業

庄内・最上地域における休日・夜間
診療所の環境整備や、初期救急医
療体制の強化について支援する。

○ 38,600 7,329 △31,271 　計画のうち、初期救急医療環境整
備に係る経費について、計画額を減
額するもの。

　休日夜間診療所駐車場の融雪設備整備が調整の結果
と実施困難となったこと及び医療機器等整備に関する補
助制度を活用する地域が当初計画より少なくなったため。

　事業実施主体と協議のうえ必要性を精査した結果であ
り、医療課題解決への影響は小さい。

062012 06山形 H21補正
②庄内・
最上

災害時医療提供体制
整備事業

最上地域の災害拠点病院である県
立新庄病院にＤＭＡＴを設置すると
ともに、庄内・最上地域に参集する
ＤＭＡＴの機能充実を図る。

○ ○ 29,000 34,517 ＋5,517 　計画のうち、ＤＭＡＴの設置及び機
能充実に係る経費について、計画
額を増額するもの。

　計画策定後、新たにＤＭＡＴ指定病院となった２病院（山
形市立病院済生館、鶴岡市立荘内病院）のＤＭＡＴの機能
充実や災害医療の机上シミュレーションキット（エマルゴ・
トレーニング・システム）の整備などＤＭＡＴの設置及び機
能充実に係る経費が当初計画を上回ったため。

　当初の計画どおりＤＭＡＴを設置し機能充実を図るもの
であり、医療課題の解決への影響はない。

062013 06山形 H21補正
②庄内・
最上

最上地域における検
査画像共有システム
の整備

最上地域において、地域の公立の
病院・診療所との間で放射線画像を
共有化し、遠隔画像診断や遠隔カン
ファレンスを実現するためのシステ
ムを構築する。

○ 258,981 258,930 △51 　計画のうち、システム構築に係る
経費について、計画額を減額するも
の。

　システム構築について入札を実施した結果、請差が発
生し、事業費が当初の見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

062014 06山形 H21補正
②庄内・
最上

庄内・最上地域にお
ける医療情報共有・
参照機能の整備

ＩＴを活用した医療連携について、連
携対象施設や連携地域拡大のため
の取組みを支援する。

○ 143,925 140,571 △3,354 　計画のうち、医療情報共有・参照
システムの構築に係る経費につい
て、計画額を減額するもの。

　医療情報共有・参照システムの構築に係る経費につい
て、効率的な執行に努めた結果、事業費が見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

062015 06山形 H21補正
②庄内・
最上

県立新庄病院等にお
ける医師公舎の改築
等

他地域に比べ医師確保が特に困難
な最上地域における、医師確保を図
るための医師公舎の整備等を推進
する。

○ 244,600 221,308 △23,292 　計画のうち、医師公舎の整備に係
る経費について、計画額を減額する
もの。

　医師公舎の整備について入札を実施した結果、見込み
を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

062016 06山形 H21補正
②庄内・
最上

医師の勤務環境改善
を図る医療機関への
支援

勤務医の負担軽減等勤務環境の改
善のための医療機関の取組みに対
して補助する。また、医療クラーク養
成に係る事業を支援する。

○ 22,000 0 △22,000 　事業を中止するもの。 　医療クラーク配置支援事業（国庫補助１／２、再生基金
１／２）については、国庫補助の廃止に伴い、事業執行が
できなくなったため。
　また、勤務環境の改善のための医療機関の取組みへの
補助については、補助制度を創設したものの、当面、補助
制度を活用する医療機関等の見込みが立たないため。

　医療課題は解決されていないが、平成25年末までに開
始できる見込みが立たないため、地域医療再生計画では
当該事業を減額する。医師確保対策については、本県独
自に、県と山形大学医学部が連携し、平成２２年に「山形
方式・医師生涯サポートプログラム」を策定した。上記の
地域医療の課題の解決に向け、同プログラムに基づき、
「山形大学への寄付講座の設置」や「医学生等に対する
修学資金制度の拡充」など総合的な医師確保対策を一層
推進していく。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

062017 06山形 H21補正
②庄内・
最上

変更前：高度救急搬
送体制の検討⇒
変更後：高度救急搬
送体制の検討及びド
クターヘリの運航

迅速・適切な救急医療を効率的に
提供するため、医師・看護師が関わ
る重症救急患者の高度救急搬送に
係る協議体制を運営する。
⇒本県における高度救急医療搬送
体制のあり方について検討する。ま
た、平成24年11月ドクターヘリの第1
次就航を行うとともに、、体制整備に
努め本格就航につなげる。

○ 18,000 11,159 △6,841 　計画のうち、ドクターヘリの運航体
制の整備に係る経費について、計
画額を減額するもの。

　基地病院である山形県立中央病院での運航体制が計
画額未満で整ったため

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

062018 06山形 H21補正
②庄内・
最上

変更前：高度救急搬
送体制整備事業（講
習支援）⇒
変更後：高度救急搬
送体制整備事業（メ
ディカルコントロール
指導医）

救命救急士等に対する医師の指示
体制及び救急救命士等が行う処置
を医師が検証する体制を構築する
ための研修を実施する。
⇒メディカルコントロール指導医の
実技研修を実施し、指導医が不在と
なっている医療機関の救急担当医
を新たに指導医として養成するほ
か、既受講者の再教育により指導
水準の維持・確保を行う。

○ 1,653 388 △1,265 　計画のうち、メディカルコントロー
ル指導医の実技研修に係る経費に
ついて、計画額を減額するもの。

　当初計画では、基金を活用し、指導医の実技研修体制
を３年かけて確立することとしていたが、初年度において
実技研修体制が確立されたため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

062019 06山形 H21補正
②庄内・
最上

変更前：救急安心相
談センター（仮称）整
備事業
⇒変更後：大人の救
急電話相談整備事業

救急医療相談窓口を設置し、適切
な救急医療の利用を促進する。

○ 44,700 40,490 △4,210 　計画のうち、大人の救急電話相談
業務に係る経費について、計画額を
減額するもの。

　大人の救急電話相談業務に係る検討会の開催経費や
相談員の交通費等について、当初の想定よりも見込みが
下回るため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

062020 06山形 H21補正
②庄内・
最上

脳卒中・心筋梗塞発
症登録評価研究事業

脳卒中及び心筋梗塞発症登録を県
全体で実施し、効果的な治療に繋
げる。

○ 11,000 15,023 ＋4,023 　計画のうち、脳卒中及び心筋梗塞
発症登録に係る経費について、計
画額を増額するもの。

　脳卒中及び心筋梗塞発症登録に係る事務について、人
口動態調査死亡小票利用許可を得て、当該疾病の再発
や死亡の状況までを把握し、治療効果、再発率、死亡率
等の詳細な分析を行うこととし、登録事務に係る臨時職員
数を増やした（１人→２人）ため。

　より詳細な分析を行うものであり、医療課題の解決への
影響はない。

062021 06山形 H21補正
②庄内・
最上

看護師等養成所及び
病院の取組みに対す
る支援等

県内の看護師養成所等が行う看護
職員の確保定着対策の取組み等を
支援する。また、県外の看護師等養
成所及び未就業者等に対して働き
かけを行い、県内医療機関における
看護職員の確保を図る。

○ 77,276 103,424 ＋26,148 有 　計画のうち、看護協会や病院等が
行う取組みへの支援について、計画
額を増額するもの。

　「第７次山形県看護職員需給見通し」における平成27年
度末の需給ギャップの解消に向け、看護職員の就業斡旋
を行うナースセンター事業、潜在看護師等の掘り起し、認
定看護師養成への支援など、引き続き、総合的な看護職
員の確保対策を推進する必要があるため。

　本事業の拡充により、本県における看護師数のさらなる
増加が期待される。

062022 06山形 H21補正
②庄内・
最上

変更前：派遣医師支
援システム構築事業
⇒
変更後：ドクターヘリ
導入に伴う基地病院
等の整備事業

地域に派遣されている医師に対し
て、ＩＴを活用した診療支援、技術の
維持・向上を図るための体制の整備
について推進する。
⇒ドクターヘリ導入に向け、基地病
院のヘリポートや格納庫など関連施
設の整備や搬送先医療機関のヘリ
ポート整備を行う。

○ ○ ○ 522,000 550,863 ＋28,863 　計画のうち、基地病院等の整備に
係る経費について、計画額を増額す
るもの。

　基地病院である山形県立中央病院へのヘリポートや格
納庫など関連施設の整備に係る経費について、実施設計
を行った結果、既存病院機能に極力影響を与えずに工事
を実施するために金額が増加したため。

　当初の計画どおりドクターヘリ導入に伴う基地病院等の
整備を実施するものであり、医療課題の解決への影響は
ない。

063001 06山形 H22補正 地域連携医学教育プ
ログラム事業

山形大学医学部の臨床実習の一部
を地域中核病院で行うプログラムの
開発・展開に向けた環境整備を行
う。

○ 60,000 70,655 ＋10,655 　計画のうち、プログラムの展開に
係る経費について、計画額を増額す
るもの。

　卒前臨床実習の受入れに協力する医療機関が当初の
想定よりも増加し、受入れに係る経費が当初の見込みを
上回ったため。

　卒前臨床実習の受入れ医療機関を増やすことにより、
医学生の県内定着のさらなる促進が期待される。

063002 06山形 H22補正 中央病院医師公舎整
備事業

県立中央病院北側敷地に単身用20
戸の共同住宅を新築する。

○ 124,451 123,919 △532 　計画のうち、共同住宅の新築に係
る経費について、計画額を減額する
もの。

　共同住宅の新築について入札を実施した結果、見込み
を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

063003 06山形 H22補正 中央病院会議研修棟
整備事業

県立中央病院北側駐車場敷地内に
会議研修棟（鉄骨造・2階建）を建設
する。

○ 15,288 80,454 ＋65,166 　計画のうち、会議室研修棟の建設
に係る経費について、計画額を増額
するもの。

　宿泊室等の部屋の追加に伴い、延床面積が増加（約
200㎡→約390㎡）するとともに、ユニットバス、トイレ、給湯
等の設備が大幅に増加したため。

　本事業の充実により、医師の研修環境等の整備が図ら
れ、医師確保に向けたより一層の効果が期待される。

063005 06山形 H22補正 鶴岡病院改築整備事
業

県立鶴岡病院改築整備を行う。社
会的入院患者の在宅復帰、地域復
帰の支援により病床数を294床から
213床に圧縮（△81床）するととも
に、政策医療提供施設として飛躍的
な機能充実を図る。

○ 1,294,000 1,227,962 △66,038 　計画のうち、整備に係る基金充当
額について、計画額を減額するも
の。

　基金充当額を他事業に優先的に配分するため。 　基金充当額の減額相当分を県が負担し、当初計画どお
り改築整備を実施するため、医療課題の解決への影響は
ない。
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063006 06山形 H22補正 精神科救急医療シス
テム整備事業

救急患者が集中する村山二次医療
圏における精神科救急当番病院の
複数体制を整備する。

○ 27,095 41,145 ＋14,050 有 　計画のうち、第２順位の精神科救
急当番病院の委託について、平成
27年度まで２箇年延長することとし、
これに係る経費について、計画額を
増額するもの。

　村山二次医療圏においては、精神科の救急入院患者が
集中しており、引き続き、精神科救急当番病院の複数体
制化の整備が必要となるため。

　本事業の充実により、精神科の救急入院患者の受け入
れ体制の強化が図られる。

063007 06山形 H22補正 発達障がい児（者）医
療連携体制強化事業

小児神経分野等の医師を有する協
力医療機関等にコメディカル（臨床
心理士等）を配置し、発達障がいに
関する診断の迅速化を図り、協力医
療機関等と県総合療育訓練セン
ター（本所・支所との医療連携体制
の強化を推進する。

○ 20,000 13,500 △6,500 有 　計画のうち、協力医療機関等への
コメディカルの配置人数を減らすこ
ととし、これに伴い計画額を減額す
るもの。

　財政的支援が２箇年限りであることから、コメディカルの
配置に係る協力医療機関との調整が難航し、当初想定を
下回った（２→１）ため。

　協力医療機関へのコメディカルの配置数が当初想定に
満たず、初診待ち期間の短縮の効果が縮小するものと考
えられる。このため、初診待ち期間中から発達障がい児
等への療育支援の充実に向け、平成24年７月から県立障
がい児入所施設等を活用した専門窓口の設置等の対応
を行っている。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

063008 06山形 H22補正 医療連携体制強化事
業

西村山地域の医療提供体制のあり
方を検討するとともに、あり方検討
を踏まえて医療機能の充実強化を
図る医療機関等の取組みを支援す
る。またその取組みをモデルに県内
他地域での検討に着手する。

○ ○ ○ 452,066 436,836 △15,230 有 　計画のうち、同地域の将来ビジョ
ンを踏まえた医療機能の充実強化
を図る関係病院の取組みについて、
病棟を新設せず既存病床を活用す
ることにより、計画額を減額するも
の。
　また、事業期間の延長が可能と
なったことに伴い、北村山地域にお
けるあり方検討を踏まえた医療機関
等の取組みへの支援を追加するも
の。

　寒河江市立病院において、高齢者増加に対応した慢性
期医療提供体制の整備として療養病床を整備することと
しているが、既存病床を活用し一部を療養病床に転換す
ることにより、事業費を縮減することとしたため。
　また、事業期間の延長が可能となり、北村山地域におけ
る医療機能の充実強化への支援が可能となったため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

063009 06山形 H22補正 在宅医療推進事業 在宅医療の推進母体を組織・運営し
ながら、在宅医療コーディネート機
能や24時間往診の体制づくり、他職
種研修会の実施など在宅医療提供
体制の構築を支援する。

○ 28,044 30,546 ＋2,502 　計画のうち、在宅医療の推進に係
る取組みへの支援を強化することに
伴い、計画額を増額するもの。

　在宅医療についての普及・啓発を図った結果、関係団体
による在宅医療の取組みが促進され、支援に要する事業
費が当初の見込みを上回ったため。

　本事業の充実により、本県の在宅医療提供体制の充実
がより一層推進される。

063010 06山形 H22補正 初期救急医療機関連
携強化事業

二次・三次救急医療機関の負担軽
減を図るため、適正受診の推進及
び初期救急医療機関の連携強化を
図るための連絡会議の開催等を行
う。

○ 3,000 4,880 ＋1,880 有 　計画のうち、普及啓発事業を充実
することに伴い、計画額を増額する
もの。

　事業期間の延長することにより、普及啓発事業等の開
催地域を増やすこと（２箇所⇒３箇所）が可能となったた
め。

　本事業の充実により、住民の適正受診をさらに推進し、
二次・三次救急医療機関の負担軽減をより一層図ること
ができる。

063011 06山形 H22補正 休日夜間診療所整備
事業

二次・三次救急医療機関の負担軽
減を図るため、休日夜間診療所の
整備を支援する。

○ 50,000 0 △50,000 　事業を中止するもの。 　北村山地域の初期救急医療体制については、一部の市
において休日昼間診療所は整備されているが、休日・夜
間の診療体制は整備されていない。このため休日・夜間
診療所の設置及び診療体制の整備を目指し、県、県医師
会及び地区医師会、二次・三次救急医療機関など関係機
関による懇談会を設置し、検討・協議を進めたが、地域内
の医師不足による負担増などが大きな課題となり、関係
機関との調整が進んでいないため。

　計画した事業を開始できない見込みだが、各地域にお
いて初期救急医療体制が徐々に整備されてきたことのほ
か、救急電話相談や適正受診の周知啓発等により、軽症
患者の二次、三次救急医療機関受診は減少傾向にある。
なお、休日・夜間における初期救急医療体制の整備は喫
緊の課題であり、ハード整備以外の手法も含め、関係機
関との調整を粘り強く続けていく。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

063012 06山形 H22補正 医療情報連携体制強
化事業

二次医療圏ごとに整備している医療
情報共有参照システムを拡充すると
ともに、当該各システムを三次医療
機関等と接続するなど、全県域型
ネットワークの構築を支援する。

○ ○ 90,000 137,115 ＋47,115 有 　計画のうち、医療情報の開示病院
に対する支援について、補助対象
箇所数を増やすことにより、計画額
を増額するもの。

　医療情報の開示病院への支援数について、当初の想定
を上回ったため。

　本事業の拡充により、医療情報の共有・連携についてよ
り一層の充実が図られる。

066001 06山形 H24補正 医師修学資金等貸付
事業

　卒後一定期間、県内医療機関で
の勤務を義務づけることを条件に、
医学生等に対し修学資金を貸付す
る。

○ 265,500 266,066 ＋566 有 　計画のうち、事業実施に係る事務
費について、計画額を増額するも
の。

　事業実施に係る事務費について、当初の想定を上回る
見込みであるため。

　事業実施に係る事務費の増額であり、医療課題の解決
への影響はない。なお、本事業の増額に係る財源につい
ては、「急変時における医療救護体制整備事業」の事務
費の減額を予定している。
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066002 06山形 H24補正 地域医療人キャリア
アップ推進講座支援
事業（仮称）

　県内の医師確保･定着を促進する
ための研究等を行うことを目的とし
平成22年度に設置した「地域医療シ
ステム講座」を「地域医療人キャリア
アップ推進講座」として発展させ、医
師のキャリアアップに対する支援の
充実・強化を図る。
　なお、卒前臨床実習の一部を地域
の中核病院等で実施する「広域連
携医学教育プログラム」への支援及
び高校生を対象とした「医療体験セ
ミナー」については、講座内の事業
として追加し実施する。

○ 140,000 140,442 ＋442 有 　計画のうち、事業実施に係る事務
費について、計画額を増額するも
の。

　事業実施に係る事務費について、当初の想定を上回る
見込みであるため。

　事業実施に係る事務費の増額であり、医療課題の解決
への影響はない。なお、本事業の増額に係る財源につい
ては、「急変時における医療救護体制整備事業」の事務
費の減額を予定している。

066003 06山形 H24補正 地域在宅医療推進事
業

　これまでの在宅医療推進モデル事
業の成果を踏まえながら、それぞれ
の地域において実施する「第６次山
形県保健医療計画」に掲げる在宅
医療推進に向けた取組みを支援す
る。
　また、市町村や地域包括支援セン
ターによる地域ケア会議の検討を踏
まえつつ、医療と介護の協働による
取組みを推進する。
　・シンポジウムの開催【意識づくり】
　・顔の見える関係づくり【連携づく
り】
　・医療と介護の連携による認知症
対策、看取り、
　　排泄ケア
　・医療と介護の連携による効果的
な介護予防の推進
　・医療・介護従事者の研修
等

○ 67,500 72,815 ＋5,315 有 　計画のうち、地域における取組み
への支援に係る経費について、計
画額を増額するもの。

　在宅医療のより一層の推進に向け、他事業における残
額見込みを活用し、地域における在宅医療の推進に係る
取組みへの支援を充実するため。

　本事業の拡充により、在宅医療の一層の推進が図られ
る。

066004 06山形 H24補正 ICTを活用した在宅医
療連携推進事業

　ICTネットワークを活用し、地域に
おける医療情報の連携を推進する
ことで在宅医療体制を充実・強化を
図る。

○ 19,284 19,284 ±0 有 　事業内容をより具体的に記載する
もの。

　事業の具体的な実施手法が分かるようにするため。 　事業の内容は変えず、計画への記載方法を変更するも
のであり、医療課題の解決への影響はない。

066005 06山形 H24補正 医療・介護連携安心
サービス提供事業

　本県の事情（過疎・豪雪地）にあっ
た24時間対応の定期巡回・随時対
応型訪問介護看護など、在宅医療
と介護が連携した独自サービスを展
開する。

○ 11,000 10,231 △769 有 　計画のうち、検討会の開催に係る
経費等について、計画額を減額する
もの。
　また、事業内容をより具体的に記
載するもの。

　検討会の開催に係る経費等について、当初の想定を下
回る見込みであるため。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

066006 06山形 H24補正 急変時における医療
救護体制整備事業

　医療機関受診に関する電話相談
を行う「大人の救急電話相談事業」
により急変時における医療相談体
制を確保する。

○ 32,000 29,782 △2,218 有 　計画のうち、事業実施に係る事務
費について、計画額を減額するも
の。

　事業実施に係る事務費について、経費を精査したとこ
ろ、当初の想定を下回る見込みであるため。

　事務費の減額であり、医療課題の解決への影響はな
い。

066009 06山形 H24補正 地域在宅医療提供体
制構築支援事業

　各地域単位で、在宅医療提供体
制を充実するために必要な先進事
例の調査や地域内の多職種による
研修会等の取組みを支援する。
　・先進事例調査【きっかけづくり】
　・研修会等の開催【人づくり】
　・検討会議の設置・運営【コミュニ
ティづくり、
　　多様なサービスづくり】等

○ 27,000 22,115 △4,885 有 　計画のうち、先進事例の調査や研
修会等の取組みへの支援につい
て、計画額を減額するもの。

　地域単位で実施する先進事例の調査や研修会等の取
組みについて、当初の想定を下回る見込みであるため。

　先進事例の調査や研修会等の取組みは当初想定を下
回るが、この財源をもとに「地域在宅医療推進事業」を増
額し、ケアマネージャーへの医学的知識の研修、退院時
カンファレンスの強化など、在宅医療の推進に向けた具体
的な取組みへの支援を強化することにより、医療課題の
解決を図る。
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066011 06山形 H24補正 災害時医療調整機能
整備事業

　災害時に情報収集・指揮調整機能
の一元化を図り、迅速な医療体制を
確保できるよう災害医療コーディ
ネーターや関係機関で構成する連
絡調整会議の開催及び訓練等を企
画・実施する。

○ 23,490 23,493 ＋3 有 　計画のうち、事業実施に係る事務
費について、計画額を増額するも
の。

　事業実施に係る事務費について、当初の想定を上回る
見込みであるため。

　事業実施に係る事務費の増額であり、医療課題の解決
への影響はない。なお、本事業の増額に係る財源につい
ては、「急変時における医療救護体制整備事業」の事務
費の減額を予定している。

066012 06山形 H24補正 広域医療搬送体制整
備事業

　災害拠点病院のＤＭＡＴ活動や広
域搬送の拠点となる山形空港及び
庄内空港にＳＣＵ（広域搬送拠点臨
時医療施設）を設置するために必要
な医療資機材を整備するとともに、
災害時の通信手段を確保するため
災害拠点病院や大学病院等に衛星
通信設備を整備する。

○ 145,400 147,312 ＋1,912 有 　計画のうち、ＳＣＵの整備に係る経
費に維持管理経費を計上することと
し、計画額を増額するもの。

　ＳＣＵの整備にあたっては、医療資機材等の導入後の維
持管理経費も必要となるため。

　変更に伴う財源については、基金の運用益や入札差金
額等を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼす
ことはない。

066013 06山形 H24補正 ＤＭＡＴ強化事業 　迅速な被災地への出動、災害現
場での指揮機能の確保及び円滑な
救護活動が行われるよう、基幹災害
拠点病院等にＤＭＡＴ専用車両を配
備する。

○ 46,726 46,726 ±0 有 　事業内容をより具体的に記載する
もの。

　事業の具体的な実施手法が分かるようにするため。 　事業の内容は変えず、計画への記載方法を変更するも
のであり、医療課題の解決への影響はない。

066014 06山形 H24補正 人工透析施設整備事
業

　災害時でも人工透析が受けられる
よう各医療機関の連携を強化し、医
療体制を確保するため、人工透析
医療機関（救急告示病院等）におい
て衛星電話を整備する。

○ 7,700 7,700 ±0 有 　事業内容をより具体的に記載する
もの。

　事業の具体的な実施手法が分かるようにするため。 　事業の内容は変えず、計画への記載方法を変更するも
のであり、医療課題の解決への影響はない。
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071001 07福島 H21補正
①会津・
南会津

会津医療センター整
備事業

会津医療センターの整備に要する
経費を補助する。

○ ○ 400,000 550,573 ＋150,573 会津医療センター整備事業の取組
を拡充し、へき地医療支援体制の確
保を図る。

地域医療再生の拠点として、診療体制のみならず教育・
研究機能、家庭医の育成やへき地医療支援等の充実・強
化を図るため。

変更に伴う財源については、他事業の執行残等を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

071002 07福島 H21補正
①会津・
南会津

地域医療連携ネット
ワークシステム導入
事業

地域の中核病院とへき地診療所等
に、患者情報を共有するネットワー
クシステムを整備する。

○ 768,392 638,525 △129,867 有 計画のうち、へき地診療所について
１件あたりの補助金額を減額するも
のである。

計画のうち、へき地診療所について補助対象者と協議の
うえ、１箇所あたりの補助額を減じることとしたため計画額
を減額するものである。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

071003 07福島 H21補正
①会津・
南会津

地域連携クリティカル
パス推進事業

地域中核病院において合同症例検
討会等を開催しながら、地域連携ｸﾘ
ﾃｨｶﾙﾊﾟｽの構築を推進するために
必要な経費を補助する。

○ 25,200 3,100 △22,100 予定していた補助対象箇所数を減
じることにより、計画額を減額するも
のである。

補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかった
ため。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「会津医療センター整備事業」を行うこととす
る。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

071004 07福島 H21補正
①会津・
南会津

南会津病院機能向上
事業

南会津病院の機能強化を図るため
の設備整備等に要する経費を補助
する。

○ 60,000 87,318 ＋27,318 南会津病院機能向上事業の取組を
拡充し、地域医療体制の確保を図
る。

南会津医療圏唯一の病院である県立南会津病院に必要
な医療機器を整備し、医療機能の向上を図るため。

変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用する
こととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

071005 07福島 H21補正
①会津・
南会津

地域・家庭医療セン
ター整備事業

喜多方市が地域・家庭医療ｾﾝﾀｰを
整備する費用を補助する。

○ ○ 279,700 275,469 △4,231 計画のうち、センターの建設費補助
について減額するものである。

センターの建設費について、入札を実施した結果、見込を
下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

071006 07福島 H21補正
①会津・
南会津

救命救急センター機
能向上事業

救命救急センターの機能強化を図
るための設備整備等に要する経費
を補助する。

○ 367,080 393,656 ＋26,576 有 救命救急センター機能向上事業の
取り組みを拡充し、救急医療体制の
強化を図る。

救命救急センターの医療機器等を整備することにより、救
急患者の受入体制の強化を図りたい。

変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用する
こととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

071007 07福島 H21補正
①会津・
南会津

地域周産期母子医療
センター機能向上事
業

地域周産期母子医療センターの機
能強化を図るための設備整備等に
要する経費を補助する。

○ 435,228 457,788 ＋22,560 有 地域周産期母子医療センター機能
向上事業の取組を拡充し、周産期
医療体制の強化を図る。

地域周産期母子医療センターの医療機器等を整備するこ
とにより、周産期医療体制の強化を図りたい。

変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用する
こととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

071008 07福島 H21補正
①会津・
南会津

地域医療再生支援
フォローアップ事業

医療従事者や地域住民が参加する
討論会・座談会を開催、ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
調査を実施するとともに、計画の進
行管理を行う（進行管理は②の地域
医療対策協議会で実施。）。

○ 10,000 9,319 △681 計画のうち、地域医療再生支援フォ
ローアップ事業について、計画額を
減額する。

事業の効率化を図り、総事業費を減じることとしたため。 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

071009 07福島 H21補正
①会津・
南会津

看護教員・実習指導
者育成支援事業

会津・南会津の看護師養成所の職
員が看護教員や保健師助産師を養
成するための講習会を受講する経
費を補助。

○ 1,314 2,024 ＋710 　予定していた補助対象人数を増加
させることにより、計画額を増額する
ものである

看護職員の確保及び資質の向上を図る取組みをより充実
させるため

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

071010 07福島 H21補正
①会津・
南会津

看護師養成所教員体
制支援事業

会津・南会津の看護師養成所にお
いて、指定規則の定員を超えて専
任職員を配置する場合にその人件
費を補助。

○ 17,730 17,721 △9 計画のうち、看護師養成所教員体
制支援事業について１件あたりの単
価を減額するものである。
（補助金5,910千円×1か所×3年）

　当初の予定より安価に事業実施が可能であったため、
計画額を減額するもの。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

071012 07福島 H21補正
①会津・
南会津

地域医療看護師等修
学資金貸与事業

定員増を行う会津・南会津の養成所
に在籍し、卒業後会津・南会津の病
院に勤務しようとする者に対する修
学資金。

○ 6,480 6,468 △12 計画のうち、地域医療看護師等修
学資金貸与事業について１件あたり
の単価を減額するものである。
（年5名の新規貸与、月額36千円×
12月＝432千円/人）

　当初の予定より安価に事業実施が可能であったため、
計画額を減額するもの。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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071013 07福島 H21補正
①会津・
南会津

認定看護師育成支援
事業

会津・南会津の医療機関における
認定看護師の養成に係る経費を補
助。

○ 5,334 5,331 △3 計画のうち、認定看護師育成支援
事業について１件あたりの単価を減
額するものである。

　当初の予定より安価に事業実施が可能であったため、
計画額を減額するもの。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

071014 07福島 H21補正
①会津・
南会津

地域医療体験研修事
業

地域医療に関心のある医学生を対
象に、へき地診療所等の地域医療
の現場視察や地域住民との交流の
場を提供し、将来の地域医療の担
い手を育成する。

○ 24,000 16,127 △7,873 計画のうち、地域医療体験研修事
業について１件あたりの単価を減額
するものである。

　当初の予定より安価に事業実施が可能であったため、
計画額を減額するもの。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「会津医療センター整備事業」を
行うこととする。

071015 07福島 H21補正
①会津・
南会津

医師マッチング事業 広く県内外から県内病院等での勤
務を希望する医師を見つけ出し、直
接面談し情報提供を行って、医師の
県内病院等への就職を支援する。

○ 54,400 23,023 △31,377 計画のうち、医師マッチング事業に
ついて事業費を減額するものであ
る。

　当初の予定より安価に事業実施が可能であったため、
計画額を減額するもの。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「会津医療センター整備事業」事
業を行うこととする。

071016 07福島 H21補正
①会津・
南会津

病診連携産科小児科
支援事業

開業医が病院の産婦人科、小児科
の診療応援をする場合に、病院が
支払う報酬を補助する。

○ 54,000 14,700 △39,300 計画のうち、病診連携産科小児科
支援事業について、予定していた補
助対象箇所数を減じることにより、
計画額を減額するものである。

診療応援について、１回あたりの時間を３時間以上と緩和
し、対象機関の拡大を図ったが、当初見込みより補助制
度を活用する医療機関が少なかったたため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「会津医療センター整備事業」を
行うこととする。

072001 07福島 H21補正
②相双

地域医療等支援教員
増員事業

地域医療等支援教員を増員し、相
双医療圏の中核病院に非常勤医師
を派遣するために必要な経費を補
助する。

○ 476,496 776,866 ＋300,370 有 　当該事業の実施期間を延長し、相
双医療圏の中核病院への非常勤医
師を確保する。

引き続き、医療提供体制が危機的状況にある相双医療圏
の中核病院への医師派遣が必要であるため。

　変更に伴う財源については、原発事故により実施困難と
なっている他事業分を使用する。

072002 07福島 H21補正
②相双

病院経営統合連携強
化事業

経営統合による連携強化のため、
地域連携推進室、病院間受付ﾈｯﾄ
ﾜｰｸの整備等を補助する。

○ ○ ○ 68,600 0 △68,600 原発事故に伴う避難指示により事
業を実施できないため、中止するも
のである。

原発事故により事業実施の見込みが立たないため。 　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「緊急医師確保修学資金貸与事業」を行うこと
とする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

072003 07福島 H21補正
②相双

医師事務作業補助者
充実事業

医師の業務負担軽減を図るため、
医師事務作業補助者を増員等する
ために必要な経費を補助する。

○ 236,800 15,438 △221,362 予定していた補助対象人数を減じる
ことにより、計画額を減額するもの
である。

診療報酬が改定され、医師事務作業補助者に対して診療
報酬上の加算（医師事務作業補助体制加算）が認められ
るようになり、補助対象となるケースが減少したため。

 上記の医療課題については、診療報酬制度の改正によ
り、医師事務作業補助者の人件費等が手当てされること
になったため、本事業の計画変更による医療課題の解決
への影響はない。

072004 07福島 H21補正
②相双

認定看護師等養成事
業

救急医療や訪問看護に係る認定看
護師等の養成に必要な経費を補助
する。

○ 19,870 18,012 △1,858 予定していた補助対象人数を減じる
ことにより、計画額を減額するもの
である。

統合病院における訪問看護、総合磐城共立病院における
救急医療のための認定看護師等の養成を目標としていた
が、原発事故により統合病院における事業実施の見込が
立たないため。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「緊急医師確保修学資金貸与事業」を行うこと
とする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

072005 07福島 H21補正
②相双

双葉地域夜間救急支
援事業

双葉地域の救急医療体制充実のた
め、病診連携による夜間救急外来
支援や宿直支援を受けるために必
要な経費を補助する。

○ 38,647 2,856 △35,791 原発事故に伴う避難指示により事
業を実施できないため、計画額を減
額するものである。

原発事故により事業実施の見込みが立たないため。 　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「地域医療医師修学資金貸与事業」を行うこと
とする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。
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072006 07福島 H21補正
②相双

双葉地域救急セン
ター等整備事業

救急専用病床及び多目的医療用ヘ
リを整備するための調査・設計を補
助する。

○ ○ ○ 830,450 759,266 △71,184 　原発事故に伴う避難指示により当
初計画どおりに事業を実施できない
ため、計画額を減額するものであ
る。
　また、当該事業の実施期間を延長
し、双葉郡内の初期救急医療体制
を確保する。

　原発事故により、当初計画どおりに事業を実施できない
ため。
　しかし、住民の帰還に備えた初期救急医療体制の確保
を図る必要があることから、本事業の継続を図りたい。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「人材育成・定着促進事業」を行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

072008 07福島 H21補正
②相双

三次救急医療機能向
上事業

三次救急医療機能の充実強化を図
るため、救急医療に係る高度医療
機器等の整備を補助する。

○ 96,094 86,266 △9,828 事業費減に伴い、計画額を減額す
るものである。

入札の結果、見込みより金額が下がったため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

072009 07福島 H21補正
②相双

中核病院医師等ネッ
トワーク事業

中核病院医師を始めとする救急医
療関係者の症例検討会や多目的医
療用ヘリの運航検討等を行う。

○ 3,220 0 △3,220 原発事故に伴う避難指示により事
業を実施できないため、中止するも
のである。

原発事故により事業実施の見込みが立たないため。 　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「緊急医師確保修学資金貸与事業」を行うこと
とする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

072010 07福島 H21補正
②相双

双葉地域訪問看護ス
テーション支援事業

訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝの拡充に係る設
計に要する経費を補助する。

○ ○ 28,025 0 △28,025 原発事故に伴う避難指示により事
業を実施できないため、中止するも
のである。

原発事故により事業実施の見込みが立たないため。 　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「医師マッチング事業」を行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

072011 07福島 H21補正
②相双

地域医療総合セン
ター整備事業

地域医療総合ｾﾝﾀｰの整備に係る
設計に要する経費を補助する。

○ ○ 284,417 0 △284,417 原発事故に伴う避難指示により事
業を実施できないため、中止するも
のである。

原発事故により事業実施の見込みが立たないため。 　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「地域医療等支援教員増員事業」を行うことと
する。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

072012 07福島 H21補正
②相双

地域医療再生支援
フォローアップ事業

地域医療再生計画の理念や目標、
事業内容を浸透させるため、医療従
事者や地域住民が参加する討論
会・座談会を開催するとともに、ﾌｫ
ﾛｰｱｯﾌﾟ調査を実施し、計画の進行
管理を行う。

○ 11,496 5,630 △5,866 有 事業費減に伴い、計画額を減額す
るものである。

ＮＰＯ法人へ委託し事業を実施したが、委託料が当初計
画の見込みより少なかったため

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

072013 07福島 H21補正
②相双

精神科診療拠点緊急
整備支援事業

相双地域に新たに開設する精神科
クリニックにおいて、必要な医療備
品等の整備を実施する場合に補助
する。

○ 12,262 12,262 △0 事業費減に伴う基金負担額の減 千円未満の端数発生のため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

072014 07福島 H21補正
②相双

緊急医師確保修学資
金貸与事業

県立医科大学に在学する者であっ
て、公的医療機関等での勤務に従
事しようとする者に対し、修学に必
要な資金を貸与する（平成22年度拡
充分5名及び平成23年度拡充分5名
に基金充当）。

○ 81,000 189,600 ＋108,600 有 修学資金貸与の対象を拡充すると
ともに当該事業の実施期間を延長
し、県内の公的病院等に勤務する
医師を確保する。

引き続き、医師確保の取組みが必要であるため。 　変更に伴う財源については、原発事故により実施困難と
なっている他事業分を使用する。

072015 07福島 H21補正
②相双

医科大学医学部定員
増対応事業

県立医科大学の定員5名増に対応
する設備整備に必要な経費を補助
する。

○ 28,510 12,915 △15,595 事業費減に伴う基金負担額の減 入札の結果、見込みより金額が下がったため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

072016 07福島 H21補正
②相双

地域医療医師修学資
金貸与事業

県外2私立大学において、本県枠と
して定員増した各1名の医学部生に
対し、修学資金を貸与する。

○ 64,400 103,060 ＋38,660 有 当該事業の実施期間を延長し、県
内の公的病院等に勤務する医師を
確保する。

引き続き、医師確保の取組みが必要であるため。 　変更に伴う財源については、原発事故により実施困難と
なっている他事業分を使用する。

072017 07福島 H21補正
②相双

人材育成・定着促進
事業

県立医科大学が地域医療を担う中
核病院と連携し、一体的な初期研修
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの作成等を行うために必要
な経費を補助する。

○ 32,000 94,469 ＋62,469 有 当該事業の実施期間を延長し、県
内の公的病院等に勤務する医師を
確保する。

引き続き、医師確保の取組みが必要であるため。 　変更に伴う財源については、他事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

072019 07福島 H21補正
②相双

女性医師支援セン
ター等整備事業

県立医科大学において相談業務等
を行う女性医師支援センターの整
備、研修環境の整備等に必要な経
費を補助する。

○ ○ 126,404 149,041 ＋22,637 有 当該事業の実施期間を延長し、県
内の公的病院等に勤務する医師を
確保する。

引き続き、女性医師の就業継続や復職を支援する取組み
が必要であるため。

　変更に伴う財源については、他事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

072020 07福島 H21補正
②相双

キャリア形成支援事
業

義務年限中の自治医科大学卒業医
師に対し、県内医療機関への就職
支援や教材費補助等の支援を行
う。

○ 12,400 17,442 ＋5,042 有 当該事業の実施期間を延長し、県
内の公的病院等に勤務する医師を
確保する。

引き続き、医師確保の取組みが必要であるため。 　変更に伴う財源については、他事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

072021 07福島 H21補正
②相双

在宅医療推進のため
の訪問看護人材育成
事業

在宅医療を推進する訪問看護人材
の育成のため、講習会を開催する。

○ 5,168 6,970 ＋1,802 有 当該事業の実施期間を延長し、訪
問看護人材を育成する。

引き続き、医療従事者確保の取組みが必要であるため。 　変更に伴う財源については、他事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

072022 07福島 H21補正
②相双

修学資金修学生支援
事業

修学資金貸与事業の修学生に対
し、県内への定着を図るため説明会
や研修会を実施。

○ 576 1,110 ＋534 有 当該事業の実施期間を延長し、県
内の公的病院等に勤務する医師を
確保する。

引き続き、医師確保の取組みが必要であるため。 　変更に伴う財源については、他事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

072023 07福島 H21補正
②相双

医師研修・研究資金
貸与事業

県外からの医師招へい及び県内の
医師定着を図るため、研修や研究
に必要な資金を貸与する。

○ 20,000 43,600 ＋23,600 有 当該事業の実施期間を延長し、県
内の公的病院等に勤務する医師を
確保する。

引き続き、医師確保の取組みが必要であるため。 　変更に伴う財源については、他事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

072024 07福島 H21補正
②相双

臨床研修病院合同ガ
イダンス事業

県外大学の医学部生が県内の臨床
研修病院の研修内容や雰囲気を感
じてもらう機会を提供するため、交
通費を補助する。

○ 5,762 12,529 ＋6,767 有 当該事業の実施期間を延長し、県
内の公的病院等に勤務する医師を
確保する。

引き続き、医師確保の取組みが必要であるため。 　変更に伴う財源については、他事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

072025 07福島 H21補正
②相双

地域医療支援セン
ター運営事業

地域医療支援センターを設置し、医
師不足及び地域偏在を解消するた
めの施策等の企画・検討を行う。

○ 31,154 30,297 △857 有 　当該事業について、計画額を減額
するものである。
　また、当該事業の実施期間を延長
し、県内の公的病院等に勤務する
医師の確保を更に促進する。

　事業経費が当初見込みより少なかったため。
　しかし、　県内の医師数の不足は未だに解消されておら
ず、引き続き、医師確保の取組みが必要であることから、
本事業の継続を図りたい。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができると見込まれ、医療課題の解決に向
けた一定の見通しが立ったため、地域医療再生計画では
当該事業を減額し、優先順位の高い「ふくしま地域医療の
担い手育成事業」等を行うこととする。

072026 07福島 H21補正
②相双

保健師等修学資金貸
与事業

東日本大震災で被災した、公立双
葉准看等に在籍している者に対す
る特別貸与を行う。

○ 25,080 22,824 △2,256 有 　当該事業について、計画額を減額
するものである。
　また、当該事業の実施期間を延長
するとともに、貸与対象者を拡大し、
県内の公的病院等に勤務する保健
師の確保を更に促進する。

　補助制度を活用する対象者が当初計画より少なかった
ため。
　しかし、　県内の保健師数の不足は未だに解消されてお
らず、引き続き、医療従事者確保の取組みが必要である
ことから、補助対象条件を見直しして本事業の継続を図り
たい。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができると見込まれ、医療課題の解決に向
けた一定の見通しが立ったため、地域医療再生計画では
当該事業を減額し、優先順位の高い「ふくしま地域医療の
担い手育成事業」等を行うこととする。

072027 07福島 H21補正
②相双

ふくしま地域医療の
担い手育成事業

医学部進学を希望する高校2年生に
対し、地域医療の現場に触れる機
会を設け、医学や地域医療に対す
る関心と学習意欲を高める。

○ 8,468 16,180 ＋7,712 有 医師確保の取組みを継続し、県内
の公的病院等に勤務する医師を確
保する。

引き続き、医師確保の取組みが必要であるため。 　変更に伴う財源については、他事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

072028 07福島 H21補正
②相双

地域医療体験研修事
業

地域医療に関心のある医学生を対
象に、へき地診療所等の地域医療
の現場視察や地域住民との交流の
場を提供し、将来の地域医療の担
い手を育成する。

○ 0 13,796 ＋13,796 有 県内の公的病院等に勤務する医師
を確保するため、地域医療再生計
画（会津・南会津医療圏）から引き
続き事業を実施する。

引き続き、医師確保の取組みが必要であるため。 　変更に伴う財源については、他事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

072029 07福島 H21補正
②相双

医師マッチング事業 広く県内外から県内病院等での勤
務を希望する医師を見つけ出し、直
接面談し情報提供を行って、医師の
県内病院等への就職を支援する。

○ 0 41,086 ＋41,086 有 県内の公的病院等に勤務する医師
を確保するため、地域医療再生計
画（会津・南会津医療圏）から引き
続き事業を実施する。

引き続き、医師確保の取組みが必要であるため。 　変更に伴う財源については、他事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

072030 07福島 H21補正
②相双

病診連携産科小児科
支援事業

開業医が病院の産婦人科、小児科
の診療応援をする場合に、病院が
支払う報酬を補助する。

○ 0 12,096 ＋12,096 有 病院勤務の産婦人科医・小児科医
の負担軽減を図るため、補助要件を
緩和するとともに地域医療再生計画
（会津・南会津医療圏）から引き続き
事業を実施する。

引き続き、医師確保の取組みが必要であるため。 　変更に伴う財源については、他事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

072031 07福島 H21補正
②相双

看護師養成所教員体
制支援事業

看護師養成所において、指定規則
の定員を超えて専任職員を配置す
る場合にその人件費を補助。

○ 0 11,820 ＋11,820 有 病院勤務医の負担軽減を図るた
め、地域医療再生計画（会津・南会
津医療圏）から引き続き事業を実施
する。

引き続き、医師確保の取組みが必要であるため。 　変更に伴う財源については、他事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

072032 07福島 H21補正
②相双

地域医療看護師等修
学資金貸与事業

定員増を行う看護師養成所に在籍
し、卒業後県内の病院に勤務しよう
とする者に対する修学資金。

○ 0 12,960 ＋12,960 有 病院勤務医の負担軽減を図るた
め、地域医療再生計画（会津・南会
津医療圏）から引き続き事業を実施
する。

引き続き、医師確保の取組みが必要であるため。 　変更に伴う財源については、他事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

072033 07福島 H21補正
②相双

地域医療対策協議会
設置経費

地域医療再生計画の進行管理等の
ため、地域医療対策協議会を開催
する。

○ 0 710 ＋710 有 地域医療再生計画（会津・南会津医
療圏）から引き続き事業を実施す
る。

引き続き、地域医療再生計画の進行管理が必要であるた
め。

　変更に伴う財源については、他事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

073001 07福島 H22補正 病院・診療所等災害
復旧事業

被災した病院、診療所、薬局の施設
復旧を補助する。

○ 1,500,000 386,827 △1,113,173 　計画のうち、病院・診療所等災害
復旧事業について予定していた補
助対象箇所数を減じることにより、
計画額を減額するものである。

　補助制度を活用する医療機関等が当初計画より少な
かったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医学生のための修学環境整備
事業」等を行うこととする。

073002 07福島 H22補正 緊急医療体制強化事
業

災害により離職等した医療従事者を
雇用するために必要な経費、災害
に伴い医師不足となった医療機関
が県外から継続的に医療支援を受
けるために必要な経費を補助する。

○ 2,494,575 1,886,956 △607,619 　計画のうち、緊急医療体制強化事
業について予定していた補助対象
箇所数を減じることにより、計画額を
減額するものである。

　補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかっ
たため。

　上記の医療課題については、福島県浜通り地方医療復
興計画の事業によって、本事業が見込んでいた目標を達
成する見込みであるため、本事業の計画変更による医療
課題の解決への影響はない。
　このため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、
優先順位の高い「救急医療機関の連携強化事業」等を行
うこととする。

073003 07福島 H22補正 仮設診療所運営費助
成事業

警戒区域等の医療従事者の流出を
防止し、被災者に必要な医療を確保
するため、仮設診療所を設置する町
村に運営費を補助する。

○ 94,815 25,828 △68,987 　計画のうち、仮設診療所運営費助
成事業について予定していた補助
対象箇所数を減じることにより、計
画額を減額するものである。

　補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかっ
たため。

　上記の医療課題については、福島県浜通り地方医療復
興計画の事業によって、本事業が見込んでいた目標を達
成する見込みであるため、本事業の計画変更による医療
課題の解決への影響はない。
　このため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、
優先順位の高い「認定看護師等養成事業」等を行うことと
する。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧
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073004 07福島 H22補正 災害医療研修事業 被災地医療の担い手確保のため、
全国から後期研修医を受け入れ災
害医療を学ぶ機会を提供する研修
病院等に事業費を補助する。

○ 65,978 15,191 △50,787 有 　当該事業について、予定していた
補助対象箇所数を減じることによ
り、計画額を減額するものである。
　また、当該事業の実施期間を延長
し、被災地の医療従事者の確保を
更に促進する。

　補助制度を活用する医療機関等が当初計画より少な
かったため。
　しかし、　県内の医師数の不足は未だに解消されておら
ず、特に被災地では、即戦力となる医師を確保する対策
は今後も必要であることから、補助対象箇所数を見直しし
て本事業の継続を図りたい。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができると見込まれ、医療課題の解決に向
けた一定の見通しが立ったため、地域医療再生計画では
当該事業を減額し、優先順位の高い「救急医療従事者資
質向上支援事業」等を行うこととする。

073005 07福島 H22補正 災害医療人材育成セ
ミナー事業

医療従事者の流出防止のため、医
療従事者に対して放射線等に関す
るセミナー等を実施する団体に対し
て、その経費を補助する。

○ 6,000 1,689 △4,311 　計画のうち、災害医療人材育成セ
ミナー事業について予定していた補
助対象回数を減じることにより、計
画額を減額するものである。

　補助制度を活用する団体が当初計画より少なかったた
め。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「救急救命士養成及び高規格救
急車整備事業」等を行うこととする。

073006 07福島 H22補正 医療人材確保緊急支
援事業

医療提供体制に支障を来している
病院等に対し、緊急に必要な医療
人材確保のための活動経費を補助
する。

○ 150,000 136,559 △13,441 　計画のうち、医療人材確保緊急支
援事業について補助額を減額する
ものである。

　補助事業者が事業内容の精査及び事業の効率化を図
り、総事業費を減じることとしたため。

　上記の医療課題については、福島県浜通り地方医療復
興計画の事業によって、本事業が見込んでいた目標を達
成する見込みであるため、本事業の計画変更による医療
課題の解決への影響はない。
　このため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、
優先順位の高い「看護職ワークライフバランス推進事業」
等を行うこととする。

073007 07福島 H22補正 特定地域医療機関特
別資金融資事業

原子力災害に伴い避難指示等が
あった区域内に存する医療機関の
運営費を支援し、医療提供体制の
確保を図る。

○ 1,750,000 1,260,000 △490,000 　計画のうち、特定地域医療機関特
別資金融資事業について予定して
いた融資対象箇所数を減じることに
より、計画額を減額するものであ
る。

　融資制度を活用する医療機関が当初計画より少なかっ
たため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「救急医療機関の連携強化事
業」等を行うこととする。

073008 07福島 H22補正 看護職等県内定着促
進事業

看護職員の離職防止と復職を支援
するため、カウンセリング等による
被災学生等の修学継続、首都圏で
の就職フェア等を実施する。

○ 45,838 6,910 △38,928 　計画のうち、就職フェアの実施運
営経費について減額するものであ
る。

　就職フェアの実施に当たって業者選定を行った結果、見
込みを下回ったため。また、平成24年度以降については、
「県内定着のための普及・啓発事業」へ組み替えて実施し
ているため。

　上記の医療課題については、別事業である「県内定着
のための普及・啓発事業」によって本事業が見込んでいた
目標を達成する見込みであるため、本事業の計画変更に
よる医療課題の解決への影響はない。
　このため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、
優先順位の高い「看護職員在籍出向支援事業」等を行う
こととする。

073009 07福島 H22補正 看護職就職支援情報
メールサービス事業

看護職員の離職防止と復職を支援
するため、県内医療機関の求人情
報、住まいや子育て施設に関する
情報等を盛り込んだ携帯サイトを構
築し、情報発信を行う。

○ 29,000 21,512 △7,488 有 　計画のうち、携帯サイトの構築に
要する経費及び運営経費を減額す
るものである。

　携帯サイトの構築について業者選定を行った結果、見込
みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
　このため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、
優先順位の高い「救急医療機関の連携強化事業」を行う
こととする。

073010 07福島 H22補正 看護職のための在籍
出向システム活用支
援事業

看護職員の離職防止と復職を支援
するため、在籍出向システムの活用
し、人件費を補助する。

○ 327,040 1,777 △325,263 　補助制度を活用する医療機関が
少なかったため、補助金額を減額す
るものである。

　診療を制限せざるを得ない医療機関から他の医療機関
へ看護職員を在籍出向させる「雇用調整型の在籍出向」
を実施した際の人件費を補助する制度の活用を推進した
が、医療機関の利用件数が少なかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「救急医療機関の連携強化事
業」を行うこととする。

073011 07福島 H22補正 看護師等求人開拓・
マッチング事業

看護職員の円滑な就業促進のた
め、求人の掘り起こし及び求人・求
職マッチングを促進する。

○ 12,382 23,135 ＋10,753 有 　求人と求職のマッチングを促進す
るため、当該事業の実施期間を延
長し、ハローワークでの巡回相談回
数を増やすなど活動を強化し、看護
職員の確保を図る。

　県内看護職員数は回復傾向にあるものの、相双地域を
中心として確保が困難な状況が続いている。
　このため、今後も求人と求職のマッチングを促進し看護
職員の確保を図るために本事業の継続を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、看護職員の更なる確保が可能となる。
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073012 07福島 H22補正 看護職再就業支援研
修会

潜在看護師等を対象に再就業を支
援する研修を実施する協力病院を
補助する。

○ 27,930 70,346 ＋42,416 有 　当該事業の実施期間を延長し、協
力病院に委託してより実践的な研
修を実施し、潜在看護職の再就業
の促進を図るために本事業の継続
を図りたい。

　看護職員を確保するためには、潜在看護職の再就業を
促進する必要がある。
　このため、潜在看護職が再就業できるよう、より実践的
な研修を実施するため、本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、潜在看護職の再就業の促進が可能となる。

073013 07福島 H22補正 県内定着のための普
及・啓発事業

看護学生の確保を図るため、募集
パンフレット作成、養成所説明会の
開催、就職フェア及び病院見学会等
を開催する。

○ 90,542 17,676 △72,866 　計画のうち、看護学生募集パンフ
レットの作成経費及び養成所説明
会の運営経費を減額するものであ
る。

　看護学生募集パンフレットの作成及び養成所説明会の
開催に当たって業者選定を行った結果、見込みを下回っ
たため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
　このため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、
優先順位の高い「救急医療機関の連携強化事業」を行う
こととする。

073014 07福島 H22補正 看護学生こころのケ
ア事業

公立双葉准看護学院から県外養成
所に転入した学生に対して、臨床心
理士によるカウンセリングを実施す
る。

○ 3,354 84 △3,270 　計画のうち、看護学生こころのケ
ア事業について予定していたカウン
セリング実施回数を減じたことによ
り、カウンセラーへの報償費及び旅
費等の計画額を減額するものであ
る。

　対象者から希望を取った上でカウンセリング実施回数を
減じることとしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
　このため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、
優先順位の高い「看護教育・研究支援事業」等を行うこと
とする。

073015 07福島 H22補正 看護師等養成所施設
設備整備事業

新設する看護師等養成所の施設整
備を補助する。

○ 214,694 250,798 ＋36,104 　新設する看護師等養成所等の施
設及び設備整備を補助し、看護学
生の確保及び看護職の養成を図
る。

　看護職員を確保する上で、県内の看護師等養成所にお
いて看護学生を確保する必要がある。
　このため、新設や教育体制の充実を図るために施設及
び設備整備を行う看護師等養成所への支援の拡大を図
ることとしたため。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、看護師等養成所の施設及び設備整備を補助すること
により看護師等養成所等の体制強化を図ることができる。

073016 07福島 H22補正 看護師等教育機器整
備支援事業

高度化する医療に対応できる看護
職を養成するため、シミュレータ等
の最新教育機器の整備を補助す
る。

○ 100,188 120,061 ＋19,873 有 　看護師等養成所におけるシミュ
レータ等の最新教育機器の整備へ
の補助を継続し、高度化する医療に
対応できる看護職の養成を図る。

　高度化する医療に対応できる臨床実践能力の高い看護
職が求められている。
　このため、シミュレータ等の最新教育機器の整備を推進
し、質の高い看護職の養成を図るため、本事業の継続を
図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、看護師等養成所の教育機器の整備を補助することに
より教育体制の充実・強化を図ることができる。

073017 07福島 H22補正 看護師等養成所教育
体制支援事業

高度化する医療に対応できる看護
職を養成するため、指導体制を強化
する教員配置に係る経費を補助す
る。

○ 79,596 93,272 ＋13,676 有 　看護師等養成所における指導体
制を強化するために配置する教員
に係る経費への補助を継続し、高度
化する医療に対応できる看護職の
養成を図る。

　高度化する医療に対応できる臨床実践能力の高い看護
職が求められている。
　このため、看護師等養成所における指導体制の強化を
推進し、質の高い看護職の養成を図るため、本事業の継
続を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、看護師等養成所における指導体制を強化することで、
高度化する医療に対応できる看護職の養成を図ることが
できる。

073018 07福島 H22補正 看護教育・研究支援
事業

看護学生の資質向上のため、学生
の研究発表や看護教育研究に対し
て補助する。

○ 3,000 4,867 ＋1,867 有 　当該事業の実機期間を延長し、学
生の研究発表や看護教育研究に対
する補助を継続することで、看護学
生及び看護教員の資質向上を図
る。

　高度化する医療に対応できる臨床実践能力の高い看護
職が求められている。
　このため、看護学生及び看護教員の資質向上、ひいて
は資質の高い看護職の養成を図るため、本事業の継続を
図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、看護学生及び看護教員の資質向上により、高度化す
る医療に対応できる看護職の養成を図ることができる。

073019 07福島 H22補正 感染症危機管理人材
育成事業

震災時の感染症の流行等を踏ま
え、感染症対策を強化するため、人
材を育成し確保する研修等を行う。

○ 15,127 14,237 △890 有 １　感染症関係派遣研修事業の３ヶ
月長期研修を終了、各研修の派遣
人数を減らしたことにより減額するも
のである。
２　感染症危機管理人材育成委託
事業については、各団体が独自で
研修を実施できる体制となり事業を
終了するため、減額するものであ
る。

　研修派遣人数が減少したことと独自に研修が実施でき
る体制が整ったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「救急医療機関の連携強化事
業」を行うこととする。

073020 07福島 H22補正 結核病床整備推進事
業

震災時の感染症の流行等を踏ま
え、結核モデル病床の整備促進の
ために補助等をする。

○ 90,758 31,900 △58,858 有 　整備計画の結核モデル病床数を
減らして６床とした。

　医師や看護師等の不足の影響などにより、補助制度を
活用する医療機関等が当初計画より少なかったため。

　当初計画には満たないものの、医療課題の解決に向け
た一定の見通しが立ったため、地域医療再生計画では当
該事業を減額するが、本事業の計画変更による医療課題
の解決への影響はない。
　このため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、
優先順位の高い「看護師等養成所施設設備整備事業」等
を行うこととする。
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073021 07福島 H22補正 新型インフルエンザ
対策強化事業

震災時の感染症の流行等を踏ま
え、感染症対策を強化するため、新
型インフルエンザの発生に備えた帰
国者・接触者相談センターを設置す
る。。

○ ○ 1,799 6,918 ＋5,119 有 　当該事業の実施期間を延長し、帰
国者・接触者相談センター設置に併
せ、帰国者・接触者外来受診者等
の検体採取のための個人防護具を
各保健所に設置する。

　帰国者・接触者相談センター設置に併せ、帰国者・接触
者外来受診者等の検体採取時の、医療従事者の感染予
防個人防護具を確保する必要がある。
　このため、今後も本事業の継続を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、新型インフルエンザ対応体制の強化を図ることができ
る。

073022 07福島 H22補正 人工透析不足地域設
備整備事業

震災により不足している人工透析の
充実強化を図る。

○ 55,202 36,576 △18,626 　計画のうち、人工透析不足地域設
備整備事業について予定していた
補助対象箇所数を減じることによ
り、計画額を減額するものである。

　補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかっ
たため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「災害派遣医療チーム（DMAT）
研修等派遣事業」等を行うこととする。

073023 07福島 H22補正 放射線相談外来設置
支援事業

放射線相談外来を設置する医療機
関に、設置に要する経費を支援す
る。

○ 217,350 94,449 △122,901 有 　当該事業の１件当たりの単価を減
額するものである。
　また、実施期間を延長し、放射線
相談外来の導入を更に促進する。

　当該事業について、補助対象者と協議のうえ、１箇所あ
たりの補助額を減じることとしたため。
　また、今後も放射線に対する相談の場の確保を図るた
めに本事業の継続を図りたい。

　本事業により成果を上げることができると見込まれ、医
療課題の解決に向けた一定の見通しが立ったため、地域
医療再生計画では当該事業を減額し、優先順位の高い
「救急医療機関の連携強化事業」を行うこととする。

073024 07福島 H22補正 がん登録推進事業 原子力災害を踏まえて実施されて
いる県民健康管理調査に対応し、
院内がん登録の体制強化、地域が
ん登録の充実を図る。

○ 347,400 197,610 △149,790 有 　当該事業について、予定していた
補助対象箇所数を減じることによ
り、計画額を減額するものである。
　また、当該事業の実施期間を延長
し、がん登録推進事業の導入を更
に促進する。

　補助制度を活用する医療機関等が当初計画より少な
かったため。
　しかし、　県内の院内がん登録実施病院数は未だに不
足しており、地域がん登録におけるデータの精度も低いた
め、病院のがん登録に対する方策は今後も必要であるこ
とから、補助対象箇所数を見直しして本事業の継続を図り
たい。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができると見込まれ、医療課題の解決に向
けた一定の見通しが立ったため、地域医療再生計画では
当該事業を減額し、優先順位の高い「医師事務作業補助
者導入推進事業」等を行うこととする。

073025 07福島 H22補正 がん医療施設設備整
備事業

がん医療を担う医療機関の施設設
備整備を支援し、がん医療の充実を
図る。

○ 286,631 98,756 △187,875 　計画のうち、がん医療施設設備整
備事業について予定していた補助
対象箇所数を減じることにより、計
画額を減額するものである。

　補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかっ
たため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「救急医療機関の連携強化事
業」等を行うこととする。

073026 07福島 H22補正 医師事務作業補助者
導入推進事業

医師事務作業補助者を養成し、県
内病院へ派遣して、医師事務作業
補助者の導入を促進する。

○ 156,616 291,573 ＋134,957 有 　当該事業の実施期間を延長し、医
師事務作業補助者の導入を更に促
進する。

　県内の医師数の不足は未だに解消されておらず、医師
確保対策とともに医師の負担軽減に対する方策は必要で
ある。
　このため、今後も医師事務作業補助者の確保を図るた
めに本事業の継続を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、医師の負担軽減を図ることができる。

073027 07福島 H22補正 寄附講座等設置支援
事業

大学医学部への寄附講座設置等を
支援する。

○ 300,000 320,000 ＋20,000 有 　当該事業の実施期間を延長し、県
外からの医師確保を更に促進する。

　県内の医師数の不足は未だに解消されておらず、若手
医師の育成とともに、即戦力として県外から医師を確保す
る対策は必要である。
　このため、今後も県外からの医師確保を図るために本
事業の継続を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、県外医師の更なる確保を図ることができる。

073028 07福島 H22補正 過疎地域等医師研修
事業

過疎地域で勤務する医師のスキル
アップを図る地域医療人育成プロ
ジェクトを展開する。

○ 34,000 588,194 ＋554,194 有 　当該事業の実施期間を延長し、若
手医師や過疎地域に勤務する医師
のスキルアップを更に促進する。
　当該事業の実施期間を延長して、
若手医師や過疎地域に勤務する医
師のスキルアップや、県立医科大学
の修学環境を整備し、医療人養成と
その県内定着を促すとともに、県外
医師の派遣体制の確保をさらに促
進する。

　県内の医師不足や地域偏在・診療科偏在は未だに解消
されておらず、患者にとって適切な医療を行うためにも若
手医師や過疎地域に勤務する医師の資質向上対策や県
外からの医師確保対策は必要である。
　このため、今後も医師のスキルアップ及び医師の確保を
図るために本事業の継続を図りたい。

　変更に伴う財源については、当該事業の執行残分を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。また、医師の資質向上による適切な医療や県内外か
らの医師確保による地域医療提供体制の確保を図ること
ができる。
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073029 07福島 H22補正 医師スキルアップ研
修事業

若手医師のスキルアップを図る研修
会を実施する。

○ 12,000 1,616 △10,384 　過疎地域等医師研修事業（事業
管理番号073028）に統合して実施
する。

　業務の効率化のため。 　上記の医療課題については、別事業である「過疎地域
等医師研修事業」によって、本事業が見込んでいた目標
を達成する見込みであるため、本事業の計画変更による
医療課題の解決への影響はない。

073030 07福島 H22補正 認定看護師等養成事
業

医療機関における認定看護師等の
養成を支援する（会津・南会津・相
双医療圏を除く）。

○ 79,540 138,540 ＋59,000 有 　当該事業の実施期間の延長及び
事業範囲を全県に拡大し、認定看
護師等の養成を更に促進する。

　県内の医師数及び看護職員等の不足は未だに解消さ
れておらず、チーム医療の推進を図るためにも看護職員
の資質向上対策は必要である。
　このため、今後も看護職員の資質向上を図るために本
事業の継続を図りたい。
　また、事業の効率化のために、会津・南会津・相双医療
圏の同事業を統合する。

　変更に伴う財源については、他事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、チーム医療の推進を図ることができる。

073031 07福島 H22補正 管理栄養士資質向上
派遣研修補助事業

医療機関や自治体に勤務する管理
栄養士の研修を支援する。

○ 24,930 6,331 △18,599 　計画のうち、研修費用について研
修期間が短くなり１件あたりの単価
を減額するものである。（平成24年
度：長期派遣研修（100日）　4人派
遣→平成25年度：短期研修（８～１０
日）　9人派遣）

　平成24年度は約３か月間の長期研修を実施したが、病
院や自治体から、管理栄養士は単独又は少数配置が多く
長期間研修への派遣は難しいとの申し出があり、平成25
年度は短期研修を実施し１件あたりの補助額を減じること
としたため、計画額を減額するものである。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
　このため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、
優先順位の高い「看護師等求人開拓・マッチング事業」等
を行うこととする。

073032 07福島 H22補正 三次救急医療機関機
能向上事業

三次救急医療機関の機能強化を図
るために必要な施設設備等の整備
を支援する。

○ ○ 751,370 757,968 ＋6,598 有 　当該事業の実施期間を延長し、救
命救急センター医師の負担軽減の
ために医療機器等の整備に対する
支援を行う。

　救命救急センターにおける救急医療行為として実施され
る画像診断等が病院の負担となっているため、Ai(死亡時
画像診断）装置の整備を図ることで、医師の負担軽減を
図りたい。
　このため、今後も本事業の継続を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の減額分及び基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。また、医師の負担軽減を図ることができ
る。

073033 07福島 H22補正 二次救急医療機関機
能向上事業

二次救急医療機関の機能強化を図
るために必要な施設設備整備等を
支援する。

○ ○ 816,585 865,368 ＋48,783 有 　当該事業の事業費を増額するとと
もに事業の実施期間を延長し、精神
科輪番病院の施設整備に速やかに
取り組み、患者の病状の急変に対
応できる精神科救急医療体制の整
備充実を図る。

　平成24年度から３カ年で「医療施設近代化施設整備費
補助金」による施設改修を計画していた精神科救急輪番
病院について、平成24年度は国庫申請額に対して満額配
分されたが、平成25年度は配分額不足により、当該事業
を基金で充当する必要があるため。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、県内の精神科輪番病院の施設整備に速やかに取り
組むことで、患者の病状の急変に対応できる精神科救急
医療体制の整備を図ることができる。

073034 07福島 H22補正 救急医療機関の連携
強化事業

ITネットワークを活用した救急医療
機関の連携を支援する。

○ 1,017,172 3,072,110 ＋2,054,938 有 　当該事業の実施期間の延長及び
事業実施対象を拡大し、救急医療
機関相互の連携の強化を図る。

　県内の救急医療体制は医師不足や原子力災害による
交通分断の影響等により未だ回復しておらず、救急医療
機関の連携強化は必要である。
　このため、今後も救急医療体制の回復を図るために本
事業の継続を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の減額分及び基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。また、救急医療機関の連携強化を図るこ
とができる。

073035 07福島 H22補正 休日夜間急患セン
ター設置支援事業

休日夜間急患センターの新設を支
援する。

○ ○ 52,500 30,000 △22,500 　計画のうち、休日夜間急患セン
ター設置支援事業について補助額
を減額するものである。

　補助事業者が事業内容の精査及び事業の効率化を図
り、総事業費を減じることとしたため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「看護師等養成所教育体制支援
事業」等を行うこととする。

073036 07福島 H22補正 救急医療従事者資質
向上支援事業

初期救急に携わる医療従事者の資
質向上のため、BLS、ACLS等の研
修経費を支援する。

○ 20,000 67,166 ＋47,166 有 　当該事業の実施期間を延長し、救
急医療従事者の資質向上を更に促
進する。

　県内の救急医療体制は医師不足や原子力災害等の影
響による交通分断の影響により未だ回復しておらず、救
急医療体制の強化のためにも救急医療従事者等の資質
向上は必要である。
　このため、今後も救急医療体制の強化を図るために本
事業の継続を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、救急医療体制の強化を図ることができる。

073037 07福島 H22補正 救急医療機関におけ
る救急車等整備事業

救急搬送体制の強化を図るため、
救急医療機関における救急車等の
整備を支援する。

○ 34,592 28,206 △6,386 　計画のうち、救急医療機関におけ
る救急車等整備事業について補助
額を減額するものである。

　補助事業者が事業内容の精査及び事業の効率化を図
り、総事業費を減じることとしたため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「救急医療機関の連携強化事
業」等を行うこととする。
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073038 07福島 H22補正 救急医療機関ヘリ
ポート等整備事業

救急搬送体制の強化を図るため、
救急医療機関におけるヘリポート等
の整備を支援する。

○ 19,555 19,477 △78 　計画のうち、救急医療機関ヘリ
ポート等整備事業について補助額
を減額するものである。

　補助事業者が事業内容の精査及び事業の効率化を図
り、総事業費を減じることとしたため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「救急医療機関の連携強化事
業」等を行うこととする。

073039 07福島 H22補正 救急救命士養成及び
高規格救急車整備事
業

救急搬送体制の強化を図るため、
救急隊における高規格救急車等の
整備及び救急救命士の養成・資質
向上を支援する。

○ ○ 477,500 481,772 ＋4,272 有 　当該事業の実施期間を延長し、救
急救命士の養成・資質向上を更に
促進する。

　国では、高度化する救急需要に応えるため、薬剤投与、
気管挿管等の救急救命処置を行うことのできる救急救命
士の養成を推進している。
　救急隊員に占める救急救命士の比率は、本県では、平
成２５年４月１日現在、２７．３％（全国３８．３％、平成２４
年４月１日現在）と全国平均を大きく下回っていることか
ら、引き続き事業費を継続して救急業務の高度化の推進
を図る。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、救急救命士の養成・資質向上を図ることができる。

073040 07福島 H22補正 周産期医療機関施設
設備整備事業

地域周産期母子医療センター、周
産期医療協力施設に必要な施設・
設備整備を支援する。

○ ○ 122,151 128,907 ＋6,756 　事業の実施対象を拡大し、周産期
医療提供体制の強化を図る。

　県内の分娩取扱施設は減少しており、周産期医療提供
体制の確保は今後も必要である。
　このため、産科医の確保だけでなく、現在の体制の強化
を図るために本事業の拡大を図ることとしたため。

　変更に伴う財源については、他事業の減額分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、周産期医療提供体制の強化を図ることができる。

073041 07福島 H22補正 院内助産所・助産師
外来開設支援事業

院内助産所及び助産師外来を開設
する医療機関等に対し、開設に必
要な施設・設備整備を支援する。

○ ○ 41,175 13,275 △27,900 有 　当該事業について、予定していた
補助対象箇所数を減じることによ
り、計画額を減額するものである。
　また、当該事業の実施期間を延長
し、周産期医療提供体制の強化を
図る。

　補助制度を活用する医療機関等が当初計画より少な
かったため。
　しかし、県内の分娩取扱施設は減少しており、周産期医
療提供体制の確保は今後も必要であることから、補助対
象箇所数を見直しして本事業の継続を図りたい。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができると見込まれ、医療課題の解決に向
けた一定の見通しが立ったため、地域医療再生計画では
当該事業を減額し、優先順位の高い「看護師等教育機器
整備支援事業」等を行うこととする。

073042 07福島 H22補正 地域医療再生支援
フォローアップ事業

医療の現状に関する調査分析や県
民への啓発、計画の進行管理等を
行う。

○ 31,115 2,747 △28,368 有 　計画のうち、調査分析を中止した
ため、計画額を減額する。
　また、当該事業の実施期間を延長
し、計画の進行管理等を行う。

　原子力災害の影響で県外に避難する住民も多くいる中
で、県民に対するアンケート調査を行うことは震災や原子
力災害関連業務で多忙な市町村の負担が多くなることか
ら、中止することとした。
　しかし、本計画の延長に伴い、進行管理については今後
も必要となることから、事業内容を見直しして本事業の継
続を図りたい。

　事業課題の一部については解決されていないが、事業
の見込みが立たないため、地域医療再生計画では当該
事業を減額し、優先順位の高い「寄附講座等設置支援事
業」等を行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

073043 07福島 H22補正 看護職員在籍出向支
援事業

看護職員を在籍出向させた場合の
人件費、又は休止中の医療機関の
看護職員を他の医療機関に在籍出
向させた場合の人件費を補助し、相
双地域の看護の質向上を図る。

○ 0 51,984 ＋51,984 有 　当該事業の実施期間を延長し、相
双地域の医療機関における看護の
質の向上を図る。

　診療制限中の医療機関が事業再開するに当たっては、
看護職員の確保が大きな課題となるため、在籍出向した
際の人件費を補助することにより、看護職員の雇用の維
持を図る必要がある。また、相双地域の医療機関へ技術
指導を目的として行われる看護職員の在籍出向を支援す
ることにより、同地域における看護の質の向上を図る必要
がある。
　このため、今後も看護職員の確保及び看護の質の向上
を図るために本事業の継続を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、看護職員の雇用の維持及び看護の質の向上を図るこ
とができる。

073044 07福島 H22補正 看護職ワークライフ
バランス推進事業

再就業を希望する看護職を対象とし
た研修会を実施する病院に対し、実
習機器の整備を支援する。

○ 0 13,184 ＋13,184 有 　当該事業の実施期間を延長し、医
療機関における勤務環境の改善を
推進し、看護職員の離職防止を図
る。

　医療の高度化及び長時間労働による心身の疲弊や、出
産・子育て世代の看護職員が継続して就業できる環境整
備が不十分なことから、離職率が高まり、看護力の低下
が懸念される。
　このため、医療機関における勤務環境の改善を推進し、
看護職員の離職防止を図るため、本事業の継続を図りた
い。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、看護職員の離職防止を図ることができる。

073045 07福島 H22補正 看護補助者養成事業 看護補助者を目指す者を対象として
基礎研修を実施するとともに、修了
者を医療機関へ紹介する。

○ 0 14,358 ＋14,358 有 　当該事業の実施期間を延長し、看
護職員の業務負担の軽減、看護の
質の向上及び離職防止を図る。

　県内看護職員数は震災の影響を受け大幅に減少したた
め、看護職員の業務負担が大きくなり、離職を引き起こす
ことが懸念される。
　このため、今後も看護職員の業務負担の軽減、看護の
質の向上及び離職防止を図るために本事業の継続を図り
たい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、看護補助者を養成するための基礎研修を実施すると
ともに、修了者を医療機関へ紹介することで看護職員の
業務負担軽減を図ることができる。
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073046 07福島 H22補正 看護職員のための放
射線安全管理研修会

看護職員が放射線に関する正しい
知識や防護策など安全管理等につ
いて学ぶことにより、住民に対し適
切な助言を行い、不安の軽減を図
る。

○ 0 706 ＋706 　看護職員が放射線に関する正し
い知識や防護策など安全管理等に
ついて学ぶための研修会を実施す
る団体を支援することにより、住民
に対し適切な助言を行い、不安の軽
減を図ることができる看護職員の養
成を図る。

　本県は、東日本大震災による被害に加え、原子力発電
所の事故による影響を大きく受けており、放射線に不安を
持つ患者や住民に対し適切な助言を行い、不安の軽減を
図る必要がある。
　このため、患者ケア、住民の健康相談等に携わる県内
看護職員が放射線に関する正しい知識や防護策など安
全管理等について学ぶことができるよう支援する。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、看護職員が放射線に関する正しい知識や防護策など
安全管理等について学ぶことにより、住民に対し適切な助
言を行い、不安の軽減につなげる。

073048 07福島 H22補正 実践能力向上支援事
業

看護職員等の再就職支援や人材の
育成・教育に取り組む医療機関や
関係団体を支援し、医療従事者の
確保と資質の向上を図る。

○ 0 24,200 ＋24,200 　他の事業の執行残を活用し、看護
職員等の再就職支援や人材の育
成・教育に取り組む医療機関や関
係団体を支援する。

　看護職員等の医療従事者の確保と資質の向上を図るた
め。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、看護職員等の再就職支援や人材の育成・教育に取り
組む医療機関や関係団体を支援し、医療従事者の確保と
資質の向上を図る。

073050 07福島 H22補正 災害派遣医療チーム
（DMAT）研修等派遣
事業

国等が主催する災害派遣医療チー
ム（ＤＭＡＴ）研修及び訓練に県内の
災害拠点病院等を派遣する。また、
県内で災害医療コーディネーターや
ＤＭＡＴ隊員の養成研修、ＤＭＡＴ技
能維持のための研修及び訓練等を
実施する。

○ 0 21,296 ＋21,296 有 　当該事業の実施期間を延長し、災
害派遣医療チーム（DMAT）研修等
派遣事業の導入を更に促進するこ
とで、災害時救急医療体制の強化
を図る。

　災害時において、傷病者等に対し迅速かつ的確な医療
を提供するためには、専門的知識を有する医師による医
療救護班の受入れ及び派遣調整、傷病者の搬送調整等
が必要である。
　また、すべての災害拠点病院にＤＭＡＴを整備し、技能
維持を図るためには、定期的な研修の実施が必要であ
る。
　このため、今後も災害拠点病院にＤＭＡＴ隊員の養成研
修を実施し、技能維持を図るために本事業の継続を図り
たい

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしている。また、ＤＭＡＴ隊員の養成、ＤＭＡＴ技能
維持につながる。

073051 07福島 H22補正 災害救急医療資器材
整備事業

大規模災害時における初動体制と
して、医療救護活動が迅速かつ的
確に行えるよう保健所に備蓄整備し
た災害救急医療資器材のメンテナ
ンスを行う。また、災害拠点病院に
おける必要なＤＭＡＴ資器材やＤＭＡ
Ｔカー整備を支援する。

○ ○ 0 158,400 ＋158,400 　保健所に備蓄整備した災害救急
医療資器材のメンテナンスを行う。
また、災害拠点病院における必要な
ＤＭＡＴ資器材やＤＭＡＴカーの整備
を支援し、災害時救急医療体制の
強化を図る。

　災害時におけるＤＭＡＴ活動においては、迅速に災害現
場に参集し、的確な医療救護を行うことが重要であるた
め、ＤＭＡＴの移動手段及び医療資器材を確保することに
より、災害時医療体制の充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしている。また、災害拠点病院における必要なＤＭ
ＡＴ資器材やＤＭＡＴカーの整備につながる。

073052 07福島 H22補正 災害時医療通信機能
整備事業

災害時の医療調整本部及び災害拠
点病院を衛星通信で結ぶとともに、
医師会や病院等が衛星電話等を整
備する取組を支援する。

○ 0 60,750 ＋60,750 　災害時の医療調整本部及び災害
拠点病院を衛星通信で結ぶととも
に、医師会や病院等が衛星電話等
を整備する取組を支援し、災害時救
急医療体制の強化を図る。

　災害時において傷病者の搬送調整等を行うためには、
複数の通信手段の確保が必要であり、その通信手段の一
つとして衛星電話を整備し、災害時における迅速な対応
につなげていくことにより、災害時医療体制の充実を図り
たい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしている。また、衛星電話等の整備につながる。

073053 07福島 H22補正 栄養ケア・ステーショ
ン体制強化補助事業

福島県栄養士会に体制強化経費を
支援し、地域の栄養指導体制の整
備を図る。

○ 0 5,417 ＋5,417 　平成24年度から実施している「管
理栄養士資質向上研修事業」の見
直しを行い、当事業と「管理栄養士
資質向上派遣研修補助事業」の２
本立てとした。事業見直しにより、効
果的に地域の栄養指導体制の整備
を図る。

　管理栄養士資質向上派遣研修事業が平成２５年度で終
了するため、福島県栄養士会の栄養ケア・ステーション事
業を充実強化させることにより、後年に続く地域の栄養指
導体制の整備を図るため。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、地域の栄養指導体制の整備につながる。

073054 07福島 H22補正 ドクターヘリ運航管理
システム整備事業

福島県立医科大学が実施するドク
ターヘリ運航管理システムの整備を
支援する。

○ 0 40,653 ＋40,653 有 　平成２８年５月３１日までに全ての
消防本部の消防・救急無線がデジ
タル化されることから、消防と無線
通信を行っているドクターヘリの消
防・救急無線もデジタル化する必要
があるため、当該事業の実施期間
を延長し、ドクターヘリ搭載の無線
機器のデジタル化を支援する。

　救急医療提供体制の強化は、本県にとって喫緊の課題
であり、広大な県土を有する本県においては、ドクターヘリ
を有効活用することにより、救急患者の診療までの時間
の最短化を図ることができる。
　このため、今後も本事業の継続を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、福島県立医科大学が実施するドクターヘリ運航管理
システムの整備が図られる。

076001 07福島 H24補正 理学療養士等修学資
金貸与事業

理学療法士等の養成機関に在学す
る学生で将来県内で従事する者に
対して、修学資金を貸与すること
で、医療従事者の確保を図る。

○ 183,000 182,161 △839 有 　当該事業について、予定していた
貸与人数を減じることにより、計画
額を減額するものである。
　また、理学療法士等修学資金貸与
事業の事業実施期間を延長し、地
域医療を担う医療従事者の確保を
図る。

　修学資金制度を活用する学生が当初計画より少ないと
見込まれるため。
　しかし、県内の医療従事者の不足は未だに解消されて
おらず、医師も不足している中で、質の高い医療を安定的
に提供できる体制を構築していくためには、看護職員を含
めた医療従事者の確保の方策は今後も必要であることか
ら、貸与人数を見直しして本事業の継続を図りたい。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができると見込まれ、医療課題の解決に向
けた一定の見通しが立ったため、地域医療再生計画では
当該事業を減額し、優先順位の高い「災害医療材料・医
薬品備蓄支援事業」等を行うこととする。
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076002 07福島 H24補正 県外看護師等修学資
金貸与支援事業

県外の養成機関で学ぶ学生に対し
て、県内の病院が修学資金貸与を
行う場合、経費を支援し、県外から
の医療従事者の確保と定着を図
る。

○ 288,450 288,450 ±0 有 　県外看護師等修学資金貸与支援
事業の事業実施期間を延長し、地
域医療を担う看護職員その他の医
療従事者の確保を図る。

　県内の医療従事者の不足は未だに解消されておらず、
医師も不足している中で、質の高い医療を安定的に提供
できる体制を構築していくためには、看護職員を含めた医
療従事者の確保の方策は必要である。
　このため、今後も医療従事者の確保を図るために本事
業の継続を図りたい。

　変更に伴う財源については、当該事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、地域医療を担う医療従事者の更なる拡充を図ること
が可能となる。

076003 07福島 H24補正 多職種連携研修会等
支援事業

在宅医療従事者等の多職種連携研
修会の開催、地域住民向けのシン
ポジウムの開催を支援することで、
在宅医療サービスの向上と在宅医
療の普及啓発による在宅医療の推
進を図る。

○ 72,000 54,500 △17,500 有 　当該事業について、予定していた
補助対象箇所数を減じることによ
り、計画額を減額するものである。
　また、多職種連携研修会等支援事
業の事業実施期間を延長し、在宅
医療提供体制の確保を図る。

　補助制度を活用する医療機関等が当初計画より少ない
と見込まれるため。
　しかし、県内の医師不足は未だに解消されていないた
め、慢性期及び回復期患者の受け皿として在宅医療を医
療提供体制の確保の方策は今後も必要であることから、
補助対象箇所数を見直しして本事業の継続を図りたい。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができると見込まれ、医療課題の解決に向
けた一定の見通しが立ったため、地域医療再生計画では
当該事業を減額し、優先順位の高い「災害時の電源の安
定確保支援事業」を行うこととする。

076005 07福島 H24補正 在宅医療連携体制構
築支援事業

在宅療養者に関する医療情報を医
療従事者等で共有するシステムを
構築する取組を支援することで、在
宅療養者へのサービス向上を図る。

○ 134,000 114,800 △19,200 有 　計画のうち、医療人材確保緊急支
援事業について補助額を減額する
ものである。
　また、在宅医療連携体制構築支援
事業の事業実施期間を延長し、在
宅医療提供体制の確保を図る。

　補助事業者が事業内容の精査及び事業の効率化を図
り、総事業費を減額する見込みがたったため。
　しかし、システムの構築に時間がかかり年度内完了が
困難なことから、本事業の継続を図りたい。

　計画額より安価に目標を達成する見込みであるため、本
事業の計画変更による医療課題の解決への影響はない。
　このため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、
優先順位の高い「災害時の電源の安定確保支援事業」を
行うこととする。

076006 07福島 H24補正 在宅医療推進のため
の整備事業

在宅医療の推進のため必要な充電
機能付き吸引器の整備を補助し、在
宅医療供給体制の整備を図る。

○ 9,350 7,089 △2,261 　計画のうち、在宅医療推進のため
の整備事業について補助額を減額
するものである。

　補助事業者が事業内容の精査及び事業の効率化を図
り、総事業費を減じることとしたため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「災害時の電源の安定確保支援
事業」等を行うこととする。

076007 07福島 H24補正 災害時の電源の安定
確保支援事業

東日本大震災の教訓を踏まえ、病
院、診療所等が自家発電機を設置
する際の経費を補助することで、災
害時の電源確保の安定を図る。

○ 750,000 789,157 ＋39,157 有 　災害時の電源の安定確保支援事
業の事業実施期間を延長し、災害
に強い医療提供体制の確保を図
る。

　県内の医療機関は災害に対応できる体制が未だに構築
されていないため、災害に強い医療提供体制の確保のた
めの方策は必要である。
　このため、今後も災害に強い医療提供体制の確保を図
るために本事業の継続を図りたい。

　変更に伴う財源については、当該事業、他の事業の執
行及び基金の運用益残を活用することとしており、他の事
業に影響を及ぼすことはない。また、災害に強い医療提供
体制の確保を図ることが可能となる。

076008 07福島 H24補正 災害医療材料・医薬
品備蓄支援事業

災害時医療に備えた医療材料・医
薬品を各地域の拠点となる団体が
備蓄する事業を支援する。

○ 17,200 18,000 ＋800 　災害医療材料・医薬品備蓄支援
事業の取組を拡大し、災害に強い
医療提供体制の確保を図る。

　県内の医療機関は災害に対応できる体制が未だに構築
されていないため、災害に強い医療提供体制の確保のた
めの方策は必要である。
　このため、災害に強い医療提供体制の確保が図られる
よう本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、災害に強い医療提供体制の確保を図ることが可能
となる。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

081001 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

寄附講座（筑波大学） 県が筑波大学に寄附を行い，大学
の教育拠点病院である県立中央病
院に９名の医師を配置するととも
に，対象の医師不足地域の医療機
関へ医師を派遣する。

○ 466,000 517,493 ＋51,493 寄附講座による配置医師を増員し、
地域の中核的な病院の医療体制の
拡充を図る。

地域医療に従事する医師を拡充し、地域医療体制の強化
を図りたい。

変更に伴う財源については、施設整備の執行残や事業の
見直しによる減額分を活用することとしており、他の事業
に影響を及ぼすことはない。また、地域医療体制の更なる
拡充を図ることが可能となる。

081002 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

医師循環支援セン
ターの整備（筑波大
学）

筑波大学に医師派遣のコーディ
ネートを行う医師循環支援センター
を整備する。

○ ○ 209,000 113,284 △95,716 計画のうち、施設整備に係る補助基
準面積を縮小し、補助額を減額する
ものである。

計画のうち、施設整備に係る補助基準面積について、補
助対象者と協議のうえ、当初計画よりも縮小し、補助額を
減額するものである。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

081003 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

医師修学資金の運用
（拡充分）

筑波大学在学の医学生に対し，医
師修学資金を貸与することにより，
本県への定着・促進を図る。

○ 0 21,600 ＋21,600 本県で勤務する医師の増や県内勤
務の定着促進のため、県外の大学
入学生に対して医師修学資金を貸
与しているが、新たに筑波大学入学
者に対しても貸与することにして、地
域医療に従事する医師の拡大を図
る。

筑波大学においては、地元大学として卒業した医師につ
いては県内定着率が高いと想定されることから、修学資
金の対象になっていなかったが、近年、県内定着率が減
少していることから、新たに修学資金の対象として、県内
定着率の促進を図る。

変更に伴う財源については、事業の見直しによる減額分
を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこと
はない。また、将来の地域医療を担う医師の更なる拡充を
図ることが可能となる。

081004 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

県立中央病院外来
ブースの増設

筑波大学寄附講座の設置に伴い，
県立中央病院に配置される医師が
外来診療を行う診療室を増設する。

○ 37,000 29,135 △7,865 入札による計画額の減額。 県立中央病院外来ブースの増設工事について、入札を実
施した結果、見込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

081005 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

がん診療遠隔支援シ
ステム整備事業

筑波大学を中心にし，県内の13医
療機関を結ぶネットワークシステム
を構築・運用する。

○ ○ 73,330 80,631 ＋7,301 ネットワークシステムに係る機器類
（筑波大学委託分と多地点接続制
御装置）のメンテナンス（保守契約）
費用等の増

ネットワークシステムに係る機器類（筑波大学委託分と多
地点接続制御装置）について，当初見込んでいたメンテナ
ンス（保守契約）費用が増額となったことによる変更

変更に伴う財源については、施設整備の執行残や事業の
見直しによる減額分を活用することとしており、他の事業
に影響を及ぼすことはない。また、ネットワークの充実によ
り、医療機関との連携を強化することが可能となる。

081006 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

救命救急センター整
備費補助

県北地域の拠点病院である日製日
立総合病院に救命救急センターを
整備する。

○ 73,000 35,414 △37,586 計画のうち、事業費等を減額するも
の。

計画策定時点では，事業費等について概算見込みであっ
たため、入札を実施した結果、見込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

081007 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

救命救急センター運
営費補助

水戸済生会総合病院（水戸市）、日
製日立総合病院（日立市）で実施し
ている救命救急センターの運営に
対し助成する。

○ 167,300 425,304 ＋258,004 有 日立製作所日立総合病院の救命救
急センターへの運営費補助の開
始。

平成２４年１０月に，日製日立総合病院の救命救急セン
ターが開所した。
県としては，本院は，医療資源がぜい弱な県北地域発の
救命救急センターであり，地域の医療提供体制の強化，
地域医療再生の観点から，極めて重要な病院であると認
識している。
平成２５年度から，本院が通年診療となることから，地域
医療再生計画に追加することとする。

変更に伴う財源については、施設整備の執行残や事業の
見直しによる減額分を活用することとしており、他の事業
に影響を及ぼすことはない。また、地域医療提供体制の
強化が図られる。

081008 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

休日夜間急患セン
ター運営費補助

休日夜間急患センターの時間拡充
に伴い必要となる人件費を助成す
る。

○ 65,824 4,314 △61,510 補助対象の減 補助対象としていた２市のうち，1市について平成２２年度
より休日夜間急患センターの時間拡充が行われ，地域の
軽症患者を受け入れる初期救急窓口の充実が図られた。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医師確保対策事業」を行うこと
とする。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

081009 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

ドクターヘリの運航 ドクターヘリの運営及び運航委託を
行い，重篤な救急患者に対する救
命救急医療を提供する。

○ 424,116 349,776 △74,340 事業を一般財源で実施することによ
る計画額の減。

ドクターヘリの運航については，当初，平成22年～25年ま
での4年間を地域医療再生基金にて実施し，その後は，県
一般財源にて継続して実施していくこととしていた。
事業開始から３年が経過し，２０００件を超える出動要請
があり，本県にもドクターヘリ事業が定着したと判断し，１
年前倒しで県一般財源で実施することとする。

　上記の医療課題については、基金事業から一般財源事
業により継続することによって、本事業が見込んでいた目
標を達成する見込みであるため、本事業の計画変更によ
る医療課題の解決への影響はない。

081011 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

地域連携推進事業 地域の医師会や病院関係者からな
る委員会を設置・運営し，地域での
医師確保や医療機関の連携を進め
る。

○ 11,137 12,660 ＋1,523 有 地域での医師確保や医療機関の連
携を進めるための委員会の開催回
数の増。
地域での医師確保や医療機関の連
携を進めるための各種事業を行う
医師会等の団体の増　加による支
援対象の増。

地域での医師確保や医療機関の連携を進めるために，地
域で一体となって取り組むという気運の醸成の高まりによ
り，各種事業を行う医師会等の団体が増えている。より多
くの事業に対して支援を行うことで，更なる気運の醸成に
努める。

変更に伴う財源については、事業の見直しによる減額分
を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこと
はない。また、地域医療体制の更なる拡充を図ることが可
能となる。

081012 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

寄附講座（東京医科
歯科大学）

県が東京医科歯科大学に寄附を行
い，大学の教育拠点病院である土
浦協同病院に１１名の医師を配置す
るとともに，対象の医師不足地域の
医療機関へ医師を派遣する。

○ 329,656 389,656 ＋60,000 地元負担金の減に伴う基金額の
増。

拠点病院から、医師不足地域への派遣調整が困難になっ
たことによる、地元負担金の減に伴い基金額の増加した
ため。

変更に伴う財源については、事業の見直しによる減額分
を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこと
はない。また、地域医療体制の更なる拡充を図ることが可
能となる。

081013 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

チーム医療支援映像
システムの整備

遠隔地医療支援システムによる地
域医療ネットワークを構築すること
により，小児・周産期医療に係る人
材育成支援を行う。

○ 80,335 79,729 △606 事業者の入札により計画額が下
回ったため。

事業について、補助対象者が入札を行った結果、見込を
下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

081014 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

チーム医療支援映像
システムの整備

遠隔地医療支援システムによる地
域医療ネットワークを構築すること
により，小児・周産期医療に係る人
材育成支援を行う。

○ 173,250 173,222 △28 事業者の入札により計画額が下
回ったため。

事業について、補助対象者が入札を行った結果、見込を
下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

081015 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

教育・研修設備の整
備

寄附講座の設置に伴い，土浦協同
病院へ教育・研修設備を整備する。

○ 21,108 3,948 △17,160 施設整備等補助（研修室、当直室
等）の事業中止。

計画していた、土浦協同病院への医師等集約化に伴い必
要となる施設整備等補助（研修室、当直室等）について
は、H28年度に移転をすることから事業を中止する。

　上記の医療課題については、別事業である「土浦協同
病院新築整備事業」によって、本事業が見込んでいた目
標を達成する見込みであるため、本事業の計画変更によ
る医療課題の解決への影響はない。

081016 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

診療所医師の診療協
力支援事業

救急病院に開業医等が勤務し，軽
症患者の診療を行う場合の人件費
等の経費を助成する。

○ 92,460 0 △92,460 事業を中止する。 医師会等に協力をお願いし、事業を実施しようとしたが、
診療所において、救急医療機関へ出務することは負担が
大きく、難しいことから最終的に申出がなく、やむなく事業
を中止する。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「医師確保対策事業」を行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

081017 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

医師修学資金修学生
支援事業

医師修学資金や地域医療医師修学
資金（地域枠）の修学生の県内での
勤務や定着を促進するため，病院
見学会を実施する。

○ 8,000 527 △7,473 本事業をＨ２４年に設置した「地域医
療支援センター事業」にて実施する
ことによる計画額の減。

本事業をＨ２４年に設置した「地域医療支援センター事業」
にて実施し、継続していく。

　上記の医療課題については、別事業である「地域医療
支援センター事業」によって、本事業が見込んでいた目標
を達成する見込みであるため、本事業の計画変更による
医療課題の解決への影響はない。
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081018 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

医師確保推進員の確
保

県内への医師確保を推進する医師
確保推進員を配置する（２名）。

○ 24,000 221 △23,780 対象者の見込みが立たないため、
計画額を減額する。

人材確保のため、広報活動を実施したが、結果的に対象
者の見込みが立たず事業を縮小するものである。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「医師確保対策事業」を行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

081019 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

情報発信事業 県の医師確保対策の内容を広報す
るため、機関誌の発行及びホーム
ページ等の充実を行う。

○ 3,100 1,347 △1,753 本事業をＨ２４年に設置した「地域医
療支援センター事業」にて実施する
ことによる計画額の減。

本事業をＨ２４年に設置した「地域医療支援センター事業」
にて実施し、継続していく。

　上記の医療課題については、別事業である「地域医療
支援センター事業」によって、本事業が見込んでいた目標
を達成する見込みであるため、本事業の計画変更による
医療課題の解決への影響はない。

081020 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

医師と看護師の協同
研修事業

医師と看護師の連携を推進するた
め，県内の医療機関が看護師等を
対象に行う能力研鑚研修に助成す
る。

○ 29,784 0 △29,784 国補事業により、同様の事業が創
設されたことによる、事業の中止。

国補事業により、同様の事業が創設されたことにより、事
業を中止するもの。

　上記の医療課題については、国補事業が創設されたこ
とにより、本事業が見込んでいた目標を達成する見込み
であるため、本事業の計画変更による医療課題の解決へ
の影響はない。

081021 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

医師と看護師の救急
ライセンス研修

医師と看護師が救急ライセンス研修
を実施する場合に経費の一部を助
成する。

○ 7,600 6,692 △908 有 看護職員が受講する救急ライセン
ス研修分野を拡大し，より専門的で
確実な救急蘇生技術の獲得・向上
のために受講料の一部を助成す
る。

救急医療体制の充実を図るためには，医師等とのチーム
医療の場で，専門的で適切に対応できる看護職員が必要
である。そこで，看護職員が受講する救急ライセンス研修
の情報を提供するとともに，BLS及びACLS研修にPALS
（小児二次救命処置）研修を加えて分野を拡大し，確実な
技術を修得した看護職員を確保するために本事業を拡充
したい。

　計画額より少ない額で目標を達成する見込があることか
ら、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

081022 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

地域医療再生計画の
推進

地域医療再生計画を推進するた
め，関係機関との調整を行う。

○ 4,000 4,699 ＋699 有 関係機関との調整の増による計画
額の修正。

各種事業を行うために、関係機関との連絡調整を密に行
う事による事業費が増加するため。

変更に伴う財源については、事業の見直しによる減額分
を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこと
はない。

081023 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

薬物由来の健康被害
対策の充実強化

薬物由来の健康被害防止に向けた
情報発信及び検査体制の強化

○ ○ 0 27,106 ＋27,106 ・無承認無許可医薬品や違法ドラッ
グ等に係る医療関係者や県民等に
対する情報提供
・行政と医療機関等との情報交換
・医療機関等からの依頼検査（原因
薬物の特定等）の実施
・違法ドラッグ等の市場流通品の検
査の実施

インターネットの普及等により，多種多様な医薬品成分を
含有する健康食品（無承認無許可医薬品）や違法ドラッグ
等が身近に流通しており，それらの中には，有害成分を含
有しているものもあることから，健康被害の発生が深刻な
社会問題となっており，これらのケースに対しては，速や
かに原因を特定し，適切な治療に繋げることが必要であ
る。

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

081024 08茨城 H21補正
①水戸、
日立、常
陸太田・
ひたちな
か

看護師等養成所教育
体制強化事業

中小病院等への就業者が多い養成
所に対して実習用教育資材等を整
備し看護職員の質の向上を図る。

○ 0 48,000 ＋48,000 中小病院等への就業者が多い養成
所に対して実習用教育資材等を整
備し看護職員の質の向上を図る。

　県民が地域で安心して医療サービスを受けられるように
するため、県民に身近な医療を担う中小病院等の看護職
員不足を解消するとともに、その質の向上を図る。

変更に伴う財源については、主に基金の運用益を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

082001 08茨城 H21補正
②筑西・
下妻

新中核病院整備事業 筑西市民病院と県西総合病院とを
再編統合し、新中核病院を整備す
る。

○ ○ 1,050,000 1,300,000 ＋250,000 有 関連事業の統合による増 新中核病院整備事業と一体として整備する「電子カルテ
整備事業」について、事業を統合して実施する。

変更に伴う財源については、関連事業を統合して実施す
るため、他の事業に影響を及ぼすことはない。

082004 08茨城 H21補正
②筑西・
下妻

寄附講座の設置 総合医機能の充実による地域中核
病院の再生モデルの構築

○ 145,000 123,500 △21,500 当初計画していた寄附講座教員数
の減

当初計画していた寄附講座教員数の変更に伴い減額す
るものであるが、この講座により地域医療に充実を図るこ
とが出来た。

　上記の医療課題については、平成24年度補正予算にて
措置された「医科大学への寄附講座の継続事業」によっ
て、本事業が見込んでいた目標を達成する見込みである
ため、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。
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事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

082005 08茨城 H21補正
②筑西・
下妻

情報基盤のあり方検
討

Ｗｅｂ型電子カルテの導入にあたり
当該地域の医療状況や導入効果な
どについて調査検討。

○ 5,000 0 △5,000 事業を新中核病院整備事業と一体
で整備するため、事業を中止する。

事業を新中核病院整備事業と一体で整備するため、新中
核病院整備事業に統合する。

　上記の医療課題については、別事業である「新中核病
院整備事業」に統合することによってによって、本事業が
見込んでいた目標を達成する見込みであるため、本事業
の計画変更による医療課題の解決への影響はない。

082006 08茨城 H21補正
②筑西・
下妻

Ｗｅｂ型電子カルテ整
備事業

新中核病院にＷｅｂ型電子カルテを
導入して、地域の病院や診療所との
医療情報の共有化を図る。

○ 211,400 0 △211,400 事業を新中核病院整備事業と一体
で整備するため、事業を中止する。

事業を新中核病院整備事業と一体で整備するため、新中
核病院整備事業に統合する。

　上記の医療課題については、別事業である「新中核病
院整備事業」に統合することによってによって、本事業が
見込んでいた目標を達成する見込みであるため、本事業
の計画変更による医療課題の解決への影響はない。

082007 08茨城 H21補正
②筑西・
下妻

医療連携調査検討経
費

当該地域における医療課題の整理
や対応策の検討。

○ 5,000 0 △5,000 事業を市の負担において実施する 事業を市の負担によって実施するため、計画から削除す
る。

　上記の医療課題については、市の負担において実施す
るため、本事業が見込んでいた目標を達成する見込みで
あるため、本事業の計画変更による医療課題の解決への
影響はない。

082008 08茨城 H21補正
②筑西・
下妻

医療連携促進のため
のセンターの設置、
運営等

医療連携を促進するためにセンター
を設置し、人材確保の支援、医療情
報の収集・分析など各種事業を実
施。

○ 69,600 0 △69,600 事業を市の負担において実施する 事業を市の負担によって実施するため、計画から削除す
る。

　上記の医療課題については、市の負担において実施す
るため、本事業が見込んでいた目標を達成する見込みで
あるため、本事業の計画変更による医療課題の解決への
影響はない。

082009 08茨城 H21補正
②筑西・
下妻

寄附講座の設置 総合医療、救急医療に係る寄附講
座を設置するとともに、茨城医療セ
ンターに後期研修医を集めて医師
不足地域に医師を派遣。

○ 295,000 268,000 △27,000 地元負担金の減に伴う基金額の
増。
計画初年度の寄附講座教員の減。

拠点病院から、医師不足地域への派遣調整が困難になっ
たことによる、地元負担金の減に伴い基金額が増加した。
計画初年度について、当初予定していた寄附講座教員の
確保が難しかったため、人件費が減額した。

　上記の医療課題については、平成24年度補正予算にて
措置された「医科大学への寄附講座の継続事業」によっ
て、本事業が見込んでいた目標を達成する見込みである
ため、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。

082010 08茨城 H21補正
②筑西・
下妻

寄附講座の実施に係
る教育・研究設備整
備

寄附講座の実施に係る教育・研究
設備整備。

○ 50,000 50,935 ＋935 研究設備整備費の増額。 研究設備整備費について、当初計画見込額よりも増額し
たため。

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

082011 08茨城 H21補正
②筑西・
下妻

寄附講座の設置 医師不足地域の公立病院及び公的
病院等に医師を派遣し、地域医療を
支える医師育成プログラムの寄附
講座を設置。

○ 115,000 88,000 △27,000 当初計画していた寄附講座教員数
の減

当初計画していた寄附講座教員数の変更に伴い減額す
るものであるが、この講座により地域医療の充実を図るこ
とが出来た。

　上記の医療課題については、平成24年度補正予算にて
措置された「医科大学への寄附講座の継続事業」によっ
て、本事業が見込んでいた目標を達成する見込みである
ため、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。

082012 08茨城 H21補正
②筑西・
下妻

医学生に対する修学
資金貸与事業

県内外の大学に新たに地域枠を設
置して医学生に修学資金を貸与し、
地域医療を担う人材を養成する。

○ 126,000 282,150 ＋156,150 有 茨城県地域枠の増員による地域枠
修学資金貸与対象者を拡充し、将
来、本県の地域医療に従事する医
師の拡大を図る。

　県内の医師数の増加や地域偏在の解消は県政の最重
要課題の一つであり、地域医療の維持・充実のための措
置が必要である。このため、県内の地域医療を担うととも
に、更には県内に定着する医師の育成が不可欠であり、
少しでも多くの医師の確保が図れるよう本事業の拡充を
図りたい。

変更に伴う財源については、事業の見直しによる減額分
を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこと
はない。

082013 08茨城 H21補正
②筑西・
下妻

高校生のための医学
セミナー
いばらきサイエンスハ
イスクール事業

県内高校生の医学部進学を促進す
るため、オープンキャンパスツアー
への参加、病院見学会、大学医師
特別講話及び県立高校に医学、難
関理系コースを設置し、医学部進学
を目指す高校生を養成する。

○ 11,000 48,458 ＋37,458 有 医師講演会や病院見学会等の回数
の増加や非常勤講師の配置及び旅
費等

医者の講演会や病院見学等の回数増加による意識の向
上や課題研究や少人数指導における非常勤講師の配置
を行い、事業を拡充するため

変更に伴う財源については、事業の見直しによる減額分
を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこと
はない。

082014 08茨城 H21補正
②筑西・
下妻

産科医、救急医等育
成支援事業

産婦人科、小児科、救急等２２診療
科で後期研修を行う研修医に対して
病院が研修手当を支給する場合、
その一部を補助。

○ 80,800 0 △80,800 当初計画していた国補事業につい
て予算措置されなかったため、事業
を中止する。

計画策定時には、当該事業について国補事業（1/2）とし
て予算要求していたが、最終的に国において予算措置さ
れなかったため、事業を中止したもの。

　上記の医療課題については、別事業である「後期研修
費補助事業」によって、本事業が見込んでいた目標を達
成する見込みであるため、本事業の計画変更による医療
課題の解決への影響はない。
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082015 08茨城 H21補正
②筑西・
下妻

後期研修医確保事業 県及び県内の臨床研修病院が後期
研修医を確保するために実施する
各種啓発事業。

○ 4,000 580 △3,420 事業を地域医療支援センター事業
に統合

事業を地域医療支援センター事業に統合した事による
減。

　上記の医療課題については、別事業である「地域医療
支援センター事業」によって、本事業が見込んでいた目標
を達成する見込みであるため、本事業の計画変更による
医療課題の解決への影響はない。

082016 08茨城 H21補正
②筑西・
下妻

後期研修費補助金 産婦人科、小児科、救急等２２診療
科で後期研修医を受け入れた病院
に対して、指導医経費の一部を補
助。

○ 88,896 121,526 ＋32,630 有 補助申請医療機関が増加したこと
による指導医経費支援額の増。

後期研修医受入れ促進の気運の醸成の高まりに加え，制
度が浸透したことにより補助申請医療機関が増加したこと
による指導医経費支援額の増による。後期研修医受入れ
促進の気運醸成が高まったことにより，若手医師の確保
につながることが期待される。

変更に伴う財源については、基金の運用益や事業の見直
しによる減額分を活用することとしており、他の事業に影
響を及ぼすことはない。

082017 08茨城 H21補正
②筑西・
下妻

地域医療再生計画の
推進

地域医療再生計画の推進に要する
経費

○ 5,304 3,608 △1,696 有 関係機関との調整の減による計画
額の修正。

各種事業を行うために、関係機関との連絡調整回数の減
による事業費の減。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医師確保対策事業」を行うこと
とする。

083001 08茨城 H22補正 被災地医療提供体制
特別再生事業

東日本大震災において、甚大な被
害を受けた医療施設の復旧・復興
に対する補助。

○ 1,550,000 1,609,696 ＋59,696 有 被災した医療施設の整備に係る補
助金額の増

北茨城市立総合病院：震災後の建設資材等の高騰により
事業費が増高したため，補助額についても上乗せしたた
め。
日製日立総合病院：実施予定事業を一部、医療施設耐震
化臨時特例交付金で実施することとしたため。

変更に伴う財源については、施設整備の執行残や事業の
見直しによる減額分を活用することとしており、他の事業
に影響を及ぼすことはない。また、地域医療体制整備の
強化を図ることができる。

083002 08茨城 H22補正 医療用設備災害復旧
事業

東日本大震災において損傷した医
療機器（ＭＲＩ、Ｘ線装置等）の修繕
等に対する補助。

○ 450,000 186,312 △263,688 計画のうち、医療機器整備について
予定していた補助対象箇所数を減
じることにより、計画額を減額するも
のである。

医療機関の資金繰り等の都合により、補助制度を活用す
る医療機関が当初計画より少なかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医師確保対策事業」を行うこと
とする。

083005 08茨城 H22補正 救急病院耐震化診断
調査費補助

耐震診断未実施の二次救急病院等
の耐震診断に係る経費を補助。

○ 20,000 3,817 △16,183 計画のうち、耐震化診断事業につい
て予定していた補助対象箇所数を
減じることにより、計画額を減額する
ものである。

補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかった
ため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医師確保対策事業」を行うこと
とする。

083006 08茨城 H22補正 救急病院耐震化工事
費補助

耐震化を図るための新築、増改築、
耐震補強に要する工事費の補助。

○ 1,000,000 399,328 △600,672 計画のうち、耐震化工事について予
定していた補助対象箇所数を減じる
ことにより、計画額を減額するもの
である。

補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかった
ため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医師確保対策事業」を行うこと
とする。

083007 08茨城 H22補正 救急医療機能高度化
促進事業

二次、三次救急医療機関を対象とし
て、当該地域の救急医療の課題解
決のための、ＨＣＵ　、ＳＣＵなどの
専門治療室の設置、ドクターカーの
整備等救急医療の高度化を図る。

○ 324,000 371,225 ＋47,225 国庫対象事業の実施よる事業拡充 （１）既存事業：当初見込みよりも病院数が減少したため。
（２）拡充分：県内の医療提供体制の強化をさらに図る必
要があり，国庫補助を活用し，基金事業を拡充したため。

変更に伴う財源については、基金の運用益や事業の見直
しによる減額分を活用することとしており、他の事業に影
響を及ぼすことはない。また、地域医療体制整備の強化
を図ることができる。

083008 08茨城 H22補正 鹿行地域救急医療広
域連携事業

旭中央病院のトレーニングセンター
を利用して、鹿行南部地域の二次
救急病院の医師や看護師等のスキ
ルアップを図るとともに、医療従事
者同士の連携を促進する。

○ 6,000 0 △6,000 事業について、自主財源で対応す
ることによる事業中止

旭中央病院のトレーニングセンターを利用した研修会につ
いては，相手方との協議の結果，資機材等当初想定して
いた経費については，トレーニングセンターの持ち出しで
対応していただけることとなったため，基金は充当しない
こととなった。

　上記の医療課題については、基金を活用せず、自主財
源によって事業を実施しており、、本事業が見込んでいた
目標を達成できたため、本事業の計画変更による医療課
題の解決への影響はない。

63 / 344



参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

083009 08茨城 H22補正 鹿行地域小児等救急
医療支援事業

輪番制により時間外の小児救急・二
次救急に対応するための医師確保
に必要な経費を補助する。

○ 48,000 94,309 ＋46,309 有 実施医療機関の増 鹿行地域の小児等救急医療を取り巻く状況は，依然とし
て厳しく，医師不足等の理由により，県内他地域に比べ受
け入れ医療機関の確保に苦慮している。このため引き続
き医師確保にかかる経費の一部を助成することにより，小
児など救急医療体制の充実を図る。

変更に伴う財源については、事業の見直しによる減額分
を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこと
はない。また、将来の地域医療を担う医師の更なる拡充を
図ることが可能となる。

083010 08茨城 H22補正 救急医療適正利用普
及啓発事業

県民に対して適切な救急利用を呼
びかけ、応急処置や救急時の正し
い知識の普及啓発を行う。

○ 20,000 0 △20,000 別途雇用創出基金により，事業を実
施したことによる事業の中止。

雇用創出基金により同様の事業を実施し，成果が得られ
たため

上記の医療課題については、別事業である「雇用創出基
金事業」によって、本事業が見込んでいた目標を達成でき
たため、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。

083011 08茨城 H22補正 都道府県がん診療連
携拠点病院整備事業

現、化学療法センターの患者の増に
より受入れ能力が限界に来ているこ
とから増設を行う。また、都道府県
がん診療連携教典病院としての機
能強化を行うため、がん画像診断
ネットワークシステムを構築する。

○ ○ 240,000 126,834 △113,166 化学療法センター施設整備の委託
単価を減額するものである。
がん画像診断ネットワーク整備事業
については、別の国補事業により整
備。

化学療法センター施設整備については、入札を実施した
結果、見込を下回ったため。
がん画像診断ネットワーク整備事業については、別の国
補事業により整備したため計画より削除。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

083013 08茨城 H22補正 がん診療機器整備事
業

がん診療連携拠点病院及び県がん
診療指定病院のがん診療機能を維
持するため、最新機器導入のため
の経費の一部を補助。

○ 252,000 663,415 ＋411,415 事業に県立中央病院及び県立医療
大学の整備を拡充する。

前立腺がんや子宮がんは，手術支援ロボット「ダヴィンチ」
による手術が世界的に主流となっていることから，都道府
県がん診療連携拠点病院である県立中央病院に同機器
の導入し，高度ながん治療を県民に提供する。また，ダ
ヴィンチ手術は，今後の主要な手術方法となることから，
同機器を活用し，若手外科系医師の研修・養成を行う。
あわせて、現在のがん診療現場において，がんの早期発
見にＭＲＩは主要な機器となっていることから，県立医療大
学に最新のＭＲＩを導入し，医療技術の高度化，専門化に
対応できる高度な知識と技術を備えた医療技術者の育成
を行い，地域のがん診療を担う人材を輩出する。

変更に伴う財源については、施設整備の執行残や事業の
見直しによる減額分を活用することとしており、他の事業
に影響を及ぼすことはない。

083014 08茨城 H22補正 放射線治療（陽子線）
装置高度化事業

放射線治療（陽子線）装置改良に伴
う補助。

○ 50,000 49,980 △20 補助事業実績による減。 補助対象者と協議のうえ、補助額を減じることとしたため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

083015 08茨城 H22補正 がん認定看護師育成
支援事業

がん診療連携拠点病院等を対象と
して、「がん認定看護師」の育成を
短期間で集中的に実施し、がん医
療体制の一層の充実を図る。

○ 20,000 12,900 △7,100 有 当初計画人数の減。 当初計画していた人数が減した事による、事業費の減。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医師確保対策事業」を行うこと
とする。

083016 08茨城 H22補正 いばらき予防医学プ
ラザ等災害復旧費

震災で被災した（財）茨城県総合検
診協会（県健康管理センター）の修
繕費。

○ 22,982 18,375 △4,607 修繕工事について入札を行った結
果見込みを下回ったこと，修繕工事
における工事監理を自ら実施したこ
とにより工事監理費が不要になった
ことなどから減額した

修繕工事について入札を行った結果見込みを下回ったこ
と，工事監理費が不要になったことなどから計画額を修正
する必要が生じたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

083017 08茨城 H22補正 がん検診施設災害対
応事業費

災害時の停電等に備え、検体のの
損傷を防止するために自家発電装
置を整備する。

○ 3,818 0 △3,818 事業者の自主財源による事業実施
のため事業を中止する。

県健康管理センターの賃借人である茨城県総合健診協
会に対し，当協会業務との関わりが密接であることから自
ら費用負担できないか打診したところ，県の意見を了解し
た上で自ら自家発電装置を設置するとの考えが示された
ため，事業を中止した。

　上記の医療課題については、事業者が自ら実施するこ
とにより、、本事業が見込んでいた目標を達成できたた
め、本事業の計画変更による医療課題の解決への影響
はない。
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083018 08茨城 H22補正 こども福祉医療セン
ター新施設整備費補
助・運営費補助

こども福祉医療センター新施設整備
に係る補助。

○ ○ 870,000 980,000 ＋110,000 有 新施設の円滑な移行及び機能充実
を図るため，運営費の支援額を増額
する。

新施設への円滑な移行のためには，事前に職員を雇用し
て，開設のための準備やカルテ等の引き継ぎ作業を行う
必要があることから，運営費補助の一環として開設準備
費用に対しても補助を行うこととする。
　また，新施設においては，こども福祉医療センター現施
設の機能を引き続き提供することとするが，現施設におい
て不足していた機能訓練の充実については，機能訓練士
を一層雇用することにより，更なる機能の充実を図ること
とする。

変更に伴う財源については、事業の見直しによる減額分
を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこと
はない。

083021 08茨城 H22補正 在宅医療推進事業 在宅医療推進協議会（仮称）を設置
して全県的な推進体制を整備すると
ともに、県民への啓発やモデル事業
等を実施して、在宅医療の推進を図
る。

○ 9,000 1,041 △7,959 増加している糖尿病患者に対し，限
られた医療資源の中で医療提供体
制を維持していくため，検討会等を
設置して,地域特性に応じた保健と
医療，病院と診療所の連携強化を
図ることにより，糖尿病の発症及び
重症化予防を推進し，県民の生活
の質の向上と健康寿命の延伸を図
る。

平成21年度から，茨城県糖尿病登録医制度を創設し，か
かりつけ医師等を対象に糖尿病診療に関する研修を実施
し，茨城県糖尿病登録医約660名を認定しているが，病診
連携の具体化が課題である。
糖尿病の発症及び重症化予防を推進するため，第６次保
健医療計画に記載した保健と医療，糖尿病専門医とかか
りつけ医の連携強化を推進する必要がある。

　上記の医療課題については、Ｈ２４年度補正予算にて措
置された、「在宅医療・介護連携推進事業」によって、本事
業が見込んでいた目標を達成する見込みであるため、本
事業の計画変更による医療課題の解決への影響はない。

083022 08茨城 H22補正 看護力アップ事業 県立中央病院を拠点病院として、中
小病院等の看護師のスキルアップ
を支援する。

○ 32,000 21,200 △10,800 有 認定看護師資格希望看護士の所属
医療機関との調整に時間を要した
ため、当初予定した認定看護師の
養成数が減したため。

認定看護師資格希望看護士の所属医療機関との調整に
時間を要したため、当初予定した認定看護師の養成がで
きていないが、看護師及び所属医療機関からの要望があ
るため事業を拡充し、認定看護師資格取得の支援を継続
する。
　なお、情報サイトの開設については看護協会等の既存
のホームページを活用して行うこととしたため、新たなサイ
トの立ち上げは取りやめることとする。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医師確保対策事業」を行うこと
とする。

083023 08茨城 H22補正 地域医療高度化医師
養成確保事業費補助

筑波大学の県内定着率の向上、初
期・後期研修医の受入れ促進。連
携臨床研修病院の充実を図るため
の各種施策に対する補助。

○ ○ ○ 335,000 330,811 △4,189 有 筑波大学と協議し事業内容を変更
した事による事業費の減。

筑波大学と協議し事業内容をより効果が高いものへと変
更し、地域医療高度化に資する医師の養成・確保を促進
するため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

083024 08茨城 H22補正 寄附講座（小児医療） 県立こども病院を筑波大学の教育
拠点病院として位置付け、筑波大学
び配置する教員3名のうち2名を同
病院に派遣する。

○ 65,000 63,251 △1,749 寄附講座の設置が当初計画よりも
遅れた事による人件費の減。

寄附講座の設置が当初計画よりも遅れた事による人件費
の減。

　上記の医療課題については、平成24年度補正予算にて
計画した「医科大学への寄附講座の継続事業」によって、
本事業が見込んでいた目標を達成する見込みであるた
め、本事業の計画変更による医療課題の解決への影響
はない。

083026 08茨城 H22補正 地域医療支援セン
ター

「地域医療支援センター」を設置し、
自冶医科大学、地域枠及び修学資
金貸与等の若手医師のキャリア形
成を支援。

○ 72,812 128,831 ＋56,019 有 新しい専門医制度を見据えた後期
研修プログラム作成，地域枠関係
大学との連携強化，若手医師育成
拠点づくりなどを進めることにより，
地域医療に従事する医師の拡大を
図る。

県地域枠及び医師修学資金を活用した卒業医師が安心
して本県の地域医療に従事しながら専門医資格を取得で
きるよう支援する必要がある，このため，新しい専門医制
度を見据えたオール茨城の後期研修プログラム作成を推
進したい。
　また，地域枠関係大学とは，医学生の状況や県の修学
資金制度における義務のルールなどについて情報交換な
どにより，大学との連携を強化して地域枠医学生の育成
を行っていく。
　さらに，若手医師特訓ゼミの開催などにより，若手医師
の育成に熱心な本県の姿勢を全国にアピールしていく。

変更に伴う財源については、事業の見直しによる減額分
を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこと
はない。また、若手医師受入促進のための、地域連携の
充実を図ることが可能となる。

083027 08茨城 H22補正 若手医師受入促進事
業

臨床研修病院が連携して、若手医
師（初期・後期）受入れ促進に取り
組む事業に対しる補助。

○ 8,000 12,325 ＋4,325 有 若手医師の受入促進のため各種研
修会等を開催する臨床研修病院の
増加による支援対象の増。

若手医師の受入促進のために地域で一体となって取り組
むという気運の醸成の高まりにより，各種研修会等を行う
臨床研修病院が増えている。より多くの受入促進事業に
対して支援を行うことで，更なる気運の醸成に努める。

変更に伴う財源については、事業の見直しによる減額分
を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこと
はない。また、若手医師受入促進のための、地域連携の
充実を図ることが可能となる。
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083028 08茨城 H22補正 医師勤務環境改善事
業

病院勤務医の負担軽減を図るた
め、医師事務作業補助者の雇用に
係る経費を補助。

○ 43,260 0 △43,260 国の雇用基金事業を活用したため
事業を減する。

当初、再生基金を活用して事業を行う予定でいたが、国の
補助金を活用して事業を実施することとしたため。

　上記の医療課題については、国の緊急雇用基金を活用
することによって、本事業が見込んでいた目標を達成する
見込みであるため、本事業の計画変更による医療課題の
解決への影響はない。

083029 08茨城 H22補正 地域医療再生計画の
推進

地域医療再生計画を推進するた
め、関係機関との調整を行う。

○ 2,532 3,759 ＋1,227 有 関係機関との調整の増による計画
額の修正。

各種事業を行うために、関係機関との連絡調整を密に行
う事による事業費が増加するため。

変更に伴う財源については、事業の見直しによる減額分
を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこと
はない。

083030 08茨城 H22補正 災害に強い医療体制
推進事業

大規模災害発生時に適切な対応が
出来るようＤＭＡＴや災害拠点病院
等の体制強化を図るとともに、体制
構築に向けた訓練や人材育成など
の環境づくりを行う。

○ ○ 0 46,270 ＋46,270 災害医療に資する資機材の整備及
び訓練等の実施

日本大震災対応の検証により，災害時の地域医療確保
のために，資機材の整備及び訓練等の重要性が再認識
されたため事業を実施する。

変更に伴う財源については、事業の見直しによる減額分
を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこと
はない。また、災害時の地域医療確保の充実を図ること
が可能となる。

083031 08茨城 H22補正 被災者支援医師派遣
システムにより派遣さ
れた病院への支援

震災により、被災を受けた医療機関
へ、医師派遣システムにより派遣さ
れる非常勤医師雇用に対する支援

○ 0 18,978 ＋18,978 震災により、被災を受けた医療機関
へ、医師派遣システムにより派遣さ
れる非常勤医師雇用に対する支援

震災により、被災を受けた医療機関へ、医師派遣システ
ムにより派遣される非常勤医師雇用に対する支援を行
い、被災地域の医療体制の確保を図る。

変更に伴う財源については、事業の見直しによる減額分
を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこと
はない。また、被災地域の医療提供体制の確保を図るこ
とが可能となる。

083032 08茨城 H22補正 特定診療科修学資金 県内において診療科偏在が著しい
診療科（産婦人科、小児科、救急診
療科等）に勤務する医師のあるもの
に修学資金を貸与する。

○ 0 348,200 ＋348,200 有 特に医師の不足が著しい産婦人
科・小児科等で，将来，医師の業務
に従事することを条件に修学資金を
貸与する。

当県においては，産婦人科，小児科等の診療科の医師数
が著しく不足している状況にあり，これらの診療科の医師
の確保を図る。

変更に伴う財源については、事業の見直しによる減額分
を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこと
はない。また、偏在する診療科の解消を図ることが可能と
なる。

085003 08茨城 H24予備
費

医療用設備災害復旧
事業

被災した医療施設の災害復旧に対
する中小医療施設への復旧・復興
支援

○ 442,600 133,824 △308,776 計画のうち。医療機器整備等につい
て予定していた補助対象箇所数を
減じることにより、計画額を減額する
ものである。

医療機関の資金繰り等の都合により、補助制度を活用す
る医療機関が当初計画より少なかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医師確保対策事業」や「看護師
確保対策事業」を行うこととする。

085004 08茨城 H24予備
費

診療機器整備事業 被災した医療施設の災害復旧に対
する患者の集中する診療科の機能
拡充支援

○ 29,400 32,707 ＋3,307 事業費の増加に伴う計画額の変更 被検者の負担の軽減及び診療効率の向上を図るため，
計画当初よりもより高次の機器を購入することとなり，費
用が高額となったため。

変更に伴う財源については、基金の運用益や事業の見直
しによる減額分を活用することとしており、他の事業に影
響を及ぼすことはない。

085005 08茨城 H24予備
費

看護師等養成所施設
整備事業

東日本大震災により損傷した白十
字看護専門学校校舎の白十字総合
病院敷地内への移転新築費用の一
部を助成することで，同地域の看護
師供給体制を強化する。

○ ○ 38,880 106,481 ＋67,601 事業に対する支援額の変更に伴う
増。

白十字看護専門学校校舎に係る施設整備について，同
校は医療提供体制施設整備交付金による補助（補助基準
額の１/２）を資金計画に位置付けているが，国内示額が
補助基準額の１/２を大きく下回ったことにより建築資金に
不足が生じていることから，当該差額について追加して支
援する。

変更に伴う財源については、事業の見直しによる減額分
を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこと
はない。また、看護師確保対策の拡充を図ることが可能と
なる。

085006 08茨城 H24予備
費

鹿行地域看護職員確
保対策事業

再就業を希望する鹿島労災病院の
看護職員に対して鹿行地域での実
地研修を実施することにより，同地
域への看護職員の定着促進を図
る。

○ 13,120 2,400 △10,720 研修希望者が当初計画より少ない
ため、事業費の減。

離職に係る相談はあるものの，事業における研修を希望
する者がおらず，また予想以上の異動・退職者があり，事
業実績があがらなかったため。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「医師確保対策事業」を行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

085007 08茨城 H24予備
費

被災地域等医療機関
支援寄附講座設置事
業

被災地域等の医師不足の解消及び
医療の充実強化のため、関連医科
大学と寄附講座を設置し、脆弱化し
ている医療体制の整備を図る。

○ 128,000 119,500 △8,500 有 寄附講座教員の配置時期が遅れた
事による人件費の減。

寄附講座教員の配置時期が遅れた事による人件費の
減。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医師確保対策事業」を行うこと
とする。
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085008 08茨城 H24予備
費

被災地域への非常勤
医師派遣事業

被災地域へ非常勤医師を派遣し、
医療体制の強化を図る。

○ 69,000 58,386 △10,614 有 当初計画していた派遣人の減によ
る計画額の減。

当初計画していた派遣人の減による計画額の減。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医師確保対策事業」を行うこと
とする。

085009 08茨城 H24予備
費

被災地域医師確保助
成事業

被災地域の二次救急医療体制の充
実を図るた、対象病院が行う医師確
保に係る経費に対して支援を行う。

○ 81,000 181,000 ＋100,000 有 補助対象病院に増による計画額の
増。

補助対象病院を増加し、被災地域の医療提供体制を充実
させるため。

変更に伴う財源については、事業の見直しによる減額分
を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこと
はない。また、被災地域の医師確保を図ることが可能とな
る。

085010 08茨城 H24予備
費

地域枠等修学資金貸
与事業

県内外の大学に設置した地域枠等
を設置して医学生に修学資金を貸
与し、地域医療を担う人材を養成す
るとともに。被災地域等へ修学生医
師を積極的に派遣し、医師の地域
偏在の解消を図る。

○ 0 172,200 ＋172,200 有 県内外の大学に設置した地域枠等
を設置して医学生に修学資金を貸
与し，地域医療を担う人材を養成す
るとともに，被災地域等へ修学生医
師を積極的に派遣し，医師の地域
偏在の解消を図る。

本県は，人口１０万人対の医師数が低位にある中，東日
本大震災や福島原発事故の影響による医療従事者の流
出が大きな問題となっている。例年，本県の協力病院へ
研修医を派遣している都内の大学の調整会議において
は，研修医のほか父兄からも本県への派遣を避けるよう
要望が出されるなど風評被害の長期化が懸念されてい
る。
そのような中，地域医療に意欲と使命感を有する地元出
身高校生を対象とする地域枠制度は，風評に惑わされる
ことなく，将来本県の地域医療への就業が確実に見込め
るため，本事業により一人でも多くの医師の養成，確保を
図り，被災地域等への派遣を実施する。

変更に伴う財源については、事業の見直しによる減額分
を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこと
はない。また、本事業の実施により，被災地域において地
域医療を担う医師の確保を図ることができる。
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091001 09栃木 H21補正
①県南

県南医療圏連携ネッ
トワークシステム整備
支援事業

効率的で質の堅い医療サービスを
提供するため、ＩＴを活用した医療情
報等の共有化など施設間のネット
ワークの構築・整備を行う。

○ ○ 301,200 102,948 △198,252 有 　計画のうち、県南医療圏連携ネッ
トワークシステム整備支援事業につ
いて、予定していた補助対象箇所数
を減じることにより、計画額を減額す
るものである。
　また、医療連携検討促進会議につ
いては、事業実施年度を延長するも
のである。

　補助制度を活用する医療機関等が当初計画より少な
かったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「二次医療機関診察機能強化支
援事業」を充実することとする。

091002 09栃木 H21補正
①県南

休日夜間急患セン
ター医療従事者研修
支援事業

休日夜間急患センターにおける医
療従事者に対する研修に対する支
援事業

○ 800 1,482 ＋682 有 　休日夜間急患センターにおける医
療従事者に対する研修会への支援
については、平成25年度までの実
施となっていたが、事業実施年度を
延長するものである。

今後とも継続して開催することが必要であるため。 　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。ま
た、本県の休日夜間急患センターの機能充実を図ること
が可能となる。

091003 09栃木 H21補正
①県南

ドクターヘリ要員研修
支援事業

ドクターヘリ要員に対する研修の実
施、日本航空医療学会等の講習会
への参加等を支援

○ 6,000 1,739 △4,261 　計画のうち、予定していた補助対
象箇所数を減じることにより、計画
額を減額するものである。

　補助制度を活用する医療機関等が当初計画より少な
かったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「二次医療機関診察機能強化支
援事業」を充実することとする。

091004 09栃木 H21補正
①県南

県南地域医療再生コ
ンソーシアム運営事
業

事業の実施方法、達成状況の評
価、その他地域医療の諸課題につ
いて検討

○ 600 2,300 ＋1,700 有 　県南地域医療再生コンソーシアム
の開催については、平成25年度ま
での実施となっていたが、事業実施
年度を延長するものである。

今後とも継続して開催することが必要であるため。 　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。

091005 09栃木 H21補正
①県南

二次医療機関診療機
能強化支援事業

二次医療機関医療（下都賀総合病
院、小山市民病院）の診療機能強
化のための支援を実施

○ ○ 1,300,000 1,480,000 ＋180,000 有 　とちぎメディカルセンターの移転整
備にあたり、東日本大震災等の状
況変化に対応するとともに、開院予
定を変更するものである。

　東日本大震災等の状況変化に対応するため、とちぎメ
ディカルセンター第１病院（仮称）の整備にあたり、追加補
助及び開院予定の変更等を行うもの。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。

091006 09栃木 H21補正
①県南

医療機能分化促進事
業

二次医療機関医療機能分化促進事
業、周産期医療・産科診療所・有床
診療所機能強化支援事業

○ 120,000 57,379 △62,621 　計画のうち、予定していた補助対
象箇所数を減じることにより、計画
額を減額するものである。

　補助制度を活用する医療機関等が当初計画より少な
かったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「二次医療機関診察機能強化支
援事業」を充実することとする。

091007 09栃木 H21補正
①県南

学生に対する普及啓
発等事業

高校生等を対象とした病院見学会
等の開催に要する経費の助成

○ 2,000 600 △1,400 　計画のうち、学生に対する普及啓
発事等事業について、予定していた
補助対象箇所数を減じることによ
り、計画額を減額するものである。

　補助制度を活用する医療機関等が当初計画より少な
かったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「二次医療機関診察機能強化支
援事業」を充実することとする。

091009 09栃木 H21補正
①県南

医師確保コーディ
ネーター活動支援事
業

臨床研修病院や大学病院等の医師
を医師確保コーディネーターに委嘱
し、個別病院の枠を越えた研修医・
勤務医の確保等の活動を実施

○ 300 0 △300 　医師確保コーディネーターは委嘱
しているが、計画のうち、予定してい
た事業費の執行が無かったため、
計画額を減額するものである。

医師確保コーディネーターの委嘱は行ったが、基金から
の支出はなかったため、減額するもの。

　医療課題は解決されていないが、地域医療再生計画で
は当該事業を減額し、優先順位の高い「２次医療機関診
療機能強化支援事業」を行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
を見直すこととする。
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事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

091010 09栃木 H21補正
①県南

医師派遣システム等
構築事業

県奨学金医師、地域枠医師等につ
いて、有効な医師派遣方法、キャリ
ア形成方法等の研究

○ 5,000 4,600 △400 　計画のうち、医師派遣システム等
構築事業について、予定していた補
助対象箇所数を減じることにより、
計画額を減額するものである。

　補助制度を策定し、事業を実施したが、事業費が当初計
画より少なかったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

091012 09栃木 H21補正
①県南

医師派遣大学協議会
開催事業

医師派遣大学協議会において、複
数の大学医局から医師派遣を受け
てること等の課題解決等を図る

○ 400 369 △32 有 　計画のうち、医師派遣大学協議会
について、予定していた事業量を減
じることにより、計画額を減額すると
ともに、事業実施年度を延長するも
のである。

　事業を実施しているが、事業費が当初計画より少なかっ
たため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

091013 09栃木 H21補正
①県南

女性医師支援セン
ター設置運営事業

女性医師の就業支援等の実施 ○ 14,000 13,999 △1 　計画のうち、女性医師支援セン
ター設置運営事業について、予定し
ていた事業量を減じることにより、計
画額を減額するものである。

　事業を実施しているが、事業費が当初計画より少なかっ
たため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

091014 09栃木 H21補正
①県南

勤務環境改善支援事
業

病院が独自に取り組む、きめ細や
かな勤務環境改善対策や医師確保
対策等を支援し、病院勤務医の確
保・定着を促進

○ 60,000 81,916 ＋21,916 有 　勤務環境改善支援事業の事業実
施期間を延長し、病院勤務医の確
保定着を図るものである。

　県内の医師数の増加や地域偏在の解消は県政の最重
要課題の一つであり、地域医療の維持・充実のための措
置が必要である。このため、県内の病院勤務医の確保・
定着が不可欠であり、少しでも多くの医師の確保が図れ
るよう本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。ま
た、将来の地域医療を担う医師の更なる拡充を図ることが
可能となる。

091016 09栃木 H21補正
①県南

看護師短時間正職員
制度導入促進事業

看護職員に係る短時間正職員制度
を導入する医療機関に対し、必要な
経費の一部助成を実施

○ 60,000 12,885 △47,115 　計画のうち、看護師短時間正職員
制度導入促進事業について、予定
していた事業量を減じることにより、
計画額を減額するものである。

　事業を実施しているが、事業費が当初計画より少なかっ
たため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「二次医療機関診察機能強化支
援事業」を充実することとする。

091018 09栃木 H21補正
①県南

助産師確保連絡協議
会設置事業

助産師確保連絡協議会（仮称）を設
置し、助産師確保体制の構築を図
る

○ 1,200 1,148 △52 有 　計画のうち、助産師確保連絡協議
会設置事業について、予定していた
事業量を減じることにより、計画額を
減額するとともに、事業実施年度を
平成27年度まで延長するものであ
る。

　事業を実施しているが、事業費が当初計画より少なかっ
たため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

091019 09栃木 H21補正
①県南

助産師養成所設備整
備事業

助産師養成施設の開設を促進する
ため、設備整備を支援

○ ○ 12,000 24,000 ＋12,000 有 　助産師養成施設の支援対象を追
加し、助産師の確保を図るものであ
る。

　助産師の確保・定着は不可欠であり、少しでも多くの助
産師の確保が図れるよう本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。ま
た、将来の助産師の更なる確保を図ることが可能となる。

091020 09栃木 H21補正
①県南

助産師養成施設修業
派遣支援事業

勤務看護師の助産師資格取得を促
進するため、必要な経費の一部助
成を実施

○ 30,000 48,420 ＋18,420 有 　助産師養成施設就業派遣支援事
業の事業実施年度を平成27年度ま
で延長し、助産師の確保定着を図る
ものである。

　助産師の確保・定着は不可欠であり、少しでも多くの助
産師の確保が図れるよう本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。ま
た、将来の助産師の更なる確保を図ることが可能となる。

091021 09栃木 H21補正
①県南

地域医療団体活動支
援事業

住民団体による地域医療に係る学
習会等の開催を支援し、住民が一
体となった取組を助成

○ 3,000 3,628 ＋628 有 　地域医療団体活動支援事業の事
業実施年度を延長するものである。

今後とも継続して開催することが必要であるため。 　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。ま
た、本県の住民主体の取組の促進が可能となる。

091022 09栃木 H21補正
①県南

県民協働推進事業 地域医療フォーラムの開催や県域メ
ディアを活用した普及啓発により、
地域医療について広く県民への理
解促進

○ 26,000 43,487 ＋17,487 有 　県民協働推進事業の事業実施年
度を平成27年度まで延長し、地域医
療についての理解促進を図るもの
である。

今後とも継続して開催することが必要であるため。 　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。ま
た、地域医療の理解促進が可能となる。
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091023 09栃木 H21補正
①県南

看護師養成所施設整
備支援事業

看護師養成所の施設設備整備に対
し助成する。

○ ○ 0 76,600 ＋76,600 有 　看護師養成所施設整備支援事業
に新たに取り組み、看護師確保を図
るものである。

　看護師確保は不可欠であり、少しでも多くの看護師の確
保が図れるよう本事業に取り組みたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。ま
た、将来の看護師の更なる確保を図ることが可能となる。

092001 09栃木 H21補正
②県西

県西医療圏連携ネッ
トワークシステム整備
支援事業

効率的で質の堅い医療サービスを
提供するため、ＩＴを活用した医療情
報等の共有化など施設間のネット
ワークの構築・整備を行う。

○ 450,600 160,085 △290,515 有 　計画のうち、県西医療圏連携ネッ
トワークシステム整備支援事業につ
いて、予定していた補助対象箇所数
を減じることにより、計画額を減額す
るものである。
　また、医療連携検討促進会議につ
いては、事業実施年度を延長するも
のである。

　補助制度を活用する医療機関等が当初計画より少な
かったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「二次医療機関診察機能強化支
援事業」を充実することとする。

092002 09栃木 H21補正
②県西

休日夜間急患セン
ター医療従事者研修
支援事業

休日夜間急患センターにおける医
療従事者に対する研修に対する支
援事業

○ 800 1,482 ＋682 有 　休日夜間急患センター医療従事
者研修支援事業の事業実施年度を
平成27年度まで延長し、休日夜間
急患センターにおける医療従事者
の充実を図るものである。

今後とも継続して開催することが必要であるため。 　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。ま
た、地域医療の理解促進が可能となる。

092003 09栃木 H21補正
②県西

県西地域医療再生コ
ンソーシアム運営事
業

事業の実施方法、達成状況の評
価、その他地域医療の諸課題につ
いて検討

○ 600 2,331 ＋1,731 有 　県西地域医療再生コンソーシアム
の開催について、事業実施年度を
延長するものである。

今後とも継続して開催することが必要であるため。 　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。ま
た、本県の休日夜間急患センターの機能充実を図ること
が可能となる。

092004 09栃木 H21補正
②県西

二次医療機関診療機
能強化支援事業

二次医療機関医療（上都賀総合病
院）の診療機能強化のための支援
を実施

○ ○ 1,300,000 1,490,000 ＋190,000 有 　上都賀総合病院の建替整備にあ
たり、東日本大震災等の状況変化
に対応するとともに、開院予定を変
更するものである。

　東日本大震災等の状況変化に対応するため、上都賀総
合病院の整備にあたり、追加補助及び開院予定の変更等
を行うもの。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。

092005 09栃木 H21補正
②県西

医療機能分化促進事
業

二次医療機関医療機能分化促進事
業、産科診療所・有床診療所機能
強化支援事業

○ ○ 110,000 5,998 △104,002 　計画のうち、予定していた補助対
象箇所数を減じることにより、計画
額を減額するものである。

　補助制度を活用する医療機関等が当初計画より少な
かったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「二次医療機関診察機能強化支
援事業」を充実することとする。

092006 09栃木 H21補正
②県西

医学部入学定員増に
よる医師確保要請事
業

獨協医科大学地域枠の学生（５名）
に対し、修学資金を貸与

○ 195,000 382,768 ＋187,768 有 修学資金貸与の対象を拡充し、地
域医療に従事する医師の拡大を図
る。

　県内の医師数の増加や地域偏在の解消は県政の最重
要課題の一つであり、地域医療の維持・充実のための措
置が必要である。このため、県内の地域医療を担うととも
に、更には県内に定着する医師の育成が不可欠であり、
少しでも多くの医師の確保が図れるよう本事業の拡充を
図りたい。特に、産科医については、医師養成が急務であ
る。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。ま
た、将来の地域医療を担う医師の更なる拡充を図ることが
可能となる。

092008 09栃木 H21補正
②県西

看護教員養成講習会
開催事業

看護教員の養成対策として平成２４
年度から２ヶ年間講習会を実施

○ 31,987 30,437 △1,550 事業を拡充し、看護教員の確保を図
る。

　看護教員の不足は県政の最重要課題の一つであり、地
域医療の維持・充実のための措置が必要であるため、
いったん本事業の拡充を図り増額したが、制度の活用が
少なかったため。

　増額した額には満たないものの、当初計画した額を上回
り、本事業により一部の成果を上げることができ、医療課
題の解決に向けた一定の見通しが立ったため、地域医療
再生計画では当該事業を減額し、優先順位の高い「二次
医療機関診察機能強化支援事業」を充実することとする。

092009 09栃木 H21補正
②県西

看護学生等支援事業 看護師等養成所にカウンセラーを巡
回訪問させ離職防止するとともに、
県内への定着促進を図る

○ 10,500 10,043 △457 　計画のうち、予定していた対象箇
所数を減じることにより、計画額を減
額するものである。

　補助制度を活用する医療機関等が当初計画より少な
かったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

70 / 344



参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

092010 09栃木 H21補正
②県西

助産師養成所設備整
備事業

助産師養成施設の開設を促進する
ため、設備整備を支援

○ ○ 12,000 0 △12,000 　計画のうち、当初補助対象として
予定していた助産師養成施設の開
設が中止となったことにより、計画
額を減額するものである。

　助産所養成施設の開設を支援する補助制度を策定した
ものの、当面、補助制度を活用する医療機関等の見込み
が立たないため。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「二次医療機関診療機能強化支援事業」を行
うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討を含めて、事業
そのものを見直すこととする。

092011 09栃木 H21補正
②県西

助産師再就業促進事
業

潜在助産師等のため、実態調査の
実施及び就業支援研修を実施

○ 10,500 6,208 △4,292 　計画のうち、予定していた事業量
を減じることにより、計画額を減額す
るものである。

　制度の活用が当初計画より少なかったため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「二次医療機関診察機能強化支
援事業」を充実することとする。

092012 09栃木 H21補正
②県西

医療機関等対話促進
事業

医療機関内での各種イベント等を支
援し、医療機関と住民との連携を促
進

○ 90,000 75,647 △14,353 有 　計画のうち、予定していた補助対
象箇所数を減じることにより、計画
額を減額するものである。

　補助制度を活用する医療機関等が当初計画より少な
かったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「二次医療機関診察機能強化支
援事業」を充実することとする。

092013 09栃木 H21補正
②県西

二次医療機関診療機
能強化支援事業

二次医療機関医療（上都賀総合病
院）の診療機能強化のため、鹿沼市
休日夜間急患センターの整備を支
援する。

○ ○ 0 50,000 ＋50,000 有 　これまで上都賀総合病院とあわせ
て整備する予定であった鹿沼市休
日夜間急患センターについて、近接
地に独立して整備することとなった。

　二次医療機関医療（上都賀総合病院）の診療機能強化
を図るためにも、鹿沼市休日夜間急患センターの整備を
支援するすることとしたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。ま
た、将来の看護師の更なる確保を図ることが可能となる。

093001 09栃木 H22補正 地域医療支援システ
ム調査研究事業

地域医療支援センターの設置導入
に当たり、効果的・効率的な運営を
推進するための事前調査研究や分
析評価等を行う。

○ 13,720 6,570 △7,150 　計画のうち、地域医療支援システ
ム調査研究事業について、予定して
いた事業量を減じることにより、計
画額を減額するとともに、事業実施
年度を変更するものである。

　事業費が当初計画より少なかったため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医療圏連携ネットワークシステ
ム整備支援事業」及び「病院内保育及び病児・病後児保
育施設整備支援事業」を充実することとする。

093002 09栃木 H22補正 臨床実習シミュレー
ター等設備整備支援
事業

医学・看護教育シミュレーター機器
の導入を促進し、医師・看護師の育
成・確保

○ 250,000 109,356 △140,644 　計画のうち、臨床実習シミュレー
ター等設備整備支援事業につい
て、予定していた事業量を減じるこ
とにより、計画額を減額するととも
に、事業実施年度を変更するもので
ある。

　事業費が当初計画より少なかったため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医療圏連携ネットワークシステ
ム整備支援事業」及び「病院内保育及び病児・病後児保
育施設整備支援事業」を充実することとする。

093003 09栃木 H22補正 医師確保支援セン
ター充実強化事業

医師確保支援センターのホーム
ページをリニューアルする。

○ 2,063 0 △2,063 　本県の県庁ホームページにある栃
木県医師確保支援センターホーム
ページをリニューアルしようとしたと
ころ、委託できないことが分かったた
め、職員が直接リニューアルしたた
め、事業費が不要となった。

　当初計画で予定した事業費をかけず、事業が実施でき
たため。

　当初計画で予定していた事業費をかけず、一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「医療圏連携ネットワークシステム
整備支援事業」及び「病院内保育及び病児・病後児保育
施設整備支援事業」を充実することとする。

093004 09栃木 H22補正 看護師定着地域別就
職ガイダンス事業

中小病院等の就職合同説明会を実
施する。

○ 5,774 14,146 ＋8,372 有 　看護師定着地域別就職ガイダンス
事業については、平成25年度まで
の実施となっていたが、事業実施年
度を延長するものである。

今後とも継続して開催することが必要であるため。 　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。ま
た、地域の中小病院等が看護師確保を図ることが可能と
なる。
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093005 09栃木 H22補正 看バック！再就業応
援プログラム事業

個々人に応じた研修プログラムを構
築し、病院等での勤務研修を実施
する。

○ 92,070 58,177 △33,893 　計画のうち、看バック！再就業応
援プログラム事業について、予定し
ていた事業量を減じることにより、計
画額を減額するものである。

　事業費が当初計画より少なかったため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医療圏連携ネットワークシステ
ム整備支援事業」及び「病院内保育及び病児・病後児保
育施設整備支援事業」を充実することとする。

093007 09栃木 H22補正 医師・看護師等住宅
整備支援事業

医師・看護師職員住宅の整備を支
援する。

○ ○ 125,000 113,844 △11,156 　計画のうち、医師・看護師等住宅
整備支援事業について、予定してい
た事業量を減じることにより、計画
額を減額するものである。

　事業費が当初計画より少なかったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

093010 09栃木 H22補正 受動喫煙防止環境整
備支援事業

職場における禁煙支援や受動喫煙
防止のための環境整備事業を支援
する。

○ 1,823 1,020 △803 　計画のうち、受動喫煙防止環境整
備支援事業について、予定していた
事業量を減じることにより、計画額を
減額するものである。

　事業費が当初計画より少なかったため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医療圏連携ネットワークシステ
ム整備支援事業」及び「病院内保育及び病児・病後児保
育施設整備支援事業」を充実することとする。

093011 09栃木 H22補正 生活習慣病患者の医
療連携推進事業

県民に対する高血圧予防のための
生活習慣病周知事業、管理栄養士
による食事指導医療連携事業、高
血圧症・重症化防止のための生活
改善普及事業、医師対象の高血圧
及び脳卒中治療に関する資質向上
事業、運動環境整備支援事業を行
う。

○ 12,677 25,372 ＋12,695 有 　生活習慣病患者の医療連携推進
事業については、平成25年度まで
の実施となっていたが、事業実施年
度を延長するものである。

今後とも継続して開催することが必要であるため。 　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。ま
た、地域の中小病院等が看護師確保を図ることが可能と
なる。

093015 09栃木 H22補正 救急患者ハイケア対
応病床整備支援事業

ICUベッドに準じる程度のハイケアユ
ニット型病床の改修整備

○ ○ 250,000 77,104 △172,896 　計画のうち、救急患者ハイケア対
応病床整備支援事業について、予
定していた事業量を減じることによ
り、計画額を減額するものである。

　事業費が当初計画より少なかったため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医療圏連携ネットワークシステ
ム整備支援事業」及び「病院内保育及び病児・病後児保
育施設整備支援事業」を充実することとする。

093017 09栃木 H22補正 医療機能分化施設・
設備整備支援事業

急性期病床等から回復期・慢性期
等の病床への機能転換を行う医療
機関の施設・設備整備を支援する。

○ ○ 150,000 0 △150,000 　計画のうち、当初予定していた事
業実施の見込みが当面ないことか
ら、計画額を減額するものである。

　補助制度を策定したものの、当面、補助制度を活用する
医療機関等の見込みが立たないため。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「病院内保育及び病児・病後児保育施設整備
支援事業」を行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討を含めて、事業
そのものを見直すこととする。

093018 09栃木 H22補正 有床診療所施設・整
備支援事業

短期入所療養介護を行うために有
床診療所（療養病床以外）が実施す
る施設・設備整備を支援する。

○ ○ 6,000 1,000 △5,000 　計画のうち、有床診療所施設・整
備支援事業について、予定していた
事業量を減じることにより、計画額を
減額するものである。

　事業費が当初計画より少なかったため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医療圏連携ネットワークシステ
ム整備支援事業」及び「病院内保育及び病児・病後児保
育施設整備支援事業」を充実することとする。

093019 09栃木 H22補正 周産期医療体制整備
事業

分娩取扱施設が実施する分娩に必
要な施設・設備整備を支援する。

○ ○ 22,500 66,546 ＋44,046 事業を拡充し、分娩取扱施設の施
設設備の充実を図る。

　県内の分娩体制の強化は県政の最重要課題の一つで
あり、地域医療の維持・充実のための措置が必要である。
このため、分娩取扱施設の施設・設備の充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。ま
た、分娩取扱施設の更なる拡充を図ることが可能となる。
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093021 09栃木 H22補正 災害拠点病院医療体
制支援事業

災害医療センターとして必要な医療
機器等の購入を支援する。
病院群輪番制病院等が整備する蓄
電施設等の購入を支援する。

○ ○ 118,261 133,423 ＋15,162 事業を拡充し、災害拠点病院等の
施設設備の充実を図る。

　県内の災害拠点病院等の強化は県政の最重要課題の
一つであり、地域医療の維持・充実のための措置が必要
である。このため、災害拠点病院等の施設・設備の充実を
図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。ま
た、災害拠点病院等の更なる拡充を図ることが可能とな
る。

093022 09栃木 H22補正 ＤＭＡＴ体制整備支援
事業

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の体
制整備に必要な災害派遣用医療機
器等の購入を支援する。

○ ○ 114,091 119,760 ＋5,669 事業を拡充し、災害派遣医療チーム
の施設設備の充実を図る。

　県内の災害派遣医療チームの体制整備は県政の最重
要課題の一つであり、地域医療の維持・充実のための措
置が必要である。このため、災害派遣医療チーム充実を
図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。ま
た、災害派遣医療チームの更なる拡充を図ることが可能
となる。

093024 09栃木 H22補正 身体合併症患者受入
体制整備事業

患者受入体制整備への支援を行
う。

○ 18,353 0 △18,353 　計画のうち、当初予定していた身
体合併症患者受入体制整備事業が
実施できなかったことにより、計画
額を減額するものである。

　補助制度を策定したものの、当面、事業実施の見込み
が立たないため。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「医療圏連携ネットワークシステム整備支援事
業」及び「病院内保育及び病児・病後児保育施設整備支
援事業」を充実することとする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討を含めて、事業
そのものを見直すこととする。

093025 09栃木 H22補正 輪番民間精神科病院
の輪番制整備事業

輪番受入体制の整備を図る。 ○ 46,113 68,629 ＋22,516 有 　輪番民間精神科病院の輪番制整
備事業については、平成25年度ま
での実施となっていたが、事業実施
年度を延長するものである。

　夜間・休日の一次、二次精神科救急患者について、民
間精神病院・診療所等の協力による輪番受入体制の整備
は最重要課題の一つであり、地域医療の維持・充実のた
めの措置が必要である。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。ま
た、夜間・休日の一次、二次精神科救急患者の輪番受入
体制の更なる拡充を図ることが可能となる。

093026 09栃木 H22補正 在宅療養支援診療所
設備整備支援事業

在宅医療支援診療所の設備整備を
支援する。

○ 12,500 12,476 △24 　計画のうち、当初予定していた在
宅療養支援診療所設備整備支援事
業が実施できなかったことにより、
計画額を減額するものである。

　補助制度を策定し、事業を実施したが、事業費が当初計
画より少なかったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

093027 09栃木 H22補正 訪問看護ステーショ
ン設備整備支援事業

訪問看護ステーションの設備整備を
支援する。

○ ○ 45,000 25,010 △19,990 　計画のうち、当初予定していた訪
問看護ステーション設備整備支援
事業が実施できなかったことによ
り、計画額を減額するものである。

　補助制度を策定し、事業を実施したが、事業費が当初計
画より少なかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医療圏連携ネットワークシステ
ム整備支援事業」及び「病院内保育及び病児・病後児保
育施設整備支援事業」を充実することとする。

093028 09栃木 H22補正 在宅歯科診療設備整
備支援事業

関係者による連携会議やポータブ
ル診療ユニット機器整備を支援す
る。

○ ○ 21,525 33,280 ＋11,755 事業を拡充し、在宅歯科診療施設
整備支援事業の充実を図る。

　在宅歯科診療については、県政の最重要課題の一つで
あり、地域医療の維持・充実のための措置が必要である。
このため、在宅歯科診療設備整備の充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。ま
た、在宅歯科診療についての更なる拡充を図ることが可
能となる。

093029 09栃木 H22補正 要介護者の歯科保健
推進事業

介護現場における口腔ケア推進の
ための実務者研修会を実施する。

○ 2,255 4,857 ＋2,602 有 　要介護者の歯科保健推進事業に
ついては、平成25年度までの実施と
なっていたが、事業実施年度を平成
27年度まで延長するものである。

今後とも継続して開催することが必要であるため。 　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。ま
た、要介護者の歯科保健推進を図ることが可能となる。

093030 09栃木 H22補正 在宅医療に係る医薬
品供給・応需体制整
備支援事業

薬局の新築・増改築に伴う無菌製
剤施設整備を支援する。

○ ○ 32,200 26,580 △5,620 　計画のうち、当初予定していた在
宅医療に係る医薬品供給・応需体
制整備支援事業が実施できなかっ
たことにより、計画額を減額するも
のである。

　補助制度を策定し、事業を実施したが、事業費が当初計
画より少なかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医療圏連携ネットワークシステ
ム整備支援事業」及び「病院内保育及び病児・病後児保
育施設整備支援事業」を充実することとする。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

093031 09栃木 H22補正 在宅医療促進検討会
議の設置支援事業

県内統一の地域連携クリティカルパ
ス（統一パス）の作成及び普及啓発
に向けた啓発活動を支援する。

○ 10,800 5,846 △4,954 　計画のうち、当初予定していた在
宅医療促進検討会議及び医療連携
体制推進事業（統一パス整備促進
事業）が実施できなかったことによ
り、計画額を減額するものである。

　補助制度を策定し、事業を実施したが、事業費が当初計
画より少なかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医療圏連携ネットワークシステ
ム整備支援事業」及び「病院内保育及び病児・病後児保
育施設整備支援事業」を充実することとする。

093033 09栃木 H22補正 地域医療連携システ
ム整備支援事業

地域医療連携システムの県全域で
の普及促進を図るため、システム導
入を支援する。

○ 132,000 243,595 ＋111,595 地域医療連携システムの導入経費
は病院の規模に比例し大きくなるた
め、基準単価を見直す。また、シス
テム導入にあわせて電子カルテシ
ステムを導入する医療機関に補助
を行う。

　ＩＴネットワークシステムを用いた診療情報等の地域医療
連携システムについて、全県での普及促進を図るための
措置が必要である。このため、本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。ま
た、地域医療連携システムの全県での普及促進を図るこ
とが可能となる。

093034 09栃木 H22補正 診療所電子カルテシ
ステム導入促進事業

診療所における電子カルテシステム
の導入を支援する。

○ 87,500 232,414 ＋144,914 　補助事業の実施にあたりアンケー
ト調査を実施した結果、当初見込ん
でいた診療所数に比べて導入希望
診療所数が少なかった。その理由
は、電子カルテシステムの導入経費
は高額であり、現在の100万円の１
／２補助ではインセンティブにはな
らないことであった。そこで、補助金
の基準単価を引き上げる。

　電子カルテシステムについて、全県での普及促進を図る
ための措置が必要である。このため、本事業の拡充を図
りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。ま
た、電子カルテシステムの全県での普及促進を図ることが
可能となる。

093035 09栃木 H22補正 地域医療再生コン
ソーシアム運営事業

事業の実施方法、達成状況の評
価、その他地域医療の諸課題につ
いて検討

○ 3,200 5,189 ＋1,989 有 　県南地域医療再生コンソーシアム
の開催については、平成25年度ま
での実施となっていたが、事業実施
年度を平成27年度まで延長するも
のである。

今後とも継続して開催することが必要であるため。 　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。

093038 09栃木 H22補正 病院内保育及び病
児・病後児保育施設
整備支援事業

病院内保育及び病児・病後児保育
施設整備を支援する

○ ○ 0 190,000 ＋190,000 有 病院内保育及び病児・病後児保育
施設整備を支援し、医師・看護師等
の定着・復職支援を図ろうとするも
の。

　医師・看護師等の定着・復職支援を図るとともに、働きな
がら安心して子育てができる環境整備を促進することが
必要であるため。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を与えることはない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

101001 10群馬 H21補正
①西毛地
域

救急担当医療クラー
ク

・救急医療情報システムにリアルタ
イムで救急患者受入情報を入力す
るための職員配置。

○ 126,000 106,756 △19,244 計画より安価で担当事務職員が配
置できたため基金負担額を減額す
る。

富岡総合病院における事務職員配置経費（委託費）につ
いて、見込みを下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

101002 10群馬 H21補正
①西毛地
域

画像情報システム整
備

・地域内の救急医療機関間及び消
防との効果的な連携を図るための
救急医療情報ネットワーク整備。

○ 360,000 361,279 ＋1,279 計画に基づき、公立の7病院が連携
した救急医療情報ネットワークを整
備したが、新たに民間病院が接続
するために行う事業を支援する。こ
の整備により、西毛地域の救急医
療の質の向上と救急患者の受け入
れ体制の整備を図る。

救急医療及び医療連携の更なる充実を図るため。 変更に伴う財源については、基金の運用益及び他事業の
執行残を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼ
すことはない。救急医療及び医療連携の更なる充実が図
られる。

101010 10群馬 H21補正
①西毛地
域

地域医療人育成講座
（寄附講座）

・医師不足の医療機関に医師派遣
を行う仕組みの構築や、人材育成
のための寄附講座を群馬大学に設
置。

○ 224,000 213,750 △10,250 地域医療支援センターの設置
（H25.10.10）に伴い、従来、寄付講
座で実施していた一部の事業（医学
生や高校生向け各種セミナーの開
催等）を地域医療支援センターの事
業として位置づける。

地域医療支援センターの設置に伴い、事業内容に応じて
事業の位置付けを整理するため。

上記の医療課題については、別事業である「地域医療支
援センター運営事業」によって、本事業が見込んでいた目
標を達成する見込みであるため、本事業の計画変更によ
る医療課題の解決への影響はない。

101011 10群馬 H21補正
①西毛地
域

医師確保修学資金貸
与（総合医）

・群馬大学の後期研修プログラム
「総合医育成コース」を選択する研
修医に修学資金を貸与。

○ 15,540 8,016 △7,524 貸与希望者の状況から、当初計画
の延べ16人貸与を延べ12人に変更
する（東毛計上分も含む）。

貸与希望者が当初計画より少なかったため。 当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「ぐんまレジデントサポート推進事
業」を行うこととする。

101012 10群馬 H21補正
①西毛地
域

群馬大学地域医療枠
学生への修学資金貸
与

・群馬大学地域医療枠入学者に修
学資金を貸与。

○ 229,536 233,700 ＋4,164 地域医療枠を17名から18名に増や
し、修学資金の貸与者を13名とす
る。

群馬大学医学部医学科の地域医療枠を平成23年度から1
名増員することとしたため。

変更に伴う財源については、基金の運用益及び他事業の
執行残を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼ
すことはない。

101013 10群馬 H21補正
①西毛地
域

医学生(5,6年生）修学
資金貸与

・地域医療枠学生が卒業するまでの
間の医師確保を図るため、県内外
の医学生（5，6年生）に修学資金を
貸与。

○ 207,000 217,800 ＋10,800 貸与予定者を延べ１０名増員する。
（延べ５名分の返還があったため、
増加額は延べ５名分となる。）

貸与希望者が見込みより多く、医師確保にとって即効性
のある事業であるため。

変更に伴う財源については、基金の運用益及び他事業の
執行残を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼ
すことはない。

101014 10群馬 H21補正
①西毛地
域

ぐんまレジデントサ
ポート推進事業

・研修医確保及び県内定着を図るた
め、研修医を対象とした実践的なセ
ミナーや、医学生と研修医との意見
交換会等を開催。
・基幹型臨床研修病院が連携した
研修プログラムを構築する費用の
一部を補助

○ 0 9,230 ＋9,230 有 新規 県内の医師数の増加や地域偏在の解消は県政の最重要
課題の一つであり、地域医療の維持・充実のための措置
が必要である。このため、県内の地域医療を担うととも
に、更には県内に定着する医師の育成が不可欠であり、
少しでも多くの医師の確保が図れるよう医師確保対策事
業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源については、基金の運用益及び他事業の
執行残を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼ
すことはない。

101015 10群馬 H21補正
①西毛地
域

医師Ｕターン推進事
業

・県外から転入し県内基幹病院で勤
務を開始する産科医、小児科医等
に対し研究資金を貸与。(200万円貸
与→2年勤務で免除)

○ 0 4,000 ＋4,000 新規 県内の医師数の増加や地域偏在の解消は県政の最重要
課題の一つであり、地域医療の維持・充実のための措置
が必要である。このため、県内の地域医療を担うととも
に、更には県内に定着する医師の育成が不可欠であり、
少しでも多くの医師の確保が図れるよう医師確保対策事
業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源については、基金の運用益及び他事業の
執行残を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼ
すことはない。

101016 10群馬 H21補正
①西毛地
域

地域医療支援セン
ター運営

地域医療に従事する医師のキャリ
ア形成の支援と一体的に、医師不
足病院の医師確保の支援等を行う
地域医療支援センターを運営する。

○ 0 10,250 ＋10,250 新規 地域医療支援センターを設置し、従来、寄付講座で実施し
ていた事業を、地域医療支援センターの事業として位置
付けるため。

変更に伴う財源については、地域医療人育成講座（寄附
講座）事業の財源を振り替えることとしており、他の事業
に影響を及ぼすことはない。

102001 10群馬 H21補正
②東毛地
域

救急適正利用啓発 ・コンビニ受診抑制、救急勤務医の
疲弊防止のため、適正利用の周知・
普及活動。

○ 5,000 3,719 △1,281 ・適正利用の周知・普及が進んだこ
とから、当初予定より早く事業を終
了するもの。

予定より早く適正利用の周知・普及が進んだため。 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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102007 10群馬 H21補正
②東毛地
域

障害児歯科・ハンディ
キャップ歯科の充実

・周産期妊婦や小児、障害児の歯
科治療充実のため、桐生厚生総合
病院、桐生市歯科医師会・休日緊
急診療所の機器整備、口腔ケア
チーム派遣等。

○ ○ ○ 30,300 30,876 ＋576 有 桐生市歯科医師会による障害児
（者）の歯科治療のための医師派遣
について、２年間延長して事業を実
施する。

・歯科の病・診連携を着実なものとし、桐生地域の障害児
（者）歯科医療の充実に資するため。

変更に伴う財源については、基金の運用益及び他事業の
執行残を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼ
すことはない。

102011 10群馬 H21補正
②東毛地
域

医師確保修学資金貸
与（総合医）

・群馬大学の後期研修プログラム
「総合医育成コース」を選択する研
修医に修学資金を貸与。

○ 13,260 13,584 ＋324 有 貸与希望者の状況から、当初計画
の延べ16人貸与を延べ12人に変更
する（西毛計上分も含む）。

貸与希望者が当初計画より少なかったため。
（東毛計上分としては増額となるが、西毛計上分との合計
では、減額となる。）

変更に伴う財源については、基金の運用益及び他事業の
執行残を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼ
すことはない。

102016 10群馬 H21補正
②東毛地
域

障害児歯科診療体制
整備

・障害児（者）に対する高次の歯科
診療体制の充実に必要な歯科診療
資機材の整備

○ 0 3,894 ＋3,894 新規 県内で、障害児(者)の専門に実施している医療機関は少
なく、数ヶ月の予約待ちとなっている状況であり、早急に
障害児（者）歯科医療を充実させる必要があるため。

変更に伴う財源については、基金の運用益及び他事業の
執行残を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼ
すことはない。

103001 10群馬 H22補正 病院再編統合事業 国立病院機構西群馬病院と渋川市
立渋川総合病院との再編統合事業

○ 2,861,000 2,862,145 ＋1,145 有 建設費について、運用益から
1,144,824円を増額する。

国立病院機構西群馬病院と渋川市立渋川総合病院との
再編統合は、渋川保健医療圏における充実した地域医療
拠点病院を整備し、がん診療連携拠点として医療圏内に
おける更なる医療連携体制の確立を図るため。

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
渋川保健医療圏の医療資源及び医療機能のより一層の
強化を図ることが可能となる。

103002 10群馬 H22補正 病院増改築事業 地域医療の充実のための国立病院
機構沼田病院の増改築事業

○ ○ 515,000 515,196 ＋196 有 建設費について、運用益から
196,185円を増額する。

国立病院機構沼田病院は、沼田保健医療圏において中
核を担っており、がん診療連携推進病院及びへき地医療
拠点病院としての機能充実等を図るため。

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
沼田保健医療圏の地域医療の充実を図ることが可能とな
る。

103003 10群馬 H22補正 病院増改築事業 救急医療の地域完結を目指した救
急棟の新築等事業

○ 99,000 99,026 ＋26 有 建設費について、運用益から25,512
円を増額する。

沼田脳神経外科循環器科病院の救急棟を整備することに
より、救急医療の地域連携、機能分化を推進するととも
に、他の医療圏への転送を減少させることで地域完結型
医療の実現と救命率の向上を図るため。

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
北毛地域の医療圏の医療資源及び医療機能のより一層
の強化を計ることが可能となる。

103023 10群馬 H22補正 地域のＩＣＴ整備事業 医療連携情報ネットワークの構築及
び診断機器の整備事業

○ 77,000 78,954 ＋1,954 整備病院の変更及び補助割合を変
更し、一層の連携強化を図る。

平成21年度計画において、国公立病院に整備した西毛
ネットワーク事業に接続する、公益性が高い事業であるた
め、本事業の拡充を図る。

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
西毛地域の医療圏における地域医療連携の強化を計る
ことが可能となる。

103032 10群馬 H22補正 医師確保対策事業 臨床研修病院のネットワーク化事業 ○ 3,000 1,500 △1,500 臨床研修担当医師を委員とする連
携プログラム推進検討部会におい
て検討した結果、一定の成果を上げ
ることができたため、基金負担額を
減額する。

臨床研修担当医師を委員とする連携プログラム推進検討
部会において検討した結果、一定の成果を上げることが
できたことから、必要な事業量に見直すため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、新たな地域の医療課題である事業（療養通所介
護事業所設備整備事業）を行うこととする。

103036 10群馬 H22補正 感染症対策事業 感染症専門医療従事者の育成と
ネットワーク化事業、院内感染地域
支援ネットワーク相談事業委託

○ 10,000 10,899 ＋899 当初予定して事業に加えて、院内感
染の予防及び院内感染発生時にお
ける検査態勢を整備し、感染症対策
構築の拡充を図る。

院内感染に関する専門家による相談窓口を設置すること
や、医療機関が院内感染予防等についての相談体制を
整備することは、各地域における院内感染対策の強化を
図る上で重要であるため。

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
院内感染症対策のより一層の充実を図ることが可能とな
る。

103037 10群馬 H22補正 療養通所介護事業所
設備整備事業

富岡地域訪問看護ステーションが
実施する療養通所介護事業所整備
事業

○ 0 1,500 ＋1,500 療養通所介護事業所の設備整備を
行うことにより医療提供体制の充実
を図る。

重度な医療を必要とする患者の施設を整備することは、
在宅での療養支援体制の強化を図る上で重要であり、地
域のニーズも高いため、本事業を実施したい。

変更に伴う財源については、「医師確保対策事業（事業管
理番号103032）の残額を活用することとしており、他の事
業に影響を及ぼすことはない。また、在宅医療のより一層
の充実を図ることが可能となる。
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106034 10群馬 H24補正 在宅医療総合推進事
業

各二次医療圏ごとに、他職種による
在宅チーム医療の人材育成研修、
連携を促進する事業、在宅医療の
基盤整備、県民向けの在宅医療へ
の理解を醸成する普及啓発事業等
に対して支援する事業を実施する。

○ 21,500 24,324 ＋2,824 有 人材育成・多職種連携等による在
宅医療提供体制強化型事業のう
ち、在宅医療総合推進事業の対象
を拡充し、在宅医療提供体制の面
的な整備の促進をさらに充実する。

各二次医療圏ごとに、他職種による在宅チーム医療の人
材育成研修、連携を促進する事業、在宅医療の基盤整
備、県民向けの在宅医療への理解を醸成する普及啓発
事業等に対して支援する事業の対象の拡充を行うことに
より、在宅医療の充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、「在宅高齢患者専門ケア体
制整備事業（事業管理番号106047）の基金充当額及び基
金の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。
　また、在宅医療提供体制の更なる拡充を図ることが可能
となる。

106047 10群馬 H24補正 在宅高齢患者専門ケ
ア体制整備事業

在宅患者から緊急入院要請のあっ
た高齢者の中で、緊急な医療行為
よりもケアが優先される患者を受け
入れる専門病室である高齢者ケア
病室（SCU）が必要とされている。公
立富岡総合病院に高齢者ケア病室
を設置する事業に対して支援する。

○ 2,300 0 △2,300 情報通信機器活用・状態評価指標
導入等による連携強化型事業のう
ち、在宅高齢患者専門ケア体制整
備事業の基金負担額を減額して変
更する。

　高齢者ケア病室の確保について、既存の病床を有効活
用することで、新たな費用負担を生じることなく事業効果を
得られる見込みとなった。
　また、高齢患者ケアに対応するチーム医療の提供につ
いて、院内における医療提供体制の整備が着実に進んで
いることから、高齢患者ケア病室の確保に伴い医療提供
が可能となる見込みである。
　このことから、基金充当額を減額して変更したい。

　上記の医療課題については、新たな費用負担を生じるこ
となく、本事業が見込んでいた目標を達成する見込みであ
るため、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。
　地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先順位の
高い「在宅医療総合推進事業」を拡充して実施することと
する。
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111001 11埼玉 H21補正
①西部第
一保健

総合周産期母子医療
センターと高度救命
救急センターの連携
による母体救命機能
の拡充を図るための
施設・設備整備費補
助

同センターにおいて、ＮＩＣＵ３０床、
ＧＣU３０床、ＭＦＩＣＵ１５床の増床の
ための施設・設備整備に対して補助
する。

○ ○ 1,984,400 2,000,150 ＋15,750 工事費を精査し、基金充当額拡充
し、総合周産期医療センターの充実
を図る。

総合周産期母子医療センターのＮＩＣU等増床の施設整備
事業の基金対象経費の増額による見直し。

　変更に伴う財源については、他の基金事業の各年度の
計画との執行差額を活用することとしており、その事業に
影響を及ぼすことはない。また、総合周産期母子医療セン
ターの機能充実を図るとともに、母体救命コントロール機
能を一層強化できる。

111002 11埼玉 H21補正
①西部第
一保健

地域周産期母子医療
センターと連携する
救命救急センターの
設備整備費補助

同病院において行う母体救命機能
の充実を図るための施設整備費を
補助する。

○ ○ 212,988 220,988 ＋8,000 有 さいたま赤十字病院は、さいたま新
都心に移転し、県立小児医療セン
ターと一体的に整備し、高度医療機
能の強化図る。そのため当初の設
備整備事業から施設整備事業に基
金を充当し母体救命機能の充実を
図る。

　さいたま赤十字病院と県立小児医療センターをさいたま
新都心に移転立地する。両病院が連携することにより、高
度な周産期医療と救命救急医療を提供する安心・安全の
医療拠点として整備する。そのため当初計画の設備整備
事業を変更する。

　変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
荒川東部地域において、県立小児医療センターとさいた
ま赤十字病院の連携強化により、県内2カ所目の総合周
産期母子医療センターの整備することで母体救命機能の
充実が図られる。

111004 11埼玉 H21補正
①西部第
一保健

救命救急・周産期セ
ンターにおける新た
な看護師確保

救命救急センター・周産期医療セン
ターに勤務する看護師を確保するた
め就職支度金を補助する。

○ 96,000 0 △96,000 事業を中止する。 　事業の具体化に向け調整も看護師確保のための効果
が十分に見極められなかったため、事業の実施を見合わ
せる。

医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たない
ため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先順
位の高い「小児救命医療体制の整備を図るための支援事
業」を行うこととする。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業そ
のものを見直すこととする。

111005 11埼玉 H21補正
①西部第
一保健

救命救急・周産期セ
ンターの医療従事者
の処遇改善を図るた
めの研究費等の助成

救命救急センター・周産期母子医療
センターに勤務する医師及び看護
師の学会参加費などの研究活動費
を助成する。

○ 132,000 126,036 △5,964 基金充当額の変更。 研究活動費の補助が見込みを下回ったため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「総合周産期母子医療センターと
高度救命救急センターの連携による母体救命機能の拡充
を図るための施設・設備整備費補助事業」に充てることと
する。

111006 11埼玉 H21補正
①西部第
一保健

ＮＩＣＵ長期入院児の
退院支援を行うｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰの設置

ＮＩＣＵ長期入院児の障害者施設や
在宅医療への移行を支援するコー
ディネーターの設置費用を補助す
る。

○ ○ 32,644 0 △32,644 事業を中止する。 退院支援を実施できる能力を持った看護師等の確保が困
難なため。

　上記の医療課題については、別事業である「地域療育
支援施設の設置」によって、本事業が見込んでいた目標
を達成できた（または“達成する見込みである”）ため、本
事業の計画変更による医療課題の解決への影響はない。

111008 11埼玉 H21補正
①西部第
一保健

高度救命救急セン
ターとの連携による
小児救命医療体制の
整備を図るための支
援

同センターにおいてＰＩＣU（小児集中
治療室）を設置するための費用を補
助する。

○ 0 72,603 ＋72,603 小児重症患者を受け入れる医療体
制を整備するため、高度救命救急
センターである埼玉医科大学総合
医療センター内に、診療領域を問わ
ず小児重症患者を受け入れるPICU
（小児集中治療室）を設置する。

小児重症患者に対する医療提供体制を整備するため。 変更に伴う財源については、中止した救命救急・周産期セ
ンターにおける新たな看護師確保事業の基金を活用する
こととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、小児重症患者を受け入れる医療体制を整備できる。

111009 11埼玉 H21補正
①西部第
一保健

地域療育支援施設の
設置

総合周産期母子医療センターが地
域療育支援施設を設置、運営するこ
とに対して補助を行う。

○ ○ ○ 0 57,890 ＋57,890 NICU等に入院する子どもが円滑に
在宅医療等へ移行できるよう、家族
とともに生活をしていく上で必要な
知識・技術を取得するための訓練等
を行う地域療育支援施設の設置、
運営費を補助する。

　ＮＩＣＵ等に入院している乳幼児等について、在宅医療へ
の円滑な移行を促進するためには、自宅で生活していく
上で必要な知識や人口呼吸等の技術面のトレーニングが
必要である。

変更に伴う財源については、中止したＮＩＣＵ入院児支援
コーディネーター設置事業や他の基金事業の事業差金を
活用することとしている。また、NICUやHCU小児病床の長
期入院患者の在宅医療への移行を促進し、総合周産期
母子医療センターの母体搬送受入数を増加できる

111010 11埼玉 H21補正
①西部第
一保健

早朝・夜間ドクターヘ
リ的運航運営

埼玉医科大学総合医療センター基
地病院として、早朝及び夜間に防災
ヘリを活用したドクターヘリ的運航を
実施する。

○ 0 7,028 ＋7,028 重篤患者の救命率向上と後遺症の
軽減を図るため、ドクターヘリ専用
機の運航時間外に防災ヘリを活用
したドクターヘリ的運航を実施する。

　重篤患者の救命率向上と後遺症の軽減を図るため、高
度救命救急センターにドクターヘリを常駐させ、患者の速
やかな救急搬送を実施する。併せてドクターヘリ専用機の
運航時間外における救急ニーズに対応するため、防災ヘ
リを活用したドクターヘリ的運航を実施する。

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
早朝・夜間ドクターヘリ的運航により、専用機の運航時間
外における救急ニーズに対応できる。
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112001 11埼玉 H21補正
②利根保
健

救急指導医等派遣事
業

救急医の派遣等（深谷赤十字病院）
を目的とする寄附講座を運営する。

○ 49,275 45,000 △4,275 基金充当額の変更 県、地元市等が拠出して埼玉医科大学医学部に寄附講
座を運営する。県はこのための経費を寄附する。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

112004 11埼玉 H21補正
②利根保
健

共同利用医療機器設
備整備

中核的医療機関において共同利用
を行う高額医療機器を整備する。

○ 370,695 518,260 ＋147,565 基金充当額の変更 　地域医療連携ネットワークシステムを構成する医療機関
において、予約・逆紹介を受ける医療機関が精度の高い
検査や高度医療の提供するため設備を充実する。

　変更に伴う財源については、他の基金事業の見直しに
伴う計画変更による差額を活用することとしている。また、
地域医療連携ネットワークを構成する診断施設及び医療
機関の診断機器及び高度医療提供機器を更新し、検査・
診断精度の向上が図れる。

112005 11埼玉 H21補正
②利根保
健

医師派遣事業 県立小児医療センター及び大学病
院の小児科医を増員し、増員した当
該小児科医を当直医として県内各
地に派遣する。

○ 314,399 74,456 △239,943 基金充当額の変更 医師派遣件数が見込みを下回ったため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「共同利用医療機器設備整備事
業」等を行うこととする。

112006 11埼玉 H21補正
②利根保
健

臨床研修医研修資金
貸与事業

産科、小児科、救急科医を目指す臨
床研修医への研修資金の貸与

○ 168,000 45,800 △122,200 基金充当額の変更 貸与人数が見込みを下回ったため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「地域枠医学生奨学金貸与事
業」等を行うこととする。

112007 11埼玉 H21補正
②利根保
健

地域枠医学生奨学金
貸与事業

大学医学部定員増に伴い、地域に
定着する医学生を誘導するため、奨
学金制度を運営する。

○ 120,000 195,013 ＋75,013 基金充当額の変更 　奨学金の貸与人数が見込みを上回ったため。（計画50
名⇒70名）
　本県の人口10万人当たり医師数は、全国で最も少なく、
全国平均を大幅に下回っていることから、地域医療の確
保のためには歯止めをかける必要がある。

　変更に伴う財源については、臨床研修医研修資金貸与
事業の差額を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。また、医師の県内への誘導・定着を図
ることが可能となる。

112008 11埼玉 H21補正
②利根保
健

民間主催の合同説明
会参加事業

民間会社が主催する全国の医学生
を対象とした臨床研修病院合同説
明会へ参加する。

○ 13,834 44,706 ＋30,872 有 計画延長 　県内への医師誘導・定着のため民間会社主催の全国の
医学生を対象とした臨床研修病院合同説明会（ﾚｼﾞﾅﾋﾞフェ
ア）に参加することで、より多くの医学生に県内臨床研修
病院をＰＲし、臨床研修医への県内誘導・定着が図られ
る。このため、参加回数2回に拡充する。

　変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
県内への医師誘導・定着を図ることが可能となる。

112009 11埼玉 H21補正
②利根保
健

ハイリスク母体・新生
児受入体制の強化

新生児搬送車を整備し、県外に搬
送された患者のうち容態が安定した
患者について県内医療機関への戻
り搬送を行う。

○ ○ 0 39,900 ＋39,900 　他都県との母体・新生児の広域搬
送連携の構築に向けて、戻り搬送を
始めとした搬送体制を整備すること
で、ハイリスク妊産婦及びハイリスク
新生児の受入体制の強化を図る。

　周産期母子医療センター体制強化のため、埼玉県内の
医療機関から他都県の医療機関に救急搬送された患者
を、民間救急車や県内周産期医療施設が有する病院救
急車に埼玉の医療機関の医師が同乗して迎えに行く戻り
搬送の実施及び戻り搬送に使用する搬送用ドクターカー
を整備する。

　変更に伴う財源については、医師派遣事業や臨床研修
医研修資金貸与事業の計画総額の変更に伴う差額を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。この事業により、周産期医療の充実強化を図ることが
可能となる。

112010 11埼玉 H21補正
②利根保
健

救急・周産期母子医
療センター医師の緊
急確保

救命救急・周産期医療を担う医療施
設が医師を新規雇用する場合に人
件費を補助する。

○ 0 99,520 ＋99,520 有 小児科を標榜する医療機関数の減
少やＮＩＣＵ病床数の絶対的な不足
や周産期医療施設の安定的運営が
困難であるなど、本県の救急・周産
期医療の課題は多い。そこで、救命
救急や周産期母子医療センターに
勤務する医師の負担軽減策により
医療機関んの安定的な運営を確保
するとともに、救急・周産期医療体
制の充実・強化を図る。

　救命救急・周産期医療を担う医療施設が医師を新規雇
用する場合に人件費を補助する。医師を新たに確保する
ことで、勤務医の負担を軽減し、医師の離職防止に繋げ
ることができる。

　変更に伴う財源については、医師派遣事業の計画変更
に伴う差額等を活用することとしており、他の事業に影響
を及ぼすことはない。また、事業により医師の新規雇用に
取り組む医療施設への支援により医療体制の強化を図る
ことができる。

113001 11埼玉 H22補正 救急指導医等派遣事
業費（指導医の派遣）

寄附講座を設置し、関連医大から指
導医を派遣する。

○ 84,000 26,250 △57,750 基金充当額の変更 　栗橋病院と小鹿野中央病院の寄附講座の設置が計画
から遅れているため減額するほか、新たに西部保健医療
圏において寄附講座の設置により医師を確保する。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医学生・研修医誘導定着促進
事業」等を行うこととする。
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113002 11埼玉 H22補正 救急指導医等派遣事
業費（総合医の育成）

秩父地域の病院が連携して後期研
修医を受け入れるプログラムを作成
し、若手医師を育てる環境を整備す
る。

○ 45,400 40,396 △5,004 基金充当額の変更。 　補助事業者のちちぶ医療協議会と協議のうえ、総合医・
家庭医の養成プログラム作成等の補助額が見込みを下
回ったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医学生・研修医誘導定着促進
事業」を行うこととする。

113003 11埼玉 H22補正 北部地域の医師誘導
定着支援事業

後期研修医研修資金の貸与及び医
学生に対する奨学金を貸与する。

○ 61,420 38,111 △23,309 基金充当額の変更。 　北部医療圏の深谷市に支援する後期研修資金の貸与
人数、医師育成奨学金の１人当たりの単価を実績により
減額するものである。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医学生・研修医誘導定着促進
事業」等を行うこととする。

113004 11埼玉 H22補正 埼玉県総合医局機構
検討・調査事業

医師を安定的に確保し、医師確保
が困難な地域の拠点病院へ派遣す
る体制を整備する。

○ 68,669 10,044 △58,625 基金充当額の変更。支援組織創設
に向けた運営方法の検討に加え
て、医師確保に向けた取り組みを行
う。

　検討委員会等の開催経費が見込みを下回ったため。国
の補助事業（地域医療支援センター）を活用するため減額
する。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医学部調査・検討事業」等を行
うこととする。

113005 11埼玉 H22補正 医学生・研修医誘導
定着促進事業費

県外医学生（県出身者）等へ奨学金
を貸与するとともに、奨学金債権管
理システムの開発を行う。

○ 86,700 270,055 ＋183,355 有 県外医学生（県出身者）等へ奨学金
を貸与については、将来安定した医
師確保を実現するため事業を27年
度まで延長する。

　不足する診療科の医師の確保と医師の地域偏在を解消
するため、医学生に対して奨学金を貸与することにより、
県内医療機関への医師の誘導・定着促進を図ることがで
きる。

　変更に伴う財源については、他の事業の計画との執行
差額を充てることとしている。延長により将来の医師の県
内への定着を促進できる。

113006 11埼玉 H22補正 看護師等養成確保対
策強化事業費

看護教員養成講習会の受講費を補
助する。

○ 13,500 14,816 ＋1,316 有 高度・専門医療のための看護師研
修等に看護師を派遣する医療機関
に必要な経費を補助し、質の高い看
護職員を育成するため、事業を延長
する。

　看護師等養成所が行う専任教員養成講習会や教務主
任養成講習会につき、所属する職員の受講料を負担する
場合にその費用の一部を県が補助することで、臨床実践
能力の高い看護師を養成する。補助対象人員は、各年度
30人とする。

　変更に伴う財源については、他の事業の計画との執行
差額を充てることとしている。計画の延長により、看護基
礎教育の充実強化を図り、質の高い看護師の養成を推進
できる。

113007 11埼玉 H22補正 高度専門医療のため
の看護師研修派遣支
援事業

認定看護師の教育機関へ看護師を
派遣する拠点病院等に派遣中の人
件費の一部を補助するとともに、専
門施設へ実務研修派遣を行う医療
機関に補助する。

○ 62,850 38,628 △24,222 基金充当額の変更。
認定看護師教育機関派遣件数や実
務研修派遣の補助人数の減による
減額。

補助制度を活用する医療機関が計画より少なかったた
め。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「看護師等養成確保確保対策強化
事業費」「ドクターヘリ広域連携体制構築事業」等を行うこ
ととする。

113008 11埼玉 H22補正 看護師職場復帰支援
事業

復職希望の潜在看護師を雇用する
医療・介護施設に３カ月の勤務研修
を委託し、必要な看護技術等を修得
させる。

○ 196,374 132,652 △63,722 計画のうち、復職支援の補助人数
及び一人当たりの交付単価の減に
よるものである。

補助制度を活用する埼玉県看護協会の実績が計画より
少なかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「広域災害・救急医療情報システ
ム強化事業」等を行うこととする。

113009 11埼玉 H22補正 医師研修施設改善支
援事業

①指導医や後期研修医を定着させ
るために、宿泊施設を整備する。②
秩父保健医療圏に産婦人科医等の
派遣事業を支援する

○ ○ ○ 41,000 30,601 △10,399 　秩父市立病院の研修医宿泊施設
整備の減額。及び、秩父市、ちちぶ
医療協議会が行う産婦人科医、助
産師、看護師等の派遣事業を支援
し、秩父保健医療圏における産科医
療の維持を図る。

　秩父医療圏で医療機関の分娩休止・撤退によりお産難
民が生じる可能性があるため、秩父市、ちちぶ医療協議
会が行う産婦人科医、助産師、看護師の派遣事業に経費
補助を行う。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、同医療圏の産婦人科医等の派遣事業の支援を
行うこととする。

113010 11埼玉 H22補正 看護師等就労環境改
善施設整備費

看護宿舎、更衣室、仮眠室、休憩室
等の整備に要する経費の一部を補
助する。

○ ○ 190,000 41,107 △148,893 基金充当額の変更。
看護宿舎の整備に要する経費のう
ち、医療提供体制施設整備交付金
対象事業国庫補助対象額等を減額
する。

　看護宿舎施設整備に要する経費のうち、医療提供体制
施設設備交付金対象事業国庫補助額として措置されたた
め。また、看護師等就労環境向上施設整備費が計画の見
込みを下回ったため。

　上記の医療課題については、国庫補助である「医療提
供体制施設整備交付」によって、本事業が見込んでいた
目標を達成できたため、本事業の計画変更による医療課
題の解決への影響はない。

113011 11埼玉 H22補正 看護師等養成所施設
整備事業費

看護師等養成所の演習に係る設備
整備費を補助する。

○ 32,000 28,253 △3,747 基金充当額の変更。
補助対象施設及び補助額の減によ
る

補助制度を活用する医療機関の実績が計画を下まわった
ため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、他の事業を行うこととする。
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113013 11埼玉 H22補正 救命救急医療機能強
化事業

通信連携システム等の構築、血管
内治療機器の整備・拡充及び救命
救急患者受入体制の強化を図る。

○ 298,586 279,610 △18,976 基金充当額の変更。
救命救急センター設備整備に入札
差金が生じたたものである。

　済生会栗橋病院や、川口市立医療センターの救命救急
センターの設備整備において入札差金が生じたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

113014 11埼玉 H22補正 救急医療後方支援体
制強化事業

心疾患治療施設の機能強化、消化
器内視鏡部門の強化、救急患者受
入体制の強化、ＩＣＵ等救急医療施
設等の充実を図る。

○ 478,925 477,396 △1,529 有 基金充当額の変更。
救急医療における後方支援病院の
設備整備に入札差金が生じたた
め。

さいたま市立病院の設備整備において入札差金が生じた
ため補助額を減じた。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

113018 11埼玉 H22補正 周産期医療体制充実
事業

ＮＩＣＵ等の増床など施設を拡充す
る。

○ 99,500 89,000 △10,500 有 計額額の修正及び事業期間の延長
するものである。

済生会川口総合病院のNICU等施設の拡充において入札
を実施した結果、見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

113019 11埼玉 H22補正 医学部調査・検討事
業

医学部調査・検討を行うプロジェクト
チームを設置し、医療ニーズの現状
分析及び将来推計医療従事者確保
方策案の検討・策定等を行う。

○ 0 79,156 ＋79,156 有 本県では、産科、小児科などの特定
診療科や救急医療を担う医師の確
保及び体制の立て直しが急務であ
る。また医学新設認可について国が
方針を示さない中、医学部の実習病
院化を視野に入れた総合病院の誘
致や時代の要請に応え発展性を備
えた「医学部」の調査・検討を行うと
ともに、医療ニーズの現状・将来に
ついて調査し医療従事者確保方策
を策定する。

超高齢化を見据えた医療提供体制の在り方を検討する。
また、医師養成大学院（メディカルスクール）を含めた幅広
な調査検討を行う。現下の医療提供体制を充実させるた
め、また実習病院化を視野に入れ、医学部新設置を見据
えた環境整備を行うため、当面優先的に取り組むべき総
合病院誘致に係る調査検討を行うため。

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
とや、他の事業の計画との差金により対応する。また、特
定診療科や救急医療を担う医師の確保及び体制の立て
直しを図ることが可能となる。

113020 11埼玉 H22補正 小児救急電話相談機
能強化事業

小児救急電話相談の回線混雑を回
避し、保護者の不安解消及び医療
機関の負担軽減を図る。

○ 0 93,427 ＋93,427 有 少子化や核家族化などにより、子ど
もの急病等に対する保護者の知識
や経験が不足し、また助言をする身
近な患者もいない世帯が増えてい
る。そのため、医療スタッフによる電
話相談を実施し、子どもの休日夜間
における突発的な傷病に対する保
護者の不安を解消するとともに、適
切な受診行動を誘導することにより
救急病院等への軽傷患者の集中を
緩和する。

　平日夜間・休日の時間帯に現行の２回線から１回線増
設し、３回線にする。小児救急電話相談の回線混雑を緩
和し、より多くの保護者に相談が受けれる機会を確保する
ことで、保護者の不安解消及び医療機関の負担軽減を実
現する。

　変更に伴う財源については、医療提供体制施設設備交
付金対象事業国庫補助額が措置されたため看護師等就
労環境改善施設整備費の減額分を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、救急病院
等に集中する軽傷患者の集中を緩和できる。

113021 11埼玉 H22補正 救急患者受入強化支
援事業

①重症外傷、急性中毒等の救命救
急センター以外では受入れ困難な
患者の受入れ②県北地域の小児救
急医療の支援③最も案内困難な耳
鼻咽喉科に対する医療提供④外国
人未払医療費対策事業の対象とな
らない救急搬送患者の受け入れ

○ 0 84,683 ＋84,683 有 一般の医療機関では受入れが困難
な救急患者等の受入体制を強化
し、重層的な救急医療体制
の維持・充実を図る。

　救急医療機関の減少と受入れ困難事例の増加や高齢
化に伴う急性期医療の需要拡大、小児救命救急機能の
不足などに対応するため、本事業により救急医療体制の
充実・強化を図る。

　変更に伴う財源については、医療提供体制施設設備交
付金対象事業国庫補助額が措置されたため看護師等就
労環境改善施設整備費の減額分、他の事業の計画との
差額、運用益の見込みを活用することとしており、他の事
業に影響を及ぼすことはない。計画により、受入れ困難患
者の受入れ体制の強化が図られる。

113022 11埼玉 H22補正 ドクターヘリ広域連携
体制構築事業

ドクターヘリの他県との広域連携体
制を構築するため、連携に向けた他
県消防機関との訓練や試行運航に
係る経費を補助する。

○ 0 7,101 ＋7,101 消防機関からの重複要請や多数傷
病者事案に対応するため、他県のド
クターヘリと連携を行う。

　ドクターヘリの他県との広域連携体制の構築ため、他県
消防機関との訓練や試行運転に係る経費に対する補助
を行う。

　変更に伴う財源については、医療提供体制施設設備交
付金対象事業国庫補助額が措置されたため看護師等就
労環境改善施設整備費の減額分を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。計画により、ドク
ターヘリの他県との広域連携体制の構築が図られる。

113024 11埼玉 H22補正 広域災害・救急医療
情報システムの機能
強化

救急隊が県内全ての医療機関情報
を閲覧できるようタブレット型情報端
末を配備し、受入れを迅速に行う。

○ 0 28,243 ＋28,243 救急隊が受入医療機関を探す際、
救急医療情報システムをこれまで以
上に効率的な活用ができるよう、広
域災害・救急医療情報システムの
機能強化やタブレット型情報端末の
導入を行い、救急搬送の迅速化を
図る。

　現在、救急隊はシステムから印刷した情報をもとに救急
現場で搬送先選定を行っている。しかし、全データを印刷
し持ち出すことは困難なため圏域を跨いだ広域的な搬送
先選定に苦慮している。また、紙じょうほうであるため、科
目ごとの医療機関検索もできない。そのため、タブレット端
末を先行して配備し、システムの全データを閲覧・検索で
きるなど、データを有効に活用できる体制を早期に整備す
る。

　変更に伴う財源については、看護師職場復帰支援事業
の計画との差額を活用することとしており、他の事業に影
響を与えることはない。計画により、救急搬送の迅速化が
図られる。
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116001 11埼玉 H24補正 地域枠医学生奨学金
貸与事業

県内大学医学部に設けられた地域
枠に選抜された学生へ奨学金を貸
与する

○ 244,154 244,096 △58 有 基金充当額の変更 消費税の計上分の修正（消費税増額分の計上を取りやめ
たため）

 当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「在宅医療体制強化事業」の拡充
を行うこととする。

116004 11埼玉 H24補正 臨床研修医研修資金
貸与事業

将来、産科医、小児科医又は救命
救急センターの医師を目指す臨床
研修医に資金貸与する

○ 98,430 79,179 △19,251 有 基金充当額の変更 貸与制度を活用する研修資金貸与に要する経費が当初
計画を下回ったため。（平成２５年度貸与者の減）

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医師派遣事業」の秩父保健医
療圏産婦人科医等の派遣事業の支援及び「在宅医療体
制強化事業」の拡充を行うこととする。

116005 11埼玉 H24補正 埼玉県総合医局機構
による医師確保事業

①大学病院を訪問し埼玉県で勤務
する医師の掘りおこし②医師確保
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ会議を開催し、県内病
院のマッチングを行い、県内病院で
の勤務の実現する

○ 19,910 19,504 △406 有 基金充当額の変更 見込みが当初計画を下回るため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「在宅医療体制強化事業」の拡
充を行うこととする。

116006 11埼玉 H24補正 医師派遣事業 ①県立小児医療センターや大学病
院等の小児科医師や医師確保の困
難な地域の拠点病院等に救急医師
を当直医として派遣する
②秩父保健医療圏に産婦人科医等
の派遣事業を支援する

○ 113,224 122,427 ＋9,203 有 基金充当額の変更。
秩父市、ちちぶ医療協議会が行う産
婦人科医、助産師、看護師の派遣
事業の経費補助を拡充する。

秩父保健医療圏では分娩を取り扱う医療機関の分娩休
止・撤退によりお産難民が生じる可能性がある。秩父市、
ちちぶ医療協議会が行う産婦人科医、助産師、看護師の
派遣事業を支援し、秩父医療圏における産科医療の維持
を図る。

　変更に伴う財源については、臨床研修医研修資金貸与
事業の計画の差金活用することとしており、他の事業に影
響はない。計画により、秩父医療圏の産科医療の維持が
図られる。

116009 11埼玉 H24補正 在宅医療体制強化事
業

①県内の在宅医療・介護の実態調
査、連携ｶﾞｲﾄﾞの作成
②在宅医療専門部会及び各保健所
に連携会議を設置・運営
③在支診・訪看ステーションへの支
援
④保健所単位の研修会や薬局・薬
剤師の整備促進のための講習会の
開催
⑤がん在宅療養相談支援センター
の設置（4か所）

○ 48,338 65,439 ＋17,101 有 基金充当額の変更
医師の訪問診療・往診や訪問看護
に積極的に取り組む在宅療養支援
診療所、訪問看護ステーションの設
備整備など、在宅医療を担う機関に
対する支援を行い、在宅医療を受け
る機会の増加を図る。

在宅医療を担う施設を支援することで施設の増加を誘導
するとともに、県民が在宅医療を受ける機会を増加させ
る。

変更に伴う財源については、臨床研修医研修資金貸与事
業の計画変更分等計画との差額及び基金の運用益を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。また、在宅医療を担う医療機関をの強化が図ることが
可能となる。
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121001 12千葉 H21補正
①香取海
匝

拠点病院の機能強
化・地域医療支援機
能の対策費

医療機関の役割分担・機能再編を
図るための拠点施設である、地域
医療支援センターの施設・設備整備
等に対する助成、また、地域医療支
援病床の整備に対する助成

○ ○ ○ 936,000 872,700 △63,300 有 地域医療支援センターの施設・設備
整備については入札の結果、見込
みより金額が下がったため減額す
る。
２４年度補正予算に係る地域医療
再生基金との整合性を取るために、
文言の修正をする。

地域医療支援センターの施設・設備整備において、医療
機器等について入札を実施した結果、見込みを下回った
ため。
また、寄附講座の設置については、２４年度補正予算に係
る地域医療再生基金で事業化をしたことにより、当該計画
の事業内容を整理した。

　当該事業のうち、地域医療支援センターの施設・設備整
備については、計画額より安価で目標を達成することがで
きたものであり、計画変更による地域医療支援センターの
施設・設備整備に係る医療課題の解決による影響はな
い。

121002 12千葉 H21補正
①香取海
匝

地域連携病院の機能
再編対策費

医療機関の役割分担や機能再編に
伴い、２次救急・手術対応機能、専
門外来機能、リハビリテーション機
能等、それぞれの地域連携病院の
機能を強化するために必要となる施
設・設備整備等に要する費用を助成
する。

○ ○ ○ 600,000 587,427 △12,573 　計画額のうち、医療機器の購入に
ついて、購入単価を減額するもので
ある。

　補助対象機関において、入札を実施した結果、見込みを
下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

121003 12千葉 H21補正
①香取海
匝

医師派遣・かかりつ
け医連携経費

拠点となる旭中央病院等から、地域
連携病院に派遣される医師に対す
るｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ手当を助成する。
医療機関の機能分担を図る上で重
要な「かかりつけ医」の機能を十分
発揮するための支援や、かかりつけ
医を持つ県民の割合を高めるため
の啓発事業を実施する。

○ ○ 69,000 67,649 △1,351 有 ○医師派遣事業
　事業を延長して２７年度まで事業
を実施するため増額をする。
○かかりつけ医機能強化事業
　事業内容を検討した結果、安価な
内容で実施できたため減額をする。

○医師派遣事業
　医師不足は依然として厳しい状況が続いている中、医師
派遣事業については一定の効果が出ているが、医療課題
の解決のために、更なる地域連携病院の支援が必要であ
るため、事業費を増額して引き続き当該事業を実施した
い。
○かかりつけ医機能強化事業
　基礎調査に基づいて、啓発事業やかかりつけ医支援事
業の内容や実施方法を検討した結果、安価で目標を達成
することができるため減額をする。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

121004 12千葉 H21補正
①香取海
匝

千葉県共用地域医療
連携パスの普及推進

「千葉県共用地域医療連携パス」を
活用した連携等を議論する地域医
療協議会や、協議会の成果報告を
行うシンポジウムなどを開催し、医
療機関相互の連携を推進する。

○ 6,000 5,643 △357 　計画のうち、会議の開催数を減じ
ることにより、計画額を減額するも
のである。

  会議の開催数が当初見込みよりも少なかったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

121005 12千葉 H21補正
①香取海
匝

地域医療機関ITネッ
ト整備事業

医療連携に必要となる診療情報提
供書、サマリーや千葉県共用地域
医療連携パス等について、ITにより
情報共有を図るとともに、医師等の
書類作成業務の軽減を図ることなど
により、医療機関相互の連携の促
進に資するシステムを構築する。

○ 115,000 114,986 △14 　支出する委託料が減額となったた
め、計画額について減額する。

　業務委託契約の結果、契約額が計画額を下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

121006 12千葉 H21補正
①香取海
匝

地域住民と医療関係
者・行政の協働のた
めの経費

地域医療の再生に向けて、地域住
民の理解を深めるための情報発信
や、三者の連携を構築するための
シンポジウムの開催等のほか、地
域医療再生プログラムの客観的評
価やフォローアップ等を実施する。

○ 52,000 50,165 △1,835 　支出する委託料が減額となったた
め、計画額について減額する。

　業務委託契約の結果、契約額が計画額を下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

121007 12千葉 H21補正
①香取海
匝

千葉県医師ｷｬﾘｱｱｯ
ﾌﾟ・就職支援センター
の設置・運営

実践的な医療技術の研修を実施す
るとともに、初期・後期研修医の全
県的な登録、相互研修の企画・運営
並びに就業支援を行うセンターを千
葉大学に設置・運営する。

○ ○ ○ 229,000 227,806 △1,195 　計画のうち、セミナーについて予定
していた参加者を減じることにより、
計画額を減額するものである。

　セミナーの参加者が当初計画より少なかったため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「地域医療に従事する医師確保
のための新たな奨学金制度の創設」を行うこととする。
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121008 12千葉 H21補正
①香取海
匝

地域医療に従事する
医師確保のための新
たな奨学金制度の創
設

県内外の大学医学部における養成
数を増やし、将来、千葉県内で地域
医療に従事する医師の確保を図
る。

○ 166,000 262,903 ＋96,903 有 　修学資金貸与の対象を拡充し、地
域医療に従事する医師の拡大を図
る。
　各年度の基金における同趣旨の
事業の統一を図るために文言を修
正する。

　県内の医師数の不足や地域偏在の改善は県政の最重
要課題の一つであり、地域医療の維持・充実のための措
置が必要である。このため、県内の地域医療を担うととも
に、更には県内に定着する医師の育成が不可欠であり、
少しでも多くの医師の確保が図れるよう本事業の拡充を
図りたい。
　また、　当該事業は、２１年度補正に係る地域医療再生
基金での２医療圏及び２２年度補正に係る地域医療再生
基金で実施していることもあり、計画ごとに文言が違うた
め、計画内容を統一し明確化した。

　変更に伴う財源については、他事業における計画変更
に伴う減額分を活用することとしており、他の事業に影響
を及ぼすことはない。また、将来の地域医療を担う医師の
更なる拡充を図ることが可能となる。

121009 12千葉 H21補正
①香取海
匝

看護師等のスキル
アップと県内定着の
促進事業

看護師等養成所に在籍する学生を
対象に修学資金の貸付けを行う。ま
た、新人看護職員の定着を図る研
修から中堅看護職員の技術向上の
ためレベルに応じた看護技術の研
修を行う。

○ ○ 37,000 26,578 △10,422 計画のうち、看護職員のレベルに応
じた研修の実施について予定してい
た研修の一部を減じることにより、ま
た、看護師の県内定着を図るため
の修学資金制度の拡充について予
定していた貸付者を減じることによ
り、計画額を減額するものである。

　看護職員のレベルに応じた研修の実施については、研
修の一部を他の既存の事業に振り替えたため。
　修学資金制度の拡充については、貸付希望者が予定に
達しない見込みであるため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「地域医療に従事する医師確保
のための新たな奨学金制度の創設」を行うこととする。

122001 12千葉 H21補正
②山武長
生夷隅

圏域における救急医
療の拠点整備（３次
救急）

東千葉メディカルセンターに併設さ
れる救命救急センターが、地域の救
急医療の拠点として機能するよう、
支援を行う。

○ ○ ○ 465,000 593,999 ＋128,999 　救命救急センターに配属される医
療従事者の研修支援事業の対象者
拡充等のため、事業費を増額する。

　圏域の三次救急を担う救命救急センターの一層の体制
強化を図るため。

　変更に伴う財源については、他事業における計画変更
に伴う減額分を活用することとしており、他の事業に影響
を及ぼすことはない。新たに設置される救命救急センター
の体制強化によって、山武長生夷隅圏域の救急医療体制
の改善を図ることができる。

122002 12千葉 H21補正
②山武長
生夷隅

圏域における救急医
療体制の底上げ（初
期・２次救急）

初期・二次救急医療体制の強化の
ため、施設・設備整備費、運営費等
に対し助成する。

○ ○ ○ 500,000 495,381 △4,619 　圏域における救急医療体制の底
上げのうち、夷隅地域二次輪番病
院設備整備事業等について、入札
等の結果、見込みより金額が下がっ
たため減額を行う。

　夷隅地域二次輪番病院設備整備事業の救急医療に係
る設備等について見込みより安価で整備することができ
たため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

122003 12千葉 H21補正
②山武長
生夷隅

圏域における転院搬
送体制の底上げ（回
復期リハ）

圏域内の病院が実施する回復期リ
ハビリテーション病棟整備事業に対
し助成する。

○ ○ 200,000 85,235 △114,765 計画のうち、予定していた補助対象
医療機関数を減じることにより、計
画額を減額するものである。

補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかった
ため

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額することとする。

122004 12千葉 H21補正
②山武長
生夷隅

救急医療のコーディ
ネートシステムの構
築

県救急医療センターに救急搬送の
調整を行うコーディネーター体制を
整備する。地域医療再生プログラム
の客観的評価やフォローアップ等を
実施する。

○ ○ 362,000 318,349 △43,651 　計画のうち、予定していた「コー
ディネートシステムの開発」を取り止
めることにより、計画額を減額するも
のである。

　コーディネートシステムの開発については、他の地域で
先行して運用を開始しているシステムを活用して事業実
施が可能なことから、取り止めとした。

　上記の医療課題については、別事業である他の地域で
実施しているコーディネート事業を活用することによって解
決したため、本事業の計画変更による医療課題の解決へ
の影響はない。

122005 12千葉 H21補正
②山武長
生夷隅

千葉県共用地域医療
連携パスの普及推進

「千葉県共用地域医療連携パス」を
活用した連携等を議論する地域医
療協議会や、協議会の成果報告を
行うシンポジウムなどを開催し、医
療機関相互の連携を推進する。

○ 6,000 5,643 △357 　計画のうち、会議の開催数を減じ
ることにより、計画額を減額するも
のである。

  会議の開催数が当初見込みよりも少なかったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

122006 12千葉 H21補正
②山武長
生夷隅

地域医療ITネット整
備事業

医療連携に必要となる診療情報提
供書、サマリーや千葉県共用地域
医療連携パス等について、ITにより
情報共有を図るとともに、医師等の
書類作成業務の軽減を図ることなど
により、医療機関相互の連携の促
進に資するシステムを構築する。

○ 115,000 114,986 △14 　支出する委託料が減額となったた
め、計画額について減額する。

　業務委託契約の結果、契約額が計画額を下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

122007 12千葉 H21補正
②山武長
生夷隅

千葉県医師ｷｬﾘｱｱｯ
ﾌﾟ・就職支援センター
の設置・運営

実践的な医療技術の研修を実施す
るとともに、初期・後期研修医の全
県的な登録、相互研修の企画・運営
並びにi就業支援を行うセンターを千
葉大学に設置・運営する。

○ ○ ○ 229,000 227,806 △1,195 　計画のうち、セミナーについて予定
していた参加者を減じることにより、
計画額を減額するものである。

　セミナーの参加者が当初計画より少なかったため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「地域医療に従事する医師確保
のための新たな奨学金制度の創設」を行うこととする。

122008 12千葉 H21補正
②山武長
生夷隅

地域医療に従事する
医師確保のための新
たな奨学金制度の創
設

県内外の大学医学部における養成
数を増やし、将来、千葉県内で地域
医療に従事する医師の確保を図
る。

○ 166,000 275,772 ＋109,772 有 　修学資金貸与の対象を拡充し、地
域医療に従事する医師の拡大を図
る。
　各年度の基金における同趣旨の
事業の統一を図るために文言を修
正する。

県内の医師数の不足や地域偏在の改善は県政の最重要
課題の一つであり、地域医療の維持・充実のための措置
が必要である。このため、県内の地域医療を担うととも
に、更には県内に定着する医師の育成が不可欠であり、
少しでも多くの医師の確保が図れるよう本事業の拡充を
図りたい。
また、　当該事業は、２１年度補正に係る地域医療再生基
金での２医療圏及び２２年度補正に係る地域医療再生基
金で実施していることもあり、計画ごとに文言が違うため、
計画内容を統一し明確化した。

変更に伴う財源については、計画変更により他事業から
の減額分を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。また、将来の地域医療を担う医師の更な
る拡充を図ることが可能となる。

122009 12千葉 H21補正
②山武長
生夷隅

看護師等のスキル
アップと県内定着の
促進

看護師等養成所に在籍する学生を
対象に修学資金の貸付けを行う。ま
た、新人看護師の定着を図る研修
から中堅看護師の技術向上までレ
ベルに応じた看護技術の研修を行
う。

○ ○ 37,000 26,578 △10,422 計画のうち、看護職員のレベルに応
じた研修の実施について予定してい
た研修の一部を減じることにより、ま
た、看護師の県内定着を図るため
の修学資金制度の拡充について予
定していた貸付者を減じることによ
り、計画額を減額するものである。

　看護職員のレベルに応じた研修の実施については、研
修の回数を減じたため。
　修学資金制度の拡充については、貸付希望者が予定に
達しない見込みであるため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「地域医療に従事する医師確保
のための新たな奨学金制度の創設」を行うこととする。

122010 12千葉 H21補正
②山武長
生夷隅

救急医療に携わる担
当医師・看護師の確
保・研修

県救急医療センターにおいて救急
医療に携わる医師・看護師等の研
修を行う。

○ ○ 100,000 97,601 △2,399 計画額のうち、医療機器の購入につ
いて、購入単価を減額するものであ
る。

医療機器の購入について、入札を実施した結果、見込み
を下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

122011 12千葉 H21補正
②山武長
生夷隅

地域病院への医師派
遣を目的とした寄附
（救急・麻酔・小児・産
婦人科）事業

山武長生夷隅圏域をはじめとする
地域病院に医師を派遣するため、
千葉大学医学部等に寄附又は補助
を行う。

○ 320,000 264,507 △55,493 　計画のうち、派遣を予定していた
医師数が見込みより少なかったた
め、計画額を減額するものである。

　医師派遣人数が当初計画より少なかったため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「地域医療に従事する医師確保
のための新たな奨学金制度の創設」を行うこととする。

123001 12千葉 H22補正 総合医・在宅ケア研
修強化事業

総合医などの育成に取り組む医療
機関に対し研修に要する経費の支
援を行う。

○ ○ 50,000 15,311 △34,689 　計画のうち、補助対象施設数を減
じることにより、計画額を減額するも
のである。（15施設→5施設）

　補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかっ
たため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医師修学資金貸付事業」を行う
こととする。

123002 12千葉 H22補正 医師修学資金貸付事
業

県内外の大学医学部における養成
数を増やし、将来、千葉県内で地域
医療に従事する医師の確保を図
る。

○ 136,800 443,318 ＋306,518 有 　修学資金貸与の対象を拡充し、地
域医療に従事する医師の拡大を図
る。
　各年度の基金における同趣旨の
事業の統一を図るために文言を修
正する。

県内の医師数の不足や地域偏在の改善は県政の最重要
課題の一つであり、地域医療の維持・充実のための措置
が必要である。このため、県内の地域医療を担うととも
に、更には県内に定着する医師の育成が不可欠であり、
少しでも多くの医師の確保が図れるよう本事業の拡充を
図りたい。
また、また、　当該事業は、２１年度補正に係る地域医療
再生基金での２医療圏及び２２年度補正に係る地域医療
再生基金で実施していることもあり、計画ごとに文言が違
うため、計画内容を統一し明確化した。

変更に伴う財源については、計画変更により他事業の減
額分を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼす
ことはない。また、将来の地域医療を担う医師の更なる拡
充を図ることが可能となる。

123003 12千葉 H22補正 看護師学校の新設、
定員増に伴う施設、
設備整備事業

看護職員養成数の拡大を図るた
め、看護職養成機関の新設、定員
増に伴う施設等の整備に要する経
費の支援を行う。

○ ○ 1,780,000 2,452,854 ＋672,854 有 　支援を行う看護職養成機関の対
象を拡充し、看護職養成数の拡大を
図る。

　県内の看護職数を増やすことは県医療行政の重要課題
の一つであり、そのために看護職養成数の拡大につなが
る看護職養成機関の新設、定員増に伴う施設等の整備に
要する経費の支援は必要である。少しでも看護職不足の
解消が図られるよう本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び運
用益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼす
ことはない。また、将来の地域医療を担う看護職の更なる
拡充を図ることが可能となる。
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123004 12千葉 H22補正 看護師学校の耐震
化、老朽化更新のた
めの施設整備事業

看護師養成所等の安全を確保し、
養成力を維持するため、看護師養
成所等の耐震診断及び耐震補強工
事に要する経費の支援を行う。

○ 93,000 194,942 ＋101,942 有 　補助対象学校が耐震化の方法を
見直したことによる経費増に対応す
るため事業費を増額する。

　県内の看護職数を増やすことは県医療行政の重要課題
の一つであり、そのために看護職養成数の維持・拡大に
つながる今ある看護職養成機関の安全を確保することは
必要である。耐震化の方法の見直しを支援することは、よ
り安全度を高め及び推進することになる。このことにより
少しでも看護職不足の解消が図られるよう本事業の推進
を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び運
用益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼす
ことはない。

123005 12千葉 H22補正 看護教員養成支援事
業

看護職員養成数の拡大を図るた
め、看護教員養成機関へ看護師を
派遣する医療機関等に対し財政支
援を行う。

○ ○ 162,000 44,655 △117,345 　計画のうち、当初予定していた対
象者に達しなかったことにより、計
画額を減額するものである。
　また、看護教員養成講習会を開催
して教員養成数を拡充する。

　当該事業の支援を受けて受講した講習会希望者が当初
計画より少なかったため。
　また、当該執行残の一部を活用して講習会受講者を増
やすため、県内における講習会を開催する。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「看護師学校の新設、定員増に
伴う施設、設備整備事業」を行うこととする。

123006 12千葉 H22補正 認定看護師養成支援
事業

救急・感染管理等の認定看護師の
養成により高度医療体制の強化を
図るため認定看護師教育機関への
看護師派遣を行い又は認定看護師
を雇用する医療機関に対し財政支
援を行う。

○ 160,000 46,276 △113,724 　計画のうち、当初予定していた対
象者に達しなかったことにより、計
画額を減額するものである。

　当該事業の支援を受けて受講した講習会希望者が当初
計画より少なかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「看護師学校の新設、定員増に
伴う施設、設備整備事業」を行うこととする。

123007 12千葉 H22補正 看護師・助産師の定
着促進事業

看護師・助産師の定着を図るため、
看護師・助産師の勤務環境の整備
に要する経費の支援を行う。

○ 244,200 39,223 △204,977 　予定されていた事業が国庫補助
事業に採択されたため、計画額を減
額するものである。

　当初、基金を充当することを予定していたが、国庫補助
事業に対策されたため、計画額を減じることとしたため

　上記の医療課題については、別事業である医療提供体
制施設整備交付金によって本事業が見込んでいた目標を
達成する見込みであるため、本事業の計画変更による医
療課題の解決への影響はない。

123009 12千葉 H22補正 外国人看護師導入に
係る調査研究事業

看護人材の国際化に向けた調査研
究を実施し、外国人看護師の導入を
検討する。

○ 2,500 12,490 ＋9,990 有 　計画のうち、定着・支援対策を拡
大し、看護師の活用に向けた仕組
みの構築するため、調査研究内容
のより一層の充実を図る。

　将来における海外から日本への看護師派遣の方策の検
討を行う看護職の将来的な国際化を踏まえた検討準備を
行うのみならず、調査結果も踏まえた定着・支援対策の研
究の一環として、看護師国家資格取得のサポートや、医
療機関とのマッチングの仕組みの構築研究も必要となる
ため、本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び基
金の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。また、将来の地域医療を担う看護師の
更なる拡充を図ることが可能となる。

123017 12千葉 H22補正 訪問看護実践セン
ター整備事業

訪問看護サービスの安定的な供給
を維持するために「訪問看護実践セ
ンター」を整備し、
・訪問看護師人材育成を行う。
・請求事務等のIT化、経営ｺﾝｻﾙ、
ｺｰﾙｾﾝﾀｰｼｽﾃﾑの導入の検討によ
り小規模訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝの支援を
行う。
・訪問看護に関する調査研究・啓発
を行う。

○ 220,000 193,846 △26,154 有 　小規模訪問看護ステーション支援
の中で、千葉県版の看護カルテとレ
セプト請求事務システム等を搭載し
たソフト開発を行ってきたが、ソフト
の開発変更に基づき、減額となっ
た。
また、看護サービスの安定的な供給
を維持するために、訪問看護師の
人材育成事業で構築されたプログラ
ムを県内に普及するために増額を
する。

　平成24年度、平成25年度の2年間で、実践・検証を行い
構築した訪問看護育成プログラムについて、モデル的に
人材育成を行ってきた。プログラムには、学習支援体制整
備として新卒看護師、潜在看護師及び両者を指導する指
導者へ対しての相談支援や実技、座学、ITの習熟を目的
とした研修が含まれている。平成24年度、25年度に本プロ
グラムで育成した新卒・潜在看護師については一定の効
果をあげているため、プログラムに多職種連携の視点を
盛り込み、県内全域へ普及をし、訪問看護サービスの安
定的な供給体制整備を図る。 また、小規模訪問看護ス
テーション支援については、計画の変更はないが夜間・休
日のコールセンターシステムの設置検討を行い、コールセ
ンター設置について、患者の個人情報の共有のあり方や
実際の運用面において課題があることが把握できた。よっ
て、コールセンターの設置ではなく、抽出された課題を訪
問看護実践センターシステム（ソフト開発）へと反映させ
た。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
変更に伴う財源は、基金の運用を考えており、他の事業
への影響はない。
また、事業を実施することで、訪問看護の安定的な供給体
制整備へとつながる。

123018 12千葉 H22補正 救命救急センター等
整備事業《既存分》

既存の救命救急センターの更なる
機能強化を図るための施設・設備整
備に要する経費の支援を行う。

○ ○ 640,000 695,294 ＋55,294 有 　当初予定していた施設・設備整備
に要する経費を増額し、既存の救命
救急センターの更なる機能強化を図
る。

　救命救急センターを整備することは重要課題の一つで
あり、計画策定後の災害状況に対応するため災害対応等
を強化することが必要である。このため、計画額を増額し
て本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の内容を精査し
減額したうえで振り替えを行うものであり、他の事業に影
響を及ぼすことはない。また、救命救急センターの更なる
機能強化を図ることが可能となる。

86 / 344



参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

123019 12千葉 H22補正 救命救急センター等
整備事業《新規分》

救命救急センターのない保険医療
圏及び人口が集中する保健医療圏
において新たに救命救急センターを
目指す病院の施設整備に対する支
援を行う。

○ ○ 100,000 50,000 △50,000 　計画のうち、補助対象医療機関数
を減じることにより、計画額を減額す
るものである。

　補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかっ
たため。

　医療課題は解決されていないが、１医療機関について
事業の見込みが立たないため、地域医療再生計画では
当該事業を減額し、優先順位の高い「救命救急センター
等整備事業《既存分》」を行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

123020 12千葉 H22補正 ドクターカー事業 ドクターヘリが運航できない天候や
時間帯においても、救急患者を迅速
に受入病院に搬送できる体制を確
保するため、ドクターカーの体制を
支援する。

○ 180,000 41,000 △139,000 有 　計画のうち、人件費について予定
していた所要額を減じることにより、
計画額を減額するものである。

　補助対象の病院において支出した事業の運用に係る人
件費が当初計画より大幅な減額となったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

123021 12千葉 H22補正 三次救急医療を支え
る初期・二次救急医
療に対する支援事業

救命救急センターが重篤患者の治
療に集中できるよう、救急患者の迅
速なトリアージと適正な治療が行え
る環境を整備する。

○ ○ 240,000 209,953 △30,047 　補助対象の初期・二次救急医療
機関の設備整備について、入札等
の結果、見込みより金額が下がった
ため減額を行う。

　補助対象医療機関の設備整備に要する経費が当初の
見込みより安価で整備することができたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

123022 12千葉 H22補正 精神・身体疾患併発
患者診療機能支援事
業

身体疾患を併発している精神疾患
患者を他科でスムーズに受入が行
えるよう精神科以外の診療科に勤
務する看護職員に対し研修等を実
施する。

○ 13,500 10,620 △2,880 　計画のうち、当初予定していた対
象者に達しなかったため、計画額を
減額するものである。

　当該事業で受講した研修会希望者が当初計画より少な
かったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医師修学資金貸付事業」を行う
こととする。
　また、今後は課題の更なる解決に向けて、一般財源によ
る継続の検討も含めて、事業そのものを見直すこととす
る。

123023 12千葉 H22補正 認知症連携パス検
討・作成事業

認知症の周辺症状に着目した、介
護事業所及び医療機関情報共有の
ためのツールを作成する。

○ 3,000 2,355 △645 会議等の開催に係る執行済額及び
執行見込額を基に、事業費の額を
減額する。

作業部会の開催費について、計画では委員20人として積
算したが、報償費が不要な委員（行政職員）がおり、支払
対象である委員は17人であった。また、欠席者分の報償
費・旅費や、無償の会場を使用した際の会場費などが不
用となったことから、実績（見込）額に基づき、事業費を減
額する。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

123024 12千葉 H22補正 連続的かつ包括的な
支援を目指した専門
職研修体系の構築事
業

多職種チームケアの実現に向け、
専門職研修体系、認知症コーディ
ネーター養成研修及び多職種協働
研修プログラムを開発し、研修を実
施するとともに、認知症コーディネー
ターの配置・活動を促進する。

○ 27,000 34,392 ＋7,392 有 　専門職研修体系について、４職種
から５職種に拡大する。
　また事業期間を延長し、認知症
コーディネーターの養成を継続して
行うとともに、その配置・活動を促進
するため、フォローアップや活動事
例の普及等を計画に追加して行う。

　各専門職の研修プログラムの体系化について、看護、
主任ケアマネ、福祉、リハの関係4団体に事業を委託した
が、有識者から介護に携わる職種の研修プログラムも必
要との意見が出されたことから、1団体を追加して実施す
る。
　また、認知症コーディネーターの役割等を検討したとこ
ろ、各地域包括支援センター及び各認知症疾患医療セン
ターに１名以上配置することが望ましいことから、目標人
数に達するまで、養成研修を継続する必要がある。加え
て、未配置機関への配置を促進するとともに、コーディ
ネーターとしての活動を促進するため、フォローアップ研
修や活動事例の共有・普及等を行う。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残及び運
用益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼす
ことはない。
　また、専門職の研修プログラムの体系化について、1職
種追加することで主要な職種を網羅できる。
　さらに、専門職への助言や関係機関の調整等を行う認
知症コーディネーターを日常生活圏域ごとに1人以上配置
できるよう養成するとともに、フォローアップや活動事例の
普及等を追加することにより、その配置・活動促進が図ら
れ、きめ細やかで充実した支援を行うことができ、多職種・
多機関が連携する地域支援体制の構築がより一層促進
される。

123025 12千葉 H22補正 医療・介護連携によ
る認知症地域支援体
制の構築事業

モデル地区を指定し、認知症地域
支援体制を構築する。

○ 32,000 27,723 △4,277 計画のうち、委託料について、委託
先団体の執行額及び執行見込額を
基に、減額するものである。

委託先のうち、市役所が事務局となり、市職員及び地域
包括支援センター職員が中心となって事業を推進してい
る団体において、認知症コーディネーター配置に係る賃金
が計画額を大きく下回ったことなどから、執行済（予定）額
が計画額を下回ったことによる。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

123026 12千葉 H22補正 介護サービス事業所
を活用した周辺症状
のアセスメントと在宅
支援事業

認知症の周辺症状等により医療機
関に入院した患者が在宅復帰でき
るよう、介護事業所を活用し、地域
の支援体制を整備する。

○ 6,000 4,572 △1,428 計画のうち、委託料について、委託
先団体の執行額及び執行見込額を
基に、減額するものである。

　委託先の一部団体において、退院支援を行ったものの
実際に退院に結びついた事例が少なく、退院後の評価会
議運営費に不用額が生じたことなどから、執行済（予定）
額が計画額を下回ったことによる。
　なお、当該団体に対しては、退院を妨げている要因の分
析を依頼しており、合わせて成功事例の要因を分析する
ことにより効果的な支援のあり方を検討することで、事業
目的を達成することができる。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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123027 12千葉 H22補正 回復期リハビリテー
ション病棟整備事業

県内の病院が実施する回復期リハ
ビリテーション病棟整備事業に対し
助成する。

○ ○ 600,000 228,500 △371,500 計画のうち、予定していた補助対象
医療機関数を減じることにより、計
画額を減額するものである。

補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかった
ため

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額することとする。

123028 12千葉 H22補正 緩和ケア病棟整備補
助事業

緩和ケア病棟の整備に要する経費
の支援を行う。

○ 100,000 56,000 △44,000 対象圏域について、当初緩和ケア
病棟未整備圏域から全県に変更す
るものである。
予定した補助対象箇所数を減じるこ
とにより、計画額を減額するもので
ある。

　緩和ケア病棟を利用する患者は、医療圏を越えて利用
している場合もあり、未整備圏域のみならず全県を対象と
しても未整備圏域における患者の緩和ケア病棟利用の促
進に繋がることから、より多くの患者が利用できるよう本
事業の拡充を図りたい。
　予定していた補助対象箇所数を減じることにより、計画
額を減額するものである。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では、当該事業
を減額し、優先順位の高い「医療修学資金貸与事業」を行
うこととする。

123029 12千葉 H22補正 がん臨床研究の機能
強化事業

先進的な分子診断システムの整備
等を行う。

○ 90,000 89,952 △48 　補助対象機関における設備の購
入単価が減額となったため、それに
伴い補助も減額するものである。

　補助対象機関において、入札を実施した結果、見込みを
下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

123030 12千葉 H22補正 拠点病院の先端的放
射線医療機能強化事
業

　がん診療連携拠点病院等への高
性能かつ先進的な放射線治療機器
の整備を支援する。また、整備医療
機関間で、診療情報、臨床評価に
係る情報を収集・分析・情報共有す
る体制を整備し、県全体の先端的
放射線医療の質の向上を図ること
が、国の交付の条件とされているた
め評価委員会を設置する。

○ 728,161 724,449 △3,712 　研修方法を変更し、放射線治療機
器を整備する病院が地域の医師等
を対象とした副作用を含めた放射線
療法の推進に関する研修として、医
療体制の充実を図ることにしたた
め。
　また、計画のうち、整備事業につ
いて予定していた１病院当たりの補
助金額を減じることにより、計画額を
減額するものである。

　効率的な研修を行うことにより、医療体制の充実を図り
易くするため。
　事業自体に支障がないことにより、１病院当たりの補助
金額を当初計画より減じたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

123033 12千葉 H22補正 終末期医療のあり方
に関する調査研究事
業

終末期医療のあり方に関する調査
研究、本県特有の医療政策課題に
対する調査研究及び再生基金全体
事業の評価を行う。

○ 70,000 70,178 ＋178 　再生基金全体の評価を行うため、
会議費用を増額する。

　再生基金全体の評価を行うための会議費用を増額する
ため。

　変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

126010 12千葉 H24補正 救急医療対策事業
⑩山武長生夷隅医療
圏における救急医療
体制の底上げ

山武長生夷隅医療圏の初期・二次
救急医療体制の強化を図るため、
夜間急病診療所及び在宅当番医の
臨時医師の確保や、病院群輪番制
病院における医師の確保に対する
支援を行う。また、救急患者の円滑
な搬送を図るため、救急隊と医療機
関との間で迅速な搬送先の確保を
図る救急コーディネート事業の支援
を行う。地域医療再生プログラムの
客観的評価やフォローアップ等を実
施する。

○ 117,000 117,530 ＋530 有 　計画のうち、補助対象となっている
医師確保に係る人件費に対する補
助額を増額することにより、救急医
の医師確保の推進を図る。

　当該医療圏における医師確保は、県政の最重要課題の
一つであり医師不足の解消のための措置が必要である。
このため、医師確保の推進が図られるよう、医師確保に
対する支援を強化する。

　変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
当該医療圏の課題である医師不足等の解消に寄与する
ものである。
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131001 13東京 H21補正
①多摩

休日・全夜間診療事
業（小児）参画等支援
事業

　休日・全夜間診療事業に参画又は
拡充を予定している医療機関に対
し、医師確保等の経費を補助する。

○ 425,000 602,405 ＋177,405 　補助対象施設を当初計画の5施設
から7施設へ増加し、休日・全夜間
診療事業への確実な参画（又は拡
充）につなげ、小児救急医療機関の
体制の更なる強化を図る。

　多摩地域における安定した小児救急医療提供体制の確
保を図るため、休日・全夜間診療事業への新たな医療機
関の参画や、既に参画している医療機関の体制拡充が不
可欠である。このため、補助対象施設数を増やし、確実な
体制強化につなげる。

　変更に伴う財源については、計画額より安価で目標を達
成することができた事業など、計画変更による医療課題
の解決による影響がない他事業の過年度の執行残を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。また、補助対象施設を増加することにより、小児医療
提供体制のさらなる強化が可能となる。

131002 13東京 H21補正
①多摩

小児救急医師確保緊
急事業

　大学医学部に「小児医療調査研究
講座」を設置し、医療資源の少ない
圏域の医療機関での勤務を通じて
調査研究を行う医師を派遣する。

○ 500,000 555,013 ＋55,013 　計画のうち、補助対象施設につい
て、５施設（対象８名）から、６施設
（対象９名）に増加する。

　多摩地域における安定した小児救急医療提供体制の確
保を図るため、医療水準の向上と合わせて、地域におけ
る小児二次救急医療を担う病院で勤務する医師を確保す
ることは重要であり、多くの小児二次救急医療機関を支援
できるよう、対象施設数の増加を図る。

　変更に伴う財源については、計画額より安価で目標を達
成することができた事業など、計画変更による医療課題
の解決による影響がない他事業の過年度の執行残を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。また、補助対象施設を増加することにより、小児医療
提供体制のさらなる強化が可能となる。

131003 13東京 H21補正
①多摩

子ども救命センター
（仮称）の創設

　小児重篤患者を迅速に受入れ、救
命治療を速やかに行う小児医療施
設を整備する。

○ 133,773 161,094 ＋27,321 　計画初年度の事業開始が遅れた
ため、計画期間を１年間延長する。

　　計画初年度の事業開始が遅れたため、本事業の安定
的な運用につなげるため、計画期間を１年間延長すること
とし、必要経費を計上する。

　変更に伴う財源については、計画額より安価で目標を達
成することができた事業など、計画変更による医療課題
の解決による影響がない他事業の過年度の執行残を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。また、事業を安定的に運用することにより、重症・重篤
な小児患者に迅速に対応する小児医療提供体制の早期
の構築が可能となる。

131004 13東京 H21補正
①多摩

小児医療ネットワーク
モデル事業

　効率的な医療連携体制を確立す
るため、初期から三次の連携につい
て、モデル事業を実施する。

○ ○ 234,591 140,424 △94,167 　計画のうち、ネットワークシステム
の整備や保守に係る経費につい
て、事業者からの実績報告に応じて
計画額を減額するものである。

　計画のうち、ネットワークシステムの整備や保守に係る
経費について、事業者からの実績報告に応じて計画額を
減じることとしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

131005 13東京 H21補正
①多摩

母体救命対応総合周
産期母子医療セン
ターの設置

　総合周産期母子医療センターにお
いて、救急部門等の医師と連携を取
り、緊急に母体救命処置が必要な
妊産褥婦を必ず受け入れる、いわ
ゆる「スーパー総合周産期セン
ター」を指定する。

○ 109,029 49,153 △59,876 　計画のうち、人件費等について、
事業者からの実績報告に応じて計
画額を減額するものである。

　計画のうち、人件費等について、事業者からの実績報告
に応じて計画額を減じることとしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

131006 13東京 H21補正
①多摩

多摩周産期医療ネッ
トワークグループの
構築

　一次から三次までの医療機関の
機能分担と相互の連携により、身近
な地域でリスクに応じた周産期医療
が提供されるネットワークグループ
を構築する。

○ 15,684 7,345 △8,339 　計画のうち、各サブグループで行
う会議の開催に係る経費を、実績報
告に応じて、それぞれ減額するもの
である。

　計画のうち、各サブグループで行う会議の開催に係る経
費を、実績報告に応じて、それぞれ減じることとしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

131007 13東京 H21補正
①多摩

小児医療普及啓発事
業

　子供の病気や事故防止に関する
知識を持ち、子供の急な体調変化
の際に慌てず適切な対応がとれる
よう、都民（子供の親）を対象とした
全都的な小児医療に関する講演会
を開催する。

○ 1,548 0 △1,548 　小児医療協議会（事業管理番号
131009）として実施。（経費も当該事
業分から基金充当。）

　小児医療協議会に付随する都民向け講演会という位置
づけで実施することとし、当該事業（事業管理番号
131007）を小児医療協議会（事業管理番号131009）に組
み入れたため。

　上記の医療課題については、「小児救急医療対策協議
会」に組み入れて実施したため、本事業が見込んでいた
目標を達成する見込みであり、本事業の計画変更による
医療課題の解決への影響はない。

131008 13東京 H21補正
①多摩

救急専門医等養成事
業（小児）

　救急告示医療機関等に勤務する
医師等に対し、小児の救命救急に
関する専門的な研修を行う。

○ 35,563 35,590 ＋27 　計画のうち、会場費等、研修開催
にかかる経費について増加が見込
まれたため、必要経費を計上する。

　計画のうち、会場費等、研修開催にかかる経費について
増加が見込まれたため、必要な経費を計上し、計画額を
増額する必要があるため。

　変更に伴う財源については、計画額より安価で目標を達
成することができた事業など、計画変更による医療課題
の解決による影響がない他事業の過年度の執行残を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。また、必要な経費を確保し、確実に研修を実施するこ
とにより、小児医療提供体制の充実を図ることが可能とな
る。

131009 13東京 H21補正
①多摩

小児救急医療対策協
議会

　小児救急医療機関のネットワーク
化を図り、初期から三次までの施設
間連携を進めるため、医療機関や
関係機関で構成される協議会を設
置する。

○ 9,456 7,544 △1,912 有 　計画のうち、会議開催及び普及啓
発に係る経費について、実績に応じ
て減額する。

　計画のうち、会議開催及び普及啓発に係る経費につい
て、契約差金等が発生したため、実績に応じて計画額を
減じる。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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131010 13東京 H21補正
①多摩

周産期医療施設整備
費補助

　ハイリスク妊娠や産褥、病的新生
児に的確に対応するため、新生児
集中治療管理室（ＮＩＣＵ）、ＮＩＣＵの
後方病床であるＧＣＵ施設の整備を
支援し、高度な周産期医療を適切に
提供する医療基盤の整備を行う。ま
た、ハイリスク分娩で出生した児に
行う新生児蘇生法等の研修支援の
ための新生児蘇生法等研修用物品
購入費に対する補助を行う。

○ 384,556 306,545 △78,011 有 　計画のうち、施設整備費につい
て、事業者からの実績報告に応じて
減額するものである。

　計画のうち、施設整備費について、事業者において契約
差金等が発生したため、実績報告に応じて計画額を減じ
る。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

131011 13東京 H21補正
①多摩

地域医療を担う医師
養成事業

　地域で不足している小児、周産
期、救急、へき地医療に従事する医
師を確保するため、国の医師確保
対策に基づく医学部を定員増を活
用し、順天堂大学及び杏林大学の
定員を東京都地域枠として計１０名
増員し、同枠で入学する医学部生に
奨学金を貸与する。

○ 650,800 644,400 △6,400 奨学生への貸与額について、大学
の授業料等の改定に合わせて、1年
次を増額、2年次以降を減額するも
のである。

奨学生への貸与額のうち、大学の授業料等が改定となっ
たため、1年次を増額、2年次以降を減額する必要がある
ため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

132001 13東京 H21補正
②区東部

休日・全夜間診療事
業（小児）参画等支援
事業

　休日・全夜間診療事業に参画又は
拡充を予定している医療機関に対
し、医師確保等の経費を補助する。

○ 170,000 66,137 △103,863 　補助対象施設を当初計画の2施設
から1施設へ減じることにより、計画
額を減額するものである。

区東部地域において、補助制度を活用する施設が当初計
画より少なかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「周産期連携病院整備費補助」
事業を行うこととする。

132002 13東京 H21補正
②区東部

小児救急医師確保緊
急事業

　大学医学部に「小児医療調査研究
講座」を設置し、医療資源の少ない
圏域の医療機関での勤務を通じて
調査研究を行う医師を派遣する。

○ 200,000 263,232 ＋63,232 　計画のうち、補助対象施設につい
て、２施設（対象４名）から、３施設
（対象５名）に増加する。

　区東部地域における安定した小児救急医療提供体制の
確保を図るため、医療水準の向上と合わせて、地域にお
ける小児二次救急医療を担う病院で勤務する医師を確保
することは重要であり、多くの小児二次救急医療機関を支
援できるよう、対象施設数の増加を図る。

　変更に伴う財源については、計画額より安価で目標を達
成することができた事業など、計画変更による医療課題
の解決による影響がない他事業の過年度の執行残を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。また、補助対象施設を増加することにより、小児医療
提供体制のさらなる強化が可能となる。

132003 13東京 H21補正
②区東部

子ども救命センター
（仮称）の創設

　小児重篤患者を迅速に受入れ、救
命治療を速やかに行う小児医療施
設を整備する。

○ 133,774 162,348 ＋28,574 　　計画初年度の事業開始が遅れ
たため、計画期間を１年間延長す
る。

　計画初年度の事業開始が遅れたため、本事業の安定的
な運用につなげるため、計画期間を１年間延長することと
し、必要経費を計上する。

　　変更に伴う財源については、計画額より安価で目標を
達成することができた事業など、計画変更による医療課
題の解決による影響がない他事業の過年度の執行残を
活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことは
ない。また、事業を安定的に運用することにより、重症・重
篤な小児患者に迅速に対応する小児医療提供体制の早
期の構築が可能となる。

132004 13東京 H21補正
②区東部

ＮＩＣＵからの円滑な
退院に向けた取組へ
の支援

ＮＩＣＵの確保を図るため、ＮＩＣＵ入
院児の在宅移行支援をモデル実施
するとともに、円滑な退院に必要な
支援体制を検討する。

○ 34,875 34,114 △761 　計画のうち、会議開催に係る経費
や在宅移行訓練に係る経費等につ
いて、補助額を減じることとしたた
め。

事業者からの実績報告に基づき、会議開催に係る経費や
在宅移行訓練に係る経費等について、補助額を減じるこ
ととしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

132006 13東京 H21補正
②区東部

周産期連携病院整備
費補助

周産期連携病院がNICUを整備する
場合、経費の一部を補助することに
より、周産期医療体制の一層の充
実を図る。

○ 0 11,045 ＋11,045 　地域医療再生基金を有効に活用
するため、平成22年度補正予算に
係る計画を削除し、当該計画へ本
事業を計上するもの。

　平成21年度補正予算に係る地域医療再生計画の他の
事業において、計画額より安価で目標を達成することがで
きたため、この執行残額を有効に活用するため、平成22
年度補正予算に係る計画から平成21年度補正予算に係
る計画へ、本事業を移行する。

　平成21年度補正予算に係る地域医療再生計画の他の
事業が、計画額より安価で目標を達成することができた残
額等を有効に活用するものであり、計画変更による医療
課題の解決による影響はない。
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132007 13東京 H21補正
②区東部

在宅療養支援員養成
事業

医療的ケアが必要な高齢者等に対
する在宅療養を可能にする環境整
備や支援を行うために、区市町村が
設置する「在宅療養支援窓口」の業
務に従事する在宅療養支援員を養
成することにより、区市町村の取組
を支援する。
（平成26年度まではH22補正に係る
計画により実施）

○ 0 17,618 ＋17,618 有 　本事業は平成23年度より開始して
おり、平成22年度補正予算に係る
計画に計上しているが、本事業の目
的を達成するためには、事業の継
続実施が必要である。
　なお、平成21年度補正予算に係る
地域医療再生計画の他の事業にお
いて、計画額より安価で目標を達成
することができたため、この執行残
額を有効に活用するため、平成27
年度の事業に係る費用を当該計画
に計上するものである。

　平成21年度補正予算に係る地域医療再生計画の他の
事業において、計画額より安価で目標を達成することがで
きた。このため、この執行残額を有効に活用するため、本
事業の平成27年度分（平成22年度補正予算に係る計画
にて平成26年度まで実施）について、平成21年度補正予
算に係る計画へ、計上するものである。

　平成21年度補正予算に係る地域医療再生計画の他の
事業が、計画額より安価で目標を達成することができた残
額等を有効に活用するものであり、計画変更による医療
課題の解決による影響はない。

133001 13東京 H22補正 地域救急医療セン
ター整備費補助事業

地域救急医療センターが東京ルー
ル事案をはじめとする救急患者の
受入体制強化等のために行う施設・
設備整備に対する経費の一部を補
助することにより、地域における救
急患者の受入体制の強化を図る。

○ ○ 339,447 229,644 △109,803 有 　事業者からの実績報告に応じて補
助額を減額する。
また、計画策定後、地域救急医療セ
ンターの指定数が増加していること
から、本事業を継続して実施する。

　計画策定後、地域救急医療センターの指定数が増加し
ていることから、本事業の目的を達成するためには、体制
強化が必要な地域救急医療センターへの補助を継続して
実施する必要がある。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

133002 13東京 H22補正 調整困難患者（精神）
受入支援事業

東京ルール事案となった精神科の
支援が必要な患者を受入れる施設
を２４時間３６５日体制で確保する。

○ 108,663 57,576 △51,087 有 　計画のうち、平成24年度までの実
績においては、受入拠点病院１病院
を確保したものの、受入連携病院３
病院の確保には至らなかったため、
実績に応じて減額する。
　なお、本事業の目的を達成するた
め、引き続き受入連携病院の確保
を目指す。

　計画のうち、平成24年度までの実績においては、受入拠
点病院１病院を確保したものの、受入連携病院３病院の
確保には至らなかったため、平成23年度及び平成24年度
計画額を、実績に応じて減額する。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果をあげることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「転退院支援事業」を行うことと
する。

133003 13東京 H22補正 周産期連携病院
NICU運営費補助

周産期連携病院がNICUを運営する
場合、経費の一部を補助することに
より、周産期医療体制の一層の充
実を図る。

○ 143,596 10,256 △133,340 有 　計画のうち、補助実績のない平成
25年度までの計画額を減額するも
のである。

　平成25年度までの期間において、補助制度を活用する
医療機関が当初計画より少なかったため。

　上記の医療課題については、別事業である「周産期医
療施設整備費補助」他、「東京都周産期医療体制整備計
画」に定める事業により、本事業が見込んでいた目標を達
成する見込であるため、本事業の計画変更による医療課
題の解決への影響はない。
　但し、課題解決に向け、多角的なアプローチが必要なこ
とから、計画を延長して本事業を実施する。

133004 13東京 H22補正 周産期連携病院整備
費補助

周産期連携病院がNICUを整備する
場合、経費の一部を補助することに
より、周産期医療体制の一層の充
実を図る。
（H21補正に係る計画で実施）

○ 31,762 0 △31,762 　計画のうち、補助実績のない平成
24年度までの計画額を減額するとと
もに、地域医療再生基金を有効に
活用するため、平成21年度補正予
算に係る計画へ本事業を計上し、本
計画から削除するもの。

　計画のうち、平成24年度までの期間において、補助制度
を活用する医療機関が当初計画より少なかったため減額
する。
　また、平成21年度補正予算に係る地域医療再生計画の
他の事業において、計画額より安価で目標を達成すること
ができたため、この執行残額を有効に活用するため、平
成22年度補正予算に係る計画から平成21年度補正予算
に係る計画へ、本事業を移行する。

　上記の医療課題については、別事業である「周産期医
療施設整備費補助」他、「東京都周産期医療体制整備計
画」に定める事業により、本事業が見込んでいた目標を達
成する見込であるため、本事業の計画変更による医療課
題の解決への影響はない。
　また、平成21年度補正予算に係る地域医療再生計画の
他の事業が、計画額より安価で目標を達成することができ
た残額等を有効に活用するものである。

133005 13東京 H22補正 地域リハビリテーショ
ン支援事業

地域リハビリテーション支援センター
及び協力施設を核として、医療と介
護を結ぶネットワークの形成及び区
市町村の地域在宅リハビリテーショ
ン支援事業への支援等による地域
ニーズに合わせたリハビリテーショ
ンのシステム化の推進を図る。

○ 108,708 137,050 ＋28,342 有 　計画のうち、普及啓発に係る経費
等について、実績報告に応じて計画
額を減額するとともに、事業の目的
を達成するため、計画期間を延長し
て実施する。

　　計画のうち、普及啓発に係る経費等について、実績報
告に応じて計画額を減額するとともに、事業の目的を達成
するため、計画期間を延長して実施するため、計画額の
増額を行うものである。

　変更に伴う財源については、計画額より安価で目標を達
成することができた事業など、計画変更による医療課題
の解決による影響がない他事業の過年度の執行残を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。また、継続して安定的に本事業を実施することにより、
それぞれの地域において、急性期から回復期、維持期の
それぞれの状態に応じた適切かつ円滑なリハビリテーショ
ンの提供が可能となる。
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133006 13東京 H22補正 在宅療養支援員養成
事業

医療的ケアが必要な高齢者等に対
する在宅療養を可能にする環境整
備や支援を行うために、区市町村が
設置する「在宅療養支援窓口」の業
務に従事する在宅療養支援員を養
成することにより、区市町村の取組
を支援する。
（平成27年度はH21補正により継続
実施）

○ 68,113 39,099 △29,014 有 　計画のうち、研修実施に係る経費
等について、実績報告に応じて計画
額を減額するとともに、事業の目的
を達成するため、計画期間を延長し
て実施する。

　計画のうち、研修実施に係る経費等について、実績報告
に応じて計画額を減額するとともに、事業の目的を達成す
るため、計画期間を延長して実施するため、計画額の増
額を行うものである。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

133007 13東京 H22補正 精神疾患早期発見・
早期対応推進事業

一般診療科医師に対して精神疾患
等に関する研修を行ない、精神保健
医療の理解を深める。また、一般診
療科医師と精神科医師が合同で困
難事例等の症例検討を行ない、地
域における連携づくりを進め、精神
疾患の早期対応を推進する。

○ 10,281 12,095 ＋1,814 有 　計画のうち、研修実施に係る経費
等について、実績報告に応じて計画
額を減額するとともに、事業の目的
を達成するため、計画期間を延長し
て実施する。

　計画のうち、研修実施に係る経費等について、実績報告
に応じて計画額を減額するとともに、事業の目的を達成す
るため、計画期間を延長して実施するため、計画額の増
額を行うものである。

　変更に伴う財源については、計画額より安価で目標を達
成することができた事業など、計画変更による医療課題
の解決による影響がない他事業の過年度の執行残を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。また、継続して安定的に本事業を実施することにより、
精神疾患の発症後早期に発見・対応し、患者が身近な地
域で症状に応じた適切な治療を受けることが可能となる。

133009 13東京 H22補正 看護職員確保に向け
た取組支援

医療圏ごとに地域に密着した就業
協力員を配置し、各施設の看護職
員確保に向けた取組みを支援する
ことにより、潜在化せず、就業が継
続できる仕組みを構築し、都内の看
護職員の確保促進を図る。

○ 282,930 259,182 △23,748 有 　計画のうち、研修実施に係る経費
等について、実績報告に応じて計画
額を減額するとともに、事業の目的
を達成するため、計画期間を延長し
て実施する。

　計画のうち、研修実施に係る経費等について、実績報告
に応じて計画額を減額するとともに、事業の目的を達成す
るため、計画期間を延長して実施するため、計画額の増
額を行うものである。

　　計画額より安価で目標を達成することができたもので
あり、計画変更による医療課題の解決による影響はな
い。

133010 13東京 H22補正 医療施設整備費補助
事業

救急医療、周産期医療、精神科医
療等の政策的医療を担っている病
院等が建替等の施設整備を行う場
合、経費の一部を補助することによ
り、医療資源の効率的な再編、患者
の療養環境等の改善の促進及び医
療施設の経営の確保を図る。

○ 441,229 380,007 △61,222 　計画のうち、施設整備に係る経費
（改修や改築、新築建替に係る経
費）について、事業者からの実績報
告に応じて計画額を減額するもので
ある。

　計画のうち、施設整備に係る経費について、事業者から
の実績報告に応じて計画額を減じることとするため。

　　計画額より安価で目標を達成することができたもので
あり、計画変更による医療課題の解決による影響はな
い。

133011 13東京 H22補正 転退院支援事業 入院患者の円滑な在宅療養生活へ
の移行が行えるよう、入院医療機関
における退院支援の機能強化を図
るとともに、患者の背景や容態等に
合わせた適切な転院を推進する。

○ 0 38,266 ＋38,266 有 　本事業を新たに当該計画に追加
し、必要経費を計上する。

　在宅療養推進の取組を進めているところであるが、入院
患者を在宅療養生活へ円滑に移行させるためには、医療
機関における転退院支援が極めて重要であることから、
本事業を新たに当該計画に追加するため、必要経費の計
上を行うものである。

　　変更に伴う財源については、当初計画には満たないも
のの一定の成果をあげることができ、医療課題の解決に
向けた見通しが立った事業など、計画変更による医療課
題の解決による影響がない他事業の過年度の執行残を
活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことは
ない。また、本事業の実施により、入院患者の円滑な在宅
療養生活への移行を促進することが可能となる。

133012 13東京 H22補正 航空搬送拠点臨時医
療施設（SCU）の整備

大規模災害発生時に重篤な傷病者
を被災地外の医療施設へ搬送し、
迅速に治療を行うため、航空搬送拠
点の選定を行うとともに、広域搬送
を行う前に必要な処置等を施す臨
時的医療施設の設置に必要な医療
資器材等の整備を行う。

○ ○ 0 155,342 ＋155,342 有 　本事業を新たに当該計画に追加
し、必要経費を計上する。

　東日本大震災の教訓を踏まえ、「東京都地域防災計画」
を修正するなど、災害医療の充実を図っているところであ
るが、大規模災害発生時における空路を活用した搬送体
制の確保が急務となっていることから、本事業を新たに当
該計画に追加するため、必要経費の計上を行うものであ
る。

　変更に伴う財源については、計画額より安価で目標を達
成することができた事業など、計画変更による医療課題
の解決による影響がない他事業の過年度の執行残を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。また、本事業を実施することにより、大規模発生時に
重篤な傷病者を円滑に被災地外の医療施設に搬送する
ことが可能となる。

133013 13東京 H22補正 新生児集中治療管理
室開設等緊急支援事
業

新生児集中治療管理室（NICU)の開
設等を予定している周産期連携病
院等に対し、NICUの新設等に必要
な新生児医療担当医確保等につい
て支援する。

○ 0 102,000 ＋102,000 有 　本事業を新たに当該計画に追加
し、必要経費を計上する。

　「東京都周産期医療体制整備計画」を策定し、計画的に
NICUの整備を図ってきたところであるが、引き続き新生児
科医の確保が困難な状況となっていることから、本事業を
新たに当該計画に追加するため、必要経費の計上を行う
ものである。

　変更に伴う財源については、計画額より安価で目標を達
成することができた事業など、計画変更による医療課題
の解決による影響がない他事業の過年度の執行残を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。また、本事業を実施することにより、周産期医療体制
の更なる強化が可能となる。
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133014 13東京 H22補正 新生児医療担当医確
保緊急事業

　大学医学部に「新生児医療調査研
究講座」を設置し、都内の新生児集
中治療管理室を新規開設する予定
の医療機関での勤務を通じて新生
児医療の研究を行う医師を派遣す
る。

○ 0 120,000 ＋120,000 有 　本事業を新たに当該計画に追加
し、必要経費を計上する。

　「東京都周産期医療体制整備計画」を策定し、周産期医
療体制の整備を進めてきたところであるが、周産期医療
の水準の向上と合わせて、NICUの更なる整備促進が課
題となっていることから、本事業を新たに当該計画に追加
するため、必要経費の計上を行うものである。

　変更に伴う財源については、計画額より安価で目標を達
成することができた事業など、計画変更による医療課題
の解決による影響がない他事業の過年度の執行残を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。また、本事業を実施することにより、周産期医療体制
の更なる強化が可能となる。
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141001 14神奈川 H21補正
①東部

地域周産期医療体制
確保事業

身近な地域における出産の場を確
保するため、分娩取扱施設の新規
開設の支援を図る。

○ ○ 96,714 139,981 ＋43,267 計画のうち、支援する施設について
予定していた補助対象箇所数を増
やすことにより、計画額を増額する
ものである。

支援する分娩取扱施設を増加することとしたため。 支援する施設数を増加させることで、より多くの新規分娩
取扱施設の開設が見込まれ、地域の出産の場の更なる
確保が可能となる。

141002 14神奈川 H21補正
①東部

周産期母子医療強化
対策事業

公的医療機関において周産期母子
医療機能の強化を図る。また、セミ
オープンシステムの実施に係る設備
整備及び諸経費に対し補助を行う。

○ 14,480 917 △13,563 計画のうち、基準額よりも少額の経
費で事業を行うこととなり、当初想定
していた効果を生じさせており、計
画額を減額するものである。

計画よりも、基準額より少額の経費で事業を行う医療機関
があったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一定の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立った。

141004 14神奈川 H21補正
①東部

NICU機能整備事業 周産期医療体制整備指針の改正に
伴い、新たに必要となる看護師等関
連職種の配置に対し支援を行うこと
により、周産期医療体制の整備を図
る。

○ ○ 69,096 168,727 ＋99,631 周産期医療体制整備指針の改正に
伴い、新たに必要となる看護師等の
ほか関連職種の配置に対し支援す
るほかに、医療機器の購入に対して
も支援を行うことにより、周産期医
療体制の整備を図る。

総合周産期及び地域周産期母子医療センターにおける人
的体制に対する補助に加え、医療機器の整備に対しても
補助を行い、ハード・ソフトの両面からハイリスクな出産対
応の充実・強化を図るため。

総合周産期及び地域周産期母子医療センターの更なる
体制強化を図ることが可能となる。

141005 14神奈川 H21補正
①東部

新生児眼科医療機器
設備整備支援事業

未熟児網膜症等の診断に対応可能
な機器（広角眼底カメラ）の整備に
対して補助を行う。

○ 39,890 67,372 ＋27,482 周産期救急医療システム受入病院
における広角眼底カメラの整備を当
初５か所で想定していたが、整備を
予定する病院が９か所となったた
め、計画額を増額するものである。

未熟児網膜症等の診断に対応可能な広角眼底カメラの
整備を予定する病院が見込みより多くなったため。

ＮＩＣＵ入院時の眼科診療回数および入院期間の短縮がよ
り促進され、ＮＩＣＵ病床の円滑な循環が見込まれることか
ら、周産期医療提供体制の安定的な確保が可能となる。

141006 14神奈川 H21補正
①東部

周産期救急県外搬送
患者戻り搬送受入確
保事業

県外搬送された救急患者を県内医
療機関で受入れた場合に受入経費
等に対して補助を行う。

○ 3,105 4,756 ＋1,651 有 全県域で取り組む事業に位置づ
け、1人あたりの患者転院調整額と
患者受入調整額を変更することによ
り、やむなく県外搬送となった救急
患者の県内医療機関への受入体制
を促進する。

県外搬送患者の県内への戻り搬送を促進するため。 県内への戻り搬送促進により、高次医療機関における病
床圧迫の抑制を図るとともに、患者及び家族の負担軽減
を図り、本県の周産期救急医療システムの円滑な循環に
資することが可能となる。

141007 14神奈川 H21補正
①東部

周産期救急医療シス
テム強化モデル事業

救急隊により受入困難事案患者を
直接搬送された妊婦の受入実績に
応じて補助を行う。

○ 3,580 6,597 ＋3,017 有 救急隊により直接搬送された受入
困難事案患者を受入れた件数が増
加傾向にあるため。（H23：20件、
H24：37件、H25：67件）

当初の想定より、救急隊により直接搬送された受入困難
事案患者の受入実績の件数が増加したため。

未受診妊婦などの受入困難事案患者の円滑な受入を図
ることが可能となる。

141011 14神奈川 H21補正
①東部

地域医療再生計画推
進事業

地域医療再生計画に位置づけた施
策・事業の普及啓発を実施するとと
もに、検証・評価による事業継続の
検討を行う会議等を開催することに
より、地域医療再生計画の推進を図
る。

○ 18,398 14,696 △3,702 有 事業実施上の工夫による会議開催
等経費縮減に伴う計画額の減。

事業実施上の工夫による会議開催等経費を縮減したた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題への解決への影響はない。

141012 14神奈川 H21補正
①東部

地域医療医師修学資
金貸付事業

将来県内の医療機関において、地
域医療を担う医師を確保・育成する
ため、修学資金の貸付を実施する。

○ 88,800 86,400 △2,400 基金負担部分の変更。 　修学資金借受者の留年により貸付けを休止したため。 　修学資金の貸付休止に伴う基金負担分の変更であり、
計画変更による医療課題の解決への影響はない。

141013 14神奈川 H21補正
①東部

大学医学教育環境改
善緊急支援事業

医学部定員増等に伴う教育環境の
改善を図る。

○ 150,000 149,975 △25 総事業費及び基金負担部分の変
更。

　計画額より安価で教育環境の改善に必要な設備等を整
備できたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題への解決への影響はない。

141014 14神奈川 H21補正
①東部

後期研修医等確保支
援事業

大学等が行う後期研修医等の確保
活動の支援を行うことにより、病院
勤務医の確保を図る。

○ 69,901 64,824 △5,077 基金負担分の変更 補助制度の活用が当初計画より少なかったことから減額
する。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い周産期医療対策事業を行うことと
する。
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141017 14神奈川 H21補正
①東部

医師等勤務環境改善
緊急支援事業（③新
生児担当医手当支援
事業）

新生児医療担当医の処遇を改善す
るため、出産後NICUに入室する新
生児を担当する医師に対し、手当の
支給を行う医療機関に対して補助す
る。

○ 2,965 1,775 △1,190 計画のうち、予定していた補助対象
箇所を減じることにより、計画額を減
額するものである。

当初の想定に比べて、補助制度を活用する医療機関が少
なかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一定の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立った。

141018 14神奈川 H21補正
①東部

医師等勤務環境改善
緊急支援事業（④産
科医師等勤務手当支
援事業）

ハイリスク分娩等の特殊勤務手当
や指導医手当等の支給を行う医療
機関に対して補助を行う。

○ 4,506 3,852 △654 計画のうち、予定していた補助対象
箇所を減じることにより、計画額を減
額するものである。

当初の想定に比べて、補助制度を活用する医療機関が少
なかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一定の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立った。

141021 14神奈川 H21補正
①東部

潜在医師等再教育・
再就業支援事業

育児等で職場を離れていた女性医
師等の職場復帰や高度・先進医療
の技術習得を円滑に行うため、再教
育や再就業支援研修に係る諸経費
について補助する。

○ 39,125 27,702 △11,423 基準額を減じることにより、計画額を
減額する。

経費について精査した結果、当初計画よりも少額の経費
で当初想定した効果が生ずるため。

　計画額より少額で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

141022 14神奈川 H21補正
①東部

院内助産所等開設支
援事業

院内助産所、助産師外来の開設に
係る整備及び研修事業に対して支
援を行うことにより、助産師の活用
及び医師の負担軽減を図る。

○ ○ ○ 71,114 59,897 △11,217 計画のうち、基準額よりも少額の経
費で整備を行う医療機関が見込み
よりも多くなったため、計画額を減額
するものである。

基準額よりも少額の経費で整備を行う医療機関が見込み
よりも多くなったため。

　計画額より少額で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

141023 14神奈川 H21補正
①東部

院内学童保育施設運
営補助事業

院内で学童保育を行う場合の施設
運営に対して支援を行うことにより、
医師、看護師等が子育てをしながら
働き続けることのできる環境の充実
を図る。

○ 91,184 122,088 ＋30,904 有 医療機関で従事している医師、看護
師等が子育てをしながら働き続ける
ことのできる環境の充実を図るた
め、院内で学童保育を行う医療機関
に対し、運営支援を継続させる。

　県内において医師、看護師等の医療従事者の確保は、
県政の課題の一つとなっており、院内で学童保育の施設
運営を行う医療機関に対して支援を行うことは必要であ
る。このため、支援の延長により継続させ、少しでも安定
的な運営に寄与し、医療機関で従事している医師、看護
師等が子育てしながら働き続けることのできる環境の充
実を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を活用
することから、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
安定的な医療提供体制を確保するために必要な医師、看
護師等の医療従事者の確保を図ることが可能となる。

141024 14神奈川 H21補正
①東部

特定院内保育施設整
備事業

病児保育施設を併設するなど、他施
設の医療従事者の保育児童を受け
入れる特定の院内保育施設の整備
に対して支援を行うことにより、医
師、看護師等が子育てをしながら働
ける環境を整備する。

○ 37,334 18,667 △18,667 　計画のうち、特定の院内保育施設
の整備について、予定していた補助
対象箇所数を減じることにより、計
画額を減額するものである。

　補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかっ
たため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い他の「看護職員確保事業」を行う
こととする。

141025 14神奈川 H21補正
①東部

看護師等養成力推進
事業（①看護師等養
成力推進事業）

臨床と基礎教育の連携システムの
構築に取り組む看護師等の養成所
における必要な演習機材等の整備
に対して支援を行うことにより、看護
師等の養成力の充実を図る。

○ 265,479 138,610 △126,869 有 看護師等の養成所への支援を削減
して、重点的に実習受入施設や実
習現場における教育担当者等への
支援を行い、総合的に看護職員の
養成力の充実を図る。

　看護職員の不足が深刻な当県において、県内における
質の高い看護職員を確保し定着を図ることは、県政の課
題の一つとなっている。このため、県内の地域医療を担う
とともに、さらには県内に定着する看護職員の育成が不
可欠であり、少しでも多くの質の高い看護職員を確保し定
着が図れるよう実習受入施設への支援に重点化したい。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い他の「看護職員確保事業」を行う
こととする。

141026 14神奈川 H21補正
①東部

地域医療寄附講座開
設事業

研修プログラムの開発、教育、拠点
病院への医師派遣等を行う講座を
設置する医科大学に対し寄附によ
る支援を行う。

○ 800,000 400,000 △400,000 総事業費及び基金負担部分の変
更。

　周産期をはじめとする安定的な医療提供体制を確保す
るために必要な医師の確保については、全県域を対象と
して取り組む必要がある。このため、事業費の一部を西部
地域にも位置付ける。

　事業費の一部を西部地域にも位置付け、全県域を対象
として取り組むものであり、変更による医療課題の解決へ
の影響はない。

141027 14神奈川 H21補正
①東部

病院耐震改修促進事
業

耐震診断を受けていない病院に対
し、診断費用を補助する。

○ 0 15,000 ＋15,000 病院が実施する耐震診断にかかる
経費に対して支援を行う。

神奈川県内の病院の平成24年度の耐震化率は69.7％と
なっており、全国平均に比べて高いものの、まだまだ耐震
化を促進することが必要な状況である。しかし、経営上の
理由等から耐震診断さえ実施していない医療機関も数多
く存在していることから、補助事業を実施することで早期
の耐震診断の実施を促進する。

耐震診断を促進することで、更なる耐震改修の促進につ
なげ、災害時における医療提供体制の確保を図ることが
可能となる。
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141028 14神奈川 H21補正
①東部

災害拠点病院施設設
備整備事業（自家発
電設備を除く。）

災害拠点病院の設備整備に対して
補助を行う。

○ 0 108,047 ＋108,047 災害時に備えた医療救護活動の拠
点として、また、充実した施設を備え
た後方医療機関として活動する災
害拠点病院の施設設備の充実を図
る。

災害時における重症・重篤患者の受入れ、治療に当たる
災害拠点病院としての機能を十分に果たすため、病院の
機能維持及び強化に係る施設設備整備の費用を補助す
る必要があるため。

変更に伴う財源については、他事業の残額や基金の運用
益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。また、災害時の安定的な医療体制の強化を図
れるため、課題を解決することが可能となる。

141029 14神奈川 H21補正
①東部

災害医療救護体制強
化事業

医療救護関係機関の衛星電話設備
に対して補助する。また、医療救護
本部体制の機能強化や広域医療搬
送拠点の整備を行う。

○ 0 91,663 ＋91,663 災害時における医療救護関係機関
等からの情報収集体制を充実強化
するなど、県医療救護本部体制の
機能強化を進めることで、災害時の
安定的な医療体制の強化を図る。

災害時における医療救護関係機関等からの情報収集体
制の充実強化を図る必要があるため。

変更に伴う財源については、他事業の残額や基金の運用
益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。また、災害時の安定的な医療体制の強化を図
れるため、課題を解決することが可能となる。

141030 14神奈川 H21補正
①東部

看護師等養成力推進
事業（②県立看護師
等養成施設整備事
業）

県立看護専門学校及び県立保健福
祉大学における看護教育環境の整
備を図るため、必要な備品等及び
施設の改修を行う。

○ ○ 0 56,187 ＋56,187 　県立看護専門学校及び県立保健
福祉大学における養成の充実、強
化を図る。

　看護職員の不足が深刻な当県において、県内における
質の高い看護職員を確保し定着を図ることは、県政の課
題の一つとなっている。このため、県内の地域医療を担う
とともに、さらには県内に定着する看護職員の育成が不
可欠であり、少しでも多くの質の高い看護職員を確保し定
着が図れるよう本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を活用
することから、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
地域の質の高い看護職員の確保・定着対策を図ることが
可能となる。

141031 14神奈川 H21補正
①東部

看護師等養成力推進
事業（③看護師養成
教育・臨床交流シス
テム導入検討調査事
業）

臨床と連携した看護教育の充実の
ため、民間看護師等養成施設と県
立病院の教育・臨床交流システム
の導入に向けた検討会を開催し、導
入にあたっての課題等に関する調
査を実施する。

○ 0 5,810 ＋5,810 有 　臨床と連携した看護教育の充実の
ため、民間看護師等養成施設と県
立病院の教育・臨床交流システム
の導入に向けた検討会及び課題等
に関する調査を基に、モデル的に支
援を実施し、看護職員の養成力の
充実を図る。

　看護職員の不足が深刻な当県において、県内における
質の高い看護職員を確保し定着を図ることは、県政の課
題の一つとなっている。このため、県内の地域医療を担う
とともに、さらには県内に定着する看護職員の育成が不
可欠であり、少しでも多くの質の高い看護職員を確保し定
着が図れるよう本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を活用
することから、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
地域の質の高い看護職員の確保・定着対策を図ることが
可能となる。

141032 14神奈川 H21補正
①東部

看護師等養成力推進
事業（④看護実践教
育アドバイザー事業）

看護教育経験者を活用した「看護教
育実践アドバイザー」が実習の場で
学生や病院の教育担当者へのアド
バイス等を行う。

○ 0 47,035 ＋47,035 有 　看護教育経験者を活用した「看護
教育実践アドバイザー」が実習の場
で学生や病院の教育担当者へのア
ドバイス等を行い、実習現場におけ
る教員や教育担当者のへの支援等
を通して、看護職員の養成力の充
実を図る。

　看護職員の不足が深刻な当県において、県内における
質の高い看護職員を確保し定着を図ることは、県政の課
題の一つとなっている。このため、県内の地域医療を担う
とともに、さらには県内に定着する看護職員の育成が不
可欠であり、少しでも多くの質の高い看護職員を確保し定
着が図れるよう本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を活用
することから、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
地域の質の高い看護職員の確保・定着対策を図ることが
可能となる。

141033 14神奈川 H21補正
①東部

看護師離職防止研修
事業

看護師の離職を防止するため、離
職率が高い２～５年目の若手看護
師を対象としてキャリア形成を支援
する研修を実施する。

○ 0 4,095 ＋4,095 有 　離職率が特に高い２～５年目の若
手看護師を対象としてキャリア形成
を支援する研修を実施し、離職防止
を図る。

　県内において特に若手職員の離職率が高く、離職防止
のための対策が喫緊の課題である。このため、安定的な
地域医療体制を確保するために、県内に定着するよう若
手看護職員向けのキャリア形成支援の研修が不可欠で
あり、少しでも多くの看護職員の確保が図れるよう本事業
の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を活用
することから、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
特に若手看護職員の離職防止を図り、定着確保が可能と
なる。

141034 14神奈川 H21補正
①東部

休日診療所運営支援
事業

休日夜間急患診療所の運営費を補
助する。

○ 0 23,290 ＋23,290 有 休日夜間診療所の運営費を補助
し、初期救急医療体制の確保を図
る。

市町村と地域医師会が協力して運営する休日夜間急患
診療所に補助することにより、県内の初期救急医療体制
を整備し、症状に応じた医療提供体制の確保を可能とす
るため。

休日診療所の初期救急医療体制を確保することで、二
次・三次救急医療機関への初期救急患者の流入が抑制
され、総合的な救急医療体制の安定的な確保が図られ
る。

141035 14神奈川 H21補正
①東部

在宅当番医制運営支
援事業

在宅輪番制の運営費を補助する。 ○ 0 11,078 ＋11,078 有 市町村と医師会等が協力して実施
する在宅当番医制の運営経費に対
して補助し、、初期救急医療体制の
確保を図る。

初期救急医療体制を整備し、軽症患者の二次・三次救急
医療機関への抑制することで、症状に応じた医療提供体
制の確保が可能となる。

在宅当番医制による初期救急医療体制を確保すること
で、二次・三次救急医療機関への初期救急患者の流入が
抑制され、総合的な救急医療体制の安定的な確保が図ら
れる。

141036 14神奈川 H21補正
①東部

休日歯科診療所運営
支援事業

休日夜間急患歯科診療所の運営費
を補助する。

○ 0 34,883 ＋34,883 有 休日歯科診療所の運営費を補助
し、初期救急医療体制の確保を図
る。

市町村と地域歯科医師会が協力して運営する休日歯科
診療所に補助することにより、県内の初期救急医療体制
を整備し、症状に応じた医療提供体制の確保を可能とす
るため。

休日歯科診療所の初期救急医療体制を確保することで、
二次・三次救急医療機関への初期救急患者の流入が抑
制され、総合的な救急医療体制の安定的な確保が図られ
る。

96 / 344



参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

142001 14神奈川 H21補正
②西部

救急医療機関確保事
業

二次救急拠点病院等の施設・設備
整備や運営に対して支援を行うこと
により、二次救急医療機関の確保を
図る。

○ ○ ○ 577,052 456,978 △120,074 有 ○一箇所あたりの補助金額の減少
に伴う計画金額の減少。
○県央地域の専門科（脳卒中、心
筋梗塞）輪番体制への補助を延長。

○補助事業者の計画が変更になったため。
○県央地域の専門科（脳卒中、心筋梗塞）輪番体制を維
持するため。

事業費上は減額となっているが、補助事業者数は当初の
見込みよりもそれほど変わらず、二次救急医療施設が確
保・充実しているため、変更した事業費の範囲内でも事業
目的の達成に影響はない。また、これまでの専門科輪番
体制への補助により、専門科輪番体制が確立されてきて
おり、着実に医療機能の強化に結びついていることから、
補助の延長を通じてさらなる専門科輪番体制の確立が見
込める。

142002 14神奈川 H21補正
②西部

救急医療体制再構築
事業（①輪番病院参
加促進事業）

新たに二次救急病院群輪番制への
参加をする医療機関の初期経費に
対して補助する。

○ 56,000 14,000 △42,000 計画のうち、二次救急病院群輪番
制への参加をする医療機関につい
て、予定していた補助対象箇所数を
減じることにより、計画額を減額する
ものである。

設備整備を行い新たに二次救急輪番群へ参加する医療
機関の選定に難航したため。

上記の医療課題については、別事業である「救急医療機
関確保事業」によって、本事業が見込んでいた目標を達
成する見込みであるため、本事業の計画変更による医療
課題の解決への影響はない。

142003 14神奈川 H21補正
②西部

救急医療体制再構築
事業（②救急医療情
報センター整備事業）

県の救急医療中央情報センターの
サテライトとして地域に設置する救
急医療情報センターの整備を行う医
療機関等に対して補助する。

○ 47,868 0 △47,868 当面、補助制度が活用される見込
みがないため、基金を活用しての事
業は見合わせる。

当面補助制度が活用される見込みがないため。 　当面、補助制度が活用される見込みがないため、地域
医療再生計画では当該事業を減額することとする。
　なお、本事業については、救急医療機関確保事業を実
施することで、課題解決にあたることとする。

142004 14神奈川 H21補正
②西部

救急医療体制再構築
事業（③救急医療体
制連携強化研究事
業）

救急医療体制の連携強化及び確保
に向けた研究、検討などに対して支
援を行うことにより、救急医療体制
の再構築を図る。

○ ○ 67,389 9,269 △58,120 　１年を通したドクターヘリの夜間運
航等の研究や救急医療体制のため
の調査実施を想定していたが、２箇
月間のドクターヘリの早期及び薄暮
時の試行運航を実施するものであ
る。

　夜間運航の研究については、試行運航期間を12箇月か
ら２箇月として実施し、調査については、地域医療体制計
画推進事業にて実施するため。

　夜間運航の試行期間は短期化したが、時間延長飛行の
検討に必要なデータを得ることは可能であること及び当初
計画した調査については、別事業及び保健医療計画策定
に伴う調査においても実施することから、当初と同様の成
果を得ることが見込まれるため、本事業の計画変更によ
る医療課題の解決への影響はない。

142005 14神奈川 H21補正
②西部

救急医療情報システ
ム改修事業

救急患者の外傷部位の画像を救急
隊から救急医療機関への転送シス
テムを構築し、救急患者の受入れお
よび治療検討の促進を図る。

○ 29,990 8,340 △21,650 システムの機能強化については、一
部実施済みである。さらに小児救急
医療システムを構築するため、シス
テム改修を実施する。機器整備につ
いては実施しない。

通信機器等の急速な進化の中で、当初見込んでいた専
用機器の整備の必要性がなくなったため、減額する。

画像転送システムの必要性はあるものの、個人情報保護
の問題で事業実施が難しく、目標の一つであった治療検
討の促進については、一般財源による継続の検討も含め
て見直すこととする。一方、もう一つの目的である救急患
者受入促進については、小児救急患者の応需システムを
構築するための改修を実施することで達成が見込める。

142006 14神奈川 H21補正
②西部

初期救急医療体制再
構築事業（①休日急
患診療所拡充事業）

休日急患診療所の医科の診療時間
を準夜に拡大するとともに、電話相
談対応などの運営について補助を
行う。

○ 95,113 64,366 △30,747 計画のうち、予定していた単価を減
じて補助率を上げることにより、計
画額を減額するものである。

経費を精査したところ、当初計画よりも少額の経費で事業
実施が可能であったため。

　計画額より少額で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

142007 14神奈川 H21補正
②西部

初期救急医療体制再
構築事業（②小児救
急電話相談拡充事
業）

小児救急電話相談事業の拡充を検
討する検討会を開催するとともに、
新たに事業実施を行う市町村に対し
て設備・運営について補助する。

○ 14,243 31,836 ＋17,593 有 小児電話相談にかかる電話回線を
増設し、相談体制を強化すること
で、軽症患者の適正受診を図り、小
児救急医療体制の基盤強化を図
る。

新たに事業実施する自治体が見込めないため、新たに電
話回線を増設し電話相談事業の拡充を行う。

小児電話相談事業の拡充を行うことで、小児の軽症患者
の救急医療の適正受診が図られるため、安定した救急医
療体制を確立できる。

142008 14神奈川 H21補正
②西部

特殊救急医療体制再
構築事業（①眼科救
急機能強化事業）

固定輪番制に移行した眼科休日診
療所の運営費を補助する。また、固
定輪番制への移行に必要な医療機
器の整備に対して補助する。

○ 62,351 27,534 △34,817 有 固定輪番制に移行した眼科休日診
療所の運営費（２か所）及び固定輪
番制に移行する診療所（２か所）の
設備整備に対する支援を見込む。

固定輪番制へ移行するための課題を解消できない地域も
あり、全６地域での固定輪番制への移行が見込めないた
め。

設備整備への支援による基盤強化は見込めないものの、
運営費への支援を行うことで、一部の成果を上げることが
でき、課題解決に向けた一定の見通しが立ったため当該
事業を減額し、優先順位の高い在宅医療提供体制推進
事業を行うこととする。

142009 14神奈川 H21補正
②西部

特殊救急医療体制再
構築事業（②耳鼻咽
喉科救急機能強化事
業）

固定輪番制に移行した耳鼻咽喉科
休日診療所の運営費を補助する。
また、固定輪番制への移行に必要
な医療機器の整備に対して補助す
る。

○ 58,235 52,340 △5,895 有 固定輪番制に移行した耳鼻咽喉科
休日診療所の運営費（５か所）及び
固定輪番制に移行する診療所（１か
所）の設備整備に対する支援を見込
む。

固定輪番制へ移行するための課題を解消できない地域も
あり、全６地域での固定輪番制への移行が見込めないた
め。

設備整備への支援による基盤強化は見込めないものの、
運営費への支援を行うことで、一部の成果を上げることが
でき、課題解決に向けた一定の見通しが立ったため当該
事業を減額し、優先順位の高い在宅医療提供体制推進
事業を行うこととする。
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142010 14神奈川 H21補正
②西部

特殊救急医療体制再
構築事業（③精神科
救急機能強化事業）

身体合併症患者の受入れを行う病
棟の整備及び深夜帯の患者の受入
れを行う病院の保護室等の整備に
対し補助をし、県東部に偏在してい
る精神科救急医療システムの課題
の解消を図る。

○ ○ 161,152 130,790 △30,362 計画のうち、病棟の整備に係る事業
費総額を減額する。

補助対象事業者において、病棟の整備内容の一部が変
更となったため。なお、身体合併症患者受け入れに必要
な保護室の整備は計画どおりに実施しており、計画の目
的は達成されている。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

142011 14神奈川 H21補正
②西部

小児救急機能強化事
業

小児二次救急医療施設の整備や役
割分担による医療機関の集約化に
対して緊急的に支援を行うことによ
り、小児救急医療体制の機能強化
を図る。

○ ○ ○ 175,614 108,016 △67,598 小児救急医療施設（１か所）に対す
る補助を行う。

小児救急医療施設２箇所に対する補助の予定であった
が、１箇所については事業を実施しないこととなったため。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため当該事業を減額し、優先順位の高い小
児救急電話相談拡充事業を行うこととする。

142012 14神奈川 H21補正
②西部

ドクターカー整備事業 ドクターカーを整備する費用又は既
存の救急車にドクターカー機能を持
たせるために搭載する医療機器等
を整備する費用に対し補助する。

○ 84,102 46,771 △37,331 　ドクターカーの整備を３箇所で実施
する予定であったが、２箇所のみで
実施するものである。

　３箇所において実施の意向があったものの、１箇所につ
いて事業を実施しないこととなったため。

　実施しないこととなった病院も既にドクターカーの所有は
しており、機能強化は困難となったが、２箇所の実施によ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

142013 14神奈川 H21補正
②西部

医療施設発電設備設
置事業

①地域医療支援病院②地域周産期
母子医療センター③人工透析実施
医療機関④災害拠点病院の自家発
電設備の整備に対して補助を行う。

○ 296,021 164,608 △131,413 有 計画のうち、一箇所あたりの補助金
額と補助事業者数の減少に伴い、
計画金額を減額するものである。

当初の見込みよりも補助申請者が少なく、申請者の計画
も変更となったため。

一箇所あたりの補助金額と補助事業者数は減少となって
いるが、各補助対象医療機関への調査の結果、多くの医
療機関において自家発電装置が整っていることがわか
り、自家発電設備の整備体制が確立されてきており、着
実に災害時等においても安定した医療の提供が行える体
制の構築に結びついていることから、変更した事業費の
範囲内でも事業目的の達成に影響はない。

142014 14神奈川 H21補正
②西部

３疾病地域連携事業 脳卒中、急性心筋梗塞及び糖尿病
に係る地域連携クリティカルパスを
利用したネットワークの構築等を行
うことにより、地域医療連携の強化
を図る。

○ 96,051 8,058 △87,993 保健福祉事務所での検討及び連携
医療機関のＩＴ導入等基盤整備10か
所を想定していたが、IT導入等基盤
整備への補助は実施しないこととし
たことにより、計画額を減額するも
のである。

ＩＴ導入等基盤整備については、計画策定時には連携医
療機関において実施の意向があったものの、具体の調整
を進めた過程の中で実施が困難となり、補助を実施しな
いこととしたため。

紙ベースでのパスについてネットワーク等の構築を行うこ
とで、医療機関間の連携促進を図っており、医療課題の
解決に向けた一定の見通しが立ったため、地域医療再生
計画では当該事業を減額することとする。

142015 14神奈川 H21補正
②西部

緩和ケア推進事業 緩和ケアに係る人材育成及び地域
連携を促進するための事業を担う病
院等に対して支援を行う。

○ 4,305 1,890 △2,415 計画における、人材育成の研修事
業や地域連携事業の単価を減額す
るもの。

補助対象者による効率的な事業の実施により、経費削減
が図られたことによる。

当初計画額より安価での事業実施だが、補助対象者が必
要に応じた事業を展開し、成果を上げていることから計画
変更による医療課題の解決による影響はない。

142016 14神奈川 H21補正
②西部

緩和ケア病棟整備事
業

緩和ケア病棟の未整備圏域におけ
る病棟整備を促進するため、病棟整
備を支援し、緩和ケアの推進を図
る。

○ 100,544 81,692 △18,852 計画における緩和ケア病棟整備に
係る事業費総額を減額するもの。

補助対象者による総事業費の精査により、経費削減が図
られたことによる。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

142017 14神奈川 H21補正
②西部

在宅医療提供体制推
進事業（①地域連携
推進事業）

在宅療養支援診療所が地域のかか
りつけ医等と連携した取組や医療機
器等の整備などの事業に対する支
援を行い、在宅医療提供体制の推
進強化を図る。

○ 127,876 193,675 ＋65,799 連携の取組や機器整備について、
予定していた補助対象箇所数を増
加することにより、計画額を増額す
るものである。

在宅医療の重要性が高まる中で、当初の想定を上回る事
業実施ニーズがあることから、補助対象箇所数を増やし
たため。

変更に伴う財源については、他事業の残額や基金の運用
益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。また、在宅医療のさらなる充実を図ることが可
能となる。

142018 14神奈川 H21補正
②西部

在宅医療提供体制推
進事業（②在宅歯科
医療推進事業）

歯科保健センターの訪問診療に必
要な医療機器及びセンターにおける
高齢者、障害者に対する歯科診療
に必要な医療機器等の整備に対し
て支援を行い、在宅医療提供体制
の推進強化を図る。

○ 108,150 107,061 △1,089 機器整備について、補助対象事業
者において事業内容を精査したこと
により、計画額を減額するものであ
る。

補助対象事業者において、導入機器の種類や金額を精
査したことにより補助対象経費が減額となったため。

計画額より安価で目標を達成することが出来たものであ
り、計画変更による医療課題の解決における影響はな
い。
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142019 14神奈川 H21補正
②西部

在宅医療提供体制推
進事業（③離山間地
域医療振興事業）

離山間地域における公立診療所の
在宅医療の確保と病院との連携に
必要な医療機器等の整備に対して
支援を行い、在宅医療提供体制の
推進強化を図る。

○ 48,552 40,890 △7,662 機器整備について、補助対象事業
者において事業内容を精査したこと
により、計画額を減額するものであ
る。

補助対象事業者において、導入機器の種類や金額を精
査したことにより補助対象経費が減額となったため。

計画額より安価で目標を達成することが出来たものであ
り、計画変更による医療課題の解決における影響はな
い。

142020 14神奈川 H21補正
②西部

適正受診推進事業 今後の高齢化の進展に伴い、「かか
りつけ医」を持つことの重要性が増
しているので、県民に対して、その
重要性をアピールして「かかりつけ
医」の普及・定着を図る。

○ 19,912 605 △19,307 事業実施にあたり広報啓発の手法
を工夫したことにより、計画額を減
額するものである。

広報啓発の手法について、計画策定時にはマスメディア
を活用することを想定していたが、事業実施にあたり検討
した結果、保健福祉事務所において地域の実情に応じた
働きかけを行うこととしたため。

計画額より安価で目標を達成することが出来たものであ
り、計画変更による医療課題の解決における影響はな
い。

142021 14神奈川 H21補正
②西部

地域医療連携強化等
相談体制確保事業

医療連携の中核として、連絡会議等
の開催や住民の相談に対応する
コールセンター等の設置・運営に対
して支援を行うことにより、地域医療
連携の強化及び適正受診の普及等
相談体制の確保を図る。

○ ○ 5,160 0 △5,160 当面当事業が活用される見込みが
ないため、基金を活用しての事業は
見合わせる。

新たにコールセンター等の設置の見込みが立たないた
め。

医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たない
ため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先順
位の高い小児救急電話相談拡充事業を行うこととする。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業そ
のものを見直すこととする。

142022 14神奈川 H21補正
②西部

県民救急理解推進事
業

地域医療を支える団体が主体的に
行う取組み（地域医療への理解を進
めるための調査研究・広報）に対し
支援する。

○ 3,568 2,670 △898 計画のうち、一箇所あたりの補助金
額の減少に伴い、計画金額を減額
するものである。

見込みよりも各補助事業者の総事業費が減少したため。 事業費上は減額となっているが、補助事業者数が見込み
よりも増加しており、医療体制の安定的な運営につながっ
ていることから、変更した事業費の範囲内でも事業目的の
達成に影響はない。

142023 14神奈川 H21補正
②西部

地域医療再生計画推
進事業

地域医療再生計画に位置づけた施
策・事業の普及啓発を実施するとと
もに、検証・評価による事業継続の
検討を行う会議等を開催することに
より、地域医療再生計画の推進を図
る。

○ 18,651 21,215 ＋2,564 有 地域医療再生計画の延長に伴う普
及啓発や会議等開催に必要な経費
の増により、計画額を増額するもの
である。

計画の延長に伴い、地域医療再生計画に位置づけた施
策・事業の普及啓発や検証・評価を行う会議等の開催が
引き続き必要であるため。

変更に伴う財源については、他事業の残額や基金の運用
益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。また、地域医療再生計画の円滑な推進を図るこ
とが可能となる。

142024 14神奈川 H21補正
②西部

医療情報共有事業 ICTを活用した医療情報共有の取組
みの一つとして、マイカルテの導入
に向けた検討を行い、モデル事業を
実施する。

○ 20,000 47,796 ＋27,796 有 平成25年５月から実施するマイカル
テ実証実験にかかる経費を支援す
る。平成26年度以降も継続して、マ
イカルテ導入に向けた検討を行う。

マイカルテを早期に導入するには、ＩＣＴ化による効果検証
のための実証実験を行い、その成果を踏まえて本格実施
を図る必要がある。このため、実証実験の経費を支援す
るとともに、その後の本格実施につながるよう本事業の拡
大を図りたい。

平成25年度に実証実験を広く展開することでマイカルテに
対する理解促進・普及啓発が図られ、マイカルテの導入
促進が一層進む。平成26年度以降に実証実験の成果を
踏まえた取組みを進めることで、県全域での本格実施を
図ることが可能となる。

142025 14神奈川 H21補正
②西部

医師等勤務環境改善
緊急支援事業（①産
科等研修医手当支援
事業）

産婦人科等専門医を目指す専攻医
を受入れており、かつ専攻医の処遇
改善を目的とした手当（研修医手当
等）の支給を行う医療機関に対して
補助する。

○ 4,983 1,287 △3,696 計画のうち、予定していた補助対象
箇所を減じることにより、計画額を減
額するものである。

見込よりも、補助制度を活用する医療機関が少なく、補助
対象となる後期研修医の数も少なかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立った。

142026 14神奈川 H21補正
②西部

医師等勤務環境改善
緊急支援事業（②産
科医師等分娩手当支
援事業）

産科医師及び助産師に対する分娩
手当制度が設置されており、かつ一
般的な分娩費用が55万円未満の分
娩取扱機関に対し補助する。

○ 167,852 139,419 △28,433 計画のうち、手当を支給する分娩取
扱期間における分娩取扱件数が見
込よりも少なかったため、計画額を
減額する。

手当を支給する分娩取扱期間における分娩取扱件数が
見込よりも少なかったため計画額の減額を行う。

計画額より少額で分娩を担当する医師や助産師の処遇
改善という目標を達成することができたものであり、計画
変更による医療課題の解決による影響はない。

142027 14神奈川 H21補正
②西部

医師等勤務環境改善
緊急支援事業（③新
生児担当医手当支援
事業）

新生児医療担当医の処遇を改善す
るため、出産後NICUに入室する新
生児を担当する医師に対し、手当の
支給を行う医療機関に対して補助す
る。

○ 2,965 0 △2,965 計画のうち、予定していた補助対象
箇所を減じることにより、計画額を減
額するものである。

補助制度を活用する医療機関がなかったため(東部地域
計画で実施）。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立った。
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142028 14神奈川 H21補正
②西部

医師等勤務環境改善
緊急支援事業（④産
科医師等勤務手当支
援事業）

ハイリスク分娩等の特殊勤務手当
や指導医手当等の支給を行う医療
機関に対して補助を行う。

○ 4,506 48 △4,458 計画のうち、予定していた補助対象
箇所を減じることにより、計画額を減
額するものである。

計画よりも、補助制度を活用する医療機関が少なかった
ため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立った。

142029 14神奈川 H21補正
②西部

医師等勤務環境改善
緊急支援事業（⑤女
性医師等勤務環境改
善支援事業）

開業医等を活用した宿日直勤務体
制の確保や短時間勤務制導入に取
り組む医療機関に対して補助を行
う。

○ 40,738 14,434 △26,304 計画のうち、基準額よりも少額の経
費で制度を導入する医療機関が見
込よりも多くなったため、計画額を減
額するものである。

見込よりも少額の経費で制度を導入する医療機関が多く
なったため。

　計画額より少額で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

142031 14神奈川 H21補正
②西部

ドクターヘリ基地病院
施設整備事業

ドクターヘリに係る格納庫及び人工
地盤等の施設整備経費を補助す
る。

○ 0 150,000 ＋150,000 　　ドクターヘリの格納庫を整備する
ことで、機体の良好な状態を維持
し、運航に伴う機体整備の負担軽減
及び突然の機体不良による運航不
能機会の減少を図る。

　ドクターヘリの格納庫を整備することで、機体の良好な
状態を維持し、運航に伴う機体整備の負担軽減及び突然
の機体不良による運航不能機会の減少を図るため。

　本県における三次救急医療体制の機能強化に寄与する
こととなり、計画変更により医療課題の解決を促進するこ
ととなる。

142032 14神奈川 H21補正
②西部

病院耐震改修促進事
業

耐震診断を受けていない病院に対
し、診断費用を補助する。

○ 0 9,000 ＋9,000 病院が実施する耐震診断にかかる
経費に対して支援を行う。

神奈川県内の病院の平成24年度の耐震化率は69.7％と
なっており、全国平均に比べて高いものの、まだまだ耐震
化を促進することが必要な状況である。しかし、経営上の
理由等から耐震診断さえ実施していない医療機関も数多
く存在していることから、補助事業を実施することで早期
の耐震診断の実施を促進する。

耐震診断を促進することで、更なる耐震改修の促進につ
なげ、災害時における医療提供体制の確保を図ることが
可能となる。

142033 14神奈川 H21補正
②西部

災害拠点病院施設設
備整備事業（自家発
電設備を除く。）

災害拠点病院の設備整備に対して
補助を行う。

○ 0 40,505 ＋40,505 災害時に備えた医療救護活動の拠
点として、また、充実した施設を備え
た後方医療機関として活動する災
害拠点病院の施設設備の充実を図
る。

災害時における重症・重篤患者の受入れ、治療に当たる
災害拠点病院としての機能を十分に果たすため、病院の
機能維持及び強化に係る施設設備整備の費用を補助す
る必要があるため。

変更に伴う財源については、他事業の残額や基金の運用
益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。また、災害時の安定的な医療体制の強化を図
れるため、課題を解決することが可能となる。

142034 14神奈川 H21補正
②西部

災害医療救護体制強
化事業

医療救護関係機関の衛星電話設備
に対して補助する。また、医療救護
本部体制の機能強化や広域医療搬
送拠点の整備を行う。

○ 0 3,867 ＋3,867 災害時における医療救護関係機関
等からの情報収集体制を充実強化
するなど、県医療救護本部体制の
機能強化を進めることで、災害時の
安定的な医療体制の強化を図る。

災害時における医療救護関係機関等からの情報収集体
制の充実強化を図る必要があるため。

変更に伴う財源については、他事業の残額や基金の運用
益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。また、災害時の安定的な医療体制の強化を図
れるため、課題を解決することが可能となる。

142035 14神奈川 H21補正
②西部

地域医療寄附講座開
設事業（西部地域計
画分）

研修プログラムの開発、教育、拠点
病院への医師派遣等を行う講座を
設置する医科大学に対し寄附によ
る支援を行う。

○ 0 400,000 ＋400,000 東部地域の事業費の一部を西部地
域に位置付け、東部地域と一体と
なって全県的に安定期的な医師の
確保に取り組む。

　周産期をはじめとする安定的な医療提供体制を確保す
るために必要な医師の確保については、全県域を対象と
して取り組む必要がある。このため、事業費の一部を西部
地域にも位置付ける。

　事業費の一部を西部地域にも位置付け、全県域を対象
として取り組むものであり、変更による医療課題の解決へ
の影響はない。

142036 14神奈川 H21補正
②西部

初期救急医療体制再
構築事業（③休日診
療所運営支援事業）

休日夜間急患診療所の運営費を補
助する。

○ 0 48,980 ＋48,980 有 休日夜間診療所の運営費を補助
し、初期救急医療体制の確保を図
る。

市町村と地域医師会が協力して運営する休日夜間急患
診療所に補助することにより、県内の初期救急医療体制
を整備し、症状に応じた医療提供体制の確保を可能とす
るため。

休日診療所の初期救急医療体制を確保することで、二
次・三次救急医療機関への初期救急患者の流入が抑制
され、総合的な救急医療体制の安定的な確保が図られ
る。

142037 14神奈川 H21補正
②西部

初期救急医療体制再
構築事業（④在宅当
番医制運営支援事
業）

在宅輪番制の運営費を補助する。 ○ 0 11,078 ＋11,078 有 市町村と医師会等が協力して実施
する在宅当番医制の運営経費に対
して補助し、、初期救急医療体制の
確保を図る。

初期救急医療体制を整備し、軽症患者の二次・三次救急
医療機関への抑制することで、症状に応じた医療提供体
制の確保が可能となる。

在宅当番医制による初期救急医療体制を確保すること
で、二次・三次救急医療機関への初期救急患者の流入が
抑制され、総合的な救急医療体制の安定的な確保が図ら
れる。

142038 14神奈川 H21補正
②西部

初期救急医療体制再
構築事業（⑤休日歯
科診療所運営支援事
業）

休日夜間急患歯科診療所の運営費
を補助する。

○ 0 72,177 ＋72,177 有 休日歯科診療所の運営費を補助
し、初期救急医療体制の確保を図
る。

市町村と地域歯科医師会が協力して運営する休日歯科
診療所に補助することにより、県内の初期救急医療体制
を整備し、症状に応じた医療提供体制の確保を可能とす
るため。

休日歯科診療所の初期救急医療体制を確保することで、
二次・三次救急医療機関への初期救急患者の流入が抑
制され、総合的な救急医療体制の安定的な確保が図られ
る。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

143001 14神奈川 H22補正 救命救急センター指
定支援設備等整備事
業

二次医療圏に救命救急センターの
設置を促進するため、指定を目指し
た病院の整備を行う。

○ 442,150 441,641 △509 　　救命救急センターの指定に係る
一連の整備についても対象とするこ
ととし、計画額を減額する。

　救命救急センターの指定に係る一連の整備が必要であ
るため、補助対象を拡充したものの、入札の結果、見込み
より計画金額が下がったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

143002 14神奈川 H22補正 救命救急センター耐
震補強整備事業

患者の安全を確保するため、救命
救急センターが設置されている施設
の耐震補強を行う。

○ 125,000 0 △125,000 救命救急センターを設置している病
院別館について、耐震性があること
が判明したことから事業を中止す
る。

聖マリアンナ医科大学病院において、再度の耐震診断を
実施した結果、救命救急センターを設置している病院別
館について、耐震性があることが判明したことから事業を
中止する。

耐震性があることが判明したため事業を中止するもので
あり、救命救急センターの耐震整備に影響はない。

143003 14神奈川 H22補正 救命救急センター整
備事業

救命救急センターの施設・設備整備
を行い、機能強化を進める。

○ ○ 79,862 436,179 ＋356,317 救命救急センター１か所の設備整
備であった計画を、14か所の施設・
設備整備へ補助対象と内容を拡充
し、機能強化を図る。

　救命救急センターの施設・設備整備を一層促進するた
め。

　本県における三次救急医療体制の機能強化に寄与する
こととなり、計画変更により医療課題の解決を促進するこ
ととなる。

143004 14神奈川 H22補正 休日急患診療所等機
能強化事業

休日急患診療所等の医療機能を強
化することにより、二次救急医療機
関や救命救急センターの負担軽減
を図る。

○ 96,600 77,614 △18,986 計画のうち、予定していた補助対象
箇所を減じることにより、計画額を減
額するものである。

当初計画よりも、補助制度を活用する休日診療所等が少
なかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立った。

143005 14神奈川 H22補正 緊急・災害時対応施
設・設備整備事業

緊急・災害時対応の施設・設備を整
備することにより、緊急・災害時の安
全な医療体制を確保する

○ ○ 75,210 74,369 △841 詳細な積算を行ったことによる計画
額の変更による。

詳細な積算を行ったことによる計画額の変更による。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

143006 14神奈川 H22補正 救急医療情報システ
ム改修事業

搬送基準に対応した救急医療情報
システムとするため、必要なシステ
ム改修、機能付加などを実施する。

○ 30,000 129,416 ＋99,416 有 県の救急医療情報システムを改修
し、救急患者の円滑な搬送に資する
システムを構築する。

県の救急医療情報システムが、契約更新時期を迎えるこ
とに伴い、必要なシステム改修を行うため。

救急患者の円滑かつ適切な搬送に資するシステムを構築
することで、救命率の向上を図る。

143007 14神奈川 H22補正 ３疾病地域連携クリ
ティカルパス普及事
業

３疾病（脳卒中、急性心筋梗塞及び
糖尿病）の地域連携クリティカルパ
スについて、全県的な情報通信技
術（ICT)ネットワークを構築し、医療
連携の促進を図る。

○ 39,707 0 △39,707 ３疾病の地域連携クリティカルパス
について、全県的な情報通信技術(Ｉ
ＣＴ)ネットワークを構築するための
取組みに対して支援することとして
いたが、実施が困難になったことに
より、計画額を減額するものであ
る。

全県的な情報通信技術(ＩＣＴ)ネットワークの構築について
は、計画策定時には連携医療機関において実施の意向
があったものの、具体の調整を進めた過程の中で実施が
困難となり、地域医療再生基金を活用した補助を実施しな
いこととしたため。

紙ベースでのパスについてネットワーク等の構築を行うこ
とで、医療機関間の連携促進を図っており、医療課題の
解決に向けた一定の見通しが立ったため、地域医療再生
計画では当該事業を減額することとする。

143008 14神奈川 H22補正 がん地域連携クリティ
カルパス普及事業

がんの地域連携クリティカルパスに
ついて、普及・啓発を行い、がん診
療の連携強化を図る。

○ 15,120 11,401 △3,719 計画における、医療関係者等への
セミナーの開催やがん患者等への
普及啓発について、１施設あたりの
単価を減額するものである。

補助対象者による効率的な事業の実施により、経費削減
が図られたことによる。

当初計画額より安価での事業実施だが、各補助対象者が
必要に応じた事業を展開し、成果を上げていることから計
画変更による医療課題の解決による影響はない。

143009 14神奈川 H22補正 がん医療提供体制の
充実事業

がん診療連携拠点病院に準じた機
能を有する「がん診療連携指定病
院」を県が指定し、がん医療提供体
制の充実を図る。

○ 48,672 42,180 △6,492 計画における、院内がん登録事業
や相談支援センター事業について、
１施設あたりの単価を減額するもの
である。

がん診療連携拠点病院への補助額との整合を図ったこと
による変更。

当初計画額より安価での事業実施だが、補助対象者が適
切に事業を展開し、成果を上げていることから計画変更に
よる医療課題の解決による影響はない。

143012 14神奈川 H22補正 高次歯科診療体制整
備事業

在宅高齢者、障害者に対して全身
管理を伴う治療が可能な設備整備
を行い、高次歯科診療体制の充実
を図る。

○ 105,000 42,458 △62,542 設備整備について、予定していた補
助対象箇所数を減じることにより、
計画額を減額するものである。

補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかった
ため。また、補助対象事業者において、導入機器の種類
や金額を精査したことにより補助対象経費が減額となった
ため。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額することとする。

143013 14神奈川 H22補正 在宅歯科診療体制整
備事業

訪問歯科診療機器等の整備に対し
補助し、在宅歯科診療体制の充実
を図る。

○ 54,570 3,988 △50,582 設備整備について、予定していた補
助対象箇所数を減じることにより、
計画額を減額するものである。

補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかった
ため。また、補助対象事業者において、導入機器の種類
や金額を精査したことにより補助対象経費が減額となった
ため。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額することとする。
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143014 14神奈川 H22補正 身体合併症患者受入
体制確保事業費

精神疾患と身体疾患を合併する救
急患者の受入を円滑に行うための
拠点病院に医師等を配置する経費
に対し補助する。

○ 120,000 124,029 ＋4,029 有 事業期間の延長のため、計画額を
増額する。

精神疾患と身体疾患を合併する救急患者に対応できる医
師や医療機関は依然として少なく、しばしば受け入れ病院
の選定が困難となっている。このため、引き続き受入体制
を確保する必要があるため、事業期間を延長する。

変更に伴う財源については、他事業の残額や基金の運用
益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。また、精神疾患と身体疾患を合併する救急患
者の受入が円滑に行われる。

143015 14神奈川 H22補正 地域連携精神救急
ネットワーク構築事業
費

県内医療機関等が身体合併症患者
を受け入れた場合の精神症状への
対応について北里大学東病院の精
神科医、精神保健福祉士などが支
援を行う地域連携システムの構築
に対し補助する。

○ 98,921 89,656 △9,265 計画のうち、北里大学東病院への
医師等を配置する経費について減
額する。

医師の雇用にあたり調整に時間を要し、医師の配置にか
かる経費が一部減額となったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

143016 14神奈川 H22補正 精神科救急基幹病院
再整備事業

精神化救急医療や新たな精神科医
療の充実を図り、精神科救急基幹
病院の機能強化を図る。

○ 160,630 0 △160,630 整備箇所や整備内容は変更せず
に、医療施設耐震化臨時特例基金
を活用することとし、地域医療再生
基金は活用しないこととする。

医療施設耐震化臨時特例基金を活用して整備することと
したため。

上記の医療課題については、別事業である「医療施設耐
震化臨時特例基金事業」によって、本事業が見込んでい
た目標を達成できた（または“達成する見込みである”）た
め、本事業の計画変更による医療課題の解決への影響
はない。

143017 14神奈川 H22補正 小児救急医療設備整
備事業

脳低温療法機器等の整備を行い、
重篤な小児救急患者への対応の強
化を図る。

○ 110,250 56,705 △53,545 脳低温療法機器等の整備（15か所）
に対して補助を行い、重篤な小児救
急患者への対応の強化を図る。

機器整備を実施する医療機関が見込みより多い一方で、
補助基準額より少額で整備を実施する医療機関が見込
みより多かったため。

見込みより多数の医療機関において必要な医療機器の
整備が促進され、減額した事業費の範囲でも目的が達成
されている。

143019 14神奈川 H22補正 周産期施設設備整備
事業

NICU・GCU等の施設・設備整備を促
進し、周産期救急機能の強化を図
る。

○ ○ 200,618 231,351 ＋30,733 NICU・GCU等の施設・設備整備を４
か所から５か所に増加したため。

NICU等の設備整備を一層促進するため。 ＮＩＣＵ整備目標の達成及びＮＩＣＵ等の不足状態の解消を
図ることが可能となる。

143021 14神奈川 H22補正 看護師等養成施設再
整備支援事業費

看護師等養成施設を再整備し、地
域の医療機関等と連携した卒後研
修等の仕組みづくりに取り組み、看
護職員の資質の向上と定着を促進
し、看護人材の確保を図る。

○ ○ 433,332 431,332 △2,000 　当初計画のうち、設備整備につい
て予定していた補助対象箇所数を
減じることにより、計画額を減額する
ものである。

　当初計画を予定していた設備の購入を自己資金におい
て行ったため。

　計画額において一部、基金を活用せず自己資金で目標
を達成することができたものであり、計画変更による医療
課題の解決による影響はない。

143022 14神奈川 H22補正 小児救急死因究明事
業

小児の死因を明らかにして、小児救
急医療施策に反映させる。

○ 0 13,318 ＋13,318 有 小児の不慮の事故による死亡率が
高いため、不慮の事故による死因お
よび予防策の調査・検証を行い、小
児救急医療に関する施策に反映さ
せることにより、小児の救急医療体
制の安定的な確保を図る。

乳幼児の不慮の事故等による死亡率が高いことから、そ
の死因や予防策の調査検証を行い小児救急医療に関す
る施策に反映させるため。

不慮の事故の原因を究明し、それに対する医療施策を検
討し、県民が予防的措置を講ずることにより、小児救急患
者をできるだけ減少させ、小児救急医療体制の安定的な
確保を図ることが可能となる。

143023 14神奈川 H22補正 在宅医療推進事業費 在宅医療を推進するための実態調
査、関係者会議の運営。

○ 0 16,200 ＋16,200 有 在宅医療の推進にあたり、医療と介
護の連携が新たな課題となっている
ことから、実態調査や関係者会議を
実施する。

在宅医療の推進については、これまで在宅療養支援診療
所や在宅歯科診療所等への支援を中心に行ってきたが、
医療と介護の連携が新たな課題となっていることから、連
携の推進を中心に課題解決を図ることとし、実態調査や
関係者会議を実施するため。

変更に伴う財源については、他事業の残額や基金の運用
益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。また、在宅医療のさらなる充実を図ることが可
能となる。

143024 14神奈川 H22補正 地域医療再生計画推
進事業

地域医療再生計画に位置づけた施
策・事業に係る検証・評価を行う会
議等を開催し、課題の再整理、対応
策の検討等を行う。

○ 0 18,282 ＋18,282 有 地域医療再生計画の延長に伴う会
議等開催に必要な経費の増により、
新たに計画に位置づけるものであ
る。

計画の延長に伴い、地域医療再生計画に位置づけた施
策・事業の普及啓発や検証・評価を行う会議等の開催が
必要であるため。

変更に伴う財源については、他事業の残額や基金の運用
益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。また、地域医療再生計画の円滑な推進を図るこ
とが可能となる。

146006 14神奈川 H24補正 在宅医療人材育成事
業

地域の在宅チーム医療を担う多職
種に対し、平成24年度に国の委託
事業において養成された地域リー
ダー等を中心に、市町村が郡市区
医師会と連携して行う、協働研修に
対し補助する。

○ 57,990 15,000 △42,990 有 多職種協働研修について、市町村
において事業内容等を精査したこと
により、計画額を減額するものであ
る。

市町村において、関係者との調整を進め、事業内容や必
要経費を精査したことにより補助対象経費が減額となった
ため。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、「在宅医療連携拠点づくり事業」を増額することとす
る。これにより、両事業の成果が相まって在宅医療のさら
なる充実を図ることが可能となる。
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146007 14神奈川 H24補正 在宅医療連携拠点づ
くり事業

地域の実情に応じ、連携コーディ
ネーターの配置、市民向けのガイド
ブックやリーフレットの作成、シンポ
ジウムの開催、従事者マニュアルの
作成、多職種連携のための会議開
催、在宅医療連携システムの構築
などの取組を行う、市町村に対し補
助する。

○ 122,814 165,804 ＋42,990 有 連携拠点づくりに向けた取組につい
て、市町村において検討を進め、事
業内容を拡充したことにより、計画
額を増額するものである。

市町村において、関係者との調整を進め、事業内容を拡
充したことにより補助対象経費が増額となったため。

変更に伴う財源については、「在宅医療人材育成事業」の
減額分を活用する。これにより、両事業の成果が相まって
在宅医療のさらなる充実を図ることが可能となる。
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151001 15新潟 H21補正
①魚沼

魚沼基幹病院の整備
事業（拠点医療の整
備）

魚沼医療圏に不足していた拠点的
な医療を確保するため、魚沼基幹
病院を設置する。

○ 289,724 118,534 △171,190 　基幹病院本体整備に係る積算面
積（救急医療等該当分）を精査した
ことにより、基金充当額を減額する
もの。

　基幹病院本体整備に係る積算面積（救急医療等該当
分）を精査したことにより、基金充当額を減額するもの。

　上記の医療課題については、別事業である「魚沼基幹
病院の整備事業（地域医療研修センター）」によって、本
事業が見込んでいた目標を達成できる見込みであるた
め、本事業の計画変更による医療課題の解決への影響
はない。

151002 15新潟 H21補正
①魚沼

魚沼基幹病院の整備
事業（地域医療研修
センター）

医師のキャリア形成を支援する魅力
ある仕組みを構築し、県内の地域医
療を担う医師を増加させるため、魚
沼基幹病院内に「地域医療教育セ
ンター」を設置する。

○ 903,685 1,040,778 ＋137,093 　基幹病院本体整備に係る積算面
積（研修ｾﾝﾀｰ該当分）を精査したこ
とにより、基金充当額を増額するも
の。

　基幹病院本体整備に係る積算面積（研修ｾﾝﾀｰ該当分）
を精査したことにより、基金充当額を増額するもの。

　変更に伴う財源については、別事業である「魚沼基幹病
院の整備事業（拠点医療の整備）」の減額分を主に充当
するものであり、他の事業に影響を及ぼすことはない。

151003 15新潟 H21補正
①魚沼

魚沼基幹病院の整備
事業（臨床研究セン
ター）

医師のキャリア形成及び地域住民
の健康づくりを支援するため、最先
端の研究を実施できる「魚沼臨床研
究センター（仮称）」を整備する。

○ 271,706 293,122 ＋21,416 有 　平成23年度以降、先行整備した魚
沼臨床研究センター（仮称）の機能
と設備を、平成26年度末竣工予定
の魚沼基幹病院へ移転する費用を
増額するもの。

　平成27年6月の魚沼基幹病院の開院に合わせて、魚沼
臨床研究センター（仮称）の業務を円滑に開始するために
は、先行整備した機能と設備を、平成26年度中に魚沼基
幹病院へ移転する必要があるため。

　変更に伴う財源については、計画変更に伴う基金余剰
額を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。

151004 15新潟 H21補正
①魚沼

地域医療連携ネット
ワークの構築事業

圏域内医療機関の診療情報を共有
化するシステムの導入に必要な経
費に対して県が補助

○ ○ 566,000 548,000 △18,000 　「地域医療連携ネットワークの構
築」に関連する事業として、適正な
医療機関の受診や救急医療の利用
などの住民への啓発事業（住民の
医療参加促進事業）を実施する。

　地域医療連携ネットワークを構築し、円滑に運用していく
ためには、住民の理解、協力が不可欠であることから、適
正な医療機関の受診や救急医療の利用など住民への啓
発事業を実施する。

　上記の医療課題については、「住民の医療参加促進事
業」と一体的に事業を実施することにより、本事業が見込
んでいた目標を達成できる見込みであるため、本事業の
計画変更による医療課題の解決への影響はない。

151005 15新潟 H21補正
①魚沼

遠隔診療支援システ
ムの構築事業

ICTを活用して、魚沼圏域の医療機
関の間及び新潟大学医歯学総合病
院を結び、画像診断支援等を行うシ
ステムの構築に対して、県が補助

○ ○ 92,170 92,170 ±0 有 当初、情報通信技術を用いて一般
病院と基幹病院を相互連携する計
画であったが、現在救急分野で普
及しつつある移動通信端末（タブ
レット）を用いて救急現場と一般病
院及び基幹病院を相互連携させる
システムに変更する。

平成26年４月の運用開始に向けて整備を進めている「魚
沼地域医療連携ネットワーク」は、検査情報連携機能もあ
り、遠隔診療の機能を兼ね備えている。ただし、この検査
情報連携機能はリアルタイムでの連携を想定していない
ことから、それを補完するものとして救急システムを導入
する必要がある。

救急現場において、傷病者の基本情報（持病、服薬、か
かりつけ医、緊急連絡先、アレルギー等）と現状（タブレッ
トによる撮影）を瞬時に救急隊及び搬送受入病院が把握
することができ、迅速適切な応急処置が可能となる。これ
により、救命率の向上が期待できる。

151007 15新潟 H21補正
①魚沼

病院内保育所設置促
進事業

魚沼医療圏における看護職員の確
保を推進するため、病院内保育所
の整備に対して県が補助

○ 49,961 9,946 △40,015 　病院内保育所について予定してい
た補助対象箇所数を減じることによ
り、計画額を減額するもの。

　補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかっ
たため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「看護師等修学資金貸与制度の
拡充事業」を行うこととする。

151008 15新潟 H21補正
①魚沼

地域医療再生計画事
業推進に係る費用

地域医療再生計画に定める事業を
推進するために必要な調査、会議を
行う。

○ 2,526 2,403 △123 　事業費の執行残額を減額するも
の。

　事業費の執行残額が生じたため、計画額を減額するも
の。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

151009 15新潟 H21補正
①魚沼

医学生に対する修学
資金貸与事業

医師免許を取得後一定期間、県が
指定する医療機関に勤務することな
どを返還免除要件とする医学生を
対象とした修学資金の貸与を行うこ
とにより、県内医師の増加と地域偏
在の解消を図る。

○ 83,000 83,854 ＋854 修学資金貸与医学生に対する地域
医療実習の内容を拡充し、地域医
療に対する理解の促進を図る。

　県内の医師数の増加や地域偏在の解消は県政の最重
要課題の一つであり、地域医療の維持・充実のための措
置が必要である。このため、県内の地域医療を担うととも
に、更には県内に定着する医師の育成が不可欠であり、
修学資金貸与医学生の地域医療への理解をより深めら
れるよう本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の残額を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
将来の地域医療を担う医師の養成に資する。

151010 15新潟 H21補正
①魚沼

新潟県地域医療シス
テム研究推進事業

新潟大学大学院医歯学総合研究科
に総合地域医療学講座を設置す
る。

○ 57,000 45,000 △12,000 寄附講座の研究経費等を実態に即
して見直し、当初計画より減額して
事業を実施するもの。

　県内の医師数の増加や地域偏在の解消は県政の最重
要課題の一つであり、地域医療の維持・充実のための措
置が必要である。寄附講座の研究経費等を実態に即して
見直し、当初計画額よりも減額しても事業実施が可能とな
るため。

当初計画額よりも安価で事業実施することができたもので
あり、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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151011 15新潟 H21補正
①魚沼

良医育成新潟県コン
ソーシアムとの連携
による研修医確保に
係る事業

県及び県内全臨床研修指定病院で
組織する「良医育成新潟県コンソー
シアム」と連携して、県内の地域医
療を担う良医の育成を目的とした教
育体制の充実を図るとともに、当県
の臨床研修病院のＰＲなどの各種
事業を実施し、医師・臨床研修医の
確保を図る。

○ 70,000 32,933 △37,067 実施方法等を工夫したため、当初計
画より減額して事業を実施できる見
込みである。

実施方法の工夫により、計画額より安価で事業を実施す
ることができるため。

実施方法の工夫により、計画額より安価で事業を実施す
ることができる見込みであり、計画変更による影響はな
い。

151012 15新潟 H21補正
①魚沼

看護師等修学資金貸
与制度の拡充事業

看護師等学校養成所新卒者の県内
就業促進のため、「看護学生修学資
金貸付事業」を拡充する。

○ 57,000 86,137 ＋29,137 有 　看護学生修学資金貸付事業の期
間延長により、県内就業者を増加さ
せ、更なる看護職員確保を推進す
る。

　県内の看護職員数の増加は県政の最重要課題の一つ
であり、医療提供体制の維持・充実のための措置が必要
である。このため、将来、県内の医療提供体制を支える看
護職員の確保が不可欠であり、より多くの看護学生が修
学資金の貸与を受け、県内に就業するよう事業期間延長
を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の残額を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
将来、県内の医療提供体制を支える看護職員の確保に
資する。

151013 15新潟 H21補正
①魚沼

地域医療研修コー
ディネーター育成事
業

「魚沼地域医療研修センター整備」
に関連する事業として、研修セン
ターでの研修を円滑に行うため、地
域医療研修の実習先の手配や日程
調整などをコーディネートする専門
職を育成する。

○ 33,518 54,890 ＋21,372 有 　事業を平成27年度まで継続するこ
とにより、平成27年度開院の魚沼基
幹病院を核とした研修医受入体制
への円滑な移行を図る。

　これまでの事業を通じて、魚沼地域における地域医療研
修の受入体制の構築や強化が図られてきたところであ
る。これらの成果を、平成27年度開院の魚沼基幹病院を
核とした研修医受入体制へ円滑に引き継いでいくために
は、事業を継続して実施することが必要である。

　変更に伴う財源については、計画変更に伴う基金余剰
額を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。

151014 15新潟 H21補正
①魚沼

住民の医療参加促進
事業

「地域医療連携ネットワークの構築」
に関連する事業として、適正な医療
機関の受診や救急医療の利用など
住民への啓発事業を実施する。

○ 16,330 24,793 ＋8,463 有 　事業を平成27年度まで継続するこ
とにより、平成27年度の魚沼医療圏
の再編に向けた円滑な移行を図る。

　これまでの事業を通じて、地元住民の救急医療の適正
受診や医療再編に係る知識の向上などの成果が現れて
きたところである。これらの成果を、平成27年度開院の魚
沼基幹病院を核とした医療再編へ円滑に移行するために
は、事業を継続して実施することが必要である。

　変更に伴う財源については、計画変更に伴う基金余剰
額を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。

151015 15新潟 H21補正
①魚沼

魚沼基幹病院運営計
画等策定事業

「魚沼基幹病院整備」に関連する事
業として、基幹病院の運営（運用）面
の準備を進めるため、運営基本方
針及び部門別運営計画等を策定す
る。

○ 37,380 71,262 ＋33,882 有 　事業を平成27年度まで継続するこ
とにより、平成27年度の魚沼基幹病
院の円滑な開院につなげる。

　魚沼基幹病院の開院を間近に控え、今後は、病院の各
部門別運営マニュアルや、開院準備リハーサル計画な
ど、より具体的かつ専門的な運営計画の策定が必要とな
る。これらの計画を効率的に策定するために、他病院を支
援した実績を持つコンサルタント業者への委託を通じて、
継続して事業を実施することが必要である。

　変更に伴う財源については、計画変更に伴う基金余剰
額及び運用益等を活用することとしており、他の事業に影
響を及ぼすことはない。

152001 15新潟 H21補正
②佐渡

ドクターヘリの導入事
業

県内の救急医療体制の向上を図る
ため、ドクターヘリを導入。

○ ○ ○ 517,984 565,977 ＋47,993 有 　地域医療の課題の解決に当たっ
ては、ドクターヘリの検討や施設、
設備を行うだけでなく、円滑な運航
を行うために必要な経費等が不可
欠であることから、事業内容を拡充
するもの。

　地域医療の課題の解決に当たっては、ドクターヘリの検
討や施設、設備を行うだけでなく、円滑な運航を行うため
に必要な経費等が不可欠であることから、事業内容を拡
充するもの。

　　変更に伴う財源については、別事業の減額分を充当す
るものであり、他の事業に影響を及ぼすことはない。

152003 15新潟 H21補正
②佐渡

地域医療再生計画推
進事業

計画に定める事業を視診するため
に必要な調査、会議を行う。

○ 4,000 3,005 △995 　事業費の執行残額を減額するも
の。

事業費の執行見込額により、計画額を減額するもの。 　計画額より安価で目標を達成できたものであり、計画変
更による医療課題の解決への影響はない。

152004 15新潟 H21補正
②佐渡

病院内保育所の設置
事業

佐渡医療圏における看護職員の確
保を推進するため、病院内保育所を
整備する。

○ 40,000 23,711 △16,289 補助対象事業の実績に応じて減額
するもの。

補助対象事業費が当初計画よりも少なかったため。 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

152005 15新潟 H21補正
②佐渡

医学生に対する修学
資金貸与事業

医師免許を取得後一定期間、県が
指定する医療機関に勤務することな
どを返還免除要件とする医学生を
対象とした修学資金の貸与を行うこ
とにより、県内医師の増加と地域偏
在の解消を図る。

○ 83,000 83,855 ＋855 修学資金貸与医学生に対する地域
医療実習の内容を拡充し、地域医
療に対する理解の促進を図る。

　県内の医師数の増加や地域偏在の解消は県政の最重
要課題の一つであり、地域医療の維持・充実のための措
置が必要である。このため、県内の地域医療を担うととも
に、更には県内に定着する医師の育成が不可欠であり、
修学資金貸与医学生の地域医療への理解をより深めら
れるよう本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の残額を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
将来の地域医療を担う医師の養成に資する。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧
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152006 15新潟 H21補正
②佐渡

新潟県地域医療シス
テム研究推進事業

新潟大学大学院医歯学総合研究科
に総合地域医療学講座を設置す
る。

○ 57,000 45,000 △12,000 寄附講座の研究経費等を実態に即
して見直し、当初計画より減額して
事業を実施するもの。

　県内の医師数の増加や地域偏在の解消は県政の最重
要課題の一つであり、地域医療の維持・充実のための措
置が必要である。寄附講座の研究経費等を実態に即して
見直し、当初計画額よりも減額しても事業実施が可能とな
るため。

当初計画額よりも安価で事業実施することができたもので
あり、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

152007 15新潟 H21補正
②佐渡

良医育成新潟県コン
ソーシアムとの連携
による研修医確保に
係る事業

県及び県内全臨床研修指定病院で
組織する「良医育成新潟県コンソー
シアム」と連携して、県内の地域医
療を担う良医の育成を目的とした教
育体制の充実を図るとともに、当県
の臨床研修病院のＰＲなどの各種
事業を実施し、医師・臨床研修医の
確保を図る。

○ 114,766 70,033 △44,733 有 良医育成新潟県コンソーシアムとの
連携による研修医確保に係る事業
の期間延長により、更なる医師確保
を推進する。また、実施方法等を工
夫したため、当初計画より減額して
事業を実施できる見込みである。

医師不足が深刻な当県では、県内医師数の増加と地域
偏在の解消のために事業の継続的実施が必要であるた
め。また、実施方法の工夫により、計画額より安価で事業
を実施することができるため。

期間延長により、継続的に医師確保を推進する事業を実
施することができるため、更なる医師確保に効果的であ
る。実施方法の工夫により、計画額より安価で事業を実施
することができる見込みであり、計画変更による影響はな
い。

152008 15新潟 H21補正
②佐渡

看護師等修学資金貸
与制度の拡充事業

看護師等学校養成所新卒者の県内
就業促進のため、「看護学生修学資
金貸付事業」を拡充する。

○ 57,000 86,137 ＋29,137 有 　看護学生修学資金貸付事業の期
間延長により、県内就業者を増加さ
せ、更なる看護職員確保を推進す
る。

　県内の看護職員数の増加は県政の最重要課題の一つ
であり、医療提供体制の維持・充実のための措置が必要
である。このため、将来、県内の医療提供体制を支える看
護職員の確保が不可欠であり、より多くの看護学生が修
学資金の貸与を受け、県内に就業するよう事業期間延長
を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の残額を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
将来、県内の医療提供体制を支える看護職員の確保に
資する。

153001 15新潟 H22補正 十日町病院新築事業 ・新潟大学医歯学総合病院や魚沼
基幹病院、更には地域の医療機関
との有機的な連携のもと、十日町地
域の救急医療の拠点として圏域内
救急医療体制の充実を図り、もって
全県の救急医療ネットワークの向上
を図る。

○ 1,000,000 1,000,000 ±0 有 事業期間（地域医療再生基金の充
当期間）を、第一工区の工事期間の
終了年度である平成27年度まで延
長する。

●38ページ
　総事業費及び財源構成を変更した。財源構成のうち国
庫補助負担分は、医療施設耐震化臨時特例交付金の内
示額を反映した。さらに、地域医療再生基金の充当を予
定している第１工区の工事期間に合わせて、事業期間を
平成27年度（平成27年末完成予定）まで延長したい。
●49ページ
　段階的に新築事業を進めるため、事業期間を平成33年
度まで延長する。事業費は、平成28～33年度の計画金額
に変更した。

　総事業費及び財源構成の変更については、県負担分が
減少しており、他の事業に影響を及ぼすことはない。事業
期間の延長についても、医療機能を維持しながら、段階
的に新築を進めるため、医療課題の解決に影響を与える
ことはない。

153003 15新潟 H22補正 ドクターヘリ場外離着
陸場融雪設備整備事
業

・冬季間において確実に利用可能な
場外離着陸場を県内10箇所程度確
保し、ドクターヘリの効果的運用を
図る。

○ 90,000 88,396 △1,604 　事業内容について、事業者と調整
した結果、地下水等の状況から、融
雪施設・設備（消雪パイプ）の設置
が困難な場合も想定されることか
ら、「除雪を可能とするための舗装
工事」を加え、場外離着陸場の除
雪・融雪対策を充実するもの。
 また、計画額について、入札請差に
より減額するもの。

　事業内容を地域の実状に即した形に修正するもの。
　また、計画額について、入札請差により減額するもの。

　事業内容を地域の実状に即した形に修正し、ドクターヘ
リの効果的な運用に資すると考えられる。
　また、計画額より安価で目標を達成することができたも
のであり、計画変更による医療課題の解決への影響はな
い。

153004 15新潟 H22補正 身体合併症を有する
精神疾患患者に対す
る医療体制の強化

・新潟市民病院に精神科病棟を設
置し、増加傾向にある重症な身体合
併症を伴う精神疾患患者及び救命
救急センターに搬送される自殺未
遂・自傷行為者に対する精神科医
療の充実を図る。

○ ○ 210,000 170,712 △39,288 　計画の金額が実績見込みで減
額。

　補助対象者と協議のうえ、補助額を減じることとしたた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

153007 15新潟 H22補正 地域医療支援セン
ター設置

・県内の医師不足の状況等を把握・
分析し、医師のキャリア形成支援と
一体的に医師不足病院の支援等を
行うことにより、医師の地域偏在を
解消する。

○ 50,000 55,842 ＋5,842 当初計画時よりも事業内容（ドク
ターバンク等）を拡充し、医師不足
病院への支援充実を図る。

　県内の医師数の増加や地域偏在の解消は県政の最重
要課題の一つであり、地域医療の維持・充実のための措
置が必要である。このため、少しでも多くの医師の確保と
地域偏在の解消に資するよう本事業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源については、他事業の残額と基金の運用
益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。また、本県の医師確保と地域偏在の解消への
一助となる。

153009 15新潟 H22補正 看護学生修学資金貸
付人数の拡大

看護職員の免許を取得後、県内の
医療施設等に勤務する意思のある
看護学生を対象とした修学資金の
貸与を行うことにより、県内看護職
員の増加を図る。

○ 256,500 297,276 ＋40,776 有 　看護学生修学資金貸付事業の期
間延長により、県内就業者を増加さ
せ、更なる看護職員確保を推進す
る。

　県内の看護職員数の増加は県政の最重要課題の一つ
であり、医療提供体制の維持・充実のための措置が必要
である。このため、将来、県内の医療提供体制を支える看
護職員の確保が不可欠であり、より多くの看護学生が修
学資金の貸与を受け、県内に就業するよう事業期間延長
を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の残額を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
将来、県内の医療提供体制を支える看護職員の確保に
資する。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧
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156001 15新潟 H24補正 医師養成修学資金貸
与事業

新潟大学医学部及び順天堂大学医
学部の本県地域枠医学生に対し、
修学資金を貸与

○ 206,670 208,328 ＋1,658 有 修学資金貸与医学生に対する地域
医療実習の内容を拡充し、地域医
療に対する理解の促進を図る。

　県内の医師数の増加や地域偏在の解消は県政の最重
要課題の一つであり、地域医療の維持・充実のための措
置が必要である。このため、県内の地域医療を担うととも
に、更には県内に定着する医師の育成が不可欠であり、
修学資金貸与医学生の地域医療への理解をより深めら
れるよう本事業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源については、基金運用益を活用することと
しており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、将
来の地域医療を担う医師の養成に資する。

107 / 344



参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧
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161001 16富山 H21補正
①富山

新川医療圏一次急患
センター設置

新川医療圏一次急患センターの設
置支援

○ 250,000 200,000 △50,000 補助対象施設設備整備費の減 当初想定していた整備費より安価に整備ができたため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

161002 16富山 H21補正
①富山

富山市救急医療セン
ター移転改築

富山市救急医療センター移転改築
支援

○ 600,000 595,035 △4,965 補助対象施設設備整備費の減 当初想定していた整備費より安価に整備ができたため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

161003 16富山 H21補正
①富山

救急歯科診療体制の
整備

歯科医療総合センターに歯科ＣＴを
整備

○ 33,000 32,130 △870 補助対象施設設備整備費の減 当初想定していた整備費より安価に整備ができたため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

161004 16富山 H21補正
①富山

周産期医療施設設備
整備事業

県全域の周産期医療体制の充実を
図るための地域周産期医療セン
ター等の設備整備

○ 142,334 136,923 △5,411 補助対象施設設備整備費の減 当初想定していた整備費より安価に整備ができたため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

161005 16富山 H21補正
①富山

ＮＩＣＵ等退院サポー
ト事業

母親の院内宿泊、医学的指導やメ
ンタル面のサポートを行える体制を
とるための必要な施設設備整備

○ 15,000 14,725 △275 補助対象施設設備整備費の減 当初想定していた整備費より安価に整備ができたため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

161007 16富山 H21補正
①富山

在宅医療支援セン
ター事業

圏域内の郡市医師会が設置する
「在宅医療支援センター」の運営費
助成

○ ○ 30,000 28,980 △1,020 補助対象経費の減 当初想定していた運営費より安価に運営ができたため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

161009 16富山 H21補正
①富山

薬局の無菌製剤設備
整備事業

クリーンルーム設備整備に対する支
援、クリーンルームを用いて行う技
術的研修に対する支援

○ ○ 10,000 9,277 △723 補助対象施設設備整備費の減 当初想定していた整備費より安価に整備ができたため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

161011 16富山 H21補正
①富山

中新川郡地域医療連
携システム整備

中新川郡地域の医療連携システム
構築に対する支援

○ 10,000 9,970 △30 補助対象施設設備整備費の減 当初想定していた整備費より安価に整備ができたため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

161013 16富山 H21補正
①富山

救急医療適正受診住
民啓発事業

適正な救急利用を呼びかける啓発
事業を実施

○ 11,000 14,388 ＋3,388 有 平成26年度以降も引き続き適正受
診住民啓発を行い、救急勤務医の
負担軽減を図る

平成26年度以降も引き続き適正受診住民啓発を行うため
の財源が不足しているため

　変更に伴う財源については、安価で実施できた他事業
の執行残を活用することとしており、他の事業の効果に影
響を及ぼすことはない。
　また、引き続き、住民への普及啓発を実施することで救
急現場の勤務医の負担軽減を図ることが可能となる。

161014 16富山 H21補正
①富山

県立中央病院ＭＦＩ
CU等整備

県立中央病院ＭＦＩCU及びその後方
病床としての役割を果たす産科病
床の整備実施

○ 534,162 534,162 △0 補助対象施設設備整備費の減 当初想定していた整備費より安価に整備ができたため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

161015 16富山 H21補正
①富山

県立中央病院ＮＩＣU
増床整備

県立中央病院ＮＩＣU増床のための、
中央病棟２階改修の整備実施

○ 695,504 677,720 △17,784 補助対象施設設備整備費の減 当初想定していた整備費より安価に整備ができたため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

161017 16富山 H21補正
①富山

富山大学看護学科生
に対する修学資金

県内において就業を希望する富山
大学看護学生に対する修学資金の
優先貸与枠

○ 87,000 80,749 △6,251 修学資金貸与額の減 修学資金貸与者に留年者等が発生したため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

161018 16富山 H21補正
①富山

医療再生計画の進捗
管理、効果検証

医療再生計画の進捗管理・効果検
証

○ 12,000 5,788 △6,212 有 事業費の減 想定より安価な事業費で実施することができるため 　計画額より安価で実施することができるものであり、計
画変更による医療課題の解決による影響はない。
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161019 16富山 H21補正
①富山

AED普及啓発事業 AEDの普及啓発（更新含む） ○ ○ 0 12,895 ＋12,895 有 新たに、ＡＥＤ普及啓発等の事業を
実施

ＡＥＤ普及啓発により、救急蘇生法（ＣＰＲ）についての正し
い知識、技能の普及啓発を図り、「いざ」というとき、誰も
が応急手当を行うことにより、傷病者の救命率の向上等
に寄与することができる。

　変更に伴う財源については、安価で実施できた他事業
の執行残を活用することとしており、他の事業の効果に影
響を及ぼすことはない。
　また、引き続き、ＡＥＤの普及啓発等を実施することで、
救命率の向上等を図ることが可能となる。

161020 16富山 H21補正
①富山

救急医療・医療機能
情報提供システム改
修

救急医療・医療機能情報提供シス
テムの改修

○ 0 60,607 ＋60,607 新たに、救急現場の状況を病院に
迅速かつ明瞭に伝達できるよう救急
隊にタブレット端末を配付するなど、
救急医療・医療機能情報提供シス
テムを改良する。

救急出動件数が増加傾向であることから、救急医療・医
療機能情報提供システムを改修し、救急現場においてＩＣ
Ｔ（タブレット）を活用することで迅速かつ円滑な救急搬送
を確保したい。

　変更に伴う財源については、安価で実施できた他事業
の執行残を活用することとしており、他の事業の効果に影
響を及ぼすことはない。
　また、救急医療・医療機能情報提供システムを改修し、
救急現場においてＩＣＴ（タブレット）を活用することで迅速
かつ円滑な救急搬送の確保が可能となる。

161021 16富山 H21補正
①富山

看護普及推進事業 看護の普及啓発を行うため、小中学
校等への出前講座等を実施

○ 0 3,200 ＋3,200 新たに、小中高校生への看護の普
及啓発を実施

職域が福祉施設や在宅看護にも拡大していることもあり、
看護職員の確保は喫緊の課題であることから、看護職員
養成機関の入学者を確実に確保したい。

　変更に伴う財源については、安価で実施できた他事業
の執行残を活用することとしており、他の事業の効果に影
響を及ぼすことはない。
　また、小中高校生に看護の普及啓発を行うことで、看護
職員養成機関の入学者の確保が可能となる。

161022 16富山 H21補正
①富山

看護師等養成所実習
教育機材整備事業

看護師等養成所の教育教材機器等
の整備

○ 0 17,150 ＋17,150 新たに、看護学生の現場対応力や
資質向上のため、看護師等養成所
が実践的な講義が可能となるよう実
習シミュレーター等の資機材整備を
行う。

職域が福祉施設や在宅看護にも拡大していることもあり、
看護職員の資質向上は喫緊の課題であることから、シミュ
レーターによる実践的な学習の機会を確保したい。

　変更に伴う財源については、安価で実施できた他事業
の執行残を活用することとしており、他の事業の効果に影
響を及ぼすことはない。
　また、看護職員養成機関の学生がシミュレータを使用し
た実践的な学習を受けることで、現場対応力や資質の向
上を図ることが可能となる。

162002 16富山 H21補正
②高岡

砺波医療圏救急輪番
病院の連携強化

医療情報連携システムの構築 ○ 685,000 608,021 △76,979 補助対象施設設備整備費の減 当初想定していた整備費より安価に整備ができたため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

162003 16富山 H21補正
②高岡

在宅医療支援セン
ター事業

圏域内の郡市医師会が設置する
「在宅医療支援センター」の運営費
助成

○ ○ 30,000 19,110 △10,890 補助対象経費の減 当初想定していた運営費より安価に運営ができたため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

162005 16富山 H21補正
②高岡

富大看護師教育施設
の整備支援

看護学科研究棟の増築整備支援 ○ 410,586 410,585 △1 補助対象施設設備整備費の減 当初想定していた整備費より安価に整備ができたため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

162011 16富山 H21補正
②高岡

救急医療適正受診住
民啓発事業

適正な救急利用を呼びかける啓発
事業を実施

○ 11,000 15,460 ＋4,460 有 平成26年度以降も引き続き適正受
診住民啓発を行い、救急勤務医の
負担軽減を図る

平成26年度以降も引き続き適正受診住民啓発を行うため
の財源が不足しているため

　変更に伴う財源については、安価で実施できた他事業
の執行残を活用することとしており、他の事業の効果に影
響を及ぼすことはない。
　また、引き続き、住民への普及啓発を実施することで救
急現場の勤務医の負担軽減を図ることが可能となる。

162013 16富山 H21補正
②高岡

医学生修学資金（富
大・金大枠）

医学部定員増により入学する富山
大学・金沢大学の医学生に対して修
学資金貸与

○ 214,630 209,422 △5,208 修学資金貸与額の減 修学資金貸与者に留年者が発生したため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

162014 16富山 H21補正
②高岡

医学生修学資金（医
療再生枠）

公的病院等の勤務を志望する医学
生（1～4年生）及び小児科、産科、
麻酔科、救急科、総合診療科の勤
務を志望する医学生（5，6年生）に
対し修学資金貸与

○ 196,718 126,990 △69,728 修学資金貸与額の減 修学資金貸与者が募集枠に達しなかったため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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162015 16富山 H21補正
②高岡

臨床研修医確保対策
事業

富山県臨床研修病院連絡協議会の
設置・運営等

○ 58,800 42,933 △15,867 補助対象経費の減 運営方法の工夫により、当初想定より経費を節減できたも
の

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

162016 16富山 H21補正
②高岡

女性医師等支援事業 女性医師のキャリア形成しやすい環
境の整備

○ 21,450 17,884 △3,566 補助対象経費の減 運営方法の工夫により、当初想定より経費を節減できたも
の

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

162017 16富山 H21補正
②高岡

総合医育成支援事業 総合医をへき地医療拠点病院で育
成・教育する取組みに対する助成制
度を創設

○ 6,750 3,381 △3,369 補助対象経費の減 運営方法の工夫により、当初想定より経費を節減できたも
の

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

162018 16富山 H21補正
②高岡

看護職員就業支援事
業

再就業を希望する看護職員等に対
する情報提供や相談・助言を行うと
ともに、病院等にアドバイザーを派
遣するなど、働きやすい環境づくり
を推進

○ 2,000 4,000 ＋2,000 事業期間の延長（H24⇒H25)に伴
う、所要額の増

平成24年度のみ実施予定であったが、平成25年度も引き
続き実施。

　変更に伴う財源については、安価で実施できた他事業
の執行残を活用することとしており、他の事業の効果に影
響を及ぼすことはない。
　また、引き続き、潜在看護職員の再就業を支援すること
で、看護職員の確保を図ることが可能となる。

162019 16富山 H21補正
②高岡

看護職員調査システ
ム化事業

看護職員業務従事者届出に係る集
計、就業状況の分析を行うためのＰ
Ｃ対応システムの開発

○ 4,066 0 △4,066 医療再生計画事業では実施しない
（県の他事業で実施）

県のシステム全体のリニューアルにあわせて開発を行う
ため、医療再生計画とは異なる計画に位置づけられたた
め。

なし

162020 16富山 H21補正
②高岡

砺波医療圏一次急患
センター整備

砺波医療圏一次急患センターの整
備支援

○ 0 40,000 ＋40,000 新たに、砺波医療圏一次急患セン
ターの改修を実施

富山医療圏の初期急患センターの整備による、２次・３次
救急現場の負担軽減の効果が顕著なことから、砺波医療
圏においても初期急患センターを改修し、県域内の２次救
急現場の負担軽減を図りたい。

　変更に伴う財源については、安価で実施できた他事業
の執行残を活用することとしており、他の事業の効果に影
響を及ぼすことはない。
　また、初期急患センターの改修により、救急現場におけ
る勤務医の負担軽減が可能となる。

162021 16富山 H21補正
②高岡

災害医療コーディ
ネート機能の強化

各厚生センター（保健所）の災害時
の機能強化のため、衛星携帯電話
の配備と災害医療関係者による連
絡会議を開催

○ ○ 0 792 ＋792 新たに、災害医療機能コーディネー
ト機能強化事業を実施

災害時のコーディネート機能の強化により、災害医療体制
の充実強化を図りたい。

　変更に伴う財源については、安価で実施できた他事業
の執行残を活用することとしており、他の事業の効果に影
響を及ぼすことはない。
　また、災害時の医療コーディネート機能の強化は全国的
に喫緊の課題であり、迅速円滑な災害対応が可能とな
る。

162022 16富山 H21補正
②高岡

認定看護師教育課程
設置事業

認定看護師教育課程の設置・運営 ○ ○ 0 55,088 ＋55,088 有 新たに、認定看護師教育課程を設
置し、その運営を行う

看護職員の確保や資質向上は喫緊の課題であり、県内
の認定看護師教育課程の設置により、県全体の看護の
質の向上を図りたい。

　変更に伴う財源については、安価で実施できた他事業
の執行残を活用することとしており、他の事業の効果に影
響を及ぼすことはない。
　また、看護職員の確保や資質向上は全国的に喫緊の課
題であり、県内の認定看護師教育課程の設置により、充
実した対応が可能となる。

162023 16富山 H21補正
②高岡

第１種感染症指定医
療機関整備事業

１類感染症患者の受入体制を整備 ○ 0 48,563 ＋48,563 新たに、県立中央病院に専用病床
２床を整備

県内で整備されていなかった１類感染症患者の専用病床
を整備し、感染症対策の充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、安価で実施できた他事業
の執行残を活用することとしており、他の事業の効果に影
響を及ぼすことはない。
　また、未だ整備されていなかった１類感染症患者の受入
体制を県内で整備することにより、万が一の発生に備えた
体制の強化につながる。

162024 16富山 H21補正
②高岡

総合リハビリテーショ
ン病院整備のコスト
増嵩及び消費税増分

総合リハビリテーション病院整備の
コスト増嵩及び消費税増分

○ ○ 0 43,983 ＋43,983 有 総合リハビリテーション病院整備の
コスト増嵩及び消費税増分に基金を
充当

総合リハビリテーション病院の整備に当たり、全国的な資
材や労務費単価の高騰から当初想定していた事業費が
増嵩したこと、また、消費税がアップしたことから、基金を
充当したい。

　変更に伴う財源については、安価で実施できた他事業
の執行残を活用することとしており、他の事業の効果に影
響を及ぼすことはない。
　また、全国的な資材や労務費単価の高騰は、東日本大
震災の復興需要によるなどやむを得ない要因によるもの
と指摘されており、県も多額の負担を行い必要なリハビリ
拠点施設の機能は確保する。
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163001 16富山 H22補正 総合リハビリテーショ
ン病院の整備

高志リハビリテーション病院、高志
通園センター、高志学園の統合再
編

○ ○ 3,700,000 3,742,435 ＋42,435 有 整備事業費の増 実施設計により当初想定していなかった追加工事などが
発生したため、整備事業費を増加する

　変更に伴う財源については、安価で実施できた他事業
の執行残を活用することとしており、他の事業の効果に影
響を及ぼすことはない。
　また、県も多額の負担を行い、リハビリ拠点病院の機能
の充実を図る。

163002 16富山 H22補正 回復期リハビリテー
ション病床確保事業

一般病床からリハビリ病床への転
換に伴う負担を補助

○ 50,000 36,000 △14,000 補助単価の減 当初想定していた単価より安価に整備ができたため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

163003 16富山 H22補正 レセプトデータ収集・
解析事業

病院レセプトデータを基に地域医療
（リハビリ病床を含む）に関する情報
を収集・解析

○ 30,000 14,686 △15,314 所要額の減 当初想定していた単価より安価に実施できたため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

163004 16富山 H22補正 リハビリ従事者業務
啓発事業

理学療法士、作業療法士及び言語
聴覚士の業務啓発事業を支援

○ 0 2,600 ＋2,600 有 新たに、理学療法士、作業療法士
及び言語聴覚士の業務啓発事業を
支援

理学療養士、作業療法士、言語聴覚士等のリハビリ専門
職種の育成のため、リハビリ専門職の業務に対する普及
啓発を行うことにより、養成所への入学者数の増加を図り
たい。

　変更に伴う財源については、安価で実施できた他事業
の執行残を活用することとしており、他の事業の効果に影
響を及ぼすことはない。
　また、リハビリ医療の充実のための人材確保は喫緊の
課題であり、本事業により人材確保を図ることが可能とな
る。

163006 16富山 H22補正 災害拠点病院等設備
整備

災害拠点病院及び災害拠点病院に
指定予定の病院における施設・設
備整備に対する支援

○ ○ 600,000 585,219 △14,782 補助対象経費の減 当初想定していた単価より安価に実施できたため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

163008 16富山 H22補正 ＤＭＡＴ機能強化事業 DMAT指定病院が行うDMAT資機材
等の整備に対する支援

○ ○ 130,000 127,664 △2,336 補助対象経費の減 当初想定していた単価より安価に実施できたため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

163009 16富山 H22補正 広域搬送拠点（ＳＣ
Ｕ）整備

広域搬送拠点（ＳＣＵ）の整備 ○ 43,517 50,000 ＋6,483 整備事業費の増 想定より多額の経費を要するため 　変更に伴う財源については、安価で実施できた他事業
の執行残を活用することとしており、他の事業の効果に影
響を及ぼすことはない。

166002 16富山 H24補正 特定診療科を希望す
る医学生に対する修
学資金

救急医療ほか、小児医療、周産期
医療、地域医療等の医学生に対す
る修学資金の貸与

○ 148,800 124,200 △24,600 有 修学資金貸与額の減 修学資金貸与者が募集枠に達しなかったため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

166004 16富山 H24補正 富山県臨床研修病院
連絡協議会による総
合的な臨床研修医の
確保対策

富山大学医学生の県内定着及びＵ
ターンを促進、総合的な臨床研修医
の確保

○ 32,200 42,200 ＋10,000 有 新たに、臨床研修医確保につなが
る複数の事業を展開する。

臨床研修医の確保対策について、個々の医学生や研修
医のキャリアパス等のニーズを踏まえた事業を展開し、県
内定着率やマッチング率をアップさせたい。

　変更に伴う財源については、安価で実施できた他事業
の執行残を活用することとしており、他の事業の効果に影
響を及ぼすことはない。
　また、臨床研修医の確保は全国的に喫緊の課題であ
り、本事業の展開により、マッチング率の向上が期待でき
る。

166007 16富山 H24補正 地域医療支援セン
ター設置運営事業

Ｕ・Ｉターン希望者のあっせんやキャ
リアパスを作成する地域医療支援
センターの設置・運営

○ 10,500 3,740 △6,760 有 所要額の減 当初想定していた単価より安価に実施できたため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

166011 16富山 H24補正 看護職員就業支援事
業

ハローワーク等関係機関の連携強
化、就職アドバイザー派遣による職
場定着・再就業の促進、トライアル
雇用制度、Ｕターンセミナー、就職
応援サイト開設など

○ 4,000 18,200 ＋14,200 有 新たに、看護職員確保につながる
複数の事業を展開する。

看護職員の確保対策について、潜在看護職員の再就職
や県外在住者へのアプローチを強化したい。

　変更に伴う財源については、安価で実施できた他事業
の執行残を活用することとしており、他の事業の効果に影
響を及ぼすことはない。
　また、看護職員の確保は全国的に喫緊の課題であり、
本事業の展開により、充足率の向上が期待できる。
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166015 16富山 H24補正 回復期リハビリテー
ション病床の確保

回復期リハビリテーション病床への
転換の促進

○ 108,000 54,000 △54,000 有 転換目標速度を変更（１年で150床
→２年で150床）

県内病院へのアンケートの結果、各病院の転換速度が想
定より遅かったため

当初計画には満たないものの、本事業により一定の成果
が見込まれ、医療課題の解決に向けた一定の見通しが
立ったため、当該事業を減額し、医師確保や看護職員確
保対策事業等を拡充する。

166017 16富山 H24補正 市町村による情報共
有を活用した医療･介
護関係多職種連携体
制構築

市町村の医療介護関係者の連携強
化による在宅医療推進体制の整備
促進

○ 18,000 14,100 △3,900 有 所要額の減 当初想定していた単価より安価に実施できたため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

166018 16富山 H24補正 富山大学医学部総合
診療部や医師会と連
携して実施する住民
自らが取り組む住民
参加型の地域包括ケ
アシステム推進事業

富山大学総合診療部や医師会と連
携し、住民自らが取り組む住民参加
型の在宅医療普及活動

○ 40,000 39,250 △750 有 所要額の減 当初想定していた単価より安価に実施できたため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

166019 16富山 H24補正 認知症実態調査 県内の認知症の実態調査 ○ 12,000 10,000 △2,000 有 所要額の減 当初想定していた単価より安価に実施できたため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

166025 16富山 H24補正 医療提供体制等検討
経費

社会保障制度改革、高度救急医療
搬送体制、被ばく医療体制、災害医
療体制などの検討会や関係事務費

○ 0 9,500 ＋9,500 有 新たに、社会保障制度改革、高度
救急医療搬送体制、被ばく医療体
制、災害医療体制などを検討

社会保障制度改革や災害医療体制の充実強化など、今
後の充実強化が必要な分野について関係者による検討
会開を催したい。

　変更に伴う財源については、安価で実施できた他事業
の執行残を活用することとしており、他の事業の効果に影
響を及ぼすことはない。
　また、社会保障制度改革や災害医療体制など、今後の
充実強化が必要な分野について関係者による検討会を開
催することが可能。

166026 16富山 H24補正 総合リハビリテーショ
ン病院整備のコスト
増嵩及び消費税増分

総合リハビリテーション病院整備の
コスト増嵩及び消費税増分

○ ○ 0 58,310 ＋58,310 有 総合リハビリテーション病院整備の
コスト増嵩及び消費税増分に基金を
充当

総合リハビリテーション病院の整備に当たり、全国的な資
材や労務費単価の高騰から当初想定していた事業費が
増嵩したこと、また、消費税がアップしたことから、基金を
充当したい。

　変更に伴う財源については、安価で実施できた他事業
の執行残を活用することとしており、他の事業の効果に影
響を及ぼすことはない。
　また、全国的な資材や労務費単価の高騰は、東日本大
震災の復興需要によるなどやむを得ない要因によるもの
と指摘されており、県も多額の負担を行い必要なリハビリ
拠点施設の機能は確保する。
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171001 17石川 H21補正
①南加賀

４疾病５事業に係る
寄附講座の設置

地域医療ネットワーク構築に向けた
研究等に対する支援（脳卒中医療・
小児医療の診療支援）を兼ねた実
地研究の実施

○ 300,000 17,500 △282,500 寄附講座数の減。 寄附講座に係る県内大学病院から病院への医師派遣は
能登北部地域を優先しているため。

南加賀医療圏においては、４疾病５事業の研究支援であ
るミニ寄附講座によって、本事業が見込んでいた目標を
達成する見込みであるため、本事業の計画変更による医
療課題の解決への影響はない。

171002 17石川 H21補正
①南加賀

医学研修シミュレー
ションセンターの整備

シミュレーションセンターの整備 ○ ○ 130,000 421,030 ＋291,030 当初計画ではシミュレーターの購入
のみとしていたが、設置にあたり金
沢大学附属病院を増築した。

医療従事者のレベルアップを図るため、県内の医療従事
者が自由に利用できるオープン施設とする必要があった。
そのため、学外からも利用しやすいよう、金沢大学附属病
院外来診療棟4階に設置することとなり、改築工事が必要
となったもの。

他の事業の縮減額を活用して実施しており、他の事業に
影響を及ぼすことはない。また、医師等のレベルアップを
通して、医療提供体制の充実させることが可能となる。

171003 17石川 H21補正
①南加賀

救急医療・周産期医
療を担う人材の研修
体制の強化

救急医療や周産期医療を担う中核
的な医療機関において、県内外の
指導者による研修会の開催や、最
新の医療機器の整備、院内助産
所・助産外来の整備など、魅力的な
研修環境の整備に取り組み、若手
医師の養成・確保を図る。

○ ○ 153,000 244,290 ＋91,290 有 中核的な医療機関における院内助
産所・助産外来を整備する。また、
主に救急医療担う中核的な医療機
関において医療機器を整備するとと
もに、県立中央病院において救急
医を募集するとともに、救急専門医
育成のための体制を整備する。

院内助産や助産外来の普及のため、それらの体制を導入
する病院がスムーズに開設できるよう支援行う。また、地
域における中核的な役割を担う医療機関の救急部門の強
化のため、医療設備を整備し、県立中央病院の救急医募
集による増員を図り、救急専門医育成のための体制づくり
を行い、少しでも多くの医師の確保が図れるよう本事業の
拡充を図りたい。

将来の地域医療を担う医師の拡充を図ることが可能とな
る。

171004 17石川 H21補正
①南加賀

金沢大学医学類・特
別枠の拡充

金沢大学医学類の入学定員を増員
し、修学資金を貸与するとともに、金
沢大学附属病院に進路相談等を行
う専任医師等を配置し、県内の医師
不足地域に勤務しつつ、将来の地
域医療を担う指導的人材を養成す
る。

○ 72,000 69,250 △2,750 事業のうち、国庫補助対象となった
額を減額するもの。

金沢大学附属病院に進路相談等を行う専任医師等を配
置し、県内の医師不足地域に勤務しつつ将来の地域医療
を担う指導的人材を養成する事業の一部が国庫補助対
象となったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

171005 17石川 H21補正
①南加賀

石川県女性医師支援
センターの機能強化

コーディネーターの配置による相談
機能の強化

○ 8,000 1,550 △6,450 復職研修費等を減額する。 復職研修の実施等事業の一部を国庫補助及び一般財源
で対応することとしたため。

他の財源を用いているため、事業変更による医療課題の
解決への影響はない。

171006 17石川 H21補正
①南加賀

研修支援制度創設事
業

研修支援制度創設事業 ○ 86,400 0 △86,400 事業を中止した。 県独自の医師確保事業を行っており、臨床研修推進協議
会を設置し、県内大学・臨床研修病院との連携・協力の
下、臨床研修医を募集するための「若手医師の集い」の
開催や研修会を実施しており、また、「石川県地域医療人
材バンク」の設置により、UIターン医師の確保に努めてい
るため。

上記の医療課題については、県独自の臨床研修医確保
対策推進事業、石川県地域医療人材バンクの設置によっ
て解決解決する見込みであるため、本事業の計画変更に
よる医療課題の解決への影響はない。

171007 17石川 H21補正
①南加賀

臨床研修病院への支
援事業

臨床研修病院への支援事業 ○ ○ 80,000 0 △80,000 事業を中止した。 　連携医療機関における診療機能の強化・地域連携機能
の強化等事業により、二次医療機機関等における医療機
器等の整備を行っており、また、県単独事業において、臨
床研修推進協議会を設置し、県内大学・臨床研修病院と
の連携・協力の下、「若手医師の集い」の開催や研修会を
実施しているため。

上記の医療課題については、連携医療機関における診療
機能の強化・地域連携機能の強化等事業及び県独自の
臨床研修医確保対策推進事業によって解決解決する見
込みであるため、本事業の計画変更による医療課題の解
決への影響はない。

171008 17石川 H21補正
①南加賀

医師確保キャンペー
ン対策事業

医師確保キャンペーン対策事業 ○ 40,000 0 △40,000 事業を中止した。 県独自に医師の確保事業を行っており、「石川県地域医
療人材バンク」の設置により、UIターン医師の確保に努め
ているほか、本県ゆかりの医師を「ふるさと石川の医療大
使」として委嘱し、人材情報を収集するネットワークを構築
している。また、臨床研修医を対象とした「若手医師の集
い」や、県内高校生を対象とし医学部進学を促すシンポジ
ウムを開催しているため。

上記の医療課題については、県独自の臨床研修医確保
対策推進事業、石川県地域医療人材バンクの設置、ふる
さと石川の医療を守る人材ネットワーク事業、医学部進学
セミナー開催事業によって解決解決する見込みであるた
め、本事業の計画変更による医療課題の解決への影響
はない。

171009 17石川 H21補正
①南加賀

医療クラーク設置事
業

医療クラーク設置事業 ○ 160,000 0 △160,000 事業を中止した。 病院勤務医師の処遇改善を図るため、救急勤務医手当を
支給する医療機関や、分娩手当を支給する分娩取扱機関
に対する助成事業を実施している。

上記の医療課題については、救急勤務医確保支援や産
科医等確保支援の事業によって解決する見込みであるた
め、本事業の計画変更による医療課題の解決への影響
はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

171010 17石川 H21補正
①南加賀

新人看護職員卒後研
修の実施

自施設の新人看護職員研修におけ
る研修プログラムの策定や企画立
案を担う研修責任者を対象に研修
を実施

○ 13,000 500 △12,500 H22～医療提供体制推進事業費補
助金にて新人看護職員研修事業が
追加されたため、H23～国庫補助金
に変更したため

新人看護職員研修に関して、国も力を入れ始め、医療提
供体制推進事業費補助金を活用することとなったため

財源変更のみで、事業はできており問題はない。

171011 17石川 H21補正
①南加賀

看護師等学校養成所
の指導体制の強化

臨床現場における医療・看護の現
状に即応できる看護師を養成する
ため、実習器材を整備し、多様な看
護判断をするための基盤となるフィ
ジカルアセスメント能力を向上させ
る。また、看護教員を対象とした研
修会等を開催し、養成体制を強化す
るとともに、養成所への進学を促す
ため、出前講座を開催するなど、看
護師確保の取り組みを図る。

○ ○ 65,500 89,606 ＋24,106 看護教員を対象とした研修（看護教
員養成講習会、看護教員現任研
修）については、医療提供体制推進
事業費補助金にて実施することと
なったため、当該事業から除いた。
在宅、精神、母性、小児の実習施設
による実習を強化するため、平成２
５年に学内にDVD・図書及びシュミ
レーター機材等を追加して、当該事
業の拡充を図る。

看護教員を対象とした研修会等は、医療体制推進事業費
補助金を使用した。
平成２５年に実習教材の整備事業を追加した。

看護師等養成所に対して教材を充実することで、実践的
な看護師のさらなる確保が期待される。

171012 17石川 H21補正
①南加賀

多様な勤務形態導入
支援

看護職員が個々のライフステージに
対応し、働き続けることができるよ
う、就労環境を整備するために、自
施設の勤務環境の現状を洗い出
し、改善の方向を見出すためのセミ
ナーの実施。

○ 7,000 17,691 ＋10,691 自施設の課題解決に向けた指導者
を派遣する

施設ごとに抱えている課題は違うため、課題解決を支援
することで、離職防止につながるため本事業の拡大を図
る。

勤務改善を取り組む施設が増加し、看護師のさらなる確
保が期待される。

171013 17石川 H21補正
①南加賀

ナースバンク機能の
強化

ナースバンク事業の事務局体制の
強化や情報発信、セミナーの開催な
ど、潜在看護師の再就業への促進
を図る。

○ 7,000 8,056 ＋1,056 情報発信のためのポータルサイトの
充実を図る。

情報発信のためのポータルサイトの充実を図る。 潜在看護師の再就業の掘り起こしにより、看護師のさらな
る確保が期待される。

171014 17石川 H21補正
①南加賀

院内保育所の整備費
補助

病院内保育所設置を希望している
病院に対し整備費の補助

○ 215,100 25,669 △189,431 補助対象病院数を減じることによ
り、計画額を減額するものである。

補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかった
ため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「認定看護師の資格取得の促進
事業」を行うこととする。

171015 17石川 H21補正
①南加賀

認定看護師の資格取
得の促進

医療機関に就業している看護師が
認定看護師の資格を取得するため
に必要な経費(教材費、受講料等、
宿泊費、旅費など)を補助するほか、
認定看護師を活用した研修や認定
看護師養成コースを設置するなど、
認定看護師等の養成を促進する。

○ 36,000 38,733 ＋2,733 認定看護師教育課程の設置及び補
助対象人数の増

県立大学における認定看護師教育課程の設置及び補助
対象人数の増

認定看護師の増加及び活用により、質の高い看護師の養
成が期待される。

171016 17石川 H21補正
①南加賀

救急医療ネットワーク
の構築

南加賀医療圏の中核的な病院であ
る小松市民病院に、南加賀救急医
療センター（仮称）を整備し、脳卒中
や急性心筋梗塞などの患者の受入
体制を強化する。また、他の救急告
示病院の体制を強化し、南加賀医
療圏内の救急告示病院間の当直医
の専門診療科の調整や救急告示病
院の空床の把握、初期治療を行っ
た患者の転院搬送先の確保など、
南加賀医療圏内の救急告示病院間
の連携を強化し、専門的な治療や
高度な医療を要する重症患者以外
は、出来る限り南加賀医療圏内で
治療できる体制を確保する。

○ ○ ○ 850,000 839,641 △10,359 救急医療担う中核的な医療機関に
おいて施設整備及び医療機器を購
入するに当たり、金額を減額する。

入札執行等により、整備費用及び医療機器の購入金額等
が見込みより減額となった。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

171017 17石川 H21補正
①南加賀

糖尿病医療ネット
ワーク事業

H22～H24
地域連携パスの普及・改良の実施
H25
病診連携を進めるための連携ツー
ル（受診勧奨用パンフ、紹介基準
等）や研修会の開催、市民公開講
座の開催

○ 30,000 16,512 △13,488 事務職員を非常勤職員とし、人件費
を減額する。

事務局の職員を非常勤職員としても、十分に当該事業の
実施及び目標の達成が可能であるため。

事務局の職員を非常勤職員とすることで、計画額よりも安
価に事業を実施することができたものであり、計画変更に
よる医療課題の解決への影響はない。

171018 17石川 H21補正
①南加賀

総合周産期母子医療
センター、高度周産
期医療機関の充実・
強化

診療報酬の「施設基準」を満たすＮＩ
ＣＵを整備し、新生児集中治療に必
要な医療機器を整備することによ
り、総合周産期母子医療センターと
連携しつつ県全域を対象に高度な
周産期医療を提供する。
さらに、総合周産期母子医療セン
ター等を退院した障害児等の療養・
療育を担っている医療機関におい
て、重度心身障害児を受け入れる
ための必要な医療機器を整備す
る。

○ ○ 107,500 107,169 △331 実地研究や地域連携クリティカルパ
スの普及等にかかる事業の拡充

周産期救急情報システム構築について入札を実施した結
果、見込を下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

171019 17石川 H21補正
①南加賀

診療情報の共有化の
ためのＩＴ基盤の整備

診療情報の共有化のためのＩＴ基盤
の整備

○ ○ 400,000 529,999 ＋129,999 診療情報共有ネットワークの整備費
が増となった。

診療情報共有ネットワークの整備にあたり、必要な機器整
備を行ったため。

地域連携体制のために必要な整備であり、病院間の連携
の強化が見込まれる。

171020 17石川 H21補正
①南加賀

在宅療養支援体制の
強化

在宅医療に係る情報を収集し、管
理・分析することにより情報の集積・
分析を図るとともに、在宅医療を行
う医療機関、調剤薬局、介護サービ
ス事業者等の関係者を対象とした
研修会や情報交換会を行い、地域
の医療機関の役割分担、相互連携
を図るとともに、リハビリ医療の中核
施設の機能を強化し、在宅医療ネッ
トワークを構築する。

○ ○ 96,000 89,730 △6,270 リハビリ医療の中核施設機能強化
の減額

整備する医療機器の金額の精査による減のため 計画額より安価で目標を達成することがでたものであり、
計画変更による医療課題の解決による影響はない。

171021 17石川 H21補正
①南加賀

地域医療支援機能の
強化

地域連携パスの作成・運用、がん診
療連携拠点病院に準じた病院の指
定・支援、研修会の開催（がん診療
連携拠点病院等における人材養
成）など南加賀地域の医療機関の
連携体制づくりに取り組む。

○ 5,200 4,800 △400 　がん診療拠点病院等における人
材養成研修会の外部講師数の減

　当初は県外講師等を想定していたが、県内の専門医等
を講師にしたことにより減額となった。

　計画額より安価で目標を達成できたものであり、計画変
更による医療課題の解決による影響はない。

171022 17石川 H21補正
①南加賀

開業医による休日診
療支援拡大事業

開業医による休日診療支援拡大事
業

○ 50,000 0 △50,000 事業を中止した。 当初予定していた病院における休日診療支援について
は、国庫交付金により実施している。

上記の医療課題については、国庫交付金メニューにより
対応するため、本事業の計画変更による医療課題の解決
への影響はない。

171023 17石川 H21補正
①南加賀

脳卒中医療ネット
ワーク構築事業

脳卒中医療ネットワーク構築事業 ○ 30,000 0 △30,000 「４疾病５事業に係る寄附講座の設
置」事業の「再掲」とする。

「４疾病５事業に係る寄附講座の設置」事業で実施してい
る脳卒中分野の診療支援及び実地研究と同一の事業で
あるため。

上記の医療課題については、別事業である「４疾病５事業
に係る寄附講座の設置」事業によって、本事業の目標を
達成する見込みであるため、本事業の計画変更による医
療課題の解決への影響はない。

171024 17石川 H21補正
①南加賀

急性心筋梗塞医療
ネットワーク構築事業

急性心筋梗塞医療ネットワーク構築
事業

○ 30,000 0 △30,000 事業を中止した。 地域連携クリティカルパスの改善のための検討会等は
「高度・専門医療を担う人材養成の支援事業」において実
施しているため。

上記の医療課題については、別事業である「高度・専門医
療を担う人材養成の支援事業」によって、本事業が見込
んでいた目標を達成する見込みであるため、本事業の計
画変更による医療課題の解決への影響はない。
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172001 17石川 H21補正
②能登北
部

４疾病５事業に係る
寄附講座の設置

寄附講座の設置（金沢大学５講座、
金沢医科大学１講座。診療支援を
兼ねた実地研究の実施）、地域医療
ネットワーク構築に向けた研究等に
対する支援（脳卒中医療・認知症医
療・小児医療の診療支援）を兼ねた
実地研究の実施

○ 540,000 757,500 ＋217,500 能登北部地域に医師派遣する寄附
講座の財源を変更する。

県内大学病院から病院への医師派遣は能登地域を優先
しているため､寄附講座の財源を能登北部地域医療計画
からとするもの。

地域医療を維持・強化する上で最も効果的な医師配置が
可能となる。

172002 17石川 H21補正
②能登北
部

医学研修シミュレー
ションセンターの整備

シミュレーションセンターの整備 ○ ○ 30,000 42,103 ＋12,103 当初計画ではシミュレータの購入の
みとしていたが、設置にあたり金沢
大学附属病院を増築した。

医療従事者のレベルアップを図るため、県内の医療従事
者が自由に利用できるオープン施設とする必要があった。
そのため、学外からも利用しやすいよう、金沢大学附属病
院外来診療棟4階に設置することとなり、改築工事が必要
となったもの。

他の事業の縮減額を活用して実施しており、他の事業に
影響を及ぼすことはない。また、医師等のレベルアップを
通して、医療提供体制の充実させることが可能となる。

172003 17石川 H21補正
②能登北
部

研修支援制度創設事
業

研修支援制度創設事業 ○ 86,400 0 △86,400 事業を中止した。 医学生への修学資金の貸与及び寄附講座による実地研
究支援並びに県独自の医師確保事業である臨床研修推
進協議会を設置し、県内大学・臨床研修病院との連携・協
力の下、臨床研修医を募集するための「若手医師の集
い」の開催や研修会を実施しており、また、「石川県地域
医療人材バンク」の設置により、医師の確保に努めている
ため。

上記の医療課題については、医学生への修学資金貸与
等や県独自の臨床研修医確保対策推進事業、石川県地
域医療人材バンクの設置によって解決解決する見込みで
あるため、本事業の計画変更による医療課題の解決への
影響はない。

172004 17石川 H21補正
②能登北
部

臨床研修病院への支
援事業

臨床研修病院への支援事業 ○ ○ 20,000 0 △20,000 事業を中止した。 地域連携機能の強化等事業等により、二次医療機機関
等における医療機器等の整備を行っており、また、県単独
事業において、臨床研修推進協議会を設置し、県内大学・
臨床研修病院との連携・協力の下、「若手医師の集い」の
開催や研修会を実施しているため。

上記の医療課題については、地域連携機能の強化等事
業等及び県独自の臨床研修医確保対策推進事業によっ
て解決解決する見込みであるため、本事業の計画変更に
よる医療課題の解決への影響はない。

172005 17石川 H21補正
②能登北
部

医師確保キャンペー
ン対策事業

医師確保キャンペーン対策事業 ○ 10,000 0 △10,000 事業を中止した。 県独自に医師の確保事業を行っており、「石川県地域医
療人材バンク」の設置により、UIターン医師の確保に努め
ているほか、本県ゆかりの医師を「ふるさと石川の医療大
使」として委嘱し、人材情報を収集するネットワークを構築
している。また、臨床研修医を対象とした「若手医師の集
い」や、県内高校生を対象とし医学部進学を促すシンポジ
ウムを開催しているため。

上記の医療課題については、県独自の臨床研修医確保
対策推進事業、石川県地域医療人材バンクの設置、ふる
さと石川の医療を守る人材ネットワーク事業、医学部進学
セミナー開催事業によって解決解決する見込みであるた
め、本事業の計画変更による医療課題の解決への影響
はない。

172006 17石川 H21補正
②能登北
部

救急医療・周産期医
療を担う人材の研修
体制の強化

救急医療や周産期医療を担う中核
的な医療機関において、県内外の
指導者による研修会の開催や、最
新の医療機器の整備、院内助産
所・助産外来の整備など、魅力的な
研修環境の整備に取り組み、若手
医師の養成・確保を図る。

○ ○ 53,000 95,477 ＋42,477 有 中核的な医療機関における院内助
産所・助産外来を整備する。また、
主に救急医療担う中核的な医療機
関において医療機器を整備し、県立
中央病院において救急医を募集す
るとともに、救急専門医育成のため
の体制を整備する。

院内助産や助産外来の普及のため、それらの体制を導入
する病院がスムーズに開設できるよう支援行う。また、地
域における中核的な役割を担う医療機関の救急部門の強
化のため、医療設備を整備し、県立中央病院の救急医募
集による増員を図り、救急専門医育成のための体制づくり
を行い、少しでも多くの医師の確保が図れるよう本事業の
拡充を図りたい。

将来の地域医療を担う医師の拡充を図ることが可能とな
る。
限られた人員の中で能登地域における医師の救急医療
に対する対応能力を向上させることが可能となる。

172007 17石川 H21補正
②能登北
部

家庭医療研修機能の
強化

能登北部地域における総合診療の
指導体制強化のための研究等の支
援

○ 100,000 13,500 △86,500 計画のうち、指導医に対する人件費
を減額するもの。

主に研修会の開催等を中心に事業を行ったため、人件費
等の事業費を減額した。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

172008 17石川 H21補正
②能登北
部

診療情報の共有化の
ためのＩＴ基盤の整備

診療情報の共有化のためのＩＴ基盤
の整備

○ 300,000 216,826 △83,174 診療情報共有ネットワークの整備費
が減となった。

診療情報共有ネットワークの整備にあたり、独自システム
の開発を行うのではなく、全国的に普及しているシステム
を活用して整備することとしたことから、見込額を下回った
ため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

172009 17石川 H21補正
②能登北
部

金沢大学医学類・特
別枠の拡充

金沢大学医学類の入学定員を増員
し、修学資金を貸与するとともに、金
沢大学附属病院に進路相談等を行
う専任医師等を配置し、県内の医師
不足地域に勤務しつつ、将来の地
域医療を担う指導的人材を養成す
る。

○ 72,000 69,250 △2,750 事業のうち、国庫補助対象となった
額を減額するもの。

金沢大学附属病院に進路相談等を行う専任医師等を配
置し、県内の医師不足地域に勤務しつつ、将来の地域医
療を担う指導的人材を養成する事業の一部が国庫補助
対象となったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

172010 17石川 H21補正
②能登北
部

石川県女性医師支援
センターの機能強化

コーディネーターの配置による相談
機能の強化

○ 2,000 1,550 △450 復職研修費等を減額する。 復職研修の実施等事業の一部を国庫補助及び一般財源
で対応することとしたため。

他の財源を用いて事業変更による医療課題の解決への
影響はない。

172011 17石川 H21補正
②能登北
部

地域医療研修環境の
整備

医師宿舎の整備、へき地医療研修
センターの整備

○ 60,000 146,041 ＋86,041 臨床研修の必修科目である地域医
療の一環として、能登北部地域医療
圏の自治体病院において、へき地
医療研修を行う研修医が増加して
いる。このため、研修医を含め医師
を招聘していくためには、居住環境・
研修環境の整備は欠かせないこと
から、本事業の拡充を図る。

研修医宿舎及びカンファレンス室の整備対象額を増額し、
研修医や派遣医師のバックアップ体制を強化する。

医師の招聘環境の整備により、研修医や派遣医師のバッ
クアップ体制の強化となり、医師の確保が期待される。
（財源については他の事業の余剰分を活用するため、影
響を及ぼすことはない。）

172012 17石川 H21補正
②能登北
部

医療クラーク設置事
業

医療クラーク設置事業 ○ 120,000 0 △120,000 事業を中止した。 病院勤務医師の処遇改善を図るため、救急勤務医手当を
支給する医療機関や、分娩手当を支給する分娩取扱機関
に対する助成事業を実施している。

上記の医療課題については、救急勤務医確保支援や産
科医等確保支援の事業によって解決する見込みであるた
め、本事業の計画変更による医療課題の解決への影響
はない。

172013 17石川 H21補正
②能登北
部

看護師修学資金貸与
制度の拡充

能登北部地域枠を拡充（新規10人
→20人）、能登北部若手看護師等
定着促進事業

○ 90,000 97,050 ＋7,050 修学資金貸与の対象を拡充し、若
手看護士の能登北部地区への定着
促進策を実施して地域医療に従事
する看護師の拡大を図る。

修学資金貸与者の延べ人数が当初より増加したため、ま
た、若手看護士の能登北部地区への定着促進策を実施
するために計画額を増額するものである。

　変更に伴う財源については、他事業で減額変更した分を
活用することとしており、他の事業の実施に影響を及ぼす
ことはない。また、将来の地域医療を担う看護師の更なる
拡充を図ることが可能となる。

172014 17石川 H21補正
②能登北
部

看護師等学校養成所
の指導体制の強化

臨床現場における医療・看護の現
状に即応できる看護師を養成する
ため、実習器材を整備し、多様な看
護判断をするための基盤となるフィ
ジカルアセスメント能力を向上させ
る。また、看護教員を対象とした研
修会等を開催し、養成体制を強化す
るとともに、養成所への進学を促す
ため、出前講座を開催するなど、看
護師確保の取り組みを図る。

○ 65,500 89,605 ＋24,105 看護教員を対象とした研修（看護教
員養成講習会、看護教員現任研
修）については、医療提供体制推進
事業費補助金にて実施することと
なったため、当該事業から除いた。
在宅、精神、母性、小児の実習施設
による実習を強化するため、平成２
５年に学内にDVD・図書及びシュミ
レーター機材等を追加して、当該事
業の拡充を図る。

看護教員を対象とした研修会等は、医療体制推進事業費
補助金を使用した。
平成２５年に実習教材の整備事業を追加した。

看護師等養成所に対して教材を充実することで、実践的
な看護師のさらなる確保が期待される。

172015 17石川 H21補正
②能登北
部

新人看護職員卒後研
修の実施

新人看護職員研修責任者研修 ○ 9,000 500 △8,500 H22～医療提供体制推進事業費補
助金にて新人看護職員研修事業が
追加されたため、H23～国庫補助金
に変更したため

新人看護職員研修に関して、国も力を入れ始め、医療提
供体制推進事業費補助金を活用することとなったため

財源変更のみで、事業はできており問題はない。

172016 17石川 H21補正
②能登北
部

多様な勤務形態導入
支援

看護職員が個々のライフステージに
対応し、働き続けることができるよ
う、就労環境を整備するために、自
施設の勤務環境の現状を洗い出
し、改善の方向を見出すためのセミ
ナーの実施。

○ 9,000 17,691 ＋8,691 自施設の課題解決に向けた指導者
を派遣する

施設ごとに抱えている課題は違うため、指導者が課題解
決を支援することで、離職防止につながるため、本事業の
拡大を図る。

勤務改善を取り組む施設が増加し、看護師のさらなる確
保が期待される。

172017 17石川 H21補正
②能登北
部

院内保育所の整備費
補助

病院内保育所設置を希望している
病院に対し整備費の補助

○ 199,000 5,337 △193,663 補助対象病院数を減じることによ
り、計画額を減額するものである。

補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかった
ため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「看護師等修学資金貸与事業」
を行うこととする。

172018 17石川 H21補正
②能登北
部

ナースバンク機能の
強化

ナースバンク事業の事務局体制の
強化や情報発信、セミナーの開催な
ど、潜在看護師の再就業への促進
を図る。

○ 7,000 8,056 ＋1,056 情報発信のためのポータルサイトの
充実を図る。

情報発信のためのポータルサイトの充実を図る。 潜在看護師の再就業の掘り起こしにより、看護師のさらな
る確保が期待される。（財源の剰余分は他事業へ充当）
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧
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172019 17石川 H21補正
②能登北
部

認定看護師の資格取
得の促進

医療機関に就業している看護師が
認定看護師の資格を取得するため
に必要な経費(教材費、受講料等、
宿泊費、旅費など)を補助するほか、
認定看護師を活用した研修や認定
看護師養成コースを設置するなど、
認定看護師等の養成を促進する。

○ 36,000 38,733 ＋2,733 認定看護師教育課程の設置及び補
助対象人数の増

県立大学における認定看護師教育課程の設置及び補助
対象人数の増

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
認定看護師の増加及び活用により、質の高い看護師の養
成が期待される。

172020 17石川 H21補正
②能登北
部

地域医療支援機能の
強化

脳卒中診療などにおける輪番制の
調整、ドクターカーの出動調整、地
域連携パスの作成・運用、がん診療
連携拠点病院に準じた病院の指
定・支援、研修会の開催（がん診療
連携拠点病院等における人材養
成）、救急搬送における消防防災ヘ
リの活用など能登地域の医療機関
の連携体制づくりに取り組む。

○ ○ 30,000 28,900 △1,100 　がん診療拠点病院等における人
材養成研修会の外部講師数の減。
なた、連携体制のための消防防災
ヘリの活用に係る連絡調整会議を
開催する。

　当初は県外講師等を想定していたが、県内の専門医等
を講師にしたことにより減額となった。

　計画額より安価で目標を達成できたものであり、計画変
更による医療課題の解決による影響はない。

172021 17石川 H21補正
②能登北
部

電子カルテの整備 能登北部４病院に診療情報の共有
化のための電子カルテシステムを
導入する。処置結果・検査結果・画
像診断等をネットワーク上で管理・
参照することにより、医療情報管理
の効率化や医療スタッフの勤務環
境の改善を図る。また、共通電子カ
ルテの導入に加え、診療情報を共
有化するためのＩＴ基盤を導入し、他
病院と診療情報を共有化する。

○ 466,000 465,330 △670 電子カルテシステムにおいて、国庫
補助を活用したことによる減額

国庫補助金等を活用したことによる計画額の減額 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

172022 17石川 H21補正
②能登北
部

診療機能の強化 医療機器の整備
（脳血管造影装置（珠洲市総合病
院）、ＭＲＩ・マルチスライスCT（公立
穴水総合病院）、泌尿器用Ｘ線診断
装置（公立宇出津総合病院）、）　他

○ 233,000 309,748 ＋76,748 最新の高度医療機器を整備するた
めに拡充する。

病院に必要な機器が変更したため。 能登北部４病院の機能分担及び機能強化の推進が期待
される。

172023 17石川 H21補正
②能登北
部

脳卒中医療連携体制
の強化

遠隔画像伝送システムの整備によ
る脳卒中診療ネットワークの構築支
援

○ 24,000 15,753 △8,247 脳卒中画像伝送システム一式の金
額を減額するものである。

脳卒中画像伝送システムの整備について契約額が当初
の見込額を下回ったため。

計画額より安価で目的を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

172024 17石川 H21補正
②能登北
部

認知症診療体制の強
化事業

認知症診療体制の強化事業 ○ 20,000 0 △20,000 「４疾病５事業に係る寄附講座の設
置事業」により、能登北部地域に精
神科医の療養支援を行い、また、地
域の医療機関を対象とした研修会
を開催することができるため、本事
業を中止する。

「４疾病５事業に係る寄附講座の設置事業」により、能登
北部地域に精神科の常勤医師の派遣や地域の医療機関
を対象とした研修会を開催し、認知症体制の強化を図るこ
とができるため。

医療課題は解決されていないが、事業の見込みが立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「４疾病５事業に係る寄附講座の設置」事業を
行うこととする。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて事業その
ものを見直すこととする。

172025 17石川 H21補正
②能登北
部

総合周産期母子医療
センター、高度周産
期医療機関の充実・
強化

診療報酬の「施設基準」を満たすＮＩ
ＣＵを整備し、新生児集中治療に必
要な医療機器を整備することによ
り、総合周産期母子医療センターと
連携しつつ県全域を対象に高度な
周産期医療を提供する。
さらに、総合周産期母子医療セン
ター等を退院した障害児等の療養・
療育を担っている医療機関におい
て、重度心身障害児を受け入れる
ための必要な医療機器を整備す
る。

○ 11,500 11,400 △100 計画のうち、周産期救急情報システ
ムの機能強化に伴うシステム構築
費が減額となった。

周産期救急情報システム構築について入札を実施した結
果、見込を下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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172026 17石川 H21補正
②能登北
部

在宅療養支援体制の
強化

在宅医療に係る情報を収集し、管
理・分析することにより情報の集積・
分析を図るとともに、在宅医療を行
う医療機関、調剤薬局、介護サービ
ス事業者等の関係者を対象とした
研修会や情報交換会を行い、地域
の医療機関の役割分担、相互連携
を図るとともに、リハビリ医療の中核
施設の機能を強化し、在宅医療ネッ
トワークを構築する。

○ ○ 96,000 89,730 △6,270 リハビリ医療の中核施設機能強化
の減額

整備する医療機器の金額の精査による減のため 計画額より安価で目標を達成することがでたものであり、
計画変更による医療課題の解決による影響はない。

173001 17石川 H22補正 三次医療機関におけ
る高度・専門医療機
能の強化

三次医療機関等における医療機器
等の整備

○ ○ 985,680 1,245,477 ＋259,797 三次医療機関等における医療機器
等の整備の拡大

手術支援ロボットによる外科手術やハイブリッド治療など
高度・専門医療機能を提供するための基盤を整備すると
ともに、手術支援ロボットを活用した外科手術や新しい内
視鏡治療、放射線治療、がん薬物療法など、高度・専門
医療を担う人材を養成・確保するため、事業の拡大が必
要であるため。

高度・専門医療機能を提供するための基盤を整備

173002 17石川 H22補正 連携医療機関におけ
る診療機能・地域連
携機能の強化等

二次医療機関等における医療機器
等の整備、がん診療機能の強化、
地域医療を担う人材の養成

○ ○ ○ 1,278,516 1,218,344 △60,172 救急告示病院における救急患者専
用病床や医療機器等の整備に係る
金額の変更

入札執行等により、整備費用及び医療機器の購入金額等
が見込みより減額となった。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

173004 17石川 H22補正 災害医療体制の強化 災害拠点病院等の機能強化 ○ ○ 385,167 205,639 △179,528 有 入札を実施した結果、見込みを下
回ったため
補助制度を活用する医療機関が当
初計画より少なかったため

入札を実施した結果、見込みを下回ったため
補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかった
ため

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

173005 17石川 H22補正 地域医療再生基金の
効果を全県に広げる
ための取り組みの強
化

先進的な医療機関への派遣研修等
に対する支援、脳卒中診療の拠点
病院整備を中心とした連携への支
援、病診連携を進めるための連携
ツール（受診勧奨用パンフ、紹介基
準等）や研修会の開催、市民公開
講座の開催、精神障碍者を地域で
支えるための体制作りの構築、認知
症支援体制の強化

○ ○ 100,000 96,334 △3,666 ＜脳卒中＞
脳卒中画像伝送システムの整備に
ついて契約額が当初の見込額を下
回った。
計画額の変更：40,000,000円→
29,748,000円
＜糖尿病＞
郡市医師会ごとに設置した協議会
に対して補助を実施（協議会・研修
会の開催、普及啓発等）
※９つの協議会うち南加賀の３つは
旧基金対応
計画額の変更：0円→8,550,000円
＜認知症＞
認知症支援体制の強化のための事
業を拡充し、認知症疾患医療セン
ターが所在する市町をモデル地域
に選定し、認知症疾患医療センター
内の多職種チームと地域医療機関・
介護事業者が協働した地域連携支
援モデルの事業を実施する。

＜脳卒中＞
脳卒中画像伝送システムの整備について契約額が当初
の見込額を下回ったため。
＜糖尿病＞
H24まで南加賀のみで行っていた糖尿病に係る事業を拡
大し、全県において糖尿病の重症化予防事業を実施する
ため。
＜認知症＞
精神科診療のネットワークの強化を図るためには、単なる
顔の見える関係作りだけではなく、認知症専門医療機関
内に多職種からなるチームを形成し、地域の医療機関や
福祉関係者と連携しながら、早期診療からの適切な治療
と、退院後の訪問支援等を行い支えていく体制をモデル
的に構築し、全県的に普及させていく必要があるため。

＜脳卒中＞
計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
＜糖尿病＞
変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用し
ており、他の必要な事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、全県において糖尿病の重症化予防を図ることが可能
となる。
＜認知症＞
課題解決への具体的な施策を追加したものであり、影響
はない。

176003 17石川 H24補正 診療情報を共有化す
るためのIT基盤の立
ち上げ支援

診療情報共有システムの運用サ
ポートと普及啓発等

○ 16,000 7,000 △9,000 有 IT基盤の構築にあたって、立ち上げ
に際し特に必要な部分に特化して
支援することとした。

今後、自立的な運営をする必要があることを見据え、特に
必要な部分に特化して支援することが適当であると判断し
たため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

176004 17石川 H24補正 消防防災ヘリの有効
活用による派遣医師
の支援

消防防災ヘリに搭載する医療機器
（人工呼吸器など）を整備し、医師・
看護師が搭乗する体制など、有効
活用するための仕組みづくり

○ 50,000 78,778 ＋28,778 消防防災ヘリに搭載する医療機器
（人工呼吸器など）の購入

高度な治療に対応できる医療機器を購入 より多くの救急患者を早期に三次救急医療機関に搬送す
ることが可能となる。
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176005 17石川 H24補正 地域医療ネットワーク
構築推進費

金沢大学附属病院を中心とした診
療ネットワーク(脳卒中・認知症、小
児医療）を構築し、能登北部の診療
支援を行う医療連携体制などの実
施研究や地域連携クリティカルパス
の普及・改良などを実施

○ 22,500 30,000 ＋7,500 有 実地研究や地域連携クリティカルパ
スの普及等にかかる事業の拡充

当初は、事業開始4年目を迎えることから事業規模を縮小
することとしていたが、医師不足地域への医師確保の観
点から効果が高い事業であり、引き続き従前通りの規模
で実施することが適当と判断したため。

他の事業の縮減額を活用して実施しており、他の事業に
影響を及ぼすことはない。また、診療支援により医師が確
保されることとなり、医療体制の充実につながる。

176006 17石川 H24補正 地域医療を担う医師
の救急医療専門研修
の受講支援

能登北部等の派遣医師の救急医療
専門研修受講を支援

○ 6,300 4,800 △1,500 有 救急医療への対応の強化のため、
医師を対象とした重症外傷に係る救
急医療の専門研修の受講について
対象となる病院を南加賀地域等に
拡大するが、当初より少ない人数に
おいても十分対応の強化が図れる
と考えるため。

南加賀地域の医療機関の医師も通常時間外での二次救
急医療の強化が求められているほか、能登地域へ将来派
遣される医師の研修受講を進めるため、派遣元の県立中
央病院や金沢大学附属病院の医師にも専門研修受講の
助成を拡大するが、当初より少ない人数において十分対
応の強化が図れると考えるため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立つため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い事業」を行うこととする。

176007 17石川 H24補正 能登地域総合診療強
化研究会の活動支援

能登地域総合診療強化研究会によ
る研修医や派遣若手医師等に対す
るミニレクチャーの実施

○ 7,500 10,000 ＋2,500 有 研修医や派遣若手医師等に対する
ミニレクチャー及びワークショップ研
修等の拡充

能登北部４公立病院では、医師不足のために、若手医師
に対して教育的指導を行うための体制が十分ではないた
め、事業を拡大する。

能登北部４公立病院に勤務しながら幅広い診療能力を身
につけられる指導体制を確保するものであり、能登北部
における医師の確保が期待される。

176008 17石川 H24補正 地域医療を担う医師
等のキャリア形成支
援

高度・専門医療を担う医療関係者の
国内外への派遣研修及び研究会等
グループが行う研修セミナー開催等
の支援

○ 77,210 82,000 ＋4,790 有 ５疾病５事業（がん、脳卒中、急性
心筋梗塞、糖尿病、精神、救急、災
害、へき地、周産期、小児）及び在
宅医療における医師等の養成・確
保を図るために、高度・専門医療の
修練を目的とした国内外の先進的
な医療機関への派遣研修や指導医
資格の取得等を目的とした国内外
のセミナー・研修会への参加を支援
するなど、地域医療を担う医師等の
キャリア形成を支援する。
また、県内の複数の医療機関の医
師、看護師等で構成された、５疾病
５事業・在宅医療に関する研究会等
の活動を支援し、地域医療を担う人
材の養成を図る。

引き続き、５疾病５事業及び在宅医療における高度・専門
医療の修練を目的として、国内外の先進的な医療機関へ
の派遣研修や国内外のセミナー・研修会への参加、医
師、看護師等で構成された研究会等の活動を支援してい
くため、支援規模を拡大する。

将来の地域医療を担う医師の拡充を図ることが可能とな
る。

176009 17石川 H24補正 女性医師就労継続支
援

女性医師支援センターを開設し、女
性医師の就労支援策（相談窓口、セ
ミナー等）を実施

○ 1,500 2,000 ＋500 有 女性医師支援コーディネータを増員
し、女性医師支援の取組みをより活
発なものとする。

医師数の確保のためには、年々増加している女性医師
が、出産・育児等で離職することなく継続して就労できる
支援体制の充実が不可欠である。このため、女性医師支
援コーディネーターを増員し、女性医師支援センターの取
組みをより活発なものとする。

変更に伴う財源については、他事業の計画額の減少分を
活用しており、他の必要な事業に影響を及ぼすことはな
い。また、女性医師支援センターの取組みが活発となるこ
とにより、女性医師の離職防止につながる。

176010 17石川 H24補正 看護師確保対策
看護の魅力啓発事業

高校生などを対象とした看護師によ
る出前講座の開催や県内就業促進
の取り組み

○ 2,700 10,400 ＋7,700 有 県内就業を促進させるための学生
へのＰＲ活動を拡充させる。

県内就業を促進させるための学生へのＰＲ活動を拡充さ
せるため、計画額を増額するものである。

　変更に伴う財源については、他事業で減額変更した分を
活用することとしており、他の事業の実施に影響を及ぼす
ことはない。また、将来の地域医療を担う看護師の更なる
拡充を図ることが可能となる。

176011 17石川 H24補正 看護師確保対策
看護師等修学資金貸
与制度

能登北部に勤務する看護学生に貸
与する修学資金

○ 65,280 76,800 ＋11,520 有 修学資金貸与の対象を拡充し、地
域医療に従事する看護師の拡大を
図る。

修学資金貸与者の延べ人数が当初より増加するため、計
画額を増額するものである。

　変更に伴う財源については、他事業で減額変更した分を
活用することとしており、他の事業の実施に影響を及ぼす
ことはない。また、将来の地域医療を担う看護師の更なる
拡充を図ることが可能となる。

176012 17石川 H24補正 看護師確保対策
能登北部若手看護師
等定着促進事業

能登北部の若手看護師を対象とし
たオーダーメイド研修の実施

○ 3,374 4,500 ＋1,126 有 研修対象者の増 研修対象者の増 変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
地域医療を担う若手看護師の離職防止・定着促進を図る
ことが可能となる。
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176013 17石川 H24補正 看護師確保対策
看護職員の多様な勤
務形態導入支援事業

勤務環境の改善に取り組む病院の
活動を支援

○ 13,874 30,880 ＋17,006 有 事業拡大に伴う金額の増量のため 県内に98病院があり、平成24年までに10病院が勤務環境
の改善を考え実施している。半分以上の病院が勤務環境
の改善を考える機会にしたいため、取り組む病院を50病
院と増加した。

県内の勤務環境改善に取り組む病院は6割以上になり、
また講演会に参加することで、勤務環境改善の必要性を
知る機会となり、今後自施設の勤務環境を考えていく病院
が多くなり、離職防止につながることと、再就職を考えてい
る職員が就職しやすくなり、看護師確保につながる。

176014 17石川 H24補正 看護師確保対策
院内保育所（病児保
育を含む）の整備費
補助事業

院内保育所を整備するための施設
整備を支援

○ 10,000 0 △10,000 当初、補助を受けるにあたって、
H25年度中に工事の契約締結まで
する必要があることを認識していな
かった。補助予定だった病院は、実
施計画を検討している段階で、H25
年度中に契約を締結することは不
可能であるため。

補助予定だった病院は、実施計画を検討している段階
で、H25年度中に契約を締結することは不可能であるた
め。

　当初計画が実施できないものの、本事業はこれまでにも
行っており、既に一部の成果を上げることができており、
医療課題の解決に向けた一定の見通しは立っているた
め、地域医療再生計画では当該事業を中止し、優先順位
の高い「看護師等修学資金貸与事業」を行うこととする。

176015 17石川 H24補正 看護師確保対策
ナースバンク機能の
強化

未就業看護師に対する病院の勤務
環境の情報提供やセミナー実施に
よる早期復職支援

○ 96,000 51,329 △44,671 有 未就業看護師に対する病院の勤務
環境の情報提供を行う。

研修日数の減によるもの 変更に伴う財源の剰余分は他事業へ充当することとして
いる。また、潜在看護師の再就業の掘り起こしにより、看
護師のさらなる確保が見込まれるため、本事業の計画変
更による医療課題の解決への影響はない。

176016 17石川 H24補正 看護師確保対策
認定看護師の資格取
得の促進

認定看護師を取得するための研修
費を支援

○ 20,250 34,200 ＋13,950 有 補助対象者の増 補助対象者の増 変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
認定看護師の増加及び活用により、質の高い看護師の養
成が期待される。

176017 17石川 H24補正 看護師確保対策
専門的看護実践力研
修

認定看護師等を対象とした専門的
技術の高い研修会の開催

○ 11,680 18,928 ＋7,248 有 研修内容の充実を図る。 研修内容の充実を図る。 変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
認定看護師の増加及び活用により、質の高い看護師の養
成が期待される。

176018 17石川 H24補正 看護師確保対策
院内助産・助産外来
設備整備事業

院内助産所等を開設するための設
備（エコー、パーテーション等）整備
を支援

○ 25,000 0 △25,000 H26以降開設する施設がないため H25年度に開設できる施設が開設するため、H26年度以
降開設する施設がないため

当初計画には満たないものの、本事業により平成２５年度
に９施設が開設することができ、医療課題の解決に向け
た一定の見通しが立ったためと、平成２６年度以降は補助
制度を活用する施設の見込みがないため、当該事業を実
施しない。

176019 17石川 H24補正 在宅医療連携グルー
プの整備

主治医・副主治医制や急変時の受
入病床など連携の仕組みや、医師
とケアマネの連携シートの作成、多
職種カンファレンスの開催など、連
携の中心となるグループの活動支
援

○ 38,000 42,200 ＋4,200 有 在宅医療の調整役であるコーディ
ネーターを市町に配置し、在宅医療
が必要な患者や家族、介護支援専
門や地域包括支援センターとの連
携を図る。

現在国では、在宅医療と介護の連携については地域包括
ケアに取り組む市町村が担うことで検討がなされている。
地域包括ケアシステムを構築していくことは市町村の役割
であることもあり、在宅医療の調整を担うコーディネーター
を在宅医療連携拠点のほか、市町村又は市町村が依頼
する郡市医師会に配置し、市町が在宅医療と介護の連携
の主体になっていくことが重要であると考えたため。

課題解決への具体的な施策を追加したものであり、影響
はない。

176020 17石川 H24補正 終末期医療について
の普及啓発

医療・介護従事者等が終末期医療
に関する理解を深めるための研修
会やワークショップ等の開催をはじ
めとする普及啓発の実施

○ 1,500 2,000 ＋500 有 より多くの医療・介護従事者及び家
族が、終末期医用への正しい理解
を深められるよう、研修会等を充実
し、普及啓発を行う。

　平成２４年度から介護職員でも一定の条件の下に経管
栄養等を行えるようになったこと、平成２４年６月には「高
齢者ケアの意思決定プロセスに関するガイドライン」が承
認されるなど、医療・介護従事者や患者・家族の終末期医
療に対する関心は今後ますます高くなると考えられる。そ
のため、少しでも多くの医療・介護従事者及び患者・家族
が終末期医療への理解を深められるよう、事業の拡充を
図りたい。

　変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
より多くの多くの医療・介護従事者及び患者・家族に終末
期医療に対する正しい理解の普及啓発を行うことができ
る。

176021 17石川 H24補正 歯科口腔ケアを担う
人材養成

歯科口腔ケアに関する在宅歯科医
療に関する研修会などの実施と県
民への普及啓発等の実施

○ 4,500 5,000 ＋500 有 　平成２６年度開催予定の、口腔ケ
アの大切さを一般県民に普及啓発
する講演会を平成２７年度も実施す
る。

口腔ケアを担う人材を養成しても、一般県民の理解がな
ければ、いかされないため、普及啓発のための講演会を
継続して実施する。

　変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。県民
の口腔ケアへの理解が広まる。
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176022 17石川 H24補正 医科・歯科連携モデ
ル事業

多職種との連携体制を整えるため
の協議会や研修などの実施と県民
への普及啓発等の実施

○ 1,950 2,600 ＋650 有 現在の医科・歯科連携モデル事業
の事業内容を拡大し、医師だけでな
く多職種との連携を図る。

　通院が困難な在宅療養患者は口腔ケアが不十分になり
やすく、このような在宅療養患者の「食」を支えていくため
には、医師、栄養士、介護職員等の多職種と連携し、包括
的な患者への歯科医療提供体制を構築する必要がある。
そのため、より多くの医療・介護従事者と連携を図ることで
当事業を発展させていくことから、医科・歯科連携モデル
事業の拡充を図りたい。
　また、従来の医科・歯科連携モデル事業を継続して行う
ことから、事業名を変更する。

　変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
　また、在宅療養患者の摂食・嚥下機能の向上を図り、誤
嚥性肺炎等の予防も行うことで、患者のＱＯＬ向上や疾病
の早期回復等に寄与する。

176023 17石川 H24補正 薬局・薬剤師との連
携

薬剤師の研修会の開催 ○ 10,400 2,600 △7,800 有 薬局・薬剤師の在宅医療技術促進
のために、能登地区における無菌
調剤室の施設整備を計画していた
ところ、事業の見通しが立たないた
め、地域医療再生計画では無菌調
剤室の整備事業を減額し、薬局・薬
剤師の連携事業について実施す
る。

能登地区における無菌調剤室の施設整備を計画していた
ところ、事業者である公益社団法人石川県薬剤師会が施
設整備の選定等の協議を継続してきたが、確定に至って
いない。このため、事業の見通しが立たないことから、当
該事業を減額し、薬局・薬剤師の資質向上を優先すること
とする。

県薬剤師会の無菌調剤室の整備に対する補助制度を策
定したものの、当面、事業の見込みが立たないため、地域
医療再生計画では当該事業を減額し、優先順位の高い
「災害時非常用電源の確保整備事業」を行うこととする。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業そ
のものを見直すこととする。

176024 17石川 H24補正 認知症対策モデル事
業

認知症疾患医療センターやそれに
準じた病院において、認知症患者の
早期退院・地域生活支援を進めるた
めの支援チームの立ち上げ、活動
支援等

○ 38,400 8,400 △30,000 有 H26年度は、認知症疾患医療セン
ターやそれに準じた病院の役割を
担ってもらう医療機関が、どの精神
科病院が最も効果的で良いのかを
見極めるため期間とすることとし、認
知症疾患医療センター等への支援
チームなどの活動費の支援は、H27
年度からとする。

現時点で、認知症疾患医療センターや認知症地域診療支
援診療所（身近型認知症疾患医療センター）の整備方針
が国において明確に定まっていないこと。また、H26年度
から県内の精神科病院を選定し、認知症疾患医療セン
ター等の指定を行うよりは、H26年度は県内の精神科病
院に、各地域で多職種が参加する事例検討会を開催して
もらったり、本県の認知症疾患医療センターへの実地研
修を受講してもらい、その中で最も熱心に取り組む医療機
関を今後の認知症疾患医療センターや認知症地域診療
支援診療所に指定する方が、本県が目指す認知症支援
体制の構築に繋がると判断したため。

医療課題解決への施策自身は変更しておらず、支援チー
ムを立ち上げて認知症の早期発見・治療・退院に向けた
取り組みを行う医療機関の選定を慎重に行うこととしただ
けであり、影響はない。

176027 17石川 H24補正 がん診療連携協力病
院体制整備事業

がん診療連携協力病院への支援 ○ ○ 12,000 23,000 ＋11,000 有 かかりつけ医、訪問看護ステーショ
ン等を対象にがん性疼痛緩和研修
会を開催し、がん患者の在宅復帰を
支援する体制を強化する。

　かかりつけ医でもがん性疼痛に対して麻薬を扱う機会が
増えていることから、かかりつけ医、薬局、訪問看護ス
テーション等を対象に研修会を開催し、在宅復帰を支援す
る体制を強化したい。

・変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
・がん在宅医療の推進に資する。

176028 17石川 H24補正 細胞検査従事者育成
研修会

細胞検査従事者に対する研修会経
費

○ 2,775 3,700 ＋925 有 細胞検査従事者講習会の充実を図
る。

本県では、がん医療を支える細胞検査士の人員不足、細
胞検査の精度向上が課題となっており、細胞検査従事者
に対する研修会の充実を図りたい。

・変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
・がん診断の精度向上につながる。

176029 17石川 H24補正 マンモグラフィ読影講
習会

マンモグラフィ読影医の講習会経費 ○ 2,025 2,700 ＋675 有 マンモグラフィ読影講習会の充実を
図る。

乳がん医療の精度向上を図るため、マンモグラフィ読影医
を対象とした講習会の充実を図りたい。

・変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
・がん診断の精度向上につながる。

176030 17石川 H24補正 糖尿病診療ネット
ワークに対する支援

病診連携を進めるための連携ツー
ル（受診勧奨用パンフ、紹介基準
等）や研修会の開催、市民公開講
座の開催

○ 11,440 17,300 ＋5,860 有 郡市医師会ごとに設置した協議会
が行う他の地区のモデルとなるよう
な取組みのうち、優れたものを選定
し、その取組みに対して追加で補助
を行う。（全協議会に対して一律で
行う補助に上乗せする。）

糖尿病の病診連携及び介護施設等との連携等をより一
層推進するため、郡市医師会単位ごとに設置した協議会
のモデル的な取組みに対して追加で補助を行いたい。

変更に伴う財源については、他事業の計画額の減少分を
活用しており、他の必要な事業に影響を及ぼすことはな
い。また、選定された優れた取組みを他の地区にも広げて
いくことで、全県的に更なる病診連携及び介護施設等との
連携強化を図ることができる。

176032 17石川 H24補正 広域医療搬送臨時医
療施設（ＳＣＵ）用医
療資機材等整備事業

小松空港、能登空港等を広域医療
搬送臨時医療施設（ＳＣＵ）として整
備するための資機材の購入経費

○ 219,200 219,000 △200 計画額の調整 積算を精査した結果 　上記の医療課題については、災害医療関係の事業全体
において、本事業が見込んでいた目標を達成する見込み
であるため、本事業の計画変更による医療課題の解決へ
の影響はない。

176033 17石川 H24補正 ＤＭＡＴ用資機材の整
備事業

災害拠点病院等に必要な資機材（Ｄ
ＭＡＴが利用する通信機器など）の
整備

○ 70,800 71,000 ＋200 計画額の調整 積算を精査した結果 　変更に伴う財源については、災害医療関係の事業間で
調整を行うこととしており、他の事業に影響を及ぼすこと
はない。
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176035 17石川 H24補正 災害拠点薬局の非常
用電源整備

災害時医療提供施設の薬局におけ
る調剤機能維持に必須となる非常
用電源の整備

○ 0 2,500 ＋2,500 薬局・薬剤師の在宅医療技術促進
のために、能登地区における無菌
調剤室の施設整備を計画していた
ところ、事業者である公益社団法人
石川県薬剤師会が施設整備の選定
等の協議を継続してきたが、確定に
至っていない。このため、今般、在
宅医療提供施設である地域の拠点
薬局が、災害時においてもその調剤
機能を果たすべく、非常用発電機を
活用し、薬剤の分包機、照明等に稼
働に欠かせない電源を確保する設
備整備に対して補助するものであ
る。

能登地区における無菌調剤室の施設整備を計画していた
ところ、事業者である公益社団法人石川県薬剤師会が施
設整備の選定等の協議を継続してきたが、確定に至って
いない。このため、事業の見通しが立たないことから、当
該事業を減額し、薬局・薬剤師の資質向上を優先すること
とする。

県薬剤師会の無菌調剤室の整備に対する補助制度を策
定したものの、当面、事業の見込みが立たないため、地域
医療再生計画では当該事業を減額し、優先順位の高い
「災害時非常用電源の確保整備事業」を行うこととする。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、事業そのものを見直すこととする。
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181001 18福井 H21補正
①福井･
坂井

精神科救急情報セン
ター設置事業

緊急時の窓口を一本化し、患者の
状態に応じた適正かつ円滑な医療
機関への誘導を行うとともに、精神
科救急対応にかかる医療機関間の
負担の平準化を図る。

○ 70,000 62,726 △7,274 有 計画当初に想定していた精神科救
急情報センターの相談体制の見直
し

相談等を受ける人員を５人から４人に見直したため。 人員確保の困難性から、計画より、少ない人員体制となっ
たが、事業実施に支障はなく、計画を変更しても医療課題
の解決に影響はない。

181002 18福井 H21補正
①福井･
坂井

ＭＦＩＣＵ施設・設備整
備事業

総合周産期母子医療センターとして
必要なＭＦＩＣＵの整備を支援するこ
とにより、ハイリスク妊婦等の安定
的な受入体制を維持し、安心して出
産できる環境づくりを進める。

○ 163,000 167,649 ＋4,649 総合周産期母子医療センターに必
要な設備の整備、およびMFICUの
運営経費の実績に応じた実績増。

周産期医療に係る受入体制の充実は、県政の最重要課
題の一つである。このため、センターに必要な設備を充実
するとともに、運営に係る支援を一定期間行う必要があ
る。妊婦の妊娠から出産、新生児の療育までの安全・安
心が確保できるよう本事業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源については、他事業等の入札差金を活
用。他の事業に影響を及ぼすことはない。(H24.3 軽微な
変更により、168,000千円に増額変更し実施済み）

181003 18福井 H21補正
①福井･
坂井

県立病院総合周産期
母子医療センター機
能強化事業

県立病院総合周産期母子医療セン
ターにＮＩＣＵ生体情報システム等を
新たに導入し医師および看護師の
業務負担の軽減を図ることにより、
より安全・安心な医療体制を構築す
る。

○ 97,000 82,845 △14,155 計画のうち、設備整備について、入
札等の実績に応じて費用を減額す
る。

設備整備について入札を実施した結果、見込を下回った
ため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画を変更しても医療課題の解決に影響はない。

181004 18福井 H21補正
①福井･
坂井

小児初期救急セン
ター設置事業

平日夜間、休日の小児軽症患者
を、開業医が中心となって診察する
小児初期救急センターの設置し、病
院勤務小児科医の負担を軽減する
ことにより、嶺北地域での小児医療
体制の確保を図る。

○ ○ 77,000 44,082 △32,918 有 計画のうち、「こども急患センター」
（H23.4開設）の運営経費分を減額
する。

「こども急患センター」の運営に係る必要経費の支援を想
定していたが、これまで診療報酬により必要な経費を自ら
賄うことができているため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画を変更しても医療課題の解決に影響はない。

181005 18福井 H21補正
①福井･
坂井

がん検診体制整備事
業

受け入れ体制が不足しているがん
検診体制の整備を支援することによ
り、がん検診受診率の向上を図る。

○ 152,000 140,070 △11,930 計画のうち、設備整備について１件
あたりの費用を減額するものであ
る。

検診車やマンモグラフィ等について、１箇所あたりの補助
実績額が計画額より減じたため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画を変更しても医療課題の解決に影響はない。

181006 18福井 H21補正
①福井･
坂井

県がん医療センター
設備整備事業

県がん診療連携拠点病院である県
立病院「がん医療センター」のチー
ム医療の拡充に必要な設備を整備
することにより、高水準のがん医療
提供体制を構築する。

○ ○ 412,000 462,400 ＋50,400 がん医療センターに必要な設備（内
視鏡機器、化学療法設備、放射線
機器）を追加整備した。

本県のがんによる死亡者数は全体の27.4%を占めており、
死因の１位を占めている。がん対策は、県政の最重要課
題の一つであり、地域医療の推進・充実のための更なる
措置が必要である。このため、設備を充実強化し、がん医
療体制の確保が図られるよう本事業の拡充を図る。

変更に伴う財源については、他事業等の入札差金を活
用。他の事業に影響を及ぼすことはない。(H25.3 軽微な
変更により、463,000千円に増額し実施中）

181007 18福井 H21補正
①福井･
坂井

療養介護事業所施設
整備事業

筋ジストロフィーなどの重度障害者
を受け入れや在宅障害者を一時的
に入所させる施設の整備を支援す
ることにより、重度障害者に対する
医療体制の強化を図る。

○ 82,000 28,700 △53,300 計画のうち、病棟の整備費について
実績に応じて費用を減額する。
（計画 14床整備　　実績 14床整備）

病棟の整備費の補助実績額が計画額より減じたため（整
備数の減、入札による価格減）。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

181008 18福井 H21補正
①福井･
坂井

地域医療連携システ
ム構築事業

ＩＴを活用し、各医療機関が患者の
病状や治療内容など診療に必要な
情報を関係する医療機関で共有し、
活用できるシステムを構築する。

○ 514,000 477,174 △36,826 計画のうち、整備実績に応じてシス
テム整備費を減額する。

システム整備費について、福井県医師会への補助実績額
が計画額より減じたため（入札による減）。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画を変更しても医療課題の解決に影響はない。

181009 18福井 H21補正
①福井･
坂井

広域災害・救急医療
情報システム改修事
業

救急医療を担う病院や周産期医療
を担う病院と消防機関の利便性を
高めるため、救急医療情報と周産
期医療情報との連携を強化し、シス
テムの充実を図る。

○ 33,000 27,991 △5,009 計画のうち、システムの整備実績に
応じて費用を減額する。

システム整備について入札を実施した結果、接続機器購
入費と接続費が見込を下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画を変更しても医療課題の解決に影響はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

181010 18福井 H21補正
①福井･
坂井

県立病院診療機能強
化事業

最新のＣＴ等画像診断機器を導入し
県立病院の心療機能を強化するこ
とにより、心疾患や脳血管障害等の
救急医療等の早急な診断と治療効
果の向上を図る。

○ 787,000 982,440 ＋195,440 有 　県内唯一の救急救命センターの
強化を図るため、当初予定の頭部
血管撮影装置等の整備に加え、さら
に心臓血管撮影装置の整備を行
い、全身アテローム性血栓症全般
に対応できるようにする。

　救急医療の充実強化は県政の最重要課題の一つであ
り、地域医療の推進・充実のための更なる措置が必要で
ある。
　全身アテローム性血栓症等（脳梗塞、虚血性心疾患、末
梢性動脈疾患等の総合的な病症名）は、患者の命にかか
わる症状であることが多く、高い診断スピードが要求され
る。
　死亡や後遺症等のリスクの軽減を図るためには、微細
な病変、血栓も見逃さないように、重要な患部（脳、心臓
等）の診療機能の強化を図る必要がある。

変更に伴う財源については、基金の運用益や他事業等の
入札差金を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。また、県内唯一の救急救命センターを充
実強化することが可能となる。(H25.3 軽微な変更により、
961,000千円に増額変更し実施中）

181011 18福井 H21補正
①福井･
坂井

ふくい在宅あんしん
ネットモデル事業

地域で支える医療体制を構築する
ため、多職種のスタッフの円滑な連
携が行われる体制を構築する。

○ 12,000 1,498 △10,502 計画のうち、市医師会等への１件あ
たりの補助を実績に応じて減額す
る。

福井市医師会や福井第一医師会に対する１箇所あたりの
補助実績額が計画額より減じたため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画を変更しても医療課題の解決に影響はない。

181012 18福井 H21補正
①福井･
坂井

クリティカルパス普
及・プライマリケア研
修事業

医療従事者等に対して在宅医療に
関する専門知識や技術の獲得のた
めの研修を実施し、在宅医療の充
実を図る。

○ 10,000 5,439 △4,561 有 計画のうち、県医師会への研修委
託について一年度あたりの費用を
実績に応じて減額する。

福井県医師会への補助実績額（研修希望者に応じた研修
開催数等の実績）が計画額より減じたため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画を変更しても医療課題の解決に影響はない。

181013 18福井 H21補正
①福井･
坂井

在宅医療推進基幹薬
局整備事業

基幹となる薬局に無菌調製に必要
なクリーンベンチ、無菌室等の施設
整備を支援することにより、地域で
支える医療体制を構築する。

○ 5,000 6,353 ＋1,353 薬剤の無菌調剤に必要な設備を整
備したことによる実績増

在宅での緩和ケアや中心静脈栄養など、在宅療養者の多
様な医療ニーズに対応していくためには、薬剤師と連携し
た在宅医療体制が不可欠であることから、そのために必
要な設備を整備した。

変更に伴う財源については、他事業等の入札差金を活
用。他の事業に影響を及ぼすことはない。(H24.3 軽微な
変更により、7,000千円に増額変更し実施済み）

181014 18福井 H21補正
①福井･
坂井

在宅歯科診療推進設
備整備・研修事業

在宅歯科診療に必要な医療機器の
整備に対する支援や歯科衛生士に
対して在宅歯科医療に関する技能
向上を図るための研修を実施するこ
とにより、安全で安心な質の高い歯
科医療提供体制の充実を図る。

○ ○ 31,000 31,253 ＋253 在宅医療に必要なポータブル資機
材の整備や、歯科衛生士を対象とし
た研修の実施による実績増。

在宅医療体制の整備は県政の最重要課題の一つであ
り、地域医療の推進・充実のための更なる措置が必要で
ある。このため、県内全域で在宅療養者の口腔ケア・歯科
治療が可能な体制整備が図られるよう、本事業を実施し
ていきたい。

変更に伴う財源については、基金の運用益や他事業等の
入札差金を活用。他の事業に影響を及ぼすことはない。

181015 18福井 H21補正
①福井･
坂井

訪問看護ステーショ
ン支援事業

訪問看護ステーション間の連携体
制の強化を図り、定期巡回・随時対
応サービスを円滑に普及させるた
め、２４時間サポート体制の整備や
各種マニュアル等の整備を行う。

○ 9,000 6,057 △2,943 計画のうち,専任の職員の人件費を
減額する。

　専任の職員を配置し、月２０日の勤務を見込んでいた
が、採用した職員の都合により１０日の勤務となり、補助
職員の追加配置を検討したが、確保できなかったため、人
件費を減額した。

　専任の職員の配置により、訪問看護ステーションの事業
所間の連携強化が図られている。２４時間サポート体制の
構築に向けた取組みは、今後、地域医療再生基金（平成
２４年度補正予算）で必要な財源を確保して、継続して実
施していくこととしており、現時点においては計画に支障
はない。

182001 18福井 H21補正
②嶺南

医療情報システム整
備促進事業

嶺南医療圏の中核病院に電子カル
テシステムの整備を支援することに
より、圏内の医療機関とのネット
ワーク構築を支援する。

○ 568,000 686,923 ＋118,923 福井県南部の中核病院である小浜
病院のカルテの電子化に加え、シス
テムの一つであるCT等の放射線画
像（PACS）の電子化を図る。

各医療機関の役割分担と連携の推進は、県政の最重要
課題の一つである。このため、福井県南部の中核病院で
ある小浜病院の診療情報の電子化を更に進め、福井県
北部や南部の他の医療機関とのネットワーク構築による
情報共有の拡充を図りたい。

変更に伴う財源については、他事業等の入札差金を活
用。他の事業に影響を及ぼすことはない。また、将来の各
医療機関の連携強化を図ることとが可能となる。(H25.3
軽微な変更により、697,000千円に増額変更し実施中）

182004 18福井 H21補正
②嶺南

嶺南医療圏における
療育体制整備事業

地域の療育拠点となる病院、児童
デイサービス事業所の施設･設備の
整備を支援することにより小児療育
体制を強化する。

○ 53,000 96,405 ＋43,405 敦賀病院や小浜病院等の小児療育
施設の更なる充実を図り、福井県南
部における小児療育体制の整備を
図る。

小児療育の充実強化は、県政の最重要課題の一つであ
る。このため、福井県南部における更なる施設設備の整
備が必要であり、地域療育拠点である病院・児童デイ
サービス事業所を整備し、当該地域の県民の子どもたち
が地域で安心して療育を受けられるよう本事業の拡充を
図る。

変更に伴う財源については、基金の運用益や他事業等の
入札差金を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。また、将来の小児療育体制の強化を図
ることが可能となる。(H24.3 軽微な変更により、103,000千
円に増額し実施済み）

182005 18福井 H21補正
②嶺南

県こども療育センター
地域支援機能強化事
業

こども療育センター職員を嶺南地域
に駐在させ、療育拠点や市町の保
健センター等の巡回指導を実施す
ることにより嶺南地域の療育体制の
充実を図る。

○ 111,000 47,643 △63,357 有 計画のうち、実績に合わせて採用す
る作業療法士等の人件費を削減す
る

臨時採用職員を4名としているが、2名の募集で補えてい
るため、人件費を削減する。

計画額より、少ない人員で事業を実施できる見込みであ
り、計画を変更しても医療課題の解決に影響はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

182007 18福井 H21補正
②嶺南

研修環境整備支援事
業

福井大学の教育機能を活用して、
臨床研修病院が連携し県内の研修
医を養成していくとともに、各臨床研
修病院に研修医療機器等の整備を
支援することにより研修環境の充実
を図る。

○ 316,000 249,572 △66,428 計画のうち、臨床研修病院等に対す
るシミュレータ整備およびテレビ会
議システム整備について、１機関あ
たりの費用を実績に応じて減額す
る。

１箇所あたりの補助実績額が計画額より減じたため。
(テレビ会議システム　１機関　7,500千円⇒5,000千円前
後)

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画を変更しても医療課題の解決に影響はない。

182010 18福井 H21補正
②嶺南

救急医・家庭医キャリ
アアップコース事業

特にニーズが高まっている救急医、
家庭医を養成するため、県立病院と
協力して後期研修プログラムを設定
し、救急医、家庭医をめざす後期研
修医の育成、確保を図る。

○ 387,000 295,423 △91,577 有 計画のうち、採用医師数の実績に
応じて補助金を減額する。

・後期研修医の採用数が計画より少なかったため。
・通勤手当、共済費等の人件費所要額が計画より少な
かったため。
・学会やセミナー、国内外研修参加への補助実績額が計
画より少なかったため。

この事業は、医師不足の医療機関（要望数67人）への医
師派遣を目的としており、引き続き、地域医療再生基金で
必要な財源を確保して後期研修医の確保に努めていく。

182011 18福井 H21補正
②嶺南

福井県医師確保修学
資金の拡充事業

福井大学医学部の入学定員を5名
増員し、県内の指定医療機関等に9
年間勤務すれば返還が免除される
修学資金を拡充することにより、地
域医療に従事する医師の確保を図
る。

○ 95,000 84,160 △10,840 計画のうち、貸与する奨学生数を減
額するものである。

修学資金貸与生の数が、計画額より減じたため。 この事業は、地域の医師不足対策を目的としており、引き
続き、一般財源（核燃料サイクル交付金）を用いて医師確
保修学資金事業を実施していく。

182012 18福井 H21補正
②嶺南

医師、研修医、看護
師確保ＰＲ事業

大手医師求人サイトへの広告掲載、
ホームページの作成等により、本県
の医師等の確保対策事業や医師・
研修医、看護師等募集を広くＰＲし、
医師等の確保を図る。

○ 40,000 56,810 ＋16,810 有 医師確保のためのPR事業（広告掲
載、臨床研修合同説明会）の拡大、
および看護職員合同就職説明会の
拡充

医師および看護師の確保は県政の最重要課題の一つで
ある。このため、より多くの臨床研修医や看護師の県内就
業を目指し、合同説明会の充実を図る。

変更に伴う財源については、基金の運用益や他事業等の
入札差金を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。また、医師や看護師の確保を図ることと
が可能となる。(H24.3 軽微な変更により、52,000千円に増
額変更し実施中）

182014 18福井 H21補正
②嶺南

ナースサポーター設
置事業

福井県ナースセンターにナースサ
ポーターを設置し、就職を希望する
看護職員と医療機関とのマッチング
を実施することで再就業を促進す
る。

○ 12,000 23,488 ＋11,488 有 ナースサポーターの充実、および潜
在看護師の再就業のための医療機
関での体験事業を実施し、更なる看
護師確保に取り組む。

看護師不足の解消は県政の最重要課題の一つであり、
地域医療の推進・充実のために更なる措置が必要であ
る。このため、潜在看護師の登録促進事業や再就業体験
事業に取り組むことにより、少しでも多くの看護師が確保
できるよう本事業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源については、他事業等の入札差金を活
用。他の事業に影響を及ぼすことはない。また、将来の看
護師確保を図ることとが可能となる。(H25.3 軽微な変更に
より、15,000千円に増額変更し実施中）

182015 18福井 H21補正
②嶺南

新人看護職員研修事
業

新人看護職員の研修体制の整備や
新人看護職員の臨床能力取得を支
援することにより、看護サービスの
資質の向上および新人看護職員の
離職率の低下を防ぐ。

○ 50,000 33,886 △16,114 有 計画のうち、実績に応じて補助金を
減額する。

県立大学への研修プログラム作成委託費や県内病院へ
の実習機材購入助成等について、１箇所あたりの補助実
績額が計画額より減じたため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画を変更しても医療課題の解決に影響はない。

182016 18福井 H21補正
②嶺南

キャリアアップ研修実
施・支援事業

キャリアアップに必要な実習機材の
整備や研修について支援することに
より、医師の業務負担の軽減および
看護職員等の専門性を発揮する機
会の増大を図る。

○ 48,000 29,264 △18,736 有 計画のうち、協働推進事業で整備予
定であった実習機材の購入を取り
やめ、既存の実習実施病院の機材
を利用する。

この事業に必要な実習機材については、研修環境整備支
援事業および新人看護職員研修事業（いずれも基金事
業）で整備する実習機材や病院所有の機材を利用するこ
とで代替可能であったため。

研修実施病院所有の実習機材の活用によって解決したた
め、本事業の計画変更による医療課題の解決への影響
はない。

182017 18福井 H21補正
②嶺南

小児療育機能強化の
ための人材育成事業

発達障害児の支援に携わる者の知
識や実務の向上を図るための研修
を支援することにより、発達障害児
に対する支援のノウハウの普及を
図る。

○ 13,000 10,072 △2,928 有 計画のうち、実績に応じて補助金を
減額する。

市町や拠点病院等への補助実績額が計画額より減じた
ため。

対象人員に大幅な変更はないため、本事業の計画変更
による医療課題の解決への影響はない。

182018 18福井 H21補正
②嶺南

地域医療連携システ
ム構築事業

ＩＴを活用し、各医療機関が患者の
病状や治療内容など診療に必要な
情報を関係する医療機関で共有し、
活用できるシステムを構築する。

○ 230,000 199,105 △30,895 計画のうち、補助実績に応じてシス
テム整備費を減額する。

システム整備費について、福井県医師会への補助実績額
が計画額より減じたため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画を変更しても医療課題の解決に影響はない。
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182020 18福井 H21補正
②嶺南

がん検診体制整備事
業

乳がん検診の受診機会を整えるた
め、マンモグラフィを整備する。

○ 0 15,000 ＋15,000 マンモグラフィを整備する医療機関
（1）に対し、必要な費用を補助す
る。

福井県南部は、乳がんの個別検診機関数が十分でないこ
とから、乳がん検診の受診体制を整えることで、県民の受
診機会と利便性を拡大し、受診率向上を図る。

変更に伴う財源については、他事業等の入札差金を活
用。他の事業に影響を及ぼすことはない。(H25.3 軽微な
変更により、15,000千円で実施中）

183001 18福井 H22補正 産婦人科・小児科（後
期研修医）キャリア
アップ事業

県立病院に産科・小児科の後期研
修プログラムを設け、専門医を目指
す後期研修医を確保、養成する。

○ 100,795 43,013 △57,782 有 計画のうち、採用医師数および補助
実績額に応じて減額する。

・後期研修医の採用数が計画より少なかったため。
・通勤手当、共済費等の人件費所要額が計画より少な
かったため。
・学会やセミナー、国内外研修参加への補助実績額が計
画より少なかったため。

この事業は、医師不足の医療機関（要望数67人）への医
師派遣を目的としており、引き続き、地域医療再生基金で
必要な財源を確保して後期研修医の確保に努めていく。

183002 18福井 H22補正 新生児医療従事者の
研修支援

周産期母子医療センターを有する
県内７病院の医療従事者を先進的
な医療に取り組んでいる国内の医
療機関に研修派遣する医療機関に
対し、それに要する費用について支
援する。

○ 12,471 3,113 △9,358 計画のうち、研修者数および補助実
績額に応じて減額する。

・研修派遣された医療従事者数が計画より少なかったた
め。
・一人あたりの旅費や研修経費に係る補助実績額が計画
より少なかったため。

７周産期母子医療センターの内、６つのセンターの医療従
事者が受講済みである。また、３４人の計画人数に対し、
２６人が実際に受講しており、対象機関、人数とも目的を
達成していると考えている。
金額の変更は、対象人数の減のほか、一人あたりの旅費
等の補助実績額が計画より少なかったためであり、計画
の変更による影響はない。

183003 18福井 H22補正 地域医療支援病院や
急性期病院の機能強
化

地域医療支援病院の共同利用医療
機器の整備に対する補助を行う。

○ 422,312 494,510 ＋72,198 地域医療支援病院の画像診断機能
の強化を図る。

地域におけるかかりつけ医への支援と連携は重要な課題
の一つである。このため、地域医療支援病院の設備強化
が必要であり、少しでも診断機能の向上が図られるよう本
事業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源については、他事業等の入札差金を活
用。他の事業に影響を及ぼすことはない。(H25.3 軽微な
変更により、524,414千円に増額変更し実施中）

183004 18福井 H22補正 基幹病院である県立
病院の機能強化

県全体の基幹病院としての機能を
維持・確保し、安全で質の高い医療
を提供するために必要な各種医療
機器、備品等の整備を行う。

○ 632,307 746,288 ＋113,981 有 県全体の基幹病院である県立病院
の診療機能の強化を図るため、画
像診断装置の整備の拡充を図る。

県立病院は、県内唯一である救命救急センター、総合周
産期母子医療センター、基幹災害医療センターなど政策
的医療の重要な役割を担っており、県内全域をカバーす
る基幹病院である。そのため、地域からの重篤な患者を
受け入れる最後の砦としての医療機能の向上を図ってい
くことが、地域医療全体の充実強化につながっていくと考
えている。

変更に伴う財源については、基金の運用益や他事業等の
入札差金を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。(H25.3 軽微な変更により736,780千円に
増額変更し実施中）

183005 18福井 H22補正 在宅医療についての
普及啓発

在宅医療に関する知識を深めるとと
もに在宅医療の意識向上を図るた
め、地域住民等に対し在宅医療に
関する普及啓発や情報発信を行う。

○ 4,781 3,544 △1,237 計画のうち、１回あたりの講習会経
費を減額するものである。

各市町における講習会の開催経費が計画額より減じたた
め。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画を変更しても医療課題の解決に影響はない。

183006 18福井 H22補正 在宅医療と介護の連
携モデルの実証実験

地域包括支援センターを拠点とした
多職種連携の体制づくりやがん患
者の在宅緩和ケアを推進する。

○ 20,491 15,179 △5,312 計画のうち、在宅情報共有モデル構
築事業や、地域ケアマネジメント研
修、訪問指導薬剤師研修の実績に
応じて費用を減額する。

市町への補助実績額、団体への委託実績額が計画額よ
り減じたため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画を変更しても医療課題の解決に影響はない。

183007 18福井 H22補正 セミオープンシステム
導入検討事業

分娩は整備の整った医療機関で行
い、妊婦健診は近くの診療所で行う
セミオープンシステムの考え方に基
づき、導入に向けた診療情報の共
有化や新婦健診の標準化などの仕
組みづくり等の検討を行う。

○ 2,386 387 △1,999 計画のうち、ポスター等の普及啓発
費等を実績に応じて減額する。

ポスター等の印刷経費について、入札を実施した結果、
見込を下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画を変更しても医療課題の解決に影響はない。

183010 18福井 H22補正 高規格救急車の導入 各消防本部等に高規格救急自動車
の導入に対する補助を行う。

○ 152,763 132,179 △20,584 計画のうち、高規格救急車の１件あ
たりの購入費を減額する。

高規格救急車の購入補助について、１箇所あたりの補助
実績額が計画額より減じたため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画を変更しても医療課題の解決に影響はない。
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183011 18福井 H22補正 簡単がん検診の推進 「福井県がん検診受診勧奨セン
ター」を開設し、未受診者に対し電
話でがん検診の受診勧奨および普
及啓発を実施、およびがん検診の
申込みができるシステムの整備補
助を行う。

○ 47,102 55,160 ＋8,058 有 がん検診受診勧奨センターを充実さ
せる。

本県の24年度の受診率は40.6%と、目標としている50%に
達成していない状況である。このため、引き続き、個別に
電話による受診勧奨を実施し、がん検診の受診率の向上
とがんによる死亡率の減少を目指す。

変更に伴う財源については、他事業等の入札差金を活
用。他の事業に影響を及ぼすことはない。また、将来のが
ん検診受診率の向上を図ることとが可能となる。

183013 18福井 H22補正 病院医療情報システ
ムの整備

亜急性期や回復期リハビリテーショ
ンの機能を有する病院に対し、電子
カルテシステム等医療情報システム
の導入に必要な費用に対する補助
を行う。

○ 150,000 199,935 ＋49,935 亜急性期の医療を担う病院（織田病
院）の電子化を追加支援し、医療の
効率化を図る。

急性期と亜急性期の各医療機関の役割分担と連携の推
進は、県政の最重要課題の一つである。このため、更に
亜急性期を担う織田病院の電子化を進め、各医療機関と
のネットワーク構築による情報共有の拡充を図る。

変更に伴う財源については、他事業等の入札差金を活
用。他の事業に影響を及ぼすことはない。また、診療情報
を共有する「ふくい医療情報連携システム」に情報開示病
院として参加することにより、各医療機関の連携強化を図
ることとが可能となる。(H25.3 軽微な変更により、200,437
千円に増額変更し実施中）

183014 18福井 H22補正 透析医療体制の確保 透析医療体制の確保が必要な医療
機関に対し、人工腎臓装置の整備
に対する補助を行う。

○ 148,289 127,325 △20,964 計画のうち、人工透析装置の１機関
あたりの購入費用を実績に応じて減
額するものである。

人工透析装置の１機関あたりの補助実績額が計画額より
減じたため。

計画額より安価で事業を実施できたものであり、計画を変
更しても医療課題の解決に影響はない。

183015 18福井 H22補正 災害急性期の医療体
制の整備

災害拠点病院のＤＭＡＴ活動や広域
搬送の拠点となる福井空港にＳＣＵ
を設置するために必要な医療資機
材等を整備する。

○ 328,706 366,812 ＋38,106 有 東日本大震災の教訓を踏まえ、
DMAT資機材の追加整備や医師会
救護班の資機材整備を実施

平成２５年度の積増し計画で、財源の都合により実施でき
なかった災害時医療体制の充実について、既存の計画の
既存事業の額を拡充して実施する。

変更に伴う財源については、基金の運用益や他事業等の
入札差金を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

183016 18福井 H22補正 災害拠点病院の充実
強化
（災害医療対策事業）

ライフラインが遮断された場合で
あっても、災害拠点病院の診療機能
を維持し、急性期医療機能を発揮す
るため、自家発電機の整備や受水
槽等の整備、災害医療研修受講等
に対する補助を行う。

○ ○ ○ 324,505 115,298 △209,207 有 計画のうち、災害拠点病院の自家
発電設備整備について１機関あたり
の費用を減額するものである。

自家発電設備整備について、１か所あたりの補助実績額
が計画額より減じたため。
（小浜病院、丹南病院：新病棟の建設に併せて、自家発電
機を整備したことにより、実績額を下げることができたも
の。）

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画を変更しても医療課題の解決に影響はない。

183017 18福井 H22補正 産科医療機関設備整
備

分娩監視装置の整備に対する補助
を行う。

○ 0 4,084 ＋4,084 周産期母子医療センターの医療従
事者の分娩に係る負担軽減を図る
ため、必要な設備を整備する。

周産期医療に係る受入体制の充実は県政の最重要課題
の一つである。このため、センターの運営に係る設備の更
なる強化が必要であり、妊婦の妊娠から出産、新生児の
療育まで安全・安心が確保できるよう本事業の拡充を図り
たい。

変更に伴う財源については、他事業等の入札差金を活
用。他の事業に影響を及ぼすことはない（H25.3 軽微な変
更により、4,084千円で実施中）

183018 18福井 H22補正 病理診断ネットワーク
の整備

遠隔画像診断が可能な体制を整備
するため、拠点病院に対し機材購入
に必要な経費を補助する。

○ 0 50,105 ＋50,105 がん診療連携拠点病院間での遠隔
画像診断が可能となる環境を整備
するため、拠点病院が行うバーチャ
ルスライド（病理のガラス標本を精
密にスキャンしてデジタル化したも
の）機器整備に対する補助を行う。

医師不足の解消は県政の最重要課題の一つであり、地
域医療の推進・充実のための更なる措置が必要である。
このため、医師不足に対応した更なる環境整備が必要で
あり、少しでも病理医の育成、診断技術の向上が図れる
よう事業を実施する。

変更に伴う財源については、他事業等の入札差金を活
用。他の事業に影響を及ぼすことはない。また、将来の病
理医の育成、診断技術の向上を図ることとが可能となる。
（H25.3 軽微な変更により、25,893千円で実施中）

186001 18福井 H24補正 寄附講座設置等事業 　医師不足医療機関への福井大学
医師派遣

　地域医療支援センターの運営
　　臨床研修医への出張指導やテレ
ビ講義、奨学金貸与医学生の県内
定着を促進する事業の実施。国内
外への医師派遣研修や県内医師の
医療技術レベルアップのための事
業の実施。　専門医確保のための
県内複数の病院を活用した新養成
コースの検討　等

○ ○ 193,720 206,127 ＋12,407 有 県内の病院に勤務する若手医師が
海外の先進的な医療機関で研修を
受ける場合の費用を支援する。また
卓越した技術を持つ医師を招へい
し、県内医療機関での手術や技術
指導等を実施する。

医師確保のみならず、福井県の医療水準の向上を図って
いく必要があり、地域医療の推進・充実のために更なる措
置が必要である。このため、医師が技能向上を目指すこと
ができる環境整備が必要であり、少しでも地域の医療水
準の底上げを図りたい。

変更に伴う財源については、基金の運用益や他事業の減
額分を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼす
ことはない。

186002 18福井 H24補正 救急医・家庭医等
キャリアアップコース
事業

　全国から後期研修医を募集。県立
病院等で２年間研修した後に、公的
医療機関で１年勤務

○ 221,774 222,609 ＋835 有 事業費（後期研修医人件費、研修
補助）のうち、国内外研修や学会、
セミナー等参加旅費等の補助を拡
充する。

より魅力的な研修コースにするための事業費等の見直し
によるもの。

変更に伴う財源については、他事業の減額分を活用する
こととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
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186004 18福井 H24補正 在宅医療推進啓発事
業

　坂井地区の在宅ケア体制モデル
や在宅医療の利用事例を紹介する
住民向けの普及啓発ツールを開発
　在宅医療普及啓発のための講習
会を全県下で実施

○ 6,507 0 △6,507 在宅医療・介護連携推進事業と事
業統合する。

地域医療再生計画の事業である「在宅医療推進啓発事
業」、「在宅医療・介護連携推進事業」ともに市町が実施
主体となるものであり、事業を統合することにより、市町に
対し効率よく事業を支援できる。

地域医療再生計画の事業である「在宅医療・介護連携推
進事業」と統合を図ったものであり、実際の取組みに影響
はない。

186005 18福井 H24補正 在宅医療・介護連携
推進事業

　坂井地区の在宅ケア体制モデル
のレベルアップを図り、全国に発信
するための事業を実施
　医療と介護の連携強化を図る市
町単位でのコーディネーターを配置
し、地域の実情に応じた在宅ケア体
制の整備を支援

○ 61,793 91,835 ＋30,042 有 平成２６年度から全市町（17）で在宅
医療・介護連携推進事業を実施す
る。
地域医療再生計画の事業である
「在宅医療推進啓発事業」を統合す
る。

平成２５年度から順次、実施市町を増やし、平成２７年度
から全市町での実施を予定していたが、早急に在宅医療
体制を整備する必要があるため、平成２６年度から全市
町で実施する。
また、地域医療再生計画の事業である「在宅医療推進啓
発事業」、「在宅医療・介護連携推進事業」ともに市町が
実施主体となるものであり、事業を統合することにより、市
町に対し効率よく事業を支援できる。

変更に伴う財源については、「在宅医療推進啓発事業」の
廃止分等を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。また、市町単位での在宅医療・介護の連
携強化を図ることが可能となる。

186006 18福井 H24補正 訪問看護新規就業支
援事業

　訪問看護の現場で２か月間試行
的に働き、新規就業につなげるトラ
イアル雇用プログラムを実施

○ 28,054 25,626 △2,428 有 計画のうち、１人あたりの費用を減
額するものである。

担当職員の雇用契約を常勤ではなく非常勤としたため、
減額したもの

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画を変更しても医療課題の解決に影響はない。

186007 18福井 H24補正 訪問看護ステーショ
ン支援事業

　看護協会にアドバイザーを配置
し、訪問看護ステーション間の連携
体制構築への支援や新規利用に係
る紹介等を実施

○ 9,803 9,683 △120 有 計画のうち、印刷製本費について１
件あたりの費用を減額するものであ
る。

当初計画されていたマニュアルの作成が終了したため、
減額するものである。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画を変更しても医療課題の解決に影響はない。

186008 18福井 H24補正 在宅医療に従事する
人材の育成

　医師、歯科衛生士、薬剤師、訪問
看護師、栄養士、ケアマネジャーを
対象に在宅医療の実践的な技能を
習得する研修を実施

○ 24,571 19,055 △5,516 有 計画のうち、訪問看護認定看護師
の育成や、訪問看護育成アドバイ
ザーの派遣事業の費用を減額する
ものである。

訪問看護認定看護師育成事業：訪問看護認定看護師補
助対象者を現状に合わせて５人から３人へ減となり、計画
より150万円の減額となった。
訪問看護育成アドバイザー派遣事業：事業内容の変更に
より、派遣回数を20回から10回へ減となり、計画より75万
円減額となった。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画を変更しても医療課題の解決に影響はない。

186009 18福井 H24補正 がん在宅緩和ケア推
進事業

　がん在宅緩和ケアパスの試行地
域の拡大実施

○ 1,453 1,473 ＋20 有 事業費の精査 全県下にがん在宅緩和ケア体制を整備するためがん在
宅緩和ケアパスの試行地域の拡大実施に伴う委員会設
置・開催の増加が必要

全県下でがん在宅緩和ケア医療の体制強化を図ることと
が可能となる。

186010 18福井 H24補正 災害拠点病院等の機
能強化事業

　津波被災の可能性のある病院等
の自家発電の整備。

○ ○ 261,384 245,924 △15,460 有 計画のうち、災害拠点病院の資機
材整備に係る費用を減額する。

災害拠点病院（福井県済生会病院、丹南病院、公立小浜
病院、福井県立病院）に必要なエアーテント等の整備を、
財源を確保するため、地域医療再生基金（平成２２年度補
正予算分）の事業として実施するため

整備は計画の内容どおり実施するもので、計画を変更し
ても医療課題の解決に影響はない。

186011 18福井 H24補正 災害時広域搬送体制
の強化

　患者の県外搬送に備え、若狭へリ
ポートと公立小浜病院にＳＣＵを設
置するために必要な医療資機材を
整備するとともに、整備したＳＣＵを
訓練に活用

○ 31,177 31,179 ＋2 有 整備内容の再積算による。 執行にあたって再積算を行った結果である。 変更に伴う財源については、基金の運用益や他事業等の
入札差金を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

186012 18福井 H24補正 災害時医療の集約拠
点機能の充実・強化
事業

　県医師会館の建替えを機に、救護
支援本部や待機場所、医療救援物
資の保管庫を備えた施設を整備

○ 60,050 50,575 △9,475 有 JMAT等の救護チームの資機材整
備に係る必要を減額するものであ
る。

財源確保の観点から、地域医療再生基金（平成２２年度
補正予算分）の事業（災害急性期の医療体制の整備）とし
て実施するため

JMAT等の救護チームの資機材整備は実施するため、計
画を変更しても医療課題の解決に影響はない。
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191001 19山梨 H21補正
①峡南

地域医療研修支援事
業（寄附講座）

・山梨大学に寄附講座を開設し、峡
南医療センターに設置する研修セン
ターに指導医及び研修医を派遣す
る。
・峡南医療センターの研修医受入体
制を整備する。

○ ○ 240,000 260,000 ＋20,000 　山梨大学への寄附講座設置に加
え、大学からの研修医等を受け入
れる病院の受入体制を整備する。
　具体的には、研修医等の受け入
れ先となる「地域医療研修センター」
を設置する峡南医療センター（(現）
社会保険鰍沢病院及び市川三郷町
立病院）に、電子カルテを導入し大
学と光回線で結び、大学と患者カル
テ情報を共有できる体制を整備す
る。

大学の医師派遣先となる「地域医療研修センター」を設置
する峡南医療センターに電子カルテを導入することによ
り、大学と同じような診療環境で研修が行えるようになると
ともに、大学とカルテベースで患者情報を共有することに
より、大学の指導医が研修センターの研修医が行う診療
内容を把握し指導をすることもできる環境を整えるため、
本事業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源は、基金運用益や他事業の執行差金等を
活用することとしており、他事業に影響を及ぼすことはな
い。

191002 19山梨 H21補正
①峡南

地域医療連携協議会
設置事業

・医療機関の連携に関する具体的
な方策の立案や調査等を行う協議
会を設置・運営する。

○ 42,000 58,884 ＋16,884 調査委託費等が計画時に想定した
金額を上回ったことに伴う事業費の
増額。

医師不足が深刻でありかつ同規模同種の病院が近くにあ
り非効率な医療提供体制となっている峡南北部地域にお
いて、社会保険鰍沢病院と市川三郷町立病院の連携強
化について協議を行い、平成26年4月に両病院を経営統
合することが決定した。これに伴い、両病院の資産評価や
経営統合に向けた調査・検討・調整等を実施する必要が
あるため本事業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源は、基金運用益や他事業の執行差金等を
活用することとしており、他事業に影響を及ぼすことはな
い。

191003 19山梨 H21補正
①峡南

病院間巡回バス・
シャトルバス運行促
進事業

・経営統合を行う市川三郷町立病院
と鰍沢病院間を結ぶシャトルバスの
整備・運行を助成する。

○ ○ 30,000 15,000 △15,000 峡南中南部のシャトルバス運行を取
り止める。

　中南部地域病院の機能分担については、診療科の統廃
合を伴わない（各病院の得意部門の強化と主とする機能
分担、併せて患者情報共有システム整備による病院間連
携の強化）ため、患者の利便性には大きな変化が生じな
いことため、シャトルバスの運行は取り止める。

　中南部地域における医療連携を診療科の統廃合等を伴
わない形で実施したことによるものであり、本事業の計画
変更による医療課題の解決への影響はない。

191004 19山梨 H21補正
①峡南

患者情報共有システ
ム整備事業

・医療機関間で患者情報（検査、投
薬、画像データ）を共有化するシス
テムの導入に対し助成を行う。

○ ○ 210,000 185,432 △24,568 患者情報共有システムの開発費用
が計画額を下回ったため。

患者情報共有システムの構築に要する経費が計画額を
下回ったことから、計画額の修正を行いたい。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

191005 19山梨 H21補正
①峡南

連携等に伴う施設改
修・設備整備等事業

・北部及び中南部のそれぞれの地
域において、病院間の共同経営化
や連携強化等を図ることとし、これ
に必要な経費の助成を行う。

○ ○ 700,000 1,301,490 ＋601,490 峡南北部地域における２病院（社会
保険鰍沢病院と市川三郷町立病
院）の経営統合や中南部地域の連
携強化をさらに推進するため、事業
費を拡充する。

北部２病院の経営統合を行うにあたり、社会保険鰍沢病
院を買収する必要が生じその費用に５億円を要すことが
確定した。このため、当初計画の事業費では病院間の機
能分担を進めるために必要な施設の改修や医療機器等
の整備が十分実施できないため、事業費の拡充を図りた
い。

変更に伴う財源は、基金運用益や他事業の執行差金等を
活用することとしており、他事業に影響を及ぼすことはな
い。

191006 19山梨 H21補正
①峡南

連携等に伴う運営費
補助事業

・病院間の連携等による運営が安
定的に行われるまでの間、必要な
助成を行う。

○ 20,000 0 △20,000 事業の中止 社会保険鰍沢病院と市川三郷町立病院の経営統合は地
域医療再生基金による事業期間終了後である平成26年4
月を予定しているため、事業実施を取り止める。

運営費の支援については実施しないが、「連携等に伴う施
設改修・設備整備等事業」の事業費を拡充し、経営統合・
機能分担に必要な施設整備・医療機器整備に要する経費
の拡充支援を行うこととしており、本事業の計画変更によ
る医療課題の解決への影響はない。

191007 19山梨 H21補正
①峡南

救急医療機関の医療
機能の整備事業（ドク
ターヘリ）

・消防法の改正に伴い、傷病の種別
ごとに搬送先として指定された医療
機関に対し、医療機器の整備費を
助成する。
圏域内で対応できない重篤な救急
患者を受け入れる救急医療機関の
機能強化や搬送体制の強化を図
る。

○ ○ ○ 646,000 395,377 △250,623 搬送先医療機関の整備（30,000千
円×15機関）を予定していたが、こ
れに代え、搬送体制の一層の強化
を図るためヘリポート整備(30,000千
円×5箇所）を実施する。
また、ドクターヘリの運航費等の支
援について、計画策定当時は
105,000千円／年を想定していた
が、１億円を下回る金額で実施でき
る見込となった。

「連携等に伴う施設改修・設備整備等事業」により、峡南
医療圏内の病院の医療提供体制の強化を行うとともに、
峡南地域の拠点病院として峡南医療センターが開設され
ることになり、圏域内における受入体制の強化される。ま
た、峡南地域は山間へき地が多く、圏域外の医療機関へ
の搬送には時間がかかることから、県立中央病院にドク
ターヘリを導入したことに併せ、ドクターヘリの離着陸場を
整備し、３次救急に対応することが効果的であるため、圏
域外の医療機関の整備に代え、搬送体制の強化としてヘ
リポート整備の拡充を図りたい。

圏域内医療機関の体制強化により救急患者の並びに３次
救急に関しては、県内唯一の救命救急センターである県
立中央病院へ短時間での搬送が可能となるため、計画変
更による医療課題の解決による影響はない。

191008 19山梨 H21補正
①峡南

在宅医療支援協議会
設置事業

・在宅医療に係る諸課題を多職種
間で協議し、総合的な対応方策を検
討する協議組織を設置する。

○ 2,000 1,546 △455 協議会運営経費の減 計画事業費の枠内で必要な協議等を実施できたため、計
画額の修正を行いたい。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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191009 19山梨 H21補正
①峡南

在宅医療支援セン
ター設置事業

・在宅医療全般に対する相談機能と
ともに、訪問看護ステーションや医
療機関等を調整する機能等を持つ
支援センターの設置に対し助成を行
う。

○ ○ 40,000 36,417 △3,583 計画事業費の修正 計画事業費の枠内でセンターの運営を実施できたため、
計画額の修正をしたい。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

191010 19山梨 H21補正
①峡南

在宅健康管理システ
ム整備事業

・医療、介護関係者等が、テレビ電
話機能を有する携帯電話により、在
宅患者の表情や患部の画像などの
情報を送信し、患者の処置について
の相談等を行う。

○ ○ 26,000 26,334 ＋334 計画策定時点においては、在宅患
者の生体データを地域の拠点病院
に送信するシステム導入を変更し、
在宅医療や介護に従事する医師、
看護師、薬剤師、ケアマネ、ヘル
パーなどがテレビ電話機能を有する
タブレット端末等を活用して多職種
間における患者情報連携を実施す
る。

導入にシステムについて在宅医療・介護に取り組む関係
者と協議を行った結果、医療から介護まで多職種の関係
者が係わわる在宅医療においては、職種間の情報連携を
進めることが、よりトータル的な在宅医療・介護の推進に
資するという結論に至ったことを受け、事業の取り組み方
法の見直しと事業費の拡充を図りたい。

変更に伴う財源は、基金運用益や他事業の執行差金等を
活用することとしており、他事業に影響を及ぼすことはな
い。

191011 19山梨 H21補正
①峡南

地域医療従事者育成
支援事業

・地域医療を志す医療従事者を確
保するため、育成プログラムの作成
や受け入れに要する経費（指導者
人件費等）に対し助成を行う。

○ 11,000 4,494 △6,506 研修受講者が予定数を下回ったた
め。

看護師研修については、緊急雇用対策として「山梨県看
護職員緊急雇用研修支援事業」が別途実施されており、
本事業による研修受講者を十分確保できなかった。また、
医師研修についても募集を行ったが、受講者の確保がで
きなかったため、計画事業費を修正したい。

　看護師に関しては緊急雇用事業の活用により一定の目
標達成ができていること、医師については「地域医療研修
支援事業」により、平成26年4月に開設する峡南医療セン
ターにおける研修医の受入体制が整備され、同病院が山
梨大学の研修医が地域医療研修を行う際の研修病院とし
て位置付けられたことから、計画変更による医療課題の
解決による影響はない。

191012 19山梨 H21補正
①峡南

地域医療従事者研修
奨励金交付事業

・医師等の地域医療従事者育成プ
ログラムによる研修参加を促進する
ため、研修に参加する医師、看護師
に奨励金を交付する。

○ 9,000 210 △8,790 研修受講者が予定数を下回ったた
め。

看護師研修については、緊急雇用対策として「山梨県看
護職員緊急雇用研修支援事業」が別途実施されており、
本事業による研修受講者を十分確保できなかった。また、
医師研修についても募集を行ったが、受講者の確保がで
きなかったため、計画事業費を修正したい。

　看護師に関しては緊急雇用事業の活用により一定の目
標達成ができていること、医師については「地域医療研修
支援事業」により、平成26年4月に開設する峡南医療セン
ターにおける研修医の受入体制が整備され、同病院が山
梨大学の研修医が地域医療研修を行う際の研修病院とし
て位置付けられたことから、計画変更による医療課題の
解決による影響はない。

191013 19山梨 H21補正
①峡南

巡回検診車整備事業 ・過疎地等においてきめ細やかな巡
回検診が実施されるよう、検診車を
整備する。

○ 70,000 0 △70,000 事業を中止する 峡南地域における巡回検診は、町により委託先団体が異
なっており、特定の事業者を選定することができなかった
こと。巡回検診事業者は、峡南地域以外の巡回検診も実
施しており、整備した巡回検診車が峡南地域の巡回検診
に活用されるとは限らないことから、本事業の実施につい
て地元関係者の理解が得られなかったため事業の実施を
中止する。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「連携等に伴う施設改修・設備整備等事業」を
拡充することとする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

191014 19山梨 H21補正
①峡南

在宅歯科診療設備整
備事業

・歯科医師の在宅診療への参入を
促進するため、ポータブル診療ユ
ニットの導入に対し助成を行う。

○ 4,800 4,708 △92 計画事業費の修正 計画事業費の枠内で必要な機器等を整備できたため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

191016 19山梨 H21補正
①峡南

医学部生に対する修
学資金貸与事業費

・現行の奨学金制度と併せ、北里大
学に地域医療医師確保枠を設定
し、将来山梨で医療に従事すること
を条件に修学資金の貸与制度を新
たに設ける。

○ 31,200 14,040 △17,160 修学資金貸与者数の減（計画8人→
実施4人）

北里大学に設けた地域枠合格者の入学辞退などにより、
修学資金貸与者が予定を下回ったため、計画事業費を修
正したい。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができた。また、本事業とは別に山梨大学
を対象とした修学資金貸与事業を県独自に実施している
ところであり、計画変更による医療課題の解決に大きな影
響はない。

191017 19山梨 H21補正
①峡南

救急医療情報システ
ム整備事業

・消防本部の一元化、消防法の改
正に伴い、現在使用している救急医
療情報システムの改修整備を行う。

○ ○ 200,000 0 △200,000 事業を中止する 消防本部の一元化については検討が滞っている状況にあ
り、計画期限の２５年度までにシステム整備を行うことは
困難であるため、本計画での事業実施を取り止める。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「連携等に伴う施設改修・設備整備等事業」に
活用することとする。
　なお、本事業については、今後、消防本部の一元化に向
けた動きを注視し、必要が生じた際には一般財源による
事業の実施の検討を行うこととする。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

192001 19山梨 H21補正
②富士東
部

医療機能強化事業
（がん診療体制整備）

・がん診療のための施設・設備整備
に対し助成を行う。

○ ○ 150,000 114,939 △35,061 計画事業費の修正 必要な医療機器が計画事業費を下回る金額で整備でき
たため、計画事業費を修正したい。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

192002 19山梨 H21補正
②富士東
部

医療機能強化事業
（高度救急医療体制
整備）

・高度な救急医療体制を確保するた
めの設備整備に対し助成を行う。

○ ○ 150,000 338,747 ＋188,747 事業費及び事業実施団体を拡充
し、富士北麓地域における高度救急
医療体制の強化を図る。

県内で最も高度な医療体制が整う中北医療圏まで1時以
上を要する地域であり、救急医療の自己完結度をより高
める必要があることから、本事業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源については、基金の運用益や他事業の執
行差金を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼ
すことはない。また、地域の救急医療の自己完結度を更
に高めることが可能となる。

192003 19山梨 H21補正
②富士東
部

医療機能強化事業
（周産期医療体制整
備）

・ＮＩＣＵの設置により、ハイリスク患
者を受け入れるための施設や設備
の整備に対し助成を行う。

○ ○ 90,000 102,554 ＋12,554 計画事業費の修正 都留市立病院における分娩休止以降、山梨赤十字病院
における分娩受入れが増加していること、また富士・東部
地域の総合周産期母子医療センターとしてハイリスク分
娩への対応も必要であることから、周産期医療体制のより
一層の強化が必要であるため、事業費を拡充を図りた
い。

変更に伴う財源については、基金の運用益や他事業の執
行差金を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼ
すことはない。また、地域の周産期医療の自己完結度を
更に高めることが可能となる。

192004 19山梨 H21補正
②富士東
部

医療機能強化事業
（心疾患治療体制整
備）

・圏域内の心疾患の拠点としての施
設や設備の整備に対し助成を行う。

○ ○ 210,000 209,286 △714 計画事業費の修正 必要な医療機器が計画事業費を下回る金額で整備でき
たため、計画事業費を修正したい。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

192005 19山梨 H21補正
②富士東
部

地域医療研修支援事
業(寄附講座）

・山梨大学に寄附講座を開設し、圏
域内の病院に設置する研修セン
ター内に、大学から派遣された指導
医３名及び研修医３名を配置する。

○ 240,000 0 △240,000 計画事業の中止 寄附講座の設置目的である医師派遣について、計画事業
期間内に大学との協議が整う見込が立たないため事業を
中止したい。

　医療課題は解決されていないが、平成25年度までに事
業の見込が立たないため、本事業の実施を中止し、優先
順位の高い「医療体制機能強化促進事業」等に活用する
こととする。
　なお、平成26年度以降の寄附講座の設置による医師確
保の取り組みについては、平成24年度補正予算による地
域医療再生計画に「山梨大学への地域医療臨床研修学
講座（仮称）設置事業」を掲げているところであり、同事業
により継続的な取り組みを実施する。

192006 19山梨 H21補正
②富士東
部

大学との連携による
医師確保事業

・大月市立中央病院が、大学から医
師の派遣を受けるために必要な経
費に対し助成を行う。

○ 57,000 21,000 △36,000 計画事業費の修正 平成23年度からの実施を予定していたが、大学との調整
が整わず平成24年度からの実施となったことなどにより、
派遣医師数が計画を下回ったため、計画事業費を修正し
たい。

　平成25年度までに一定の成果が得られたが、さらなる医
師確保が必要であるため、平成24年度補正予算による地
域医療再生計画に本事業の継続実施を掲げているとこと
であり、医師確保に向けた取り組みは平成27年度まで継
続して実施していく。

192007 19山梨 H21補正
②富士東
部

医療機能強化事業
（救急医療体制整備）

・東部地域で脆弱な救急医療体制
を強化するために必要な設備整備
に対し助成を行う。

○ ○ 180,000 398,985 ＋218,985 事業費及び事業実施団体を拡充
し、東部地域における高度救急医療
体制の強化を図る。

東部地域における救急医療体制は極めて脆弱であり、救
急医療についてより一層の体制整備を図る必要があるた
め、本事業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源については、基金の運用益や他事業の執
行差金を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼ
すことはない。また、地域の救急医療体制の更なる整備
が可能となる。

192008 19山梨 H21補正
②富士東
部

医療機能強化事業
（乳がん検診機器整
備）

・がん診療連携拠点病院（富士吉田
市立病院）と連携し、東部地域でが
んの検診体制を充足させるための
設備整備に対し助成を行う。

○ ○ 60,000 44,090 △15,911 計画事業費の修正 必要な医療機器が計画事業費を下回る金額で整備でき
たため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

192009 19山梨 H21補正
②富士東
部

医療機能強化事業
（人工透析医療体制
整備）

・糖尿病を原疾患とする腎不全等に
対応できる血液浄化センターの機能
を持つために必要な設備整備に対
し助成を行う。

○ ○ 80,000 56,531 △23,469 計画事業費の修正 必要な医療機器が計画事業費を下回る金額で整備でき
たため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

192010 19山梨 H21補正
②富士東
部

医療機能強化事業
（循環器医療体制の
整備）

・東部地域で診療体制が脆弱な脳
疾患、心疾患の診療体制を強化す
るための設備整備に対し助成を行
う。

○ ○ 350,000 349,305 △695 計画事業費の修正 必要な医療機器が計画事業費を下回る金額で整備でき
たため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧
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192012 19山梨 H21補正
②富士東
部

医療機能強化事業
（周産期医療体制整
備）

・産科医、麻酔医、助産師の確保を
図り、産科を再開するための設備整
備に対し助成を行う。

○ ○ 80,000 0 △80,000 計画事業を中止する 計画最終年度である平成25年度までに、都留市立病院の
分娩再開に必要な産科医の確保ができる見通しが立たな
いため。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、山梨
赤十字病院を対象とした「医療機能強化事業（周産期医
療体制整備）」等に活用することとする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

192013 19山梨 H21補正
②富士東
部

歯科救急拠点整備事
業

・休日等における歯科救急診療を行
う拠点施設の整備に対し助成を行
う。

○ ○ ○ 80,000 98,148 ＋18,148 拠点施設整備事業費の拡充、及び
拠点施設をより効率的に運営する
ために医科歯科連携に向けた普
及・研修事業等を追加実施する。

施設整備事業費が計画額を上回ったこと、及び拠点施設
の効果的な運営を図るためには歯科医師等の研修・訓練
等の実施や医科・歯科連携に向けた取り組みを合わせて
実施することが効果的であるため事業費の拡充を行っ
た。

変更に伴う財源は、基金運用益や他事業の執行差金等を
活用することとしており、他事業に影響を及ぼすことはな
い。

192014 19山梨 H21補正
②富士東
部

在宅歯科診療設備整
備事業

・歯科医師の在宅診療への参入を
促進するため、ポータブル診療ユ
ニットの導入に対し助成を行う。

○ 4,800 4,708 △92 計画事業費の修正 計画事業費の枠内で必要な機器等を整備できたため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

192015 19山梨 H21補正
②富士東
部

基幹薬局体制整備事
業

・薬局の在宅診療への参入を促進
するため、薬剤の無菌調剤を行える
クリーンベンチの整備に対し助成を
行う。

○ ○ 12,000 6,000 △6,000 実施箇所数の減 富士北麓地域と東部地域で各１箇所に整備を行う予定で
あったが、東部地域については事業実施の調整がつか
ず、富士北麓地域の１箇所で実施することとなったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により県内初の
無菌調剤薬局の整備を行うことが出来た。整備を実施し
た薬局では、県内各薬局の視察受入れを行うなどの取り
組みを行っており、これにより自己資金による無菌調剤室
の整備を検討する薬局も現れており、医療課題の解決に
向けた一定の見通しが立ったため、地域医療再生計画で
は当該事業を減額し、優先順位の高い「医療体制機能強
化事業」等を拡充することとする。

192016 19山梨 H21補正
②富士東
部

富士・東部地域医療
連携協議会設置事業

・計画を推進するため、関係者によ
る協議組織を設置し、計画の推進に
伴う諸課題の解決に向けた協議、
調整、各種調査を実施する。

○ 46,200 11,361 △34,839 計画事業費の修正 計画事業費の枠内で計画推進に必要な協議や調査等を
実施できたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

192017 19山梨 H21補正
②富士東
部

患者情報共有システ
ム整備事業

・医療機関間で患者情報（検査、投
薬、画像データ）を共有化するシス
テムの導入に対し助成を行う。
・医療関係施設間における災害時
の通信手段を確保するための衛星
携帯電話を整備する。

○ ○ 210,000 275,162 ＋65,162 システム整備に関する事業費の拡
充、及び災害時における医療関係
機関間の通信手段として衛星携帯
電話を整備

システム整備費用が計画事業費を上回ったこと（病院内
における利用環境を整えるための無線ＬＡＮ環境整備に
費用がかかったこと）、災害時においても医療機関の連携
を維持するためには、衛星携帯電話の整備が不可欠であ
るため、本事業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源は、基金運用益や他事業の執行差金等を
活用することとしており、他事業に影響を及ぼすことはな
い。

192018 19山梨 H21補正
②富士東
部

病院群の臨床研修シ
ステム整備事業

・各病院が強みとしている医療機能
を生かし、病院群を利用した臨床研
修を実施するためのシステム整備
に対し助成を行う。

○ 25,000 4,358 △20,642 計画事業費の修正 圏域内の病院からなる病院群による臨床研修プログラム
を作成し、平成24年度のマッチングから新プログラムによ
る研修医の募集を行ったが、平成25年度のマッチングに
おいても確保できなかった。このため、研修医が確保でき
た際に整備することとしていた機器・備品等については整
備を取り止めることとし、計画事業費を修正したい。

 平成２５年度のマッチングまでに山梨赤十字病院におけ
る初期臨床研修医の確保ができなかったため基金を活用
したハード整備を中止するものであり、今後、研修医が確
保できた場合は病院独自に必要な整備を実施する。
　一方、平成25年度における本県のマッチング者数は、過
去最大となり県全体としては初期研修医の確保対策につ
いて成果が出ているところであり、医師の地域偏在に関し
ては本年4月に開設した地域医療支援センターを活用す
る中で進めていく予定であり、本事業の計画変更による医
療課題の解決への影響はない。

192019 19山梨 H21補正
②富士東
部

コメディカル育成支援
事業

・看護師等の研修体制の整備に対
し助成を行う。

○ ○ 25,000 34,551 ＋9,551 計画事業費の拡充 看護師をはじめとするコメディカル不足の解消を図るため
には、研修環境を充実をさらに図る必要があることから、
計画事業費を拡充したい。

変更に伴う財源は、基金運用益や他事業の執行差金等を
活用することとしており、他事業に影響を及ぼすことはな
い。
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192020 19山梨 H21補正
②富士東
部

就業看護師研修セン
ター設置事業費

・看護師の県内定着を図るため、山
梨県立大学において「認定看護師」
の資格が取得できるよう、必要な施
設、設備の整備に対し助成を行う。

○ ○ 100,000 95,972 △4,028 計画事業費の修正 計画事業費の枠内で必要な施設整備等が実施できたた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

193001 19山梨 H22補正 通院加療がんセン
ター整備事業費

・外来化学療法ベッドを増床し、専
門スタッフを充実させた通院加療が
んセンターを整備する。

○ ○ 148,000 143,007 △4,993 計画事業費の修正 計画事業費の枠内で必要な施設整備等が実施できたた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

193003 19山梨 H22補正 心疾患医療体制強化
事業

・初期の段階で小血管の梗塞が発
見できる最新の心臓血管撮影装置
を整備する。

○ 115,500 108,150 △7,350 計画事業費の修正 計画事業費の枠内で必要な機器整備等が実施できたた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

193004 19山梨 H22補正 脳血管疾患医療提供
体制強化事業

・初期の段階で小血管の梗塞が発
見できる最新の頭腹部血管撮影装
置を整備する。

○ 72,500 88,016 ＋15,516 基金充当額の拡充 本事業は、計画案策定時点においては、基金による支援
を1/2として実施することとしていたが、交付金の割当額
が要望額を下回ったため、事業者負担を割り増しして実
施することとしたものである。
これまで基金事業を実施する中で、運用益や執行差金が
発生したことから、それらを本事業に充当し、基金による
支援を１／２に近づけるため、事業費の拡充を図りたい。

変更に伴う財源は、基金運用益や他事業の執行差金等を
活用することとしており、他事業に影響を及ぼすことはな
い。

193005 19山梨 H22補正 総合周産期母子医療
センター整備事業費

・母体と胎児を同時に監視できる母
体胎児集中監視システムを整備す
る。

○ 30,000 24,150 △5,850 計画事業費の修正 計画事業費の枠内で必要な機器整備等が実施できたた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

193006 19山梨 H22補正 周産期医療体制強化
事業費

・外来スペースの拡充に併せ、陣痛
から分娩・回復までを同一個室内で
完結できるＬＤＲルーム等を整備す
る。

○ ○ 65,000 60,159 △4,841 計画事業費の修正 計画事業費の枠内で必要な機器整備等が実施できたた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

193007 19山梨 H22補正 甲府地域医療セン
ター整備事業費

・甲府地区広域圏の初期救急医療
を担う拠点施設を強化充実し、災害
時医療初動機能を併せて整備す
る。

○ ○ 248,000 253,000 ＋5,000 計画事業費の拡充 甲府市地域医療センターの小児初期救急機能の充実を
図るため、小児初期救急医療に必要となる医療機器整備
の追加整備（基金負担10/10)を実施するため、本事業の
拡充を図りたい。

変更に伴う財源は、基金運用益や他事業の執行差金等を
活用することとしており、他事業に影響を及ぼすことはな
い。

193008 19山梨 H22補正 高度救急医療機能の
向上事業

・山梨大学医学部附属病院の救急
機能を充実するため、救急医療機
器を整備する。

○ 269,000 281,601 ＋12,601 基金充当額の拡充 本事業は、計画案策定時点においては、基金による支援
を1/2として実施することとしていたが、交付金の割当額
が要望額を下回ったため、事業者負担を割り増しして実
施することとしたものである。
これまで基金事業を実施する中で、運用益や執行差金が
発生したことから、それらを本事業に充当し、基金による
支援を１／２に近づけるため、事業費の拡充を図りたい。

変更に伴う財源は、基金運用益や他事業の執行差金等を
活用することとしており、他事業に影響を及ぼすことはな
い。

193009 19山梨 H22補正 東部地域救急医療セ
ンター整備事業費

・大月市立中央病院に救急センター
機能を持つ新病棟を整備し、併せて
災害拠点病院の機能を充実する。

○ ○ 1,026,000 1,030,634 ＋4,634 基金充当額の拡充 本事業は、計画案策定時点においては、基金による支援
を1/2として実施することとしていたが、交付金の割当額
が要望額を下回ったため、事業者負担を割り増しして実
施することとしたものである。
これまで基金事業を実施する中で、運用益や執行差金が
発生したことから、それらを本事業に充当し、基金による
支援を１／２に近づけるため、事業費の拡充を図りたい。

変更に伴う財源は、基金運用益や他事業の執行差金等を
活用することとしており、他事業に影響を及ぼすことはな
い。
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193010 19山梨 H22補正 ドクターヘリ場外離着
陸場整備事業費

・ドクターヘリの有効活用を図るた
め、場外離着陸場を整備（舗装、ペ
イントなど）する。

○ ○ 45,000 28,359 △16,641 計画事業費の修正 舗装工事を実施するヘリポート整備が計画箇所数を下回
るため、計画事業費の修正を行いたい。

　県独自のドクターヘリの導入に向け、新規のランデブー
ポイントを200箇所以上確保できていること。また、「ドク
ターヘリ地域搬送拠点整備事業」や「災害時救急搬送ヘリ
ポート整備事業」により地域拠点となるヘリポートの整備
を併せて進めているところであり、本事業の計画変更によ
る医療課題の解決への影響は少ない。

193012 19山梨 H22補正 広域医療搬送拠点臨
時医療施設整備費

・大規模災害に備え、必要な資機材
を備えた広域医療搬送拠点臨時医
療施設（ＳＣＵ）を整備する。

○ ○ 93,000 68,768 △24,232 計画事業費の修正 計画事業費の枠内で必要な医療資機材等の整備ができ
たため、計画事業費を修正したい。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

193013 19山梨 H22補正 ＤMAＴ整備事業費 ・被災地に迅速に駆けつけ、救急治
療を行う専門訓練を受けた災害派
遣医療チーム（ＤＭＡＴ）を整備す
る。

○ 7,000 43,800 ＋36,800 DMAT整備病院の拡充 DMATの設置が地域災害拠点病院の指定要件となったこ
とを受け、未整備である地域災害拠点病院への設置を行
うため、本事業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源は、基金運用益や他事業の執行差金等を
活用することとしており、他事業に影響を及ぼすことはな
い。

193014 19山梨 H22補正 災害拠点病院通信機
能強化事業費

・災害時の通信手段を確保するた
め、災害拠点病院に衛星携帯電話
を配備する。

○ 4,000 14,123 ＋10,123 地域医療救護対策本部や医師会に
衛星携帯電話を追加整備する。

地域医療救護対策本部など、災害時の医療救護において
災害拠点病院と連携する必要がある機関にも衛星携帯電
話を整備することが必要であるため、本事業の拡充を行
いたい。

変更に伴う財源は、基金運用益や他事業の執行差金等を
活用することとしており、他事業に影響を及ぼすことはな
い。

193015 19山梨 H22補正 災害時透析治療体制
整備事業費

・災害時に透析治療が継続できるよ
う、衛星携帯電話を活用した音声通
信ネットワークを構築する。

○ ○ 44,000 44,672 ＋672 事業費の拡充 県内の全透析医療機関を対象とした事業として計画を策
定したが、計画策定後、１透析医療機関が新設され、当該
医療機関に対しても整備する必要があることから、事業費
を拡充する。

変更に伴う財源は、基金運用益や他事業の執行差金等を
活用することとしており、他事業に影響を及ぼすことはな
い。

193017 19山梨 H22補正 地域医療再生計画推
進事業

・大規模災害時に想定される医療
サージに対応できる仕組み作りの
検討及び訓練を実施する。

○ 873 999 ＋126 調査・検討事業事項の決定に伴う
事業費の拡充

計画目標の１つである「災害発生時における医療提供体
制の強化」に向け、災害発生時に想定される医療サージ
に対応できる仕組み作りや訓練を実施するため、本事業
の拡充を図りたい。

変更に伴う財源は、基金運用益や他事業の執行差金等を
活用することとしており、他事業に影響を及ぼすことはな
い。

193018 19山梨 H22補正 地域医療臨床研修推
進事業費

・啓発・広報活動により、初期及び
後期臨床研修医を確保する。また、
地域医療に対する医学部生や研修
医の関心を高めるとともに、病院群
による臨床研修を実施する。
・産科医確保のため、産科後期研修
の充実を図るとともに、研修医に奨
励金を交付する。

○ 41,000 47,792 ＋6,792 産科後期研修医の確保を図るた
め、研修奨励金を交付する。

本県で医師不足が特に深刻な産科医を確保を目指し、山
梨大学において病院群による産科後期研修プログラムを
開発し臨床研修を実施することなった。同プログラムを受
講する研修医の確保に向け研修奨励金を交付するため、
本事業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源は、基金運用益や他事業の執行差金等を
活用することとしており、他事業に影響を及ぼすことはな
い。

193019 19山梨 H22補正 若手医師海外留学支
援事業費

・帰国後、一定期間県内の医療機
関に勤務することを条件に、先端医
療技術等を学ぶ若手医師を海外派
遣

○ 50,000 20,190 △29,810 計画事業費の修正 海外留学者数が計画を下回ったため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることがでた。本事業は今後、県単独事業として
継続する予定である。また、本事業の目的である医師の
県内定着の推進については、高度医療シミュレーションセ
ンター整備事業などの事業を新たに取り組む予定である
ことから、本事業の計画変更による医療課題の解決への
影響はない。

135 / 344



参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

201001 20長野 H21補正
①上小

初期救急体制整備事
業

・内科初期救急センターの設置及び
運営
・深夜等初期救急患者受入体制整
備
・休日歯科救急センターの設備補助

○ ○ 96,744 97,423 ＋679 有 ・初期救急医療体制の整備を図る
ため継続分の財源を措置

・初期救急医療体制の整備を図るため継続分の財源を措
置

・継続的実施により初期救急医療体制の充実が見込まれ
る。

201002 20長野 H21補正
①上小

第二次救急医療体制
の確保事業

・病院群輪番制参加病院への補助
・救急搬送患者対応への補助
・輪番病院後方支援の長野病院へ
の補助

○ 196,240 195,428 △812 基金充当額の減額 補助制度を活用する輪番病院の数が計画より少なかった
ため、所要額見込みが減少した。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

201003 20長野 H21補正
①上小

上田市産院移転新築
事業

上田市産院移転新築整備 ○ 326,441 323,951 △2,490 基金充当額の減額 機器整備事業について入札の結果、所要額見込みが減
少した。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

201005 20長野 H21補正
①上小

信州大学との連携に
よる研修医、指導医
等確保事業

・信州大学と協議し、安定的な医師
派遣を確保する仕組みの研究、施
設整備
・がん診療体制整備の実施

○ ○ 646,195 647,427 ＋1,232 基金充当額の増額 放射線治療装置(リニアック)を更新整備について補助率
1/3を想定していたところ９割程度しか配分できなかった
が、他の事業で貴金在額が生じたので、当事業に充当す
る基金を増額する。

変更に伴う財源については、上田市産院移転新築事業等
で生じた基金残額を活用することとしており、他の事業に
影響を及ぼすことはない。

201006 20長野 H21補正
①上小

看護師を目指す学生
に対する支援事業

上田市医師会付属看護専門学院生
に対する授業料の貸与

○ 45,700 47,130 ＋1,430 有 基金充当額の減額 継続的な看護師・准看護師確保を図るため、現在貸与を
受けている学生が卒業するまでの財源を措置

変更に伴う財源については、上田市産院移転新築事業等
で生じた基金残額を活用することとしており、他の事業に
影響を及ぼすことはない。

201007 20長野 H21補正
①上小

地域医療連携ネット
ワークシステム事業

診療情報ネットワーク整備
電子カルテ導入

○ ○ 535,778 535,738 △40 基金充当額の減額 診療情報開示システム運営について入札の結果、所要額
見込みが減少した。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

201010 20長野 H21補正
①上小

周産期母子医療セン
ター設備整備事業

周産期母子医療センター運営再開
のための設備整備

○ 0 33,333 ＋33,333 ◆分娩台、分娩監視装置、胎児集
中監視システム、吸引分娩器、内診
台、携帯クーベス、電動搾乳機など
を整備する。（33,333千円増）

◆信州上田医療センターにおける産科医の確保にめどが
立ったため、地域周産期母子医療センターの再開に向け
て体制整備に着手した（再開予定は平成25年１月）。
しかしながら、信州上田医療センターで保有している分娩
に必要な機器は、ほとんどが平成９年に整備したものであ
ること、分娩中止から４年経過していることなどから、劣化
や老朽化により使用に耐えられない状態となっており、地
域周産期母子医療センターとして運用することが困難な
状況となっているため。

◆周産期母子医療センターの再開は本医療圏の最重要
課題の一つであり、具体的な再開作業に着手したことは
大きな意味がある。

201011 20長野 H21補正
①上小

医学生修学資金等貸
付金事業

・平成22年度からの医学系大学の
　定員増（地域枠５名程度増）に対
　応して、修学資金貸与者を5名分
　拡充する。

○ 60,000 57,600 △2,400 基金充当額の減額 修学資金の貸与人数の減による 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「後期研修医確保支援事業」を
行うこととする。

201012 20長野 H21補正
①上小

後期研修医確保・支
援事業

・後期研修1年目から3年目の研修
医
　が一定数以上在籍する病院に対
し、
　後期研修医の確保・養成及び研修
　環境の整備に対し補助する。

○ 160,000 155,148 △4,852 有 基金充当額の減額 25年度分について補助制度を活用する医療機関が計画
より少なかったため。（24年度までは計画どおり補助を実
施）

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

201013 20長野 H21補正
①上小

研修病院合同説明会
合同参加事業

・東京で行われる臨床研修医・後期
研修医確保のための説明会に２回
参加する。

○ 28,000 28,266 ＋266 基金充当額の増額 参加病院の増加等により所要額が増加 変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
一層効果的なＰＲの実施により、県内で働く研修医の確保
を図ることができる。

201014 20長野 H21補正
①上小

看護人材育成事業 ・専門性の高い看護の提供ができる
　看護師に養成のため、長野県看
護
　大学に認定看護師養成課程を設
置
　する。

○ 12,000 11,219 △781 基金充当額の減額 調度品等の整備について入札の結果、所要額見込みが
減少した。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

201015 20長野 H21補正
①上小

がん医療対策事業 がん医療対策を実施している医療
機関に対し助成する。

○ 0 7,500 ＋7,500 有 事業の追加 　より充実した地域医療の提供と研修医の教育体制の充
実を図るため追加

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
事業の実施により当該事業の充実が期待される。

201016 20長野 H21補正
①上小

県民意識調査 第６次長野県保健医療計画策定の
ための調査を実施する。

○ 0 672 ＋672 事業の追加 　事業のより効果的な執行及び計画終了後も効果を持続
させるための基礎資料とするため実施

　変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

201017 20長野 H21補正
①上小

信州型総合医育成事
業

総合医育成研修プログラムの周知・
募集、総合医研修プログラム実施
病院の実施体制整備

○ 0 11,765 ＋11,765 事業の追加 　地域医療課題の解決のため事業を追加 変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
事業の実施により当該事業の充実が期待される。

201018 20長野 H21補正
①上小

信州イメージアップ事
業

信州の医療に関する情報提供や効
果的なＰＲを実施

○ 0 1,987 ＋1,987 事業の追加 　地域医療課題の解決のため事業を追加 変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
事業の実施により医師確保に向けた効果的なＰＲが実施
できる。

201019 20長野 H21補正
①上小

認定看護師養成課程
増設整備事業

認定看護師養成課程の開設にようｒ
する設備等を整備

○ 0 1,175 ＋1,175 事業の追加 　看護人材の資質向上を図るため事業を追加 変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
事業の実施により看護人材の資質向上が図られる。

201020 20長野 H21補正
①上小

看護師等養成機関実
習環境整備事業

実習設備の更新、購入や環境整備
に対し助成

○ 0 9,035 ＋9,035 事業の追加 　看護人材の資質向上を図るため事業を追加 変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
事業の実施により看護人材の資質向上が図られる。

202001 20長野 H21補正
②上伊那

医療再生推進協議会
の設置・運営事業

機能分担と連携のための運営連携
会議

○ 5,343 2,555 △2,788 基金充当額の減額 協議会運営経費について事業費を精査した結果、補助額
が減少した。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

202002 20長野 H21補正
②上伊那

地域救急医療セン
ターの拡充・運営事
業

伊那中央病院の３次救急医療対応
への施設整備

○ 183,750 157,232 △26,518 基金充当額の減額 施設整備事業について入札の結果、見込みを下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

202003 20長野 H21補正
②上伊那

救急医療機器の更
新・充実事業

３次救急対応の血液ガス分析装置
等の整備、２次救急維持のための
医療機器整備

○ 387,000 423,518 ＋36,518 救命救急センターの指定替えに伴う
伊那中央病院の３次救急医療機器
の整備、昭和伊南総合病院の２次
救急医療機関としての体制強化に
よる事業費の増額

・救命救急センター指定替え（昭和伊南総合病院→伊那
中央病院）により、伊那中央病院の救急医療機器の更な
る充実が必要となったため
・昭和伊南総合病院は指定替え後も地域の二次救急医
療の拠点であり、救急医療機器の整備の必要性が生じた
ため

変更に伴う財源については、地域救急医療センターの拡
充・運営事業等で生じた基金残額を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。

202004 20長野 H21補正
②上伊那

地域カード等の活用
事業

地域カード等の活用のための研究・
整備

○ 10,000 0 △10,000 事業の中止（△10,000千円） 地域カードの活用研究の結果、費用対効果が低いため中
止とした

上記の医療課題については、「地域医療支援センターの
設置・運営等事業」によって解決する見込みであるため、
本事業の計画変更による医療課題の解決への影響はな
い。

202005 20長野 H21補正
②上伊那

地域医療支援リハビ
リテーションセンター
の整備事業

一般病床を回復期病棟に改修し、
通所リハなどの機能を付与

○ 152,000 149,746 △2,254 基金充当額の減額 施設整備について入札の結果、所要額見込みが減少し
た。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

202006 20長野 H21補正
②上伊那

ＯＴ、ＰＴ等の育成に
よるリハビリ機能の
向上事業

地域医療支援リハビリテーションセ
ンターのＯＴ、ＰＴに対する研修

○ 13,000 7,649 △5,351 基金充当額の減額 事業費を精査した結果、所要額見込みが減少した。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

202007 20長野 H21補正
②上伊那

県立こころの医療セ
ンター駒ヶ根との連
携による認知症共同
診療体制の整備事業

認知症外来の開設 ○ 20,000 19,845 △155 基金充当額の減額 機器整備について入札の結果、所要額見込みが減少し
た。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

202009 20長野 H21補正
②上伊那

地域連携を推進する
地域医療支援セン
ターの設置・運営等
事業

電子カルテ等導入による地域医療
ネットワークの構築

○ 224,038 216,619 △7,419 基金充当額の減額 電子カルテ導入事業費について入札の結果、所要額見込
みが減少した。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

202010 20長野 H21補正
②上伊那

信州大学との連携に
よる研修医、指導医
等の確保並びに看護
師の確保事業

信州大学と協議し、安定的な医師派
遣を確保するための仕組みを研究・
整備、看護師の確保対策

○ 244,483 242,488 △1,995 有 基金充当額の減額 医師確保事業について補助対象者と協議の上一か所あ
たりの補助額を減じることとしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

202011 20長野 H21補正
②上伊那

研修センター（仮称）
の整備事業

施設整備や研修制度の充実により
研修医などの医師確保

○ 185,391 195,621 ＋10,230 基金充当額の増額 施設整備事業について入札の結果、見込みを上回ったた
め。
（伊那中央病院における地域救急医療センター拡充・運
営事業による施設整備と一体整備）

変更に伴う財源については、地域救急医療センターの拡
充・運営事業等で生じた基金残額を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。

202012 20長野 H21補正
②上伊那

開業助産所等への設
備整備費補助の拡充
事業

周産期医療体制の整備のための助
産所の施設整備に対する支援

○ 10,000 4,995 △5,005 基金充当額の減額 補助制度を活用する医療機関の事業費が当初見込額よ
り少なかったため

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

202013 20長野 H21補正
②上伊那

小児後方支援機能の
拡充事業

急性期後の小児又は産院、助産所
における乳児の後方支援病院とし
ての機能を整備

○ 20,000 19,732 △268 基金充当額の減額 施設整備について入札の結果、所要額見込みが減少し
た。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

202015 20長野 H21補正
②上伊那

医学生修学資金等貸
付金事業

・平成22年度からの医学系大学の
　定員増（地域枠５名程度増）に対
　応して、修学資金貸与者を5名分
　拡充する。

○ 60,000 57,600 △2,400 基金充当額の減額 修学資金の貸与人数の減による 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「後期研修医確保支援事業」を
行うこととする。

202016 20長野 H21補正
②上伊那

後期研修医確保・支
援事業

・後期研修1年目から3年目の研修
医
　が一定数以上在籍する病院に対
し、
　後期研修医の確保・養成及び研修
　環境の整備に対し補助する。

○ 160,000 155,148 △4,852 有 基金充当額の減額 25年度分について補助制度を活用する医療機関が計画
より少なかったため。（24年度までは計画どおり補助を実
施）

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

202017 20長野 H21補正
②上伊那

研修病院合同説明会
合同参加事業

・東京で行われる臨床研修医・後期
研修医確保のための説明会に２回
参加する。

○ 28,000 28,266 ＋266 基金充当額の増額 参加病院の増加等により所要額が増加 変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
一層効果的なＰＲの実施により、県内で働く研修医の確保
を図ることができる。

202018 20長野 H21補正
②上伊那

看護人材育成事業 ・専門性の高い看護の提供ができる
　看護師に養成のため、長野県看
護
　大学に認定看護師養成課程を設
置
　する。

○ 12,000 11,219 △781 基金充当額の減額 調度品等の整備について入札の結果、所要額見込みが
減少した。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

202019 20長野 H21補正
②上伊那

がん医療対策事業 がん医療対策を実施している医療
機関に対し助成する。

○ 0 7,500 ＋7,500 有 事業の追加 　より充実した地域医療の提供と研修医の教育体制の充
実を図るため追加

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
事業の実施により当該事業の充実が期待される。

202020 20長野 H21補正
②上伊那

県民意識調査 第６次長野県保健医療計画策定の
ための調査を実施する。

○ 0 672 ＋672 事業の追加 　事業のより効果的な執行及び計画終了後も効果を持続
させるための基礎資料とするため実施

　変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
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202021 20長野 H21補正
②上伊那

信州型総合医育成事
業

総合医育成研修プログラムの周知・
募集、総合医研修プログラム実施
病院の実施体制整備

○ 0 11,765 ＋11,765 事業の追加 　地域医療課題の解決のため事業を追加 変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
事業の実施により当該事業の充実が期待される。

202022 20長野 H21補正
②上伊那

信州イメージアップ事
業

信州の医療に関する情報提供や効
果的なＰＲを実施

○ 0 1,987 ＋1,987 事業の追加 　地域医療課題の解決のため事業を追加 変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
事業の実施により医師確保に向けた効果的なＰＲが実施
できる。

202023 20長野 H21補正
②上伊那

認定看護師養成課程
増設整備事業

認定看護師養成課程の開設にようｒ
する設備等を整備

○ 0 1,175 ＋1,175 事業の追加 　看護人材の資質向上を図るため事業を追加 変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
事業の実施により看護人材の資質向上が図られる。

202024 20長野 H21補正
②上伊那

看護師等養成機関実
習環境整備事業

実習設備の更新、購入や環境整備
に対し助成

○ 0 9,035 ＋9,035 事業の追加 　看護人材の資質向上を図るため事業を追加 変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
事業の実施により看護人材の資質向上が図られる。

203001 20長野 H22補正 ドクヘリ運航事業 ドクターヘリの運航 ○ ○ 0 10,244 ＋10,244 計画のうち、ドクヘリ運航事業につ
いて、ドクターヘリの運航と合わせ、
機動的かつ円滑な広域救急搬送体
制の確保を図るため、ドクターヘリ
の運航調整連絡用パソコンの整備、
デジタル対応機内携帯用無線機の
整備、機内搭載用で医療機器（除細
動器等）の整備を行うことにより、計
画額を増額するものである。

ドクターヘリを２機体制とした場合に、より多くの医療機関
へ搬送されることが予想されることから、機動的な広域救
急搬送体制を確保するためにヘリポート整備や消防機関
との連携体制を構築する必要がある.

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
ドクターヘリの出動件数の増加を図ることができる。

203002 20長野 H22補正 ドクターヘリ等活用促
進事業

ヘリポート整備（ランデブーポイント
等）や地域住民への周知　など

○ 150,000 175,000 ＋25,000 計画のうち、ドクターヘリ等活用促
進事業について予定していたヘリ
ポート整備箇所のうち未定であった
１箇所が決定したこと、合わせて、
最近の資材高騰や労務単価の上昇
を原因とする事業費の増により、計
画額を増額するものである。

長野赤十字病院のヘリポート整備について、資材の高騰
や労務単価の上昇の影響で、事業費の大幅な増額を余
儀なくされたことから、補助金額を25,000千円増額した。

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
病院の敷地内にヘリポートが整備されることから、救急患
者の搬送時間の大幅な短縮を図ることができる。

203003 20長野 H22補正 ドクターカーの増強に
よる救急搬送体制強
化事業

ドクターカーの導入 ○ 38,333 35,972 △2,361 計画のうち、ドクターカーの増強によ
る救急搬送体制強化事業について
予定していた補助対象箇所を１病院
追加することにより計画額を修正す
るものである。ただ、基金充当額に
ついては、当初予定していた１箇所
の整備費の減に伴う基金残額を活
用するため、基金充当額は減額とな
る。

県立こども病院では、医療機関間の転院搬送が多く、現
在運行している１台では対応しきれない状況にあるため、
小型のドクターカーを１台整備し、転院搬送の円滑化を図
りたい。

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
県立こども病院のドクターカーの台数が１台から２台にな
ることにより、医療機関相互の転院搬送の円滑化を図るこ
とができる。

203004 20長野 H22補正 応急手当普及啓発講
習会充実事業

救急講習会等の応急手当普及啓発
事業に使用する資材の更新整備、
応急手当普及啓発講習会の開催

○ ○ 460 377 △83 計画のうち、応急手当普及啓発講
習会充実事業について予定してい
た講習用テキスト作成経費が見込
みを下回ったことにより計画額を減
額するものである。

応急手当普及啓発講習会の経費が予定を下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

203006 20長野 H22補正 小児救命救急セン
ター運営事業

小児救命救急センターの運営 ○ 57,344 111,406 ＋54,062 計画のうち、小児救命救急センター
運営事業について予定していた事
業実施年度を延長することにより、
計画額を増額するものである。

小児救命救急センター運営事業について、平成24年度以
降は国庫補助金を活用する予定であったが、国庫補助金
をかつようできなくなったため、平成24年度についても基
金を充当し、小児救命救命救急センターの運営を支援し
たい。

変更に伴う財源については、「地域がん診療連携拠点病
院育成事業」で当初計画の目標を概ね達成した上で、計
画額を下回ったことによる余剰分をを活用することとして
おり、他の事業に影響を及ぼすことはない。

139 / 344



参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

203009 20長野 H22補正 二次救急医療機関等
救急患者受入強化事
業

二次救急医療機関として救急患者
の受入強化を図る。

○ ○ ○ 996,477 1,111,750 ＋115,273 有 計画のうち、二次救急医療機関等
救急患者受入強化事業について実
施する予定であった医療圏に加え、
佐久医療圏についても補助対象と
すること、大北医療圏の二次救急機
能強化のため安曇総合病院に加え
市立大町総合病院についても医療
機器の整備・医師確保対策を実施
することにより、計画額を修正するも
のである。

佐久総合病院佐久医療センターの整備が進む中で、二次
救急患者医療機関の救急患者受入強化が課題となった
ため、圏域内の二次救急医療機関の医療機器整備を行
い、三次救急を担う同センターに負担が集中しないよう、
佐久医療圏においても二次救急医療機関の救急患者受
入強化を図り、事業の拡充を図りたい。
大北医療圏については、地域内で協議の結果、市立大町
総合病院についても、ＩＣＵの整備や医師確保対ｓ買うを進
める必要があるとされたため、事業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源については、「地域がん診療連携拠点病
院育成事業」で当初計画の目標を概ね達成した上で、計
画額を下回ったことによる余剰分をを活用することとして
おり、他の事業に影響を及ぼすことはない。

203011 20長野 H22補正 回復期リハビリ機能
強化事業

回復期リハビリ機能の強化を図る。 ○ ○ ○ 67,342 6,844 △60,498 計画のうち、回復期リハビリ機能強
化事業について予定していた補助
対象箇所を減じることにより、計画
額を減額するものである。

回復期リハビリ機能強化を図る医療機関を募集することと
していたところ、制度を活用する医療機関の見込みが立
たないため、当初から予定していた病院等６施設のみの
基金を充当することとしたい。。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「看護人材養成事業」を行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

203012 20長野 H22補正 維持期リハビリ機能
強化事業

個別訪問によるリハビリの充実ほか ○ 11,883 1,705 △10,178 計画のうち、維持期リハビリ機能強
化事業について、予定していた補助
対象箇所を変更することにより、計
画額を減額するものである。

・安曇総合病院において、在宅医療福祉支援センターを
整備しようとしていたが、用地の取得が困難となったた
め、事業実施を断念したため。
・また、飯山赤十字病院はへき地医療拠点病院として訪
問リハビリの強化が求められているため、計画を変更し
て、基金を充当したい。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

203013 20長野 H22補正 先天性心疾患スク
リーニングネットワー
クシステム構築事業

総合周産期母子医療センターと地
域周産期母子医療センター等と画
像ネットワークを構築する。

○ 52,415 36,678 △15,737 計画のうち、回復期リハビリ機能強
化事業について予定していた補助
対象箇所を減じることにより、計画
額を減額するものである。

周産期母子医療センターへの補助制度を策定した結果、
補助制度を活用するセンターが当初計画より少なかった
が、課題解決は一定程度されていることから、事業規模を
縮小したい。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「看護人材養成」を行うこととする。

203015 20長野 H22補正 災害時救急医療支援
体制整備事業

衛生携帯電話の整備 ○ 5,390 38,918 ＋33,528 基金充当額等が未定であったもの
を具体的に記載

基金運用益を活用することとしていたところ、事業費及び
基金充当額が概ね決まったため。

基金運用益を活用するものであり、医療課題の解決への
影響はない。

203016 20長野 H22補正 ＳＣＵ（広域での臨時
医療施設）整備事業

大型テント、発電機、投光器等の整
備

○ 3,176 2,739 △437 計画のうち、ＳＣＵ（広域での臨時医
療施設）整備事業について、見積合
せの結果、予定していた事業費が
見込みを下回ったことにより、計画
額を減額するものである。

基金運用益を活用することとしていたところ、事業費及び
基金充当額が概ね決まったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

203018 20長野 H22補正 病理診断支援事業 地域病理診断連携室を創設し、病
理情報を一元管理する。

○ 28,620 16,394 △12,226 計画のうち、回復期リハビリ機能強
化事業について予定していた補助
対象箇所を減じることにより、計画
額を減額するものである。

がん診療を行う病院への補助制度を策定した結果、補助
制度を活用する病院が当初計画より少なかったが、課題
解決は一定程度されていることから、事業規模を縮小した
い。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「看護人材養成事業」を行うことと
する。

203019 20長野 H22補正 ブロック的がん診療
連携拠点病院整備事
業

ＲＡＬＳの導入など ○ 256,460 261,175 ＋4,715 有 信州大学医学部附属病院における
信州がんセンター整備の対象とす
る。

信州大学医学部附属病院において信州がんセンターを整
備することにより、がん診療機能の拡充を図りたい。

変更に伴う財源については、「地域がん診療連携拠点病
院育成事業」で当初計画の目標を概ね達成した上で、計
画額を下回ったことによる余剰分をを活用することとして
おり、他の事業に影響を及ぼすことはない。
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203020 20長野 H22補正 地域がん診療連携拠
点病院育成事業

超音波診断装置等を整備 ○ ○ ○ 303,437 48,890 △254,547 有 ・整備内容の変更（安曇総合病院に
おいて、リニアックの整備を断念し、
超音波診断装置等を整備。北信総
合病院においては、病棟建替につ
いて、医療施設耐震化臨時特例基
金を活用）
・基金充当額の減額

安曇総合病院については、当初リニアックの整備を予定し
ていたｈが、院内で優先的に実施すべきものを再度検討し
た結果、リニアックの整備を断念し、超音波診断装置等を
整備することとしたい。
また、北信総合病院については、計画策定後、国に医療
施設耐震化臨時特例交付金の対象とされたことから、施
設整備については、医療施設耐震化臨時特例基金を活
用することとし、医療機器の整備に地域医療再生基金を
充当することとしたい。

　上記の医療課題については、別事業である「医療施設
耐震化臨時特例基金事業」によって、本事業が見込んで
いた目標を達成できる見込みであるため、本事業の計画
変更による医療課題の解決への影響はない。

203021 20長野 H22補正 がん診療機能強化事
業

がん手術用機器等がん診療機器の
整備

○ 33,897 233,902 ＋200,005 有 対象病院を追加し（まつもと医療セ
ンター）、がん診療機能の更なる向
上を図る。
市立大町総合病院の整備内容の充
実を図る。

大北医療圏内の２病院で医療機能の分担等についての
協議を進めた結果、当初予定していた安曇総合病院より
市立大町総合病院において、医療機器の整備等による機
能強化を図るべきであるとの方向になったこと、また松本
医療圏は、がん患者の絶対数が多いが、計画に位置付け
ている病院がなかったことから、松本医療圏のがん診療
機能の向上が図れるよう、本事業を拡充したい。

変更に伴う財源については、「地域がん診療連携拠点病
院育成事業」で当初計画の目標を概ね達成した上で、計
画額を下回ったことによる余剰分を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。

203022 20長野 H22補正 外来がん化学療法強
化事業

がん化学療法の体制を強化するた
めの環境整備

○ 6,446 857 △5,589 計画していた下伊那赤十字病院、ま
るやまファミリークリニックを計画か
ら外すことによる基金充当額の減額

まるやまファミリークリニックについては、用地取得が困難
になったことにより、事業実施を断念。
下伊那赤十字病院については、患者数が見込めないた
め、事業実施を断念。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「がん診療機能強化事業」を行うこ
ととする。

203025 20長野 H22補正 地域医療支援セン
ター設置運営事業

「長野県地域医療支援センター」を
設置・運営

○ 91,543 72,479 △19,064 有 計画のうち、地域医療支援センター
設置運営事業について予定してい
たコーディネーターの謝金・旅費等
の経費が見込みを下回ったことによ
り計画額を減じるものである。

平成23年度から平成25年度までの事業費が計画額を下
回ったため、事業規模を縮小したい。ただ、医師不足はま
だ解消されていないため、引き続き信州医師確保総合支
援センターにおいて事業を実施する必要があるため、平
成27年度まで事業を継続し、少しでも医師不足の解消を
図りたい。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

203026 20長野 H22補正 医学生修学資金貸与
事業

将来長野県に勤務する医師を確保
するために、H23からの信大の定員
増（２名分）に対応し、修学資金貸与
者を２名拡充する。

○ 28,800 105,600 ＋76,800 有 修学資金貸与の対象を拡充し、地
域医療に従事する医師の拡大を図
る。

　県内の医師数の増加や地域偏在の解消は県政の最重
要課題の一つであり、地域医療の維持・充実のための措
置が必要である。このため、県内の地域医療を担うととも
に、更には県内に定着する医師の育成が不可欠であり、
少しでも多くの医師の確保が図れるよう本事業の拡充を
図りたい。

　変更に伴う財源については、「地域医療支援センター設
置運営事業」、「医師研究資金貸与事業」、「臨床研修医
等確保支援事業」、「病院内保育所整備事業」で生じた基
金残額を活用することとしている。また、将来の地域医療
を担う医師の更なる拡充を図ることが可能となる。

203027 20長野 H22補正 医師研究資金貸与事
業

放射線科の業務に従事する者に対
し研究資金の貸与を行う。

○ 24,000 14,000 △10,000 有 計画のうち、医師研究資金貸与事
業について予定していた貸与者数
を減じることにより、計画額を減額す
るものである。

医師研究資金貸与事業を制度化した結果、当該制度を活
用する医師が当初計画より少なかったため、事業規模を
縮小したい。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「医学生修学資金貸与事業」を行う
こととする。

203028 20長野 H22補正 臨床研修医等確保支
援事業

県内の臨床研修指定病院に勤務す
る臨床研修医の交流会を開催する

○ 1,260 574 △686 計画のうち、臨床研修医等確保支
援事業について予定していた会場
使用料等の経費が見込みを下回っ
たことにより計画額を減じるもので
ある。

事業実施経費が当初の見込みを下回ったため、事業規模
を縮小したい。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

203029 20長野 H22補正 病院内保育所整備事
業

女性医師、看護師の確保対策として
院内保育所を新築し運営する。

○ 23,068 6,304 △16,764 計画のうち、病院内保育所整備事
業について予定していた補助対象
箇所数を減じることにより、計画額を
減額するものである。

当初２病院を予定していたが、輝山会記念病院について
は、用地取得が困難となったため、事業を中止したことか
ら、事業を縮小したい。

医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たない
ため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先順
位の高い「医学生修学資金貸与事業」を行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

203030 20長野 H22補正 看護師等求人情報発
信事業

インターネットによる求職情報の発
信を行う。

○ 3,500 3,349 △151 計画のうち、看護師等求人情報発
信事業について予定していたＨＰの
作成経費が見込みを下回ったことに
より、計画額を減額するものであ
る。

事業実施経費が当初の見込みを下回ったため、事業規模
を縮小したい。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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203031 20長野 H22補正 看護教員養成講習会
事業

質の高い看護職員を養成するた
め、教員に対する講習会を開催す
る。

○ 1,394 1,539 ＋145 講習会の内容の充実により計画額
を増額するものである。

事業実施経費が当初の見込みを上回ったため、事業規模
を拡充したい。

　変更に伴う財源については、「がん化学療法看護等認定
看護師養成事業」で生じた基金残額を活用することとして
いる。また、質の高い看護師の養成を図ることが可能とな
る。

203032 20長野 H22補正 県外看護学生向けＩ・
Ｕターン促進事業

県外看護学生向けＩ・Ｕターン促進事
業

○ 8,000 14,000 ＋6,000 有 事業内容の充実（ＰＲの充実等）に
より計画額を増額するものである。

事業内容を拡充し、更なる新規看護師の確保を図りたい。 　変更に伴う財源については、「地域医療連携体制構築
事業」で生じた基金残額を活用することとしている。また、
県外から看護師を確保することで、県内の看護師の絶対
数の増加を図ることが可能となる。

203034 20長野 H22補正 看護人材養成事業 准看護師が看護資格を取得する２
年課程看護師養成コース等を開設
する取り組みに対する支援

○ 45,819 338,725 ＋292,906 有 事業内容の充実により計画額を増
額するものである。
　・２年課程看護師養成コース開設
支援
　　→３年課程看護師養成コース開
設についても支援
　・教員養成について支援

事業内容を拡充の上、平成27年度まで事業期間を延長し
て、新設する看護専門学校の教育環境充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、「病理診断支援事業」、「外
来がん化学療法強化事業」、「二次救急医療機関等救急
患者受入強化事業」で生じた基金残額を活用することとし
ている。

203035 20長野 H22補正 がん化学療法看護等
認定看護師養成事業

平成２４年度から２年間、認定看護
師養成コースに看護師を派遣した
医療機関に１人に付き４０万円の受
講料の補助を行う。

○ 6,400 3,375 △3,025 有 計画のうち、がん化学療法看護等
認定看護師養成事業について予定
していた対象者を減じることにより、
計画額を減額するものである。

認定看護師の資格取得のため、県外の認定看護師養成
コースで看護師を受講させる医療機関への補助制度を策
定した結果、補助制度を活用する病院が当初計画より少
なかったが、課題解決は一定程度されていることから、事
業規模を縮小したい。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「看護人材養成」を行うこととする。

203036 20長野 H22補正 多施設連携による地
域医療人研修ネット
ワーク構築事業

シミュレーション研修の開催
シミュレーション機器等の整備
シミュレーション研修棟の整備

○ ○ ○ 28,005 66,176 ＋38,171 有 シミュレーション研修の充実を図る
ため、シミュレーション研修棟も合わ
せて整備することにより、計画額を
増額するものである。

長野県立病院機構本部研修センターにおいて、シミュレー
ション機器を整備し、研修を実施してきたが、シミュレー
ション機器の増加に伴い、施設が手狭となったため、充実
した研修環境が確保されるよう、シミュレーション研修棟を
合わせて整備したい。

　変更に伴う財源については、「二次救急医療機関等救
急患者受入強化事業」等で生じた基金残額を活用するこ
ととしている。

203039 20長野 H22補正 歯科保健人材育成支
援事業

地域の歯科保健人材が研修を受け
られる体制を整備

○ ○ 5,176 9,144 ＋3,968 有 次の内容も合わせて実施することに
より、計画額を増額するものであ
る。
・歯科医療安全研修会の講師養成
研修会
・在宅歯科医療連携のための普及
啓発
・フッ化物応用研修会の開催

歯科医療安全研修会の講師を養成し、安全で質の高い歯
科医療を提供するとともに、フッ化物応用を推進するため
の研修会を開催し、むし歯の予防を図りたい。
合わせて、在宅歯科医療の普及啓発資材を作成し、在宅
歯科医療連携の促進を図りたい。

　変更に伴う財源については、「二次救急医療機関等救
急患者受入強化事業」で生じた基金残額を活用することと
している。

203040 20長野 H22補正 木曽地域におけるコ
メディカルスタッフ育
成事業

県立病院機構本部研修センター木
曽病院分室を新たに設置し、地域で
がん診療ができる体制を強化

○ ○ 6,475 2,956 △3,519 計画のうち、木曽地域におけるコメ
ディカルスタッフ育成事業について、
研修会参加に要する旅費が当初の
見込みを下回ったため、計画額を減
額するものである。

事業実施経費が当初の見込みを下回ったため、事業規模
を縮小したい。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

203042 20長野 H22補正 がんリハビリテーショ
ンスタッフ等育成事業

がんリハビリ機能強化のため、医
師、看護師、理学療法士等の研修
への参加

○ 1,474 154 △1,320 計画のうち、がんリハビリテーション
スタッフ等育成事業について、研修
会講師謝金等の経費が当初の見込
みを下回ったため、計画額を減額す
るものである。

事業実施経費が当初の見込みを下回ったため、事業規模
を縮小したい。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

203044 20長野 H22補正 地域医療啓発活動推
進事業

脳卒中予防のためのスポットCMに
よる県民啓発　小児救急電話相談
体制強化　ほか

○ 41,047 50,623 ＋9,576 計画のうち、脳卒中予防のためのス
ポットCMによる県民啓発について
は、当初平成24年度のみ実施予定
であったが、平成25年度も継続して
実施するこ、長野県地域包括医療
協議会が県医師会・県歯科医師会
と連携し、疾病予防等の啓発に取り
組むこと（県が企画する住民への普
及啓発や住民が企画する普及啓発
への支援から変更）により、計画額
を増額するものである。

脳卒中予防のためのスポットCMによる県民啓発について
は、当初平成24年度のみ実施予定であったが、平成25年
度も継続しすることにより、啓発効果の定着を図りたい。

　変更に伴う財源については、「二次救急医療機関等救
急患者受入強化事業」で生じた基金残額を活用することと
している。
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203045 20長野 H22補正 「信州メディカルネッ
ト」構築事業

電子カルテ相互参照システム及び
医用画像統合システムの構築

○ 90,000 81,756 △8,244 計画のうち、信州メディカルネット構
築事業において予定していた、病院
の箇所数を増加し、合わせて、診療
所のシステム参加への支援も実施
することとにより、計画額を修正する
ものである。（１病院あたりの補助額
が見込みを下回ったことにより、事
業費・基金充当額は当初計画を下
回っている。

システムに参加する病院が変更となった。また、診療所に
ついても病診連携の観点から、システムへの参加を促進
する必要があることから補助対象に加えたことにより、地
域医療連携の更なる促進を図りたい。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

203046 20長野 H22補正 電子カルテシステム
導入事業

電子カルテを整備し信州メディカル
ネットとの連携を図る

○ 220,832 229,220 ＋8,388 計画のうち、電子カルテシステム導
入事業について予定していた「連携
するシステム」として、飯田下伊那診
療情報連携システムを追加すると一
方、補助対象箇所を減ずることによ
り、計画額を修正するものである。
（結果的に、計画額は増額）

飯伊医療圏において、飯田下伊那診療情報システムが既
に稼働しており、当該圏域内の医療機関の電子カルテの
整備を進めることにより、圏域内の地域医療連携の促進
を図りたい。
実施する医療機関については、信州メディカルネットへの
参加促進のため、診療所における電子カルテ整備を進め
る予定であったが、信州メディカルネットにおいて、診療所
にインターネットに接続できる環境があれば、連携病院の
診療情報等を参照することはできる仕組みとなったため、
「信州メディカルネット構築事業」において、診療所へのパ
ソコン整備を進めることとした（102箇所）。
なお、病院における電子カルテ整備費が高額であるた
め、事業規模を拡充したい。

　変更に伴う財源については、「二次救急医療機関等救
急患者受入強化事業」で生じた基金残額を活用することと
している。

203047 20長野 H22補正 地域医療連携ネット
ワーク活用推進事業

飯田下伊那診療情報連携システム
を活用した射線遠隔診断ＷＥＢ参照
システムの整備

○ 84,157 83,953 △204 計画のうち、地域医療連携ネット
ワーク活用推進事業について、飯田
下伊那診療情報連携システムへの
参加促進支援も合わせて実施する
ことにり、計画額を増額するもので
ある。

・飯田下伊那診療情報連携システムに参加する医療機関
を拡充し、飯伊医療圏内の地域医療連携の促進を図りた
い。

　変更に伴う財源については、「二次救急医療機関等救
急患者受入強化事業」で生じた基金残額を活用することと
している。

203048 20長野 H22補正 地域医療連携構築事
業

保健福祉事務所ごとに検討会を設
置し、クリティカルパスの策定・周知
を図る。

○ 7,400 7,108 △292 有 計画のうち、地域医療連携構築事
業について、国庫補助金を一部活
用することにより、計画額を修正（基
金充当額の減額）するものである。

一部国庫補助金を活用したため、基金充当額を減額した
い。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

203049 20長野 H22補正 地域医療連携体制推
進会議（仮称）開催事
業

疾病ごとや地域ごとに関係院長等
による会議を開催

○ 7,426 2,172 △5,254 計画のうち、地域医療連携体制推
進会議（仮称）開催事業について予
定していた講師謝金・旅費が見込み
を下回ったことにより、計画額を減
額するものである。

事業実施経費が当初の見込みを下回ったため、事業規模
を縮小したい。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

203050 20長野 H22補正 地域医療連携体制推
進事業

地域医療連携体制推進会議におい
て、医療連携体制の課題を解決す
るために必要な施設・設備整備費に
対して支援する。

○ ○ 80,000 0 △80,000 事業を中止する。 第６次医療計画策定の際に、保健福祉事務所ごとに圏域
会議を開催し、圏域ごとの課題やその解決方法等につい
て検討した結果、整備が必要とされた内容については、地
域医療計画の他の事業（二次救急医療機関救急患者受
入強化事業等）に合致するため、各々の事業で実施する
こととした。そのため、本事業で直接実施する事業はなく
なったため、事業を中止したい。

　上記の医療課題については、別事業である「二次救急
医療機関等救急患者受入強化事業」、「がん診療機能強
化事業」等によって、本事業が見込んでいた目標を達成
する見込みであるため、本事業の計画変更による医療課
題の解決への影響はない。

203051 20長野 H22補正 医療提供体制分析事
業

医療圏ごとまたは疾病ごとに課題を
分析し、情報の共有を図り課題解決
の方法を検討する。

○ ○ 22,292 61,465 ＋39,173 有 計画のうち、医療提供体制分析事
業について、電子カルテに基づく医
療提供体制の分析の内容を拡充す
ることにより、計画額を増額するも
のである。

電子カルテのデータ更新を行うとともに、今後策定する地
域医療ビジョンの策定に必要な医療提供体制の分析や病
床機能報告制度導入への対応を行うことにより、医療の
質の更なる向上を図りたい。

　変更に伴う財源については、「二次救急医療機関等救
急患者受入強化事業」等で生じた基金残額を活用するこ
ととしている。

203052 20長野 H22補正 初期救急医療確保事
業

お盆期間中における在宅当番医の
確保

○ 0 5,082 ＋5,082 県医師会、県歯科医師会を通じて、
お盆期間中に在宅当番を担う診療
所について、新たに計画に位置付
け支援するものである。

お盆期間中は、診療所が休診となるため、二次救急医療
機関へ患者が集中しがちであったことから、お盆期間中
の在宅当番医を確保し、二次救急医療機関の負担の軽
減を図りたい。

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
事業実施により、二次救急医療機関の負担が軽減され、
本来の二次救急の患者に迅速かつ適切な治療を行える
ようになる。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧
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203053 20長野 H22補正 訪問看護支援事業 在宅療養支援に関わる看護職員を
対象とした研修会を開催する

○ 0 1,270 ＋1,270 看護師の在宅療養支援における役
割の重要性に鑑み、人材育成とし
て、当該事業を新規に計画に位置
付け実施するものである。

第６次医療計画を作成する中で、看護師の在宅療養支援
における重要性が認識されたことから、看護職員の人材
育成の充実を図りたい。

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
在宅療養支援を行う看護師の質の向上を図ることができ
る。

206013 20長野 H24補正 市立大町総合病院に
おけるにおける総合
医育成事業

信州大学医学部附属病院と連携
し、市立大町総合病院へ総合医を
派遣
また、受入環境整備のため、内科外
来施設を改修

○ 35,000 35,000 ±0 有 計画のうち、市立大町総合病院にお
けるにおける総合医育成事業につ
いて、実施の実施方法が変更となっ
たため、計画内容を修正する。（事
業費の変更はなし）

　市立大町総合病院と信州大学医学部附属病院で協議
の結果、寄附講座の設置ではなく、医師の派遣という形態
をとる方針となったため、事業の内容（実施方法）を変更し
たい。

　事業の実施方法を変更するものであり、計画変更による
医療課題の解決による影響はない。

206015 20長野 H24補正 広域搬送拠点臨時医
療施設（ＳＣＵ）整備
事業

信州まつもと空港を広域搬送拠点と
して想定してＳＣＵの施設設備を整
備するとともに、その在り方を検討
し、運用体制を構築する。

○ ○ 58,283 68,326 ＋10,043 有 計画のうち、広域搬送拠点臨時医
療施設（ＳＣＵ）整備事業について、
補助率10/10を予定していたが、7割
弱しか基金を配分できなかったが、
他の事業の基金がん額を充当額す
ることにより、計画額のうち、基金充
当額を増額するものである。

信州大学医学部附属病院内に設置する医療用資器材・Ｓ
ＣＵ用資器材等の備蓄倉庫の整備について、補助率
10/10を想定していたところ、7割程度しか基金を配分でき
なかったが、他の事業で基金残額が生じたので、当事業
に充当する基金を増額したい。

　変更に伴う財源については、療養病床確保事業で生じ
た基金残額を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。

206020 20長野 H24補正 在宅医療連携拠点事
業

在宅医療を提供する機関等を連携
拠点として、地域の医師、歯科医
師、薬剤師、看護職員、ケアマネ
ジャーなどの多職種協働による在
宅医療の支援体制を構築

○ ○ 145,000 137,957 △7,043 有 計画のうち、在宅医療連携拠点事
業を実施する須坂市において、嘱託
保健師の給与費・講演会講師謝金
等が見込みを下回ったことにより、
計画額を減額するものである。

須坂市の事業について、事業実施に要する経費が見込み
を下回ったため、事業規模を縮小したい。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

206022 20長野 H24補正 長野県在宅医療地域
リーダーを核とした多
職種協働による在宅
チーム医療を担う人
材育成事業

在宅医療多職種連携会議を開催
し、地域の実情に応じた効果的な研
修プログラムを作成し、研修を実施
する。
当該研修プログラムの策定に当
たっては、在宅医療へ参画する医療
従事者への同行研修及び急性期病
院と在宅医療関係機関の交流研修
を出来るだけ実施する。

○ 50,900 55,496 ＋4,596 有 計画のうち、長野県在宅医療地域
リーダーを核とした多職種協働によ
る在宅チーム医療を担う人材育成
事業について、地域での取組内容
の充実を図るため、計画額を増額す
るものである。
また、事業主体については、医療関
係団体等を追加するものである。

事業主体については、地域で検討した結果、地域包括医
療協議会等で事業を実施したいという意向があったため、
事業主体の範囲を拡大させ、事業内容の充実を図りた
い。
また、多職種連携会議等の開催や同行研修について、事
業実施に要する経費が見込みを上回ったため、事業規模
を拡大させ、事業内容の充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、在宅医療連携拠点事業で
生じた基金残額を活用することとしており、他の事業に影
響を及ぼすことはない。

206025 20長野 H24補正 多職種連携支援事業 地域が独自に行う在宅医療に係る
多職種連携の取組に対して支援
〔具体的な内容〕
　・自治会ボランティアとの連携
　・災害時における在宅医療で必要
となる専門知識の習得のための研
修　等

○ 6,000 2,500 △3,500 有 計画のうち、長野県在宅医療地域
リーダーを核とした多職種協働によ
る在宅チーム医療を担う人材育成
事業について予定していた補助対
象箇所を減じることにより、計画額を
減額するものである。

医療機関等への補助制度を策定した結果、補助制度を活
用する医療機関等が当初計画より少なかったが、医療課
題は一定程度解決されたため、事業規模を縮小したい。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「長野県在宅医療地域リーダー
を核とした多職種協働による在宅チーム医療を担う人材
育成事業」を行うこととする。

206030 20長野 H24補正 〔木曽医療圏〕
がん・脳卒中（急性
期）医療機能強化事
業

○全身用Ｘ線ＣＴ装置の整備（８列Ｃ
Ｔの更新）
○移動型外科用Ｘ線ＴＶ装置の整備
（更新）
○画像配信システム及び遠隔読影
レポートシステムの整備（更新）
○組織診・細胞診染色封入システ
ムの整備（更新）
○画像配信システム高速化ほかの
整備（更新）
○遠隔病理診断用病理検査業務支
援システムの整備（新規）
○内視鏡外科手術用システムの整
備（更新）

○ 61,950 58,698 △3,252 計画のうち、木曽医療圏におけるが
ん・脳卒中（急性期）医療機能強化
事業について、入札の結果、事業費
が見込みを下回ったため、計画額を
減額するものである。

事業実施に要する経費が見込みを下回ったため、事業規
模を縮小したい。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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206040 20長野 H24補正 〔北信医療圏〕
療養病床確保対策事
業

北信医療圏においては医療療養型
病床がないため、厚生連北信総合
病院の急性期一般病床を療養病床
に改修し、慢性期医療を必要とする
患者が生活圏内で医療を受けられ
るよう改善を図る。
○厚生連北信総合病院における療
養病床の設置に係る病棟改修

○ 15,000 14,661 △339 有 計画のうち、北信医療圏における療
養病床確保対策事業について、入
札の結果、実施に要する経費が見
込みを下回ったため、計画額を減額
するものである。

事業実施に要する経費が見込みを下回ったため、事業規
模を縮小したい。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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211001 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

３-①
小児初期救急セン
ター設備整備事業
（国補）

中濃厚生病院救命救急センターへ
の負担集中を軽減するために、地
元地区医師会の開業医が当番によ
り院内で小児軽症患者の診療を行
う「初期夜間急病診療支援室」の診
療機能の充実を支援する。

○ 3,500 2,947 △553 入札結果による整備事業費の減少
に伴う計画額の変更（減少）

設備整備について、入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

211003 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

３-①
小児救急医療拠点病
院運営事業

県立多治見病院を小児救急医療拠
点病院として指定し、入院治療を必
要とする小児重症救急患者を必ず
受け入れる体制を整備するために
必要な、運営費（医師確保に必要な
人件費）に対して助成を行う。

○ 29,657 30,943 ＋1,286 医療提供体制推進事業費（統合補
助金）の減額された分について、地
域医療再生基金を活用し計画額を
増額するもの。

医療提供体制推進事業費（統合補助金）は本県の地域医
療の維持・充実を図るために必要不可欠のものであるた
め、「医療提供体制推進事業費補助金に関するＱ＆Ａ」
（項番９）に示された回答に基づき、当該事業が地域医療
再生計画に定められ事業であることから、減額された分に
ついて基金より充当を行う。

計画通り事業を実施することが可能となり、小児救急医療
拠点病院としての滞りない運用を図ることができる。

211005 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

３-②
救命救急センター設
備整備支援事業（国
補）

すべての重篤救急患者を受け入れ
るため高度な医療機器を必要とする
救命救急センターの設備整備費を
助成

○ 155,493 166,366 ＋10,873 事業期間を拡充して整備を行うこと
に伴い、計画額を増額するもの。

各２次医療圏の救急医療体制を支えている救命救急セン
ターのニーズ及び重要性は引き続き高く、医療設備の老
朽化への対応や設備の性能向上を図るための更新を含
む救命救急センターの設備整備計画を変更（拡充）し、救
命救急センターの設備整備を実施することで、岐阜県南
部地域の救急医療体制の充実強化を図る。

事業を追加実施することで、より事業効果が上がり、上記
課題解決に寄与する。

211006 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

３-②
救命救急センター設
備整備事業（単独）

大垣市民病院は西濃地域の救急医
療の中核を担っているが、平成24年
１月に新病棟での診療開始に合わ
せて救命救急センターへ新たな設
備整備費を助成を行う。

○ 264,790 426,750 ＋161,960 設備整備の拡充実施に伴う計画額
を増額するもの。

各２次医療圏の救急医療体制を支えている救命救急セン
ターのニーズ及び重要性は引き続き高く、医療設備の老
朽化への対応や設備の性能向上を図るための更新を含
む救命救急センターの設備整備ニーズも引き続き高いこ
とから、計画を変更（拡充）し、救命救急センターの設備整
備を実施することで、岐阜県南部地域の救急医療体制の
充実強化を図る。

設備整備の拡充を実施することで、より事業効果が上が
り、上記課題解決に寄与し、救急医療体制の充実強化を
図ることができる。

211007 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

３-②
高度先進医療機能強
化設備整備事業

総合医療センターに先端医療設備
を整備する。
　【県総合医療Ｃの役割】
・具体的な高度先端医療として、ＩＴ
技術を活用したがん医療等を想定
（総合医療センターでは、地域がん
診療拠点病院としてがん医療を提
供している）
・飛騨医療圏では実施困難な高度
医療を提供するもの

○ 6,173 0 △6,173 事業を中止する。 　当初計画していた、ＩＴ技術を活用したがん医療や高度
医療の提供体制については、地域医療再生計画に定めら
れた各事業により整備を進めているため、本事業を中止
することとする。

　上記の医療課題については、地域医療再生計画に定め
られたがん対策事業や救急医療対策等によって解決する
見込みであるため、本事業の計画変更による医療課題の
解決への影響はない。

211008 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

３-④
総合周産期母子医療
センター運営費

 総合周産期母子医療センター、地
域周産期母子医療センターとして、
リスクの高い妊婦や新生児を受入
れ、適切な治療を行う体制を維持す
るために必要な財政的支援を行う。
ア）各病床機能の維持と医療提供
体制の強化　（ＭＦＩＣＵ６床）
イ）脳出血や肺塞栓等、産科合併症
以外の症状を有する妊婦に対し、救
命救急センター等、産科と連携し対
応する診療科の運営に必要な経費
の支援
ウ）近隣の医療機関の医師の協力
を受けて２４時間体制で母体救急搬
送の受入れや分娩に対応するため
に必要な人件費の支援

（総合周産期母子医療センター）
 県補助額：2/3（うち国1/3)

○ 139,888 39,088 △100,800 総合周産期母子医療センターの運
営費について、補助額を減額するも
のである。

当初計画した運営に係る経費が、人件費単価の減により
見込み額を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

211009 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

３-⑤
周産期医療施設設備
整備事業

三次周産期医療機関として、リスク
の高い妊婦を受入れ、適切な治療
を行うことが出来る環境を整備する
ため、超音波診断装置等、医療機
関が必要とする設備整備費につい
て補助を行う。
対象：三次周産期医療機関（高山赤
十字病院を除く６機関）
基準額：１か所あたり30,523千円
補助率：県1/2

○ 26,000 64,710 ＋38,710 三次周産期医療機関の機器の購入
に対する補助について、予定してい
た補助対象箇所数を増加させること
により、計画額を増額するものであ
る。

　当初計画していた補助対象機関以外からも多くの要望
があり、さらなる周産期医療体制の拡充は必要不可欠で
あることから、本事業の拡充を図る。

県内の周産期医療体制の更なる充実を図ることが可能と
なる。

211010 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

３-⑤
小児医療施設設備整
備事業

 三次周産期医療機関として、リスク
の高い新生児を受入れ、適切な治
療を行うことが出来る環境を整備す
るために必要なＮＩＣＵ、ＧＣＵの施設
整備や、ＮＩＣＵに必要な設備の整備
に係る費用について補助を行う。
対象：三次周産期医療機関
（高山赤十字病院を除く６機関）
基準額：
ア）ＮＩＣＵ及びＧＣＵの施設整備整
備面積m2×157,100円×0.33
イ）ＮＩＣＵ及びＧＣＵの設備整備１か
所あたり25,200千円
補助率：県1/2

○ 158,760 126,151 △32,609 機器の購入について、１件あたりの
単価を減額するものである。

機器の購入について、入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

211011 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

３-⑥
二次周産期医療施設
整備事業

二次周産期医療施設として三次周
産期医療機関に協力し、かかりつけ
医がいない妊婦等の救急に応じ、
適切な治療を行うことができる環境
を整備するため、産科施設で必要と
する超音波診断装置、分娩監視装
置、保育器、インファンﾄウォーマ等
の機器整備費について補助を行う。
対象：二次周産期医療機関（下呂温
泉病院を除く６機関）
基準額：１か所あたり8,673千円
補助率：県1/2

○ 24,754 31,246 ＋6,492 二次周産期医療機関の機器の購入
に対する補助について、計画額を増
額するものである。

当初予定していた補助対象機関について、再度調整をし
た結果、補助対象機関を変更することとなり、それに合わ
せ購入機器も変更となったため、計画額の拡充を図る。

県内の周産期医療体制の更なる充実を図ることが可能と
なる。

211012 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

３-⑦
助産師外来施設整備
事業

助産師外来を充実させ、地域におけ
るお産の場を確保するため、助産師
外来の運営に必要な備品整備費に
ついて助成する。
対象：助産師外来設置医療機関
基準額:１か所あたり8,673千円
補助率：県1/2

○ 13,308 7,473 △5,835 ・備品整備について補助対象箇所
数及び１施設あたりの助成額を減じ
ることにより、計画額を減額するも
の。

・本事業を活用する医療機関数が当初計画より少なかっ
たこと、また、補助基準額を下回る額での整備であったた
め。
・事業期間は、診察日の増加に向けた準備や受診者の利
便性向上など助産師外来の充実のため備品整備が必要
となり延長した。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額する。

211013 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

４-①
圏域別医療分野普及
啓発事業

県民への周産期医療、小児救急等
に関する理解を呼びかける普及啓
発事業を実施（県内全域を対象に
年度ごとにそれぞれ普及啓発する
課題を啓発方法と併せて検討し実
施）
【事 業 例】　周産期医療シンポジウ
ム、小児救急啓発リーフレット作成

○ 16,000 9,852 △6,148 事務経費（委託料）の不要に伴い、
計画額を減額するもの。

リーフレット作成等に係る経費が見込み額を下回ったた
め。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

211014 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

４-②
がん診療連携拠点病
院連携強化事業

【目的】
がん診療連携拠点病院に、岐阜県
がん連携パスコーディネーターを配
置し、二次医療圏内の医療機関等
による円滑な医療連携を強化するこ
とにより、がん患者やその家族の意
向に沿った、適切ながん診療と在宅
療養の提供体制の構築を支援す
る。
【主な事業内容】
○がん診療連携拠点病院に岐阜県
がん連携パスコーディネーターを１
名以上配置し、がん連携パスの作
成、運用を推進
・検討会の開催による連携パスの検
討
・圏域講演会等の開催による、関係
機関への地域医療連携、がん連携
パスの周知
・県民へのがんの医療連携に関す
る普及啓発
○がん診療連携拠点病院にがん患
者サロン相談員を配置し、相談支援
体制を充実
○看護職等を対象としたがん緩和
ケアに関する研修会を開催し、関係
機関の連携を強化

○ 50,386 56,812 ＋6,426 ○地域の療養情報作成事業の追加
　・がん患者が地域で在宅療養を送
るために必要な情報を集約した冊
子を作成する
○がん診療連携クリティカルパス普
及促進事業等の継続

　がんの医療連携の更なる促進のため、医療連携クリティ
カルパス事業を継続する必要がある。
　がん患者が地域で療養生活を送るためには、正しい情
報を得ることが重要であるため、インターネット等を使用し
ない高齢者が情報を得られるよう冊子による情報提供が
必要である。

　がんの医療連携については、がん診療連携拠点病院と
地域の中核病院、かかりつけ医の連携が重要であるた
め、事業継続により更なる連携体制が整備される。

211015 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

４-②
生活習慣病医療連携
推進強化事業

○地域の６つの中核病院に「連携パ
ス運営コーディネータ」を配置
・看護職等の雇用による、連携パス
検討会、パス運営の調整
・パス運営件数把握による事業評価
・地域の関係者を対象とした連携パ
スに関する研修会の開催
○保健所による地域内の連携パス
運営に関する全体調整
・地域の医療機関との会議による方
向性の確認、具体的内容の検討
・連携マップの作成と関係者での共
有、連携パスのHPでの公開等

○ 27,196 23,857 △3,339 ・業務委託料等の減額により、計画
額を減額するもの。

１圏域内の地区にてコーディネーターの人材確保困難に
よる人件費を含めた業務委託料が不要となった。また、各
保健所で実施する代表者会議について、委託先での会議
との合同開催による工夫で報償費、旅費の節減を図った
ため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

211018 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

１-①
岐阜県医学生修学資
金事業

医師共有・育成コンソーシアムと一
体となった県医学生修学資金制度
を創設する。
＜奨学金の内訳＞
○第１種
対象者：岐阜大学医学部地域枠入
学者
条　件：臨床研修終了後、資金貸与
期間の１．５倍の義務年限を県内医
療機関で勤務
○第２種
対象者：岐阜大学入学者（地域枠除
く）及び県内出身者で他県医学部へ
入学したもの
条　件：臨床研修終了後、資金貸与
期間と同期間の義務年限を県内医
療機関で勤務

○ 462,150 460,414 △1,736 　留年等の理由により貸付けを行わ
なかった貸付金分を計画額から減
額する。

　本修学資金制度では、貸付期間について、「医学を履修
する課程の正規の修業年限を超えることができない」と規
定している。平成25年度において、当初貸付をする予定で
あった者のうち、留年により進学ができなかった者が1名
発生し、その者について貸付けを行わなかったため、相当
分を減額する。

　上記の医療課題については、留年により事業が遅れる
ものの、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。
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211019 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

１-①
岐阜県医学生修学資
金事業(拡充分）

上記医学生修学金制度のうち、平
成２４年度の第２種の定員を拡充
し、貸付を行う。

【定員】
・H24：１４名・・・拡充する４名分に基
金充当
（従来からの定員１０名分は、
県単独予算対応）

○ 9,600 15,600 ＋6,000 第２種修学資金の平成２４年度定員
（１０名→１４名）及び平成２５年度定
員（１０名→１５名）を拡充し、地域医
療に従事する医師の拡大を図る。

県内の医師数の増加や地域偏在の解消は当県の医療行
政における最重要課題の一つであり、地域医療の維持・
充実のための措置が必要である。このため、将来県内に
定着し、地域医療を担っていく医師の育成が不可欠であ
り、少しでも多くの医師の確保が図れるよう本事業の拡充
が必要である。

将来の地域医療を担う医師の更なる拡充を図ることが可
能となる。

211020 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

１-②
医師事務作業補助者
設置支援事業

医師確保のための取組として、医師
の業務負担を軽減するため、医師
の書類記載や電子カルテシステム
等への入力などを行う医師事務作
業補助者の養成と県内病院での雇
用を促進し、県内病院勤務医の負
担軽減を図る。
＜補助対象事業＞
・医師事務作業費補助者の雇用に
かかる経費
・医師事務作業補助者の養成（医師
事務作業補助者としてのスキルを
身につけるための研修の実施等）に
かかる経費

○ 40,465 0 △40,465 　　緊急雇用創出事業臨時特例基
金事業により実施のため。

　緊急雇用創出事業臨時特例基金事業が平成２５年度ま
で延長になったことにより、当事業を緊急雇用事業として
実施する。

 上記の医療課題については、緊急雇用創出事業臨時特
例基金事業を活用することによって解決する見込みであ
るため、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。

211021 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

１-③
女性医師就労支援事
業費

女性医師が結婚、出産、子育てをし
ながら働き続けることができる環境
を整備し、離職の防止や再就職の
促進を図るための相談窓口を開設
する。
　また、医療機関の管理者等を対象
とした講演会等を開催し、女性医師
の勤務環境整備のための啓発を行
う。

　・岐阜県医師会に委託

○ 11,700 12,352 ＋652 　女性医師等の就労環境改善を啓
発するための講演会等の開催回数
を拡充し、職場環境整備の促進を図
る。

　女性医師等が働きやすい職場環境を整備することは、
医療従事者全体が働きやすい職場作りにつながり、医療
従事者の確保につながる。このことから、県内に就業・定
着する医師を増加させるために、本事業の拡充を図る。

　県内に就業する医師を呼び込むとともに、現在就業して
いる医師の離職防止・定着を図ることが可能となる。

211022 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

１-④
看護職員就労環境改
善事業

看護人材の離職防止に対する取り
組みを促進する。
・就労環境改善講演会・シンポジウ
ムの開催
・就労環境評価マニュアル研修会の
開催
　　(岐阜県看護協会に委託)

○ 2,836 2,127 △709 ・平成２５年度の事業を中止するとと
もに、マニュアル研修会の開催回数
を年１回に変更することに伴い、計
画額を減額するものである。

・マニュアル研修会は参加希望が少なかったため年１回
に変更し、平成２５年度事業については、平成２４年度年
度までの事業により一定の効果があること及び別事業に
より就労環境改善を図るため中止した。

上記の医療課題については、別事業である「看護職のＷ
ＬＢ推進事業」「就労環境改善に関する出前講座や相談窓
口設置」によって本事業が見込んでいた目標を達成する
見込みであるため本事業の計画変更による医療課題の
解決への影響はない。

211023 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

１-⑤
潜在看護職員再就業
支援研修事業

未就業の潜在看護職員が安心して
再就業するため、希望に即した再就
業研修ができるよう支援し、潜在看
護職員の再就業を促進させる。
・再就業研修受け入れ協力病院へ
の経費の助成
（岐阜県看護協会に委託）

○ 28,440 0 △28,440 別財源（緊急雇用創出事業特例交
付金）を活用した「看護職員等就労
支援研修事業」により、再就業研修
を支援し、再就業を促進しているた
め、本事業を中止する。

別財源による「看護職員等就労支援研修事業」は、ハロー
ワークやナースセンターを通じて未就業の潜在看護職員
を募集し、再就業したうえで雇用経費とOJT・OFFJT研修
に要する経費を医療機関に助成するものであり、再就業
者個々の経験や能力に応じた研修期間（最長１年）とする
ことができるため、より充実した研修を提供でき再就業の
促進、定着が図られることから、地域医療再生基金を活
用した本事業は中止する。

上記の医療課題については、別事業である「看護職員等
就労支援研修事業」によって本事業が見込んでいた目標
を達成する見込み（看護職員等就労支援研修事業対象者
２６６人）であるため本事業の計画変更による医療課題の
解決への影響はない。

211024 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

１-⑥
病院内保育所施設整
備支援事業（国補）

病院内保育所を普及・充実させ、育
児と仕事を両立できる職場環境の
整備することにより、看護職員や女
性医師の離職防止、再就業促進を
図るため、病院内保育所の新築・改
築に対して経費を助成する。
補助基準額：@22,245千円
補助率：基金1/3、国庫1/3、事業主
1/3

○ ○ 29,140 0 △29,140 事業を中止する。 医療機関において、保育児童の増加が一定以上見込め
ないことから整備計画が進まず補助申請に至らなかった
ため事業を中止する。

上記の医療課題については、別事業である「病院内保育
所施設整備支援事業（単独）」及び病院内保育所運営費
補助金の増額によって本事業が見込んでいた目標を達成
（病院内保育所数５８箇所、離職率減少10.2→9.7％）でき
たため本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。
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211025 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

１-⑥
病院内保育所施設整
備支援事業（単独）

病院内保育所を普及・充実させ、育
児と仕事を両立できる職場環境の
整備することにより、看護職員や女
性医師の離職防止、再就業促進を
図るため、病院内保育所の設備整
備に対して経費を助成する。
補助基準額：@1,000千円
補助率　　　：基金1/2、事業主1/2

○ 54,000 7,691 △46,309 ・設備整備について予定していた補
助対象箇所数を減じること、また、
補助基準額を下げることにより、計
画額を減額するものである。

・補助制度を活用する医療機関数が当初計画より少なく、
また、補助申請額が補助基準額を下回るものであったた
め。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
（病院内保育所数５８箇所、離職率減少10.2→9.7％）を上
げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見通し
が立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減額
し、優先順位の高い「救命救急センター設備整備事業（単
補）」を行うこととする。

211026 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

１-⑦
認定看護師資格取得
支援事業

水準の高い看護を実践できる認定
看護師を育成し、看護の質の向上を
図るため、医療機関が負担する認
定看護師資格取得に必要な認定看
護師教育課程受講料負担額を助成
し、認定看護師資格取得を支援す
る。
補助基準額：＠50０千円
補助率：基金1/2　　（上限250千円）

○ 30,000 22,490 △7,510 ・受講料負担について予定していた
補助対象箇所数を減じること、ま
た、補助基準額を下げることにより、
計画額を減額するものである。

・補助制度を活用する医療機関数が当初計画より少なく、
また、補助申請額が補助基準額を下回るものであったた
め。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「県立希望が丘学園再整備事業」
を行うこととする。

211027 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

２
ドクターヘリ導入事業
（運航経費）

本県の救急患者の救命率の向上と
後遺症の軽減を図るとともに、地域
間の医療格差の是正を図るためドク
ターヘリを導入する。

国庫　1/2、県（基金充当）1/2

○ 364,637 468,680 ＋104,043 医療提供体制推進事業費（統合補
助金）の減額された分について、地
域医療再生基金を活用し計画額を
増額するもの。

医療提供体制推進事業費（統合補助金）は本県の地域医
療の維持・充実を図るために必要不可欠のものであるた
め、「医療提供体制推進事業費補助金に関するＱ＆Ａ」
（項番９）に示された回答に基づき、当該事業が地域医療
再生計画に定められ事業であることから、減額された分に
ついて基金より充当を行う。

計画どおり事業を実施することが可能となり、ドクターヘリ
の導入による救急医療の実施と運航体制の整備による広
域搬送体制の強化を図ることができる。

211028 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

２
ドクターヘリ導入事業
（各種研修経費）

ドクターヘリの円滑な運用を行うた
め、基地病院・救命救急センターの
医師・看護職員、各地域の救急隊
員を対象とした研修を行う。

　＜研修内容＞
・基地病院医師・看護師実地研修
・県内救命救急センター医師・看護
師向け講習会
・救急現場医師・救急隊員向け講習
会

○ 10,061 2,407 △7,654 基地病院が実施する医師・看護師・
救急救命士・救急隊に対する研修
事業の経費の補助を予定していた
が、他団体（日本航空医療学会等）
が実施する研修制度や、基地病院
内で定期的に開催している症例検
討会を活用することに伴う計画額の
変更（減額）

基地病院が実施する医師・看護師・救急救命士・救急隊
に対する研修事業の経費の補助を予定していたが、他団
体（日本航空医療学会等）が実施する研修制度や、基地
病院内で定期的に開催している症例検討会を活用するこ
とができたため、当初計画額を減額する。

上記の医療課題については、日本航空医療学会及び厚
生労働省主催のドクターヘリ講習会に県内の医師・看護
師が参加し、また、基地病院は、定期的に消防機関等を
対象とした症例検討会を開催し、メディカルコントロール体
制に基づいた事後検証によって解決したため、本事業の
計画変更による医療課題の解決への影響はない。

211029 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

２
ドクターヘリ導入事業
（基地病院施設整備）

県の要請を受け、ドクターヘリを用
いた救急医療の提供を行う医療機
関に対し、ドクターヘリ配備に関連し
て必要となるヘリポート設営費・運
航関連施設整備費等に対して補助
を行う。

○ 184,425 209,510 ＋25,085 地上ヘリポート及び格納庫建設場
所の変更に伴う計画額の変更（増
額）

当初計画していた地上ヘリポート及び格納庫建設場所
は、大学校舎等に近く、ドクターヘリの運航に伴う騒音等
による大学授業への影響が懸念されるため、その影響が
最小限に抑えられる大学敷地内の他の場所で建設するこ
ととしたことに伴い、整備計画が変更となり、事業費が増
加することとなった。

計画変更により、より適切にドクターヘリを運用できる環
境が整備されることから、上記課題の解決を図ることが可
能となる。

211030 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

３-①
心臓二次検診セン
ター設立事業

岐阜地域周辺の対象児童に対し
て、専門医による二次健診を実施す
る検診センターを設立

○ 3,000 0 △3,000 事業を中止する。 当初計画していたセンターの設立については、地域医療
再生計画に定める各種の小児救急医療対策により対応
できているため、本事業を中止とする。

　上記の医療課題については、地域医療再生計画に定め
る各種の小児救急医療対策によって、解決する見込みで
あるため、本事業の計画変更による医療課題の解決への
影響はない。

211031 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

３-③
中核救急医療機関設
備整備補助金

二次救急医療体制を地域全体で維
持していくため、救急搬送患者の年
間受け入れ状況が、一定の基準（下
記）を満たす民間の二次救急医療
施設が行う、救急医療に必要な設
備整備に対して助成し、救急医療機
能の充実を図る。

※受入状況の基準（今後調整あり）
過去３年間の管轄の消防本部によ
る救急搬送患者の年間平均受入件
数が、１％以上を占めているか、１０
０件以上であること。

○ 189,537 116,595 △72,942 医療機関等への補助制度を策定し
た結果、補助制度を活用する医療
機関等が当初計画より少なかったこ
と及び入札差金の発生に伴い、事
業費を変更（減額）する。

補助制度の制定に伴う１箇所あたりの整備に必要な事業
費及び対象医療機関数の確定に伴い、当初計画していた
事業費規模よりも少ない事業費で実施できる見込みと
なったもの。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「がん診療連携拠点病院連携強
化事業」を行うこととする。
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211032 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

３-⑧
地域周産期医療体制
強化事業

新生児蘇生法技術の普及
 ア）総合及び地域周産期母子医療
センターを中心とした新生児蘇生法
の研修体制の整備
   ①講習用機器の整備費の補助対
象医療機関：三次周産期医療機関
７機関
　   （１医療機関あたり　2セットまで）
   ②地域の周産期医療機関を対象
とした講習会の開催
 イ）総合及び地域周産期母子医療
センター内に複数名の新生児蘇生
法インストラクターを設置できるよう
新生児蘇生法インストラクターの養
成

○ 19,200 13,180 △6,020 計画のうち、講習会の年間開催回
数について、下記のとおりとするも
のである。
開催予定回数　年間１４回→平成２
２年度　７回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２
３～２５年度　各５回

　講習会の回数については、当初計画していた回数を開
催せずとも、新生児蘇生法インストラクターの養成に係る
技能習得等の効果が得られるため、その回数を減少させ
ることにより計画を減ずるもの。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「県立希望が丘学園再整備事
業」を行うこととする。

211033 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

４-①
医療分野普及啓発事
業

県民への周産期医療、小児救急等
に関する理解を呼びかける普及啓
発事業を実施（県内全域を対象に
年度ごとにそれぞれ普及啓発する
課題を啓発方法と併せて検討し実
施）
【事 業 例】　周産期医療シンポジウ
ム、小児救急啓発リーフレット作成

○ 4,000 4,251 ＋251 事務経費の増加に伴い、計画額を
増額するもの。

リーフレット作成について、その発行部数を増刷したた
め。

県民への周産期医療、小児救急等に関する理解を呼び
かける普及啓発について、よりきめ細かな支援体制の拡
充につなげることができる。

211035 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

４-③
認知症サポート体制
構築事業

○認知症サポート体制連絡会議
 　地域包括支援センター単位で、医
師・介護従事者等認知症ケア関係
者からなる連絡協議会を開催し、多
職種の連携体制の強化について検
討する。
○サポート体制構築研修会
 　各地域の認知症ケア関係者との
合同研修会を開催。今年度は、県
内全体とモデル地区を含む地域医
師会単位で実施
○認知症サポートシステム構築
 　認知症ケア関係者間のネットワー
クをインターネットを利用して構築。
ショートステイなどの認知症関連
サービス情報、介護施設等の掲載、
認知症に関する相談先など関係施
設の連絡先を掲 載。また、医師会
で別途構築予定である有床診療所
ネットワークと連携することにより、
医療を含めた認知症患者をサポー
トする情報を集約できるようにする。

○ 10,000 12,232 ＋2,232 事業計画年度を延長して継続的に
実施する。

医療・介護・地域の連携を進めるには、県医師会が実施
する連携事業を継続的に補助する必要がある。

　事業の継続により、認知症サポートシステム構築の更な
る拡充を図ることができる。

211036 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

３-⑧
地域周産期母子医療
センター運営費（国
補）

地域周産期母子医療センターに対
する運営費助成
　【補 助 率】県２１／３（うち国１／
３）

○ 78,254 106,130 ＋27,876 総合周産期母子医療センターの運
営費について、補助額を増額するも
のである。

　全県的なネットワークを維持し、より一層強化していくこ
とにより、周産期医療体制の更なる拡充を図ることができ
るため、その中心的な役割を担う地域周産期母子医療セ
ンターに対する支援の拡充を図る。

県内の周産期医療体制の更なる充実を図ることが可能と
なる。

211037 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

がん在宅緩和ケア連
携推進事業

○がん在宅緩和ケア連携促進事業
の追加
【事業概要】
住み慣れた地域で、がんの在宅緩
和ケアが受けられるよう、下記事業
を医療圏域単位で実施し、地域の
実情に応じた体制整備を図る。
①がん在宅緩和ケアマップの作成
②がん在宅緩和ケアに関する研修
会等の開催
③がん在宅緩和ケア医療連携クリ
ティカルパスの検討・作成

○ 0 4,500 ＋4,500 0 　がんの在宅緩和ケアについては、症状緩和や疼痛コント
ロール等医療依存度が高く、終末期ケアを含むことから、
医療連携クリティカルパスの運用や、資源の整理、人材の
資質向上が必要である。

　がんの在宅緩和ケアについては、喫緊の課題であり、事
業の実施によって在宅緩和ケアの体制整備の拡充が図ら
れる。
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211038 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

がん診療連携拠点病
院がん登録連携強化
補助金

○がん診療連携拠点病院がん登録
連携強化事業の追加
【事業概要】
　地域がん登録に標準化システムを
導入することに伴い、がん診療連携
拠点病院で実施している院内がん
登録の登録結果が地域がん登録の
登録業務に円滑かつ正確に反映で
きるようにするため、そのシステム
改修に助成する。

○ 0 436 ＋436 　 　地域がん登録に標準化システムを導入することに伴い、
がん診療連携拠点病院で実施している院内がん登録の
登録結果が地域がん登録の登録業務に円滑かつ正確に
反映する必要があるため、そのシステム改修に助成をす
る。

　効果的ながん対策の立案及びがん医療の向上に必要
なデータを正確に収集することが可能となり、地域のがん
患者や家族に資することができる。

211039 21岐阜 H21補正
①岐阜県
南部

がん早期発見促進事
業

がんの早期発見及び早期治療に資
することを目的に、がん検診の実施
主体である市町村のがん検診並び
に医療へのつなぎの役割を果たす
精密検査の推進体制を強化するた
め、市町村におけるがん検診対象
者の的確な把握、がん検診受診率
の向上、精密検査受診促進に向け
た新たな取り組みをを支援する。

【事業内容】
・がん検診対象者実態調査
・がん検診個別勧奨
・がん検診未受診者へ再勧奨
・精密検査未受診者への訪問勧
奨、未受診理由調査
・がん検診受診普及啓発物品の作
成・配布
・がん検診受診啓発活動

○ 0 12,729 ＋12,729 0 　がんの死亡率を低下させるほか、早期治療によって療
養の質を向上させることが必要である。そこで、市町村が
実施するがん検診について、受診率向上や精密検査受
診促進のために新たな取り組みに対し補助を行い、推進
するとともに効果的な取り組みについて他市町村にも広
め、がん検診の正しい実施体制を整備することが必要で
ある。

　がん検診の受診率向上、精密検査受診につながり、が
んの死亡率低下に効果が期待できる。

212001 21岐阜 H21補正
②飛騨

３-①
小児初期救急医療セ
ンター設備整備事業

久美愛厚生病院の負担集中を軽減
するため、地元地区医師会の開業
医が当番により院内で小児軽症患
者の診療を行う「小児夜間初期救急
診療支援室」の診療機能の充実を
支援する。

○ 5,250 4,756 △494 入札結果による整備事業費の減少
に伴う計画額の変更（減少）

設備整備について、入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

212002 21岐阜 H21補正
②飛騨

３-①
小児救急医療拠点病
院運営事業

高山赤十字病院を小児救急医療拠
点病院として指定し、入院治療を必
要とする小児重症救急患者を必ず
受け入れる体制を整備するために
必要な、運営費（医師確保に必要な
人件費）に対して助成を行う。

○ 24,808 22,348 △2,460 当初予定していた補助額の減少に
伴う計画額の変更（減少）

　当該補助に依らず、事業主の自己財源にて事業を実施
することができたため、当初予定していた補助額を減額す
る。

　上記の医療解題については、事業主負担によって解決
したため、本事業の計画変更による医療課題の解決への
影響はない。

212003 21岐阜 H21補正
②飛騨

３-①
小児救急医療拠点病
院設備整備事業

高山赤十字病院を小児救急医療拠
点病院として指定し、入院治療を必
要とする小児重症救急患者を必ず
受け入れる体制を整備するために
必要な、設備整備費に対して助成を
行う。

○ 7,000 0 △7,000 事業（高山赤十字病院に係る整備）
を廃止する。

飛騨地域の小児二次救急医療体制の確保対策として、地
域医療再生基金を活用して、高山赤十字病院を飛騨圏域
の小児救急医療拠点病院として指定し、その事業に必要
となる運営費及び設備整備費に対し補助をする計画と
なっており、平成22年度に小児救急医療拠点病院の指定
を行い、運営費補助を行っている。
　一方、設備整備費については、別途救命救急センターと
しての設備整備を地域医療再生基金を活用して進めてお
り、病院としての設備整備状況及び今後の見込みを再度
精査・検討したところ、専ら小児救急医療拠点病院として
の設備整備は現状では充足しているとの結論となったた
め、事業を廃止することとなった。

高山赤十字病院は飛騨圏域の救急医療の中心的医療機
関であり、救急医療に必要な設備整備については、これ
までも地域医療再生基金を活用し病院全体として救急医
療体制の整備を計画的に進めている。この中で小児救急
医療拠点病院としての体制整備も行われていることから、
上記医療課題は解決される見込みであり、本事業の計画
変更による体制整備への影響はない。

212004 21岐阜 H21補正
②飛騨

３-①
救命救急センター設
備整備事業（国補）

すべての重篤救急患者を受け入れ
るため高度な医療機器を必要とする
救命救急センターの設備整備費を
助成

○ 63,698 62,835 △863 入札結果による整備事業費の減少
に伴う計画額の変更（減少）

設備整備について、入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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212005 21岐阜 H21補正
②飛騨

３-①
感染症指定医療機関
施設整備費補助金

　久美愛厚生病院(高山市）の新築
移転に伴う第二種感染症病棟の施
設整備事業に対する補助
病院新築工事
　　H22～23　　24年5月開院予定
補助対象
　　第二種感染症病棟部分(4床）
補助額
　 H22～23の2か年にわたり、工事
の出来高に応じて補助
　H22  1,237千円
　H23  7,996千円　計9,233千円

○ 5,000 4,599 △401  補助額及び基金充当額の変更
　　補助額：9,198千円
　　基金充当額：4,599千円

　機器の入札等事業内容の精査の結果、減額となるた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

212006 21岐阜 H21補正
②飛騨

３-②
助産師外来設備整備
事業

助産師外来を充実させ、地域におけ
るお産の場を確保するため、助産師
外来の運営に必要な備品整備費に
ついて助成する。
対象：助産師外来設置医療機関
基準額:１か所あたり8,673千円
補助率：県1/2

○ 8,872 1,019 △7,853 ・補助対象施設を変更するととも
に、１施設あたりの助成金額を減
じ、計画額を減額するものである。

・久美愛厚生病院助産師外来の休止に伴い、受診者の増
加が見込まれる同市内の高山赤十字病院助産師外来を
補助対象とした。
・補助基準額を下回る額での整備であったため。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「県立下呂温泉再整備事業」を行う
こととする。

212007 21岐阜 H21補正
②飛騨

３-②
周産期医療施設設備
整備事業

高山赤十字病院に対し、周産期医
療施設設備整備及び地域周産期母
子医療センター運営に必要な経費
についての財政的支援を行う
（設備整備）
LDR分娩台、インファントウォーマ、
超音波診断装置の購入
基準額：30,523千円　県補助額2/3

○ 15,372 20,335 ＋4,963 三次周産期医療機関の機器の購入
に対する補助について、計画額を増
額するものである。

当初予定していた補助対象機器について、その購入を検
討した結果、周産期医療に資することのできる別の機器
購入の要望があっため、補助対象機器の見直しにより、
計画額を増額することとしたため。

県内の周産期医療体制の更なる充実を図ることが可能と
なる。

212008 21岐阜 H21補正
②飛騨

３-②
小児医療施設設備整
備事業

高山赤十字病院に対し、小児医療
施設設備整備に必要な経費につい
ての財政的支援を行う（閉鎖循環式
保育器、未熟児・新生児用人工呼
吸器の購入）
基準額：25,200千円　県補助額：2/3

○ 11,235 14,988 ＋3,753 三次周産期医療機関の機器の購入
に対する補助について、計画額を増
額するものである。

当初予定していた補助対象機器について、その購入を検
討した結果、小児医療に資することのできる別の機器購
入の要望があっため、補助対象機器の見直しにより、計
画額を増額することとしたため。

県内の周産期医療体制の更なる充実を図ることが可能と
なる。

212009 21岐阜 H21補正
②飛騨

３-②
二次周産期医療施設
設備整備事業

二次周産期医療施設として三次周
産期医療機関に協力し、かかりつけ
医がいない妊婦等の救急に応じ、
適切な治療を行うことができる環境
を整備するため、産科施設で必要と
する超音波診断装置、分娩監視装
置、保育器、インファントウォーマ等
の機器整備費について補助を行う。
対象：二次医療機関（下呂温泉病
院）
基準額：１か所あたり8,673千円
補助率：県１／２

○ 4,210 0 △4,210 事業の中止 対象医療機関において、常勤の産科医師を確保すること
が困難であり、二次周産期医療機関としての体制を整備
できる見込みが立たないため、事業を中止する。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「下呂温泉病院再整備事業」を行うこととす
る。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。
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212010 21岐阜 H21補正
②飛騨

４
下呂温泉病院再整備
事業

（下呂温泉病院基本設計費）
・下呂温泉病院の建築計画、構造
計画、電気設備計画、機械設備計
画、工事工程表、概算工事費、平面
図、建物配置図等の資料を作成す
る。
（整備予定地の地盤調査費）
・下呂温泉病院を建設する際に必要
な地盤の強度や性質の調査を行う。
(基本設計、地盤調査に伴う事務費）
・基本設計、地盤調査を実施する際
に必要な事務費
（建設工事費）
・下呂温泉病院再整備に必要な建
設工事費

○ ○ 1,697,326 1,913,573 ＋216,247 飛騨医療圏の地域連携、医療機能
分担における飛騨南部の中核病院
として、下呂温泉病院の役割である
救急救命・周産期・小児等のへき地
医療、急性期医療、災害対応機能
を充分に果たせるよう、それらに係
る機器整備を増加し、医療機能の
強化を図る。

広大な面積、交通不便等地勢的悪条件を有する飛騨医
療圏における医療の確保には、地域の医療機関の役割
分担、連携の推進及び機能強化が必要である。このため
下呂温泉病院については、飛騨南部の中核病院としての
医療機能（救急救命・周産期・小児等の医療）を確保・強
化し、その役割である急性期医療、へき地医療、災害対
応機能を充分に果たせるよう、それらに係る機器整備を
増加させ、飛騨医療圏全体の地域医療の更なる充実を図
りたい。

飛騨医療圏におけるへき地医療、急性期医療、災害対応
機能の充実強化、地域連携の円滑化につながる。

212011 21岐阜 H21補正
②飛騨

５-①
圏域別医療分野普及
啓発事業

県民への周産期医療、小児救急等
に関する理解を呼びかける普及啓
発事業を実施（県内全域を対象に
年度ごとにそれぞれ普及啓発する
課題を啓発方法と併せて検討し実
施）
【事 業 例】　周産期医療シンポジウ
ム、小児救急啓発リーフレット作成

○ 4,000 2,065 △1,935 事務経費の減少に伴い、計画額を
減額するもの。

リーフレット作成等に係る経費が見込み額を下回ったた
め。

計画額より安価で目標を達成できたものであり、計画変更
による医療課題の解決による影響はない。

212012 21岐阜 H21補正
②飛騨

５-③
がん医療均てん化推
進事業

飛騨圏域におけるがん医療提供体
制を充実するため、地域の拠点とな
る病院のがん診療設備の整備を支
援

○ 25,000 59,968 ＋34,968 　補助対象医療機関の追加を図る。 　飛騨医療圏においては、地理的条件等の制約があるた
め、住民が利便性がよく通院可能な地域の医療機関にお
いて、良質かつ適切な医療を受けることができるよう、対
象医療機関を追加し支援を行う。

　飛騨医療圏において、がんの診療水準の向上が図ら
れ、がんの早期発見から治療に至るまで切れ目のない医
療を提供する体制が整備される。

212013 21岐阜 H21補正
②飛騨

５-③
がん診療連携拠点病
院連携強化事業

（目的）
岐阜県がん連携パスコーディネー
ターを配置し、二次医療圏内の医療
機関等による円滑な医療連携を強
化することにより、がん患者やその
家族の意向に沿った、適切ながん
診療と在宅療養の提供体制の構築
を支援
（主な事業内容）
○岐阜県がん連携パスコーディネー
ターを１名以上配置
・検討会の開催による連携パスの検
討
・圏域講演会等の開催による、関係
機関への地域医療連携、がん連携
パスの周知
・県民へのがんの医療連携等の普
及啓発
○がん診療連携拠点病院にがん患
者サロン相談員を配置し、相談支援
体制を充実

○ 7,962 4,813 △3,149 ○がん患者サロン相談員について、
既存の人材を活用してサロンを開設
したため、当初の人件費を減額する
ものである。

　がん患者サロン相談員について、既存の人材を活用し
て開設したため、当初積算していた人件費を減節減するこ
とが可能となった。

　上記の医療課題解決については、既存の人材活用に
よって解決したため、本事業の計画変更による医療課題
の解決への影響はない。

212014 21岐阜 H21補正
②飛騨

５-③
生活習慣病医療連携
推進強化事業

○地域の１つの中核病院に「連携パ
ス運営コーディネータ」を配置
　・看護職等による、連携パス検討
会、パス運営の調整
　・パス運営件数把握による事業評
価
　・地域の関係者を対象とした連携
パスに関する研修会の開催
○保健所による地域内の連携パス
運営に関する全体調整
　・地域の医療機関との会議による
方向性の確認、具体的内容の検討
　・連携マップの作成と関係者での
共有、連携パスのHPでの公開等

○ 7,262 1,600 △5,662 ・業務委託料の減額により、計画額
を減額するもの。

業務委託料の中で見込んでいたコーディネーターの人件
費について、従前から病院に勤務していた職員がその役
割を担うこととなったため不要となった。

計画額より安価で目標を達成できたものであり、計画変更
による医療課題の解決による影響はない。

154 / 344



参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

212016 21岐阜 H21補正
②飛騨

１
医師育成・確保コン
ソーシアム事業

(目的）
岐阜大学医学部、同附属病院と研
修医等が多く集まる公的病院等が、
効果的な初期臨床研修の実施と後
期研修医等を育成するコンソーシア
ムを組織し、県内の臨床研修医の
増加と医師不足地域への派遣によ
り岐阜県の地域医療の確保に資す
ることを目的とする。
（主な機能）
医師会や協力医療機関との連携の
もとに、岐阜県医学生修学資金と一
体的に運用
①初期臨床研修医の教育研修機能
②後期研修医等のキャリアアップ及
び医師派遣機能
③岐阜大学医学部地域枠の卒業生
の受け皿としての機能

○ 219,654 30,778 △188,876 　平成２３年度から国庫補助制度
「医療施設運営費等補助金（地域医
療支援センター運営事業）」が新設
され、当該事業費の１／２を同補助
金で充当することとなったため、補
助対象額を減額するものである。

　「岐阜県医師育成・確保コンソーシアム」を岐阜県におけ
る「地域医療支援センター」として位置付けたことに伴い、
医療施設等運営補助金の交付対象となったことから、対
象経費を減額するものである。

　上記の医療課題については、コンソーシアムで行う事業
が国の地域医療支援センター事業と位置付けられ国庫補
助金を活用することによって解決する見込みであることか
ら、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

212017 21岐阜 H21補正
②飛騨

２-①
ドクターヘリ導入事業
（運航体制整備）

「岐阜県飛騨地域・地域医療再生計
画」において導入するドクターヘリの
円滑な運用を図るため、救命救急セ
ンター設置病院及び当該医療機関
と連携して飛騨地域の救急患者を
受け入れる病院にヘリポートを整備
する。

○ 7,085 7,085 △0 事業費精算の単位修正（千円→円）
（171円減額）

事業費精算の単位修正（千円→円）（171円減額） 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

212018 21岐阜 H21補正
②飛騨

２-②
遠隔医療等設備整備
事業

医療の地域格差解消、医療の質及
び信頼性の確保を図るため、通信
技術を応用した遠隔医療体制を整
備する

○ 51,095 0 △51,095 事業を廃止する。 　岐阜県では、岐阜大学大学院小倉真治教授が中心と
なって開発を進めてきた救急医療支援情報システム「ＧＥ
ＭＩＴＳ」が展開されており、ＧＥＭＩＴＳは平成21年度の経済
産業省委託事業で本格的な実証実験が開始され、現在
はそのシステムのひとつである「救急医療コミュニティシス
テム」が県内１２病院（南部地域１０病院、飛騨地域２病
院）に導入されており、同システムにより参加病院間で画
像情報等の患者情報を共有することができることとなった
ため、当計画に計上していた遠隔医療設備の機能はＧＥ
ＭＩＴＳの救急医療コミュニティシステムで代替することが
可能となり、遠隔医療設備整備が進まない状況となってい
ることから、事業を廃止するもの。

上記の医療課題については、別事業である「救急医療コ
ミュニティシステム」によって、本事業が見込んでいた目標
を達成する見込みであるため、本事業の計画変更による
医療課題の解決への影響はない。

212019 21岐阜 H21補正
②飛騨

２-③
岐阜救急医療情報共
有支援システム事業

救急隊と救急医療機関が救急業務
を円滑に行うための情報共有システ
ムの導入

○ 100,000 112,095 ＋12,095 有 医療提供体制推進事業費（統合補
助金）の減額された分について、地
域医療再生基金を活用し計画額を
増額するもの。

医療提供体制推進事業費（統合補助金）は本県の地域医
療の維持・充実を図るために必要不可欠のものであるた
め、「医療提供体制推進事業費補助金に関するＱ＆Ａ」
（項番９）に示された回答に基づき、当該事業が地域医療
再生計画に定められ事業であることから、減額された分に
ついて基金より充当を行う。

計画どおり遠隔医療システムの活用による広域的な医療
連携支援が可能となり、システムの再開発により実効性
ある広域的な搬送ネットワークを確保できる。

212020 21岐阜 H21補正
②飛騨

５-②
小児救急電話相談事
業

現在、県が直接実施（県立病院で実
施）している小児救急電話相談を民
間事業者への委託に切り替えるとと
もに、窓口開設時間を拡大する。
（窓口開設時間）
１７年度～２１年度
平日（月～土）
19：00～23：00　（４時間）
休日
9：00～23：00　（１４時間）
２２年度～
月～金
18：00～翌8：00　（１４時間）
土曜・休日
8：00～翌8：00　（２４時間）

○ 35,506 49,314 ＋13,808 医療提供体制推進事業費（統合補
助金）の減額された分について、地
域医療再生基金を活用し計画額を
増額するもの。

医療提供体制推進事業費（統合補助金）は本県の地域医
療の維持・充実を図るために必要不可欠のものであるた
め、「医療提供体制推進事業費補助金に関するＱ＆Ａ」
（項番９）に示された回答に基づき、当該事業が地域医療
再生計画に定められ事業であることから、減額された分に
ついて基金より充当を行う。

計画通り、地域医療を確保するために医療等関係者間で
の連携・協力のさらなる充実が可能となり、医療機関の負
担軽減を図ることができる。
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212021 21岐阜 H21補正
②飛騨

５-④
慢性腎臓病予防対策
事業

○CKDの普及啓発
○ＣＫＤ予防検討会の開催
・健診体制の整備
・保健指導体制の整備
○モデル事業の実施
・地域と医療（かかりつけ医・専門
医）との連携体制検討
・生涯を通じたＣＫＤ予防体制の整
備

○ 4,598 678 △3,920 事業実施に係る報償費、旅費、委託
料等の経費の減に伴い、計画額を
減額するもの。

　研修会講師について、他県講師ではなく、県内講師への
依頼により費用弁償が減少したこと、また普及啓発につい
て、新聞広告を取り止めリーフレット作成に変更したことに
より委託料が減少したため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題による影響はない。

212023 21岐阜 H21補正
②飛騨

飛騨地域救急医療機
関設備整備費補助金
(単補）

すべての重篤救急患者を受け入れ
るため高度な医療機器を必要とする
救命救急センターの設備整備費を
助成

○ 0 21,000 ＋21,000 0 飛騨地域においては民間二次救急医療機関がなく、三次
救急医療機関（救命救急センター）の体制強化は進んで
いるものの、三次機関と連携する二次救急医療機関の体
制整備が遅れ、三次救急医療機関への救急医療の役割
の集中が危惧されるとともに、地域としての救急医療体制
の確保が必要となっていることから、飛騨地域において、
救命救急センターを中心とした救急利用体制を強化する
ため、救命救急センターと連携して救急医療体制を担う二
次救急医療機関の設備整備を行う。

圏域の救急医療体制のさらなる強化が可能となる。

212024 21岐阜 H21補正
②飛騨

地域周産期母子医療
センター運営費

地域周産期母子医療センターに対
する運営費助成
　【補 助 率】県２１／３（うち国１／
３）

○ 50,558 92,286 ＋41,728 総合周産期母子医療センターの運
営費について、補助額を増額するも
のである。

　全県的なネットワークを維持し、より一層強化していくこ
とにより、周産期医療体制の更なる拡充を図ることができ
るため、その中心的な役割を担う地域周産期母子医療セ
ンターに対する支援の拡充を図りたい。

県内の周産期医療体制の更なる充実を図ることが可能と
なる。

212025 21岐阜 H21補正
②飛騨

がん均てん化推進事
業（県単）

がん均てん化に資する設備整備に
伴う施設改修に対して補助すること
により、がん診療水準の向上を図
る。

○ 0 25,000 ＋25,000 0 飛騨医療圏においては、地理的条件等の制約があるた
め、住民が利便性がよく通院可能な地域の医療機関にお
いて、良質かつ適切な医療を受けることができるよう、が
ん医療に必要な設備整備に伴う施設改修を支援する。

飛騨医療圏において、がんの診療水準の向上が図られ、
がんの早期発見から治療に至るまで切れ目のない医療を
提供する体制が整備される。

212026 21岐阜 H21補正
②飛騨

がん在宅緩和ケア連
携推進事業

○がん在宅緩和ケア連携促進事業
の追加
【事業概要】
住み慣れた地域で、がんの在宅緩
和ケアが受けられるよう、下記事業
を医療圏域単位で実施し、地域の
実情に応じた体制整備を図る。
①がん在宅緩和ケアマップの作成
②がん在宅緩和ケアに関する研修
会等の開催
③がん在宅緩和ケア医療連携クリ
ティカルパスの検討・作成

○ 0 750 ＋750 0 　がんの在宅緩和ケアについては、症状緩和や疼痛コント
ロール等医療依存度が高く、終末期ケアを含むことから、
医療連携クリティカルパスの運用や、資源の整理、人材の
資質向上が必要である。

　がんの在宅緩和ケアについては、喫緊の課題であり、事
業の実施によって在宅緩和ケアの体制整備の拡充が図ら
れる。

213001 21岐阜 H22補正 １-（１）
県立希望が丘学園再
整備事業

老朽化が進む希望が丘学園（病院・
肢体不自由児施設）を再整備し、医
学的管理下での障がい児のリハビ
リや訓練機能を拡充させるととも
に、発達障がい児の診療や療育指
導機能を強化

○ ○ 1,313,996 1,488,644 ＋174,648 有 施設利用者および療育現場職員、
療育関係者等の意見を取り入れ、
機能をより充実させるとともに、利用
者の利便性・安全性を高めた施設・
設備の整備を行うため、事業費の増
額を行う。

基本･実施設計を行う中で、施設利用者および療育現場
職員、療育関係者等の意見を取り入れた結果を踏まえ、
車いす利用者の乗り降りのための外構庇の拡大、防火水
槽、地下調整池の設置など、より利便性や安全性に配慮
した施設にするとともに、ＭＲＩ装置やオーダリングシステ
ムの導入など医療的機能等の充実を図り、県の障がい児
療育の拠点にふさわしい施設･設備の整備を行う。

利便性・安全性の高い施設・設備整備を行うことで、県の
障がい児療育の拠点としての役割を果たすことができる。
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213002 21岐阜 H22補正 １－（１）
岐阜県総合医療セン
ター障がい児病棟整
備事業

総合療育拠点整備構想の一環とし
て、岐阜県総合医療センターに医療
的ケアの必要度の高い障がい児の
ための病棟を整備。

○ ○ ○ 413,689 414,682 ＋993 有 障がい児病棟に整備する機器を拡
充し、診療体制を充実させるため事
業費の増額を行う。

岐阜県総合医療センターの障がい児病棟は重症心身障
がい児のなかでも重症度が高く、医療的ケアが必要な患
者の入院を想定しているため、患者の容体の急激な変化
も予想される。そこで、本館と障がい児病棟で共用する予
定であった機器を新たに障がい児病棟にも整備し、本館
から障がい児病棟まで運ぶ手間を省略することで、迅速
な医療の提供やスタッフの負担の軽減を図りたい。

障がい児病棟における患者への迅速な対応やスタッフの
負担の軽減を図ることが可能となる。

213003 21岐阜 H22補正 １－（１）
希望が丘学園備品購
入費

肢体不自由児施設である希望が丘
学園の医療体制の強化や利用者の
ＱＯＬ向上のための機器整備（建物
の再整備に先行して実施する備品
の購入）

○ 40,043 23,500 △16,543 備品購入費について減額するもの。 備品購入について入札を実施した結果、見込を下回った
ため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

213004 21岐阜 H22補正 １－（２）
障がい児者支援者研
修事業費

発達障がい児者支援指導者養成、
発達障がい児者支援実地研修を実
施。

○ 3,000 1,768 △1,232 　計画のうち、実地研修講師の報償
費及び旅費について減額するもの
である。

　講師の旅費を安価で設定し、移動距離の減少により旅
費を減じるもの。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

213005 21岐阜 H22補正 １－（２）
障がい児看護人材確
保事業

障がい児看護に対する認識を高
め、看護職員の確保を図るための
講演会並びに現場を感じられるプロ
グラムを実施する。

○ 1,000 2,196 ＋1,196 ・平成25年度は講演会時のアン
ケート結果を参考に看護業務体験
会を実施し、重症心身障がい児者
看護に従事する人材確保を促進す
るとともに研修用プログラムを作成
し、障がい児者看護に必要な知識・
技術の確保を支援する。

・平成24年度に実施した「障がい児・者のための看護セミ
ナー」参加者アンケートにより、「障がい児者看護に魅力
は感じるが、現場のことがわからないので看護体験ができ
る機会を増やしてほしい」という意見が多くあった。また、
実際に重症心身障がい児者看護に従事している方から
は、「仕事の合間に実施できる教育プログラムがあればよ
い」という意見があった。今後、障がい児者看護の提供体
制強化が必要であり、実習・体験の受け入れ及び研修用
プログラムの作成等により、さらに人材確保を図る必要が
ある。

・実施事業の追加により、重症心身障がい児者看護に従
事する人材確保をさらに促進することが可能となる。

213006 21岐阜 H22補正 １－（２）
日中一時支援事業補
助金

在宅に移行したＮＩＣＵ等長期入院
児等の保護者の要請に応じて一時
的に受け入れ、在宅医療中の定期
的医学管理及び保護者の労力の一
時支援を行うための病床を確保する
運営費助成
【事業主体】都道府県、市町村、地
方独立行政法人、公的団体及び厚
生労働省が認める医療機関
【補助対象経費】
　病床確保経費：病床稼働に必要な
医師、コメディカルの確保に係る人
件費、運営に係る材料費等
　看護師等確保経費：看護師等の
確保に関する人件費
【補助率】国1/3  県2/3以内のため
2/3補助

○ 44,791 848 △43,943 予定していた補助対象箇所数を減
じることにより、計画額を減額するも
のである。

補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかった
ため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「がん診療施設・設備整備事業
費」を行うこととする。

213007 21岐阜 H22補正 １－（２）
地域療育支援施設運
営事業補助金

ＮＩＣＵやＧＣＵに長期入院している
小児について、在宅療養移行準備
の中間施設として病床を確保するた
めの運営費助成
【事業主体】都道府県、市町村、地
方独立行政法人、公的団体及び厚
生労働省が認める医療機関
【補助対象経費】
 病床稼働に必要な医師、コメディカ
ルの確保に係る人件費、運営に係
る材料費等
 【補助率】10/10補助

○ 10,478 7,713 △2,765 ＮＩＣＵ等から在宅療養へ移行する
間の中間施設について、利用見込
み日数の減少に伴い、その運営に
係る補助を減じるもの。

当初計画より、対象病床の利用数が少なかったため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「がん診療施設設備整備事業」
を行うこととする。
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213008 21岐阜 H22補正 １－（２）
地域療育支援施設設
備整備事業補助金

ＮＩＣＵやＧＣＵに長期入院している
小児について、在宅療養移行準備
の中間施設として病床を確保し、地
域療育支援施設として必要な医療
機器等の備品購入費助成
 【事業主体】地方公共団体、地方独
立行政法人、公的団体及び厚生労
働大臣が認める医療機関
 【補助対象経費】医療機器
 【補助率】  県1/2補助

○ 6,300 5,433 △867 機器の購入について、１件あたりの
単価を減額するものである。

機器の購入について、入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

213010 21岐阜 H22補正 １－（２）
重症心身障がい児者
等短期入所基盤等整
備事業

　医療的ケアの必要な重症心身障
がい児者等へのレスパイトケアサー
ビスを拡充するため、短期入所、日
中一時支援（預かり）を新たに実施
し、又は受け入れの増を図る施設・
医療機関に対し、人工呼吸器・介護
ベッドその他の医療機器等の購入
及び設備改修の経費を助成。
【補助率1/２】
※自立支援基盤整備事業の金額に
準じ、当該事業の対象とならないレ
スパイトサービスを新規に開始する
事業所に対して補助。

○ ○ 75,000 15,000 △60,000 　設備整備について予定していた補
助対象箇所を減じることにより、計
画額を減額するものである。

補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかった
ため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「県立希望が丘学園再整備事
業」、「がん診療施設・設備整備事業」、「重症心身障がい
児（者）等支援従事者研修事業」を行うこととする。

213011 21岐阜 H22補正 １－（２）
重症心身障がい児者
等支援従事者研修事
業

　重症心身障がい児者等を受け入
れている、又は受け入れる予定の
福祉施設や医療機関における受け
入れ体制を強化するため、支援業
務に直接携わる職員を対象に、医
療的ケアの基本的知識の習得、各
種支援制度、サービスの利用手続
き、介護者の心のケア等の研修を
実施。

○ 4,000 5,100 ＋1,100 医療・福祉関係者や看護師を志す
方などに重症心身障がい児者の状
態像や必要な医療的ケアなどにつ
いて知ってもらうため、現在の研修
事業に重症心身障がい児者をテー
マとしたDVDの制作事業を追加す
る。

　医療機関で働く看護師等に重症心身障がい児者と関
わった経験がないため、その状態像がわからず、短期入
所での受け入れが進んでいないという現状があるため、
重症心身障がい児者を受け入れられる短期入所の拡大
には、まず重症心身障がい児者について知っていただくと
いうことが必要である。

　医療的ケアが必要な重症心身障がい児者を受け入れら
れる短期入所の拡大を図ることが可能となる。

213012 21岐阜 H22補正 １－（２）
重症心身障がい児
（者）等支援ネット
ワーク事業

障がい児（重症心身障がい児、発達
障がい児）の療育に携わる施設や
医療機関の連絡調整、情報集約、
サービス利用手続の標準化に向け
た調整等のための連絡会議の開
催。

＜主要構成機関＞
・希望が丘学園、県総合医療セン
ター、長良医療センター、岐阜大学
医学部ほか

○ 1,800 3,636 ＋1,836 有 連絡会議の開催に加え、新たに整
備される総合療育拠点で活躍する
看護師等の医療人材の確保につい
ても取り組みを進める。

県立希望が丘学園の再整備による診療、療育体制の強
化と平行して、医師、看護師などの医療人材の育成確保
を進める必要があることから、新施設の人材募集活動に
使用するＰＲ資料の作成等を行う。

施設・設備整備と平行し、新施設での障がい児療育に携
わる医療人材の確保対策を行うことで、県の障がい児療
育体制をより実効性のあるものとすることができる。

213013 21岐阜 H22補正 １－（２）
重症心身障がい児者
等在宅生活支援事業

　在宅の重症心身障がい児者への
情報提供のためのリーフレット及び
サポートブックの作成、配布。

※当初印刷分は、光をそそぐ交付
金充当。
※増刷分（初年度事業費の1/2）
は、再生基金対応。

○ 270 1,192 ＋922 　事業に必要な消耗品を追加購入
し、事業の推進を図りたい。

　サポートブックを効果的に活用するため、必要な消耗品
（穴あきリングのファイル）の追加購入を図る。

　生まれてから成長する過程で必要な情報を自由に記載
できるようにし、長期間利用できるようにすることで、サ
ポートブックを支援のツールとして定着させることができ
る。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

213014 21岐阜 H22補正 １－（２）
子どもの心の相談医
ネットワーク事業

様々な子どもの心の問題に対応す
るため、子どもの心の相談医を養成
し関係機関と連携した支援体制を整
備する。

　【事業内容】
①子どもの心の相談医ネットワーク
化準備事業
　「子どもの心の相談医」等を中心
にした県のネットワーク体制の検討
会開催
②子どもの心の相談医等専門家養
成事業
　子どもの心の相談医研修会へ小
児科医及び精神科医を
派遣
③子どもの心の健康普及啓発事業
　ホームページ開設

○ 20,050 11,468 △8,582 子どもの心の相談医等専門家養成
事業における「子どもの心の相談医
研修会（中央研修会：東京等）への
派遣医師数が減少したことにより、
派遣医師に係る経費を減ずるもの。

子どもの心の相談医等専門家養成事業における子どもの
心の相談医研修会（中央研修会）への派遣医師数の減少

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「県立希望が丘学園再整備事
業」を行うこととする。

213016 21岐阜 H22補正 １－（２）
障がい（児）者歯科
ネットワーク推進事業
（投資）

障がい児（者）の歯科診療体制の充
実を図るため、医療機器等の設備
整備、障害者歯科を行える歯科医
育成等を実施し、県内の障害者歯
科ネットワーク体制の確立支援のた
めの補助を行う。
【補助率】施設・機器整備は1/2

○ ○ 31,250 36,165 ＋4,915 　医療機器等の設備整備の補助対
象箇所を拡充し、障がい者歯科ネッ
トワーク体制のさらなる拡大を図る。

現状、障がい児（者）の歯科診療体制には地域によっては
偏在があり、その緩和を図っていく必要がある。このた
め、障がい者歯科ネットワーク体制のさらなる確立支援を
行い、整備体制の確保が図れるよう、本事業の拡充を図
りたい。

障がい者歯科ネットワーク体制の拡充を図ることが可能と
なる。

213017 21岐阜 H22補正 １－（２）
障がい者施設巡回歯
科健診事業

歯科保健環境に恵まれない障がい
(児)者に対し歯科診療車による健診
を毎年度16カ所県歯科医師会に委
託して実施している。本基金を活用
して、対象施設の拡大を行い、実施
箇所を毎年度2倍(32カ所）とする。

○ 3,619 3,619 ±0 　事業の精査により生じた額（端数）
を減額するものである。

　事業の精査により生じた額（端数）を減額する。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

213018 21岐阜 H22補正 １－（３）
小児集中治療室運営
事業費補助金

小児集中治療室の運営に対して補
助
　【想定病院】県総合医療センター
                   大垣市民病院
　【補 助 率】県1/2
 （計画変更）
・補助率の変更（1/2→10/10）

○ 74,000 55,500 △18,500 大垣市民病院のＰＩＣＵ整備開始時
期が、当初予定の平成24年度開始
から平成25年度開始に変更とな
なったことに伴い、事業費の見直し
により計画額を減額するもの。

大垣市民病院のＰＩＣＵ整備開始時期が当初予定の平成
24年度開始から平成25年度開始に変更により、事業期間
が縮小されることとなり、補助額が減少したため。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「県立希望が丘学園再整備事業」
を行うこととする。

213019 21岐阜 H22補正 １－（３）
小児集中治療室施設
設備整備費補助金

小児の重症患者の適切な医療を確
保するため、小児集中治療室として
必要な医療機器を整備する経費へ
の補助
　【対象施設】岐阜県総合医療セン
ター
　　　　　　　　大垣市民病院
　【補 助 率】県1/2（地方独法・公立
は国庫補助対象外）

○ 50,000 75,000 ＋25,000 小児救急医療体制のさらなる充実
強化のため、岐阜県総合医療セン
ターのＰＩＣＵ整備病床数を増加（２
→４）することに伴い、計画額を増額
するものである。

整備予定２病院のうち１病院（岐阜県総合医療センター）
のPICU整備計画について、平成26年度に6床体制（小児
救命救急センター化）として運用する方針が決まり、当初
計画では２床分の設備整備等の事業を計上していたが、
平成26年度６床体制をめざし、平成25年度には４床体制
とする整備を行うこととなり設備整備事業量が増加するこ
ととなった。また施設整備（改修）についても、平成27年度
以降に小児集中治療室の診療報酬上の施設基準（８床）
も実現可能となるよう、施設改修を拡張性のある方法に変
更（増加病床の整備個所を変更し、小児集中治療室のエ
リアを拡大）することとしたため、事業費が増加することと
なった。

計画変更によりＰＩＣＵの病床増が実現でき、課題への対
応が一層進む。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧
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213020 21岐阜 H22補正 １－（３）
救急医療機関適正受
診普及事業(地域医
療県民啓発事業）

地域医療に関する正しい理解をふ
まえた正しい医療機関の利用を推
進するため、保健・医療の指導にあ
たる者への研修事業と県民に対す
る啓発事業を実施する。（県医師会
への補助事業）
①市町村保健師、看護師、養護教
員等を対象とした指導者向け研修
会
・小児救急や保健医療などで県民
への啓発指導が必要な分野で個別
テーマを設け、相談・指導にあたる
者のレベルアップを図る
②県民を対象とした啓発シンポジウ
ム・講演会
・地域医療の問題に関して県民に広
く注意を喚起し、啓発を行う
③①、②の事業を効果的に実施す
るため、啓発資料作成・配布等を行
う。
【補助率】10/10
【補助先】県医師会

○ 13,500 13,278 △222 計画のうち、研修会や講演会開催
に係る経費の減少に伴い、計画額
を減額するもの。

当初予定していた研修会や講習会の開催経費が見込み
を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

213021 21岐阜 H22補正 １－（３）
小児救急電話相談事
業費(拡充分)

休日・夜間の小児救急患者の保護
者に対して助言等を行う小児救急
電話相談事業については、平成22
年度から相談時間帯を拡大したとこ
ろであるが、繁忙時間帯（19：00～
23：00）について相談数が増加し、
電話がつながりにくくなりつつある。
このため平成24年度から繁忙時間
帯のみ相談員（回線数）を増やし、
相談体制を拡充する。

【補助率】　国1/2
県から民間事業者への委託事業

○ 3,246 3,145 △101 事業費（委託料）の減少に伴い、計
画額を減額するものである。

事業の委託について、入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

213022 21岐阜 H22補正 ２－（１）
認知症疾患医療セン
ター運営事業

認知症を早期発見・早期診断し適切
な治療につなげるため、認知症疾患
に関する鑑別診断、周辺状況と身
体合併症に対する急性期医療、専
門医療相談等を実施するほか、地
域保健医療・介護関係者へ研修等
を行う認知症疾患医療センターを設
置

○ 53,586 46,809 △6,777 認知症疾患医療センターの一部運
営費用（委託費）の減額

一部のセンターで当初想定よりも少ない人員で事業を実
施するなど、効果的かつ効率的に事業を実施した結果、
委託額の一部が不要となった。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

213023 21岐阜 H22補正 ２－（１）
認知症疾患医療セン
ター地域認知症対策
事業

認知症疾患医療センターを運営す
る医療機関が、認知症疾患医療セ
ンターをより有効に活用するための
地域での認知症対策事業を実施
１　認知症地域連携推進事業
２　認知症訪問検診事業
３　認知症患者支援事業
４　認知症理解・相談支援事業
[補助率10／10]

○ 14,000 12,542 △1,458 一部の認知症疾患医療センターで
計画していた事業費の減額

一部の認知症疾患医療センターで計画していた「ケアマネ
ジャー等への啓発事業」等について、その目的が他の事
業（認知症疾患医療センター運営事業）実施により達成さ
れたため。

　上記医療課題については、別事業である「ケアマネー
ジャー等への啓発事業」等によって、本事業が見込んでい
た目標を達成できたため、計画変更による医療課題の解
決による影響はない。

213024 21岐阜 H22補正 ２－（１）
認知症疾患医療セン
ター体制整備事業

認知症の適切な医療を確保するた
め、認知症疾患医療センターとして
必要な医療機器を整備する経費へ
の補助
　【対象施設】認知症疾患医療セン
ター指定医療機関
　【補 助 率】県1/2
※１５　精神科救急医療体制整備事
業（保健医療課）で整備する医療機
器は除く

○ 3,432 1,067 △2,365 計画のうち、機器導入等を予定して
いた補助対象箇所を減じることによ
り、計画額を減額するものである。

補助制度を活用する認知症疾患医療センターが当初計画
よりも少なかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「県立希望が丘学園再整備事
業」を行うこととする。
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213025 21岐阜 H22補正 ２－（１）
認知症連携指導医養
成研修

認知症疾患医療センターの設置を
契機に、認知症の診療に習熟した
主治医（かかりつけ医）への助言そ
の他の支援を行うとともに、認知症
疾患医療センターや地域包括支援
センター等と連携し、地域での認知
症支援・連携体制つくりの推進役と
なる認知症連携指導医を養成

○ 1,467 1,097 △370 当初計画よりも受講に係る事業費
（旅費）が安価だったことにより減額
するもの。

当初計画よりも事業費（旅費）が安価だったことによる減
額変更。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

213026 21岐阜 H22補正 ２－（２）
地域包括ケアシステ
ム構築事業補助金

国の社会保障審議会介護保険部会
にてとりまとめられた意見書等に基
づき、医療・介護（福祉）が連携した
地域包括ケアシステムの確立を目
指すため、Ｈ24年度の診療報酬・介
護報酬の同時改定の動き、岐阜県
保健医療計画の改定（24年度）に資
する事業への補助を行う。　　　【補
助率】　10/10
平成22年度に現・地域医療再生計
画にて実施した県南部地域有床診
療所ネットワーク構築事業の全県へ
の拡大及び認知症サポート事業と
の連携

○ 9,245 8,654 △591 対象区域を平成25年度末までに全
県下とすることには変わりないが、
システム構築における登録情報の
追加、整理等の機能面の改修内容
については今後継続して検討を要
するため、補助額を減額するもので
ある。

実際に運用していく中で、利用者からの意見により改修内
容の更なる検討が必要となったため、補助対象者と協議
の上、補助額を減じることにより、計画額を減額するもの。

上記の医療課題については、平成24年度補正予算による
第3次岐阜県地域医療再生計画の「地域包括ケアシステ
ム構築事業補助金（ソフト）」によって、本事業が見込んで
いた目標を達成する見込みであるため、本事業の計画変
更による医療課題の解決への影響はない。

213027 21岐阜 H22補正 ２－（２）
地域包括ケアシステ
ム構築（整備）事業補
助金

国の社会保障審議会介護保険部会
にてとりまとめられた意見書等に基
づき、医療・介護（福祉）が連携した
地域包括ケアシステムの確立を目
指すため、Ｈ24年度の診療報酬・介
護報酬の同時改定の動き、岐阜県
保健医療計画の改定（24年度）に資
する事業への補助を行う。　　　【補
助率】　システム改修費は1/2

平成22年度に現・地域医療再生計
画にて実施した県南部地域有床診
療所ネットワーク構築事業の全県へ
の拡大を図るためのシステム改修
補助及び認知症サポート事業との
連携

○ 12,204 4,374 △7,830 対象区域を平成25年度末までに全
県下とすることには変わりないが、
システム構築における登録情報の
追加、整理等の機能面の改修内容
については今後継続して検討を要
するため、補助額を減額するもので
ある。

実際に運用していく中で、利用者からの意見により改修内
容の更なる検討が必要となったため、補助対象者と協議
の上、補助額を減じることにより、計画額を減額するもの。

上記の医療課題については、平成24年度補正予算による
第3次岐阜県地域医療再生計画の「地域包括ケアシステ
ム構築事業補助金（ハード）」によって、本事業が見込ん
でいた目標を達成する見込みであるため、本事業の計画
変更による医療課題の解決への影響はない。

213028 21岐阜 H22補正 ２－（２）
福祉施設看護師確保
事業費

高齢化が進むと考えられる現状に
おいて、福祉分野での看護人材の
育成及び確保を図るため、訪問看
護ステーション、老人福祉施設等へ
の再就業を希望する潜在看護師の
再就業に必要な研修を実施する。
・委託先　　岐阜県看護協会

○ 4,368 3,260 △1,108 研修の実施経費が見込み額より下
がるため、計画額を減額するもので
ある。

研修受講のために必要となる保育施設利用経費を見込
んでいたが、計画を下回る利用であるため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「県立希望が丘再整備事業」を
行うこととする。

213029 21岐阜 H22補正 ３－（１）
救急医療専門領域医
師研修

救急医療体制全体の質の向上と、
地域における救急医療機関相互の
連携体制の構築を図るため、二次
救急医療機関の医師を対象に、専
門領域ごとの実地研修を行う。
（分野）脳卒中、急性心筋梗塞、小
児救急、重度外傷
　【委託先】救命救急センターを有す
る病院
　【補助率】国1/2

○ 6,376 0 △6,376 事業を廃止する。 救急医療全体の質の向上と、地域における救急医療機関
相互の連携体制の構築を図るため計画している、救急医
療専門領域医師研修の実施について、指導者となる飛騨
圏域の救命救急センター医師等と実施に向けた検討、協
議を進めてきたが、第三次及び第二次救急医療機関医師
の多忙（医師数が不足している状況にある）、その領域で
の専門技術に新たに取り組む医師が少ない、医局を超え
た実地研修の実施（病院間交流）の仕組みづくりには時間
を要する等の理由により、計画どおりの実施は困難との
結論となった。

上記の医療課題については、別事業である「救急医療機
関連携ネットワーク事業運営費補助金」の中で、遠隔で患
者画像データを共有して転院搬送相談やカンファレンス、
研修医を中心とした研修を行うことなどにより解決する見
込みであり、本事業の廃止による医療課題の解決への影
響はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

213030 21岐阜 H22補正 ３－（１）
救急救命士を含む救
急隊員の教育訓練事
業

・救急現場で緊急度が高い、外傷、
脳卒中、心疾患等の各傷病に応じ
た病院収容前から病院内までの一
貫した観察・応急処置に必要な知識
と技術の修得を目的とした教育訓練
を実施する。

○ 10,264 3,823 △6,441 教育訓練内容の充実を図るため、４
つの教育訓練事業を統合・再編成
し、効果的かつ効率的に事業を実
施するため経費の節減を図り、計画
額を減額するもの。
①救急救命士を含む救急隊員の教
育訓練事業（管理番号：213030）
②ガイドライン２０１０プロトコール伝
達講習事業（管理番号：213031）
③救急救命士スキルアップ講習事
業（管理番号：213032）
④救急搬送活動検証事業（管理番
号：213034）
　　　　↓
本事業において、一体的に事業を
実施する。

平成２４年度の事業実績、各消防本部における教育訓練
の実施状況及び、消防庁「救急業務のあり方に関する検
討会」報告書を受け、救急隊員教育に関する県と消防本
部との役割分担を行い、全救急隊員を対象とした統一的
な教育訓練は県において、日常的な教育訓練は各消防
本部において実施することとなったため、基金を活用して
実施する県における教育訓練事業の内容を再編成するた
め。

　上記の医療課題については、関連する教育訓練事業の
再編・統合によって解決する見込みであるため、本事業の
計画変更による医療課題の解決への影響はない。

213031 21岐阜 H22補正 ３－（１）
ガイドライン２０１０
プロトコール伝達講
習事業

・心肺蘇生の手順を定めたガイドラ
インの改訂に伴い、「岐阜県救急隊
（消防隊）心肺蘇生法・外傷処置法
プロトコール」を改正し、運用する必
要があることから、現任救急隊員及
び救急科専科教育学生に対して、
新しいプロトコールの講習を実施す
る。

○ 1,681 0 △1,681 救急隊員等への教育訓練内容の充
実を図るため、４つの教育訓練事業
を統合・再編成し、効果的かつ効率
的に事業を実施するため経費の節
減を図り、計画額を減額するもの。
①救急救命士を含む救急隊員の教
育訓練事業（管理番号：213030）
②ガイドライン２０１０プロトコール伝
達講習事業（管理番号：213031）
③救急救命士スキルアップ講習事
業（管理番号：213032）
④救急搬送活動検証事業（管理番
号：213034）
　　　　↓
①「救急救命士を含む救急隊員の
教育訓練事業」において、一体的に
事業を実施する。

平成２４年度の事業実績、各消防本部における教育訓練
の実施状況及び、消防庁「救急業務のあり方に関する検
討会」報告書を受け、救急隊員教育に関する県と消防本
部との役割分担を行い、全救急隊員を対象とした統一的
な教育訓練は県において、日常的な教育訓練は各消防
本部において実施することとなったため、基金を活用して
実施する県における教育訓練事業の内容を再編成するた
め。

　上記の医療課題については、関連する教育訓練事業の
再編・統合によって解決する見込みであるため、本事業の
計画変更による医療課題の解決への影響はない。

213032 21岐阜 H22補正 ３－（１）
救急救命士スキル
アップ講習事業

・救急救命士を含む救急隊員が救
急活動に不可欠な心電図読み取
り、小児、妊婦、高齢者、中毒、外傷
処置、脳卒中、喘息などに関する最
新の知識
・技術を取得するため、各分野の専
門医療関係者を講師に招き、スキ
ルアップ講習会を開催する。
・講習を受講した各救急救命士は各
所属にもどり、救急隊員の内部研修
に努める

○ 2,400 308 △2,092 救急隊員等への教育訓練内容の充
実を図るため、４つの教育訓練事業
を統合・再編成し、効果的かつ効率
的に事業を実施するため経費の節
減を図り、計画額を減額するもの。
①救急救命士を含む救急隊員の教
育訓練事業（管理番号：213030）
②ガイドライン２０１０プロトコール伝
達講習事業（管理番号：213031）
③救急救命士スキルアップ講習事
業（管理番号：213032）
④救急搬送活動検証事業（管理番
号：213034）
　　　　↓
①「救急救命士を含む救急隊員の
教育訓練事業」において、一体的に
事業を実施する。

平成２４年度の事業実績、各消防本部における教育訓練
の実施状況及び、消防庁「救急業務のあり方に関する検
討会」報告書を受け、救急隊員教育に関する県と消防本
部との役割分担を行い、全救急隊員を対象とした統一的
な教育訓練は県において、日常的な教育訓練は各消防
本部において実施することとなったため、基金を活用して
実施する県における教育訓練事業の内容を再編成するた
め。

　上記の医療課題については、関連する教育訓練事業の
再編・統合によって解決する見込みであるため、本事業の
計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

213033 21岐阜 H22補正 ３－（１）
救急患者受入コー
ディネーター事業

救急搬送と受入に関する調整を行う
救命救急センターへコーディネー
ターを配置し、円滑かつ適切な救急
業務の実施を支援するよう救急隊
に対して助言等を行う事業を実施。

　【委託先】救命救急センターを有す
る病院
　【補助率】国1/2

○ 29,626 5,600 △24,026 事業内容の変更（コーディネーター
を医師から医師以外に変更、業務
実施時間を24時間・365日から平日
昼間に変更）に伴う計画額の変更
（減少）

事業の委託先医療機関（救命救急センターを有する病
院）と協議を進める中で、24時間・365日体制で専任医師
を配置することについて、病院側の体制確保の点で困難
との結論に至り、当面は平日昼間を対象として医師では
ない非常勤職員を配置し、救命救急センターの医師が
コーディネートに当たる方法で開始する予定となったこと
に伴い、事業費が減少することとなった。また、事業の実
施に当たり、医療機関、消防機関で構成する検討のため
の協議会を設立して検討を行ってきたが、協議会での方
針決定及び委託先医療機関との調整に時間を要したた
め、計画では平成24年度当初から事業を行う予定であっ
たものが平成25年当初からの実施に変更となり、これに
伴い、地域医療再生計画期間中に必要となる経費の額が
縮小することとなった。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「県立希望が丘学園再整備事業」
を行うこととする。

213034 21岐阜 H22補正 ３－（１）
救急搬送活動検証事
業

・救急隊による適切な救急搬送先の
選定やドクターヘリの効果的な運行
を図るため、圏域を超える救急搬送
の円滑な調整や地域毎の救急医療
機関による適切な受入れが行われ
るよう、救急搬送に関する様々な課
題を解決し、限られた医療資源を有
効に活用する。
・適切な救急搬送を行うためには、
救急隊による傷病者の観察結果と
搬送先医療機関の選定が、傷病者
の実態を反映したものになっている
か、搬送先医療機関における診断
の結果と突き合せを行い、検証結果
を救急活動に反映させるなどして、
課題を解決していく必要がある。

○ 4,292 0 △4,292 救急隊員等への教育訓練内容の充
実を図るため、４つの教育訓練事業
を統合・再編成し、効果的かつ効率
的に事業を実施するため経費の節
減を図り、計画額を減額するもの。
①救急救命士を含む救急隊員の教
育訓練事業（管理番号：213030）
②ガイドライン２０１０プロトコール伝
達講習事業（管理番号：213031）
③救急救命士スキルアップ講習事
業（管理番号：213032）
④救急搬送活動検証事業（管理番
号：213034）
　　　　↓
①「救急救命士を含む救急隊員の
教育訓練事業」において、一体的に
事業を実施する。

平成２４年度の事業実績、各消防本部における教育訓練
の実施状況及び、消防庁「救急業務のあり方に関する検
討会」報告書を受け、救急隊員教育に関する県と消防本
部との役割分担を行い、全救急隊員を対象とした統一的
な教育訓練は県において、日常的な教育訓練は各消防
本部において実施することとなったため、基金を活用して
実施する県における教育訓練事業の内容を再編成するた
め。

　上記の医療課題については、関連する教育訓練事業の
再編・統合によって解決する見込みであるため、本事業の
計画変更による医療課題の解決への影響はない。

213035 21岐阜 H22補正 ３－（１）
救急医療機関連携
ネットワーク運営費補
助金

救急医療機関間で救急患者に関す
る画像情報等を共有し、転院搬送
等に資するネットワークシステムの
運営経費について補助する。

　【対象事業者】NPO法人岐阜救急
災害研究開発機構
　【補助率】10/10（基金）

○ 29,000 18,000 △11,000 事業開始時期の変更（H23年度→
H24年度）に伴い、計画額を減額す
るものである。

当初の計画では平成23年度途中からネットワークの運用
を開始する予定だったが、開発・実証実験事業（別途、総
務省等の委託事業で実施）が東日本大震災の影響等も
あって遅延したため、今回の事業目的での本運用開始時
期が平成24年秋に変更になり、このため、運営費に対す
る補助を行う期間が短くなったことにより計画額が減少す
ることとなった。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「地域医療確保事業費補助金」に
よる事業を行うこととする。

213036 21岐阜 H22補正 ３－（１）
救急医療機関連携
ネットワーク参加支援
事業費補助金

救急医療機関間で救急患者に関す
る画像情報等を共有し、転院搬送
等に資するネットワークシステムに
参加する医療機関の行う設備整備
費に」ついて補助する。

　【対象事業者】主たる救急医療機
関　２０箇所
　【補助率】1/2（基金）

○ 80,000 0 △80,000 医療機関等への補助制度を策定し
たものの、当面、補助制度を活用す
る医療機関等の見込みがないた
め、事業を中止するもの。

医療機関等への補助制度を策定したものの、当面、補助
制度を活用する医療機関等の見込みがないため、事業を
中止するもの。

　事業の見込が立たないため、地域医療再生計画では当
該事業を減額し、優先順位の高い「地域医療確保事業補
助金」による事業を行うこととする。
　なお、本事業については、別事業（総務省委託事業）に
より整備した１２医療機関が参加して連携事業を行ってお
り、上記の医療課題の解決については一定の見通しが
立った。

213037 21岐阜 H22補正 ３－（１）
県消防学校訓練資機
材整備事業

・消防職員に対する救急教育訓練
（初任科、専科教育救急科等）を充
実強化するため、実際の救急活動
の現場で使用されている資機材を
必要数整備し、即戦力となる救急隊
員を養成する。
・補助率：ハード整備　県１／２
・事業年度：平成２５年度のみ
・実施主体：消防学校

○ 16,548 8,250 △8,298 救命救急士の教育訓練に必要とな
る資機材の整備を縮小するため、計
画額を減額するもの。

消防本部所有の資機材を借用することにより、教育訓練
に必要な資機材の整備費が減少したため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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213038 21岐阜 H22補正 ３－（１）
二次救急医療機関搬
送受入確保促進事業

地域医療再生計画に計上できな
かった民間中核救急医療機関以外
の二次救急医療機関への設備整備
補助を行い、救急医療提供体制全
体の底上げを図る。

　【補助先】　民間中核救急医療機
関以外の二次救急医療機関
　【補助率】　県補助　1/2

○ 39,900 16,908 △22,992 医療機関等への補助制度を策定し
た結果、補助制度を活用する医療
機関等が当初計画より少なかった
ため、計画額を減額するもの。

医療機関等への補助制度を策定した結果、補助制度を活
用する医療機関等が当初計画より少なかったため。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「県立希望が丘学園再整備事業」
を行うこととする。

213039 21岐阜 H22補正 ３－（１）
精神科救急医療体制
整備事業費

県内精神科救急の適切な医療体制
を確保するため、夜間休日の精神
科救急に参加している当番病院に
必要な医療機器を整備する経費へ
の補助

【補助率】県1/2

○ 52,500 54,642 ＋2,142 補助対象の箇所数を増やすことに
より、計画額を増額するもの。

補助制度を活用する医療機関が当初計画より多かったた
め。

応急入院等の緊急な医療を必要とする精神障がい者の
疾患を早期発見・早期治療する検査体制の更なる充実を
図ることが可能となる。

213040 21岐阜 H22補正 ３－（２）
災害拠点病院設備整
備事業（国補）

災害時の医療を確保するため、災
害拠点病院（基幹災害医療セン
ター、地域災害医療センター）の設
備整備補助を行う。

【補助率】　国庫事業　県2/3（うち国
1/3）

○ 40,779 30,387 △10,392 入札結果による整備事業費の減少
に伴い、計画額を減額するもの。

設備整備について、入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

213041 21岐阜 H22補正 ３－（２）
災害拠点病院設備整
備事業（県単）

災害時の医療を確保するため、公
立・地方独法の災害拠点病院（基幹
災害医療センター、地域災害医療セ
ンター）の設備整備補助を行う。

【補助率】　県単事業　県1/2

○ 51,991 72,317 ＋20,326 医療提供体制推進事業費（統合補
助金）の減額された分について、地
域医療再生基金を活用し計画額を
増額するもの。

医療提供体制推進事業費（統合補助金）は本県の地域医
療の維持・充実を図るために必要不可欠のものであるた
め、減額された分について基金より充当を行う。

計画どおり事業を実施することが可能となり、災害拠点病
院のさらなる機能強化を図ることができる。

213042 21岐阜 H22補正 ３－（２）
ＮＢＣ災害・テロ対策
設備整備事業

災害拠点病院に対するＮＢＣ災害の
設備の補助

【補助率】　県10/10（うち国5/10）

○ 88,627 88,914 ＋287 ・医療提供体制推進事業費（統合補
助金）の減額された分について、地
域医療再生基金を活用し計画額を
増額し、その後の入札結果により、
整備事業費減少に伴い、計画額を
減額するもの。

医療提供体制推進事業費（統合補助金）の減額分につい
て基金より充当を行ったが、その後の設備整備の入札の
結果、見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

213043 21岐阜 H22補正 ３－（２）
災害拠点病院施設整
備事業（国補）

災害時の医療を確保するため、災
害拠点病院（地域災害医療セン
ター）のヘリポート設置に要する経
費を補助する。

【補助率等】　国庫事業　県2/3以内
　　　　　　（うち国交付金調整率
0.33）

○ 19,701 0 △19,701 事業の中止 木沢記念病院の整備計画について、災害時の医療を確
保するため、災害拠点病院である当病院の建物屋上にヘ
リポートを建設する計画であったが、建物の老朽化が進
み耐震性が低い状況であり、今後１０年以内（移転用地確
保済）に病院を新築・移転する予定となったため、当初計
画していた現在の病院施設の屋上への建設を行った場合
には使用期間が短期間になること等、費用対効果を考慮
し、新築移転時にあわせて整備する計画に変更となった
ことから、再生計画期間中の実施を見送ることとなったも
の。

　現時点では医療課題は解決されていないが、計画期間
中の事業の見込が立たないため、地域医療再生計画で
は当該事業を減額し、優先順位の高い「地域医療確保事
業費補助金」を行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見なおすこととする。

213044 21岐阜 H22補正 ３－（２）
災害拠点病院施設整
備事業（県単）

災害時の医療を確保するため、災
害拠点病院（地域災害医療セン
ター）のヘリポート設置に要する経
費を補助する。

【補助率】　県補助　1/2

○ 29,404 0 △29,404 事業の中止 中津川市民病院の整備計画について、災害時の医療を
確保するため、災害拠点病院である当病院敷地内にヘリ
ポートを建設する計画であったが、東日本大震災の発生
を受け、当面は災害拠点病院としての設備整備、ＮＢＣ対
策資機材の整備等を優先して行うこととなり、ヘリポートの
再生計画期間内の建設は見送ることとなったもの。

　現時点では医療課題は解決されていないが、事業の見
込が立たないため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「地域医療確保事業費補助金」を
行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。
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213045 21岐阜 H22補正 ３－（２）
災害派遣医療チーム
体制整備推進事業費

新たにＤＭＡＴ指定病院になった病
院に対する、ＤＭＡＴの活動に必要
な機器への設備整備補助を行う。

【補助率】10/10

○ 13,200 12,345 △855 ・入札結果による整備事業費の減
少に伴い、計画額を減額するもの。
・基金を活用して整備を行う病院数
が計画より１病院少なくなったことに
より、計画額を減額するもの。

・設備整備について、入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。
・整備を予定していた４病院のうち１病院について、独自
財源により整備を実施したため、補助制度の活用事業者
数が４病院から３病院となったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

213046 21岐阜 H22補正 ３－（２）
災害医療連携促進事
業費補助金

災害医療における消防機関・医療
機関の連携体制を検証し、搬送から
受入までのより高度な連携を促進す
るため、エマルゴトレーニングシステ
ムを用いたシミュレーション演習によ
る災害医療研修を実施する経費に
対する補助を行う。
　【補助先】　岐阜大学医学部附属
病院
　【補助率】　県補助　10/10

○ 4,370 3,834 △536 補助事業費の減少に伴い、計画額
を減額するもの。

事業実施の結果、当初予定していた補助額を下回る額に
よって事業が実施できたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

213047 21岐阜 H22補正 ３－（２）
医師派遣用自動車整
備事業費補助金（県
単）

岐阜ＤＭＡＴを有する医療機関のＤ
ＭＡＴ活動に必要な医師派遣用自動
車の整備費を助成する。

○ 25,000 19,639 △5,361 入札結果による整備事業費の減少
に伴う計画額の変更（減少）

設備整備について入札を実施した結果、見込みを下回っ
たため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

213048 21岐阜 H22補正 ３－（２）
医療機関等災害時通
信確保事業費補助金

　東日本大震災の被災病院の状況
及び岐阜県震災対策検証委員会か
らの提言を受けて大規模災害時の
通信手段の確保のため、県内の災
害拠点病院等に複数の通信設備を
整備する。

　大規模災害時における救急告示
病院の通信手段のバックアップ機能
として、MCA無線や衛星電話等の
複数の通信手段の整備への補助を
行い、岐阜県の災害医療体制の強
化を図る。

○ 32,240 20,167 △12,074 ・入札結果による整備事業費の減
少に伴い、計画額を減額するもの。
・基金を活用して整備を行う事業数
が当初計画より少なくなったことによ
り、計画額を減額するもの。

・設備整備について、入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。
・事業者数・整備事業数が当初計画より少なくなったため
（当初は７３機関すべてで衛星携帯（通話用及びデータ通
信用）及び無線機（計３種類）を整備することを見込んでい
たが、補助制度を制定し募ったところ、整備自体を実施し
ない機関や、必ずしも３種類とも整備しない機関も生じ
た。）

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「がん診療施設設備整備事業」
を行うこととする。

213049 21岐阜 H22補正 ３－（２）
広域医療搬送拠点整
備事業費

　大規模災害時には、同時多数の
重症傷病者が発生することから、平
時の救急医療資源だけでは、全て
の患者に対して必要な高度医療を
提供することは不可能である。従っ
て、重症患者をいかに安全・迅速に
被災地外へ搬送し、患者にとって必
要な医療を提供できる医療機関で
処置できるかが、最重要課題とな
る。
　このため、広域医療搬送の計画を
定め、広域医療搬送拠点（略称ＳＣ
Ｕ：広域搬送拠点に設置する搬送患
者待機のための臨時医療施設を指
し、症状安定化のための処置・広域
搬送のトリアージ等が実施する。）
のを整備する必要があり、広域医療
搬送拠点の設置運営に必要となる
資機材（医療用テント、医療機械、
事務スタッフ用備品等）を整備（美濃
地域と飛騨地域の2か所）するととも
に、訓練を実施する。

○ 50,000 10,500 △39,500 ・SCU整備内容の変更に伴う計画額
の変更（減少）

広域医療搬送拠点（SCU）の整備については、県内２箇所
（美濃地方及び飛騨地方）に設置する計画で現在整備場
所の選定・調整及び整備内容について、主に運用を行う
県内の統括ＤＭＡＴの意見聴取や関係機関との調整を行
いながら、計画検討を進めている。この中で、近年のＤＭ
ＡＴの増加やＤＭＡＴの設備整備の充実、東日本大震災を
受け医療機関等関係機関の体制整備も進んでいることか
ら、当初想定していた規模を縮小し、設備の整備内容も参
集するＤＭＡＴが持参する設備も見込み、当計画で県とし
て整備する内容を見直し、縮小して実施する予定となっ
た。

上記の医療課題については、県内DMATとの協議により
DMAT持参備品等で対応できることによって、解決する見
込みがあることから、本事業の計画変更による医療課題
の解決による影響はない。

213050 21岐阜 H22補正 ３－（２）
災害時分娩支援事業
費補助金

災害時に避難所等において、急遽、
分娩対応が必要になった場合、産
婦人科医師が避難所等に出向き、
分娩に必要な医療機器等を整備す
るための費用を補助する。

○ 1,000 1,010 ＋10 市町村の機器の購入に対する補助
について、計画額を増額するもので
ある。

避難所等における分娩支援体制の整備を県内各市町村
で行っているが、一部の市町村から機器の整備について
拡充の要望があり、災害時の分娩支援体制を充実させる
ため、本事業の拡充を図りたい。

県内の災害医療体制の充実を図ることが可能となる。
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213051 21岐阜 H22補正 ３－（２）
災害医療コーディ
ネート体制構築事業

　災害時の救急医療は災害拠点病
院及び救命救急センターが中心と
なって担うこととなっているが、県内
で多数の疾病者が出る災害におい
ては、県外のＤＭＡＴも含めた県レベ
ルの指揮、命令系統を構築すること
が必要となる。
　各圏域ごとに災害医療コーディ
ネートチーム体制の構築に係る検
討を進め、災害医療のコーディネー
ト能力を向上させることにより、岐阜
県の災害医療体制の強化を図る。

○ 3,000 3,132 ＋132 県災害医療コーディネーターに対す
る研修を追加実施することに伴い、
計画額を増加するもの。

県統一でコーディネーターに対する研修を実施することに
より、災害医療コーディネーターの基準や位置づけ等につ
いて共通した認識を持つとことができるとともに、技能等
の習得を図ることができるため、災害医療体制のさらなる
強化を図ることが可能となる。

県統一で災害医療コーディネーターに対する研修を実施
することで、より事業効果が上がり、上記課題解決に寄与
する。

213052 21岐阜 H22補正 ３－（２）
災害拠点病院連絡会
議費

　岐阜県では、災害時における医療
提供機能を確保するため、災害拠
点病院の整備、NBC災害に対する
設備整備、災害発生後に被災地に
迅速にかけつけ医療活動を行うＤＭ
ＡＴの整備、災害医療コーディネー
ターの配置等を進めている。
　県内の災害医療提供体制の強化
を目的に、災害拠点病院間の連携
強化及び情報共有を図る場として定
期的に連絡会議を開催する。

○ 2,170 1,133 △1,037 ・事業内容の追加（災害拠点病院等
の連携強化に資する研修、訓練等
を実施）
・事業実施方法の変更による計画
額の変更（事業費の減少）

・当初計画において、県内の災害医療提供体制の強化を
目的に、災害拠点病院間の連携強化及び情報共有を図
る場として定期的に連絡会議を開催することとしている。
事業を進めている中で、事業目的の達成に向け、連絡会
議のみではなく、研修、訓練等も連携して実施することで
さらに事業効果を上げることができると考えられるため、
事業内容に災害拠点病院が共同・連携して参加する研
修、訓練の実施追加する。
　一方で、災害拠点病院連絡会議を、別事業（災害医療
コーディネート体制構築事業）による研修等と同時に実施
したため、本事業の実施経費が減額となったもの。

・事業内容の追加実施により、上記課題の解決がより一
層図られる。一方で、計画額より安価で目標を達成するこ
とができたものであり、計画変更による医療課題の解決に
よる影響はない。

213053 21岐阜 H22補正 ３－（２）
重症難病患者拠点･
協力病院非常用電源
設備整備事業補助金

災害時に備えて、在宅人工呼吸器
等装着患者が電源を確保するため
に、重症難病患者拠点・協力病院か
ら該当する患者に非常用電源装置
を無償で貸し出すための機器整備
について財政支援を行う。

○ 2,760 717 △2,043 計画のうち、重症難病患者拠点･協
力病院非常用電源設備整備事業に
ついて予定していた補助対象箇所
数を減じることにより、計画額を減額
するものである。

　当該補助制度を活用する医療機関等が当初計画より少
なかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により医療課題
の解決に向けた一部の成果を上げることができたため、
医療課題の解決に向けた一定の見通しが立ったため、地
域医療再生計画では当該事業を減額し、優先順位の高い
「県立希望が丘学園再整備事業」を行うこととする。

213054 21岐阜 H22補正 ４－（１）
臨床実習施設設備整
備事業費補助金

実習受入れ施設が、効果的に実習
を進めるために必要な設備整備経
費の一部を助成し、、実習施設の負
担軽減を図ることにより実習施設確
保を推進するとともに、看護学生の
臨地実践能力を高め、離職防止と
看護の質の向上を図る。

・対象　母性看護学・助産学実習
　　　　受入施設
・補助率      1/2
・補助基準額　2,000千円

○ 13,000 6,329 △6,671 ・計画のうち、補助対象箇所13施設
について、1箇所あたり補助基準額
を減額し、補助対象箇所を増加させ
るもの。

　本事業を周知したところ、予定見込み数より多くの実習
受入施設で備品整備の要望があり、本事業を活用する施
設数は当初計画より増えたが、各実習受入施設への補助
基準額2,000千円（補助率1/２）を下回る額での整備で
あったため減額する。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、「県立希望が丘学園」を行うこととする。

213055 21岐阜 H22補正 ４－（１）
看護師等養成所設備
整備事業費補助金

新人看護師が学校で学んだ内容と
現場で求められる知識・技術の違い
にリアリティショックを受け離職する
場合が多いため、県内の看護師等
養成所が、臨床実践能力の向上及
び質の高い看護人材を養成するた
めに必要な設備整備経費の一部を
助成し、新人看護職員の離職防止
を図る。
・対象　　　　　看護師等養成所
・補助率　　　  1/2
・補助基準額　　2,000千円

○ 11,000 6,864 △4,136 ・計画のうち、補助対象箇所11施設
について、1箇所あたり補助基準額
を減額し、補助対象箇所を増加させ
るもの。

 本事業を周知したところ、予定見込み数より多くの養成所
等で備品整備の要望があり、本事業を活用する養成所等
数は当初計画より増えたが、各養成所等への補助基準額
2,000千円（補助率1/２）を下回る額での整備であったため
減額する。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額する。
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213056 21岐阜 H22補正 ４－（１）
看護職員師確保支援
事業費補助金

看護人材不足の中、県内出身の県
外看護師養成所学生や未就業看護
職員を県内に取り込むため、現在、
各医療機関が参加している、県外
（主に愛知県）で開催されている有
料就職ガイダンス参加経費の一部
を助成し、各病院の看護人材確保を
支援する。
・補助率　　　1/2
・補助基準額　1,000千円

○ 15,000 11,598 △3,402 ・１施設当たりの助成額の減額によ
り、計画額を減額するものである。
（対象施設数は増加）

・本事業を活用する医療機関数は当初計画より多かった
が、補助基準額１,０００千円（補助率１／２）を下回る額で
の申請であったため減額するもの。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「県立希望が丘再整備事業」を行う
こととする。

213058 21岐阜 H22補正 ４－（１）
医師確保広報・研修
事業

○医師確保サイトの掲載・運営
・エージェント企業のホームページ
内に岐阜県の医師確保サイトを掲
載

○岐阜県出身の医師に対する就業
啓発（660千円）
・岐阜県出身の医師に対して、岐阜
県での就業を啓発する案内文書を
送付するなど、さまざまな手段を用
い、医師を確保する。

○岐阜県出身の自治医科大学学生
及びへき地医療に興味のある医学
生に対し、地域医療に従事する医
師としての役割と責任を自覚させる
ことを目的に研修を実施する。

○ 4,222 3,443 △779 ・計画のうち、消耗品費等の事務経
費の節減により、計画額を減額する
もの。

・事業に供する消耗品費や旅費等の事務経費について、
当初予定より執行額が減少したしなかったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

213059 21岐阜 H22補正 ４－（１）
地域医療確保事業費
補助金

主として医師・看護師の確保を目的
とし、市町村（市町村立病院及び一
部事務組合を含む。）が主体となっ
て地域の特性に応じて実施するモ
デル的な地域医療確保策（ソフト・
ハード）に対する補助を実施する。
また、地域の民間医療機関等が実
施する地域医療確保策に対し市町
村が補助する事業についても補助
対象とする。
これによって、質的・量的な側面か
ら地域の医療機関等に従事する医
療人材の確保を図る。

○ ○ 171,625 302,199 ＋130,574 有 平成25年度についても引き続き地
域の要望に応えるため、事業を拡充
させ、計画額を増額するもの。

　ニーズ調査をしたところ、現在の補助対象事業費の上限
額を超える事業を実施したい旨の回答が多数寄せられ、
更なる財政支援を強く要望されているため、より多くの充
実した地域医療確保対策事業を実施できるよう、補助対
象事業費の上限額を引き上げる。

市町村等が実施する地域医療確保事業に対して継続的
に財政的支援を行うことが可能となり、県全体の医療従事
者の増加と地域偏在の是正に資することが期待される。

213060 21岐阜 H22補正 ４－（２）
岐阜県がん情報セン
ター設置事業

岐阜県がん情報センターの運営に
かかる経費の補助を行う
・がん患者のニーズや、がん医療の
実態について情報収集を行うととも
に、県民に対して情報提供を担う
「岐阜県がん情報センター」を設置
する。
【事業主体】国立大学法人岐阜大学
医学部附属病院
　　　　　　　　（都道府県がん診療連
携拠点病院）
【がん情報センターの主な役割】
○必要な情報内容の検討
○患者ニーズの分析
○地域のがん情報の分析
○地域の医療機関情報の分析
○がんピアサポーターの養成
【費用負担】
　岐阜県がん情報センター運営費補
助　10／10
　がんピアサポーター養成　委託費

○ 21,000 20,845 △155 　旅費等事務費の執行残があるた
め減額するものである。

　岐阜県がん情報センター事業運営費のうち、岐阜大学
医学部附属病院に対する補助金は全額執行であり、岐阜
県側の旅費等事務費の執行残による減額である。

　上記の医療課題については、岐阜県がん情報センター
が計画どおり設置されたことにより解決する見込みである
ため、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。
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213061 21岐阜 H22補正 ４－（２）
がん診療施設・設備
整備事業費

地域におけるがん医療提供体制を
充実するため、公立病院を対象に
がん診療施設として必要な診療棟
等の医療機器及び臨床検査機器等
の備品購入費への補助
　
【補助率】県1/2

○ 379,421 431,658 ＋52,237 補助対象施設の増加（１７→１９）及
び整備機器の見直しにより、設備整
備の拡充を図る。

　地域におけるがん医療の提供の拠点となる公立病院に
おいては、がんの医療提供体制を図る点からも設備の整
備補助を求める声が引き続き多いため、その拡充を図
る。

地域におけるがんの医療提供体制の充実が図られる。

213062 21岐阜 H22補正 重症心身障がい児者
等短期入所報酬差額
補助事業

　医療的ケアの必要な重症心身障
がい児者等へのレスパイトケアサー
ビスを拡充するため、医療機関が医
療的ケアの必要な重症心身障がい
児者等に対する短期入所を実施す
る際に上乗せ補助を行う。

○ 0 11,982 ＋11,982 0 　障がい児を持つ親は医療機関での短期入所サービスの
利用を希望しているが、医療機関では短期入所サービス
の提供にかかる介護給付費が入院に伴う診療報酬と比
べ低いことや、短期入所施設の設備が整っていないことな
どから受け入れが進んでいないという問題があり、短期入
所事業所に対する支援が必要であるため、医療的ケアの
必要な重症心身障がい児者等へのレスパイトケアサービ
スの拡充を図る。

　濃厚な医療的ケアの必要な重症心身障がい児者が利
用できる短期入所事業所の増加が期待できる。

213063 21岐阜 H22補正 障がい児者訪問看護
活用モデル事業

医療的ケアの必要な重症心身障が
い児者等へのレスパイトケアサービ
スを拡充するため、医療機関が医
療的ケアの必要な重症心身障がい
児者等に対する短期入所が安心し
て受けられる仕組みを構築するため
の試行を実施する。

○ 0 780 ＋780 0 ・重症心身障がい児者の介護は、24時間保護者に頼りき
りになっていることが多く負担は大きい。より高度な医療
的ケアを必要とする重症心身障がい児者が在宅で生活す
るためには、保護者が介護できない場合に利用する医療
型短期入所事業所等の確保が必要であるが、県内には
事業所数が少ない。また、重症心身障がい児者には、付
きっきりでの介護が必要な場合もある。そのため、看護師
は、他の患者と同時にケアを行うことが困難な場合もあ
り、医療型短期入所事業所での受け入れが進まない現状
があり支援が必要である。

・医療的ケアを必要とする重度の心身障がい児者が、安
心して病院の短期入所を利用できるような仕組み構築が
可能となる。

213064 21岐阜 H22補正 救急協力医療機関設
備整備事業（単補）

救急医療機関として告示されていな
い民間の医療機関で、岐阜県広域
災害・救急医療情報システムに参加
し、消防に協力している医療機関に
対して設備整備を助成
　【補 助 率 】県１／２、事業者１／２
　【補助基準額】1箇所あたり　2,000
千円

○ 0 4,799 ＋4,799 0 当初計画では、岐阜県南部地域・地域医療再生計画で設
備整備の支援を行っている中核救急医療機関以外の二
次救急医療機関を対象として事業を行っているが、救急
告示医療機関ではないものの、県救急医療情報システム
に参加し、救急医療体制を担っている医療機関について
も設備整備を支援することが県全体の救急医療体制の充
実に必要であるため、対象医療機関を追加するもの。

救急を支援する医療機関の体制強化を図ることで、より事
業効果が上がり、上記課題解決に寄与する。

213065 21岐阜 H22補正 災害拠点病院連絡会
議費
※拡充分

県医師会が中心となって行う各医師
会の連携機能の強化、体制整備に
向けた研修、訓練等の費用を補助

○ 0 1,500 ＋1,500 0 当初計画において、県内の災害医療提供体制の強化を
目的に、災害拠点病院間の連携強化及び情報共有を図
る場として定期的に連絡会議を開催することとしている。
事業を進めている中で、事業目的の達成に向け、連絡会
議のみではなく、研修、訓練等も連携して実施することで
さらに事業効果を上げることができると考えられるため、
事業内容に県医師会の災害派遣医療チーム（ＪＭＡＴ等）
の体制を整備するための研修・訓練等に対する補助事業
の実施を追加する。

県医師会の災害医療体制を強化することで、より事業効
果が上がり、上記課題解決に寄与する。

213066 21岐阜 H22補正 障がい児者医療学寄
附講座等人材育成事
業

障がい児者医療の質的向上を図る
ことを目的に、岐阜大学へ寄附講座
の設置や、委託研修事業の実施に
より、従事する医師等の療育人材の
育成を図る。

○ 0 56,000 ＋56,000 有 0 平成２７年度の供用開始を目指して現在整備が進めてい
る総合療育拠点整備を推進する中で、障がい児者医療に
理解のある医師等の確保に課題があることから、障がい
児者医療に従事する医師等の育成と、障がい児者医療の
質的向上を図る。

障がい児者医療人材の育成により、現在進めている総合
療育拠点のハード整備と併せて、県内の障がい児の療育
体制ならびに受入体制の充実を図ることができる。
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事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

216003 21岐阜 H24補正 小児在宅医療連携拠
点事業

・NICU、GCUから在宅医療への移
行を促進するため、NICUを有する病
院と退院後に患者を診る地域小児
科医、訪問看護師、ヘルパーなどと
の連携強化や、関係者を対象とした
小児在宅医療に関する研修会を実
施する。

○ 20,210 17,610 △2,600 有 NICU、GCUから在宅医療への移行
を促進するため、NICUを有する病院
と退院後に患者を診る地域小児科
医、訪問看護師、ヘルパーなどとの
連携強化を目的とした「小児在宅医
療研究会」を開催するほか、関係者
を対象とした小児在宅医療に関する
研修会や、県内各地域の小児在宅
医療支援に取り組む病院、診療所、
歯科診療所、訪問看護ステーショ
ン、福祉施設等の地域資源をまとめ
た「小児在宅医療資源マップ」の作
成、ＮＩＣＵ等から在宅医療への移行
モデルの検証、関係者が留意すべ
き事項、病態に応じて家族が準備す
べきものから心理的ケア等も含めた
「小児在宅医療マニュアル」の作成
等を実施する。

NICU、GCUから在宅医療への移行促進にあたり、在宅医
療の受け皿となる地域の医療・福祉資源（施設・人材）の
確保・育成対策を進める必要があるため、NICUを有する
病院と退院後に患者を診る地域の医療・福祉関係者との
ネットワーク構築を目的とした「小児在宅医療研究会」を
開催するほか、関係者を対象とした小児在宅医療に関す
る研修会、地域の医療・福祉資源の調査（小児在宅医療
資源マップの作成）および、地域の診療所等が新たに小
児在宅医療支援に踏み出すための支援（移行モデルの検
証、マニュアルの作成）等を行いたい。

小児の在宅医療の支援体制を強化していくことで、周産期
病床等からの移行を促進し、慢性的に利用率が高い状態
にあるNICU病床の有効活用を図ることができる。
なお、本事業で実施を予定していた小児在宅医療に関す
る研修会については、別事業である「重症心身障がい児
者等支援従事者研修事業」において実施することによっ
て、本事業が見込んでいた目標を達成する見込みである
ため、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。

216020 21岐阜 H24補正 がん診療連携拠点病
院連携強化事業

・現行の地域医療再生計画に基づく
がん診療連携拠点病院連携強化事
業を継続実施し、５大がん（胃、肺、
大腸、肝臓、乳房）の地域連携クリ
ティカルパスの普及推進、がん患者
サロンの設置などにより、引き続き
がん医療にかかる医療連携を強化
する。
・現行の地域医療再生基金事業に
よりがん地域連携クリティカルパス
を運用してきたノウハウを活かして、
がん在宅緩和ケアクリティカルパス
の検討をすすめ、関係者の研修や
資源の整理を行い、運用を開始す
る。

○ 19,792 9,897 △9,895 有 国庫補助金を活用を活用することに
より、計画額を減額するものであ
る。

本事業に国庫補助金を活用することが可能となり、当初
の計画額を減額するため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

216021 21岐阜 H24補正 がん診療連携拠点病
院連携強化事業（飛
騨）

同上 ○ 2,200 1,100 △1,100 有 国庫補助金を活用を活用することに
より、計画額を減額するものであ
る。

本事業に国庫補助金を活用することが可能となり、当初
の計画額を減額するため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

216022 21岐阜 H24補正 発達障がい児者診療
促進事業

・発達障がい児者の診療ができる専
門医療機関を5圏域に1箇所ずつ設
置しており、医療と福祉が連携を図
りながら支援を行える体制を引き続
き整備する。

○ 20,000 16,412 △3,588 有 　発達障がい者への支援について、
専門外来の設置による支援から、
県が設置する発達障がい支援機関
の開催するケース会議や医療相談
会への協力に対する財政支援に変
更した。

　児童の支援については、圏域発達障がい支援センター
と発達障がい専門外来とが連携し、福祉、医療の両面か
らの支援にあたっているが、成人期の支援については、
平成２５年度に「発達障がい支援コンシェルジュ設置事
業」を開始し福祉分野の支援を拡大したものの、医療面で
の支援体制が不十分である。
　発達障がい児者は、多様な支援ニーズを持っているた
め、福祉と医療の支援者が連携して支援にあたることが
必要なことから、ケース会議や医療相談会の開催を支援
する。

 上記の医療課題については、別事業である「発達障がい
者支援コンシェルジュ設置事業（県単事業）」によって、本
事業が見込んでいた目標を達成する見込みであるため、
本事業の計画変更による医療課題の解決への影響はな
い。

216024 21岐阜 H24補正 重症心身障がい児者
等支援従事者研修事
業

・重症心身障がい児者等を受け入
れている、又は受け入れる予定の
福祉施設や医療機関における受け
入れ体制を強化するため、支援業
務に直接携わる職員を対象に、医
療的ケアの基本的知識の習得や、
各種支援制度、サービスの利用手
続き、介護者の心のケア等の研修
を実施する。

○ 4,000 6,600 ＋2,600 有 従来より進めている重心支援従事
者研修について、即戦力となる人材
の育成を念頭に、現場体験研修を
実施するなど内容の拡充を図る。

従来より進めている重症心身障がい児者支援従事者研
修について、即戦力となる人材の育成を目的に、重心看
護に関心のある看護師を対象に現場体験を含む専門研
修を実施するなど、研修内容をより専門的・実践的なもの
に拡充させたい。

本事業による人材育成を通じて、小児の在宅医療の支援
体制を強化していくことで、周産期病床等から在宅への移
行を促進し、慢性的に利用率が高い状態にあるNICU病床
の有効活用を図ることができる。
なお、変更に伴う財源については、小児在宅医療連携拠
点事業における研修会の実施経費分を充当することとし
ており、小児在宅医療に係る人材育成関連経費を集約、
一元化することで小児在宅医療を支える人材育成事業の
さらなる効果的・効率的な推進を図る。

216026 21岐阜 H24補正 重症心身障がい児者
等短期入所基盤整備
事業

・新たに短期入所受入に乗り出す事
業所へのインセンティブとして、医療
機器の購入や設備改修など、施設
設備整備に対する支援を行う。

○ 50,000 30,000 △20,000 有 　施設設備整備について、予定して
いた補助対象箇所を減じることによ
り、計画額を減額するものである。

　補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかっ
たため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医師育成・確保コンソ―シアム
事業」を行うこととする。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

216028 21岐阜 H24補正 研修医確保支援・医
師確保広報事業

・県内臨床研修病院への県内外か
らの医学生及び研修医の就業の強
化を図ることを目的とし、東京・大阪
等で民間会社が開催する全国規模
の臨床研修病院合同説明会に県内
の臨床研修病院が「岐阜県病院群」
としてまとまって出展する際のブー
ス出展料等に対し、補助を実施す
る。
・県内における医師不足の解消を目
的とし、県内医療機関の情報や医
師募集に関する求人情報、岐阜県
の医師支援制度、その他医師確保
対策に関する各種情報をインター
ネットの民間専門ＷＥＢサイトに掲
載し、医師、臨床研修医及び医学生
に提供・発信する。

○ 24,375 25,082 ＋707 有 東京・大阪開催の合同説明会につ
いて、ブース使用料の増加に伴い、
計画額を増加するもの。

合同説明会の出展ブース使用にについて、より効果的に
医学生にアピールできるよう、会場設営に係る
オプション設備の追加を行うため。

参加医学生に対し、より効果的に県内臨床研修病院をア
ピールすることが可能となり、県外医学生の県内就業促
進を強化することができる。

216029 21岐阜 H24補正 医師育成・確保コン
ソーシアム事業

・岐阜大学医学部、同附属病院と研
修医が多く集まる病院が中心となり
コンソーシアムを組織し、初期臨床
研修医や後期研修医等に対して魅
力的な研修プログラムを提供するこ
とにより、医師の県内定着と育成を
図るとともに、後期研修プログラム
の中に一定期間の医師不足地域で
の勤務を含めることにより、医師の
地域偏在の緩和を進めることを目的
とする（岐阜県医学生修学資金と一
体的に運用）。また、今後の在宅医
療を担う医師（総合診療医等）の育
成にも取り組む。

○ 25,170 46,130 ＋20,960 有 　コンソーシアムの人員を増員し、
機能を強化することにより医師の育
成・定着の強化を図る。

　当事業と一体的に運用している修学資金受給者のうち
地域枠生が平成26年度から研修を開始し、、研修プログ
ラムやキャリアパス管理対象者がこれまでの2～5倍に増
加することに伴い、受給医師の医師不足地域への配置や
県内勤務におけるキャリアアップなど困難な各種調整業
務が激増することから、事務局の体制を強化（増員）し、本
事業の拡充を図る。

　人員を増員することにより、県内の医師の確保を図るた
めの体制を強化でき、より効果的に目標を達成することが
できる。

216031 21岐阜 H24補正 女性医師等就労支援
事業費

・女性医師等の離職の防止や再就
職の促進を図ることを目的として、
出産・育児や離職後の再就職に不
安を抱えている女性医師等が相談
できる窓口の設置や啓発を行うとと
もに、病院管理者等を対象として労
働環境改善の促進を図る講演会を
開催する。

○ 8,179 8,133 △46 有 計画のうち旅費について、フォーラ
ム会場が確定したことにより、計画
額を減額するもの。

フォーラム会場が東京に確定したことにより、前年度会場
（山口県）を元に積算していた旅費を減ずるため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

216032 21岐阜 H24補正 地域医療確保事業費
補助金

・市町村（市町村立病院及び一部事
務組合を含む。）が主体となって実
施する寄附講座の開設や、大学と
の協働事業に対して補助を実施す
る。

○ 111,022 111,011 △11 有 各事業の補助額の精査の結果、端
数分を減額するもの。

　各事業の補助額の精査の結果生じた端数分を減額する
ため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

216036 21岐阜 H24補正 災害医療コーディ
ネート体制構築事業
費

・大規模災害発生時に、医療資源の
調整等を行う災害医療コーディネー
ト体制の構築のため、各圏域単位で
の研修、訓練等を継続的に実施す
る。

○ 3,000 4,800 ＋1,800 有 県災害医療コーディネーターに対す
る研修を追加実施することに伴う計
画額の変更（増加）

県災害医療コーディネーターに対する研修を追加実施す
ることに伴う計画額の変更（増加）

県統一で災害医療コーディネーターに対する研修を実施
することで、より事業効果が上がり、上記課題解決に寄与
する。
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221001 22静岡 H21補正
①志太榛
原

６（２）
志太・榛原地域病院
間診療ネットワーク事
業

・病院間の診療ネットワーク化によ
る医療連携強化

○ ○ 238,000 251,176 ＋13,176 事業内容を拡充し、更なる機能分担
と連携強化を図る。

　圏域内唯一の腹腔鏡下前立腺悪性腫瘍施設基準届出
医療機関（Ｈ25.４現在）である島田HPに、高性能医療機
器を整備し、更なる機能分担と連携強化を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の不要残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、更なる機能分担と連携強化を図ることが可能となる。

221002 22静岡 H21補正
①志太榛
原

６（３）の①②
志太・榛原地域救急
医療センター運営事
業

・志太・榛原地域救急医療センター
の運営（夜間受診体制の整備）

○ ○ 139,075 134,674 △4,401 必要経費が当初経費より減少した
ため、基金負担分を減額する。

　医師の人件費等について、事業を実施する中で必要経
費が当初計画より減少した。

　計画額より安価で目標を達成できたものであり、計画変
更による医療課題の解決による影響はない。

221003 22静岡 H21補正
①志太榛
原

６（３）の③④
志太・榛原地域救急
医療センター改修・機
器整備事業

・志太・榛原地域救急医療センター
の施設改修及び機器整備（夜間受
診体制の整備）

○ ○ 73,925 65,149 △8,776 契約差金が生じたため、基金負担
分を減額する。

　設備整備について、入札を実施した結果、見込みより事
業費が下回った。

　計画額より安価で目標を達成できたものであり、計画変
更による医療課題の解決による影響はない。

221005 22静岡 H21補正
①志太榛
原

６（１）の①②
ふじのくに地域医療
支援センター運営事
業

・ふじのくに地域医療支援センター
の設置・運営
・複数病院による専門医研修ネット
ワークプログラムの作成、提供　な
ど

○ ○ 768,800 828,332 ＋59,532 有 センターが実施する事業内容を拡
充し、将来の地域医療を担う医師の
拡充を図る。

　本県は、全国に先駆けて、ふじのくに地域医療支援セン
ターを設置し、県内の医療関係者と一体となって医師確保
対策を推進してきた。中でも、県内の指導医のマンパワー
を活用し、複数の病院の特色を活かした魅力的な研修プ
ログラムをこれまでに54プログラム構築し、57人の後期研
修医を確保するなど、着実な成果が表れていることから、
事業（国庫補助対象事業を除く）を平成27年度まで延長
し、更なる医師確保対策の推進を図る。なお、②について
は、①のセンターの中で一体的に実施しているものである
ため、①と統合する。

　変更に伴う財源については、事業の執行残及び基金の
運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼ
すことはない。また、将来の地域医療を担う医師の更なる
拡充を図ることが可能となる。

221006 22静岡 H21補正
①志太榛
原

６（１）の③
児童精神医学寄附講
座設立事業

・浜松医科大学に児童精神医学寄
附講座を設置

○ 120,000 150,000 ＋30,000 有 寄附講座の設置を２年間延長し、児
童精神医療を担う医師の更なる拡
充を図る。

　児童虐待やいじめなど、子どもをめぐる様々な状況を背
景として、近年、子どもの精神障害や発達障害への医療
ニーズが極めて高まっており、児童・精神期精神医学の診
療能力を有する医師の更なる養成が望まれている。また、
県東部地域において児童精神科医が特に不足している。
このため、事業を平成27年度まで延長し、更なる医師の
確保を図りたい。

　変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
将来の児童精神医療を担う医師の更なる拡充を図ること
が可能となる。

222003 22静岡 H21補正
②中東遠

６（３）のア
中東遠地域医療再生
支援センター運営事
業

・地域の医療関係者で組織する協
議会において、本計画の進捗管理
と医療連携の推進の企画・管理を行
う。

○ ○ ○ 120,000 120,000 ±0 有 事業期間を延長し、中東遠医療圏
における更なる医療連携を推進す
る。

　中東遠地域医療再生支援センターの業務内容のうち、
医療情報連携システム構築については、平成25年度末ま
でに、当医療圏内の５公立病院において導入される見込
であるが、本システムの普及が充分ではなく、地域の医療
体制は脆弱であることから、事業を平成27年度まで延長
し、次世代連携クリティカルパスに替えて、病院間の患者
紹介促進、診療所への導入促進を行い、更なる医療連携
の推進を図りたい。

　変更に伴う財源については事業の執行残を活用するこ
ととしており、計画額の変更はない。また、変更により、医
療連携システムを活用した更なる医療機関の機能分担と
連携強化を図ることが可能となる。

222007 22静岡 H21補正
②中東遠

６（１）のア
研修プログラム作成
運営事業

・家庭医養成研修プログラムを構築
し、家庭医の養成と確保を進める。

○ 440,000 440,000 ±0 有 研修プログラム内容を拡充し、産婦
人科研修を充実させることにより、
将来の地域医療を担う医師の更な
る拡充を図る。

　全国に数多くある家庭医養成プログラムの中でも、本プ
ログラムは全科診療、とりわけ産婦人科に関して、妊婦健
診から分娩までを扱うプログラムとして全国的に注目され
ており、研修体制の充実、とりわけ魅力ある指導医を確保
することができれば、プログラム参加者の更なる拡充につ
なげることが可能となるため、事業を平成27年度まで延長
し、森町の家庭医療センターに産婦人科専門医資格を有
する家庭医療指導医を招聘することにより、研修プログラ
ムにおける産婦人科研修の充実を図りたい。

　変更に伴う財源については事業の執行残を活用するこ
ととしており、計画額の変更はない。
　また、変更により、家庭医養成プログラムの質の一層の
向上が図られることにより、家庭医に関心のある研修医を
集めることが可能となり、将来の地域医療を担う医師の更
なる拡充を図ることが可能となる。

222009 22静岡 H21補正
②中東遠

専門研修訓練機器整
備事業

専門医研修病院の研修環境強化の
ため、診療科別研修機器の整備に
必要な経費を支援する。

○ 0 75,361 ＋75,361 有 養成プログラム実施のための事業
に加えて、県全体を対象とした研修
機器整備への支援により、将来の
地域医療を担う医師の拡充を図る。

　本事業開始から、家庭医12名、指導医３名を確保する
等、研修環境の整備等により研修の魅力を高めたことで、
本事業の取組みの成果は現れつつある。しかしながら、
本県の人口当たりの医師数は全国40位と著しく低く、地域
医療の維持・充実のための取組みが今後も必要である。
　このため、本事業を拡充の上、平成27年度まで延長し、
県全体を対象とした研修支援事業を新たに実施すること
により、将来の地域医療を担う医師の更なる確保を図りた
い。

　変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
研修機器を整備し、専門研修の魅力を高めることにより、
将来の地域医療を担う医師の更なる確保を図ることが可
能となる。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

223001 22静岡 H22補正 Ⅵ１（１）のア
総合周産期母子医療
センターと連携する
救命救急センターの
整備

妊産婦に対する救命医療を円滑に
行う体制の整備（MRI、手術顕微鏡
整備）

○ 120,300 114,050 △6,250 　契約差金が生じたため、基金負担
分を減額する。

　入札を実施した結果、見込みより事業費が下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

223003 22静岡 H22補正 Ⅵ１（２）
３次医療圏域をカ
バーする広域的な医
療体制の整備

精神科救急身体合併症患者の病棟
改修

○ 68,775 49,245 △19,530 　事業期間が縮小でき、契約差金が
生じたため、基金負担分を減額す
る。

　設計を見直した結果、工期が短縮できたとともに、入札
を実施した結果、見込みより事業費が下回ったため。

　計画より早期かつ安価で目標を達成することができたも
のであり、計画変更による医療課題の解決への影響はな
い。

223004 22静岡 H22補正 Ⅵ１（２）
３次医療圏域をカ
バーする広域的な医
療体制の整備

ドクターヘリ運航支援 ○ 90,785 117,617 ＋26,832 基金負担分を増額し、ドクターヘリ
の運航を支援する。

　ドクターヘリの運航は、患者の救命率の向上に繋がると
ともに、救命救急センターや２次救急輪番病院の負担軽
減に寄与するものである。ドクターヘリの時間外の対応
は、運航会社における経費負担の増となることから、安定
した運航に必要な支援を行うため、必要額まで本事業の
拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の契約差金または
基金の運用益を活用することとしており、他の事業に影響
を及ぼすことはない。また、ドクターヘリの安定した運航
は、救命救急センターや２次救急輪番病院の負担軽減に
寄与するものである。

223006 22静岡 H22補正 Ⅵ１（４）
救命救急センターの
施設・設備の整備

県外の医療機関へ搬送していた熱
傷等の高度専門的な治療体制の充
実・強化（MRI、手術顕微鏡、ｱﾝｷﾞｵ
ｸﾞﾗﾌｨｼｽﾃﾑ、血液浄化用装置、手
術顕微鏡他整備、救命救急セン
ター整備）

○ ○ 1,588,085 1,580,122 △7,963 有 契約差金が生じたため、基金負担
分を減額する。

　施設整備について、機能向上のための設計の見直しを
行ったため、工期が延長し、計画期間内に整備が完了し
なかったことから、平成27年度まで工期を延長する。
　設備整備について、入札を実施した結果、見込みより事
業費が下回ったため、基金負担分を減額する。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、工期延長についても他の救命救急センターとの連携
等により、計画変更による医療課題の解決への影響はな
い。

223007 22静岡 H22補正 Ⅵ１（４）
救命救急センターの
施設・設備の整備

新たな救命救急センターの整備 ○ ○ 184,001 119,065 △64,936 契約差金が生じたため、基金負担
分を減額する。

　施設整備について、設計の見直しに伴い、改修面積が
縮小した。
　設備整備について、入札を実施した結果、見込みより事
業費が下回った。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

223008 22静岡 H22補正 Ⅵ１（５）
救命救急センターの
設備の整備

救命救急センターの設備の高度化
の推進（全身用コンピュータ診断装
置、大動脈ﾊﾞﾙｰﾝﾎﾟﾝﾌﾟ、MRI,血液検
査ｼｽﾃﾑ他整備）

○ 275,980 257,115 △18,865 契約差金が生じたため、基金負担
分を減額する。

　入札を実施した結果、見込みより事業費が下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

223009 22静岡 H22補正 Ⅵ１（５）
救命救急センターの
設備の整備

救命救急センターの設備の高度化
の推進（CT、MRI整備）

○ 231,350 216,562 △14,788 契約差金が生じたため、基金負担
分を減額する。

　入札を実施した結果、見込みより事業費が下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

223010 22静岡 H22補正 Ⅵ１（５）
救命救急センターの
設備の整備

救命救急センターの設備の高度化
の推進（ICUベッド、超音波診断装
置、生体情報ﾓﾆﾀｰ整備）

○ 25,449 24,627 △822 契約差金が生じたため、基金負担
分を減額する。

　入札を実施した結果、見込みより事業費が下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

223011 22静岡 H22補正 Ⅵ１（５）
救命救急センターの
設備の整備

救命救急センター運営の支援 ○ 116,496 302,161 ＋185,665 有 基金負担分を増額し、救命救急セン
ターの運営を支援する。

　本計画において、救急医療分野については施設・設備
整備を中心に概ね計画どおり達成されるが、命を守る救
急医療分野では、安定した体制の確保は引き続き重要で
ある。
　そのため、本事業を拡充の上、平成27年度まで延長し、
救急医療の最後の砦である救命救急センターの運営につ
いては医療現場における経費負担が多く、安定した体制
確保を図りたい。

　変更に伴う財源については、契約差金または基金の運
用益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼす
ことはない。また、救命救急センターは救急医療における
最後の砦であることから、安定した体制確保は、患者の救
命率の向上に寄与するものである。

223013 22静岡 H22補正 Ⅵ１（６）のイ
２次救急輪番病院の
救急受入態勢の強化

ICU施設設備整備 ○ ○ 59,045 66,517 ＋7,472 有 基金負担分を増額し、ＩＣＵの施設設
備を整備する。

　施設整備について、他機能を含む施設全体の大幅な設
計の見直しにより、計画期間内に整備が完了できないた
め、平成26年度まで工期を延長する。また、設計の見直し
により、基金負担分の対象面積が増加したため、必要額
まで本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の契約差金または
基金の運用益を活用することとしており、他の事業に影響
を及ぼすことはない。また、本施設整備は、当該地域にお
ける２次救急輪番体制の維持強化に寄与するものであ
る。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

223015 22静岡 H22補正 Ⅵ１（６）のウ
２次救急輪番病院の
救急受入態勢の強化

２次救急輪番体制の維持強化（人
工呼吸器、ALSｼﾐｭﾚｰﾀ、麻酔器、解
析付心電図、除細動器、CT他整備）

○ 20,359 18,975 △1,384 契約差金が生じたため、基金負担
分を減額する。

　入札を実施した結果、見込みより事業費が下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

223017 22静岡 H22補正 Ⅵ１（６）のウ
２次救急輪番病院の
救急受入態勢の強化

２次救急輪番体制の維持強化（超
音波診断装置、患者監視装置整
備）

○ 19,616 19,344 △272 契約差金が生じたため、基金負担
分を減額する。

　入札を実施した結果、見込みを事業費が下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

223018 22静岡 H22補正 Ⅵ１（６）のウ
２次救急輪番病院の
救急受入態勢の強化

２次救急輪番体制の維持強化（人
工呼吸器、超音波洗浄器、滅菌装
置、全身麻酔装置、高圧蒸気滅菌
装置整備）

○ 19,852 20,264 ＋412 基金負担分を増額し、２次救急輪番
体制を維持強化する。

　整備予定機器がモデルチェンジしたことにより、契約金
額が当初予定額を上回ったことから、その不足分を補うた
め、必要額まで本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の契約差金または
基金の運用益を活用することとしており、他の事業に影響
を及ぼすことはない。また、本設備整備は、当該地域にお
ける２次救急輪番体制の維持強化に寄与するものであ
る。

223019 22静岡 H22補正 Ⅵ１（６）のウ
２次救急輪番病院の
救急受入態勢の強化

２次救急輪番体制の維持強化（血
管連続撮影装置、生体情報ﾓﾆﾀｰ、
内視鏡ｼｽﾃﾑ、ICUモニタリングｼｽﾃ
ﾑ整備）

○ 42,000 41,505 △495 契約差金が生じたため、基金負担
分を減額する。

　入札を実施した結果、見込みより事業費が下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

223020 22静岡 H22補正 Ⅵ１（６）のウ
２次救急輪番病院の
救急受入態勢の強化

２次救急輪番体制の維持強化（X線
一般撮影装置整備）

○ 12,285 9,712 △2,573 契約差金が生じたため、基金負担
分を減額する。

　入札を実施した結果、見込みより事業費が下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

223023 22静岡 H22補正 Ⅵ１（７）
休日夜間急患セン
ターの整備促進

夜間急患センターの運営 ○ ○ ○ 36,540 0 △36,540 事業を中止する。 　本事業の中心的な役割を担っていた前医師会長の急逝
により、整備に向けた調整に時間を要するなど、計画期間
内の着手が難しい状況になった。
　一方、当該地域において、２次救急医療機関が移転整
備され、今後、新たに２次救急医療機関が整備される予
定となっているなど、２次救急医療機関等が地域内にバラ
ンス良く配置され、地域住民の利便・意向に配慮して、必
要に応じて、平日夜間の１次救急の対応も行われるように
なった。
　このような計画策定時からの状況の変化を踏まえ、賀茂
地域における今後の救急医療体制のあり方について、あ
らためて地域で検討し、当面、早急に整備しなければなら
ない状況にはないため、本計画期間中に急患センターの
整備は実施しないこととなった。

　計画策定時からの状況変化により、平日夜間は、２次救
急医療機関等が１次救急医療機関を補完し、休日は、病
院を含めた輪番制を継続することにより、賀茂地域の救
急医療提供体制が維持されていることから、当面、本計画
に基づいて急患センターを早急に整備しなければならな
いような状況にはない。

223025 22静岡 H22補正 Ⅵ１（７）
休日夜間急患セン
ターの整備促進

休日夜間急患センター整備 ○ ○ 15,274 10,537 △4,737 有 契約差金が生じたため、基金負担
分を減額する。

　他の施設改修との調整等により施設整備計画の見直し
を行ったため、工事着手が遅れ、計画期間内に整備を完
了できないことから、平成26年度まで工期を延長する。ま
た、設計を見直した結果、当初の見込みより事業費が下
回ったため、基金負担分を減額する。

　計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、工期延長についても在宅輪番制により初期救急医療
体制が確保されていることから、計画変更による医療課
題の解決への影響はない。

223027 22静岡 H22補正 Ⅵ１（８）のア
救急医療情報ｼｽﾃﾑ
の構築

救急医療情報ｼｽﾃﾑの構築、運営 ○ 167,224 194,600 ＋27,376 有 基金負担分を増額し、救急医療情
報システムを構築する。

　本システムの開発において、現場のニーズを考慮したた
め、基本的機能の検討・調整に時間を要した。また、当初
は、開発後のシステム変更は予定していなかったが、現
場のニーズをより反映できるよう、システムを２段階で開
発することとし、１回目のシステム開発が平成24年11月と
なり、検証及び改良が平成25年度に遅れたことから、最
終的な検証及び改良を行い、システムを完成させるため、
事業を平成26年度まで延長し、必要額まで本事業の拡充
を図りたい。

　変更に伴う財源については、契約差金または基金の運
用益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼす
ことはない。また、救急医療情報システムの構築により、
広域的な２次救急医療体制を維持し、医療機関の負担軽
減が可能となる。
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223028 22静岡 H22補正 Ⅵ１（８）のイ
救急医療ドクターバ
ンクの創設

救急医療ドクターバンクの創設、運
営

○ 33,748 25,656 △8,092 有 基金負担分を減額し、継続して事業
を実施する。
計画のうち、第２次救急医療機関に
対する受入協力への支援に係る経
費を減額するものである。

　当初計画した４診療科（内視鏡、麻酔科、放射線科、整
形外科）のうち、最もニーズの高い内視鏡専門医について
先行して実施し、ノウハウを蓄積したうえで残りの３診療科
を実施することとしたため、平成26年度まで事業を延長
し、当初計画したドクターバンクの体制整備を完成させる
ものであるが、事業を執行する中で、より継続的な効果が
期待できる取組に重点化することにより、延長分を含めて
も、当初の見込額を下回ることから、基金負担分を必要額
まで減額する。

　事業の継続に伴う財源については、事業の執行残を活
用することとしているが、事業の見直しにより、計画額より
安価で目標を達成することが見込まれるため、計画変更
による医療課題の解決への影響はない。

223029 22静岡 H22補正 Ⅵ１（１０）
県民向け啓発活動

適切な受療行動や様々な医療情報
の周知

○ 17,391 16,777 △614 有 基金負担分を減額し、事業を継続し
て実施する。
計画のうち、地域で活動を実施して
いる団体の表彰及び事例集等の作
成・配布に替えて、シンポジウム等
を開催することとし、あわせて各事
業の効率的な実施により、経費を減
額するものである。

　本県では独自に９月を「地域医療を考える月間」として設
定し、県民が身近な地域医療の現状を理解し、地域医療
を支援する輪を広げるため、各２次医療圏を中心に、市町
や地域の医療支援団体等との連携・協働により、２年間で
20件の啓発事業を実施し、約12,000人が参加した。また、
これらの活動を通じて、新たに２市町に地域医療を支援す
る団体が設立された。
　地域医療支援団体の設立は、月間の趣旨に基づく県民
の自主的かつ継続的な取組につながることから、地域医
療支援団体が未設立の市町を中心にシンポジウム等の
開催を通じて、地域医療支援団体の一層の育成を図るた
め、事業を平成２７年度まで延長するものであるが、事業
を執行する中で、より継続的な効果が期待できる取組に
重点化することから、延長分を含めても当初の事業見込
額を下回ることから、基金負担分を必要額まで減額する。

　事業の継続に伴う財源については、事業の執行残を活
用することとしているが、事業の見直しにより、計画額より
安価で目標を達成することが見込まれるため、計画変更
による医療課題の解決への影響はない。

223031 22静岡 H22補正 Ⅵ２（１）のア
総合周産期母子医療
センターの整備

総合周産期母子医療センター運営
の支援

○ 34,000 47,666 ＋13,666 有 基金負担分を増額し、総合周産期
母子医療センターの運営を支援す
る。

　本計画において、周産期医療分野については施設・設
備整備を中心に概ね計画どおり達成されるが、命を守る
周産期医療分野では、安定した体制の確保は引き続き重
要である。
　そのため、本事業を拡充の上、平成27年度まで延長し、
総合周産期母子医療センターの運営については医療現
場における経費負担が多く、安定した体制確保を図りた
い。

　変更に伴う財源については、契約差金または基金の運
用益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼす
ことはない。また、総合周産期母子医療センターにおける
安定した体制確保は、妊産婦死亡率や周産期死亡率の
減少に寄与するものである。

223032 22静岡 H22補正 Ⅵ２（１）のイの（ア）
地域周産期母子医療
センターの整備

NICUの増床０→１０床（加算病床）
（CT、超音波診断・母体胎児集中監
視ｼｽﾃﾑ他整備、NICU整備）

○ ○ 106,861 106,455 △406 契約差金が生じたため、基金負担
分を減額する。

　入札を実施した結果、見込みより事業費が下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

223033 22静岡 H22補正 Ⅵ２（１）のイの（イ）
地域周産期母子医療
センターの整備

NICUの増床６→９床
（ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏ、分娩台、人工呼吸
器整備）

○ ○ 11,456 11,351 △105 契約差金が生じたため、基金負担
分を減額する。

　入札を実施した結果、見込みより事業費が下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

223034 22静岡 H22補正 Ⅵ２（１）のイの（イ）
地域周産期母子医療
センターの整備

地域周産期母子医療センター運営
の支援

○ 44,848 63,001 ＋18,153 有 基金負担分を増額し、地域周産期
母子医療センターの運営を支援す
る。

　本計画において、周産期医療分野については施設・設
備整備を中心に概ね計画どおり達成されるが、命を守る
周産期医療分野では、安定した体制の確保は引き続き重
要である。
　そのため、本事業を拡充の上、平成27年度まで延長し、
地域周産期母子医療センターの運営については医療現
場における経費負担が多く、安定した体制確保を図りた
い。

変更に伴う財源については、契約差金または基金の運用
益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。また、地域周産期母子医療センターにおける安
定した体制確保は、妊産婦死亡率や周産期死亡率の減
少に寄与するものである。

223038 22静岡 H22補正 Ⅵ２（３）
地域周産期母子医療
センターの整備

地域内での搬送受け入れ態勢の充
実強化（ｲﾝﾌｧﾝﾄｳｫｰﾏ、分娩監視装
置、超音波診断装置整備）

○ 4,126 3,578 △548 契約差金が生じたため、基金負担
分を減額する。

　入札を実施した結果、見込みより事業費が下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

223041 22静岡 H22補正 Ⅵ２（５）
東部地域における新
たな２次周産期医療
機関の整備

産科病棟の整備 ○ 161,288 175,664 ＋14,376 有 基金負担分を増額し、周産期病床を
整備する。

　施設整備について、病院と国関係機関（(独)年金・健康
保険福祉施設整理機構）との調整に時間を要したことによ
り、当初計画より工事着手が大幅に遅れたことから、計画
期間内に整備が完了できないため、平成26年度まで工期
を延長する。また、設計の見直しにより、事業費が増加し
たため、必要額まで本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の契約差金または
基金の運用益を活用することとしており、他の事業に影響
を及ぼすことはない。また、本施設整備は、２次周産期医
療機関の少ない当該地域の周産期医療体制の確保に寄
与するものである。
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223042 22静岡 H22補正 Ⅵ２（６）
その他分娩施設にお
ける整備

後方病床としての機能強化(超音波
診断装置、分娩台、無影灯整備）

○ 6,777 9,297 ＋2,520 基金負担分を増額し、正常分娩やリ
スクの低い帝王切開術を行う産科
病床としての機能を強化する。

　整備予定機器がモデルチェンジしたことにより、契約金
額が当初予定額を上回ったことから、その不足分を補うた
め、必要額まで本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の契約差金または
基金の運用益を活用することとしており、他の事業に影響
を及ぼすことはない。また、本設備整備は、当該地域にお
ける周産期医療体制の充実強化に寄与するものである。

223043 22静岡 H22補正 Ⅵ３
在宅医療提供体制の
整備

静岡県在宅医療推進センターの設
置・運営、在宅医療体制の実態調
査の分析、ICT等を活用した在宅医
療システムの構築及び運用、在宅
医療体制の実態調査の分析、県民
向け啓発活動（ラジオ、新聞）

○ 350,000 349,634 △366 事業コストの削減等により、基金負
担分を減額する。

　各種事業毎に増減はあるが、事務コストの削減等によ
り、全体的に事業費を減じることができたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

223044 22静岡 H22補正 Ⅵ４（１）のア
地域周産期医療学寄
附講座の開設

周産期医療従事者の技能向上 ○ 75,000 135,000 ＋60,000 有 寄附講座の設置を２年間延長し、周
産期医療を担う医師の更なる拡充
を図る。

　当該講座では、研修設備の整備及び県外からの新生児
専門指導医の招聘により、周産期医療の研修環境を充実
させることにより、研修を希望する医師の県外流出を減少
させ、県内の周産期専門医の充実を図ることとしている。
　しかしながら、専門医の育成には少なくとも３年を要する
ことや、講座設立当初は大学病院が基幹研修病院でな
かったことなどから、研修生の受入が当初の想定よりも少
なく、平成25年度末までに、目標人数を達することが難し
い見込みとなった。
　しかしながら、本県の周産期医療体制において人材の
確保は喫緊の課題であるため、本事業を拡充の上、平成
27年度まで延長し、周産期専門医の養成を図りたい。

　変更に伴う財源については、契約差金または基金の運
用益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼす
ことはない。また、周産期専門医の養成は、母体から新生
児まで一貫して管理可能な周産期医療体制の整備に寄
与するものである。

223045 22静岡 H22補正 Ⅵ４（１）のイ
高機能ｼﾐｭﾚｰﾀ等によ
るプリセプタ医育成

救急、麻酔科医を対象としたプリセ
プタ医の育成

○ 8,180 7,309 △871 人件費等の見直しにより、基金負担
分を減額する。

　人件費等の見直しにより、事業費が減少することができ
たため

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

223046 22静岡 H22補正 Ⅵ４（２）のア
認定看護師養成

救急医療、周産期医療を担う認定
看護師の養成

○ 21,450 2,000 △19,450 基金負担分を減額する。
計画のうち、補助制度を活用する医
療機関の見込みが立たないことに
よる補助経費を減額するものであ
る。

　医療機関への補助制度を策定したものの、当面、補助
制度を活用する医療機関の見込みが立たないため

　医療課題は解決されていないが、事業の見込みが立た
ないため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優
先順位の高い「地域周産期医療学寄附講座の開設」に活
用することとする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、静岡県地域医療再生計画（平成２４年度補
正予算）において、看護師確保対策（看護職員の就労環
境整備）により対応することとしている。

223047 22静岡 H22補正 Ⅵ４（２）のイ
看護職員等高度技能
習得事業

高度化する医療、設備に対応できる
看護職員の養成

○ 46,050 216 △45,834 基金負担分を減額する。
計画のうち、補助制度を活用する医
療機関の見込みが立たないことに
よる補助経費を減額するものであ
る。

　医療機関への補助制度を策定したものの、当面、補助
制度を活用する医療機関の見込みが立たないため

　医療課題は解決されていないが、事業の見込みが立た
ないため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優
先順位の高い「地域周産期医療学寄附講座の開設」に活
用することとする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、静岡県地域医療再生計画（平成２４年度補
正予算）において、看護師確保対策（看護職員の就労環
境整備）により対応することとしている。

223048 22静岡 H22補正 Ⅵ４（３）
病院経営改善人材の
養成

病院経営改善をテーマとした実践演
習

○ 15,000 17,919 ＋2,919 基金負担分を増額し、病院経営改
善を図る人材を養成する。

　人材養成講座の内容をより実践的に見直し、外部講師
の招聘及び病院実践演習の回数増などにより、運営経費
が増加したため、必要額まで本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の契約差金または
基金の運用益を活用することとしており、他の事業に影響
を及ぼすことはない。また、病院経営改善の実践能力を
身につけた人材の確保は、各病院における効率的で質の
高い医療サービスの提供に寄与するものである。
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231001 23愛知 H21補正
①尾張

地域医療連携医師派
遣事業

派遣元医療機関の逸失利益分の助
成

○ 8,775 14,551 ＋5,776 有 　計画額の修正
　平成27年度まで事業を継続

　救急医療を始めとした地域医療を確保していくために
は、地域の医療体制を支えている医療機関に必要とされ
る医師を引き続き確保する必要があることから医師派遣
に対する助成を継続する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

231002 23愛知 H21補正
①尾張

休日急病診療所運営
費助成事業

休日急病診療所の運営に要する経
費を助成する

○ 48,188 66,236 ＋18,048 有 　計画額の修正
　平成27年度まで事業を継続

　休日急病病診療所の運営時間の拡大等により、受入患
者数も増えつつあるものの、まだ救急外来への軽症患者
の受診が多いため、引き続き休日急病診療所への支援を
行うことにより、体制の維持を図るとともに、適正受診を呼
びかけていく。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

231006 23愛知 H21補正
①尾張

医師派遣に係る大学
間協議会設置事業

医学部を有する4大学が情報を共有
し、各大学における医師派遣を調整
する機関として「医師派遣に係る大
学間協議会」を設置する

○ 1,580 1,595 ＋15 有 　計画額の修正
　平成27年度まで事業を継続

　地域に必要な医師の確保のためには、引き続き大学間
協議会を設置する必要があることから事業を継続する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

231007 23愛知 H21補正
①尾張

地域医療連携のため
の有識者会議開催事
業

地域医療連携の効果を図る指標を
設定して実績の評価、検証を行うと
ともに、必要に応じて再生計画の見
直しについて、検討を行うため、「地
域医療連携のための有識者会議」
を設置する

○ 2,064 3,218 ＋1,154 有 　計画額の修正
　平成27年度まで事業を継続

　地域医療再生計画を実効性のある計画として推進する
ためには、引き続き地域医療連携のための有識者会議を
設置する必要があることから事業を継続する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

231008 23愛知 H21補正
①尾張

地域医療連携検討
ワーキンググループ
開催事業

地域における救急医療体制及び周
産期医療体制について協議するた
め、特に医師会を中心とした時間外
外来診療の定点化を推進するた
め、医療圏を単位とした地域医療連
携検討WGを設置する

○ 18,509 18,556 ＋47 有 　計画額の修正
　平成27年度まで事業を継続

　地域医療再生計画を実効性のある計画として推進する
ためには、引き続き地域医療連携検討ワーキンググルー
プを設置する必要があることから事業を継続する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

231009 23愛知 H21補正
①尾張

地域医療連携に係る
病院間の医師応援支
援事業

地域医療連携WGで協議され、地域
医療連携のための有識者会議にお
いて必要と認められた病院間の医
師派遣について、派遣元医療機関
の逸失利益分の助成

○ 5,167 12,379 ＋7,212 有 　計画額の修正
　平成27年度まで事業を継続

　救急医療を始めとした地域医療を確保していくために
は、地域の医療体制を支えている医療機関に必要とされ
る医師を引き続き確保する必要があることから医師派遣
に対する助成を継続する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

231010 23愛知 H21補正
①尾張

女性医師就労環境改
善緊急対策事業

医療機関における就労環境を改善
し、子供を持つ医師や医療従事者
が働きやすい職場作りを総合的に
推進する施設に助成する

○ 23,278 27,744 ＋4,466 有 　計画額の修正
　平成27年度まで事業を継続

　女性医師の割合の高い産科医及び小児科医を確保す
るためには、引き続き医療機関における就労環境を改善
し、子供を持つ医師や医療従事者が働きやすい職場作り
を行う必要があることから事業を継続する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

231011 23愛知 H21補正
①尾張

女性医師に対する現
場復帰セミナー開催
事業

育児などで離職した女性医師を対
象とし、仕事と家庭を両立している
病院勤務女性医師等を講師とした
講習会を開催し、再就業に向けた啓
発を行う

○ 432 372 △60 　計画額の修正
 県庁の会議室を利用するなど、計画額よりコストを削減し
て実施することができたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

231016 23愛知 H21補正
①尾張

災害拠点病院の機能
強化のための設備整
備

災害拠点病院が災害時においても
診療機能を維持するため、診療に
必要な水が確保できるよう井戸設備
を整備する
ＤＭＡＴや医療救護班を迅速に被災
地に派遣できるよう災害拠点病院に
悪路にも対応可能な車両（４ＷＤ）を
整備する

○ 309,500 266,768 △42,732 　計画額の修正 井戸設備整備事業は設計や入札等を実施した結果、見
込を下回ったことによる計画額の減額である。
ＤＭＡＴ等派遣専用車両整備事業は、補助対象制度を活
用する医療機関が当初計画より少なかったため、箇所数
及び計画額の変更を行う。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い地域医療連携医師派遣事業等
を行うこととする。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

231017 23愛知 H21補正
①尾張

災害薬局の整備 災害時に医薬品等の供給、支援薬
剤師受入れの拠点となる災害拠点
薬局に対する設備整備

○ 0 900 ＋900 　災害時の薬剤師活動に必要な機
材等を備えた薬局が存在しないた
め、東日本大震災の教訓を踏まえ、
災害時における薬剤師の活動を支
援する機材等を備えた拠点となる薬
局の設備整備を図る。

　愛知県は南海トラフ巨大地震の発生により最大クラスの
被害が想定されている。
　災害時の医療機能の維持及び医療救護所等での医薬
品提供において薬剤師の役割は大きく、災害時における
関係機関への医薬品の供給（仕分け、管理、調剤）、支援
薬剤師の受入れ・派遣調整といった薬剤師の活動を支援
するための拠点となる薬局の設備整備を図るものである。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

232001 23愛知 H21補正
②東三河

地域医療連携医師派
遣事業

派遣元医療機関の逸失利益分の助
成

○ 53,397 66,578 ＋13,181 有 　派遣日数を増加させるため計画額
を修正
　平成27年度まで事業を継続

　救急医療を始めとした地域医療を確保していくために
は、地域の医療体制を支えている医療機関に必要とされ
る医師を引き続き確保する必要があることから医師派遣
に対する助成を継続する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

232002 23愛知 H21補正
②東三河

休日急病診療所運営
費助成事業

休日急病診療所の運営に要する経
費を助成する

○ 85,721 108,984 ＋23,263 有 　計画額の修正
　平成27年度まで事業を継続

　休日急病病診療所の運営時間の拡大等により、受入患
者数も増えつつあるものの、まだ救急外来への軽症患者
の受診が多いため、引き続き休日急病診療所への支援を
行うことにより、体制の維持を図るとともに、適正受診を呼
びかけていく。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

232003 23愛知 H21補正
②東三河

分娩可能医療機関紹
介事業

豊橋市医師会が運営する病診連携
室における、分娩可能医療機関の
調査及び情報提供事業の実施のた
めに必要となる経費を助成する

○ 3,259 3,126 △133 　計画額の修正 事務費等の軽減により、執行額が当初予定していた額を
下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

232004 23愛知 H21補正
②東三河

地域医療連携施設・
設備整備事業

豊川市民病院が新城市民病院との
医療連携により増床する病床及び
救急医療施設の整備及び新城市民
病院が豊川市民病院との医療連携
により設置する連携支援病床の整
備に対し助成

○ ○ 452,000 442,000 △10,000 　計画の事業の一部（新城市民病
院が豊川市民病院との医療連携に
より設置する連携支援病床の整備
に対し助成）を中止

　病院から看護師確保の理由から25年度までの回復リハ
ビリテーション病棟の整備が難しいとの申し出があり、補
助を取りやめることとした。

一部事業を取りやめるものの、豊川市民病院の連携支援
病床の整備は終了し、豊川市民病院での重篤な患者の
受入を行っており、一部の成果をあげることができ、医療
課題の解決に向けた一定の見通しが立ったため、当該事
業の一部を中止し、休日急病診療所の運営費助成事業を
行うこととする。
なお、取りやめる新城市民病院の回復リハビリテーション
病床の整備は引き続き検討を行うこととしている。

232010 23愛知 H21補正
②東三河

地域医療再生研修事
業

医療機関職員に対し、地域医療連
携の必要性及びその具体的方策に
ついて習得させるため、関係団体へ
の委託により研修会を開催する

○ 12,000 15,000 ＋3,000 有 　計画額の修正
　平成27年度まで事業を継続

　より多くの医療機関職員に対し、地域医療連携の必要
性及びその具体的方策について習得させるため、事業を
継続する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

232013 23愛知 H21補正
②東三河

NICU整備事業 小児科医師の養成のため医学部を
有する大学の附属病院にNICUを設
置する

○ 77,140 66,568 △10,572 有 　ＧＣＵ整備を追加
　計画額の修正

大学への補助制度を策定したが、対象となる大学の一部
では別の補助金が活用されたことや軽微な改修により目
標が達成されたため、基金が活用されなかったこと等によ
る計画額の減額が生じた。

　基金執行額は計画額に満たないものの、計画の目標を
達成することができたものであり、計画変更による医療課
題の解決への影響はない。

232014 23愛知 H21補正
②東三河

総合周産期母子医療
センター施設・設備整
備事業

総合周産期母子医療センターを整
備する

○ ○ 192,819 191,697 △1,122 　計画額の修正 国庫内示減のため補助対象者了承の上、補助額を減じる
こととしたため.

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

232016 23愛知 H21補正
②東三河

災害拠点病院の機能
強化のための設備整
備

災害拠点病院の災害時における通
信手段を確保するため、衛星携帯
電話を整備する

○ 22,569 13,612 △8,957 　災害拠点病院の機能強化のため
の設備整備事業を追加する

補助対象制度を活用する医療機関が当初計画より少な
かったため、箇所数及び計画額の変更を行う。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い地域医療連携医師派遣事業等
を行うこととする。
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232017 23愛知 H21補正
②東三河

保健所の機能強化の
ための設備整備

災害時においても保健所が情報収
集や医療機関との連絡調整機能が
果たせるよう衛星電話及び発電機
を整備する

○ 18,369 19,989 ＋1,620 　計画額の修正 災害時に保健所情報収集等の機能を担うために必要な
体制を整備することとし、計画に位置付けたが、その後詳
細な検討を行った結果、予定していた以外にも必要となる
物品があったため、増額を行い整備することとしたため。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

232018 23愛知 H21補正
②東三河

災害薬局の整備 災害時に医薬品等の供給、支援薬
剤師受入れの拠点となる災害拠点
薬局に対する設備整備

○ 0 2,500 ＋2,500 　災害時の薬剤師活動に必要な機
材等を備えた薬局が存在しないた
め、東日本大震災の教訓を踏まえ、
災害時における薬剤師の活動を支
援する機材等を備えた拠点となる薬
局の設備整備を図る。

　愛知県は南海トラフ巨大地震の発生により最大クラスの
被害が想定されている。
　災害時の医療機能の維持及び医療救護所等での医薬
品提供において薬剤師の役割は大きく、災害時における
関係機関への医薬品の供給（仕分け、管理、調剤）、支援
薬剤師の受入れ・派遣調整といった薬剤師の活動を支援
するための拠点となる薬局の設備整備を図るものである。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

233003 23愛知 H22補正 休日急病診療所施設
整備事業

小児患者の多い外来救急医療にお
ける定点化を推進するため、休日急
病診療所の新設・建て替え等の施
設整備費用の一部を助成する。

○ 120,000 116,372 △3,628 　計画額の修正 補助対象経費を精査したところ、見込みより額が減額した
ため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

233004 23愛知 H22補正 休日急病診療所運営
費助成事業

小児患者の多い外来救急医療にお
ける定点化を推進するため、休日急
病診療所の運営費の一部を助成す
る。

○ 59,000 18,580 △40,420 有 　計画額の修正
　平成27年度まで事業を継続

補助制度を活用する医療機関が少なく、また補助対象経
費が見込みより少なかったため。

　執行残を活用して事業の継続を図るものであり、計画変
更による医療課題の解決への影響はない。

233005 23愛知 H22補正 適正受診普及啓発事
業

住民や患者家族に対し、適正受診
を呼び掛けるため、広報活動を実施
する。

○ 10,000 19,528 ＋9,528 有 　計画額の修正
　平成27年度まで事業を継続

　軽症患者は診療所や休日急病診療所を受診するよう、
引き続き住民や患者・家族等への普及啓発を図る必要が
あるため。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

233006 23愛知 H22補正 ＭＦＩＣＵ整備事業 大学病院にＭＦＩＣＵを整備し、周産
期医療のネットワークを構築すると
ともに、周産期医療に従事する医師
の育成を図る。

○ 80,749 70,792 △9,957 　計画額の修正 補助の対象となる面積の精査等事業の見直しをしたため
減額。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

233007 23愛知 H22補正 ＮＩＣＵ･ＧＣＵ整備事
業

総合周産期母子医療センター及び
地域周産期母子医療センターにＮＩ
ＣＵ･ＧＣＵを整備し、周産期医療の
ネットワークを構築する。

○ 124,493 107,443 △17,050 　計画額の修正 一部の補助対象者で補助制度を活用せずに設備整備が
実施され、基金の活用無く事業が完了したため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

233009 23愛知 H22補正 東三河分娩施設運営
費助成事業

東三河地域の分娩施設に対応する
ため、新城市に設置された公設助
産所の運営費の一部を助成する。

○ 15,000 24,855 ＋9,855 有 　計画額の修正
　平成27年度まで事業を継続

　産科医療資源が乏しい東三河北部医療圏の県民が安
心して出産するためにも、しんしろ助産所が安定的に運営
を行う必要があることから運営に対する助成を継続する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

233011 23愛知 H22補正 障害児（者）医療に係
る研修事業

心身障害者コロニーを拠点とした医
療ネットワークを構築し、発達障害
者の早期診断・治療及び障害者が
地域で安心して医療を受けられる体
制の構築に向け、医療関係者の教
育研修を行う。

○ 8,824 18,553 ＋9,729 有 　計画額の修正
　平成27年度まで事業を継続

　地域の障害児（者）医療に従事する医療関係者は多岐
に渡っており、必要な対象者に対してまだ充分な普及啓
発及び研修を行えていないことから、引き続き基礎知識や
技能を習得させるため、事業を継続する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

233012 23愛知 H22補正 障害児（者）医療学寄
附講座設置

　障害児（者）医療に関わる医師を
養成するため、名古屋大学に「障害
児（者）医療学講座」を設置し、小児
科を始め児童精神科、整形外科な
ど、関係する診療科も参加して医師
の養成を行う。

○ 72,500 132,500 ＋60,000 有 　計画額の修正
　平成27年度まで事業を継続

　障害児（者）医療に関わる医師を養成するため、医学生
に対する教育を行っているが、関心を持った学生の卒後
フォローを着実に行うため、事業を継続する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

233013 23愛知 H22補正 院内保育所整備事業 女性医師及び看護職員の離職防止
及び再就職の促進のため、院内保
育所の整備・改築の費用の一部を
助成する。

○ 42,483 14,316 △28,167 実施主体の変更
計画額の修正

実施主体を変更したため、事業所要額が計画を下回った
ため。
国庫補助金の内示額の減に合わせて補助額を減じたた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

233014 23愛知 H22補正 臨地実習指導者講習
会事業

臨地実習の指導者を確保するた
め、名古屋市が行う臨地実習指導
者講習会の費用を助成する。

○ 4,986 7,707 ＋2,721 有 　計画額の修正
　平成27年度まで事業を継続

　より多くの質の高い看護職員を育成するため、事業を継
続する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

233015 23愛知 H22補正 看護職員就職フェア
事業

中小病院が新人看護職員や再就業
希望者を募集する場を提供するとと
もに、看護職希望者が各病院の現
状を聞く機会を設けるため、就職
フェアを開催する。

○ 5,000 13,975 ＋8,975 有 　計画額の修正
　平成27年度まで事業を継続

　引き続き離職防止及び既資格者の再就職支援により看
護職員の確保を図るため、事業を継続する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

233019 23愛知 H22補正 在宅支援病床整備事
業

急性期・回復期治療を終えた患者
が在宅医療に円滑に移行できるよう
在宅医療を行う患者が一時的に症
状が悪化した際に受け入れる病床
整備の費用を助成する。

○ ○ 72,000 51,333 △20,667 　計画額の修正 補助制度を活用する医療機関において、病床整備につい
ての入札等を実施した結果、見込を下回ったため

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

233020 23愛知 H22補正 圏域を越えた医療連
携のモデル構築事業

尾張西部医療圏及び海部医療圏に
おける救急医療の実施にあたり、圏
域を越えた医療連携を行うため、当
該圏域に所在する救急実施病院間
で合同ワーキンググループを開催
し、急性期医療における機能連携に
ついて協議し、モデル病床の整備を
行う

○ ○ ○ 61,000 19,612 △41,388 　計画額の修正 　合同ワーキングでの協議結果を踏まえて実施することと
なった事業の所要額が当初見込みより少額であったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

233021 23愛知 H22補正 災害拠点病院自家発
電施設整備事業

震災等非常事態発生時において
も、医療機関が必要な機能を維持で
きるようにするため、災害拠点病院
における自家発電施設の整備に対
し、費用の一部を助成する。

○ 193,840 321,417 ＋127,577 有 　実施主体の追加
　計画額の修正

　平成24年3月に災害拠点病院の指定要件が見直され、
自家発電設備の要件についても強化されたため、整備意
向について再度調査を行ったところ、新たに3病院の整備
意向あったため、対応を図る。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

233023 23愛知 H22補正 精神・身体合併症対
応病床整備事業

精神及び身体の合併症を有する患
者に対応可能な病床の整備に係る
表の一部を助成する。

○ ○ 205,450 129,750 △75,700 　計画額の修正 　豊川市民病院において、病床の整備は行われるもの
の、精神科医師等の人員確保が見通しが立たず、計画期
間内に精神・身体合併症病床の運用開始が困難であるた
め、助成を断念することとした。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「精神・身体合併症医師派遣事
業」を行うこととする。
　なお、基金による助成は断念するものの、豊川市民病院
の精神・身体合併症病床の整備は完了しており、医師等
の人員確保が整い次第、運用開始を予定している。

233024 23愛知 H22補正 精神・身体合併症医
師派遣事業

救命救急センター等と精神科病院
の連携を促すため、救命救急セン
ター等が行う精神・身体合併症患者
が急性期治療を終えた後の身体疾
患の入院管理のため精神科病院へ
の診療応援に対し、助成を行う。ま
た、連携状況を詳細に記した報告書
の作成を委託する。

○ 0 22,978 ＋22,978 有 　救命救急センター等が行う急性期
治療を終えた後の身体疾患の入院
管理のための精神科病院への診療
応援助成事業を追加。

　精神・身体合併症対応のため、救命救急センターと精神
科病院の連携を図り、精神科病院への医師派遣を行い、
救命救急センター等で急性期治療を終えた精神・身体合
併症患者を精神科病院で受け入れる連携体制を構築す
る。

　この事業の財源については、同目的の事業である精神・
身体合併症病床整備事業の不用額を活用することとして
おり、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、精神・身
体合併症患者への対応について、より充実することが可
能となる。
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233025 23愛知 H22補正 精神・身体合併症対
応病床運営費助成事
業

精神及び身体の合併症を有する患
者に対応可能な医療機関におい
て、休日夜間対応を行う体制及び空
床の確保に係る経費の一部を助成
する。

○ 57,224 56,859 △365 　計画額の修正 　委託事業精算時における対象事業費の減であり、精神・
身体合併症患者に対応するための体制を確保する目標
は達成されている。（本事業は国実施要綱上、救急患者を
入院させるための空床確保を行い、その病床に患者を入
院させた場合、その日数を差し引いて精算することとなっ
ているため）

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

233026 23愛知 H22補正 認知症疾患医療セン
ター運営費助成事業

認知症疾患医療センターの整備を
進め、運営費の一部を助成する。

○ 54,400 62,882 ＋8,482 有 　計画額の修正
　平成27年度まで事業を継続

　引き続き、認知症疾患医療センターの整備を進めていく
必要があるため、事業を継続する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。
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241002 24三重 H21補正
①三重中
勢伊賀

P28ー①
救急・へき地医療施
設設備整備費補助金
（救急医療施設設備
整備事業）

三重大学医学部附属病院に設置さ
れた救命救急センターの機能強化
をはかるため、必要な医療機器等
の整備支援を行うことで圏内の三次
救急医療体制の充実をはかる。

○ ○ 95,000 132,795 ＋37,795 三重大学医学部附属病院の屋上へ
リポートに給油施設を設置する必要
があり、その整備に必要な補助を行
うこととした。

救命救急センターである基地病院の屋上へリポートに給
油施設を設置することで、ドクターヘリのより有効な活用
が可能となるため。

変更に伴う財源については、他事業の余剰金を活用する
こととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、ドクターヘリの給油のためにフライトしている時間を無
くすことで、より多くの出動要請に応えることが可能とな
る。

241003 24三重 H21補正
①三重中
勢伊賀

P27－①
救急・へき地医療施
設設備整備費補助金
（地域医療体制再構
築事業）

伊賀地域の救急輪番を担う医療機
関について「血管内治療への対
応」、「消化器疾患・がん診療への
対応」を強化するなど、機能分担を
はかる。
また、各医療機関の電子カルテシス
テムの導入支援など、情報ネット
ワークの整備等にかかる必要な経
費を助成する。

○ ○ 1,259,000 1,255,800 △3,200 計画のうち、地域医療体制再構築
事業について１件あたりの単価を減
額するものである。

地域医療体制再構築事業について、入札を実施した結
果、見込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

241004 24三重 H21補正
①三重中
勢伊賀

P31ー①
救急医療体制再整
備・医療情報提供充
実事業費
（小児救急医療体制
の整備に向けた検
討）

深夜帯における小児救急医療や、
外傷など外科的処置を必要とする
小児の初期および二次救急医療に
対応するための医療体制を整備す
るため、関係機関による検討の場を
設け、具体的な検討を進める。

○ 3,262 618 △2,644 検討会によって、課題解決の方向
性が見いだされたため、その後の検
討会が開催されなかった。

初回の検討会により、課題解決の方向性が見いだされた
ため。

当初計画には満たないものの、搬送ルールの見直しによ
り、三重大学医学部附属病院が最終の受け入れ先となる
救急患者搬送ルールが整備されたことや、＃8000、医師
確保対策などその他の事業で一定の成果は得られている
ため、医療課題への影響はない。

241005 24三重 H21補正
①三重中
勢伊賀

P31-②
小児救急医療の運営
支援

深夜帯の初期救急や小児外科領域
の救急医療を担う医療機関に対し
支援を行う。

○ 60,187 0 △60,187 事業実施なし 　特に津地域を中心とした深夜帯の小児救急医療が問題
となったことから、平成２２年度に関係機関による検討会
議を開催し、対応について検討を行ったが、医師不足等
の理由により対応可能な病院を選定できなかった。

当初計画には満たないものの、搬送ルールの見直しによ
り、三重大学医学部附属病院が最終の受け入れ先となる
救急患者搬送ルールが整備されたことや、＃8000、医師
確保対策などその他の事業で一定の成果は得られている
ため、医療課題への影響はない。

241006 24三重 H21補正
①三重中
勢伊賀

P31ー③
救急医療体制再整
備・医療情報提供充
実事業費
（小児初期救急セン
ター運営事業）

津市が行う小児初期救急センター
に対し、その運営費を助成する。

○ 2,267 0 △2,267 事業実施なし 津市夜間子ども応急クリニックが黒字経営のため、補助
の必要が無かった。

計画変更による医療課題の影響はない。

241007 24三重 H21補正
①三重中
勢伊賀

P28ー②
救急医療体制再整
備・医療情報提供充
実事業費
（消防法改正に伴う
受入困難患者受入の
ための空床確保助
成）

二次救急医療機関の救急患者の受
入実績に応じた運営費や受入困難
事案の患者を受け入れるための空
床確保経費を助成する。

○ 56,668 0 △56,668 事業を中止する。 実施基準に基づく患者受入にかかる検証体制が確立され
ていないことにより、補助対象となる医療機関の見込みが
立たないため。

医療課題は解決されていないが、事業の見込みが立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い地域の二次救急医療体制を構築するための
施設整備事業への支援の充実を図る。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業そ
のものを見直すこととする。

241008 24三重 H21補正
①三重中
勢伊賀

救急車の受入実績に
応じた補助

実施基準に基づき、救急患者を受
け入れた二次救急医療機関に対
し、受入実績に応じた補助を行う。

○ 45,872 0 △45,872 事業を中止する。 実施基準に基づく患者受入にかかる検証体制が確立され
ていないことにより、補助対象となる医療機関の見込みが
立たないため。

医療課題は解決されていないが、事業の見込みが立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い地域の二次救急医療体制を構築するための
施設整備事業への支援の充実を図る。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業そ
のものを見直すこととする。

241009 24三重 H21補正
①三重中
勢伊賀

P29ー③
救急医療体制再整
備・医療情報提供充
実事業費
（ドクターヘリ検討事
業）

運航費用、フライトドクター・ナース
の研修費用等の助成を行う。

○ 230,832 408,671 ＋177,839 国庫補助金の減額分を補うための
基金充当額の増額

国庫補助金が減額された部分を再生基金で補うこととした
ため。

変更に伴う財源については、他事業の余剰金を活用する
こととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、基地病院に補助予定額を満額交付することで、ドク
ターヘリの適正な運航が可能となる。
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241010 24三重 H21補正
①三重中
勢伊賀

P28ー②
救急医療体制再整
備・医療情報提供充
実事業費
（診療所医師活用二
次救急医療機関支
援）

救急勤務医の処遇改善や非常勤医
師等の確保に要する経費の一部を
助成する。

○ 29,720 171 △29,549 計画期間途中で国庫補助事業の廃
止に伴い当該事業も廃止となったた
め、減額する。

計画期間途中で、国庫補助事業の廃止に伴い当該事業
も廃止となった。

　医療課題は解決していないが、医療提供体制推進事業
補助金や、その他の県事業で一定の成果を上げているた
め、当事業の変更による問題解決への影響はない。

241011 24三重 H21補正
①三重中
勢伊賀

P28ー①
救命救急センター運
営補助金

三重大学医学部附属病院に救命救
急センターを設置し、圏内の三次救
急医療体制の充実をはかる。

○ 166,884 143,042 △23,842 三重大学医学部附属病院に救命救
急センターを設置し運営費の補助を
行ったが、国の補助金の減額に伴う
減額変更となった。

三重大学医学部附属病院に救命救急センターを設置し運
営費の補助を行ったが、国の補助金の減額に伴う減額変
更となった。

上記の医療課題については、別事業である救命救急セン
ター施設整備事業等により成果を上げることができ、一定
の見通しが立ったため、本事業の計画変更による医療課
題への影響はない。

241012 24三重 H21補正
①三重中
勢伊賀

P29ー①
地域周産期医療再生
計画事業費
（母体・胎児診断セン
ター整備費）

周産期母子医療センター内に新た
に設置する「母体・胎児診断セン
ター」の開設に要する経費に対し助
成する。

○ ○ 21,000 22,524 ＋1,524 国庫補助金の減額分を補うための
基金充当額の増額

国庫補助金が減額された部分を再生基金で補うこととした
ため。

変更に伴う財源については、他事業の余剰金を活用する
こととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、病院に補助予定額を満額交付することで、周産期医
療体制の確保が可能となる。

241013 24三重 H21補正
①三重中
勢伊賀

P30ー②
NICUの整備

圏域内における後方病床確保のた
め、隣接地域のNICUの増床をはか
る。

○ 21,800 11,011 △10,789 補助対象者との調整により補助額
を減額

補助対象者が事業の一部を自主財源で実施したことか
ら、補助額を減額したため。

ＮＩＣＵの増床は計画どおりなされていることから、特に問
題はない。

241014 24三重 H21補正
①三重中
勢伊賀

P30ー③
母体ドクターカー配置

総合周産期母子医療センター等の
機能強化と、母体等の救急搬送体
制の強化をはかるため、母体ドク
ターカーを新たに配置する。

○ 10,000 0 △10,000 事業は実施しないこととした。 常時ドクターカーに搭乗するドクターの確保が困難であっ
たため。

どうしても必要な場合は救急車にドクターが同乗すること
で対応可能である。

241015 24三重 H21補正
①三重中
勢伊賀

P30ー④
産科オープンシステ
ム構築事業

病院と診療所等とのネットワークの
構築をはかり、産科オープンシステ
ムを導入する

○ 2,580 0 △2,580 基金を活用しての事業は実施しな
いこととした。

実施予定病院での調整に時間を要したため。 今後も病院の事業として実施するよう県の支援を含め調
整を進めていくことから、時期は遅れるものの課題解決は
可能である。

241016 24三重 H21補正
①三重中
勢伊賀

P20ー①
医師確保対策事業
（医師修学資金貸付
金）【再掲】

0 ○ 489,928 533,782 ＋43,854  同事業で、別の医療圏（南勢志摩
医療圏）のものとの調整。

同事業で、別の医療圏（南勢志摩医療圏）のものとの調整
のため。

　他圏域との額の調整をおこなうが、県全体の貸与人数
は当初計画どおりであるため、本事業の計画変更による
医療課題の解決への影響はない。

242002 24三重 H21補正
②南勢志
摩

P15ー①
医師確保対策事業
（医師修学資金貸付
金）

三重県内の勤務医確保を目的とし
た三重県医師修学資金貸与制度に
基づき、医学部学生を対象に、県内
での一定期間の勤務を返還免除条
件として修学のための資金を貸与
する。

○ 391,405 346,369 △45,036  同事業で、別の医療圏（三重中勢
伊賀医療圏）のものとの調整。

同事業で、別の医療圏（三重中勢伊賀医療圏）のものとの
調整のため。

　他圏域との額の調整をおこなうが、県全体の貸与人数
は当初計画どおりであるため、本事業の計画変更による
医療課題の解決への影響はない。

242003 24三重 H21補正
②南勢志
摩

医師確保対策事業
（臨床研修医研修資
金貸付金）

三重県内の勤務医確保を目的とし
た三重県臨床研修医研修資金貸与
制度に基づき、県内の臨床研修医
を対象に、県内での一定期間の勤
務を返還免除条件として研修のた
めの資金を貸与する。（軽微な変更
により追加）

○ 150,000 95,521 △54,479  貸与者数が見込みより少なかった
ため、減額するものである。

計画時の見込みより貸与者が少なかったため。 　貸与者数は当初の見込みより少なかったものの、県外
出身者の割合が高く、県内における緊急の勤務医確保に
成果があった。不足分についても、引き続き、地域医療支
援センター事業などにより、早急の勤務医確保に努めた
い。

242004 24三重 H21補正
②南勢志
摩

P16ー③
医師確保対策事業
（研修病院支援事業）

研修病院が行う魅力ある研修プロ
グラムに対する助成を行う。

○ 56,000 55,294 △706 計画のうち、研修病院支援事業につ
いて１件あたりの単価を減額するも
のである。

研修病院支援事業について、入札を実施した結果、見込
を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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242005 24三重 H21補正
②南勢志
摩

P17ー④
医師確保対策事業
（地域医療医師支援
事業）

地域医療、特にへき地において働く
医師に対し、学習及び診療等につ
いての様々な支援を行うことにより、
医師の労働環境を改善するととも
に、地域医療レベルの向上をはか
る。

○ ○ 8,596 7,991 △605 計画のうち、地域医療医師支援事
業について１件あたりの単価を減額
するものである。

地域医療医師支援事業について、入札を実施した結果、
見込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

242006 24三重 H21補正
②南勢志
摩

P15ー①
医師確保対策事業
（地域医療学生支援
事業）

修学資金貸与学生等に対して、将
来、地域医療を担う医師となる資質
養成のため、医学生段階で優れた
地域医療現場を体験する機会を提
供するなどの支援を行う。

○ 6,894 6,546 △348 計画のうち、地域医療学生支援事
業について１件あたりの単価を減額
するものである。

地域医療学生支援事業について、入札を実施した結果、
見込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

242008 24三重 H21補正
②南勢志
摩

P17ー⑥
医師確保対策事業
（病院勤務医師負担
軽減対策事業）

診療所医師による外来・当直への
応援や女性医師の復職支援・離職
防止対策など、病院の創意工夫に
よる取組を提案募集し、選定のうえ
助成する。

○ 40,000 32,498 △7,502 計画のうち、病院勤務医師負担軽
減対策事業について１件あたりの単
価を減額するものである。

病院勤務医師負担軽減対策事業について、入札を実施し
た結果、見込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

242009 24三重 H21補正
②南勢志
摩

P16ー②
医師確保対策事業
（三重県版医師定着
支援システム）

県、市町、三重大学、医療機関が協
働して、「ポジティブ・スパイラル・プ
ロジェクト」を推進し、持続可能な医
療提供体制の実現をめざす。

○ 48,531 16,845 △31,686 都市部の病院からの支援を２か所と
予定していたものを補助対象箇所
数を減じることにより、計画額を減額
するものである。

補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかった
ため

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「」事業を行うこととする。

242011 24三重 H21補正
②南勢志
摩

P19ー⑬
医療機関機能分化推
進事業費
（助産師養成確保対
策）

助産師養成所への運営費補助を行
うとともに、より質の高い人材養成
のため、実習指導にかかる支援を
行う。

○ 38,824 42,732 ＋3,908 計画のうち、実習指導にかかる支援
を行う部分について、増額するもの
である。

補助制度を活用する医療機関が当初計画よりも多かった
ため。

医療機関において助産師養成所の生徒が実習する場を
確保することで、助産師の就労促進や産科医療機関に勤
務する助産師の増加促進をはかることができる。

242012 24三重 H21補正
②南勢志
摩

P19ー①
医療機関機能分化推
進事業費
（脳卒中地域連携
ネットワーク構築事
業）

県内の医療機関等で共通して使用
する地域連携シートを作成し、ＩＴを
活用した利用者負担の少ない地域
医療連携のネットワークの構築する
ことにより、脳卒中にかかる地域医
療連携の展開をはかる。

○ 100,000 70,141 △29,859  本計画において、当初10ヶ所の設
置を見込んでいたが、事業参加の
意向を示していた医療機関が3か所
辞退したため、補助対象箇所数が
減じることにより、計画額を減額する
ものである。

　当初10医療機関分の意向を確認したが、病院経営方針
の変更や、ランニングコストなどの後年度負担の存在など
から、3ヵ所が辞退したため、補助対象箇所を減らしたい。

　三重医療安心ネットワークへの開示医療機関が、事業
開始時（平成23年4月30日現在）の6施設から平成25年度
末に13施設に増えること。また、参照する医療機関等が
事業開始時の30施設から、平成25年9月30日現在で146
施設に増加していることから、本事業が見込んでいた目
標を達成できたと考えられ、医療課題の解決に向けた一
定の見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事
業を減額することとする。

242013 24三重 H21補正
②南勢志
摩

P18ー⑨
医療機関機能分化推
進事業費
（高度在宅看護技術
実務研修事業）

訪問看護の経験の浅い看護職員や
潜在看護職員等を対象に、訪問看
護の基礎知識・技術を習得する研
修を行うことにより、高度な在宅看
護技術が提供できる訪問看護職員
の育成および人材確保をはかる。

○ 4,588 8,367 ＋3,779 計画のうち、研修実施に要する委託
料の部分について、増額するもので
ある。

当初計画時には全ての期間で国庫補助を活用して実施
する予定であったが、平成２３年度以降、国庫補助事業が
廃止されたことに伴い、廃止分の額を基金充当することと
したため。

国庫補助事業の廃止分を基金充当するにとどまり、事業
内容の変更はないため、医療課題解決への影響はない。

242014 24三重 H21補正
②南勢志
摩

P18ー⑩
医療施設等・設備整
備費
（病院内保育所施設
整備事業）

新たに病院内保育所を開設する二
次救急医療機関に対し、整備費用
を助成する。

○ 65,565 7,115 △58,450 新たに病院内保育所を開設する二
次救急医療機関に対して、整備費
用を助成するものについて、減額す
るものである。

補助制度を活用する二次救急医療機関が当初計画よりも
少なかったため。

二次救急医療機関からの申請が当初計画よりも少なかっ
たが、近年、二次救急医療機関の病院内保育所の新規
整備が増加しており、厚生労働省労働局の補助など、他
の補助制度の活用により整備しているものと考えられる。
このため、変更によっても二次救急医療機関の病院内保
育所の新規整備が減少するわけではなく、医療課題解決
への影響はない。
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242015 24三重 H21補正
②南勢志
摩

P18ー⑧
看護師等養成所運営
費補助金

看護師等養成所に対して運営費を
助成する。

○ 116,272 87,723 △28,549 計画のうち、一定の条件を満たした
場合に加算する補助について、減
額するものである。

加算補助制度の条件を満たしていない養成所が、当初計
画よりも多かったため。また、年度によって、加算補助制
度を活用しなかった養成所があったため。

養成所への運営費補助の加算補助を行うことにより、学
生が県内の医療機関等に従事することにつながってお
り、県内就業率の微増傾向が見られることから、医療課題
解決に効果が表れているものと考えられる。
加算補助の減額は、申請実績に基づき行うものであり、医
療課題解決への影響はない。

242016 24三重 H21補正
②南勢志
摩

P19ー⑪
看護職員確保・離職
防止充実事業費
（看護職員研修体制
構築事業）

新人看護師、助産師研修や教育指
導者研修をモデル的に実施し、研修
マニュアルの作成や圏内看護職員
の交流会や研修会の実施など、研
修体制の強化をはかる。

○ 27,500 22,822 △4,678 計画のうち、研修体制の強化を図る
ための委託料について、減額するも
のである。

委託料が、当初計画よりも安価であったため。 委託料が当初計画よりも安価であったため修正を行うも
のであり、事業内容に変更はないことから、医療課題解決
への影響はない。

242017 24三重 H21補正
②南勢志
摩

P18ー⑨
看護職員確保・離職
防止充実事業費
（潜在看護職復帰支
援事業委託費）

離職した潜在看護職員の復帰を促
進するため、復帰支援の研修を行う
とともに、研修受講中の託児支援な
どの費用を助成する。

○ 10,672 6,263 △4,409 計画のうち、研修実施に要する委託
料の部分について、減額するもので
ある。

国庫補助事業を採択したことにより、基金で充当する金額
が減少したため。

事業内容の変更はないため、医療課題解決への影響は
ない。

242018 24三重 H21補正
②南勢志
摩

P18ー⑦
看護職員修学資金貸
付事業

県内の看護職員確保を目的とした
看護職員修学資金貸与制度に基づ
き、看護学生を対象に、県内での一
定期間の勤務を返還免除条件とし
て修学のための資金を貸与する。

○ 115,800 97,080 △18,720 計画のうち、貸与額について減額す
るものである。

計画のうち、貸与者の辞退等による貸与取消があったた
め、減額するものである。

修学資金の貸与が不要になった在学生に対する貸与を
減額するものであるため、本事業の計画変更による医療
課題の解決への影響はない。

242019 24三重 H21補正
②南勢志
摩

P19－⑫
助産師修学資金貸付
事業

助産師養成課程に在席する学生の
みを対象とした修学資金制度を創
設し、助産師の圏内定着の促進を
はかる。

○ 24,000 17,300 △6,700 計画のうち、貸与額について減額す
るものである。

計画のうち、貸与者の辞退等による貸与取消があったた
め、減額するものである。

修学資金の貸与が不要になった在学生に対する貸与を
減額するものであるため、本事業の計画変更による医療
課題の解決への影響はない。

242020 24三重 H21補正
②南勢志
摩

P20ー①
在宅歯科医療研修

歯科医師・歯科衛生士に対して在宅
歯科診療の考え方、実践について
の知識習得のための研修を実施す
る。

○ 1,150 1,135 △16 　委託契約に係る経費を減額するも
のである。

　委託契約額が当初の想定よりも少なく実施できたため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

242022 24三重 H21補正
②南勢志
摩

P21ー②
救急医療体制再整
備・医療情報提供充
実事業費
（病院前救護体制整
備事業）

救急搬送ルールの策定を行うととも
に、医師、看護師、救急救命士など
医療従事者に対して資質向上のた
めの研修会を開催する。

○ 12,000 4,943 △7,057 研修実施に必要な経費を減額する
ものである。

研修実施に必要な経費を精査した結果、減額となった。 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

242023 24三重 H21補正
②南勢志
摩

P22ー①
大台厚生病院と報徳
病院の再編整備

老朽化が進む大台厚生病院と報徳
病院の統合再編を行い、新たな町
立病院の建設および老人保健施設
を整備するために必要な経費を助
成する

○ 473,123 598,969 ＋125,846 有 ・総事業費を増額する。
・財源内訳を変更する。
・基金充当額を増額し、両病院の再
編が円滑に進むよう支援する。

・基本構想等の策定に伴い、総事業費及び事業期間が変
更となった。
・国庫補助金について、対象とならなくなった。（へき地拠
点病院に対する整備補助）
・紀勢地区においては深刻な医師不足を背景に、救急医
療への対応など、地域医療提供体制の維持が困難な状
況であり、限られた医療資源の有効活用をはかり、地域
における効率的な医療提供体制を再構築していくために、
大台厚生病院と報徳病院の再編を進めていくことが必要
である。このため、再編が円滑に進められるよう、基金負
担分を増額することで支援の充実を図る。

紀勢地域において、効率的な医療提供体制の整備が図ら
れる。

184 / 344



参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

242024 24三重 H21補正
②南勢志
摩

P22-②
山田赤十字病院整備
事業

山田赤十字病院が移転新築に伴い
整備する集中治療室専用機器、医
学的リハビリテーション機器等の設
備整備費用について、国補助制度
を活用しつつ助成を行う。

○ 350,000 581,943 ＋231,943 　計画のうち、国の予算不足により
減額された国庫補助負担分を増額
するものである。

　国の予算不足により国庫補助負担分が減額されたた
め。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を活用
することとしており、他事業の実施に影響を及ぼすことは
ない。

242026 24三重 H21補正
②南勢志
摩

P21-①
救急医療情報セン
ター事業

現在の救急医療情報システムを抜
本的に見直し、より利便性。操作性
の高いシステムの構築を行い、救急
医療体制の充実をはかる。

○ ○ 379,500 295,238 △84,262 　計画のうち、システム改修にかか
る経費を減額するものである。

　システム改修に係る経費が当初の想定よりも少なく実施
できたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

243002 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「救急医療等の充実
に向けた取組」の「救
急搬送について」の
「救急医療体制の構
築」に基づく心電図伝
送システム事業

MIE-NETを活用しながら、救急車に
心電図伝送装置を配備する。また、
専門施設に伝送された心電図情報
について、循環器専門医が診断を
行う。

○ 26,625 13,691 △12,934 専門施設に伝送された心電図情報
の診断に必要な設備整備経費を減
額するものである。

専門施設に伝送された心電図情報の診断に必要な設備
について補助対象者において精査した結果、補助対象事
業が減額となった。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

243004 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「救急医療等の充実
に向けた取組」の「二
次救急医療体制が脆
弱な地域の体制整備
について」の「桑名市
民病院と山本総合病
院の再編統合に伴う
地域中核病院整備事
業」に基づく桑名市民
病院と山本総合病院
統合再編事業

桑名市民病院と山本総合病院の再
編統合を行い、新たな地域中核病
院の整備に必要な経費を助成す
る。

○ ○ 2,666,713 2,874,906 ＋208,193 有 ・総事業費を増額する。
・基金充当額を増額し、両病院の再
編が円滑に進むよう支援する。

・東日本大震災を踏まえた災害対応のための設計に見直
した結果、総事業費が増加した。
・桑名地域においては、病院の再編統合により救急医療
等の集約化を図るとともに、急性期医療及び高度医療に
対応した新しい設備を備え、二次救急医療を完結させるこ
とが可能な地域の中核病院を整備することが必要であ
る。このため、再編・整備が円滑に進められるよう、基金
負担分を増額することで支援の充実を図る。

桑名地域において、二次救急医療機関の機能が強化さ
れ、医師・看護師等の確保、安定的・継続的に医療が提
供される運営基盤の構築が図られる。

243005 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「救急医療等の充実
に向けた取組」の「二
次救急医療体制が脆
弱な地域の体制整備
について」の「東紀州
地域の二次救急医療
機関の機能強化」に
基づく尾鷲総合病院
情報システム構築事
業

尾鷲総合病院の情報システムを構
築する。構築に際しては、関係医療
機関と連携を図れるシステムとす
る。
画像参照システム・電子カルテ（各
部門オーダーリングシステム含む）
を三重医療安心ネットワークシステ
ムに繋げ、紀南病院、三次救急医
療機関等と患者情報等の共有化を
行う。

○ 108,976 106,685 △2,291 計画のうち、画像参照システム・電
子カルテについて単価を減額するも
のである。

入札の結果、見込みより金額が下がったため。 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

243006 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「救急医療等の充実
に向けた取組」の「二
次救急医療体制が脆
弱な地域の体制整備
について」の「東紀州
地域の二次救急医療
機関の機能強化」に
基づく紀南病院整備
事業

施設整備（本館の建て替え、ヘリ
ポートの新設、回復期リハ病棟（40
床）の新設、三重県地域医療研修セ
ンターの拡充）や、医療機器（CT、
MRI）の整備を図る。

○ ○ 485,007 516,236 ＋31,229 有 本館の建て替えについて、入札を
行ったが、不落であったため、再度
設計を見直して、再入札し進めてい
く予定である。

入札を行った結果、見込みを大幅に上回り不落となったた
め。

当初の目標を達成すべく、再入札を実施し計画を進めて
いくこととし、地域医療再生計画では当該事業を増額して
行うこととする。

243007 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「救急医療等の充実
に向けた取組」の「脳
卒中について」に基
づく回復期リハビリ
テーション病床整備
事業

回復期リハビリテーション病床が未
整備の東紀州保健医療圏や、同病
床が不足している南勢志摩保健医
療圏に回復期リハ病床を整備する
ことにより、急性期、回復期におけ
る転退院、引いては地域への患者
受け入れ体制を強化する。

○ ○ 200,000 107,982 △92,018 計画のうち、回復期リハビリテーショ
ン病床整備事業について予定して
いた補助対象箇所数を減じることに
より、計画額を減額するものであ
る。

事業者から辞退の申し出があったため。 事業者から基金利用の辞退申し出はあったが、事業者の
自己財源により平成２６年度中に整備を行う予定であり、
本事業が見込んでいた目標を達成する見込みであるた
め、本事業の計画変更による医療課題の解決への問題
はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧
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243008 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「救急医療等の充実
に向けた取組」の「急
性心筋梗塞につい
て」に基づく急性心筋
梗塞回復期リハビリ
テーション設備整備
事業

急性期から回復期への連携を円滑
に行うため、CCUを有する施設にお
いて、心臓リハビリテーションが可能
となるよう、必要な設備の整備を行
う。

○ 11,250 11,227 △23 計画のうち、急性心筋梗塞回復期リ
ハビリテーション設備事業について
１件あたりの単価を減額するもので
ある。

急性心筋梗塞回復期リハビリテーション設備事業につい
て、入札を実施した結果、見込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

243010 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「救急医療等の充実
に向けた取組」の「災
害時医療体制につい
て」に基づく災害時医
療提供体制充実事業

本県で東海・東南海・南海地震の３
つの地震が連動して東日本大震災
クラスの地震が発生した場合でも、
円滑な救助・救援活動を展開して人
的被害を最小限に抑えることができ
る体制を構築する。
また、今後の本県の災害医療のあ
り方について調査・研究する。

○ 20,000 14,496 △5,504 災害時の医療が、急性期だけでなく
中長期に及ぶ場合にも対応できる
災害医療対応マニュアルの改訂を
行う。

災害医療のあり方については、三重県保健医療計画（第
５次改訂）の策定過程で、一定の方向性を示すことができ
たため、その取組を進める事業を実施することとした。

災害医療のあり方については、三重県保健医療計画（第
５次改訂）の策定過程で、一定の方向性を示すことができ
たため、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。

243011 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「小児・周産期医療の
充実に向けた取組」
の高度・専門的医療
についての「周産期
医療」に基づく周産期
医療従事者育成事業

三重大学が中心となり、学生や研修
医等の研修施設の現場医師ととも
に、周産期医療の魅力を伝えること
で、周産期医療従事者の確保を図
る。

○ 6,600 4,512 △2,088 事業開始年度が遅くなったことによ
る減額

事業開始年度が遅くなり、充当額を減額する必要が生じ
たため。

事業開始が遅れたものの、三重大学の自己財源による事
業により、本事業が見込んでいた目標を達成できたため、
本事業の計画変更による医療課題の解決への影響はな
い。

243012 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「小児・周産期医療の
充実に向けた取組」
の「高度・専門的医療
について」の「周産期
医療」に基づく周産期
医療体制強化事業

県内の分娩における機能分担を効
率的に実施するとともに、出生の多
い北勢保健医療圏の周産期医療体
制の強化を図るため、必要な施設・
設備を整備する。

○ ○ 48,778 38,417 △10,361 産科オープンシステム構築事業に
ついて、基金を活用しての実施は実
施しないこととした。
母体ドクターカーの配備は実施しな
いこととした。

産科オープンシステム構築事業は、実施予定病院での調
整に時間を要したため。
母体ドクターカーは、常時ドクターカーに搭乗するドクター
の確保が困難であったため。

産科オープンシステム構築事業は、今後も病院の事業と
して実施するよう県の支援を含め調整を進めていくことか
ら、時期は遅れるものの課題解決は可能である。
母体ドクターカーについて、どうしても必要な場合は救急
車にドクターが同乗することで対応可能である。

243013 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「小児・周産期医療の
充実に向けた取組」
の「高度・専門的医療
について」の「周産期
医療」に基づく新生児
搬送体制充実事業

県内の総合周産期母子医療セン
ターである三重中央医療センター等
に、新しい新生児ドクターカーを配
備する。

○ 44,808 39,543 △5,265 事業実施内容を精査したことによる
減額

必要な仕様や設備を精査したため。 計画どおり新生児ドクターカーを更新することから、特に
問題はない。

243014 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「小児・周産期医療の
充実に向けた取組」
の「高度・専門的医療
について」の「心身の
発達支援」に基づくこ
ころの身体の発達支
援拠点整備事業

草の実とあすなろの専門性を活か
し、こころと身体の発達支援の拠点
施設として「こども心身発達医療セ
ンター（仮称）」を整備する。

○ ○ 1,448,609 1,557,998 ＋109,389 有 計画のうち、建築工事について増額
するものである。
当初の計画に含まれていなかった、
機能面での時点修正を行った。

計画額の修正については、建築基本設計において概算工
事費を積算した結果、労務費や資材費の高騰、消費税法
改正等により所要見込み額が増となったため。
当初の計画では、想定されていなかったが、障がいのあ
る子どもを総合的に支援していくため、児童相談センター
の言語聴覚機能も新センターに付加されることとなった。
また、医療型障害児入所施設として、医療・福祉・教育が
円滑に連携していくため、教育機能も一体的に整備するこ
ととなった。

変更に伴う財源については、他の事業の余剰金を活用す
ることとする。

243015 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「小児・周産期医療の
充実に向けた取組」
の「高度・専門的医療
について」の「心身の
発達支援」に基づくこ
ころと身体の発達支
援連携体制構築事業

草の実とあすなろの一体的整備に
向けて、肢体不自由児医療と児童
精神科医療に関わる様々な職種の
職員の交流等、専門性を軸にした
協働の仕組みや体制の検討を行
う。あわせて、専門性の向上と専門
人材の確保・育成のため、施設内外
の連携、協働を推進する。

○ 10,366 9,053 △1,313 計画のうち、研修費用等を減額する
ものである。

　結果的に当初計画額より少なく済んだとともに、当該事
業により一定の成果を上げることができ、小児に関わる専
門職種の交流や協働の仕組みついては、こころと身体の
発達支援拠点整備事業である「こども心身発達医療セン
ター（仮称）」の整備を進める中で課題解決が見込まれ
る。

上記の医療課題については、引き続き進めるこころと身体
の発達支援拠点整備事業によって解決する見込みである
ため、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。
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243016 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「小児・周産期医療の
充実に向けた取組」
の「小児在宅医療に
ついて」に基づく小児
在宅医療支援ネット
ワーク構築事業

専属スタッフ（小児科医、小児看護
専門看護師、医療ソーシャルワー
カー（MSW））による在宅訪問機能を
備えた小児在宅支援センターを設
置し、ネットワークを構築する。

○ 56,450 42,950 △13,500 平成２３年から平成２５年の３年の
事業計画であったが、初年度の事
業開始が１２月からとなったため大
幅な減額となった。また、備品購入
費（訪問専用車、ＰＣＡポンプ）が見
込みより安価に購入ができた。

平成２３年から平成２５年の３年の事業計画であったが、
初年度の事業開始が１２月からとなったため大幅な減額と
なった。また、備品購入費（訪問専用車、ＰＣＡポンプ）が
見込みより安価に購入ができた。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができた。医療課題の解決に向けた取組
への方向性も見えてきてるため、計画の変更による医療
課題の解決への影響はない。

243017 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「小児・周産期医療の
充実に向けた取組」
の「小児在宅医療に
ついて」に基づく小児
在宅医療研修提供事
業

かかりつけ医、訪問看護師等に対し
て、小児在宅医療・医療的ケア等の
実践や考え方についての知識習得
のための研修を定期的に実施す
る。
また、小児在宅支援センターの専任
スタッフや連携スタッフのスキルアッ
プのための専門研修会への参加を
支援する。

○ 4,440 3,626 △814 平成２３年から平成２５年の３年の
事業計画であったが、初年度の事
業開始が１２月からとなったため減
額となった。

平成２３年から平成２５年の３年の事業計画であったが、
初年度の事業開始が１２月からとなったため減額となっ
た。

　本事業の減額による医療課題の解決への影響はない。

243018 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「人材育成・診療情報
ネットワークの構築等
に向けた取組」の「人
材育成について」の
「若手人材等の育成」
に基づくキャリア支
援・指導医育成等事
業

救急対応等標準的なトレーニング、
血管内治療、腹腔鏡等専門技術の
トレーニング等を実施できる拠点
（オープンスキルズラボ）を県内複数
カ所に整備して、医学部定員増に伴
い増加する医学部学生、今後増加
する研修医等の育成支援を行う。

○ ○ 85,700 47,315 △38,385 　計画のうち、オープンスキルズラボ
について予定していた補助対象箇
所数を減じることにより、計画額を減
額するものである。

　補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかっ
たため。

　医療シミュレーターなどのトレーニング機器を導入し、新
たに建設するオープンスキルズラボに設置する計画で
あったが、既存の建物をそのまま活用し、そこにトレーニ
ング機器設置することにより、当初の専門技術のトレーニ
ング拠点を整備する目的を達成できたため、計画変更に
よる医療課題の解決による影響はない。

243019 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「人材育成・診療情報
ネットワークの構築等
に向けた取組」の「人
材育成について」の
「総合医（家庭医）・専
門医等の育成」に基
づく三重・地域家庭医
育成拠点整備事業

総合医（家庭医）育成を支援するた
め、三重大学、地域の医療機関等
が参画する三重・地域家庭医療ネッ
トワークを構築し、後期研修医等に
対する研修を実施して、総合医（家
庭医）育成を図る。

○ 48,135 44,253 △3,882 　本事業に必要となる施設整備、機
器整備等について、入札等による調
達の結果、計画額より安価に整備を
行うことができたため、計画額を減
額変更するものである。

　本事業に必要となる施設整備、機器整備等について、
入札等による調達の結果、計画額より安価に整備を行う
ことができたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

243020 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「人材育成・診療情報
ネットワークの構築等
に向けた取組」の「人
材育成について」の
「総合医（家庭医）・専
門医等の育成」に基
づく総合医（家庭医）・
専門医育成等事業

将来、総合医（家庭医）をめざす研
修医や、救急などの専門医資格の
取得をめざす研修医を対象とした研
修資金貸与制度を設ける。

○ 141,674 46,200 △95,474 　貸与者数が見込みより少なかった
ため、減額するものである。

計画時の見込みより貸与者が少なかったため。 　貸与者数は当初の見込みより少なかったものの、県外
出身者の割合が高く、県内における緊急の勤務医確保に
成果があった。不足分についても、引き続き、地域医療支
援センター事業などにより、早急の勤務医確保に努めた
い。

243021 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「人材育成・診療情報
ネットワークの構築等
に向けた取組」の「人
材育成について」の
「総合医（家庭医）・専
門医等の育成」に基
づくキャリア形成支援
モデル等検討事業

医師修学資金貸与制度を利用し、
県内の病院で勤務を開始する医師
等が、今後ますます増加してくること
から、これら医師の地域定着を一層
確実なものとしていく必要がある。こ
のため、若手医師が地域の医療機
関をローテーションしながら、キャリ
アアップをめざすことができるような
キャリア形成支援モデルを検討す
る。

○ 40,200 39,410 △790 計画のうち、キャリア形成支援モデ
ル等検討にかかる費用を減額する
ものである。

入札の結果、見込みより金額が下がったため。 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。
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243022 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「人材育成・診療情報
ネットワークの構築等
に向けた取組」の「人
材育成について」の
「総合医（家庭医）・専
門医等の育成」に基
づくがん診療専門職
育成事業

がん診療に関わる専門職の育成を
推進し、がん診療連携拠点病院を
中心に、必要となるがん専門職の配
置を実現するため、次のとおり事業
を実施する。
・　がん診療の専門職を育成するた
めの研修費用や講演会開催費用等
に対して助成を行う。

○ 5,400 4,350 △1,050 　　研修費用等について精査した結
果、必要額が当初の予定を下回っ
たことによる減額

　研修費用等について精査した結果、必要額が当初の予
定を下回ったため

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

243024 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「人材育成・診療情報
ネットワークの構築等
に向けた取組」の「人
材育成について」の
「医療安全等支援」に
基づく医療安全・感染
管理の拠点整備事業

三重大学に三重医療安全情報セン
ター（仮称）を設置して、医療安全・
感染管理に係る人材を育成する。ま
た、ここを拠点として、県内の主要医
療機関とともに、死因検索（Ａｉ：死亡
後画像診断）等を行うネットワークを
構築する。

○ 36,000 29,152 △6,848 計画のうち、２３年度実施予定分に
ついて減額するものである。

当初２３年度より、事業実施予定であったが、２３年度末
からの準備となり、実際の着手が２４年度以降となったた
めの減額である。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

243025 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「人材育成・診療情報
ネットワークの構築等
に向けた取組」の「高
度・専門的医療につ
いて」の「がん診療」
に基づくがん診療提
供体制整備事業

本県のがん診療機能の中核的役割
を担う三重大学を中心に、がんの高
度先進医療の推進、先進医療の普
及等を行い、県全体のがん診療の
レベル向上を図るため、必要となる
設備整備等を支援する。

○ ○ 59,606 58,375 △1,231 　がん診療設備の入札（見積もり）
の結果、必要額が見込みを下回っ
たための減額

　がん診療設備の入札（見積もり）の結果、必要額が見込
みを下回ったため

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

243027 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「人材育成・診療情報
ネットワークの構築等
に向けた取組」の「診
療情報ネットワークの
構築について」の「診
療情報ネットワークの
構築」に基づく県内医
療機関ネットワークシ
ステム構築事業

県内の三次救急医療機関と二次救
急医療機関を結ぶ高速通信ネット
ワーク整備に対する支援を行う。

○ 21,323 0 △21,323 事業を中止する。 通信技術の向上等により通信速度の向上、導入コストの
低減により、医療機関独自で高速ネットワークの整備が進
められてきている。このため、基金による支援は行わない
こととする。

医療機関独自で診療情報ネットワークの基盤が構築され
る状況にあるため、本事業の計画変更による医療課題の
解決への影響はない。

243028 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「人材育成・診療情報
ネットワークの構築等
に向けた取組」の「診
療情報ネットワークの
構築について」の「診
療情報ネットワークの
構築」に基づく三重医
療安心ネットワーク拡
充事業

患者の診療情報や画像情報を病院
間で共有することができる三重医療
安心ネットワークについて、機能の
強化や、情報開示型サーバーを新
たに設置する医療機関等を支援し
て急性期から回復期への連携が可
能となるようにする。

○ 24,680 0 △24,680 　医療機関間で情報を共有できるシ
ステム「三重医療安心ネットワーク」
への参加のためのシステム設置の
補助に対し、意向調査時には本事
業を活用して参加意向を示した医療
機関があったが、辞退された。参加
意向を示した医療機関から、最終的
に辞退を表明された時点で、三重医
療安心ネットワークの展開状況が一
定程度の広がりを持っていたため、
本事業を中止するものとする。

　本事業の募集枠5に対し、参加の意向は２医療機関で
あった。意向を示した医療機関についても、補助率からシ
ステム設置に対して、医療機関持ち出し分が多いことや、
ランニングコストなどの後年度負担の存在などから、辞退
をしたため本事業を中止することとする。

　三重医療安心ネットワークへの開示医療機関が、事業
開始時（平成23年4月30日現在）の6施設から平成25年度
末に13施設に増えること。また、参照する医療機関等が
事業開始時の30施設から、平成25年9月30日現在で146
施設に増加していることから、本事業が見込んでいた目
標を達成できたと考えられ、医療課題の解決に向けた一
定の見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事
業を減額することとする。

243029 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「人材育成・診療情報
ネットワークの構築等
に向けた取組」の「疫
学調査の推進につい
て」の「疫学調査」に
基づく地域がん登録
推進事業

新たに地域がん登録を実施するに
あたり、本県のがん診療機能の中
核的役割を担う三重大学に、がん登
録専任の医師を配置し、県全体の
がん登録実務者に対する指導教育
等を行い、がん登録の精度の確保・
向上を図る。

○ 18,000 17,620 △380 計画額より安価で目標を達成するこ
とが見込まれる。

計画額より安価で目標を達成することが見込まれる。 　三重医療安心ネットワークへの開示医療機関が、事業
開始時（平成23年4月30日現在）の6施設から平成25年度
末に13施設に増えること。また、参照する医療機関等が
事業開始時の30施設から、平成25年9月30日現在で146
施設に増加していることから、本事業が見込んでいた目
標を達成できたと考えられ、医療課題の解決に向けた一
定の見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事
業を減額することとする。
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243030 24三重 H22補正 地域医療再生計画
「人材育成・診療情報
ネットワークの構築等
に向けた取組」の「疫
学調査の推進につい
て」の「疫学調査」に
基づく疫学調査によ
る各種疾病対策推進
事業

疫学調査を行う医師を配置し、地域
住民調査のデータ等と地域がん登
録のデータを　リンクさせる。また、
急性心筋梗塞、脳卒中に関する疫
学調査等を実施し、本県の疾病対
策に活用する。

○ 51,000 50,000 △1,000 計画額より安価で目標を達成するこ
とが見込まれる。

計画額より安価で目標を達成することが見込まれる。 　三重医療安心ネットワークへの開示医療機関が、事業
開始時（平成23年4月30日現在）の6施設から平成25年度
末に13施設に増えること。また、参照する医療機関等が
事業開始時の30施設から、平成25年9月30日現在で146
施設に増加していることから、本事業が見込んでいた目
標を達成できたと考えられ、医療課題の解決に向けた一
定の見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事
業を減額することとする。
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251003 25滋賀 H21補正
①東近江

地域難病患者入院運
営整備事業

圏域の病院における難病患者一時
入院受入れ体制の充実を図るととも
に、連携会議・研修会を開催する。

○ 29,200 17,047 △12,153 　平成22年度から平成24年度にお
いて、事業実績額が当初計画額を
下回ったため。

　事業実施以後、事業の利用者数および利用日数が計画
を下回ったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しがたったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「周産期医療対策事業」を行うこ
ととする。

251006 25滋賀 H21補正
①東近江

周産期医療対策事業 圏域の周産期医療体制充実を図る
ための機器整備に対して助成する。

○ 72,000 82,000 ＋10,000 　事業を拡充し、事業対象病院に国
立病院機構東近江総合医療セン
ターを追加するため、基金充当額を
増額変更する。

　周産期医療を担う医療機関の機能強化・充実により、当
該医療圏域における周産期二次的医療提供体制のさらな
る強化を図るため。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源および基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。国立病院機構
東近江総合医療センターを周産期協力医療機関として位
置づけ、近江八幡市立総合医療センターと連携して周産
期にかかる二次医療の提供を行える体制の構築が図れ
る。

251011 25滋賀 H21補正
①東近江

東近江医療圏地域医
療再生計画推進協議
会運営事業

医療関係団体、関係大学、関係市
町、県等で構成する協議会の運営
に対して助成する。

○ 12,000 12,552 ＋552 有 　地域医療再生計画に基づく東近
江医療圏の事業を円滑に推進する
ために設置・運営する同医療圏地
域医療再生計画推進協議会につい
て、同協議会が事業主体となる事業
の延長に伴い、同協議会の運営支
援を継続するため、基金充当額を増
額変更する。

　平成24年度補正による地域医療再生計画に基づく事業
において、東近江医療圏地域医療再生計画推進協議会
を事業主体として、平成27年度まで実施する事業が盛り
込まれていることに伴い、同協議会の運営支援について
も事業期間を延長する必要があり、事業延長に必要な事
業費の拡充を図りたい。

  変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。また、地域医療再生計画に係る東近
江医療圏の事業を円滑に推進することが可能となる。

251012 25滋賀 H21補正
①東近江

東近江医療圏医療情
報連携ネットワーク整
備事業

地域連携パスの推進・運営や、患者
の診療情報共有のためのＩＴネット
ワーク構築・運営に対して助成す
る。

○ ○ 216,000 224,308 ＋8,308 有 　システムの有用性を高めるため、
システムの機能の拡充を図る。ま
た、加入者の促進を図るため、事業
期間を延長する必要があることか
ら、基金充当額を増額変更する。

　情報提供病院の提供項目を増やすとともに、地域連携
パスシステムの機能を拡充することにより有用性を高める
ため。また、同ネットワークへの加入促進を図ることによ
り、システムの安定的、継続的な運営を図るため、事業期
間を延長する必要があり、事業延長に必要な事業費の拡
充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。また、事業を延長して、システムの有
用性や利用者を増加させることにより、システムの自律的
な運営を図ることができる。

251013 25滋賀 H21補正
①東近江

地域医療支援セン
ター整備事業

圏内の関係者が情報を共有し、役
割分担と連携を図るための基盤を
整備するために、近江八幡市と東近
江市に設置する地域医療支援セン
ターの整備や地域連携パスの運営
に対して助成する。

○ ○ 432,000 384,802 △47,198 　計画のうち、地域医療支援セン
ターの施設について、入札により安
価に整備できたことに伴い、基金充
当額を減額変更する。

　地域医療支援センターの施設整備について、入札を実
施した結果、見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成できたものであり、計画変
更による医療課題の解決による影響はない。

251019 25滋賀 H21補正
①東近江

看護師確保啓発事業 看護職への就業希望者の増加を図
るため、ありがとうメッセージの募集
や、啓発素材制作、養成所学生や
多様な現場で働く看護職員の活躍
を題材とした漫画啓発冊子等を作
成する。

○ 16,954 36,436 ＋19,482 有 　漫画啓発冊子の増刷や冊子と連
動した内容の番組を制作・放映する
とともに、同番組をＤＶＤ化して中
学・高等学校を中心とした関連機関
に配布し、進路相談時等に活用して
もうらうことにより、看護職の魅力を
さらに発信するため、事業期間を延
長する必要があることから、基金充
当額を増額変更する。

　平成22年度より、看護職員を確保すべく啓発事業を実
施しているものの、平成24年12月の当該圏域の看護職員
数は2,143人と、平成22年12月と比較して104人しか増加
しておらず、人口10万人当たりの職員数が全国平均や本
県平均よりも下回っていることから、さらに看護職員の確
保を図っていく必要がある。さらに、県内看護師養成所等
における県内入学者の割合は75％となっており、卒業後
に県外に就業する学生も２割程度いるため、事業延長に
必要な事業費の拡充を図り、県内入学者を増やすことに
より、看護職員の県内定着を進めたい。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。また、今後も啓発事業を継続し、本県
の人口１０万人当たりの看護職員数と同程度となるよう看
護職員の確保を目指すとともに、養成所等の入学者のう
ち県内在住者の割合を85％に高めることにより、看護職
員の県内定着を図る。

251021 25滋賀 H21補正
①東近江

看護学生精神保健サ
ポート事業

県看護協会にカウンセラーを配置
し、看護学生の抱える精神的問題
に対処することにより、中途退学防
止を図り、看護師の養成に資する。

○ 4,000 6,000 ＋2,000 有 　看護職員養成所における看護学
生の中途退学の防止を引き続き図
るため、事業期間を延長する必要が
あることから、基金充当額を増額変
更する。

　平成24年度卒業時においても、入学者の１割程度が退
学しており、さらに、平成24年度までの当該事業の利用者
のすべてが社会人入学者であり、今後、ますます増加が
予想される社会人入学者の心のケアは重要であるため、
事業延長に必要な事業費の拡充を図り、引き続き中途退
学の防止を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。また、看護学生の中途退学を防止する
ことにより、県内の看護職員確保を図ることが可能なる。
なお、本事業の評価・検証を行い、カウンセラーが引き続
き必要と判断される場合は、県内の各養成所にカウンセ
ラーが配置されるよう要請することで、教育体制の充実を
図っていく。

251022 25滋賀 H21補正
①東近江

看護師等養成所施設
整備事業

看護職員需給見通しに基づき計画
的な看護師確保を図るため、看護
師等養成所の増改築に対して助成
する。

○ 26,846 26,665 △181 　計画のうち、看護師等養成所施設
の整備について、入札により安価に
整備できたことに伴い、基金充当額
を減額変更する。

　看護師等養成所施設の整備について、入札を実施した
結果、見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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251023 25滋賀 H21補正
①東近江

助産師キャリアアップ
応援事業

質の高い助産師を育成し、安全安
心なお産の環境を整備するため、助
産師キャリアアップ研修プログラム
の実施、普及を行う。

○ 6,000 8,038 ＋2,038 　より細やかな助産師の研修を実施
するため、基金充当額を増額変更
する。

　本事業開始時は中堅助産師を対象とした研修のみを実
施していたが、新人助産師の離職防止と早期からの資質
向上や、院内助産所や助産師外来の開設に必要な知識
を取得できるコースのニーズがあるため、２つのコースを
追加して研修を実施できるよう本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。また、助産師の研修機会を確保し、資
質向上を図るとともに、他施設の助産師との交流を深める
ことにより、問題の共有化が図れ、個人での問題の抱え
込みを防止することができる。

251024 25滋賀 H21補正
①東近江

在宅医療推進のため
の看護職員研修事業

在宅における看護の実際に関する
知識を活かして退院調整を行うこと
ができる人材を育成するため、看護
職員が在宅医療に関する研修を行
うための研修カリキュラム開発や研
修を行う。

○ 17,000 6,400 △10,600 　計画のうち、研修会の開催につい
て、事業費の節減が図れたことに伴
い、基金充当額を減額変更する。

　別事業の研修を一部活用するなどにより事業費を節減
することができたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

251025 25滋賀 H21補正
①東近江

看護職員研修支援事
業

潜在看護師の再就業支援、診療
所、福祉施設などで働く看護職員の
教育体制の充実、新卒看護職員の
研修実施体制の充実を図る。

○ 14,800 10,536 △4,264 　計画のうち、研修会開催につい
て、事業費の節減が図れたことに伴
い、基金充当額を減額変更する。

　別事業で実施されていた研修内容を一部活用するなど
により、事業費を節減することができたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

251026 25滋賀 H21補正
①東近江

がん認定看護師育成
事業

がん拠点病院もしくは緩和ケア病棟
を有する病院において、専門的な看
護を促進できる看護職員を確保す
る

○ 7,600 10,108 ＋2,508 有 　がん医療体制の拡充を図るため、
事業期間を延長する必要があること
から、基金充当額を増額変更する。

　平成25年３月に定めた「滋賀県がん対策推進計画」にお
いて、放射線療法、化学療法及びチーム医療を推進する
ため、がん拠点協力病院等１２病院に対して、がん関連認
定看護師を配置することを求めて、県も看護師の育成支
援を明記していることから、今後も継続してがん医療体制
の拡充を図る必要がある。
　また、今年度まで本事業を実施しているものの、認定課
程を受講するには、選考を通過することや6か月間の研修
を受講できるよう勤務先が調整するなどの必要があり、12
病院すべてでがん関連認定看護師の配置が完了してい
ないため、事業を延長し、事業総額の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。また、県内のがん医療体制の中核を
担う、がん拠点協力病院等12病院にがん関連認定看護
師が配置されることにより、がん医療体制の充実を図るこ
とができる。

251027 25滋賀 H21補正
①東近江

県民協働救急啓発事
業

救急医療の適正利用についての救
急研修会を身近な地域で実施す
る。

○ 800 400 △400 　別事業により経費節減が図れたこ
とから、事業費総額を減額変更す
る。

　別の事業により、達成しようとしていた目標が達成され
たため。

　上記の医療課題については、別事業である「救急医療
普及啓発事業」によって、本事業が見込んでいた目標を
達成できたため、本事業の計画変更による医療課題の解
決への影響はない。

251028 25滋賀 H21補正
①東近江

在宅療養支援セン
ター設置・運営事業

在宅医療を推進するため、病院や
診療所等が情報を共有し役割分担
と連携を図ること、および県民等に
適切に情報を提供することを目的と
して、滋賀県医師会が主体となって
設置する在宅療養支援センターの
設置・運営を支援する。

○ ○ 254,000 264,821 ＋10,821 有 　在宅療養支援センターの円滑な運
営を図るため、在宅療養支援システ
ムの利用促進および運営事業への
支援を事業期間を延長して行う必要
があるため、基金充当額を増額変
更する。

　在宅療養支援システムの安定的な運営を図るための加
入の促進や、情報発信事業等に対して、事業期間を延長
して支援を行う必要があり、事業延長に必要な事業費の
拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。また、事業を延長して、システムの有
用性や利用者を増加させることにより、システムの自律的
な運営およびセンターの周知を図ることができる。

251030 25滋賀 H21補正
①東近江

訪問看護ステーショ
ン機能強化事業

訪問看護ステーションの効率的な運
営を図るため、管理者の育成研修を
行うとともに、訪問看護の充実を図
るため、訪問看護提供に係る高度
な技術指導を受けることで、従事者
の資質の向上を図る。また、従事す
る職員の資質の向上をはかるた
め、認定看護師研修への派遣に対
して助成する。

○ 13,280 10,400 △2,880 　計画のうち、平成25年度におい
て、認定看護師研修派遣助成事業
を活用する訪問看護ステーションが
なかったことにより、基金充当額を
減額変更する。

　平成25年度においては、認定看護師派遣助成制度を活
用する訪問看護ステーションがなかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域再生医療計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「訪問看護ステーション実習環境
整備事業」を行うこととする。
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251031 25滋賀 H21補正
①東近江

訪問看護ステーショ
ン実習環境整備事業

学生実習を受け入れるにあたって
の助成、実習を受け入れるための
環境整備に対しての補助

○ 43,520 61,527 ＋18,007 有 　在宅医療推進の要となる訪問看
護師の育成・確保・資質向上を一体
的に進める必要があることから、訪
問看護ステーション実習の機会をと
らえて、訪問看護の魅力を啓発する
事業を継続実施し、訪問看護師を志
す看護学生を増やす必要があるた
め、事業強化のための基金充当額
を増額変更する。

　在宅医療推進の要となる訪問看護師の育成・確保・資
質向上を一体的に進める必要があることから、訪問看護
ステーション実習の機会をとらえて、特に、強化して訪問
看護の魅力を啓発する事業を継続実施し、訪問看護師を
志す看護学生の増加を図るため、事業延長に必要な事業
費の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源および基金運用益を活用することとしており、
他の事業に影響を及ぼすことはない。また、訪問看護を志
す看護学生を増やすことにより、人材の確保・育成・資質
の向上を一体的にすすめることができる。

251032 25滋賀 H21補正
①東近江

基幹型訪問看護ス
テーション設置モデ
ル事業

基幹型訪問看護ステーションを設置
し、地域の中小規模訪問看護ス
テーションと連携を図り、24時間定
期訪問体制の構築を図る。また、新
人訪問看護師の育成と確保を図る
体制を整える。

○ 0 7,000 ＋7,000 　 【訪問看護ステーション機能強化
事業】の事業内容に「基幹型訪問看
護ステーション整備モデル事業」を
追加・拡充する。

　現在の訪問看護ステーションは、小規模な訪問看護ス
テーションが大半を占め、人材養成や24時間365日のニー
ズへの対応が厳しい状況にあり、ステーション同士の連携
や従事者の確保が必要であるため、事業の拡充を図りた
い。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。また、在宅医療の要である訪問看護ス
テーションの機能をさらに充実強化することができる。

252001 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

三次救急医療体制設
備整備事業

救命救急センターにおいて、急性期
の救急患者に対する診療体制を強
化、高度救命医療の充実ならびに
現場医療従事者の負担軽減を図る
ため、医療機器等の設備整備に対
して助成する。

○ 195,000 215,000 ＋20,000 　計画のうち、長浜赤十字病院が行
う医療機器等の設備整備事業につ
いて、重篤救急患者の受け入れに
必要なより精度の高い医療機器の
整備を図るため、事業総額を増額変
更する。

　重篤救急患者の受け入れを確実なものとするため、迅
速性、効率性、安全性などを有し、精度も高い医療機器の
整備を行うため、本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源および基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、医療機器
を充実することにより、重篤患者の受け入れ体制の確保
につながる。

252002 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

二次救急医療体制設
備整備事業

二次救急医療を担う中核病院の救
急医療体制強化のために必要な設
備整備に対して助成する。

○ 50,000 48,982 △1,018 　施設整備について、入札により安
価に整備できたことに伴い、基金充
当額を減額変更する。

　施設整備について、入札を実施した結果、見込を下回っ
たため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

252005 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

湖北地域医療支援セ
ンター整備事業

地域の医療資源の役割分担（機能
分化）と連携を図るため、湖北圏域
への地域医療支援センターの整備
および運営に対して助成する。

○ 300,000 180,368 △119,632 有 　湖北地域医療支援センターの施
設について、入札により安価に整備
できたことに伴う施設整備の減、お
よび同センターの安定的な運営を図
るための支援を延長して行う。

　湖北地域医療支援センターの整備について、入札を実
施した結果、見込みを下回ったため。また、同センターの
運営について、安定的な事業実施や周知の拡大を図るた
め、運営立ち上げ当初の支援を行う必要があるため。

　計画額より安価で目標を達成できたものであり、計画変
更による医療課題の解決による影響はない。また、運営
支援については、計画内で事業を行うことから、新たな財
源を確保する必要はなく、他の事業に影響を及ぼすことは
ない。なお、地域医療支援センターの有効活用により、在
宅医療の推進や地域連携の促進が図れる。

252006 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

湖東・湖北圏域地域
医療再生推進協議会
運営事業

医療関係団体、関係市町、県等で
構成する協議会の設置・運営に対し
て助成する。

○ 10,000 10,781 ＋781 　地域医療再生計画に基づく湖東・
湖北医療圏の事業を円滑に推進す
るため設置・運営する同医療圏地域
医療再生計画推進協議会につい
て、運営事業の実施状況の拡充に
伴い、基金充当額を増額変更する。

　湖東・湖北医療圏地域医療再生計画推進協議会におい
て、同医療圏の地域医療連携ネットワークの構築に関す
る研修や先進地視察等に係る経費が当初見込より増えた
ため、事業費の拡充を図りたい。

  変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源および基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、湖東・湖
北医療圏地域医療連携ネットワーク整備事業など、地域
医療再生計画に係る湖東・湖北医療圏の事業を円滑に推
進することが可能となる。

252009 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

人工透析ベッド増床
整備事業

湖北圏域において、回復期・維持期
リハビリテーション機能を持つ医療
機関に必要な施設・設備の整備（人
工透析ベッド増床整備）に対して助
成する。

○ ○ 120,000 118,200 △1,800 　入札により安価に整備できたこと
に伴い、基金充当額を減額変更す
る。

　人工透析ベッドの増床整備について、入札を実施した結
果、見込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

252010 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

湖東・湖北医療圏地
域医療連携ネット
ワーク整備事業

地域の医療機関間の連携を図り質
の高い地域医療を実現するため、
診療情報等のＩＴネットワークで結び
共有化を図るためのシステムを導
入に対して助成する。

○ ○ 230,000 311,994 ＋81,994 　システムの有用性を高めるため、
補助を行う情報提供病院数を増加
する。

・情報提供病院：
　　3病院（長浜赤十字、市立長浜、
彦根市立病院）
　→6病院（長浜赤十字、市立長浜、
彦根市立病院、友仁山崎病院、豊
郷病院、湖北病院）

　情報提供病院を増やし、システムの有用性を高めること
により、システムの安定的、継続的な運営を図るため、事
業費の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源および基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、システム
を利用する医療機関の増加により、システムの自律的な
運営を図ることができる。
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252011 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

へき地拠点病院機能
強化事業

へき地拠点病院である長浜市立湖
北病院の医師不足により、救急医
療体制やへき地医療体制が不十分
であることから、医師確保対策の支
度金制度および非常勤医師雇用に
対して支援する。

○ 20,000 19,000 △1,000 有 　計画のうち、へき地拠点病院であ
る長浜市立湖北病院が実施する医
師確保対策の支度金制度への補助
額について、当初見込みを下回った
ため。ただし、医師不足による救急
医療体制やへき地医療体制は不十
分であることから、事業期間を延長
して非常勤医師雇用に対して支援
する必要がある。

　長浜市立湖北病院が実施する医師確保対策の支度金
については、補助制度の活用が当初計画より少なかった
ため。ただし、医師不足が依然として深刻で、へき地医療
体制が不十分な状況が続いているため、必要最低限の支
援として、非常勤医師雇用経費に対する補助については
継続する必要がある

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しがたったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医師確保対策事業」を行うこと
とする。

252012 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

新生児・周産期医療
のための寄附講座
（周産期医療学講座）

滋賀医科大学への寄附講座の設置
により、新生児・周産期医療を担う
医師の確保を図る。

○ 166,000 211,000 ＋45,000 有 　彦根市立病院での分娩再開およ
び湖東・湖北医療圏における周産
期医療体制の充実を図るため、事
業期間を延長する必要があることか
ら、基金充当額を増額変更する。

　県全域の周産期医療体制を安定かつ充実したものにす
るためには、彦根市立病院での分娩再開後も、広域的な
観点からの医療機関の配置等の検討を行う必要があるた
め、事業延長に必要な事業費の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源および基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、広域的な
医療機関配置等による安定した周産期医療体制の構築、
周産期医療資源の効率的な活用を図ることができる。

252014 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

医師不足病院支援事
業

県内公立病院の医師確保のため、
就業する医師への一時金（貸付金
を含む）支出に対する支援

○ 22,000 20,000 △2,000 　事業終了後に貸付金の返還が生
じたため、基金充当額を減額変更す
る。

　平成24年度中に計画を達成し、事業を終了することとし
たが、その後に貸付金の返還が発生したため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い他の「医師確保対策事業」を行う
こととする。

252015 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

ドクターバンク機能強
化事業

県内病院に就業を希望する医師と
医療機関をマッチングさせるための
ドクターバンク機能を充実強化し、
情報の収集・提供を活発にする。ま
た、女性医師が継続就労できる環
境整備や医師同士の情報交換を支
援する、県内の女性医師同士の
ネットワークづくりを行う。

○ 14,000 24,871 ＋10,871 有 　女性医師が活躍できる環境整備
支援を拡充し、県内の女性医師同
士によるネットワークづくりを行う事
業を拡充するとともに、事業期間を
延長して女性医師の離職防止に取
り組むため、基金充当額を増額変
更する。

　県内医師数に占める女性医師の比率が年々増加し、女
性医師の離職防止が医師確保の最も有効な手段のひと
つとして重要性を増す中、女性医師ネットワーク組織に
は、当事者の生の声を集約して県や今年度以降本格稼動
している滋賀県医師キャリアサポートセンターに届け、両
者の橋渡しをし、連携して女性医師の離職防止に取り組
む役割がいっそう期待されることから、女性医師ネット
ワーク運営を延長する必要があり、事業延長に必要な事
業費の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。また、潜在している女性医師の臨床現
場復帰につながれば、県全体の医師不足の軽減が期待
できる。

252016 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

県内臨床研修病院等
連絡協議会運営事業

臨床研修医、専門研修医の県内誘
導とその定着を図る活動を行うため
の臨床研修病院連携組織の設置、
運営を行う。

○ 2,000 660 △1,340 　臨床研修病院連携組織の設置、
運営について、事業費の節減が図
れたことに伴い、基金充当額を減額
変更する。

　当初計画どおり臨床研修病院連絡協議会を設置した
が、臨床研修病院が集まる県病院協会の理事会等の場
を活用して協議等を行ったため、使用料等当初見込んだ
経費が不要となり、実績額が減少したため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

252017 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

臨床研修医確保・定
着プログラム等支援
事業

本県の医師臨床研修の魅力を伝
え、医師の確保、県内定着を図ると
ともに、常に若手医師が流入、定着
することにより県内地域医療の確保
を図る。臨床研修医確保のために
開催される病院説明会に参加する
臨床研修病院への支援や、臨床研
修医が本県に愛着を持ち、長く本県
で就業するよう全県の研修医を対
象にしたプログラム等を作成する。
また、臨床研修医等の若手医師を
対象にした研修会や交流会の実施
や、指導医を養成するための講習
会を開催する。

○ 5,000 17,691 ＋12,691 有 　臨床研修医等の若手医師を対象
にした研修会や、指導医を養成する
ための講習会を実施する事業を拡
充するとともに、指導医の資質や意
識の向上を図り、臨床研修病院の
魅力を向上させるため事業期間を
延長する必要があることから、基金
充当額を増額変更する。

　湖東・湖北医療圏を中心に医師の不足が解消されず、
引き続き医師確保対策の充実を図ることが必要となって
いる。研修医等の若手医師の流出を防ぎ医師の確保を図
るため、地方で研修や勤務を行う若手医師が不安を抱き
がちなキャリア形成の機会をさまざまなチャンネルを通じ
て提供するとともに、研修を指導する医師の資質や意識
の向上を図り臨床研修病院の魅力を向上させることが重
要であることから、若手医師を対象とした研修会や指導医
向けの講習会等の機会を引き続きを提供するため。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源および基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、研修医な
どの若手医師の獲得・定着を図ることによって、中長期的
な医師の確保につなげることができる。

252018 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

子育て医師のための
ベビーシッター事業

働きやすい環境整備を促し、女性を
はじめとした医師の離職防止を図る
ため、子育て中の医師を対象とした
勤務のために利用するベビーシッ
ター費用の一部を支援する。

○ 8,000 2,496 △5,504 　子育て中の医師を対象とした、勤
務のために利用するベビーシッター
費用の補助金について、事業実績
の減に伴い、基金充当額を減額変
更する。

　補助制度を利用する医療機関が当初計画より少なかっ
たため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い他の「医師確保対策事業」を行う
こととする。
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252019 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

救急医等負担軽減改
善事業

救急医療機関、精神科救急医療機
関における勤務医の負担が年々増
大していることから、これら病院勤務
医の疲弊を緩和するため、外来や
当直のための非常勤医師雇用に対
する費用の一部を支援する。

○ 100,000 92,650 △7,350 　外来や当直のための非常勤医師
雇用に対する費用助成について、
事業実績の減に伴い、基金充当額
を減額変更する。

　補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかっ
たため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い他の「医師確保対策事業」を行う
こととする。

252020 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

中堅医師職場環境改
善事業

医師の離職を防止し、医師不足の
解消を図るため、中堅世代の医師
の職場環境を改善するモデル的な
取組をした病院に対して、その取組
に要した費用の一部を助成する。

○ 60,000 100,725 ＋40,725 　女性医師を対象とした職場環境の
改善など、より多くの病院のモデル
事業を支援するため、事業費を拡充
する。

モデル事業の例：
医師の負担を軽減するための非常
勤医師やメディカルクラーク等の配
置、医局内の参考図書等備品の整
備、女性医師用休憩室や宿直室の
改修整備　等

　より多くの病院を対象として、医師が働きやすい環境づく
りを図るため。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。また、県内の多くの病院において医師
の職場環境が改善されることにより、将来の離職防止に
つながる。

252021 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

救急医療確保支援事
業

救急医療の受け入れをより確実なも
のとするため、県内３３の救急告示
病院に対し、救急搬送受け入れ実
績に応じて支援する。

○ 102,000 96,000 △6,000 　救急搬送受け入れ実績に応じた
支援について、予定していた補助対
象箇所数を減じることにより、計画
額を減額するものである。

　補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかっ
たため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い他の「医師確保対策事業」を行う
こととする。

252022 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

救急医療普及啓発事
業

救急医療体制の維持、継続のた
め、県民に対して、救急医療への理
解と受診行動の適正化、救急車の
適正利用について普及・啓発を図
る。

○ 10,000 19,344 ＋9,344 有 　パンフレットの配布や新聞広告の
掲載により、県民に対して救急医療
への理解と受診行動の適正化、救
急車の適正利用について、引き続き
事業期間を延長して普及・啓発を図
るため、基金充当額を増額変更す
る。

　これまで、新聞広告の掲載や小児急病対応ガイドブック
の配布により、一定程度救急医療の適正利用について普
及・啓発を図れたが、依然として二次救急医療機関の受
診患者の内、軽症患者の受診割合は大きな割合を占めて
いる。二次救急医療機関への負担を軽減し、救急医療体
制を維持するためには、既存の小児救急電話相談事業や
救急医療情報システム運営事業等の救急医療に関する
情報提供事業に加えて、当該普及・啓発事業を継続して
実施する必要があるため、事業延長に必要な事業費の拡
充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源および基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。救急医療の適
正利用について普及・啓発を引き続き実施することによ
り、二次救急医療機関への負担を軽減し、救急医療体制
の維持に繋げることができる。

252023 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

救急医療適正化のた
め県民フォーラムの
開催

県民に地域の病院勤務医の現状等
を理解してもらうため、県民フォーラ
ム等を開催する。

○ 7,000 410 △6,590 　県民フォーラム開催にかかる経費
について、事業費の節減が図れたこ
とに伴い、基金充当額を減額変更す
る。

　フォーラム会場に病院の講堂を使用したことや、講師に
自治体職員(公立病院の医師等)を選出したことにより、当
初見込んだ使用料、謝金、旅費等が不用となり、見込を下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

252025 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

精神科救急医療シス
テム支援病院事業

精神科患者の転院を受け入れる支
援病院が行う、必要なスタッフの確
保や保護室の運営等に要する経費
に対して助成する。

○ 15,000 5,951 △9,049 　本補助事業の過年度実績に基づ
き、基金充当額を減額変更する。

　県立精神医療センターの空床を確保するため、精神医
療センターから患者の転院を受け入れる場合に必要な経
費を補助するもので、補助制度を活用する医療機関が当
初計画より少なかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「救急医療対策事業」を行うこと
とする。

252026 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

ドクターヘリ運航関連
事業

本県特有の地形的な問題や医療圏
間における医療資源に差があり、救
命救急センターから離れている地域
では、救急車による救急搬送に限
界があることから、救急医療体制の
充実を図るため、他府県ドクターヘ
リとの共同利用を行い、県内のラン
デブーポイントを充実させるととも
に、搭乗する医師・看護師の養成を
図る。

○ 16,701 23,812 ＋7,111 有 　県内のランデブーポイントを充実さ
せるとともに、ドクターヘリに搭乗す
る医師・看護師の養成を図るための
事業を拡充するとともに、搭乗人材
の育成を継続して行う必要があるた
め、基金充当額を増額変更する。

・ランデブーポイントの充実：ドクター
ヘリ運航会社に候補地の現地調査
を委託し、本県内のランデブーポイ
ントを45ヶ所増やす。(平成24度現在
89ヶ所)
・搭乗医師・看護師の養成：日本航
空医療学会のドクターヘリ講習会の
受講補助
　　　　　　　　　　　　　　　　　ドクター
ヘリ基地病院における実地研修へ
の搭乗人材の派遣

　共同利用していた大阪府ドクターヘリが、平成25年度よ
り関西広域連合へ事業移管されることとなった。また、関
西広域救急医療連携計画に定められた京滋地域ドクター
ヘリ基地病院を本県へ誘致するために、県内のランデ
ブーポイントを充実させるとともに、引き続き搭乗人材の
育成を進める必要があるため、事業延長に必要な事業費
の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源および基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、関西広域
連合ドクターヘリの広域的な運航が期待でき、二重、三重
のセーフティーネットの構築を図ることができる。
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252027 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

地域から医療福祉を
考える懇話会等運営
事業

地域の医療福祉について住民参加
で検討を行う「地域から医療福祉を
考える懇話会」を設置・運営するとと
もに、同懇話会で検討し、地域の特
性等を踏まえて策定された各圏域ご
との医療福祉ビジョンを推進するた
め、懇話会を「医療福祉を推進する
地域協議会」と発展的に改組・設置
して運営するとともに、ビジョン推進
に寄与する事業を実施する。

○ 14,000 25,351 ＋11,351 　「地域から医療福祉を考える懇話
会」で検討し、地域の特性等をふま
えて策定された各医療圏域ごとの
医療福祉ビジョンを推進するため、
懇話会を「医療福祉を推進する地域
協議会」等として発展的に改組・設
置して運営するとともに、ビジョン推
進に寄与する事業を実施するため、
基金充当額を増額変更する。

　地域から医療福祉を推進する懇話会において、地域の
特性をふまえ、住民参加のもとで検討し策定した「圏域医
療福祉ビジョン」を推進するための事業を地域のネット
ワークにより推進するとともに、事業の協働実施により、さ
らなるネットワークの強化を図る必要があるため。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。また、医療福祉サービス関係機関それ
ぞれの取り組みにとどまらず、住民参加のもとで協働の取
り組みを行うことにより、地域の課題についての共有およ
びネットワークの強化を図ることができる。

252028 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

歯科在宅医療充実強
化事業

在宅歯科医療の充実のため、歯科
治療ポータブルユニットの設置を支
援するとともに、糖尿病認定医とか
かりつけ歯科医の連携、障害者歯
科治療の充実を図る。

○ ○ 64,000 53,640 △10,360 　事業実績の減に伴い、基金充当
額を減額変更する。

　本事業の実績が当初計画に満たなかったため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医師確保対策事業」を行うこと
とする。

252030 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

在宅リハビリテーショ
ン支援事業

市町を主体としたきめ細かなリハビ
リ提供体制の整備を図るため、市町
が設置するリハステーションの運営
に係る経費の一部を負担する。

○ 105,000 29,276 △75,724 　市町が設置するリハステーション
の運営にかかる経費の補助につい
て、事業実績の減に伴い、基金充当
額を減額変更する。

　補助制度を活用する市町が当初計画より少なかったた
め。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医師確保対策事業」を行うこと
とする。

252031 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

地域産科再開支援事
業

湖東医療圏の公立病院が分娩取扱
を再開させるため、常勤産科医の新
規就業に際して支出する就業支度
金に対して支援する。

○ 0 10,000 ＋10,000 　「二次医療圏で取り組む事業」の
ひとつとして「病院における通常分
娩取扱の再開」を追加する。

(事業内容）
地域産科再開支援事業
　・事業期間は平成25年度
　・事業総額 10,000千円（基金負担
分 10,000千円）
　　　　　　　　　5,000千円／人　×
２人

　現在の地域医療再生計画に沿って事業実施してもな
お、計画に掲げる課題の解決・目標達成（彦根市立病院
の分娩再開）の見込みが立っておらず、早急な対応が求
められているため。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。また、事業の実施により、計画に掲げ
た目標である彦根市立病院の分娩再開の達成が期待さ
れる。

252032 25滋賀 H21補正
②湖東・
湖北

地域在宅医療普及啓
発事業

在宅医療に関わる医療専門職の取
組や、訪問診療等で受けられる医
療に関する情報など、在宅医療の
実践風景等をメディアを活用して情
報発信する。

○ 0 7,000 ＋7,000 「在宅医療推進体制総合調整事業」
の事業内容に、「地域在宅医療普及
啓発事業」を追加する。

（事業内容）
　地域在宅医療普及啓発事業
　　・事業期間は平成25年度
　　・事業総額7,000千円（基金負担
額7,000千円）
　在宅医療に関わる専門職の取り
組みや、訪問診療、訪問看護等在
宅で受けられ　　る医療に関する情
報など、在宅医療の実践風景等をメ
ディアを活用して情報発信　　するこ
とで、県民に対して在宅医療の取り
組みを広く周知するとともに、県民
の　　在宅医療に対する理解や安心
感を深め、在宅医療の一層の推進
を図る。

　在宅医療現場の実情について、関係者や県民にイメー
ジを持ってもらうことにより在宅医療従事者の取り組みを
広く周知するとともに、県民の在宅医療に対する理解や安
心感を深め、在宅医療の一層の推進を図るため。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。また、在宅医療に従事する医師や看
護師等が増えることが期待できる。

253001 25滋賀 H22補正 がん検診機器等整備
事業

がん検診の受診率向上を図るた
め、県内の検査機関が実施するが
ん検診機器や検診車両の整備に対
して支援する。

○ 257,500 293,025 ＋35,525 　県内の診療所において実施する
がん検診機器整備事業に対して補
助について、補助対象の診療所数
を拡大するため、基金充当額を増額
変更する。

　身近な地域でがん検診が受診可能な体制を構築するこ
とにより、受診率のさらなる向上を図るため。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。また、がん検診を受診する体制を充実
させることができる。
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253002 25滋賀 H22補正 遠隔病理診断体制整
備事業

的確かつ迅速な診断を可能とする
全県を視野に入れた遠隔病理診断
体制の整備に必要な機器整備や、
事業の啓発、連携協力体制の構築
を図る。

○ ○ 136,000 119,568 △16,432 　遠隔病理診断体制の整備に必要
な機器整備について、入札により安
価に整備できたことに伴い、基金充
当額を減額変更する。

　遠隔病理診断体制の整備に必要な機器整備について、
入札を実施した結果、見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

253003 25滋賀 H22補正 がん検診・診断・治療
機器等整備事業

がん検診の受診率向上を図るた
め、県内の病院が実施するがん検
診・診断・治療機器の整備に対して
助成する。

○ 470,500 500,872 ＋30,372 　計画のうち、大津赤十字病院（が
ん拠点病院）における機器整備につ
いて、放射線治療機器（医療用リニ
アック）を整備するため、基金充当
額を増額変更する。

　放射線療法を推進し、がん拠点病院を中心にがんの高
度専門医療の充実を図るため。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。また、本県のがん対策をより一層充実
させることができる。

253004 25滋賀 H22補正 がん診療人材育成・
支援体制構築事業

がん専門医の養成を目指した人材
育成・支援体制の構築を支援する。

○ 72,000 135,000 ＋63,000 有 　地域がん専門医の養成を目指し
た教育・研修を実施し、がん専門医
の増加を図るため、事業期間を延長
する必要があることから、基金充当
額を増額変更する。

　がん検診を実施するにあたり、がん医療にかかる人材
育成・支援開発に引き続き取り組む必要があるため。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源および基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、本県のが
ん対策をより一層充実させることができる。

253005 25滋賀 H22補正 がん予防対策事業 がん検診の受診率向上を目指し
て、県民参加型によるがん検診の
受診啓発を行う。

○ 11,000 23,374 ＋12,374 有 　事業費を拡充し、マスコットキャラ
クターの作成により住民が親しみや
すいがん検診の受診啓発を行う。ま
た、がん検診受診率向上を目指し、
効率的な啓発方法を開発するととも
に、県民参加型によるがん検診の
受診啓発のイベントを継続して行う
ため、事業期間を延長する必要が
あることから、基金充当額を増額変
更する。

　県民にがん検診の必要性について効果的な啓発方法を
開発し、検診受診率の向上を目指すとともに、がんの理解
を深め、ともに考える機会として、県民をはじめ、関係者、
関係機関が連携し一体となって取り組む啓発イベントの開
催を継続して支援するため、事業延長に必要な事業費の
拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源および基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、県民の健
康意識の向上が期待できる。

253006 25滋賀 H22補正 脳卒中診療連携体制
整備事業

日常生活への復帰に向けた切れ目
のない脳卒中診療連携体制を構築
するため、回復期リハビリテーション
病棟の整備や、脳卒中診療統括セ
ンターへの脳卒中急性期医療体制
の充実強化に必要な医療機器の整
備に対して助成する。また、滋賀医
科大学医学部付属病院に脳卒中
データセンターを設置し、県内医療
機関における脳卒中診療の把握、
データの集約・解析を行い、診断基
準の統一化、治療の標準化を目指
した診療体制の整備を図るととも
に、県民への情報公開は普及啓発
を行う。

○ ○ ○ 379,000 430,699 ＋51,699 有 　滋賀医科大学が設置している脳
卒中データセンターにおいて、脳卒
中データの登録を行っているが、こ
れまでに集積したデータの解析、評
価、公表などを継続して実施するこ
とで、診療連携体制の構築を図るた
め、事業期間を延長する必要がある
ことから、基金充当額を増額変更す
る。

　現時点で平成23年発症例の採録と単純集計までは進ん
でいるが、予防や治療に有効活用するため、一次予防、
急性期治療効果、機能回復率、最終予後、リハビリや在
宅医療の有効性の検証など行う上で、さらに一定期間の
データー採録を行い、データの精度を高め、効果的で有
効な解析・評価を行うため延長して取り組む必要がある。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源および基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、脳卒中
データの解析・評価により、脳卒中診療の充実と均てん化
が図れ、急性期、回復期、維持期と医療機能に応じた連
携体制を構築することができる。

253007 25滋賀 H22補正 急性期・回復期・維持
期医療施設設備整備
事業

急性期、回復期、維持期を担う各医
療機関が、それぞれの役割に応じ
た医療を適切に提供できるよう、施
設や医療機器の整備に対して助成
する。また、地域の初期救急医療の
充実を図るため、湖南医療圏におい
て実施される休日急病診療所の整
備や、診療所機能を有するリハビリ
テーション相談プラザの整備を行
う。

○ ○ 946,000 936,339 △9,661 　事業内容に「リハビリ連携体制環
境整備事業」を追加することによる
事業費の拡充、および医療機器・施
設整備に係る事業内容を再度精査
した結果による減額変更。

　診療所機能を有するリハビリテーション相談プラザを整
備し、医療機関や県立リハビリテーションセンターとの連
携により、総合リハビリの充実を図るため。また、医療機
器および施設整備にかかる事業内容を再度精査した結
果、事業費減となったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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253009 25滋賀 H22補正 多言語通訳ネット
ワーク整備事業

外国人住民が多い医療圏（甲賀、湖
南、湖北）間の基幹病院が連携しな
がら外国人患者と医療者との言葉
の問題を解説するための多言語医
療通訳ネットワークモデルの整備に
対して支援する。

○ 35,000 41,076 ＋6,076 有 　本事業によるネットワークの定着
を図り、新規参入促進のための環
境整備に対して引き続き事業期間
を延長して支援するため、基金充当
額を増額変更する。

　通訳ネットワークとしての本来的機能を発揮するため
に、さらに医療圏内の他の医療機関や他の医療圏の医療
機関の参加が望まれるが、初期投資の負担や通訳者の
養成・受入に関するノウハウの不足に伴う不安が主な参
入障壁となり、ネットワークの拡大に課題を有している。こ
れまでに投資してきた体制づくりやシステム導入の成果が
十分に発揮されるよう、制度の定着を図り、新規参入促進
のための環境整備に対する支援を継続して実施する必要
があるため、事業延長に必要な事業費の拡充を図りた
い。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源および基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、引き続き
在住外国人の受け入れ体制整備に取り組むものであり、
医療課題の解決に資する。

253010 25滋賀 H22補正 在宅医療推進支援事
業

在宅医療をバックアップする在宅医
療支援病院の機能強化に対して助
成する。また、野洲病医が行う在宅
医療ネットワークセンターの整備、
神崎中央病院が行う酸素・痰吸引
用の配管設置に対して助成する。

○ ○ ○ 172,000 80,970 △91,030 　在宅医療をバックアップする在宅
医療支援病院の機能強化に対する
補助について、在宅療養の後方支
援病院の機能強化にかかる各病院
の自律的な取り組みの推進により、
補助対象施設数を減額する。

　各病院で在宅療養をバックアップする機能強化の気運
が醸成され、自律的な取り組みを行う病院が増えたことか
ら、複数年の補助制度を活用する医療機関が当初計画よ
り少なかったため。

　上記の医療課題については、「本事業の実施を機会に
各病院の在宅療養を支援する機能強化の必要性が認識
され、各病院の自律的な取り組みが進んでいること」に
よって解決する見込みであるため、本事業の計画変更に
よる医療課題の解決へ影響はない。

253011 25滋賀 H22補正 心身障害者（児）歯科
保健推進事業

障害者（児）の健康増進を図るため
の、歯科診療に関するニーズ調査
および分析業務に対して支援する。

○ 3,000 2,651 △349 　計画のうち、歯科診療に関する
ニーズ調査について、事業費の節
減が図れたことに伴い、基金充当額
を減額変更する。

　調査に関するに経費について、経費の節減を図ることが
できた結果、見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

253012 25滋賀 H22補正 看護職員研修支援事
業

訪問看護ステーションや診療所の
看護職員のための教育体制整備が
求められることから、出前研修など
を実施する。

○ 5,000 4,380 △620 　看護職員のための研修事業につ
いて、経費の節減が図れたことに伴
い、基金充当額を減額変更する。

　別事業で実施されていた研修内容を一部活用するなど
により、事業費の節減を図ることができたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

253013 25滋賀 H22補正 滋賀の医療福祉を守
り育てる推進事業

医療福祉にかかる県民意識調査等
の実施や、県民フォーラムを開催す
る。

○ 15,000 9,436 △5,564 　計画のうち、県民フォーラム等の
啓発事業について、一般財源による
他事業において実施したことによ
り、基金充当額を減額変更する。

　県民フォーラム等の啓発事業については、県民運動とし
て展開し、気運の醸成を図ることが必要であることから、
一般財源による「滋賀の医療福祉を守り育てる県民運動
推進事業」において実施した結果、見込みを下回ったた
め。

　上記の医療課題については、別事業である「滋賀の医
療福祉を守り育てる県民運動推進事業」によって、本事業
が見込んでいた目標を達する見込みであるため、本事業
の計画変更による医療課題の解決への影響はない。

253014 25滋賀 H22補正 在宅医療推進のため
の薬局機能強化事業

地域ごとの薬局の体制整備を強化
し、医薬品等の備蓄・安定供給体制
を強化するための在庫共有システ
ムを構築する。また、在庫共有シス
テムの効率的な運用を図るため、各
薬局に在庫管理用バーコード端末
機を整備する。

○ 10,000 15,000 ＋5,000 　在庫共有システムの効率的運用
を図るため、事業を拡充して、各薬
局に在庫管理用バーコード端末機
を整備する。

　各薬局に在庫管理用バーコード端末機を整備し、構築し
た在庫共有システムの効率的運用を図ることらより、薬局
の機能を強化するため、本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源および基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、在宅医療
における薬局の機能強化が期待できる。

253015 25滋賀 H22補正 認知症研修支援事業 認知症の人が安心して医療と介護
を受けられるよう人材の育成を図る
ため、認知症に関わる保健・医療・
福祉の関係者を対象とした認知症
研修を実施する。

○ 14,172 9,521 △4,651 　計画のうち、研修会の開催事業に
ついて、経費の節減が図れたことに
伴い、基金充当額を減額変更する。

　平成24年度の病院職員認知症研修について、24病院を
予定していたが、ノロウィルスやインフルエンザ等により研
修を中止せざるを得ない病院があり、17病院での実施と
なるなど、事業実績による委託料の減額があったほか、そ
の他の研修においても会場使用料や需用費、旅費につい
て経費の節減を図った結果、見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

253016 25滋賀 H22補正 認知症対策連携推進
事業

医療・福祉等の関係者が連携しな
がら認知症の人と家族を支える体
制の構築を図るため、認知症対策
あり方会議の設置および認知症連
携シートの開発等、情報連携の仕
組みづくりを行う。

○ 5,828 4,436 △1,392 　計画のうち、認知症状況調査や検
討会議の設置事業について、経費
の節減が図れたことに伴い、基金充
当額を減額変更する。

　平成24年度に実施した医療機関認知症対応状況調査
について、調査委託料や需用費、役務費等の経費の節減
を図ることができたほか、その他の会議等においても報償
費や需用費、旅費、会場使用料等で実績による減があっ
た結果、見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

253018 25滋賀 H22補正 早期発見・早期介入
体制整備事業

精神疾患を早期発見・早期介入す
るため、関係医療機関とのネット
ワーク体制の整備に対して助成す
る。

○ 10,000 7,000 △3,000 　早期発見・早期介入体制研究事
業補助金について、補助額を減額
することに伴い、基金充当額を減額
変更する。

　早期発見・早期介入体制研究事業補助金について、補
助対象者と協議のうえ補助額を減じることとしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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253019 25滋賀 H22補正 精神科医師・看護師
確保事業

精神科病院が、医師・看護師確保
のために行う求人活動、専門看護
師の研修に対して助成する。

○ 8,000 7,808 △192 　当初計画していた補助対象箇所
数を減じることに伴い、基金充当額
を減額変更する。

　本補助制度を活用する医療機関が、当初計画より少な
かったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「子どもの心の診療ができる医
師養成事業」を行うこととする。

253020 25滋賀 H22補正 精神科救急医療シス
テム強化事業

精神科病院において、安全性や患
者の人権に配慮した入院治療を行
うため、患者を隔離する際に使用す
る保護室の改修整備に対して助成
する。

○ 45,500 40,444 △5,056 　計画のうち、精神科救急医療シス
テム強化補助金について、一部病
院の補助額が見込みを下回ったた
め、基金充当額を減額変更する。

　精神科救急医療システム強化補助金について、一部病
院の補助実績額が、見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

253021 25滋賀 H22補正 糖尿病予防・療養技
術向上支援事業

滋賀医科大学の専門医師が診療所
医師等と連携し、糖尿病治療の専
門知識を習得できる仕組みづくり
や、糖尿病予防のための運動普及
活動、糖尿病の専門的な療育指導
ができる管理栄養士の育成、壮年
期における対策のため企業と連携
した予防推進などを行う。

○ 15,000 15,161 ＋161 有 　滋賀医科大学の専門医師が一般
診療所医師等と連携し、糖尿病治
療に関する専門的な知識の習得お
よび医療連携できる仕組みづくりを
継続して行うため、事業期間を延長
する必要があることから、基金充当
額を増額変更する。

　糖尿病治療に関する専門的な知識を習得できる仕組み
づくりに継続して取り組む必要があるため、事業延長に必
要な事業費の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。また、専門病院に行かなくても、糖尿
病の適切な治療や予防のための情報が得られるなど、糖
尿病予防推進のための社会環境づくりができる。

253022 25滋賀 H22補正 疾病・介護予防推進
事業

がん、血管病、認知症への対策を、
疾病予防から健康創生へと全県的
に発展させるため、成人病センター
に疾病要望健康創生センターを設
置し、予防に関する情報収集・分析
などを行い、医療関係者や県民に
提供する。

○ 10,000 17,250 ＋7,250 有 　県立成人病センターにおいて、健
康寿命の延伸を目指し、県民啓発
や関係者への疾病予防講座の開催
や情報収集・発信など効果的な取
組を引き続き行うため、事業を延長
する必要があることから、基金充当
額を増額変更する。

　超高齢社会に対応した効果的な取組を継続して実施し
ていく必要があり、事業延長に必要な事業費の拡充を図
りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源および基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、県民の健
康に関する意識の向上が図れ、健康寿命の延伸を進める
ことができる。

253023 25滋賀 H22補正 原子力災害医療機能
強化事業

原子力災害発生時のために必要な
設備や、放射線測定資機材・除染
資機材等の整備に対して助成する。

○ 128,000 66,609 △61,391 　計画のうち、二次被ばく医療機関
に必要な医療機器の整備を中止す
る。

　計画のうち、二次被ばく医療機関に必要なホールボディ
カウンターについては、東日本大震災後における原子力
防災対策の基準見直し等により、本県の一部がＵＰＺ圏内
となったことに伴い、原子力防災対策にかかる交付金を活
用して整備することとしたため。

  上記の医療課題については、別事業である「緊急被ばく
医療機関設備整備事業」によって、本事業が見込んでい
た目標を達成する見込みであるため、本事業の計画変更
による医療課題の解決への影響はない。

253024 25滋賀 H22補正 地震等災害医療機能
強化事業

保健所等における自家発電装置の
整備や、県内病院いおける災害対
策用衛星携帯電話等の整備に対し
て助成する。

○ 173,000 67,312 △105,688 　計画のうち、災害用衛星携帯電話
配備のほか、非常時の電源確保対
策として、医療機関における自家用
発電機の整備を支援する事業につ
いて、補助事業の実績に合わせて
基金充当額を減額変更する。

　補助制度を活用する医療機関等が当初計画より少な
かったこと、および衛星電話等整備機器の整備について、
入札を実施した結果、見込みを下回ったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「がん対策事業」を行うこととす
る。

253025 25滋賀 H22補正 周産期医療体制強化
事業

県内の周産期医療提供体制の充
実・強化を図るため、ＮＩＣＵ充実の
ための必要な設備整備に対して助
成する。

○ 37,000 68,481 ＋31,481 　事業費を拡充し、事業対象病院に
大津赤十字病院（総合周産期母子
医療センター）および県立小児保健
医療センターを追加する。

　総合周産期母子医療センターにおいて、老朽化した設
備を更新し、継続して高度専門的な周産期医療の提供を
行うため。また、ＮＩＣＵ病床を効率的に運用していくために
長期入院している乳児の受入病床を確保するため。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。また、県民の健康に関する意識の向
上が図れ、健康寿命の延伸を進めることができる。

253026 25滋賀 H22補正 新生児検査体制整備
事業

新生児検査体制の充実を図るた
め、乳児死亡の原因となる有機酸・
脂肪酸代謝異常等を早期発見する
ために必要な検査機器の整備に対
して助成する。

○ 12,000 10,500 △1,500 　計画のうち、新生児検診機器の選
定の結果、金額が見込みより減額と
なったため、基金充当額を減額変更
する。

　新生児検査機器の整備について、選定の結果、見込み
を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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253028 25滋賀 H22補正 結核医療機器整備事
業

結核病床を有する病院における、結
核菌迅速検出検査装置の整備に対
して助成する。

○ 22,000 26,000 ＋4,000 　結核医療の中核となる病院を支援
し、地域医療連携体制の整備する
ため、結核医療機器整備事業を追
加するとともに、国立病院機構滋賀
病院・社会保険滋賀病院を結核医
療の中核的な病院として確保し、結
核病床の確保するため、基金充当
額を増額変更する。

　国立病院機構東近江総合医療センター・社会保険滋賀
病院を結核医療の中核的な病院として確保し、結核病床
の確保するとともに、中核的な病院を中心として、地域の
実情に応じた地域医療連携体制を整備するため。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。また、国立病院機構東近江総合医療
センター・社会保険滋賀病院を結核医療の中核的な病院
として確保し、結核病床の確保でき、結核医療の体制整
備が可能となる。

253029 25滋賀 H22補正 地域医療をチームで
担う人材育成事業

今後大きな役割を担う地域医療を
構築・展開するため、各医療専門職
がそれぞれの分野でチームで一体
となって医療を実践するための多職
種医療専門職の連携能力の向上を
図る。

○ 140,000 144,694 ＋4,694 有 　医療と介護の両面から総合的に
地域医療を支えることが求められる
ため、医療専門職を中心とした育成
から、介護分野の専門職をも対象と
するとともに、ITを活用したｅ－ラー
ニング用教材を準備し、幅広く学習
できる環境を整備するなど事業拡大
した上で、継続して人材育成を行う
必要があるため、基金充当額を増
額変更する。

　人材育成の対象者の拡大(医療職から介護職をも対象
とする)や、ｅ－ラーニング用教材の作成など、継続的に地
域医療を担う人材育成を行うため、事業延長に必要な事
業費の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源や基金の運用益を活用することとしており、他
の事業に影響を及ぼすことはない。また、各々の専門性を
活かしたチーム医療が展開できることにより、地域医療の
推進が図れる。

253030 25滋賀 H22補正 家庭医養成プログラ
ム事業

地域医療を支える家庭医を養成す
るための魅力あるプログラムを開発
するとともに、開発したプログラムに
基づき、家庭医専門医の育成を行
う。

○ 49,000 84,046 ＋35,046 有 　開発した家庭医養成プログラムに
基づく育成を行い、在宅医療を担う
人材の増加を図るため、事業期間を
延長するとともに、基金充当額を増
額変更する。

　家庭医育成プログラムの活用により在宅医療を担う医
師を増やし、在宅療養ができる医療提供体制の確保を図
るため、事業期間を延長する必要があり、事業延長に必
要な事業費の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源および基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、プログラ
ムによる在宅医となる人材を養成することにより、医療提
供体制の推進を図ることができる。

253031 25滋賀 H22補正 子どもの心の診療が
できる医師養成事業

発達障害にかかる医療体制を充実
させるため、子どもの発達支援と心
のケアができる医師養成の研修プ
ログラムを開発するとともに、十分
な診断や支援を受けることなく成人
期に至った発達障害者への診療に
関する研修会を行う。

○ 62,000 67,000 ＋5,000 有 　　診療技術の向上を図ることによ
り、成人期の発達障害者への医療
的な支援の充実を図るため、事業
費を拡充し、精神科医療機関の医
師を対象とした発達障害の診療に
関する専門研修を実施する。また、
成人期の発達障害者の診療ができ
る医師の養成につながるため、事業
期間を延長する必要があり、事業延
長に必要な事業費の増額変更を行
う。

　早期に診断を受けず成人期を迎えた発達障者に対する
医療の充実は重要な医療課題の一つであり、県内の成人
期の発達障害者への診療ができる医師の養成を図るた
め、事業期間を延長する必要があり、事業延長に必要な
事業費の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。また、事業を継続して実施することに
より、成人期の発達障害者の診療ができる医師の養成に
つなげることができる

253033 25滋賀 H22補正 看護職員資質向上・
確保対策事業

看護職員の確保を図るため、看護
職のやりがいや魅力をＰＲする看護
の魅力体験セミナーを開催する。

○ 4,000 3,453 △547 　計画のうち、委託で実施を計画し
ていたセミナー開催事業について、
直執行により事業費の節減が図れ
たことにより、基金充当額を減額変
更する。

　委託で実施を計画していたセミナー開催事業について、
直執行により事業費の節減が図れた結果、見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

253035 25滋賀 H22補正 地域医療再生計画進
行管理

地域医療再生計画を着実に実施す
るための医療機関との調整や必要
に応じた協議会の設置　等

○ 6,804 17,697 ＋10,893 有 　地域医療再生計画の事業評価を
行うとともに、事業延長に伴い引き
続き計画の進捗管理を行うために
必要な基金充当額の増額変更を行
う。

　これまでの地域医療再生計画に基づく取組事業全体の
評価・検証を行うとともに、事業延長に伴い引き続き進捗
管理を行う必要があるため。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源および基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、本計画の
事業評価および取組を促進でき、超高齢社会に向けて医
療福祉提供体制の効果的な取り組みを推進することがで
きる。

253036 25滋賀 H22補正 在宅吸入療法連携推
進事業

適切な吸入療法を行うための医療
従事者研修会の実施や、県民啓発
セミナーおよび吸引手帳の作成等を
行う。

○ 0 2,000 ＋2,000 　【在宅医療分野】の事業内容に「在
宅吸入療法連携推進事業」を追加
する。

在宅吸入療法連携推進事業
　・事業期間は平成25年度
　・事業総額 2,000千円（基金負担
分 2,000千円）
増加している喘息、慢性閉塞性肺
疾患（ＣＯＰＤ）の在宅療養者の治療
成果やＱＯＬの向上が図れる吸引療
法が推進されるよう支援を行う。

　増加している喘息、慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）の在宅
療養者に対応するため。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源および基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、地域で吸
入療法についての理解や連携が深まり、吸入療法の推進
が期待される。
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253037 25滋賀 H22補正 小児療育支援整備事
業

ＮＩＣＵ等の満床状態の解消を図る
ために、ＮＩＣＵ等長期入院児の在宅
療養等への円滑な移行を促進

○ 0 10,032 ＋10,032 　【周産期医療分野】の事業内容に
「小児療育支援整備事業」を追加す
る。

（事業内容）
小児療育支援体制整備事業
　・事業期間は平成25年度
　・事業総額 17,364千円（基金負担
分 10,032千円、事業者負担分
7,332千円）

  周産期医療施設におけるNICU長期入院児の受け皿とな
る後方支援病院を確保し、円滑に在宅医療へ移ることが
できるよう支援体制を構築することにより、ＮＩＣＵを効率的
に運用するため。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源および基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、周産期に
かかる二次・三次医療機能の有効な活用が図れる。

253038 25滋賀 H22補正 地域リハビリテーショ
ン人材養成事業

地域リハビリテーションの中心とな
る理学療法士・作業療法士を養成
するための検討や研修カリキュラム
の策定等を実施する。

○ 0 3,493 ＋3,493 　【地域医療を守る人材育成分野】
の事業内容に「地域リハビリテー
ション人材養成事業」を追加する。

（事業内容）
地域リハビリテーション人材養成事
業
　・事業期間は平成25年度
　・事業総額 3,493千円（基金負担
分 3,493千円）
　地域リハビリテーションの中核を担
う理学療法士・作業療法士の養成を
進めるための検討と研修カリキュラ
ムの策定、および必要な諸調査を
実施する。

　高齢者をはじめとした地域で暮らす人たちの生活と支援
の変化に対応するため、地域リハビリテーションの中核を
担う理学療法士・作業療法士の養成が必要であるため。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。また、在宅療養を支援する体制の充実
が期待できる。

253039 25滋賀 H22補正 小児アレルギー疾患
対策推進事業

小児アレルギー疾患に対応できる
人材を育成するための、医師や地
域の関係者を対象とした研修会の
実施等

○ 0 6,500 ＋6,500 有 　【地域医療を守る人材育成分野】
の事業内容に「小児アレルギー疾患
対策事業」を追加する。

（事業内容）
小児アレルギー疾患対策事業
　・事業期間は平成25年度
　・事業総額 6,500千円（基金負担
分 6,500千円）

　アレルギー疾患は、現代の小児疾患の中でも頻度が高
いが、適正な医療受診を進めていく上で、対応出来る医
師等の人材が不足しているため、継続して人材育成を
行っていく必要があり、事業延長に必要な事業費の拡充
を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業において不用に
なった財源および基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、小児アレ
ルギー疾患を診察できる地域の小児科医・内科医の増加
が図れ、専門医や地域関係者との連携体制を構築するこ
とができる。
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261001 26京都 H21補正
①丹後

高度医療研修等キャ
リア形成支援等事業

高度医療研修、学会への参加支
援、看護師復職特別講習事業等

○ 70,000 21,788 △48,212 補助制度を活用する医療機関等が
当初計画より少なかったため、箇所
数を減じることにより計画額を減額
するものである。

補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかった
ため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「４疾病・５事業等強化事業」を行
うこととする。

261002 26京都 H21補正
①丹後

診療所設備高度化事
業

丹後医療圏の診療所に対して、新
規開設や設備高度化への支援を実
施

○ 50,000 120,557 ＋70,557 　診療所の開設及び高度化を促進
するため、１０箇所に予定していた
補助対象箇所数を増やすことによ
り、当該事業の計画額を増額する。

　補助制度を活用する医療機関が当初計画より増加し、
地域医療の要となる診療所の初期診断等向上を図るた
め、補助対象経費の増額を図りたい。

　変更に伴う財源については、基金の運用益等を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすものでない。ま
た、地域医療の要となる診療所の更なる初期診断機能の
充実を図ることが可能となる。

261003 26京都 H21補正
①丹後

共同利用保育所等整
備事業

共同利用保育所、共同利用宿舎等
の整備

○ 240,000 27,139 △212,861 補助制度を活用する医療機関等が
当初計画より少なかったため、箇所
数を減じることにより計画額を減額
するものである。

補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかった
ため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「４疾病・５事業等強化事業」を行
うこととする。

261004 26京都 H21補正
①丹後

救急医療体制強化事
業

救急医療体制の総合化として、遠隔
画像診断体制等を整備

○ ○ 200,000 56,342 △143,658 補助制度を活用する医療機関等が
当初計画より少なかったため、箇所
数を減じることにより計画額を減額
するものである。

補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかった
ため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「４疾病・５事業等強化事業」を行
うこととする。

261005 26京都 H21補正
①丹後

４疾病・５事業等強化
事業

４疾病・５事業等への特別対策実施
（高度医療機器、北部看護拠点、共
同利用型電子カルテ等整備）

○ ○ ○ 1,090,000 1,788,090 ＋698,090 　補助制度を活用する対象を拡充
し、救急等医療提供体制の整備の
拡大を図る。

　丹後圏域において、救急医療における地域完結型の医
療提供体制を実現は重要課題であり、中核病院における
三次救急に準じる救急医療提供体制の整備等による、４
疾病・５事業を中心とする医療提供対策の拡充を図りた
い。

　変更に伴う財源については、高度医療研修等キャリア形
勢支援等事業等の減額分を活用することとしており、他の
事業に影響を及ぼすことはない。また、４疾病・５事業を中
心とする医療提供対策の底上げを図ることが可能となる。

261006 26京都 H21補正
①丹後

与謝の海病院附属病
院化推進事業

与謝の海病院の府立医大附属病院
化に伴い、研究室等を整備。

○ ○ 83,750 66,364 △17,386 　本事業を推進するに当たり、整備
費用が計画額より減額。

　本事業を推進するに当たり、計画額より安価で事業実施
できたため。

　計画額により安価で目標を達成することができたもので
あり、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

261007 26京都 H21補正
①丹後

ふるさと丹後医療ネッ
トワーク等

自治医大、医大、丹後出身医師等
ネットワークを構築し、人的つながり
による医師確保、医療機関運営の
支援を実施

○ 160,000 0 △160,000 補助制度を活用する医療機関等の
見込みが立たなかったため、計画額
を減額するものである。

　補助制度を活用する医療機関等の見込みが立たなかっ
たため。

　上記の医療課題については、一般財源等による「京都
府地域医療センター（ＫＭＣＣ）」の設置事業によって解決
したため、本事業の計画変更による医療課題の解決への
影響はない。
　（ＫＭＣＣ：府と大学、医療機関、医療関係団体が連携に
よるオール京都体制で、医師のキャリア形成支援等を通
じた医師確保など地域医療の安定的な確保事業）

261008 26京都 H21補正
①丹後

「総合医療・医学教育
学講座」設置事業

地域医療に携わる人材育成の教育
研究等を通じた総合的な医師確保
体制の構築

○ 200,000 119,497 △80,503 計画のうち、講座の設置・年間運営
費用（人件費、研究費）が減額

講座の運営費用等を当初計画で多く見込んでいたため。 当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しは立った。
なお、本事業については、今後大学において財源確保の
上、事業を継続し、引き続き医療課題の解決に向けて取り
組む予定。

261009 26京都 H21補正
①丹後

医学教育用機器整備
事業

京都大学に医学教育用の機器を整
備し、地域医療に貢献する医師の
教育・研修環境の充実を図る

○ 100,000 103,143 ＋3,143 事業実施年度の延長、事業費の増
額

地域医療教育に資する医学教育用機器を整備することに
より、地域医療に貢献する医師の教育・研修環境の更な
る充実を図るため。

変更に伴う財源については、目標達成に向け一定見通し
が立った事業の減額分を活用するものであり、他の事業
に影響を及ぼすことはない。また、地域医療に貢献する医
師の教育・研修環境の更なる充実を図ることが可能とな
る。

261011 26京都 H21補正
①丹後

医師公募等医師バン
ク事業

京都に縁のある医師、働きたい医師
を公募するとともに、広報事業等の
実施

○ 14,000 1,500 △12,500 計画のうち、運営費を減額 平成23年度からは、別事業である「地域医療支援セン
ター事業」を中心に、退職医師の確保等の取組みを実施
することとなったため。

上記の医療課題については、別事業である「地域医療支
援センター事業」によって、本事業が見込んでいた目標の
ために取り組んでおり、本事業の計画変更による医療課
題の解決への影響はない。
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261012 26京都 H21補正
①丹後

地域医療教育推進事
業

医師確保困難地域における医学生
等の臨床実習等

○ 60,000 36,107 △23,893 有 計画のうち、事業に要する経費（旅
費、報償費、使用料等）を減額

補助対象経費が見込みを下回ったため。 計画額より安価で目標を達成する見込みであり、計画変
更による医療課題の解決への影響はない。

261013 26京都 H21補正
①丹後

病診連携システム構
築等事業

ＩＴを活用した病診連携システムの構
築（ドクターズネット、クリティカルパ
ス、在宅歯科サポート等）

○ ○ 150,000 51,000 △99,000 　本事業により成果を上げることが
でき、医療課題の解決に向けた一
定の見通しが立ったため、当該事業
を減額する。
計画のうち、
　　・ドクターズネットについては、補
助額を33,000千円（3箇年）に減額す
るものである。
　　・クリティカルパス等については、
補助額を18,000千円（3箇年）に減額
するものである。

　補助対象者と協議の上、補助対象額を減じることとした
ため

　本事業によ成果を上げることができ、医療課題の解決に
向けた一定の見通しが立ったため、地域医療再生計画で
は当該事業を減額したものであり、本事業の計画変更に
よる医療課題の解決への影響はない。

261014 26京都 H21補正
①丹後

院内保育設置促進事
業

病院等に対して、院内保育所の設
置を支援

○ 80,000 72,990 △7,010 　本事業により成果を上げることが
でき、医療課題の解決に向けた一
定の見通しが立ったため、当該事業
を減額する。
計画のうち、
　　・院内保育運営補助事業につい
ては、補助額を6,903千円（3箇年）に
減額するものである。
　　・看護師等就学資金貸与事業
（42,089千円）及び看護人材早期復
職支援事業（10,000千円）を
　　　実施するものである。

・医療機関への補助制度を策定した結果、制度を活用す
る医療機関が当初計画より少なかったため
・超高齢化社会の医療ニーズに対応するため、看護師不
足の解消と潜在化防止を実施することが喫緊の課題であ
るため、実施するものである。

　本事業によ成果を上げることができ、医療課題の解決に
向けた一定の見通しが立ったため、地域医療再生計画で
は当該事業を減額したものであり、本事業の計画変更に
よる医療課題の解決への影響はない。

261015 26京都 H21補正
①丹後

救急専門医確保事業 救急専門医資格取得に要する研修
期間中の代替要員の雇用経費に対
する助成

○ 150,000 0 △150,000 補助制度を活用する医療機関等の
見込みが立たなかったため、計画額
を減額するものである。

　補助制度を活用する医療機関等の見込みが立たなかっ
たため。

　上記の医療課題については、一般財源等による「京都
府地域医療センター（ＫＭＣＣ）」の設置事業によって解決
したため、本事業の計画変更による医療課題の解決への
影響はない。
　（ＫＭＣＣ：府と大学、医療機関、医療関係団体が連携に
よるオール京都体制で、医師のキャリア形成支援等を通
じた医師確保など地域医療の安定的な確保事業）

261016 26京都 H21補正
①丹後

在宅医療技術向上等
事業

在宅医療を推進するための研修会
等事業への支援

○ ○ 50,000 13,000 △37,000 　保健医療計画に位置づけされた
「在宅療養」を推進するため、その
要となる医師（在宅療養に習熟した
医師）及び看護師等の養成し、もっ
て地域包括ケアの推進を図る。

　超高齢社会が到来する中で、認知症高齢者をはじめと
した在宅療養者が増大し、その対応については府政の重
点課題として取り組む重要な課題の一つであり、地域包
括ケアの推進のための措置が必要である。このため、医
療関係団体と連携し、在宅療養を担う人材の育成・確保
が図られるよう本事業の拡充を図りたい。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では、当該事業
を減額し、優先度の高い「4疾病・5事業強化事業」を行うこ
ととする。

262004 26京都 H21補正
②中丹

舞鶴市域における病
院機能強化事業（舞
鶴こども療育セン
ター）

小児医療充実、連携強化のため、
舞鶴医療センター敷地内に移転整
備

○ ○ 250,000 504,920 ＋254,920 有 　　設計段階における現場スタッフ・
有識者等とのワークショップの開催
により、利用者への配慮や診療環
境の充実を整備に盛り込み、舞鶴
医療センターとの連携を強化し、地
域医療の維持・充実を図る。
　　○施設規模・構造等の見直し・拡
充

　中丹圏域内の舞鶴市内の公的4病院の医療資源の再編
による医療提供体制は、重要課題の一つであり、各病院
を疾患別センターに特化したトータルな医療を提供するこ
とが地域医療の維持・充実に必要である。そのために、舞
鶴医療センター敷地内に舞鶴こども療育センターを移転
整備し、小児医療の充実を図り、更には、舞鶴医療セン
ターが府北部の「周産期サブセンター」としての機能向上
を図る一助を担いたい。

　変更に伴う財源については、基金本体及び運用益を有
効に活用することとしており、個々の病院の特色ある分野
の機能充実の更なる充実を図り、堅固な医療供給体制を
構築することが可能となる。

262007 26京都 H21補正
②中丹

舞鶴市域における病
院機能強化事業（緊
急時放射線検査施
設）

府域の被ばく医療体制を支える検
査施設を舞鶴赤十字病院に整備

○ ○ 150,000 120,200 △29,800 有 事業実施年度の延長、事業費（基
金充当額）の減額

・事業実施年度の延長
　　公的４病院の再編計画に基づき舞鶴赤十字病院の隣
接地に移転する舞鶴市民病院との一体的整備のための
整理、土壌からのフッ素検出等の要因により時間を要した
ため。
・事業費の変更
　舞鶴赤十字病院増築・改修工事に係る入札の結果、計
画額より安価で落札できたため

計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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262009 26京都 H21補正
②中丹

中丹医療圏・機能強
化事業（福知山市民
病院）

救急医療等の機能向上に必要な施
設等整備

○ ○ 100,000 0 △100,000 基金充当額の減額 一般財源の活用等により、事業継続の見通しが立ったた
め。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「舞鶴市域における病院機能強化
事業（舞鶴こども療育センター）」を行うこととする。

262010 26京都 H21補正
②中丹

中丹医療圏・機能強
化事業（綾部市立病
院）

救急医療等の機能向上に必要な施
設等整備

○ ○ 100,000 0 △100,000 基金充当額の減額 一般財源の活用等により、事業継続の見通しが立ったた
め。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「舞鶴市域における病院機能強化
事業（舞鶴こども療育センター）」を行うこととする。

263003 26京都 H22補正 救急医療体制基盤整
備事業

各医療圏の救急を支える中核救急
病院と、中核救急病院を支える他の
２次救急医療機関の機能強化に必
要な施設・設備整備

○ ○ ○ 968,000 1,519,154 ＋551,154 有 　事業スキームの一部変更 　ハード整備箇所の追加とソフト事業の継続・追加 　既存のハード事業の入札減により発生した剰余金を主
体にして整備箇所数を増加し、最新の医療需要に対応し
たソフト事業を追加したものであるので、医療課題の解決
により一層貢献するものと考えられる。

263004 26京都 H22補正 広域救急医療支援事
業-南部ドクターヘリ
導入事業

南部地域のドクターヘリ運航に向け
た消防・医療機関との事前の協議・
調整及び運行前訓練、場外離着陸
場の選定を実施する

○ 5,000 5,077 ＋77 　選定すべき場外離着陸場の増加。 　選定すべき場外離着陸場の増加。 　増額が少額であるため、影響はない。

263005 26京都 H22補正 緊急災害医療体制強
化事業

京都府緊急災害医療チーム(DMAT)
を有する災害拠点病院と救命救急
センター等に対し、災害時の対応能
力の強化を図るため、装備、携行医
療機器等の資機材等を整備する

○ 52,000 35,787 △16,213 　予算化した金額の減額。 　１施設必要額の精査。 　類似の基金事業「救急医療体制基盤整備事業」中の「２
次救急医療機関災害対応能力強化事業」で補完できたた
め、医療課題への解決への影響は微少である。

263006 26京都 H22補正 がん対策推進事業
-がん対策府民会議
の設置等

ピンクリボンなどがんに関する運動
体や民間企業、医療関係団体患
者・家族団体、学識経験者等で構成
するがん対策推進の府民会議を設
置し、がん撲滅のための府民運動
を展開する等

○ 14,500 60,900 ＋46,400 ・がん検診を受けやすい環境を整備
するため、市町村が実施する土日・
休日検診等の導入支援を追加す
る。
・がん対策推進基本計画で、新たな
課題として取り組むこととなった、が
ん教育及び子宮頸がんワクチン等
接種促進啓発を実施する。

・がん検診を受けやすい環境を整備し、更なる受診率向
上を図るため。
・がん対策推進基本計画で、新たな課題として取り組むこ
ととなった、がん教育及び子宮頸がんワクチン等接種促
進啓発を実施するため。

予防・早期発見への意識付けや環境の整備を行うことが
できる。

263008 26京都 H22補正 緩和ケア体制等整備
事業

病院の緩和ケア病棟整備 ○ 74,000 74,000 ±0 対象施設を増やしたが、調整が難
航しているため、当初計画に戻した
もの。

対象施設を増やしたが、調整が難航しているため。 　緩和ケア病棟の整備という医療課題は残るが、病院に
おける事業の見込が立たないため、地域医療再生計画で
は当該事業を減額し、「がん対策推進事業」を行うこととす
る。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

263009 26京都 H22補正 総合リハビリテーショ
ン人材確保育成事業

・リハ専門職に係る就業フェアの開
催、高校の進路指導担当者への職
業紹介、資質向上研修の実施等
・理学・作業療法士、言語聴覚士(新
規)養成校の在学者への修学資金
の貸与等

○ 145,500 181,784 ＋36,284 有 　リハビリテーション専門職の不足
地域（北部等）への就業希望者に新
たに修学資金を重点貸与し、不足
地域におけるリハビリテーション専
門職の確保、地域偏在の解消を図
る。また、地域医療を支える医療機
関等において医学生等の臨床実習
を実施し、地域における医療の実状
や仕組み、チーム医療の重要性等
について理解を深め、地域に貢献
する医療人の育成・確保を図る。

　府内におけるリハビリテーション専門職の10万人当たり
の従事者数は、全国平均に比べ低いため、理学療法士等
修学資金貸与事業を実施し、人材確保対策に取り組んで
きたところであるが、地域的な偏在があり、特に養成施設
の設置されていない北部地域での不足が見込まれるた
め、より不足地域（北部等）に重点を置いた取組を実施
し、府内の地域偏在を解消し、均衡の取れたリハビリテー
ション医療を充実させたい。また、北部での勤務を希望す
る医学生、研修医等に対して奨学金を貸与し、地域で医
学生等の臨床実習を実施することにより、将来地域に貢
献する医療人を育成・確保し、北部を中心とした地域の医
療提供体制の充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、医療課題の解決に向け一
定見通しが立った事業の減額分を活用することとしてお
り、その他の事業に影響を及ぼすことはない。
　事業実施により、リハビリテーション専門職の地域偏在
の解消、地域に貢献する医療人の育成・確保が可能とな
る。
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263010 26京都 H22補正 地域リハビリコーディ
ネート事業

・在宅療養者へのリハビリ充実に必
要なリハビリ機器や機能訓練室等
の設備整備
・地域リハビリ支援センターに専門
的なコーディネーターを配置し、退
院後リハの調整を支援するととも
に、医療・介護・福祉の一体的な
サービスを実現

○ 126,000 163,497 ＋37,497 有 　地域リハビリテーション支援セン
ターに配置しているコーディネー
ターと保健所が連携しながら、各圏
域ごとに、従来、実施してきた高齢
者に対する地域リハビリテーション
連携システムの構築に加え、新たに
障害児・者、高次脳機能障害者等に
対する連携システムを構築する。

　各圏域ごとに指定している地域リハビリテーション支援
センターに地域リハコーディネーターを配置し、保健所と
連携しながら、医療機関や地域包括支援センター等との
連携を図ってきたため、高齢者に対するリハビリテーショ
ン連携体制は一定進んできたところであるが、障害児・
者、高次脳機能障害者等に対するリハビリテーションに関
する相談窓口は不足しており、高齢者に対するリハビリ
テーション連携システムを、より一層強化するとともに、併
せて、障害児・者、高次脳機能障害者等に対する連携シ
ステムの構築を図りたい。

　変更に伴う財源については、医療課題の解決に向け一
定見通しが立った事業の減額分を活用することとしてお
り、その他の事業に影響を及ぼすことはない。
　事業実施により、高齢者に加え、障害児・者、高次脳機
能障害等に対するリハビリテーション連携システムの構築
が可能となる。

263011 26京都 H22補正 回復期リハ病床整備
事業

回復期リハビリ病棟を開設する際に
必要となる機能訓練室等の整備に
補助を実施

○ ○ 15,000 78,800 ＋63,800 有 　回復期リハビリテーション病床の
整備については、本事業により一部
の成果を上げることができ、医療課
題の解決に向けた一定の見通しが
立ち、減額を行ったが、増床に伴
い、回復期におけるリハビリテーショ
ン提供に必要となるリハビリテーショ
ン専門職等の確保・育成を図り、回
復期、在宅等におけるリハビリテー
ションの充実を図る。

　回復期リハビリテーション病床の整備については、本事
業により一部の成果を上げることができ、医療課題の解
決に向けた一定の見通しが立ち減額を行ったが、増床に
伴い、回復期におけるリハビリテーション提供に必要とな
るリハビリテーション専門職等の確保・育成を図り、回復
期、在宅等におけるリハビリテーションの充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、医療課題の解決に向け一
定見通しが立った事業の減額分を活用することとしてお
り、その他の事業に影響を及ぼすことはない。
　事業実施により、回復期リハビリテーション病床の整備
とともに、必要となるリハビリテーション専門職の確保・育
成を図ることができ、回復期、在宅等におけるリハビリ
テーションノ充実を図ることが可能となる。

263012 26京都 H22補正 訪問リハ、訪問看護
推進事業

・訪問リハサービス事業所開設等に
係る備品整備に補助を実施
・訪問看護ステーション事業所開設
等に係る備品整備に補助を実施

○ ○ 80,000 84,220 ＋4,220 有 　訪問看護師等の育成、確保を図
り、もって在宅医療に従事する訪問
看護師等の育成・確保及び離職防
止、早期復職支援を図る。

　退院・退所者への在宅療養を支援するため、訪問リハ、
訪問看護サービス事業所への支援を行ってきたが、更に
在宅医療を推進するためには訪問看護師等の育成、確保
が不可欠であり、少しでも多くの訪問看護師等の確保が
図られるよう、本事業の拡充等を図りたい。

　変更に伴う財源については、基金に運用益等を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、将来的に在宅医療を担う訪問看護師等の更なる確保
を図ることが可能となる。

263013 26京都 H22補正 在宅療養あんしんサ
ポート事業

自宅療養者が事前にかかりつけ医
等を通じて複数の病院に登録し、い
つでも入院できる｢在宅療養あんし
ん病院｣のシステムを構築する

○ 210,000 249,778 ＋39,778 有 　在宅療養者の安心して療養生活
を送れるよう、在宅療養あんしん病
院への登録病院及び登録者を増や
し、もって地域包括ケアの推進を図
る。

　高齢者が住み慣れた地域で24時間、265日、安心して療
養生活を送れるための「地域包括ケア」の推進は、府政の
重要な課題の一つであり、在宅療養を安心サポートする
システムの構築が必要である。
　このため、①在宅療養あんしん病院の指定、②あんしい
病院への登録者の増加、③登録システムの普及など、少
しでも多くの在宅療養者の登録等が図られるよう本事業
の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、基金に運用益等を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、更に地域包括ケアの充実・推進を図ることが可能とな
る。

263014 26京都 H22補正 高次脳機能障害者支
援事業

・府立心身障害者福祉センターに必
要なリハビリ機器や訓練ルーム等
の設備を整備
・府リハビリテーション支援センター
等において生活訓練、生活支援な
どの自立支援サービスを提供する
人材を養成・確保する。

○ 89,469 15,989 △73,480 　当初計画には満たないものの、本
事業により一部の成果を上げること
ができ、医療課題の解決に向け一
定の見通しが立ったため、地域医療
再生計画では当該事業を減額す
る。

　府立心身障害者福祉センターに必要なリハビリ機器や
訓練ルーム等の設備整備を実施した結果、見込額を下
回ったため

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

266006 26京都 H24補正 在宅医療連携体制の
推進事業

医療・介護連携ネットワークや看取
りの推進を含めた、多職種人材によ
る在宅医療連携の地域展開に向
け、連携スーパーバイザーを養成・
配置するとともに、認知症疾患医療
センターを核とした地域連携の推進
や、看取りネットワークの構築を図
る

○ 66,000 67,440 ＋1,440 有 　当初計画の変更はないものの、
「府民への啓発による地域展開の
推進（府民講座等）」を充実するた
め、当該事業を増額する。

　多職種連携による在宅療養を推進するため、府民への
啓発等を充実を図りたい。

　変更に伴う財源は、基金の運用益を活用することとして
おり、他の事業へに影響を及ぼすことはない。
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271001 27大阪 H21補正
①泉州

各病院の特長（強み）
を伸ばすための施
設・設備の整備事業

・それぞれの病院の特長を活かしな
がら機能分担を明確化し、医師等の
働きやすい環境づくりと安心の医療
提供体制を整備する。

○ ○ 577,747 661,870 ＋84,123 有 計画のうち、「がん医療提供体制の
強化」「基幹的救急医療体制の形
成」について助成額を増額し、「亜急
性期・回復期医療体制の充実」につ
いて助成額を減額するものである。

　具体的な事業の実施にあたり、助成対象者と協議のう
え、取組内容と事業費を精査したため。

　変更に伴う財源については、基金の運用益及び他の事
業の取組内容と事業費の精査による捻出分を振り替えて
活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことは
ない。

271002 27大阪 H21補正
①泉州

診療機能の一体的な
提供事業

・機能の再編を行う中で、外来や入
院診療を当該公立病院間で相互応
援しながら一体的に提供するため、
必要な体制を整備する。

○ ○ 846,500 857,991 ＋11,491 計画のうち、「病院間ネットワークシ
ステムの構築による診療情報共有
化」「患者の相互受診調整・共同
ベッドコントロールの運用」について
助成額を増額し、「医師の相互連
携」「病院間の合同症例検討会の開
催」について助成額を減額するもの
である。
また、事業内容を拡充し、円滑な事
業推進に向けた設備整備や広報活
動も併せて実施するものである。

　具体的な事業の実施にあたり、助成対象者と協議のう
え、取組内容と事業費を精査したため。

　変更に伴う財源については、他の事業の取組内容と事
業費の精査による捻出分を振り替えて活用することとして
おり、他の事業に影響を及ぼすことはない。

271003 27大阪 H21補正
①泉州

機能再編に関する検
討事業

・各病院の現状分析を行い、効率的
な診療科・医師配置のあり方などを
検討する。

○ ○ 80,000 31,701 △48,299 計画のうち、「機能再編に関する検
討」について助成額を減額するもの
である。

　機能再編に関する検討についてプロポーザルを実施し
た結果、見込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

271004 27大阪 H21補正
①泉州

地域の医療機関との
連携事業

・公立病院の勤務医の負担軽減や
在宅療養への円滑な移行を図るた
め、地域の医療機関との相互連携
を進める。

○ ○ 58,200 48,954 △9,246 計画のうち、「外来診療における開
業医との役割分担の推進」「研修会
や合同症例検討会の開催」につい
て助成額を減額するものである。

　具体的な事業の実施にあたり、助成対象者と協議のう
え、取組内容と事業費を精査したため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

271005 27大阪 H21補正
①泉州

医師にとっての魅力
ある病院づくり事業

・医師にとって魅力あるキャリアパス
を提示するとともに、多様なライフス
タイルに対応した勤務環境の改善
により、公立病院における安定的な
医師の養成と確保を実現する。

○ ○ ○ 663,913 700,472 ＋36,559 計画のうち、「共有の医師研修プロ
グラムの開発・運用」について助成
額を増額し、「関係大学における寄
附講座の開設、大学間の医師派遣
にかかる連携体制の検討」「大学と
の共同事業による教育研究・実習
活動の実施」「病院勤務医の研修・
研究活動への支援」医師宿舎や研
修室の拡充」医師事務作業補助者
の採用」について助成額を減額する
ものである。
また、医師の研修・研究活動への支
援や指導体制の充実に向けた取組
内容を拡充するものである。

　具体的な事業の実施にあたり、助成対象者と協議のう
え、取組内容と事業費を精査したため。

　変更に伴う財源については、他の事業の取組内容と事
業費の精査による捻出分を振り替えて活用することとして
おり、他の事業に影響を及ぼすことはない。

271006 27大阪 H21補正
①泉州

二次救急搬送体制の
連携強化事業

救急受け入れが困難な疾患の輪番
当番制等について協議検討を行
い、参画する医療機関にて着実な
受入れ体制を整備できるよう財政的
支援を行う。

○ 172,012 152,015 △19,997 計画のうち、「民間病院の協力を得
た二次救急医療体制の連携強化」
について助成額を減額するものであ
る。

　事業実績による。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

271007 27大阪 H21補正
①泉州

奨学金制度創設事業 地域医療等に従事する意思を持っ
た学生に対する奨学金制度を創設
し、医師不足の深刻な地域・分野に
従事する医師の一層の増加を図
る。

○ 52,800 46,284 △6,516 計画のうち、「奨学金制度を活用し
た医師確保対策」について予定して
いた貸与者数を減じることにより、
計画額を減額するものである。

　奨学金制度を活用する人数が当初計画より少なかった
ため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「泉州南部における再編に向け
た取り組み」を行うこととする。
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271008 27大阪 H21補正
①泉州

女性医師の確保対策
事業

勤務医の過重労働の軽減及び女性
医師の出産・育児等との両立を可能
とし、女性医師の離職防止・復職支
援を図ることにより、病院勤務医を
安定的に確保する。

○ 54,935 10,089 △44,846 計画のうち、「就業環境改善による
女性医師の確保対策」について予
定していた助成対象箇所数を減じる
ことにより、計画額を減額するもの
である。
また、助成対象の拡充を行うもので
ある。

　助成制度を活用する医療機関が当初計画より少なかっ
たため。
　なお、助成対象箇所数を減じた中で、少しでも多くの医
師の就労環境改善が進むよう助成対象とする事業の範囲
の拡充を図りたい。

　上記の医療課題については、「女性医師等就労支援事
業」によって解決する見込みであるため、本事業の計画変
更による医療課題の解決への影響はない。

272003 27大阪 H21補正
②堺市・
南河内

市立堺病院救命救急
センター整備事業

・堺市医療圏及びその周辺の救急
医療の核機能を果たすため、市立
堺病院に救命救急センターを整備
する。

○ ○ 1,150,751 1,170,852 ＋20,101 有 　計画のうち、「市立堺病院救命救
急センター整備事業」について、助
成額を増額するものである。

　「市立堺病院救命救急センター整備事業」について、助
成事業者と協議の上、助成額を増額することとしたため。

　変更に伴う財源については、基金の運用益及び他の事
業の事業費の精査による捻出分を振り替えて活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

272004 27大阪 H21補正
②堺市・
南河内

救急管制塔機能等整
備事業

・市立堺病院に救急管制塔機能を
整備するとともに、搬送先病院で対
応困難な場合に同病院での患者受
入れに対応できる体制を整備する。

○ 47,283 44,322 △2,961 　計画のうち、「医療機関情報収集
に係る事務費」について、助成額を
減額するもの。

　本事業により、平成２２年度にドクターカーを購入し、救
急隊からの要請により現場への出動等の運用を行ってお
り、一定の定着が認められること等から、病院内において
事務の見直しを行い、基金を活用せずに、病院独自の負
担により、救急管制塔機能等整備事業を進めていくことと
したため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

272005 27大阪 H21補正
②堺市・
南河内

二次救急医療連携強
化事業（堺市）

・救急受け入れが困難な疾患の輪
番当番制等について協議検討を行
い、参画する医療機関にて着実な
受入れ体制を整備できるよう財政的
支援を行う。

○ 181,059 175,708 △5,351 　計画のうち、「民間病院の協力を
得た二次救急医療体制の連携強
化」について助成額を減額するもの
である。

　事業実績による。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

272007 27大阪 H21補正
②堺市・
南河内

小児初期救急医療体
制の確保支援事業

・小児初期救急診療について、二次
救急告示医療機関等の協力を得な
がら、24時対応可能な体制を整備
する。

○ 907 422 △485 　計画のうち、急病診療体制の再編
について協議するための会議調整
費等を減額するもの。

　24時間対応可能な体制整備という計画の目標には満た
ないものの、体制整備に向けた会議を開催しており、今後
も体制整備に向け引き続き事業者負担により継続するた
め。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「市立堺病院救命救急センター
整備事業」を行うこととする。

272010 27大阪 H21補正
②堺市・
南河内

二次救急医療連携強
化事業（南河内）

・救急受け入れが困難な疾患の輪
番当番制等について協議検討を行
い、参画する医療機関にて着実な
受入れ体制を整備できるよう財政的
支援を行う。

○ 200,000 199,829 △171 　計画のうち、「民間病院の協力を
得た二次救急医療体制の連携強
化」について助成額を減額するもの
である。

　事業実績による。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

273001 27大阪 H22補正
精神科救急・身体救
急連携強化ネット
ワーク事業

精神科・身体科の各々の機能連携・
病病連携により、各々の疾患の緊
急度と重症度に応じた受入れ及び
転院体制を整備し、医療機関の負
担やリスク軽減、搬送先選定に難渋
する事案の減少につなげる。

○ 58,215 2,692 △55,523 　事業スキームの見直しに伴い、計
画額を減額する。

　平成23年度に、精神科、身体科の機能連携による合併
症患者の円滑な受入れ及び転院体制の運営を試行的に
実施したが、本格実施にあたり十分な数の協力医療機関
を確保することが困難なため、事業スキームを見直すこと
から、減額するもの。

（対応状況）
　モデル地域において、精神科、身体科医療機関の参画
による合併症患者の受入体制の構築に向けた意見交換
会等を開催し、合併症患者の受入れにあたっての課題や
相互連携、情報共有等、具体的な連携方策について議論
　＜泉州医療圏　平成24年10月、12月、25年2月、10月＞
  ＜北河内医療圏　平成25年3月、8月、10月＞
　泉州地域において精神科と身体科の連携による受入体
制の試行運用を実施中。　（25年5月～）
　引き続き泉州医療圏での取組みを進める中で、身体科、
精神科の「顔の見える関係」に基づく連携のモデルを構築
し、他圏域での取組みに繋げていく。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「災害時医療体制充実強化事業」を行うことと
する。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

273002 27大阪 H22補正 中核的二次救急医療
機関応需能力強化支
援事業

救急医療体制における基幹的な受
入機能を担う中核的な二次救急医
療機関の応需能力を強化する。

○ 494,000 492,358 △1,642 　補助対象機関への補助上限額の
合計額と実際の補助額の合計額に
差額が生じたため、計画額を減額す
る。

　補助対象機関への補助上限額の合計額と実際の補助
額の合計額に差額が生じたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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273003 27大阪 H22補正
救急搬送患者の早期
転退院支援事業

救命救急センターや急性期医療機
関、亜急性期、回復期、慢性期、療
養期の各々の医療機能を有する医
療機関や在宅医療との間でネット
ワークを構築し、相互連携、情報共
有化等により、患者の早期かつ円
滑な転院や退院、在宅医療への移
行促進につなげる。

○ 76,000 72,521 △3,479 　計画のうち、 転退院調整・在宅医
療円滑化ネットワーク構築にかかる
運営経費等について、事業費の精
査等を実施したところ、当初の計画
額を下回ったため、計画額を減額す
るもの。

　具体的な事業の実施にあたり、事業費を精査したため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、この地域医療再生計画では当該事
業を減額し、優先順位の高い「災害時医療体制充実強化
事業」を行うこととする。

273004 27大阪 H22補正 府内小児科救急告示
医療機関が行う医療
機器整備事業

小児救急医療体制の強化を図ると
ともに災害時を見据えた重症小児
外傷患者への対応能力拡充のため
の医療機器支援。

○ 60,000 59,254 △746 　補助対象機関への補助上限額の
合計額と実際の補助額の合計額に
差額が生じたため、計画額を減額す
る。

　補助対象機関への補助上限額の合計額と実際の補助
額の合計額に差額が生じたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

273006 27大阪 H22補正 救急医療情報システ
ム充実事業

救急医療情報システムの情報制度
の向上充実を図るとともに、搬送及
び受入の情報を円滑に収集し、情
報分析・検証を行うことにより、円滑
な「実施基準」の運用を目指す。

○ ○ 132,436 131,914 △522 　スマートフォン等の導入に際し、補
助対象機関への補助上限額の合計
額と実際の補助額の合計額に差額
が生じたため、計画額を減額するも
の。

　スマートフォン等の高機能携帯端末の導入に際し、補助
上限額より安価な価格で購入が可能であったことにより、
補助対象機関への補助上限額の合計額と実際の補助額
の合計額に差額が生じたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

273007 27大阪 H22補正 救急医療の利用のあ
り方啓発事業

救急医療の適正利用の周知徹底を
図ることにより軽症患者の割合の減
少につなげる。

○ 11,174 15,368 ＋4,194 有 　救急搬送人員に占める軽症者の
割合は依然として全国平均を大幅
に上回っている状況（平成23年、大
阪府62.8％、全国平均50.4％）等を
踏まえ、今後も訴求力のある効果的
な啓発の実施を図るべく事業内容を
拡充するため、計画額を増額するも
の。

　救急搬送人員に占める軽症者の割合は依然として全国
平均を大幅に上回っている状況（平成23年、大阪府
62.8％、全国平均50.4％）等を踏まえ、今後も訴求力のあ
る効果的な啓発の実施を図るべく事業内容を拡充するた
め、計画額を増額するもの。

　変更に伴う財源は、他事業の内容の精査等により捻出
される財源を振り替えて活用することとしており、他事業
に影響を及ぼすことはなく、より充実した事業実施が可能
となる。

273008 27大阪 H22補正 周産期緊急医療体制
活動強化事業

総合周産期母子医療センターにお
いて受け入れ可能人数の増加を図
り、受入可能な在胎週数・推定体重
の向上につなげる。

○ 159,385 164,759 ＋5,374 　ハイリスク妊産婦等の受入機能強
化につながる医療機器の整備にか
かる補助合計額が当初計画より増
額する見込みのため、計画額を増
額する。

　全体の補助機関数は計画より減となったが、補助単価
の高い医療機関（総合周産期母子医療センター等）への
補助箇所数が増加したことにより、補助合計額が計画額
を超える見込みであるため、計画額を増額するもの。

　変更に伴う財源は、他事業の内容の精査等により捻出
される財源を振り替えて活用することとしており、他事業
に影響を及ぼすことはなく、より充実した事業実施が可能
となる。

273009 27大阪 H22補正 地域の中核病院によ
る産婦人科救急搬送
体制確保事業

産婦人科救急搬送体制参画病院に
おける産婦人科救急搬送患者の受
入れを促進する。

○ 44,000 42,893 △1,107 　機器整備にかかる補助対象機関
数を減じることにより、計画額を変更
するもの。

　補助制度を活用する医療機関数が当初計画より少な
かったため減額するもの。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、課題解決の優先順位が高い「周産期緊急医療体
制活動強化事業」等を行うこととする。

273010 27大阪 H22補正 母体救命機能強化事
業

救命救急センターにおける妊産婦
患者の受け入れ促進する。

○ 36,000 25,525 △10,475 　機器整備にかかる補助対象機関
数を減じることにより、計画額を変更
するもの。

　補助制度を活用する医療機関数が当初計画より少な
かったため減額するもの。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、課題解決の優先順位が高い「周産期緊急医療体
制活動強化事業」等を行うこととする。

273011 27大阪 H22補正 周産期医療従事者体
制強化事業

総合周産期母子医療センター等に
おける医療従事者体制の拡充を図
るため、当直勤務翌日に勤務免除
等の措置を実施する場合や研修医
師を受け入れる。

○ 10,700 2,450 △8,250 　補助対象機関数を減じることによ
り、計画額を変更するもの。

　補助制度を活用する医療機関数が当初計画より少な
かったため減額するもの。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、課題解決の優先順位が高い「周産期緊急医療体
制活動強化事業」等を行うこととする。
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273012 27大阪 H22補正 地域における小児在
宅医療支援ネット
ワーク構築事業

府保健所がコーディネーターとなっ
て、在宅移行後の地域生活を支援
するため、多様な関係機関（地域病
院・診療所・訪問看護ステーション・
市町村福祉担当・教育等）とのネット
ワークを構築する。

○ 12,830 9,797 △3,033 　計画のうち、地域病院・診療所と
のネットワーク構築にかかる経費に
ついて、各保健所による経費削減
の工夫等により、当初の計画額を下
回ったため、計画額を減額するも
の。

　事業の実施にあたり、事業費を精査したため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「高度専門病院における小児在
宅移行支援体制整備事業」を行うこととする。

273013 27大阪 H22補正 訪問看護ステーショ
ンにおける小児看護
推進事業

大阪府訪問看護ステーション協議
会が中心となって、病院との連携に
よる小児看護技術習得のための研
修や、小児看護に精通する訪問看
護ステーションと経験のない訪問看
護ステーションによるフィールド研修
や普及啓発等実施する。

○ 11,000 10,250 △750 　計画のうち、研修や普及啓発事業
実施に係る人件費や会場使用料な
どの費用が当初の計画額を下回っ
たため、計画額を減額するもの。

　事業の実施にあたり、事業費を精査したため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

273014 27大阪 H22補正 高度専門病院におけ
る小児在宅移行支援
体制整備事業

NMCS（新生児診療相互援助システ
ム）基幹病院（５病院）に退院に向け
た支援を専門に行うコーディネー
ターやエンパワメント支援員を配置
する。また、大阪府立母子保健総合
医療センターを中核機関と位置付
け、定期的な会議の場を設ける等に
より５病院との連携を図る。さらに、
保健所や地域病院、診療所、訪問
看護ステーションなど関係機関との
連携体制を明確にするため、地域
連携パスの開発・活用を推進すると
ともに、「大阪小児在宅医療推進会
議」を設置する。

○ 120,000 145,428 ＋25,428 有 　NMCS基幹５病院への委託料を増
額する。

　当初の計画では平成２５年度末までの事業としていた
が、在宅移行支援にかかるノウハウを地域医療機関に伝
授し、地域医療機関においても円滑に在宅移行していくた
め、平成26年度においても引き続き事業を継続するため
計画額を増額するもの。

　変更に伴う財源については、他の事業の取組内容と事
業費の精査による捻出分を振り替えて活用することとして
おり、他の事業に影響を及ぼすことはない。

273016 27大阪 H22補正 乳がん検診基盤整備
事業

マンモグラフィ設置医療機関に対
し、機器更新に要する費用の一部を
補助し、乳がん検診の基盤を整備
する

○ 250,000 208,553 △41,447 　マンモグラフィ機器更新に係る補
助対象箇所数を減じることにより、
計画額を減額するもの。

　補助制度を活用する医療機関数が当初計画より少な
かったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「地域医療連携強化事業」を行う
こととする。

273017 27大阪 H22補正 地域医療連携強化事
業

がん診療拠点病院に対し、がん検
査機器更新等に要する費用補助を
通じ、検診から医療につながる地域
医療連携体制を推進する

○ 240,000 246,769 ＋6,769 　がん検査機器更新に係る補助制
度を活用する医療機関数が当初計
画より増加する見込みであり計画額
を増額する。

　補助制度を活用する医療機関数が当初計画より増加す
る見込みであるため。

　変更に伴う財源は、事業精査等によって捻出等した事業
分からの振り替え分を活用することとしており、他の事業
に影響を及ぼすことはない。

273019 27大阪 H22補正 感染症指定医療機関
における感染症病床
機能充実事業

感染症指定医療機関の建て替えに
あたって、現行施設整備基準を満た
し、より機能的に充実した施設設備
の整備を図る。

○ ○ 19,979 38,979 ＋19,000 有 　当初の計画では、感染症指定医
療機関である市立枚方市民病院及
び市立堺病院の建て替えに際して、
施設設備整備を行うこととしていた
が、同機関である（独）りんくう総合
医療センターの施設設備の老朽化
が認められるため計画額を増額す
るもの。

　25年度に、新型インフルエンザ等対策特別措置法が施
行され、政府行動計画に続き、法に基づく府行動計画を
策定の上、体制整備を進めており、その一環として、感染
症指定医療機関の役割が、非常に大きくなったことから、
関西国際空港に隣接し、特定病床を有するりんくう医療セ
ンターの機能強化が必要となったため。

　変更に伴う財源は、基金の運用益及び事業精査等に
よって捻出等した事業分からの振り替え分を活用すること
としており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

273020 27大阪 H22補正 HIV・エイズの正しい
知識の普及啓発及び
まん延防止対策事業

HIV・ｴｲｽﾞに関する正しい知識の普
及啓発を実施し、中長期的にHIV感
染者・ｴｲｽﾞ患者数を減少させ、まん
延を防止する。

○ 63,000 68,563 ＋5,563 有 　HIV・エイズに関する正しい知識の
普及啓発を実施してきたところであ
るが、平成24年の大阪府新規HIV感
染者の感染経路は、82.3％が男性
同性間性的接触による感染である
ことから、感染の可能性が高いMSM
（男性間で性行為を行う者をいう。）
へのHIV検査の受検体制を強化す
る。

　平成24年の大阪府新規HIV感染者の感染経路は、
82.3％が男性同性間性的接触による感染であり、ＭＳＭ
へのＨＩＶ検査受検の体制を強化することで、ＨＩＶ感染の
早期発見、早期治療に繋がり、まん延防止が期待できる
ため。

　変更に伴う財源は、基金の運用益及び事業精査等に
よって捻出等した事業分からの振り替え分を活用すること
としており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
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273021 27大阪 H22補正 デインジャー層及び
ハイリスク層に対する
結核健診委託事業

結核患者が潜在するデインジャー
層及びハイリスク層を対象に、検診
車による重点的な結核健診及び健
康教育を実施する。

○ 38,000 37,437 △563 　計画のうち、 結核健診実施に係る
事務費について、当初の計画額を
下回ったため、計画額を減額するも
の。

　計画のうち、 結核健診業務に従事する者の人件費や物
品購入費が当初の予定を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

273023 27大阪 H22補正 医科・歯科・介護連携
強化事業

医科・歯科・介護連携を推進し、療
養者の口腔機能の維持・回復を以
て療養生活を支援するための体制
整備を行う。

○ 21,000 20,755 △245 　計画のうち、、「医科・歯科・介護連
携の手引き」印刷代金について、当
初の計画額を下回ったため、計画
額を減額するもの。

　入札差金が発生したため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

273025 27大阪 H22補正 地域医療支援セン
ター運営事業

地域医療に従事する医師のキャリ
ア形成を支援しながらバランスのと
れた医師配置を促進する。

○ 94,215 80,158 △14,057 　計画のうち、「地域医療支援セン
ター運営事業」について事業費を減
額するものである。

　地域医療支援センター運営事業について委託事業者と
協議のうえ、委託額を減じることとしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

273026 27大阪 H22補正 災害時医療体制充実
強化事業

広域医療搬送体制に必要な資機材
等を確保するとともに、災害拠点病
院の機能強化のための施設・設備
等の整備を支援することにより、災
害時医療体制の充実強化を図る。

○ ○ 159,000 242,037 ＋83,037 有 　当初計画内容の拡充に伴い、計
画額を増額する。

　大規模災害時に対応できる十分な医療機関の確保、よ
り一層の機能充実を図るべく事業内容を拡充するため、
計画額を増額するもの。

　変更に伴う財源は、他事業の内容の精査等により捻出
される財源を振り替えて活用することとしており、他事業
に影響を及ぼすことはなく、より充実した事業実施が可能
となる。

273027 27大阪 H22補正 感染症発生動向調査
解析システム再構築
事業

新興再興感染症の発生や中核市が
新設された場合でも対応できる感染
症発生動向調査解析システムを再
構築する。

○ 5,000 2,069 △2,931 　感染症発生動向調査解析システ
ム再構築のための委託料を減額す
るもの。

 感染症システムについて入札を実施した結果、見込みを
下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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281002 28兵庫 H21補正
①阪神南

6(2)①
休日夜間急病診療所
等のＩＴ化によるネット
ワーク構築

救急医療機関間のネットワークを構
築するために必要なシステムの導
入に対する助成

○ ○ 300,000 299,628 △372 有 当初計画想定より安価で実施でき
ることによる計画額の減額

ネットワークシステムの運用にかかる医療関係者間の協
議実施経費等について精査したところ、当初計画想定より
安価で実施できる見込であるため

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

281003 28兵庫 H21補正
①阪神南

6(2)②
阪神地域における初
期救急医療機関を中
心とした２次輪番病
院等との連携強化の
支援

１次・２次救急医療機関の連携強化
のための研修会や症例検討会等の
実施に対する助成

○ 2,000 1,702 △298 当初計画想定より安価で実施でき
たことによる計画額の減額

１次・２次救急医療機関の連携強化のための研修会や症
例検討会実施経費等について精査したところ、当初計画
想定より安価で実施できたため

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

281004 28兵庫 H21補正
①阪神南

6(2)③
阪神南圏域の地域医
療支援病院の連携推
進に係る支援

地域医療支援病院等と診療所等の
連携推進のための研修会や症例検
討会等の実施に対する助成

○ 3,000 2,877 △123 当初計画想定より安価で実施でき
たことによる計画額の減額

地域医療支援病院等と診療所等の連携推進のための研
修会や症例検討会実施経費等について精査したところ、
当初計画想定より安価で実施できたため

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

281005 28兵庫 H21補正
①阪神南

6(2)④
阪神南圏域の救急医
療機関と回復期医療
機関・かかりつけ医
の連携推進に係る支
援

急性期・回復期医療機関の連携推
進のため、クリティカルパス推進に
向けた取組みに対して助成

○ 2,000 884 △1,116 当初計画想定より安価で実施でき
たことによる計画額の減額

急性期・回復期医療機関の連携推進のためのクリティカ
ルパス推進に向けた取組み実施経費等について精査した
ところ、当初計画想定より安価で実施できたことから、計
画額を減額するもの

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

281006 28兵庫 H21補正
①阪神南

6(4)①
阪神地域救急医療連
携協議会の設置
6(4)②
阪神南北の小児・成
人の初期救急等のあ
り方に関する連携協
議会の設置
6(4)③
地域の意識醸成（広
報、ﾌｫｰﾗﾑ等）

阪神地域の救急のあり方や医療機
関の役割分担等について検討する
とともに、地域住民等に医療機関の
役割分担等を周知するための事業
を実施

○ 13,000 6,876 △6,124 当初計画想定より安価で実施でき
たことによる計画額の減額

阪神地域の救急のあり方や医療機関の役割分担等につ
いて検討実施経費等について精査したところ、当初計画
想定より安価で実施できたため

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

281007 28兵庫 H21補正
①阪神南

6(3)①
医師の地域偏在解消
のための修学資金貸
与制度

医学部学生で地域医療に従事する
気概を持つ者に対し、奨学金を貸与
・地域枠定員：14人（神戸大10、鳥
取大２、岡山大２）
・貸与額：12,114,800円（6年間）

○ 69,500 79,611 ＋10,111 有 地域枠定員を当初計画より増員し、
地域医療提供体制の確保の取組を
加速

H22に設定した地域枠定員について、全県的な医師の地
域偏在、診療科偏在の解消の取組を加速させるために
H23以降も増員したことにより、修学資金貸与額が増額と
なったため

変更に伴う財源については、他事業の執行残及び基金の
運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼ
すことはない。また、将来の地域医療を担う医師の更なる
拡充を図ることが可能となる。

281008 28兵庫 H21補正
①阪神南

6(3)②
医療人材育成システ
ム検討事業
6(3)③
医師の必要数と適正
配置に関するモデル
検討事業

地域医療人材の養成・確保の仕組
みづくりについて検討するとともに、
医師の必要数・適正配置について
検討とともに、医療人材の確保、定
着による医師の負担軽減のため、
医療系職能団体が実施する研修事
業を支援

○ 10,500 11,841 ＋1,341 有 地域枠定員の増員に加え、勤務医
負担軽減の促進により、直接的・間
接的の両面から地域偏在、診療科
偏在対策を実施することが重要であ
ることから、医療系職能団体が実施
する研修事業について、これまでの
研修をステップにして、より高度な研
修を実施するもの

地域枠定員の増員に加え、勤務医負担軽減の促進によ
り、直接的・間接的の両面から地域偏在、診療科偏在対
策を実施することが重要であり、医療系職能団体が実施
する研修事業について、これまでの研修をステップにし
て、より高度な研修を実施することにより、地域医療提供
体制の確保を加速させる。

変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用する
こととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、地域医療提供体制の確保の取組の更なる拡充を図る
ことが可能となる。

282001 28兵庫 H21補正
②北播磨

7(2)Ⅰ①
公立（的）６病院によ
る検討会、症例検討
会、他圏域の３次救
急医療機関との協議
会開催

救急搬送体制を含めた２次救急の
あり方についての検討や、公立病院
等による症例検討会の実施に対す
る助成

○ 9,000 8,939 △61 当初計画想定より安価で実施でき
ることによる計画額の減額

症例検討等の医療関係者間の協議実施経費等について
精査したところ、当初計画想定より安価で実施できたため

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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282008 28兵庫 H21補正
②北播磨

7(1)
医師の地域偏在解消
のための修学資金貸
与制度

医学部学生で地域医療に従事する
気概を持つ者に対し、奨学金を貸与
・地域枠定員：14人（神戸大10、鳥
取大２、岡山大２）
・貸与額：12,114,800円（6年間）

○ 85,879 103,334 ＋17,455 有 地域枠定員を当初計画より増員し、
地域医療提供体制の確保の取組を
加速

H22に設定した地域枠定員について、全県的な医師の地
域偏在、診療科偏在の解消の取組を加速させるために
H23以降も増員したことにより、修学資金貸与額が増額と
なったため

変更に伴う財源については、他事業の執行残及び基金の
運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼ
すことはない。また、将来の地域医療を担う医師の更なる
拡充を図ることが可能となる。

283002 28兵庫 H22補正 地域枠定員増による
医師の養成増

医学部学生で地域医療に従事する
気概を持つ者に対し、奨学金を貸与
・地域枠定員：14人（神戸大10、鳥
取大２、岡山大２）
・貸与額：12,114,800円（6年間）

○ 27,000 65,791 ＋38,791 有 地域枠定員を当初計画より増員し、
地域医療提供体制の確保の取組を
加速

H22に設定した地域枠定員について、全県的な医師の地
域偏在、診療科偏在の解消の取組を加速させるために
H23も定員増を行ったが、H24以降も増員したことにより、
修学資金貸与額が増額となったため

変更に伴う財源については、他事業の執行残及び基金の
運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼ
すことはない。また、将来の地域医療を担う医師の更なる
拡充を図ることが可能となる。

283003 28兵庫 H22補正 医師事務作業補助員
の導入促進（資格取
得支援）

病院勤務医の業務負担の軽減を図
るため、医師事務作業補助員の資
格取得のための研修会への参加等
の経費を助成することにより、資質
向上と定着促進を図る

○ 10,000 6,870 △3,130 当初計画時点では、医師事務作業
補助員の資格取得者を150名程度
と見込んでいたが、現時点では、
100名程度の見込となることから、計
画額を減額するもの

当初計画時点では、医師事務作業補助員の資格取得者
を150名程度と見込んでいたが、現時点では、100名程度
の見込となることが判明したため

一定程度目標を達成することができたものであり、計画変
更による医療課題の解決による影響はない。

283004 28兵庫 H22補正 潜在看護師の活用 医療現場における看護職員の不足
感が強いなか、救急、小児救急・周
産期医療等を支える潜在看護職員
の活用を図るため、効果的な求人・
求職のマッチングを支援するシステ
ムを開発する。
併せて、離・退職した看護職は医
療、看護、薬剤に関する最新の知識
や技術及び医療安全の考え方、感
染対策、褥瘡ケアの方法等、医療
看護の進歩や看護職の役割拡大に
よる看護職の責務などの変化への
不安が強く、また家庭の事情で研修
会等を受講できない者も多いことか
ら、個々人の状況に応じて学習でき
るよう、Webでの学習システムを開
発し、実技研修と組み合わせた職場
復帰支援を行う。

○ ○ 40,000 44,000 ＋4,000 有 求人・求職マッチングシステムの開
発以降、潜在看護師確保のために
は、効果的な運用が重要であること
から、システム登録者の増を図るた
め、就職説明会等を通じて、マッチ
ングシステムの普及啓発を実施

潜在看護師の再就業を推進し、看護師確保対策の更なる
拡充を図るためには、求人・求職マッチングシステム効果
的な運用が重要であることから、就職説明会等を通じた
マッチングシステムの普及啓発を実施する。

変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用する
こととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、看護師確保対策の更なる拡充を図ることが可能とな
る。

283008 28兵庫 H22補正 播磨地域におけるド
クターヘリ基地整備

県南西部の播磨地域は、県内の既
存のドクターヘリ基地から50km以上
離れているため、播磨地域における
ドクターヘリの導入検討を進め、同
地域の救命救急センターにドクター
ヘリの基地として必要な格納庫、給
油施設等を整備する

○ 80,000 46,744 △33,256 事業執行方法の見直しにより、当初
計画時点の想定より安価な金額で
実施できたことから、計画額を減額
するもの

事業執行方法の見直しにより、当初計画時点の想定より
安価な金額で実施できたため

事業執行方法の見直しにより計画額より安価で目標を達
成することができたものであり、計画変更による医療課題
の解決による影響はない。

283011 28兵庫 H22補正 遠隔医療の体制整備
による地域における
小児・周産期医療支
援

小児科、産科、放射線科医等の不
足に対応し、小児急病センター等の
初期救急医療機関やへき地医療機
関の勤務医師の診療を支援するた
め、小児科医や放射線科医等の専
門医を多数擁する大学や高度専門
医療機関に遠隔医療診断の拠点を
整備し、地域の救急医療機関と情
報回線で結び、送られてきた画像を
元に遠隔診断を行う

○ 40,000 0 △40,000 平成22年度補正の地域医療再生計
画により整備する、地域医療活性化
センター内の遠隔医療支援センター
により対応が可能であることから、
本事業を中止する。

平成22年度補正の地域医療再生計画により整備する、地
域医療活性化センター内の遠隔医療支援センターにより
対応が可能であるため

執行方法の見直しにより目標を達成することができるもの
であり、計画変更による医療課題の解決による影響はな
い。
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283012 28兵庫 H22補正 適切な受診行動の促
進

県民の適切な受診行動を促進する
ため、各圏域内の医療機関の役割
分担や連携について、リーフレット
や講演会などで周知することによ
り、地域住民に地域の共有財産で
ある地域医療に関する理解を深め
てもらい、病状に応じた医療機関の
適切な受診を促す

○ 45,000 31,330 △13,670 有 当初計画時点の想定より安価な金
額で実施できたことによる計画額の
減額

リーフレット作成、フォーラム開催等の事業執行にあたり
見積もり合わせ等事業費の精査を行った結果、計画時点
の想定より安価な金額で実施できたため

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

283014 28兵庫 H22補正 大学医学部への寄附
講座設置による医師
派遣体制の構築

・設置大学：神戸大学、大阪医科大
学
・教員及び派遣先：神戸大学（４名、
但馬・丹波地域）
　　　　　　　　　大阪医科大学（２名、
中・西播磨地域）
・地域医療研修の実施

○ 0 52,400 ＋52,400 県内へき地等の勤務医師の養成増
は派遣までに一定の時間を要する
ことから、それまでの間、特に地域
で不足している指導医等の経験豊
富な医師の派遣し地域医療体制の
確保を図るため、神戸大学医学部、
大阪医科大学医学部に寄附講座を
設置するとともに、当該寄附講座と
連携しながら、地域枠医学生等に対
し、地域医療の意識醸成等に繋が
る研修を実施

県内へき地等の勤務医師の養成増は派遣までに一定の
時間を要することから、それまでの間、特に地域で不足し
ている指導医等の経験豊富な医師の派遣し地域医療体
制の確保を図るため、神戸大学医学部、大阪医科大学医
学部に寄附講座を設置するとともに、当該寄附講座と連
携しながら、地域枠医学生等に対し、地域医療の意識醸
成等に繋がる研修を実施

変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用する
こととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、将来の地域医療を担う医師の更なる拡充を図ることが
可能となる。

286001 28兵庫 H24補正 地域枠を活用したへ
き地等の勤務医師の
養成増

医学部学生で地域医療に従事する
気概を持つ者に対し、奨学金を貸与
・地域枠定員：14人
・期間：平成25～31年度（貸与期間
は平成36年度まで）
・貸与額：12,114,800円（6年間）

○ 184,699 165,117 △19,582 有 広域医療搬送拠点（ＳＣＵ）の設置
にあたり、関係機関との協議・検討
を進める中で、患者搬送時において
ＳＣＵ機能を最大限に発揮させるた
めには、当初計画で想定していた以
上に備品を設置する必要があること
が判明したことから、ＳＣＵにかかる
追加経費を捻出するため、計画額を
減額
なお、地域枠学生への奨学金は、
本計画の基金の運用益の活用及び
他の地域医療再生計画（平成21年
度補正、22年度補正）での計上によ
り総額を確保しており、減額による
影響はない。

広域医療搬送拠点（ＳＣＵ）の設置にあたり、関係機関と
の協議・検討を進める中で、患者搬送時においてＳＣＵ機
能を最大限に発揮させるためには、当初計画で想定して
いた以上に備品を設置する必要があることが判明したこと
から、備品設置費用に必要となる金額について減額する
もの

地域枠学生への奨学金は、本計画の基金の運用益の活
用及び他の地域医療再生計画（平成21年度補正、22年度
補正）での計上により総額を確保しており、減額による影
響はない。

286006 28兵庫 H24補正 広域医療搬送拠点
（ＳＣＵ）の整備

・広域防災拠点、県内空港に広域医
療搬送拠点（ＳＣＵ）を整備

○ 80,300 100,300 ＋20,000 有 広域医療搬送拠点（ＳＣＵ）機能を最
大限に発揮させるため、患者搬送
対応時に必要となる備品を追加設
置

広域医療搬送拠点（ＳＣＵ）の設置にあたり、関係機関と
の協議・検討を進める中で、患者搬送時においてＳＣＵ機
能を最大限に発揮させるためには、現計画で想定してい
た以上に備品を設置する必要があることが判明したため

変更に伴う財源については、他事業の減額分を活用する
こととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
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事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

291001 29奈良 H21補正
①北和

北和地域において拠
点となる高度医療拠
点病院を整備

北和地域において拠点となる高度
医療拠点病院を整備

○ ○ ○ 1,389,267 1,248,392 △140,875 有 北和地域において拠点となる高度
医療拠点病院の運営形態の変更の
事業を追加するとともに、事業費は
減額

高度医療拠点病院としての医療機能を十分に発揮させる
ためには、施設・設備の整備だけではなく、運営形態もあ
わせて整備する必要がある。また、事業の執行にあたり
精査を行った結果、入札等により事業費は減少することと
なったため。

　変更に伴う財源については、当該計画内において事業
費が減少した分を活用することとしており、他の事業に影
響を及ぼすことはない。

291002 29奈良 H21補正
①北和

新生児搬送体制整備
事業

新生児搬送体制整備事業
周産期母子医療センターへの新生
児救急搬送が増加傾向にある中、
ＮＩＣＵの長期入院化によりＮＩＣＵの
不足が生じること等への対策のため
医療関係者に新生児蘇生技術の習
得を促すと同時に、新生児搬送用ド
クターカーを整備することで安全な
搬送体制を確立

○ 5,809 30,809 ＋25,000 平成22年度、地域周産期母子医療
センターに、新生児搬送に必要な保
育器等の機器を整備。搬送要請の
都度、消防署の救急車に機器を搭
載しドクターカーとして運行。
平成25年度、同センターにおいて、
ドクターカー運行体制を確保できた
ことから、ドクターカーを導入。
県内周産期医療関係者の新生児蘇
生技術の習得を促進。

地域周産期母子医療センターにおいて、ドクターカー運行
体制を確保できたことにより、ドクターカーの導入が可能と
なった。
県内周産期医療関係者が新生児蘇生技術を習得し、仮
死の赤ちゃんを適切に救命することが必要。
新生児搬送体制の強化は県政の最重要課題の一つであ
り、地域医療の維持・充実のための措置が必要である。こ
のため、新生児搬送のための設備機器及び技術習得が
不可欠であるため、新生児搬送体制の充実強化が図れる
よう本事業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源については、当該計画内において事業費
が減少した分を活用することとしており、他の事業に影響
を及ぼすことはない。。また、ドクターカーの導入、県内周
産期医療関係者の新生児蘇生技術の習得により、新生
児搬送体制が充実。

291003 29奈良 H21補正
①北和

休日夜間応急セン
ター（北和拠点）の整
備

休日夜間応急センター（北和拠点）
の整備

○ ○ ○ 150,000 113,444 △36,556 有 補助対象者と協議のうえ、補助額を
減じることとしたため

当初計画額よりも、安価で目標を達成することができるた
め

当初計画額よりも、安価で目標を達成することができるも
のであり、計画変更による医療課題の解決による影響は
ない。

291004 29奈良 H21補正
①北和

救急医療連携体制構
築事業

救急の重要疾患における医療機関
の役割分担及び連携・ネットワーク
化の推進

○ ○ ○ 5,785 7,424 ＋1,639 有 地域連携クリティカルパスの拡大、
見直し、課題の整理を行い、疾患毎
に医療期間の役割分担の明示化を
図る。

救急医療体制の再構築は県政の最重要課題の一つであ
り、地域医療の維持・充実のための措置が必要である。こ
のため、地域連携クリティカルパスの拡大、見直し、課題
の整理及び疾患毎の医療期間の役割分担の明示化が不
可欠であるため、救急医療体制の再構築が図れるよう本
事業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源については、当該計画内において事業費
が減少した分を活用することとしており、他の事業に影響
を及ぼすことはない。

291005 29奈良 H21補正
①北和

緊急医師確保修学資
金貸付金、医師確保
修学研修資金貸付金

医師不足の診療科等で将来勤務し
ようとする県立医大又は近畿大学
の医学生又は医学生・研修医に奨
学金を貸与

○ 558,984 592,352 ＋33,368 有 将来奈良県の医師不足の診療科等
で勤務しようとする全国の医学生に
募集を行い貸与者を拡大

　これまで、特に奈良県で不足している診療科等（へき
地、小児科、産婦人科及び麻酔科で勤務する医師に、救
命救急センター）の医師の確保に加えて、今後必要となっ
ていく「総合医」の育成も図ることとする。
　また、モチベーションを持って地域医療を担い、キャリア
形成を行う医師の育成を目指し、奈良県立医科大学と連
携してキャリアパスを確立し、医師の県内定着を図るよう
事業を拡充したい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残額や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。また、将来の地域医療を担う医師の更な
る拡充を図ることが可能となる。

291007 29奈良 H21補正
①北和

看護職員の臨床研修
支援

看護職員の臨床研修支援 ○ 0 22,000 ＋22,000 有 救命救急センターに勤務する看護
職員専属の指導看護職員を配置す
る方法から、認定看護師を複数養
成して、救命救急センターで専門知
識を発揮し、指導する方法に変更

事業執行方法を再度検討した結果、救命救急センターに
勤務する看護職員専属の指導看護職員を配置する方法
から、認定看護師を複数養成して、救命救急センターで専
門知識を発揮し、指導する方法に変更することとなった。
看護師の人材育成強化は県政の最重要課題の一つであ
り、地域医療の維持・充実のための措置が必要である。こ
のため、認定看護師の養成が不可欠であるため、看護体
制の充実強化が図れるよう本事業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源については、当該計画内において事業費
が減少した分を活用することとしており、他の事業に影響
を及ぼすことはない。また、認定看護師資格の取得を目
指す看護師の経済的な負担が軽減される。

291008 29奈良 H21補正
①北和

糖尿病医療連携支援
事業

糖尿病の診療連携支援
在宅医療における医科や介護等の
他分野との連携を図るための窓口
を設置

○ 115,930 69,768 △46,162 有 計画のうち、医療連携を図るシステ
ム導入に係る経費を減額するもの

医療連携を図るシステム導入を断念したため 上記の医療課題については、地域連携パスの導入等に
よって解決する見込みであるため、本事業の計画変更に
よる医療課題の解決への影響はない。

291009 29奈良 H21補正
①北和

救急搬送・受入実施
基準実施事業

救急患者を速やかに適切な医療機
関へ搬送するための救急搬送・受
入実施基準策定及び運用

○ 54,316 55,265 ＋949 有 救急搬送・受入実施基準の適切な
運用を図る必要がある。

救急搬送・受入実施基準の適切な運用を図る必要がある
ため。救急搬送体制の強化は県政の最重要課題の一つ
であり、地域医療の維持・充実のための措置が必要であ
る。このため、救急搬送・受入実施基準の適切な運用が
不可欠であるため、救急搬送体制の充実強化が図れるよ
う本事業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源については、当該計画内において事業費
が減少した分を活用することとしており、他の事業に影響
を及ぼすことはない。
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291010 29奈良 H21補正
①北和

救急搬送及び医療連
携協議会運営事業

救急搬送及び医療連携協議会の運
営

○ 1,324 2,662 ＋1,338 有 救急搬送ルールの適切な運用を図
るため事業費を増額する。

救急搬送ルールの運用にかかる協議会の運営により救
急搬送ルールの適切な運用を図るため。救急搬送ルール
の適切な運用は非常に重要であり、地域医療の充実のた
めの措置が必要である。したがって、救急搬送ルールの
運用にかかる協議会の運営によりさらなる適正化を図り
たい。

変更に伴う財源については、他事業の事業額の減少分を
活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことは
ない。また、事業の実施により、救急医療の更なる基盤強
化を図ることが可能となる。

291011 29奈良 H21補正
①北和

救急医療情報システ
ム改良事業

救急搬送・受入実施基準に基づき、
救急患者の症状や緊急度に応じた
受入可否について、消防機関に情
報提供できるようシステムの改良を
行う
災害時、医療機関の稼働状況、ライ
フラインの確保、医薬品等の備蓄状
況等の情報を消防機関、県、郡市
医師会及び各保健所等に提供し、
災害時の搬送を支援するためのシ
ステムを開発

○ 1,735 42,736 ＋41,001 災害時の情報共有システムを構築
し、災害医療体制の充実を目指す。
今後発生が予測される大災害に対
応するため、災害医療の初動体制
として、DMATの円滑な活動支援や
関係機関が医療機関の稼働状況な
どの情報を共有できるようシステム
を開発するため。

奈良県広域災害・救急医療情報システムにおける災害時
の情報共有を充実させ、災害時の充実を図る。災害医療
体制の強化は県政の最重要課題の一つであり、地域医
療の維持・充実のための措置が必要である。このため、災
害時の情報共有システムの適切な運用が不可欠である
ため、災害医療体制の充実強化が図れるよう本事業の拡
充を図りたい。

　変更に伴う財源については、当該計画内において事業
費が減少した分を活用することとしており、他の事業に影
響を及ぼすことはない。

291012 29奈良 H21補正
①北和

救急医療管制システ
ム（e-MATCH）事業

救急隊や消防指令が救急患者の受
入病院を決定するのに時間を要し
ていることについて、情報通信技術
を利活用した改善を目指す

○ 68,959 111,853 ＋42,894 有 平成２５年度にシステムの機能向上
のため開発を行ったほか、医療機
関の応需情報を救急隊にリアルタイ
ムに伝達することが可能な同システ
ムの効果的な運用を継続して行うこ
とにより事業費が増加。

平成２５年度にシステムの機能向上のため、開発を行った
ほか、医療機関の応需情報を救急隊にリアルタイムに伝
達することが可能な同システムの効果的な運用を継続し
て行うため。救急搬送体制の強化は県政の最重要課題の
一つであり、地域医療の維持・充実のための措置が必要
である。このため、救急隊と医療機関の適切な連携が不
可欠であるため、救急搬送体制の充実強化が図れるよう
本事業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源については、他事業の事業額の減少分を
活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことは
ない。また、事業の実施により、救急医療の更なる基盤強
化を図ることが可能となる。

291013 29奈良 H21補正
①北和

重要疾患医療機能収
集分析事業

重要疾患における医療連携体制の
充実

○ 147,892 222,084 ＋74,192 有 多くの関係者が取り組めるよう、持
続可能なデータ収集システムの構
築を継続して行う。

多くの関係者が当該取り組みに参加することで、データ量
が増え、より正確に医療の内容がわかるようになる。その
ため、関係者の事務の省力化・効率化等も考慮した、持
続可能なデータ収集システムの構築が必要。
医療連携体制の強化は県政の最重要課題の一つであ
り、地域医療の維持・充実のための措置が必要である。こ
のため、データ収集システムの構築が不可欠であるた
め、医療連携体制の充実強化が図れるよう本事業の拡充
を図りたい。

変更に伴う財源については、当該計画内において事業費
が減少した分を活用することとしており、他の事業に影響
を及ぼすことはない。また、多くの関係者の取り組み参加
により、データ量が増え、より正確に医療の内容がわかる
ようになる。

292001 29奈良 H21補正
②中南和

県立医科大学附属病
院を中南和の高度医
療拠点病院として整
備

県立医科大学附属病院を中南和の
高度医療拠点病院として整備

○ ○ ○ 1,465,101 711,813 △753,288 有 計画のうち、病院の整備に係る経費
及び医療機器の整備及び医師の確
保に係る経費の一部を減額するも
の

事業経費の精査を行った結果、当初計画よりも安価となっ
たため

上記の医療課題については、当初計画よりも安価で実施
可能であるため、又は他の財源で措置するため本事業の
計画変更による医療課題の解決への影響はない。

292002 29奈良 H21補正
②中南和

休日夜間応急セン
ター（中南和拠点）の
整備

休日夜間応急センター（中南和拠
点）の整備

○ 226 21 △205 補助対象者が既存施設を利用し拠
点となる休日夜間応急診療所を運
営することとしたため、整備する必
要がなくなった。

既存施設を利用することとしたため、整備する必要がなく
なった。

当初計画額よりも、安価で目標を達成することができるも
のであり、計画変更による医療課題の解決による影響は
ない。

292003 29奈良 H21補正
②中南和

救急医療連携体制構
築事業

○救急の重要疾患における医療機
関の役割分担及び連携・ネットワー
ク化の推進
○災害時、医療機関の稼働状況、ラ
イフラインの確保、医薬品等の備蓄
状況等の情報を消防機関、県、郡
市医師会及び各保健所等に提供
し、災害時の搬送を支援するための
システムを開発
○救急車による搬送に時間を要す
る地域における重篤患者に対応す
るため、本県独自のドクターヘリの
導入について検討

○ 5,785 57,693 ＋51,908 有 今後発生が予測される大災害に対
応するため、災害医療の初動体制
として、DMATの円滑な活動支援や
関係機関が医療機関の稼働状況な
どの情報を共有できるようシステム
を開発するため。
e-matchにより収集した救急搬送
データを元に山間部の救急搬送状
況を検証した結果、救急搬送時間
短縮のためドクターヘリの導入を検
討

奈良県広域災害・救急医療情報システムにおける災害時
の情報共有を充実させ、災害時の充実を図るため
救急搬送時間短縮のためドクターヘリの導入を検討
災害医療体制の強化は県政の最重要課題の一つであ
り、地域医療の維持・充実のための措置が必要である。こ
のため、情報システムの構築及びドクターヘリの導入検討
が不可欠であるため、災害医療体制の充実強化が図れる
よう本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、当該計画内において事業
費が減少した分を活用することとしており、他の事業に影
響を及ぼすことはない。
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292004 29奈良 H21補正
②中南和

医師配置システムの
運営

地域医療学講座及び地域医療総合
支援センターからなる安定的に医師
を配置する仕組みを構築・運用

○ 120,557 157,551 ＋36,994 有 今後、奨学金の貸与を受けた医師
のキャリア形成支援や配置調整等
に重点を置き、安定的な医師の派
遣・配置ができる仕組みを構築・運
用

　これから奨学金の貸与を受けた医師が増加していくこと
に対応して、地域の医療提供体制や医師育成プログラム
の研究に基づいた、適切な医師の派遣・配置ができる仕
組を構築する必要がある。
医師の確保は県政の最重要課題の一つであり、地域医
療の維持・充実のための措置が必要である。このため、適
切な医師の派遣・配置が不可欠であるため、医師確保の
充実強化が図れるよう本事業の拡充を図りたい。

　上記の医療課題については、今後は奨学金の貸与を受
けた医師に関する事業とし、これにより当初本事業が見
込んでいた目標を達成する見込みであるため、本事業の
計画変更による医療課題の解決への影響はない。

292005 29奈良 H21補正
②中南和

医師確保推進事業 ○医師不足が顕著な診療科やへき
地医療機関に勤務する医師を確保
する取り組みの実施
○医師の充足が必要な公的病院や
へき地診療所で勤務する医師を確
保するため、無料職業紹介として奈
良ドクターバンクを運営し、登録医
師を求人公的医療機関に紹介
○女性医師が結婚・出産・育児・介
護といった様々なステージで、医師
として働き続けられる体制を作る

○ 20,945 29,574 ＋8,629 有 　医学生に対する奈良県の医療や
研修病院の紹介及び合同説明会の
開催等の臨床研修医確保やドク
ターバンクの設置による医師の紹
介、今後増加する女性医師が働き
続けられるための支援策など総合
的な医師確保事業を実施し、奈良
県の医療を支える医師の増加を図
る。

地域医療の医師派遣の仕組みの構築を行うためには、そ
の基礎となる医師の確保が重要である。
このため、まず、臨床研修医の確保と医師が働き続けら
れる環境の整備を行うことが必要
医師の確保は県政の最重要課題の一つであり、地域医
療の維持・充実のための措置が必要である。このため、適
切な医師の派遣・配置が不可欠であるため、医師確保の
充実強化が図れるよう本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残額を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、将来の地域医療を担う医師の更なる拡充を図ること
が可能となる。

292006 29奈良 H21補正
②中南和

へき地医師確保推進
事業

奈良県へき地医療研修プログラム
の実施、へき地に勤務する医師の
確保

○ 8,176 10,188 ＋2,012 有 地域医療の医師派遣の仕組みの構
築を行うためには、まず地域医療を
深く理解して地域医療の指導医とな
る人材の育成が必要であるため、
へき地医療を研修の場とした総合
医育成のためのプログラムを運営
し、かつ医学生等に対して地域医療
への理解を深めるための体験事業
等を実施する。

地域医療の医師派遣の仕組みの構築を行うためには、ま
ず地域医療を深く理解して地域医療の指導医となる人材
の育成が必要である。
このため、へき地医療を研修の場とした総合医育成のた
めのプログラムを運営し、かつ医学生等に対して地域医
療への理解を深めるための体験事業等を実施する。
医師の確保は県政の最重要課題の一つであり、地域医
療の維持・充実のための措置が必要である。このため、適
切な医師の派遣・配置が不可欠であるため、医師確保の
充実強化が図れるよう本事業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源については、他事業の執行残額を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、将来の地域医療を担う医師の更なる拡充を図ることが
可能となる。

292007 29奈良 H21補正
②中南和

県立医大地域医療マ
インドを持った医師養
成事業

○県立医大の奨学生等を対象とし
た診療所実習等を実施

○ 7,669 2,959 △4,710 他の事業主体により事業を実施す
るため、事業額を減額するものであ
る。

高いモチベーションを持って地域医療に従事する医師の
育成は早期から実施する必要があり、学生時代から地域
医療の現場を体験させ、報告会等を実施し学生同士が互
いに理解を深め合う事業を実施するものとした。
なお、平成２５年度以降は奈良県立医大の事業として実
施するものとする。（県事業としては平成２４年度限り。）

　上記の医療課題については、今後は県立医科大学にお
ける奨学金の貸与を受けている医学生に関する事業と
し、これにより当初本事業が見込んでいた目標を達成す
る見込みであるため、本事業の計画変更による医療課題
の解決への影響はない。

292008 29奈良 H21補正
②中南和

「病院経営講座」開催
事業

公的病院等の幹部職員を対象に病
院経営を学ぶ講座を開設・運営

○ 6,600 8,750 ＋2,150 有 当初事業費より事務費等が増加し
たため、増額するものである。
公的病院等の幹部職員を対象に病
院経営を学ぶ講座を開設・運営
特に人材マネジメントや勤務環境整
備を重点的に学ぶものとし、医師・
看護師等医療職がモチベーションを
持って働き続けられる病院づくりに
ついての啓発を図る。

地域医療を持続的に提供するためには、医療スタッフが
その能力を最大限発揮でき、高いモチベーションを維持で
きる病院経営が必要であり、その成否は、病院長をはじめ
とする経営者の経営センスによるところが大きい。そのた
め、病院における継続的な人材確保を支援するために、
主に公立病院等のマネジメント層を対象に、病院経営を
学ぶ「病院マネジメント講座」を開設する。
なお、当該事業は３年計画とし、平成２４年、２５年の２カ
年をそれぞれ、病院事務長、病院長・看護部長に対する
セミナーとして実施した。平成２６年度はこれまでの振り返
りと成果の普及を目的としたシンポジウムを実施する予
定。（当事業は平成２６年度限り。）
医師の人材育成は県政の最重要課題の一つであり、地
域医療の維持・充実のための措置が必要である。このた
め、病院における継続的な人材確保が不可欠であるた
め、医師の人材育成の充実強化が図れるよう本事業の拡
充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残額を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、将来の地域医療を担う医師の更なる拡充を図ること
が可能となる。
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292009 29奈良 H21補正
②中南和

看護師キャリアアップ
等支援事業

認定看護師等の資格取得を支援す
る病院を支援

○ 34,584 49,769 ＋15,185 有 ・事業をさらに２年間延長し、認定看
護師等の増加を図る。

・看護職員のモチベーションの維持・向上を図り、質の高
い看護職員を増加させるため、さらに認定看護師等の増
加を図る必要がある。
看護師の人材育成は県政の最重要課題の一つであり、
地域医療の維持・充実のための措置が必要である。この
ため、病院における認定看護師の育成が不可欠であるた
め、看護師の人材育成の充実強化が図れるよう本事業の
拡充を図りたい。

・認定看護師等のさらなる増加を図り、医療課題の解決を
目指す。

292011 29奈良 H21補正
②中南和

ナースセンター事業 看護師等学校養成所進学ガイダン
ス及び合同就職相談会の実施

○ 3,931 6,003 ＋2,072 有 ・事業をさらに2年間延長し、実施す
る。

・本事業は、復職等や進路決定の際に活用されており一
定の需要がある。課題解決に向けて引き続き事業を実施
する必要があるため。
看護師の確保は県政の最重要課題の一つであり、地域
医療の維持・充実のための措置が必要である。このため、
看護師の確保が不可欠であるため、看護師の復職や養
成による看護師体制の充実強化が図れるよう本事業の拡
充を図りたい。

事業実施により一定の成果は上がっているが、上記の医
療課題の解決へ向けて、さらに事業を実施する。

292012 29奈良 H21補正
②中南和

訪問看護管理者研修
事業

訪問看護事業所管理者向け研修の
実施

○ 872 1,401 ＋529 有 ・事業をさらに２年間延長し、実施す
る。

・管理者研修に対する需要があり、課題解決に向けて引
き続き研修事業を実施する必要があるため。
・看護師の人材育成は県政の最重要課題の一つであり、
地域医療の維持・充実のための措置が必要である。この
ため、訪問看護事業所管理者の人材育成が不可欠であ
るため、訪問看護体制の充実強化が図れるよう本事業の
拡充を図りたい。

事業実施により一定の成果は上がっているが、上記の医
療課題の解決へ向けて、さらに事業を実施する。

292014 29奈良 H21補正
②中南和

看護職員メンタル相
談事業

メンタル相談窓口の設置 ○ 5,578 7,910 ＋2,332 有 ・相談や講習会等の活用状況から、
課題の解決に向けて引き続き相談
事業を実施する必要があるため、事
業をさらに２年間延長し、実施する。

当初２年間は、ふるさと雇用再生特別基金を活用し、事業
を実施したための減。
なお、延長については、相談や講習会等の活用状況か
ら、課題の解決に向けて引き続き相談事業を実施する必
要がある。
看護師の確保は県政の最重要課題の一つであり、地域
医療の維持・充実のための措置が必要である。このため、
看護師の勤務環境の改善が不可欠であるため、看護師
の勤務環境の充実強化が図れるよう本事業の拡充を図り
たい。

別財源で事業を実施しており、計画事業による医療課題
の解決への影響はない。
事業実施により一定の成果は上がっているが、上記の医
療課題の解決へ向けて、さらに事業を実施する。

292020 29奈良 H21補正
②中南和

救急安心センター運
営事業

救急車要請の適否や医療機関案内
等の救急相談窓口の運営

○ 348,323 526,048 ＋177,725 有 救急車を呼ぶべきかどうかや、開い
ている医療機関の案内など、県民
の不安や質問に答える電話相談窓
口を設置することで、安易な救急車
の要請を抑制するとともに、真に急
ぐべき患者が受診を控えることのな
いよう誘導し、適正な救急医療の確
保を推進するもので、年間２万件を
超える相談があり、今後も継続して
実施する。

適正な救急医療の確保を推進するために、継続して救急
電話相談窓口を設置する必要があるため
救急医療体制の強化は県政の最重要課題の一つであ
り、地域医療の維持・充実のための措置が必要である。こ
のため、救急電話相談窓口の設置が不可欠であるため、
適正な救急医療の確保の推進が図れるよう本事業の拡
充を図りたい。

　変更に伴う財源については、当該計画内において事業
費が減少した分を活用することとしており、他の事業に影
響を及ぼすことはない。また、将来の地域医療を担う医師
の更なる拡充を図ることが可能となる。

292021 29奈良 H21補正
②中南和

救急医療管制システ
ム（e-MATCH）事業

救急隊や消防指令が救急患者の受
入病院を決定するのに時間を要し
ていることについて、情報通信技術
を利活用した改善を目指す

○ 68,958 111,853 ＋42,895 有 平成２５年度にシステムの機能向上
のため開発を行ったほか、医療機
関の応需情報を救急隊にリアルタイ
ムに伝達することが可能な同システ
ムの効果的な運用を継続して行うこ
とにより事業費が増加。

平成２５年度にシステムの機能向上のため、開発を行った
ほか、医療機関の応需情報を救急隊にリアルタイムに伝
達することが可能な同システムの効果的な運用を継続し
て行うため。
救急搬送体制の強化は県政の最重要課題の一つであ
り、地域医療の維持・充実のための措置が必要である。こ
のため、救急隊と医療機関の適切な連携が不可欠である
ため、救急搬送体制の充実強化が図れるよう本事業の拡
充を図りたい。

変更に伴う財源については、他事業の事業額の減少分を
活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことは
ない。また、事業の実施により、救急医療の更なる基盤強
化を図ることが可能となる。

292022 29奈良 H21補正
②中南和

重要疾患医療機能収
集分析事業

重要疾患における医療連携体制の
充実

○ 119,882 174,931 ＋55,049 有 多くの関係者が取り組めるよう、持
続可能なデータ収集システムの構
築を継続して実施する。

多くの関係者が当該取り組みに参加することで、データ量
が増え、より正確に医療の内容がわかるようになる。その
ため、関係者の事務の省力化・効率化等も考慮した、持
続可能なデータ収集システムの構築が必要。
医療連携体制の強化は県政の最重要課題の一つであ
り、地域医療の維持・充実のための措置が必要である。こ
のため、データ収集システムの構築が不可欠であるた
め、医療連携体制の充実強化が図れるよう本事業の拡充
を図りたい。

変更に伴う財源については、当該計画内において事業費
が減少した分を活用することとしており、他の事業に影響
を及ぼすことはない。また、多くの関係者の取り組み参加
により、データ量が増え、より正確に医療の内容がわかる
ようになる。

216 / 344



参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧
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292023 29奈良 H21補正
②中南和

ならのがん地域医療
連携事業

○地域医療の実態把握と、がん医
療の連携促進のためのツールとし
て、地域連携クリティカルパスを作
成する。
○がん患者等への支援を行ってい
る団体から事業提案を募集し、県民
目線での効果的な活動の推進、活
性化を図る。

○ 24,127 24,801 ＋674 有 地域連携クリティカルパスの効果的
な作成・運用やがん患者等への支
援の活性化を図るため、継続して実
施する必要がある。

地域連携クリティカルパスの効果的な作成・運用やがん
患者等への支援の活性化を図るため。
がん診療連携体制の強化は県政の最重要課題の一つで
あり、地域医療の維持・充実のための措置が必要である。
このため、がんに係る地域連携が不可欠であるため、診
療連携体制の充実強化が図れるよう本事業の拡充を図り
たい。

変更に伴う財源については、当該計画内において事業費
が減少した分を活用することとしており、他の事業に影響
を及ぼすことはない。

292024 29奈良 H21補正
②中南和

ならのがん登録基盤
整備事業

○国立がん研究センターが提供す
る「地域がん登録標準データシステ
ム」を導入し、各項目を医療機関か
ら情報収集し、死亡小票とともに登
録を行う。また、がん患者等に対し
て意識調査を実施する。
○患者や家族が切れ目のない緩和
ケアを受けることができる体制を整
備する。

○ 156,237 100,458 △55,779 有 ・医療機関からの診療情報を本シス
テムのデータベースに反映すること
を将来的には目指していたが、
（P14　15～16行目）、がん情報につ
いての収集システム化について中
止する。

・地域がん登録を発展させ、ならのがん登録として県独自
に診療情報を収集するシステムを構築し、「健康・医療情
報ポータルサイト」に反映させることを予定していたが、が
ん登録法制化の動向により、独自システム化を見送った。

・上記の医療課題については、がん登録の法制化により、
本事業が見込んでいた目標を達成できる見込であるた
め、本事業の計画変更による医療課題の解決への影響
はない。

292025 29奈良 H21補正
②中南和

健康・医療情報提供
事業

健康医療情報ポータルサイト ○ 99,949 106,886 ＋6,937 有 コンテンツの拡充、サイトの機能向
上を図り、県民にとっての利便性を
向上させる。

サイトの内容が専門的であるため、新たに用語集のコンテ
ンツ作成や、サイトを有効活用してもらうため、受診勧奨
やイベントなどの自動配信機能を充実させたいため。
健康医療情報の提供体制の強化は県政の最重要課題の
一つであり、地域医療の維持・充実のための措置が必要
である。このため、コンテンツの機能向上が不可欠である
ため、情報提供体制の充実強化が図れるよう本事業の拡
充を図りたい。

変更に伴う財源については、他の事業の減少分を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
上記変更により、県民にとってさらに利用しやすいサイトと
なり、受診行動や健康に対する意識向上につながる。

292026 29奈良 H21補正
②中南和

緊急医師確保修学資
金貸付金、医師確保
修学研修資金貸付金

主に中南和地域でキャリア形成を行
う医学生、研修医に対し奨学金を貸
与

○ 0 427,678 ＋427,678 有 平成２４年度末に完成した医師の
キャリアパスに基づいて主に中南和
に配置することになる医学生、研修
医に対し奨学金を貸与する

　県の修学資金・研修資金の貸与を受けた医師につい
て、、公的医療機関と中核病院をローテイトして、キャリア
形成と地域医療への貢献を両立するキャリアパスが、県
補助金により県立医科大学に設置された地域医療学講
座の研究により作成された。
　今後、このキャリアパスに基づいて医師の県内医療機
関への配置や医師の育成施策の実施を図ることとし、県
の修学資金・研修資金の貸与を受けた医師の配置先は、
東和、中和、南和地域も含む県内全域に対象を拡大し、
中和医療圏に所在する県立医科大学附属病院主な研修
先として、地域医療に従事する医師の育成を図る。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残額や基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。また、将来の地域医療を担う医師の更な
る拡充を図ることが可能となる。

293001 29奈良 H22補正 南和広域医療組合
（南和の医療等に関
する協議会）の運営

南和医療圏公立病院再編準備組織
（南和広域医療組合）の運営

○ 100,000 23,229 △76,771 　将来にわたり地域医療を維持する
ために、病院開設自治体以外の市
町村を含めた全ての南和医療圏構
成市町村（１市３町８村）と県を構成
団体とする一部事務組合（南和広域
医療組合）を設置したことにより、準
備組織であった南和の医療等に関
す協議会の役割を一部事務組合
（南和広域医療組合）が引継行う。

　将来にわたり地域医療を維持するために、病院開設自
治体以外の市町村を含めた全ての南和医療圏構成市町
村（１市３町８村）と県を構成団体とする一部事務組合（南
和広域医療組合）を設置したことにより、準備組織であっ
た南和の医療等に関す協議会の役割を一部事務組合が
引継行うことで、南和医療等に関する協議会としての成果
が達成できた。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

293002 29奈良 H22補正 新南和公立病院体制
の整備

救急病院１箇所・地域医療センター
２箇所の整備

○ ○ ○ 5,083,709 5,183,485 ＋99,776 有 ◆医療機能分野の拡充
◆アメニティ関係の拡充
◆地域医療センター（療養期）の整
備についての拡充
◆医療機器整備の拡充

◆医療機能分野の拡充
◆アメニティ関係の拡充
◆地域医療センター（療養期）の整備についての拡充
◆医療機器整備の拡充
県南和地域の医療提供体制の再構築は県政の最重要課
題の一つであり、地域医療の維持・充実のための措置が
必要である。このため、事業の着実な推進が不可欠であ
るため、救急病院と地域医療センターの役割・機能の明
確化と切れ目ない医療体制の充実強化が図れるよう本事
業の拡充を図りたい。

　変更の財源については、基金の運用益や他の計画執行
残額を充当するもので、他の事業に影響を及ぼすことは
ない。また、南和医療圏で特に必要とされている「ことわら
ない救急」の実現、高齢化にともないニーズの高まってい
る療養病床の確保や維持期のリハビリテーション（日常生
活復帰、身体機能維持のためのリハビリテーション）など、
南和地域の中核病院としてふさわしい役割を果たす病院
としてのさらなる拡充が図られる。
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296002 29奈良 H24補正 在宅医療サービスの
充実

○医療従事者等に対し、在宅医療
普及推進にかかる啓発や研修を実
施
○在宅歯科医療を実施予定の歯科
医師等に対する研修会及び必要な
医療機器等の購入費の支援等を実
施
○地域の薬局の在宅医療普及促進
のための取り組みを支援
○県立奈良病院跡地活用プロジェ
クト
○在宅療養児に対する支援体制の
構築
○訪問看護ステーション等の連携
の仕組みや在宅医療推進にかかる
普及啓発
○県保健所と市町村の保健師が連
携協働して課題に対応する体制の
整備

○ 158,362 81,215 △77,147 有 ・在宅医療普及推進にかかる啓発
や研修の充実により、計画額を増額
・無歯科医地区等における在宅歯
科医療サービスを普及促進するた
めの取組を増額
・地域の薬局の在宅医療普及促進
のための取り組みを減額
・在宅療養児に対する支援について
は、広域的な小児の在宅支援に関
するセンター機能構築に向けたネッ
トワーク事業、人材育成事業を中心
に推進。外部委託したセンター化
（専属人件費についての経費含む）
を予定していたが、まずは地域にお
ける課題の整理、基盤整備を重点
的に実施することとしたため減額
・県保健所と市町村の保健師が連
携協働して課題に対応する体制の
整備については、地区活動に要す
る経費見込みが下がったことにより
減額。

在宅医療の充実は非常に重要であり、地域医療の充実
のための措置が必要である。したがって、多職種が連携し
て地域の在宅医療を支えていくため、在宅医療普及推進
にかかる事業の内容をさらに充実させたい。

変更に伴う財源については、他事業の事業額の減少分を
活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことは
ない。また、事業の実施により、在宅医療の更なる基盤強
化を図ることが可能となる。

296004 29奈良 H24補正 糖尿病医療連携支援
事業

県立医科大学と協働して、糖尿病医
療に関わる人材の育成や糖尿病診
療水準の向上と　地域医療連携パ
スの開発・普及など医療連携のため
の取り組みを実施

○ 80,000 114,072 ＋34,072 有 糖尿病の診療の実態を把握する調
査を実施し、事業効果の測定を図
る。

糖尿病診療の状況をモニタリングする指標を確立し、人材
育成と合わせて県内の糖尿病診療水準の向上を図ること
は非常に重要であり、地域医療の充実のための措置が必
要である。したがって、糖尿病の診療の実態を把握する調
査を実施し、事業効果の測定を行うことにより、効果的な
事業の実施を図りたい。

変更に伴う財源については、他事業の事業額の減少分を
活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことは
ない。また、事業効果の測定により、糖尿病対策の更なる
拡充を図ることが可能となる。

296007 29奈良 H24補正 南和広域医療組合に
よる南和地域公立病
院新体制整備への支
援

救急病院及び地域医療センター建
設に係る震災後の労務費等の建設
コスト高騰への対応

○ ○ ○ 336,000 380,000 ＋44,000 有 建設コスト高騰により、構成団体の
負担が増えており、計画の着実な実
施のため基金充当額を４４，０００千
円増額充当する支援を行う。

当初計画（１５億円プラン）策定時から▲２９４，０００千円
減額をしており、計画の着実な実施のためにはできる限り
の支援が必要なため行うもの。

変更に伴う財源については、運用益や他の計画執行残額
を充当するもので、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、震災後の労務費等の建設コスト高騰による構成団
体の負担軽減につながり、今後の事業の円滑な実施につ
ながる。
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事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

301001 30和歌山 H21補正
①紀北

管制塔機能強化
救命救急センター救
急外来観察室整備

二次医療圏で受け入れ困難な症状
の軽い救急者等による搬送患者を
診断の結果、観察室で管理し、早期
に後方病院へ搬送する施設設備
（管制塔機能）及び救命救急セン
ターの設備整備

○ ○ 500,000 499,998 △2 補助実績に伴う事業費の精算 入札を実施した結果、見込み額を下回ったため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

301003 30和歌山 H21補正
①紀北

管制塔機能強化
受け皿となる救急告
示医療機関等設備整
備

医大、日赤の観察室管理の患者を
早期に受け入れる関係救急告示病
院の設備整備

○ 200,000 175,422 △24,578 補助実績（見込）による事業費の精
算

補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかった
ため

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「救急看護認定看護師養成研修事
業」を行うこととする。

301004 30和歌山 H21補正
①紀北

小児初期救急体制基
盤強化

開業医と病院勤務医が小児初期救
急医療体制を堅持している中核診
療所に対する設備整備及び広報等
の補助

○ ○ 5,000 4,361 △639 補助実績に伴う事業費の精算 入札を実施した結果、見込み額を下回ったため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

301007 30和歌山 H21補正
①紀北

拠点病院救急医療体
制強化

二次保健医療圏で救急重篤患者を
受け入れるための設備整備（病院
勤務医と開業医の連携と併用）

○ 200,000 200,000 ±0 橋本市民病院において救急重篤患
者を受け入れるために行う施設・設
備整備について、整備後の位置づ
けを当初予定していたＩＣＵからＨＣ
Ｕに変更するもの。

整備する施設設備の内容に変更はないが、医師・看護師
の体制の状況を踏まえ、整備当初の位置づけを変更。

　上記の医療課題については、HCUの整備によって、本
事業が見込んでいた目標を達成する見込みであるため、
本事業の計画変更による医療課題の解決への影響はな
い。

301013 30和歌山 H21補正
①紀北

病院勤務医と開業医
の連携（救急）

病院勤務医と地元開業医が連携
し、日・祝日の救急医療体制を強化
するための運営費を補助

○ 17,200 9,200 △8,000 有 事業年度を平成27年度まで延長す
るとともに、事業費を見込により減
額するもの。

事業期間が、当初想定していた3年から2年となることに伴
い、事業費が減額となるもの。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「救急看護認定看護師養成研修事
業」を行うこととする。

301014 30和歌山 H21補正
①紀北

初期救急体制基盤強
化

広域で行う休日急患診療所が、橋
本市が新設する保健福祉センター
へ移転するに際し、初期救急の機
能を強化するための設備整備

○ 25,000 24,994 △6 補助実績（見込）に伴う事業費の精
算

見積もり合わせを実施した結果、見込み額を下回ったた
め

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

301015 30和歌山 H21補正
①紀北

精神科救急医療体制
強化

県内唯一の精神科救急医療機関と
して、管制塔機能の確保と機能を強
化するための設備整備（MRI)とそれ
に伴う施設改修

○ ○ 250,000 233,668 △16,332 事業実績に伴う事業費の精算 入札を実施した結果、見込み額を下回ったため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

301016 30和歌山 H21補正
①紀北

総合周産期母子医療
センター機能強化

リスクの高い低出生体重児等を集
中的に受け入れるため、NICU等を
増床

○ ○ 100,000 129,921 ＋29,921 ＮＩＣＵ及びＧＣＵの増床をＧＣＵの増
床に変更するとともに、新生児ドク
ターカーの整備に係る費用を増額

ＮＩＣＵへの受入円滑化の観点から事業内容を精査した結
果、センター本体ではＧＣＵの増床を行えば足りると判断
したもの。一方、搬送面も含めた機能強化の観点から、新
生児ドクターカーのコンパクト化・高機能化が必要と判断
したもの。

当該変更は、施設面の整備に加え、搬送面での機能強化
も図るものであり、医療課題の解決により資するものと考
える。

301018 30和歌山 H21補正
①紀北

分娩等の医療機関等
機能強化

分娩を行う医療機関が減少する中、
周産期医療の強化のための分娩を
行う医療機関及び助産所等への設
備整備

○ 113,400 118,011 ＋4,611 分娩等医療機関への設備整備補助
について、予定していた補助対象箇
所数を増やすことにより、計画額を
増額するものである。

新たに分娩を行う医療機関が開設されたことに伴い、事
業費が増となったため。

新たに分娩を行う医療機関が開設されたことに伴う変更
であり、医療課題の解決への影響はない。

301019 30和歌山 H21補正
①紀北

病院勤務医と開業医
の連携（周産期）

分娩をやめた産科開業医が、勤務
医が少ない病院に当直として参加・
連携を行うための補助

○ 15,000 15,760 ＋760 有 事業期間を平成27年度まで延長す
ることに伴う事業費の増

産科医師の不足対策として、県立医科大学の定員増によ
り対応しているが、分娩を取扱えるようになるまでの間、
本事業を継続する必要があるため。

産科医不足の状況が続く中、今回変更により事業延長す
ることにより、医療課題の解決に資するものと考える。
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事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

301021 30和歌山 H21補正
①紀北

救急医療に関する認
定看護師養成研修の
実施（新規）

救急受け入れ体制を強化するた
め、認定看護師養成研修を実施（新
規）

○ 0 48,876 ＋48,876 有 救急体制強化のために、救急医を
サポートし現場でリーダーシップの
取れる、専門性の高い認定看護師
（救急看護）の養成に取り組む。

医師不足の状況の下、救急医療体制を堅持していくた
め、勤務医のサポートや患者・家族への支援を行う、高度
な技能を備えた救急看護師の役割が重要となっている。
このため、県内で認定看護師（救急看護）養成研修を実施
し、各保健医療圏で救急医療の拠点となる病院等の体制
充実に取り組む。

救命救急センタ-や各保健医療圏の救急医療となる拠点
病院等において認定看護師（救急看護）が配置される事
により、救急医療体制の充実が図られると考える。財源に
ついては、他事業の減額分を活用するため、変更による
他事業への影響はない。

302008 30和歌山 H21補正
②紀南

地域医療支援セン
ター整備

地域医療に従事する医師等を支援
し、地域での定着を図ることにより
医師の地域偏在の解消を目指す

○ ○ ○ 601,000 609,400 ＋8,400 地域医療支援センターの整備・運営
に関する経費を増額

２３年度から国の制度化に伴い地域医療支援センターの
運営を和歌山県立医科大学へ委託し実施している。２５年
度の運営委託に関して基金を増額するもの。

地域医療支援の拠点となる施設整備と併せ、医師のキャ
リア形成等と併せて地域偏在の解消を目指す地域医療支
援センターの運営を行うことにより、地域における安定的
な医師確保に資するものと考える。変更に伴う財源は、修
学資金貸与者が予定者数を下回った事により生じた額を
活用し、他の事業に影響はない。

302009 30和歌山 H21補正
②紀南

医学部定員増に伴う
修学資金

和医大地域医療枠5名増員に伴う
修学資金貸与

○ 27,000 18,600 △8,400 和歌山県立医科大学地域医療枠修
学資金貸与者の減に伴う減額

和歌山県立医科大学地域医療枠修学資金貸与者が予定
より少なかったため
（変更前10名　→　変更後8名）

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「地域医療支援センターによる地
域医療支援」を行うこととする。

302012 30和歌山 H21補正
②紀南

看護師確保対策（新
規）

Iターン・Uターンの推進等、看護師
確保対策を実施（新規）

○ 0 17,687 ＋17,687 有 看護師確保対策を強化するため、
県内出身の看護学生や看護職員等
への継続的な情報提供を行うととも
に、県外看護職員確保等に取り組
む。
一方で、病院における教育・研修体
制の充実に取り組む。

　第６次看護職員需給見通し（平成18年～22年）後の調査
においても、予測より深刻な看護職員の不足が見込まれ
る。
　県内の潜在看護職員の復職支援だけではなく、県外に
いる県出身看護職員等の確保に取り組み、魅力ある病院
づくりの一環として、キャリア形成支援体制の充実を図
る。

　変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響はない。また、不足が見込
まれる看護職員確保対策の更なる拡充を図る事が可能と
なる。

303003 30和歌山 H22補正 地域におけるがん診
療体制等の整備・充
実（御坊保健医療圏）

高性能リニアックの整備 ○ 148,000 122,000 △26,000 補助実績に伴う事業費の精算 入札を実施した結果、見込み額を下回ったため 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

303007 30和歌山 H22補正 和歌山県立医科大学
附属病院の津波対策

和歌山県立医科大学附属病院の津
波対策

○ 120,000 133,735 ＋13,735 有 和歌山県立附属病院の電源等供給
施設の防水対策において、一部工
事内容が変更となった事に伴う増額

実施設計にあたり、当該施設の構造や使用頻度等を検討
し、電源等供給施設の防水対策工事の内容を一部変更し
たため。

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響はない。また、総合災害医
療センターである和歌山県立医科大学附属病院の病院
機能維持を強化することにより、災害時の医療提供体制
の強化が図られると考える。

303010 30和歌山 H22補正 災害拠点病院等にお
ける室内対策の促進

病院内の医療機器等の転倒防止対
策の推進

○ 7,500 3,865 △3,635 計画のうち、室内対策について、予
定していた補助対象箇所数を減じる
ことにより、計画額を減額するもの
である。

補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかった
ため。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「災害時医療体制の充実・強化
（SCU整備）」を行うこととする。

303011 30和歌山 H22補正 災害時医療体制の充
実・強化（ＳＣＵ整備）

SCU関係医療資機材等の整備 ○ 14,431 25,627 ＋11,196 計画のうち、SCU関係医療資機材等
の整備について予定していた整備
資材をさらに拡大することにより、計
画額を増額するものである。

広域搬送訓練等を通じて、ＳＵＣの機能維持のための電
力量等が問題となったため、新たに蓄電池の整備や不足
している医療資機材の追加を行うもの。

広域搬送の拠点となるＳＣＵの機能強化を図ることによ
り、災害医療体制の強化が図られると考える。財源につい
ては、他事業の減額分を活用するため、変更による他事
業への影響はない。

303012 30和歌山 H22補正 災害時医療体制の充
実・強化（ＤＭＡＴチー
ム携行医療資機材等
整備）

DMATチームの医療資機材の整備 ○ 13,500 14,754 ＋1,254 DMATチームの医療資機材の整備
について、予定していた補助対象箇
所数を増やすことにより、計画額を
増額するものである。

平成２４年に新たに2病院がＤＭＡＴ指定病院に指定され
るとともに、計画当初チーム数より１チーム追加で配備さ
れたため、当初計画より増額となった。

ＳＣＵの整備等に併せて、災害の急性期において医療救
護活動を行うＤＭＡＴチームを増やすことにより、災害医療
体制の強化が図られると考える。財源については、他事
業の減額分を活用するため、変更による他事業への影響
はない。
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303013 30和歌山 H22補正 災害時医療体制の充
実・強化（災害時通信
体制整備）

災害時通信体制の充実のための衛
星携帯電話の整備

○ 13,168 12,118 △1,050 補助実績に伴う事業費の精算 1箇所あたりの補助額が予定より下回ったため（当初：３０
０千円→実績：２７５千円）

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

303014 30和歌山 H22補正 災害時医療体制の充
実・強化（医薬品セッ
ト等備蓄）

医療救護活動の初動期に必要とな
る医薬品セットの備蓄

○ 21,333 21,046 △287 契約完了に伴う事業費の精算 災害拠点病院と委託契約を締結した結果、見込み額を下
回ったため

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

303015 30和歌山 H22補正 災害時医療体制の充
実・強化（災害対応医
薬品供給車両整備）

災害対応医薬品供給車両の整備 ○ 10,500 6,000 △4,500 災害時の医薬品供給体制を強化す
るため、当初予定していた薬局の医
薬品在庫検索システムの構築を災
害対応医薬品供給車両の整備に変
更

災害時に被災地の患者のもとへ、迅速に供給するために
は、常に複数の手段を準備しておくことが望ましく、災害対
応医薬品供給車両の整備は、安定的な供給ルート確保の
一つであるとともに、災害時医療に関しても複合的な効果
が期待できるため。

上記の医療課題については、「災害対応医薬品供給車両
の整備」によって、本事業が見込んでいた目標を達成する
見込みであるため、本事業の計画変更による医療課題の
解決への影響はない。

303021 30和歌山 H22補正 和歌山医療圏におけ
る救急医療体制の充
実（二次救急医療機
関と開業医との連携）

救急告示病院と開業医との連携の
推進

○ 30,000 18,678 △11,322 有 補助実績（見込）による事業費の精
算

当初、年間70日の事業実施を見込んでいたが、事業実施
病院と地元医師会との協議により事業実施日を決定した
結果、日数が減となったもの。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「和歌山県民総合健診センターの
検診車整備事業」を行うこととする。

303023 30和歌山 H22補正 橋本医療圏における
救急医療体制の充実
（伊都医師会）

橋本医療圏における病院群輪番制
の充実、訪問看護ステーションと連
携した在宅当番医制度の創設

○ 37,608 37,383 △225 補助実績（見込）による事業費の精
算

在宅当番医制の開始日が平成23年10月1日から16日に
変更となったことに伴い、当該日数減により事業費が減と
なったもの。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

303027 30和歌山 H22補正 医師事務作業補助員
の設置促進

医師事務作業補助員の導入推進 ○ 52,863 43,000 △9,863 補助実績に伴う事業費の精算 1箇所あたりの補助額が予定より下回ったため（当初：
1,600千円→実績：1,343千円）

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「和歌山県民総合健診センターの
検診車整備事業」を行うこととする。

303030 30和歌山 H22補正 和歌山県民総合健診
センターの検診車整
備

胸部デジタル検診車等の整備 ○ 0 50,000 ＋50,000 有 和歌山県民総合健診センターへの
デジタルX線装置搭載胃部検診車・
胸部検診車の整備等により、がん
検診受診率の向上に向けた取り組
みを強化する。

本県はがんによる７５歳未満年齢調整死亡率は８７．７と
全国ワースト４位となっており、がん検診受診率の向上に
より、がんの早期発見による死亡率低減を目指す。

変更に伴う財源については、他の事業において入札等に
より生じた残額を活用し、他の事業に影響はない。また、
デジタルX線装置搭載胃部検診車・胸部検診車の配備と
がん予防啓発・受診勧奨等を実施することによりがん検
診受診率の向上・早期発見が可能となる。
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311001 31鳥取 H21補正
①東部
（中部）

【６】医師等環境改善
のための医療クラー
ク採用への支援事業

病院勤務医や看護師の負担を軽減
するため、医師事務作業補助者や
看護師事務作業代行職員を新たに
採用した場合の人件費に対して補
助する。

○ 180,000 133,032 △46,968 有 予定していた補助対象箇所数を減
じることにより、計画額を減額するも
のである。
（計画：４年間で延べ１００病院、Ｈ２
５末までの実績見込み：４年間で延
べ３５病院）

補助対象予定の事業者数（延べ数）が計画を下回ったた
め。

医療課題は解決されていないが、計画額どおりの見込み
が立たないため、地域医療再生計画では、当該事業を減
額し、優先順位の高い「【10】看護師養成所の施設整備へ
の支援事業」に減額分を充てることとする。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業そ
のものを見直すこととする。

311002 31鳥取 H21補正
①東部
（中部）

【７】研修医用機器整
備への支援事業

臨床研修病院の研修環境を整える
ことにより臨床研修医を確保すると
ともに資質向上を図るため、臨床研
修病院の研修機器・施設の整備を
支援する。

○ 42,500 43,168 ＋668 予定していた医療機器の整備の支
援に要する経費を増額するため、計
画額を増額するものである。

事業主体の鳥取赤十字病院及び鳥取生協病院におい
て、整備予定の医療機器の見積額が当初の見込みを上
回ったため。

当初予定していた医療機器を整備することで臨床研修環
境の改善につながり、医師確保対策が図られることとな
る。

311003 31鳥取 H21補正
①東部
（中部）

【８】看護教育教材整
備への支援事業

看護教育環境を充実させるため、看
護師等養成施設の図書及び教材購
入費を助成する。

○ 34,000 33,819 △181 図書及び教材購入費を当初の予定
より減額することにより、計画額を減
額するものである。

入札により委託契約の額が当初の計画額を下回ったた
め。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

311004 31鳥取 H21補正
①東部
（中部）

【９】看護教員及び実
習指導者養成への支
援事業

質の高い看護師を養成するため、
看護基礎教育の質の向上を目的と
し、看護師等養成施設の看護教員
養成に係る経費を補助する。また、
看護学生への臨地実習指導を充実
させるため、実習受け入れ施設に対
して、実習指導者養成に係る経費を
補助する。

○ 50,400 58,371 ＋7,971 有 医療課題の一層の解決に向けて、
事業の拡充（事業延長）を図るもの
である。

当県では、平成２７年度に新しい看護師養成所が２箇所
オープンする予定であり、計画作成時よりも、看護教員及
び実習指導者の養成の必要性が一層高まっているため、
事業の拡充を図る必要がある。

当初計画を作成した段階では見込まれていなかった新し
い看護師養成所の設置に係る看護教員及び実習指導者
の確保のニーズに対応することができる。

311005 31鳥取 H21補正
①東部
（中部）

【１０】看護師養成所
の施設整備への支援
事業

地域の看護師確保及び看護教育環
境の改善を図るため、看護師養成
所の施設整備等に対して助成する。

○ ○ 200,000 293,400 ＋93,400 有 看護職員確保のために、新しく開設
される看護師養成所（仮称：鳥取市
医療看護専門学校）の整備に対す
る助成（事業延長を含む。）を加えて
事業を拡充する。

看護師確保は当県の重要な医療課題であり、新しい看護
専門学校が円滑に開設できるよう支援することは、当該課
題の解決を進める上で、有効と考えられるため。

当該変更により、看護師不足の解消に向けて大きく前進
できることが期待される。

311006 31鳥取 H21補正
①東部
（中部）

【１１】認定看護師養
成研修受講への支援
事業

より質の高い看護を提供するため、
認定看護師養成研修に係る受講費
を補助する。

○ 12,000 28,282 ＋16,282 有 医療課題の一層の解決に向けて、
事業の拡充（事業延長）を図るもの
である。

医療の高度化・専門化が進み、それに対応できる高度な
知識・技術を備えた看護師の養成が一層求められている
ことから、事業の拡充を図る必要があるため。

医療の高度化・専門化に対応できる看護師が増え、県内
医療の充実につながる。

311007 31鳥取 H21補正
①東部
（中部）

【１３】院内保育所施
設整備費への支援事
業

子どものある看護職員や女性医師
等の医療従事者の安定した勤務の
継続や再就業を促進するため、病
院内保育所の施設整備に対して補
助する。

○ 17,136 10,566 △6,570 当初の計画では国庫補助対象の案
件及び国庫補助対象外の案件でそ
れぞれ１件づつの予定であったが、
途中、国庫補助対象外の２件のみと
なり、平成２４年２月に計画額の増
額（計画変更）を行った。しかし、入
札により最終的な実績額が変更後
の計画額を下回ったこことから、さら
に計画変更し、計画額を減額するも
のである。

入札により施設整備の所要額が計画額（平成２４年２月変
更後の額）を下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

311008 31鳥取 H21補正
①東部
（中部）

【１４】院内保育所運
営費への支援事業

子どものある看護職員や女性医師
等の医療従事者が安心して働ける
環境整備や再就業を促進するた
め、病院内保育所の運営費を補助
する。

○ 30,684 6,504 △24,180 有 予定していた補助対象箇所数を減
じる（４箇所⇒１箇所）ことにより、計
画額を減額するものである。

保育児童数の減等により、補助制度を活用する事業者が
当初の想定よりも少なかったことから、所要額が計画額を
下回ったため。

医療課題は解決されていないが、計画額どおりの見込み
が立たないため、地域医療再生計画では、当該事業を減
額し、優先順位の高い「【10-3】看護師養成の充実に向け
た施設･設備への支援」に減額分を充てることとする。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業そ
のものを見直すこととする。
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311009 31鳥取 H21補正
①東部
（中部）

【１５】医療連携の推
進への支援事業

良質な医療を効率的かつ安全に提
供できる医療連携体制を構築する
ため、各地区医師会等が行う地域
で統一した地域連携クリティカルパ
スの策定等に要する経費に対して
補助する。

○ 38,400 30,644 △7,756 補助申請１件当たりの対象経費等
について、当初の計画額よりも減額
するものである。

１件当たりの補助申請額が当初の計画の所要額よりも少
ない額で事業を実施したことから、計画額を減額する必要
性が生じたため。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「【10】看護師養成所の施設設備整
備への支援」に減額分を充てることとする。

311010 31鳥取 H21補正
①東部
（中部）

【１６】資質向上研修
等への支援事業

４疾病６事業に関して、医療機関が
連携して実施する資質向上のため
の研修会等の開催に対し補助す
る。

○ 36,000 30,036 △5,964 有 研修１回当たりの所要額について、
当初の計画よりも減額するものであ
る。

研修１回当たりの申請額が当初の計画の所要額よりも少
ない額であったことから、計画額を減額する必要性が生じ
たため。

医療課題は解決されていないが、計画額どおりの事業実
施をする必要がないため、地域医療再生計画では当該事
業を減額し、優先順位の高い「【10】看護師養成所の施設
整備への支援事業」に減額分を充てることとする。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業そ
のものを見直すこととする。

311011 31鳥取 H21補正
①東部
（中部）

【２３】救急医療・災害
医療の体制強化のた
めの施設・設備整備
への支援事業

二次救急医療機関・災害拠点病院
に対し、医療体制の充実に必要な
設備整備の補助をする。

○ ○ 137,300 203,992 ＋66,692 有 救急医療設備、自家発電装置等災
害時にも強い医療機関整備の補助
対象施設数の拡大などにより、事業
の拡充を図るものである。

救急医療機関の体制充実のために更なる設備整備が必
要であり、また、東日本大震災の影響により災害対策へ
の意識が高まっていることから、災害対策を充実させる医
療機関への支援を一層推し進める必要があるため。

県東部の救急医療体制及び災害医療体制の一層の充実
が図られることが期待される。

311012 31鳥取 H21補正
①東部
（中部）

【２４】医療連携のた
めのＩＴ化促進への支
援

医師、看護師等の医療従事者の負
担軽減を図るため、各病院が実施
する電子カルテシステムの新規整
備または更新整備を実施する病院
に対し、事業に要する経費を補助す
る。

○ 750,000 671,482 △78,518 予定していた補助対象箇所数を減
じることにより、計画額を減額するも
のである。

補助制度を活用する事業者が当初の想定よりも少なかっ
たことから、所要額が計画額を下回ったため。

医療課題は解決されていないが、計画額どおりの見込み
が立たないため、地域医療再生計画では、当該事業を減
額し、優先順位の高い「【23】救急医療・災害医療の体制
強化のための施設・設備整備への支援事業」等に減額分
を充てることとする。なお、本事業については、今後、上記
の医療課題の解決に向けて、一般財源による継続の検討
も含めて、事業そのものを見直すこととする。

311013 31鳥取 H21補正
①東部
（中部）

【２５】医療連携体制
の充実のための施
設・設備整備への支
援

４疾病６事業に対応する医療機関の
機能をより高めるため、地域で協議
した連携・役割分担に対応した医療
機関の設備整備に対して補助する。

○ ○ 425,000 419,153 △5,847 事業者への補助金額を当初の予定
よりも減額することにより、計画額を
減額するものである。

入札等により事業者への補助対象経費が当初の計画額
を下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

311014 31鳥取 H21補正
①東部
（中部）

【２】臨時特例医師確
保対策等奨学金事業

鳥取大学医学部、岡山大学医学
部、山口大学医学部臨時養成枠入
学者に対し、修学上必要な資金を貸
し付ける。

○ 342,000 314,635 △27,365 有 産科、小児科等医師の確保が困難
な特定診療科の医師確保に努める
ため、県内の臨床研修病院で初期
臨床研修を受けている者に対しても
新たに貸付けを拡充するが、既存
の臨時養成枠及び一般枠の奨学金
の貸付額を減額（臨時養成枠：延べ
３８人分の減額、一般枠：延べ１４人
分の減額）することにより、事業全体
の計画額を減額するものである。

臨床研修医研修資金貸付金制度の創設は、産科、小児
科等は、県内でも医師確保が困難な診療科であることか
ら、これらの診療科の医師確保に努める必要があるため
のもの。
また、事業全体の計画額の減額は、臨時養成枠及び一般
枠の奨学金の貸付け対象の当初の計画より少なかったた
め、上記制度創設にもかかわらず、減額する必要が生じ
たもの。

医師不足の医療課題は解決されていないが、計画額どお
りの執行の見込みが立たないため、地域医療再生計画で
は、当該事業を減額し、優先順位の高い「【１１】認定看護
師養成研修受講への支援事業」等に減額分を充当するこ
ととする。なお、臨時養成枠及び一般枠の奨学金につい
ては、平成２４年補正の地域医療再生計画にも掲載して
いる。

311015 31鳥取 H21補正
①東部
（中部）

【４】地域医療資源の
将来予測事業

地域における患者情報等を収集・分
析し将来の患者数等の推計を基に
した、将来必要な医師数等のわかる
地域医療のグランドデザインを委託
により作成する。

○ 20,000 14,935 △5,065 委託契約額を当初の予定より減額
することにより、計画額を減額するも
のである。

入札により委託契約の額が当初の計画額を下回ったた
め。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

311016 31鳥取 H21補正
①東部
（中部）

【１７】県民への適正
受診の啓発事業

地域住民等に適切な医療機関への
受診を促すため、リーフレットや救急
ハンドブックの配布、出前講座の開
催の補助、マスメディアを利用した
啓発を行う。

○ 45,000 28,107 △16,893 有 出前講座の補助申請１件当たりの
対象経費等について、当初の計画
額よりも減額するものである。

出前講座への補助について、当初の計画の所要額よりも
少ない額で事業を実施したことから、計画額を減額する必
要性が生じたため。

医療課題は解決されていないが、計画額どおりの事業実
施をする必要がないため、地域医療再生計画では当該事
業を減額し、優先順位の高い「【10-3】看護師養成の充実
に向けた施設・設備への支援」に減額分を充てることとす
る。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業そ
のものを見直すこととする。
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311017 31鳥取 H21補正
①東部
（中部）

【１９】テレビ会議シス
テムの構築事業

医療現場を空けることなく、最新の
医療技術が習得できる研修会への
参加が可能となる環境を整備する
ため、テレビ会議システムについて
の検討を行い、システムを構築す
る。

○ 18,000 17,086 △914 テレビ会議システムの整備費を当初
の予定より減額することにより、計
画額を減額するものである。

入札によりテレビ会議システムの整備費が当初の計画額
を下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

311018 31鳥取 H21補正
①東部
（中部）

【２１】ヘリコプターを
活用した救急医療体
制の整備事業

県民の安心・安全の確保に向けて
重層的なセーフティネットを張るた
め、ドクターヘリコプター等の運航や
調整会議を行う。

○ 121,580 94,574 △27,006 有 ドクターヘリの運行経費が当初の予
定額より少ないことによる計画額の
減額である。

ドクターヘリの運行に係る負担金等が当初の見込み少な
かったため。

当該事業に係る医療課題は概ね解決されており、計画額
どおりの執行が不要と考えられるため、地域医療再生計
画では、当該事業を減額し、優先順位の高い「【10-3】看
護師養成の充実に向けた施設・設備への支援」に減額分
を充てることとする。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の更な
る解決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、
事業そのものを見直すこととする。

311019 31鳥取 H21補正
①東部
（中部）

【10-3】看護師養成の
充実に向けた施設･
設備への支援

看護師養成施設の教育環境の整
備、現在以上に看護教育実習生を
受け入れる意欲のある施設の実習
環境の改善など看護師養成の充実
に向けた施設設備整備等を行う事
業主体に対する支援を行う。

○ ○ 0 65,709 ＋65,709 有 看護実習生の受入れのための研修
棟や更衣室ロッカーなどの施設設
備整備等に要する経費への支援を
新たに行う。

当県では、平成２７年度に新しい看護師養成所が２箇所
オープンする予定であり、計画作成時よりも、看護実習の
環境整備をより一層進める必要性が高まっているため、
事業の拡充を図る必要がある。

当該変更により、看護師不足の解消に向けて大きく前進
できることが期待される。

311020 31鳥取 H21補正
①東部
（中部）

【19-2】医師の研修設
備等の充実

東部医師会館の改築を期に、講堂
を１３０名程度収容できるものにする
ことから、これに併せて研修設備を
充実した整備を行う。また読影室に
は胃内視鏡検診のデジタル読影装
置を導入し、今後集団読影を新会館
内で行なう。

○ 0 17,407 ＋17,407 東部医師会館の研修設備を充実及
び胃内視鏡検診のデジタル読影装
置の導入に係る経費への支援を新
たに行う。

地域医療の質の向上のため、様々な分野で技術習得や
資質向上のための研修、受講の機会が必要であることが
当県の医療連携体制に係る課題としてあり、地域の医療
機関の協力の下に地域の医療連携の推進や医療機関の
体制を充実するためにも、当該事業の実施が必要であ
る。

県東部地区において、地域の医療機関の更なる資質向上
等が期待される。

312001 31鳥取 H21補正
②西部

【６】医師等環境改善
のための医療クラー
ク採用への支援事業

病院勤務医や看護師の負担を軽減
するため、病院が医師事務作業補
助者や看護師事務作業代行職員を
新たに採用した場合の人件費及び
新たに派遣を受けた場合の委託料
に対して補助する。

○ 144,000 117,461 △26,539 有 予定していた補助対象箇所数を減
じることにより、計画額を減額するも
のである。
（計画：４年間で延べ８０病院、Ｈ２５
末までの実績見込み：４年間で延べ
２６病院）

補助対象予定の事業者数（延べ数）が計画を下回ったた
め。

医療課題は解決されていないが、計画額どおりの見込み
が立たないため、地域医療再生計画では、当該事業を減
額し、優先順位の高い「【10】看護師養成所の施設整備へ
の支援事業」（県全体で取り組む事業）等に減額分を充て
ることとする。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業そ
のものを見直すこととする。

312002 31鳥取 H21補正
②西部

【７】研修医用機器整
備への支援事業

研修医を確保するため、研修医が
臨床現場で行う研修環境を整え、臨
床研修病院の研修機器・施設の整
備に対して補助する。

○ 17,000 25,475 ＋8,475 予定していた補助対象箇所数を増
やす（２箇所⇒３箇所）ことにより、計
画額を増額するものである。

新医師臨床研修制度により、卒業後に県内病院で研修す
る医師が減少していることから、研修医にとって魅力ある
研修体制の構築する医療機関を増やす必要があるため。

当該変更が、研修医の確保の一助となることが期待され
る。

312003 31鳥取 H21補正
②西部

【８】看護教育教材整
備への支援事業

看護基礎教育を充実し、看護学校
への進学者の促進を図るため、看
護学校の図書及び教材購入費を助
成する。

○ 34,000 33,785 △215 図書及び教材購入費を当初の予定
より減額することにより、計画額を減
額するものである。

入札により委託契約の額が当初の計画額を下回ったた
め。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

312004 31鳥取 H21補正
②西部

【９】看護教員及び実
習指導者養成への支
援事業

看護基礎教育の質の向上のため、
看護師等養成施設に看護教員養成
に係る経費を補助する。等

○ 50,400 53,990 ＋3,590 有 医療課題の一層の解決に向けて、
事業の拡充（事業延長）を図るもの
である。

当県では、平成２７年度に新しい看護師養成所が２箇所
オープンする予定であり、計画作成時よりも、看護教員及
び実習指導者の養成の必要性が一層高まっているため、
事業の拡充を図る必要がある。

当初計画を作成した段階では見込まれていなかった新し
い看護師養成所の設置に係る看護教員及び実習指導者
の確保のニーズに対応することができる。

312006 31鳥取 H21補正
②西部

【１１】認定看護師養
成研修受講への支援
事業

より質の高い看護を提供するため、
病院に認定看護師養成研修に係る
受講費を補助する。

○ 12,000 31,377 ＋19,377 有 医療課題の一層の解決に向けて、
事業の拡充（事業延長）を図るもの
である。

医療の高度化・専門化が進み、それに対応できる高度な
知識・技術を備えた看護師の養成が一層求められている
ことから、事業の拡充を図る必要があるため。

医療の高度化・専門化に対応できる看護師が増え、県内
医療の充実につながる。
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312008 31鳥取 H21補正
②西部

【１４】院内保育所運
営費への支援事業

子どものある看護職員や女性医師
等の医療従事者が安心して働ける
環境整備や再就業を促進するた
め、病院内保育所の運営費を補助
する。

○ 38,697 8,538 △30,159 有 予定していた補助対象箇所数を減
じる（４箇所⇒２箇所）ことにより、計
画額を減額するものである。

保育児童数の減等により、補助制度を活用する事業者が
当初の想定よりも少なかったことから、所要額が計画額を
下回ったため。

医療課題は解決されていないが、計画額どおりの見込み
が立たないため、地域医療再生計画では、当該事業を減
額し、優先順位の高い都道府県単位の事業の「【１１】認
定看護師養成研修受講への支援事業」に減額分を充てる
こととする。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業そ
のものを見直すこととする。

312009 31鳥取 H21補正
②西部

【１５】医療連携の推
進への支援事業

良質な医療を効率的かつ安全に提
供できる医療連携体制を構築する
ため、各地区医師会等が行う地域
で統一した地域連携クリティカルパ
スの策定等に要する経費に対して
補助する。

○ 19,200 15,935 △3,265 補助申請１件当たりの対象経費等
について、当初の計画額よりも減額
するものである。

１件当たりの補助申請額が当初の計画の所要額よりも少
ない額で事業を実施したことから、計画額を減額する必要
性が生じたため。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「【７】研修医用機器整備への支援
事業」に減額分を充てることとする。

312010 31鳥取 H21補正
②西部

【１６】資質向上研修
等への支援事業

４疾病６事業に関して、医療機関が
連携して実施する資質向上のため
の研修会等の開催に対し補助す
る。

○ 36,000 35,789 △211 有 研修１回当たりの所要額について、
当初の計画よりも減額するものであ
る。

研修１回当たりの申請額が当初の計画の所要額よりも少
ない額であったことから、計画額を減額する必要性が生じ
たため。

医療課題は解決されていないが、計画額どおりの事業実
施をする必要がないため、地域医療再生計画では当該事
業を減額し、優先順位の高い「【７】研修医用機器整備へ
の支援事業」に減額分を充てることとする。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業そ
のものを見直すこととする。

312011 31鳥取 H21補正
②西部

【２２】休日急患診療
所施設・設備整備事
業

地域における初期救急医療体制の
充実のため、西部の休日急患診療
所の施設・設備整備を行い、体制強
化を図る。

○ ○ 105,710 64,120 △41,590 西部の休日急患診療所の施設・設
備の整備費を当初の予定より減額
することにより、計画額を減額するも
のである。

入札により施設・設備の整備費の額が当初の計画額を下
回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

312012 31鳥取 H21補正
②西部

【２３】救急医療・災害
医療の体制強化のた
めの施設・設備整備
への支援事業

二次救急医療機関・災害拠点病院
に対し、医療体制の充実に必要な
設備整備の補助をする。

○ ○ 554,300 557,139 ＋2,839 有 当初の計画よりも事業実施が少なく
なる見込みで平成２３年１２月に計
画変更（計画額の減額）を行った
が、その後の救急医療設備、自家
発電装置等災害時にも強い医療機
関整備の補助対象施設数の拡大な
どにより、改めて事業の拡充を図る
ものである。

救急医療機関の体制充実のために更なる設備整備が必
要であり、また、東日本大震災の影響により災害対策へ
の意識が高まっていることから、災害対策を充実させる医
療機関への支援を一層推し進めるため、改めて計画額
（平成２３年１２月変更後の額）を増額させるもの。

県西部の救急医療体制及び災害医療体制の一層の充実
が図られることが期待される。

312013 31鳥取 H21補正
②西部

【２４】医療連携のた
めのＩＴ化促進への支
援

医師、看護師等の医療従事者の負
担軽減を図るため、各病院が実施
する電子カルテシステムの新規整
備または更新整備を実施する病院
に対し、事業に要する経費を補助す
る。

○ 210,000 278,586 ＋68,586 当初の想定を上回る医療機関から
の電子カルテシステム導入希望が
あり、それに対応するために計画額
の増額を行うものである。

医療活動を効率化に当たって電子カルテシステムの導入
は非常に有効な手段であり、その整備の支援を行うこと
で、質の高い地域医療を実現するため。

電子カルテシステムの導入を一層推し進めることで、限ら
れた医療資源をより有効に活用できる。

312014 31鳥取 H21補正
②西部

【２５】医療連携体制
の充実のための施
設・設備整備への支
援

４疾病６事業に対応する医療機関の
機能をより高めるため、地域で協議
した連携・役割分担に対応した医療
機関の設備整備に対して補助する。

○ ○ 212,500 211,486 △1,014 事業者への補助金額を当初の予定
よりも減額することにより、計画額を
減額するものである。

入札等により事業者への補助対象経費が当初の計画額
を下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

312015 31鳥取 H21補正
②西部

【１】鳥取大学医学部
への寄附講座（地域
医療学講座）開設事
業

鳥取大学医学部が実施する地域医
療学講座に対して、人件費及び教
育・研究費を寄付する。

○ 140,000 111,089 △28,911 寄附講座に要する額が当初の予定
より少なかったため、計画額を減額
するものである。

事業開始年度（平成２２年度）は、年度中途から事業を始
めたことから通年の経費が不要となったため、当該不執
行に係る経費分を計画額から減額必要があるもの。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、また、平成２４年補正の地域医療再
生計画で事業の拡充を行うことから、この平成２１年補正
の地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先順位の
高い「【10】看護師養成所の施設整備への支援事業」（県
全体で取り組む事業）に減額分を充てることとする。
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312016 31鳥取 H21補正
②西部

【３】とっとり医師養成
への支援事業

医学生が地域の医療機関で地域医
療実習に取り組む場合に必要な経
費を負担する実習受入病院等や、
医療現場における女性医師の就業
環境を整備する医療機関に対して
経費を助成する。等

○ 74,800 91,144 ＋16,344 有 医療課題の一層の解決に向けて、
事業の拡充（事業延長）を図るもの
である。

県内の医師不足の解消は重要な課題であり、若手医師の
地域定着を促進するためにも、事業の拡充を図る必要が
あるため。

地域に定着する若手医師が増え、県内医療の充実につな
がることが期待される。

312017 31鳥取 H21補正
②西部

【５】医師海外留学資
金の貸付け事業

海外留学の資金を若手医師に貸し
付けることにより、県内に就業する
インセンティブとするとともに、海外
留学で得た最新医学の知見と手技
を県内に取り入れることにより、県
内医療水準の更なる向上を図る。

○ 79,200 81,854 ＋2,654 有 医療課題の一層の解決に向けて、
事業の拡充（事業延長）を図るもの
である。

県内の医師不足の解消は重要な課題であり、若手医師の
県内就業と県内の医療水準の更なる向上を図るために
も、事業の拡充を図る必要があるため。

県内に就業する若手医師が増え、また、医療水準が更に
向上することで、県内医療の充実につながることが期待さ
れる。

312018 31鳥取 H21補正
②西部

【１２】新卒看護師の
卒後臨床研修事業

新人看護職員の離職を防止するた
め、新人が臨床実践能力を獲得す
るための研修を実施する病院等に
対して補助するとともに、自病院で
完結できない場合、新人を派遣して
受講させた病院等に研修参加日数
に応じた人件費を補助する。等

○ 64,000 4,343 △59,657 有 新卒看護師卒後臨床研修等の委託
費の減額及び研修参加人数が当初
の見込みよりも少なかったことによ
る不執行額の発生により、計画額を
減額するものである。
（計画上の研修参加人数：４年間で
延べ２００人、Ｈ２５末までの実績見
込み：４年間で延べ４８人）

研修参加人数が当初の見込みよりも少なかったことなど
により研修の委託契約額等が当初の計画額を下回ったた
め。

医療課題は解決されていないが、計画額どおりの見込み
が立たないため、地域医療再生計画では、当該事業を減
額し、優先順位の高い「【２４】医療連携のためのＩＴ化促進
への支援」に減額分を充てることとする。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業そ
のものを見直すこととする。

312019 31鳥取 H21補正
②西部

【１８】Ｗｅｂ型電子カ
ルテシステムの構築
事業

地域の医療機関間の連携を図り、
質の高い地域医療を実現するた
め、ＩＴを活用した地域医療連携ネッ
トワークシステム等を構築するため
の検討を引き続き行う。

○ ○ 564,000 356,287 △207,713 有 システムの構築費、保守経費等が
当初の見込みよりも少なかったこと
により、計画額を減額するものであ
る。

構築するシステムの内容を改めて検討した結果、当初の
予定より少なくてすみ、また、保守経費等も当初の予定り
少なくすんだことから、所要の経費が計画額を下回ったた
め。

医療課題は解決されていないが、計画額どおりの見込み
が立たないため、地域医療再生計画では、当該事業を減
額し、優先順位の高い「【10】看護師養成所の施設整備へ
の支援事業」（県全体で取り組む事業）に減額分を充てる
こととする。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業そ
のものを見直すこととする。

312020 31鳥取 H21補正
②西部

【２０】救急・周産期医
療情報システム等の
整備事業

災害が発生した場合に、被災地内
外の医療機関の稼働状況などを収
集・提供し、迅速且つ適切な医療・
救護活動を支援する全国的システ
ムの保守・運用について委託を行
う。また、総合周産期母子医療セン
ター（鳥取大学医学部附属病院）が
運営している周産期医療の情報シ
ステムの充実を図る。

○ 102,070 91,509 △10,561 有 システムの使用料、改修費が当初
の見込みよりも少なかったことによ
り、計画額を減額するものである。

救急医療情報システムの使用料が当初の予定より少なく
てすみ、また、システム改修の内容を改めて検討した結
果、これも当初の予定より少なくすんだこと、並びに、周産
期医療情報システム改修等には、他の国庫補助事業等
が活用できたことから、所要の経費が計画額を下回った
ため。

医療課題は解決されていないが、計画額どおりの見込み
が立たないため、地域医療再生計画では、当該事業を減
額し、優先順位の高い「【10-3】看護師養成の充実に向け
た施設･設備への支援」に減額分を充てることとする。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業そ
のものを見直すこととする。

312021 31鳥取 H21補正
②西部

【10-2】看護職員の募
集への支援

　シングルマザー・シングルファー
ザーを対象とした看護師募集広報を
鳥取県（鳥大のみならず県全体）と
して東京都・大阪府にて行う。

○ 0 1,071 ＋1,071 シングルマザー・シングルファー
ザーを対象とした看護師募集広報を
鳥取県（鳥大のみならず県全体）と
して東京都・大阪にて行う経費への
支援を新たに実施する。

人口の多い大都市圏において、鳥取県での働きやすさを
アピールした看護職員募集広告を展開することにより、慢
性的な看護職員不足の解消を図る必要があるため。

当該変更が看護師不足の解消の一助となることが期待さ
れる。

312022 31鳥取 H21補正
②西部

【10-3】看護師養成の
充実に向けた施設･
設備への支援

看護師養成施設の教育環境の整
備、現在以上に看護教育実習生を
受け入れる意欲のある施設の実習
環境の改善など看護師養成の充実
に向けた施設設備整備等を行う事
業主体に対する支援を行う。

○ ○ 0 10,810 ＋10,810 看護師養成施設の教育環境の整
備、現在以上に看護教育実習生を
受け入れる意欲のある施設の実習
環境の改善など看護師養成の充実
に向けた施設設備整備等を行う事
業主体に対する支援を新たに実施
する。

看護師の県内養成者数の増加を図るため、教育環境の
整備等を行う事業主体に対して更なる支援を行う必要が
あるため。

当該変更が看護師不足の解消の一助となることが期待さ
れる。

312023 31鳥取 H21補正
②西部

【12-2】看護職員の職
場研修への支援

新人看護師のBLS教育の訓練用と
してAEDトレーニングシステムを導
入する。

○ 0 214 ＋214 新人看護師のBLS教育の訓練用と
してAEDトレーニングシステムを導
入する経費への支援を新たに行う。

医療安全、看護の質の向上等を図るため、病院等が行う
基本的な臨床実践能力を獲得するための新人看護職員
研修を支援する必要があるため。

当該変更が、看護師の資質向上の一助となることが期待
される。
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312024 31鳥取 H21補正
②西部

【23-2】ＣＣＵ（心臓病
専用病室）施設・設備
整備への支援

鳥大病院救命救急センターのＩＣＵ４
床を、ＣＣＵとして運用するための施
設・設備の整備費を補助する。

○ ○ 0 23,540 ＋23,540 　鳥大病院救命救急センターのＩＣＵ
４床を、ＣＣＵとして運用するための
施設・設備の整備費への支援を新
たに行う。

ＣＣＵの整備は当県の医療計画上でも求められている取
組であり、また、急性心筋梗塞等の急性循環器疾患の患
者をＣＣＵで受け入れられるようにすることで、循環器専門
医が一次から三次救急医療までを包括した診療を行える
ようにする必要があるため。

当該変更が、当県の救急医療体制の充実に大きく貢献す
ることが期待される。

312025 31鳥取 H21補正
②西部

【１０】看護師養成所
の施設整備への支援
事業

地域の看護師確保及び看護教育環
境の改善を図るため、看護師養成
所の施設整備等に対して助成する。

○ ○ 0 267,000 ＋267,000 有 看護職員確保のために、新しく開設
される看護師養成所（鳥取看護大
学）の整備に対する助成（事業延長
を含む。）を新たに加える。

看護師確保は当県の重要な医療課題であり、新しい看護
大学が円滑に開設できるよう支援することは、当該課題の
解決を進める上で、有効と考えられるため。

当該変更により、看護師不足の解消に向けて大きく前進
できることが期待される。

313001 31鳥取 H22補正 【１】臨時特例医師確
保対策等奨学金事業

鳥取大学医学部入学定員の緊急臨
時的増員により競ってされる臨時養
成枠に入学する者への奨学金貸付
事業。

○ 21,600 11,700 △9,900 奨学金の貸付対象者数を減らす（延
べ６人⇒延べ４人）ことによる計画額
の減額である。

奨学金の貸付対象者が当初の想定を下回ったため。 医療課題は解決されていないが、計画額どおりの見込み
が立たないため、地域医療再生計画では、当該事業を減
額し、優先順位の高い【4】東部医療圏の病院の役割分担
に伴う整備事業に減額分を充てることとする。なお、本事
業については、今後、上記の医療課題の解決に向けて、
一般財源による継続の検討も含めて、事業そのものを見
直すこととする。

313002 31鳥取 H22補正 【２】看護教員の育成
及び看護師継続就労
研究事業

看護教員の育成を行い、看護師の
質の向上を図るとともに、看護師の
離職防止のための生涯学習支援に
関する研究等を行い、県内で勤務
する看護師の資質向上や継続就労
を図る。

○ 21,250 17,000 △4,250 看護職員の離職防止等の研究の委
託契約額を減額することによる計画
額の減額である。

人件費等の委託対象経費が当初の計画額を下回ったた
め。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

313003 31鳥取 H22補正 【３】看護職員確保対
策奨学金事業

看護師養成所卒業後の地域への定
着のための新たな奨学金貸付事
業。

○ 21,600 47,520 ＋25,920 有 医療課題の一層の解決に向けて、
事業の拡充（事業延長）を図るもの
である。

医療の高度化や高齢化の進展などにより看護師不足は
続いており、更なる確保策の推進が必要であるため。

看護師養成所卒業後の地域への定着を促進できる。

313004 31鳥取 H22補正 【4】東部医療圏の病
院の役割分担に伴う
整備事業

東部医療圏において病院間の連携
を図りつつ機能分担をするととも
に、病床削減等のスリム化を図る医
療機関に対し、当該機能分担により
強化すべき施設・設備の整備に要
する経費に対する補助事業。

○ ○ 591,325 667,333 ＋76,008 有 補助対象に鳥取県立中央病院を加
え、脳卒中等に係る診療機能を高
めるための医療設備の整備を支援
し、事業の拡充を図る。

鳥取県立中央病院は、東部保健医療圏における病院再
編の対象病院であり、同圏域内での中核的病院として医
療の高度化を進めることが求められているため。

東部保健医療圏の医療の高度化が進む。

313005 31鳥取 H22補正 【5】後方病床等の支
援体制強化事業

これまで困難であった患者の受け入
れや受け入れ患者数の増加等に必
要な医療機器等の整備に要する経
費に対し補助するとともに、これまで
困難であった患者の受入が可能と
なるよう看護師の看護能力向上を
図る研修を実施する医療機関等に
対して補助する。

○ 94,312 99,851 ＋5,539 予定していた補助対象箇所を増や
し（９箇所⇒１０箇所）、事業の拡充
を図る。

養和病院を新しい事業主体に加えてリハビリテーション設
備の整備を支援し、急性期を過ぎた患者の受け皿（後方
支援病院）の一層の充実を図るため。

後方支援体制を一層強化することにより、医療機関の連
携体制が強化される。

313006 31鳥取 H22補正 【6】がんの在宅療養
の充実のための支援
事業

がんの在宅療養を進めるため、モデ
ル的に在宅医療・看取りをサポート
する事業に要する経費に対し補助
する。

○ 11,020 17,829 ＋6,809 有 医療課題の一層の解決に向けて、
事業の拡充（事業延長）を図るもの
である。

在宅医療の推進は全国的な流れであるだけでなく、当県
の医療政策においても重要な課題であり、そのための事
業の充実を今後も進めていく必要であるため。

在宅医療の推進に係る課題解決につながる。

313007 31鳥取 H22補正 【7】訪問看護職員専
門分野研修事業

訪問看護ステーション管理者及び管
理者を目指す看護職員に対し、訪
問看護事業運営に必要な知識を提
供する。

○ 1,614 3,132 ＋1,518 有 医療課題の一層の解決に向けて、
事業の拡充（事業延長）を図るもの
である。

在宅医療の推進は全国的な流れであるだけでなく、当県
の医療政策においても重要な課題であり、その一環として
訪問看護の充実・強化を図っていくことが必要であるた
め。

当県の訪問看護の推進体制の強化につながる。

313008 31鳥取 H22補正 【8】訪問歯科診療体
制整備事業

訪問歯科診療に必要なポータブル
ユニットを整備する経費に対し補助
する。

○ 385 6,866 ＋6,481 予定していた補助対象箇所を増や
し（１箇所⇒２箇所）、事業の拡充を
図る。

事業主体に鳥取県歯科医師会を追加するとともに、ポー
タブルユニット以外の設備（ポータブルレントゲンなど）も
整備対象に加え、訪問歯科診療の体制の充実を図るた
め。

事業主体に県の歯科医師会を加え、さらに、整備対象と
なる設備の範囲を拡充することで、訪問歯科診療体制の
全県的な充実につながる。
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313009 31鳥取 H22補正 【9】重症心身障がい
児施設等支援体制強
化事業

重症心身障害児施設等においてＮＩ
ＣＵで長期化した慢性的患者等の受
け入れに必要な医療機器等を整備
する経費に対して補助する。

○ 9,968 9,868 △100 事業者への補助金額を当初の予定
よりも減額することにより、計画額を
減額するものである。

入札により事業者への補助対象経費が当初の計画額を
下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

313010 31鳥取 H22補正 【10】へき地医療充実
支援事業

へき地にある医療機関の医療機器
の整備に係る経費について補助す
る。

○ 52,593 29,245 △23,348 予定していた補助対象箇所数を減
じる（４箇所⇒３箇所）ことにより、計
画額を減額するものである。

事業実施の辞退により、事業の所要額が計画額を下回っ
たため。

医療課題は解決されていないが、計画額どおりの見込み
が立たないため、地域医療再生計画では、当該事業を減
額し、優先順位の高い【4】東部医療圏の病院の役割分担
に伴う整備事業に減額分を充てることとする。なお、本事
業については、今後、上記の医療課題の解決に向けて、
一般財源による継続の検討も含めて、事業そのものを見
直すこととする。

313012 31鳥取 H22補正 【12】中部救急医療体
制強化事業

救急医療体制の強化（血管造影可
能な透視装置設置、ＣＴ増設等）

○ 127,400 114,964 △12,436 予定していた補助対象箇所数を増
やすが（１箇所⇒２箇所）、事業全体
の補助金額を当初の予定よりも減
額することにより、計画額を減額す
るものである。

鳥取県中部医師会を事業主体に加えて、事業の拡充（中
部休日急患診療所の案内看板の設置）を図るが、鳥取県
立厚生病院の設備整備に係る経費が入札により下がった
ことから、事業全体としての補助対象経費が計画額を下
回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、入札減に伴う計画変更による医療課題の解決による
影響はない。また、休日急患診療所への案内板が整備さ
れることで、一次救急の改善につながる。

313013 31鳥取 H22補正 【13】ドクターカー整備
事業

鳥取県西部圏域へのドクターカーの
整備

○ ○ 11,852 19,396 ＋7,544 有 ドクターカーの円滑な運営を図るた
めに補助対象に運営に要する経費
を加え、事業の拡充を図る。

鳥取県のドクターカーは、平成２５年度に鳥取大学医学部
附属病院に整備されたが、その運営体制が脆弱であり、
軌道に乗るまで当面支援していく必要があるため。

当県の救急医療体制の維持・強化が図られる。

313014 31鳥取 H22補正 【14】救急用医療機器
整備事業

二次救急医療機関等の機能向上を
図る医療機器等の整備に要する経
費に対し補助する。

○ 366,571 322,872 △43,699 事業者への補助金額を当初の予定
よりも減額することにより、計画額を
減額するものである。

入札により事業者への補助対象経費が当初の計画額を
下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

313015 31鳥取 H22補正 【15】遠隔画像診断シ
ステム整備事業

救急患者のＣＴやＭＲＩの画像を病
院外から多機能携帯電話などで見
ることが出来るシステムの整備に要
する経費に対し補助する。

○ 12,505 10,789 △1,716 予定していた補助対象箇所数を増
やすが（５箇所⇒６箇所）、事業全体
の補助金額を当初の予定よりも減
額することにより、計画額を減額す
るものである。

米子医療センターを事業主体に加えて、事業の拡充を図
るが、他の事業主体の設備整備に係る経費が入札により
下がったことから、事業全体としての補助対象経費が計
画額を下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、入札減に伴う計画変更による医療課題の解決による
影響はない。また、新たに補助対象者が加わることで、一
層の課題解決につながる。

313016 31鳥取 H22補正 【16】精神科救急充実
支援事業

精神疾患患者や認知症の急性期等
の鑑別診断の強化に必要なＣＴやＭ
ＲＩ等の体制整備に要する経費に対
し補助する。

○ ○ 103,813 118,858 ＋15,045 予定していた補助対象箇所を増や
す（４箇所⇒５箇所）とともに、補助
対象の範囲を拡大して、事業の拡
充を図る。

当県の精神科救急医療体制の充実は急務であり、事業
主体に養和病院を追加し、同院の精神科保護室の改修を
進めることで、県内の体制の一層の充実を図る必要があ
るため。

当県の精神科救急医療体制の一層の充実が期待され
る。

313017 31鳥取 H22補正 【17】周産期母子医療
センターＮＩＣＵ増床等
整備事業

周産期母子医療センターのＮＩＣＵや
ＧＣＵの増床整備等に要する経費に
対し補助する。

○ 314,163 310,642 △3,521 事業者への補助金額を当初の予定
よりも減額することにより、計画額を
減額するものである。

入札により事業者への補助対象経費が当初の計画額を
下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

313018 31鳥取 H22補正 【18】高次感染症セン
ター整備事業

感染症治療拠点として必要な医療
機器等の整備に要する経費に対し
補助する。

○ 51,228 37,572 △13,656 事業者への補助金額を当初の予定
よりも減額することにより、計画額を
減額するものである。

入札により事業者への補助対象経費が当初の計画額を
下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

313020 31鳥取 H22補正 【20】ＤＭＡＴ（災害派
遣医療チーム）車両
整備事業

ＤＭＡＴ用の車両及び搭載する医療
機器の整備に必要な経費について
補助する。

○ 22,700 16,552 △6,148 事業者への補助金額を当初の予定
よりも減額することにより、計画額を
減額するものである。

入札により事業者への補助対象経費が当初の計画額を
下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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313021 31鳥取 H22補正 【21】災害時に強い医
療機関整備事業

人工透析患者や人工呼吸器装着患
者等に対応する医療機関が、災害
時に人工透析患者や人工呼吸器装
着患者等に医療を提供するための
自家発電装置や耐震用貯水槽の機
能拡充に要する経費に対し補助す
る。

○ 162,754 120,958 △41,796 予定していた補助対象箇所数を減
じる（１５箇所⇒１４箇所）とともに、
事業者への補助金額を当初の予定
よりも減額することにより、計画額を
減額するものである。

事業実施の辞退及び入札により事業者への補助対象経
費が当初の計画額を下回ったため。

事業実施を辞退した事業主体があるものの、当該事業は
平成２４年補正の地域医療再生計画で拡充実施すること
としており、また、計画額より安価で目標を達成することが
できたものであり、計画変更による医療課題の解決による
影響はない。

313022 31鳥取 H22補正 【22】災害時の情報伝
達手段充実事業

医療機関等への衛星携帯電話の整
備に要する経費に対し補助等する。

○ 12,163 14,160 ＋1,997 予定していた補助対象箇所を増や
し（４団体増）、事業の拡充を図る。

各歯科医師会を事業主体に加えることで、歯科医療にお
ける災害対策の充実を図るため。

事業主体を歯科医療の団体に広げることで、災害対策が
一層充実される。

313024 31鳥取 H22補正 【24】臓器移植体制整
備事業

鳥取県臓器バンクの体制整備に要
する経費に対し補助する。

○ 6,342 8,047 ＋1,705 有 医療課題の一層の解決に向けて、
事業の拡充（事業延長）を図るもの
である。

鳥取県臓器バンクの運営体制は脆弱であることから、県
内の臓器移植提供体制の維持・充実を図るには、更なる
支援が必要であるため。

県内の臓器移植提供体制の維持・充実を図ることができ
る。

313025 31鳥取 H22補正 【25】院内がん登録体
制拡大事業

院内がん登録の実施を拡大させる
ことで、がん医療水準の向上を図る
ため、院内がん登録を行う医療機関
に対して人件費等の補助を行う。
また、院内がん登録情報センターを
新設し、県全体のがんに係る情報
収集・情報発信を強化する。

○ 55,000 43,352 △11,648 事業者への補助金額を当初の予定
よりも減額することにより、計画額を
減額するものである。

人件費等の補助対象経費が当初の計画額を下回ったた
め。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

313026 31鳥取 H22補正 【26】がん検診充実事
業

マンモグラフィーの整備に要する経
費及びがん検診のための施設設備
整備に対し補助する。

○ ○ 240,208 186,964 △53,244 予定していた補助対象箇所数を増
やすが（４増１減）、事業全体の補助
金額を当初の予定よりも減額するこ
とにより、計画額を減額するもので
ある。

事業主体を増やして事業の拡充を図るが、他の事業主体
の設備整備に係る経費が入札により下がったことから、事
業全体としての補助対象経費が計画額を下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、入札減に伴う計画変更による医療課題の解決による
影響はない。また、新たに補助対象者が加わることで、一
層の課題解決につながる。

313029 31鳥取 H22補正 【29】外来化学療法体
制整備事業

外来化学療法等の体制整備に要す
る経費に対し補助する。

○ 8,607 5,927 △2,680 予定していた補助対象箇所を変更
するとともに、事業全体の補助金額
を当初の予定よりも減額することに
より、計画額を減額するものであ
る。

事業実施の辞退及び新規要望により事業主体の入れ替
えが必要となったとともに、設備整備に係る経費が入札に
より下がったことから、事業全体としての補助対象経費が
計画額を下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、入札減に伴う計画変更による医療課題の解決による
影響はない。

313030 31鳥取 H22補正 【30】在宅医療・在宅
ホスピスモデル事業

外来化学療法、訪問看護、在宅医
療・在宅ホスピスモデル事業などへ
の支援

○ 4,067 0 △4,067 事業中止 当初予定していた補助対象事業者が事業実施を困難と判
断し、辞退したため。

医療課題は解決されていないが、計画どおりの実施の見
込みが立たないため、地域医療再生計画では、当該事業
を中止し、優先順位の高い【4】東部医療圏の病院の役割
分担に伴う整備事業に当該事業に係る基金負担額を充て
ることとする。なお、本事業については、今後、上記の医
療課題の解決に向けて、一般財源による継続の検討も含
めて、事業そのものを見直すこととする。

313031 31鳥取 H22補正 【15-2】病児・病後児
保育遠隔監視診断シ
ステム構築への支援

一定地域内の病児･病後児保育施
設と医療機関の間で連携体制を構
築する。また、パルスオキシメー
ター、携帯型心電計、５０g表示精密
体重計など医療機器を各病児･病後
児保育施設に整備して病児の病態
の把握を行う。看護師が観察、記録
した結果とこれらのモニターのデー
タ、ネットワークカメラによる画像（表
情や皮膚の色まで観察できるもの）
などをタブレットパソコンを用いて、
双方向で情報を共有し医療機関と
連携して病児の状態を医師が把握
し遠隔診断を行い指示を行う。

○ 0 10,000 ＋10,000 一定地域内の病児･病後児保育施
設と医療機関の間で連携体制を構
築するための支援を新たに行う。

病児・病後児保育（の施設数）は全国的にも需要を満たし
ておらず、その原因としては、病児を扱うために運営が難
しいことなどが挙げられる。病児・病後児保育の施設を増
やしていくための試験的なモデルケースとして、当該事業
を支援していく必要があるため。

遠隔地でも病児・病後児の早期診断が可能となれば、施
設の負担が軽減されるため、病児・病後児保育の施設が
増えていくきっかけとなる。
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313032 31鳥取 H22補正 【18-2】感染症対策の
体制整備

高次感染症センターを整備している
鳥大病院において、感染症専門医
を養成するための体制づくりを行う。

○ 0 22,500 ＋22,500 有 高次感染症センターの外来・病床で
診療を行う感染症科に新たに専門
医を配置するのに要する経費に対
し補助する。

【18】高次感染症センター整備事業により、鳥取大学医学
部附属病院に高次感染症センターが整備されたが、同セ
ンターが有効に機能するためには感染症専門医の確保
が必要であり、そのための体制整備を図る必要があるた
め。

当該事業により、米子市内のみならず、県全体として感染
症対策の充実が進められる。

313033 31鳥取 H22補正 【22-2】災害用歯科診
療車体制整備事業

災害医療及び事業所又は地域の歯
科健診のための歯科健診車を購入
する。

○ 0 28,560 ＋28,560 鳥取県歯科医師会が災害医療及び
事業所又は地域の歯科健診のため
の歯科健診車を新たに整備すること
に対して支援する。

災害発生時における被災地での歯科保健医療活動に備
えるとともに、平常時における事業所又は地域の歯科診
療の充実を図る必要があるため。

災害時でも歯科診療を受けられる体制が整備される。

313034 31鳥取 H22補正 【24-2】結核患者治療
環境改善施設・設備
整備事業

鳥大病院の結核病棟の１室（２床）
の個室化（１床ずつの部屋とする）
工事に対する補助を行う。
また、鳥大病院の結核患者が透析
治療を行えるようにするための透析
室の改修工事に対する補助を行う。

○ ○ 0 22,072 ＋22,072 鳥大病院の結核病棟の１室（２床）
の個室化（１床ずつの部屋とする）
工事に対する補助及び同院の結核
患者が透析治療を行えるようにする
ための透析室の改修工事に対する
補助を新たに行う。

　結核患者発生時の円滑な患者受入れを図るためには、
結核病床を保有する鳥取大学医学部附属病院が行う病
室個室化等のための整備を支援する必要があるため。

三次医療機関（鳥取大学医学部附属病院）での結核患者
の円滑な受入れが行われるようになり、結核対策の充実
が図られる。

313035 31鳥取 H22補正 【31】がん患者口腔ケ
ア体制整備事業

癌化学療法，手術，放射線療法に
際して、口腔ケアを行うことにより、
有害事象の軽減やQOLの向上に有
用であることが示されている。鳥取
大学医学部附属病院がんセンター
で全ての癌患者に口腔ケアを行え
る体制を整備することにより、より良
い癌治療の環境を構築できる。この
体制の整備のために、がんセンター
内に診療，設備の設置ならびに人
員配置を行う。

○ 0 1,216 ＋1,216 　鳥取大学医学部附属病院に対し
て、口腔ケアに必要な歯科用ユニッ
ト等の整備に要する経費に係る支
援を新たに行う。

より良いがん治療の環境を構築するためには、医療機関
においてがん患者に口腔ケアを行える体制を整備するこ
とが必要であるため。

がんの治療中の患者に対して口腔ケア行える体制を整備
することで、患者が望む場所の療養体制の構築につなが
る。

316003 31鳥取 H24補正 【４】在宅医療連携拠
点事業

○介護支援専門員の資格を持つ看
護師等及び医療ソーシャルワー
カーを配置して次の事業を実施
　１）地域の医療・看護関係者による
連絡会議の定期開催
　２）在宅医療の現状とニーズの調
査・把握
　３）チーム医療や多職種協働のた
めの情報共有の推進
　４）在宅医療に関する普及・啓発
など
○実施年度：平成２５年度～平成２
７年度
○実施主体：５機関（病院３、診療所
１、老健１）

○ 42,062 69,737 ＋27,675 有 事業主体を追加し、在宅医療の一
層の推進を図る。（２箇所追加。）

在宅医療の推進は、全国的にも進められている中で、当
県でも重要な課題であり、事業主体を新たに加え、一層の
推進を図るため。

事業主体が増えることで、在宅医療の推進が一層進むこ
とが期待される。

316005 31鳥取 H24補正 【５】在宅医療推進事
業（在宅医療連携体
制の先進事例の伝達
研修会の開催を除く
もの）

○在宅医療に携わるための設備整
備（訪問看護用のタブレット端末な
ど）
○訪問・通所リハビリの設備整備
○訪問看護ステーションのPRパンフ
レットの作成・配布
○住民啓発のための講演会・フォー
ラム等の開催
○在宅医療・訪問看護体制の調査
及びそれをまとめた冊子の作成・配
布　など
○実施年度：平成２５年度
○実施主体：１１機関（病院５、診療
所２、老健１、地区医師会１、市１、
鳥取県、県看護協会）

○ ○ 27,021 28,896 ＋1,875 事業主体を追加し、在宅医療の一
層の推進を図る。（１箇所追加。）

在宅医療の推進は、全国的にも進められている中で、当
県でも重要な課題であり、事業主体を新たに加え、一層の
推進を図るため。

事業主体が増えることで、在宅医療の推進が一層進むこ
とが期待される。
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316006 31鳥取 H24補正 【６】ライフラインが寸
断されるなどの災害
時にも強い医療機関
等の整備

○災害対策のための自家発電装
置、蓄電池等の整備
　　・実施年度：平成２５年度
　　・実施主体：４９機関（病院１１、
診療所３８）、鳥取県

○ 194,168 164,618 △29,550 予定していた補助対象箇所数を減
じることにより、計画額を減額するも
のである。（４箇所減。）

補助対象予定の事業者が事業実施を辞退したため。 当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い在宅医療連携拠点事業等を行うこ
ととする。
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321001 32島根 H21補正
①西部

地域勤務医師の研修
資金への支援

計画対象地域に所在する地域医療
拠点病院及び公的病院に赴任した
常勤医師を対象に、研修資金貸与
制度により貸与した場合、その経費
を補助する。

○ 96,000 80,500 △15,500 　貸与実績にもとづく減額。（貸与人
数８９名→７０名）

　貸与実績にもとづく減額。（貸与人数８９名→７０名） 　当初計画には満たないものの、毎年度20名程度の実績
があり、赴任を後押しする魅力の一つとなっている。こうし
て、医療課題の解決に向けた一定の見通しが立ったため
当該事業を減額するもので、影響はない。

321002 32島根 H21補正
①西部

非常勤医師の交通費
への支援

地域医療機関の診療を維持するた
めに大学や県外医療機関等から応
援に来てもらう非常勤医師に支払う
交通費を補助

○ 111,962 110,070 △1,892 　実績にもとづく減額。（非常勤医師
応援以外の制度活用による）

　実績にもとづく減額。
　補助対象地域医療機関の常勤医師の不足から非常勤
医師による支援を予測していたが、ブロック内医師による
支援の活用により見込みを下回った。

　計画とほぼ同様の実績であり、影響はない。

321003 32島根 H21補正
①西部

新人看護職員の確保
に関する支援事業

新人看護職員の確保対策に積極的
に取り込む病院に対して、勧誘活動
に要する経費を支援する。

○ 13,540 13,037 △503 事業実施額が補助基準額未満の病
院があり、総事業費（基金負担額）
が減となった。

事業実施額が補助基準額未満の病院があり、総事業費
（基金負担額）が減となった。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「ITを活用した地域医療の支援事
業」を行うこととする。

321004 32島根 H21補正
①西部

離職防止・再就職促
進事業

新人看護職員研修を自施設単独で
完結できない病院が多いため、多施
設合同での研修を実施するととも
に、各病院における研修責任者研
修等を支援する。

○ 27,944 19,122 △8,822 有 事業費（基金負担額）の減額。
　ア）の事業については、実施病院
がなかった。
　イ）の事業については、事業実施
額が減となる病院があり事業費減と
なった。
　ウ）エ）の事業は看護協会委託に
より実施しているが、委託額実績額
が減となった。

次の理由により事業費が減となったことによる。
　ア）の事業については、実施病院がなかった。
　イ）の事業については、事業実施額が減となる病院があ
り事業費減となった。
　ウ）エ）の事業は看護協会委託により実施しているが、
委託額実績額が減となった。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「ITを活用した地域医療の支援事
業」を行うこととする。

321005 32島根 H21補正
①西部

先輩看護職員キャリ
アアップ応援事業

新人看護職員にとって臨床実践能
力不足に起因する自信喪失は離職
の一因。
　病院において新人職員を指導する
看護職員がキャリアアップするため
の研修を受講するための経費（物件
費）及び当該職員が研修を受講す
る期間にかかる代替職員を雇用す
る経費（人件費）を補助する。

○ 24,050 23,114 △936 事業実施額が補助基準額未満の病
院があり、総事業費（基金負担額）
が減となった。

事業実施額が補助基準額未満の病院があり、総事業費
（基金負担額）が減となった。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「ITを活用した地域医療の支援事
業」を行うこととする。

321006 32島根 H21補正
①西部

医療従事者に対する
メンタルヘルス支援
事業

病院職員に向けた、臨床心理士に
よる個別悩み相談などメンタルヘル
ス対策に取り組む病院に対して、そ
の経費を支援する。

○ 14,219 12,444 △1,775 事業実施額が補助基準額未満の病
院があり、総事業費（基金負担額）
が減となった。

事業実施額が補助基準額未満の病院があり、総事業費
（基金負担額）が減となった。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「ITを活用した地域医療の支援事
業」を行うこととする。

321007 32島根 H21補正
①西部

県外看護職員・潜在
看護職員の県内就業
促進事業

これまで取り組みが充分でなかった
県外看護職員のＵＩターン及び潜在
看護職員の再就業の促進を図るた
め、病院が独自で行う県外看護職
員に向けたPR活動や潜在看護職員
の円滑な再就業を目的とした研修
支援等の取り組みを支援する。

○ 4,181 2,024 △2,157 事業実施病院が計画数に満たな
かったこと及び事業実施額が補助
基準額未満の病院があり、総事業
費（基金負担額）が減となった。

事業実施病院が計画数に満たなかったこと及び事業実施
額が補助基準額未満の病院があり、総事業費（基金負担
額）が減となった。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「ITを活用した地域医療の支援事
業」を行うこととする。

321008 32島根 H21補正
①西部

中高校生の一日助産
師体験

助産師の魅力をＰＲするため、助産
師外来、院内助産を実施している施
設で、中高校生の一日助産師体験
を受け入れるための事業にかかる
費用を支援する。

○ 918 986 ＋68 体験者数等の増による事業費の
増。

体験者数等の増による事業費の増。 　当初計画を達成するとともに、体験者数の増により一層
の事業効果が得られた。
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321009 32島根 H21補正
①西部

地域の開業医の診療
応援に対する支援

病院の待機（オンコール）ローテー
ションの中に開業医も加わっていた
だき、病院勤務医の負担軽減を図
る。

○ 1,565 1,095 △470 1カ所あたりの事業費が少額であっ
たこと、補助制度を活用する医療機
関が少なかったため、減額を行う。

実績に基づく減額。
医療機関等への補助制度を策定した結果、補助制度を活
用する医療機関等が当初計画より少なかったが、医療課
題は一定程度解決されている（当初計画で多く見込んで
いた）

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「非常勤医師の交通費への支援事
業」を行うこととする。

321010 32島根 H21補正
①西部

在宅当番医制等に対
する支援

在宅当番医制や休日夜間急患セン
ターの体制強化に要する経費を補
助する。

○ 30,400 5,580 △24,820 1カ所あたりの事業費が少額であっ
たこと、補助制度を活用する医療機
関が少なかったため、減額を行う。

実績に基づく減額。
医療機関等への補助制度を策定した結果、補助制度を活
用する医療機関等が当初計画より少なかったが、医療課
題は一定程度解決されている（当初計画で多く見込んで
いた）

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「非常勤医師の交通費への支援事
業」を行うこととする。

321011 32島根 H21補正
①西部

医療拠点機能確保設
備整備支援事業

 医師不足等による医療機能の低下
を補完するための医療機関間の連
携の充実、救急医療体制及び周産
期医療体制の維持・確保に資する
設備整備に要する経費を補助する。

○ 240,988 199,104 △41,884 事業費の減額 医療機関等への補助制度を策定した結果、補助制度を活
用する医療機関等が当初計画より少なかったため。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「情報ネット地域医療支援事業」を
行うこととする。

321012 32島根 H21補正
①西部

ドクターヘリ導入事業 ドクターヘリ導入に向けて地域ヘリ
ポート整備をする。

○ ○ 100,994 38,621 △62,373 地域ヘリポートの整備数を減じるこ
とにより、計画額を減額するもので
ある。

市町村等への補助制度を策定した結果、補助制度を活用
する市町村等が当初計画より少なかったため。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「情報ネット地域医療支援事業」を
行うこととする。

321013 32島根 H21補正
①西部

ＩＴを活用した地域医
療の支援事業

遠隔画像診断システム導入に対す
る財政支援を行い、医師不足を補
完する。
全県ネットワーク基盤を整備すると
ともに、医療機関連携にかかる連携
アプリケーション等の整備を行う。

○ 277,240 424,297 ＋147,057 有 事業費の増額 医療連携を行う医療機関が増となったことによる、連携ア
プリケーション整備費の増。
また、医療連携を行う医療機関の拡大を引き続き図る必
要があることから、平成２６～２７年度も当該事業継続す
る。

医療連携を行う医療機関が増となり、より一層の医療連
携の充実に繋がる。

321014 32島根 H21補正
①西部

情報ネット地域医療
支援事業

ITを活用した連携システムについて
検討、調整にかかる協議会の開催
全県ネットワーク基盤の整備、災害
医療情報システムの整備

○ 87,620 117,591 ＋29,971 事業費の増額 全県ネットワークに接続する医療機関が増となったことに
よる、全県ネットワーク基盤整備費の増額
また、全県ネットワークに接続する医療機関の拡大を引き
続き図るため、平成２６～２７年度も当該事業継続する。

医療連携を行う医療機関が増となり、より一層の医療連
携が期待できる。

321015 32島根 H21補正
①西部

院内助産所・助産師
外来施設整備事業

地域における産科医不足による周
産期医療の崩壊を防ぐため、助産
師外来や院内助産所の開設に必要
な施設改修及び設備整備を支援す
る。

○ 2,789 0 △2,789 事業実施病院がなかったことによる
減

事業実施病院がなかったことによる減 　事業の見込みが立たないため、地域医療再生計画では
当該事業を減額し、優先順位の高い「医療機能確保整備
支援事業」を行うこととする。
　なお、上記の医療課題の解決に向けて、引き続き助産
師確保特別資金貸与事業等に取り組むとともに、本事業
については、今後通常の国庫補助事業等による実施も含
めて見直しを行うこととする。

321016 32島根 H21補正
①西部

開業医子宮頸がん検
診に関する補助

産婦人科系開業医が行う時間外の
子宮頸がん検診に助成し受診率向
上を図る。

○ 6,083 5,483 △600 検診実施日数等が見込みより減少
したことに伴う事業費の変更。
　・検診実施日数１８日→１３日
　・検診実施件数７２件→３７件

事業需要の見込み減 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

321017 32島根 H21補正
①西部

マンモグラフィー検診
機器整備事業

乳がん検診を行うためのマンモグラ
フィー検診機器整備に係る助成を行
う

○ 20,000 100,000 ＋80,000 マンモグラフィー検診機器整備箇所
数の増加（１箇所→５箇所）に伴う事
業費の変更

マンモグラフィー検診機器整備箇所数の増加（１箇所→５
箇所）に伴う事業費の変更

検診体制の整備を推進することで、病院に勤務する医師
の負担増大を防ぐことが可能となる。

321018 32島根 H21補正
①西部

乳がん模型を整備 自己触診による早期発見促進のた
め乳がん模型を整備する。

○ 1,203 1,202 △1 乳がん模型の整備実績（９体）金額
の確定に伴う事業費の変更

乳がん模型の整備実績（９体）金額の確定に伴う事業費
の変更

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

321019 32島根 H21補正
①西部

乳がん検診精度管理
向上のための体制整
備事業

マンモグラフィ読影医師（新規・更
新）の育成を目指した講習会、学習
会を行う。
自己検診手法の普及推進を行うた
め、正しい知識提供ができる指導者
の育成を目指した講座を開催する。

○ 3,200 3,693 ＋493 有 乳がん自己検診指導者養成講座の
実施回数の増（３回→５回）に伴う事
業費の変更。

当該事業により乳がん検診の体制整備が促進されるとと
もに、がん検診の精度向上が図られている、検診受診率
向上にとって重要な事業の一つである。検診受診者数は
増加傾向にあるが県がん対策推進計画の目標値には達
していない状況であるため、今後も更なる取り組みが必要
であり、検診受診率向上のために当該事業費の増額を行
い、更なる事業実施を図りたい。

がん検診受診率が向上することで早期発見・治療が図ら
れ、病院に勤務する医師の負担の増大を防ぐことが可能
となる。

321020 32島根 H21補正
①西部

がん医療従事者等研
修支援事業

がん診療医師等の負担軽減を図る
ためには、がん診療に携わる医療
従事者の育成が必要であり、県内
のがん診療に携わる看護師及びが
ん相談員の育成及び質の向上を図
るための研修会の開催等を実施す
る

○ 14,887 23,325 ＋8,438 有 研修の実施回数等を拡充し、がん
医療従事者の育成の拡大を図る。
　①がん看護体制整備事業・・・研
修開催回数１２回→２０回
　②がん相談員等資質向上事
業・・・研修開催回数４回→７回

当該事業により看護師やがん相談員など医師以外の医
療従事者の資質向上に寄与しており、がん拠点病院内の
チーム医療体制の構築を支援することにつながってきて
いる。しかしながら、がんに関係する専門的な医療従事者
は充足している状況とは言えず、専門医等の不足も解消
されていない。医療従事者の育成を更に強化して取り組
み、地域の医療課題に即した事業となるよう、事業費を増
額したい。

がんに携わる医療従事者の育成が推進されることで、が
ん診療医師の負担軽減が可能となる。

321021 32島根 H21補正
①西部

高度ながん診療機器
の活用促進

がん検診の最新機器である「PET-
CT」導入の周知及び機器の利用促
進を図る取組に対する助成を行う。

○ ○ 4,438 3,998 △440 高度ながん検診機器（PET-CT）の
利用者が当初の見込みよりも減少
したことに伴う事業費の変更
　PET-CT利用人数６００人→４２０
人

事業需要の見込み減 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

321022 32島根 H21補正
①西部

がん診療連携推進病
院等機能強化事業

国が指定する「がん診療連携拠点
病院」がない圏域において、当該圏
域のがん診療の拠点として質の高
いがん医療を提供し、地域がん登
録の推進、がん相談機能の充実、
がんに関する普及啓発、がん情報
の提供等に取り組む病院に対し支
援を行い、医師不足を補完する。

○ 26,951 37,639 ＋10,688 有 がん医療従事者を対象とした研修
等を拡充し、拠点病院空白圏域に
おけるがん診療機能の質の維持・
向上を図る。
　・がん医療従事者を対象とした研
修会・・・開催回数４回→６回
　・緩和ケア研修会・・・開催回数４
回→６回
　・がん予防啓発を促進するための
市民講演会・・・開催回数４回→６回

当該事業により、国が指定する「がん診療連携拠点病院」
が不在の益田２次医療圏域におけるがん診療体制の構
築が図られた。拠点病院がない医療圏においてがん診療
の質を向上を図る重要な事業である。今後も拠点病院空
白圏域におけるがん診療機能の質の維持・向上が必要で
あり、当該事業の継続実施を図りたい。

当該病院におけるがん診療機能の質の向上への支援を
行うことで、がん診療医師の負担軽減が可能となる。

321023 32島根 H21補正
①西部

がん診療情報提供促
進病院支援事業

地域がん登録の推進、がん相談機
能の充実、がんに関する普及啓発、
がん情報の提供等に取り組む病院
に対し支援を行い、医師不足を補完
する。

○ 16,929 26,494 ＋9,565 有 がんに関する市民講演会等の拡充
により、がん情報の提供の充実を図
る。
　・がんに関する市民講演会・・・２５
回→３５回

当該事業により支援を受けた病院において、地域がん登
録の実施、がん相談窓口の設置が促進された。当該病院
が今後、２次医療圏単位で、がん診療連携拠点病院を中
心としたがん診療連携体制の一翼を担うことが期待され
る。がん情報提供における重要な事業の一つである。が
んの情報提供についてはまだ不十分であるとの指摘もあ
り、県がん対策推進計画において今後、更なる取り組み
が必要としている。がん情報提供の推進のために当該事
業の継続実施を図りたい。

当該病院におけるがん診療機能（情報提供等）を高める
取り組みへの支援を行うことで、がん診療医師の負担軽
減が可能となる。

321024 32島根 H21補正
①西部

各種広報媒体を活用
した情報収集

県外から医師等を招聘するため、県
内求人情報等の広報事業
・医学雑誌等への求人広告掲載
・民間Webサイトへの求人情報掲載
等

○ 14,479 13,634 △845 若手医師向け雑誌への医師求人広
告の掲載を年４回予定していたが、
平成２５年度から地域医療支援セン
ター事業へ予算を移したため、減額
した。

平成２５年３月に一般社団法人しまね地域医療支援セン
ターを設立し、若手医師支援の事業を同支援センターへ
集約しており、その一環として若手医師求人広告の予算
を地域医療支援センター事業へ移したため。

　計画とほぼ同様の実績であり、影響はない。

321025 32島根 H21補正
①西部

県外大規模病院から
の医師招聘に伴う損
失補填等

県外の病院勤務医師が県内の医療
機関に勤務する場合、赴任先病院
が赴任元病院に対して逸失利益を
支出した場合、その経費について補
助

○ 7,500 0 △7,500 　実績が無かったことによる減額。
（派遣環境が整わなかったため）

　後期研修医等若手医師が豊富な県外都市部の大規模
病院からの派遣を想定していたが、環境が整わず実績が
無かった。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「医師事務作業補助者の雇用への支援」を行
うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。
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321027 32島根 H21補正
①西部

医学生への奨学金の
拡充

医学生奨学金定員枠の拡充を行
う。
①島根大学入学者12名
②鳥取大学入学者5名
③不足診療科医学生8名

○ 152,106 121,676 △30,430 貸与人数の実績が以下のとおり減
少したことによる減額。

　　　　　　　　　　貸与枠　　　実績
貸与枠　　　実績
平成２４年度　①１２名　→　１１名
（－１）　　平成２５年度  ①１２名　→
９名（－３）
　　　　　　　　　②　５名　→　　３名
（－２）　　　　　　　　　　　②　５名　→
４名（－１）
　　　　　　　　　③　８名　→　　４名
（－４）　　　　　　　　　　　③　８名　→
４名（ ４）

貸与人数の実績が減少したため。（上記（変更概要）のと
おり。）

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「後期研修医向けの研修資金」に
充当することとする。

321028 32島根 H21補正
①西部

初期研修医向けの研
修資金

県内の医療機関で従事する意欲の
ある初期研修医に研修資金を貸与
することにより、県内に後期研修医
を呼び込み大学入局者の増を図
る。

○ 51,750 22,200 △29,550 貸与人数の実績が以下のとおり減
少したことによる減額。

　　　　　　　　　　貸与枠　　実績
平成２４年度　　１２名　→　３名（－
９）
平成２５年度　　１２名　→　０名（－
１２）

貸与人数の実績が減少したため。（上記（変更概要）のと
おり。）

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「後期研修医向けの研修資金」に
充当することとする。

321029 32島根 H21補正
①西部

後期研修医向けの研
修資金

　県内の医療機関で従事する意欲
のある後期研修医に研修資金を貸
与することにより、地域勤務医師を
確保する。

○ 85,500 91,500 ＋6,000 有 H22年度～H25年度の期間、後期研
修医向けの研修資金については10
名の貸与枠を設定していたが、H26
年度～H27年度においても、5名へ
と貸与枠を縮小した上で、貸与を継
続する。

即戦力となる医師の県内定着を促すため、後期研修医向
けの研修資金の貸与を継続する。

後期研修医向けの研修資金については、後期研修終了
後に県内の指定する医療機関での一定期間の勤務を返
還免除条件としているため、後期研修医を県内定着へと
誘導することができ、貸与制度を継続することにより即戦
力医師の確保につながる。

321030 32島根 H21補正
①西部

研修医の国内外留学
支援

後期研修医が増加するよう、後期研
修プログラムにおいて国内外での研
修に研修医を参加させるための経
費（旅費、宿泊費等）について補助

○ 1,251 251 △1,000 　実績にもとづく減額。（旅費等の縮
減による）

　県内の医療機関は医師が不足しており、長期間の研修
を受けさせる余裕がなく、旅費等が減ったため実績にもと
づく減額を行う。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「医師事務作業補助者の雇用への支援」を行
うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、既存国庫補助を活用した事業の実施も含め
て、事業そのものを見直すこととする。

321032 32島根 H21補正
①西部

専門医資格取得等の
支援

医師のキャリアアップや魅力ある研
修病院であるためには、専門医、指
導医等の資格取得が大きな魅力と
なるため、資格取得及び更新経費
の補助する

○ 3,185 4,375 ＋1,190 有 　平成26年度以降の延長及びこれ
に伴う増額。
　資格取得経費の上限額（５万円）、
更新経費の上限額（２万円）で見積
もっていたものの、実際の経費はそ
れらに満たないものもあり、平成22
～25年度の基金充当額は2,375千
円である。
　ただし、医師のキャリアアップと県
内医療機関の指導体制の充実をは
かるため、26年度以降も延長し、
26・27各年度1,000千円の基金充当
を予定している。

　一層、県内病院の指導体制の充実を図り、医師の県内
定着を図るため、平成26年度以降も延長するため。

　変更に伴う財源については、平成25年度までの執行残
額を充てる予定であり、基金事業全体へ与える影響はな
い。また、将来の地域医療を担う医師の更なる拡充を図る
ことが可能となる。

321033 32島根 H21補正
①西部

診療単位でのネット
ワーク支援

不足診療科等（外科、産科、小児
科、精神科等）の診療機能の確保
等を目的とし、全県的なネットワーク
を構築する。

○ 2,000 0 △2,000 平成21年度補正分としての実施は
取りやめた。

平成22年度補正分の中で同事業を実施することとしたた
め。

平成22年度補正分の中で実施することとしたため計画変
更したものであり、計画変更による医療課題の解決への
影響はない。

321034 32島根 H21補正
①西部

島根大学寄附講座の
設置

島根大学において、地域医療に携
わる医師の育成、支援（総合医、専
門医の育成支援）や奨学生医師の
配置調整を行なうことを目的とした
寄附講座を設置

○ 125,000 120,000 △5,000 教員の人件費が当初見込みより少
なくなったため、減額した。

講座の教員として当初講師を想定していたところ実際に
は助教となったため。

計画額より安価で事業実施できたものであり、計画変更
による医療課題の解決への影響はない。
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321035 32島根 H21補正
①西部

地域勤務医師育成支
援

地域医療に貢献する医師の育成を
行なう大学へ、指導体制強化、医局
員、研修医の研修環境の整備のた
めの経費を補助

○ 312,800 336,400 ＋23,600 有 　実績にもとづく減額。
　島根大学（-800千円）、鳥取大学
（+1,200千円）、山口大学（-400千
円）、岡山大学（-400千円）

　教育環境整備のための機材購入の入札減など実績にも
とづく減額。

　計画とほぼ同様の実績であり、影響はない。

321036 32島根 H21補正
①西部

養成所専任教員の資
質向上のための研修
事業

専任教員の資質向上のための各種
研修事業への参加費及び研修期間
中の代替職員の確保に要する経費
を支援する。

○ 6,569 5,409 △1,160 事業実施額が補助基準額未満の養
成所があり、総事業費（基金負担
額）が減となった。

事業実施額が補助基準額未満の養成所があり、総事業
費（基金負担額）が減となった。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題解決に向けた一定の見通
しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減額
し、優先順位の高い「ITを使った地域医療支援事業」を行
うこととする。

321037 32島根 H21補正
①西部

養成所専任教員と看
護師の人事交流支援
事業

　長期間臨床現場を離れていう養成
所の専任教員を対象として、臨床現
場の看護師との人事交流を行う経
費を支援する。

○ 5,163 2,863 △2,300 平成23年度、平成25年度において
事業実施実績がなかったこと及び
事業実施額の減による事業費の
減。

平成23年度、平成25年度において事業実施実績がなかっ
たこと及び事業実施額の減による事業費の減。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題解決に向けた一定の見通
しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減額
し、優先順位の高い「ITを使った地域医療支援事業」を行
うこととする。

321038 32島根 H21補正
①西部

養成所の教育環境整
備事業

新カリキュラムへの対応等、看護実
践能力強化のための備品整備に要
する経費及び各種修繕工事を集中
的に実施するために要する経費を
補助する。

○ ○ 15,665 5,391 △10,274 事業実施団体数が予定数を下回っ
たこと（１減）及び事業実績による補
助額の減。

事業実施団体数が予定数を下回ったこと（１減）及び事業
実績による補助額の減による。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題解決に向けた一定の見通
しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減額
し、優先順位の高い「ITを使った地域医療支援事業」を行
うこととする。

321039 32島根 H21補正
①西部

看護学生修学資金貸
与事業

県外からのU・Iターンによる就職を
促進するため県外養成機関の最終
学年又は最終学年の一学年前の学
年に在学する学生に対して修学・就
職活動等の資金を貸与

○ 49,800 63,600 ＋13,800 有 ・H22年度～H25年度の期間貸与を
実施してきたが、看護職員不足の早
期解消のため、H26年度～H27年度
においても貸与を継続する。

・貸与人数　１３５名→１７５名

看護職員の不足状況が今後も継続する一方で、在宅医
療の推進など看護職員への新たな需要が発生している状
況である。
本事業を継続し、県外看護師養成施設で学ぶ看護学生に
対して県内医療施設での就業への経済的なインセンティ
ブを与えることで県内就業促進を図る。

県外からのU・Iターンによる県内就業を促進することで、
医療提供体制の充実を図ることが可能となる。

321040 32島根 H21補正
①西部

助産師確保特別資金
貸与事業

卒業後県内で助産師として働く意志
がある看護学生に対して、奨学金を
貸与

○ 31,200 44,400 ＋13,200 有 ・H22年度～H25年度の期間貸与を
実施してきたが、助産師不足の早期
解消のため、H26年度～H27年度に
おいても貸与を継続する。

・貸与人数　２５名→４０名

看護職の職種の中でも助産師の不足については特に深
刻となっている。
本事業を継続し、助産師養成課程で学ぶ看護学生に対し
て県内医療施設での就業への経済的なインセンティブを
与えることで県内就業促進を図る。

助産師養成課程を卒業した学生の県内就業を促進するこ
とで、県内産科医療機関の周産期医療提供体制の充実を
図る。

321041 32島根 H21補正
①西部

医師事務作業補助者
の雇用への支援

医師の業務負担を軽減を目的に医
師事務作業補助者の人件費等を補
助

○ 83,230 87,580 ＋4,350 　総事業費及び基金負担分の増
額。（対象病院：８病院→９病院）

　勤務医の負担軽減により、本来の診療業務へ専念させ
ることを一層促進するため補助金額を増やす。

　変更に伴う財源については、実績による減額が見込ま
れる事業の残額を充てる予定であり、基金事業全体へ与
える影響はない。また将来の地域医療を担う医師の更な
る拡充を図ることが可能となる。

321042 32島根 H21補正
①西部

女性医師等の就労環
境の支援

短時間正規雇用を行っている病院
に対して代替医師の雇い上げに必
要な経費を補助

○ 2,046 1,364 △682 　実績にもとづく減額。（対象病院の
減少による）

　当初は２病院への補助を想定していたが、１病院となっ
たため実績に基づき減額する。

　計画どおりではないものの、医師の離職防止・復職支援
が図られ、勤務環境の整備につながると考えられる。こう
して、医療課題の解決に向けた一定の見通しが立ったた
め当該事業を減額するもので、影響はない。

321043 32島根 H21補正
①西部

地域医療を守る普及
啓発支援事業

地域医療を守る住民活動の育成・
支援のために、住民説明会開催、
活動費の助成を行う。

○ 28,046 16,380 △11,666 有 1カ所あたりの事業費が少額であっ
たことと、補助制度を活用する医療
機関が少なかったため、減額する。

医療機関等への補助制度を策定した結果、補助制度を活
用する医療機関等が当初計画より少なかった（当初計画
で多く見込んでいた）ため、実績に基づき減額するが、計
画期間中に新規に立ち上がった住民団体もあることから、
育成・支援のための説明会を平成26年度以降も継続して
行う。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「地域医療教育推進事業」を行うこ
ととする。
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321044 32島根 H21補正
①西部

地域医療教育推進事
業

地域医療の実情を認識し、地域医
療を守る意識を醸成する授業等を
実施するための経費を助成

○ 23,368 22,853 △515 有 　・　実績に基づく減額と平成26年度
の延長。
　　平成24年度の実施状況は135校
中64校、25年度の実施見込みは
127校中90校。平成24～25年度の
実績は21,603,311千円。平成26年
度以降も延長し、26・27各年度625
千円の基金を充当する。

　実績にもとづき減額するとともに、引き続き小中学生の
段階で島根県の地域医療の現状と課題を知ることを促進
するため、平成26年度以降も延長する。

　延長に伴う財源については、平成25年度までの執行残
額を充てる予定であり、基金事業全体へ与える影響はな
い。また、将来の地域医療を担う医師の更なる拡充を図る
ことが可能となる。

321045 32島根 H21補正
①西部

助産師卒後教育研修
プログラム構築・運用

新人助産師卒後研修プログラム作
成（助産師の経験年数別に必要な
研修プログラムを作成し、各施設で
活用を図る）

○ 2,897 5,192 ＋2,295 有 　事業実施期間を、平成２７年度ま
で延長。

・研修は医療機関相互協力によるOJTと集合研修を取り
入れているが、この体制が定着するまでにはあと2年程度
継続して取り組む必要がある。
・研修実績は、平成23年度92人、24年度124人と受講者が
増加している。
・身近な地域での分娩体制を構築するために助産師外
来、院内助産システムを推進しており、平成23年度9か
所、平成24年度11か所と増加しているが、大田圏域、浜
田圏域においては未設置である。

・助産師の資質向上及び人材の定着につながり、助産師
本来の機能発揮ができることで、産科医師の負担軽減が
図られ、地域の分娩体制の安定が期待できる。

321046 32島根 H21補正
①西部

助産師派遣事業 大規模病院から圏域への助産師の
派遣・相互交流を行う仕組みを構築
し、助産師外来等の開設を促進する

○ 12,000 0 △12,000 　計画策定時に想定していた助産
師派遣想定医療機関からの派遣
が、当該医療機関の人員体制等の
問題から困難となり、事業実施を見
合わせたもの

　事業開始時に助産師派遣を想定していた医療機関から
の派遣が難しくなったため。

　事業の見込みが立たないため、地域医療再生計画では
当該事業を減額し、優先順位の高い「医療機能確保整備
支援事業」を行うこととする。
　なお、上記の医療課題の解決に向けて、引き続き助産
師確保特別資金貸与事業等に取り組むとともに、本事業
については、今後通常の国庫補助事業等による実施も含
めて見直しを行うこととする。

321047 32島根 H21補正
①西部

助産師確保コーディ
ネーターの設置

県外の施設で就業している助産師
や県内へのＵターンを希望する有資
格者を把握して、島根県への就職を
働きかける

○ 6,000 0 △6,000 　計画策定後に、県内の助産師養
成施設の定員が増加されたこと及
び、新たに助産師養成コースが開
設され、新人助産師の県内確保が
見込まれることとなったため、本事
業は実施しないこととした。

　計画策定後に、県内の助産師養成施設の定員が増加さ
れたこと及び、新たに助産師養成コースが開設され、新人
助産師の県内確保が見込まれることとなったため、本事
業は実施しないこととした。

　上記医療課題については、計画策定後の状況変化（計
画策定後に、県内の助産師養成施設の定員が増加され
たこと及び、新たに助産師養成コースが開設され、新人助
産師の県内確保が見込まれることとなった）により解決す
る見込みであるため、本事業の計画変更による医療課題
の解決への影響はない。

321048 32島根 H21補正
①西部

ドクターヘリ導入事業 ドクターヘリ導入に向けた運航調整
やインフラの整備、ドクターヘリ導入
までの間はチャーターヘリを使った
医師等スタッフ搬送等、ドクターヘリ
導入後は、患者搬送に取り組む。

○ ○ ○ 309,345 274,010 △35,335 有 基地ヘリポート等の整備（格納庫・
給油施設等）における入札差額等

基地ヘリポート等の整備（格納庫・給油施設等）において、
入札を実施した結果、見込みを下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

322001 32島根 H21補正
②東部

地域勤務医師の研修
資金への支援

計画対象地域に所在する地域医療
拠点病院及び公的病院に赴任した
常勤医師を対象に、研修資金貸与
制度により貸与した場合、その経費
を補助する。

○ 11,000 7,000 △4,000 　貸与実績にもとづく減額。（貸与人
数８名→６名）

　貸与実績にもとづく減額。（貸与人数８名→６名） 　当初計画には満たないものの、毎年度数名程度の実績
があり、赴任を後押しする魅力の一つとなっている。こうし
て、医療課題の解決に向けた一定の見通しが立ったため
当該事業を減額するもので、影響はない。

322002 32島根 H21補正
②東部

非常勤医師の交通費
への支援

地域医療機関の診療を維持するた
めに大学や県外医療機関等から応
援に来てもらう非常勤医師に支払う
交通費を補助

○ 146,634 66,084 △80,550 　実績にもとづく減額。（非常勤医師
応援以外の制度活用による）

　実績にもとづく減額。
　補助対象地域医療機関の常勤医師の不足から非常勤
医師による支援を予測していたが、ブロック内医師による
支援の活用や県の代診派遣制度により見込みを下回っ
た。

　計画どおりではないものの、需要には全て応じており、
地域の医療機関の診療機能の確保に貢献している。こう
して、医療課題の解決に向けた一定の見通しが立ったた
め当該事業を減額するもので、影響はない。

322003 32島根 H21補正
②東部

新人看護職員の確保
に関する支援事業

新人看護職員の確保対策に積極的
に取り込む病院に対して、勧誘活動
に要する経費を支援する。

○ 12,814 12,100 △714 事業実施額が補助基準額未満の病
院があり、総事業費（基金負担額）
が減となった。

事業実施額が補助基準額未満の病院があり、総事業費
（基金負担額）が減となった。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題解決に向けた一定の見通
しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減額
し、優先順位の高い「ITを使った地域医療支援事業」を行
うこととする。
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322004 32島根 H21補正
②東部

離職防止・再就職促
進事業

新人看護職員研修を自施設単独で
完結できない病院が多いため、多施
設合同での研修を実施するととも
に、各病院における研修責任者研
修等を支援する。

○ 22,125 11,612 △10,513 有 事業費（基金負担額）の減額。
　ア）の事業については、実施病院
がなかった。
　イ）の事業については、事業実施
額が減となる病院があり事業費減と
なった。
　ウ）エ）の事業は看護協会委託に
より実施しているが、委託額実績額
が減となった。

次の理由により事業費が減となったことによる。
　ア）の事業については、実施病院がなかった。
　イ）の事業については、事業実施額が減となる病院があ
り事業費減となった。
　ウ）エ）の事業は看護協会委託により実施しているが、
委託額実績額が減となった。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題解決に向けた一定の見通
しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減額
し、優先順位の高い「ITを使った地域医療支援事業」を行
うこととする。

322005 32島根 H21補正
②東部

先輩看護職員キャリ
アアップ応援事業

新人看護職員にとって臨床実践能
力不足に起因する自信喪失は離職
の一因。
　病院において新人職員を指導する
看護職員がキャリアアップするため
の研修を受講するための経費（物件
費）及び当該職員が研修を受講す
る期間にかかる代替職員を雇用す
る経費（人件費）を補助する。

○ 12,938 10,630 △2,308 事業実施額が補助基準額未満の病
院があり、総事業費（基金負担額）
が減となった。

事業実施額が補助基準額未満の病院があり、総事業費
（基金負担額）が減となった。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題解決に向けた一定の見通
しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減額
し、優先順位の高い「ITを使った地域医療支援事業」を行
うこととする。

322006 32島根 H21補正
②東部

医療従事者に対する
メンタルヘルス支援
事業

病院職員に向けた、臨床心理士に
よる個別悩み相談などメンタルヘル
ス対策に取り組む病院に対して、そ
の経費を支援する。

○ 7,901 4,363 △3,538 事業実施額が補助基準額未満の病
院があり、総事業費（基金負担額）
が減となった。

事業実施額が補助基準額未満の病院があり、総事業費
（基金負担額）が減となった。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題解決に向けた一定の見通
しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減額
し、優先順位の高い「ITを使った地域医療支援事業」を行
うこととする。

322007 32島根 H21補正
②東部

県外看護職員・潜在
看護職員の県内就業
促進事業

これまで取り組みが充分でなかった
県外看護職員のＵＩターン及び潜在
看護職員の再就業の促進を図るた
め、病院が独自で行う県外看護職
員に向けたPR活動や潜在看護職員
の円滑な再就業を目的とした研修
支援等の取り組みを支援する。

○ 6,000 5,282 △718 事業実施病院が計画数に満たな
かったこと及び事業実施額が補助
基準額未満の病院があり、総事業
費（基金負担額）が減となった。

事業実施病院が計画数に満たなかったこと及び事業実施
額が補助基準額未満の病院があり、総事業費（基金負担
額）が減となった。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題解決に向けた一定の見通
しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減額
し、優先順位の高い「ITを使った地域医療支援事業」を行
うこととする。

322008 32島根 H21補正
②東部

中高校生の一日助産
師体験

助産師の魅力をＰＲするため、助産
師外来、院内助産を実施している施
設で、中高校生の一日助産師体験
を受け入れるための事業にかかる
費用を支援する。

○ 535 371 △164 体験者数等の減による事業費の減
額。

体験者数等の減による事業費の減額。 当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題解決に向けた一定の見通
しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減額
し、優先順位の高い「ITを使った地域医療支援事業」を行
うこととする。

322009 32島根 H21補正
②東部

地域の開業医の診療
応援に対する支援

病院の待機（オンコール）ローテー
ションの中に開業医も加わっていた
だき、病院勤務医の負担軽減を図
る。

○ 1,330 855 △475 1カ所あたりの事業費が少額であっ
たこと、補助制度を活用する医療機
関が少なかったため、減額を行う。

実績に基づく減額。
医療機関等への補助制度を策定した結果、補助制度を活
用する医療機関等が当初計画より少なかったが、医療課
題は一定程度解決されている（当初計画で多く見込んで
いた）

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「非常勤医師の交通費への支援事
業」を行うこととする。

322010 32島根 H21補正
②東部

在宅当番医制等に対
する支援

在宅当番医制や休日夜間急患セン
ターの体制強化に要する経費を補
助する。

○ 4,750 3,800 △950 1カ所あたりの事業費が少額であっ
たこと、補助制度を活用する医療機
関が少なかったため、減額を行う。

実績に基づく減額。
医療機関等への補助制度を策定した結果、補助制度を活
用する医療機関等が当初計画より少なかったが、医療課
題は一定程度解決されている（当初計画で多く見込んで
いた）

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「非常勤医師の交通費への支援事
業」を行うこととする。

322011 32島根 H21補正
②東部

医療拠点機能確保設
備整備支援事業

 医師不足等による医療機能の低下
を補完するための医療機関間の連
携の充実、救急医療体制及び周産
期医療体制の維持・確保に資する
設備整備に要する経費を補助する。

○ 120,020 149,028 ＋29,008 事業費の増額 医療機関等への補助制度を策定した結果、補助制度を活
用する医療機関等が当初計画より多かったため。

必要な設備整備を行うことにより、圏域の医療機能の維
持・確保が可能となる。
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322012 32島根 H21補正
②東部

ドクターヘリ導入事業 ドクターヘリ導入に向けて地域ヘリ
ポート整備をする。

○ ○ 11,124 39,087 ＋27,963 地域ヘリポートの整備数を減じるこ
とにより、計画額を減額するもので
ある。

市町村等への補助制度を策定した結果、補助制度を活用
する市町村等が当初計画より増えたため。

変更に伴う財源については、他事業の執行不用額を用い
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、臨時離着陸場の整備が充実することにより、より一層
のドクターヘリの積極活用につながる。

322013 32島根 H21補正
②東部

ＩＴを活用した地域医
療の支援事業

遠隔画像診断システム導入に対す
る財政支援を行い、医師不足を補
完する。
全県ネットワーク基盤を整備すると
ともに、医療機関連携にかかる連携
アプリケーション等の整備を行う。

○ 263,352 387,622 ＋124,270 事業費の増額 医療連携を行う医療機関が増となったことによる、連携ア
プリケーション整備費の増。
また、医療連携を行う医療機関の拡大を引き続き図る必
要があることから、平成２６～２７年度も当該事業継続す
る。

医療連携を行う医療機関が増となり、より一層の医療連
携の充実に繋がる。

322014 32島根 H21補正
②東部

院内助産所・助産師
外来施設整備事業

地域における産科医不足による周
産期医療の崩壊を防ぐため、助産
師外来や院内助産所の開設に必要
な施設改修及び設備整備を支援す
る。

○ 2,954 0 △2,954 計画対象地域で事業に取り組む医
療機関を見込んでいたが、医療従
事者不足等医療機関の体制の問題
もあり、結果的に事業実施を希望す
る医療機関がなかったことによる減
額

計画対象地域で事業に取り組む医療機関を見込んでいた
が、医療従事者不足等医療機関の体制の問題もあり、結
果的に事業実施を希望する医療機関がなかったことによ
る減額

　事業の見込みが立たないため、地域医療再生計画では
当該事業を減額し、優先順位の高い「医療機能確保整備
支援事業」を行うこととする。
　なお、上記の医療課題の解決に向けて、引き続き助産
師確保特別資金貸与事業等に取り組むとともに、本事業
については、今後通常の国庫補助事業等による実施も含
めて見直しを行うこととする。

322015 32島根 H21補正
②東部

開業医子宮頸がん検
診に関する補助

産婦人科系開業医が行う時間外の
子宮頸がん検診に助成し受診率向
上を図る。

○ 1,500 0 △1,500 事業実施医療機関の見込みがたた
なかったことによる減額

事業実施医療機関の見込みがたたなかったことによる減
額

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「がん医療従事者等研修支援事業」を行うこと
とする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

322016 32島根 H21補正
②東部

マンモグラフィー検診
機器整備事業

乳がん検診を行うためのマンモグラ
フィー検診機器整備に係る助成を行
う

○ 170,000 150,000 △20,000 マンモグラフィー検診機器整備箇所
数の減少（５箇所→４箇所）に伴う事
業費の変更

事業需要の見込み減 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

322017 32島根 H21補正
②東部

子宮がん検診車の整
備

子宮がん検診を行うための検診車
の配備に係る助成を行う。

○ 35,000 34,545 △455 入札による子宮がん検診車配備金
額の確定に伴う事業費の変更

子宮がん検診車配備金額の確定に伴う事業費の変更 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

322018 32島根 H21補正
②東部

乳がん模型を整備 自己触診による早期発見促進のた
め乳がん模型を整備する。

○ 1,476 1,475 △1 乳がん模型の整備実績（１１体）金
額の確定に伴う事業費の変更

乳がん模型の整備実績（１１体）金額の確定に伴う事業費
の変更

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

322019 32島根 H21補正
②東部

乳がん検診精度管理
向上のための体制整
備事業

マンモグラフィ読影医師（新規・更
新）の育成を目指した講習会、学習
会を行う。
自己検診手法の普及推進を行うた
め、正しい知識提供ができる指導者
の育成を目指した講座を開催する

○ 3,200 3,693 ＋493 有 乳がん自己検診指導者養成講座の
実施回数の増（３回→５回）に伴う事
業費の変更。

当該事業により乳がん検診の体制整備が促進されるとと
もに、がん検診の精度向上が図られ、検診受診率向上に
とって重要な事業の一つである。検診受診者数は増加傾
向にあるが県がん対策推進計画の目標値には達していな
い状況であるため、今後も更なる取り組みが必要であり、
検診受診率向上のために当該事業の継続実施を図りた
い。

がん検診受診率が向上することで早期発見・治療が図ら
れ、医師の負担の増大を防ぐことが可能となる。

322020 32島根 H21補正
②東部

がん医療従事者等研
修支援事業

がん診療医師等の負担軽減を図る
ためには、がん診療に携わる医療
従事者の育成が必要であり、県内
のがん診療に携わる看護師及びが
ん相談員の育成及び質の向上を図
るための研修会の開催等を実施す
る

○ 14,887 23,325 ＋8,438 有 研修の実施回数等を拡充し、がん
医療従事者の育成の拡大を図る。
　①がん看護体制整備事業・・・研
修開催回数１２回→２０回
　②がん相談員等資質向上事
業・・・研修開催回数４回→７回

当該事業により看護師やがん相談員など医師以外の医
療従事者の資質向上に寄与しており、がん拠点病院内の
チーム医療体制の構築を支援することにつながってきて
いる。しかしながら、がんに関係する専門的な医療従事者
は充足している状況とは言えず、専門医等の不足も解消
されていない。医療従事者の育成を更に強化して取り組
み、地域の医療課題に即した事業となるよう継続実施を
図りたい。

がんに携わる医療従事者の育成が推進されることで、が
ん診療医師の負担軽減が可能となる。
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322021 32島根 H21補正
②東部

がん診療情報提供促
進病院支援事業

地域がん登録の推進、がん相談機
能の充実、がんに関する普及啓発、
がん情報の提供等に取り組む病院
に対し支援を行い、医師不足を補完
する。

○ 18,874 28,757 ＋9,883 有 がんに関する市民講演会等の拡充
により、がん情報の提供の充実を図
る。
　・がんに関する市民講演会・・・３０
回→４０回

当該事業により支援を受けた病院において、地域がん登
録の実施、がん相談窓口の設置が促進された。当該病院
が今後、２次医療圏単位で、がん診療連携拠点病院を中
心としたがん診療連携体制の一翼を担うことが期待され
る。がん情報提供にとって重要な事業の一つである。がん
情報提供についてはまだ不十分であるとの指摘もあり、
県がん対策推進計画において今後、更なる取り組みが必
要としている。がん情報提供の推進のために当該事業の
継続実施を図りたい。

当該病院におけるがん診療機能（情報提供等）提供の取
り組みへの支援を行うことで、がん診療医師の負担軽減
が可能となる。

322022 32島根 H21補正
②東部

各種広報媒体を活用
した情報収集

県外から医師等を招聘するため、県
内求人情報等の広報事業
・医学雑誌等への求人広告掲載
・民間Webサイトへの求人情報掲載
等

○ 11,609 10,765 △844 若手医師向け雑誌への医師求人広
告の掲載を年４回予定していたが、
平成２５年度から地域医療支援セン
ター事業へ予算を移したため、減額
した。

平成２５年３月に一般社団法人しまね地域医療支援セン
ターを設立し、若手医師支援の事業を同支援センターへ
集約しており、その一環として若手医師求人広告の予算
を地域医療支援センター事業へ移したため。

　計画とほぼ同様の実績であり、影響はない。

322023 32島根 H21補正
②東部

「赤ひげバンク」登録
医師等のデータ管理
システム

医療従事者の登録制度である「赤
ひげ」バンク」の登録者をデータベー
ス化し、医師・看護師招聘に役立て
る

○ 4,000 1,014 △2,986 　管理システムの発注において見積
もり合わせを実施したところ、見込
みを下回ったため計画額を減じるも
の。

　管理システムの発注において見積もり合わせを実施した
ところ、見込みを下回ったため計画額を減じるもの。

　計画額より安価で目標を達成できたものであり、計画変
更による医療課題の解決による影響はない。

322024 32島根 H21補正
②東部

県外大規模病院から
の医師招聘に伴う損
失補填等

県外の病院勤務医師が県内の医療
機関に勤務する場合、赴任先病院
が赴任元病院に対して逸失利益を
支出した場合、その経費について補
助

○ 7,500 0 △7,500 　実績が無かったことによる減額。
（派遣環境が整わなかったため）

　後期研修医等若手医師が豊富な県外都市部の大規模
病院からの派遣を想定していたが、環境が整わず実績が
無かった。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「ドクターヘリ導入事業」を行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

322025 32島根 H21補正
②東部

地域医療再生計画策
定・事業執行に係る
事務費

地域医療再生計画の事業執行に係
る事務費

○ 1,340 1,090 △250 　経費縮減努力による減額。 　実績にもとづく減額。 　計画とほぼ同様の実績であり、影響はない。

322026 32島根 H21補正
②東部

医学生への奨学金の
拡充

医学生奨学金定員枠の拡充を行
う。
①島根大学入学者12名
②鳥取大学入学者5名
③不足診療科医学生8名

○ 155,488 122,207 △33,281 貸与人数の実績が以下のとおり減
少したことによる減額。

　　　　　　　　　　貸与枠　　　実績
貸与枠　　　実績
平成２４年度　①１２名　→　１１名
（－１）　　平成２５年度  ①１２名　→
９名（－３）
　　　　　　　　　②　５名　→　　３名
（－２）　　　　　　　　　　　②　５名　→
４名（－１）
　　　　　　　　　③　８名　→　　４名
（－４）　　　　　　　　　　　③　８名　→
４名（ ４）

貸与人数の実績が減少したため。（上記（変更概要）のと
おり。）

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「後期研修医向けの研修資金」に
充当することとする。

322027 32島根 H21補正
②東部

初期研修医向けの研
修資金

県内の医療機関で従事する意欲の
ある初期研修医に研修資金を貸与
することにより、県内に後期研修医
を呼び込み大学入局者の増を図
る。

○ 51,750 22,200 △29,550 貸与人数の実績が以下のとおり減
少したことによる減額。

　　　　　　　　　　貸与枠　　実績
平成２４年度　　１２名　→　３名（－
９）
平成２５年度　　１２名　→　０名（－
１２）

貸与人数の実績が減少したため。（上記（変更概要）のと
おり。）

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「後期研修医向けの研修資金」に
充当することとする。

322028 32島根 H21補正
②東部

後期研修医向けの研
修資金

　県内の医療機関で従事する意欲
のある後期研修医に研修資金を貸
与することにより、地域勤務医師を
確保する。

○ 85,500 91,500 ＋6,000 有 H22年度～H25年度の期間、後期研
修医向けの研修資金については10
名の貸与枠を設定していたが、H26
年度～H27年度においても、5名へ
と貸与枠を縮小した上で、貸与を継
続する。

即戦力となる医師の県内定着を促すため、後期研修医向
けの研修資金の貸与を継続する。

後期研修医向けの研修資金については、後期研修終了
後に県内の指定する医療機関での一定期間の勤務を返
還免除条件としているため、後期研修医を県内定着へと
誘導することができ、貸与制度を継続することにより即戦
力医師の確保につながる。
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322029 32島根 H21補正
②東部

研修医の国内外留学
支援

後期研修医が増加するよう、後期研
修プログラムにおいて国内外での研
修に研修医を参加させるための経
費（旅費、宿泊費等）について補助

○ 18,847 5,414 △13,433 　実績にもとづく減額。（旅費等の縮
減による）

　県内の医療機関は医師が不足しており、長期間の研修
を受けさせる余裕がなく、旅費等が減ったため実績にもと
づく減額を行う。

　計画どおりではないものの、需要には全て応じており、
後期研修医の確保定着を促進している。こうして、医療課
題の解決に向けた一定の見通しが立ったため当該事業を
減額するもので、影響はない。

322031 32島根 H21補正
②東部

専門医資格取得等の
支援

医師のキャリアアップや魅力ある研
修病院であるためには、専門医、指
導医等の資格取得が大きな魅力と
なるため、資格取得及び更新経費
の補助する

○ 9,889 10,714 ＋825 有 　平成26年度以降の延長及びこれ
に伴う増額。
　資格取得経費の上限額（５万円）、
更新経費の上限額（２万円）で見積
もっていたものの、実際の経費はそ
れらに満たないものもあり、平成22
～25年度の基金充当額は8,714千
円である。
　ただし、医師のキャリアアップと県
内医療機関の指導体制の充実をは
かるため、26年度以降も延長し、
26・27各年度1,000千円の基金充当
を予定している。

　一層、県内病院の指導体制の充実を図り、医師の県内
定着を図るため、平成26年度以降も延長するため。

　変更に伴う財源については、平成25年度までの執行残
額を充てる予定であり、基金事業全体へ与える影響はな
い。また、将来の地域医療を担う医師の更なる拡充を図る
ことが可能となる。

322032 32島根 H21補正
②東部

診療単位でのネット
ワーク支援

不足診療科等（外科、産科、小児
科、精神科等）の診療機能の確保
等を目的とし、全県的なネットワーク
を構築する。

○ 58 58 ±0 執行残となった端数の金額を減額
処理した。

会議開催経費として57,572円を活用したが、428円の残が
生じたため減額した。

執行残となった端数の金額を減額処理するため計画変更
したものであり、計画変更による医療課題の解決への影
響はない。

322033 32島根 H21補正
②東部

島根大学寄附講座の
設置

島根大学において、地域医療に携
わる医師の育成、支援（総合医、専
門医の育成支援）や奨学生医師の
配置調整を行なうことを目的とした
寄附講座を設置

○ 125,000 120,000 △5,000 教員の人件費が当初見込みより少
なくなったため、減額した。

講座の教員として当初講師を想定していたところ実際に
は助教となったため。

計画額より安価で事業実施できたものであり、計画変更
による医療課題の解決への影響はない。

322034 32島根 H21補正
②東部

地域勤務医師育成支
援

地域医療に貢献する医師の育成を
行なう大学へ、指導体制強化、医局
員、研修医の研修環境の整備のた
めの経費を補助

○ 276,800 276,400 △400 　実績にもとづく減額。
　島根大学（-800千円）、鳥取大学
（+1,200千円）、山口大学（-400千
円）、岡山大学（-400千円）

　教育環境整備のための機材購入の入札減など実績にも
とづく減額。

　計画とほぼ同様の実績であり、影響はない。

322035 32島根 H21補正
②東部

養成所専任教員の資
質向上のための研修
事業

専任教員の資質向上のための各種
研修事業への参加費及び研修期間
中の代替職員の確保に要する経費
を支援する。

○ 4,874 3,374 △1,500 補助対象病院において、代替職員
の確保に至らず、補助基準額を下
回る事業実施となったため、減額を
行うもの。

補助対象病院において、代替職員の確保に至らず、補助
基準額を下回る事業実施となったため、減額を行うもの。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題解決に向けた一定の見通
しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減額
し、優先順位の高い「ITを使った地域医療支援事業」を行
うこととする。

322036 32島根 H21補正
②東部

養成所専任教員と看
護師の人事交流支援
事業

　長期間臨床現場を離れていう養成
所の専任教員を対象として、臨床現
場の看護師との人事交流を行う経
費を支援する。

○ 5,000 0 △5,000 当該医療圏の看護師等養成所にお
いて、人事交流へ派遣する教員の
人的余裕がなく、事業の実施に至ら
なかったもの。

当該医療圏の看護師等養成所において、人事交流へ派
遣する教員の人的余裕がなく、事業の実施に至らなかっ
たもの。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込みがたた
ないため、地域医療再生計画では当該事業は減額し、優
先順位の高い「県外看護職員・潜在看護職員の県内就業
促進事業」を行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、既存の国庫補助事業を活用した実施も含め
て、事業そのものを見直すこととする。

322037 32島根 H21補正
②東部

養成所の教育環境整
備事業

新カリキュラムへの対応等、看護実
践能力強化のための備品整備に要
する経費及び各種修繕工事を集中
的に実施するために要する経費を
補助する。

○ ○ 21,459 13,419 △8,040 事業実施団体数が予定数を下回っ
たこと（１減）及び事業実績による補
助額の減。

事業実施団体数が予定数を下回ったこと（１減）及び事業
実績による補助額の減。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題解決に向けた一定の見通
しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減額
し、優先順位の高い「ITを使った地域医療支援事業」を行
うこととする。

322038 32島根 H21補正
②東部

看護学生修学資金貸
与事業

県外からのU・Iターンによる就職を
促進するため県外養成機関の最終
学年又は最終学年の一学年前の学
年に在学する学生に対して修学・就
職活動等の資金を貸与

○ 49,200 63,000 ＋13,800 有 ・H22年度～H25年度の期間貸与を
実施してきたが、看護職員不足の早
期解消のため、H26年度～H27年度
においても貸与を継続する。

・貸与人数　１３５名→１７５名

看護職員の不足状況が今後も継続する一方で、在宅医
療の推進など看護職員への新たな需要が発生している状
況である。
本事業を継続し、県外看護師養成施設で学ぶ看護学生に
対して県内医療施設での就業への経済的なインセンティ
ブを与えることで県内就業促進を図る。

県外からのU・Iターンによる県内就業を促進することで、
医療提供体制の充実を図ることが可能となる。
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322039 32島根 H21補正
②東部

助産師確保特別資金
貸与事業

卒業後県内で助産師として働く意志
がある看護学生に対して、奨学金を
貸与

○ 26,400 42,000 ＋15,600 有 ・H22年度～H25年度の期間貸与を
実施してきたが、助産師不足の早期
解消のため、H26年度～H27年度に
おいても貸与を継続する。

・貸与人数　２５名→４０名

看護職の職種の中でも助産師の不足については特に深
刻となっている。
本事業を継続し、助産師養成課程で学ぶ看護学生に対し
て県内医療施設での就業への経済的なインセンティブを
与えることで県内就業促進を図る。

助産師養成課程を卒業した学生の県内就業を促進するこ
とで、島根県内の産科医療機関の周産期医療提供体制
の充実を図る。

322040 32島根 H21補正
②東部

医師事務作業補助者
の雇用への支援

医師の業務負担を軽減を目的に医
師事務作業補助者の人件費等を補
助

○ 85,676 77,429 △8,247 　実績に基づく減額（その他収入を
補助から控除したため）

　補助額は上限額で見込んでいたが、診療報酬上の加算
やその他収入がある場合は補助額から控除するため、実
績に基づく減額を行う。

　計画とほぼ同様の実績であり、影響はない。

322041 32島根 H21補正
②東部

女性医師等の就労環
境の支援

短時間正規雇用を行っている病院
に対して代替医師の雇い上げに必
要な経費を補助

○ 3,970 3,842 △128 　実績にもとづく減額。（女性医師復
職支援人員配置経費の減額によ
る）

　補助上限額で見込んでいたが、女性医師復職支援に係
る相談員の人件費の減少等が生じ、実績にもとづく減額
を行う。

　計画とほぼ同様の実績であり、影響はない。

322042 32島根 H21補正
②東部

地域医療を守る普及
啓発支援事業

地域医療を守る住民活動の育成・
支援のために、住民説明会開催、
活動費の助成を行う。

○ 26,826 20,245 △6,581 有 1カ所あたりの事業費が少額であっ
たことと、補助制度を活用する医療
機関が少なかったため、減額する。

医療機関等への補助制度を策定した結果、補助制度を活
用する医療機関等が当初計画より少なかった（当初計画
で多く見込んでいた）ため、実績に基づき減額するが、計
画期間中に新規に立ち上がった住民団体もあることから、
育成・支援のための説明会を平成26年度以降も継続して
行う。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「地域医療教育推進事業」を行うこ
ととする。

322043 32島根 H21補正
②東部

地域医療教育推進事
業

地域医療の実情を認識し、地域医
療を守る意識を醸成する授業等を
実施するための経費を助成

○ 25,000 22,853 △2,147 有 　・　実績に基づく減額と平成26年度
の延長。
　　平成24年度の実施状況は195校
中76校、25年度の実施見込みは
193校中93校。平成24～25年度の
実績は21,603,310千円。平成26年
度以降も延長し、26・27各年度625
千円の基金を充当する。

　実績にもとづき減額するとともに、引き続き小中学生の
段階で島根県の地域医療の現状と課題を知ることを促進
するため、平成26年度以降も延長する。

　変更に伴う財源については、平成25年度までの執行残
額を充てる予定であり、基金事業全体へ与える影響はな
い。また、将来の地域医療を担う医師の更なる拡充を図る
ことが可能となる。

322044 32島根 H21補正
②東部

助産師卒後教育研修
プログラム構築・運用

新人助産師卒後研修プログラム作
成（助産師の経験年数別に必要な
研修プログラムを作成し、各施設で
活用を図る）

○ 2,897 5,191 ＋2,294 有 事業費の増額 ・研修は医療機関相互協力によるOJTと集合研修を取り
入れているが、この体制が定着するまでにはあと2年程度
継続して取り組む必要がある。
・研修実績は、平成23年度92人、24年度124人と受講者が
増加している。
・身近な地域での分娩体制を構築するために助産師外
来、院内助産システムを推進しており、平成23年度9か
所、平成24年度11か所と増加しているが、大田圏域、浜
田圏域においては未設置である。

・助産師の資質向上及び人材の定着につながり、助産師
本来の機能発揮ができることで、産科医師の負担軽減が
図られ、地域の分娩体制の安定が期待できる。

322045 32島根 H21補正
②東部

助産師派遣事業 大規模病院から圏域への助産師の
派遣・相互交流を行う仕組みを構築
し、助産師外来等の開設を促進する

○ 12,000 0 △12,000 　計画策定時に想定していた助産
師派遣想定医療機関からの派遣
が、当該医療機関の人員体制等の
問題から困難となり、事業実施を見
合わせたもの

　事業開始時に助産師派遣を想定していた医療機関から
の派遣が難しくなったため。

　事業の見込みが立たないため、地域医療再生計画では
当該事業を減額し、優先順位の高い「医療機能確保整備
支援事業」を行うこととする。
　なお、上記の医療課題の解決に向けて、引き続き助産
師確保特別資金貸与事業等に取り組むとともに、本事業
については、今後通常の国庫補助事業等による実施も含
めて見直しを行うこととする。

322046 32島根 H21補正
②東部

助産師確保コーディ
ネーターの設置

県外の施設で就業している助産師
や県内へのＵターンを希望する有資
格者を把握して、島根県への就職を
働きかける

○ 6,000 0 △6,000 　計画策定後に、県内の助産師養
成施設の定員が増加されたこと及
び、新たに助産師養成コースが開
設され、新人助産師の県内確保が
見込まれることとなったため、本事
業は実施しないこととした。

　計画策定後に、県内の助産師養成施設の定員が増加さ
れたこと及び、新たに助産師養成コースが開設され、新人
助産師の県内確保が見込まれることとなったため、本事
業は実施しないこととした。

　上記医療課題については、計画策定後の状況変化（計
画策定後に、県内の助産師養成施設の定員が増加され
たこと及び、新たに助産師養成コースが開設され、新人助
産師の県内確保が見込まれることとなった）により解決す
る見込みであるため、本事業の計画変更による医療課題
の解決への影響はない。
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322047 32島根 H21補正
②東部

ドクターヘリ導入事業 ドクターヘリ導入に向けた運航調整
やインフラの整備、ドクターヘリ導入
までの間はチャーターヘリを使った
医師等スタッフ搬送等、ドクターヘリ
導入後は、患者搬送に取り組む。

○ ○ ○ 309,345 405,097 ＋95,752 有 国庫補助金（医療提供体制推進事
業費補助金）が、当初想定していた
補助率１／２を下回ったため、基金
所要額を増額変更するもの。

国庫補助金（医療提供体制推進事業費補助金）が、当初
想定していた補助率１／２を下回ったため、基金所要額を
増額して対応するもの。

国庫補助金の減に対して基金所要額を増額したため、事
業実施に影響はない。

322048 32島根 H21補正
②東部

情報ネット地域医療
支援事業

ITを活用した連携システムについて
検討、調整にかかる協議会の開催
全県ネットワーク基盤の整備、災害
医療情報システムの整備

○ 378,699 231,055 △147,644 有 全県ネットワーク基盤整備につい
て、見込みを下回ったことによる減
額を行うもの。

全県ネットワークに接続する医療機関は増となったもの
の、当初見込んだよりも全県ネットワーク基盤整備費が安
価で整備可能となったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

323001 32島根 H22補正 地域医療支援セン
ター運営事業

奨学金貸与医師や地域枠医師等の
県内定着を促進を支援する「しまね
地域医療支援センター」の運営経費

○ 48,599 58,224 ＋9,625 有 一般社団法人しまね地域医療支援
センターの運営経費の増加に伴う
委託費の増。

平成24年度末には県が設立主体となって「一般社団法人
しまね地域医療支援センター」を設立し、島根大学、県内
医療機関、医師会、行政などが有機的な連携のもと”オー
ルしまね”で若手医師のキャリア形成等を支援する体制を
構築した。平成25年度当初には島根大学内に同法人の
事務所を開設して業務を開始した。センターの事業につい
ては、県から同法人へ委託しており、同法人の体制強化
に伴う人件費や事業費の増により、当初予定より委託費
が増加した。

一般社団法人しまね地域医療支援センターは、島根県の
奨学金の貸与を受けた医師や島根大学地域枠卒業医師
を主な支援対象としてキャリア形成支援等を行っており、
同法人の活動を強化することにより、これらの医師の県内
定着促進が期待できる。

323002 32島根 H22補正 診療科ネットワーク専
門医育成支援事業

　各診療科ごとに構築されたネット
ワークによる魅力ある研修プログラ
ムの作成・提供や指導医育成にか
かる経費等を支援

○ 12,317 13,432 ＋1,115 医師のキャリア形成支援施策とし
て、各診療科単位のネットワークで
ある「総合医・家庭医育成ネットワー
ク」及び「精神科医キャリアアップ支
援ネットワーク」を構築し、県内に軸
足を置きながらキャリア形成が図れ
るよう、魅力あるプログラムを提供
するとともに、プログラム参加者の
継続したサポートを行っている。これ
らのネットワークに加え、新たに「小
規模グループによる専門医育成支
援」を予算化したことに伴い、増額す
る。

若手医師が小規模グループにより専門医等の資格取得
活動を行う場合にその経費を支援する「小規模グループ
により専門医育成支援」を新たに予算化し、事業費を計上
したため。

診療科ネットワークによる専門医育成の推進を図ることに
より、若手医師の県内定着促進が期待できる。

323003 32島根 H22補正 地域医療支援セン
ター等整備事業

県内医療機関への医師の定着を促
進するため、島根大学敷地内に建
設する研修等施設の整備費を補助
（地域がん診療教育センターと一体
で整備）

○ 299,780 299,780 ±0 執行残となった端数の金額を減額
処理した。

工事費の補助金として299,779,200円を活用したが、800円
の残が生じたため減額した。

執行残となった端数の金額を減額処理するため計画変更
したものであり、計画変更による医療課題の解決への影
響はない。

323004 32島根 H22補正 医師・看護職員等の
研修環境整備事業

２次医療圏単位における研修機会
を創出・確保するため、各圏域にお
いて、圏域内のニーズを調整のう
え、研修を企画・実施する病院の取
組に対する補助

○ ○ 148,989 85,387 △63,602 事業実施額が補助基準額未満の病
院があり、総事業費（基金負担額）
が減となった。

事業実施額が補助基準額未満の病院があり、総事業費
（基金負担額）が減となった。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題解決に向けた一定の見通
しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減額
し、優先順位の高い「医療ネットワークの推進事業」を行う
こととする。

323005 32島根 H22補正 看護師養成施設整備
事業

県内進学及び県内就職を促進する
ため、新設される看護師養成施設
の整備を支援

○ 79,000 78,882 △118 事業費の減額 養成施設整備費の入札減額による変更 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

323006 32島根 H22補正 医師・看護職員等宿
舎整備事業

医師・看護師等の住環境整備を図
るため、宿舎の新築及び改修にか
かる経費を支援

○ 437,639 486,331 ＋48,692 　宿舎整備実績に合わせて事業
費、基金負担分等の変更。

　国庫補助の減額に伴うもの。 　変更に伴う財源については、平成25年度までの執行残
額を充てる予定であり、基金事業全体へ与える影響はな
い。また、将来の地域医療を担う医師の更なる拡充を図る
ことが可能となる。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

323007 32島根 H22補正 院内保育所施設整備
事業

医療従事者の離職防止及び再就業
促進のため、院内保育所施設整備
に対し補助

○ 73,105 48,964 △24,141 有 ・医療機関側の整備計画変更によ
る事業計画の取り下げがあり、当初
の想定より事業費が減額となった。
・補助申請のあった医療機関のう
ち、１病院についてH26年度の事業
実施となるため、事業期間を1年度
延長する。

・補助事業者の減に伴う事業費の減
・H26年度に事業実施する病院（H25年度に実施設計済）
があることによる事業年度の延長

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題解決に向けた一定の見通
しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減額
し、優先順位の高い「医療ネットワークの推進事業」を行う
こととする。

323008 32島根 H22補正 医師事務作業補助者
設置支援事業（民間
病院分）

医師の業務負担を軽減を目的に医
師事務作業補助者の人件費等を補
助

○ 59,790 57,613 △2,177 　実績による減額。（その他収入を
補助から控除するため）

　補助額は上限額で見込んでいたが、診療報酬上の加算
やその他収入がある場合は補助額から控除するため、実
績に基づく減額を行う。

　計画とほぼ同様の実績であり、影響はない。

323009 32島根 H22補正 医療ネットワークの推
進事業（全県ネット
ワーク基盤整備）

IT技術を使った的確かつ迅速な医
療提供体制を構築するため、既存
計画では対象外地域であった松
江、出雲圏域における医療機関の
全県ネットワークへの接続にかかる
経費を助成

○ 45,292 87,692 ＋42,400 有 事業費の増額 全県ネットワークに接続する医療機関が増となったことに
よる、全県ネットワーク基盤整備費の増額
また、全県ネットワークに接続する医療機関の拡大を引き
続き図る必要があることから、平成２６～２７年度も当該事
業継続する。

医療連携を行う医療機関が増となり、より一層の医療連
携が期待できる。

323010 32島根 H22補正 医療ネットワークの推
進事業（連携システ
ムの整備：遠隔画像
診断システム整備事
業）

医療機関の地域連携を促進し医師
の不足する医療機関における遠隔
画像診断システムを整備する経費
を補助

○ 497,218 604,136 ＋106,918 事業費の増額 医療機関のニーズを踏まえ、システムの機能要件を検討
した結果、当初計画よりも整備費を要することとなったた
め。
また、医療連携を行う医療機関の拡大を引き続き図る必
要があることから、平成２６～２７年度も当該事業継続す
る。

計画したシステムの整備を行うことができ、医療機関の連
携強化に繋がる。

323011 32島根 H22補正 医療ネットワークの推
進事業（電子カルテ
整備）

医療機関が地域連携するうえで不
可欠な電子カルテの新規整備を行
う医療機関にそれにかかる経費の
一部を補助

○ 441,000 518,344 ＋77,344 事業に要する基金負担額の増 補助制度を策定した結果、補助制度を活用する医療機関
等が当初計画より多かったことにより、基金負担額が増と
なった。
また、１医療機関あたりの導入費が計画より安価だったこ
とにより、総事業費が減となった。

当初計画した医療機関の電子カルテ整備は実施できてお
り、影響はない。

323012 32島根 H22補正 三次医療機関の施
設・設備整備事業

救急医療、高度医療を担う三次医
療機関の医療機能を向上させるた
め、施設・設備の整備にかかる経費
の一部を補助　　　　【H24年度に繰
り越し】

○ ○ 288,400 286,052 △2,348 事業費の増額（基金負担額は減額） 補助実績に基づく額の変更 三次救急医療機関の機能強化に必要となる設備は概ね
整備できたため、影響はない。

323013 32島根 H22補正 三次医療機関と連携
する二次救急医療機
関の施設・設備整備
事業

三次医療機関の負担を軽減するた
め、三次医療機関と連携する二次
医療機関の施設・設備の整備にか
かる経費の一部を補助

○ ○ 554,612 576,107 ＋21,495 有 益田赤十字病院に係る施設整備に
研修拠点施設を追加
松ヶ丘病院事業費等の変更
設備整備の事業費の変更

研修拠点施設の整備は別に「医師・看護職員等の研修環
境の整備」として位置付けているが、当該医療機関につい
ては、建替整備に研修拠点施設が含まれていることから、
本項目に移行した。

益田赤十字病院の研修拠点施設は計画の位置付け変更
であり、影響しない。

323014 32島根 H22補正 三次医療機関と連携
する回復期医療を担
う医療機関の施設・
設備整備事業

三次医療機関の負担を軽減するた
め、三次医療機関と連携する回復
期医療機関の施設・設備の整備に
かかる経費の一部を補助

○ ○ 166,710 107,317 △59,393 施設整備計画数を２病院から１病院
に変更
設備整備の事業費変更

施設整備について、計画病院であった出雲市民リハビリ
テーション病院においては、突然の医師数の減により整
備を中止せざるを得なくなった事情による。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い医療ネットワーク推進事業等へ
充当する。

323015 32島根 H22補正 済生会江津総合病
院・高砂病院の統合・
再編整備

浜田圏域における急性期医療の後
方病床の確保のため、済生会高砂
病院の介護老人保健施設への転換
のための施設整備等に対し補助

○ ○ 296,542 293,483 △3,059 入札による事業費の減 計画の１病院について、入札を実施し事業費が節減され
たことによる。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

323016 32島根 H22補正 院内ヘリポートの設
置

院内ヘリポートの設置にかかる費用
を補助

○ 138,616 95,747 △42,869 設計、入札による事業費の減 計画した２病院のうち、１病院について設計、入札により
補助基準額内での整備が可能となったことによる。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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323017 32島根 H22補正 救急搬送車両の整備 中山間医療機関から三次医療機関
への安全で迅速な救急搬送体制整
備のため、救急搬送車両整備に係
る経費の一部を補助

○ 40,000 16,570 △23,430 事業費の減額 医療機関等への補助制度を策定した結果、補助制度を活
用する医療機関等が当初計画より少なかったため。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題解決に向けた一定の見通
しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減額
し、優先順位の高い「医療ネットワークの推進事業」を行う
こととする。

323019 32島根 H22補正 がん治療に係る放射
線治療ネットワークシ
ステムの整備及び高
度ながん検診機器の
活用促進

①県内の放射線治療を行う病院を
ネットワーク化するためのシステム
を構築する。
②がん検診機器の導入周知及び利
用促進への助成を行う

○ ○ 45,390 37,744 △7,646 放射線治療ネットワークシステムの
仕様変更（独自システムの構築→
パッケージシステムの導入）に伴う
事業費の変更。

事業需要の見込み減 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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331001 33岡山 H21補正
①高梁・
新見及び
真庭

地域で医師を育てる
協働プログラム

地域の実情に応じた啓発事業の実
施、地域医療推進協議会の開催

○ 16,820 5,670 △11,150 　計画のうち、市町村への補助事業
について、４市町村を想定していた
補助対象箇所数を減じることによ
り、計画額を減額する。

　補助制度を活用する市町村が、現行計画より少なかっ
たため。

　現行計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医師、看護職員確保に取り組
む市町村を支援」事業を行うこととする。

331002 33岡山 H21補正
①高梁・
新見及び
真庭

地域で医師を育てる
協働プログラム

二次医療圏における救急医療体制
推進協議会、災害拠点病院におけ
る医療救護要員研修

○ 3,321 5,490 ＋2,169 有 　計画の延長に伴い、協議会の運
営や研修の開催を拡充する。

　圏域における救急・災害医療体制の確保のため、協議
会の運営や研修を継続実施する必要があることから、本
事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、圏域の救急・災害医療体制の強化が期待される。

331003 33岡山 H21補正
①高梁・
新見及び
真庭

医師、看護職員確保
に取り組む市町村を
支援

看護学生を対象とした奨学金の貸
付

○ 8,696 42,360 ＋33,664 有 　計画の延長に伴い、奨学金の貸
付を行う２市（高梁市、新見市）への
支援を拡充する。

　当該圏域においては看護師不足が顕著であり、市の奨
学金制度を継続支援することで、効果的な看護師の確保
を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、市町村における看護職員確保対策が推進される。

331004 33岡山 H21補正
①高梁・
新見及び
真庭

新見地域の救急医療
機能の強化、連携体
制の構築に向けた施
設設備整備の支援

設備整備（セントラルモニター等） ○ 10,878 17,846 ＋6,968 有 　計画の延長に伴い、設備整備事
業を拡充する。

　本圏域では、救急医療の確保が大きな課題となってお
り、救急病院の設備整備を継続支援することで、二次救
急医療機能の強化を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、圏域の医療提供体制の強化が期待される。

331005 33岡山 H21補正
①高梁・
新見及び
真庭

新見地域の救急医療
機能の強化、連携体
制の構築に向けた施
設設備整備の支援

建替整備、設備整備（MRI） ○ ○ 303,370 304,671 ＋1,301 　計画のうち、施設整備事業につい
て、事業費が確定したため計画額を
増額する。

　本圏域では、救急医療の確保が大きな課題となってお
り、救急病院の施設整備を支援することで、二次救急医
療機能の強化を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、圏域の医療提供体制の強化が期待される。

331007 33岡山 H21補正
①高梁・
新見及び
真庭

地域の救急機能を強
化するための整備支
援

設備整備（電子カルテシステム等） ○ 130,056 133,267 ＋3,211 　設備整備事業の整備品目の確定
により、計画額を増額する。

　本圏域では、救急医療の確保が大きな課題となってお
り、救急病院の設備整備を支援することで、二次救急医
療機能の強化を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、圏域の医療提供体制の強化が期待される。

331008 33岡山 H21補正
①高梁・
新見及び
真庭

回復期・維持期の医
療機関の連携機能の
強化に必要な整備支
援

設備整備（外科用Ｘ線テレビ装置
等）

○ 93,076 93,071 △5 　消費税及び地方消費税に係る仕
入控除税額を基金に積み戻す。

　仕入控除税額の確定による。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

331009 33岡山 H21補正
①高梁・
新見及び
真庭

地域の救急医療の強
化に必要な高度な施
設・設備の整備

救急病院の耐震化工事、設備整備
（デジタルＸ線テレビシステム等）

○ ○ 256,302 255,184 △1,118 　計画のうち、設備整備事業の完了
により、計画額を減額する。

　設備整備事業の入札を実施した結果、見込を下回った
ため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

331010 33岡山 H21補正
①高梁・
新見及び
真庭

急性期医療機関との
連携機能の強化に必
要な設備の整備

設備整備（人工呼吸器等） ○ 4,835 4,823 △12 　消費税及び地方消費税に係る仕
入控除税額を基金に積み戻す。

　仕入控除税額の確定による。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

331011 33岡山 H21補正
①高梁・
新見及び
真庭

急性期医療機関との
連携機能の強化に必
要な設備の整備

設備整備（インバーターＸ線撮影装
置等）

○ 4,163 4,153 △10 　消費税及び地方消費税に係る仕
入控除税額を基金に積み戻す。

　仕入控除税額の確定による。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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331013 33岡山 H21補正
①高梁・
新見及び
真庭

真庭地域の周産期機
能を強化するための
施設・設備の整備

産科部門の改修工事、設備整備
（分娩監視装置等）

○ ○ 207,292 22,389 △184,903 　産科部門の建替工事を中止し、既
存施設の改修工事を行う。

　当初計画では建替え工事を予定し、補助事業者におい
て検討を重ねてきたが、事業着手の目途が立たず、既存
施設を改修することとしたため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医療情報・遠隔医療支援システ
ムの整備」を行うこととする。

331015 33岡山 H21補正
①高梁・
新見及び
真庭

当該圏域と連携した
救急患者受入機能向
上事業

設備整備（生体情報モニタシステム
等）

○ 121,427 129,867 ＋8,440 有 　計画の延長に伴い、設備整備事
業を拡充する。

　本圏域では、現在も救急医療の確保が大きな課題と
なっており、圏域内の患者を受け入れている隣接圏域の
救急病院の設備整備を支援することで、救急患者に連携
して対応する体制を構築する必要があることから、本事業
の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、本圏域と連携した救急医療体制の強化が期待され
る。

331016 33岡山 H21補正
①高梁・
新見及び
真庭

当該圏域と連携した
救急患者受入機能向
上事業

設備整備（重症部門患者情報シス
テム等）

○ 162,211 155,169 △7,042 　設備整備事業の完了により、計画
額を減額する。

　入札を実施した結果、見込を下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

331017 33岡山 H21補正
①高梁・
新見及び
真庭

当該圏域の周産期医
療を連携・支援する
総合周産期母子医療
センターの機能を強
化するために必要な
施設・設備整備事業

ＮＩＣＵ・ＧＣＵ拡張工事、設備整備
（超音波診断装置等）

○ ○ 78,961 78,763 △198 　計画のうち、設備整備事業の一部
完了により、計画額を減額する。

　設備整備事業の入札を実施した結果、見込を下回った
ため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

331018 33岡山 H21補正
①高梁・
新見及び
真庭

周産期医療従事者の
資質向上

周産期医療に携わる医師・看護師
等を対象とする研修

○ 1,122 1,894 ＋772 有 　計画の延長に伴い、研修の実施を
拡充する。

　圏域における周産期医療体制の確保のため、周産期医
療従事者を対象とする研修を継続実施する必要がある。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、圏域の周産期医療体制の充実が期待される。

331019 33岡山 H21補正
①高梁・
新見及び
真庭

在宅療養支援モデル
事業等の実施

医療連携体制の構築に向けた在宅
療養支援モデル事業の実施

○ 12,101 10,283 △1,818 　事業の執行見込により、計画額を
減額する。

　保健所単位で、在宅療養支援モデル事業や疾病ごとの
勉強会、県民への普及啓発等を計画・実施しているが、現
在の執行予定額は計画額を下回る見込みであるため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医師、看護職員確保に取り組
む市町村を支援」事業を行うこととする。

331020 33岡山 H21補正
①高梁・
新見及び
真庭

在宅療養支援モデル
事業等の実施

ロボットスーツHAL等を活用したリハ
ビリテーションの実施

○ 46,994 40,588 △6,406 　ＨＡＬのレンタル契約について、最
終契約予定額を減額する。

　年間２０台レンタルしているＨＡＬの増加を見込んだもの
の、医療機関等からの追加要望はなく、契約台数は現状
維持となったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

331021 33岡山 H21補正
①高梁・
新見及び
真庭

ヘリポート施設等の
整備

ヘリポートの整備、ドクターヘリ的運
用を行う消防ヘリコプターの機能強
化（設備整備）

○ ○ 75,251 19,645 △55,606 　川崎医科大学附属病院におけるド
クターヘリ格納庫の整備を取り止め
る。
　また、ヘリポートの整備について
は医療機関内に限定せず、補助対
象範囲を拡大する。

　ドクターヘリを運行する川崎大学附属病院において、整
備内容の調整が難航している。
　また、ヘリポートの整備については、１市が整備を検討し
ているため。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「医療情報・遠隔医療支援システムの整備」を
行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

331023 33岡山 H21補正
①高梁・
新見及び
真庭

医療情報・遠隔医療
支援システムの整備

全県で医療情報を共有する医療
ネットワーク岡山（愛称：晴れやか
ネット）の構築・運営、遠隔画像診断
ネットワークの構築

○ ○ 758,242 989,483 ＋231,241 有 　計画の延長に伴い、晴れやかネッ
トの運営を拡充する。

　平成２５年１月に運用を開始した晴れやかネットは、全国
最大級のネットワークとして、地域医療の充実に大きな役
割を果たすことが期待されており、本事業の拡充により、
参加施設の増加を図るとともに、機能を拡張する必要が
ある。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、県内医療機関の役割分担と連携の促進により、質
の高い医療の提供が可能となる。
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331024 33岡山 H21補正
①高梁・
新見及び
真庭

救急医療情報システ
ムと周産期医療情報
システムの改修事業

医療機関相互及び消防機関等との
連携を可能とするためのシステム入
力項目の改修等

○ 25,744 9,980 △15,764 　既存システムの改修等に係る事
業費の一部確定により、計画額を減
額する。

　新たなシステム構築を予定していたが、各消防本部等と
の協議により、当面は既存のシステムの更新に留めるこ
ととしたため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医療情報・遠隔医療支援システ
ムの整備」を行うこととする。

332001 33岡山 H21補正
②津山・
英田

地域で医師を育てる
協働プログラム

地域の実情に応じた啓発事業の実
施、地域医療推進協議会の開催

○ 22,439 7,301 △15,138 　計画のうち、市町村への補助事業
について、８市町村を想定していた
補助対象箇所数を減じることによ
り、計画額を減額する。

　補助制度を活用する市町村が、現行計画より少なかっ
たため。

　現行計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医療情報・遠隔医療支援システ
ムの整備」を行うこととする。

332002 33岡山 H21補正
②津山・
英田

地域で医師を育てる
協働プログラム

二次医療圏における救急医療体制
推進協議会、災害拠点病院におけ
る医療救護要員研修

○ 3,342 5,470 ＋2,128 有 　計画の延長に伴い、協議会の運
営や研修の開催を拡充する。

　圏域における救急・災害医療体制の確保のため、協議
会の運営や研修を継続実施する必要があることから、本
事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、圏域の救急・災害医療体制の強化が期待される。

332003 33岡山 H21補正
②津山・
英田

医師確保に取り組む
市町村を支援

健康・医療電話相談事業（電話・２４
時間）

○ 22,500 5,346 △17,154 有 　計画のうち、３市町村を想定してい
た補助対象箇所数を減じることによ
り、計画額を減額する。

　補助制度を活用する市町村が計画よりも少なかったた
め。

　現行計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医療情報・遠隔医療支援システ
ムの整備」を行うこととする。

332004 33岡山 H21補正
②津山・
英田

地域医療に従事する
医師の育成拠点の整
備

県北の地域医療従事者の養成・確
保を図る医療研修センターの整備

○ ○ 118,251 118,039 △212 　消費税及び地方消費税に係る仕
入控除税額を基金に積み戻す。

　仕入控除税額の確定による。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

332005 33岡山 H21補正
②津山・
英田

周産期医療従事者の
資質向上

周産期医療に携わる医師・看護師
等を対象とする研修

○ 724 1,321 ＋597 有 　計画の延長に伴い、研修の実施を
拡充する。

　圏域における周産期医療体制の確保のため、周産期医
療従事者を対象とする研修を継続実施する必要がある。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、圏域の周産期医療体制の充実が期待される。

332006 33岡山 H21補正
②津山・
英田

訪問看護支援モデル
事業の実施

訪問看護推進協議会の設置、訪問
看護管理者研修・在宅看護技術実
務研修の実施、在宅医療普及啓発
事業の実施

○ 7,295 21,620 ＋14,325 有 　計画の延長に伴い、各種研修や
啓発事業の実施を拡充する。

　高齢化が進展する中で、在宅医療の充実・強化を図って
いくためには、訪問看護の推進が必要である。本事業に
より、訪問看護に関わる看護師の研修の充実や、訪問看
護事業所と医療機関との連携促進、訪問看護を推進する
ための問題点の検証等を行い、訪問看護の質の向上を
図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、訪問看護事業所と医療機関の連携強化により、在
宅医療の推進が期待される。

332007 33岡山 H21補正
②津山・
英田

休日夜間急患セン
ターの創設

圏域内への休日夜間急患センター
の整備

○ ○ 150,000 0 △150,000 　事業中止 　津山・英田圏域救急医療体制推進協議会において、セ
ンター創設に向けた議論を重ねてきたが、運営費や医師
の確保等の課題が多く、整備を見送るとの結論に達した。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「医療情報・遠隔医療支援システムの整備」を
行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

332010 33岡山 H21補正
②津山・
英田

病院群輪番制病院受
入機能強化事業

設備整備（生化学自動分析装置等） ○ 22,353 22,285 △68 　消費税及び地方消費税に係る仕
入控除税額を基金に積み戻す。

　仕入控除税額の確定による。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

332011 33岡山 H21補正
②津山・
英田

救命救急センターの
機能強化に必要な高
度な施設・設備の整
備

救命救急センターの増床工事、設
備整備（Ｘ線血管造影撮影装置等）

○ ○ 126,021 125,965 △56 　消費税及び地方消費税に係る仕
入控除税額を基金に積み戻す。

　仕入控除税額の確定による。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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332012 33岡山 H21補正
②津山・
英田

地域周産期母子医療
センターの機能の向
上を図るための設備
整備

設備整備（分娩監視装置等） ○ 2,564 2,560 △4 　消費税及び地方消費税に係る仕
入控除税額を基金に積み戻す。

　仕入控除税額の確定による。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

332016 33岡山 H21補正
②津山・
英田

当該圏域と連携・支
援する救急患者受入
機能向上事業

設備整備（超音波診断装置等、ホー
ルボディカウンター等）

○ 159,157 133,627 △25,530 　設備整備事業の事業費確定によ
り、計画額を減額する。

　平成２５年度に整備予定のホールボディカウンターを据
置型から簡易型へ変更したため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

332017 33岡山 H21補正
②津山・
英田

当該圏域と連携・支
援する救急患者受入
機能向上事業

設備整備（Ｘ線循環器診断システ
ム、超音波診断装置等）

○ 56,095 55,603 △492 　消費税及び地方消費税に係る仕
入控除税額を基金に積み戻す。

　仕入控除税額の確定による。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

332018 33岡山 H21補正
②津山・
英田

当該圏域と連携・支
援する救急患者受入
機能向上事業

救命救急センターの増築工事 ○ 156,690 28,022 △128,668 有 　救命救急センターの移転新築を中
止し、既存施設の改修工事を行う。

　施設全体の工事計画の検討過程で、当初予定していた
救命救急センターの移転新築を取り止め、既存施設を改
修することとしたため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医療情報・遠隔医療支援システ
ムの整備」を行うこととする。

332019 33岡山 H21補正
②津山・
英田

当該圏域と連携・支
援する救急患者受入
機能向上事業

設備整備（デジタルＸ線テレビシステ
ム等）

○ 107,100 108,350 ＋1,250 有 　計画の延長に伴い、設備整備事
業を拡充する。

　本圏域では、救急医療の確保が大きな課題となってお
り、圏域内の患者を受け入れている隣接圏域の救急病院
の設備整備を支援することで、救急患者に連携して対応
する体制を構築する必要があることから、本事業の拡充
を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、圏域の医療提供体制の強化が期待される。

332020 33岡山 H21補正
②津山・
英田

在宅療養支援モデル
事業の実施

医療連携体制の構築に向けた在宅
療養支援モデル事業の実施

○ 4,659 1,370 △3,289 　事業の執行見込により、計画額を
減額する。

　保健所単位で在宅療養支援モデル事業や疾病ごとの勉
強会、県民への普及啓発等を計画していたが、現在の執
行予定額は当初計画額を下回る見込みであるため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医療情報・遠隔医療支援システ
ムの整備」を行うこととする。

332021 33岡山 H21補正
②津山・
英田

在宅療養支援モデル
事業の実施

ロボットスーツHAL等を活用したリハ
ビリテーションの実施

○ 46,994 40,588 △6,406 　ＨＡＬのレンタル契約について、最
終契約予定額を減額する。

　年間２０台レンタルしているＨＡＬの増加を見込んだもの
の、医療機関等からの追加要望はなく、契約台数は現状
維持となったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

332022 33岡山 H21補正
②津山・
英田

ヘリポート施設の整
備

救急医療機関の敷地内ヘリポート
の整備

○ 15,000 0 △15,000 　事業中止 　計画策定時に事業主体は特定しておらず、救急医療機
関のヘリポート整備を促進するという趣旨で計画に盛り込
んだものの、現在まで実施要望はない。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「医療情報・遠隔医療支援システムの整備」を
行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

332024 33岡山 H21補正
②津山・
英田

研修奨学金等の創設
による地域勤務医師
の確保

初期臨床研修医への地域勤務を義
務づけた研修奨学金制度

○ 60,000 0 △60,000 　事業中止 　臨床研修医等に当該事業について周知を行ったが、当
該資金貸与を申請する医師がいないため。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「看護職員確保対策事業」を行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。
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332025 33岡山 H21補正
②津山・
英田

研修奨学金等の創設
による地域勤務医師
の確保

後期研修医を対象とする地域への
継続勤務を条件とした研究奨励金
制度

○ 50,000 0 △50,000 　事業中止 　後期研修前や後期研修中等の医師に当該事業につい
て周知を行ったが、当該研究資金貸与を申請する医師が
いないため。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「地域医療に従事する医師を育成・確保する
ためのプログラム」事業を行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

332027 33岡山 H21補正
②津山・
英田

地域の医師等との協
働による救急医療等
の対応向上事業

地域で小児初期救急医療に対応す
る医師を対象とする研修

○ 2,985 8,941 ＋5,956 有 　計画の延長に伴い、地区医師会
の協力を得て研修の実施を拡充し、
小児の医療に参加できる医師の増
加を図る。

　県内における小児救急医療体制の確保のため、医師を
対象とする研修を継続実施する必要があることから、本事
業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、小児の初期救急医療体制の強化が期待される。

332028 33岡山 H21補正
②津山・
英田

地域の医師等との協
働による救急医療等
の対応向上事業

小児救急病院における診療所の小
児科医を対象とした研修や相談事
業

○ 7,283 1,546 △5,737 　４箇所の小児救急医療支援病院
が４年間実施することを想定してい
たが、各病院ごとの事業費を減じる
ことにより、計画額を減額する。ま
た、内科医や産科医を対象としたモ
デル事業は実施しない。

　事業実施を希望する病院が計見込みよりも少なく、ま
た、病院ごとの事業費にも差が生じたため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医療情報・遠隔医療支援システ
ムの整備」を行うこととする。

332029 33岡山 H21補正
②津山・
英田

地域の医師等との協
働による救急医療等
の対応向上事業

地域の開業医等を対象とする発達
障害に関する研修

○ 3,656 5,334 ＋1,678 有 　計画の延長に伴い、研修の実施を
拡充する。

　県内における小児医療体制の確保のため、地域の医師
を対象とした研修を継続実施する必要があることから、本
事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、小児医療体制の強化が期待される。

332030 33岡山 H21補正
②津山・
英田

地域の医師等との協
働による救急医療等
の対応向上事業

救急医療に従事する医師、看護師、
救急救命士等の資質向上と連携を
図るための研修

○ 1,086 1,616 ＋530 有 　計画の延長に伴い、研修の実施を
拡充する。

　県内の救急・災害医療体制の確保のため、救急医療従
事者に対する研修を継続実施する必要があることから、
本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、県内の救急・災害医療体制の強化が期待される。

332032 33岡山 H21補正
②津山・
英田

地域の医師等との協
働による救急医療等
の対応向上事業

DMAT運営協議会の開催、研修及
び訓練の実施、装備品の整備

○ 10,787 5,880 △4,907 　計画のうち、DMAT訓練の終了に
より、計画額を減額する。

　平成２４年度に実施した中国地区DMAT合同訓練につい
て、当初見込よりも低額で実施することができたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

332033 33岡山 H21補正
②津山・
英田

公立病院の救急医を
支援する仕組みの創
設

地域の公立病院で救急医療を担う
医師への技術研修と代診医派遣事
業

○ 23,400 0 △23,400 　事業中止 　本事業は、計画策定時に岡山市立市民病院からの希望
により計画に盛り込んだものの、病院において事業を実
施する体制が整わず、事業スキームが構築されていない
ため。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「看護職員確保対策事業」を行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

332034 33岡山 H21補正
②津山・
英田

公立病院の救急医を
支援する仕組みの創
設

設備整備（シーリングペンダント等） ○ 17,404 17,372 △32 　消費税及び地方消費税に係る仕
入控除税額を基金に積み戻す。

　仕入控除税額の確定による。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

332035 33岡山 H21補正
②津山・
英田

看護職員確保対策事
業

看護職員の職場選びなどのための
就職フェアや進路ガイダンス等の実
施

○ 34,691 63,101 ＋28,410 有 　計画の延長に伴い、就職フェアや
進路ガイダンス等の実施を拡充す
る。

　県内医療機関等の看護師は依然として不足しており、潜
在看護師の把握や県内外で育成される新人看護師等の
職場定着対策が急務である。このため、就労希望のある
看護職が自分にあった職場選びを行うことができるよう、
本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、看護職員の安定的な確保が期待される。

332036 33岡山 H21補正
②津山・
英田

看護職員確保対策事
業

看護職を希望する学生等への啓
発、看護管理者を対象とする離職防
止対策研修等

○ 6,307 9,460 ＋3,153 有 　計画の延長に伴い、学生等への
啓発や離職防止対策研修等の実施
を拡充する。

　県内医療機関等の看護師は依然として不足しており、将
来に向けて計画的に人材確保が必要である。このため、
中高校生等へ看護職資格取得への進路を啓発するととも
に、離職防止・職場定着が進むよう本事業の拡充を図りた
い。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、看護職員の安定的な確保が期待される。
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332037 33岡山 H21補正
②津山・
英田

看護職員確保対策事
業

看護職員を対象とするキャリアに応
じた研修や専門研修等、訪問看護
従事者研修の実施

○ 8,984 13,474 ＋4,490 有 　計画の延長に伴い、各種研修事
業の実施を拡充する。

　県内医療機関等の看護師は依然として不足しており、離
職防止対策が必要である。このため、看護職員の就業後
のキャリア形成により、質の良い看護を提供できること
で、本人のやりがいにつなげ、離職防止を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、看護職員の安定的な確保が期待される。

332038 33岡山 H21補正
②津山・
英田

看護職員確保対策事
業

再就業促進、離職防止のための研
修会、看護技術講習会

○ 8,682 29,587 ＋20,905 有 　計画の延長に伴い、各種研修事
業の実施を拡充する。

　県内医療機関等の看護師は依然として不足しており、潜
在看護師を把握し再就業の促進による人材確保が必要
である。このため、潜在看護職や離職者への復職サポー
トを拡充し、再就業者の復職支援と離職防止の拡充を図
りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、看護職員の安定的な確保が期待される。

332039 33岡山 H21補正
②津山・
英田

地域医療総合支援セ
ンター(仮称)の設立
支援

総合医の育成や医師の復職支援の
ための研修等を行う地域医療人育
成センターおかやま（MUSCAT
CUBE）の整備・運営

○ ○ ○ 500,000 499,998 △2 　事業費の確定により、計画額を減
額するものである。

　単年度ごとに補助事業を実施したことによる千円未満の
端数処理

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

332041 33岡山 H21補正
②津山・
英田

地域医療総合支援セ
ンター(仮称)の設立
支援

女性医師の復職のための医療技術
の研修や相談、離職防止のための
支援等

○ 42,002 88,979 ＋46,977 有 　計画の延長に伴い、女性医師キャ
リアセンターの運営を拡充する。

　本事業により設置した女性医師キャリアセンターは着実
な成果を上げているが、常勤医師としての復職や増加す
る女性医師の勤務環境を改善していくためには、長期的
な取組が必要であることから、本事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、潜在的な医療資源の発掘による医療従事者の確保
が図られる。

332042 33岡山 H21補正
②津山・
英田

地域医療に従事する
医師を育成・確保す
るためのプログラム

地域医療を志す医学生や研修医等
を対象とする研修、地域枠学生の
キャリア形成支援、県内医療機関へ
の就職を希望する医師の相談等

○ 55,700 85,700 ＋30,000 有 　計画の延長に伴い、医学生等を対
象とした研修やキャリア形成支援等
を拡充する。

　県内の医師確保と育成を進めていくため、初期臨床研
修医や地域医療に関心を持つ医師に対し、地域医療の魅
力等の情報を提供することで、地域医療を志す医師の増
加を目指す必要があることから、本事業の拡充を図りた
い。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、地域医療を担う人材の育成・確保が図られる。

332044 33岡山 H21補正
②津山・
英田

救急医療情報システ
ムと周産期医療情報
システムの改修事業

医療機関相互及び消防機関等との
連携を可能とするためのシステム入
力項目の改修等

○ 25,744 3,153 △22,591 　既存システムの改修等に係る事
業費の一部確定により、計画額を減
額するものである。

　新たなシステム構築を予定していたが、各消防本部等と
の協議により、当面は既存のシステムの更新に留めるこ
ととしたため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医療情報・遠隔医療支援システ
ムの整備」を行うこととする。

332045 33岡山 H21補正
②津山・
英田

当該圏域と連携・支
援する救急患者受入
機能向上事業

設備整備（高圧酸素治療装置等） ○ 44,940 43,962 △978 　設備整備事業の完了により、計画
額を減額するものである。

　入札を実施した結果、見込を下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

332046 33岡山 H21補正
②津山・
英田

地域医療総合支援セ
ンター(仮称)の設立
支援

短時間勤務制度や当直免除制度を
導入する医療機関への代替医師の
確保に要する経費の支援

○ 9,295 10,842 ＋1,547 　計画のうち、３病院を想定していた
補助対象箇所数を増加することによ
り、計画額を増額する。

　女性医師の離職を防止し、また、出産や育児等により離
職した女性医師がスムーズに再就職するためには、医療
機関における仕事と家庭の両立ができる働きやすい職場
環境の整備を行う必要があることから、本事業の拡充を
図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、女性医師の多い産科、小児科等の勤務医の確保が
期待される。

332047 33岡山 H21補正
②津山・
英田

看護職員確保対策事
業

新人助産師合同研修、新人看護職
員育成のための研修責任者研修、
新人看護職員研修の実地体制を確
保するための教育担当者・実地指
導者研修

○ 8,780 24,981 ＋16,201 有 　計画の延長に伴い、各種研修事
業の実施を拡充する。

　県内医療機関等の看護師は依然として不足しており、新
人看護職員等の職場定着対策が急務である。このため、
各医療機関における新人看護職員の育成体制づくり、施
設内教育を補完する研修を実施することにより、看護職員
の職場定着の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、看護職員の安定的な確保が期待される。

332048 33岡山 H21補正
②津山・
英田

医療情報・遠隔医療
支援システムの整備

全県で医療情報を共有する医療
ネットワーク岡山（愛称：晴れやか
ネット）の構築・運営、遠隔画像診断
ネットワークの構築

○ ○ 142,109 499,256 ＋357,147 　計画の延長に伴い、晴れやかネッ
トの運営を拡充する。

　平成２５年１月に運用を開始した晴れやかネットは、全国
最大級のネットワークとして、地域医療の充実に大きな役
割を果たすことが期待されており、本事業の拡充により、
参加施設の増加を図るとともに、機能を拡張する必要が
ある。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、県内医療機関の役割分担と連携の促進により、質
の高い医療の提供が可能となる。
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事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

333001 33岡山 H22補正 市町村が主体的に行
う地域医療の環境づ
くりへの支援

県内の医師不足の状況等を把握・
分析し、地域医療に従事する医師
のキャリア形成の支援、医師不足病
院への医師の派遣調整等を行う地
域医療支援センターの運営

○ 7,644 93,410 ＋85,766 有 　計画の延長に伴い、地域医療支
援センターの運営を拡充する。

　県内の医師数の増加や地域偏在の解消は県政の最重
要課題の１つであり、地域医療の維持・充実には、県内に
定着し、県内の地域医療を担う医師の育成・確保が不可
欠であることから、本事業の拡充を行うことを通じて、県内
医師の偏在解消と地域医療に魅力を感じる医師の増加を
図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、地域の医師不足の解消が期待される。

333002 33岡山 H22補正 市町村が主体的に行
う地域医療の環境づ
くりへの支援

住民代表、保健所、地区医師会、病
院関係者が対等に語り合い、地域
固有の医療課題の解決に向けた具
体策を検討する「地域医療ミーティ
ング」の実施

○ 42,000 35,921 △6,079 有 　計画のうち、１４地域１７市町村を
想定していた補助対象箇所数を減
じることにより、計画額を減額する。

　補助制度を活用する市町村が計画よりも少なかったた
め。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「市町村が主体的に行う地域医
療の環境づくりへの支援（地域医療支援センター）」を行う
こととする。

333003 33岡山 H22補正 市町村が主体的に行
う地域医療の環境づ
くりへの支援

地域医療ミーティングにおいて取り
組むこととされた「医療従事者が地
域医療に魅力を持てる環境づくり」
事業の実施

○ 42,000 0 △42,000 　事業中止 　今年度実施予定の市町村を含め１２市町村が地域医療
ミーティングを実施する予定である。他市町村に先行して
事業を実施している２市では、市内の医師・看護師不足及
び救急搬送の状況把握等に努めるとともに、先進地視察
並びに市民への啓発等を行っているが、他の市町村で
は、市民の地域医療に対する理解の促進とニーズの把握
に時間を要し、具体的な事業の企画に至っていない。ま
た、昨年度後半から地域医療ミーティングを開始した市町
村においては、今後の事業展開を模索している段階と考
えられる。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「市町村が主体的に行う地域医療の環境づく
りへの支援（地域医療支援センター）」を行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

333004 33岡山 H22補正 医療スタッフ教育の
ための開放型臨床研
修センターの設置

県南西部医療圏の医療従事者が合
同で高度な研修が行える臨床教育
研修センターの設置

○ 22,417 21,466 △951 　設備整備事業の完了により、計画
額を減額する。

　入札を実施した結果、見込を下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

333005 33岡山 H22補正 臨床研修病院のネッ
トワーク化と研修プロ
グラムの向上

基幹型臨床研修病院によるネット
ワーク会議を設立し、研修医の資質
向上に役立つ研修や情報交換を実
施

○ 9,000 0 △9,000 　事業中止 　委託事業の相手先候補の選定が進まず、事業の枠組み
の決定に至らなかったため。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「市町村が主体的に行う地域医療の環境づく
りへの支援（地域医療支援センター）」を行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

333006 33岡山 H22補正 岡山県看護研修セン
ターの機能強化

看護研修センターにおける在宅看
護技術の向上のための研修機能、
中・高校生を対象とした看護体験学
習機能、看護指導者養成のための
蔵書・情報提供機能の強化

○ ○ 25,030 21,456 △3,574 　施設・設備整備事業の一部完了に
より、計画額を減額する。

　入札を実施した結果、見込を下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

333007 33岡山 H22補正 自治体病院の再編・
ネットワーク化

赤磐市民病院から赤磐医師会病院
への病床移動に伴う回復期リハビリ
テーション病棟の増築等

○ ○ 544,400 540,089 △4,311 有 　施設・設備整備事業の事業内容
確定により、計画額を減額する。

　入札を実施した結果、見込を下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

333009 33岡山 H22補正 地域の救急医療や訪
問診療を行う診療所
の後方支援を行う自
治体病院の整備

瀬戸内市民病院の耐震化に伴う回
復期リハビリテーション病棟の新設
等

○ ○ 511,350 486,176 △25,174 有 　設備整備事業の事業内容確定に
より、計画額を減額する。

　設備整備事業について、当初計画していた機器の一部
は、別の財源を活用することとしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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333010 33岡山 H22補正 低侵襲治療センター
（仮称）の整備

低侵襲治療センターの設備整備、
専任教官の配置による内視鏡外科
手術の教育プログラムの実施

○ ○ 162,888 198,515 ＋35,627 有 　計画の延長に伴い、低侵襲治療セ
ンターの運営を拡充する。

　低侵襲治療センターは整備されたものの、鏡視下手術
実施には、高度な技術が求められることから、県内の医
師の技術力を向上させ、地域医療に貢献していくために
は、今後とも、地域の内視鏡外科医師を対象とする習熟
度に合わせたプログラムの作成に係る措置が不可欠であ
る。このため、本事業の拡充を行うことを通じ、内視鏡手
術の普及と県内医師の技術力向上を進めていきたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、総合的な診療能力を有する医師の育成が期待され
る。

333011 33岡山 H22補正 がん登録システムの
整備と院内がん登録
の導入支援

地域がん登録システムの更新、院
内がん登録の導入支援

○ ○ 33,964 12,561 △21,403 　計画のうち、地域がん登録システ
ムの更新を小規模にとどめ、１０病
院を想定していた院内がん登録導
入支援の補助対象箇所数を減じる
ことにより、計画額を減額する。

　計画終期までに標準データベースへの移行が見込まれ
ず、院内がん登録については、補助制度を活用する病院
が当初計画よりも少なかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「低侵襲治療センター（仮称）の
整備」を行うこととする。

333012 33岡山 H22補正 緩和ケアの普及促進 医療従事者向け緩和ケア研修の実
施と県民公開講座等の開催

○ 13,592 13,488 △104 　委託事業の事業内容の確定によ
り、計画額を減額する。

　委託先の人件費を対象外とし、在宅緩和ケア地域連携
クリティカルパスを作成することで、見込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

333013 33岡山 H22補正 急性心筋梗塞地域連
携クリティカルパスの
推進

急性心筋梗塞に係る地域連携クリ
ティカルパスの開発と普及

○ 6,516 8,587 ＋2,071 　事業内容の一部変更（保健所単
位の地域推進協議会による普及啓
発の取り止め、県民公開講座の開
催）により、計画額を増額する。（総
事業費は減額）

　パスの普及について、まずは県民公開講座により幅広
い啓発を図り、その後、保健所ごとの地域レベルの啓発を
実施することとしたため。（保健所ごとの啓発は、第３次地
域医療再生計画により実施予定）
　なお、総事業費は減額するが、予定していた国庫補助
が不採択となったため、基金充当額は増額となっている。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、パスの普及により、専門医療機関と地域の医療機
関が相互に連携し、治療計画を共有した診療を行うことが
可能となる。

333014 33岡山 H22補正 糖尿病等の生活習慣
病に係る医療連携の
推進

糖尿病、ＣＫＤ等に係る総合管理医
(かかりつけ医)、メディカルスタッフ
の技能向上のための研修会の開催
及び県民への普及啓発等

○ 40,000 99,682 ＋59,682 有 　計画の延長に伴い、糖尿病に携
わるかかりつけ医の更なる増加やメ
ディカルスタッフへの研修について、
看護師、管理栄養士以外に、薬剤
師、運動療法士等に拡充して実施
する。

　糖尿病患者及びその予備群は年々増加傾向にあること
から、医療連携体制の更なる推進に向けて、糖尿病治療
等に関わるかかりつけ医やメディカルスタッフの増加及び
技能の向上を図る必要がある。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、糖尿病の医療連携体制の構築が一層図られる。

333016 33岡山 H22補正 県北圏域における重
症心身障害児（者）レ
スパイト病床の整備

重症心身障害児（者）等に医療型短
期入所サービスを提供するための
設備整備

○ 15,000 9,293 △5,707 　設備整備事業の事業内容確定に
より、計画額を減額するものであ
る。

　整備機器の変更及び入札を実施した結果、見込を下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

333017 33岡山 H22補正 周産期死亡の症例検
証

産科・新生児科医師で構成する
ワーキンググループによる周産期
死亡症例検証

○ 2,542 2,598 ＋56 有 　計画の延長に伴い、周産期死亡
の症例検証を拡充する。

　分娩取扱い施設が減少する中、妊産婦のリスクに応じ
て、周産期医療施設が相互に連携して受け入れる体制を
整備するとともに、周産期死亡率がさらに低下するよう、
その原因究明を行い、今後の推移を踏まえた対策を打ち
出す必要がある。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、県内の周産期死亡率の低下が期待される。

333018 33岡山 H22補正 就労・非就労助産師
への実践教育プログ
ラムの実施

非就労助産師の復職研修・就職
コーディネーターによる就労支援、
現役助産師へのリーダー研修・母子
支援セミナー・母子支援関連調査等

○ 6,038 15,000 ＋8,962 有 　計画の延長に伴い、就労・非就労
助産師への支援を拡充する。

　再就業する助産師の増加及び高度医療を必要とする新
生児やハイリスク妊産婦のケアに対応できる助産師の人
材育成は十分とはいえない状況であり、事業を継続する
必要がある。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、事業継続により、質の高いケアが提供できる助産師
の確保につながり、周産期医療の充実につながる。

333019 33岡山 H22補正 精神障害者の地域生
活を支える訪問・通
所型医療中核拠点の
設置

訪問診療や訪問看護、診療契約が
結べない患者へのアウトリーチサー
ビス、精神科デイケアやナイトケア
などの通所サービス等を行う診療所
の開設

○ 34,960 11,606 △23,354 　施設整備事業の完了により、計画
額を減額する。

  既存の建物を取得して改修工事を行い、また、設備整備
への補助を取り止めたことにより、見込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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333020 33岡山 H22補正 おかやま子どものこ
ころ支援・臨床研究セ
ンターの設置

児童精神科外来を専門に行うととも
に、児童精神科医療の研究や普及
啓発を行う診療所の開設

○ ○ 69,920 0 △69,920 　事業中止 　子どもや家族からの相談、診断、治療、生活支援までを
一体的に実施でき、精神障害児のための先進的なデイケ
ア機能を兼ね備えた外来施設の整備を図り、運営計画・
実施　設計を完了したが、駐車場予定の用地取得が不可
能となったため、再度、適地選定を行うこととなった。
　なお、近隣の公共施設が平成28年度に移転する計画と
なっていることから、現在、当該跡地を予定地として変更
し、用地交渉を行っている。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「医療・介護連携ネットワークの構築」を行うこ
ととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

333022 33岡山 H22補正 初期救急医療体制の
整備

在宅当番医の診療時間の拡充な
ど、地域の実情に応じた初期救急
医療体制の充実

○ 9,300 0 △9,300 　事業中止 　本事業は、計画策定時に実施主体等を具体化しておら
ず、市町村に対して初期救急医療体制の拡充を促すとい
う趣旨で計画に位置付けたものであるが、現在まで実施
要望はない。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「医療・介護連携ネットワークの構築」を行うこ
ととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

333023 33岡山 H22補正 二次救急医療体制の
強化

設備整備（人工呼吸器等） ○ 12,149 9,509 △2,640 　設備整備事業の完了により、計画
額を減額する。

　入札を実施した結果、見込を下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

333024 33岡山 H22補正 二次救急医療体制の
強化

設備整備（ビデオ鼻咽喉スコープ
等）

○ 13,860 20,349 ＋6,489 有 　計画の延長に伴い、設備整備事
業を拡充する。

　本県では、現在も救急医療の確保が大きな課題となって
おり、各圏域における核となり、多くの救急患者を受け入
れている病院の設備整備を支援することで、二次救急医
療機能の強化を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、県の医療提供体制の強化が期待される。

333025 33岡山 H22補正 二次救急医療体制の
強化

設備整備（遠隔画像閲覧システム） ○ 1,458 1,052 △406 　設備整備事業の完了により、計画
額を減額する。

　設備整備の入札を実施した結果、見込を下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

333026 33岡山 H22補正 二次救急医療体制の
強化

設備整備（テレメータ等） ○ 13,135 8,242 △4,893 　設備整備事業の事業内容確定に
より、計画額を減額する。

　整備機器の変更及び入札を実施した結果、見込を下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

333027 33岡山 H22補正 二次救急医療体制の
強化

病棟建替工事 ○ 50,126 42,448 △7,678 　施設整備事業の完了により、計画
額を減額する。

　施設整備の入札を実施した結果、補助対象経費が見込
を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

333028 33岡山 H22補正 二次救急医療体制の
強化

設備整備（人工呼吸器） ○ 980 693 △287 　設備整備事業の完了により、計画
額を減額する。

　設備整備の入札を実施した結果、見込を下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

333030 33岡山 H22補正 二次救急医療体制の
強化

設備整備（血圧脈波検査装置等） ○ 1,425 8,425 ＋7,000 有 　計画の延長に伴い、設備整備事
業を拡充する。

　本県では、現在も救急医療の確保が大きな課題となって
おり、各圏域における核となり、多くの救急患者を受け入
れている病院の設備整備を支援することで、二次救急医
療機能の強化を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、県の医療提供体制の強化が期待される。

333031 33岡山 H22補正 二次救急医療体制の
強化

設備整備（ビデオ電子スコープ等） ○ 8,554 11,386 ＋2,832 有 　計画の延長に伴い、設備整備事
業を拡充する。

　本県では、現在も救急医療の確保が大きな課題となって
おり、各圏域における核となり、多くの救急患者を受け入
れている病院の設備整備を支援することで、二次救急医
療機能の強化を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、県の医療提供体制の強化が期待される。

333032 33岡山 H22補正 二次救急医療体制の
強化

設備整備（外科用Ｘ線装置等） ○ 6,391 6,279 △112 　設備整備事業の完了により、計画
額を減額する。

　設備整備の入札を実施した結果、見込を下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

254 / 344



参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

333033 33岡山 H22補正 救急医療に従事する
医師・看護師の研修

救急医療機関に勤務する医師・看
護師を対象とする専門技能修得研
修の実施

○ 6,380 0 △6,380 　事業中止 　本事業は、メディカルコントロール協議会や岡山救急医
療研究会（県内の主たる救急医療関係者で構成する任意
団体）において事業の実施要望があることを想定して計画
に盛り込んだものであるが、現在まで具体的な要望はな
い。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「医療・介護連携ネットワークの構築」を行うこ
ととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

333034 33岡山 H22補正 県境における救急医
療体制の確立

隣県関係機関との救急医療の相互
連携・協力に関する広域調整会議
の開催

○ 6,000 4,174 △1,826 　計画のうち、４地域を予定していた
対象地域を減じることにより、計画
額を減額する。

　広域調整会議を設置する地域が、当初計画より少な
かったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医療・介護連携ネットワークの
構築」を行うこととする。

333035 33岡山 H22補正 地域の救急医療を担
う自治体病院への支
援

設備整備（上部消化管ビデオスコー
プ等）

○ 1,690 1,680 △10 　設備整備事業の完了により、計画
額を減額する。

　設備整備の入札を実施した結果、見込を下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

333037 33岡山 H22補正 地域の救急医療を担
う自治体病院への支
援

設備整備（血球計数装置等） ○ 12,775 3,412 △9,363 　設備整備事業の完了により、計画
額を減額する。

　整備機器の変更及び入札を実施した結果、見込を下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

333038 33岡山 H22補正 地域の救急医療を担
う自治体病院への支
援

設備整備（デジタルＸ線透視診断装
置等）

○ 17,383 15,785 △1,598 　設備整備事業の完了により、計画
額を減額する。

　設備整備の入札を実施した結果、見込を下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

333040 33岡山 H22補正 救急医療啓発プロ
ジェクト

適切な救急車の利用、軽症患者に
よる安易な時間外受診の自重、夜
間や休日診療を行う医療機関情報
の提供など、県民向け広報・啓発活
動の実施

○ 9,512 1,176 △8,336 　県主催の県民向けの広報・啓発活
動について、計画額を減額する。
　（各地域単位の事業については、
別事業である「地域で医師を育てる
協働プログラム」で実施）

　県の広報担当課が制作する広報番組等を利用すること
により、見込を下回ったため。

　上記の医療課題については、別事業である「地域で医
師を育てる協働プログラム」によって、本事業が見込んで
いた目標を達成する見込みであるため、本事業の計画変
更による医療課題の解決への影響はない。

333041 33岡山 H22補正 新たな災害拠点病院
の施設・設備整備

設備整備（除染エアーテント等） ○ 17,358 12,806 △4,552 　設備整備事業の事業内容確定に
より、計画額を減額する。

　整備機器の変更及び入札を実施した結果、見込を下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

333042 33岡山 H22補正 新たな災害拠点病院
の施設・設備整備

建替に伴う地盤改良・免震工事等、
設備整備（移動用Ｘ線診断装置等）

○ ○ 212,369 219,070 ＋6,701 有 　計画のうち、施設整備事業の整備
対象の確定により、計画額を増額す
る。

　当該病院は、災害拠点病院としての機能に加え、SARS
等の感染症の発生・流行時での医療提供を行う第二種感
染症指定医療機関であることから、補助対象事業費を増
額することで更なる機能強化を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、災害医療体制に加え、健康危機発生時の医療提供
体制の強化が期待される。

333043 33岡山 H22補正 災害医療の連携体制
強化に必要な設備の
整備

DMAT専用車両（高規格救急車）の
整備

○ 120,000 45,637 △74,363 　計画のうち、８病院を想定していた
補助対象箇所数を減じることによ
り、計画額を減額する。

　補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なく、ま
た、補助対象経費も当初計画を下回ったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医療・介護連携ネットワークの
構築」を行うこととする。

333044 33岡山 H22補正 へき地の医療の支援
体制強化に必要な施
設・設備の整備

医師住宅・病棟新築工事、設備整
備（生化学自動分析装置等）

○ ○ 72,694 106,641 ＋33,947 有 　計画の延長に伴い、設備整備事
業を拡充するとともに、施設整備事
業の事業費確定により、計画額を増
額する。

　へき地地域からの入院患者の受け入れに応じるための
病棟及び医師住宅等の整備により、へき地医療拠点病院
の診療機能を高める必要があることから、本事業の拡充
を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、県の医療提供体制の強化が期待される。

333045 33岡山 H22補正 へき地の医療の支援
体制強化に必要な施
設・設備の整備

設備整備（生体情報モニタ） ○ 15,401 5,670 △9,731 　設備整備事業の完了により、計画
額を減額する。

　整備機器の変更及び入札を実施した結果、見込を下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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333046 33岡山 H22補正 へき地の医療の支援
体制強化に必要な施
設・設備の整備

設備整備（心肺運動負荷試験装置
等）

○ 32,653 36,141 ＋3,488 有 　計画の延長に伴い、設備整備事
業を拡充する。

　本県では、へき地を有する県北地域の医療の確保が大
きな課題となっており、へき地医療拠点病院の設備整備
を支援することで、医療機能の強化を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、県の医療提供体制の強化が期待される。

333049 33岡山 H22補正 へき地へ単身赴任す
る医師の集合住宅の
整備

医師不足地域に単身赴任する医師
専用の集合住宅建設工事

○ 50,850 42,375 △8,475 　施設整備事業の事業内容確定に
より、計画額を減額する。

　補助事業者が、集合住宅の建設戸数を変更したため。
（３０戸→２５戸）

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

333050 33岡山 H22補正 瀬戸内海巡回診療船
の更新に必要な設備
の整備

済生丸の更新に伴う設備整備（Ｘ線
診断装置等）

○ 20,000 18,340 △1,660 　設備整備事業の完了により、計画
額を減額する。

　設備整備の入札を実施した結果、見込を下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

333051 33岡山 H22補正 医療・介護連携ネット
ワークの構築

地域における多職種による医療・介
護連携ネットワークの情報提供と医
療・介護連携シートの普及

○ 4,317 117,230 ＋112,913 有 　計画の延長に伴い、医療・介護の
連携シートをの普及を拡充する。

　より多くの県民が在宅での療養や介護を選択することが
できるためには、医療・介護の多職種による情報共有が
必要であることから、本事業の拡充により、各種の連携
シートを、晴れやかネットのシステムにより運用する。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、医療・介護の多職種連携が促進され、在宅医療の
推進が期待される。

333052 33岡山 H22補正 訪問歯科診療の推進 県歯科医師会支部にポータブル歯
科治療機器を配備し、訪問歯科診
療を行う歯科医院への貸出システ
ムを構築

○ 5,700 5,372 △328 　計画のうち、貸出システムへの支
援を取り止めることで、計画額を減
額する。

　機器の貸出については、補助事業者の自主財源で運用
することとしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

333053 33岡山 H22補正 訪問薬剤指導（緩和
ケア）を行う薬剤師の
養成

設備整備（クリーンベンチ）、がん末
期の疼痛緩和療法に関する研修等
の実施

○ ○ 12,500 8,452 △4,048 　計画のうち、研修内容の変更（疼
痛緩和療法に関する研修を取り止
め、在宅訪問薬剤管理指導研修を
実施）することにより、計画額を減額
する。また、クリーンベンチの整備は
１箇所とする。（基金充当なし）

　がん末期の疼痛緩和に特化した人材育成ではなく、まず
は、訪問薬剤管理指導ができる人材の育成が必要である
ため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

333054 33岡山 H22補正 院内感染対策に係る
地域ネットワークの構
築

院内感染対策に係る実態調査及び
研修会の実施

○ 6,000 1,970 △4,030 　一圏域をモデルとして、診療所を
対象に、院内感染対策や安全管理
に関する実態調査を行い、調査結
果に基づき研修会等を行う。

　院内感染対策については、平成２４年４月の診療報酬改
定（院内防止対策加算）等により、規模の大きい病院では
一定の対策が進められていることから、人的・財政的余裕
が比較的厳しい診療所を対象として、本事業を実施するこ
ととするため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医療・介護連携ネットワークの
構築」を行うこととする。

333055 33岡山 H22補正 へき地の医療の支援
体制強化に必要な施
設・設備の整備

設備整備（生化学自動分析システ
ム等）

○ 0 19,199 ＋19,199 有 　計画の延長に伴い、設備整備事
業を拡充する。

　本県では、へき地を有する県北地域の医療の確保が大
きな課題となっており、へき地医療拠点病院の設備整備
を支援することで、医療機能の強化を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、県の医療提供体制の強化が期待される。

336004 33岡山 H24補正 在宅医療推進事業
（人材育成・確保事
業）

研修会等の開催による在宅医療を
担う人材の育成・確保

○ 28,830 26,114 △2,716 有 　がん検診等に携わる医療従事者
を対象とした研修会を取り止める。

　本計画内の別事業である、「がん対策推進計画の推進」
において実施するため。

　上記の医療課題については、別事業である「がん対策
推進計画の推進」によって、本事業が見込んでいた目標
を達成する見込みであるため、本事業の計画変更による
医療課題の解決への影響はない。

336012 33岡山 H24補正 医療施設発電設備等
設置事業 （津波対
策）

自家発電設備の上層階への設置工
事

○ 40,000 33,500 △6,500 有 　施設整備の事業費精査により、計
画額を減額する。

　事業費を精査した結果、見込を下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

336014 33岡山 H24補正 医療施設災害対策整
備事業

既設の自家発電装置の改修等 ○ 5,000 4,452 △548 　施設整備事業の設計完了により、
計画額を減額する。

　設計を実施した結果、見込を下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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336020 33岡山 H24補正 がん対策推進計画の
推進

緩和ケア講演会、ピアサポート研
修、認定看護師養成、小児がん実
態調査、がん教育、社会全体で支え
る仕組みの構築、医療従事者研修

○ 17,667 20,383 ＋2,716 有 　がん検診等に携わる医療従事者
を対象とした研修会を開催する。

　県内のがんによる死亡者数は増加傾向にあり、全死亡
者数の４分の１以上を占めている。がん対策は県民の生
命と健康を考えるうえで大きな課題であることから、早期
発見・早期治療のために、精度の高いがん検診が行われ
る必要がある。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、効果的ながん対策の推進が図られる。

336024 33岡山 H24補正 地域医療連携体制推
進事業

各二次医療圏における５疾病５事業
及び在宅医療の連携体制を構築

○ 38,862 47,906 ＋9,044 有 　県内の５医療圏ごとに開催する講
演会や研修会等の内容を充実によ
り、計画額を増額する。

　各二次医療圏で抱える課題の解決のために、事業費を
増額し、各圏域の実情に応じた医療連携体制の構築を図
る必要がある。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、各二次医療圏における疾病や事業ごとの連携体制
の強化が図られる。
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341001 34広島 H21補正
①広島

広島市民病院のコン
トロール機能の整備

　受入困難事案（受入交渉4回以
上）の救急患者の増加に対応する
ため，救急外来診察室の増改築及
び医療機器の整備を行うとともに，
支援医療機関への転送用救急車及
び救急車待機所の整備を行う。

○ ○ 361,685 376,650 ＋14,965 コントロール機能病院及び支援病院
への支援を拡充し，安定的な運用を
図る。

「医療提供体制推進事業費補助金」の不足により，救急
医療事業に必要な額が確保できず，本事業の運用に支障
があるため。

　変更に伴う財源については，基金の運用益を活用するこ
ととしており，他の事業に影響を及ぼすことはない。

341004 34広島 H21補正
①広島

可部夜間急病セン
ターの設置

　二次救急医療機関の負担軽減と
軽症患者の広島都市部への流入抑
制，重症患者の円滑な受入れを図
るため，初期救急患者を受け入れる
夜間急病ｾﾝﾀｰを整備する。

○ 91,400 82,500 △8,900 計画のうち，設備整備等について減
額するものである。

可部夜間急病センターの設備整備等について入札を実施
した結果，見込を下回ったため

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。

341007 34広島 H21補正
①広島

広島県地域保健医療
推進機構の創設・運
営

　地域医療を担う医師の派遣調整
や医師確保，定着支援等の地域医
療推進機能を担う「広島県地域保健
医療推進機構」の創設。

○ 120,358 131,741 ＋11,383 医師確保対策等に係る取組を実施
する中で，若手医師，女性医師やベ
テラン医師の確保や臨床研修病院
の魅力アップなど，より具体的な対
応策・取組を実施するために，所要
額の増額を行った。

医師確保対策等に係る取組を実施する中で，若手医師，
女性医師やベテラン医師の確保や臨床研修病院の魅力
アップなど，より具体的な対応策・取組を実施するため
に，所要額の増額を行った。

　変更に伴う財源については，基金の運用益を活用するこ
ととしており，他の事業に影響を及ぼすことはない。
　医師確保対策等に係る取組を実施する中で，若手医
師，女性医師やベテラン医師の確保や臨床研修病院の魅
力アップなど，より具体的な対応策・取り組みを推進して
おり，県外医師の招致や医師確保等についてより効果的
に実施している。

342001 34広島 H21補正
②福山・
府中

府中地域の医療機能
の強化

府中地域における医療機能を維持
するため，府中北市民病院と府中
市民病院の連携強化と地域におけ
る医療機能連携への支援を行うこと
により，効率的な医師配置を推進す
るとともに，救急医療体制等の充実
を図る。

○ ○ 749,000 749,000 ±0 有 府中市民病院の建替えについて，
平成22年度から実施する予定で
あった設計業務が平成24年度の着
手となり，工期も平成24～25年度の
予定から平成25～28年度に変更と
なった。
また，基金を充当せずに実施予定
であった府中北市民病院の改修工
事について，当面，工事を行わない
こととした。

府中市民病院と府中北市民病院の機能分化・連携の検
討にあたり，両院の経営を統合し，経営の安定と継続性を
維持する病院の体制づくりのために，地方独立行政法人
府中市病院機構を設立することとしたが，各関係者との協
議調整に時間を要することとなったため，平成22年度から
実施する予定であった府中市民病院の建替工事にかか
る設計業務に平成24年度に着手することとなり，工期も平
成24～25年度の予定から平成25～28年度に変更となっ
た。
また，府中北市民病院において改修工事を実施予定で
あったが，改修後に必要となる医師確保の見込みが立た
なくなったことや，経営状況を考慮した結果，当面，工事
は行わないこととした。

変更は工期等の遅れによるものであり，計画変更による
医療課題の解決への影響はない。
また，府中北市民病院の改修工事を実施しないこととなっ
たが，これまで行ってきた医療人材の確保推進の取り組
みや府中市民病院の建替工事による機能強化により，府
中地域の医療提供体制の充実は図ることができると考え
られる。

342003 34広島 H21補正
②福山・
府中

府中地域及び世羅地
域医療機能連携合同
会議の開催

　２つの圏域にまたがる府中地域及
び世羅地域における医療連携や医
療提供体制のあり方など医療機能
を維持するための検討を行うため，
関係医療機関及び行政による合同
会議を設置する。

○ 2,000 1,000 △1,000 計画のうち，会議開催経費について
減額するものである。

行政担当者による会議の実施など，会議経費が減額と
なったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。

342004 34広島 H21補正
②福山・
府中

福山夜間成人診療所
の設置

　東部地域の二次及び三次救急医
療機関の負担を軽減し，救急医療
体制を維持するため，都市部に初
期救急医療を担う福山夜間成人診
療所を設置する。

○ 678,000 535,344 △142,656 計画のうち，診療所の駐車場用地
について，予定していた箇所数を減
じることにより，計画額を減額するも
のである。

駐車場用地については，３筆の購入を予定していたが，用
地取得交渉において１筆の取得の見込みがたたず，残り
の２筆のみ取得することとしたため。
また，診療所建築工事等の入札にかかる，金額の減によ
る変更。

隣接する小児夜間診療所等の駐車場を共有することによ
り，繁忙期でも対応できると見込まれること，また，入札に
より安価に目標を達成できたものであることから，本事業
計画の変更により医療課題の解決への影響はない。

342005 34広島 H21補正
②福山・
府中

大学医学部地域枠の
拡大

　大学医学部地域枠の定員を増員
するとともに，定員増に対応して奨
学金の拡充を図ることにより，卒業
後，義務年限内の1/2を中山間地域
で医療を行う医師の養成を強化し，
中長期的な中山間地域における医
師確保を図る。

○ 288,000 289,146 ＋1,146 広大地域枠の拡大による増額及び
岡大地域枠の採用減による減額

広大地域枠の拡大による増額及び岡大地域枠の採用減
による減額

　変更に伴う財源については，基金の運用益を活用するこ
ととしており，他の事業に影響を及ぼすことはない。
　地域医療を志す医学生を3名多く採用することにより，将
来県の地域医療が更に拡充・充実する。
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342007 34広島 H21補正
②福山・
府中

福山・府中地域の救
急医療体制等機能強
化事業

福山・府中圏域において救急医療
等を担う医療機関が医療提供体制
を確保するために実施する施設・設
備整備に対し支援することにより，
当該地域の救急医療体制等の機能
を強化する。

○ ○ 0 101,993 ＋101,993 新規 　県境に位置する，福山・府中圏域における救急医療体
制及び周産期医療体制を確保することは，県政の重要課
題であり，広島県・岡山県の行政機関や医療機関で構成
する医療広域連携会議においても，救急医療等を担う医
療機関の機能強化や就業環境の整備などについて，提
言が行われたところである。こうしたことから，これらの機
関が，医療提供体制を確保するために実施する施設・設
備整備に対し支援することにより，当該地域の救急医療
体制等の強化を図るものである。

　変更に伴う財源については，基金の他事業で不要となる
事業費（減額分）を活用することとしており，他の事業に影
響を及ぼすことはない。

342008 34広島 H21補正
②福山・
府中

岡山大学寄附講座の
設置

　小児救急医療体制の維持・確保と
小児救急医療に携わる医師を養成
するため岡山大学の寄附講座を運
営

○ 0 20,000 ＋20,000 新規 福山・府中圏域における小児二次救急医療体制を構築す
るため。

　変更に伴う財源については，基金の他事業で不要となる
事業費（減額分）を活用することとしており，他の事業に影
響を及ぼすことはない。また，福山・府中圏域の小児救急
医療体制の構築を図ることが可能となる。

342009 34広島 H21補正
②福山・
府中

診療支援医師派遣体
制の整備

福山・府中地区の小児救急医療支
援事業参加医療機関に対し，岡山
大学大学院等の医師（大学院生及
び後期臨床研修医）を派遣する。

○ 0 1,462 ＋1,462 新規 　福山・府中圏域における小児二次救急医療体制を構築
するため。

　変更に伴う財源については，基金の他事業で不要となる
事業費（減額分）を活用することとしており，他の事業に影
響を及ぼすことはない。また，福山・府中圏域の小児救急
医療体制の構築を図ることが可能となる。

342010 34広島 H21補正
②福山・
府中

救急医療体制充実強
化事業

圏域において傷病ごとに搬送されて
いる医療機関と，その転帰（確定診
断）の状況を把握・検証し，圏域に
おける救急医療体制の現状把握及
び救急医療体制の確保・維持に向
けた検討を実施する。

○ 0 3,000 ＋3,000 新規 救急医療体制の充実強化と，より効率的な搬送体制の構
築のため，新たにシステムを構築し，データベースの分析
を通して救急医療体制の維持・確保に向けた取組の課題
を明らかにし，受入実施基準の改定等必要な対策を行う。

　変更に伴う財源については，基金の他事業で不要となる
事業費（減額分）を活用することとしており，他の事業に影
響を及ぼすことはない。また，福山・府中圏域の小児救急
医療体制の構築を図ることが可能となる。

342011 34広島 H21補正
②福山・
府中

在宅高齢者支援情報
システム試行事業

地上デジタル放送を活用し，独居老
人等が健康・医療，地域情報に容易
にアクセスできる情報システムを開
発する事業者へ支援することによ
り，健康・医療等の多様な情報を，
効果的に在宅の高齢者等に提供し
ていくシステム構築を促進する。

○ 0 30,000 ＋30,000 新規 今後のさらなる高齢者の進展等を踏まえ，最も普及してい
るデジタル情報サービスのひとつである地上デジタル放
送の機能（データ放送）を活用し，健康・医療等に係る多
様な地域情報を在宅の高齢者世帯等に提供するため。

　変更に伴う財源については，基金の運用益を活用するこ
ととしており，他の事業に影響を及ぼすことはない。また，
福山・府中圏域において，健康・医療に係る多様な地域情
報を効果的に在宅の高齢者世帯等に提供することが可能
となる。

343001 34広島 H22補正 ひろしま医療情報
ネットワークの整備

地域の医療機関の連携を促進する
ため，医療情報を効率的に利用す
ることを目的とした「ひろしま医療情
報ネットワーク」を整備する。

○ 820,365 897,029 ＋76,664 有 〇参加医療機関の増加を図るた
め，医療機関への補助額を増額す
る。
〇画像情報共有システムに係るシ
ステム構築を平成27年夏とする。

〇参加医療機関への補助額の増
〇画像情報共有システムは，高精度放射線治療センター
(仮称)と４基幹病院のネットワークシステムであることか
ら，センター整備のスケジュール（Ｈ27年度竣工・引渡し，
運営開始が平成27年夏）に合わせる必要がある。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、医療機関への補助を増額することにより，より多くの
医療機関がネットワークに参加し，医療情報を効果的に利
用することが可能となる。

343003 34広島 H22補正 広島県感染症・疾病
管理センター（広島版
CDC）の整備

感染症対策の司令塔の役割を担う
中枢機能（広島版ＣＤＣ）を整備する
とともに，感染症指定医療機関の整
備や非感染症にかかる保健医療体
制を構築する。

○ 153,552 138,995 △14,557 計画額のうち，感染症・疾病管理セ
ンターの施設整備について減額す
るものである。

感染症・疾病管理センターの施設整備について入札を実
施した結果，見込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。

343004 34広島 H22補正 ドクターヘリの導入 平成２５年度からの運航を目指し，
新たにドクターヘリを導入することと
し，基地病院の整備等ヘリの運用に
必要な施設・設備整備を行う。

○ ○ 50,000 139,014 ＋89,014 　Ｈ25.5.1から運航を開始している
が，格納庫・運航管理事務所の実
施設計の遅れから，施設整備は平
成２５年度末まで必要であり，この
間の暫定格納庫・暫定運航管理事
務所は広島ヘリポート内の既存施
設を一時活用している。
　このため，実態に即したスケ
ジュール変更とともに，暫定格納庫
の確保及び施設完成後の無線設備
の移設費用について基地病院の整
備として，基金充当により対応す
る。

発進基地の災害時の拠点機能を高めるため，耐震性の
向上及び嵩上げを行う

　変更に伴う財源については，基金の他事業で不要となる
事業費（減額分）を活用することとしており，他の事業に影
響を及ぼすことはない。
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343005 34広島 H22補正 小児救急専門病床
（PICU）及び小児専
門医療機器の整備

高度救命救急センターである広島
大学病院に小児救急専門病床を整
備する。

○ 14,666 21,808 ＋7,142 広島大学病院への支援を拡充す
る。

「医療提供体制推進事業費補助金」の不足により，救急
医療事業に必要な額が確保できず，本事業の運用に支障
があるため。

変更に伴う財源については，基金の運用益を活用するこ
ととしており，他の事業に影響を及ぼすことはない。

343007 34広島 H22補正 心不全・脳卒中に係
る地域リハビリテー
ション支援体制の整
備

地域における心不全・脳卒中のリハ
ビリテーション体制を強化するため，
中核的病院の体制を整備する。

○ ○ 102,000 73,364 △28,636 計画のうち，設備整備について減額
するものである。

医療機器等の設備整備について入札を実施した結果，見
込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。

343009 34広島 H22補正 中山間地域等への診
療支援医師派遣体制
の整備

中山間地域等の中核病院や地域の
高度医療を担う医療機関について，
必要な医療提供体制を確保するた
め，広島大学と連携して診療支援を
行う医師を派遣する。

○ 106,620 91,181 △15,439 　広島大学大学院生による中山間
地域の中核病院への診療支援の実
績により減額を行う。

実績による減額 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。

343010 34広島 H22補正 医師の診療科・地域
偏在の解消に向けた
調査・研究の推進

地域別・診療科別医師数，患者数，
疾病の発生動向，患者の受療行動
など客観的データを把握・分析し，
医療資源（医療人材，医療機関，医
療機器）の最適な配置に向けて検
討を行う。

○ 46,180 73,356 ＋27,176 レセプト等による医療資源適正配置
等の分析のため，医療・介護・保健
情報総合分析システムを整備する。

より客観的なデータとして，レセプト等を活用する必要が
あるため。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た，レセプト等を活用した，医療・介護・保健情報総合分析
システムを整備することにより，実証的なエビデンスに基
づいた健康福祉施策へつなげていくことが可能となる。

343011 34広島 H22補正 ナースセンターの機
能強化等による看護
師確保対策の拡充

県と看護協会・病院協会等の関係
団体との密接な連携により，ナース
バンク（無料職業紹介事業）の活用
促進に向けた地域セミナーの開催
など求職・求人登録に係る普及啓発
や，就業者の定着支援のための認
定看護師養成支援など看護師確保
対策を強化する。

○ 37,332 36,795 △537 有 〇　計画のうち，委託契約額の減な
ど，実績額確定による不要額につい
て減額する。
〇　看護職員情報サイトの整備につ
いて，一部事業費を翌年度に繰り越
して整備する。

　看護職員情報サイトの整備にあたり，サイト内に併せて
整備する病院情報検索システムの開発が当初の予定で
は年度内に完成できる見込みであったが，11月になって
脆弱性診断も含めて開発期間を見込まなければならない
ことがわかり，年度内の完成が困難となったため，サイト
内の病院情報検索システムの開発のみ，翌年度へ繰り越
して整備する。
　その他の部分については，予定どおり整備する。

　計画額より安価で目標を達成することができる見込みで
あり，計画変更による医療課題の解決による影響はな
い。
　また，一部事業が年度内に完了しないため，当該部分を
翌年度へ繰り越して事業を実施することとする。

343012 34広島 H22補正 無医地区等における
在宅療養推進体制の
強化

無医地区等の住民の受療機会を充
実させるため，医療機器を搭載した
診療車を整備し，複数のへき地医療
拠点病院により巡回診療を行う。

○ ○ 43,800 40,695 △3,105 移動診療車の改修内容の精査等に
より，効率化を図った結果，所要額
が減額となった。

移動診療車の改修内容の精査により，補助額が見込を下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。

343013 34広島 H22補正 診療船「済生丸」の強
化

瀬戸内海巡回診療船「済生丸」の新
船建造にあわせ，新たに搭載する
医療機器を拡充整備する。

○ 20,000 17,500 △2,500 「済生丸」の運航主体である，（社
福）恩賜財団済生会において，機能
拡充を行う医療機器等について，既
存機器等を利用するなど，経済的な
整備を実施した結果，所要額が減
額となった。

既存機器等の利用等により，補助額が見込を下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。

343014 34広島 H22補正 地域の医療資源を活
用した災害時の救
命・救急医療体制整
備

自然災害をはじめ，感染症の蔓延
等，様々な態様の災害においても，
迅速に地域の医療資源を活用した
医療支援活動が行えるよう医療提
供体制のあり方について調査・研究
を行い，支援体制を整備する。

○ 68,141 75,559 ＋7,418 　調査等を実施した結果，調査後に
行うことと計画していた医療資機材
整備のみではなく，より充実した研
修や訓練の実施及びそれらを通じ
た地域における災害医療体制の見
直しといった，ソフト事業をより充実
させる必要があると考えられた。
　これを受け，基金を活用し，県内
外から多くの講師やコントローラー
を招いての研修，訓練等を企画，運
営し，マニュアル等の改正を実施す
ることとした。

　調査や会議等を実施していく中で，本県においては，特
に災害拠点病院等の少ない圏域において，災害医療に関
する認識等が十分ではない状態であると考えられた。
　目的を達成するためには，調査結果に基づき，医療資
機材を整備するだけでは不十分であり，基金を活用して，
より災害医療を認識させるためのソフト事業を充実する必
要があると考えられたもの。

　変更に伴う財源については、基金の他事業で不要となる
事業費（減額分）を活用することとしており、他の事業に影
響を及ぼすことはない。
　ソフト面からのアプローチを重点的に行うことにより，より
効果的なハード資機材の整備，有効活用の促進が図ら
れ，災害医療の体制強化につながるより高い効果が期待
できる。
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343015 34広島 H22補正 医療施設の耐震化等
の整備促進（病床削
減を伴う整備）

地震発生時において適切な医療提
供体制の維持を図るため，未耐震
建物等を有する病院の耐震化整備
を促進する。

○ 1,904,475 1,603,920 △300,555 有 三上病院及び本郷中央病院が事業
を辞退した。
国庫補助活用事業において，国庫
補助の配分状況により基金充当額
が変更となった。

三上病院及び本郷中央病院において，耐震整備工事を
予定していたが，病院の収支計画を見直した結果，工事
の実施を取りやめることとなった。
国庫補助活用事業において，国庫補助の配分状況が当
初予定から変更になったため，それに伴い基金充当額が
変更となった。

　当初計画には満たないものの，本事業により一部の成
果を上げることができ，医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため，地域医療再生計画では当該事業を
減額し，優先順位の高い「災害拠点病院の機能強化事
業」等他の事業を行うこととする。
　2病院が事業を辞退したものの，本事業により6病院の
耐震化促進が図られることから，一定の成果を上げること
ができると考えられる。

343016 34広島 H22補正 災害拠点病院の機能
強化

東日本大震災を踏まえ，大規模災
害発生時に，災害拠点病院におい
て十分な医療の提供が可能となる
よう病院の施設，設備を強化する。

○ 103,000 269,864 ＋166,864 　計画後，新たに災害拠点病院と
なった医療機関や，当初一部自己
負担で整備を計画していた内容のう
ち，緊急的に推進する必要があると
有識者会議等で判断された施設に
ついて，基金を活用し，速やかに対
策を講じることとするとともに，一部
メニューについて，補助対象医療機
関を増加する。
　一方，詳細設計等において，整備
実施困難となった医療機関におい
ては，整備計画を取りやめ，ソフトで
の対策を図る。

【新規追加機関】
　計画後，新たに災害拠点病院となった医療機関におい
ても，より強固な施設・設備を整備し，災害医療の中核と
なる必要があることから，当該計画を適用することとする。
【財源変更】
　受水槽や自家発電容量が極端に少ない等の施設につ
いては，施設負担等をなくし，早急に整備を進める必要が
あるため。
【対象医療機関増加】
　震災後，検証が進む中で，DMAT専用車両の重要性を
認識する医療機関が増えたことから，DMATカーの補助対
象医療機関を増加する。
【計画実施取りやめ】
　詳細設計の結果，土地の制約等により実施できなくなっ
たもの。

　変更に伴う財源については、基金の他事業で不要となる
事業費（減額分）を活用することとしており、他の事業に影
響を及ぼすことはない。
【追加実施】
　より確実かつ早急に災害拠点病院として必要なハード
整備が進められることとなり，本県災害医療体制の強化
につなげることができる。
【計画実施取りやめ】
　次により対応する。
　県立広島病院受水槽＝別事業にて移設。　中国労災病
院＝給水の協定等を検討。　呉医療センター・庄原赤十字
病院自家発電＝手動給油等で対応。　厚生連尾道総合
病院緊急自動車＝既存車両を活用
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351001 35山口 H21補正
①萩

病院勤務医・医師等
確保事業

病院勤務医・開業医等に対する就
業・開業支援

○ ○ 180,867 180,867 ±0 　就業資金の助成の対象者を拡充
し、当初予定した医師（病院勤務
医、開業医）に加え、看護師、薬剤
師、歯科衛生士等を追加することに
より、地域の医療提供体制の維持・
充実を図る。
　招へい専門員の設置等により、圏
域内での開業、就業に向けた情報
提供機能の強化を図る。
　宿泊支援施設の整備（既存施設
の改修）を行い、圏域内で行う研修
の際に提供することにより、研修
医、医学生等の支援を図る。

　圏域における医療体制の維持を図るために、医師等医
療従事者の確保が喫緊の課題となっており、病院勤務
医、開業医に加え、看護師等を就業支援の対象として拡
充し、取組の促進を図るものである。
　あわせて、研修時の宿泊施設を提供することにより、臨
床研修医、医学生の支援を図るものである。

　就業資金の応募者数が見込みを下回り、当初計画
（250,000千円）には満たないものの、本事業により一部の
成果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定
の見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業
を減額し、優先順位の高い「休日急患診療センター及び
地域医療連携支援センター整備事業」を行うこととする。

351002 35山口 H21補正
①萩

休日急患診療セン
ター及び地域医療連
携支援センター運営
事業

設置当初の運営費補填 ○ ○ 50,000 20,409 △29,591 　休日急患診療センター、地域医療
連携支援センターの初期費用を減
額する。
　※施設名について「休日夜間診療
センター」を「休日急患診療セン
ター」へ変更

　休日急患診療センターの開設に当たり、医療機器、薬品
等に要する経費が見込みを下回ったことによる。

　計画額より安価で目標を達成する見込みであり、計画変
更による医療課題の解決への影響はない。

351003 35山口 H21補正
①萩

休日急患診療セン
ター及び地域医療連
携支援センター整備
事業

救急医療体制の構築
・休日急患診療センター、地域医療
連携支援センターの整備
・地域医療再生計画協議会の運営
・地域住民に対する適切な受診の
啓発
・医療機能調査の実施

○ ○ ○ 520,000 1,011,974 ＋491,974 ・地域における医療連携を推進する
上で必要となる住民の受療行動、意
識等に関する調査の追加
・休日急患診療センター及び地域医
療連携支援センターの整備につい
て、災害発生時の対応、新興感染
症の対応等の拠点としての機能を
果たすよう設計を行ったことによる
事業費の増額

　休日急患診療センター及び地域医療連携支援センター
は、地域における救急医療体制の再構築、医療連携の拠
点としての役割を果たすことが期待されており、地域医療
再生計画推進協議会の検討結果を踏まえ、より一層の機
能の充実を図るものである。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、計画の推進、他の事業の進捗に影響
を及ぼすことはない。
　また、地域における医療提供体制、特に初期救急医療
体制の維持を図ることが可能となる。

351004 35山口 H21補正
①萩

地域医療連携情報シ
ステム構築事業

地域医療連携を支える情報システ
ムの構築

○ ○ 430,000 36,750 △393,250 　地域医療連携情報システムの構
築について、情報項目の見直し等、
システム設計の変更を行う。

　開業医の高齢化等により、電子カルテシステム、画像診
断システム等については対応が困難であるとする参加者
が多いことから、取組が容易であり、かつ、持続可能なシ
ステムの構築を図るものである。

　地域医療再生計画推進協議会における検討により、地
域の実状に応じた内容の見直しを行った結果、事業費の
減額となったものであって、計画の目標を達成する見込み
であるため、本事業の計画変更による医療課題の解決へ
の影響はない。

351005 35山口 H21補正
①萩

医師修学資金 医学部の入学定員増に対応した修
学資金貸付

○ 144,000 189,000 ＋45,000 　修学資金貸与の対象を拡充し、地
域医療に従事する医師の拡大を図
る。

　医師の確保、地域・診療科間の偏在の解消は喫緊の課
題となっており、修学資金貸与が必須である医学部の入
学定員増に対応するとともに、懸念される外科医不足の
解消を図るため、本事業の拡充を図るものである。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、計画の推進、他の事業の進捗に影響
を及ぼすことはない。
　また、修学資金貸与は医師の養成・確保において極め
て有効に機能しており、医療課題の解決を図る上で、大き
な事業効果が見込まれる。

351006 35山口 H21補正
①萩

医師確保促進事業 医師不足の医療機関への医師の無
料職業紹介、県外医師・医学生へ
の情報発信等

○ 24,000 34,705 ＋10,705 　計画のうち、広報活動について、
県ホームページに加えて、民間事業
者が運営するＷＥＢを活用した情報
発信の強化を図ることにより、計画
額を増額する。

　県内外への情報発信を強化することにより、少しでも多
くの医師の確保が図れるよう、本事業の拡充を図るもので
ある。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、計画の推進、他の事業の進捗に影響
を及ぼすことはない。
　また、情報発信機能の強化により、最優先課題である医
師確保対策を加速化することが可能となる。

351007 35山口 H21補正
①萩

潜在看護職員再就業
支援事業

未就業の看護師資格保有者が、最
新の看護技術や知識を習得できる
よう、実習や研修等を実施

○ 12,389 14,567 ＋2,178 　計画のうち、再就業コーディネー
ター配置について２名から３名に増
員を行うことにより、計画額を増額
する。

　再就業に対して不安等を抱える未就業看護職員に対し
て、個別相談、研修のサポート等きめ細かな支援を行うこ
とは、再就業の促進において極めて効果的であり、こうし
た細かなサポートを、再就業希望者の身近かな各地域で
行うことができるよう、本事業の拡充を図るものである。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、計画の推進、他の事業の進捗に影響
を及ぼすことはない。
　また、将来の地域医療を担う看護職員確保の更なる促
進を図ることが可能となる。
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351009 35山口 H21補正
①萩

ドクヘリ導入促進事
業

ドクターヘリを活用した救急医療体
制の強化、基地病院等のヘリポート
整備支援等

○ ○ ○ 562,576 243,504 △319,072 有 ①ヘリポート整備について実施医療
機関数を減
②ヘリポート周辺整備、ヘリ搭載機
器整備について支援対象項目の拡
充（格納庫、無線機器）
③関係者等の連携を図るための取
組の拡充（調査研究、連絡調整、実
動訓練）

①救命救急センターを支援対象としているヘリポート整備
について、予定した３施設のうち、長門総合病院が体制の
整備が整わず、救命救急センターの指定に至らなかった
ため
②支援対象の拡充により、ドクターヘリを活用した救急医
療体制の一層の強化を図るため
③基地病院、運航業務委託業者、救急医療機関、消防機
関等との連携の強化により、救急搬送受入体制の一層の
充実を図るため

　上記の医療課題については、別事業である「救命救急
センター機能強化事業」と一体的に取り組むことによっ
て、本事業が見込んでいた目標を達成する見込みである
ため、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。

351010 35山口 H21補正
①萩

救命救急センター機
能強化事業

医療機器の導入等による救命救急
センター等の機能強化

○ 361,826 465,521 ＋103,695 有 ①事業実施医療機関数の減
②実施内容の追加（設置型透視装
置を備えた手術室機器整備）

①当初計画において、救命救急センターの指定を予定し
ていた長門総合病院について、体制の整備が整わず、指
定に至らなかったため
②実施内容の拡充により、救急医療体制の一層の充実
強化を図るため

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、計画の推進、他の事業の進捗に影響
を及ぼすことはない。
　また、地域における救急医療体制の充実強化を図ること
が可能となる。

351011 35山口 H21補正
①萩

ＤＭＡＴ体制整備事業
等

ＤＭＡＴの養成・体制整備、災害拠
点病院の機能強化

○ ○ 127,061 285,605 ＋158,544 　事業内容を拡充し、災害時非常用
電源の多重化、救急ハイケアユニッ
トの整備、医療情報のバックアップ
体制の整備を支援することにより、
災害拠点病院の診療機能強化を図
る。

　ＤＭＡＴ指定病院の機能強化を通じて、県内の災害医療
体制の強化を図るため、あわせて災害拠点病院の機能強
化を図るものである。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、計画の推進、他の事業の進捗に影響
を及ぼすことはない。
　また、災害拠点病医院の機能強化を図ることにより、県
内の災害医療体制の一層の充実強化を図ることが可能と
なる。

351012 35山口 H21補正
①萩

災害時歯科医療用機
器整備事業

災害時の避難患者に対応するため
のポータブル治療機器、X線装置を
整備

○ 9,200 11,484 ＋2,284 　導入台数を拡充し、体制整備の促
進を図る。

　東日本大震災の被災状況を踏まえ、各圏域への設置を
行うこととして本事業の拡充を図るものである。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、計画の推進、他の事業の進捗に影響
を及ぼすことはない。
　また、災害発生時に備えた体制整備の推進を図ることが
可能となる。

351013 35山口 H21補正
①萩

萩・長門地域医療提
供体制強化事業

再生計画事業の進行管理、関係者
等との連絡調整

○ 0 1,260 ＋1,260 　再生計画に基づく事業を推進する
上で、計画の適切な進行管理を行う
必要があるため、これに要する地元
調整等の経費を追加する。

　圏域における取組の支援を図るとともに、再生計画の適
切な進行管理を行うことにより、再生計画事業の円滑な推
進を図るものである。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、計画の推進、他の事業の進捗に影響
を及ぼすことはない。
　また、再生計画事業の円滑かつ効果的な推進を図るこ
とが可能となる。

352001 35山口 H21補正
②長門

専門外診療科に係る
プライマリーケア研修
事業

地域の医療機能の維持を図り、専
門外の医師へのプライマリーケア研
修を実施

○ 3,000 4,740 ＋1,740 有 　事業の延長実施とそれに伴う事業
費の増額を行う。

　専門外診療科に係るプライマリーケア研修の実施は、圏
域における救急医療体制の再構築、特に、初期救急医療
体制の確保を図る上で、効果的な取組として機能を果たし
ており、目標の達成のために更なる継続実施が求められ
ていることから、事業の拡充を図るものである。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、計画の推進、他の事業の進捗に影響
を及ぼすことはない。
　また、初期救急医療体制の更なる充実を図ることが可能
となる。

352002 35山口 H21補正
②長門

地域住民に対する適
切な医療受診の啓発
活動事業

軽症時間外受診者が救急告示病院
に集中しないよう、地域住民に対す
る適切な受診の普及啓発を実施

○ 2,000 19,364 ＋17,364 有 　実施内容の拡充、事業の延長実
施に伴う事業費の増額を行う。

　救急搬送件数のうち、入院を必要としない軽症患者の受
診、特別な医療処置を必要としない時間外受診者の割合
は依然として高く、救急医療機関の負担増、疲弊の要因と
なっており、住民に対する適切な受診の啓発は、必要不
可欠な取組である。
　このため、出前講座の実施等により事業の拡充を図るも
のである。また、住民の理解を得るためには時間を要する
取組であることから、継続して実施することにより事業促
進を図るものである。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、計画の推進、他の事業の進捗に影響
を及ぼすことはない。
　また、初期救急医療体制の更なる充実を図ることが可能
となる。

352003 35山口 H21補正
②長門

長門地域医療再生計
画推進協議会設置事
業

計画を着実に推進するための調整
組織を設置・運営

○ 21,000 16,760 △4,240 　推進協議会の開催に要する経費
を減額する。

　事務局経費の削減等により、所要額が見込みを下回っ
たことによる。

　　計画額より安価で目標を達成することができたもので
あり、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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352004 35山口 H21補正
②長門

休日夜間診療セン
ター及び地域医療連
携支援センター整備・
運営事業

休日夜間診療センター及び地域医
療連携支援センターの整備・運営

○ ○ ○ 813,000 539,697 △273,303 　整備事業：休日夜間診療センター
及び地域医療連携支援センター建
築工事費の減額
　運営事業：休日夜間診療センター
の初期経費の減額

　整備費：設計及び入札の結果、センター建築工事費が
見込みを下回ったため
　運営費：開設に当たり必要とする医療機器、薬品等の初
期経費が見込みを下回ったため

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

352005 35山口 H21補正
②長門

地域医療連携情報シ
ステム構築事業

電子カルテシステムの整備など、患
者トリアージ・医療連携を支える情
報システムを構築

○ ○ 396,000 666,144 ＋270,144 　システム構築内容を追加すること
に伴い事業費を増額する。

　情報システムの構築に当たり、各中核病院の電子カル
テシステムのネットワーク化に要する経費が当初の見込
みを上回ったことによる。
　推進協議会における検討の結果、より一層の充実を図
るため、在宅医療の推進等、地域連携を進めるたのシス
テムを追加することによる。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、計画の推進、他の事業の進捗に影響
を及ぼすことはない。
　また、地域における医療連携の充実を図ることが可能と
なる。

352006 35山口 H21補正
②長門

薬局ネットワーク構築
事業

圏域内の薬局全体で備蓄薬の管理
を行う専用端末の導入等

○ ○ 15,000 3,295 △11,705 　実施内容の見直しを行ったことに
伴い、事業費を減額する。

　再生計画推進協議会薬局ネットワーク構築部会におけ
る検討の結果、計画のうち、テレファーマシー（処方箋送
付システム）の導入については、引き続き検討を行うことと
し、当初の目標である備蓄薬管理システムの構築を最優
先とし、特化することとしたため

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「地域連携情報システム構築事
業」を行うこととする。

352007 35山口 H21補正
②長門

医師臨床研修推進事
業

「山口県医師臨床研修推進セン
ター」を新たに設置し、臨床研修医
等、若手医師を確保・育成

○ ○ 86,800 133,456 ＋46,656 有 　若手医師の確保・育成を加速化さ
せるため、臨床研修病院が行う取組
（病院現地見学会の開催、研修に用
いる機器の整備等）の支援事業を
拡充する。

　若手医師の減少が顕著であり、臨床研修医の確保に向
け、本事業の拡充により臨床研修体制の強化を図るもの
である。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、計画の推進、他の事業の進捗に影響を
及ぼすことはない。
　また、臨床研修医に対し、魅力ある研修環境を提供する
ことにより、若手医師の確保、医師不足の解消を図ること
が可能となる。

352008 35山口 H21補正
②長門

地域医療推進学講座
開設事業

地域医療推進学講座を設置 ○ 160,000 120,000 △40,000 　平成24・25年度における教員配置
の見直し(4人→2人)に伴い、計画額
を減額する。

　寄附の相手方と協議の上、寄附講座の体制（教員配置）
を見直し、寄附金を減じることとしたため

　上記の医療課題については、別事業である「地域医療を
担う医師の総合支援組織（地域医療支援センター）の設
置・運営事業」等と一体的に取り組むことによって、本事
業が見込んでいた目標を達成する見込みであるため、本
事業の計画変更による医療課題の解決への影響はない。

352010 35山口 H21補正
②長門

看護師等修学資金貸
与事業

看護師の県内定着のための修学資
金貸付

○ 151,699 0 △151,699 　県負担により実施することとし、再
生計画事業としての実施を中止す
る.。

　新卒看護職員の県内定着を図るための基本的な対策と
して、長期継続して取り組むべき事業であることから、県
負担により実施することとし、基金を財源として更に取組
を加速化する他の事業と構成を変更したことによるもので
ある。

　上記の医療課題については、県負担による実施、別事
業である「プレ・ナース応援事業」等と一体的に取り組むこ
とによって、本事業が見込んでいた目標を達成する見込
みであるため、本事業の計画変更による医療課題の解決
への影響はない。

352011 35山口 H21補正
②長門

プレ・ナース応援事業 看護業務の概要や県内病院の紹
介、看護に係る情報のＰＲ強化

○ 7,621 9,239 ＋1,618 　計画のうち、就職説明会につい
て、開催回数を拡大することにより、
計画額を増額する。

　県内養成施設を卒業後、県外に就業する者は、県外養
成施設を卒業後、県内にＵターンする者の３～４倍と多く、
新卒者のＩターン、Ｕターンを獲得することは、看護職員確
保の上で重要な課題である。
　このため、計画していた県内での就職説明会の開催に
加え、県外においても実施することにより、県内病院等の
ＰＲの強化、看護職員の確保を図ることとし、本事業の拡
充を図るものである。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、計画の推進、他の事業の進捗に影響
を及ぼすことはない。
　また、将来の地域医療を担う看護職員の更なる拡充を
図ることが可能となる。

352012 35山口 H21補正
②長門

周産期医療情報シス
テム開発のための基
礎調査事業

ハイリスク妊婦の在宅管理、医療機
関連携ネットワーク等の基礎調査

○ 19,880 4,914 △14,966 　事業内容（調査項目）を、より具体
的・実践的な内容に変更し、周産期
医療体制の拡充を図る。

　ハイリスク妊婦の紹介、転院、搬送についての連携体制
の課題を検討し、課題解決に向けた取り組みを実施する
ことにより、ハイリスク妊婦・新生児に対する医療連携の
強化を図るものである。

　上記の医療課題については、別事業である「総合周産
期母子医療センター等機能強化事業」「周産期医療シス
テム強化事業」と一体的に取り組むことによって、本事業
が見込んでいた目標を達成する見込みであるため、本事
業の計画変更による医療課題の解決への影響はない。

264 / 344



参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

352013 35山口 H21補正
②長門

地域医療教育研修セ
ンター整備事業

臨床研修医の確保・育成の拠点と
なる「地域医療教育研修センター」
の整備

○ 580,000 466,540 △113,460 　計画のうち、地域医療教育研修セ
ンターの設置について予定していた
補助対象箇所数を減じることによ
り、計画額を減額する。

　補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかっ
たため

　上記の医療課題については、別事業である「地域医療
推進学講座開設事業」の取組によって、地域医療研修体
制の整備が図られたことから、本事業が見込んでいた目
標を達成する見込みであるため、本事業の計画変更によ
る医療課題の解決への影響はない。

352014 35山口 H21補正
②長門

総合周産期母子医療
センター等機能強化
事業

県立総合医療センターの分娩施設
の拡充等、総合周産期母子医療セ
ンター等の機能強化

○ ○ ○ 240,000 466,446 ＋226,446 有 取組内容の一部を変更し、周産期
医療体制の充実強化の一層の推進
を図る。
〇ＮＩＣＵ・ＧＣＵの整備にあわせ、家
族面談控室、研修室等の整備を行
う。
〇必要性、優先性を勘案し、ドク
ターカー配備を関連機器整備（胎児
エコー、胎児心拍モニター、移送用
保育器他）に変更する。
〇ハイリスク新生児の早期発見の
ための検査機器整備の支援を追加
する。
〇後方支援施設との連携につい
て、ＧＣＵ整備を取り止め、それに先
立つ連携体制の確立に向けた取組
（症例検討会、研修会等の開催）に
変更する。
〇ＮＩＣＵ等の整備について、杭・基
礎工事の設計変更により工事費の

　周産期医療関連機器やハイリスク新生児の早期発見の
ための検査機器の整備の支援、後方支援施設との連携
強化等により、総合周産期母子医療センター機能強化の
拡充を図るものである。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、計画の推進、他の事業の進捗に影響
を及ぼすことはない。
　また、周産期医療に係る広域的な支援体制の確保が可
能となる。

352015 35山口 H21補正
②長門

萩・長門地域医療提
供体制強化事業

再生計画事業の進行管理、関係者
等との連絡調整

○ 0 1,850 ＋1,850 有 　再生計画に基づく事業を推進する
上で、計画の適切な進行管理を行う
必要があるため、これに要する地元
調整等の経費を追加する。

　圏域における取組の支援を図るとともに、再生計画の適
切な進行管理を行うことにより、再生計画事業の円滑な推
進を図るものである。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、計画の推進、他の事業の進捗に影響
を及ぼすことはない。
　また、再生計画事業の円滑な実施を図ることが可能とな
る。

352016 35山口 H21補正
②長門

看護職員確保定着施
設整備事業

看護職員の離職防止、確保促進の
ための看護職員宿舎の整備

○ 0 31,739 ＋31,739 有 　看護職員就業者数については、
年々増加しているものの、依然とし
て看護職員不足の状況が続いてお
り、その需要に対応するため、看護
職員の確保対策を促進する必要が
あることから、看護職員の確保促進
として即効性と実効性のある看護師
宿舎の整備を実施する。

　本看護職員宿舎整備については、看護専門学校と連携
し、県外からの看護学生（准看護師として勤務）の県内定
着＝Ｉターン機能を有しており、整備する病院のみならず
県東部地域における看護師確保の有効的な手段として、
波及効果が期待されることから、本事業を実施するもので
ある。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、計画の推進、他の事業の進捗に影響
を及ぼすことはない。
　また、地域の医療提供機能を維持するための看護職員
の確実な確保を図ることが可能となる。

352017 35山口 H21補正
②長門

周産期医療システム
強化事業

長期入院児支援のための情報提
供、相談、研修、調査等

○ 0 16,410 ＋16,410 有 　長期入院児支援のための事業を
新たに追加し、周産期医療体制の
充実を図る。

　医療依存度が高く、ＮＩＣＵ等に長期入院する児で在宅又
は施設での受入が困難な事例があることから、ＮＩＣＵ退
出に向けた支援と在宅及び施設の受入体制の整備を推
進することにより、周産期医療体制の充実を図るものであ
る。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、計画の推進、他の事業の進捗に影響
を及ぼすことはない。
　また、周産期医療に係る広域的な支援体制の確保が可
能となる。

353001 35山口 H22補正 全県単位の地域医療
再生計画推進会議の
設置

全県的な地域医療連携体制構築を
推進するための調整組織の設置

○ 3,611 1,927 △1,684 有 　開催経費の減額、事業実施期間
の延長を行う。

　地域医療連携のあり方等を検討する組織として新たに
設置したものであり、これまでなかった協議・検討・意見聴
取等の場として有効に機能していることから、継続して実
施するものである。
　なお、構成委員数の減、先進地調査・レポート作成の取
り止め等により、開催に要する経費が見込みを下回った
ため、事業費の減額を行う。

　計画額より安価で目標を達成する見込みであり、計画変
更による医療課題の解決への影響はない。

353002 35山口 H22補正 今後の本県の医療提
供体制を検討するた
めの基礎調査

患者動向把握、高度医療や特殊な
医療等の需給状況と医療機能の分
布状況把握のための基礎調査実施

○ 10,357 15,254 ＋4,897 　調査項目を追加することにより、事
業の拡充を図る。

　当初に計画した患者動向、医療機能の把握に加え、地
域医療連携の推進を図る上で、有効な手段となるものと
考えられるクリティカルパスに関する調査を実施し、今後
の取組に反映させることにより、一層の事業促進を図るも
のである。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、計画の推進、他の事業の進捗に影響
を及ぼすことはない。
　また、より実践的な取組の追加により、地域医療連携の
促進を図ることが可能となる。
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353003 35山口 H22補正 学会、研修会や合同
症例検討会、ＤＭＡＴ
合同訓練等の開催支
援

医療連携体制の構築を図るための
前提となる医療関係者等の顔の見
える関係づくりの促進

○ 19,502 27,370 ＋7,868 有 　事業実施期間の延長とそれに伴う
事業費の増額を行う。
　※実施方法について、実施機関へ
の補助から県実施（関係医療機関・
団体に委託）へ変更

　地域における医療連携の推進を図る上で、人的なネット
ワークの形成を促進することは必要不可決な基礎的な取
組となっているものの、その成果が得られるまでには期間
を要するものであり、継続実施が強く望まれていることか
ら、引き続き実施することとし、事業の拡充を図る。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、計画の推進、他の事業の進捗に影響
を及ぼすことはない。
　また、地域における医療連携の一層の促進を図ることが
可能となる。

353004 35山口 H22補正 地域医療連携体制協
議会の開催助成

二次医療圏単位に設置されている
協議会の活動の活性化

○ 4,053 13,668 ＋9,615 有 　県下８医療圏に設置している地域
医療連携体制協議会の開催に要す
る経費を増額する。

　県保健医療計画の策定に関する協議、意見聴取等を行
うために開催回数を増やしたこと、事業期間を延長するこ
とによる。

　変更に伴う財源については、他の事業の執行残を活用
することとしており、計画の推進、他の事業の進捗に影響
を及ぼすことはない。
　また、広域的な医療連携に向け、その前提となる各圏域
における連携の促進を図ることが可能となる。

353005 35山口 H22補正 三次医療圏における
医療連携体制のコア
となる病院等の機能
強化

高度救命救急センター、救命救急セ
ンター、がん診療拠点病院等への
治療機器、検査機器の整備

○ 1,131,037 1,130,970 △67 　計画のうち、県環境保健センター
の感染症対応検査機器の整備費を
減額する。

　入札を実施した結果、見込みを下回ったため
　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

353006 35山口 H22補正 全県単位の地域医療
連携情報システム導
入会議の設置

将来の全県的な情報システムネット
ワークの構築に向け、関係機関の
調整等を行う会議の設置

○ 4,505 2,788 △1,717 　会議開催に要する経費を減額す
る。

　平成23年度を予定していた全県会議の設置が平成24年
度となり、平成23年度に要する経費は、設置準備、関係
者の連絡調整のみとなったため
　先進地調査については、ＩＴアドバイザーに委託し、視察
を取り止めたこと等により、会議の開催に要する経費が見
込みを下回ったため

　計画額より安価で目標を達成する見込みであり、計画変
更による医療課題の解決への影響はない。

353007 35山口 H22補正 地域医療連携情報シ
ステムのモデル導入

検討熟度の高い地域をモデルとし
て、関係医療機関へのプロトタイプ
システムの導入

○ ○ 432,390 420,102 △12,288 　計画のうち、モデルシステム導入
会議に要する経費、システム導入経
費補助金額を減額する。

　モデルシステム導入会議（実施圏域ごとに設置）の開催
に要する経費が見込みを下回ったため
　システム導入経費補助金の申請額が見込みを下回った
ため

　計画額より安価で目標を達成する見込みであり、計画変
更による医療課題の解決への影響はない。

353008 35山口 H22補正 地域医療を担う医師
の総合支援組織の設
置・運営

地域医療を担う医師の総合支援組
織を設置

○ 61,500 56,678 △4,822 　事業規模の見直しにより、事業費
全体を減額する。

　計画に予定していた国庫補助が不採択となったことによ
り、事業規模全体を見直す必要が生じたため

　上記の医療課題については、別事業である「医師確保
促進事業」及び「医師臨床研修推進事業」と一体的に取り
組むことによって、本事業が見込んでいた目標を達成する
見込みであるため、本事業の計画変更による医療課題の
解決への影響はない。

353009 35山口 H22補正 高度・専門医療に従
事するための看護師
のスキルアップを図
る研修等

感染管理において中心的な役割を
担う看護師（感染管理実践者）を育
成

○ 25,000 24,225 △775 　計画のうち、感染管理看護体制強
化推進委員会の開催経費を減額す
る。

　委員会開催事務経費等の効率的な実施により、見込み
を下回ったため

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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361001 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

総合周産期母子医療
センターのNICU増床
等機能強化事業

総合周産期母子医療センターであ
る徳島大学病院のＮＩＣＵを増床する
とともに、医療資機材を整備するこ
とにより、周産期医療の充実を図
る。

○ ○ 50,000 62,000 ＋12,000 医療資器材の追加整備に伴い計画
額を増額するもの。

総合周産期母子医療センターのＮＩＣＵ３床の増床に加
え、医療資機器を整備することにより、新生児医療の「核」
を強化し、本県の周産期医療体制の充実を図るため計画
額を増額する。

総合周産期母子医療センターの充実により、地域周産期
母子医療センターとの役割分担の明確化と一層の連携が
強化されることから、緊急を要する早産児や低出生体重
児等の集中的な管理・治療等に適切な対応が可能とな
る。

361002 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

NICU専任看護師の
養成

ＮＩＣＵを有する医療機関に勤務する
看護師を対象に、総合周産期母子
医療センターでの実地研修を実施
し、ＮＩＣＵ専任看護師の養成を行う
ことで、周産期の救急体制の充実を
図る。

○ 8,000 2,759 △5,241 ＮＩＣＵ専任看護師の養成数を減じる
ことにより、計画額を減額するもの。

事業開始年度がＨ２３からとなったことや、病院経営を継
続したまま対象看護師を実地研修に派遣するため、必要
最小限の人数とならざるを得ないことから、養成者数が当
初計画より少なくなったため。

上記の医療課題については、当初計画には満たないもの
の、本事業により一部の成果を上げることができ、医療課
題の解決に向けた一定の見通しが立ったため、地域医療
再生計画では当該事業を減額し、優先順位の高い「総合
周産期母子医療センターのNICU増床等機能強化事業」を
拡充することとする。

361004 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

「総合メディカルト
レーニングセンター」
の整備

「総合メディカルゾーン」に育児期間
中においても継続して業務に従事で
きるよう、あるいは休職後の円滑な
復帰が図られるよう保育施設を整備
し、子供を持つ医療従事者が働きや
すい職場づくりを推進する。

○ ○ 313,000 143,044 △169,956 計画施設のうち研修、実習施設の
整備を取りやめることに伴い整備費
用を減額するもの。

計画施設のうち研修、実習施設の整備については、別事
業で対応することに伴い、整備規模が縮小したため。

研修、実習施設の整備については、「総合メディカルゾー
ン本部のスキルステーションの整備（H22補正分）」におい
て医師・看護師等の医療技術等の資質向上をサポートす
る拠点施設を整備するとともに、「徳島県地域医療支援セ
ンター医師のキャリア形成支援（H22補正分）」により臨床
研修病院の機能強化を図ることで解決する見込みである
ため、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。

361005 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

看護師等養成所の教
育環境整備

看護師等養成施設や臨地実習施設
の教育環境充実のための補助を行
う。

○ 10,000 37,615 ＋27,615 看護師等養成所及び複数の養成所
からの臨地実習を受け入れている
実習施設に補助対象施設を拡大す
ることに伴い計画額を増額するも
の。

看護師等養成所のみならず臨地実習施設における教育
環境の整備を行うことにより、医療の高度化・専門化に対
応した質の高い看護職の養成を図るため計画額を増額す
る。

受入施設での教育環境の充実及び臨地実習受入施設の
増加が図られることにより、医療の高度化・専門化に対応
できる、質の高い看護職員の養成に繋がる。

361006 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

寄附講座(ER・災害医
療診療部）の設置

徳島大学病院に寄附講座を開設
し、県立中央病院を拠点として診療
を行うとともに、将来の救急医療を
担う医師の養成・確保等に取り組
む。

○ 160,000 137,000 △23,000 寄附講座設置に伴う配置人員の人
件費を減額するもの。

寄附講座設置に伴う配置人員の人件費が減額となったた
め。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

361007 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

ドクターヘリの運航委
託

ドクターヘリを運航し、圏域内のみな
らず全県下を対象とした救急医療体
制の充実を図る。

○ 113,896 317,399 ＋203,503 有 ドクターヘリの運航費用を増額する
もの。

ドクターヘリについては、平成24年10月9日から運航を開
始し、現在約0.9件／日の運航実績があるが、出動件数も
増加傾向にあり、消防機関においても次第に活用が浸透
しつつある。そこで、本事業を継続して実施することにより
救急患者の救命率の更なる向上を図るため、計画額を増
額する。

今後もきめ細やかな運航が図られるよう市町村や消防な
ど関係機関と協議・連携を図りながら、ドクターヘリの運航
を継続し、救急患者の救命率の更なる向上を図る。

361008 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

ドクターヘリスタッフ
確保に係る経費の委
託

ドクターヘリの基地病院に対して、
ヘリに搭乗する医師、看護師の確保
業務に関して委託し、ドクターヘリの
円滑な運航を図る。

○ 12,068 13,067 ＋999 ドクターヘリに搭乗する医師、看護
師の確保業務における費用を増額
するもの。

ドクターヘリに搭乗する医師、看護師の確保業務について
国庫補助基準額の増額に伴い費用が増額となったため。

ドクターヘリに搭乗する医師、看護師が確保され、ドクター
ヘリの円滑な運航が行われている。

361009 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

ドクターヘリ導入のた
めの施設整備

ドクターヘリの基地病院として必要
な医療資機材等の整備や備品を整
備する。

○ ○ 17,765 22,232 ＋4,467 医療資器材、備品等の整備費用を
増額するもの。

運航に向けて整備する機能等について再検討した結果、
整備費用が増額となったため。

ドクターヘリの基地病院として必要な医療資器財、備品等
が整備され、ドクターヘリの円滑な運航が行われている。

361010 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

ドクターヘリスタッフ
待機室の整備

ドクターヘリ基地病院内にヘリ搭乗
スタッフの待機室（通信施設の整備
含む）を設置する。

○ ○ 52,000 27,901 △24,099 待機室の整備費用を減額するも
の。

病院の改築に併せて効率的に整備が行うことができたた
め。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

361011 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

ドクターヘリ給油施設
の整備

ドクターヘリの給油等に必要な施設
を整備する。

○ ○ 50,000 65,344 ＋15,344 ドクターヘリの給油施設の整備費用
の増額。

給油施設の整備において、病院の構造上、外部配管を必
要となったことに伴い、整備費用が増額となったため。

ドクターヘリの給油施設が整備され、ドクターヘリの円滑
な運航が行われている。

267 / 344



参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

361012 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

ドクターヘリの導入検
討・諸準備・運営調整

ドクターヘリ導入検討会を開催し、
本県における需要予測・ドクターヘ
リの必要性の検討を行う。ドクター
ヘリ導入後は、運営調整・事例検討
会を開催し、ヘリ運航のあり方等を
検証する。

○ 7,264 1,722 △5,542 導入検討会及び運航調整・事例検
討会の開催費用を減額するもの。

県有施設での会議開催等により開催経費の縮減を図るこ
とにより、事業費が減額となったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

361013 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

ドクターヘリ搭乗医
師・看護師の養成

現在ドクターヘリを運航している医
療機関での実地研修等を実施し、ド
クターヘリ搭乗医師・看護師の養
成・確保を図る。

○ 4,000 2,787 △1,213 ドクターヘリ搭乗医師・看護師の実
地研修費用を減額するもの。

実地研修に必要な費用が当初見込みを下回ったため。 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

361014 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

開業医・民間勤務医
等による圏域内医療
機関への応援診療に
対する助成及び支援
体制構築

開業医・民間勤務医等による応援
診療を受けた救急医療機関に対し、
勤務医の負担軽減に要する経費を
助成する。

○ 32,000 12,040 △19,960 計画のうち応援診療１回あたりの補
助単価を減額するもの。

対象医療機関の拡大を図るため、応援診療１回あたりの
補助金額について当初想定額より減額した結果、事業費
が下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

361015 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

医師事務作業補助者
の設置補助

医師の業務負担を軽減し、本来の
診療業務に専念してもらうため、「医
師事務作業補助者」を設置する医
療機関に対して補助を行う。

○ 56,000 34,763 △21,237 平成２２年度、２３年度において別の
交付金制度（緊急雇用創出事業）を
活用したことや、医師事務作業補助
者１人当たりの補助金額が限度額
に満たなかったことに伴い減額する
もの。

平成２２年度、２３年度において別の交付金制度（緊急雇
用創出事業）を活用して事業を実施したことや、医師事務
作業補助者１人当たりの補助金額が限度額に満たなかっ
たことに伴い、事業費が減額となったため。

別の交付金制度を活用し、計画額より安価で目標を達成
することができたものであり、計画変更による医療課題の
解決への影響はない。

361016 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

小児医療支援セン
ターの設置

県内に不足している小児科医の確
保を図るため、徳島大学に委託し、
県立中央病院の小児救急医療体制
への支援や小児科医の養成・確保
を図る。

○ 96,000 97,000 ＋1,000 小児医療支援センターの運営に伴
う配置人員の人件費を増額するも
の。

小児医療支援センターの運営に伴う配置人員の人件費が
増額となったため。

小児医療支援センターの円滑な運営が行われる。

361017 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

小児救急電話相談事
業の実施（時間帯の
拡大）

「徳島こども救急電話相談（#8000）」
の相談時間帯を毎日夕方６時から
翌朝８時まで拡大することにより、保
護者の育児不安のさらなる解消を
図るとともに、小児科医の負担軽減
を図る。

○ 14,000 29,106 ＋15,106 有 小児救急電話相談事業の委託料及
び通話料を増額するもの。

救急電話相談（＃８０００）の相談時間帯について｢18:00～
23:00｣を｢18:00～翌朝8:00｣まで拡充したことにより、拡充
前の平成20年度には11.2件／日（4,075件／年）であった
相談件数が平成24年度には20.7件／日（7,586件／年）に
２倍近く増加しており、制度が普及しつつあることから、本
事業を継続して実施することにより、さらなる効果発現が
期待されるため、事業費を増額するものである。

本事業の実施により、小児科医の負担軽減に繋がってい
るが、普及しつつある制度を継続的に実施することによ
り、さらなる効果発現が期待される。

361018 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

周産期医療連携体制
構築・運営事業の実
施

妊婦の受入先を調整する「母体搬
送コーディネーター」を設置し、迅速
な救急搬送に資するとともに特定の
医療機関への集中を軽減する。

○ 28,000 0 △28,000 事業を中止するもの。 高度ハイリスクの母胎・新生児の管理を行う総合周産期
母子医療センターに指定されている徳島大学病院を核と
して、地域周産期母子医療センターに認定されている徳
島市民病院との円滑な連携が図られており、Ｈ２５年７月
に新たに地域周産期医療センターに認定された県立中央
病院と総合メディカルゾーンとして一体的な管理体制の構
築を図ることとしたため、本事業を中止する。

上記の医療課題については、徳島大学病院を核として、
地域周産期母子医療センターに認定されている徳島市民
病院との円滑な連携が図られていることや、「新生児集中
治療管理室（ＮＩＣＵ）の整備（H22補正分）」や「母体胎児
集中治療管理室（ＭＦＩＣＵ）の増床整備（H22補正分）」に
より、総合メディカルゾーンとして一体的な管理体制の構
築を図ることにより解決する見込みであるため、本事業の
計画変更による医療課題の解決への影響はない。

361019 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

精神科救急医療体制
整備事業

県立中央病院に「精神科救急情報
センター」を新設し、相談窓口を一
本化するとともに空床や輪番病院の
情報など、精神科救急医療情報を
総合的に提供する。

○ 4,420 5,336 ＋916 精神科救急情報センターの委託費
用を増額するもの。

精神科救急情報センター事業について国庫補助基準額
の増額に伴い費用が増額となったため。

緊急な医療を必要とする精神障害患者に対し、迅速かつ
適切な医療が受けられる体制整備が図られる。

361020 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

患者情報地域連携基
盤システム及び遠隔
医療診断システムの
整備

ＩＣＴを活用して遠隔画像診断を実施
するとともに画像共有システムによ
るへき地医療機関の救急画像コン
サルト実施に向けた基盤システム整
備等を構築する。

○ ○ 310,000 305,928 △4,072 遠隔画像診断システムの整備費用
を減額するもの。

システム整備に伴う入札の結果、当初見込みより安価で
整備できたため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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361021 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

「がん対策センター」
の設置

「総合メディカルゾーン」に「がん対
策センター」を設置し、県立中央病
院と徳島大学病院のがん診療機能
連携、在宅のがん患者に対する緩
和ケア、がん患者支援の拠点づくり
などを推進する。

○ ○ 110,600 108,178 △2,422 がん対策センターの運営費用を減
額するもの。

がん対策センターの運営費用が当初想定より安価となっ
たため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

361022 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

脳卒中クリティカルパ
スの構築

クリティカルパスのソフトウェアを構
築する。

○ 2,000 1,091 △909 検討会の開催経費を減額するも
の。

検討会の開催経費を圧縮できたため計画額を減額する。 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

361023 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

急性心筋梗塞クリ
ティカルパスの構築

クリティカルパスのソフトウェアを構
築する。

○ 2,000 800 △1,200 検討会の開催経費を減額するも
の。

検討会の開催経費を圧縮できたため計画額を減額する。 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

361024 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

歯科診療受診困難者
対策事業

県歯科医師会に訪問歯科診療器材
と心身障害者用歯科診療機器を整
備し、地域の診療所と連携して、高
齢者や心身障害者、入院患者など、
自力での歯科受診が困難な患者の
診療を支援する。

○ 50,000 46,063 △3,937 機器購入金額を減額するもの。 機器購入に伴う入札を実施した結果、見込を下回ったた
め。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

361025 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

薬剤師在宅医療連携
の推進

医療機関との連携を通じて、薬剤
師・薬局による在宅医療への参加を
促進する。

○ 2,500 3,287 ＋787 薬局機能情報検索システム機能の
改修に伴う費用を増額するもの。

薬局機能情報検索システム機能の充実強化により、薬局
からのオンラインによる報告が可能となり、実効性のある
タイムラグのないデータ更新ができることにより在宅医療
支援が期待できるため計画額を増額する。

薬剤師と医療機関との連携による在宅医療のさらなる推
進に繋がる。

361026 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

県立海部病院「地域
医療研究センター」の
整備

県立海部病院の移転改築に併せて
診療や研修に従事する医師や地域
医療実習を行う医学生等の環境改
善を図るため「地域医療研究セン
ター」を新設する。

○ 266,000 186,000 △80,000 有 地域医療研究センターの整備費用
を減額するもの。

当初は単独棟で整備する予定であったが、検討・協議の
結果、病院棟内に配置される方が利用する医師の移動や
使用面において利便性が良く、また、コスト縮減も図られ
ることから新病院内に整備することとなったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

361027 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

寄附講座(総合診療
医学分野）の設置

徳島大学に寄附講座を開設し、海
部病院を拠点として診療を行うとと
もに、将来の地域医療を担う医師の
養成・確保等に取り組む。

○ 224,000 220,000 △4,000 寄附講座設置に伴う配置人員の人
件費を減額するもの。

寄附講座設置に伴う配置人員の人件費が減額となったた
め。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

361028 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

寄附講座(地域産婦
人科診療部）の設置

徳島大学に寄附講座を開設し、海
部病院を拠点として診療を行うとと
もに、将来の地域医療を担う医師の
養成・確保等に取り組む。

○ 180,000 159,000 △21,000 寄附講座設置に伴う配置人員の人
件費を減額するもの。

寄附講座設置に伴う配置人員の人件費が減額となったた
め。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

361029 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

開業医・民間勤務医
等によるへき地医療
機関等への応援診療
に対する助成・支援
体制の構築

開業医・民間勤務医等による応援
診療を受けたへき地医療機関に対
し、勤務医の負担軽減に要する経
費を助成する。

○ 64,000 9,704 △54,296 補助対象箇所数の減及び応援診療
１回あたりの補助単価の減に伴い
計画額を減額するもの。

当初は平成22年度の事業開始予定であったが、協議・調
整に期間を要したため平成23年度の事業開始となったこ
とや、対象医療機関の拡大を図るため、応援診療１回あ
たりの補助金額について当初想定額より減額したが、補
助制度を活用する医療機関が当初計画を下回ったため計
画額を減額する。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「ドクターヘリの運航委託」を拡充す
ることとする。

361030 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

自治医スキルアップ
研修・ドクターバンク
医師特定研修の実施

「自治医科大学卒業医師」や「ドク
ターバンク医師」として採用した医師
に研修の機会を与え医療技術の向
上、地域医療体制の維持・充実を図
る。

○ 12,000 0 △12,000 事業を中止する。 研修希望者が無かったため事業を中止する。 上記の医療課題については、平成23年11月に設立した
「地域医療支援センター（H22補正分）」において医師の養
成や確保、キャリア形成支援等に取り組むことにより解決
する見込みであるため、本事業の計画変更による医療課
題の解決への影響はない。
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361031 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

「地域医療再生創造
機構」の運営

「地域医療再生創造機構」を運営
し、地域医療再生に関する協議・検
討、啓発活動等を実施する。

○ 32,000 5,964 △26,036 地域医療支援機構の運営内容の変
更に伴い減額するもの。

医師派遣の総合調整や医師確保に関する事業を「地域医
療支援センター」で実施することに伴い事業費が減額と
なったため。

上記の医療課題については、別事業である「地域医療支
援センター（H22補正分）」において医師派遣の総合調整
を行うことにより解決する見込みであるため、本事業の計
画変更による医療課題の解決への影響はない。

361032 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

医学部定員増に伴う
医師修学資金貸与枠
の拡大

「徳島県医師修学資金貸与制度」の
貸与枠（5名）を7名増加の12名に拡
大し医師の増加を図る。

○ 129,406 129,402 △4 修学資金貸与額の精査に伴い減額
するもの。

修学資金貸与額の最終精査に伴う減額。 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

361034 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

看護師等養成所の専
任教員養成費の補助

看護師等養成所の教育力向上のた
め、専任教員資格取得のための支
援を行う。

○ 14,649 19,372 ＋4,723 専任教員養成対象者数の拡大及び
講習会派遣経費の増額。

専任教員対象者数を拡大することにより専任教員不足を
解消し、教育力向上を図るため、計画額を増額する。

専任教員の確保により看護師等養成所における教育力
向上が図られる。

361035 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

看護学生修学資金の
拡充

看護職員の県内定着をより一層推
進するため、看護学生に対して修学
資金を貸与する。

○ 25,920 19,485 △6,435 予定していた修学資金の貸与人数
を減じることにより、計画額を減額す
るもの。

修学資金を希望する看護学生が当初想定より少なかった
ため。

上記の医療課題については、今後も「看護学生への修学
資金の拡充（H24補正分）」において引き続き取り組むこと
により解決する見込みであるため、本事業の計画変更に
よる医療課題の解決への影響はない。

361036 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

認定看護師等養成費
の補助

医療の高度化、専門化に対応した
質の高い看護職員を確保するた
め、がんや糖尿病等の分野におけ
る臨床実践能力の高い専門的な看
護師の育成を図る。

○ 12,552 6,159 △6,393 予定していた認定看護師要請研修
受講者数及び補助金額を減じること
により、計画額を減額するもの。

認定看護研修受講者が当初計画より少なかったこと及び
必要経費が見込みを下回ったため。

上記の医療課題については、今後も「専門・認定看護師
の育成支援（H24補正分）」において引き続き取り組むこと
により解決する見込みであるため、本事業の計画変更に
よる医療課題の解決への影響はない。

361037 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

新人看護職員卒後研
修の実施

新人看護職員の質の向上のための
卒後臨床研修体制構築に向けた支
援を行う。

○ 960 0 △960 国庫補助事業の活用により減額す
るもの。

国庫補助事業（国1/2・県1/2以内・事業主1/2以内。定
額）の創設に伴い、全額、国庫補助事業を活用して事業を
実施することとしたため。

上記の医療課題については、国庫補助による「新人看護
職員研修事業」を実施することにより解決する見込みであ
るため、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。

361038 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

計画策定等経費 計画の策定・変更等にかかる経費 ○ 9,000 6,347 △2,653 計画の策定・変更等に係るる経費を
減額するもの。

計画の策定・変更に係る経費が当初見込みより少なかっ
たため。

計画額より安価で実施できたものであり、計画変更による
他事業への影響はない。

361039 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

がん診療機能の整備 地方独立行政法人徳島県鳴門病院
に地域がん診療連携推進病院とし
ての機能を一層強化するため、MRI
を整備する。

○ 0 130,000 ＋130,000 県北部地域の中核的病院である鳴
門病院において、がん医療機能の
強化を図るため、新たな高度医療機
器ＭＲＩ（3.0テスラ)を導入し、がんの
早期発見・早期治療を促進する。

鳴門病院においては、徳島県地域がん診療連携推進病
院の指定を受けるなど、今後、更なるがん医療機能の充
実が期待されるところであり、高度な診断が可能となるＭ
ＲＩ（3.0テスラ)を新たに導入することにより、地域完結型の
がん医療体制の強化を図るため、事業を追加する。

本事業により、地域の医療連携体制が一層強化され、医
療提供体制の向上を加速させることが可能になる。

361040 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

訪問看護ステーショ
ン拠点機能強化事業

県看護協会が設置する「訪問看護
ステーション阿南　海部支所」の移
転に伴う施設整備等に要する経費
を支援し，「海部支所」から「訪問看
護ステーション海部」に拡大すること
により，南部圏域の在宅医療推進
の拠点を整備するととともに，教育
研修機能を有する南部の看護の拠
点化を図る。

○ ○ 0 50,000 ＋50,000 県看護協会が設置する「訪問看護
ステーション阿南　海部支所」の移
転に伴う施設整備等に要する経費
を支援し、「海部支所」から「訪問看
護ステーション海部」に拡大すること
により、南部圏域の在宅医療推進
の拠点を整備するととともに、教育
研修機能を有する南部の看護の拠
点化を図る。

南部圏域において看護職員の確保及び質の向上と在宅
医療の推進が重要であるため事業を追加する。

南部圏域の中でも特に課題の多い海部郡での在宅医療、
特に訪問看護の質の向上及び協力連携体制の構築が図
れられるとともに、「訪問看護ステーション阿南」とともに南
部圏域での看護拠点となる。

361041 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

南部ナースセンター
事業

県看護協会が設置する「訪問看護
ステーション阿南」に南部ナースセ
ンターを設置し、南部圏域の医療機
関や看護師等養成所と連携し、「求
人・求職者相談会」を開催するなど
看護職員の確保や雇用を支援す
る。

○ 0 11,150 ＋11,150 県看護協会が設置する「訪問看護
ステーション阿南」に南部ナースセ
ンターを設置し、南部圏域の医療機
関や看護師等養成所と連携し、「求
人・求職者相談会」を開催するなど
看護職員の確保や雇用を支援す
る。

南部圏域の「看護職員の確保対策」を支援することが重
要であるため、事業を追加する。

南部圏域での未就業者の発掘や看護職員の確保が図ら
れる。また、今後の南部圏域での看護職確保対策の一助
となる。
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361042 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

地域密着型在宅医療
推進モデル事業

各地域で実施する在宅医療ネット
ワークの推進に向けて医療と介護と
の連携や在宅医療サービスの向上
に資する取組を支援し、今後の在宅
医療の支援体制の構築を図る。

○ 0 12,996 ＋12,996 各地域で実施する在宅医療ネット
ワークの推進に向けて医療と介護と
の連携や在宅医療サービスの向上
に資する取組を支援し、今後の在宅
医療の支援体制の構築を図る。

高齢化社会を迎え、医療機関や介護保険施設等の受入
れにも限界が生じることが予測されるなか、患者本人や家
族の希望により住み慣れた地域で療養生活を送ることが
できるよう在宅医療の充実が求められており、自宅等で必
要な医療を受けられる体制を図る必要があるため、事業
を追加する。

多職種協働による在宅医療の支援体制が構築されるとと
もに、医療と介護が連携した継続的な在宅医療の提供が
可能となる。

361043 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

在宅療養支援診療所
体制強化事業

地域における継続的な在宅医療を
提供するため、24時間体制で在宅
医療を実施している在宅療養支援
診療所に在宅医療に必要な設備を
支援する。

○ 0 26,197 ＋26,197 地域における継続的な在宅医療を
提供するため、24時間体制で在宅
医療を実施している在宅療養支援
診療所に在宅医療に必要な設備を
支援する。

高齢化社会を迎え、医療機関や介護保険施設等の受入
れにも限界が生じることが予測されるなか、患者本人や家
族の希望により住み慣れた地域で療養生活を送ることが
できるよう在宅医療の充実が求められており、自宅等で必
要な医療を受けられる体制を図る必要があるため、事業
を追加する。

在宅医療の提供体制の強化を図るとともに、在宅医療提
供の均てん化に資する。

361044 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

認知症疾患医療セン
ターの設置

認知症患者が地域での生活を継続
するためには、早期の的確な診断と
ケアが重要であることから、南部圏
域において、早期診断から適正なケ
アが受けられる認知症の専門的医
療の拠点である認知症疾患医療セ
ンターを設置する。

○ 0 500 ＋500 認知症患者が地域での生活を継続
するためには、早期の的確な診断と
ケアが重要であることから、南部圏
域において、早期診断から適正なケ
アが受けられる認知症の専門的医
療の拠点である認知症疾患医療セ
ンターを設置する。

認知症になっても地域での生活を継続するために、早期
の的確な診断と、その後の適切な治療とケアを受けられ
ることが課題となっているため、事業を追加する。

認知症の専門的医療の提供体制が強化され、鑑別診断、
専門医療相談、合併症対応も充実し、医療と介護の連携
も促進することにより認知症対策の推進が図られる。

361045 36徳島 H21補正
①東部Ⅰ

感染症危機管理対策
事業

南海地震発生時の避難所における
健康管理体制，また，新型インフル
エンザ等の新たな感染症の発生や
ワクチンで防げる疾病の徹底予防
に必要な危機管理体制の整備を図
るため，講習会等ソフト面の対策
や，防護用品を整備するなどのハー
ド面での対策を行う。また，結核集
団感染対策として，結核菌のデータ
ベース化（ＶＮＴＲ）や，胸部Ｘ線検診
機器の整備を行い，呼吸器感染症
等の早期発見に努める。

○ ○ 0 22,753 ＋22,753 南海地震発生時の避難所における
健康管理体制、また、新型インフル
エンザ等の新たな感染症の発生や
ワクチンで防げる疾病の徹底予防
に必要な危機管理体制の整備を図
るため、講習会等ソフト面の対策
や、防護用品を整備するなどのハー
ド面での対策を行う。また、結核集
団感染対策として、結核菌のデータ
ベース化（ＶＮＴＲ）や、胸部Ｘ線検診
機器の整備を行い、呼吸器感染症
等の早期発見に努める。

　近い将来起こりうる南海地震の発生、また、新型インフ
ルエンザ等の新たな感染症の発生に対して、瞬時に対応
できる危機管理体制を早急に整備する必要がある。また、
本県の結核についても、罹患率が全国平均より高く推移
しており、結核集団感染等に対応する体制を整え、感染
症のまん延の防止につながる防疫体制を強化する必要
がある。さらに、感染症予防に不可欠な予防接種の体制
が大きな改革期を迎えていることから、今とこれからの予
防接種について、医療機関と県民がともに参画して学ん
でいただく県民公開講座の機会を提供するとともに、感染
症対策の必要性についてマスメディアを活用した啓発へ
取り組む必要があるため、事業を追加する。

災害発生時、また、新たな感染症への危機管理体制整備
等の充実は、緊急性を要する業務に対して、迅速に対応
する効果が図られる。また、次々とワクチンの追加や変更
が行われている予防接種体制について、県民が最新の情
報をもとに副反応や効果について理解を深めることで、予
防接種の促進、ひいては社会全体での感染症予防体制
を確保することができる。

362001 36徳島 H21補正
②西部Ⅱ

県立三好病院の救急
医療機能整備

「救命救急センター」を擁する県立
三好病院にヘリポートを整備するな
ど，同病院の救急医療機能の向上
を図るための整備を行う。さらに、が
ん医療においては、県内の公的病
院では初となる「緩和ケア病棟」を
整備し、四国中央部の医療拠点とし
て、病院機能の充実・強化を図る。

○ 1,584,447 1,647,219 ＋62,772 緩和ケア病棟の整備に伴い増額す
るもの。

緩和ケア病棟の整備に伴い事業費が増額となったため。 四国中央部の医療拠点としての病院機能の充実・強化が
図られる。

362002 36徳島 H21補正
②西部Ⅱ

西部圏域夜間休日診
療体制の整備

西部圏域の初期救急医療を担う休
日夜間診療所を整備し、重症患者
の搬送施設である県立三好病院と
の連携のもと地域完結型の医療提
供体制を構築する。

○ ○ ○ 62,000 500 △61,500 夜間休日診療所設置を中止する。 関係機関等と協議の結果、三好市医師会の会員数は非
常に少なく、平均年齢も59歳という高齢であり、入院施設
のある医療機関については、自院の対応があるため夜間
休日診療所での診療が不可能であり、現在、在宅当番医
制に協力している医師数から、夜間休日の診療が不可能
な医師を除くと、医師の絶対数が不足するため、夜間休日
診療所の継続的な運営は困難との結論となったため、事
業を中止することとなった。

医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たない
ため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先順
位の高い「西部圏域における地域医療連携機能の強化事
業」を行うこととする。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業そ
のものを見直すこととする。

362003 36徳島 H21補正
②西部Ⅱ

院内助産所、助産師
外来の施設・設備整
備

西部圏域の分娩取扱病院に院内助
産師外来を設置し産科医師の負担
軽減を図る。

○ ○ 5,000 0 △5,000 事業の中止。 院内での体制が整わず、実施が困難となったため。 上記の医療課題については、「西部ナースセンター事業」
により看護職員の確保や雇用を支援することで、院内で
の協力体制構築の推進を図ることとしており、また、近隣
病院において平成27年度に分娩を再開する予定があるこ
とで解決される見込みであるため、本事業の計画変更に
よる医療課題の解決への影響はない。
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362004 36徳島 H21補正
②西部Ⅱ

周産期医療連携体制
構築・運営事業

西部圏域の分娩取扱病院から妊婦
検診医師を派遣し、安全な分娩の
実施に向けた支援を行う。

○ 36,000 0 △36,000 事業を中止する。 計画の実施に必要不可欠な医師の確保が困難な状況で
あり、事業の実施・継続が困難となったため。

上記の医療課題については、別事業である「総合周産期
母子医療センターのNICU増床等機能強化事業（H21補正
①分）」、「新生児集中治療管理室（NICU）の整備（H22補
正分）」及び「母体胎児集中治療管理室（MFICU）の増床
整備（H22補正分）」により、低体重出生児等、リスク管理
が必要な母子についての管理の充実を図ることともに、今
後も連携強化を行っていくことで解決する見込みであるた
め、本事業の計画変更による医療課題の解決への影響
はない。

362005 36徳島 H21補正
②西部Ⅱ

「がん診療連携地域
センター」機能強化事
業

県立三好病院に「がん診療連携地
域センター」を整備し、がんの専門
的治療、従事者研修、情報提供を
行い、県西部におけるがん医療体
制の充実を図る。

○ 25,000 13,506 △11,494 「がん診療連携地域医療情報セン
ター」の設置期間の変更に伴い減額
するもの。

県立三好病院がH24.4.1に徳島県がん診療連携推進病院
に指定されたたことに伴い、H24年度以降は別事業である
「徳島県地域がん診療連携推進病院の機能強化事業
（H22補正分）」として実施することとなったため、本事業で
予定していたH24、H25年度分の計画額を減額する。

上記の医療課題については、別事業である「徳島県地域
がん診療連携推進病院機能強化事業（H22補正分）」によ
り解決する見込みであるため、本事業の計画変更による
医療課題の解決への影響はない。

362006 36徳島 H21補正
②西部Ⅱ

公立３病院等総合医
療情報連携システム
の構築

県立三好病院、市立三野病院及び
町立半田病院の公立３病院に加え
て地域の医療機関を含めた患者情
報の共有化等を実施し、医療連携
体制の基盤整備を行う。

○ ○ 410,000 321,659 △88,341 公立３病院の連携に加えて、地域の
医療機関も連携できるシステムを整
備し、情報共有、連携強化を図る。
また、システム整備に要する費用を
減額する。

公立３病院の連携に加えて、地域の医療機関も連携でき
るシステムを整備することにより、さらなる情報共有、連携
強化が図られる。また、システム整備に要する費用が当
初見込みより安価で整備することができたため、事業費を
減額する。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

362007 36徳島 H21補正
②西部Ⅱ

院内保育所の共同実
施の施設・設備整備

医療従事者の育児期間中の継続的
な勤務や復職支援のため圏域内の
医療機関が共同で設置する院内保
育所の整備に対して補助を行い、子
供を持つ医療従事者の離職防止を
図る。

○ ○ 46,000 0 △46,000 事業の中止。 対象児童が少数であり、既存保育所の活用等により対応
可能な部分もあるため事業を中止することとした。

上記の医療課題については、地域の保育所を活用し、対
象児童の状況把握に務めていく他、今後、病後児保育運
営についての検討をすすめ看護職員の離職防止を図ると
ともに、別事業である「看護教育・管理業務の機能充実
（H22補正分）」による就業情報の提供や「西部ナースセン
ター事業（H21補正分）」により西部圏域での看護職確保
対策を進めることで解決する見込みであるため、本事業
の計画変更による医療課題の解決への影響はない。

362008 36徳島 H21補正
②西部Ⅱ

看護師等養成所の教
育環境整備

看護師等養成施設の教育環境の改
善に向けた整備を支援する。

○ 5,000 8,701 ＋3,701 看護師等養成所及び複数の養成所
からの臨地実習を受け入れている
実習施設に対象を拡大する。

医療の高度化・専門化に対応した質の高い看護職養成の
ため、看護師等養成所及び臨地実習施設の教育環境整
備を図る。

教育環境の整備が図られることで、医療の高度化・専門
化への対応ができるとともに質の高い看護職員の養成に
繋がる。

362009 36徳島 H21補正
②西部Ⅱ

無医地区（山城地区）
出張診療所の整備

無医地区である三好市山城地区に
出張診療所を整備し、へき地におけ
る住民医療の確保を図る。

○ ○ ○ 40,000 31,891 △8,109 診療所の運営費用を減額するも
の。

設置主体（三好市）において独立した運営を行うことによ
り、運営費が減となったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

362010 36徳島 H21補正
②西部Ⅱ

寄附講座(地域外科
診療部）の設置

徳島大学病院に寄附講座を開設
し、三好病院を拠点として診療を行
うとともに、将来の地域医療を担う
医師の養成・確保等に取り組む。

○ 180,000 173,000 △7,000 寄附講座設置に伴う配置人員の人
件費を減額するもの。

寄附講座設置に伴う配置人員の人件費が減額となったた
め。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

362011 36徳島 H21補正
②西部Ⅱ

医師事務作業補助者
の設置補助

医師の業務負担を軽減し、本来の
診療業務に専念してもらうため、「医
師事務作業補助者」を設置する医
療機関に対して補助を行う。

○ 40,000 34,594 △5,406 平成２２年度、２３年度において別の
交付金制度（緊急雇用創出事業）を
活用したことや、医師事務作業補助
者１人当たりの補助金額が限度額
に満たなかったことに伴い減額する
もの。

平成２２年度、２３年度において別の交付金制度（緊急雇
用創出事業）を活用して事業を実施したことや、医師事務
作業補助者１人当たりの補助金額が限度額に満たなかっ
たことに伴い、事業費が減額となったため。

別の交付金制度を活用し、計画額より安価で目標を達成
することができたものであり、計画変更による医療課題の
解決への影響はない。

362012 36徳島 H21補正
②西部Ⅱ

看護師等養成所の専
任教員養成費の補助

看護師等養成所の教育力向上のた
め、専任教員資格取得のための支
援を行う。

○ 4,081 0 △4,081 事業の中止。 長期に渡る講習会への参加が家庭的に難しいことから、
受講対象者が別の放送大学による制度を活用することと
なったたため、事業を中止する。

上記の医療課題については、別の放送大学による制度を
活用することで、解決する見込みであるため、本事業の計
画変更による医療課題の解決への影響はない。
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362013 36徳島 H21補正
②西部Ⅱ

看護学生修学資金の
拡充

看護職員の県内定着をより一層推
進するため、看護学生に対して修学
資金を貸与する。

○ 25,920 19,485 △6,435 予定していた修学資金の貸与人数
を減じることにより、計画額を減額す
るもの。

修学資金を希望する看護学生が当初想定より少なかった
ため。

上記の医療課題については、今後も「看護学生への修学
資金の拡充（H24補正分）」において引き続き取り組むこと
により解決する見込みであるため、本事業の計画変更に
よる医療課題の解決への影響はない。

362014 36徳島 H21補正
②西部Ⅱ

認定看護師等養成費
の補助

医療の高度化、専門家に対応した
質の高い看護職員を確保するた
め、がんや糖尿病等の分野におけ
る臨床実践能力の高い専門的な看
護師の育成を図る。

○ 12,552 5,562 △6,990 認定看護師の養成人数を減じること
に伴い、計画額を減額するもの。

認定看護師研修受講者が当初計画より少なかったこと及
び必要経費が見込みを下回ったため。

上記の医療課題については、今後も「専門看護師・認定
看護師の育成支援（H24補正分）」において引き続き取り
組むことにより解決する見込みであるため、本事業の計
画変更による医療課題の解決への影響はない。

362015 36徳島 H21補正
②西部Ⅱ

医師短時間正規雇用
支援

勤務医の過重労働の軽減や女性医
師の出産・育児等と勤務の両立の
ため、短時間正規雇用を行う医療機
関を支援する。

○ 24,000 1,000 △23,000 短時間正規雇用を行う医療機関数
を減じることにより、計画額を減額す
るもの。

医療機関における雇用の予定が無く、補助制度の活用を
希望する医療機関が少なかったため減額となった。

上記の医療課題については、結婚や育児等により医療の
現場を離れた女性医師を対象に、再就職に関するマッチ
ングや研修機会の提供等を行う「女性医師再就業バンク
事業」の実施や県医師会に委託して女性医師の再就業の
相談窓口となる「女性医師復職支援事業」を実施してお
り、引き続き女性医師の就業支援に取り組むことにより解
決する見込みであるため、本事業の計画変更による医療
課題の解決への影響はない。

362016 36徳島 H21補正
②西部Ⅱ

西部圏域における地
域医療連携機能の強
化

県立三好病院の圏域内唯一の救命
救急センター機能や地域がん診療
連携推進病院機能等を一層強化す
るため、MRIを整備する。

○ 0 144,000 ＋144,000 県立三好病院の圏域内唯一の救命
救急センター機能や地域がん診療
連携推進病院機能等を一層強化す
るため、磁気共鳴断層撮影装置（Ｍ
ＲＩ）を整備し、重症、重篤な急性疾
患患者への検査時間の短縮を図
り、より一層の適正な診断・治療体
制を構築する。また、検査効率の向
上により、地域の医療機関からの紹
介数を増加させることにより、地域
医療連携機能の充実強化も図る。

導入予定機器は、検査時間の短縮が期待できるととも
に、より精度の高い画像情報の取得等により、一層の的
確な診断・治療が可能となる。また、圏域内唯一の救命救
急センターとして、重篤な患者の救急搬送に迅速に対応
する責務を持つ県立三好病院には不可欠な装置であるた
め、事業を追加する。

「四国中央部の医療拠点」として診断・治療体制の充実・
強化を図ることで救命率の向上に繋がる。

362017 36徳島 H21補正
②西部Ⅱ

訪問看護ステーショ
ン拠点機能強化事業

県看護協会が設置する「訪問看護
ステーション半田」の移転に伴う施
設整備等に要する経費を支援する
ことにより、西部圏域の在宅医療推
進の拠点を整備するとともに、教育
研修、ナースセンター機能を有する
西部の看護の拠点化を図る。

○ ○ 0 50,000 ＋50,000 県看護協会が設置する「訪問看護
ステーション半田」の移転に伴う施
設整備等に要する経費を支援する
ことにより、西部圏域の在宅医療推
進の拠点を整備するとともに、教育
研修、ナースセンター機能を有する
西部の看護の拠点化を図る。

西部圏域においては看護職員不足が深刻となっており、
特に看護職における在宅医療の一層の推進が求められ
ている。このことから、県看護協会が開設する「訪問看護
ステーション半田」の機能を強化（相談・研修機能等）する
ことにより、在宅医療拠点施設が整備されるとともに、西
部圏域における訪問看護体制の強化を図るため、事業を
追加する。

西部圏域での在宅医療、特に訪問看護の質の向上及び
協力連携体制の構築が図られるとともに西部圏域での看
護拠点となる。

362018 36徳島 H21補正
②西部Ⅱ

西部ナースセンター
事業

県看護協会が設置する「訪問看護
ステーション半田」に西部ナースセ
ンターを設置し、西部圏域の医療機
関や看護師等養成所と連携し、「求
人・求職者相談会」を開催するなど
看護職員の確保や雇用を支援す
る。

○ 0 11,150 ＋11,150 県看護協会が設置する「訪問看護
ステーション半田」に西部ナースセ
ンターを設置し、西部圏域の医療機
関や看護師等養成所と連携し、「求
人・求職者相談会」を開催するなど
看護職員の確保や雇用を支援す
る。

西部圏域の「看護職員の確保対策」を支援することが重
要であるため、事業を追加する。

西部圏域での未就業者の発掘や看護職員の確保が図ら
れる。また、今後の西部圏域での看護職確保対策の一助
となる。

362019 36徳島 H21補正
②西部Ⅱ

地域密着型在宅医療
推進モデル事業

各地域で実施する在宅医療ネット
ワークの推進に向けて医療と介護と
の連携や在宅医療サービスの向上
に資する取組を支援し、今後の在宅
医療の支援体制の構築を図る。

○ 0 12,995 ＋12,995 各地域で実施する在宅医療ネット
ワークの推進に向けて、医療と介護
との連携や在宅医療サービスの向
上に資する取組みを支援し、今後の
在宅医療の支援体制の構築を図
る。

高齢化社会を迎え、医療機関や介護保険施設等の受入
れにも限界が生じることが予測されるなか、患者本人や家
族の希望により住み慣れた地域で療養生活を送ることが
できるよう在宅医療の充実が求められており、自宅等で必
要な医療を受けられる体制を図る必要があるため、事業
を追加する。

多職種協働による在宅医療の支援体制が構築されるとと
もに、医療と介護が連携した継続的な在宅医療の提供が
可能となる。

362020 36徳島 H21補正
②西部Ⅱ

在宅療養支援診療所
体制強化事業

地域における継続的な在宅医療を
提供するため、24時間体制で在宅
医療を実施している在宅療養支援
診療所に在宅医療に必要な設備を
支援する。

○ 0 26,197 ＋26,197 地域における継続的な在宅医療を
提供するため、24時間体制で在宅
医療を実施している在宅療養支援
診療所に在宅医療に必要な設備を
支援する。

高齢化社会を迎え、医療機関や介護保険施設等の受入
れにも限界が生じることが予測されるなか、患者本人や家
族の希望により住み慣れた地域で療養生活を送ることが
できるよう在宅医療の充実が求められており、自宅等で必
要な医療を受けられる体制を図る必要があるため、事業
を追加する。

在宅医療の提供体制の強化を図るとともに、在宅医療提
供の均てん化に資する。
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362021 36徳島 H21補正
②西部Ⅱ

認知症疾患医療セン
ターの設置

認知症患者が地域での生活を継続
するためには、早期の的確な診断と
ケアが重要であることから、西部圏
域において、早期診断から適正なケ
アが受けられる認知症の専門的医
療の拠点である認知症疾患医療セ
ンターを設置する。

○ 0 500 ＋500 認知症患者が地域での生活を継続
するためには、早期の的確な診断と
ケアが重要であることから、西部圏
域において、早期診断から適正なケ
アが受けられる認知症の専門的医
療の拠点である認知症疾患医療セ
ンターを設置する。

認知症になっても地域での生活を継続するために、早期
の的確な診断と、その後の適切な治療とケアを受けられ
ることが課題となっているため、事業を追加する。

認知症の専門的医療の提供体制が強化され、鑑別診断、
専門医療相談、合併症対応も充実し、医療と介護の連携
も促進することにより認知症対策の推進が図られる。

362022 36徳島 H21補正
②西部Ⅱ

感染症危機管理対策
事業

南海地震発生時の避難所における
健康管理体制、また、新型インフル
エンザ等の新たな感染症の発生に
対応する機器管理体制の整備を図
るため、講習会等ソフト面の対策
や、防護用品を整備するなどのハー
ド面での対策を行う。

○ ○ 0 11,850 ＋11,850 南海地震発生時の避難所における
健康管理体制、また、新型インフル
エンザ等の新たな感染症の発生や
ワクチンで防げる疾病の徹底予防
に必要な危機管理体制の整備を図
るため、講習会等ソフト面の対策
や、防護用品を整備するなどのハー
ド面での対策を行う。

　近い将来起こりうる南海地震の発生、また、新型インフ
ルエンザ等の新たな感染症の発生に対して、瞬時に対応
できる危機管理体制を早急に整備する必要がある。また、
感染症予防に不可欠な予防接種の体制が大きな改革期
を迎えていることから、今とこれからの予防接種につい
て、医療機関と県民がともに参画して学んでいただく県民
公開講座の機会を提供するとともに、感染症対策の必要
性についてマスメディアを活用した啓発へ取り組む必要が
あるため、事業を追加する。

災害発生時、また、新たな感染症への危機管理体制整備
等の充実は、緊急性を要する業務に対して、迅速に対応
する効果が図られる。また、次々とワクチンの追加や変更
が行われている予防接種体制について、県民が最新の情
報をもとに副反応や効果について理解を深めることで、予
防接種の促進、ひいては社会全体での感染症予防体制
を確保することができる。

363001 36徳島 H22補正 徳島県地域医療支援
センターの設置・運営

地域医療を担う医師の「キャリア形
成支援」や「医師の配置調整」など、
医師確保対策を総合的に行うため、
県、徳島大学及び県医師会等と連
携した「徳島県地域医療支援セン
ター」を設置、運営する。

○ 71,500 45,138 △26,362 地域医療支援センターの運営委託
費を減額するもの。

センター事務局の体制（医師、事務員）の変更に伴い事業
費が減額となったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

363003 36徳島 H22補正 小児救急医療拠点病
院の運営

県立中央病院を24時間365日の小
児救急医療拠点病院に指定し、県
央部における小児救急医療体制の
強化を図るための運営費を補助す
る。

○ 39,446 78,892 ＋39,446 有 小児救急医療拠点体制の運営費補
助金の増額

計画当初においては平成２４年度から事業を開始する予
定であったが、医師確保等の問題により、事業開始が平
成２５年度となり未だ事業効果が十分に発揮されていな
い。このため、今後も事業を継続して実施することにより、
東部医療圏における小児救急医療体制の強化を図るた
め事業費を増額する。

継続的に事業に取り組むことにより、小児救急医療体制
の強化が図られる。

363005 36徳島 H22補正 救急医療の適正受診
に係る普及啓発及び
地域医療を守る取組
みへの支援

幼年期からの救急医療の適正受診
に関する意識の醸成を図るため適
正受診啓発リーフレットの作成等を
行うとともに地域医療を守るための
講演会等を開催する。

○ 12,000 826 △11,174 リーフレットの作成・配付費用を減額
するもの。

リーフレット作成・配付に係る入札の結果、当初見込を下
回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

363008 36徳島 H22補正 病院内保育所の運営
支援

保育施設を運営する医療機関に対
し、病院内保育所運営事業に必要
な経費を補助する。

○ 20,000 19,695 △305 病院内保育所運営事業について予
定していた補助対象箇所数を減じる
ことにより、計画額を減額するもの。

補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかった
ため。

上記の医療課題については、今後も「病院内保育所の運
営支援（Ｈ２４補正分）」により引き続き取り組むことで解決
する見込みであるため、本事業の計画変更による医療課
題の解決への影響はない。

363009 36徳島 H22補正 ドクターヘリ臨時離着
陸場の整備

ドクターヘリの運航にあたり、臨時
離着陸場を整備する市町村等に対
して必要経費を補助する。

○ ○ 60,000 20,572 △39,428 ドクターヘリの臨時離着陸場の整備
箇所数を減じることにより、計画額を
減額するもの。

ドクターヘリの臨時離着陸場の整備に適する周辺環境を
備えた用地の条件面により、補助制度の活用実績が当初
計画より少なかったため。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優性順位の高い「小児救急拠点病院の運営事業」
の拡充を行うこととする。

363010 36徳島 H22補正 救急災害医療情報シ
ステム等の拡充整備

医療機能情報を掲載している「医療
とくしま」及び救急災害医療情報シ
ステムの機能を充実強化することに
より、救急搬送先の迅速な決定を行
うとともに救急医療機関の負担軽減
を図る。

○ 16,000 26,000 ＋10,000 「災害時情報共有システム」におい
て、災害時に医療・保健・福祉分野
の情報共有化に必要な機能の整備
に要する費用を増額するもの。

災害時の人命に関わる特に重要な医療分野だけでなく福
祉分野も含めて情報共有支援体制を強化するためのシス
テム機能の追加を行うため事業費を増額する。

　大規模災害発生時に、被災地において部局別にバラバ
ラに管理されていた情報を一元的に集約することで、医療
機関、福祉施設等の保健福祉関係団体において円滑な
支援活動に利用可能となる。また、関連する自治体担当
部署やボランティアまで含めた調整が可能となり、災害時
の人命に関わる特に重要な医療・保健・福祉分野の連携
を強化することができる。
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363011 36徳島 H22補正 携帯端末による救急
搬送情報システムの
整備

救急受入れに関する情報の入力を
行うため、救急医療機関へ携帯端
末の整備等を行う。

○ 3,500 0 △3,500 事業の中止 別事業である「救急災害医療情報システム等の拡充整
備」において、救急医療情報システムの機能強化が図ら
れていることや、スマートフォン等が普及していることから
新たな携帯端末を整備する必要性が無くなったため、事
業を中止する。

上記の医療課題については、別事業である「救急災害医
療情報システム等の拡充整備」によって解決する見込み
であるため、本事業の計画変更による医療課題の解決へ
の影響はない。

363013 36徳島 H22補正 新生児集中治療管理
室（ＮＩＣＵ）の整備

県立中央病院の周産期医療体制を
強化するため、ＮＩＣＵ６床の整備に
必要な経費を補助する。

○ ○ 70,000 78,500 ＋8,500 整備対象事業に「調乳システム」を
追加することにより増額するもの。

「総合メディカルゾーン構想」に基づき徳島大学病院と連
携協力し、一体的な機能発揮を図るとともに、地域周産期
医療センターの指定を目指す上で、当該ＮＩＣＵの整備に
あっては、現に総合周産期母子医療センターである徳島
大学病院及び地域周産期母子医療センターである徳島市
民病院と同水準の周産期医療体制の整備を要するとの
観点から、クリーンな条件下において、全自動で無菌・無
臭・無塩素の調乳作業が可能である「調乳システム」を導
入し、整備対象事業に加えるものである。

県内周産期医療体制の一層の充実・強化が図られる。

363016 36徳島 H22補正 精神疾患を有する身
体合併症患者の救急
対応施設の整備

　県立中央病院に精神疾患を有す
る身体合併症患者の受入や入院を
可能とする診療応需体制の整備に
対する補助を行う。

○ 21,095 40,104 ＋19,009 有 身体合併症対応対応施設の確保に
要する委託料を増額するもの。

身体合併症を持つ患者に対し、適切に入院医療を提供で
きる体制を継続して確保するため、事業費を増額する。

継続して身体合併症対応施設を確保し、適切な医療が提
供されることにより、精神科救急医療体制が強化される。

363017 36徳島 H22補正 県立海部病院の災害
医療センター機能の
整備

南海トラフの巨大地震による津波被
害が心配される県立海部病院につ
いて、安全な高台への移転ととも
に、ヘリポート等を備えた災害医療
センター機能の強化を図り、国や関
係町等との緊密な連携のもと県南
地域の新たな防災拠点の整備を行
う。

○ 800,000 827,943 ＋27,943 有 県立海部病院の移転改築費用を増
額するもの。

災害医療の拠点病院としての機能強化を図るため｢免震
構造の採用｣や｢屋上ヘリポートの仕様変更（耐荷重性能
の向上）｣等により増額となったため、事業費を変更する。

県南地域における災害医療の拠点病院としての機能強化
が図られる。

363019 36徳島 H22補正 災害拠点病院等の体
制強化

災害対応に必要な医療機器や医療
資機材を整備し、災害拠点病院等
の体制強化を図るとともに、医療救
護活動を円滑に行うため、災害医療
拠点の整備を行う。

○ 160,600 216,490 ＋55,890 災害対応に必要な医療機器や医療
資機材の整備対象の追加に伴う増
額

大規模災害時においては、多くの医療機関が被災し、軽
傷者から重傷者まで、あらゆる患者が災害拠点病院に集
中することが懸念されることから、災害拠点病院の支援・
補完的な役割を担う医療機関を本件独自の制度である｢
災害医療支援病院｣として位置づけ、災害対応に必要な
医療機器や医療資機材等の整備に要する費用を補助す
ることにより、災害時における医療体制の充実・強化を図
る。また、県庁外で災害医療拠点となる場所を整備し、医
療救護活動の円滑化を図る。

本県全体の災害時における医療体制のさらなる充実・強
化が図られる。

363020 36徳島 H22補正 医療救護所への医療
資機材の整備

災害時おける医療救護所の迅速な
運営を図るため、市町村が設置する
救護所の医療資機材の整備を行
う。

○ 20,000 14,387 △5,613 救護所の医療資機材の整備費用を
減額するもの。

医療資機材購入に伴う差金が生じたことにより、見込を下
回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

363022 36徳島 H22補正 広域搬送拠点臨時医
療施設（ＳＣＵ）の整
備

被災地内での治療が困難な重症患
者を被災地外に搬送するための拠
点整備に必要な資機材を整備。

○ 50,000 50,256 ＋256 ＳＣＵ資機材の整備費用を増額する
もの。

ＳＣＵ資機材の整備費用が当初想定を上回ったため。 災害時における医療体制の強化が図られる。

363023 36徳島 H22補正 南部公立病院の医療
機能連携強化

津波被害等による県立海部病院の
患者の診療情報をバックアップする
システムを整備する。

○ 12,000 11,999 △1 診療情報バックアップシステムの整
備費用を減額するもの。

入札差金により当初想定を下回ったため。 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

363024 36徳島 H22補正 西部公立病院等の医
療機能連携強化

西部圏域における医療連携や機能
分化に必要な医療資機材等の整備
を支援する。

○ 70,000 64,078 △5,922 医療資機材の整備費用を減額する
もの。

医療資機材購入に伴う差金が生じたことにより、見込を下
回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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363025 36徳島 H22補正 健康保険鳴門病院の
公的存続への支援・
拠点機能の強化

社会保険病院健康保険鳴門病院の
不動産等の譲渡を受けるとともに、
新たに地方独立行政法人を設立
し、病院等の運営を行う。

○ ○ ○ 1,500,000 1,500,300 ＋300 地方独立行政法人の設立に向けた
協議・調整に必要な事務的経費を
増額するもの

新たな地方独立行政法人の設立にあたり、協議・調整に
必要な事務的経費が当初見込みを上回ったため。

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

363026 36徳島 H22補正 寄附講座「地域脳神
経外科診療部」の開
設

徳島大学に寄附講座を開設し、県
立海部病院を拠点として診療を行う
とともに、将来の地域医療を担う医
師の養成・確保等に取り組む。

○ 80,000 74,000 △6,000 寄附講座設置に伴う配置人員の人
件費を減額するもの。

寄附講座設置に伴う配置人員の人件費が減額となったた
め。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

363027 36徳島 H22補正 ４疾病等における地
域医療連携の推進

脳卒中、心筋梗塞、がん、糖尿病に
係る地域連携クリティカルパスの促
進に向けた連携手帳の作成や患者
への啓発を行う。また、地域の健康
課題を明確化し，医療及び健康増
進の施策や事業計画に反映させる
ため、各疾病に係るレセプト情報、
特定健診情報による４疾病等の受
診動向や医療提供状況等の分析を
行う。

○ 15,000 17,038 ＋2,038 有 レセプト情報、特定健診情報による
受診動向や医療提供状況等のデー
タベース化や多変量解析等に必要
なソフト開発等の追加に伴う増額

レセプト情報、特定健診情報による受診動向や医療提供
状況等のデータベース化や分析を行うことにより、地域の
健康課題の明確化を図るため事業費を増額する。

　ＰＤＣＡサイクルに基づく効果的な保健活動が強化され
ることにより、健康指標の向上や健康寿命の延伸につな
がる。

363028 36徳島 H22補正 多機能型訪問看護ス
テーションの設置

在宅医療環境等の充実を図るた
め、訪問・通所・ショートステイに対
応する多機能型訪問看護ステーショ
ンを整備する。

○ ○ ○ 50,000 46,085 △3,915 多機能型訪問看護ステーションの
整備費用の減額。

多機能型訪問看護ステーションの整備について入札の結
果、見込みを下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

363029 36徳島 H22補正 在宅医療及びターミ
ナルケア等推進に係
る活動支援

在宅医療への理解の促進や多職種
連携に関する講演会や研修会を開
催する。

○ 2,000 1,229 △771 　事業の実施主体を在宅医療や在
宅・施設での看取りを推進している
団体から、県へ変更する。また、こ
のことに伴い事業費を減額する。

当初は、在宅医療や在宅・施設での看取りを推進している
団体への補助事業であったが、地域全体に広がりのある
活動が必要であることから、県（保健所）が中心に事業を
実施することとした。また、このことに伴い事業費を減額す
る。

上記の医療課題については、公的な組織である県（保健
所）が主体として、研修会等を実施することにより、取り組
みを地域全体に広げることが可能となる。また、在宅医療
に取り組む団体については、「在宅医療連携拠点事業
(H24補正分）」や「在宅医療ネットワーク構築支援事業
（H24補正分）」において、その取り組みへの支援を行うこ
とにより、解決する見込みであるため、本事業の計画変更
による医療課題の解決への影響はない。

363030 36徳島 H22補正 専門・認定看護師の
育成支援

看護職員の専門性等を高めるた
め、高度な知識・技術を有する専門
看護師・認定看護師の資格取得に
必要な経費を補助する。

○ 56,000 14,487 △41,513 専門・認定看護師の育成支援にお
ける対象者数を減じることにより、計
画額を減額するもの。

補助制度の活用希望者数が当初計画より少なかったこと
及び必要経費が見込みを下回ったため。

上記の医療課題については、今後も「専門看護師・認定
看護師の育成支援（H24補正分）」において引き続き取り
組むことにより解決する見込みであるため、本事業の計
画変更による医療課題の解決への影響はない。

363031 36徳島 H22補正 看護師等養成所の強
化

県立総合看護学校の運営・管理及
び教員に対する指導者の養成を行
うことにより、更なる質の向上を図
る。

○ 4,500 6,599 ＋2,099 対象者数の増にともない計画額を
増額するもの。

補助制度の活用希望者が当初想定を上回ったため。 教員に対する指導者が増加することにより、教員の質の
向上が図られる。

363032 36徳島 H22補正 看護教育・管理業務
の機能充実

看護職の状況分析等を行い、看護
職の資質向上を図るとともに、看護
職の魅力についての普及啓発や県
内医療機関等の就業情報を情報提
供することにより、県内での就職促
進・確保定着を図る。

○ 1,500 8,691 ＋7,191 有 看護職の魅力について普及啓発や
県内医療機関等の就業情報の情報
の情報提供を追加するとともに、県
立総合看護学校の学籍システムの
改修や、看護職員従事者届システ
ムの改修費用を増額するため。

看護職の魅力についての普及啓発や県内医療機関等の
就業情報を提供することにより、県内での就職促進・確保
定着を図る必要があり、また、看護職従事状況からの看
護職の状況分析に必要な県立総合看護学校の学籍シス
テムや、看護職員従事者届システムの改修費用が当初
想定を上回ったため事業費を増額する。

看護職員確保対策において一層の推進が図られる。

363034 36徳島 H22補正 認知症疾患医療セン
ターの設置

県立中央病院に認知症疾患医療セ
ンターを整備し、鑑別診断や情報提
供など認知症専門医療提供体制を
構築する。

○ 8,470 7,461 △1,009 認知症疾患医療センターの委託費
用を減額するもの。

認知症疾患医療センターの委託費用が当初想定を下回っ
たため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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363035 36徳島 H22補正 がん診療機能の整備
推進

県立中央病院及び県立三好病院に
放射線治療装置を整備し、高度が
ん診療拠点等の形成を図る。

○ 400,000 389,925 △10,075 機器整備費用を減額するもの。 機器整備に伴う入札差金が生じたことにより当初見込み
を下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

363036 36徳島 H22補正 がん検診体制の充実
強化

とくしま未来健康づくり機構（旧徳島
県総合健診ｾﾝﾀｰ）に超音波検診
車、胃がん検診車を整備し検診体
制の強化を図る。

○ 130,000 95,354 △34,646 検診車及び検診機器の整備費用を
減額するもの。

検診車及び検診機器の整備に伴う差額が生じたことによ
り当初見込みを下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

363037 36徳島 H22補正 徳島県地域がん診療
連携推進病院の機能
強化

がん診療拠点病院に準じる病院（が
ん診療連携推進病院）を指定し、研
修や相談事業、院内がん登録への
取組みを支援する。

○ 28,000 27,500 △500 事業の実施に伴う事務的経費を減
額するもの。

本事業における事務的経費が当初見込を下回ったため。 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

363038 36徳島 H22補正 院内がん登録実務初
級者研修派遣

院内がん登録の開始に必要な「国
立がん研究センター」の研修派遣に
必要な経費を補助し、院内がん登
録の増加を図る。

○ 2,000 1,000 △1,000 研修派派遣者数の減に伴う減額。 院内がん登録実務初級者研修の派遣を希望しても定員
に対する競争率が高く抽選漏れとなり、研修に派遣できな
かったことにより当初見込みを下回ったため。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「災害拠点病院等の体制強化事
業」の拡充を行うこととする。

363039 36徳島 H22補正 感染管理看護師
(ICN)の育成支援

医療機関等に感染管理看護師を養
成するために必要な経費を補助し、
看護職員の専門性を高める。

○ 10,500 3,283 △7,217 感染症管理看護師の育成支援にお
ける対象者数を減じることにより、計
画額を減額するもの。

補助制度の活用希望者数が当初計画より少なかったこと
及び必要経費が見込を下回ったため。

上記の医療課題については、今後も「専門看護師・認定
看護師の育成支援（H24補正分）」において引き続き取り
組むことにより解決する見込みであるため、本事業の計
画変更による医療課題の解決への影響はない。

363040 36徳島 H22補正 院内感染制御啓発・
人材育成

平成１８年に策定した「院内感染対
策マニュアル作成の指針」を改訂
し、各施設への配布や医療従事者
への研修会等を実施する。

○ 3,810 2,642 △1,168 「院内感染対策マニュアル作成の指
針」の作成経費及び研修会経費を
減額するもの。

「院内感染対策マニュアル作成の指針」の作成経費及び
研修会経費が当初見込を下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

363041 36徳島 H22補正 計画策定・変更等経
費

計画の進行管理等経費 ○ 2,433 3,292 ＋859 計画の進行管理等に必要な経費を
増額するもの。

計画の進行管理等に必要な経費が当初見込を上回った
ため。

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

363042 36徳島 H22補正 要介護者等の口腔ケ
ア推進事業

在宅や施設において、高齢者や障
害者（児）等の介護に従事する家族
や施設職員等に対し、要介護者の
日常的な口腔ケアの重要性や具体
的な口腔ケアの実施方法を周知す
ることにより、要介護者の歯と口腔
の健康づくりを図る。

○ 0 5,000 ＋5,000 0 今後ますます高齢化が進行し、要介護者が増加すること
が予測されており、日常生活で十分なセルフケアをするこ
とができない要介護者の歯と口腔の保持を図るため、医
科歯科連携による専門的な口腔ケアを充実していくととも
に、基本となる日常的な口腔ケアの普及についてもしっか
り取り組んでいく必要があるため、事業を追加する。

在宅や施設において、要介護者に対する日常的な口腔ケ
アの充実が図られ、医科歯科連携による専門的な口腔ケ
アとの両輪で、要介護者の歯と口腔の健康づくりを推進し
ていくことが可能となる。

363043 36徳島 H22補正 高齢入院患者地域支
援事業

病院内の医師、看護師、精神保健
福祉士等の多職種と相談支援専門
員や介護支援専門員等の地域の関
係者がチームになり、障害福祉サー
ビス事業者等と連携し、退院に向け
た支援を行う。

○ 0 2,010 ＋2,010 精神科病院に長期入院している、概
ね６０歳以上の高齢入院患者（主診
断名が統合失調症の者）を対象に
病院内の医師、看護師、精神保健
福祉士等の多職種と相談支援専門
員や介護支援専門員といった地域
の関係者がチームとなり、障害福祉
サービス事業者等と連携の下、退
院に向けた支援を行う。

   県内の精神科病院に長期入院している高齢者の増加
の解消は重要課題の一つであり、高齢入院患者の地域
生活への移行支援のための措置が必要である。このこと
から、病院内の医師、看護師、精神保健福祉士等の多職
種と、相談支援専門員や介護支援専門員といった地域の
関係者がチームとなり、障害福祉サービス事業者等と連
携の下、精神科病院の高齢入院患者の退院に向けた支
援を行うため、事業を追加する。

 　精神科病院に長期入院している高齢者の地域生活へ
の移行支援を図ることが可能となる。

277 / 344



参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

363044 36徳島 H22補正 かかりつけ医と精神
科医の連携事業

患者紹介などに関し精神科医との
連携をスムーズに行う「一般医－精
神科医ネットワーク」を構築する。

○ 0 2,452 ＋2,452 一般医を中心に日常診療における
精神的疾患についての理解を深
め、患者紹介などに関し精神科医と
の連携をスムーズに行う「一般医－
精神科医ネットワーク」を構築する。

精神疾患は増加の一途をたどっており、精神科医受診の
ハードルは高く、うつ病等精神疾患に罹患しても一般化を
受診し、早期に適切な対応と治療に繋がらない状況の
中、一般科医が精神疾患の知識と対応技術をもち、早期
に精神科受診に繋げる必要があるため、事業を追加す
る。

一般医が精神疾患への理解が促進され、連携ツールが
定着することにより、精神疾患に罹患しても、早期に精神
科受診に繋がる医療体制が提供できる。

363045 36徳島 H22補正 高次脳機能障害地域
医療地域連携推進事
業

高次脳機能障害支援拠点病院（徳
島大学病院）に支援コーディネー
ターを配置し、高次脳機能障害者へ
の相談事業の実施や関係医療機関
との連携促進のためのネットワーク
を構築する。

○ 0 4,500 ＋4,500 高次脳機能障害支援拠点病院（徳
島大学病院）に支援コーディネー
ターを配置し、高次脳機能障害者へ
の相談事業の実施や関係医療機関
との連携促進のためのネットワーク
を構築する。

新しい障害であり、医療関係者及び福祉関係者等に認知
度が低く、急性期医療から慢性期医療、医療から福祉
サービス・復職・就学への連携が不十分なため、事業を追
加する。

高次脳機能障害者への相談体制の充実、医療・保健・福
祉関係機関が連携した支援体制が構築できる。

363046 36徳島 H22補正 女性の素敵な笑顔の
輪ムーブメント事業

不妊・不育症等の周知・啓発活動等
を行い、誕生に向けた支援を行う。

○ 0 2,200 ＋2,200 母体や胎児・新生児の生命の安全
の確保については、周産期医療体
制整備に係る事業によりNICU病床
の整備等で、その水準の向上を
図っているところであるが、その前
提となる「妊娠・出産」につながるそ
れらを含む女性の健康支援につい
て理解を深めてもらうため、東部・南
部・西部において、産婦人科医等専
門家による「講演会」や不妊症・不
育症等について多くの人に知っても
らうための啓発パンフレットやＤＶＤ
を作成し、医療機関や教育機関、市
町村、保健所等の関係機関へ配布
する。

周産期医療体制の整備とともに、子どもの誕生を望む夫
婦等の希望を叶えるため、「不妊・不育症」等の周知・啓
発活動を行い、誕生に向けた支援を行うとともに、その誕
生に際しての「周産期医療体制整備」を並行して行うこと
で、本県の母体・胎児・新生児の生命の安全の向上を図
るため、事業を追加する。

誕生する子どもや母体の安全の確保につながる。

363047 36徳島 H22補正 糖尿病発症・重症化
予防モデル事業

徳島大学が開発した糖尿病検診メ
ニューの知見を県内医療機関の人
間ドック部門に移転するとともに、円
滑に定着させるため、徳島産業振
興機構と徳島大学が連携して検診
機関へパッケージ支援や技術支援
を行う。

○ 0 15,000 ＋15,000 有 徳島大学が開発した糖尿病検診メ
ニューの知見を県内医療機関の人
間ドック部門に拡大するとともに、円
滑に定着させるため、(公財)とくしま
産業振興機構と徳島大学が連携し
て検診機関へパッケージ支援や技
術支援を行う。

県では文部科学省の「地域イノベーション戦略支援プログ
ラム」を推進エンジンとして「世界レベルの糖尿病研究開
発臨床拠点」を目指して「徳島健康・医療クラスター構想」
を推進し、１４００人規模のコホート研究を基盤として測定
機器や先進的治療法、創薬、健康食品等の「製品クラス
ター」と糖尿病発症・重症化予防サービス等の「サービス
クラスター」の形成を進めている。特に、サービスクラス
ターにおいては、徳島大学が「徳島ならでは」の糖尿病検
診メニューを開発しており、この検診メニューを県内の医
療機関に移転させることにより、自覚なく進行する糖尿病
の発症・重症化予防と職域や地域が一体となった健康長
寿社会の実現に向けて取り組んでいく必要があるため、
事業を追加する。

糖尿病の克服による健康寿命の延伸が図られる。

363048 36徳島 H22補正 訪問看護供給体制拡
充事業

訪問看護の人材確保にかかる普及
啓発や、訪問看護師の育成を行うこ
とで、訪問看護師の人材不足解消
につなげる。また、訪問看護事業所
支援相談員の配置や経営マネージ
メント相談会の開催等により、安定
した事業所経営を支援する。

○ 0 13,192 ＋13,192 有 訪問看護の人材確保にかかる普及
啓発や、訪問看護師の育成支援を
行うことで、訪問看護師の人材不足
解消につなげる。また、訪問看護事
業所支援相談員の配置や経営マ
ネージメント相談会の開催等によ
り、安定した事業所経営を支援す
る。

早期に訪問看護師の人材不足を解消し、訪問看護事業
所の安定的な経営とサービス提供体制を確立する必要が
あるため、事業を追加する。

　訪問看護についての普及啓発や、訪問看護師の育成支
援、訪問看護師の悩み相談等により人材不足解消につな
がるとともに、事業所経営及びサービス提供の安定が図
られる。

366002 36徳島 H24補正 徳島大学寄附講座設
置

地域医療を担う医師の養成・確保等
を図るため、徳島大学に「総合診療
医学分野」、「地域産婦人科診療
部」、「ER・災害医療診療部」、「地域
外科診療部」、「地域脳神経外科診
療部」の５つの寄附講座を設置し、
大学教員が各県立病院等をフィー
ルドとした研究、教育、診療活動に
取り組むことを通じて、常勤医師不
足を支援するとともに、将来の地域
医療を担う「総合診療医」「産科医」
「救急医」「外科医」「脳神経外科医」
の養成等に取り組むことにより、地
域医療体制の確保・充実を図る。

○ 250,000 252,500 ＋2,500 有 基金の運用益を活用し、事業促進を
図るため、計画額を増額するもの。

基金の運用益を活用し、事業促進を図るため、計画額を
増額する。

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
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366025 36徳島 H24補正 県立海部病院の災害
医療体制の強化

現在、高台への移転を進めている
海部病院において整備を予定して
いる屋上へリポートに加え、「災害
対応型ヘリポート」を整備し，屋上ヘ
リポートとの併用により、救急ヘリ搬
送の効率化を図り、災害医療拠点
機能の更なる充実・強化を図る。

○ ○ 60,000 60,500 ＋500 有 基金の運用益を活用し、事業促進を
図るため、計画額を増額するもの。

基金の運用益を活用し、事業促進を図るため、計画額を
増額する。

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
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371003 37香川 H21補正
①高松

救命救急センターの
後方支援体制の強化
（屋島総合病院の機
能強化）

急性期からリハビリｌこ移行した患者
の受入れを行い、救命救急センター
の後方支援病院としての機能を強
化する。

○ 200,000 198,971 △1,029 基金負担分の金額変更 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び
地方消費税に係る仕入控除税額の返還があったため。

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の返還によ
る基金負担額の減額であり、計画変更による医療課題の
解決への影響はない。

371006 37香川 H21補正
①高松

在宅医療の強化（訪
問看護ステーション
の充実）

香川県看護協会が運営する高松訪
問看護ステーションにおいて２４時
間体制のショートステイをモデル的
に実施する。

○ ○ 99,000 96,680 △2,320 平成25年3月1日から介護保険複合
型事業所へ移行したため、地域医
療再生基金事業による運営費補助
を24年度で終了。

平成25年3月1日から介護保険複合型事業所へ移行した
ため、地域医療再生基金事業による運営費補助を終了す
る。

　上記の医療課題については、介護保険複合型事業所へ
の移行等によって、本事業が見込んでいた目標は達成で
きたため、本事業の計画変更による医療課題の解決への
影響はない。

371008 37香川 H21補正
①高松

島嶼部等における看
護職員の確保対策

島嶼部の公立病院に看護師を一定
期間派遣する場合、派遣元医療機
関への補助及び派遣看護師の研修
経費を助成する。また、へき地など
の医療機能の充実を図るため、「か
がわ医療福祉総合特区」事業とし
て、ドクターコム利活用促進事業や
オリーブナース育成支援事業を実
施する。

○ 36,000 40,558 ＋4,558 有 派遣元医療機関への補助及び派遣
看護師の研修経費の助成について
は、事業執行に伴い計画額を減額
する。一方、へき地などの医療機能
の充実を図るため、「かがわ医療福
祉総合特区」事業として、ドクターコ
ム利活用促進事業やオリーブナー
ス育成支援事業を実施する。

看護師の派遣事業においては、事業実施により、島嶼部
の一定診療所に看護師が定着したことなどにより計画額
を減額する。一方、他の離島、へき地においては更なる看
護師確保対策が必要とされており、「かがわ医療福祉総
合特区」事業として、ドクターコム利活用促進事業やオ
リーブナース育成支援事業を実施する。

変更に伴う財源については、基金の残額を活用することと
しており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、島
嶼部等における看護師の育成支援事業を実施することに
より、へき地などの医療機能の更なる充実を図ることが可
能となる。

371011 37香川 H21補正
①高松

乳がん検診の実施体
制の強化

香川県総合検診協会の乳がん検診
巡回車整備や、島嶼部公立病院の
乳がん検診装置整備に補助する。

○ 53,500 51,225 △2,275 入札による総事業費の減少による
補助金額の減少。

入札による総事業費の減少に伴い、補助金額が減少した
ため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題解決への影響はない。

371012 37香川 H21補正
①高松

夜間救急電話相談事
業の拡充

小児救急電話相談の機能強化及び
成人向け電話相談事業の開設す
る。

○ 71,000 45,076 △25,924 委託契約先の業者選定の入札に伴
う金額の変更（減少）

委託契約先の業者選定の入札に伴う金額の変更（減少） 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

371013 37香川 H21補正
①高松

広域災害救急医療シ
ステムと周産期医療
情報システムの統
合・拡充

広域災害救急医療情報システムの
機能充実及び周産期医療情報シス
テムとの機能統合を図るとともに、
24年度からはデジタルペンなどを活
用した新機能を付加した「広域災
害・救急・周産期医療システム」を引
き続き運用する。また、「かがわ医
療福祉総合特区」の事業として、災
害時対応訓練マニュアルや訓練動
画などのほか、医療全般に係る資
料等を収録する「医療ライブラリ」の
コンテンツ作成や、電子カルテネット
ワーク内に救急患者用コンテンツを
構築することにより、救急医療等に
関する情報の共有化を促進する。

○ 58,500 122,446 ＋63,946 有 平成２３年度に新たに開発した「広
域災害・救急・周産期医療システ
ム」について、救急医療体制の強化
と県民サービスの向上を継続的に
実施する。また、「かがわ医療福祉
総合特区」の事業として、災害時対
応訓練マニュアルや訓練動画など
のほか、医療全般に係る資料等を
収録する「医療ライブラリ」のコンテ
ンツ作成や、電子カルテネットワーク
内に救急患者用コンテンツを構築す
ることにより、救急医療等に関する
情報の共有化を促進する。

当該基金を活用して新たに開発した「広域災害・救急・周
産期医療システム」、「医療ライブラリ」の成果を継続的か
つ効果的に実施する必要があるため。

変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用する
こととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

371014 37香川 H21補正
①高松

遠隔医療ネットワーク
の機能強化

かがわ遠隔医療ネットワーク（Ｋ－
ＭＩＸ）整備に関する機能強化に補助
する。

○ 22,000 41,871 ＋19,871 中核病院の医療情報ネットワークの
整備に伴う増

現在運用中のかがわ遠隔医療ネットワーク（Ｋ－ＭＩＸ）
は、紹介状の送付機能などを有しているが、各医療機関
の電子カルテとは接続されていないために、十分活用さ
れているとは言い難く、電子カルテとの連携等による利便
性向上が課題となっていたが、中核病院の医療情報ネッ
トワークの整備に併せて機能強化を図る必要があるた
め。

変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用する
こととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

371015 37香川 H21補正
①高松

がん登録体制強化事
業

がん精密検査協力医療機関におい
て院内がん登録連携システム構築
に補助する。

○ 30,000 0 △30,000 地域がん登録事業協力医療機関数
は22機関であるが、地域がん登録
届出件数は7,487件となっており、年
間3,500件以上とする数値目標は達
成されているため、事業を中止す
る。

対象医療機関当に対して、再三にわたり照会したが、事
業実施の要望が得られなかったため。

上記の医療課題については、別事業である各種のがん対
策推進事業によって、本事業が見込んでいた数値目標
（地域がん登録届出件数年間3,500件）を大きく上回る
7,487件と目標を達成しているため、本事業の中止による
医療課題の解決への影響はない。
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371016 37香川 H21補正
①高松

精神科医療体制の強
化

精神科救急医療機関の最終受入拠
点病院を確保するとともに、重度の
身体合併症拠点病院を指定し、受
入のため空床を確保する。

○ 133,000 83,701 △49,299 空床確保の単価が想定より低かっ
たこと及び県立丸亀病院において
は、医師不足により平成24年度の
事業は休止中であるため、計画額を
減額するものである。

空床確保の単価が想定より低かったこと及び県立丸亀病
院において、医師不足により、平成24年度の事業は休止
中であるため、計画額を減額するものである。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「広域災害救急医療システムと周
産期医療情報システムの統合・拡充事業」を行うこととす
る。

371017 37香川 H21補正
①高松

地域医療に関する寄
附講座の運営

香川大学医学部に設置した地域医
療に関する寄附講座を運営する。

○ 0 30,000 ＋30,000 有 中讃医療圏における計画事業とし
て、これまで県からの寄附により、
香川大学医学部附属病院地域医療
教育支援センターにおいて実施して
いる地域医療に関する寄附講座に
加え、平成２５年度から新たに地域
連携精神医学に関する寄附講座を
設置することとしているが、平成２５
年度及び２６年度の事業実施により
中讃医療圏の基金残額が不足する
ことから、平成２７年度については、
高松医療圏の基金残額を活用する
ことにより寄附講座を設置する。

精神科医師については、近年、病院勤務医の確保が難し
くなってきており、特に公立病院における精神科医師不足
は深刻な状況となっている。このため、新たに香川大学医
学部に地域連携精神医学に関する寄附講座を設置し、地
域における身体合併症患者の受入体制や精神科医療行
政についての支援の研究等を行うことにより、精神科医療
が適切かつ効率的に提供される体制の整備が図られるよ
う本事業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源については、基金の残額を活用することと
しており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また県内
における精神科医療提供体制の更なる拡充を図ることが
可能となる。

372004 37香川 H21補正
②中讃

中讃地区の後方支援
機能の強化（滝宮総
合病院）

滝宮総合病院の改築時における、
回復期リハビリテーション病棟整備
に補助する。

○ 200,000 199,718 △282 基金負担分の金額変更 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び
地方消費税に係る仕入控除税額の返還があったため。

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の返還によ
る基金負担額の減額であり、計画変更による医療課題の
解決への影響はない。

372006 37香川 H21補正
②中讃

香川県医師育成キャ
リア支援プログラム
の運営

「香川県医師育成キャリア支援プロ
グラム」を作成・実施する。

○ 155,240 94,279 △60,961 計画のうち、「香川県医師育成キャ
リア支援プログラム」の運営費用を
当初計画より安価に抑えるものであ
る。

「香川県医師育成キャリア支援プログラム」を運営した結
果、経費が見込を下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

372007 37香川 H21補正
②中讃

地域医療に関する寄
附講座の運営

香川大学医学部に設置した地域医
療に関する寄附講座を運営する。

○ 140,000 200,000 ＋60,000 有 これまで、県からの寄附により、香
川大学医学部附属病院地域医療教
育支援センターにおいて実施してい
る地域医療に関する寄附講座に加
え、平成２５年度から新たに地域連
携精神医学に関する寄附講座を設
置する。

精神科医師については、近年、病院勤務医の確保が難し
くなってきており、特に公立病院における精神科医師不足
は深刻な状況となっている。このため、平成２５年度から
新たに香川大学医学部に地域連携精神医学に関する寄
附講座を設置し、地域における身体合併症患者の受入体
制や精神科医療行政についての支援の研究等を行うこと
により、精神科医療が適切かつ効率的に提供される体制
の整備が図られるよう本事業の拡充を図りたい。

変更に伴う財源については、基金の残額を活用することと
しており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また県内
における精神科医療提供体制の更なる拡充を図ることが
可能となる。

372008 37香川 H21補正
②中讃

県民医療推進枠入学
者への修学資金貸付

香川大学及び愛媛大学に県民医療
推進枠を増員し、修学資金の貸付を
実施する。

○ 105,120 106,560 ＋1,440 「県民医療推進枠による医学部入
学定員の増」において、香川大学医
学部の香川県地域枠の１名増に伴
う修学資金貸与枠を１名増やす。

平成２５年度以降の医学部入学定員の在り方について検
討されており、厚生労働省から平成２５年度医学部入学
定員増に関する検討状況調査（平成２４年８月７日付け）
が実施され、当県と香川大学医学部との間で検討した結
果、香川大学医学部に当県地域枠１名増を申請すること
となったため。

変更に伴う財源については、基金の残額を活用することと
しており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また平成
２５年度香川大学医学部入学定員における香川県地域枠
１名増に伴う、医学生向け修学資金貸付の募集枠の１名
増により、本県地域医療を担う医師確保の更なる拡充を
図ることが可能となる。

372010 37香川 H21補正
②中讃

看護職員の多様な勤
務形態導入支援

短時間正規雇用の導入など、就労
環境を改善するための取り組みに
補助する。

○ 11,700 1,850 △9,850 平成23年度から、「医療提供体制推
進事業（国庫補助）の就業環境改善
相談･指導者派遣事業及び就労環
境改善研修事業」が定額補助となっ
たため、当該事業を活用して実施し
たことから、計画額を減額する。

平成23年度から、「医療提供体制推進事業（国庫補助）の
就業環境改善相談･指導者派遣事業及び就労環境改善
研修事業」が定額補助となったため、当該事業を活用して
実施したことから、計画額を減額する。

上記の医療課題については、「医療提供体制推進事業
（国庫補助）」の「就業環境改善相談･指導者派遣事業及
び就労環境改善研修事業」によって本事業が見込んでい
た目標を達成する見込みであるため、本事業の計画変更
による医療課題への影響はない。

372011 37香川 H21補正
②中讃

病院内保育所運営費
の補助

公的病院の院内保育所の運営費に
補助する。

○ 20,000 19,911 △89 　消費税及び地方消費税に係る仕
入控除税額の確定による返還分を
減額する。

　消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に
より、返還が生じたため。

　消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に
より返還が生じたものであり、計画変更による医療課題の
解決への影響はない。
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372013 37香川 H21補正
②中讃

地域医療に関する普
及啓発事業

医療機関の適正受診に関する普及
啓発の実施や、市町が行う啓発事
業に補助する。

○ 4,000 23,960 ＋19,960 有 平成27年度まで２年間事業を延長
し、地域医療の崩壊を防ぐための普
及啓発を引き続き行っていく。

平成27年度まで２年間事業を延長することで、医療機関
の適正受診を普及させ、地域医療の崩壊を防ぐ。

変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用する
こととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

372014 37香川 H21補正
②中讃

助産師養成機能の拡
充

香川県立保健医療大学における助
産学専攻科新設に対する支援。

○ 12,705 12,014 △691 事業実施による執行残を減額する
ものである。

県立保健医療大学に設置した助産学専攻科における教
育環境の充実を図るため、助産師教育用の機器等を競争
入札等により購入し、執行残額が生じたため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

372015 37香川 H21補正
②中讃

休日救急歯科診療の
充実

香川県歯科医師会に在宅当番医制
による休日歯科診療事業を委託し
て実施する。

○ 7,600 11,400 ＋3,800 有 平成27年度まで２年間事業を延長
することで、地域における在宅当番
制の定着を図る。

平成27年度まで２年間事業を延長することで、地域におけ
る在宅当番制の定着を図るとともに、基金終了後に引き
続き事業を発展させていくための体制を構築する。

変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用する
こととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

372016 37香川 H21補正
②中讃

在宅歯科診療体制の
充実

在宅歯科診療を実施する診療所
の、必要な診療機器の整備に補助
する。

○ 18,195 13,103 △5,092 競争による調達等に伴う金額の変
更（減少）

競争による調達等に伴う金額の変更（減少） 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

372017 37香川 H21補正
②中讃

歯科医療人材の充実 香川県歯科医師会に歯科衛生士の
復職支援や専門研修を委託して実
施する。

○ 4,000 6,000 ＋2,000 有 事業期間を延長し、引き続き、香川
県歯科医師会に歯科衛生士の復職
支援や専門研修の委託を行う。

在宅歯科医療に対応できる歯科衛生士の確保・養成を図
るためにも、引き続き、未就業歯科衛生士等への専門的
な研修や復職支援等を行う。

変更に伴う財源については、基金の残額を活用することと
しており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、歯
科衛生士の離職防止や復職支援など人材の確保を図る
ことができる。

372018 37香川 H21補正
②中讃

臓器移植・骨髄移植
の体制強化

財団法人いのちのリレー財団の移
植コーディネート体制強化に補助す
る。

○ 20,000 18,000 △2,000 有 臓器移植を推進するためには、平
成２６年度及び２７年度においても
財団法人香川いのちのリレー財団
の体制を強化する必要があることか
ら、２年間事業を継続する。

地域医療再生計画の当初の計画期間は平成２５年度まで
となっていたが、臓器移植を推進するためには、平成２６
年度及び２７年度においても財団法人香川いのちのリ
レー財団の体制を強化する必要があることから、２年間事
業を継続する。なお、計画策定当初に想定していた人件
費より単価が下がったため、基金充当額は2,000千円の減
額となる。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。ま
た、事業の継続により臓器移植・骨髄移植推進体制の更
なる強化を図ることが可能となる。

373001 37香川 H22補正 データベース構築・情
報発信事業

県内勤務医や県出身の県外勤務医
等を対象とした登録型医師データ
ベース「k-doctor」を構築

○ 5,500 4,539 △962 計画のうち、登録型医師データベー
スシステムの構築費を当初計画より
安価に抑えるものである。

登録型医師データベースシステムの構築について入札を
実施した結果、経費が見込を下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

373002 37香川 H22補正 医学部進学者確保・
支援事業

医師を目指す高校生を対象にした
「医学部進学セミナー」や、進学ガイ
ドブック「医師への道」を作成・配布

○ 8,000 6,841 △1,159 計画のうち、医師体験講座の実施
経費を当初計画より安価に抑えるも
のである。

医師体験講座について企画・実施した結果、経費が見込
を下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

373003 37香川 H22補正 医学生支援事業 医学生を対象に地域医療実習など
を行う「かがわ医療塾」を開催する
ほか、知事との意見交換会を開催

○ 5,000 2,171 △2,829 計画のうち、「かがわ医療塾」の実
施経費を当初計画より安価に抑え
るものである。

「かがわ医療塾」について企画・実施した結果、経費が見
込を下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

373004 37香川 H22補正 初期臨床研修医支援
事業

臨床研修病院協議会を設置、合同
説明会等に取り組むほか、臨床研
修担当事務職員の配置の支援、
「臨床推論チャレンジカップ」や「大
リーガー医」招聘事業等を実施

○ 65,125 43,540 △21,585 計画のうち、「臨床推論チャレンジ
カップ」及び「大リーガー医招聘事
業」の実施経費を当初計画より安価
に抑えるものである。

「臨床推論チャレンジカップ」及び「大リーガー医招聘事
業」について企画・実施した結果、経費が見込を下回った
ため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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373005 37香川 H22補正 臨床医確保・支援事
業

「地域医療支援センター」を設置、県
外勤務医師の受け皿としての機能
を整備するほか、感染症及び神経
難病の寄附講座、精神科後期研修
プログラム、女性医師の支援研究
事業等を策定・実施

○ 181,400 242,275 ＋60,875 有 これまで実施してきた精神科後期研
修プログラムを平成２６、２７年度ま
で延長して実施するとともに、公衆
衛生医師を確保するため、香川大
学医学部に公衆衛生に関する調
査・研究業務を委託し、医師の保健
所における勤務を通じて、研修プロ
グラムの作成や地域保健業務を担
う人材の育成を行うとともに、学生
への周知啓発などにより公衆衛生
を担う人材の確保を行う。

　県内の医師数の増加や地域偏在の解消は県政の最重
要課題の一つであり、地域医療の維持・充実のための措
置が必要である。このため、県内の精神科医師の確保と
ともに、地域保健業務を担う人材の育成が不可欠であり、
各分野において少しでも多くの医師確保が図れるよう本
事業の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、基金の残額を活用すること
としており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、将
来の地域医療を担う医師の更なる拡充を図ることが可能
となる。

373006 37香川 H22補正 指導医養成事業 若手医師に対する教育・指導を充実
させ、医師の定着・確保を図るた
め、指導医の国内外の研修派遣を
支援

○ 6,000 1,989 △4,011 計画のうち、指導医の国内外の研
修派遣の運営費用を当初計画より
安価に抑えるものである。

指導医の国内外の研修派遣を運営した結果、経費が見
込を下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

373010 37香川 H22補正 認定看護師教育課程
参加者確保事業

「認定看護師」の育成するため、認
定看護師教育課程の体験講座を県
看護協会に委託して実施するほか、
認定看護師教育課程へ派遣する医
療機関に対し補助

○ 3,050 650 △2,400 県看護協会に委託して行う予定で
あった認定看護師教育課程体験講
座などが休講となったことから計画
額を減額する。

県看護協会に委託して行う予定であった認定看護師教育
課程体験講座などが休講となったことから計画額を減額
する。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い在宅医療の推進に向けた認定看護
師の育成支援（平成２５年８月策定　地域医療再生計画）
を行うこととする。

373011 37香川 H22補正 歯科衛生士地域偏在
解消対策事業

歯科衛生士の就業における地域偏
在を解消するため、養成機関の入
学生確保に向けた取組みに対し補
助

○ 3,000 6,000 ＋3,000 有 事業期間を延長し、引き続き、歯科
衛生士の就業における地域偏在を
解消するため、養成機関の入学生
確保に向けた取組みに対し補助を
行う。

歯科衛生士就業における地域偏在の解消を図るために
も、引き続き、養成機関の入学生確保に向けた支援を行
う。

変更に伴う財源については、基金の残額を活用することと
しており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、歯
科衛生士就業における地域偏在の解消に向けて、人材確
保を図ることができる。

373012 37香川 H22補正 地域医療連携ネット
ワーク整備事業

３次的な医療機関から、２次医療機
関や中小病院、診療所までの連携
体制を構築するため、中核病院の
電子カルテ情報を共有化するシステ
ムを構築

○ 325,900 542,148 ＋216,248 有 ネットワークの円滑かつ安定的な運
営を行うため、参加医療機関の拡充
を図る。また、そのネットワークを最
大限活用するため、システムの機能
拡充を図る。

　患者が症状に応じて、安心して地元の医療機関で受診
できるよう、また容態に応じた適切な高度医療の提供が
受けられるよう、急性期病院とその後方支援病院や診療
所との間で、連携や診療情報の共有化を進めることが必
要である。このため、中核病院の診療情報をその他の病
院・診療所等と共有化する当該ネットワークの拡大を図る
必要があり、また、当該ネットワークを最大限活用するた
め、例えば、救急対応などにも対応できるようシステムの
機能拡充を図る必要がある。

　変更に伴う財源については、基金の運用益及び残額を
活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことは
ない。また、ネットワークの拡大により、医療機関等の機
能分化と連携を促進することが可能となる。

373013 37香川 H22補正 医療介護地域連携ク
リティカルパス整備事
業

医療機関間で運用している「地域連
携クリティカルパス」について、介護
施設や在宅にも活用を拡大

○ 20,000 19,857 △143 事業実施による執行残を減額する
ものである。

参加医療機関等の確定により執行残額を減額するもので
ある。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

373014 37香川 H22補正 地域医療再生計画策
定・検証事業

地域医療再生計画の進捗状況を検
証するため、「地域医療再生計画策
定検討会」を開催

○ 2,000 2,045 ＋45 有 地域医療再生計画の事業期間の延
長に伴い、地域医療再生計画策定・
検証事業についても平成２７年度ま
で延長して実施する。

地域医療再生計画の事業期間の延長に伴い、地域医療
再生計画策定検証事業についても平成２７年度まで延長
して実施する必要があるため。

地域医療再生計画事業の策定・検証を継続して行うもの
であり、再生計画事業を最終年度まで効果的に実施する
ことが可能となる。

373015 37香川 H22補正 口腔ケアネットワーク
整備事業

入院患者のＱＯＬ向上や予後の疾
病悪化を未然に防ぐため、口腔ケア
に連携体制を構築

○ 40,000 80,000 ＋40,000 有 口腔ケアネットワーク整備事業の事
業期間を平成２７年度まで延長す
る。

医療機関等における歯科専門職による質の高い口腔ケア
の実施や、転院退院時等でも途切れのない口腔ケアや歯
科治療が実施できる連携体制の構築が必要であることか
ら、本事業を平成２７年度まで引き続き実施する必要があ
るため。

変更に伴う財源については、基金の残額を活用することと
しており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、基
幹病院の入院患者等に対して口腔ケアを推進することに
より患者のQOLの向上を図るとともに、口腔ケアを担う人
材の育成等を行い口腔ケアの普及及び関係機関との連
携体制の構築を図ることが可能となる。

373016 37香川 H22補正 ２次救急医療機関機
能強化事業

２次救急医療機関が行う救急医療
機器等の整備に対し補助

○ 122,500 134,904 ＋12,404 ２次救急医療機関の対象を拡充し、
救急医療体制のより一層の強化を
図る。

医療機関における２次救急医療体制の更なる強化を図る
必要があるため。

変更に伴う財源については、基金の残額を活用することと
しており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、２次
救急医療機関における救急医療体制の更なる強化を図る
ことが可能となる。
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373019 37香川 H22補正 歯科救急体制強化事
業

歯科救急医療体制の強化を図るた
め、高松市歯科医師会が運営する
歯科救急医療センターの機器整備
に対し補助

○ 2,500 2,497 △3 入札による総事業費の減少による
補助金額の減少。

入札による総事業費の減少に伴い、補助金額が減少した
ため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題解決への影響はない。

373020 37香川 H22補正 救急医療問題等検討
事業

需要増加が見込まれる救急医療に
ついて、医療・消防等の関係者で構
成する検討会を開催

○ 6,000 1,460 △4,540 本事業により一部の成果を上げるこ
とができたが、救急医療の課題は複
雑化・多様化する等、全ての課題解
決には地道な取組みを引き続きして
いくことが必要であるため、今後は
他の事業一般財源も活用しながら
取組みを続けていくこととしている。

関係機関等との調整による一部計画の見直しやそれに伴
う事業費の変更（減少）

当初計画には満たないものの、これまでも地域の輪番制
協議会等の活動など他の事業での取組みも並行して行っ
ている。引き続き基金外で上記の医療活動の解決に向け
た取組みを行っていくこととしており、金額の減少による影
響はない。

373022 37香川 H22補正 災害拠点病院等機能
強化事業

県内の災害時医療体制の強化を図
るため、災害拠点病院が行う設備整
備等に対し補助

○ 59,947 90,161 ＋30,214 災害医療関連の施設・設備整備に
対して行う補助を拡充し、災害時医
療体制のより一層の確保・強化を図
る。

災害拠点病院等における災害時医療体制の更なる強化
を図る必要があるため。

変更に伴う財源については、基金の残額を活用することと
しており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、災
害拠点病院等における災害時医療体制の更なる強化を
図ることが可能となる。

373023 37香川 H22補正 ２次救急医療機関耐
震化整備事業

地域医療の中核的な役割を果たす
２次救急医療機関の耐震化整備に
対し補助

○ 320,000 0 △320,000 医療施設耐震化臨時特例交付金を
活用して事業を実施することとなっ
たため、事業を中止する。

医療施設耐震化臨時特例交付金を活用し、事業が実施で
きることとなったため。

　上記の医療課題については、医療施設耐震化臨時特例
交付金の活用により解決する見込みであるため、本事業
の計画変更による医療課題の解決への影響はない。

373027 37香川 H22補正 感染症対応連携事業 感染症発生に係る連携体制の構築
や支援連絡会等を開催

○ 2,000 1,498 △502 感染症対応連携事業の実施に要す
る経費が、当初の計画額より安価で
あったため、計画額を減額する。

感染症対応連携事業として感染症発生に係る連携体制
の構築や支援連絡会の開催、医療従事者等の研修など
を実施したが、当初の計画額より安価で実施することがで
きたため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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381002 38愛媛 H21補正
①宇摩

四国中央市急患医療
センターの診療時間
延長等

急患センターの診療時間の30分延
長及び新築移転に伴う診療機能の
強化を行う。

○ 29,500 10,181 △19,319 　事業実績に合わせた基金充当額
の見直し。

　事業者が事業実施段階において経費の節減等に努め
たことにより、補助対象経費が当初の見込みから減額と
なったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

381003 38愛媛 H21補正
①宇摩

「かかりつけ医カー
ド」の普及・定着化事
業

圏域内において、初期診療のほか、
日常の健康管理や疾病予防など幅
広い役割を担う「かかりつけ医」制
度の普及に向け、かかりつけ医の
氏名、（緊急）連絡先等を記載する
『かかりつけ医カード』を作成し、広
く、圏域内の住民に配布し、日常に
おいて携行してもらう。

○ 2,300 1,898 △402 　事業実績に合わせた基金充当額
の見直し。

　事業者が事業実施段階において、競争見積もりや講演
会講師の見直し等による経費節減に努めたことにより、補
助対象経費が当初の見込みから減額となったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

381005 38愛媛 H21補正
①宇摩

二次救急医療等を担
う中核病院整備（施
設）事業(四国中央病
院（再生三島病院）)

四国中央病院は、県立三島病院の
建物・施設等の譲渡を受け、同病院
を新たに「三島医療センター」（仮
称）として改修した上で、増床後の
四国中央病院の分院として位置付
け、両病院の一体的な運営に努め
ることにより、診療機能の強化や医
師の集約化を図る。
また、将来的には、本院を「三島医
療センター」（仮称）の場所に移設・
統合することにより、名実ともに3５０
床規模の中核病院の形成を目指
す。

○ 400,000 22,790 △377,210 　事業実績に合わせた基金充当額
の見直し。

　事業者が事業実施段階において、事業内容を見直した
ことにより、事業量が減少し、補助対象経費が当初の見
込みから減額となったため。

　　計画額より安価で目標を達成することができたもので
あり、計画変更による医療課題の解決による影響はな
い。

381006 38愛媛 H21補正
①宇摩

二次救急医療等を担
う中核病院整備（施
設）事業(四国中央病
院)

四国中央病院は、県立三島病院の
建物・施設等の譲渡を受け、同病院
を新たに「三島医療センター」（仮
称）として改修した上で、増床後の
四国中央病院の分院として位置付
け、両病院の一体的な運営に努め
ることにより、診療機能の強化や医
師の集約化を図る。
また、将来的には、本院を「三島医
療センター」（仮称）の場所に移設・
統合することにより、名実ともに3５０
床規模の中核病院の形成を目指
す。

○ 300,000 394,947 ＋94,947 　事業実績に合わせた基金充当額
の見直し

　　事業者が事業実施段階において事業内容を見直した
たところ、事業量が増加しことにより、補助対象経費が当
初の見込みから増額となったため。

　　変更に伴う財源については、他事業の不用となった減
少金を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼす
ことはない。

381008 38愛媛 H21補正
①宇摩

二次救急医療等を担
う中核病院整備（医
療機器）事業(四国中
央病院（再生三島病
院）)

圏域内において中核あるいは唯一
の役割を担っている専門診療分野
（四国中央病院：小児・周産期医療
分野、石川病院：脳神経外科、循環
器科分野）を中心に、診療機能の強
化や医師の集約化を図ることによ
り、これまで以上に、住民の高度・専
門医療ニーズに対応できる体制を
構築する。
また、三島医療センター（仮称）につ
いては、内科の診療・入院を中心
に、外科・整形外科、リハビリ科、透
析等の外来機能を担うこととされて
いるが、今後更に、地域住民の要望
や具体的な医療ニーズにも配慮し
ながら、具体的な検討がなされるこ
ととなっている。

○ 300,000 426,846 ＋126,846 　事業実績に合わせた基金充当額
の見直し。

　宇摩医療圏域の二次救急医療等を担う中核病院の一つ
である三島医療センターにおいて、地域医療の維持・充実
を図るため、電子カルテシステム等の整備に係る事業量
が増加したことから、補助対象経費が当初の見込みから
増額となったため。

　変更に伴う財源については、他事業の不用となった減少
金を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。また、本事業が見込んでいた目標を達成できる
見込みであるため、本事業の計画変更による医療課題の
解決への影響はない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

381009 38愛媛 H21補正
①宇摩

二次救急医療等を担
う中核病院整備（医
療機器）事業(四国中
央病院)

圏域内において中核あるいは唯一
の役割を担っている専門診療分野
（四国中央病院：小児・周産期医療
分野、石川病院：脳神経外科、循環
器科分野）を中心に、診療機能の強
化や医師の集約化を図ることによ
り、これまで以上に、住民の高度・専
門医療ニーズに対応できる体制を
構築する。
また、三島医療センター（仮称）につ
いては、内科の診療・入院を中心
に、外科・整形外科、リハビリ科、透
析等の外来機能を担うこととされて
いるが、今後更に、地域住民の要望
や具体的な医療ニーズにも配慮し
ながら、具体的な検討がなされるこ
ととなっている。

○ 150,000 300,000 ＋150,000 　事業実績に合わせた基金充当額
の見直し。

　　宇摩医療圏域の二次救急医療等を担う中核病院の一
つである四国中央病院において、地域医療の維持・充実
を図るため、MRI装置をはじめとした医療機器整備に係る
事業量が増加したことから、補助対象経費が当初の見込
みから増額となったため。

　変更に伴う財源については、他事業の不用となった減少
金を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。また、本事業が見込んでいた目標を達成できた
ものであるため、本事業の計画変更による医療課題の解
決への影響はない。

381011 38愛媛 H21補正
①宇摩

宇摩圏域地域医療再
生計画推進協議会開
催事業

再生計画に基づく取組みについて、
実施段階での関係者間の調整や協
議を行うとともに、計画の進捗状況
の検証や、それに基づく計画の見直
し・修正等を行うため、県や地元自
治体、関係医療機関、医師会、住民
代表等で構成する「宇摩圏域地域
医療再生計画推進協議会」を設置
する。

○ 4,000 888 △3,112 計画のうち、会議開催費用を減額す
る。

事業実績に合わせた基金充当額の見直し。 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

381012 38愛媛 H21補正
①宇摩

医療連携による口腔
ケア普及

県歯科医師会宇摩支部内に「口腔
ケアチーム」を設立し、介護、医療の
分野で口腔ケアの実践、要望の受
付を行うとともに、介護、医療、行政
機関との連携のもと、潜在患者の発
掘、口腔ケアの普及・啓発を行う。

○ 1,000 999 △1 「医療連携による口腔ケアの普及」
について、計画額の減額を行う。
　　総事業費　　　3,010千円　→
2,996千円
　　基金充当額　1,000千円　→　999
千円

在宅歯科診療機器の整備において、当初予定していた見
込み額を下回ったため。

計画額よりも安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に支障はない。

381014 38愛媛 H21補正
①宇摩

認定子ども園整備事
業

医師をはじめとする医療従事者の
子育て支援体制の充実を図るた
め、延長、夜間、休日保育等に対応
できる認定子ども園を整備する。

○ 42,500 56,821 ＋14,321 　事業内容の見直し
　事業実績に合わせた基金充当額
の見直し
※Ｈ25.3　病院内保育施設整備事
業へ変更　基金充当　60,000千円へ
変更
　 Ｈ25.10　基金充当　56,821千円へ
変更

　当初設置予定だった「認定こども園」は制度に不確定な
部分が多く、２５年度内の整備が困難と思われるため、再
生計画の事業目的に合致する代替事業として「病院内保
育施設、設備の整備事業」を実施する。

　変更に伴う財源については、他事業の不用となった減少
金を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。また、本事業が見込んでいた目標を達成できる
見込みであるため、本事業の計画変更による医療課題の
解決への影響はない。

381015 38愛媛 H21補正
①宇摩

地域医療を支援する
拠点センターの設置
事業

愛媛大学医学部内に、地域医療に
関係する講座群の他、医師の卒後
臨床教育機能を担当する総合臨床
研修センター、医師や研修医、医学
部生が、地域医療に必要な技能等
を修得するトレーニング施設等を一
括配置した地域医療を担う医師の
養成を図る拠点施設として、「地域
医療支援センター」（仮称）を整備す
る。

○ ○ 250,000 244,432 △5,568 計画のうち、「地域医療支援セン
ター」建設費用及び設備整備費用を
減額するものである。

「地域医療支援センター」建設費用及び設備整備費用に
ついて入札を実施した結果、見込みを下回ったため。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

381016 38愛媛 H21補正
①宇摩

公立病院等勤務医師
研修支援制度の創設

県内で特に深刻な医師不足に直面
する公立病院等を対象に医師を派
遣する。派遣先病院及び派遣医師
は派遣を求める公立病院等からの
要望に基づき、愛媛県と関係機関と
で組織する「調整課」にて協議し決
定する。派遣医師は専門領域の知
識の習得や診療技術の向上のため
の研修等に参加できる。

○ 18,000 35,148 ＋17,148 計画のうち、派遣医師のキャリア形
成等に必要な支援経費を増額する
ものである。

事業実績に合わせた基金充当額の見直し。 変更に伴う財源については、他事業の不用となった減少
金を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはなく、本事業が見込んでいた目標を達成できたため、
計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

381017 38愛媛 H21補正
①宇摩

自治医科大学卒業医
師等キャリア形成支
援事業

県内地域医療を担う医師一人一人
のニーズに対応したキャリア形成プ
ログラムの策定や、県外からの転入
医師の勤務先のあっせん・紹介、必
要となる情報の提供などを行うコー
ディネーターを配置する。キャリア形
成プログラムに沿った勤務を実現さ
せるための推進組織を配置する。

○ 33,000 2,504 △30,496 計画のうち、県外医師への必要とな
る情報提供等に必要な経費を減額
するものである。

事業実績に合わせた基金充当額の見直し。 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

382004 38愛媛 H21補正
②八幡
浜・大洲

大洲喜多休日夜間急
患センター整備・運営
事業
八西地区休日・夜間
急患センター整備・運
営事業

大洲市内（喜多医師会病院の敷地
内を想定）に新規整備する初期救急
医療を担う休日・夜間急患センター
の施設や設備の整備・運営費補
助。
市立八幡浜総合病院の建替えを機
に、同病院に併設されている八幡浜
地区施設事務組合休日・夜間急患
センターの施設や設備の整備・新設
後の運営費補助

○ ○ ○ 535,100 183,109 △351,991 　大洲喜多休日夜間急患センター
運営事業については、事業実績に
合わせた基金充当額の見直し。
　八西地区休日・夜間急患センター
運営事業については、当初計画さ
れていた移転整備が計画期間内に
完了しない見込みであるため、事業
着手の見込みが立たないもの。

　大洲喜多休日夜間急患センター運営事業については、
補助対象経費から控除する診療報酬の増加や経費節減
により、補助対象経費が減額となったため。
　八西地区休日・夜間急患センター運営事業については、
当初計画されていた移転整備が計画期間内に完了しない
見込みであることから、事業着手の見込みが立たないた
め。

　大洲喜多休日夜間急患センターについては、計画額よ
り安価で目標を達成することができたものであり、計画変
更による医療課題の解決による影響はない。
　八西地区休日・夜間急患センターについては、医療課題
は計画期間内に解決されていないが、事業着手の見込み
が立たないため、当該事業分を減額した。
　このことから、優先的に大洲喜多休日夜間急患センター
への支援を行うこととし、八西地区休日・夜間急患セン
ター整備完了後の対応については、今後検討することと
する。

382005 38愛媛 H21補正
②八幡
浜・大洲

トリアージナースの養
成

トリアージナースに関する医療関係
者の理解を深め、併せて、患者の重
症度を判断し、診察の優先順を決め
る看護師「トリアージナース」（救急
看護認定看護師）の養成を行い、救
急医療現場の改善を図ることによ
り、医師の負担軽減にもつなげる。

○ 6,400 5,718 △682 　事業実績に合わせた基金充当額
の見直し

　当初は日本救急看護学会が実施している「（小児）救急
看護認定看護師」養成講習会を通じ、トリアージナースを
養成する予定だったが、対象看護師が当該講習会の入試
に不合格となり、受講が不可能となったため減額変更と
なった。

　上記の医療課題については、救急告示病院の看護師の
県外研修への派遣や、研修会の開催によって解決する見
込みであり、本事業の計画変更による医療課題の解決へ
の影響はない。

382006 38愛媛 H21補正
②八幡
浜・大洲

「かかりつけ医カー
ド」の普及・定着化事
業

圏域内において、初期診療のほか、
日常の健康管理や疾病予防など幅
広い役割を担う「かかりつけ医」制
度の普及に向け、かかりつけ医の
氏名、（緊急）連絡先等を記載する
『かかりつけ医カード』を作成し、広
く、圏域内の住民に配布し、日常に
おいて携行してもらう。

○ 2,300 3,023 ＋723 　チラシやリーフレットに対する関係
機関からのニーズが当初見込みよ
り増大したことによる経費の増大。

　チラシやリーフレットを当初計画部数よりも多く必要とな
り、印刷代等の必要経費が増大したため。

　変更に伴う財源については、他事業の執行状況を勘案
しつつ、基金の運用益等を活用することとしており、他の
事業に影響を及ぼすことはない。また、当該変更により圏
域内医療機関の機能分化を浸透させ、二次救急医療機
関の負担軽減を図ることが可能となる。

382007 38愛媛 H21補正
②八幡
浜・大洲

救急医療体制再編に
関する住民懇話会開
催事業

救急医療体制再編後の各医療機関
の機能・役割分担や、新たな救急搬
送体制について、広く圏域内住民に
理解してもらい、新たな役割・機能
分担に即した受診行動を心がけて
もらうための懇話会を開催する。ま
た、新体制に基づく受診が円滑に定
着化するよう、啓発用チラシを作成
し、住民に配布を行う。

○ 1,400 168 △1,232 　事業実績に合わせた基金充当額
の見直し。

　懇話会開催経費の節減に努めたため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

382008 38愛媛 H21補正
②八幡
浜・大洲

二次救急病院の医療
機器整備事業(市立
大洲病院)

圏域内の救急告示病院が得意とす
る医療機能を強化・充実し、主たる
病院と従たる病院の輪番により、中
等症以上の救急患者の疾病内容に
応じて、八西地域、大洲・喜多地域
の両地域から、24時間365日体制で
受け入れることのできる体制を整備
する。
診療科別広域救急医療体制を含め
た、圏域内の救急医療体制が円
滑、効果的に実施され、地域の医療
ニーズに即した医療サービスを提供
できるよう、各医療機関の医療機器
の整備充実を図る。

○ 150,000 167,817 ＋17,817 　事業実績に合わせた基金充当額
の見直し

　事業者が事業実施段階において見積りを徴したところ、
見積価格が増加しことにより、補助対象経費が当初の見
込みから増額となったため。

　変更に伴う財源については、他事業の不用となった減少
金を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。また、本事業が見込んでいた目標を達成できる
見込みであるため、本事業の計画変更による医療課題の
解決への影響はない。
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事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

382013 38愛媛 H21補正
②八幡
浜・大洲

広域救急医療体制調
整協議会（仮称）の開
催事業

救急医療体制の実施、検証のた
め、関係病院、医師会、愛媛大学、
市町、消防、県（保健所等）等からな
る組織を設置する。

○ 2,500 2,213 △287 計画のうち、協議会運営費等を減額
するものである。

事業実績に合わせた基金充当額の見直し。 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

382014 38愛媛 H21補正
②八幡
浜・大洲

病院の建替え(市立
八幡浜病院)

昭和３５年建設で老朽化、狭隘化
し、耐震化及び最新の医療機器の
効率的導入による医療サービスの
提供に支障をきたしているため、圏
域内の主要病院として　全面的に建
て替える。

○ 250,000 508,600 ＋258,600 　地域医療の拠点病院を整備する
ため、更なる地域医療再生基金の
活用を図る。

　市立八幡浜総合病院は、地域医療の確保に重要な役割
を果たしている中核的な医療機関であるため、更なる地
域医療再生基金の活用を図る。

　　変更に伴う財源については、他事業の不用となった減
少金を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼす
ことはない。

382015 38愛媛 H21補正
②八幡
浜・大洲

病院の建替え(西予
市立宇和病院)

市立野村病院と緊密に連携し、自
治医大卒業の医師など地域医療を
志す「総合医」や将来の地域医療を
担う愛媛大学医学部地域特別枠卒
業の医師などの研究活動や研修の
場を設けるなど、地域医療を担う医
師の定着を図る拠点病院を目指
す。

○ 150,000 174,794 ＋24,794 　地域医療の拠点病院を整備する
ため、更なる地域医療再生基金の
活用を図る。

　西予市立宇和病院は、地域医療の確保に重要な役割を
果たしている中核的な医療機関であるため、更なる地域
医療再生基金の活用を図る。

　　変更に伴う財源については、他事業の不用となった減
少金を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼす
ことはない。

382016 38愛媛 H21補正
②八幡
浜・大洲

医療連携による口腔
ケア普及

県歯科医師会八幡浜・大洲管内の
支部等内に「口腔ケアチーム」を設
立し、介護、医療の分野で口腔ケア
の実践、要望の受付を行うととも
に、介護、医療、行政機関との連携
のもと、潜在患者の発掘、口腔ケア
の普及・啓発を行う。

○ 1,000 2,651 ＋1,651 補助金の対象を拡充し、在宅歯科
医療の普及を図る。

　
　高齢化社会の進展する中、通院困難な寝たきり者や要
介護者に対する在宅歯科医療が、生涯を健康的に過ごす
上で重要な役割を果たすことが認識されてきており、より
多くの歯科医療機関が在宅歯科医療に取り組めるよう本
事業の拡充を図るため。

　当変更により、在宅歯科医療に取り組む歯科診療所の
増加が見込まれ、安全で安心な質の高い歯科医療提供
体制の充実を図ることができる。
　なお、変更に伴う財源については、基金の運用益を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

382020 38愛媛 H21補正
②八幡
浜・大洲

自治医科大学卒業医
師等キャリア形成支
援事業

県内地域医療を担う医師一人一人
のニーズに対応したキャリア形成プ
ログラムの策定や、県外からの転入
医師の勤務先のあっせん・紹介、必
要となる情報の提供などを行うコー
ディネーターを配置する。キャリア形
成プログラムに沿った勤務を実現さ
せるための推進組織を配置する。

○ 33,000 2,503 △30,497 計画のうち、県外医師への必要とな
る情報提供等に必要な経費を減額
するものである。

事業実績に合わせた基金充当額の見直し。 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

382022 38愛媛 H21補正
②八幡
浜・大洲

心電図伝送システム
整備事業

急性冠症候群を初めとする循環器
疾患について、救急車から当番病
院に心電図データを伝送する設備
を整備し、専門医が受信データを基
に治療方針や搬送先を決定するこ
とを可能とすることで、治療開始ま
での時間短縮を図る。

○ ○ 0 14,128 ＋14,128 八幡浜市及び大洲市消防の持つ救
急車11台に心電図データの送信機
を整備。
市立八幡浜総合病院、喜多医師会
病院、市立大洲病院、大洲中央病
院、加戸病院に受信機を整備する。

当初計画段階においては、財源や医療現場との調整のた
め事業実施の見通しが立たなかったが、他事業の不用と
なった減少金を活用することや現場との調整を終え事業
実施が可能となったため。

事業実施については、計画通り執行していることから、計
画に影響を及ぼすことはない。　変更に伴う財源について
は、他事業の不用となった減少金を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、本事業の計画変更による医療課題の解決への影響
はない。

382023 38愛媛 H21補正
②八幡
浜・大洲

二次救急病院の医療
機器整備事業(神南
診療所)

圏域内の救急告示病院が得意とす
る医療機能を強化・充実し、主たる
病院と従たる病院の輪番により、中
等症以上の救急患者の疾病内容に
応じて、八西地域、大洲・喜多地域
の両地域から、24時間365日体制で
受け入れることのできる体制を整備
する。
診療科別広域救急医療体制を含め
た、圏域内の救急医療体制が円
滑、効果的に実施され、地域の医療
ニーズに即した医療サービスを提供
できるよう、各医療機関の医療機器
の整備充実を図る。

○ 0 19,019 ＋19,019 　地域の医療ニーズに即した医療
サービスを提供できるよう、各医療
機関の医療機器の整備充実を図る
ため、神南診療所において医療機
器を整備する。

　計画段階においては、財源や医療現場との調整のため
事業実施の見通しが立たなかったが、他事業の不用と
なった減少金を活用することや現場との調整を終え事業
実施が可能となったため。

　変更に伴う財源については、他事業の不用となった減少
金を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。また、本事業の計画変更による医療課題の解
決への影響はない。
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382024 38愛媛 H21補正
②八幡
浜・大洲

二次救急病院の医療
機器整備事業(市立
八幡浜総合病院)

圏域内の救急告示病院が得意とす
る医療機能を強化・充実し、主たる
病院と従たる病院の輪番により、中
等症以上の救急患者の疾病内容に
応じて、八西地域、大洲・喜多地域
の両地域から、24時間365日体制で
受け入れることのできる体制を整備
する。
診療科別広域救急医療体制を含め
た、圏域内の救急医療体制が円
滑、効果的に実施され、地域の医療
ニーズに即した医療サービスを提供
できるよう、各医療機関の医療機器
の整備充実を図る。

○ 0 22,485 ＋22,485 　地域の医療ニーズに即した医療
サービスを提供できるよう、各医療
機関の医療機器の整備充実を図る
ため、市立八幡浜総合病院におい
て医療機器を整備する。

　計画段階においては、財源や医療現場との調整のため
事業実施の見通しが立たなかったが、他事業の不用と
なった減少金を活用することや現場との調整を終え事業
実施が可能となったため。

　変更に伴う財源については、他事業の不用となった減少
金を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。また、本事業が見込んでいた目標を達成できる
見込みであるため、本事業の計画変更による医療課題の
解決への影響はない。

383001 38愛媛 H22補正 県立中央病院・救命
救急・高度専門医療
機能強化事業

三次救急医療機関の機器整備を行
うことにより、地域の救急医療体制
全体の機能強化を図る。

○ ○ 840,178 796,209 △43,969 　事業実績に合わせた基金充当額
の見直し。

　県立中央病院が実施する施設整備について入札を行っ
た結果、見込を下回ったことや、設備整備事業について見
積価格より納入価格が減少したことから、補助対象経費
が当初の見込みより減額となったため。

　　計画額より安価で目標を達成することができたもので
あり、計画変更による医療課題の解決による影響はな
い。

383002 38愛媛 H22補正 県立新居浜病院・救
命救急・高度専門医
療機能強化事業

三次救急医療機関の機器整備を行
うことにより、地域の救急医療体制
全体の機能強化を図る。

○ ○ 295,141 280,628 △14,513 　事業実績に合わせた基金充当額
の見直し。

　　県立新居浜病院が実施する施設整備について入札を
行った結果、見込を下回ったことや、設備整備事業につい
て見積価格より納入価格が減少したことから、補助対象
経費が当初の見込みより減額となったため。

　　計画額より安価で目標を達成することができたもので
あり、計画変更による医療課題の解決による影響はな
い。

383003 38愛媛 H22補正 市立宇和島病院・救
命救急・高度専門医
療機能強化事業

三次救急医療機関の機器整備を行
うことにより、地域の救急医療体制
全体の機能強化を図る。

○ ○ 271,819 268,564 △3,255 　事業実績に合わせた基金充当額
の見直し。

　市立宇和島病院が実施する施設整備について入札を
行った結果、見込を下回ったことや、設備整備事業につい
て見積価格より納入価格が減少したことから、補助対象
経費が当初の見込みより減額となったため。

　　計画額より安価で目標を達成することができたもので
あり、計画変更による医療課題の解決による影響はな
い。

383004 38愛媛 H22補正 ドクターヘリ的運航体
制強化事業

県内全域でヘリポートを整備し、ヘ
リコプター救急活動の円滑化を図る
ことにより、重篤な患者に係る救急
体制の充実・強化を図る。

○ 41,087 9,359 △31,728 　事業実績合わせた計画額の見直
し。

　補助制度を活用する市町等が当初の見込みより少な
かったため。

　当初計画の見込みには達しないものの、当該事業の実
施により一定の成果を上げており、課題解決の見通しは
立ったことから、計画額を減額する。

383005 38愛媛 H22補正 在宅緩和ケア推進モ
デル事業

医療資源が異なる各地域でその特
色を活かした連携を見つけ、モデル
事業として発展させることで、医療
者の負担を減らしつつ、がん患者が
安心して在宅で療養できる在宅緩
和ケアの連携体制を構築する。

○ 111,030 104,377 △6,653 　補助先の事業実績減による事業
費の変更減。

　会議開催回数や利用人数の減による事業実績の減。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、事業費以外の計画変更はなく、医療課題の解決に影
響はない。

383006 38愛媛 H22補正 ”町なか”がん患者サ
ロンの開設事業

がん診療連携拠点病院の相談支援
センターに加え、がん患者やその家
族が身近な場所で、療養生活等で
生じる不安を気軽に相談でき、心
理・医療・生活・介護等の様々な分
野に関する情報を提供できる患者
サロンを、中心市街地に開設するが
ん患者団体に補助を行う。

○ 17,400 14,131 △3,269 　補助先の事業実績減による事業
費の変更減。

　経費節減による事業実績の減 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、事業費以外の計画変更はなく、医療課題の解決に影
響はない。

383007 38愛媛 H22補正 患者・家族総合支援
センターの整備

四国がんセンターが行う、患者・家
族の相談機能や入院から在宅に移
行した後の療養生活の受け皿とな
る地域の医療機関への支援機能の
充実・強化に向けた取り組みに対し
補助を行い、がん患者・家族、医療
機関などがん対策に携わる関係者
への総合的な支援を図る。

○ ○ 228,691 228,502 △189 　事業実績に合わせた基金充当額
の見直し。

　四国がんセンターが整備するがん患者・家族総合支援
センターについて入札を実施した結果、見込を下回ったた
め。

　　計画額より安価で目標を達成することができたもので
あり、計画変更による医療課題の解決による影響はな
い。
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383008 38愛媛 H22補正 緩和ケア病棟整備事
業

緩和ケア医療体制を整備するととも
に、その均てん化を図るため、緩和
ケア病棟の整備に取り組む。

○ 128,392 63,665 △64,727 　事業実績に合わせた基金充当額
の見直し。

　補助制度を活用する医療機関が当初の見込みより少な
かったことから、事業量が減少したため。

　本事業は、事業量は減少したが、一定程度の成果を上
げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見通し
が立ったため、計画変更による医療課題の解決に影響は
ない。

383010 38愛媛 H22補正 医療圏域別地域医療
連携体制構築事業
（今治市、新居浜市、
西条市）

安心・安全な医療提供体制の構築
を目指し、地域医療確保検討会の
開催や住民への適正受診に係る啓
発活動等を行う。

○ 25,000 12,438 △12,562 計画のうち、救急医療に関するアン
ケート調査委託費及び啓発用チラシ
作製費用等を減額するもの。

補助対象者において、委託及びチラシ作製の見積もりの
結果、見込みを下回ったため。

事業実施については、計画通り執行していることから、計
画に影響を及ぼすことはない。

383011 38愛媛 H22補正 医療圏域別地域医療
連携体制構築事業
（松山市医師会（松
山））

中予地域の医療関係者、行政関係
者等で構成する「中予地域救急医
療連携検討会」を開催し、「中予地
域空床管理ネットワークシステム」
の構想立案等救急医療体制の改善
方策を協議・検討する。

○ ○ 25,000 22,657 △2,343 計画のうち、空床管理ネットワーク
システムの構築に係る経費を減額
するものである。

補助対象事業者との協議により、適当な費用を補助する
こととしたため。

事業実施については、計画通り執行していることから、計
画に影響を及ぼすことはない。

383012 38愛媛 H22補正 医療圏域別地域医療
連携体制構築事業
（愛媛大学（八幡浜・
大洲））

特定健診で把握された未治療高血
圧者や医療機関で加療中の高血圧
者を対象に、生体センサーにより血
圧等の遠隔モニタリングを行い、高
血圧の進展や心血管事故の発生を
抑制する。

○ ○ 25,000 25,225 ＋225 計画のうち、心電図伝送システムの
構築に係る費用を増額するもので
ある。

補助対象事業者との協議により、適当な費用を補助する
こととしたため。

計画のうち、医療圏別地域医療連携体制構築事業（他圏
域）における減額金を活用することとしており、他の事業
に影響を及ぼすことはない。また、システム構築により、
症例のデータが蓄積され活用することで、心血管事故の
予防が期待できる。

383013 38愛媛 H22補正 医療圏域別地域医療
連携体制構築事業
（宇和島社会保険病
院（宇和島））

急性期、回復期、維持期まで切れ目
のないリハビリテーションを実施す
るため、地域の医療連携システムや
院内の多職種協働の仕組みづくり
を推進するとともに、在宅復帰を目
指した地域リハビリテーションの充
実に取り組む。

○ ○ 25,000 22,814 △2,186 計画のうち、地域リハビリテーション
システムの構築に係る費用を減額
するものである。

補助対象事業者との協議により、適当な費用を補助する
こととしたため。

事業実施については、計画通り執行していることから、計
画に影響を及ぼすことはない。

383014 38愛媛 H22補正 愛媛県地域医療連携
支援ネットワーク構築
事業

県医師会が所有する既存システム
を活用し、県内の医療機関が参加し
た医療情報ネットワークシステムを
構築する。

○ ○ 45,000 32,266 △12,734 計画のうち、地域医療連携支援シス
テムの構築に係る機器設置費を減
額するものである。

当初予定していた機器の設置について、既存の機器を利
用することが可能であるため、見込みを下回った。

事業実施については、計画通り執行していることから、計
画に影響を及ぼすことはない。

383015 38愛媛 H22補正 地域の要支援病院等
に対する医師派遣事
業

県医師会が核となり、開業医等の協
力を得て救急医療機関等への医師
派遣システムを構築する。

○ 235,961 165,288 △70,673 計画のうち、補助金額を減額する。
（補助先の派遣実績が当初の想定
（23,596時間）を下回ったため。）

補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかった
ため。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
をあげることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額した。

383016 38愛媛 H22補正 臨床研修医確保対策
事業

全国の医学生に対し、本県臨床研
修病院のＰＲ活動を積極的に行い、
県内における臨床研修医の確保を
目指す。

○ 14,700 11,554 △3,146 計画のうち、合同説明会参加費用
等を減額する。

事業実績に合わせた基金充当額の見直し。 計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

383017 38愛媛 H22補正 愛媛県立医療技術大
学機能強化事業

県内で必要とされる医療技術者（保
健師・助産師・看護師・臨床検査技
師）の育成に加え、より質の高い医
療専門職が希求される中、就業して
いる看護職のキャリアアップ・リー
ダー育成、専門看護師等の育成等
の専門性の高い臨床検査技師の育
成を目指す。

○ 18,339 38,295 ＋19,956 本県の保健医療従事者の育成拠点
として、実践力の高い教育環境を維
持・向上させるため、教育機器整備
を拡充する。

　県立医療技術大学は、実践力の高い保健医療専門職
の育成を教育目標に掲げ、県内の医療技術者の育成拠
点として役割を果たしている。特に助産師については、県
内唯一の助産師教育機関として、平成24年度には助産学
専攻科を開設し、さらには大学院開設に向けた準備も着
実に進めているところ。同大学における教育機器等の整
備を拡充することにより、教育体制を一層充実させ、より
実践力の高い医療技術者等の育成に貢献していきたい。

　変更に伴う財源については、基金の執行残を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはなく、より実
践力の高い医療技術者の育成を図ることが可能となる。
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383018 38愛媛 H22補正 愛媛県看護職員研修
拠点病院設置事業

・各医療圏で研修を受けられる体制
を整備するとともに、近隣の医療機
関同士の人的ネットワークの構築を
図る。
・県内の看護師等を対象とした研修
体制のあり方等を検討することで、
質の高い看護師等の育成を図る。

○ 26,992 26,660 △332  補助先の事業実績減による事業費
の変更

　委員会委員の欠席等による経費減などにより、補助対
象経費が当初の見込みから減額となったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

383019 38愛媛 H22補正 愛媛県高度看護力開
発事業

・大学に研修コースを設置し、大学
の人材を活用して、演習を主とした
専門性の高い研修を継続的に受け
られる体制を確保する。

○ 21,973 21,085 △888  補助先の事業実績減による事業費
の変更

　事業担当者（本事業で雇用）の雇いあげ日数の減等に
より、補助対象経費が当初の見込みから減額となったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

383021 38愛媛 H22補正 医療クラーク養成支
援事業

医師の業務負担を軽減するため、
書類記載、診察や検査の予約等を
管理するオーダリングシステムへの
入力など多岐にわたる医療事務を
こなし、広く医師の業務を補佐する
医療事務補助者（医療クラーク）の
養成を図ることにより、医師の過重
労働を解消し、医師の安定確保に
努める。

○ 38,811 35,409 △3,402 計画のうち、補助金額を減額するも
のである。（補助先10か所程度を想
定→補助実績８か所）

補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかった
ため。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
をあげることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額した。

383022 38愛媛 H22補正 災害拠点病院等機能
強化事業

災害拠点病院の機能強化に必要な
設備・機器等の整備を行い、東南
海・南海地震に備えた本県の災害
医療体制の強化を図る。

○ 59,766 184,309 ＋124,543 　災害時の医療機能の強化に必要
な設備・機器等を整備する対象を県
や医師会にも拡大し、東南海・南海
地震等に備えた本県の災害医療体
制の更なる強化を図る。

　「南海トラフの巨大地震による被害想定等」（内閣府）及
び「災害医療等のあり方に関する検討会報告書」（平成23
年10月31日厚生労働省）などを踏まえ、本県の災害医療
体制の更なる強化を図る必要がある。このため、災害拠
点病院が医療機能の維持・強化に向けた効果的な活動を
行うことができる体制を構築するとともに、被災地の医療
支援など災害時に必要とされる医療が適切に提供できる
体制の充実が図れるよう本事業を拡充したい。

　変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
東南海・南海地震に備えた本県の災害医療体制の更なる
強化を図ることが可能となる。

383024 38愛媛 H22補正 済生丸新造船医療機
器等整備支援事業

社会福祉法人恩賜財団済生会が取
り組む新船(第４世号）の医療機器
の整備に対して、関係４県（愛媛、岡
山、広島、香川）が共同で補助を行
う。

○ 20,000 17,500 △2,500 計画のうち、各医療機器の購入に
係る費用を減額するものである。

補助対象事業者との協議により、適当な費用を補助する
こととしたため。

事業実施については、計画通り執行していることから、計
画に影響を及ぼすことはない。

383025 38愛媛 H22補正 県立今治病院・救急
医療・高度専門医療
機能強化事業

三次救急医療機関を補完する二次
救急医療機関の機器整備を行うこと
により、地域の救急医療体制全体
の機能強化を図る。

○ 0 132,704 ＋132,704 　事業実施が可能となったため、三
次救急医療機関を補完する二次救
急医療機関として医療機器の整備
を更に進める。

　計画段階においては、財源や医療現場との調整のため
事業実施の見通しが立たなかったが、他事業の不用と
なった減少金を活用することや現場との調整を終え事業
実施が可能となったため。

　変更に伴う財源については、他事業の不用となった減少
金を活用することとしており、他の事業に影響を及ぼすこ
とはない。また、本事業の計画変更による医療課題の解
決への影響はない。
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391001 39高知 H21補正
①安芸

1-(2)
病院ＧＰを含むキャリ
ア養成拠点整備支援
事業

２つの県立病院（安芸病院・芸陽病
院）を再編統合した新病院の整備を
支援

○ ○ ○ 2,348,000 2,385,064 ＋37,064 　新病院に整備する医療機器の増
加により、計画額を増額するもので
ある。

　地域の医療機関において若手医師の確保・定着を進め
るには、高度医療機器等による医療環境の整備が必要と
なるため。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
　また、若手医師に魅力ある医療環境の整備により、医師
の確保が可能となる。

391002 39高知 H21補正
①安芸

2-(2)
高知医療再生機構運
営事業

高知医療再生機構が行う指導医・
若手医師支援のための事業を支援

○ 152,000 140,451 △11,549 　高知医療再生機構の運営に係る
経費を減額するものである。

　運営に係る一般管理費等が、当初の見込みを下回った
ため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

392001 39高知 H21補正
②中央・
高幡

(1)救急医療確保事
業
(1)-1ドクターヘリ運航
体制整備事業

ヘリポート等の施設・設備の整備及
び搭乗スタッフの養成

○ ○ ○ 569,571 690,832 ＋121,261 有 以下により、計画額を増額するもの
である。
・ドクターヘリの運航体制を強化する
ため、ドクターヘリ基地病院の設備
整備を拡大するとともに、新たにドク
ターヘリを受入れる病院の設備整
備を行う。
・ドクターヘリの運航に係る厚生労
働省補助金（医療提供体制推進事
業費補助金）が減額された場合のド
クターヘリの運航への影響を防ぐた
めに、当該減額分の補填を行う。

・ドクターヘリの運航体制を強化するため、ドクターヘリ基
地病院へのヘリ給油施設用自家発電機の整備とともに、
ヘリポートを有しドクターヘリを受入れる病院へのドクター
ヘリとの交信用医療無線の整備を行うため。
・ドクターヘリ運航に係る厚生労働省補助金（医療提供体
制推進事業費補助金）の減額により、ドクターヘリの運航
に影響が出ることを防ぐために、当該補助金の減額分の
補填を行う必要があるため。

　ドクターヘリの運航体制の強化により、救急患者の救命
率の向上と後遺症の軽減及び地域医療格差の是正が図
られる。

392002 39高知 H21補正
②中央・
高幡

(1)救急医療確保事
業
(1)-2病院前救護体
制強化事業

救急ワークステーションの導入、ドク
ターカー等の導入、医師等医療関
係者に対する技術指導

○ ○ 75,060 24,900 △50,160 　(2）救急ワークステーションの導入
を取り止めたことにより、計画額を
減額するものである。

　高知県救急医療協議会において、ドクヘリやドクター
カーの活用及び救急医療へのＩＣＴの導入等による救急医
療連携の強化を進めることで病院前救護の質の向上を図
ることとして、事業内容を見直したため。

　上記の医療課題については、別事業である｢ドクターヘリ
運航体制整備事業」、「ＩＣＴネットワーク構築促進事業」に
よって、本事業が見込んでいた目標を達成する見込みで
あるため、本事業の計画変更による医療課題解決への影
響はない。

392003 39高知 H21補正
②中央・
高幡

(1)救急医療確保事
業
(1)-3医療機関施設・
設備整備支援事業

基幹的な救急医療機関や後方医療
機関の機能強化に必要な施設・設
備の整備

○ ○ 83,636 209,071 ＋125,435 　救命救急センターに必要な高度医
療機器を整備するため増額するも
のである。

　県内の救急搬送患者の約４割を受け入れ、一次、二次
救急患者の最終的な受け皿にもなっている救命救急セン
ターに必要な高度医療機器を整備し、救急医療体制の充
実強化を図るため。

　高度医療機器の整備で、三次救急医療機関の機能強
化が図られることに伴い、二次救急医療機関が患者を受
入し易い環境となる。

392004 39高知 H21補正
②中央・
高幡

(1)救急医療確保事
業
(1)-4普及啓発事業
(救急医療)

救急医療の適切な利用等に関する
普及啓発

○ 31,279 29,981 △1,298 　プロポーサル方式により減額と
なったため、計画額を減額するもの
である。

　プロポーサル方式により、当初の見込みより安価になっ
たため。

　三次救急医療機関へのウォークイン患者が減少するな
ど、計画額より安価で目標を達成することができたもので
あり、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

392005 39高知 H21補正
②中央・
高幡

(1)救急医療確保事
業
(1)-5災害医療救護
体制強化事業

南海地震等発生時の医療救護活動
に関する研修・訓練及び資機材の
整備

○ ○ 134,015 139,718 ＋5,703 　医療救護活動に関する研修の種
類を増加したことにより、計画額を
増額するものである。

　医療従事者の災害医療に関するスキルアップを図るた
め、高知DMAT研修に加え、医療救護活動の関係機関の
活動について学ぶエマルゴ演習や、主に消防職員の医療
救護活動に関する知識・技術の向上のためのMCLS研修
の開催を追加したため。

　災害医療に精通した医療従事者の育成と、訓練をとおし
て医療従事者間の関係を強化することにより、医療機関
が連携した迅速かつ適切な災害医療救護活動を行うこと
が可能となる。

392006 39高知 H21補正
②中央・
高幡

(1)救急医療確保事
業
(1)-6医療施設耐震
化促進事業

未耐震の医療施設が行う耐震診
断、耐震設計及び耐震工事に係る
経費の支援

○ 146,364 25,046 △121,318 　耐震診断及び設計は県の一般財
源を充当したこと、工事については
予定していた補助対象箇所数の減
少により、計画額を減額するもので
ある

　耐震診断３施設、耐震設計４施設については、基金を充
当せず県の一般財源を充当して実施するとともに、耐震
工事を予定していた５施設のうち２施設のみが事業を実施
したため減額となった。

　上記の医療課題については、厚生労働省の耐震化基金
事業や耐震整備事業により、本事業が見込んでいた目標
を達成する見込みであるため、本事業の計画変更による
医療課題の解決への影響はない。

392008 39高知 H21補正
②中央・
高幡

(2)小児・周産期医療
確保事業
(2)-2小児救急医療
確保事業

小児救急患者のトリアージを行う看
護師の設置支援、小児救急電話相
談事業の拡充

○ 20,172 10,865 △9,307
小児救急電話相談事業について、
県の一般財源を充当して実施した
ため計画額を減額するものである。

　当該事業の実施日の拡充については、基金を充当せず
県の一般財源を充当して実施するため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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392009 39高知 H21補正
②中央・
高幡

(2)小児・周産期医療
確保事業
(2)-3地域における小
児医療確保事業

地域の医師等の協力による小児医
療提供体制の再構築

○ 5,284 0 △5,284 　事業を中止する。 　高知県小児救急医療体制検討会議において、小児科医
師の確保事業や医療連携の強化を図ることにより小児救
急医療体制を維持する方向で事業を見直した。

　上記の医療課題については、医師確保事業や小児救急
医療支援事業、輪番制小児救急勤務医支援事業等によ
り、本事業が見込んでいた目標を達成する見込みがある
ため、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。

392010 39高知 H21補正
②中央・
高幡

(2)小児・周産期医療
確保事業
(2)-4周産期医療確
保事業

周産期指標向上のための調査及び
ソフト事業

○ 3,000 0 △3,000 周産期指標向上のための調査及び
ソフト事業の実施を見送ることとし
た。

　高知県周産期医療協議会において、より詳細な死亡症
例の検討を積み重ね、改善を図る方向へ事業内容を修正
したため。

上記の医療課題については、高知県周産期医療協議会
における検討を元に事業を修正し、本事業が見込んでい
た目標を達成できる見込みであるため、本事業の計画変
更による医療課題の解決への影響はない。

392011 39高知 H21補正
②中央・
高幡

(3)在宅医療等地域
医療提供体制強化事
業
(3)-1施設・設備整備
事業

在宅医療を推進するために行う施
設・設備の整備を支援

○ ○ 22,000 43,899 ＋21,899 　在宅歯科診療に必要な機器の貸
与事業において、配置拠点及び貸
与機器の見直しにより、計画額を増
額するものである。

　当初は地域の拠点にまとめて配置する計画であった
が、歯科診療所の需要を踏まえ、在宅歯科診療の推進に
より効果の高い各市町村等の単位で配置することとし、併
せて貸与機器も見直したため。

　在宅歯科診療を新たに実施する医療機関の増加が見
込まれる。

392012 39高知 H21補正
②中央・
高幡

(3)-2ＩＣＴネットワーク
構築促進事業

医療機関のＩＣＴネットワークへの参
加支援、へき地医療機関等への
ウェブ型電子カルテ導入

○ 68,588 46,981 △21,607 　ウェブ型電子カルテ導入支援事業
を中止することから計画額を減額す
る。
　なお、新たな事業として、県内の主
要な医療機関が接続しているへき
地医療ネットワークを活用し、県外
に診療情報を保全するシステムを
開発する事業を追加する。

　電子カルテ導入については、国保の特別調整交付金を
活用して電子カルテ化を行ったことなどにより、当事業に
対する要望がなかったため。
　また、診療情報の保全については、東日本大震災でも
問題となった津波被害等によるカルテの喪失に対し早急
に対策を行う必要があるため。

　電子カルテ導入については、国保の特別調整交付金の
活用等により本事業が見込んでいた目標を達成する見込
みであるため、本事業の計画変更による医療課題の解決
への影響はない。
　また、診療情報の保全は、地震等の大規模災害被災
後、より早期に通常診療体制に復することで、多数負傷者
に対応可能な医療提供体制が確保できる。

392013 39高知 H21補正
②中央・
高幡

(3)-3医療従事者等レ
ベルアップ事業

関係団体等と連携し、在宅医療に
関わる意思のある医療従事者を対
象とした研修を実施、病院管理者等
が在宅医療の現状を理解するため
の研修を実施、「訪問看護認定看護
師研修」を受講する看護師を支援

○ ○ 22,128 15,393 △6,735 　関係団体による研修実施が当初
の見込みを下回ったため計画額を
減額するものである。

　関係団体が、自主運営や他の補助事業を活用して在宅
医療に係る研修等を実施したため、本事業の活用が見込
みを下回った。

　上記の医療課題については、自主事業や多職種連携人
材育成事業により、本事業が見込んでいた目標を達成す
る見込みであるため、本事業の計画変更による医療課題
の解決への影響はない。

392014 39高知 H21補正
②中央・
高幡

(3)-4訪問看護体制
整備支援事業

県看護協会等と連携し、訪問看護ス
テーション数の増加及びサービスの
質の向上、訪問看護師の確保及び
質の向上、施設から在宅への移行
支援の強化等の事業を実施

○ 29,433 15,260 △14,173 　訪問看護ステーションに対するコ
ンサルテーション事業について、実
施施設が当初計画を下回ったことに
より計画額を減額するものである。

　施設規模が小規模であるため学習支援の時間を確保す
ることが困難な施設が多く、コンサルテーション事業を活
用する回数が見込みを下回ったが、活用したステーション
においては、訪問看護に携わる看護師のアセスメント能力
や看護技術の提供力、カンファレンス能力が向上した。ま
た、訪問看護ステーションの所長会の場で、制度を利用し
た所長に成果を発表して貰うことで、成果や活用方法につ
いて周知でき、各ステーションの意識が高まった。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しがたったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「(3)-1施設・設備整備事業」を行
うこととする。

392015 39高知 H21補正
②中央・
高幡

(3)-5地域医療提供
体制強化事業

市町村、医療関係団体等と連携し、
地域医療の課題整理及び具体的対
策の企画・立案を行い、医療提供体
制強化のための基盤整備事業を実
施

○ ○ 23,743 55,033 ＋31,290 有 　中山間地域で中核となる病院に対
する設備整備事業の補助対象箇所
を加えることにより、計画額を増額
するものである。

　中山間地域において中核となる医療機関が、財政環境
の悪化により医療提供体制の維持に必要な設備の早急
な更新が困難になったため。

　地域内で中核となる病院の機能を強化することで、地域
内での医療が完結し、県民の利便性の向上につながる。

392016 39高知 H21補正
②中央・
高幡

(3)-6嶺北地域医療
再生事業

地域の町村、医師会、医療機関及
び県福祉保健所が一体となって推
進する取り組みを支援

○ ○ 89,782 13,957 △75,825 以下により、計画額を減額するもの
である。
・嶺北中央病院へのオープンシステ
ムの導入事業の中止
・医療連携の総合調整拠点（嶺北地
域医療支援センター（仮称））の設置
及び運営事業の中止

　嶺北地域の検討会において体制整備を検討してきた
が、嶺北中央病院へのオープンシステムの導入及び総合
調整拠点の設置には至らなかったため。
　また、訪問看護のサテライト施設については、設置のた
めの実態調査を実施した結果、設置の必要性がないと判
断したため。

　オープンシステムについては、嶺北中央病院と他の医療
機関間での連携を強化することで、総合調整拠点につい
ては、保健医療計画において県福祉保健所が連携拠点と
位置付けられたことによって解決したため、本事業の計画
変更による医療課題の解決への影響はない。
　また、サテライト施設については、現状では地元の病院
等からの訪問看護でカバーできていることが判明し解決し
たため、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。
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392017 39高知 H21補正
②中央・
高幡

(3)-7中央西地域包
括ケアシステム構築
事業

中央西地域における病病連携、病
診連携の推進と医療機関の高齢者
ケアの質の向上を図り、在宅医療を
支える医療体制を構築

○ 45,257 52,367 ＋7,110 　医療機関へのコンサルテーション
を強化するため、当初の予定よりも
時間数を増やすことにより、計画額
を増額するものである。

　医療機関の取り組みを支援するため、より多くのコンサ
ルテーションの必要性が認められたため。

　コンサルテーションの時関数を増加することで、医療機
関の理解・体制整備が進み、当該地域での在宅への復帰
が促進される。

392018 39高知 H21補正
②中央・
高幡

(3)-8普及啓発事業<
在宅医療等>

関係団体等と連携し、シンポジウム
の開催、啓発用資材の作成・配布、
情報提供を実施、住民、医療・保
健・福祉関係者、行政が連携し地域
が一体となった取り組みを促進

○ 7,789 12,067 ＋4,278 　在宅医療の啓発DVD、お薬手帳
の別冊などの啓発用資材の作成を
追加することにより、計画額を増額
するものである。

　在宅医療の普及啓発を進めるには、啓発DVDやお薬手
帳の別冊など、当初計画にはなかった資材の必要性が認
められたため。

　在宅医療の啓発DVDについては、県民への広報効果が
期待でき、お薬手帳の別冊については、お薬手帳の更新
の際の手間を簡略化することで、その普及促進に効果が
期待できる。

392019 39高知 H21補正
②中央・
高幡

(3)-9地域医療対策
推進研究事業

地域医療の課題解決に資するモデ
ル的な研究事業を支援、モデル研
究事業の成果を活かした取り組み
の普及

○ 9,000 4,428 △4,572 　見込んでいた団体からの要望がな
く、予定していた事業数を減じること
により、計画額を減額するものであ
る。

　地域の団体が実施する研究事業への支援を想定してい
たが、見込んでいた団体からの要望がなかったため。

　上記の医療課題については、第６期保健医療計画策定
に際し、県において各種調査及び分析を実施したことに
よって、本事業が見込んでいた目標を達成できたため、本
事業の計画変更による医療課題解決への影響はない。

393001 39高知 H22補正 (1)医療確保対策の
推進
（短期的医師確保事
業）

県外からの医師招聘に向けた情報
提供や勧誘活動、地域協力員の委
嘱、就職専門誌への情報提供、海
外著名精神科医師による発達障害
に関する研修　等

○ ○ 450,048 567,965 ＋117,917 有 　県外等から赴任する医師に対する
研修修学金の貸与者数を増やすこ
とにより、計画額を増額するもので
ある。

　県外から県内、県中央部から郡部への医師の赴任を促
進するには、赴任による処遇低下を防止する当該修学金
の貸与が有効であり、医療機関からの需要も高い。緊急
に医師を確保する必要がある医療機関、診療科はまだ多
数あるため、当該修学金の拡充が必要である。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
　また、緊急に医師を確保する必要がある医療機関、診
療科において、医師の確保が可能となる。

393002 39高知 H22補正 (2)救急医療の確保
充実
（救急医療体制強化
事業）
　(2)-1小児救急勤務
医師確保事業

小児救急勤務医に対する支援 ○ 10,510 8,320 △2,190 　手当支給の支援日数の減少によ
り、計画額を減額するものである。

　当該事業による支援日数が見込みを下回ったため。 　上記の医療課題については、別事業である「小児救急
医療支援事業」によって本事業が見込んでいた目標を達
成できたため、本事業の計画変更による医療課題の解決
への影響はない。

393004 39高知 H22補正 (2)救急医療の確保
充実
（救急医療体制強化
事業）
　(2)-3四万十市急患
センター整備事業

四万十市急患センターの施設整備 ○ 47,721 11,654 △36,067 有 　施設整備の中止により、計画額を
減額するものである。

　当初、施設整備を予定していたが、既存施設を利用する
こととなったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

393005 39高知 H22補正 (3)災害医療の充実
（災害医療体制強化
事業）
　(3)-1広域医療搬送
拠点施設設備整備事
業

広域医療搬送拠点（SCU）に必要な
機材の整備

○ 269,822 113,214 △156,608 　資機材の購入単価の減額により、
計画額を減額するものである。

　資機材（搬送用モニター、人工呼吸器等）の購入につい
て入札を実施した結果、見込みを下回ったため。

　計画額よりも安価で目標を達成することができたもので
あり、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

393006 39高知 H22補正 (3)災害医療の充実
（災害医療体制強化
事業）
　(3)-2災害拠点病院
ヘリポート整備事業

災害拠点病院における救急患者の
ヘリコプター搬送用ヘリポートの整
備

○ 83,524 63,997 △19,527 有 　ヘリポート整備にかかる工事費の
減額により、計画額を減額するもの
である。

　ヘリポート整備工事について入札を実施した結果、見込
みを下回ったため。

　計画額よりも安価で目標を達成することができたもので
あり、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

393007 39高知 H22補正 (3)災害医療の充実
（災害医療体制強化
事業）
　(3)-3医療施設耐震
化促進事業

医療施設の耐震化整備を補助 ○ 22,671 706 △21,965 　耐震診断及び設計は県の一般財
源を充当して実施したことから計画
額を減額するものである。

　耐震診断４施設、耐震設計４施設については、基金を充
当せず県の一般財源を充当して実施し、耐震工事１施設
のみ基金を充当して実施したことから減額となったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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393008 39高知 H22補正 (3)災害医療の充実
（災害医療体制強化
事業）
　(3)-4医療機関等災
害対策支援事業

医療機関等の施設や医療機能の維
持等に必要な医療機器、備品等の
整備を補助

○ ○ ○ 165,552 166,748 ＋1,196 有 　医療機関の機能維持のための研
修事業等を追加して行ったため、計
画額を増額するものである。

　災害時に医療機能を維持するための関係者による検討
会議や、医療従事者のスキルアップを図る研修事業等を
追加実施したため。

　災害時に医療機能を維持に向け、医療機関における医
薬品等の備蓄の在り方やその流通等について検討が進
むとともに、医療従事者のスキルアップが図れた。

393009 39高知 H22補正 (3)災害医療の充実
（災害医療体制強化
事業）
　(3)-6災害時在宅医
療体制モデル事業

地域の他職種にわたる医療・介護
関係者が協働した、支援を提供でき
る連携体制の構築

○ 0 9,895 ＋9,895 　災害時を想定し、自宅や避難所等
での在宅医療患者に対する多職種
連携型の医療サービスの提供体制
について津波被害が想定される土
佐清水市をモデルに検討する事業
を追加する。

高齢化の先進県である本県は、南海トラフ地震でも甚大
な被害が想定されており、災害時を想定した在宅患者に
対する医療サービスの提供体制の構築は喫緊の課題で
ある。

 本県の高齢化は全国に先駆けて進んでおり、今後在宅
医療患者は増加することが見込まれることから、南海トラ
フ地震を見据え、避難所等における在宅患者への医療
サービスの提供体制を構築し、県下に普及することで、発
災時にも迅速かつ的確な医療サービスの提供が可能とな
る。

393010 39高知 H22補正 (4)がん医療の充実
（がん医療強化事業）

がん診療連携拠点病院または拠点
病院に準じる病院を目指す病院が、
放射線治療装置（リニアック）及び当
該治療を行うために必要な診断機
器等を新規に購入または更新する
ための費用を補助（基準額の1/2）

○ 510,902 507,079 △3,823 有 　機器整備にかかる補助金の減額
により、計画額を減額するものであ
る。

　機器整備について入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

393011 39高知 H22補正 (5)周産期医療の充
実（周産期医療体制
整備事業）

医療センター及び大学にＮＩＣＵを3
床増床

○ ○ 73,635 92,655 ＋19,020 有 　三次周産期医療機関のNICUの増
床のほか、GCU及び周産期病床に
ついても整備を行う。

　計画策定以降、本県の分娩を取り扱う医療機関は、一
次周産期医療機関（診療所）の相次ぐ分娩取扱い中止に
より17施設に減り、中でも二次周産期医療機関（病院）の
分娩件数増加が著しい。このことから、三次周産期医療
機関も一般の分娩をより多く取り扱わないと県内の分娩
が県内で完結することが困難な状況であり、また、NICUの
後方病床としてのGCU等も不足しているため、GCU及び
周産期病床をも含めて整備しようとするものである。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、さらなる本県の周産期医療体制の充実を図ることが
可能となる。

393013 39高知 H22補正 (7)医療提供体制施
設整備交付金の減額
に対する措置

国庫補助事業の国庫補助金の減額
分の補填

○ 30,554 100,578 ＋70,024 　国庫補助金の減額により、計画額
を増額するものである。

　国庫補助金の減額が当初の見込みを上回ったため。 　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
　国費補助金の減額による補助事業者への負担増が回
避できるため、事業の円滑な遂行を図ることができる。

393014 39高知 H22補正 (8)医療安全管理強
化事業

院内感染対策についての講習会の
開催、医療対話仲介者を養成、医
療メディエーションの総論研修会の
開催、医療メディエーションの推進を
基盤にした医療従事者のネットワー
クづくり、口腔ケア指導を行う歯科
衛生士の育成講習会の開催

○ 8,004 7,549 △455 　研修会の会場借上代や講師者金
等が減額となったことにより、計画
額を減額するものである。

　研修会の会場借上代、講師者金等が当初の見込みより
安価になったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

393015 39高知 H22補正 (3)災害医療の充実
（災害医療体制強化
事業）
　(3)-5災害時薬品等
対策事業

電子お薬手帳整備、災害薬事コー
ディネーター研修、災害医療対策本
部支援等

○ 0 28,311 ＋28,311 0 　近い将来発生することが予想されている南海地震に備
え、災害時医薬品確保体制の構築と薬剤師の確保、傷病
者の服薬情報の把握が喫緊の課題となっており、早急に
対策を講じる必要があるため。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を活用
することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、災害時における適切な医療提供体制が維持され
る。
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401001 40福岡 H21補正
①八女・
筑後

救急・災害医療体制
施設整備事業

筑後市立病院の救急・災害対応機
能の強化を図るため、病棟の施設
整備を行う。

○ ○ 511,580 707,076 ＋195,496 有 　当初計画の趣旨に則して、整備の
充実を図るものである。

　求められる救急・災害対応機能を踏まえ整備内容を具
体化した結果、救急病棟整備に係る整備面積が増加する
等したことから予定より事業費が増となっている。
　本事業は、当医療圏の救急機能・災害対応機能の強化
に特に必要な事業であり、確実に実施する必要があるこ
とから、計画額を増やすこととしたい。
　なお、診療を行いながらの工事で竣工が平成２６年度中
になる見込みであることから、事業期間を平成２６年度ま
で延長することとしたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残及び基金
の運用益を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

401002 40福岡 H21補正
①八女・
筑後

救急・災害医療体制
設備整備事業

筑後市立病院の救急対応機能の強
化を図るため、医療機器の整備を行
う。

○ 300,000 294,739 △5,261 　計画額を下回る見込みであること
から、補助を減額するものである。

　MRIの整備について入札を実施した結果、予定を下回っ
たため。

　計画より少額の基金負担で目標を達成することができた
ものであり、計画変更による医療課題の解決による影響
はない。

401003 40福岡 H21補正
①八女・
筑後

救急・災害医療体制
ヘリポート整備事業

筑後市立病院の救急・災害対応機
能の強化を図るため、夜間対応可
能なヘリポートを整備する

○ 157,500 174,888 ＋17,388 　当初計画の趣旨に則して、整備の
充実を図るものである。

　周辺住民への配慮の必要性などから、病院隣地（平地）
へのヘリポート整備が困難となり、病院屋上にヘリポート
を整備することになったことから、建築工事等に係る事業
費が予定より増となっている。
　本事業は、当医療圏の救急機能・災害対応機能の強化
に特に必要な事業であり、確実に実施する必要があるこ
とから、計画額を増やすこととしたい。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

401004 40福岡 H21補正
①八女・
筑後

精神科救急医療体制
整備事業

自殺未遂者を含む精神科救急患者
の早期回復を図るため、精神科ＩＣＵ
の整備を行う。

○ 121,806 120,424 △1,382 　計画額を下回る見込みであること
から、補助を減額するものである。

　入札に伴う事業費の減などにより、計画時より安価で事
業が実施できたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

401005 40福岡 H21補正
①八女・
筑後

へき地診療所整備事
業

域内へき地における診療体制を確
保するため、診療所の施設・設備整
備を行う。

○ ○ 148,713 148,021 △692 　計画額を下回る見込みであること
から、補助を減額するものである。

　矢部村診療所について設備整備に国庫補助金を活用す
ることが出来たほか、入札によって施設整備費は見込を
下回ることとなったため。

　計画より少額の基金負担で目標を達成することができた
ものであり、計画変更による医療課題の解決による影響
はない。

401006 40福岡 H21補正
①八女・
筑後

ＡＥＤ整備事業 救命率の向上を図るため、山間地
集落の集会所等にＡＥＤを配備す
る。

○ 4,800 2,204 △2,596 　AED配備箇所数を見直すとともに
補助を減額するものである。

　計画策定後に市町村合併があったことから、事業実施
にあたってAEDの配備箇所を一部見直したため。
　また、入札を実施した結果、AEDの購入費が見込みより
も大幅に下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

401007 40福岡 H21補正
①八女・
筑後

へき地ヘリポート整
備事業

救命率の向上を図るため、ドクター
ヘリの夜間運航に対応したヘリポー
トを整備する。

○ 154,000 257,768 ＋103,768 　当初計画の趣旨に即して、整備箇
所数の重点化、補助の充実を図る
ものである。

　整備箇所数の減は、地形の制約から整備可能な地点が
予定よりも限られたことによるもの。
　計画額の増は、照明設備等、土木工事以外の費用が見
込みよりもかかったことなどから、事業費の増となったこと
によるもの。
　本事業は、平成24年の大雨災害を教訓に、へき地医療
対策として本医療圏事業の中で特に重要視している事業
であり、確実に実施する必要があることから、計画額を増
やすこととしたい。

　当初計画の箇所数には満たないものの、本事業により
一部の成果を上げることができ、医療課題の解決に向け
た一定の改善が図られた。なお、変更に伴う財源につい
ては、他事業の執行残を活用することとしており、他の事
業に影響を及ぼすことはない。

401008 40福岡 H21補正
①八女・
筑後

ドクターヘリ夜間運航
事業

救命率の向上を図るため、ドクター
ヘリの運航時間を延長する。

○ ○ 94,932 58,509 △36,423 有 　運航期間の見直しにあわせて補
助を減額するものである。

　平成24年の大雨災害の発生等により夜間運行可能なへ
き地ヘリポートの整備が遅れたことから、運行期間が当初
の予定より短くなったため。
　なお、本事業はへき地医療対策として、重要度の高い事
業であり、夜間運行の一定期間の安定的な実施が必要で
あることから、実施期間を平成２７年度まで延長したい。

　事業開始が当初の計画から遅れたものの、一定の運行
期間を確保することで、医療課題の解決に向けた前進が
見込まれる。運行期間が当初計画より短くなることに伴
い、地域医療再生計画事業としては事業費を一部減額
し、減額分は「へき地へリポート整備事業」に充当すること
とする。
　なお、本事業については、計画期間中の実績を踏まえ、
計画期間終了後は県負担による事業の継続を検討するこ
ととしている。
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401009 40福岡 H21補正
①八女・
筑後

周産期医療対策事業 減少が顕著な産科医の負担を軽減
するため、筑後市立病院における出
産の取扱いを再開する。

○ ○ ○ 138,765 0 △138,765 　計画期間内での事業の実施を中
止するものである。

　助産師外来・院内助産所を運営するために必要な体制
（産科医）の確保の目処が立たず、平成２５年度までに事
業が実施出来ないため。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「救急・災害医療体制施設整備事業」を行うこ
ととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、事業者負担による事業の実施を検討するこ
ととする。

401010 40福岡 H21補正
①八女・
筑後

訪問看護ステーショ
ン
整備事業

在宅医療の推進を図るため、地域
の拠点として老朽化した訪問看護ス
テーションの建替、器材の整備を行
う。

○ ○ 120,147 120,108 △39 　計画額を下回る見込みであること
から、補助を減額するものである。

　入札に伴う事業費の減により、計画時より安価で事業が
実施できたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

401012 40福岡 H21補正
①八女・
筑後

共同託児所
施設整備事業

女性医師、看護師等の離職防止、
復職を図るため託児所を整備する。

○ 120,000 62,929 △57,071  　整備地の見直し等により、計画額
を下回る見込みであることから、補
助を減額するものである。

　計画を具体化していく中で敷地内への整備が可能となっ
たため。また、園舎の整備工事について、入札を実施した
結果、見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

401013 40福岡 H21補正
①八女・
筑後

寄附講座設置事業 医学部を有する大学に寄附講座を
設置し、研究の一環として医師不足
の医療機関に医師を派遣する。

○ 320,000 313,750 △6,250 設置した寄附講座における医師確
保の状況に応じて減額するものであ
る。

事業初年度に大学医学部における確保医師数について
計画を下回ったことから、事業者と協議のうえ、寄附金を
減じたため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い他の二次医療圏で取り組む事業
を充実することとする。

401014 40福岡 H21補正
①八女・
筑後

緊急医師確保対策
奨学金事業

将来地域で診療を行うこと等を条件
として地域枠の医学生に奨学金を
貸与する。

○ 60,000 30,000 △30,000 　奨学金の貸与者数が見込みを下
回ったことに伴い減額するものであ
る。

　奨学金の貸与者数が見込みを下回ったため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い他の二次医療圏で取り組む事業
を充実することとする。

401015 40福岡 H21補正
①八女・
筑後

久留米大学医学部
環境整備事業

地域枠の設定による入学定員増に
対応するため、教育環境の整備を
行う。

○ ○ 125,933 118,851 △7,082 　計画額を下回る見込みであること
から、補助を減額するものである。

　入札を実施した結果、整備費が見込みを下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

401016 40福岡 H21補正
①八女・
筑後

事業管理事務費 地域医療再生計画事業の実施に当
たり、事業者と協議・連絡を行う。

○ 3,180 0 △3,180 　事業管理事務費については、地域
医療再生計画の円滑な実施のた
め、県の自主財源によることとし、基
金は利用しない。

　地域医療再生計画に掲げる事業の円滑な実施をはかる
ため、事務費については、県の一般財源により対応するこ
ととしたため。

　上記の医療課題については、県の自主財源の活用によ
り解決した。

401017 40福岡 H21補正
①八女・
筑後

地域医療連携
システム整備事業

効率的な医療の提供等を図るた
め、患者医療機関における患者情
報共有化システムを構築する。

○ 104,994 89,964 △15,030 　システム機器（サーバー）を設置す
る医療機関数の減にあわせて補助
を減額するものである。

　機器設置後の運営経費の負担を伴うことなどから、最終
的に機器設置の協力が得られなかった医療機関があった
ため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「へき地ヘリポート整備事業」を
行うこととする。

402001 40福岡 H21補正
②京築

地域看護師職場復帰
支援事業

出産・育児等で離職中の潜在看護
師の職場復帰を支援する。

○ 27,600 736 △26,864 　潜在看護師の職場復帰のために
行う研修の受講者数に応じて補助
を減額するものである。

　研修受講の応募が見込みを下回ったことから、補助対
象者と協議のうえ、補助額を減じることとしたため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、関係事業等との連携により医療課
題の解決に向けた一定の見通しが立ったため、地域医療
再生計画では当該事業を減額し、当該計画と同じく看護
師の確保に資する「京都医師会看護高等専修学校改築
事業」等を行うこととする。
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402002 40福岡 H21補正
②京築

豊前築上医師会看護
高等
専修学校奨学金事業

地元定着の看護師を支援するた
め、看護学校学生を対象に奨学金
を貸与する。

○ 50,400 25,080 △25,320 　奨学金受給者数に応じて補助を減
額するものである。

　奨学金受給者が見込みを下回っことから、補助対象者と
協議のうえ、補助額を減じることとしたため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「豊築休日急患センター・成人病
検診センター機能強化事業」を行うこととする。

402003 40福岡 H21補正
②京築

デイホスピス強化事
業

在宅医療の推進を図るため、医療
依存度の高い在宅療養者の通所の
場を開設する。

○ ○ 111,244 77,987 △33,257 　経費の節減により計画額を下回る
見込みであることから、補助を減額
するものである。

　経費の節減により計画額を下回る見込みであることか
ら、補助対象者と協議のうえ、補助額を減じることとしたた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

402004 40福岡 H21補正
②京築

京築メディカルセン
ター
建設事業

休日夜間急患センターの機能強化
を図るため、老朽化施設の建替え、
設備整備を行う。

○ 460,660 480,586 ＋19,926 　当初計画の趣旨に則して、整備設
備の充実を図るものである。

　当該地域は医療資源の乏しい地域であり、限られた医
療資源の有効活用・充実のための措置が必要である。地
域医療の更なる底上げを図るため、本事業の充実を図り
たい。

　変更に伴う財源については、他の事業における経費節
減等により生じた差金を活用することとしており、他の事
業に影響を及ぼことはない。また、今回の基金の活用によ
り将来にわたって地域医療の底上げを図ることが可能と
なる。

402005 40福岡 H21補正
②京築

豊築休日急患セン
ター・
成人病検診センター
機能強化事業

地域医療の拠点施設の機能強化を
図るため、老朽化施設の建替え、設
備整備を行う。

○ ○ 629,441 644,321 ＋14,880 　建築資材の高騰等に対応した見
直しを行い、計画目的の達成を図る
ものである。

当該地域は医療資源の乏しい地域であり、限られた医療
資源の有効活用・充実のための措置が必要である。地域
医療の更なる底上げを図るため、本事業の充実を図りた
い。

変更に伴う財源については、他の事業における経費節減
等により生じた差金を活用することとしており、他の事業
に影響を及ぼことはない。また、今回の基金の活用により
将来にわたって地域医療の底上げを図ることが可能とな
る。

402006 40福岡 H21補正
②京築

京都医師会看護高等
専修学校改築事業

看護師の確保を図るため、老朽化
施設の建替え、設備整備を行う。

○ 200,000 213,714 ＋13,714 　当初計画の趣旨に則して、整備設
備の充実を図るものである。

　当該地域は医療資源の乏しい地域であり、限られた医
療資源の有効活用・充実のための措置が必要である。地
域医療の更なる底上げを図るため、本事業の充実を図り
たい。

　変更に伴う財源については、他の事業における経費節
減等により生じた差金を活用することとしており、他の事
業に影響を及ぼことはない。また、今回の基金の活用によ
り将来にわたって地域医療の底上げを図ることが可能と
なる。

402007 40福岡 H21補正
②京築

京築地区地域医療連
携
ネットワーク構築事業

医療機関間の連携を図るため、電
子カルテを活用したネットワークシス
テムを構築する。

○ 700,655 757,440 ＋56,785 　当初計画の趣旨に則して、地域の
実情に応じたシステム整備の充実
を図るものである。

　当該地域は医療資源の乏しい地域であり、限られた医
療資源の有効活用・充実のための措置が必要である。地
域医療の更なる底上げを図るため、本事業の充実を図り
たい。

　変更に伴う財源については、基金の運用益や他の事業
における経費節減等により生じた差金を活用することとし
ており、他の事業に影響を及ぼことはない。また、今回の
基金の活用により将来にわたって地域医療の底上げを図
ることが可能となる。

402008 40福岡 H21補正
②京築

寄附講座設置事業 医学部を有する大学に寄附講座を
設置し、研究の一環として医師不足
の医療機関に医師を派遣する。

○ 320,000 313,750 △6,250 設置した寄附講座における医師確
保の状況に応じて減額するものであ
る。

事業初年度に大学医学部における確保医師数について
計画を下回ったことから、事業者と協議のうえ、寄附金を
減じたため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い他の二次医療圏で取り組む事業
を充実することとする。

403001 40福岡 H22補正 感染症指定医療機関
整備事業

新たな感染病床確保のための施
設・設備整備を行う。

○ ○ 390,332 389,027 △1,305 　施設・設備整備費が計画額を下回
る見込みであることから、減額する
ものである。

　施設・設備整備費について入札を実施した結果、計画を
下回ったことから、事業者と協議のうえ、補助額を減じるこ
ととしため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

403002 40福岡 H22補正 病原体サーベイラン
ス
事業

地方感染症情報センターの機能強
化し、感染症医療向上を図る。

○ 77,878 75,576 △2,302 　設備整備費が計画額を下回る見
込みであることから、減額するもの
である。

　入札を実施した結果、見込みを下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

403003 40福岡 H22補正 周産期医療体制整備
事業

周産期医療体制の充実・強化を図
るための施設・設備整備を行う。

○ ○ 225,594 31,342 △194,252 　施設・設備整備費が計画額を下回
る見込みであることから、減額する
ものである。

　国庫補助制度の活用等により、本制度を利用する医療
機関が当初計画より少なかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、国庫補助事業との連携により医療
課題の解決に向けた一定の見通しが立ったため、地域医
療再生計画では当該事業を減額し、優先順位の高い「救
急医療体制整備事業」等を行うこととする。
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403004 40福岡 H22補正 小児医療体制整備
事業

小児医療体制の充実・強化を図る
ための施設・設備整備を行う。

○ ○ 329,095 190,828 △138,267 　施設・設備整備費が計画額を下回
る見込みであることから、減額する
ものである。

　国庫補助制度の活用等により、本制度を利用する医療
機関が当初計画より少なかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、国庫補助事業との連携により医療
課題の解決に向けた一定の見通しが立ったため、地域医
療再生計画では当該事業を減額し、優先順位の高い「看
護人材育成・確保対策事業」等を行うこととする。

403005 40福岡 H22補正 救急医療体制整備
事業

救急医療体制の充実・強化を図る
ための施設・設備整備を行う。

○ ○ 335,915 529,187 ＋193,272 　当初計画の趣旨に則して、救急医
療機施設の整備の充実を図るもの
である。

　今後の高齢化の伸展を踏まえれば、継続的な救急医療
体制の構築は不可欠であり、救急医療の充実のための措
置が必要である。本県の救急医療の更なる底上げを図る
ため、本事業の充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業における経費節
減等により生じた差金を活用することとしており、他の事
業に影響を及ぼことはない。また、今回の基金の活用によ
り将来にわたって地域医療の底上げを図ることが可能と
なる。

403006 40福岡 H22補正 災害医療体制整備
事業

災害医療体制の充実・強化を図る
ための施設・設備整備を行う。

○ ○ 53,187 19,613 △33,574 　設備整備費が計画額を下回る見
込みであることから、減額するもの
である。

　国庫補助制度の活用等により、本制度を利用する医療
機関が当初計画より少なかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、国庫補助事業との連携により医療
課題の解決に向けた一定の見通しが立ったため、地域医
療再生計画では当該事業を減額し、優先順位の高い「看
護人材育成・確保対策事業」等を行うこととする。

403007 40福岡 H22補正 看護人材育成・確保
対策事業

看護人材の養成、質の向上の支援
等により、看護職員の確保を図る。

○ ○ ○ 672,743 857,031 ＋184,288 有 　当初計画の趣旨に則して、看護人
材の育成確保対策の充実を図るも
のである。

　今後の少子高齢化の伸展を踏まえれば、質の高い看護
職員の継続的な確保は不可欠であり、総合的な確保対策
の充実のための措置が必要である。本県の医療提供体
制の更なる底上げを図るため、本事業の充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、基金の運用益や他の事業
における経費節減等により生じた差金を活用することとし
ており、他の事業に影響を及ぼことはない。また、今回の
基金の活用により将来にわたって本県の医療提供体制の
確保を図ることが可能となる。

403008 40福岡 H22補正 医師確保対策事業 女性医師の離職防止、復職のため
の効果的な支援策についての検
討・実施等により、医師の確保を図
る。

○ ○ 21,090 18,453 △2,637 　協議会の運営経費等が計画額を
下回る見込みであることから、減額
するものである。

　本制度を活用する事業者が当初計画より少なかったた
め。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「看護人材育成・確保対策事業」
等を行うこととする。
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411002 41佐賀 H21補正
①北部

医師事務作業補助者
（医療クラーク）の採
用

医師事務作業補助者を採用するこ
とで、医療機関内での役割分担を推
進し、医師の勤務負担軽減に寄与
する

○ 52,080 21,547 △30,533 有 計画のうち、人件費単価を減額する
ものである。

　医師事務作業補助体制加算による補助金減。
　また、人件費単価が見込みを下回り、経費の削減が見
込まれるため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

411003 41佐賀 H21補正
①北部

短時間正規雇用導入
支援事業

短時間正規雇用制度を導入するこ
とで、女性医師等の出産・育児等と
勤務の両立を可能とし、医師等の離
職防止・復職支援に取り組む

○ 13,632 2,964 △10,668 予定していた補助対象箇所数を減
じることにより、計画額を減額するも
のである。

　補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかっ
たため。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「地域医療センターエリアの核となる唐津赤十
字病院の移転新築整備事業」を行うこととする。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

411004 41佐賀 H21補正
①北部

地域医療支援協議会
の設置・運営

地域医療支援協議会の運営費用を
補助する

○ 2,000 1,513 △487 計画のうち、人件費を減額するもの
である。

　協議会事務局の日々雇用職員の賃金等が見込みよりも
安価であったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

411005 41佐賀 H21補正
①北部

地域住民に対する周
知・啓蒙

ﾘｰﾌﾚｯﾄ配布、講演会開催、広報等
を通じ、住民に医療現場の実態の
周知や医療機関の適切受診を促す
ための費用を補助

○ 4,000 3,255 △745 計画のうち、人件費及び需要費等を
減額するものである。

　講演会の講師費用やチラシ作成等の経費が見込みより
安価となったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

411006 41佐賀 H21補正
①北部

医療従事者に対する
研修事業

救急専門医、救急関連認定看護
師、救急救命士等養成のための研
修費用を補助

○ 6,000 5,809 △191 計画のうち、謝金及び使用料等を減
額するものである。

　講演会の講師料及び会場借上料等が見込みより安価と
なったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

411007 41佐賀 H21補正
①北部

地域医療センターエ
リアの核となる唐津
赤十字病院の移転新
築整備

北部医療圏の中核的な位置付けの
唐津赤十字病院が移転改築に対し
て、補助を行う

○ 1,513,150 1,855,640 ＋342,490 有 ・事業開始時期の変更（H23→H25）
・事業費増及び財源内訳の変更
・唐津救急医療センターのうち小児
救急を唐津赤十字病院に統合・集
約

　東日本大震災の影響による移転先変更等に伴い、事業
開始時期が遅れるとともに、事業費が増加し、また財源内
訳について、国庫補助額が増えるとともに、唐津救急医療
センターのうち小児救急を唐津赤十字病院に統合・集約
すること等により基金充当額が増加したもの。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
　また、移転事業がより確実なものとなり（現在実施設計
中。H25年度中に着工見込み）、移転後の病院運営が安
定することで、より地域医療提供体制が強化される。

411008 41佐賀 H21補正
①北部

唐津救急医療セン
ターの移転新築整備
事業

唐津救急医療センター機能再編の
ため、小児救急を唐津赤十字病院
に統合・集約し、一般救急の機能強
化を図るための設備整備に対して
補助を行う

○ 260,000 7,000 △253,000 ・事業開始時期の変更（H23→H25）
・事業費減及び財源内訳の変更
・唐津救急医療センターのうち小児
救急を唐津赤十字病院に統合・集
約

　当初唐津赤十字病院に隣接した移転を計画していた
が、さらに機能強化をするためには、同病院との一体的運
営が不可欠との判断に至り、唐津救急医療センターのう
ち、小児救急を唐津赤十字病院に統合・集約することした
もの。

　上記の医療課題については、「機能の統合・集約等」に
よって解決する見込みであるため、本事業の計画変更に
よる医療課題の解決への影響はない。

411011 41佐賀 H21補正
①北部

災害Ｄ－ＭＡＴ資機材
の整備

唐津赤十字病院において、佐賀県
D-MATの医療活動に必要な資機材
を整備し、災害医療の機能を充実強
化する

○ 5,138 4,998 △140 計画のうち、資機材購入費を減額す
るものである。

　見積りを実施した結果、見込を下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

411012 41佐賀 H21補正
①北部

病院群輪番制病院等
の設備整備

北部医療圏で二次医療を提供して
いる病院群輪番制病院等に救急医
療に必要な医療機器の更新を支援
し、救急医療の充実を図る

○ 84,000 96,766 ＋12,766 計画のうち、医療機器購入に係る基
金充当額を増額するものである。

　国庫補助申請額と交付決定額との差額について基金を
充当することとしたため。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
　また、救急医療提供体制の整備を図ることが可能とな
る。

411014 41佐賀 H21補正
①北部

ICTを活用した医療情
報の地域連携システ
ムの構築

中核的医療機関の診療情報をかか
りつけ病院で参照できるような連携
を図るなどICTを活用した事業を行う

○ 275,000 185,770 △89,230 有 計画のうち、遠隔画像診断機能付き
PACSシステム導入経費、双方向地
域医療連携システム構築事業及び
健康データベース化事業について、
減額するものである。

　遠隔画像診断機能付きPACSシステムの導入及び健康
データベース化（糖尿病）事業については、総務省地域通
信振興課の補助制度（地域ＩＣＴ利活用事業補助金）を利
用することとしたため、交付金対象外とし減額するもの。

　上記の医療課題については、別事業である「総務省地
域通信振興課の補助制度（地域ＩＣＴ利活用事業補助金）」
によって、本事業が見込んでいた目標を達成する見込み
であるため、本事業の計画変更による医療課題の解決へ
の影響はない。
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411015 41佐賀 H21補正
①北部

救急医療情報システ
ムの整備

救急医療情報システム運営に係る
費用の補助

○ 235,000 205,576 △29,424 有 ・計画のうち、システム開発経費に
ついて減額するものである。
・救急医療現場情報共有システムに
ついて、救急搬送や災害時といった
緊急時に救急車で搬送される患者
の様子やバイタル数値を病院でリア
ルタイムに動画で確認するなど、主
要病院の手術室の状況を救急隊員
や他の病院で情報共有できるシス
テムに改善し、適切な救急搬送の
支援を図る。（事業概要に変更はな
し）

・事業費
　救急搬送システムの開発等については、国庫補助事業
（総務省：H22ふるさと元気事業）に振替実施したため大幅
に減額となり、システムの運営と機器整備の一部を基金
対応することとなった。
・事業内容
　患者情報（患者の様子やバイタル数値）や主要病院の
手術室の状況など、救急医療に関する情報がより多く共
有できることから、受入医療機関へ提供する情報の質・量
ともにより良くなることが期待できる。
　その結果、今までよりもさらにスムーズな受入や処置の
準備が可能となり、救急医療体制の充実に繋がるため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
　また、救急搬送や災害時といった緊急時に救急車で搬
送される患者の様子やバイタル数値を病院でリアルタイ
ムに動画で確認するなどの、システムの改善であり、重篤
な患者をスムーズに医療機関へ搬送できることにより救
急業務の時間短縮に貢献できる。

411016 41佐賀 H21補正
①北部

被ばく医療関係施設
整備

被ばく医療体制整備のために配備
したＷＢＣ車及び体表面汚染測定
車両について、広域的活用も視野
に入れて被爆医療関係施設の整備

○ 0 0 ±0 地域医療再生基金を利用し、原子
力災害時を想定して内部被ばく線量
評価のWBC車や体表面汚染測定車
の配備に必要な車庫の整備を行う
こととしたが、その後、独自財源によ
る事業の執行が可能となったため
全額減額としたもの。

　施設の立地場所及び整備内容、充当財源の変更等によ
る施設整備計画の変更に伴い、事業総額及び事業費の
充当財源について見直しを行ったため。

　上記の医療課題については、独自財源により実施し、解
決する見込みであるため、本事業の計画変更による医療
課題の解決への影響はない。

411017 41佐賀 H21補正
①北部

離島へき地の巡回歯
科診療車の整備

歯科診療設備を装備した診療車を
県歯科医師会に配備し、歯科診療
体制を整備する

○ 0 31,000 ＋31,000 歯科診療設備（切削機器、エックス
線等）を装備した診療車を県歯科医
師会に配備し、歯科診療体制を整
備する。

　離島の医療体制については、歯科診療所がなかった
が、歯科医師会の協力により巡回歯科診療に取り組める
見込みがついたため。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
　また、離島へき地等に居住する住民の歯科診療を確保
することとなり、歯科診療の課題解決に資することが可能
となる。

411018 41佐賀 H21補正
①北部

ドクターヘリ運航整備
事業

北部医療圏の救急医療体制確立の
ため、新たに導入するドクターヘリ
の運用に必要な無線設備や医療機
器等の整備

○ 0 50,000 ＋50,000 ドクターヘリの運用に必要な無線設
備や医療機器等のを整備すること
で、救急医療提供体制の整備を図
る。

　課題となっている「圏内で対応できない重症患者の搬送
時間短縮」、「離島で重症者が発生した場合の搬送体制
の構築」について、ドクターヘリを導入し、運航に関するヘ
リ内の医療機器や無線設備を整備することで大きな解決
を図ることができるため。

　変更に伴う財源については、基金の運用益及び他事業
の執行残をを活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。
　また、県において、今年度、初めて導入するドクターヘリ
に搭載する医療機器等の整備を行う事業であり、この整
備を図ることにより、ドクターヘリの導入促進ができ、離島
などの重篤な、また、当該医療圏内の病院で対応できな
い患者の方を短時間で対応可能な病院へ搬送できる。

412001 41佐賀 H21補正
②西部

医師事務作業補助者
（医療クラーク）の採
用

医師事務作業補助者を採用するこ
とで、医療機関内での役割分担を推
進し、医師の勤務負担軽減に寄与
する

○ 52,080 24,158 △27,922 有 計画のうち、人件費を減額するもの
である。

　診療報酬改定により医療機関で採用される医師事務作
業補助者が増加し、補助事業利用者が見込みを下回った
ため。

　上記の医療課題については、「医療機関で独自に採用
されていること」によって解決する見込みであるため、本
事業の計画変更による医療課題の解決への影響はない。

412002 41佐賀 H21補正
②西部

短時間正規雇用導入
支援事業

短時間正規雇用制度を導入するこ
とで、女性医師等の出産・育児等と
勤務の両立を可能とし、医師等の離
職防止・復職支援に取り組む

○ 13,632 2,964 △10,668 予定していた補助対象箇所数を減
じることにより、計画額を減額するも
のである。

　補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかっ
たため。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先
順位の高い「ドクターヘリ運航整備事業」を行うこととす
る。
　なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解
決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事業
そのものを見直すこととする。

412004 41佐賀 H21補正
②西部

ドクターヘリ離発着施
設の整備

伊万里有田協立病院の救急医療体
制の整備のためドクターヘリの離発
着場の整備を実施する

○ 11,500 60,000 ＋48,500 事業概要の変更なし（事業費のみ）
用地取得困難による建設場所変更
及びヘリポートの構造仕様が変更さ
れることにより、事業費の増加が見
込まれる。

　整備予定地の用地取得が困難となったため、建設場所
とヘリポートの構造仕様が変更される予定であり事業費
の増加が見込まれるため。

　変更に伴う財源については、基金の運用益及び他事業
の執行残を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。
　また、救急医療提供体制の整備を図ることが可能とな
る。

412006 41佐賀 H21補正
②西部

高機能薬局施設整備 夜間対応薬局の新築整備に係る費
用の補助を行なう

○ 50,000 49,742 △258 計画のうち、建築費を減額するもの
である。

　入札を実施した結果、見込を下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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412009 41佐賀 H21補正
②西部

地域医療支援協議会
の設置・運営

地域医療支援協議会の運営費用を
補助する

○ 4,000 0 △4,000 事業費を全額事業者負担に変更す
るものである。

　事業者の既存の予算で対応するため。 　上記の医療課題については、「事業者が既存の予算で
協議会を設置・運営すること」によって解決する見込みで
あるため、本事業の計画変更による医療課題の解決への
影響はない。

412010 41佐賀 H21補正
②西部

地域住民に対する周
知・啓蒙

ﾘｰﾌﾚｯﾄ配布、講演会開催、広報等
を通じ、住民に医療現場の実態の
周知や医療機関の適切受診を促す
ための費用を補助する

○ 4,000 791 △3,209 計画のうち、印刷費等を減額するも
の。

　チラシ作成の経費等が見込を下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

412011 41佐賀 H21補正
②西部

医療従事者に対する
研修事業

救急専門医、救急関連認定看護
師、救急救命士等養成のための研
修費用を補助する

○ 4,000 3,000 △1,000 計画のうち、講師謝金等を減額する
ものである。

　研修会の講師費用等が見込を下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

412014 41佐賀 H21補正
②西部

既存修学資金の貸与
枠拡充

既存の修学資金貸与事業における
毎年の新規貸与枠5名を10名に拡
充

○ 75,440 34,940 △40,500 計画のうち、予定していた貸与者数
を減じることにより、計画額を減額す
るものである。

　貸与希望者が計画を下回ったため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「女性医師復職支援事業」を行う
こととする。

412015 41佐賀 H21補正
②西部

医学部定員増に伴う
修学資金貸付

佐賀大学及び長崎大学に、佐賀県
の地域医療に従事する意思を有す
る学生を入学させる枠を設け、修学
資金を貸し付けることにより、県内
の医師確保に取り組む

○ 59,672 49,072 △10,600 有 計画のうち、貸付金について減額す
るものである。

　修学資金貸与希望者が見込みを下回ったため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「ドクターヘリ離発着施設の整備
事業」を行うこととする。

412016 41佐賀 H21補正
②西部

女性医師復職支援事
業

佐賀大学に相談窓口を設置し、相
談受付や復職研修受入医療機関及
び保育施設等の情報収集及び提供
を行う

○ 35,914 43,548 ＋7,634 有 相談窓口の拡充及び女性医師支援
の拡充を行い、医師確保を図る。

　女性医師への相談受付の継続及び復職医師数を増加
させたいため、支援の拡充を行う。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
　また、復職支援及び勤務環境の改善により勤務医の離
職を防止し、医療機関の疲弊を防止する。

412017 41佐賀 H21補正
②西部

院内保育所整備事業 子育て中の医療従事者が安心して
就業できる環境を整えるため、県内
の主要な医療機関に対し、院内保
育所の整備費を補助する

○ 43,994 10,551 △33,443 計画のうち、院内保育所整備費を減
額するものである。

　補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかっ
たため。（一部の事業者は自己財源で対応。）

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「病院群輪番制病院等の設備整
備事業」を行うこととする。

412018 41佐賀 H21補正
②西部

救命救急センター支
援事業

救命救急センターを設置する医療
機関に対し、救急医の確保を支援
する

○ 43,600 59,000 ＋15,400 有 計画のうち、救急医の採用に係る奨
励金を増額するものである。

　救急医の確保を支援しているものの、救急医の退職が
相次ぎ、より多くの救急医が必要となるため、今回増額
し、医師確保を強力に推進していく。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
　また、新たな救急医の確保により、救急医療提供体制の
強化を図ることが可能となる。

412019 41佐賀 H21補正
②西部

医師留学支援事業 県内の医療の発展及びイメージアッ
プのために国内でもトップクラスの
医師が行う留学に対して支援する

○ 72,000 57,045 △14,955 有 計画のうち、医師等の留学に関する
支援について減額するものである。

事業を実施する中で、医師の長期留学よりも医学生の短
期海外研修に対する需要が多いことが判明し、結果的に
派遣に要する費用が少なくなったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

412020 41佐賀 H21補正
②西部

離島診療所等医師確
保事業

離島診療所等の医師を新たに採用
した自治体に対して、医師確保奨励
金を交付する

○ 20,000 15,000 △5,000 有 予定していた補助対象箇所を減じる
ことにより、計画額を減額するもの
である。

　１自治体については医局人事により医師を確保してお
り、事業対象外となるため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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412021 41佐賀 H21補正
②西部

薬剤師等の臨床技術
向上事業

障害者へより安心・安全な歯科医療
を提供するため、障害者歯科保健
地域協力医を養成する。
離職した歯科衛生士を再教育し、業
務復帰を促進することで、佐賀県内
の歯科衛生士の人的不足を解消す
る

○ 14,024 12,821 △1,203 計画のうち、機器整備及び研修会
経費を減額するものである。

　機器整備について入札を実施した結果、見込を下回っ
たため。
　また、薬剤師の研修会の回数減のため。　(3回⇒1回)

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

412022 41佐賀 H21補正
②西部

糖尿病コーディネート
看護師育成事業

糖尿病治療の人的不足の解消を目
指して、糖尿病コーディネート看護
師を育成し、所属する医療機関の医
療圏において診療所訪問等を通し
て、その地域の糖尿病治療を支援
する

○ 60,200 50,621 △9,579 計画のうち、人件費を減額するもの
である。

　事業の開始にあたり、実施方法の検討や各医療機関と
の打ち合わせ等で事業開始までに時間を要し、人件費が
計画を下回ったため。

　上記の医療課題については、「糖尿病療養指導士
（CDE）の確保」によって解決する見込みであるため、本事
業の計画変更による医療課題の解決への影響はない。

412024 41佐賀 H21補正
②西部

ＣＯＰＤ地域診療体制
整備事業

COPDを早期発見。早期治療が開始
できるように佐賀大学に「COPD対
策予防センター」を設立し、地域医
療機関と連携したCOPD診療体制を
構築する

○ 36,843 31,843 △5,000 計画のうち、検査機器の購入費を減
額するものである。

　検査機器の購入について入札を実施した結果、見込を
下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

412025 41佐賀 H21補正
②西部

病院群輪番制病院等
の設備整備

二次救急医療を提供している病院
群輪番制病院等に対し、救急医療
に必要な（ＣＴ・ＭＲＩ等）の更新を支
援し、救急医療の充実強化を図る。

○ 0 88,000 ＋88,000 二次救急医療を提供している病院
群輪番制病院等において、救急医
療に必要な医療機器（ＣＴ・ＭＲＩ等）
の更新することで、救急医療の充実
強化を図る。

　平成24年3月に開院した高次の救急医療を担う伊万里・
有田共立病院を支えるため、圏域の病院群輪番制病院の
救急医療の充実を図る必要がある。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
　また、救急医療の充実を図ることが可能となる。

412026 41佐賀 H21補正
②西部

難病対策人材育成事
業

レスバイト入院や訪問看護の受け
入れ態勢の強化及び希少難病等へ
の適切な対応を図るため、看護師
等の難病に関する知識等の研修を
行うなど人材育成を図る。

○ 0 3,000 ＋3,000 重症難病等の講習会等を開催し、
早急な看護師等の人材育成及びレ
スパイト入院への対応の充実を図
る。

　重症難病や希少難病疾患に関わる看護師等の資質向
上は喫緊の課題であり、研修会等を通して人材の育成に
取り組む必要がある。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
　また、看護師等の人材育成を図ることが可能となる。

412027 41佐賀 H21補正
②西部

看護従事者の確保事
業

中学生・学校教員及び保護者等に
対し、看護体験事業、講演及び進学
相談、養成所のＨＰの充実など普及
啓発を実施する

○ 0 29,654 ＋29,654 有 体験実習、講演会や進学相談等を
実施する「看護夢ナビ」事業を新た
に実施することで、看護師を目指す
若者を増加させ、医療従事者の確
保を図る。

　地域医療を支えるための看護従事者の育成と定着を図
る必要がある。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
　また、看護従事者の育成と定着を図ることが可能とな
る。

413001 41佐賀 H22補正 肝疾患センター開設
事業

県内の高い肝がん死亡率を減少さ
せるため、寄附講座により肝疾患セ
ンターを開設し、高度な検査、治療、
人材育成等を行う

○ 252,200 238,377 △13,823 計画のうち、人件費を減額するもの
である。

　専門医療機関に配置する肝炎コーディネーターの選任
時期の遅れにより、人件費が見込より少なくなったため。

　肝炎コーディネーターの選任に若干の時間を要したもの
の事業の進捗には影響なく、上記の医療課題については
「肝疾患センターの開設」によって解決する見込みである
ため、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。

413002 41佐賀 H22補正 院内がん登録導入支
援事業

地域がん登録の普及を図るため、
院内がん登録の導入支援を行う

○ 9,000 5,526 △3,474 計画のうち、備品購入費を減額する
ものである。

　複数の医療機関において入札を実施した結果、院内が
ん登録導入に係る費用（備品購入費）が見込を下回った
ため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

413005 41佐賀 H22補正 肝炎連携事業 県内の高い肝がん死亡率を減少さ
せるため、肝炎ウイルス検査データ
ベースを構築し、患者治療の地域連
携を図るためのシステムを開発する

○ 73,450 71,232 △2,218 計画のうち、調査費及び人件費を減
額するものである。

　肝炎データベースの登録と統括肝炎コーディネーターの
配置が予定より遅くなり、その間の調査費及び人件費が
不要となったため。

　コーディネーターの選任及び配置に時間を要したものの
事業の進捗に影響はなく、上記の医療課題については
「コーディネーターの配置」によって解決する見込みである
ため、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。
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413006 41佐賀 H22補正 医療計画対策事業 がんクリティカルパスによる地域医
療連携を図るため、４病院に専門の
人員を配置し、運用管理する

○ 45,000 45,507 ＋507 有 がん診療における地域連携の拡充
を図る。

　がんクリティカルパスは、がんの予防・治療には必要な
ものであり、そのため、普及啓発を行うコーディネータの役
割は大きい。現在まで、各がん診療拠点病院（佐賀大学
医学部附属病院・佐賀県医療センター好生館・唐津赤十
字病院・嬉野医療センター）のコーディネータにより連携医
療機関数が増大し、県民への周知にも貢献しており、普
及啓発が進んできたと考えている。
　その上で、各がん診療拠点病院は、地域連携における
コーディネータの必要性を鑑み、事業の延長を要望されて
いる。
　また、平成25年度に事業を終了後、本事業の振り返りを
行い、がんクリティカルパスの改訂も視野に入れた、今後
の普及啓発のあり方について検討する必要がある。
　ついては、地域連携パス作成検討会議作業部会（事務
局：佐賀県医師会）で中心的な役割を担っている佐賀県
医療センター好生館と、県内医療機関の様々な調整役を
担っている佐賀県医師会へがんクリティカルパス普及啓
発事業を一年間委託することで、さらなる、がんの地域連
携の推進を図っていくこととしたい。

　その他の基金事業の不用額を活用することとしており、
他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、がん診療における地域連携の推進を図ることが可
能となる。

413007 41佐賀 H22補正 成人病予防センター
整備事業

がん検診の推進のため、老朽化し
た成人病予防センターを再整備する

○ 132,828 210,411 ＋77,583 成人病予防センターの移転新築が
計画されることとなったため、当初
計画していた施設の修繕を見送り、
所要設備の更新を行うこととした結
果、事業費の増額が必要となったも
の。

　マンモグラフィ及び血液分析装置等を更新することで、
がんの早期発見及び検診の実施体制の充実・強化を図る
ため。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
　また、がん検診精度の向上及び検診の実施体制の充
実・強化を図ることが可能となる。

413008 41佐賀 H22補正 結核医療充実強化事
業

県内唯一の結核病床を持つNHO東
佐賀病院の老朽化した病棟の整備
及び、医学的画像診断モニター機
器等の設備整備を行う。
また、結核医療に従事する人材育
成を行う。

○ ○ ○ 253,975 155,969 △98,006 結核医療従事者人材育成について
は、予定していた育成人数を減じる
ことにより、計画額を減額するもの。
また、医療従事者を対象とした研修
機器等の設備整備を行うことで、人
材育成を図るもの。

　補助制度の対象となる育成対象者の応募が当初計画よ
り少なかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「医療計画対策事業」を行うこと
とする。

413010 41佐賀 H22補正 薬局サーベイランス
整備事業

インフルエンザ等に特異的な処方医
薬品を抽出し、感染症の発生をリア
ルタイムに把握するサーベイランス
システムを構築する

○ 14,809 11,028 △3,781 計画のうち、システム導入経費を減
額するもの。
また、システム導入について予定し
ていた補助対象箇所数を減じること
により、計画額を減額するものであ
る。

　導入形態を変更したためシステム導入経費が見込を下
回ったこと、及び、補助制度を活用する薬局が当初計画よ
り少なかったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

413011 41佐賀 H22補正 母子保健対策事業 県内に多いHTLV-１キャリアの不安
の軽減や正しい知識の普及、関係
機関のネットワークの整備を行う

○ 33,830 23,305 △10,525 計画のうち、講師謝金及び会場使
用料等を減額するものである。

　HTLV-1に関する医師やコメディカルの育成のための研
修会において、講師旅費や会場費等が見込より安価に
なったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

413013 41佐賀 H22補正 周産期医療の機能充
実事業

総合周産期母子医療センターに対
し、保育器及びドクターカーを整備
する。

○ 52,810 42,010 △10,800 計画のうち、機器購入費を減額する
ものである。

　国庫補助事業に採択されたこと及び一部機器の機種変
更に伴う事業費の増があったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

413014 41佐賀 H22補正 地域医療従事医師確
保対策事業費

基幹型臨床研修病院が連携し、初
期臨床研修医受入の全県プログラ
ムを実施するための宿舎等の整備
を行う

○ ○ ○ 83,904 103,231 ＋19,327 有 初期臨床研修医を確保するため
に、医学生等向けの就職説明会へ
の出展規模を拡大する。

　県内の基幹型臨床研修病院が連携して策定した全県プ
ログラム等をＰＲし、より多くの初期臨床研修医を確保す
るために、医学生等向けの就職説明会への出展規模を拡
大する。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
　また、当該事業などの成果により、過去最多の臨床研修
医確保が実現できており、同事業をPRすることにより、さ
らなる医療課題の解決につながる。

413015 41佐賀 H22補正 総合内科医育成事業 総合内科医の研修を実施するた
め、自治体病院に佐賀大学のサテ
ライト病棟となるICT環境を整備する

○ 57,100 78,929 ＋21,829 有 ICT環境整備費を拡充し、大学と自
治体病院間の連携拡大を図る。

　システムを拡充し、大学病院と自治体病院間の診療録
等の連携をよりスムーズにすることで、効率的に後期研修
が受けられる環境を整える。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
　また、総合内科医を育成することで、自治体病院におけ
る医師を確保することができる。
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413016 41佐賀 H22補正 質の高い看護職員養
成確保事業

質の高い看護師を養成し、県内就
職を促進するために、看護教育の
充実等に必要な経費を補助する。

○ 99,887 97,626 △2,261 計画のうち、養成所の運営費を減額
するもの。

　養成所１か所あたりの基準額に教員数及び学生数に応
じた加算を行っており、数名の休学・退学等により基準額
以下で申請されたことによるもの。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

413017 41佐賀 H22補正 認定看護師資格取得
助成事業

看護体制の拡充と看護の質の向上
を図るため、認定看護師資格取得
費用を負担する病院に対し補助す
る

○ 8,000 7,682 △318 有 計画のうち、資格取得のための教育
課程受講に必要な、入学金・授業
料・実習費等を減額するものであ
る。

　補助制度を活用する対象者が当初計画より少なかった
ため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「地域医療従事医師確保対策事
業」を行うこととする。

413018 41佐賀 H22補正 脳卒中等地域連携推
進事業

在宅医と地域のリハビリ関係機関
の連携を図るため、在宅リハビリ広
域支援センターを設置し、専門医に
よる指導や情報提供を行う

○ 14,400 11,994 △2,406 計画のうち、会場使用料等を減額す
るものである。

　研修会の回数や連絡会の会場の変更等により、事業総
額が計画を下回ったため。

　上記の医療課題については、「在宅リハビリ広域支援セ
ンターの設置」によって解決する見込みであるため、本事
業の計画変更による医療課題の解決への影響はない。

413019 41佐賀 H22補正 認知症医療・介護連
携強化事業

認知症疾患医療センター運営等、
認知症高齢者の早期診断から適切
な介護につなげるよう、医療と介護
の連携強化を図る

○ 42,757 33,304 △9,453 計画のうち、基幹型・認知症疾患医
療センターの空床確保に係る経費
を減額するものである。

　主として基幹型・認知症疾患医療センターの空床確保に
係る経費が減となり、事業総額が計画を下回ったため。
（病院機能として、休日・夜間における身体合併症や重篤
なBPSDを有する救急・急性期患者への入院対応は常時
確保されていることを確認済み。）

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

413021 41佐賀 H22補正 地域医療連携システ
ム強化事業

佐賀県診療録地域連携システムで
提供される医療情報の項目の差を
解消するためのシステムを開発し、
普及を図る

○ 121,300 111,300 △10,000 計画のうち、システム設置経費を減
額するものである。

　システムの構築段階での変更に伴い、佐賀大学に設置
した各システム設置が計画より安価となったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

413022 41佐賀 H22補正 重度心身障害者レス
パイト病床整備事業

医療ケアが必要な在宅重度障碍児
（者）の介護者のレスパイトを図るた
め、医療型短期入院サービスを提
供する事業所が行う施設整備に対
し補助を行う

○ 0 30,000 ＋30,000 医療的ケアが必要な在宅重度障害
児（者）の介護者のレスパイトを図る
ため、医療型短期入院サービスを
提供する事業所が行う施設整備に
対し補助を行う。

　医療型短期入所事業所に対して医療的ケアが必要な重
度障害児（者）の受入れを促進することにより、介護者等
の福祉の向上を図る必要がある。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
　また、介護者等の福祉の向上を図ることが可能となる。

413023 41佐賀 H22補正 在宅医療推進事業 県医師会及び郡市医師会と連携
し、医療介護従事者を対象とした研
修事業を実施するとともに「モデル
事業」として、在宅医療連携拠点と
なりえる機関に対し支援する。

○ 0 6,143 ＋6,143 県内における在宅医療の推進を図
るため、県医師会及び郡市医師会
と連携し、医療介護従事者を対象と
した研修事業を実施するとともに「モ
デル事業」として、在宅医療連携拠
点となりえる機関に対し支援を行う。

　在宅医療の推進を図るため体制の整備を図る。 　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
　また、在宅医療の推進を図ることが可能となる。

413024 41佐賀 H22補正 新型インフルエンザ
医療体制等整備事業

新型インフルエンザ感染を迅速に診
断するとともに、薬剤耐性遺伝子や
多種類の病原体、大量検体を迅速
に鑑別診断できるように遺伝子診断
装置を導入する

○ 0 18,000 ＋18,000 新型インフルエンザに係る診断装置
を整備することで、受入医療機関の
整備を図る。

　遺伝子診断装置の導入により新型インフルエンザ等の
感染症検査機能を強化し、ヒト－ヒト感染による社会生活
の混乱の危機に備え準備をしておく必要があるため。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
　また、新型インフルエンザ等の新興・再興感染症発生に
向け、整備充実を図ることが可能となる。
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421001 42長崎 H21補正
①離島

対馬いづはら病院、
中対馬病院再編・整
備事業

対馬いづはら病院と中対馬病院を
統合、移転新築を行い入院機能を
集約する。

○ 2,000,000 2,011,922 ＋11,922 有 東日本大震災以降の建設費の高騰
に伴い、対象経費が増高したため、
基金からの助成額を増額する。

社会情勢（労務単価及び資材単価等の高騰）の変化に伴
う建設費の増額

事業費以外の変更はないことから、医療課題の解決への
影響はない。

421006 42長崎 H21補正
①離島

しまの医療スタッフ
ネットワーク事業

離島地域病院の医師、看護師不足
に対応するため、本土基幹病院より
定期的にローテーション派遣を行
う。

○ 20,000 9,628 △10,372 派遣職員の実績数、人件費、旅費
の実績減額

派遣希望者数の実績減並びに人件費、旅費単価の実績
差額に伴い減額を行う。

事業目的の達成に向けて、平成26年度以降も引き続き事
業主体である長崎県病院企業団が実施する。

421007 42長崎 H21補正
①離島

大学地域枠奨学金貸
与事業

地域枠の医師確保のため、長崎大
学、佐賀大学の医学部定員増（地
域枠）に対し、医学修学資金（奨学
金）の貸与を行う。

○ 51,260 49,710 △1,550 計画のうち、医学修学資金について
予定していた貸与者数を減じること
により、計画額を減額するものであ
る。

大学地域枠推薦入試の合格者が見込みを下回ったため。 医療課題は解決されていないが、大学入試の合否による
ものであり、地域医療再生計画では当該事業を減額し、
他事業へ充当する。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、第３次の地域医療計画により事業継続を行うこ
ととしている。

422006 42長崎 H21補正
②佐世
保・県北

佐世保地域救急医療
体制整備事業

佐世保地域の救急医療体制の強化
を図るため、救急輪番病院の施設
設備整備等を行う。

○ 70,000 42,497 △27,503 施設・設備整備費への助成額の減
少

補助制度を活用する医療機関数の見込み減、入札執行
減による実績額の減少

事業費以外の変更はないことから、医療課題の解決への
影響はない。　当初計画には満たないものの、本事業によ
り一部の成果を上げることができ、医療課題の解決に向
けた一定の見通しが立ったため、地域医療再生計画では
当該事業を減額し、優先順位の高い「ドクターヘリ給油施
設等整備事業」へ財源を充当したい。

422013 42長崎 H21補正
②佐世
保・県北

県北地域医療機関救
急医療体制整備事業

救急告示医療機関の機能強化のた
め必要な施設設備整備等を行う。

○ 50,000 26,734 △23,266 施設・設備整備費への助成額の減
少

補助制度を活用する医療機関数の見込み減、入札執行
減による実績額の減少

事業費以外の変更はないことから、医療課題の解決への
影響はない。　当初計画には満たないものの、本事業によ
り一部の成果を上げることができ、医療課題の解決に向
けた一定の見通しが立ったため、地域医療再生計画では
当該事業を減額し、優先順位の高い「ドクターヘリ給油施
設等整備事業」へ財源を充当したい。

422014 42長崎 H21補正
②佐世
保・県北

医療情報救急システ
ム構築事業

佐世保・県北地域の基幹病院と病
院、診療所等の間で診療情報ネット
ワークシステムを整備し、地域全体
で安定した医療提供体制の構築を
目指す。

○ 320,000 316,741 △3,259 有 ・周産期医療情報ネットワーク構築
事業
　周産期医療支援システム開発費
の減

・周産期医療情報ネットワーク構築事業
　周産期医療支援システム開発について、落札額が見込
を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

422015 42長崎 H21補正
②佐世
保・県北

地域医療支援セン
ター運営事業

地域の医療資源を有効に活用し、
医療提供体制の整備を図るため、
支援センターを設置し、医療従事者
の教育・研修、住民教育、地域医療
体制の検討・事業評価等を行う。

○ 97,641 85,699 △11,942 有 モデル事業等経費への助成額の減
少

モデル事業を活用する医療機関数の見込み減による実
績額の減少

事業費以外の変更はないことから、医療課題の解決への
影響はない。　当初計画には満たないものの、本事業によ
り一部の成果を上げることができ、医療課題の解決に向
けた一定の見通しが立ったため、地域医療再生計画では
当該事業を減額し、優先順位の高い「ドクターヘリ給油施
設等整備事業」へ財源を充当したい。

422016 42長崎 H21補正
②佐世
保・県北

ドクターヘリ給油施設
等整備事業

本県全体の救急医療を支えるドク
ターヘリを効率的かつ効果的に活
用するため、給油施設等の整備を
行う。

○ ○ 410,500 495,001 ＋84,501 有 給油施設、格納庫整備の追加工事
に伴う経費の増額

給油施設・格納庫整備工事着工後に建設予定地の地盤
状況が当初見込みと異なっていたため、追加工事が必要
となったもの。

事業費以外の変更はないことから、医療課題の解決への
影響はない。

422018 42長崎 H21補正
②佐世
保・県北

救急画像伝送システ
ム整備事業

高次病院へ患者が到着する前に画
像状態等の送信を行うネットワーク
システムの整備を行う。

○ 100,000 92,211 △7,789 入札により予定していた事業総額が
下回ったため、計画額を減額するも
のである。

救急画像伝送システムについて入札を実施した結果、見
込みを下回ったため

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はなく、執
行残額については他事業へ充当する。

423001 42長崎 H22補正 医療教育開発セン
ター構築事業

・専門医の再研修、指導医の養成、
看護師・薬剤師の教育研修
・研修者用教育施設、宿舎整備

○ ○ ○ 776,600 675,926 △100,674 有 施設・設備整備費の助成額の減少 宿舎整備工事における入札減等に伴う事業費の減少 事業費以外の変更はないことから、医療課題の解決への
影響はない。
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423003 42長崎 H22補正 地域医療支援セン
ター運営事業

・医師の斡旋、、地域医療に従事す
る医師研修に係る代替医師派遣

○ 68,882 28,120 △40,762 事業実績額が下回ったことや平成２
５年度から国庫補助採択（医療施設
運営費等補助金）による事業実施と
なったことにより、計画額を減額する
ものである。

地域医療支援センター運営について、平成２４年度は事
業を実施した結果、実績額が見込みを下回ったため。ま
た、平成２５年度からは国庫補助事業を活用し、、基金充
当を行わないこととしたため。

上記の医療課題については、平成２５年度から国庫補助
事業である「医療施設運営費等補助金」の採択による実
施により、本事業が見込んでいた目標を達成する見込み
であるため、本事業の計画変更による医療課題の解決へ
の影響はない。なお、執行残額については優先度の高い
他事業へ充当する。

423005 42長崎 H22補正 長崎県救命救急・周
産期医師確保対策資
金貸与制度

・県内の救命救急センター、周産期
母子医療センターへの勤務を条件
に後期研修医に対し研修資金を貸
与する。

○ 48,000 12,000 △36,000 計画のうち研修資金について、予定
していた貸与者数を減じることによ
り、計画額を減額するものである。

貸与制度を活用する後期研修医が当初計画より少なかっ
たため。

医療課題は解決されていないが、２年間の計画であった
ため、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先度
の高い他事業へ充当する。
なお、本事業については、今後、上記の医療課題の解決
に向けて、貸与制度を見直し、一般財源による事業継続
を検討する。

423006 42長崎 H22補正 看護研究研修セン
ター整備事業

・県立佐世保看護学校を市立佐世
保看護学校に統合する。併せて看
護師確保の拠点として研究研修セ
ンターを設置する。

○ ○ 385,562 556,592 ＋171,030 有 社会情勢の変化等に伴う事業費
（解体工事費及び新築工事費等）の
増額及び事業の延長

社会情勢（労務単価及び資材単価等の高騰、消費税率の
引き上げ）等

事業費以外に変更はないことから、影響はないものと考え
る。

423007 42長崎 H22補正 災害医療、外傷セン
ター構築事業

・外傷患者の救命、治療、社会復帰
システム構築
・ドクターカー、手術室の整備及び
医療従事者の研修

○ ○ ○ 161,675 158,099 △3,576 施設・設備整備費の助成額の減少 設備導入における入札減等に伴う事業費の減少 事業費以外の変更はないことから、医療課題の解決への
影響はない。

423009 42長崎 H22補正 住民参加型地域医療
向上事業

・地域医療が抱える課題を抽出し、
ソフト・ハード両側面からカイゼン策
を実施

○ ○ ○ 236,000 214,302 △21,698 ①入札の結果や、事業実施の結
果、見込みより金額が下がっただけ
であり、目標が達成されているもの

0 ①　計画額より安価で目標を達成することができたもので
あり、計画変更による医療課題の解決による影響はな
い。

423011 42長崎 H22補正 がん検診等受診率向
上対策事業

県内各市町のがん検診等管理シス
テムの整備、普及啓発

○ ○ 149,600 99,668 △49,932 有 他の事業でやれるものは合理化し、
より効果的なコール・リコール事業
等へ重点的に取り組む。

がん検診受診率向上のためには、必要不可欠なシステム
の整備（検診台帳の整備）に加え、それを活用した効果的
な取組を普及させていく必要があるため。

　当初計画には満たないものの、本事業により基盤があ
る程度整い一部の成果を上げることができ、医療課題の
解決に向けた一定の見通しが立ったため、地域医療再生
計画では当該事業を減額する。

423012 42長崎 H22補正 がん検診車等整備事
業

がん検診車（胃がん検診車、肺がん
検診車）等の新規導入

○ 151,736 156,710 ＋4,974 効果的な検診体制が組めるよう整
備計画を一部見直す。

　検診の依頼が重なる時期等における効率的な集団検診
を考慮し、一部整備車種を変更した。

　検診の依頼が重なる時期等においても集団検診を効率
的に実施できるため、効果的ながん検診体制の構築に寄
与することができる。

423013 42長崎 H22補正 がん検診促進、医療
情報化共有事業

画像伝送、読影システム構築 ○ 32,000 18,900 △13,100 システム開発経費の助成額の減少 システム導入における入札減等に伴う事業費の減少 事業費以外の変更はないことから、医療課題の解決への
影響はない。

423014 42長崎 H22補正 がん検診精度管理医
師研修事業

がん検診に携わる医師、放射線技
師等を対象とした研修会を開催し、
がん検診の精度を向上させ、質の
高いがん検診を実現する。

○ 9,000 6,849 △2,151 有 がん検診の精度管理のために、医
師・放射線技師・市町担当者を対象
とした研修会をがん種を絞ったうえ
で引き続き開催する。

がん検診の精度管理を図るうえで、医師・放射線技師・市
町担当者の資質向上をさらに図る必要があるため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、さらに事業を絞り込むことにより医
療課題の解決に向けた一定の見通しが立ったため、地域
医療再生計画では当該事業を減額する。

423015 42長崎 H22補正 がん登録推進事業 地域がん登録に加え、院内がん登
録のデータを分析し、治療別や傷病
別によるがんの生存率を調査し、が
ん診療の質の向上を図る。

○ 13,000 10,907 △2,093 事業の合理化による事業費の減 事業内容を合理化し、より効率的な事業運営をするもの 当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先度の高い事業を行うものとする。
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423016 42長崎 H22補正 県南地域医療連携強
化事業

・小児休日（時間外）診療所を島原
病院に設置し、当番医を大学病院よ
り派遣
・がん、脳卒中、感染症に対する従
事者、市民への教育・啓発活動

○ 63,253 52,685 △10,568 ・小児の休日（時間外・夜間）診療事
業に係る医師報酬等の実績に伴う
減
・がん・脳卒中・感染症に対する従
事者及び市民を対象とした教育研
修、啓発活動に係る講演会開催経
費等の実績に伴う減

・小児の休日（時間外・夜間）診療事業
　当初、祝日も含めた休日の実施を予定していたが、医師
派遣元の調整が困難で、祝日の実施ができなかったこと
により、医師等の人件費所要額が減ったため。
・がん・脳卒中・感染症に対する従事者及び市民を対象と
した教育研修、啓発活動
　講演会開催等に係る経費が、当初見込みを下回ったた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

423017 42長崎 H22補正 あじさいネット拡充事
業

・県央、県南地域等未加入地域へ
の拡充
・ＴＶ会議システム、e-ラーニングシ
ステム構築、在宅等診療支援システ
ムの構築

○ 139,677 252,313 ＋112,636 在宅医療支援システム構築、機能
強化に伴う経費の増額

在宅医療支援システムの円滑な運用、機能強化を図るた
め、セキュリティ基盤強化等を行うものである。

事業費以外の変更はないことから、医療課題の解決への
影響はない。

423018 42長崎 H22補正 地域医療・在宅医療
推進事業

地域クリティカルパス整備、普及啓
発等

○ 49,745 45,426 △4,319 事業の合理化による事業費の減 事業内容を合理化し、より効率的な事業運営をするもの 当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先度の高い事業を行うものとする。

423019 42長崎 H22補正 糖尿病等地域連携シ
ステム構築事業

電子地域連携パス及び糖尿病等
データベースサーバーの構築等

○ 70,000 73,099 ＋3,099 有 システムの改修にかかる事業期間
の延長

平成２６年度に移行するあじさいネットの統合クラウド上で
効率的に運用を図り、利用者の拡充を図るため、不具合
の改善やシステムの改修が必要である。

変更に伴う財源については、基金の運用益を活用するこ
ととしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

426017 42長崎 H24補正 災害時支援事業 ・東日本大震災リハビリ支援関連１
０団体が実施する「災害リハビリ
テーションコーディネーター養成研
修」で指導者（７職種・各１名）を養
成し、県下で人材育成の裾野を広
げる。
・県内の診療放射線技師に被ばく医
療・スクリーニングの研修を行い、人
的資源を強化する。

○ 5,162 5,162 ±0 有 【 ２２ページ 】
①災害時リハビリテーション
　・事業の対象を県下各市町から２
次医療圏単位に変更する。
②放射線スクリーニング研修
　・スクリーニング要員の年間養成
人数の変更。
【 ３８ページ 】
　・研修主催団体の変更

【 ２２ページ 】
①地域における災害医療体制は、災害拠点病院を中心と
する二次医療圏が基本となるので、二次医療圏単位を対
象として捉え、研修会等を実施したい。
②地域医療再生計画承認後の事業着手であったため、全
体スケジュール（年度ごとの養成人数）の見直しを図りた
い。
【 ３８ページ 】
・研修主催団体に変更があったため。

【 ２２ページ 】
①限られた医療資源を、２次医療圏内で効率的に活用
し、よりシステマティックな体制を構築できるため、医療課
題の解決への影響はない。
②年度ごとの養成人数は変更するが、全体目標に変更は
ないので、医療課題の解決への影響はない。
【 ３８ページ 】
・団体の構成組織及び研修内容に変更はないため、医療
課題への解決に影響はない。
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事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

431001 43熊本 H21補正
①天草

天草医療圏連携体制
検討事業

･天草医療圏における医療提供体制
の検討及び事業進捗の管理を行
う。

○ 3,000 1,480 △1,520 事業費の減額 　当初計画段階では、会議等に要する費用として300万円
を見込んでいたが、実際の費用が見込みの額を下回った
ため事業費の変更を行う必要がある。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

431002 43熊本 H21補正
①天草

遠隔医療システム導
入費補助

･天草地域に遠隔医療システムを導
入し、地域中核病院による診療支援
体制の充実を図る。

○ 500,000 572,327 ＋72,327 事業主体の追加、事業費の増額、
目標の追加

　当初計画では、補助対象を地域の中核病院及び公立病
院としていたが、地域医師会からの要望を踏まえ、事業主
体に「天草医療圏の医療機関」を追加するとともに、事業
費の増額を行う必要がある。

　補助対象の拡充及び事業費の増額を行うことで、天草
地域医療センターを中心とした遠隔医療システムを用い
た診療支援を天草医療圏の全ての医療機関へ広げること
が可能となり、診療支援体制の更なる充実を図る。
　なお、変更に伴う財源については、他事業の執行残を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。

431003 43熊本 H21補正
①天草

遠隔医療システム運
用経費

･天草地域に遠隔医療システムを導
入し、地域中核病院による診療支援
体制の充実を図る。

○ 9,000 0 △9,000 事業の中止 　当初計画段階では、遠隔医療システムの導入後の保守
料など運用に係る経費を補助することとしていたが、遠隔
医療システムを導入した関係団体間の協議により、当該
経費については、関係団体で負担することとなったため。

　補助することとしていたシステムに係る運用経費につい
ては、関係団体間で負担することなったこと、また、上記
の医療課題については、「遠隔医療システム導入費補助」
によって、本事業が見込んでいた目標を達成できたため、
本事業の計画変更による医療課題の解決への影響はな
い。

431004 43熊本 H21補正
①天草

天草地域医療セン
ター診療支援体制整
備

･天草地域医療センターによる公立
病院への診療支援体制を整備す
る。

○ 100,000 140,000 ＋40,000 事業費の増額 　当初計画では、基金の他に医療提供体制推進事業費補
助金（国庫）を活用する予定であったが、当該補助金の内
示減に伴い財源が不足する事態となったことから、上記課
題解決のため、基金負担額の増額を行う必要がある。

　当初予定していた額での事業執行が可能となり、天草
地域医療センターの診療支援体制の充実を図ることがで
き、上記の地域医療の課題解決につながった。
　なお、変更に伴う財源については、他事業の執行残を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。

431005 43熊本 H21補正
①天草

上天草総合病院診療
体制整備

･上天草総合病院の診療体制を整
備する。

○ 20,000 166,526 ＋146,526 事業費の増額 　当初計画段階で予定していた、上天草総合病院におけ
る電子カルテシステムの整備に加え、同病院が支援する
教良木診療所との患者情報共有システムの整備を行うこ
とに伴い、事業費が増嵩したことから、事業費の増額が必
要となった。

　事業費の増額し、より充実した内容のシステム整備が可
能となり、上天草総合病院の診療体制の更なる充実、へ
き地医療拠点病院としての機能強化を図ることができた。
　なお、変更に伴う財源については、他事業の執行残を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。

431006 43熊本 H21補正
①天草

ヘリポート整備補助
事業

･天草地域医療センターにヘリポー
ト施設を整備し、救急医療体制の向
上を図る。

○ 117,616 200,000 ＋82,384 事業主体、事業年度、事業費、目標
の変更

　当初計画では、天草医療圏の中心に位置する天草地域
医療センター及び南端に位置する天草市立牛深市民病
院にヘリポートを整備することとしていたが、地域関係者
の協議により、天草地域医療センターの1か所のみの整
備としたことに伴い、事業主体等について変更を行う必要
がある。
　また、事業箇所は減少したものの、地上ヘリポート整備
から屋上ヘリポートへ施工内容を変更したことに伴い、事
業費が増嵩したことから、事業費の増額を行う必要があ
る。

　事業箇所は減少したものの、事業費の増額を行ない天
草地域医療センターの外来棟新設に併せた屋上へリポー
トを整備することで天草地区における救急医療体制の充
実が図られ、上記の地域医療課題の解決につながった。
　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。
　なお、近隣の牛深消防署の建替えに合わせてヘリポート
が整備され、牛深地区のヘリ救急搬送体制が確立された
ことを受け、牛深市民病院での整備が見送られたもので
あり、上記の地域医療の解題解決は図られている。

431008 43熊本 H21補正
①天草

総合医育成寄附講座
開設事業（地域医療
システム学寄附講座
拡充）

･寄附講座を拡充し、医師派遣シス
テムを検討。医学部学生の地域医
療研修実施。また、公立病院等への
代診などセーフティーネット機能を実
証。

○ 80,000 80,703 ＋703 事業費の増額 地域医療のセーフティネット機能モデル構築に向けた事
業（へき地における患者輸送、訪問診療体制の構築）に要
した経費について、事業費の増額を行う必要がある。

地域医療のセーフティネット機能モデル構築の研究がさら
に進むことになる。
なお、変更に伴う財源については、他事業の執行残を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。

431009 43熊本 H21補正
①天草

総合医養成プログラ
ム作成補助事業

･県全体で総合医を増やすため、基
幹型臨床研修病院で総合医養成を
目的とした研修プログラムを作成。

○ 12,000 1,859 △10,141 事業費の減額 当初計画段階では、研修プログラム作成に要する経費を
計画額程度に見込んでいたが、実際の経費は見込み額を
大きく下回ったため、事業費を減額する必要がある。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
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431010 43熊本 H21補正
①天草

総合医確保対策補助
事業

･基幹型臨床研修病院等が総合医
を養成して、地域の公立病院等に派
遣することを条件に、病院の総合医
養成に関して支援する。
･若手医師等のスキルアップ、医学
生への地域医療に関する教育、効
果的な地域医療教育カリキュラム策
定に関する研究などに対しての支
援を行う。

○ 120,000 97,029 △22,971 事業年度、事業費の変更 当初、平成22年度からの事業実施の予定であったが、平
成22年度に「総合医養成プログラム作成費助成事業」を
活用して研修プログラムを作成した病院が行う総合医養
成に対して、平成23年度から支援を行うこととしたため、
事業年度の変更を行うもの。
また、上記研修プログラムを活用した総合医育成に実際
取り組んだ病院が、計画よりも少なったこと（7病院→1病
院）から、事業費の減額を行うもの。
なお、事業規模縮小分の財源を活用して、総合医養成・
確保に向けて熊本大学が行う、若手医師等のスキルアッ
プ、医学生への地域医療に関する教育などの取組みへの
支援を行った。

　基幹型臨床研修病院による事業実施は当初計画よりも
少なかったが、熊本大学が地域医療を目指す医師や学生
に対して行う教育を支援する取組みを実施したことによ
り、地域医療を目指す総合医育成につながっており、一定
の成果を上げることができた。
　このため、当該計画（天草編）では、当該事業を減額し、
優先順位の高い「上天草総合病院診療体制整備事業」等
に充当することとするが、総合医の育成に関しては、地域
医療再生計画（天草編）の「総合医育成寄附講座開設事
業（地域医療システム学寄附講座拡充）」、同計画（平成２
５年度策定版）の「地域医療支援センター事業」を、来年
度以降も延長して実施することとしているため、本事業の
計画変更による医療課題の解決への影響はない。

431012 43熊本 H21補正
①天草

熊本県医師修学資金
貸与制度拡充事業

･地域枠による熊本県医師修学資金
貸与制度の対象者５名を選定し、将
来地域医療に従事する医師を確保
する。

○ 79,430 77,430 △2,000 事業費の減額 計画どおり貸与は出来たが、事業費が当初計画の見込み
額よりも少額で済んだため、事業費を減額する必要があ
る。

　事業延長により地域医療を担う医師の更なる確保につ
ながる。
　計画額より少額で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

431013 43熊本 H21補正
①天草

臨床研修医確保強化
事業

･広報等を通じて県全体で臨床研修
医の確保を行う。また、研修指導を
行う指導医を養成して臨床研修の
体制を充実し、研修医を確保する。

○ 40,000 41,786 ＋1,786 有 事業主体の追加、事業費の増額 　初期臨床研修医を確保することは、研修修了後の県内
定着につながり、県内の医師数の増加や地域偏在の解
消に資するものであり、県外説明会への参加による県内
外の医学生に対するＰＲや、県内での指導医養成による
研修体制の充実を図るなど、引き続き臨床研修医確保に
むけた取組みを行う必要があるため。

　引き続き事業を実施することで、本県のマッチ率上昇に
つながり、臨床研修医の確保を図ることが可能となる。
　なお、変更に伴う財源については、他事業の執行残を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。

431014 43熊本 H21補正
①天草

糖尿病医療スタッフ
養成支援事業

･糖尿病関係のスタッフの養成及び
ネットワークの構築に関して支援を
行い、天草医療圏及び全県での糖
尿病診療の向上を図る。

○ 40,000 58,912 ＋18,912 有 事業年度、事業費、目標の変更 糖尿病療養指導士については当初目標(450名）を達成し
ているが、糖尿病専門医については、目標100名に対し
て、84名という状況。本県は糖尿病受療率(対人口10万
人）が191人と、全国平均(168人）を大きく上回っており、更
なる対策が求められる状況であるため、糖尿病診療の要
となる人材の養成・確保に引き続き取り組む必要がある。
さらに、地域の糖尿病専門医と連携医との病診連携や切
れ目のない保健医療サービス提供のため「ＤＭ熊友パス」
等の連携ツールの作成や二次保健医療圏毎に保健医療
関係者の会議等を開催してきたが、今後は連携ツールを
活用した患者支援体制を圏域毎に整備するため、引き続
き事業を実施する必要がある。

　延長して事業を実施することで、糖尿病診療の要となる
糖尿病専門医や糖尿病療養指導士、糖尿病連携医の増
加とスキルアップ、更にそれらの医療スタッフが連携し患
者を支援する体制整備を図ることで、糖尿病診療の課題
解決につながる。
　なお、変更に伴う財源については、他事業の執行残を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。

431015 43熊本 H21補正
①天草

移植医療推進支援事
業

･大学を拠点とした連携強化、移植
医療の研究、医療従事者の育成及
び検査体制等の整備を行うことによ
り、県内移植医療の推進を図る。

○ ○ 50,000 68,938 ＋18,938 有 事業年度、事業費の変更 熊本大学医学部附属病院において、24時間対応できる
HLA(ヒト白血球抗原)検査体制が整備され、県内移植医
療関係機関で構成するネットワーク協議会の開催や関係
者対象とした臓器提供シミュレーション研修などを実施し
てきたが、関係医療機関に移植医療を担う医療関係者を
確保するに至っていないことから、引き続き、移植関連施
設の連携強化、移植医療の研究、地域における移植医療
を担う医師等の人材育成など実施する必要がある。

　延長して事業を実施することで、移植医療の体制が充実
するとともに、臓器提供意思表示カードの記入率が向上
するなど一定の成果を上げることができ、さらに移植関連
施設の連携等が強化・充実されるため、移植医療の推進
が図られる。
　なお、変更に伴う財源については、他事業の執行残を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。

431016 43熊本 H21補正
①天草

地域連携クリティカル
パス支援事業

･地域連携クリティカルパスを導入す
る際のｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ配置について支援
を行い、天草医療圏及び県全体で
がん診療の連携を図る。

○ 78,500 122,501 ＋44,001 有 ・　県内のがん診療連携拠点病院、
医師会等に対して、がん地域連携ク
リティカルパスの研修、技術的助言
を行い、地域間、施設間のパス導入
件数の格差を是正し、県内普及を図
る。
・　医療者、県民に対して、がんの緩
和ケアに関する啓発を行い、新たに
策定した「在宅緩和ケアパス」の普
及を図る。
・　がん診療連携拠点病院等におい
て、患者へのパス導入支援に携わ
る職員の相談支援に係る技能向上
に取組み、新規患者及び既適用患
者への支援体制を整備する。

平成22年度の事業開始以降、３年間でがん患者に対する
パスの適用件数は1,300件を超え、県全体としてはパスの
普及は進んではいるものの、患者に対するパスの適用実
績に関して施設間の格差が生じていることから、パスの適
用実績が少ない施設を中心に、研修の場や個別指導によ
る患者へのパス適用に係る支援を継続し、県内における
パスの普及及び定着を図る必要があるため。

　地域の医療機関に対して、「私のカルテ」に関する啓発
を行うことにより、拠点病院と連携し、地域でがん医療に
携わる医療機関の増加が見込まれる。
　また、「私のカルテ」を必要とする患者に対して、その適
用が円滑に行われることにより、患者が遠隔地に住んで
いても、拠点病院と地域の医療機関による治療や検査を
計画的に受けることができ、安心して療養生活を過ごすこ
とができる環境が整う。
　なお、変更に伴う財源については、他事業の執行残を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。
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431017 43熊本 H21補正
①天草

看護師等養成力強化
事業

･県民に安全・安心な医療を提供す
ることを目的とし、看護学生の看護
実践能力を強化するため、専任教
員の資質向上及び教育環境整備を
図る。

○ 171,000 60,014 △110,986 事業主体、事業費、目標の変更 看護師等養成所への補助制度を創設したが、補助申請
総額が当初計画額より少なかったため、事業費等の変更
を行う必要がある。

　当初計画には満たないものの、県内ほぼすべての養成
所に対して補助を行い、教育環境の整備や、臨地研修・
養成講習会の受講を促進し、一定の成果が得られた。
　なお、専任教員養成講習会については、専任教員の退
職等により、平成25年4月現在で未だ9名の未受講者がい
るため、平成25年度策定版の基金事業として、引き続き
当該講習会への参加経費などについて支援を行うことと
している。

431018 43熊本 H21補正
①天草

専門性の高い看護職
員の養成支援事業

･特定分野において熟練した看護技
術と知識を用い、水準の高い看護
実践のできる認定看護師の育成を
支援する。

○ 30,000 22,814 △7,186 事業主体、事業費の変更 医療機関への補助制度を創設したが、補助申請総額が
当初計画額より少なかったため、事業費等の変更を行う
必要がある。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
成果が得られた。
　今後、在宅療養患者、糖尿病患者及びがん患者等の増
加などを考慮すると、それぞれの分野に対応できる認定
看護師の更なる養成が必要であるため、平成２５年度策
定版の基金事業として、引き続き事業を行うこととしてい
る。

431019 43熊本 H21補正
①天草

看護職員の継続教育
体制の拠点整備

･県内の看護職員が必要なときに必
要な内容の研修を自己で選択して
受講できる体制の管理・調整を担う
継続教育体制の拠点整備を図る。

○ 50,000 50,685 ＋685 事業主体、事業費の変更 当初計画よりも事業費が増嵩したこと（フィジカルアセスメ
ント技術研修のための教育資機材購入等）に伴い、事業
費を増額する必要がある。

　変更に伴う財源については、他事業の執行残を活用す
ることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、事業費を増額して実施したことで、各圏域の実情に応
じた教育体制の整備が一定程度進み、看護職員が身近
なところで研修受ける環境が整いつつある。
　しかし、上記取組みに圏域格差があることから、取組み
の進んでいない圏域への支援が必要であることから、平
成２５年度版の基金事業として引き続き事業を実施するこ
ととしている。

431020 43熊本 H21補正
①天草

中小病院における看
護職員確保対策支援
事業

･多様な勤務環境の導入や看護職
の魅力強化などへの取組を支援す
ることで、中小病院（200床以下）の
離職者の減少及び在職年数の延長
を図る。

○ ○ 40,000 89,999 ＋49,999 事業主体、事業費等の変更 看護職員の離職防止対策として、病院内保育所に対する
補助制度を創設したことなどに伴い、事業費が増加したも
の。

病院内保育所の立ち上げや環境整備等に対する支援を
行うことにより、子どもを持つ看護職員の働きやすい職場
づくりが促進され、看護職員の確保及び定着支援が強化
された。
なお、変更に伴う財源については、他事業の執行残を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。

431021 43熊本 H21補正
①天草

在宅歯科診療医支援
事業

･在宅歯科診療医の支援を行うこと
で、在宅歯科診療に携わる歯科医
師の増加を促進する。

○ 13,000 15,146 ＋2,146 事業費の変更 当初見込んでいた医療提供体制推進事業費（国庫）の内
示減により、財源が不足する事態となったことから、上記
の解題の解決のため、基金負担額の増額を行う必要があ
る。

増額して事業を実施したことで、在宅歯科診療医が増え、
在宅歯科診療に携わる歯科医師の増加が促進されること
になる。
なお、変更に伴う財源については、他事業の執行残を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。

431022 43熊本 H21補正
①天草

医薬品等安全性情報
等の提供

･「医薬品情報提供システム」を構築
し、医師、薬剤師の情報共有化と負
担軽減を図ることで地域医療の再
生に寄与する。

○ 20,000 4,657 △15,343
事業年度、事業費の変更

　当初、減額分の予算を投じて、天草医療圏に新たに医
薬品の在庫状況等を把握するためのシステムを構築する
ことを計画していたが、既存のメーリングリストを効率的に
運用することで状況等の把握が可能となったことにより、
計画額の減額変更を行うもの。

　上記の医療課題については、「既存のメーリングリストの
効率的な運用」によって解決したため、本事業の計画変
更による医療課題の解決への影響はない。

431023 43熊本 H21補正
①天草

県医師確保対策事業
の拡充

･ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの拡充や各関係者への
直接訪問など、ﾄﾞｸﾀｰﾊﾞﾝｸの登録を
強力に推進していく。また、熊本県
医療対策協議会を開催し、適正な
基金の進行管理を行う。

○ 52,956 20,825 △32,131 有 事業年度、事業費の変更 平成25年度策定版をはじめ各計画ともに事業期間を延長
して実施する事業があり、引き続き医療対策協議会を開
催し、基金事業の適正な管理を行う必要があるため

事業期間を延長して医療対策協議会を開催することで、
引き続き基金事業の適正管理が可能となる。
また、事業費の減額については、計画額よりも少額で事
業実施できたものであり、計画変更による医療課題の解
決への影響はない。

431024 43熊本 H21補正
①天草

キャリア支援センター
設置事業

･ｷｬﾘｱ支援ｾﾝﾀｰを設け、医師の就
業・ｽｷﾙｱｯﾌﾟに関する情報収集や
相談を行い、ｷｬﾘｱﾌﾟﾗﾝ形成を支援
し、医師の県外流出を防止する。

○ 17,340 17,394 ＋54 有 事業年度、事業費の変更 事業委託先の調整等でセンター設置が２３年度となったた
め開始年度を変更し、さらに課題解決に期間を要すること
から、延長して平成２７年度までの事業とする。また、事業
延長に伴い、事業費の増額を行う必要がある。

延長して事業を実施することで、医師のキャリア支援体制
が充実し、医師の県内医療機関の定着が進むことにな
る。
なお、変更に伴う財源については、他事業の執行残を活
用することとしており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。
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431025 43熊本 H21補正
①天草

自治体病院院内保育
所整備事業

･自治体病院が設置する院内保育
所の整備に対して補助を行い、女性
医師の就業継続を支援する。

○ 36,425 0 △36,425 事業の中止 　当該事業については、本県では平成20年度から事業を
実施しており、平成20年度から21年度までの間で２つの
公立病院に院内保育所を整備した。平成22年度からは地
域医療再生基金を活用し、更なる事業の推進を予定して
たが、近隣に保育所があるため設置する必要がないと
いった理由から新たな事業要望がなかったため、当該事
業を中止とするもの。

　上記の医療課題については、未整備の医療機関に対し
て整備促進のヒアリング等を実施した結果、近隣の保育
所の活用により十分対応可能であるとの回答を得ており、
本事業の計画変更による医療課題への解決への影響は
ない。

431026 43熊本 H21補正
①天草

自治体病院病児・病
後児保育所設置事業

･自治体病院が設置する病児・病後
児保育所の整備に対して補助を行
い、女性医師の就業継続を支援す
る。

○ 51,000 278 △50,722 事業年度、事業費、目標の変更 　当初計画段階では、3ヶ所の自治体病院の病児・病後児
保育所の整備を見込んでいたが、実際の要望が１ヶ所し
かなかったため、事業年度、事業費及び目標数値の変更
を行うもの。

　上記の医療課題については、未整備の医療機関に対し
て整備促進のヒアリング等を実施した結果、近隣の保育
所の活用により十分対応可能であるとの回答を得ており、
本事業の計画変更による医療課題への解決への影響は
ない。

431027 43熊本 H21補正
①天草

医師住宅整備事業補
助

･へき地等の医師住宅の整備を推進
することで、医師の確保及び定住を
促進する。

○ 208,733 43,303 △165,430 事業年度、事業費、目標の変更 　当初計画段階では、20戸程度の医師住宅の整備を見込
んでいたが、実際の要望が9戸にとどまったため、事業年
度、事業費及び目標数値の変更を行うもの。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「上天草総合病院診療体制整備
事業」などの財源に充てることとする。

432004 43熊本 H21補正
②阿蘇

公立病院救急医療機
能整備事業

・小国公立病院が地域の中核病院
として機能強化するために行う医療
機器整備に対する助成

○ 0 70,192 ＋70,192 ・小国公立病院が地域の中核病院
として機能強化するために行う医療
機器整備に対する助成を追加

　阿蘇北部地域の唯一の二次救急医療機関であり、救急
医療機器の老朽化等、救急医療機能に係る課題を抱えて
いる小国公立病院の救急医療機能の整備に係る支援が
必要である。

　老朽化した救急医療機器（ＣＴ、ＭＲＩ）を整備（更新）する
ことにより、救急医療機能の向上が図られる。
　なお、変更に伴う財源については、他事業において発生
した執行残を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。

432005 43熊本 H21補正
②阿蘇

山都町包括医療セン
ターそよう病院救急
機能強化事業

・山都町包括医療センターそよう病
院が地域の中核病院として機能強
化するために行う医療機器整備に
対する助成

○ 25,000 50,000 ＋25,000 事業年度、基金の額、目標の変更 　当該事業については、国庫補助金（医療施設等設備整
備費補助金（へき地医療拠点病院設備整備事業））も財源
として予定していたが、国庫補助金の内示がなかったた
め、上記の医療課題の解決のため、他事業において発生
した執行残を活用して事業費の確保を行うもの。

　当初計画していた事業費での事業執行が可能となり、Ｍ
ＲＩ装置の導入（更新）により、精度の高い画像診断による
適切な治療選択判断が可能となり、救急医療機能の補強
が図られることになる。
　なお、変更に伴う財源については、他事業において発生
した執行残を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。

432006 43熊本 H21補正
②阿蘇

病診連携推進事業 ・阿蘇中央病院主催による阿蘇医
療圏の医療機関の連携を進めるた
めの研修会等の開催に対する助成
・阿蘇医療圏での取り組みについて
進捗管理を行う阿蘇地域医療再生
推進会議を開催

○ 3,200 4,436 ＋1,236 有 事業主体、事業費の変更 　圏域内医療機関の連携体制を構築するために地域の医
療機関に対する研修会や講演会を実施することとしてい
たが、連携体制の構築には地域住民の意識改革等も重
要であることから、啓発のための広報誌作成に対する助
成を追加する必要がある。
　また、地域主導の取り組みの推進（圏域内の課題等の
共有や各事業の推進方策等について協議を実施）するた
め、地区医師会等の委員からなる「阿蘇地域医療再生推
進会議」の開催（県主催）が必要なため、事業期間を延長
して実施するもの。

　延長して上記取組みを実施することで、地域住民の地域
医療に対する意識の向上が図られ、圏域内医療機関の
連携体制の構築につながることとなる。
　なお、変更に伴う財源については、他事業において発生
した執行残を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。

432007 43熊本 H21補正
②阿蘇

休日・夜間等初期救
急支援事業

・阿蘇郡市医師会が実施する地域
の医師を対象とした専門的な初期
救急医療に関する研修会及び初期
救急センター運営に関する検討会
に対する助成
・阿蘇郡市医師会による「初期救急
センター」の運営費（人件費等）に対
する助成
・初期救急に必要な医療機器整備
に対する助成

○ ○ 46,000 47,865 ＋1,865 有 事業主体、事業費の変更
初期救急センター及び公立病院に
必要な初期救急医療機器整備に対
する助成の追加

・初期救急医療機器の老朽化等、初期救急医療機能に係
る課題を抱えている初期救急センター及び公立病院医療
機能の整備に係る支援が必要である。
・圏域内の２病院に設置された「休日・夜間等初期救急セ
ンター」が地域開業医の協力によって、平成２３年度から
運営されているが、開設日数（H24 112日）が目標（年間
300日）に達していないのため、引き続き、平成27年度まで
事業を継続する必要がある。

　老朽化した初期救急医療機器を整備（更新）を行うととも
に、「休日・夜間等初期救急センター」の運営を継続するこ
とで、初期救急医療機能の向上が図られる。
　なお、変更に伴う財源については、他事業において発生
した執行残を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

432008 43熊本 H21補正
②阿蘇

脳卒中等地域連携ｸﾘ
ﾃｨｶﾙﾊﾟｽ（地域版）策
定事業

・阿蘇地域の医療機能をふまえた、
脳卒中地域連携クリティカルパスの
運用に関する事業
・阿蘇地域の脳卒中回復期等医療
機関の脳卒中リハビリテーションに
必要な機器整備に対する助成

○ ○ 12,920 79,441 ＋66,521 有 　事業内容、事業主体、事業年度、
事業費、目標の変更

関係機関との調整に時間を要し、平成25年度からの阿蘇
地域版脳卒中地域連携パスの導入には至っていない状
況がある。同連携パスを活用した脳卒中地域連携体制を
圏域全体に普及するため、関係医療機関への同連携パ
スの作成・運用支援と同連携パスに携わるコメディカル等
の人材育成を引き続き行う必要があるため、事業期間を
延長するとともに、事業費などの変更を行うもの。

　脳卒中回復期等医療機関におけるリハビリテーションに
必要な機器整備を行うとともに、引き続きクリティカルパス
の作成・運用支援を行うことで、脳卒中地域連携体制の構
築につながることとなる。
　なお、変更に伴う財源については、他事業の執行残を充
てることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

432009 43熊本 H21補正
②阿蘇

訪問看護推進事業 ・阿蘇医療圏において、在宅医療体
制を整備するに当たり、訪問看護事
業推進のための補助及び阿蘇圏域
における訪問看護推進に係る広報
啓発

○ 30,000 22,528 △7,472 事業内容、事業主体、事業年度、事
業費、目標の変更

当初計画では、中核病院の機能強化の一環として、阿蘇
中央病院の建替えに併せて訪問看護ステーションを新設
する予定だったが、看護職員が確保できなかったため、病
院の看護職員確保を優先させることとし、訪問看護ステー
ション設置は当面困難と判断。このため、既存の訪問看護
ステーションのサービス提供の強化及び訪問看護の普及
啓発を行うこととしたもの。

　計画期間内に阿蘇中央病院における訪問看護ステー
ションの新規設置には至らなかったが、既存のステーショ
ンへの補助などにより、訪問看護師の定着促進、訪問看
護利用者数の増加などにつながっている。また、来年４月
には、未設置地域であった産山村でのステーションの新
設が予定されているなど、当圏域における訪問看護推進
に一定の成果を上げることができた。
　このため、当該計画（阿蘇編）では、当該事業を減額し、
優先順位の高い「脳卒中等地域連携クリティカルパス策
定事業」等に充当することとするが、訪問看護推進体制の
整備については、地域医療再生計画（全県版）の「訪問看
護推進人材育成事業」「訪問看護ステーション強化事
業」、同計画（平成２５年度版）の「訪問看護ステーション
等立上げ支援事業」を、来年度以降も延長して実施するこ
ととしているため、本事業の計画変更による医療課題の
解決への影響はない。

432010 43熊本 H21補正
②阿蘇

地域住民との連携に
係る取組み

・地域の救急医療を守り育てるため
の住民に対して実施するフォーラム
等の啓発事業

○ 1,200 2,978 ＋1,778 有 事業主体、事業費の変更 　現在、医療機関関係者と住民などの会議を設け、地域
全体で地域医療を考え、守り育てる気運を醸成している
が、県民意識調査における地域住民の救急医療満足度
は約38％にとどまり、県平均（約60％）を大きく下回ってい
るため、引き続き、住民に対する啓発等に取り組む必要
がある。

　事業期間を延長して取り組むことにより、地域全体で地
域医療を考え、守り育てる気運の醸成が図られることとな
る。
　なお、変更に伴う財源については、他事業において発生
した執行残を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。

432011 43熊本 H21補正
②阿蘇

医療連携ﾊﾟｽ研修事
業

・地域連携（パスの活用を含む）を進
めるために必要な人材を養成する
ために必要な研修。（医師会・回復
期病院への委託事業）

○ 9,600 4,002 △5,598 有 　事業内容、事業主体、事業年度、
事業費の変更

　関係機関との調整に時間を要し、平成25年度からの阿
蘇地域版脳卒中地域連携パスの導入には至っていない
状況がある。同連携パスを活用した脳卒中地域連携体制
を圏域全体に普及するため、関係医療機関への同連携パ
スの作成・運用支援と同連携パスに携わるコメディカル等
の人材育成を引き続き行う必要があるため、事業期間を
延長するとともに、事業費などの変更を行うもの。

　事業期間を延長して実施するものの、当初計画額よりも
少額で事業実施が可能であるため、事業費については減
額を行うが、当該事業の実施により、医師・理学療法士・
作業療法士・言語聴覚士等の質の向上が図られ、地域連
携のリーダーが育成されることとなり、適切なリハビリテー
ションが実施できる体制整備が進むことになる。

432012 43熊本 H21補正
②阿蘇

医療従事者研修事業 ・職種別等による研修。（医師会・回
復期病院への委託事業）

○ 3,200 3,226 ＋26 有 　事業主体、事業年度、事業費の変
更

　関係機関との調整に時間を要し、平成25年度からの阿
蘇地域版脳卒中地域連携パスの導入には至っていない
状況がある。同連携パスを活用した脳卒中地域連携体制
を圏域全体に普及するため、関係医療機関への同連携パ
スの作成・運用支援と同連携パスに携わるコメディカル等
の人材育成を引き続き行う必要があるため、事業期間を
延長するとともに、事業費などの変更を行うもの。

　事業期間を延長して実施することで、医師・理学療法士・
作業療法士・言語聴覚士等の質の向上が図られ、地域連
携のリーダーが育成されることとなり、適切なリハビリテー
ションが実施できる体制整備が進むことになる。
　なお、変更に伴う財源については、他事業において発生
した執行残を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。

432013 43熊本 H21補正
②阿蘇

小児医療体制の整備 ・阿蘇圏域をカバーしている熊本赤
十字病院の医療機能の強化のため
の医療機器整備補助
・小国公立病院における小児救急
医療体制を確保するための小児科
医師（小児科医一人医師体制のた
め研修機会の確保が困難）の研修
機会確保事業補助

○ ○ 7,810 8,852 ＋1,042 ①事業年度及び事業費内訳の変更
②事業主体の追加及び事業費の減

①事業年度について、平成25年度に実施予定であった
が、早期の課題解決のため、平成23年度に前倒して実施
するもの。事業費内訳について、当該事業では国庫補助
を活用する予定であったところ、当該国庫補助の内示減
により、所要額を確保するため、他事業において発生した
執行残を活用して基金充当額の増額を行うもの。
②圏域内の中核病院である阿蘇中央病院も小児科常勤
医を1人有することとなったため、研修機会確保事業の対
象に追加するもの。また、当初計画よりも研修機会確保に
要する経費が少なかったことにより、事業費を減額するも
の。

①計画どおりの機器整備を行うことが可能となり、当該病
院の機能強化が図られる。
②計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。
なお、①の計画変更に伴う財源については、他事業にお
いて発生した執行残を活用することとしており、他の事業
に影響を及ぼすことはない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

432014 43熊本 H21補正
②阿蘇

適正な受診に関する
啓発

・こどもの急病やケガの際の対処方
法等に関する講演会・研修会の開
催
・小児救急に係る適正な受診の啓
発に関するパンフレット等の作成・
配布

○ 4,000 5,249 ＋1,249 事業費の増額 小児の保護者に対する啓発の重要性に鑑み、他事業に
おいて発生した執行残を活用して、事業費の増額を行うも
の。

啓発の拡充により、急病時に適切な対処を行うことのでき
る保護者が増える。
なお、変更に伴う財源については、他事業において発生し
た執行残を活用することとしており、他の事業に影響を及
ぼすことはない。

432015 43熊本 H21補正
②阿蘇

圏域内周産期医療体
制の構築

・阿蘇温泉病院（阿蘇医療圏の地域
産科中核病院）が整備する周産期
医療機器に対する助成
・阿蘇温泉病院の周産期医療従事
者研修に対する助成
・救急隊向け新生児蘇生講習会の
実施

○ ○ 4,825 9,883 ＋5,058 　事業内容、事業費の変更 　周産期機能を強化するための機器整備について、当初
計画より拡充することとしたため、事業費の増額を行うも
の。

　機器整備を拡充することにより周産期機能の更なる強
化を図ることが可能となった。
　なお、変更に伴う財源については、他事業において発生
した執行残を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。

432016 43熊本 H21補正
②阿蘇

高度医療を要する周
産期医療体制の整備

・熊本大学医学部附属病院に重症
心身障がい学寄附講座を設置
・阿蘇医療圏の高度医療を担う総合
周産期母子医療センター（熊本市民
病院）が整備する新生児用救急車、
機器等に対する助成
・小児訪問看護研修会を実施
・在宅でのチーム医療を提供するた
めの情報共有シートの作成及び急
変時緊急受け入れ病院を登録する
体制の検討

○ ○ 169,348 178,543 ＋9,195 　事業内容、事業年度、事業費の変
更

　熊本大学医学部附属病院に設置した寄附講座の研究
成果を基に、重症心身障がい児の在宅移行支援を行うこ
ととしたため、それに伴う事業内容の変更、事業費の増額
を行うもの。

　重症心身障がい児の在宅移行に向けた支援事業を行う
ことでＮＩＣＵ入院児の在宅移行を促進することが可能とな
る。
　なお、変更に伴う財源については、他事業において発生
した執行残を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。

432017 43熊本 H21補正
②阿蘇

遠隔医療ｼｽﾃﾑの整
備

・専門医の限られた阿蘇医療圏にお
いて、熊本医療圏等の高次の医療
機関等との連携により医療体制を
確保するための遠隔医療システム
整備に関する補助

○ 38,000 37,752 △248 　事業年度、事業費、目標の変更 　入札の結果、当初計画の見込みより金額が下がったた
め事業費の減額を行うとともに、目標については、目標の
達成を具体的な数値で把握することができる指標とする
ため変更を行うもの。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

432018 43熊本 H21補正
②阿蘇

地域救急医療支援体
制の構築

・ドクターヘリの運航経費（H23～）、
ヘリポートの整備
・救命救急センターへの救急ワーク
ステーションの整備
・救急車における画像伝送システム
を活用した搬送体制の検討

○ ○ ○ 837,361 776,287 △61,074 有 ①事業費の減及び事業年度の変更
②事業主体の変更
③事業主体の追加及び事業費の減
④事業費の減

①設備整備等について、当初計画よりも安価に行うことが
できたことや、ドクターヘリの安全運航に万全を期するた
め関係者間の調整が必要であり、当初計画よりも運航開
始が遅れたことにより、事業費を減額するもの。しかし、課
題の解決に一定の見通しが立ったものの、解決に向けた
取り組みを継続する必要があるため、事業年度を変更す
るもの。
②関係者間の協議の結果、救命救急センターを所管する
熊本市消防局が主体となってワークステーションを設置
し、阿蘇消防を含む各消防機関からの研修受入れを行う
こととなったため、事業主体を変更するもの。
③画像等伝送システムの検討については、県が主体と
なって行うこととしたため、事業主体に追加するもの。ま
た、実証試験や消防への意向調査の結果等を踏まえ、救
命救急センター等医療機関や消防などの関係者と協議し
た結果、本システムの導入を見送ることとなったため、事
業費を減額するもの。
④当初計画よりも安価に事業を行うことができたため、事
業費を減額するもの。

設備整備等で当初計画より安価で事業実施が可能となっ
たものや一部事業について執行を見送ったものがあるこ
とから、当初計画額から減額しているが、それぞれの取組
みにより、二次救急医療体制の強化が図られており、変
更による医療課題解決への影響はない。

432019 43熊本 H21補正
②阿蘇

脳卒中・急性心筋梗
塞医療推進事業

・脳卒中及び急性心筋梗塞に係る
専門家等による協議会（施策の企
画や進捗管理）の開催
・両疾患に関連する４診療科（脳神
経外科、神経内科、循環器内科、リ
ハビリテーション部）による合同の寄
附講座を熊本大学に設置

○ 130,600 138,907 ＋8,307 有 　事業内容、事業費、目標の変更 　予め設定した目標を達成するため、事業内容の追加を
行うとともに、事業費の増額を行うもの。

　２疾患の救急時の対応や発症予防の住民啓発を行うこ
とにより、正しい知識と発症時の対応の普及を図り、迅速
な搬送、適切な治療につなげることができる。
　なお、変更に伴う財源については、他事業において発生
した執行残を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

432020 43熊本 H21補正
②阿蘇

救急医療情報ｼｽﾃﾑ
の整備

・住民向け、医療機関向けに発信す
る救急医療情報システムの開発、
運営経費

○ ○ 133,774 38,477 △95,297 事業費の減額 入札等の結果、所要額が減額したため、事業費の減額を
行うもの。

計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題への影響はない。

432021 43熊本 H21補正
②阿蘇

県境地域の救急医療
体制整備

・県境地域における救急搬送の課
題解決に向けた会議等開催

○ 5,082 205 △4,877 事業費の減 会議開催経費の所要額の減額。 当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「脳卒中等地域連携クリティカルパ
ス策定事業」等を行うこととする。

433001 43熊本 H22補正 医療資源調査事業 ・県民の医療ニーズに応えていくた
め、現在の医療資源、将来の医療
供給量・需要量の状況を調査する。

○ 100,000 49,963 △50,037 事業費の減額 当初予定していたよりも、事業費（調査委託費）が安価で
あったため、事業費を減額するもの。

計画額より安価で目標を達成することができる予定であ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

433002 43熊本 H22補正 地域医療の周知及び
適正受診等の啓発

・持続的な地域医療の提供を行うた
めに、県民に対して地域医療の現
状を十分に認識できるよう周知・広
報を行う。

○ 142,125 109,665 △32,460 有 事業費の変更 さらなる広報啓発を実施していくため、延長して平成２７年
度までの事業とする。また、実施分の事業費を実績額に
あわせ、延長分を加えた額に変更するもの。

計画額より安価で目標を達成することができるものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

433003 43熊本 H22補正 薬剤耐性菌感染防止
事業

・耐性菌感染防止のための連携シ
ステムを構築し、その情報の共有化
を図ることにより、薬剤耐性菌の感
染拡大を防止する仕組みを構築す
る。

○ 45,300 67,298 ＋21,998 有 事業費の変更 県内の耐性菌分離情報を一元管理し、関係機関で耐性菌
分離状況の把握と情報を共有し、県内全域の感染防止対
策を支援する「地域連携による感染管理システム」の運用
を開始しているが、当該システムに加入する医療機関は
熊本市内を中心に13病院にとどまっており、県内全域の
感染管理レベルの向上を図るためには、全ての圏域で普
及を図っていく必要がある。また、当該システムを全ての
圏域で普及させるためには、システム運用を支える感染
管理の専門医療職の更なる増員が必要である。
これらを踏まえ、事業期間を延長して事業を実施するも
の。

　延長して実施することで、感染管理の専門職者の育成
が図られ、上記連携システムの普及が進むこととなる。
　なお、変更に伴う財源については、他事業において発生
した執行残を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。

433004 43熊本 H22補正 救急医療体制の整備
事業

・救命救急センターの活動範囲の広
域化、地域の二次医療救急医療体
制の強化、並びに搬送の質の向上
に向けた取組みを推進することによ
り、救急医療体制の充実を図る。
・画像等伝送システムを使用した症
例等の収集・分析及びシステムの
有用性に関する調査。県内全消防
機関への調査結果報告。

○ ○ 498,128 159,931 △338,197 事業費の変更 画像等伝送システムの整備等について調査・検討した結
果、導入を見送ることとしたため、事業費の減額を行うも
の。

一部の事業について執行を見送ったが、各地域の二次救
急医療機関に対する機器整備や、別事業である阿蘇編
「地域救急医療支援体制の構築（救急搬送支援体制整備
事業）」により実施した設備整備などにより、本事業が見
込んでいた目標を達成する見込みであるため、本事業の
計画変更による医療課題の解決への影響はない。

433005 43熊本 H22補正 こどもの発育発達支
援事業

・総合周産期母子医療センターの新
生児科等に、こどもの発育発達を専
門とする人員の配置を支援し、心身
障がい児（者）医療の向上を図る。

○ 15,000 24,124 ＋9,124 有 　事業費の変更 　当初計画段階では、補助を活用する医療機関を平成24
年度2医療機関、平成25年度2医療機関を見込んでいた
が、1医療機関については、平成24年度に人員の確保が
できず、平成25年度からの本格配置となるため、予め設
定した目標を達成するために、計画期間を延長して事業
を実施するもの。

　延長して事業を実施することで、理学療法士等の療育専
門職の配置を継続することができ、在宅移行支援の更な
る強化を図ることが可能となる。
　なお、変更に伴う財源については、他事業において発生
した執行残を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。

433006 43熊本 H22補正 早産予防対策事業 ・天草、人吉・球磨地域でモデル的
に実施して一定の成果を得た早産
予防事業を県内全域で拡充して実
施することで、低出生体重児の減少
を図る。

○ 138,180 111,318 △26,862 有 事業費の変更 　当初計画段階の対象経費の一部がデーターの無料提
供で不要となったことなどに伴い、計画額よりも少額で事
業実施が可能となったため事業費の減額を行うもの。
　また、今年10月以降に検査を行った妊婦については、26
年度の出産となるため、出産転帰データー収集及び分析
を延長して実施する必要がある、事業期間を延長する必
要があるため事業年度の変更を行うもの。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
　また、事業期間の延長により平成26年度の転帰デー
ター数を増加させることができ、事業の精度を高めるとと
もに分析する期間を十分確保できる。
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433007 43熊本 H22補正 新生児蘇生法講習会
ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ養成事業

・新生児蘇生法講習会のインストラ
クターを養成し、各圏域において、
新生児蘇生法講習会を開催できる
人材を確保する。

○ 2,116 2,969 ＋853 　事業費の増額 　当初計画段階では、インストラクター養成講習会の派遣
や受講に係る経費を計上していたが、当該養成講習会を
受講するためには、新生児蘇生法専門コースの認定を修
了することが必須であり、受講可能な対象者を増やすた
め、新生児蘇生法専門コースの講習会を開催した。このこ
とに伴い事業費の増額を行うもの。

　新生児蘇生法講習会の修了者の増加に繋がり、県全体
の周産期医療及び小児救急医療体制の向上を図ること
が可能となる。
　なお、変更に伴う財源については、他事業において発生
した執行残を活用することとしており、他の事業に影響を
及ぼすことはない。

433008 43熊本 H22補正 新生児等用救急車配
備補助事業

・高次周産期医療を提供する熊本
大学医学部附属病院に対して、新
生児等(母体搬送含む)用救急車配
備を促進することで、NICU等への円
滑な搬送を行える体制を整備する。

○ 21,500 18,322 △3,178 　事業年度、事業費の減額 　事業費について、入札の結果、計画額よりも少額となっ
たため、事業費の減額を行うもの。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

433009 43熊本 H22補正 周産期医療機能強化
事業

・周産期母子医療センター、地域産
科中核病院などに、医療機器整備
を支援し、県全体の周産期医療体
制の強化を図る。

○ 266,450 276,116 ＋9,666 　事業費の増額 　当初計画段階では、総合周産期母子医療センター2か
所、地域周産期母子医療センター2か所及び地域の中核
的な産科医療機関9か所の計13か所の整備を見込んでい
たが、地域の中核的な産科医療機関が1か所増えたた
め、事業費の増額を行うもの。

　事業箇所を追加したことで、周産期医療体制の向上をに
つながった。
　なお、変更に伴う財源については、他事業の執行残を充
てることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

433010 43熊本 H22補正 熊本障がい児(者)摂
食ﾘﾊﾋﾞﾘｰﾃｰｼｮﾝ整備
事業

・障害児(者)摂食リハビリテーション
に必要な診断設備を整備し、また、
障害児（者）摂食リハビリーテーショ
ンができる人材育成を推進する。

○ ○ 56,890 58,728 ＋1,838 有 事業費の変更 障がい児の療養環境の整備を目的に、平成24年度に機
器整備と人材育成を行ったところであるが、人材育成事業
で行った講演会及び講習会に延べ1,011人が参加し、その
ニーズの高さが示されたところであり、さらに、施設介護職
員や支援学校職員等重症心身障がい児に関わる関係者
からも参加の希望があっていることから、継続して事業を
実施するもの。

摂食・嚥下リハビリテーションに携わる人が増加し、障が
い児（者）の療養環境が向上することになる。
なお、変更に伴う財源については、他事業の執行残を充
てることとしており、他の事業に影響を与えることはない。

433011 43熊本 H22補正 災害拠点病院研修体
制強化事業

・各災害拠点病院で、地域の実情に
応じた災害医療研修・訓練をできる
よう、災害研修体制を強化するた
め、災害医療研修・訓練の開催を促
す。

○ 15,000 11,181 △3,819 地域の実情に応じた災害医療研
修・訓練を開催できるよう、研修・訓
練内容を拡大
事業費の減額

当初計画段階では、全災害拠点病院での開催を見込んで
いたが、実際の要望が３病院しかなかったため、研修内容
の見直し、計画額の変更を行うもの。

当初計画には満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を減
額し、優先順位の高い「訪問看護師資源育成事業」等を
行うこととする。

433012 43熊本 H22補正 災害拠点病院・
DMAT資機材等整備
事業

・各災害拠点病院等が行うＤＭＡＴ
や医療救護班の派遣に必要な医療
資機材の整備を支援することによ
り、災害時における医療提供体制の
強化を図る。

○ 125,600 162,453 ＋36,853 事業費の増額
広域医療搬送拠点臨時医療施設
（ＳＣＵ）の設置に必要な資機材の整
備を追加

　広域医療搬送のために設置する航空搬送拠点臨時医
療施設（ＳＣＵ）に必要となる通信機器・記録機器や備品
等を整備することに伴い、事業費を増加する必要がある。

　広域医療搬送体制の整備を行うことで、大規模・広域災
害にも対応可能な災害医療体制の構築につながる。
　なお、変更に伴う財源については、他事業の執行残を充
てることとしており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

433013 43熊本 H22補正 脳卒中地域連携ｼｽﾃ
ﾑの構築

・急性期から在宅までの脳卒中地域
連携システムのツールとなる脳卒中
ノートを開発、運用し、脳卒中の治
療リハビリの効率化を図り、再発の
減少を目指す。

○ 18,915 18,914 △1 　事業費の減額、目標 　県の補助事業として交付決定する際、千円未満の端数
を切り捨てたため事業費を減額するもの。

　事業費について、端数調整によるもので、事業自体は当
初計画どおりに実施しており、医療課題の解決に影響は
ない。

433014 43熊本 H22補正 がん連携拠点病院の
病理診断機能支援事
業

・病理医及び細胞検査士がいない
地域において、がん手術時の迅速
病理診断を行うための遠隔装置の
導入及び細胞検査師の育成を行う
ことで、県全体のがん診療の向上を
図る。

○ ○ 66,140 88,644 ＋22,504 有 事業費の変更 　当初、平成２４年度から病理専門医を目指す医師を２名
雇用する予定であったが、平成２５年度当初において１名
の雇用にとどまっている。当初の事業計画期間では、当
初予定していた２名の医師が病理専門医の受験資格を得
るに十分な実務経験を積むことが困難である。
このため、事業を継続し、人材の育成に取り組む必要が
ある。
　併せて、平成２５年度に、天草中央総合病院及び阿蘇中
央病院との間で整備予定の「遠隔病理診断システム」に
ついては、本格稼働に際して、検体標本の作製や機器の
精度管理のレベル向上等に係る支援を継続する必要が
ある。
　なお、細胞検査士を目指す臨床検査技師の育成につい
ては、平成２５年度をもって終了とする。

　事業を延長し、病理専門医を目指す人材を養成し、地域
の病院からの病理診断の依頼への対応や派遣等の支援
を行うことにより、県内のいずれの地域においても的確な
病理診断が受けられる体制を整備することができる。
　なお、変更に伴う財源については、他事業の執行残を充
てることとなっており、他の事業に影響を及ぼすこととはな
い。
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433015 43熊本 H22補正 移植医療にかかる体
制整備等支援事業

・移植医療に関わる施設に対して、
医療機器等の整備及び移植医療従
事者の人材育成を支援することによ
り、その体制整備・拡充等を図る。

○ ○ 25,042 39,238 ＋14,196 有 事業費の変更 　従来からの移植医療施設の従事者に対する人材育成
の補助を行うほか、平成２５年度から新たに脳死判定施
設としての体制整備を行っている天草地域医療センター
に対し、人材育成のための補助を行うため、計画額の変
更を行うもの。

　医療従事者に対する研修・育成を行うことで、さらに移植
医療の推進が図られるとともに、また、これまで熊本医療
圏にしかなかった脳死判定施設が天草医療圏にも整備さ
れることで、移植の機会が増加する。
 なお、変更に伴う財源については、他事業の執行残を充
てることとなっており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。

433016 43熊本 H22補正 アミロイドーシス診療
体制構築事業

・アミロイドーシス専門医を育成し、
現在の診療体制の強化・充実を図
り、早期発見・早期治療の仕組みを
構築する。

○ 99,733 149,733 ＋50,000 有 　事業費の変更 アルツハイマーをはじめとしたアミロイドーシス疾患は地
域の医療機関では診断が困難なことから、地域の医療機
関を支援するため、平成24年度に「熊本県アミロイドーシ
ス診療連携推進協議会」（熊大＋13病院）を立ち上げ、関
係病院の連携体制を構築するとともに、熊大病院による
アミロイドーシス疾患の診療依頼の受入れ、連携先病院
への医師派遣による診断支援、診断に係る実技研修等に
取り組んできた。
しかし、高齢化の進行とともに、アミロイドーシス疾患患者
が増加する傾向にあることから、引き続き事業を継続する
必要がある。

　熊大病院を中心として、アミロイドーシス疾患の治療に
あたる連携医療機関を、全ての圏域で少なくとも（２０）か
所以上確保し、いずれの地域においてもアミロイドーシス
疾患の早期発見及び早期治療が可能な医療体制が整
う。
　なお、変更に伴う財源については、他事業の執行残を充
てることとなっており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。

433017 43熊本 H22補正 「熊本モデル」認知症
疾患医療機能強化事
業

・認知症専門医を中心とするスタッ
フの養成及びネットワークを構築し、
県全体での認知症医療機能の向上
を図る。
・また専門スタッフを活用して認知症
の早期発見・早期対応の取組みを
推進する。

○ 67,800 149,380 ＋81,580 有 事業内容の追加、事業費の変更 　今後の認知症患者の増加を考えると、認知症医療の要
となる認知症専門医は十分に確保できていない状況。日
常的な認知症医療を担う地域のかかりつけ医を支援する
ためにも、身近なところで専門的なサポートが得られるよ
う、専門医等の更なる養成が必要である。
　また、国が平成２４年に策定した認知症推進５ヵ年計画
（オレンジプラン）において、認知症の早期発見・早期対応
を基礎とした在宅中心の認知症施策へのシフトを指向し
ており、本県においても対応の準備を進める必要がある。
　これらを踏まえ、事業期間を延長して事業を実施するも
の。

　当初計画に加えて５名の認知症専門医等が養成され、
県民が身近なところで認知症の専門医療を受けることが
できるようになる。
　また、認知症の早期発見・早期対応の取組が効果的に
推進され、認知症の方が在宅での生活を長く続けることが
可能となる。
　なお、変更に伴う財源については、他事業の執行残を充
てることとなっており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。

433018 43熊本 H22補正 在宅医療提供体制整
備における訪問看護
師資源育成事業

・訪問看護サービスの充実・強化な
どを行うため、訪問看護師育成研修
や退院支援ナース養成研修事業を
実施する。
・訪問看護ステーションの運営支
援、立ち上げ支援などを行うため、
訪問看護ステーションサポートセン
ター運営に対する補助を行う。
・在宅医療のうち重要な役割を担う
訪問看護について、県民に対して理
解促進のため周知・広報を行う。
・ 中山間地域等の条件不利地域に
おける訪問看護ステーション等の設
置を促進するために、事業開始まで
の準備に要する初期費用と事業開
始後の立上げ期における事業所の
運営経費について支援を行う。
・小規模訪問看護ステーションの人
材確保及び研修に対する補助を行
う。

○ 94,073 305,999 ＋211,926 有 事業の追加に伴う本文の変更、事
業期間の変更、事業費の増額

　これまでの研修修了者は都市部に偏在しているため、
県内全県域（１１圏域）を対象とした研修とすることで、研
修機会を増やし、研修希望者がより身近な地域で研修で
きるようにする。
　また、訪問看護ステーションの運営体制の強化について
は、一部地域をモデル的に支援を行ってきたが、地域を限
定せず、県内全域の小規模訪問看護ステーションに対し
て支援を行う。

　県内全県域（１１圏域）を対象とした研修とすることで、潜
在看護師などの研修希望者が訪問看護師養成研修など
に参加できる機会が増え、人材確保がより困難な地域で
の人材育成を進めることができる。
　また、小規模訪問看護ステーションへの人材確保がす
すむことで、運営体制が強化され、県内全域で訪問看護
を利用できる体制整備につながる。
　なお、変更に伴う財源については、他事業の執行残を充
てることとなっており、他の事業に影響を及ぼすことはな
い。

436004 43熊本 H24補正 専門医派遣寄附講座
開設事業

○熊本大学医学部附属病院に専門
医療推進学寄附講座を設置
 ・県内の中核的な公立病院等に専
門医を派遣

○ 252,000 280,000 ＋28,000 有 　事業費の増額 当該事業については、地域医療再生臨時特例交付金の
内示減に伴い、当初計画では、予定していた事業費の９
割の事業費としていたが、「訪問看護推進人材育成事業」
及び「がん地域連携クリティカルパス支援事業」の計画間
の移動に伴い発生した基金残を活用して事業費の増額を
行うもの。

当初計画していた額での事業執行が可能となり、地域の
中核病院に派遣される医師の確保がさらに進むことにな
る。
なお、変更に伴う財源については、、「訪問看護推進人材
育成事業」及び「がん地域連携クリティカルパス支援事
業」の計画間の移動に伴い発生した基金残を活用するこ
ととしており、他の他の事業に影響を与えることはない。

317 / 344



参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

436005 43熊本 H24補正 総合医育成寄附講座
開設事業(地域医療
システム学寄附講
座）

○熊本大学医学部附属病院に地域
医療システム学寄附講座を設置
 ・地域の中核病院への円滑な総合
医派遣システムの構築等

○ 36,000 40,000 ＋4,000 有 　事業費の増額 当該事業については、地域医療再生臨時特例交付金の
内示減に伴い、当初計画では、予定していた事業費の９
割の事業費としていたが、、「訪問看護推進人材育成事
業」及び「がん地域連携クリティカルパス支援事業」の計
画間の移動に伴い発生した基金残を活用して事業費の増
額を行うもの。

当初計画していた額での事業執行が可能となり、へき地
等における医師の確保がさらに進むことになる。
なお、変更に伴う財源については、、「訪問看護推進人材
育成事業」及び「がん地域連携クリティカルパス支援事
業」の計画間の移動に伴い発生した基金残を活用するこ
ととしており、他の他の事業に影響を与えることはない。

436006 43熊本 H24補正 脳卒中等医療推進事
業

○熊本大学医学部附属病院に脳卒
中・急性冠症候群医療連携寄附講
座を設置
・阿蘇地域をモデルとした各地域に
おける救急医療提供体制の構築

○ 61,398 66,600 ＋5,202 有 　事業費の増額 当該事業については、地域医療再生臨時特例交付金の
内示減に伴い、当初計画では、予定していた事業費の９
割の事業費としていたが、、「訪問看護推進人材育成事
業」及び「がん地域連携クリティカルパス支援事業」の計
画間の移動に伴い発生した基金残を活用して事業費の増
額を行うもの。

　当初計画していた額での事業執行が可能となり、阿蘇
地域の脳卒中・急性冠症候群の急性期医療体制の支援
や医療連携・搬送体制等の調査研究の充実が図られる。
　なお、変更に伴う財源については、、「訪問看護推進人
材育成事業」及び「がん地域連携クリティカルパス支援事
業」の計画間の移動に伴い発生した基金残を活用するこ
ととしており、他の他の事業に影響を与えることはない。

436009 43熊本 H24補正 看護職員継続教育体
制整備事業

○県内全域における看護職員の継
続教育体制の整備

○ 22,451 31,846 ＋9,395 有 　事業費の増額 当該事業については、地域医療再生臨時特例交付金の
内示減に伴い、当初計画では、予定していた事業費の約
７割の事業費としていたが、、「訪問看護推進人材育成事
業」及び「がん地域連携クリティカルパス支援事業」の計
画間の移動に伴い発生した基金残を活用して事業費の増
額を行うもの。

　当初計画していた額での事業執行が可能となり、圏域
毎の継続教育体制の整備がさらに進むことになる。
　なお、変更に伴う財源については、、「訪問看護推進人
材育成事業」及び「がん地域連携クリティカルパス支援事
業」の計画間の移動に伴い発生した基金残を活用するこ
ととしており、他の他の事業に影響を与えることはない。

436010 43熊本 H24補正 看護職員確保対策支
援事業

○ワーク・ライフ・バランスに取り組
む医療機関へのアドバイザーの派
遣及び潜在看護師の再就職支援等

○ 26,512 28,555 ＋2,043 有 　事業費の増額 　当該事業については、地域医療再生臨時特例交付金の
内示減に伴い、当初計画では、予定していた事業費の約
７割の事業費としていたが、、「訪問看護推進人材育成事
業」及び「がん地域連携クリティカルパス支援事業」の計
画間の移動に伴い発生した基金残を活用して事業費の増
額を行うもの。

　事業費が増額されたことで、看護職員の確保及び定着
がさらに進むことになる。
　なお、変更に伴う財源については、、「訪問看護推進人
材育成事業」及び「がん地域連携クリティカルパス支援事
業」の計画間の移動に伴い発生した基金残を活用するこ
ととしており、他の他の事業に影響を与えることはない。

436011 43熊本 H24補正 在宅医療連携推進事
業

○医療と介護の連携を担う連携拠
点の活動経費に対する補助

○ 166,953 180,012 ＋13,059 有 　事業費の増額 当該事業については、地域医療再生臨時特例交付金の
内示減に伴い、当初計画では、予定していた事業費の約
７割の事業費としていたが、、「訪問看護推進人材育成事
業」及び「がん地域連携クリティカルパス支援事業」の計
画間の移動に伴い発生した基金残を活用して事業費の増
額を行うもの。

　当初予定していた額により近い事業費での事業執行が
可能となり、医療と介護の連携を担う拠点の整備がさらに
進むこととなる。
　なお、変更に伴う財源については、、「訪問看護推進人
材育成事業」及び「がん地域連携クリティカルパス支援事
業」の計画間の移動に伴い発生した基金残を活用するこ
ととしており、他の他の事業に影響を与えることはない。

436012 43熊本 H24補正 訪問看護ステーショ
ン等立上げ支援事業

○中山間地域等条件不利地域にお
ける訪問看護ステーション等の立上
げに要する経費等に対する補助

○ ○ 38,774 41,762 ＋2,988 有 　事業費の増額 　当該事業については、地域医療再生臨時特例交付金の
内示減に伴い、当初計画では、予定していた事業費の約
７割の事業費としていたが、、「訪問看護推進人材育成事
業」及び「がん地域連携クリティカルパス支援事業」の計
画間の移動に伴い発生した基金残を活用して事業費の増
額を行うもの。

　当初計画していた額により近い事業費での事業執行が
可能となり、条件不利地域における訪問看護ステーション
等の設置がさらに進むことになる。
　なお、変更に伴う財源については、、「訪問看護推進人
材育成事業」及び「がん地域連携クリティカルパス支援事
業」の計画間の移動に伴い発生した基金残を活用するこ
ととしており、他の他の事業に影響を与えることはない。

436015 43熊本 H24補正 重症心身障がい学寄
附講座

○熊本大学医学部附属病院に重症
心身障がい学寄附講座を設置
○重症心身障がい児等小児訪問看
護の訪問看護師等の養成

○ 48,800 52,000 ＋3,200 有 　事業費の増額 　当該事業については、地域医療再生臨時特例交付金の
内示減に伴い、当初計画では、予定していた事業費の約9
割の事業費としていたが、、「訪問看護推進人材育成事
業」及び「がん地域連携クリティカルパス支援事業」の計
画間の移動に伴い発生した基金残を活用して事業費の増
額を行うもの。

　当初計画していた額での事業執行が可能となり、専門
医の養成及び育成、在宅移行に向けたシステム構築に関
する研究の充実が図られる。
　なお、変更に伴う財源については、、「訪問看護推進人
材育成事業」及び「がん地域連携クリティカルパス支援事
業」の計画間の移動に伴い発生した基金残を活用するこ
ととしており、他の他の事業に影響を与えることはない。
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436016 43熊本 H24補正 訪問看護推進人材育
成事業

○訪問看護師に対する専門テーマ
研修に対する補助
○離職した看護師への訪問看護師
養成のリカレント研修などに対する
補助

○ 42,299 0 △42,299 平成２４年度補正分計画（平成25年
度策定版）に基づく事業から、平成
２２年度補正分計画（全県版）に基
づく事業への変更

当該事業については、平成２２年度補正分計画（全県版）
に基づく事業として平成２３年度から実施していたが、平
成２４年度補正分の基金の交付に伴い、平成２６年度以
降については、平成２４年度補正分計画（平成２５年策定
版）に基づく事業として実施することとしていた。
しかし、平成２２年度補正分計画において一定の執行残
が見込まれたことから、平成２２年度補正分の事業として
計画変更し、延長して実施することとしたもの。

上記のとおり計画間を移動しただけであり、事業実施に特
段の影響はない。
平成２２年度補正分の事業として当初予定していた未実
施地域での研修会を実施することで、看護職員等の退院
支援・調整能力向上が図られる。

436017 43熊本 H24補正 災害医療体制整備事
業

○災害拠点病院の各種研修会開催
参加に対する補助

○ 6,009 8,092 ＋2,083 有 　事業費の増額 　当該事業については、地域医療再生臨時特例交付金の
内示減に伴い、当初計画では、予定していた事業費の約9
割の事業費としていたが、、「訪問看護推進人材育成事
業」及び「がん地域連携クリティカルパス支援事業」の計
画間の移動に伴い発生した基金残を活用して事業費の増
額を行うもの。

　当初計画していた額での事業執行が可能となり、災害
拠点病院主催による災害医療研修や訓練が開催されるこ
とで、災害医療体制整備の充実が図られる。
　なお、変更に伴う財源については、、「訪問看護推進人
材育成事業」及び「がん地域連携クリティカルパス支援事
業」の計画間の移動に伴い発生した基金残を活用するこ
ととしており、他の他の事業に影響を与えることはない。

436020 43熊本 H24補正 がん地域連携クリティ
カルパス支援事業

○新たに緩和ケアのパスを策定
○連携ﾊﾟｽ活用推進コーディネー
ターを各拠点病院の地域連携室に
派遣

○ 27,671 0 △27,671 平成２４年度補正分計画（平成25年
度策定版）に基づく事業から、平成
２１年度補正分計画（天草編）に基
づく事業への変更

当該事業については、平成２１年度補正分計画（天草編）
に基づく事業として平成２２年度から実施していたが、平
成２４年度補正分の基金の交付に伴い、平成２６年度以
降については、平成２４年度補正分計画（平成２５年策定
版）に基づく事業として実施することとしていた。
しかし、平成２１年度補正分計画において一定の執行残
が見込まれたことから、平成２１年度補正分の事業として
計画変更し、延長して実施することとしたもの。

上記のとおり計画間を移動しただけであり、事業実施に特
段の影響はない。
平成２１年度補正分の事業として当初予定していた事業
を実施することで、県内におけるがん地域連携クリティカ
ルパスの普及及び定着が図られる。
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441001 44大分 H21補正
①中部・
豊肥

救命救急棟整備事業 救命救急棟の整備及び救命救急セ
ンター設備等の整備に対する補助

○ ○ 943,816 897,486 △46,330 入札の結果、見込みより金額が下
がったことによる計画額の変更

入札の結果、見込みより金額が下がったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

441002 44大分 H21補正
①中部・
豊肥

ドクターヘリ運航体制
整備事業

救命救急棟へのヘリポートの整備
に対する補助

○ 83,901 39,939 △43,962 事業実施者(大分大学医学部附属
病院)と協議の上、事業対象経費を
精査し減じることとしたことによる計
画額の変更。

事業実施者(大分大学医学部附属病院)と協議の上、事業
対象経費を精査し減じることとしたため

　計画額より安価で目標を達成できるものであり、計画変
更による医療課題の解決による影響はない。

441004 44大分 H21補正
①中部・
豊肥

地域医療提供体制整
備事業

統合病院の設備整備（アンギオ
等）、県立三重病院の診療所への
改修費に対する補助

○ ○ 137,119 143,790 ＋6,671 備蓄倉庫及びカルテ庫の整備を行
い、災害機能及び総合病院としての
機能強化を図る。

備蓄倉庫及びカルテ庫の整備を追加したため。 　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。公立おがた病院（豊後大野市民病院）
の災害機能及び総合病院としての機能強化を図ること
で、豊肥医療圏の医療提供体制の強化が期待される。

441006 44大分 H21補正
①中部・
豊肥

小児救急医療体制整
備推進事業

小児初期医療センターの運営に対
する補助

○ 2,268 3,817 ＋1,549 有 国庫補助基準額の増に伴う基金充
当額の増及び、平成27年度までの
事業延長を行うもの

国庫補助基準額の増に伴う基金充当額の増及び、平成
27年度までの事業延長を行うため

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。中部医療圏に小児初期医療センターを
設置し、運営費を補助することで、小児救急医療の機能
分担を図り、大分こども病院勤務医の負担軽減を図る。

441010 44大分 H21補正
①中部・
豊肥

保健所機能強化事業 豊肥医療圏における脳卒中患者の
クリティカルパス等の普及

○ 2,798 2,358 △440 事業実施者(県福祉保健企画課)と
協議の上、事業実施額を減じること
による計画額の変更

事業実施者(県福祉保健企画課)と協議の上、事業実施額
を減じることとしたため。

　計画額より安価で目標を達成できるものであり、計画変
更による医療課題の解決による影響はない。

441011 44大分 H21補正
①中部・
豊肥

看護事務作業補助者
等確保推進事業

看護事務作業補助者の確保に対す
る補助

○ 184,296 158,368 △25,928 医療機関からの事業要望が見込を
下回ったことに伴い、事業費を減額
することによる計画額の変更。

医療機関からの事業要望が見込を下回ったことに伴い事
業費を減額したため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「大分医学生修学サポート事業」
を行うこととする。

441014 44大分 H21補正
①中部・
豊肥

質の高い看護職員育
成支援事業

訪問看護師養成のための補助 ○ 8,415 10,648 ＋2,233 有 平成27年度までの事業延長を行う
ため、事業費の増となったことによ
る計画額の変更。

平成26年度以降事業延長を行うため。 　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。訪問看護師を養成事業を行うことで看
護師のスキルアップを行い、ひいては訪問看護ステーショ
ンの地域偏在の解消が図れる。

441015 44大分 H21補正
①中部・
豊肥

ドクターヘリ導入調査
検討事業

計画中のドクターヘリ導入等につい
ての調査・検討

○ 0 40,000 ＋40,000 有 県単位の事業で、両医療圏で計上
していた本事業について、平成26年
度以降も延長することに伴い、ドク
ターヘリ運航経費のうち搭乗医師、
看護師確保経費及びドクターヘリ運
航調整委員会経費について、経理
区分上の変更を行い、本計画に計
上したことによる計画額の変更

県単位の事業で、両医療圏で計上していた本事業につい
て、平成26年度以降も延長することに伴い、ドクターヘリ
運航経費のうち搭乗医師、看護師確保経費及びドクター
ヘリ運航調整委員会経費について、経理区分上の変更を
行い本計画に計上したため。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。ドクターヘリの運航経費の延長を行うこ
とで、県内全域を対象とした広域救急搬送体制の充実が
図れる。

441017 44大分 H21補正
①中部・
豊肥

大分医学生修学サ
ポート事業

大分大学医学部と連携した医師修
学資金貸与制度の拡充

○ 62,430 127,719 ＋65,289 有 平成26年度以降事業延長を行うた
め、事業費の増となったことによる
計画額の変更。

平成26年度以降事業延長を行うため。 　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。医学生修学資金貸与制度の拡充を延
長することで、地域医療を担う医師の確保が図れる。

441018 44大分 H21補正
①中部・
豊肥

地域医療教育・研修
推進事業

大分大学医学部に委託し、公立お
がた総合病院を地域医療の卒前・
卒後教育の場として整備

○ 120,364 135,772 ＋15,408 有 平成26年度以降事業延長を行うた
め、事業費の増となったことによる
計画額の変更。

平成26年度以降事業延長を行うため。 　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。地域医療研究研修センター及び地域医
療支援センター事業を延長することで、地域医療を担う医
学生や研修医の地域医療現場での教育・研修体制の充
実と医師のキャリア形成支援等の充実が図れる。
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事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

441019 44大分 H21補正
①中部・
豊肥

質の高い看護職員育
成支援事業

看護学指導者教育力向上事業 ○ 1,610 1,582 △28 事業実施者(県立看護科学大学)と
協議の上、事業実施額を減じること
とした。事業精算時の減額による計
画額の変更。

事業実施者(県立看護科学大学)と協議の上、事業実施額
を減じることとしたため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「大分医学生修学サポート事業」
を行うこととする。

441021 44大分 H21補正
①中部・
豊肥

地域連携の推進 脳卒中患者のクリティカルパス等の
普及

○ 1,660 1,414 △246 事業実施者(県福祉保健企画課)と
協議の上、事業実施額を減じたこと
による計画額の変更。

事業実施者(県福祉保健企画課)と協議の上、事業実施額
を減じることとしたため。

　計画額より安価で目標を達成できるものであり、計画変
更による医療課題の解決による影響はない。

441022 44大分 H21補正
①中部・
豊肥

ヘリパッド整備事業 ドクターヘリが安全に離着陸できる
ヘリパッドの整備

○ 0 21,000 ＋21,000 県単位の事業について、両医療圏
で計上していた本事業について、経
理区分上の変更を行ったことによる
計画額の変更。

県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事業
について、経理区分上の変更を行った。

　県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事
業について、本医療圏への経理区分上の変更を行ったも
ので、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。

441023 44大分 H21補正
①中部・
豊肥

災害対策施設整備事
業

自家発電装置等の施設設備に対す
る補助

○ 0 0 ±0 災害時に中心的な役割を担う医療
機関について、災害対策に必要な
施設整備を行う必要があり、医療機
関における自家発電装置、受水槽、
備蓄倉庫、ヘリポート等の災害対策
の施設整備を行う予定であったが、
県単位の事業で、両医療圏で計上
していた本事業について、経理区分
上の変更を行い、減額したもの。

災害時に中心的な役割を担う医療機関について、災害対
策に必要な施設整備を行う必要があるため、計上したが、
県単位の事業で、両医療圏で計上していた本事業につい
て、経理区分上の変更を行い、減額したもの。

　県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事
業について、別医療圏への経理区分上の変更を行ったも
ので、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない

441024 44大分 H21補正
①中部・
豊肥

広域大規模災害医療
対策事業

衛星電話の配備及びＳＣＵの整備 ○ 0 70,561 ＋70,561 県単位の事業について、両医療圏
で計上していた本事業について、経
理区分上の変更を行ったことによる
計画額の変更。

県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事業
について、経理区分上の変更を行った。

　県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事
業について、本医療圏への経理区分上の変更を行ったも
ので、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。

441025 44大分 H21補正
①中部・
豊肥

後期研修医研修資金
貸与事業

後期研修医に対する研修資金の貸
与

○ 0 12,000 ＋12,000 県単位の事業について、両医療圏
で計上していた本事業について、経
理区分上の変更を行ったもの。

県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事業
について、経理区分上の変更を行った。

　県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事
業について、本医療圏への経理区分上の変更を行ったも
ので、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。

441026 44大分 H21補正
①中部・
豊肥

地域中核病院医師研
修支援事業

地域中核病院に２年勤務した医師
に対する国内外での研修資金の補
助

○ 0 4,750 ＋4,750 県単位の事業について、両医療圏
で計上していた本事業について、経
理区分上の変更を行ったもの。

県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事業
について、経理区分上の変更を行った。

　県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事
業について、本医療圏への経理区分上の変更を行ったも
ので、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。

441027 44大分 H21補正
①中部・
豊肥

短時間正規雇用支援
事業

短時間正規雇用制度の導入を図る
病院に対する補助

○ 0 2,910 ＋2,910 有 県単位の事業について、両医療圏
で計上していた本事業について、経
理区分上の変更を行い、また、平成
26年度以降事業延長を行うため、事
業費の増となったことによる計画額
の変更

県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事業
について、経理区分上の変更を行い、平成26年度以降事
業延長を行うため。

　県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事
業について、本医療圏への経理区分上の変更を行い、平
成26年度以降も事業を継続することで、女性医師の勤務
環境の改善が図れる。

441028 44大分 H21補正
①中部・
豊肥

専門看護師・認定看
護師養成事業

専門看護師等の資格取得に対する
補助

○ 0 12,375 ＋12,375 有 県単位の事業について、両医療圏
で計上していた本事業について、経
理区分上の変更を行い、また、平成
26年度以降事業延長を行うため、事
業費の増となったことによる計画額
の変更

県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事業
について、経理区分上の変更を行い、平成26年度以降事
業延長を行うため。

　県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事
業について、本医療圏への経理区分上の変更を行い、平
成26年度以降も事業を継続することで、専門的で質の高
い看護職員の養成を拡充することができる。

442001 44大分 H21補正
②北部等

地域医療再生施設・
設備整備事業

圏域の中核病院として行う救急、周
産期等の医療機能の充実、災害拠
点病院としての機能強化のための
施設設備整備に対する補助

○ ○ 836,145 815,011 △21,134 入札の結果、見込みより金額が下
がったことによる計画額の変更

入札の結果、見込みより金額が下がったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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442003 44大分 H21補正
②北部等

地域医療再生施設・
設備整備事業

重度心身障がい児受入施設（病床１
５床及び関係医療施設）及び設備整
備に対する補助

○ 166,252 165,792 △460 入札の結果、見込みより金額が下
がったことによる計画額の変更

入札の結果、見込みより金額が下がったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

442005 44大分 H21補正
②北部等

地域医療再生施設・
設備整備事業

病院敷地内へのヘリポートの整備 ○ 14,940 14,928 △12 入札の結果、見込みより金額が下
がったことによる計画額の変更

入札の結果、見込みより金額が下がったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

442016 44大分 H21補正
②北部等

後期研修医研修資金
貸与事業

後期研修医に対する研修資金の貸
与

○ 64,500 28,350 △36,150 県単位の事業について、両医療圏
で計上していた本事業について、経
理区分上の変更を行ったもの。

県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事業
について、経理区分上の変更を行った。

　県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事
業について、別医療圏（中部・豊肥）への経理区分上の変
更を行ったもので、本事業の計画変更による医療課題の
解決への影響はない。

442017 44大分 H21補正
②北部等

地域中核病院医師研
修支援事業

地域中核病院に２年勤務した医師
に対する国内外での研修資金の補
助

○ 19,500 5,500 △14,000 県単位の事業について、両医療圏
で計上していた本事業について、経
理区分上の変更を行ったもの。

県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事業
について、経理区分上の変更を行った。

　県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事
業について、別医療圏（中部・豊肥）への経理区分上の変
更を行ったもので、本事業の計画変更による医療課題の
解決への影響はない。

442018 44大分 H21補正
②北部等

短時間正規雇用支援
事業

短時間正規雇用制度の導入を図る
病院に対する補助

○ 1,371 401 △970 県単位の事業について、両医療圏
で計上していた本事業について、経
理区分上の変更を行ったもの。

県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事業
について、経理区分上の変更を行った。

　県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事
業について、別医療圏（中部・豊肥）への経理区分上の変
更を行ったもので、本事業の計画変更による医療課題の
解決への影響はない。

442019 44大分 H21補正
②北部等

専門看護師・認定看
護師養成事業

専門看護師等の資格取得に対する
補助

○ 15,936 11,547 △4,389 県単位の事業について、両医療圏
で計上していた本事業について、経
理区分上の変更を行ったもの。

県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事業
について、経理区分上の変更を行った。

　県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事
業について、別医療圏（中部・豊肥）への経理区分上の変
更を行ったもので、本事業の計画変更による医療課題の
解決への影響はない。

442021 44大分 H21補正
②北部等

地域医療再生推進事
業

地域医療再生計画の管理運営費 ○ 100 2,230 ＋2,130 有 平成26年度以降事業延長を行うた
め、事業費の増となったことによる
計画額の変更。

平成26年度以降事業延長を行うため。 　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。地地域医療再生計画の進行管理を行う
とともに、地域医療の課題を解決するための協議を行い、
地域医療再生計画の有効な執行及び充実が図れる。

442022 44大分 H21補正
②北部等

ドクターヘリ導入調査
検討事業

計画中のドクターヘリ導入等につい
ての調査・検討

○ 268,623 772,803 ＋504,180 有 前回変更で減額した格納庫整備に
ついて、平成26年度以降事業延長
を行うことで再計上したこと、また、ド
クターヘリ運航経費を平成26年度以
降も延長することに伴い、事業費の
増となったことによる計画額の変
更。

前回変更で減額した格納庫整備について、平成26年度以
降事業延長を行うことで再計上したこと、また、ドクターヘ
リ運航経費を平成26年度以降も延長することとしたため。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。ドクターヘリの格納庫整備及び運航経
費の延長を行うことで、県内全域を対象とした広域救急搬
送体制の充実が図れる。

442023 44大分 H21補正
②北部等

災害対策施設整備事
業

自家発電装置等の施設設備に対す
る補助

○ 288,095 275,984 △12,111 入札の結果、見込みより金額が下
がったことによる計画額の変更。

入札の結果、見込みより金額が下がったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

442024 44大分 H21補正
②北部等

ヘリパッド整備事業 ドクターヘリが安全に離着陸できる
ヘリパッドの整備

○ 30,000 0 △30,000 県単位の事業について、両医療圏
で計上していた本事業について、経
理区分上の変更を行ったもの。

県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事業
について、経理区分上の変更を行った。

　県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事
業について、別医療圏（中部・豊肥）への経理区分上の変
更を行ったもので、本事業の計画変更による医療課題の
解決への影響はない。

442025 44大分 H21補正
②北部等

広域大規模災害医療
対策事業

衛星電話の配備及びＳＣＵの整備 ○ 134,656 0 △134,656 県単位の事業について、両医療圏
で計上していた本事業について、経
理区分上の変更を行ったもの。

県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事業
について、経理区分上の変更を行った。

　県単位の事業について、両医療圏で計上していた本事
業について、別医療圏（中部・豊肥）への経理区分上の変
更を行ったもので、本事業の計画変更による医療課題の
解決への影響はない。
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443005 44大分 H22補正 ヘリポート整備事業 ヘリポートの夜間照明、スロープの
設置に対する補助

○ 48,765 44,267 △4,498 入札の結果、見込みより金額が下
がったことによる計画額の変更

入札の結果、見込みより金額が下がったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

443008 44大分 H22補正 救急医療情報遠隔伝
送システムの整備

医療機関及びドクターカー内の遠隔
伝送システムの整備に対する補助

○ 103,670 49,600 △54,070 救命救急センターとドクターカー間
のシステムを、救命救急センターと
各消防本部の救急車間のシステム
へ変更。また、既存設備が製造中止
となり、再見積もりの結果、見込み
より金額が下がったことによる計画
額の変更。

救命救急センターとドクターカーから、各消防本部の救急
車とのシステム整備に変更することで、より効果的にシス
テムが活用されると考えられるため。また、既存設備が製
造中止となり、再見積もりの結果、見込みより金額が下
がったため。

　　計画額より安価で目標を達成する見込みであり、計画
変更による医療課題の解決による影響はない。

443009 44大分 H22補正 救急・災害医療研修
事業

救急標準化コースの研修の実施に
対する補助

○ 3,369 3,304 △65 補助事業者（大分大学医学部附属
病院）と協議の上、補助額を減じる
こととしたことによる計画額の変更。

補助事業者（大分大学医学部附属病院）と協議の上、補
助額を減じることとしたため。

　　計画額より安価で目標を達成する見込みであり、計画
変更による医療課題の解決による影響はない。

443010 44大分 H22補正 小児救急医療の確保 小児救急医療の適正受診の普及啓
発等、小児科医等の研修実施に対
する補助

○ 16,086 20,580 ＋4,494 有 国庫補助額減額分への充当及び、
平成27年度までの事業延長を行う
こととしたことによる計画額の変更。

国庫補助額減額分への充当及び、平成27年度までの事
業延長を行うこととしたため。

　　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。小児救急医療に関し、保護者の医療現
場への理解を深め、時間外受診の抑制を図る。

443011 44大分 H22補正 災害拠点病院の施設
整備

自家発電装置、受水槽、備蓄倉庫
の施設整備に対する補助

○ 78,957 102,392 ＋23,435 国庫補助額減額分への充当を行う
こととしたことによる計画額の変更。

国庫補助額減額分への充当を行うこととしたため。 　　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。　災害拠点病院における自家発電装置
や受水槽の整備等災害医療体制の強化を図る。

443013 44大分 H22補正 大分ＤＭＡＴ設備整備
事業

ＤＭＡＴに必要な備品整備に対する
補助

○ 77,084 82,068 ＋4,984 事業要望の取り直しをしたところ、
（16施設）から（19施設）に増えたこ
とに伴う事業費の増額による計画額
の変更。

事業要望の取り直しをしたところ、（16施設）から（19施設）
に増えたため。

変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充てる
こととしている。今回のＤＭＡＴ設備整備の拡充を行うこと
で、全てのＤＭＡＴ指定病院において資機材が整備され、
災害医療体制の充実が図れる。

443014 44大分 H22補正 結核医療体制強化事
業

検査室や病室等の陰圧化の施設・
設備整備に対する補助

○ ○ 25,238 20,748 △4,490 入札の結果、見込みより金額が下
がったことによる計画額の変更

入札の結果、見込みより金額が下がったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

443016 44大分 H22補正 がんの在宅医療連携
体制の構築

がんの在宅医療連携体制の整備 ○ 40,409 36,646 △3,763 補助事業者等（県健康対策課、医
療機関）と協議の上、補助額を減じ
ることとしたことによる計画額の変
更

補助事業者（県健康対策課、医療機関）と協議の上、補助
額を減じることとしたため。

　　計画額より安価で目標を達成する見込みであり、計画
変更による医療課題の解決による影響はない。

443017 44大分 H22補正 薬局在宅医療提供体
制整備事業

クリーンルーム・ベンチの設置、在
宅医療に関する研修会実施に対す
る補助

○ ○ 11,961 13,836 ＋1,875 薬事法改正に伴い事業内容を見直
し、クリーンベンチ整備をクリーン
ルーム整備に変更したことにより、
増額することによる計画額の変更。

薬事法改正に伴い事業内容を見直し、クリーンベンチ整
備をクリーンルーム整備に変更したため。

変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充てる
こととしている。今回の整備内容の変更に伴う計画額の拡
充を行うことで、在宅医療を支える薬局体制整備の充実
が図れる。

443018 44大分 H22補正 脳卒中医療連携推進
事業

脳卒中ノートの普及 ○ 1,378 1,387 ＋9 事業費の内容を精査した結果、補
助額が若干増額となったことによる
計画額の変更。

事業費の内容を精査した結果、補助額が若干増額となっ
たため。

変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充てる
こととしている。今回事業費精査により脳卒中ノート普及
に関しての事業費拡充を行うことで、脳卒中の発症予防
及び再発防止が促進される。

443019 44大分 H22補正 急性心筋梗塞医療調
査研究事業

急性心筋梗塞データの集約及び解
析

○ 22,582 23,055 ＋473 事業費の内容を精査した結果、補
助額が若干増額となったことによる
計画額の変更。

事業費の内容を精査した結果、補助額が若干増額となっ
たため。

変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充てる
こととしている。今回事業費精査により急性心筋梗塞医療
調査研究に関しての事業費拡充を行うことで、今後の急
性心筋梗塞医療対策に役立てていくことが期待できる。
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443020 44大分 H22補正 周産期医療連携ネッ
トワーク体制整備事
業

遠隔医療に必要な設備整備に対す
る補助

○ 5,688 6,537 ＋849 周産期テレビ会議システムに動画
保存機能、エコー画像の情報共有
を行える機能を追加することにより、
事業費が増額したことによる計画額
の変更。

周産期テレビ会議システムに動画保存機能、エコー画像
の情報共有を行える機能を追加したため。

変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充てる
こととしている。今回事業内容を追加し周産期医療連携
ネットワーク体制整備事業費の拡充を行うことで、地域周
産期母子医療センター等を含めた周産期情報ネットワー
ク整備の充実が図れる。

443021 44大分 H22補正 精神障がい者の応急
入院・移送体制整備
事業

精神障がい者の応急入院・移送体
制の整備

○ 9,496 12,207 ＋2,711 有 平成27年度までの事業延長を行う
ため、事業費の増となったことによ
る計画額の変更。

平成27年度までの事業延長を行うため。 　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。　急速を要する精神障がい者の応急入
院及び医療保護入院等のための移送体制の構築を図
る。

443022 44大分 H22補正 高度救命救急医療体
制等の整備

救命救急センターの運営費や設備
整備に対する補助

○ ○ 44,380 53,084 ＋8,704 国庫補助減分への充当に伴い事業
費が増額となったことによる計画額
の変更。

国庫補助減分への充当を行うため。 　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。高度救命救急センターの運営体制を整
備することで、三次救急医療体制を強化し、救急医療体
制の充実を図る。

443023 44大分 H22補正 身体合併症患者等の
受入体制の整備

救命救急センターで身体合併症患
者に対応するための空床確保

○ 23,925 45,481 ＋21,556 有 平成27年度までの事業延長を行う
ため、事業費の増となったことによ
る計画額の変更。。

平成27年度までの事業延長を行うため。 　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。　救急の身体合併症患者の受入体制の
構築を図る。

443024 44大分 H22補正 結核医療提供体制強
化事業

拠点病院からモデル病床を有する
医療機関への技術指導等

○ 7,337 5,272 △2,065 補助事業者等（県健康対策課、医
療機関）と協議の上、補助額を減じ
ることとしたことによる計画額の変
更。

補助事業者（県健康対策課、医療機関）と協議の上、補助
額を減じることとしたため。

　　計画額より安価で目標を達成する見込みであり、計画
変更による医療課題の解決による影響はない。

443025 44大分 H22補正 がん対策推進事業 がん診療に必要な設備整備等 ○ 65,504 45,807 △19,697 入札の結果、見込みより金額が下
がったことによる計画額の変更。

入札の結果、見込みより金額が下がったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

443028 44大分 H22補正 先進医療機器等の導
入

手術支援ロボット等の導入に対する
補助

○ 233,100 252,298 ＋19,198 効果的な補助実施のために、補助
対象医療機器設備を増加したことに
伴う計画額の変更。

効果的な補助実施のために、補助対象医療機器設備を
増加したため。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。県内で不足している外科医師の養成や
大学病院及び県内医療機関の外科系医師の診療技術の
向上を図ることが可能となる。

443029 44大分 H22補正 診断・治療教育環境
整備事業

シミュレータ機器の導入に対する補
助

○ 19,684 22,726 ＋3,042 効果的な補助実施のために、補助
対象医療機器設備を増加したことに
伴う計画額の変更。

効果的な補助実施のために、補助対象医療機器設備を
増加したため。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。不足している外科医の志望者の増加や
地域医療に従事する医師の資質向上を図ることが可能と
なる。

443030 44大分 H22補正 へき地医療を支える
地域サポート医師の
確保・派遣

へき地医療を支える地域サポート医
師の確保・派遣

○ 2,848 0 △2,848 医療機関等への補助制度を策定し
たものの、当面、補助制度を活用す
る医療機関等の見込みが立たず、
事業を中止する。

へき地診療所の医師のニーズにおいて、週１月１の代診
派遣のニーズがなかったこと、なじみのへき地医療拠点
病院からの派遣医師で充足しているもの、なじみのない
医師派遣に否定的な意見があったことなどから、当面、補
助制度を活用する医療機関等の見込みが立たないため。

　本補助制度を活用する医療機関はなく、事業実施の見
込はないので、地域医療再生計画では当該事業を減額
し、優先順位の高い「三次救急医療機関・二次救急医療
機関の設備整備」を行うこととする。当面は、へき地医療
拠点病院からの代診医派遣等で対応し、上記の医療課題
の解決に努める。なお、本事業については、今後、上記の
医療課題の解決に向けて、一般財源による継続の検討も
含めて、事業そのものを見直すこととする。

443032 44大分 H22補正 地域医療確保支援事
業

医師確保等の取組に対する補助 ○ 1,675 975 △700 修学資金貸与希望者が当初計画よ
り少なかったことによる計画額の変
更。

修学資金貸与希望者が当初計画より少なかったため。 　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「三次救急医療機関・二次救急
医療機関の設備整備」を行うこととする。
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443033 44大分 H22補正 地域医療確保支援事
業

医師確保等の取組に対する補助 ○ 5,000 0 △5,000 補助事業者において、本事業の実
施準備が整わず、見込みが立たず
事業を中止するもの

補助事業者において、大分大学との事業調整がうまくい
かず、人材確保に至らなかったため、見込みが立たない
ため。

　事業実施の見込はないので、地域医療再生計画では当
該事業を減額し、優先順位の高い「三次救急医療機関・
二次救急医療機関の設備整備」を行うこととする。今後、
上記の医療課題の解決に向けて、一般財源による継続の
検討も含めて、事業そのものを見直すこととする。

443034 44大分 H22補正 地域医療確保支援事
業

医師確保等の取組に対する補助 ○ 5,000 0 △5,000 市町村への補助制度を策定したも
のの、当面、補助制度を活用する市
町村の見込みが立たたず、事業を
中止するもの

全市町村に医師確保の取組を期待したが、医師確保にお
ける事業の組み立てが３市以外にできなかったため。

　本補助制度を活用する市町村はなく、事業実施の見込
はないので、地域医療再生計画では当該事業を減額し、
優先順位の高い「三次救急医療機関・二次救急医療機関
の設備整備」を行うこととする。今後、上記の医療課題の
解決に向けて、一般財源による継続の検討も含めて、事
業そのものを見直すこととする。

443035 44大分 H22補正 看護学生の職場体験
の実施

看護学生のインターンシッププログ
ラムの作成や職場体験の実施に対
する補助

○ 2,206 3,166 ＋960 職場体験の要望が見込を上回った
ことに伴い計画額を増額するもの。

職場体験の要望が見込を上回ったため。 　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。看護師の離職を抑制し、看護師の県内
定着や確保を図ることが可能となる。

443038 44大分 H22補正 地域医療再生計画の
推進

地域医療再生計画の管理運営に係
る経費

○ 920 743 △177 有 事業実施上、見込みより金額が下
がったことによる計画額の変更

事業実施上、見込みより金額が下がったため。 　計画額より安価で目標を達成することができる見込のも
のであり、計画変更による医療課題の解決による影響は
ない。

443039 44大分 H22補正 がん治療設備整備事
業

デジタルマンモグラフィーの整備 ○ 0 37,333 ＋37,333 がん医療を担う医療機関の施設設
備整備を拡充し、がん医療体制の
充実を図る。

　本県では、がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病の４疾
病について、受療率（人口１０万対）が全国平均を上回っ
ており、病期ごとの質の高い医療が求められている。その
中でがんの医療体制について、質の高い医療を実現する
ため、これら高度・専門医療機関やその後方支援を行う医
療機関の更なる医療機能の強化を行う必要があり、がん
医療を担う医療機関の施設設備整備を拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。地域がん診療連携拠点病院のそれぞ
れの機能を強化し、がん医療体制の充実を図る。

443040 44大分 H22補正 健康づくりの推進 健康フェスタの開催、高血圧対策等
の実施

○ 0 13,889 ＋13,889 有 県民への健康に関する意識の高揚
を図る目的とした健康フェスタの開
催や、高血圧対策として減塩や野菜
等摂取量増加、運動習慣定着を促
進する事業を行い、要介護状態や
長期療養生活につながる脳血管疾
患や糖尿病をはじめとする生活習
慣病の予防を図る。

　本県では、がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病の４疾
病について、受療率（人口１０万対）が全国平均を上回っ
ており、病期ごとの質の高い医療が求められている。医療
提供体制の充実とともに、発症予防、患者等への教育推
進が課題であり、本事業で県民の健康に関する意識の高
揚と生活習慣病の予防を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。本事業で県民の健康に関する意識の高
揚と生活習慣病の予防を図る。

443041 44大分 H22補正 三次救急医療機関の
設備整備

マイクロサージャリーシステム（手術
用顕微鏡等）の整備に対する補助

○ 0 36,202 ＋36,202 大分大学医学部附属病院におい
て、救命救急センターとしての高度・
専門的な手術に適切に対応する体
制を強化するため、緊急の手術に
迅速かつ高解像かつ複数領域の施
術に対応できるマイクロサージャ
リーシステム整備に助成する。

　　救急医療については、救急搬送件数の増加や管外搬
送人員の増加に対応するため、三次救急医療体制を強化
し、救急医療体制の充実を図る必要があり、本事業で三
次救急医療機関の設備整備を行うことで、救急医療体制
の充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。本事業で三次救急医療機関の設備整
備を行うことで、救急医療体制の充実を図る。

443042 44大分 H22補正 三次救急医療機関の
設備整備

ＣＴ装置（320列）の整備に対する補
助

○ 0 75,878 ＋75,878 大分市医師会立アルメイダ病院に
おいて、救急医療体制の充実に必
要なＣＴ（３２０列）の導入に係る施設
設備整備に助成する。

　　救急医療については、救急搬送件数の増加や管外搬
送人員の増加に対応するため、三次救急医療体制を強化
し、救急医療体制の充実を図る必要があり、本事業で三
次救急医療機関の設備整備を行うことで、救急医療体制
の充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。本事業で三次救急医療機関の設備整
備を行うことで、救急医療体制の充実を図る。

443043 44大分 H22補正 二次救急医療機関の
設備整備

人工呼吸器、高・低体温維持装置
等の整備に対する補助

○ 0 14,119 ＋14,119 大分三愛メディカルセンターにおい
て、救急医療体制の充実に必要な
人工呼吸器、高・低体温維持装置
等の整備に助成する。

　　救急医療については、救急搬送件数の増加や管外搬
送人員の増加に対応するため、二次救急医療体制を強化
し、救急医療体制の充実を図る必要があり、本事業で二
次救急医療機関の設備整備を行うことで、救急医療体制
の充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。本事業で二次救急医療機関の設備整
備を行うことで、救急医療体制の充実を図る。
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443044 44大分 H22補正 二次救急医療機関の
設備整備

患者輸送車の増設に対する補助 ○ 0 8,177 ＋8,177 中村病院において、救急医療体制
の充実に必要な患者輸送車の増設
の整備に助成する。

　　救急医療については、救急搬送件数の増加や管外搬
送人員の増加に対応するため、二次救急医療体制を強化
し、救急医療体制の充実を図る必要があり、本事業で二
次救急医療機関の設備整備を行うことで、救急医療体制
の充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。本事業で二次救急医療機関の設備整
備を行うことで、救急医療体制の充実を図る。

443045 44大分 H22補正 二次救急医療機関の
設備整備

ALSシュミレーター等の整備に対す
る補助

○ 0 1,727 ＋1,727 大分岡病院において、救急医療体
制の充実・強化に必要なALSシュミ
レーター等の整備に助成する。

　　救急医療については、救急搬送件数の増加や管外搬
送人員の増加に対応するため、二次救急医療体制を強化
し、救急医療体制の充実を図る必要があり、本事業で二
次救急医療機関の設備整備を行うことで、救急医療体制
の充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。本事業で二次救急医療機関の設備整
備を行うことで、救急医療体制の充実を図る。

443046 44大分 H22補正 二次救急医療機関の
設備整備

ガンマカメラ、超音波装置の整備 ○ 0 25,480 ＋25,480 健康保険南海病院において、救急
医療体制の充実・強化にガンマカメ
ラ、超音波装置の整備に助成する。

　　救急医療については、救急搬送件数の増加や管外搬
送人員の増加に対応するため、二次救急医療体制を強化
し、救急医療体制の充実を図る必要があり、本事業で二
次救急医療機関の設備整備を行うことで、救急医療体制
の充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。本事業で二次救急医療機関の設備整
備を行うことで、救急医療体制の充実を図る。

443047 44大分 H22補正 小児救急医療体制の
充実

低体温療法に特化した体温管理シ
ステムの導入に対する補助

○ 0 2,786 ＋2,786 妊娠３６週以降の重度仮死出生患
児や小児･乳幼児に、心肺蘇生後に
専用機器を用いた低体温療法によ
り脳保護を実施し、小児の救命率向
上を図るため、地域小児科センター
で中核病院でもある大分大学医学
部附属病院が当該療法に特化した
体温管理システムを整備することに
助成する。

　　小児救急医療について、小児科の不足や、厳しい勤務
環境の改善のため、小児医療体制を強化・充実を図る必
要があり、本事業で地域小児科センターで中核病院でも
ある大分大学医学部附属病院の設備整備を行うことで、
小児医療体制の充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。本事業で地域小児科センターの設備整
備を行うことで、小児医療体制の充実を図る。

443048 44大分 H22補正 小児医療体制の充実 新たな新生児マス・スクリーニング
体制の確立に必要なタンデムマス
機器の整備に対する補助

○ 0 21,000 ＋21,000 先天性代謝異常の早期発見、早期
治療により心身障害の予防又は軽
減を図るため、大分市医師会立ア
ルメイダ病院において、アミノ酸代謝
異常、有機酸代謝異常及び脂肪酸
代謝異常の２５疾患の早期発見が
可能となる新しい検査法であるタン
デムマス法を用いた新生児検査に
必要な検査機器の整備に助成す
る。

　　小児救急医療について、小児科の不足や、厳しい勤務
環境の改善のため、小児医療体制を強化・充実を図る必
要があり、本事業で新生児マススクリーニングの委託先で
あるアルメイダ病院の設備整備を行うことで、小児医療体
制の充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。本事業で新生児マススクリーニングの
委託先であるアルメイダ病院の検査設備整備を行うこと
で、小児医療体制の充実を図る。

443049 44大分 H22補正 結核医療体制の強化 結核モデル病室で使用する人工透
析装置等の整備に対する補助

○ 0 2,566 ＋2,566 国東市民病院において、結核医療
体制の強化のために結核モデル病
室で使用する人工透析装置等の整
備に助成する。

　　高齢化等により、今後発症の増加が見込まれる結核
患者に適切な医療を提供するため、本事業で結核医療拠
点病院の設備整備を行うことで、結核医療拠点病院を中
心とした結核医療体制の充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。本事業で結核医療拠点病院等の施設
設備整備に助成し、結核医療提供体制の充実を図る。

443050 44大分 H22補正 結核医療体制の強化 結核モデル病室で使用する人工呼
吸器の整備に対する補助

○ 0 2,800 ＋2,800 大分赤十字病院において、結核医
療体制の強化のために、結核モデ
ル病室で使用する人工呼吸器の整
備に対して助成する。

　　高齢化等により、今後発症の増加が見込まれる結核
患者に適切な医療を提供するため、本事業で結核医療拠
点病院の設備整備を行うことで、結核医療拠点病院を中
心とした結核医療体制の充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。本事業で結核医療拠点病院等の施設
設備整備に助成し、結核医療提供体制の充実を図る。

443051 44大分 H22補正 在宅医療従事者資質
の向上

看護教員等に対する研修用器材の
整備及び訪問看護ステーションの自
主研修に対する補助

○ ○ 0 12,802 ＋12,802 患者が住み慣れた地域で安心して
療養生活等を送ることができるよう、
訪問看護職員等在宅医療を担う看
護職（特養・老健・訪問看護ステー
ション）の研修を行うための器材整
備及び研修実施に助成する。

　患者が住み慣れた地域で安心して療養生活等を送るこ
とができるよう、訪問看護ステーション看護教員の研修を
行うための器材整備及び研修実施を行うことで、在宅医
療の支援体制の充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。本事業で、訪問看護ステーション看護教
員の研修を行うことに助成し、在宅医療の支援体制の充
実を図る。
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443052 44大分 H22補正 地域包括ケアの推進 訪問看護と介護の連携強化モデル
事業の実施

○ 0 3,758 ＋3,758 　訪問看護と訪問介護の連携による
在宅ケア体制の強化により、地域包
括ケアの推進を図るため、訪問看護
と訪問介護の連携実態調査・分析
及び在宅ケア推進に向けた研修等
を実施する。

　患者が住み慣れた地域で安心して療養生活等を送るこ
とができるよう、訪問看護と訪問介護の連携実態調査・分
析及び在宅ケア推進に向けた研修等を実施することで、
在宅医療の支援体制の充実を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。本事業で、訪問看護と訪問介護の連携
実態調査・分析及び在宅ケア推進に向けた研修等を実施
し、在宅医療の支援体制の充実を図る。

443053 44大分 H22補正 がん受診率の向上に
必要な設備整備等

リフト付き胸部検診者の増設に対す
る補助及び啓発の実施

○ 0 36,225 ＋36,225 　疾病の有病者等を早期に発見し、
早期治療を行うために、地域成人病
検診センター等において、がん検診
の充実に必要な設備整備に助成す
るとともに、がん検診受診率向上の
ための啓発活動を行う。

　疾病の有病者等を早期に発見し、早期治療を行うため、
地域成人病検診センター等において、がん検診の充実に
必要な設備整備に助成するとともに、がん検診受診率向
上のための啓発活動を実施することで、がんを予防し、早
期発見・早期治療を行うための検診体制の強化を図りた
い。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。本事業で、がん検診の充実に必要な設
備整備に助成するとともに、がん検診受診率向上のため
の啓発活動を実施することで、がん検診体制の強化を図
る。

443055 44大分 H22補正 看護師の資質向上 訪問看護ステーション、介護施設等
に勤務する看護職員の職場内研修
の体制づくり

○ 0 4,144 ＋4,144 有 　在宅医療連携体制の推進に向け
て、在宅医療を支える訪問看護ス
テーションに対して、アドバイザーと
して認定訪問看護師を派遣し看護
職員の不安を解決する支援等を行
い、在宅医療に携わる看護職の質
の向上を図る。

　在宅医療を支える訪問看護ステーションに対して、アド
バイザーとして認定訪問看護師を派遣し看護職員の不安
を解決する支援等を行うことで、在宅医療連携体制の推
進を図りたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。本事業で、在宅医療を支える訪問看護
ステーションに対して、アドバイザーとして認定訪問看護
師を派遣し看護職員の不安を解決する支援等を行うこと
で、在宅医療連携体制の推進を図る。

443056 44大分 H22補正 看護師の県内定着・
確保

看護職員を雇用する医療機関等に
対する実態調査の実施

○ 0 4,013 ＋4,013 　看護職員を雇用する医療機関等
に対する実態調査を実施することに
より、県内各地域の看護職員の確
保・定着状況に関する現状や課題を
把握し、より地域に密着した効果的
な看護職員の確保定着対策につな
げる。

　看護職員を雇用する医療機関等に対する実態調査を実
施することにより、県内各地域の看護職員の確保・定着状
況に関する現状や課題を把握し、より地域に密着した効
果的な看護職員の確保定着対策につなげたい。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。本事業で、看護職員を雇用する医療機
関等に対する実態調査を実施することにより、県内各地
域の看護職員の確保・定着状況に関する現状や課題を把
握し、看護職員の確保定着対策を図る。

443057 44大分 H22補正 病児・病後児保育施
設の整備

病児・病後児保育施設の整備に対
する補助

○ 0 19,998 ＋19,998 有 　就労形態の多様化により、病児・
病後児保育などの保育サービスの
拡充が求められており、そのニーズ
に対応するため、病児・病後児保育
施設を開設する病院及び診療所に
対して施設整備に伴う費用を助成
し、子どもの急病時等の対応等につ
いて支援可能な体制を整備する。

　就労形態の多様化により、病児・病後児保育などの保育
サービスの拡充が求められているため、子どもの急病時
等の対応等について支援可能な体制を整備する。

　変更に伴う財源については、他の事業の減額分を充て
ることとしている。本事業で、病児・病後児保育などの保
育サービスを整備することにより、子どもの急病時等の対
応等について支援可能な体制を整備する。
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451001 45宮崎 H21補正
①北部

延岡市夜間急病セン
ターの医師確保

宮崎東諸県など、他の医療圏の医
師を対象に、延岡市が行うセンター
の運営強化に必要な医師の確保策
（人件費）を支援

○ 40,000 38,817 △1,183 　勤務実績に合わせて支出した人
件費が計画額を下回ったことから、
他事業に充当するため、計画額を
減額する。

　当該事業は、実際の勤務実績に基づき支援額を積算す
るものとなっているため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

451002 45宮崎 H21補正
①北部

育児中の女性医療ス
タッフの勤務環境改
善のための院内保育
の実施

育児中の女性医療スタッフの勤務
環境改善のため、県立延岡病院の
院内保育施設の設置・運営を支援

○ ○ ○ 40,000 42,969 ＋2,969 　運営委託料が不足するため、計画
額を増額する。

　県立延岡病院の院内保育施設の運営費等の一部につ
いて支援を実施しているものであるが、運営委託料が想
定よりも高額であったことにより事業費が不足するため。

　変更に伴う財源については、「延岡市夜間急病センター
の医師確保事業」等の執行残を活用することとしており、
その他の事業に影響を及ぼすことはない。また、この変更
により計画年度まで支援を実施することが可能となる。

451003 45宮崎 H21補正
①北部

日向入郷医療圏の２
次救急の中核３病院
の勤務医の処遇改善

日向市が行う圏域の救急医療の中
核３病院（千代田、和田、済生会）の
医師の処遇改善（当直手当創設）を
支援

○ 198,816 120,498 △78,318 　救急勤務医の手当について当初
計画から単価を減額したことに伴
い、他事業に充当するため、計画額
を減額する。

　当初計画していた時間当たり単価が過大であったため
減額したところ、計画額を下回る見込みであるため。

　計画額より、安価で目標を達成することができたもので
あり、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

451004 45宮崎 H21補正
①北部

延岡市夜間急病セン
ターの増改築

圏域の初期救急を担う延岡市夜間
急病センターの機能拡充を目的に、
延岡市が行う診察室や検査室、待
合室等の増改築工事を支援

○ 170,000 160,440 △9,560 　施設整備費補助について、入札の
結果、一部が不要となったことから、
他事業に充当するため、計画額を
減額する。

　延岡市夜間急病センターの増改築に係る工事について
支援を行ったが、補助額が入札の結果、当初見込みより
も下がったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

451005 45宮崎 H21補正
①北部

救急医療機関の機能
強化及び新規参入促
進

延岡市が行う圏域の救急医療機関
の新規参入促進のためのシンセン
ティブ（機器整備や運営費）付与や、
現行の救急医療機関の機能強化の
ための機器整備等を支援

○ ○ 338,500 255,533 △82,967 　計画のうち、施設整備に係る事業
及び医師確保コンサルタント活用事
業について予定していた件数を減じ
ることにより、他事業に充当するた
め、計画額を減額する。

　補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかっ
たため。

　当初計画に満たないものの、一部の事業については計
画以上の成果を上げることができ、医療課題の解決に向
けた一定の見通しが立ったため、当該事業を減額し、優
先順位の高い「特定患者に対応する輪番医療機関の機
能強化事業」に充当することとする。

451006 45宮崎 H21補正
①北部

特定救急患者に対応
する輪番医療機関の
機能強化

脳血管障害患者、消化管出血患者
への対応で、県立延岡病院を独自
の輪番制で支える圏域の関係医療
機関を対象に、延岡市が行う施設・
機器整備を支援

○ ○ 52,500 109,776 ＋57,276 　補助申請数が当初計画を上回っ
たことから、他事業の執行残を活用
して支援したいため、計画額を増額
する。

　事業を進める中で、補助申請数が当初計画を上回るこ
とから、他事業の執行残を活用して支援することにより、
更に充実した救急医療体制の確保を図りたい。

　変更に伴う財源については、「救急医療機関の機能強
化及び新規参入促進事業」の執行残を活用することとして
おり、その他の事業に影響を及ぼすことはない。また、圏
域の救急医療体制の確保を当初計画以上に図ることがで
きる。

451007 45宮崎 H21補正
①北部

県立延岡病院の増改
築

県立延岡病院の救急医療機能強化
のための救命救急センター部門の
増改築工事、新たなヘリポートの整
備を支援

○ 680,000 668,869 △11,131 　入札の結果、不要となった計画額
について、他事業に充当するため、
計画額を減額する。

　入札の結果、事業費が下がったことに伴い、補助額が減
少したため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

451008 45宮崎 H21補正
①北部

宮崎大学医学部に
「地域医療学講座」
（寄附講座）を設置・
運営

宮崎大学医学部への寄附講座設置
により、本県の地域医療を担う医師
の養成・確保を促進

○ 312,534 300,951 △11,583 有 　寄附実績が当初計画を下回ったこ
とに伴い、他事業に充当するため、
計画額を減額する。

　寄附実績が当初計画を下回っており、当初目標を達成
するため本事業は延長実施するが、なお不要となる計画
額を他事業に充当するため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができており、また延長実施により一定の
見通しが立っていることから、計画変更による医療課題解
決への影響はない。

451009 45宮崎 H21補正
①北部

医師修学資金貸与枠
の拡大

新たな医学部定員増（宮崎大学５、
長崎大学２）に合わせた貸与枠の拡
大等により、医師の養成・確保策を
強化

○ 78,723 89,009 ＋10,286 有 　医師修学資金貸与制度の延長実
施に伴い、計画額を増額する。

　県内の医師数増加や地域偏在の解消は県政の最重要
課題の一つであり、地域医療の維持・充実のための措置
が必要である。このため、県内の地域医療を担うととも
に、更には県内に定着する医師の育成のために不可欠で
ある本事業を延長実施し、少しでも多くの医師の確保を図
りたい。

　延長に伴う財源については、「宮崎大学地域医療学講
座（寄附講座）設置・運営事業」の執行残を活用することと
しており、その他の事業に影響を及ぼすことはない。ま
た、将来の地域医療を担う医師の更なる確保を図ることが
可能となる。

451010 45宮崎 H21補正
①北部

ドクターヘリの導入・
運営

宮崎大学附属病院におけるドクター
ヘリの導入支援により、重症救急患
者等への医療提供体制の強化等を
促進

○ 458,220 606,464 ＋148,244 有 　ドクターヘリの運航支援を延長実
施することに伴い、計画額を増額す
る。

　ドクターヘリの導入は、本県の救急医療機能の向上に
資することはもちろん、救急医を志す若手医師等の確保と
いう観点からも、高い効果が期待できるものである。運営
体制の協議等により、導入が１年遅延したため導入から
間もない本県のドクターヘリ運航体制を、支援延長実施に
より確立させたい。

　変更に伴う財源については、「日向入郷医療圏の２次救
急の中核３病院の勤務医の処遇改善事業」等の執行残や
基金運用益及び運用益見込みを活用することとしており、
その他の事業に影響を及ぼすことはない。また、本事業
は、計画で課題としている救急医療体制の確保や医師確
保のために欠くことのできない事業である。
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451011 45宮崎 H21補正
①北部

救急医療機関医師の
勤務環境の改善

県内の２次救急医療機関医療ク
ラーク（医師事務作業補助者）の新
たな採用支援により、救急医療現場
の医師の勤務環境改善を促進

○ 70,000 51,530 △18,470 有 　補助申請が当初計画を下回ったこ
とから、他事業に充当するため、計
画額を減額する。

　補助申請が当初計画を大幅に下回ったため。なお、当
初の目標値である県内２次救急医療機関１００床当たり１
名以上の医療クラーク配置を実現するため、当事業は延
長実施し、二次救急医療機関勤務医の環境改善を図る。

　当初計画に満たないものの、本事業により一部の成果
を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の見
通しが立ったため、当該事業を減額し、優先順位の高い
「看護師のスキルアップ支援事業」を行うこととする。

451012 45宮崎 H21補正
①北部

看護師のスキルアッ
プを支援

県看護協会が行う、救急医療分野
を中心とする認定看護師の養成や
研修会の開催等の活動を支援する
ことにより、本県の救急医療機能全
体の底上げ等を促進

○ 24,310 35,456 ＋11,146 有 　看護師のスキルアップ支援を延長
実施することに伴い、計画額を増額
する。

　当事業による研修会には、平成２２～２４年で延べ３千
人が参加し、看護師等のスキルアップを図ってきたところ
であるが、知識や技術の維持にはそれぞれの地域で継続
的に研修を受けることが重要であり、従来の計画で各地
域持ち回りで研修会を開催するなどその仕組みを整備し
てきたところである。延長実施することにより、各地域で研
修会開催が定着し、更に安定的にスキルアップを図る体
制が整備されるため。

　変更に伴う財源については、「救急医療機関医師の勤
務環境の改善事業」の執行残を活用することとしており、
その他の事業に影響を及ぼすことはない。また、将来の
救急医療体制を支える看護師等の資質向上を図り、本県
の救急医療体制の底上げに繋がる。

451013 45宮崎 H21補正
①北部

県内医師の需給状況
調査

県内の医師の需給状況等に係る実
態調査・分析を行うことにより、今後
の県の医師確保等施策の検討に必
要な情報を収集・整理

○ 10,500 1,787 △8,713 　調査方法を変更したことにより調
査費用が減少したことから、他事業
に充当するため、計画額を減額す
る。

　事業を進める中で、独自手法で調査するのではなく、調
査対象を医師と患者に分け、それぞれ厚生労働省調査に
準じた調査手法とすることで、比較検討が可能となり、効
率的な調査が可能となることから、調査方法を改めたた
め。

　上記の医療課題については、調査方法を見直すことに
よって、本事業が見込んでいた目標を達成する見込みで
あるため、本事業の計画変更による医療課題の解決への
影響はない。

451014 45宮崎 H21補正
①北部

地域医療情報の発信 県内の医療機関を対象に、地域医
療関連の情報を発信（ウェブサイト
構築、広報誌制作）

○ 9,500 11,731 ＋2,231 　広報誌印刷部数の増（配布対象
の拡大）等に伴い、計画額を増額す
る。

　事業を進める中で、より広範囲に情報発信することで事
業効果を上がることが判明したことから、他事業の執行残
を活用し、広報誌印刷部数を増やすため。

　「県内医師の需給状況調査事業」の執行残を活用するこ
ととしており、その他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、情報発信によって、県内外の医師、医学生、高校生
（医学部進学希望者）との間に、密接なつながりを構築す
ることで、今後の医師の養成・確保に向けた施策検討に
資する。

451015 45宮崎 H21補正
①北部

臨床研修病院説明会
の実施

これまで県内で実施していた研修病
院の説明会を県外において実施す
ることによりPRの拡充を図り、県内
で研修を受ける医師の確保を促進

○ 13,173 11,442 △1,731 　計画のうち、会場使用料について
不要となったことから、他事業に充
当するため、計画額を減額する。

　事業を進める中で、会場使用料が不要となったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

451016 45宮崎 H21補正
①北部

小児救急医療電話相
談事業の日数拡大

県医師会に委託して、土日祝日等
に実施している小児救急医療電話
相談事業を３６５日化することによ
り、小児救急医療に携わる医師の
勤務環境改善等を促進

○ 3,224 4,836 ＋1,612 有 　小児救急医療電話相談事業の強
化を延長実施することに伴い、計画
額を増額する。

　小児夜間電話相談事業の拡大により、不要不急の受診
を抑制し、救急医療を支える医師等の負担軽減を図る当
事業について更なる効果を得るために延長実施が必要な
ため。

　変更に伴う財源については、「臨床研修病院説明会事
業」の執行残を活用することとしており、その他の事業に
影響を及ぼすことはない。また、不要不急の受診を抑制
し、救急医療を支える医師等の負担軽減を図ることが可
能となる。

452001 45宮崎 H21補正
②都城北
諸県

都城市郡医師会病院
の移転整備

都城北諸県医療圏の２次救急医療
機能強化のため、中核医療機関で
ある都城市郡医師会病院の移転整
備を支援
（施設整備費の一部を補助）

○ ○ 1,200,000 1,231,982 ＋31,982 有 　都城市郡医師会病院移転整備事
業について必要な事業費が不足し
ていることから、計画額を増額する。

　当初計画時以降に東日本大震災が発生し、免震構造へ
の設計変更や建築コスト高騰等への対応を余儀なくされ
ており、事業遂行のために追加支援が必要であるため。

　変更に伴う財源については、「調剤薬局の機能充実事
業」の中止に伴う執行残や基金運用益及び運用益見込み
を活用することとしており、その他の事業に影響を及ぼす
ことはない。本事業は、計画の核となる事業であり、医療
課題解決のために不可欠である。

452002 45宮崎 H21補正
②都城北
諸県

調剤薬局の機能充実 上記移転整備計画に伴う地区薬剤
師会が行う拠点薬局の整備費を支
援

○ 40,000 0 △40,000 　都城市郡医師会病院移転整備事
業において院内薬局を整備すること
となり拠点薬局が不要となったた
め、本事業を中止する。

　計画されていた拠点薬局は、新たに整備される都城市
郡医師会病院が院外処方することを前提としたものであ
るため、院内薬局整備により必要なくなったものである。

　都城市郡医師会病院において院内薬局が整備されるこ
とにより、当初の医療課題は解決されるものであり、本事
業の中止による医療課題解決への影響はない。

452004 45宮崎 H21補正
②都城北
諸県

国立病院機構都城病
院の産婦人科の機能
強化

異常分娩への対応など、周産期医
療の中核医療機関である国立病院
機構都城病院の施設・設備整備を
支援

○ ○ 331,622 340,022 ＋8,400 　計画を進める中で事業費が増加し
たため、計画額を増額する。

　計画を進める中で当初想定より施設改修費が増加する
ことが判明したため（変更後においても、事業主体は事業
費の２分の１以上を負担）。

　変更に伴う財源については、「調剤薬局の機能充実事
業」の中止に伴う執行残を活用することとしており、その他
の事業に影響を及ぼすことはない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧
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452005 45宮崎 H21補正
②都城北
諸県

小林市立病院の産科
医療機器整備

西諸圏域の周産期医療の中心とな
るべき小林市立病院における産科
医確保のための環境整備として実
施する産科医療機器の整備を支援

○ 29,400 0 △29,400 　機器整備の前提である産科医確
保の見込みが立たないため、本事
業を中止する。

　小林市立病院の産科医確保については、事業主体であ
る小林市において幾度となく宮崎大学や鹿児島大学を訪
問し、産科医派遣を要請しているが、実現に至っていな
い。機器整備は産科医確保を前提としたものであり平成２
５年度中に事業実施できないため、事業を中止するもの。

　医療課題は解決されていないが、事業の見込が立たな
いため、地域医療再生計画では当該事業を中止し、優先
順位の高い「小林市立病院の救急医療機器整備事業」を
行うこととする。
　なお、今後、上記の医療課題の解決に向けて、県及び
地元自治体が協力し、宮崎県医師確保対策推進協議会
におけるＨＰ等での募集広報、病院説明会及び斡旋等に
より産科医確保に取り組むこととする。

452007 45宮崎 H21補正
②都城北
諸県

地域医療連携室の設
置促進

都城北諸県医療圏の救急医療機能
強化のため、病院内で転院・退院等
の調整業務を行う地域医療連携室
未設置病院を対象に、その設置を
促進

○ 75,000 12,298 △62,702 　事業内容見直し（人件費補助→事
業費補助）に伴い、他事業に充当す
るため、計画額を減額する。

　当初計画では、地域医療連携室未設置病院に連携を促
進するためのスタッフを配置するための人件費補助として
計画していたが、医療機関が連携室の必要性や活用の
仕方を理解した上で自発的に設置する方が、より地域住
民のニーズに的確に対応し、効率的かつ効果的な連携が
図られると考え、連携室設置促進協議会を設置し、医療
連携に関する現状把握、情報共有、啓発及び室設置後の
活用方法を整備・研究する事業を支援する内容に変更し
たため。

　未設置病院において連携の重要性やその効果について
十分理解され、室を設置した時と同レベルの医療連携が
図られ、計画額より安価で目標を達成することができたも
のであり、計画変更による医療課題の解決への影響はな
い。

452008 45宮崎 H21補正
②都城北
諸県

周産期医療機関の連
携促進

周産期医療機能強化のため、圏域
内の関係７医療機関への画像診断
システム導入を支援

○ 84,000 69,887 △14,113 　入札の結果、不用額が生じたこと
から、他事業に充当するため、計画
額を減額する。

　事業主体において画像診断システムの入札を実施した
結果、予定額を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

452009 45宮崎 H21補正
②都城北
諸県

宮崎大学医学部附属
病院の救命救急セン
ター化に向けた機器
整備

救急部門の強化に当たって必要な
増床（3床→20床）に関し、必要とな
る施設・設備の導入を支援

○ ○ 250,000 351,907 ＋101,907 　他事業の執行残を活用し、必要な
設備を拡充して支援するため、計画
額を増額する。

　当事業については、当初計画額の範囲で十分な設備が
計画できていなかったが、他事業の執行残等が発生する
見込みであるため、整備する設備を拡充して、必要な機
器を整備することにより救命救急センターとして充実した
体制確保を図りたい。

　変更に伴う財源については、「地域医療連携室の設置
促進事業」等の執行残を活用することとしており、その他
の事業に影響を及ぼすことはない。また、当事業の拡充
により、宮崎大学附属病院救命救急センターの充実した
体制確保ができる。

452010 45宮崎 H21補正
②都城北
諸県

宮崎大学医学部附属
病院の救急部門の医
師、看護師の確保

附属病院の救急部門強化のための
新たな医師及び看護師の確保に関
し、人件費を中心に支援

○ 321,544 301,886 △19,658  事業費（人件費）が当初計画を下
回ったことから、他事業に充当する
ため、計画額を減額する。

　当該事業については、新たに確保した医師等の人件費
を補助するものであるが、採用が年度途中であった者が
いたこと等により、当初想定した事業費を下回ったたた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

452011 45宮崎 H21補正
②都城北
諸県

宮崎大学医学部附属
病院の救急部門の医
師、看護師を対象と
する研修

強化される救急部門の現場を運営
する医師や看護師の教育研究を支
援

○ 20,000 17,660 △2,340 　研修旅費等について執行残が生
じたため、他事業に充当するため、
計画額を減額する。

　当事業は、宮崎大学医学部附属病院救命救急センター
の医療スタッフの研修に係る旅費を支援するものである
が、必要な研修等に参加した結果、執行残が生じたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

452012 45宮崎 H21補正
②都城北
諸県

救急医の研修プログ
ラムの開発・普及

救急専門医の養成等を目的に行う
研修プログラムの開発・普及事業を
支援

○ 18,016 24,648 ＋6,632 有 　研修プログラムの開発･普及事業
の延長実施に伴い、計画額を増額
する。

　当事業は、医師の安定的な確保のために宮崎大学にお
いて救急専門医の研修プログラムを開発し、その普及を
図る事業であり、事務職員の人件費を補助するものであ
る。既にプログラムの開発が終了し、既に２名が本プログ
ラムにより後期研修中であるが、今後も、プログラムの広
報や研修評価体制の確立のために支援を延長実施し、少
しでも多くの医師確保を図りたい。

　変更に伴う財源については、「宮崎大学附属病院救急
部門の医師、看護師の確保事業」の執行残を活用するこ
ととしており、その他の事業に影響を及ぼすことはない。
また、将来の地域医療を担う医師の更なる確保を図ること
が可能となる。

452013 45宮崎 H21補正
②都城北
諸県

小林市立病院の救急
医療機器整備

救急医療体制の確保のための設備
整備を支援

○ 0 29,400 ＋29,400 　新たな事業を以下のとおり追加す
る。

　圏域の救急拠点病院である都城市郡医師会病院は、夜
間急患センターが未整備の隣接の西諸医療圏や、県境を
越えた鹿児島県からの救急患者など、広域から受け入れ
ており、本圏域での救急搬送受入件数が最も多くなってい
ることから、他圏域からの流入対策として、隣接する西諸
医療圏の拠点病院である小林市立病院の救急医療体制
の強化を図るため。

　変更に伴う財源については、「小林市立病院の産科医
療機器整備事業」の中止に伴う執行残を活用することとし
ており、その他の事業に影響を及ぼすことはない。また、
圏域の救急医療体制の更なる拡充を図ることが可能とな
る。

453002 45宮崎 H22補正 地域がん登録事業 地域がん登録のために必要となる
システムの整備を行い、県内のがん
診療を行う病院から情報を収集・整
理し、登録を行う。

○ ○ 81,784 81,784 △0 　精算の結果、数十円単位の端数
が出たため、他事業に充当するた
め、計画額を減額する。

　精算の結果発生した執行残について、他事業において
活用するため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

330 / 344



参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

453005 45宮崎 H22補正 心臓病センター診療
機能の充実・強化事
業

急性心筋梗塞医療班体制を増強す
るため、必要な人材確保を図るとと
もに、新たな医療機器等を導入し、
病院の機能の充実・強化を図る。

○ 344,800 360,587 ＋15,787 　機器整備費が増加したため、計画
額を増額する。

　宮崎市郡医師会病院心臓病センターに整備する機器を
拡充することにより、更なる機能の充実・強化を図るため。

　変更に伴う財源については、「広域救急医療体制構築
事業」の執行残を活用することとしており、その他の事業
に影響を及ぼすことはない。

453006 45宮崎 H22補正 広域救急医療体制構
築事業

ドクターカーを病院に配置するほ
か、消防機関の救急車に映像配信
システムを導入し、患者の速やかな
病態解析・搬送を行い救命率の向
上を図る。

○ 203,100 179,167 △23,933 　必要な設備を整備した上で不用額
が生じたため、他事業に充当するた
め、計画額を減額する。

　ドクターカーなど必要な設備を整備した結果、不用額が
生じたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

453007 45宮崎 H22補正 宮大医学部附属病院
の施設・設備整備拡
充

ドクターヘリ基地病院のヘリポート
等整備、医療機器等の設備整備を
支援し、本県の第三次救急医療体
制の機能向上を図る。

○ ○ 481,384 410,833 △70,551 　設備整備について、一部が他事業
の活用により実施されたため、他事
業に充当するため、計画額を減額
する。

　本事業については、他事業や国庫補助制度の活用によ
り、基金充当額が減少したため。

　他事業の活用により当初の目標を達成することができた
ものであり、計画変更による医療課題の解決への影響は
ない。

453008 45宮崎 H22補正 救急患者転院搬送事
業

宮大救命センターの患者転院促進
のため、県内医療機関の受入の意
向等を調査するとともに、ドクター
カー整備を支援する。

○ 51,222 51,223 ＋1 有 　ドクターカー整備費について、微少
な増額が生じたため、計画額を増額
する。

　ドクターカー整備に係る補助額が千円増額するため。 　変更に伴う財源については、「宮大医学部附属病院の
施設・設備整備拡充事業」の執行残を活用することとして
おり、その他の事業に影響を及ぼすことはない。

453009 45宮崎 H22補正 ドクターヘリ場外離着
陸場調査事業

ドクターヘリ導入後の円滑な運航を
図るため、場外離着陸場の調査及
び台帳作成等を支援する。

○ 7,800 7,665 △135 　必要な調査を実施した上で、不用
額が生じたため、他事業に充当する
ため、計画額を減額する。

　必要な調査事業の事業費が計画額を下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

453010 45宮崎 H22補正 場外離着陸場への看
板等設置事業

ドクターヘリの場外離着陸場におけ
る看板設置により住民への周知を
図るとともに、整地等を支援し、円滑
な運航を図る。

○ 20,000 7,480 △12,520 　看板設置費を事業主体への定額
補助としたことに伴い不用額が生じ
たことから、他事業に充当するた
め、計画額を減額する。

　当初は看板設置を県執行で計画していたが、事業主体
（設置箇所管理者）への定額（上限５万円）補助としたた
め。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題解決への影響はない。

453011 45宮崎 H22補正 ドクターヘリに関する
啓発事業

シンポジウムを開催し、ドクターヘリ
の役割やその重要性等について、
広く県民への啓発を図ることにより、
円滑な運航を目指す。

○ 3,600 1,653 △1,947 　シンポジウムの開催回数減に伴い
不用額が生じたことから、他事業に
充当するため、計画額を減額する。

　当事業については、県内６箇所でのシンポジウム開催を
計画していたが、導入当初に大規模なシンポジウムを実
施し、翌年度に別の視点で実施し、効果的かつ効率的に
実施したため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決への影響はない。

453012 45宮崎 H22補正 県立宮崎病院救命救
急センター施設・設備
整備の拡充事業

県立宮崎病院救命センターの機能
を向上させるため実施する医療機
器等の設備拡充及びそれに伴う施
設整備を支援する。

○ ○ 97,060 169,491 ＋72,431 　県立宮崎病院の施設整備費につ
いて、当初計画を上回るため、計画
額を減額する。

　県立宮崎病院の施設整備については、小児救急の集約
化と連携した内容とし、新たに敷地内に整備する宮崎市
夜間急病センター小児科との連絡を重視して事業費が増
加する見込みのため（増額後も事業主体が２分の１を負
担）。

　変更に伴う財源については、「宮大医学部附属病院の
施設・設備整備拡充事業」の執行残を活用することとして
おり、その他の事業に影響を及ぼすことはない。また、拡
充により、一次から三次までが同一敷地内で連携した医
療提供体制を図ることができる。

453013 45宮崎 H22補正 ＤＭＡＴ体制整備事業 県とＤＭＡＴ指定医療機関との協定
締結や隊員養成訓練等への参加支
援等、ＤＭＡＴ体制を強化する。

○ 5,070 2,739 △2,331 　計画策定時において、予定してい
た事業についてはそのほとんどを実
施することができたが、会議開催経
費の節約や、入札結果等により不
用額が生じたことから、他事業に充
当するため、計画額を減額する。

　会議開催経費の削減や、入札結果等により計画額が減
額となったため。

　災害医療関係者連絡会議の開催や県内全ての災害拠
点病院が日本ＤＭＡＴ研修を受講するなど、計画額より安
価で目標を達成することができたものであり、計画変更に
よる医療課題の解決への影響はない。

453014 45宮崎 H22補正 ＤＭＡＴ設立支援事業 被災地での活動に必要な衛星携帯
電話、統一したユニフォーム及び薬
剤等を整備するための支援を行う。

○ 59,000 46,668 △12,332 　計画のうち、ＤＭＡＴ保有医療機関
に対する資機材購入支援補助額を
減額したことから不用額が生じたた
め、他事業に充当するため、計画額
を減額する。

　補助事業者と協議のうえ、１箇所当たりの補助額を減じ
ることとしたため。

　新たにＤＭＡＴを保有することとなった医療機関に対して
は衛星携帯電話の整備等に係る経費を支援するなど、計
画額より安価で目標を達成することができたものであり、
計画変更による医療課題の解決に対する影響はない。
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453015 45宮崎 H22補正 災害医療情報システ
ム構築事業

県内の災害拠点病院等と、厚生労
働省が運営するＥＭＩＳ（広域災害救
急医療情報システム）とを接続し、
災害時に必要な情報連絡体制を整
える。

○ ○ 47,197 28,645 △18,552  入札の結果生じた不用額につい
て、他事業に充当するため、計画額
を減額する。

　システム構築に際して企画コンペを実施したところ、必要
額が見込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決による影響はない。

453016 45宮崎 H22補正 災害拠点病院機能強
化事業

県内の災害拠点病院の自家発電装
置を高い場所に移設する等の応急
的な対策等を講じる。

○ ○ 168,000 240,903 ＋72,903 有 　これまで取り組んできた災害拠点
病院の機能強化に加え、救急告示
施設等の周囲の医療機関について
も、災害時の医療提供体制の強化
のために必要な支援を実施するた
め、計画額を増額する。

　平成２５年２月に公表された南海トラフ巨大地震の津波
浸水想定等が公表され、津波等による甚大な被害が発生
するとの想定がなされた。
　これまで、災害拠点病院における自家発電装置の高所
移転等に対する支援を行ってきているが、県内災害拠点
病院の多くが日向灘沿岸市町に位置していることから、災
害拠点病院だけでなく周囲の医療機関についても災害医
療体制に参画してもらうことが必要であるため。

　変更に伴う財源については、「ドクターヘリ場外離発着場
への看板等設置事業」等の執行残及び基金運用益及び
運用益見込みを活用することとしており、その他の事業に
影響を及ぼすことはない。また、南海トラフ巨大地震により
大きな被害が発生することが予想される本県において、よ
り強固な災害医療体制を構築するために必要な事業を実
施することができる。

453021 45宮崎 H22補正 医師及び医学生の招
へい事業

県外在住の医師はもとより県外で開
催される臨床研修病院説明会で接
触した医学生等に、本県の医療現
場を直接見てもらうことで本県への
定着を促進する。

○ 5,796 885 △4,911 　計画よりも申し込みが少なかった
ことにより旅費の不要が生じたた
め、他事業に充当するため、計画額
を減額する。

　当初計画よりも、医学生からの申し込みが少なかったこ
とにより、旅費等の不用額が生じたため。

　上記の医療課題については解決されていないが、県と
市町村の負担で取り組む「宮崎県医師確保対策推進協議
会事業」によって課題解決に向けて引き続き取り組むこと
とし、地域医療再生計画では当該事業を減額し、優先度
の高い「災害拠点病院等機能強化事業」の拡充に充当す
ることとする。

453022 45宮崎 H22補正 医療人材の育成支援
事業

４疾病６事業等に係る専門医・指導
医等の資格取得や、コメディカルの
キャリア形成のための研修・学会参
加等の支援を行う。

○ 40,300 31,675 △8,625 当初計画より補助申請が少なく不用
額が生じたことから、他事業に充当
するため、計画額を減額する。

　医療機関等への補助制度を実施した結果、制度を活用
する医療機関等が当初計画より少なかったため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先度の高い「災害拠点病院等機能強化事業」
の拡充に充当することとする。

453023 45宮崎 H22補正 看護教育充実支援事
業

看護教員養成講習会受講者の代替
看護職員を採用した場合の人件費
の支援を行うとともに、県立看護大
学における教育研修や実習施設に
おける臨床研修等を実施する。

○ 56,266 56,543 ＋277 　事業費（補助金）が不足するため、
計画額を増額する。

　計画当初見込んでいた国庫補助制度の活用ができな
かったことにより、事業費が不足するため。

　変更に伴う財源については、「医療人材の育成支援事
業」の執行残を活用することとしており、その他の事業に
影響を及ぼすことはない。また、将来の救急医療体制を
支える看護師等の確保が可能となる。

456013 45宮崎 H24補正 災害医療情報システ
ムの運営

広域災害救急医療情報システムと
の連携

○ 10,080 10,416 ＋336 有 　事業延長により消費税増を見込む
必要が生じたため、計画額を増額す
る。

　災害医療体制の構築のために事業の延長実施の必要
性があり、消費税増を見込む必要が生じたため。

　変更に伴う財源については、基金運用益を活用すること
としており、他の事業に影響を及ぼすことはない。

456021 45宮崎 H24補正 ドクターヘリの運航支
援

ドクターヘリの運航に係る経費を支
援

○ 146,166 149,062 ＋2,896 有 　ドクターヘリ運航経費支援につい
て、計画額を増額する。

　当初計画していた国庫補助額の不足が想定されるた
め。

　変更に伴う財源については、基金運用益及び運用益見
込みを活用することとしており、他の事業に影響を及ぼす
ことはない。
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参考資料２　地域医療再生計画の変更一覧

事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

461001 46鹿児島 H21補正
①鹿児島

鹿児島大学病院救命
救急機能強化事業

県内全域を支える高度の救急医療
体制の整備として，鹿児島大学病院
救急集中治療棟の機能強化を図
る。

○ ○ 200,000 275,895 ＋75,895 　計画のうち，鹿児島大学病院で整
備する医療機器について計画額を
増額するものである。

　これまで，鹿児島大学病院救急部においては，重症患
者への対応に必要な医療機器の未整備や不足のため，
救急患者の適切な生体管理や，気道確保のための処置
が困難であったことから，年間８０件程度の救急患者の受
け入れを断っていた経緯がある。
　今般，総合臨床研修センター整備事業（事業主体：鹿児
島大学病院）の入札執行残額が見込まれることから，整
備する医療機器の見直しにより本県唯一の救命救急セン
ターである鹿児島市立病院を含む鹿児島市内の中核病
院の負担軽減を図るものである。

　変更に伴う財源は，総合臨床研修センター整備事業の
入札執行残額等に伴う財源を活用することから，他の事
業に影響を与えることなく執行が可能である。

461003 46鹿児島 H21補正
①鹿児島

周産期医療施設設備
整備事業

周産期救急医療提供体制の整備と
して，妊娠，出産から新生児に至る
高度専門的な医療を提供する医療
機関の機能強化を図る。

○ 3,333 3,328 △5 　計画のうち，医療機器について単
価を減額するものである。

　医療機器について入札を実施した結果，見込を下回っ
たため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。

461004 46鹿児島 H21補正
①鹿児島

周産期医療関係者研
修事業，周産期医療
スキルアップ事業

地域の周産期医療を支える医療関
係者を対象に研修会を開催し，周産
期に係る総合的な医療連携体制の
充実を図る。

○ 800 1,889 ＋1,089 　地域の周産期医療を支える医療
関係者を対象とした研修会と併せ
て，ＡＬＳＯ（周産期救急医療コース）
研修会を開催することから，計画額
を増額するものである。

　離島・へき地を多く有する本県においては，救急搬送体
制の充実・強化は大きな課題となっていることから，現行
の周産期医療関係者研修会と併せて，ＡＬＳＯ（周産期救
急医療コース）研修会を開催し，周産期医療体制の充実・
強化を図るものである。

　変更に伴う財源については，基金の運用益を財源として
活用することから，他の事業に影響を与えることなく執行
が可能である。

461005 46鹿児島 H21補正
①鹿児島

ドクターヘリ運航事業 鹿児島市立病院を運航主体として，
県本土から熊毛地域をカバーするド
クターヘリを導入し，救急医療体制
の充実・強化を図る。

○ ○ ○ 95,989 247,955 ＋151,966 　計画のうち，国庫補助金の内示額
減額に伴う計画額の増額を行うもの
である。

　平成２５年度医療提供体制推進事業費補助金の内示額
減額を受け，当該事業の執行に影響を及ぼさないよう再
生基金の活用により所要の財源を確保し，円滑な事業の
推進を図るものである。

　平成２３年１２月末からのドクターヘリ運航開始以降，こ
れまで救命率の向上や後遺症軽減に一定の成果を挙げ
てきていることから，財源不足により事業の推進に影響を
及ぼすことがないよう再生基金の活用により所要の財源
を確保し，再生計画における重要課題の一つである救急
医療体制の充実・強化を図るものである。
　また，変更に伴う財源については，かごしま救急医療遠
隔画像診断センター運営事業の執行残額等を活用するこ
とから，他の事業に影響を与えることなく執行が可能であ
る。

461006 46鹿児島 H21補正
①鹿児島

県消防・防災ヘリコプ
ター緊急搬送円滑化
推進事業，消防・防
災ヘリコプター運航
管理事業

救急搬送現場における消防・防災
ヘリの積極的な活用が見込まれる
ことから，消防防災ヘリの救急用資
機材を整備するとともに，基地空港
である枕崎空港の給油タンクロー
リーの更新等に対して支援を行う。

○ 27,279 20,560 △6,719 　計画のうち，給油タンクローリーに
ついて負担割合の見直しを行い，基
金充当額を減額するものである。

　計画のうち，給油タンクローリーについて，負担割合（当
初：県１０／１０→変更後：県１／３）の見直しを行った結
果，基金充当額の見込を下回ったため。

　負担割合の見直しにより計画の基金充当額を下回って
目標を達成することができたものであり，計画変更による
医療課題の解決による影響はない。

461007 46鹿児島 H21補正
①鹿児島

鹿児島市立病院屋上
ヘリポート給油施設
等整備事業

ドクターヘリによる効果的な救急搬
送体制を確立するため，運営主体と
なる鹿児島市立病院救命救急セン
ターにヘリポート等を整備する。

○ ○ 103,521 71,856 △31,665 有 　平成２７年度に移転開院する鹿児
島市立病院屋上ヘリポートに給油
施設等を整備することにより，ヘリに
医師等が直ちに搭乗できる体制を
構築し，ドクターヘリのより効果的な
運用を図るため計画額を減額するも
のである。

　再生計画策定時点では，移転先の病院敷地にヘリポー
トを整備する予定であったが，その後の検討により屋上へ
ヘリポートを整備することが決定したこと，また，屋上ヘリ
ポートの設置費は他の補助金を活用することを受け，ドク
ターヘリのより効果的な運用を図る観点から，「ヘリポート
等整備」から「屋上ヘリポート給油施設等整備」に事業内
容を変更するものである。

　計画額より安価で目標を達成する見込であり，計画変更
による医療課題の解決による影響はない。

461008 46鹿児島 H21補正
①鹿児島

大隅地域夜間急病セ
ンター設置事業

コンビニ受診や当番医の高齢化な
どにより崩壊の危機に直面している
大隅地域の初期救急医療体制を確
保し，地域の救急医療の更なる充
実を図る。

○ 50,000 49,180 △820 　計画のうち，備品購入費（医療機
器）について１件あたりの単価を減
額するものである。

　備品購入費（医療機器）について入札を実施した結果，
見込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。
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461009 46鹿児島 H21補正
①鹿児島

かごしま救急医療遠
隔画像診断センター
運営事業

二次救急医療体制の中核的役割を
果たしている医療機関の患者診療
を支援するため，これらの医療機関
と鹿児島市内の高度の救急医療を
担う病院との間に遠隔画像診断の
ためのシステムを構築するととも
に，各医療機関から送られてくる画
像を読影する「かごしま救急医療遠
隔画像診断センター」を設置し，救
急患者の適切な診療の強化を図
る。

○ ○ 430,000 308,827 △121,173 　計画のうち，読影医の人件費につ
いて減額するものである。

　事業主体である県医師会と県と協議の上，センターの運
営体制を見直し，読影医の人件費を減じることにより計画
額を減額するものである。

　計画額より安価で目標を達成する見込であり，計画変更
による医療課題の解決による影響はない。

461010 46鹿児島 H21補正
①鹿児島

救急・広域災害医療
情報システム整備事
業

ＩＴの活用を通じ，救急医療や災害
時医療体制を充実させるとともに，
ＥＭＩＳに加入し被災地域での医療
救護活動の支援を図る。

○ ○ 70,000 54,023 △15,977 有 　計画のうち，システム改修費を減
額するものである。

　システム改修費について入札した結果，見込を下回った
ため。

　計画額より安価で目標を達成する見込であり，計画変更
による医療課題の解決による影響はない。

461011 46鹿児島 H21補正
①鹿児島

総合臨床研修セン
ター整備事業

研修医や勤務医，看護師等の研修
の拠点となる総合臨床研修センター
を，鹿児島大学病院内に整備するこ
とにより，実習環境の整備や福利厚
生面でのバックアップを行い，県内
における臨床研修医の確保を図る
とともに，勤務医や看護師等の県内
定着を図る。

○ ○ ○ 640,876 564,317 △76,559 　計画のうち，施設整備の計画額を
減額するものである。

　総合臨床研修センターの設備整備について入札した結
果，見込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成する見込であり，計画変更
による医療課題の解決による影響はない。

461013 46鹿児島 H21補正
①鹿児島

初期臨床研修医奨励
金

初期臨床研修医の生活支援を中心
として事業展開を行うとされている
「鹿児島県医師会医師不足対策基
金」と連携を図りながら初期臨床研
修医の生活支援を行う。

○ 60,000 96,600 ＋36,600 　当該事業の支給対象者である初
期臨床研修医数を，当初計画から
増員することにより，計画額を増額
するものである。

　平成２３年度の医師臨床研修マッチング結果は，９７人と
前年比２４人の増加となったが，この結果を一過性に終わ
らせることなく，研修環境の更なる充実により本計画の目
標「新臨床研修制度開始初年度である平成１６年度の１
年目研修医数１０５人と同数程度確保」の達成に向けて，
計画額の増額を行うものである。

　再生基金の活用により所要の財源を確保し，再生計画
における重要課題の一つである医師確保対策の充実・強
化を図るものである。
　また，変更に伴う財源については，地域医療支援方策検
討事業の執行残額等を活用することから，他の事業に影
響を与えることなく執行が可能である。

461014 46鹿児島 H21補正
①鹿児島

地域医療支援方策検
討事業

医師の地域的偏在や地域の拠点病
院における診療科の休診など深刻
化する医師不足の現状を踏まえ，関
係者の共通認識の下，地域に必要
な医師配置のフレームを策定し，効
率的・安定的な医師配置を図る。

○ 30,000 18,020 △11,980 　計画のうち，委託料について計画
額を減額するものである。

　地域医療支援方策（計画本文では「地域医療フェニック
スプラン（仮称）」）策定の検討に資する「医師実態調査」
について入札した結果，見込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の解決による影響はない。

462001 46鹿児島 H21補正
②奄美

県立大島病院救急セ
ンター棟整備事業

奄美医療圏における救急医療の充
実・強化を図るため，県立大島病院
にＩＣＵを備えた救急センター及び研
修医等の臨床研修センターからなる
救急センター棟を整備する。

○ ○ 1,853,854 1,778,272 △75,582 有 　計画のうち，施設整備の計画額を
減額するものである。

　救急センター棟の設備整備について入札した結果，見
込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成する見込であり，計画変更
による医療課題の解決による影響はない。

462002 46鹿児島 H21補正
②奄美

県立大島病院救急セ
ンター棟運営事業

地域救命救急センター設立準備室
を設置し，同センターに係る実施設
計や医療機器選定業務等を担当す
る医師等を配置する。

○ 333,158 138,774 △194,384 　計画のうち，不採算部分の補填費
用について減額するものである。

　計画のうち，センター棟供用開始予定の平成２５年度に
ついては，運営費用に見合う収益が確保できない見込が
予想されたことから，不採算部分の補填を行うこととして
いたが，センター棟の工事が遅れ平成２６年度から供用
開始となったことから減額するものである。

　計画額より安価で目標を達成する見込であり，計画変更
による医療課題の解決による影響はない。

462003 46鹿児島 H21補正
②奄美

遠隔画像診断による
離島・へき地の診療
支援システム構築事
業

離島・へき地の医療機関（救急告示
病院及びへき地診療所）の診療を
支援するため，県立大島病院との
間に遠隔画像診断システムを構築
する。

○ ○ 89,052 0 △89,052 　鹿児島医療圏のかごしま救急医
療遠隔画像診断センター運営事業
の利活用により事業を中止。

　鹿児島医療圏のかごしま救急医療遠隔画像診断セン
ター運営事業の利活用により，効率的・効果的な事業の
推進が見込まれることから当該事業を廃止するものであ
る。現在，かごしま救急医療遠隔画像診断センター運営
事業に，奄美医療圏から２医療機関が参加しており今後
も同医療圏からの参加が見込まれている。

　上記の医療課題については「かごしま救急医療遠隔画
像診断センター運営事業」によって解決する見込であるた
め，本事業の計画変更による医療課題の解決への影響
はない。
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462004 46鹿児島 H21補正
②奄美

奄美ドクターヘリ運航
事業

県立大島病院救急センター棟の整
備に併せて，奄美地域の救急搬送
体制の整備を図るため，同病院を運
営主体とするドクターヘリ導入に向
けたヘリポート等の整備を行う。

○ 165,127 0 △165,127 　平成２５年度内に格納庫等の整備
に着手することが困難であることか
ら，当該事業を中止するものであ
る。

　奄美地域におけるドクターヘリの導入については，平成
23年12月に運航開始した県本土・熊毛地域等を運航範囲
とするドクターヘリの運航状況や検証結果等を踏まえつ
つ，諸課題等の検討を進めているところである。
　このため，平成２５年度内に格納庫等の整備に着手する
ことが困難であることから，当該事業を中止するものであ
る。

　再生計画期間内の着手は困難であるが，引き続き，奄
美地域の救急搬送体制について検討を続けることとして
いる。
　なお，本事業については，今後，上記の医療課題の解
決に向けて，一般財源による継続の検討も含めて，事業
そのものを見直すこととする。

462005 46鹿児島 H21補正
②奄美

場外離着陸場等基盤
整備事業

救急搬送の際のヘリコプターの円滑
な運航を図るため，奄美地域の市
町村が行う場外離着陸場の新設及
び既存の同離着陸場の舗装・照明
設備等の整備に対して助成する。

○ 30,000 20,496 △9,504 　計画のうち，当初予定していた補
助対象箇所数を減じることにより，
計画額を減額するものである。

　補助制度を活用する市町村が当初計画より少なかった
ため。

　当初計画には満たないものの，本事業により一部の成
果を上げることができ，医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため，地域医療再生計画では当該事業を
減額し，優先順位の高い「県立大島病院医師公舎整備事
業」を行うこととする。

462006 46鹿児島 H21補正
②奄美

県立大島病院医師公
舎整備事業

医師確保対策及び臨床研修医等の
環境改善を図るため，奄美地域の
基幹病院である県立大島病院の勤
務医や臨床研修医の宿舎を整備す
る。

○ 110,000 251,289 ＋141,289 　計画のうち，総事業費の減額及び
基金充当額の増額を行うものであ
る。

　再生計画策定時点においては，時間的制約から他県で
類似する医師公舎を参考に積算したところであるが，その
後，基本設計及び実施設計により詳細な工事費が判明し
たことにより総事業費を減額するものである。また，基金
充当額については，県立大島病院が行う「県立大島病院
救急センター棟運営事業」の執行残額等を活用し増額す
るものである。

　平成２６年度から救急センター棟供用開始に向けて準備
を進めているところであり，併せて医師等の確保対策にも
取り組んでいることから，地域医療再生計画では「県立大
島病院救急センター棟運営事業」等を減額し，優先順位
の高い当該事業に充当することとする。

462007 46鹿児島 H21補正
②奄美

医師修学資金貸与事
業

医師修学資金を貸与し，離島・へき
地等の公的医療機関等に勤務する
医師を確保する。

○ 155,200 327,000 ＋171,800 有 　地域医療再生計画の目標達成に
向けて，平成２２年度における鹿児
島大学医学部定員増に対応する経
費を増額するものである。

　地域医療再生計画の目標として，新臨床研修制度開始
初年度の平成１６年度１年目研修医数１０５人と同数程度
の確保を掲げているが，平成２５年度の１年目研修医数
は，７５人に留まっていることから目標の達成に向けて，
平成２２年度における鹿児島大学医学部定員増に対応す
る経費を増額するものである。

　変更に伴う財源は，県立大島病院救急センター棟整備
事業の執行残額等を活用することとしており，他の事業に
影響を与えることなく執行が可能である。

462008 46鹿児島 H21補正
②奄美

地域枠修学生離島・
へき地医療実習等

地域枠修学生について，離島・へき
地医療に対する熱意を維持するた
めに，鹿児島大学と連携して，離
島・へき地医療実習及び学習会を
行う。

○ 7,788 14,115 ＋6,327 有 　地域医療再生計画の目標達成に
向けて，鹿児島大学と連携して行う
離島・へき地医療実習及び学習会
に係る経費を増額するものである。

　地域医療再生計画の目標として，新臨床研修制度開始
初年度の平成１６年度１年目研修医数１０５人と同数程度
の確保を掲げているが，平成２５年度の１年目研修医数
は，７５人に留まっていることから目標の達成に向けて，
鹿児島大学と連携して行う離島・へき地医療実習及び学
習会に係る経費を増額するものである。

　変更に伴う財源は，離島・へき地医療視察支援事業の
執行残額等を活用することとしており，他の事業に影響を
与えることなく執行が可能である。

462009 46鹿児島 H21補正
②奄美

離島・へき地医療視
察支援事業

県外在住の医師を県内の離島・へ
き地での就業につなげるため，離
島・へき地の医療現場を視察する際
に要する経費の一部を支援する。

○ 10,000 562 △9,438 　計画のうち，離島・へき地の医療
現場を視察する際に要する経費に
ついて予定していた参加者数を減じ
ることにより，計画額を減額するも
のである。

　補助制度を活用する県外在住医師の参加が当初計画
より少なかったため。

　当初計画には満たないものの，本事業により一部の成
果を上げることができ，医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため，地域医療再生計画では当該事業を
減額し，優先順位の高い「県立大島病院医師公舎整備事
業」を行うこととする。

463001 46鹿児島 H22補正 緊急被ばく医療体制
整備事業

緊急時の被ばく医療体制の充実を
図るため，二次被ばく医療機関等の
施設・設備整備等の支援を行う。

○ ○ ○ 554,123 440,956 △113,167 有 　計画のうち，資機材等について１
件当たりの単価を減額するものであ
る。

　除染テントなどの資機材等について入札を実施した結
果，見込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の課題による影響はない。

463002 46鹿児島 H22補正 災害派遣医療チーム
整備事業

災害時の医療提供体制の整備を図
るため，災害派遣医療チーム（ＤＭ
ＡＴ）の整備及び研修・実地訓練等
を行う。

○ ○ 49,089 127,341 ＋78,252 有 　計画のうち，DMAT用資機材の整
備について増額するものである。

　災害時における医療救護活動の強化対策として，新規
に設置するDMATチームに対する資機材の整備に加え
て，DMAT用資機材の拡充等を図り，大規模災害時に迅
速な救急医療が提供できる体制を整備するために増額す
るものである。

　変更に伴う財源については，県立病院救急医療機器整
備事業の執行残額等を活用することとしており，他の事業
に影響を与えることなく執行が可能である。

463003 46鹿児島 H22補正 災害拠点病院等施設
設備整備事業

災害時の重症救急患者等の医療を
確保するため，災害拠点病院等の
施設・設備整備の支援を行う。

○ 534,860 691,896 ＋157,036 有 　計画のうち，災害拠点病院等の機
能強化に必要な設備整備の増額を
行うものである。

　災害時には，災害拠点病院自体も被害を受け混乱が予
想されることから，災害拠点病院と連携する災害時対応
病院の整備充実を中心に進めてきたところであるが，今
般，他の事業の執行残額が見込まれることから，引き続き
災害医療体制の整備を促進するために，県立病院が行う
自家発電機等の整備を支援するため増額するものであ
る。

　変更に伴う財源については，緊急被ばく医療体制整備
事業の執行残額等を活用することとしており，他の事業に
影響を与えることなく執行が可能である。
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463004 46鹿児島 H22補正 心臓疾患診療体制強
化事業

地域における急性心筋梗塞など心
臓疾患の急性期医療体制を整備す
るため，二次救急を担う医療機関に
対し設備整備を行う。

○ 133,333 107,214 △26,119 　計画のうち，心臓カテーテル検査
装置等について１件当たりの単価を
減額するものである。

　心臓カテーテル検査装置等について入札を実施した結
果，見込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の課題による影響はない。

463005 46鹿児島 H22補正 県立病院救急医療機
器整備事業

救急医療体制の充実を図るため，
地域の二次救急を担う県立薩南病
院に医療機器を整備する。

○ 168,000 119,700 △48,300 　計画のうち，マルチスライスCT装
置について１件当たりの単価を減額
するものである。

　マルチスライスCT装置について入札を実施した結果，見
込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の課題による影響はない。

463006 46鹿児島 H22補正 第二次救急医療施設
整備費補助

へき地医療提供体制の充実・強化
を図るため，へき地医療の中核を担
う郡部医療機関の設備整備の支援
を行う。

○ 25,000 47,666 ＋22,666 　計画のうち，国庫補助金の内示額
減額に伴う計画額の増額を行うもの
である。

　平成２４年度医療提供体制推進事業費補助金の内示額
減額を受け，当該事業の執行に影響を及ぼさないよう再
生基金の活用により所要の財源を確保し，円滑な事業の
推進を図るものである。

　変更に伴う財源については，第一種感染症指定病床整
備事業の中止による執行残額を活用することとしており，
他の事業に影響を与えることなく執行が可能である。

463007 46鹿児島 H22補正 第一種感染症指定病
床整備事業

感染力が極めて高い第一種感染症
患者の発生に対応するため，第一
種感染症指定病床（２床）を，鹿児
島大学病院に整備する。

○ 100,000 0 △100,000 　平成25年度内に指定病床整備の
着手が困難であることから，当該事
業を中止するものである。

　鹿児島大学病院の機能を統合し診療体制を再編する鹿
児島大学病院再開発が当初計画より遅れていることか
ら，平成25年度までに指定病床整備の着手が困難となっ
たため当該事業を中止するものである。

　鹿児島大学病院再開発の遅れにより，再生計画期間内
の着手が困難となったが，今後も引き続き鹿児島大学病
院と連携を図りながら病床整備に向けた検討を行う予定
である。
　なお，本事業については，今後，上記の医療課題の解
決に向けて，一般財源による継続の検討も含めて，事業
そのものを見直すこととする。

463008 46鹿児島 H22補正 結核病床施設設備整
備事業

結核入院患者への良質かつ適切な
医療の提供を確保するため，離島
における結核病床の施設設備整備
の支援を行う。

○ ○ 60,196 30,000 △30,196 　計画のうち，結核病床の設備整備
について予定していた補助対象箇
所数を減じることにより，計画額を減
額するものである。

　補助制度を活用する医療機関が当初計画より少なかっ
たため。

　当初計画には満たないものの，本事業により一部の成
果を上げることができ，医療課題の解決に向けた一定の
見通しが立ったため，地域医療再生計画では当該事業を
減額し，優先順位の高い「災害拠点病院等施設設備整備
事業」を行うこととする。

463009 46鹿児島 H22補正 結核診査等観察用モ
ニター整備事業

感染症診査協議会結核部会で審議
する際の電子媒体に対応するた
め，医学的画像診断が可能な観察
用モニター一式を各保健所に整備
する。

○ 53,005 30,450 △22,555 　結核診査適正化のための医学的
画像診断モニターについて１件当た
りの単価を減額するものである。

　結核診査適正化のための医学的画像診断モニターにつ
いて入札を実施した結果，見込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の課題による影響はない。

463010 46鹿児島 H22補正 県立姶良病院スー
パー救急病棟整備事
業

精神科の救急医療体制の充実・強
化を図るため，県内唯一の精神科
二次基幹病院である県立姶良病院
に，短期集中的な治療を行う高規格
の救急病棟を整備する。

○ 144,964 138,820 △6,144 　スーパー救急病棟増改築工事に
ついて単価を減額するものである。

　スーパー救急病棟増改築工事について入札を実施した
結果，見込を下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り，計画変更による医療課題の課題による影響はない。

463011 46鹿児島 H22補正 地域周産期母子医療
センター設備整備事
業

周産期医療体制の充実・強化を図
るため，地域の拠点病院である地
域周産期母子医療センターの設備
整備を支援する。

○ 20,841 33,918 ＋13,077 　計画のうち，国庫補助金の内示額
減額に伴う計画額の増額を行うもの
である。

　平成２４年度医療提供体制推進事業費補助金の内示額
減額を受け，平成２５年度の当該事業の執行に影響を及
ぼさないよう再生基金の活用により所要の財源を確保し，
円滑な事業の推進を図るものである。

　変更に伴う財源については，結核審査等観察用モニ
ター整備事業の執行残額等を活用することとしており，他
の事業に影響を与えることなく執行が可能である。

463012 46鹿児島 H22補正 感染症指定病症機能
強化事業

入院患者への良質かつ適切な医療
を提供を確保するため，奄美医療圏
唯一の感染症対応病院として位置
づけられている県立大島病院の感
染症病床の機能強化を図る。

○ 0 1,770 ＋1,770 　入院患者への良質かつ適切な医
療を提供を確保するため，奄美医療
圏唯一の感染症対応病院として位
置づけられている県立大島病院の
感染症病床の機能強化を図る。

　平成２５年３月に策定した「県保健医療計画」の「感染症
に関する施策」において，感染症予防のための正しい知
識の普及啓発等のソフト面の強化に加え，第二種感染症
指定医療機関の医療資器材等の整備など，医療体制整
備の確保を施策の方向性としたところである。
　県立大島病院は，平成１６年度に第二種感染症指定病
床を４床整備しているが，現在，老朽化により院内感染を
防ぐための陰圧設備が正常に機能しないことや，既存の
換気設備は，外部に感染症の病原体を拡散させないため
の空気清浄の機能が備わっていない状況にあることか
ら，患者への良質かつ適切な医療を提供するため，本計
画に位置づけられている「感染症予防対策」の強化を図る
ものである。

　新規事業の追加に伴う財源については，基金の運用益
等を活用することとしており，他の事業に影響を与えること
なく執行が可能である。
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事業管理番号 都道府県 予算 個別事業名 （事業概要） 施設 設備 ソフト 変更前 変更後 増減 延長 （変更概要） （変更理由） （変更による医療課題の解決への影響）

471001 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

６の２【在宅医療体制
の整備】
在宅歯科支援研修事
業

在宅歯科医療を充実し、要介護者
者や障害者の全身ケアの維持につ
なげる。在宅歯科医療を実施するに
当たって、必要な研修等を行い、在
宅歯科医療に携わる歯科医師の増
加を図る。

○ 12,100 10,692 △1,408 　計画のうち、運営経費について減
額するものである。

　運営経費について、補助対象者と協議のうえ、１箇所あ
たりの補助額を減じることとしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

471002 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

在宅歯科診療機器整
備事業

在宅歯科医療実施に必要な機器整
備を行う

○ 14,000 13,994 △6 　設備整備の１件あたりの単価を減
額するものである。

　医療機器購入について入札を実施した結果、見込みを
下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

471003 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

６の２【がん対策によ
る地域医療連携の取
組】
準がん診療連携拠点
病院整備事業

がん診療拠点病院の要件を満たさ
ないが、それに準ずる病院を準がん
診療拠点病院に指定し、相談支援、
登録事業などを行い、がん対策を推
進していく。

○ 40,000 39,856 △144 　計画のうち、運営経費について減
額するものである。

　運営経費について、補助対象者と協議のうえ、１箇所あ
たりの補助額を減じることとしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

471005 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

がん医療連携体制推
進事業

がん医療連携におけるクリティカル
パスの導入促進を図るとともに、が
ん情報と知識を提供する体制を構
築する。

○ 21,000 19,112 △1,888 　計画のうち、運営経費について減
額するものである。

　運営経費について、補助対象者と協議のうえ、１箇所あ
たりの補助額を減じることとしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

471006 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

がん患者相談支援モ
デル事業

がん患者団体への委託による相談
支援体制強化と、がんに関する情
報提供体制の強化を図る。

○ 7,000 5,260 △1,740 　計画のうち、運営経費について減
額するものである。

　運営経費について、補助対象者と協議のうえ、１箇所あ
たりの補助額を減じることとしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

471007 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

がん罹患者生存確認
調査事業

がん登録の充実強化により、罹患
集計データの品質、完全性の向上
等により精度を高め、がん予防や治
療等の疫学研究等に活用する。

○ 9,900 8,493 △1,407 　計画のうち、運営経費について減
額するものである。

　運営経費について、補助対象者と協議のうえ、１箇所あ
たりの補助額を減じることとしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

471008 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

６の３【研修医等受け
入れのための整備】
研修医等宿舎確保事
業

圏域外からの医療従事者を確保す
るため、医師、看護師、研修医等の
宿舎を整備する。

○ 200,000 199,870 △130 　計画のうち、県立宮古病院の研修
医等宿舎整備について、実施設計
の平米単価を減額するものである。

　県立宮古病院の研修医等宿舎整備において、実施設計
について入札を実施した結果、見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

471009 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

６の３【救急医療体制
の整備】
救急医療体制強化の
ための施設・設備の
整備

県立宮古病院内の改築に際し、同
病院に宮古島市が運営する休日・
夜間救急診療所を整備し、一次救
急を担う。

○ ○ 64,308 59,700 △4,608 　計画のうち、施設整備について工
事費の平米単価を減額するもので
ある。

　建設工事について入札を行ったところ、見込みより下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

471010 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

救急設備の改修
県立八重山病院は、年間25,000人
の救急患者を取り扱い、救急搬送
患者の約85％を引き受けている。救
急室の改築を行い、必要な医療機
器整備を行う。

○ ○ 61,396 55,173 △6,223 　計画のうち、１カ所当たりの設備整
備単価を減額するものである。

　医療機器購入について入札を実施した結果、見込みを
下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

471011 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

救急患者搬送車整備
事業

宮古及び八重山保健医療圏の小規
模離島における救急患者搬送に使
用する車両を整備し、スムーズな搬
送を行う。

○ 30,485 29,506 △979 　計画のうち、１件あたりの車両整
備単価を減額するものである。

　救急患者搬送車両について入札を行ったところ、見込み
より下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

471012 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

６の３【地域医療に必
要な施設・設備の整
備】
離島診療所の整備

老朽化した竹富診療所・医師住宅
及び黒島診療所・医師住宅を改築
し、医師の快適な労働環境を確保
する。

○ 126,000 114,566 △11,434 　計画のうち、施設整備について工
事費の平米単価を減額するもので
ある。

　建設工事について入札を行ったところ、見込みより下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。
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471013 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

へき地歯科診療所整
備補助事業

波照間島に歯科診療所を整備し、
住民への安定的な医療の確保を図
る

○ ○ 0 75,700 ＋75,700 　新規事業として波照間島に歯科診
療所を整備し、住民への安定的な
医療の確保を図る。

　八重山保健医療圏内の歯科診療所数は平成17年現在
25機関で平成14年から3機関増えているが、波照間島に
は歯科診療所が整備されていないため、地域格差を解消
し、住民の安定的な医療の確保を図るため。

　変更に伴う財源については、基金の他の事業の入札等
による減額分及び基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、今後の在
宅歯科診療の推進が可能となる。

471014 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

院内助産所整備事業 産婦人科医の確保が不安定な宮古
及び八重山保健医療圏において、
助産師外来の整備を行うことによ
り、産婦人科を補完する。

○ ○ 47,537 45,465 △2,072 　計画のうち、１カ所当たりの設備整
備単価を減額するものである。

　医療機器購入について入札を実施した結果、見込みを
下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

471016 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

新生児集中治療室の
改修

八重山圏域で妊娠分娩産褥、周産
期の病態の入院医療を全て取り
扱っている県立八重山病院は、それ
に係る施設及び設備が不十分であ
るため、その整備を行い、圏域で周
産期医療が完結できるようにする。

○ ○ 50,604 55,362 ＋4,758 　医療機器の故障等により必要な機
器整備が当初見込みよりも増えた
ため、設備整備費を拡充するもので
ある。

　八重山圏域で妊娠分娩産褥、周産期の病態の入院医
療を全て取り扱っている県立八重山病院について、新生
児集中治療室に必要な機器整備を行う計画であったが、
医療機器の故障等により必要な機器整備が当初見込み
よりも増えたため、設備整備費を拡充するものである。

　変更に伴う財源については、基金の他の事業の入札等
による減額分及び基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。

471018 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

地域医療連携推進協
議会の設置・運営

県、県医師会、地区医師会、県立病
院、民間病院・診療所、保健所等で
構成する協議会等を開催し、地域医
療連携を検討推進していく。

○ 14,000 12,663 △1,337 　計画のうち、運営経費について減
額するものである。

　運営経費について、補助対象者と協議のうえ、１箇所あ
たりの補助額を減じることとしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

471021 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

医師等の離職防止･
再就職の促進対策

・女性医師等復職支援　・短時間正
規雇用支援　・医師交代勤務等導
入促進　･離島離職防止事業等実施
支援　・医師事務作業補助

○ 92,938 92,665 △273 　計画のうち、運営経費について減
額するものである。

　運営経費について、補助対象者と協議のうえ、１箇所あ
たりの補助額を減じることとしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

471022 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

専門医人材育成・人
材確保事業

国内外で実施される専門研修会等
に医師を派遣し、専門医を育成し、
県内における専門分野の後進指導
を行う。

○ 18,000 16,338 △1,662 　計画のうち、研修派遣費用（費用
弁償）について減額するものであ
る。

　研修派遣費用（費用弁償）について、航空券の早割り等
の利用により派遣旅費が見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

471024 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

臨床研修医確保対策
合同説明会参加モデ
ル事業

研修医確保のための合同説明会へ
県内の臨床研修病院が合同で参加
することで、研修医確保への効果を
確認する。

○ 30,000 59,725 ＋29,725 有 　計画のうち、合同説明会の参加回
数を増やすため、運営費を拡充して
研修医の確保を図る。

　当該事業は平成23年度に計画の軽微な変更により、新
規事業で平成24年度から実施しており、年々県外からの
研修医も増加しているものの、離島・へき地を抱える医療
圏においては、医師が不足している状況にあることから、
当該事業の実施期間を延長し、さらに事業効果の検証を
進めるとともに、各臨床研修病院相互の連携体制の構築
を推進し、基金事業終了後の事業継続に向けての体制整
備を図ることとする。

　変更に伴う財源については、基金の他の事業の入札等
による減額分及び基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。なお、基金事業
終了後は、その実績を基に事業内容を検討することとして
おり、モデル事業の実績を増やすことで一般財源等による
事業継続が可能となる。

471025 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

６の１【看護師確保対
策】
沖縄県看護師等修学
資金貸与事業の拡大

貸与人数を増加し、また新たに学校
給付金貸与制度を新設し、養成施
設の学生の中途退学や休学を防
ぐ。

○ 275,000 274,985 △15 　計画のうち、修学資金について減
額するものである。

　修学資金の貸与を実施した結果、貸与額が見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

471027 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

看護職教育研修事業 新人看護職の卒後臨床研修の実
施、指導者の育成、離島等の衛星
通信研修、認定看護師の育成等を
行う。

○ 80,000 106,158 ＋26,158 有 　看護職教育研修事業のうち、認定
看護師養成研修を拡充し、看護職
員の資質向上と安定的な医療提供
体制を確保する。

　医療の高度化・専門化・複雑化に伴う看護機能の役割
拡大、医療安全の重要性が高まっているが、本県の認定
看護師数は平成25年11月現在、95名（認定看護21分野
計）となっており、全国で40番目と少ない状況にある。高
度・専門分化が進む医療現場に対応するため、熟練した
看護技術と知識を用いて質の高い看護が実践できる認定
看護師の育成が不可欠であり、認定看護師養成研修の
実施期間を延長して少しでも多くの認定看護師の確保を
図りたい。

　変更に伴う財源については、基金の他の事業の入札等
による減額分及び基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。認定看護師の
更なる拡充により、看護ケアの広がりと看護の質の向上
を図ることが可能となる。
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471028 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

沖縄県ナースセン
ター事業の充実･拡
大

ナースバンク事業の充実強化、看
護の心普及啓発訪問看護支援事業
の強化等により、看護職の復職支
援等を図る。

○ 40,000 10,000 △30,000 　計画のうち、求人・求職コンピュー
ターシステム開発費を全て減額する
ものである。

　日本看護協会中央ナースセンターの求人・求職コン
ピューターシステムが平成24年度に運用停止することに
伴い、県で同システムを開発する計画であったが、日本看
護協会のシステム運用期間の延長により、県独自でシス
テムを開発する必要がなくなったため。

　上記の医療課題については、日本看護協会が、中央
ナースセンターの求人・求職コンピューターシステムの運
用期間を延長したことにより解決したため、本事業の計画
変更による医療課題の解決への影響はない。

471029 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

島しょ・へき地の看護
職者の人材養成・人
材確保事業

島しょ・へき地で勤務する看護職者
の人材養成・人材確保のための看
護研修事業を実施する。

○ 10,000 9,619 △381 　計画のうち、運営経費について減
額するものである。

　運営経費について、県立看護大学と協議のうえ、運営経
費を減じることとしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

471030 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

６の１【離島診療所等
の医師確保対策】
離島診療所医師の代
診医派遣事業

へき地診療所等の代診医師等のた
めに、へき地医療支援機構に常勤
の医師を配置する。

○ 39,960 38,031 △1,929 　計画のうち、代診医師等の派遣日
数を減じることにより、計画額を減額
するものである。

　離島診療所の医師の休暇等が当初見込みより少なかっ
たため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しがたったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「臨床研修医確保対策合同説明
会参加モデル事業」の拡充を行うこととする。

471031 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

遠隔画像支援システ
ム

県内の離島診療所２０カ所に、イン
ターネット回線を介して、医療機関
の画像情報など診療所で必要とす
る医療情報を得る。

○ 70,000 0 △70,000 　事業を中止。 　当初計画においては、離島・へき地診療所と沖縄本島等
の総合病院間で専用回線を利用して画像診断システムを
構築する予定であったが、維持コストが高額になること等
により見直しを行い、本基金で整備するWeb会議システム
を活用し、簡易な形での画像診断・連携を行うこととした。
よって当該事業を中止し、計画額を全額減額するもので
ある。

　上記の医療課題については、「Web会議システム導入に
よる連携推進事業」の活用によって解決する見込みであ
るため、本事業の計画変更による医療課題の解決への影
響はない。

471032 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

Ｗeb会議システム導
入による連携推進事
業

臨床研修グループの県立病院群(離
島診療所)、ＲｙｕＭＩＣ群、群星沖縄
が相互に臨床研修講義や症例検討
会を配信する。

○ 4,284 3,412 △872 　計画のうち、設備整備費について
減額するものである。

　システム導入の見直しにより、機器整備が不要となった
ため、設備整備費を減じることとしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

471033 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

離島・へき地診療所
等の医療機器等整備

離島・へき地診療所等に妊婦管理
のための胎児モニター等の周産期
に係る機器を整備することにより、
医師等の円滑な診療実施を支援す
る。

○ 207,276 176,140 △31,136 　計画のうち、機器整備費について
１件あたりの単価を減額するもので
ある。

　県立の診療所の機器整備について、機器を統一し、一
括して入札を実施した結果、見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

471034 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

６の１【救急医療対
策】
小児救急電話相談事
業（＃８０００事業）

小児患者の保護者向けの電話相談
体制を整備することにより、地域の
小児救急医療体制の補強と医療機
関の機能分化を推進する（モデル事
業）。

○ 30,000 26,847 △3,153 　計画のうち、相談員の人件費につ
いて、１人あたりの単価を減額する
ものである。

　相談員を採用するにあたり、資格や経験年数等により人
件費の単価が見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

471037 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

重症難病患者入院施
設確保事業

病状悪化等の理由で入院治療が必
要となった在宅の重症難病患者に
対して、適時・適切な入院施設等の
確保を行う。

○ ○ 14,500 35,891 ＋21,391 　計画のうち、補助対象施設を増や
して地域の協力病院を複数確保す
ため、設備整備費を拡充する。

　当該事業は平成23年度に計画の軽微な変更により、新
規事業で平成24年度から実施している。当初は１施設の
設備整備費を補助し、在宅の重症難病患者の緊急入院
等に対処できるよう、入院施設の確保を行う予定であった
が、確保できる病床数も限られている。また、重症難病患
者の在宅医療の推進を図るためにも、補助対象施設を増
やして地域の協力病院を拡充し、在宅の重症難病患者が
適時入院できる体制を構築する必要があるため、本事業
の拡充を図りたい。

　変更に伴う財源については、基金の他の事業の入札等
による減額分及び基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。

471038 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

災害時医療資器材整
備事業

ＤＭＡＴ派遣等、災害時の医療活動
に必要な資器材等の整備

○ 21,900 18,986 △2,914 　計画のうち、機器整備費について
１件あたりの単価を減額するもので
ある。

　機器整備について入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。
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471039 47沖縄 H21補正
①宮古・
八重山

救急搬送用へリポー
ト整備支援事業

旧石垣空港を中継拠点とする海上
保安本部ヘリコプター等による急患
搬送体制を維持するため、石垣空
港跡地への急患搬送用へリポート
を整備する

○ 0 25,120 ＋25,120 有 　計画を変更し、旧石垣空港に急患
搬送用のヘリポートを新たに整備す
る。

　新石垣空港の完成に伴い、八重山医療圏の小規模離
島から急患搬送を行うためには、海上保安本部のヘリコ
プターにより新空港へ搬送し、空港から陸路で救急車両
で病院まで搬送しているが、新空港は市街地から離れて
いるため、陸路の急患搬送に時間を要している。そのた
め、旧石垣空港跡地にヘリポートを整備し、円滑な急患搬
送が行える体制を整えることが急務となっている。

　変更に伴う財源については、基金の他の事業の入札等
による減額分及び基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。

472001 47沖縄 H21補正
②北部

６の２【地域医療連携
体制の整備】
地域医療連携体制総
合調整事業

地域連携クリティカルパスの管理・
運用等、良質な地域医療連携を推
進していくための基盤を整備する。

○ 180,000 179,442 △558 　計画のうち、機器整備費について
１件あたりの単価を減額するもので
ある。

　機器整備について入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

472003 47沖縄 H21補正
②北部

６の２【在宅医療体制
の整備】
在宅歯科支援研修事
業

在宅歯科医療を充実し、要介護者
者や障害者の全身ケアの維持につ
なげる。在宅歯科医療を実施するに
当たって、必要な研修等を行い、在
宅歯科医療に携わる歯科医師の増
加を図る。

○ 34,000 33,830 △170 　計画のうち、運営費を減額するも
のである。

　研修事業の運営費の執行が見込みを下回ったため。 　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

472006 47沖縄 H21補正
②北部

【地域医療に必要な
施設・設備の整備】
在宅歯科診療機器整
備事業

在宅歯科医療実施に必要な機器整
備を行う。

○ 16,000 15,998 △2 　計画のうち、機器整備費について
１件あたりの単価を減額するもので
ある。

　機器整備について入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

472007 47沖縄 H21補正
②北部

妊婦・新生児搬送用
救急車の配備

本医療圏から中部医療圏や南部医
療圏へ安全に妊婦・新生児を搬送
するための専用の救急車の設置

○ 36,959 35,848 △1,111 　計画のうち、機器整備費について
１件あたりの単価を減額するもので
ある。

　機器整備について入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

472008 47沖縄 H21補正
②北部

北部地区周産期医療
体制整備事業

北部医療圏からのハイリスク妊産婦
及びＮＩＵＣに入院が必要な新生児
の受入体制を強化するため、総合
周産期母子医療センターの県立中
部病院の医療機器の整備充実を図
る。

○ 120,000 137,342 ＋17,342 有 　県立中部病院の総合周産期母子
医療センターに必要な医療機器を
整備するため、機器整備費を増額し
て拡充する。

　当初計画よりも県立中部病院の総合周産期母子医療セ
ンターへの患者搬送が多く、必要な医療機器も不足してい
ることから、集中的にその機能を補うための支援を拡充す
る必要がある。

　変更に伴う財源については、基金の他の事業の入札等
による減額分及び基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。

472009 47沖縄 H21補正
②北部

６の３【ＩＴを活用した
取組】
ＩＴを活用した地域医
療連携システムの構
築

地域医療連携推進協議会を設置
し、圏域内でのＩＴを活用した医療機
関の医療情報の共有等について、
検討を行い整備をしていく。

○ 295,015 295,000 △15 　計画のうち、機器整備費について
１件あたりの単価を減額するもので
ある。

　機器整備について入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

472010 47沖縄 H21補正
②北部

６の1【医師確保対
策】
クリニカルシュミレー
ションセンターの設立

沖縄県全体の共同利用施設として、
シミュレーションを用いた医学・医療
教育を行う研修施設を作る

○ ○ ○ 1,400,000 1,393,395 △6,605 　計画のうち、施設整備費の工事費
について１件あたりの単価を減額す
るものである。

　建設工事について入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

472012 47沖縄 H21補正
②北部

医学部定員に地域枠
を設定し、学生に対
する医師修学資金貸
与事業を拡充

医師修学資金を拡充し、将来、地域
医療に携わる医師を安定的に確保
する。

○ 128,000 126,260 △1,740 　計画のうち、貸与条件に反する分
について修学資金を減額する。

　貸与条件で同学年での貸与を禁じており、貸与者が留
年したため、事業実施期間内での執行が見込みよりも下
回ったため。

　基金事業終了後は、貸与条件を満たしていれば継続し
て県費により修学資金を貸与するため、計画変更による
医療課題の解決に影響はない。
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473001 47沖縄 H22補正 がん画像診断連携シ
ステム・重粒子線治
療適応化推進事業

肺がん診療の拠点病院である国立
病院機構沖縄病院に、高解像度CT
と仮装内視鏡機能を有する画像処
理システムを整備し、肺がん検診件
数を10％増加させるとともに、50％
のI期症例の手術割合を60％以上に
引き上げる。また琉大病院等のがん
診療拠点病院等と画像診断の連携
体制を整備し、さらに放射線医学研
究所の重粒子線治療の適応・治療
ルート（年間５人程度）を確立する。

○ 100,000 78,711 △21,289 　計画のうち、機器整備費について
１件あたりの単価を減額するもので
ある。

　機器整備について入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

473003 47沖縄 H22補正 遠隔読影及び循環器
検査支援システム整
備事業

放射線専門医や循環器専門医によ
る、検査データに関する医療情報の
コンサルテーションシステムを、Web
上に構築し、琉球大学附属病院所
属する医師および他の協力病院に
所属する医師が、Web上でバーチャ
ルなグループを形成し、交代で支援
を行うシステムとして運営する。患
者に関するコンサルテーションを年
間で250件、放射線読影1000件、循
環器等検査の読影200件、病理検
体読影250検体を目標とする。

○ ○ 200,000 154,444 △45,556 　計画のうち、機器整備費について
１件あたりの単価を減額するもので
ある。

　機器整備について入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

473004 47沖縄 H22補正 離島・へき地医療を
担う基幹病院への画
像診断連携システム
整備事業

離島・へき地を抱える基幹病院が、
脳卒中等の急性期の対応病院と
なっており、それらの病院に高解像
度のCT、MRI、DR及びそれらと併せ
たPACSの整備等を行い、これまで
困難であった高解像度画像による
診断や、撮影時間の短縮、三次医
療機関への詳細画像の提供による
連携等により、救急対応の迅速化、
疾病の早期診断に繋げる。

○ 433,600 428,290 △5,310 　計画のうち、機器整備費について
１件あたりの単価を減額するもので
ある。

　機器整備について入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

473005 47沖縄 H22補正 急性期脳卒中医療体
制整備事業

宮古医療圏の脳卒中急性期医療機
関である宮古病院に、脳外手術用
顕微鏡システムを導入し、安全でク
オリティの高い手術を可能とし、脳
外手術に係る本島急患輸送０件を
目指し、治療成績を向上させ、また
医師の能力を最大限発揮し、医師
確保・定着に繋げる。

○ 34,900 34,808 △92 　計画のうち、機器整備費について
１件あたりの単価を減額するもので
ある。

　機器整備について入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

473006 47沖縄 H22補正 結核接触者健診強化
事業

QFT検査（結核検診におけるより感
度の高い検査）の対象を、拡大し
（年700件）、接触者健診を強化する
ことにより、早期に潜在性結核感染
者を発見、治療し、新たな発病者の
発生、蔓延防止を図るとともに、集
団感染、多剤耐性結核に係る分子
疫学調査として、VNTR検査（結核菌
の遺伝子解析検査）を実施する。新
規患者数（平成25年度10万人対）
14.5を目指す。

○ 9,900 9,626 △274 　計画のうち、検査機器の機器整備
費について１件あたりの単価を減額
するものである。

　これまで、外部の検査機関に委託していたが、県の保健
所等で直接検査できる体制を整えるため、検査機器整備
について入札を実施した結果、見込みを下回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

473007 47沖縄 H22補正 対外設置型補助人工
心臓装置整備事業

循環器医師の当直により24時間対
応可能な県立南部医療センターに、
長期間対応可能な補助人工心臓装
置を整備して、本土及び海外での心
臓移植までの間、県内で同時に２人
に対して対処できるようにし、心不
全等の進行を防ぎ、移植手術の成
功に繋げる。

○ 23,940 22,785 △1,155 　計画のうち、機器整備費について
１件あたりの単価を減額するもので
ある。

　機器整備について入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。
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473008 47沖縄 H22補正 産婦人科医師確保対
策事業

婦人科医師の確保が困難な北部医
療圏において、民間等医療機関の
協力を得て、県立北部病院へ短期
的に医師を派遣し、産科医療を確保
し、年間200件の分娩を目指す。

○ 76,000 53,260 △22,740 　計画のうち、予定していた産婦人
科医師の派遣期間の短縮に伴い計
画額を減額するものである。

　当初計画では、民間等医療機関・団体の協力を得て、産
婦人科医師2名を１年間、県立北部病院に派遣することで
産科医療を確保する計画であったが、県内に限らず全国
的にも産科医が不足していることもあり、短期的な医師派
遣も困難な状況にあるため、産婦人科医師１名の派遣期
間を当初計画より短縮したため。

　当初計画には満たないものの、本事業により一部の成
果を上げることができ、医療課題の解決に向けた一定の
見通しがたったため、地域医療再生計画では当該事業を
減額し、優先順位の高い「NICU等長期入院児の在宅移行
支援施設機器整備事業」を行うこととする。

473011 47沖縄 H22補正 総合周産期NICU後
方支援体制整備事業

地域周産期母子医療センターに、高
機能の超音波診断装置等を整備し
て、総合周産期センターからの転院
を円滑なものにし、また満床時に新
たな重症児が出生した場合のため
の、救急時対応保育器等を整備し
て、重症度の低い児を地域周産期
センターに搬送・入院できるように
し、総合周産期センターの病床を確
保する。

○ 27,700 27,580 △120 　計画のうち、機器整備費について
１件あたりの単価を減額するもので
ある。

　機器整備について入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

473013 47沖縄 H22補正 院内助産所整備事業 産科医の確保が困難な県立北部病
院と、周産期医療で北部圏域の支
援を行っている県立中部病院に、妊
婦診断に必要な機材・機器等を整
備し、また助産師の研修を行って助
産外来を整備して、産婦人科医不
足に対処し、将来は院内助産所とし
て運営できるようにする。

○ ○ 16,200 14,386 △1,814 　計画のうち、機器整備費について
１件あたりの単価を減額するもので
ある。

　機器整備について入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

473015 47沖縄 H22補正 児童思春期療養病床
医療機器等整備事業

国立病院機構琉球病院に、児童思
春期の療養のための病床を確保し
（４床）、そこで必要な医療機器等を
整備する。県内で不足している発達
障害や情緒障害等を有する子ども
への専門的な医療サービスを提供
する。

○ ○ 17,060 10,509 △6,551 　計画のうち、機器整備費及び研修
費用について１件あたりの単価を減
額するものである。

　機器整備について入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。
また、研修費用について補助対象者と協議のうえ、補助
額を減じることとしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

473016 47沖縄 H22補正 在宅医療推進基幹薬
局体制等整備事業

薬剤師会直営の３薬局（中部、那
覇、南部）と会員薬局（宮古・八重山
地区）２薬局に注射薬の無菌製剤を
行うための設備整備を行い、基幹薬
局として在宅医療分野における薬
局、薬剤師の医療連携体制への参
加を図り、また各職種間が共有でき
る在宅機能データベースの整備を
行う。あわせて指導薬剤師等を育成
する。

○ ○ 12,600 12,300 △300 　計画のうち、機器整備費について
１件あたりの単価を減額するもので
ある。

　機器整備について入札を実施した結果、見込みを下
回ったため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

473017 47沖縄 H22補正 沖縄県総合保健指導
支援・疾病管理セン
ター整備事業

専門医やかかりつけ医、各医療職
種や保険者等と共同で、本県の疾
病特性に応じた特定保健指導・請
求の手法を確立して、県としてオー
ソライズされた特定保健指導を実施
し、実施率を高め（目標50％増）、潜
在ハイリスク患者の治療を行う。そ
れら疾病情報のデータベースを構
築し、県民の疾病特性に応じた保健
指導・診療を行う。

○ ○ 30,000 29,723 △277 　計画のうち、運営経費について減
額するものである。

　運営経費について、補助対象者と協議のうえ、１箇所あ
たりの補助額を減じることとしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

473021 47沖縄 H22補正 看護師等修学資金貸
与事業

救急病院全体へ人材を誘導し、定
着させるため、現行条例で返還とな
る施設を返還免除対象施設に追加
し、1年あたりの需要数にあたる約
100名分、修学資金の貸与人数を増
員する。

○ 129,600 89,437 △40,163 　計画のうち、修学資金について予
定していた貸与人数を減じることに
より、計画額を減額するものであ
る。

　H21補正の基金事業で看護師等修学資金貸与事業を実
施しているが、需要に合った供給を行うため、返還免除対
象施設を追加し、その分の貸与人数の増員分をH22補正
の基金事業としていたが、貸与人数が見込を下回ったた
め。

　上記の医療課題については、県の条例改正に伴い、
H21補正の基金事業「沖縄県看護師等修学資金貸与事業
の拡大」においても救急病院が返還免除対象施設になる
ことから、本事業が見込んでいた救急病院全体への人材
誘導は目標を達成できる見込みである。
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473022 47沖縄 H22補正 院内助産所（民間）整
備事業

院内助産所・助産所外来の開設に
必要な新築、増改築及び改修に要
する工事費、設備整備、研修に対し
て補助し（約４箇所）、勤務する助産
師数を増やし、産科医の負担を軽減
する。

○ ○ ○ 14,800 7,286 △7,514 　計画のうち、施設整備、設備整備
について１件あたりの単価を減額す
るものである。

　施設整備及び設備整備について、補助対象者と協議の
うえ、１箇所あたりの補助額を減じることとしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

473023 47沖縄 H22補正 院内保育所施設（民
間）整備事業

病院内保育所として必要な新築、増
改築及び改修に要する工事費又は
工事請負費に対して補助し、需要数
に見合う約200人を保育できるよう
にし、出産・育児による離職を防止
する。

○ 84,500 0 △84,500 　事業を中止。 　当初計画では、医療提供体制施設整備交付金による病
院内保育所施設整備事業と当該事業を併せて補助を手
厚くする計画であったが、病院側の事業計画と施設整備
交付金の交付決定時期の相違もあり、補助制度を活用す
る医療機関が見込みより下回ったため。

　上記の医療課題については、都道府県の労働局が実施
する事業所内保育施設設置・運営等支援助成金の活用
により、本事業が見込んでいた目標を達成する見込みで
あるため、本事業の計画変更による医療課題の解決への
影響はない。

473024 47沖縄 H22補正 訪問看護推進事業 訪問看護に関するコールセンター、
関係機関連携システムの構築、訪
問看護事業のPR等を行い、訪問看
護ステーションの事業活動を推進
し、全国並みを目標に事業所を増加
させる。

○ 20,000 19,794 △206 　計画のうち、運営経費について減
額するものである。

　運営経費について、補助対象者と協議のうえ、１箇所あ
たりの補助額を減じることとしたため。

　計画額より安価で目標を達成することができたものであ
り、計画変更による医療課題の解決に影響はない。

473027 47沖縄 H22補正 広域災害救急医療情
報システム整備事業

大規模な災害時の医療機関の稼動
状況、意思・看護師等要員の状況、
電気等の生活必需基盤の確保、医
薬品等の備蓄状況等、災害医療に
係る総合的な情報収集を行うととも
に、県外とも連携し、県内外の
DMATの出動要請、広域医療搬送
等が迅速に行えるよう、広域災害救
急医療情報システムを構築する。

○ 0 14,700 ＋14,700 　新規事業として広域災害救急医療
情報システムを構築し、大規模災害
時における情報の共有化を図り連
携体制を強化する。

　大規模災害等に備えた災害医療体制については、東日
本大震災のような広域災害の場合は、一地域では対応で
きない場合が想定されるため、大規模災害時には、全国
で傷病者や病院の被災状況の情報を共有し、医療救護班
等の派遣等の指示・調整を行い得る広域的な連携体制の
整備が急務となっているため。

　変更に伴う財源については、基金の他の事業の入札等
による減額分及び基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。

473028 47沖縄 H22補正 へき地歯科診療所整
備補助事業

渡名喜島に歯科診療所を整備し、
住民への安定的な医療の確保を図
る。

○ ○ 0 71,300 ＋71,300 　新規事業として渡名喜島に歯科診
療所を整備し、住民への安定的な
医療の確保を図る。

　渡名喜島には歯科診療所が整備されていないため、地
域格差を解消し、住民の安定的な医療の確保を図るとと
もに、限られた医療資源の中で、それを効果的効率的に
活用するため、在宅医療の推進等、地域との連携強化を
図るため。

　変更に伴う財源については、基金の他の事業の入札等
による減額分及び基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。また、今後の在
宅歯科診療の推進が可能となる。

473029 47沖縄 H22補正 NICU等長期入院児
の在宅移行支援施設
機器整備事業

在宅療養児の定期的医学管理及び
保護者の負担軽減を目的とした日
中一時支援事業を実施する民間病
院の機器整備を補助し、県立中部
病院や県立南部医療センター・こど
も医療センター等の基幹病院の後
方支援施設として連携を図る。

○ 0 3,200 ＋3,200 　新規事業として、総合周産期母子
医療センターの後方支援施設として
連携する民間病院の機器整備を図
る。

　総合周産期母子医療センター等におけるNICUの病床利
用率が高いため、重症度の低い児や病状が安定した児に
ついては、地域の医療機関や在宅への移行を推進するた
め、地域の民間病院でレスパイトケアが実施できる体制を
構築し、地域の医療機関等との連携を強化する必要があ
る。

　変更に伴う財源については、基金の他の事業の入札等
による減額分及び基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。

473030 47沖縄 H22補正 歯科衛生士専門課程
研修事業

歯科衛生士の専門課程研修を実施
して人材育成を行う。また、研修修
了者を次の研修でインストラクターと
して活用し、研修を継続して行う体
制を構築する。

○ 0 5,444 ＋5,444 　新規事業として、歯科衛生士の専
門課程研修（歯周病、障害者歯科、
在宅歯科）を実施し、人材の育成を
図る。

　歯科医療現場において必要な知識や技術、使用機材は
日々進歩しており、医療従事者はそれに対応するための
研鑚を求められる。しかしながら歯学部がない県内におい
て、高度な専門的研修を受ける機会はごく限られており、
また離島県であるため、県外で研修を受けるのは費用的
負担も大きいことから、本県には学会認定の歯科衛生が
圧倒的に不足しており、人材育成が急務となっている。

　変更に伴う財源については、基金の他の事業の入札等
による減額分及び基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。
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473031 47沖縄 H22補正 タンデムマス法導入
機器整備事業

本県にタンデムマス法を導入するた
め必要な機器整備を行い、先天性
代謝異常症の早期発見、早期治療
により障害の発生を予防する。

○ 0 38,626 ＋38,626 　新規事業として、タンデムマス法を
導入するための必要な機器整備を
行う。

　本県では、県内で出生した全ての新生児を対象にマス・
スクリーニング検査（6疾患）による「先天性代謝異常等検
査事業」を実施しているが、新しい検査法のタンデムマス
法（13疾患追加）を導入し、対象疾患を拡大することでより
多くの小児を障害から予防することができる。そのため、
各都道府県では新しい検査法の導入が進められており、
本県でもタンデムマス法によるマス・スクリーニング検査を
早期に導入し、知的障害や成長障害の発生を予防する必
要がある。

　変更に伴う財源については、基金の他の事業の入札等
による減額分及び基金の運用益を活用することとしてお
り、他の事業に影響を及ぼすことはない。

473032 47沖縄 H22補正 公立久米島病院医療
連携構築事業

久米島唯一の病院である公立久米
島病院の電子カルテシステムを再
構築し、島内の診療所や介護施設、
圏域の中核病院との医療連携を強
化する。

○ 0 105,370 ＋105,370 有 　久米島唯一の病院である公立久
米島病院の電子カルテシステムを
整備し、病院、学校、久米島町と連
携して小児から成人までの健康指
導を行うモデルとする。

　公立久米島病院の現電子カルテシステムは、
WindowsXP対応となっており、平成26年４月にWindowsXP
のセキュリティーサポートが終了するため、電子カルテシ
ステムの改修が必要であるが、システムを導入したソフト
会社のメーカーサポートも平成27年３月末に終了するた
め、電子カルテシステムの再整備が急務となっている。そ
のため、久米島唯一の病院である公立久米島病院に新た
に電子カルテシステムを整備し、病院、学校、久米島町と
連携した小児から成人までの健康指導を行うモデル事業
を実施する。

　変更に伴う財源については、基金の他の事業の入札等
による減額分及び運用益を活用することとしており、他の
事業に影響を及ぼすことはない。
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